
ご契約のしおりCD用

　■	約款のレイアウトについて

	 「約款」をお読みになる際は、以下を参考にしてください。

   ２ 保障の開始について

   第３条  責任開始の時

		

		
		

   ３ 給付金等の支払いについて

   第４条  給付金・祝金の支払い

		１．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または祝金の支払事由
が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または祝金をその受取人に支払
います。ただし、免責事由（第５条）に該当するときは支払いません。なお、給
付金または祝金の支払いに関しては、第１条（保険契約の型）の規定により選択
された保険契約の型に定められている給付金・祝金の種類に限ります。

				 						支払事由（給付金等を支払う場合）		 		金　額		 		受取人		

		

入
院
給
付
金		

		被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす入院（別表１	★	）をした
とき
		⑴	 責任開始の時	＊１	以後に生じた
傷害	＊２	または疾病	＊３	を直接の
原因とする入院

		⑵	 ⑴の傷害	＊２	または疾病	＊３	の治
療を直接の目的とする入院

		⑶	 病院または診療所（別表３	★	）
への入院

		⑷	 入院日数が１日	＊４	以上の入院		

		１回の入院につき、
		（入院給付金日額）

		×
		（入院日数）		 		

入
院
給
付
金
受
取
人														

入
院
初
期
重
点
給
付
金		

		被保険者が、保険期間中に入院給付
金が支払われる入院（別表１	★	）を
したとき
				

		１回の入院につき、
		（入院給付金日額）

		×
		（入院日数）		

		（注）	 入院開始から入院日数
30日分を限度として入
院給付金に加えて支払い
ます。		

    第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
		第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活
（第19条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 傷害
		責任開始の時	＊１	以後に生じた
不慮の事故（別表２	★	）を直接
の原因とする傷害をいいます。

  ＊３ 疾病
		公的医療保険制度（別表５	★	）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存	Ａ	は
含みません。なお、責任開始の
時	＊１	以後に生じた「不慮の事故
（別表２	★	）以外の外因」を直
接の原因とする傷害について
は、疾病とみなして取り扱いま
す。
			Ａ： 	平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分類項目中の分類番号
F11.2、F12.2、F13.2、
F14.2、F15.2、F16.2、
F18.2、F19.2に規定され
る内容によるものとし､ 薬
物には、モルヒネ、アヘン、
コカイン、大麻、精神刺激
薬、幻覚薬等を含みます。

  ＊４ 入院日数が１日
		入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

 第４条  補足説明3〈脚注〉
「別表」や「ご契約のしおり」などを参照にしている部分について、
その参照先のページを記載しています。
※脚注は約款ではありません。

1〈本文〉
この約款の「本文」です。 2〈補足説明〉

・「本文」に記載した用語について、説明しています。
　（例：＊ 1、＊ 2…）
・補足説明の中でさらに補足を加えている場合もあります。
　（例：A、B…）
※補足説明も約款の一部ですので、本文とあわせてお読みください。

		項　目		 		内　容		

		③	 被保険者が、放射線治
療給付金の支払事由の
⑷－③に該当する放射
線治療を複数回受けた
とき

				

		ア．最初の放射線治療を受けた日からその日を含め
て60日間ごとを同一放射線治療期間とします。

		イ．同一放射線治療期間中に受けた放射線治療につ
いては、１回の給付を限度とします。		

		⑸	 死亡給付金について

		項　目		 		内　容		

		被保険者の生死が不明のと
き　		

		会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。		

		⑹	 健康祝金について

		項　目		 		内　容		

		①	 被保険者が、同一の傷
害	＊２	または同一の疾
病	＊16	を直接の原因とし
て、入院給付金が支払
われる入院を２回以上
したとき		

		その２回以上の入院について、⑵－③または④によ
り、入院給付金の支払いにあたって１回の入院とみ
なすときは、継続した１回の入院とみなします。		

		②	 被保険者が、「健康祝金
判定期間」の満了時を
含んで入院給付金が支
払われる入院を継続し
たとき		

		「健康祝金判定期間」の満了後の入院についても、
その入院を開始した日を含む「健康祝金判定期間」
中の入院とみなします。		

		③	 健康祝金が支払われた
後に、その「健康祝金
判定期間」中に支払事
由が生じた５日以上の
継続した入院に対する
入院給付金が支払われ
るとき		

		ア．入院給付金	＊20	の合計額から健康祝金額を差し
引いて支払います。

		イ．入院給付金	＊20	の合計額が健康祝金額に不足す
るときは、保険契約者は、その不足する金額を
会社に返還することを必要とします。		

		★別表１（P.368参照）、別表２（P.368参照）、別表３（P.369参照）、別表４（P.369参照）、
別表５（P.369参照）、別表６（P.369参照）、別表７（P.369参照）、別表８（P.369参照）、別
表９（P.370参照）、別表10（P.370参照）、別表12（P.371参照）		

   第５条  免責事由

		１．支払事由（第４条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金を支払いません。

				 		免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）		

		

放
射
線
治
療
給
付
金
・
特
定
検
査
給
付
金

入
院
給
付
金
・
入
院
初
期
重
点
給
付
金
・
手
術
給
付
金
・		

		支払事由が次のいずれかによるとき
		⑴	 保険契約者の故意または重大な過失
		⑵	 被保険者の故意または重大な過失
		⑶	 被保険者の犯罪行為
		⑷	 被保険者の精神障害を原因とする事故
		⑸	 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
		⑹	 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生
じた事故

		⑺	 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を
している間に生じた事故

		⑻	 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所
見のないもの	＊１	（原因の如何を問いません。）

		⑼	 地震、噴火または津波
		⑽	 戦争その他の変乱		

 第４条  補足説明

 	  ＊20 入院給付金
		同時に支払われる他の給付金を
含みます。

   第５条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
		医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

【記載例】５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）普通保険約款

※約款中の文言の後ろの条文の番号は、その文言について規定されている箇所を表しています。

〔例〕免責事由（第５条）

　なお、同じ条文中にその文言が２回以上ある場合は、２回目以降の記載は省略します。

   ２ 保障の開始について

   第３条  責任開始の時

		

		
		

   ３ 給付金等の支払いについて

   第４条  給付金・祝金の支払い

		１．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または祝金の支払事由
が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または祝金をその受取人に支払
います。ただし、免責事由（第５条）に該当するときは支払いません。なお、給
付金または祝金の支払いに関しては、第１条（保険契約の型）の規定により選択
された保険契約の型に定められている給付金・祝金の種類に限ります。

				 						支払事由（給付金等を支払う場合）		 		金　額		 		受取人		

		

入
院
給
付
金		

		被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす入院（別表１	★	）をした
とき
		⑴	 責任開始の時	＊１	以後に生じた
傷害	＊２	または疾病	＊３	を直接の
原因とする入院

		⑵	 ⑴の傷害	＊２	または疾病	＊３	の治
療を直接の目的とする入院

		⑶	 病院または診療所（別表３	★	）
への入院

		⑷	 入院日数が１日	＊４	以上の入院		

		１回の入院につき、
		（入院給付金日額）

		×
		（入院日数）		 		

入
院
給
付
金
受
取
人														

入
院
初
期
重
点
給
付
金		

		被保険者が、保険期間中に入院給付
金が支払われる入院（別表１	★	）を
したとき
				

		１回の入院につき、
		（入院給付金日額）

		×
		（入院日数）		

		（注）	 入院開始から入院日数
30日分を限度として入
院給付金に加えて支払い
ます。		

    第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
		第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活
（第19条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 傷害
		責任開始の時	＊１	以後に生じた
不慮の事故（別表２	★	）を直接
の原因とする傷害をいいます。

  ＊３ 疾病
		公的医療保険制度（別表５	★	）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存	Ａ	は
含みません。なお、責任開始の
時	＊１	以後に生じた「不慮の事故
（別表２	★	）以外の外因」を直
接の原因とする傷害について
は、疾病とみなして取り扱いま
す。
			Ａ： 	平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分類項目中の分類番号
F11.2、F12.2、F13.2、
F14.2、F15.2、F16.2、
F18.2、F19.2に規定され
る内容によるものとし､ 薬
物には、モルヒネ、アヘン、
コカイン、大麻、精神刺激
薬、幻覚薬等を含みます。

  ＊４ 入院日数が１日
		入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

 第４条  補足説明

   ２ 保障の開始について

   第３条  責任開始の時

		

		
		

   ３ 給付金等の支払いについて

   第４条  給付金・祝金の支払い

		１．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または祝金の支払事由
が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または祝金をその受取人に支払
います。ただし、免責事由（第５条）に該当するときは支払いません。なお、給
付金または祝金の支払いに関しては、第１条（保険契約の型）の規定により選択
された保険契約の型に定められている給付金・祝金の種類に限ります。

				 						支払事由（給付金等を支払う場合）		 		金　額		 		受取人		

		

入
院
給
付
金		

		被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす入院（別表１	★	）をした
とき
		⑴	 責任開始の時	＊１	以後に生じた
傷害	＊２	または疾病	＊３	を直接の
原因とする入院

		⑵	 ⑴の傷害	＊２	または疾病	＊３	の治
療を直接の目的とする入院

		⑶	 病院または診療所（別表３	★	）
への入院

		⑷	 入院日数が１日	＊４	以上の入院		

		１回の入院につき、
		（入院給付金日額）

		×
		（入院日数）		 		

入
院
給
付
金
受
取
人														

入
院
初
期
重
点
給
付
金		

		被保険者が、保険期間中に入院給付
金が支払われる入院（別表１	★	）を
したとき
				

		１回の入院につき、
		（入院給付金日額）

		×
		（入院日数）		

		（注）	 入院開始から入院日数
30日分を限度として入
院給付金に加えて支払い
ます。		

    第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
		第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活
（第19条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 傷害
		責任開始の時	＊１	以後に生じた
不慮の事故（別表２	★	）を直接
の原因とする傷害をいいます。

  ＊３ 疾病
		公的医療保険制度（別表５	★	）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存	Ａ	は
含みません。なお、責任開始の
時	＊１	以後に生じた「不慮の事故
（別表２	★	）以外の外因」を直
接の原因とする傷害について
は、疾病とみなして取り扱いま
す。
			Ａ： 	平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分類項目中の分類番号
F11.2、F12.2、F13.2、
F14.2、F15.2、F16.2、
F18.2、F19.2に規定され
る内容によるものとし､ 薬
物には、モルヒネ、アヘン、
コカイン、大麻、精神刺激
薬、幻覚薬等を含みます。

  ＊４ 入院日数が１日
		入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

 第４条  補足説明
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  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第14条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日とし、責任開始の日
を含む月の翌月１日を契約成立日 ★ とします。契約年齢（第33条）の計算にあたっ
ては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入
します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ４ 給付金の支払いについて

   第４条  給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して給付金をその受取人に支払います。ただし、免責
事由（第５条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

災
害
死
亡
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に、次のいずれかに
該当したとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故

（別表１ ★ ）による傷害を直接の原因とし
て、その事故の日からその日を含めて
180日以内に死亡したとき

  ⑵ 責任開始の時 ＊１ 以後に発病した感染症（別
表２ ★ )を直接の原因として死亡したとき  

  被保険者が死亡した
日における積立金の
1.5倍相当額  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人      

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中
に死亡したとき。ただし、災害死亡給付金が
支払われるときは、死亡給付金は支払いませ
ん。  

  被保険者が死亡した
日における積立金相
当額  

  ２．給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者の生死が不明
のとき  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

    第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。

  利率変動型積立保険普通保険約款  
  （実施　平22.4.2 ／改正　平26.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    保険料または不定期払保険料の積立および死亡または災害死亡に対する保障    
  保険金・給付金の種類    ⑴ 災害死亡給付金

  ⑵ 死亡給付金  
  配当タイプ    毎年利差配当  

  備考    払い込まれた保険料または不定期払保険料を、毎年変更する積立利率に基づいて積み立てます。
なお、積立利率は最低保証利率である0.1％を下回ることはありません。  

   １ 用語の意義について

   第１条  用語の意義

  この普通保険約款において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  ⑴ 積立金    ① 将来、給付金等を支払うため、積立利率等に基
づいて計算する保険契約に対する責任準備金を
いいます。

  ② 積立金額は、会社の定める金額を限度とします。
積立金額が会社の定める金額を超えるときは、
会社の定める金額を超える積立金額を保険契約
者に支払います。  

  ⑵ 積立利率    ① 積立金を計算する際に用いる利率をいい、会社
は、毎年変更する予定利率等に基づき４月１日
に変更を行います。ただし、変更後の積立利率
は、最低保証利率である0.1％を下回ることは
ありません。

  ② 会社は、毎年４月１日における積立利率を会社
の定める方法により開示します。  

  ⑶ 保険料    保険契約者が、年払、半年払または月払により定期
的に払い込む金銭をいいます。  

  ⑷ 不定期払保険料    保険契約者が、⑶に定める保険料以外で一時に払い
込む金銭をいいます。  

   ２ 保険契約の締結について　

   第２条  保険契約の締結

  この保険契約を締結するときは、保険契約者は、この保険契約を保険契約指定特
約に定める被指定契約とする指定契約とあわせて締結することを必要とします。

   ３ 保障の開始について

   第３条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  
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  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第14条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日とし、責任開始の日
を含む月の翌月１日を契約成立日 ★ とします。契約年齢（第33条）の計算にあたっ
ては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入
します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ４ 給付金の支払いについて

   第４条  給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して給付金をその受取人に支払います。ただし、免責
事由（第５条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  
  

災
害
死
亡
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に、次のいずれかに
該当したとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故

（別表１ ★ ）による傷害を直接の原因とし
て、その事故の日からその日を含めて
180日以内に死亡したとき

  ⑵ 責任開始の時 ＊１ 以後に発病した感染症（別
表２ ★ )を直接の原因として死亡したとき  

  被保険者が死亡した
日における積立金の
1.5倍相当額  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人      

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中
に死亡したとき。ただし、災害死亡給付金が
支払われるときは、死亡給付金は支払いませ
ん。  

  被保険者が死亡した
日における積立金相
当額  

  ２．給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者の生死が不明
のとき  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

    第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。

  利率変動型積立保険普通保険約款  
  （実施　平22.4.2 ／改正　平26.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    保険料または不定期払保険料の積立および死亡または災害死亡に対する保障    
  保険金・給付金の種類    ⑴ 災害死亡給付金

  ⑵ 死亡給付金  
  配当タイプ    毎年利差配当  

  備考    払い込まれた保険料または不定期払保険料を、毎年変更する積立利率に基づいて積み立てます。
なお、積立利率は最低保証利率である0.1％を下回ることはありません。  

   １ 用語の意義について

   第１条  用語の意義

  この普通保険約款において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  ⑴ 積立金    ① 将来、給付金等を支払うため、積立利率等に基
づいて計算する保険契約に対する責任準備金を
いいます。

  ② 積立金額は、会社の定める金額を限度とします。
積立金額が会社の定める金額を超えるときは、
会社の定める金額を超える積立金額を保険契約
者に支払います。  

  ⑵ 積立利率    ① 積立金を計算する際に用いる利率をいい、会社
は、毎年変更する予定利率等に基づき４月１日
に変更を行います。ただし、変更後の積立利率
は、最低保証利率である0.1％を下回ることは
ありません。

  ② 会社は、毎年４月１日における積立利率を会社
の定める方法により開示します。  

  ⑶ 保険料    保険契約者が、年払、半年払または月払により定期
的に払い込む金銭をいいます。  

  ⑷ 不定期払保険料    保険契約者が、⑶に定める保険料以外で一時に払い
込む金銭をいいます。  

   ２ 保険契約の締結について　

   第２条  保険契約の締結

  この保険契約を締結するときは、保険契約者は、この保険契約を保険契約指定特
約に定める被指定契約とする指定契約とあわせて締結することを必要とします。

   ３ 保障の開始について

   第３条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  
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   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

  項　目    内　容  

  ① 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意また
は重大な過失によって
被保険者を死亡させた
とき  

  故意または重大な過失によって被保険者を死亡させ
た受取人が受け取るべき金額は支払いません。なお、
残額は他の受取人に支払います。  

  ② 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって災害死
亡給付金の支払事由が
生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、災害死亡給付金の金額の一部または全部を支払
います。  

  ⑵ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  ① 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ② 「戦争その他の変乱」に
よって死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡給付金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ③ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ア．保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  イ．この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ５ 給付金の支払請求手続について

   第６条  給付金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第４条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）をすみ
やかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、給付金の全部またはその相当部分を死亡
退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当す
ることが確認されているときは、死亡給付金受取人は給付金の支払いを請求する
際、次の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、
死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取
り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 給付金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊１ が確認した書類  

  項　目    内　容  

  ② 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 以後契約成立日

（第３条）の前日までの
間に災害死亡給付金ま
たは死亡給付金の支払
事由に該当し、災害死
亡給付金または死亡給
付金が支払われるとき  

  会社は、責任開始の日 ＊２ を契約成立日とみなして、
死亡給付金受取人に災害死亡給付金または死亡給付
金を支払います。  

  ⑵ 災害死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者が、災害死亡給付
金の支払事由に該当した場
合 で、 不 慮 の 事 故（ 別 表
１ ★ ）の日または感染症（別
表２ ★ ）を発病した日 ＊３ 以
後、被保険者が死亡した日
までの間に、不定期払保険
料の払込み（第11条）、保
険料の増額（第18条）また
はこの保険契約の一部解約
の取消し（第23条）があっ
たとき  

  次のとおり取り扱います。
  ① この不定期払保険料、保険料の増額分または返

戻金による積立金額は、災害死亡給付金額の計
算の基準となる積立金額には含めません。

  ② ①の場合、災害死亡給付金額の計算の基準とな
る積立金額に含まれなかった積立金額は、災害
死亡給付金とともに死亡給付金受取人に支払い
ます。  

  ★別表１（P.19参照）、別表２（P.19参照）  

   第５条  免責事由

  １．支払事由（第４条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）  

  
災
害
死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 死亡給付金受取人の故意または重大な過失
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑹ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転をしている間に生じ

た事故
  ⑻ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 災害死亡給付金について

 第４条  補足説明

  ＊２ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  ＊３ 感染症を発病した日
  医師の死亡診断書等により、感
染症（別表２ ★ ）を発病した日
と判断される日をいいます。

   第５条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
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   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

  項　目    内　容  

  ① 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意また
は重大な過失によって
被保険者を死亡させた
とき  

  故意または重大な過失によって被保険者を死亡させ
た受取人が受け取るべき金額は支払いません。なお、
残額は他の受取人に支払います。  

  ② 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって災害死
亡給付金の支払事由が
生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、災害死亡給付金の金額の一部または全部を支払
います。  

  ⑵ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  ① 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ② 「戦争その他の変乱」に
よって死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡給付金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ③ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ア．保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  イ．この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ５ 給付金の支払請求手続について

   第６条  給付金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第４条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）をすみ
やかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、給付金の全部またはその相当部分を死亡
退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当す
ることが確認されているときは、死亡給付金受取人は給付金の支払いを請求する
際、次の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、
死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取
り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 給付金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊１ が確認した書類  

  項　目    内　容  

  ② 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 以後契約成立日

（第３条）の前日までの
間に災害死亡給付金ま
たは死亡給付金の支払
事由に該当し、災害死
亡給付金または死亡給
付金が支払われるとき  

  会社は、責任開始の日 ＊２ を契約成立日とみなして、
死亡給付金受取人に災害死亡給付金または死亡給付
金を支払います。  

  ⑵ 災害死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者が、災害死亡給付
金の支払事由に該当した場
合 で、 不 慮 の 事 故（ 別 表
１ ★ ）の日または感染症（別
表２ ★ ）を発病した日 ＊３ 以
後、被保険者が死亡した日
までの間に、不定期払保険
料の払込み（第11条）、保
険料の増額（第18条）また
はこの保険契約の一部解約
の取消し（第23条）があっ
たとき  

  次のとおり取り扱います。
  ① この不定期払保険料、保険料の増額分または返

戻金による積立金額は、災害死亡給付金額の計
算の基準となる積立金額には含めません。

  ② ①の場合、災害死亡給付金額の計算の基準とな
る積立金額に含まれなかった積立金額は、災害
死亡給付金とともに死亡給付金受取人に支払い
ます。  

  ★別表１（P.19参照）、別表２（P.19参照）  

   第５条  免責事由

  １．支払事由（第４条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）  

  

災
害
死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 死亡給付金受取人の故意または重大な過失
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑹ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転をしている間に生じ

た事故
  ⑻ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 災害死亡給付金について

 第４条  補足説明

  ＊２ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  ＊３ 感染症を発病した日
  医師の死亡診断書等により、感
染症（別表２ ★ ）を発病した日
と判断される日をいいます。

   第５条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
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   第８条  補足説明

  ＊１ 給付金
  給付金とともに支払われる金銭
を含みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第10条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択すること
ができます。

   ７ 保険料の払込みについて

   第９条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、毎回第10条（保険料の払込方法（経路））の１．に定め
る払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中に払い込むことを必
要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

  ３．本条の１．および２．の規定により払い込まれた保険料については、払い込まれ
た日を含む月の翌月１日を基準として積立金の計算を行います。

   第10条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
９条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、払込期月の翌月１日以後、未払
込保険料を本条の１．－⑹の方法により払い込
むことを必要とします。ただし、あらかじめ保
険契約者から保険料払込みの用意の申出があっ
たときは、会社の取扱いの範囲内で、本条の１．
－⑴の方法により払い込むことができます。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第11条  不定期払保険料の払込み

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、不定期払保険料を払い込むことができ

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

  ★別表３（P.20参照）  

   第７条  給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で給付金を支払います。

  ２．会社は、給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から給付金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、給付金を支払うべき期限は、必要書類（別表
３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金の支払事由（第４条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金支払いの免責事由（第５条）
に該当する可能性がある場合  

  給付金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第15条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第17
条）、詐欺（第12条）または不法
取得目的（第13条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第17条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡給付金
受取人の保険契約締結の目的もしくは
給付金請求の意図に関する保険契約の
締結時から給付金請求時までにおける
事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金を支払うべき期
限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めてそ
れぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会  180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定  180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡給付金受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始された
ことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定め
る事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検
察等の捜査機関または裁判所に対する照会  180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査  180
日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、死亡給付金受取人（死亡給
付金受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または死亡給付金受
取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給
付金を支払いません。

  ★別表３（P.20参照）  

   ６ 給付金の支払方法の選択について

   第８条  給付金の支払方法の選択

  給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、給
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   第８条  補足説明

  ＊１ 給付金
  給付金とともに支払われる金銭
を含みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第10条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択すること
ができます。

   ７ 保険料の払込みについて

   第９条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、毎回第10条（保険料の払込方法（経路））の１．に定め
る払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中に払い込むことを必
要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

  ３．本条の１．および２．の規定により払い込まれた保険料については、払い込まれ
た日を含む月の翌月１日を基準として積立金の計算を行います。

   第10条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
９条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、払込期月の翌月１日以後、未払
込保険料を本条の１．－⑹の方法により払い込
むことを必要とします。ただし、あらかじめ保
険契約者から保険料払込みの用意の申出があっ
たときは、会社の取扱いの範囲内で、本条の１．
－⑴の方法により払い込むことができます。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第11条  不定期払保険料の払込み

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、不定期払保険料を払い込むことができ

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

  ★別表３（P.20参照）  

   第７条  給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で給付金を支払います。

  ２．会社は、給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から給付金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、給付金を支払うべき期限は、必要書類（別表
３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金の支払事由（第４条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金支払いの免責事由（第５条）
に該当する可能性がある場合  

  給付金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第15条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第17
条）、詐欺（第12条）または不法
取得目的（第13条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第17条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡給付金
受取人の保険契約締結の目的もしくは
給付金請求の意図に関する保険契約の
締結時から給付金請求時までにおける
事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金を支払うべき期
限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めてそ
れぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会  180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定  180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡給付金受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始された
ことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定め
る事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検
察等の捜査機関または裁判所に対する照会  180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査  180
日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、死亡給付金受取人（死亡給
付金受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または死亡給付金受
取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給
付金を支払いません。

  ★別表３（P.20参照）  

   ６ 給付金の支払方法の選択について

   第８条  給付金の支払方法の選択

  給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、給
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   第16条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

   第17条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金をいいま
す。

   第16条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第15条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結の申込みに対して会社が諾否の決定を行う際、会社が解
除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によって知らなかったと
き

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第14条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第14条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由（第４条）
が生じないで、その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第14条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第17条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者または死亡給付金受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人
に給付金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または死亡給付金受取人が、次のいずれかに該当する
とき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または死亡給付金受取人が法人の場合、反社会的勢力がその

法人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると
認められること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または死亡給付
金受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待
しえない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または死亡給付金受取人のいずれかが他の保険者

との間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除された
とき  

  ２．会社は、給付金の支払事由（第４条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険
契約を解除することができます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生
じた時から解除までの間に、給付金の支払事由が生じていたときは、その給付金
の支払いについて、会社は、次のとおり取り扱います。

ます。
  ２．本条の１．の規定により払い込まれた不定期払保険料については、払い込まれた

日を含む月の翌月１日を基準として積立金の計算を行います。

   ８ 取消しと無効について

   第12条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みを承諾
したときは、会社は、この保険契約を取り消すことができます。この場合、それ
までに会社に払い込まれた保険料および不定期払保険料は払い戻しません。

   第13条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結したときは、この
保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料およ
び不定期払保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金を不法に取得させる目的  

   ９ 告知義務と解除について

   第14条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結の際に、保険契約者と被保険者に対して被保険者に
関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第４条）の
発生の可能性に関する重要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、
その書面で告知することを必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で
質問した事項については、その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第15条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結にあたって、保険契約者または被保険者が、故意または重大
な過失によって、第14条（告知義務）の規定により会社が告知を求めた事項に
ついて、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げたときは、会社は、
この保険契約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、給付金の支払事由（第４条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの
保険契約を解除することができます。この場合、会社は、次のとおり取り扱いま
す。

  ⑴ 給付金の支払いを行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金の支払事由の発生が解除の原因となった
事実によらなかったことを保険契約者、被保険者または死亡給付金受取人が証明
したときは、会社は、給付金の支払いを行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または死亡給付金受
取人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第26条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。
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   第16条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

   第17条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金をいいま
す。

   第16条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第15条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結の申込みに対して会社が諾否の決定を行う際、会社が解
除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によって知らなかったと
き

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第14条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第14条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由（第４条）
が生じないで、その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第14条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第17条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者または死亡給付金受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人
に給付金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または死亡給付金受取人が、次のいずれかに該当する
とき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または死亡給付金受取人が法人の場合、反社会的勢力がその

法人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると
認められること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または死亡給付
金受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待
しえない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または死亡給付金受取人のいずれかが他の保険者

との間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除された
とき  

  ２．会社は、給付金の支払事由（第４条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険
契約を解除することができます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生
じた時から解除までの間に、給付金の支払事由が生じていたときは、その給付金
の支払いについて、会社は、次のとおり取り扱います。

ます。
  ２．本条の１．の規定により払い込まれた不定期払保険料については、払い込まれた

日を含む月の翌月１日を基準として積立金の計算を行います。

   ８ 取消しと無効について

   第12条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みを承諾
したときは、会社は、この保険契約を取り消すことができます。この場合、それ
までに会社に払い込まれた保険料および不定期払保険料は払い戻しません。

   第13条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結したときは、この
保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料およ
び不定期払保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金を不法に取得させる目的  

   ９ 告知義務と解除について

   第14条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結の際に、保険契約者と被保険者に対して被保険者に
関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第４条）の
発生の可能性に関する重要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、
その書面で告知することを必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で
質問した事項については、その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第15条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結にあたって、保険契約者または被保険者が、故意または重大
な過失によって、第14条（告知義務）の規定により会社が告知を求めた事項に
ついて、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げたときは、会社は、
この保険契約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、給付金の支払事由（第４条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの
保険契約を解除することができます。この場合、会社は、次のとおり取り扱いま
す。

  ⑴ 給付金の支払いを行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金の支払事由の発生が解除の原因となった
事実によらなかったことを保険契約者、被保険者または死亡給付金受取人が証明
したときは、会社は、給付金の支払いを行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または死亡給付金受
取人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第26条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

11
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   第25条  補足説明

  ＊１ 指定契約
  この保険契約を被指定契約とす
る指定契約をいいます。

  ＊２ 指定契約が効力を失った場
合

  更新後契約の第１回保険料が猶
予期間満了の日までに払い込ま
れず、更新後契約の効力が生じ
なかった場合を含みます。

われた返戻金（第26条）の全部に相当する金額を払い込むことを必要とします。
  ３．本条の１．および２．に定める保険契約の一部解約の取消しは、前回、この保険

契約の一部解約の取消しを行った日からその日を含めて１年間は行うことができ
ません。

  ４．この保険契約の一部解約が取り消されたときは、一部解約が取り消された部分に
ついては、本条の２．に定める払込みがあった日を含む月の翌月１日を基準とし
て積立金の計算を行います。

   11 解約等について

   第24条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第26条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第25条  保険契約の消滅

  １．次のいずれかに該当したときは、この保険契約は消滅します。

  ⑴ 解約、解除、取消しまたは無効により、すべての指定契約 ＊１ が消滅したとき
  ⑵ 保険期間の満了により、すべての指定契約 ＊１ が消滅したとき
  ⑶ すべての指定契約 ＊１ について、保険契約者から保険契約指定特約による取扱

いを行わない旨の申し出があったとき　
  ⑷ すべての指定契約 ＊１ が効力を失った場合 ＊２ で、かつ、効力を失った日からそ

の日を含めて３年以内にいずれの指定契約 ＊１ についても復活の申込みが行わ
れなかったとき  

  ２．本条の１．にかかわらず、次のいずれもが３年間行われないで、かつ、その３年
間が経過した日の積立金額が３万円未満となったときは、この保険契約は消滅し
ます。ただし、保険料の払込みが免除されている指定契約 ＊１ または保険期間と保
険料払込期間が異なる指定契約 ＊１ のうち保険料払込期間が満了した指定契約 ＊１

 がある場合を除きます。　

  ⑴ 保険料の払込み（第９条）
  ⑵ 不定期払保険料の払込み（第11条）
  ⑶ 保険契約の一部解約（第22条）
  ⑷ 指定契約 ＊１ への保険料の払込み
  ⑸ その他契約内容等の変更  

  ３．本条の１．および２．の規定によってこの保険契約が消滅した場合で、返戻金（第
26条）があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することがで
きます。

  ４．本条の３．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、返戻金の支
払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業日以
内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第26条  返戻金

  返戻金額は、保険料を払い込んだ年月数等により計算します。

   第27条  死亡給付金受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（一部解約を含みます。本条において以下
同じ。）をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険
契約の解約は、解約の通知  が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か

  第17条  補足説明

  ＊２ 給付金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

  ⑴ 給付金 ＊２ の支払いを行いません。
  ⑵ すでに給付金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第15条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第26条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し給付金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない給付金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

   10 契約内容の変更等について

   第18条  保険料の変更

  保険契約者は、この保険契約の締結後、会社の定める金額の範囲内で、将来に向
かって保険料を変更することができます。

   第19条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第９条（保険料の払込み）および第10条（保険料の払込方法（経路））に規
定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第９条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第20条  保険料の払込停止

  第９条（保険料の払込み）の規定にかかわらず、保険契約者は、会社の取扱いの
範囲内で、将来の保険料の払込みを停止することができます。

   第21条  保険料の払込みの再開

  第20条（保険料の払込停止）に定める保険料の払込みを停止したときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、将来の保険料の払込みを再開することがで
きます。

   第22条  保険契約の一部解約

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、将来に向かって、この保険契約を一部
解約 ★ することができます。

  ２．この保険契約の一部解約が行われた場合で、一部解約分に対応する返戻金（第
26条）があるときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。この場合、
第７条（給付金の支払時期）の１．の規定を準用します。

  ★「一部解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」
に掲載しています（P.145参照）。  

   第23条  保険契約の一部解約の取消し

  １．第22条（保険契約の一部解約）の規定によりこの保険契約の一部解約が行われ
た場合でも、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、この保険契約の一部解約
が行われた日からその日を含めて30日以内であれば、この保険契約の一部解約
を将来に向かって取り消すことができます。

  ２．本条の１．の場合、保険契約者は、同時に、この保険契約の一部解約により支払

12
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   第25条  補足説明

  ＊１ 指定契約
  この保険契約を被指定契約とす
る指定契約をいいます。

  ＊２ 指定契約が効力を失った場
合

  更新後契約の第１回保険料が猶
予期間満了の日までに払い込ま
れず、更新後契約の効力が生じ
なかった場合を含みます。

われた返戻金（第26条）の全部に相当する金額を払い込むことを必要とします。
  ３．本条の１．および２．に定める保険契約の一部解約の取消しは、前回、この保険

契約の一部解約の取消しを行った日からその日を含めて１年間は行うことができ
ません。

  ４．この保険契約の一部解約が取り消されたときは、一部解約が取り消された部分に
ついては、本条の２．に定める払込みがあった日を含む月の翌月１日を基準とし
て積立金の計算を行います。

   11 解約等について

   第24条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第26条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第25条  保険契約の消滅

  １．次のいずれかに該当したときは、この保険契約は消滅します。

  ⑴ 解約、解除、取消しまたは無効により、すべての指定契約 ＊１ が消滅したとき
  ⑵ 保険期間の満了により、すべての指定契約 ＊１ が消滅したとき
  ⑶ すべての指定契約 ＊１ について、保険契約者から保険契約指定特約による取扱

いを行わない旨の申し出があったとき　
  ⑷ すべての指定契約 ＊１ が効力を失った場合 ＊２ で、かつ、効力を失った日からそ

の日を含めて３年以内にいずれの指定契約 ＊１ についても復活の申込みが行わ
れなかったとき  

  ２．本条の１．にかかわらず、次のいずれもが３年間行われないで、かつ、その３年
間が経過した日の積立金額が３万円未満となったときは、この保険契約は消滅し
ます。ただし、保険料の払込みが免除されている指定契約 ＊１ または保険期間と保
険料払込期間が異なる指定契約 ＊１ のうち保険料払込期間が満了した指定契約 ＊１

 がある場合を除きます。　

  ⑴ 保険料の払込み（第９条）
  ⑵ 不定期払保険料の払込み（第11条）
  ⑶ 保険契約の一部解約（第22条）
  ⑷ 指定契約 ＊１ への保険料の払込み
  ⑸ その他契約内容等の変更  

  ３．本条の１．および２．の規定によってこの保険契約が消滅した場合で、返戻金（第
26条）があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することがで
きます。

  ４．本条の３．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、返戻金の支
払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業日以
内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第26条  返戻金

  返戻金額は、保険料を払い込んだ年月数等により計算します。

   第27条  死亡給付金受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（一部解約を含みます。本条において以下
同じ。）をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険
契約の解約は、解約の通知  が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か

  第17条  補足説明

  ＊２ 給付金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

  ⑴ 給付金 ＊２ の支払いを行いません。
  ⑵ すでに給付金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第15条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第26条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し給付金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない給付金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

   10 契約内容の変更等について

   第18条  保険料の変更

  保険契約者は、この保険契約の締結後、会社の定める金額の範囲内で、将来に向
かって保険料を変更することができます。

   第19条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第９条（保険料の払込み）および第10条（保険料の払込方法（経路））に規
定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第９条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第20条  保険料の払込停止

  第９条（保険料の払込み）の規定にかかわらず、保険契約者は、会社の取扱いの
範囲内で、将来の保険料の払込みを停止することができます。

   第21条  保険料の払込みの再開

  第20条（保険料の払込停止）に定める保険料の払込みを停止したときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、将来の保険料の払込みを再開することがで
きます。

   第22条  保険契約の一部解約

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、将来に向かって、この保険契約を一部
解約 ★ することができます。

  ２．この保険契約の一部解約が行われた場合で、一部解約分に対応する返戻金（第
26条）があるときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。この場合、
第７条（給付金の支払時期）の１．の規定を準用します。

  ★「一部解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」
に掲載しています（P.145参照）。  

   第23条  保険契約の一部解約の取消し

  １．第22条（保険契約の一部解約）の規定によりこの保険契約の一部解約が行われ
た場合でも、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、この保険契約の一部解約
が行われた日からその日を含めて30日以内であれば、この保険契約の一部解約
を将来に向かって取り消すことができます。

  ２．本条の１．の場合、保険契約者は、同時に、この保険契約の一部解約により支払
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   第33条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第32条  保険契約者の代表者および給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．災害死亡給付金および死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条

の１．および２．に準じて取り扱います。

   13 契約年齢の計算等について

   第33条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第３
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第34条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第33条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第３条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料および不定期払保険料を保険契約者に払い戻します。その他のとき
は、実際の年齢に基づき、契約年齢を訂正します。

   第35条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、性別を訂正します。

   14 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第36条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てることが
あります。割り当てた社員配当金は、次のとおり取り扱います。

  対象となる保険契約    取扱方法  

  ⑴ 社員配当金を割り当て
た事業年度の次の事業
年度に始まる保険年度
の第６月目の末に有効
である保険契約  

  社員配当金を割り当てた事業年度の次の事業年度に
始まる保険年度の初日から第６月目の末まで会社の
定める利率 ★ による利息をつけて積み立て、その元
利金を第６月目の末に積立金に充当します。
    

  ⑵ 社員配当金を割り当て
た事業年度の次の事業
年度に始まる保険年度
の初日から第６月目の
末までの間に消滅する
保険契約  

  ① 給付金の支払いにより保険契約が消滅するとき
は、⑴に準じてそれまでに積み立てられた社員
配当金をその給付金の受取人に支払います。

  ② ①以外の事由により保険契約が消滅するとき
は、⑴に準じてそれまでに積み立てられた社員
配当金を保険契約者に支払います。  

  ⑶ 社員配当金を割り当て
た事業年度の次の事業
年度に始まる保険年度
の初日前に消滅する保
険契約  

  ① 給付金の支払いにより保険契約が消滅するとき
は、給付金とともにその受取人に支払います。

  ② ①以外の事由により保険契約が消滅するとき
は、社員配当準備金に繰り入れます。  

  ２．保険契約者からの請求により社員配当金を支払うときは、第７条（給付金の支払

   第27条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

月を経過した日に効力を生じます。
  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満

たす死亡給付金受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過す
るまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会
社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、給付金の支払事由（第４条）
が生じ、会社が給付金を支払うべきときは、その支払うべき金額の限度で、本条
の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権
者等に支払った金額を差し引いた残額を、死亡給付金受取人に支払います。  

   12 死亡給付金受取人および保険契約者について

   第28条  会社への通知による死亡給付金受取人の変更

  １．保険契約者は、給付金の支払事由（第４条）が発生するまでは、被保険者の同意
を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、死亡給付金受取人を変更することが
できます。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の死亡給付金受取人に給付金を支
払ったときは、その支払い後に変更後の死亡給付金受取人から給付金の請求を受
けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第29条  遺言による死亡給付金受取人の変更

  １．第28条（会社への通知による死亡給付金受取人の変更）に定めるほか、保険契
約者は、給付金の支払事由（第４条）が発生するまでは、法律上有効な遺言によ
り、死亡給付金受取人を変更することができます。

  ２．本条の１．の死亡給付金受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力
を生じません。

  ３．本条の１．および２．による死亡給付金受取人の変更は、保険契約者が死亡した
後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することが
できません。

   第30条  死亡給付金受取人の死亡

  １．死亡給付金受取人が給付金の支払事由（第４条）の発生以前に死亡したときは、
その法定相続人を死亡給付金受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により死亡給付金受取人となった者が死亡した場合で、この者
に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により死亡給付金受取人となっ
た者のうち生存している他の死亡給付金受取人を死亡給付金受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により死亡給付金受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第31条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。
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   第33条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第32条  保険契約者の代表者および給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．災害死亡給付金および死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条

の１．および２．に準じて取り扱います。

   13 契約年齢の計算等について

   第33条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第３
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第34条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第33条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第３条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料および不定期払保険料を保険契約者に払い戻します。その他のとき
は、実際の年齢に基づき、契約年齢を訂正します。

   第35条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、性別を訂正します。

   14 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第36条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てることが
あります。割り当てた社員配当金は、次のとおり取り扱います。

  対象となる保険契約    取扱方法  

  ⑴ 社員配当金を割り当て
た事業年度の次の事業
年度に始まる保険年度
の第６月目の末に有効
である保険契約  

  社員配当金を割り当てた事業年度の次の事業年度に
始まる保険年度の初日から第６月目の末まで会社の
定める利率 ★ による利息をつけて積み立て、その元
利金を第６月目の末に積立金に充当します。
    

  ⑵ 社員配当金を割り当て
た事業年度の次の事業
年度に始まる保険年度
の初日から第６月目の
末までの間に消滅する
保険契約  

  ① 給付金の支払いにより保険契約が消滅するとき
は、⑴に準じてそれまでに積み立てられた社員
配当金をその給付金の受取人に支払います。

  ② ①以外の事由により保険契約が消滅するとき
は、⑴に準じてそれまでに積み立てられた社員
配当金を保険契約者に支払います。  

  ⑶ 社員配当金を割り当て
た事業年度の次の事業
年度に始まる保険年度
の初日前に消滅する保
険契約  

  ① 給付金の支払いにより保険契約が消滅するとき
は、給付金とともにその受取人に支払います。

  ② ①以外の事由により保険契約が消滅するとき
は、社員配当準備金に繰り入れます。  

  ２．保険契約者からの請求により社員配当金を支払うときは、第７条（給付金の支払

   第27条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

月を経過した日に効力を生じます。
  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満

たす死亡給付金受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過す
るまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会
社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、給付金の支払事由（第４条）
が生じ、会社が給付金を支払うべきときは、その支払うべき金額の限度で、本条
の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権
者等に支払った金額を差し引いた残額を、死亡給付金受取人に支払います。  

   12 死亡給付金受取人および保険契約者について

   第28条  会社への通知による死亡給付金受取人の変更

  １．保険契約者は、給付金の支払事由（第４条）が発生するまでは、被保険者の同意
を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、死亡給付金受取人を変更することが
できます。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の死亡給付金受取人に給付金を支
払ったときは、その支払い後に変更後の死亡給付金受取人から給付金の請求を受
けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第29条  遺言による死亡給付金受取人の変更

  １．第28条（会社への通知による死亡給付金受取人の変更）に定めるほか、保険契
約者は、給付金の支払事由（第４条）が発生するまでは、法律上有効な遺言によ
り、死亡給付金受取人を変更することができます。

  ２．本条の１．の死亡給付金受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力
を生じません。

  ３．本条の１．および２．による死亡給付金受取人の変更は、保険契約者が死亡した
後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することが
できません。

   第30条  死亡給付金受取人の死亡

  １．死亡給付金受取人が給付金の支払事由（第４条）の発生以前に死亡したときは、
その法定相続人を死亡給付金受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により死亡給付金受取人となった者が死亡した場合で、この者
に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により死亡給付金受取人となっ
た者のうち生存している他の死亡給付金受取人を死亡給付金受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により死亡給付金受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第31条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。
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   第43条  補足説明

  ＊１ 第１保険期間中の利率変動
積立型終身保険契約

  本条において「利率変動積立型
終身保険契約」といいます。

  ＊２ 利率変動積立型終身保険契
約の積立金

  保険契約者が変更の請求をした
日を含む月の末日まで継続した
ものとして計算した積立金をい
います。

  ＊３ 利率変動積立型終身保険契
約の積立金等の金額

  次の⑴から⑶の金銭を含みま
す。
  ⑴ 消滅時に支払われる配当金
  ⑵ 利率変動積立型終身保険契

約 ＊１ の消滅により無配当
特定状態給付保険契約が消
滅するときは、その責任準
備金およびすえ置かれた無
事故給付金の元利合計額

  ⑶ 利率変動積立型終身保険契
約 ＊１ を保険契約指定特約
に定める被指定契約とする
指定契約が本条の取扱いと
同時に保障内容変更特約に
定める取扱いによって変更
前契約として消滅するとき
は、その保障内容変更価格

   第42条  保険料の払込停止に関する特則

  １．保険料の払込方法(回数)（第９条）が年払の場合には、保険契約者は、この保
険契約締結の際、会社の取扱いの範囲内で、第20条（保険料の払込停止）の規
定を準用して、第２回以後の保険料の払込みを停止することができます。

  ２．本条の１．の場合、保険料の払込みの再開については、第21条（保険料の払込
みの再開）の規定を準用して取り扱います。

   第43条  第１保険期間中の利率変動積立型終身保険契約からこの保険契
約に変更する場合の特則

  １．会社は、保険契約者の請求により、会社の取扱いの範囲内で、第１保険期間中の
利率変動積立型終身保険契約 ＊１ から、保険契約者および被保険者をそれぞれ同一
人とするこの保険契約への変更を取り扱います。

  ２．本条の１．の変更の際、会社は、被保険者に関する告知（第14条）を求めません。
ただし、本条の取扱いと同時にこの保険契約を被指定契約とする指定契約を締結
する場合を除きます。

  ３．会社が本条の１．の変更を承諾したときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第３条（責任開始の時）の規定によりこの保険契約の保障が開始したときに、
変更前の利率変動積立型終身保険契約 ＊１ は消滅します。

  ⑵ 変更前の利率変動積立型終身保険契約 ＊１ の積立金 ＊２ 等の金額 ＊３ は、⑴の消滅
の際にこの保険契約の積立金に充当され、充当された日を含む月の翌月１日
を基準としてこの保険契約による積立金の計算を行います。

  ⑶ 次の規定の適用にあたっては、この保険契約の保険期間は、変更前の利率変
動積立型終身保険契約 ＊１ から継続したものとして取り扱います。
  ① 給付金の支払い（第４条）
  ② 被保険者の自殺による免責（第５条）
  ③ 詐欺による取消し（第12条）または不法取得目的による無効 （第13条）
  ④ 告知義務違反による解除（第15条・第16条）

  ⑷ 変更前の利率変動積立型終身保険契約 ＊１ に付加されている次の特約は、この
保険契約に引き続き付加されます。
  ① 団体特約
  ② 集団特約
  ③ 事業保険特約
  ④ 保険料口座振替特約
  ⑤ クレジットカード特約
  ⑥ 保険契約転換特約
  ⑦ 保険契約一部転換特約

  ⑸ 変更前の利率変動積立型終身保険契約 ＊１ を保険契約指定特約に定める被指定
契約としていた指定契約については、被指定契約をこの保険契約に変更しま
す。この場合、次のとおり取り扱います。
  ① 第２条（保険契約の締結）の規定は適用しません。
  ② 指定契約の普通保険約款および付加特約において、被指定契約をこの保

険契約に変更するにあたって必要な読み替えを行います。
  ⑹ 本条の１．の請求後に変更前の利率変動積立型終身保険契約 ＊１ の第２回以後

の保険料の払込方法に基づき払い込まれた保険料は、会社の取扱いの範囲内
で、不定期払保険料としてこの保険契約に払い込まれたものとして取り扱い
ます。

  ⑺ 本条に特段の定めがないときは、この保険契約および保険契約指定特約の規
定を適用します。    

  

   第40条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金受取人
  死亡給付金受取人が２人以上い
るときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第41条  補足説明

  ＊１ 災害死亡給付金額
  第４条（給付金の支払い）の２．
－⑵に定める災害死亡給付金額
とともに支払われる積立金額を
含みます。

時期）の１．の規定を準用します。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   15 その他

   第37条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第38条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第39条  時効

  給付金（第４条）、返戻金（第26条）または社員配当金（第36条）を請求する
権利は、その請求権者が、その権利を行使できるようになった時から３年以内に
請求がない場合には消滅します。

   第40条  管轄裁判所

  この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または死亡給付金受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在
地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

   第41条  被指定契約としての取扱いに関する特則

  この保険契約は、保険契約指定特約に定める被指定契約として、次のとおり取り
扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ この保険契約の取扱い    普通保険約款に定めるほか、保険契約指定特約に定
めるところによります。  

  ⑵ 指定契約が更新される
こと等により指定契約
の保険料額が増額とな
るとき  

  指定契約の保険料額が増額となる日を含む月以降の
この保険契約の保険料額を増額することがありま
す。  

  ⑶ 被保険者が死亡した時
から死亡給付金受取人
が災害死亡給付金また
は死亡給付金を請求す
るまでの間に、指定契
約の保険料がこの保険
契約の積立金から払い
込まれたとき  

  支払うべき災害死亡給付金額 ＊１ または死亡給付金
額から、指定契約の保険料として払い込まれた積立
金額を差し引いた金額を死亡給付金受取人に支払い
ます。  
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   第43条  補足説明

  ＊１ 第１保険期間中の利率変動
積立型終身保険契約

  本条において「利率変動積立型
終身保険契約」といいます。

  ＊２ 利率変動積立型終身保険契
約の積立金

  保険契約者が変更の請求をした
日を含む月の末日まで継続した
ものとして計算した積立金をい
います。

  ＊３ 利率変動積立型終身保険契
約の積立金等の金額

  次の⑴から⑶の金銭を含みま
す。
  ⑴ 消滅時に支払われる配当金
  ⑵ 利率変動積立型終身保険契

約 ＊１ の消滅により無配当
特定状態給付保険契約が消
滅するときは、その責任準
備金およびすえ置かれた無
事故給付金の元利合計額

  ⑶ 利率変動積立型終身保険契
約 ＊１ を保険契約指定特約
に定める被指定契約とする
指定契約が本条の取扱いと
同時に保障内容変更特約に
定める取扱いによって変更
前契約として消滅するとき
は、その保障内容変更価格

   第42条  保険料の払込停止に関する特則

  １．保険料の払込方法(回数)（第９条）が年払の場合には、保険契約者は、この保
険契約締結の際、会社の取扱いの範囲内で、第20条（保険料の払込停止）の規
定を準用して、第２回以後の保険料の払込みを停止することができます。

  ２．本条の１．の場合、保険料の払込みの再開については、第21条（保険料の払込
みの再開）の規定を準用して取り扱います。

   第43条  第１保険期間中の利率変動積立型終身保険契約からこの保険契
約に変更する場合の特則

  １．会社は、保険契約者の請求により、会社の取扱いの範囲内で、第１保険期間中の
利率変動積立型終身保険契約 ＊１ から、保険契約者および被保険者をそれぞれ同一
人とするこの保険契約への変更を取り扱います。

  ２．本条の１．の変更の際、会社は、被保険者に関する告知（第14条）を求めません。
ただし、本条の取扱いと同時にこの保険契約を被指定契約とする指定契約を締結
する場合を除きます。

  ３．会社が本条の１．の変更を承諾したときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第３条（責任開始の時）の規定によりこの保険契約の保障が開始したときに、
変更前の利率変動積立型終身保険契約 ＊１ は消滅します。

  ⑵ 変更前の利率変動積立型終身保険契約 ＊１ の積立金 ＊２ 等の金額 ＊３ は、⑴の消滅
の際にこの保険契約の積立金に充当され、充当された日を含む月の翌月１日
を基準としてこの保険契約による積立金の計算を行います。

  ⑶ 次の規定の適用にあたっては、この保険契約の保険期間は、変更前の利率変
動積立型終身保険契約 ＊１ から継続したものとして取り扱います。
  ① 給付金の支払い（第４条）
  ② 被保険者の自殺による免責（第５条）
  ③ 詐欺による取消し（第12条）または不法取得目的による無効 （第13条）
  ④ 告知義務違反による解除（第15条・第16条）

  ⑷ 変更前の利率変動積立型終身保険契約 ＊１ に付加されている次の特約は、この
保険契約に引き続き付加されます。
  ① 団体特約
  ② 集団特約
  ③ 事業保険特約
  ④ 保険料口座振替特約
  ⑤ クレジットカード特約
  ⑥ 保険契約転換特約
  ⑦ 保険契約一部転換特約

  ⑸ 変更前の利率変動積立型終身保険契約 ＊１ を保険契約指定特約に定める被指定
契約としていた指定契約については、被指定契約をこの保険契約に変更しま
す。この場合、次のとおり取り扱います。
  ① 第２条（保険契約の締結）の規定は適用しません。
  ② 指定契約の普通保険約款および付加特約において、被指定契約をこの保

険契約に変更するにあたって必要な読み替えを行います。
  ⑹ 本条の１．の請求後に変更前の利率変動積立型終身保険契約 ＊１ の第２回以後

の保険料の払込方法に基づき払い込まれた保険料は、会社の取扱いの範囲内
で、不定期払保険料としてこの保険契約に払い込まれたものとして取り扱い
ます。

  ⑺ 本条に特段の定めがないときは、この保険契約および保険契約指定特約の規
定を適用します。    

  

   第40条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金受取人
  死亡給付金受取人が２人以上い
るときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第41条  補足説明

  ＊１ 災害死亡給付金額
  第４条（給付金の支払い）の２．
－⑵に定める災害死亡給付金額
とともに支払われる積立金額を
含みます。

時期）の１．の規定を準用します。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   15 その他

   第37条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第38条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第39条  時効

  給付金（第４条）、返戻金（第26条）または社員配当金（第36条）を請求する
権利は、その請求権者が、その権利を行使できるようになった時から３年以内に
請求がない場合には消滅します。

   第40条  管轄裁判所

  この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または死亡給付金受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在
地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

   第41条  被指定契約としての取扱いに関する特則

  この保険契約は、保険契約指定特約に定める被指定契約として、次のとおり取り
扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ この保険契約の取扱い    普通保険約款に定めるほか、保険契約指定特約に定
めるところによります。  

  ⑵ 指定契約が更新される
こと等により指定契約
の保険料額が増額とな
るとき  

  指定契約の保険料額が増額となる日を含む月以降の
この保険契約の保険料額を増額することがありま
す。  

  ⑶ 被保険者が死亡した時
から死亡給付金受取人
が災害死亡給付金また
は死亡給付金を請求す
るまでの間に、指定契
約の保険料がこの保険
契約の積立金から払い
込まれたとき  

  支払うべき災害死亡給付金額 ＊１ または死亡給付金
額から、指定契約の保険料として払い込まれた積立
金額を差し引いた金額を死亡給付金受取人に支払い
ます。  
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   別表１　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電

    別表２　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  U04  

  第43条  補足説明

＊ ４ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。
   

４．この保険契約の第１回保険料 ＊４ の払込みについて、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、この保険契約の第１回保険料 ＊４ を
変更前の利率変動積立型終身保険契約 ＊１ の積立金 ＊２ 等の金額 ＊３ から払い込む
ことができます。この場合、保険契約者が変更の請求をした時または会社が
被保険者に関する告知を受けた時のいずれか遅い時に第１回保険料 ＊４ の払込
みがあったものとみなします。

  ⑵ ⑴および第３条（責任開始の時）にかかわらず、保険契約者は、会社の取扱
いの範囲内で、本条の１．の請求後の翌月１日以後に変更前の利率変動積立
型終身保険契約 ＊１ の第２回以後の保険料の払込方法に基づき払い込まれた保
険料をこの保険契約の第１回保険料 ＊４ とすることができます。この場合、本
条の１．の請求をした日の属する月の翌月１日を契約成立日とし、この保険
契約の保障は、その日から開始します。なお、⑵の規定は、本条の取扱いと
同時にこの保険契約を被指定契約とする指定契約を締結するときは適用しま
せん。    
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   別表１　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電

    別表２　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  U04  

  第43条  補足説明

＊ ４ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。
   

４．この保険契約の第１回保険料 ＊４ の払込みについて、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、この保険契約の第１回保険料 ＊４ を
変更前の利率変動積立型終身保険契約 ＊１ の積立金 ＊２ 等の金額 ＊３ から払い込む
ことができます。この場合、保険契約者が変更の請求をした時または会社が
被保険者に関する告知を受けた時のいずれか遅い時に第１回保険料 ＊４ の払込
みがあったものとみなします。

  ⑵ ⑴および第３条（責任開始の時）にかかわらず、保険契約者は、会社の取扱
いの範囲内で、本条の１．の請求後の翌月１日以後に変更前の利率変動積立
型終身保険契約 ＊１ の第２回以後の保険料の払込方法に基づき払い込まれた保
険料をこの保険契約の第１回保険料 ＊４ とすることができます。この場合、本
条の１．の請求をした日の属する月の翌月１日を契約成立日とし、この保険
契約の保障は、その日から開始します。なお、⑵の規定は、本条の取扱いと
同時にこの保険契約を被指定契約とする指定契約を締結するときは適用しま
せん。    
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  別表３　給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．災害死亡給付金の支払い  

  ⑴ 災害死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 不慮の事故（別表１）であることを証明する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 災害死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 災害死亡給付金の受取人の印鑑証明書
    ⑺ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
    ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  
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      支払事由（保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後保険期間
中に死亡したとき  

  保険金額  

  

死
亡
保
険
金
受
取
人  

  

高
度
障
害
保
険
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因に
よって保険期間中に高度障害状態（別表
１ ★ ）になったとき  

  

高
度
障
害
保
険
金
受
取
人  

  ２．保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 死亡保険金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑵ 高度障害保険金について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害保険金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原因 ＊２ に
よる障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表
１ ★ ）になったときは、高度障害保険金の支払事由
が生じたものとします。  

③ 被保険者が、責任開始
の時＊１前に生じた原因
により高度障害状態（別
表１★）になったとき

次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時＊１

以後の疾病によるものとみなします。
ア． この保険契約の締結の際＊３に、会社が、告知（第

18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾病
によるものとみなしません。

イ． その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病によるものとみなしません。

  ④ 被保険者が、保険期間
満了日に「高度障害状
態（別表１ ★ ）のうち回
復の見込みのないこと
のみが明らかでない状
態」であるために、高
度障害保険金が支払わ
れないとき  

  次のすべてに該当したときは、保険期間満了日に高
度障害保険金の支払事由が生じたものとします。た
だし、この保険契約が更新（第25条）されたときは、
更新後契約の普通保険約款の規定を適用します。
  ア．保険期間満了後も引き続きその状態が継続して

いたこと
  イ．その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと  

    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、高度障害保険金につ
いては、この保険契約の復活（第
15条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

 ＊３ この保険契約の締結の際
この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。 

  ５年ごと利差配当付普通定期保険普通保険約款  
  （実施　平8.10.2 ／改正　平28.4.4）  

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡または所定の高度障害状態に対する保障  
  保険金の種類    ⑴ 死亡保険金

  ⑵ 高度障害保険金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第18条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第37条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 保険金の支払いについて

   第２条  保険金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して保険金をその受取人に支払います。ただし、免責
事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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      支払事由（保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後保険期間
中に死亡したとき  

  保険金額  

  

死
亡
保
険
金
受
取
人  

  

高
度
障
害
保
険
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因に
よって保険期間中に高度障害状態（別表
１ ★ ）になったとき  

  

高
度
障
害
保
険
金
受
取
人  

  ２．保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 死亡保険金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑵ 高度障害保険金について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害保険金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原因 ＊２ に
よる障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表
１ ★ ）になったときは、高度障害保険金の支払事由
が生じたものとします。  

③ 被保険者が、責任開始
の時＊１前に生じた原因
により高度障害状態（別
表１★）になったとき

次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時＊１

以後の疾病によるものとみなします。
ア． この保険契約の締結の際＊３に、会社が、告知（第

18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾病
によるものとみなしません。

イ． その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病によるものとみなしません。

  ④ 被保険者が、保険期間
満了日に「高度障害状
態（別表１ ★ ）のうち回
復の見込みのないこと
のみが明らかでない状
態」であるために、高
度障害保険金が支払わ
れないとき  

  次のすべてに該当したときは、保険期間満了日に高
度障害保険金の支払事由が生じたものとします。た
だし、この保険契約が更新（第25条）されたときは、
更新後契約の普通保険約款の規定を適用します。
  ア．保険期間満了後も引き続きその状態が継続して

いたこと
  イ．その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと  

    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、高度障害保険金につ
いては、この保険契約の復活（第
15条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

 ＊３ この保険契約の締結の際
この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。 

  ５年ごと利差配当付普通定期保険普通保険約款  
  （実施　平8.10.2 ／改正　平28.4.4）  

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡または所定の高度障害状態に対する保障  
  保険金の種類    ⑴ 死亡保険金

  ⑵ 高度障害保険金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第18条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第37条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 保険金の支払いについて

   第２条  保険金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して保険金をその受取人に支払います。ただし、免責
事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

やかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。
  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、保険金の全部またはその相当部分を死亡

退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当す
ることが確認されているときは、死亡保険金受取人または高度障害保険金受取人
は保険金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必要書類を提出するこ
とを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そ
のうちの１人からの提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡保険金受取人または高
度障害保険金受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 保険金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.44参照）  

   第５条  保険金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で保険金を支払います。

  ２．会社は、保険金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から保険金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、保険金を支払うべき期限は、必要書類（別表
３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 保険金の支払事由（第２条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 保険金支払いの免責事由（第３条）
に該当する可能性がある場合  

  保険金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第19条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第21
条）、詐欺（第16条）または不法
取得目的（第17条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第21条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは保険金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは保
険金請求の意図に関する保険契約の締
結時から保険金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、保険金を支払うべき期
限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めてそ
れぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  項　目    内　容  

  ⑤ 高度障害保険金の支払
事由が生じた場合で、
その支払前に死亡保険
金の支払請求を受け、
死亡保険金が支払われ
るとき  

  高度障害保険金の支払事由が生じないで被保険者が
死亡したものとして取り扱い、高度障害保険金は支
払いません。  

  ⑥ 高 度 障 害 保 険 金 を 支
払ったとき  

  この保険契約は、その支払事由が生じた時にさかの
ぼって消滅します。  

  ★別表１（P.42参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、保険
金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても保険金を支払わない場合）  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡保険金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第15条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

高
度
障
害
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表１ ★ ）になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡保険金また
は高度障害保険金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、保険金の金額の一部または全部を支払います。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡保険金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表１（P.42参照）  

   ３ 保険金の支払請求手続について

   第４条  保険金の支払請求手続

  １．保険金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）をすみ

   第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
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   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

やかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。
  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、保険金の全部またはその相当部分を死亡

退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当す
ることが確認されているときは、死亡保険金受取人または高度障害保険金受取人
は保険金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必要書類を提出するこ
とを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そ
のうちの１人からの提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡保険金受取人または高
度障害保険金受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 保険金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.44参照）  

   第５条  保険金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で保険金を支払います。

  ２．会社は、保険金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から保険金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、保険金を支払うべき期限は、必要書類（別表
３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 保険金の支払事由（第２条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 保険金支払いの免責事由（第３条）
に該当する可能性がある場合  

  保険金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第19条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第21
条）、詐欺（第16条）または不法
取得目的（第17条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第21条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは保険金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは保
険金請求の意図に関する保険契約の締
結時から保険金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、保険金を支払うべき期
限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めてそ
れぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  項　目    内　容  

  ⑤ 高度障害保険金の支払
事由が生じた場合で、
その支払前に死亡保険
金の支払請求を受け、
死亡保険金が支払われ
るとき  

  高度障害保険金の支払事由が生じないで被保険者が
死亡したものとして取り扱い、高度障害保険金は支
払いません。  

  ⑥ 高 度 障 害 保 険 金 を 支
払ったとき  

  この保険契約は、その支払事由が生じた時にさかの
ぼって消滅します。  

  ★別表１（P.42参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、保険
金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても保険金を支払わない場合）  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡保険金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第15条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

高
度
障
害
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表１ ★ ）になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡保険金また
は高度障害保険金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、保険金の金額の一部または全部を支払います。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡保険金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表１（P.42参照）  

   ３ 保険金の支払請求手続について

   第４条  保険金の支払請求手続

  １．保険金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）をすみ

   第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
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  項　目    内　容  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第10
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表１（P.42参照）、別表２（P.43参照）  

   第８条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表１ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表１（P.42参照）  

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について

   第９条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（保険金の支払時期）
の規定を準用します。

  ★別表３（P.44参照）  

 第５条  補足説明

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 保険金
  保険金とともに支払われる金銭
を含みます。

   第７条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第15条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会  180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定  180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または保
険金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会  180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査  180
日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、保険金の受取人（保険金の
受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。 

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または保険金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は保
険金を支払いません。

  ★別表３（P.44参照）  

   ４ 保険金の支払方法の選択について

   第６条  保険金の支払方法の選択

  保険金が支払われるときは、保険金の受取人は、会社の取扱いの範囲内で、保険
金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することが
できます。

   ５ 保険料の払込免除について

   第７条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第10条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第８条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）による
傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180日以内
で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表１ ★ ）になったとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮
の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原因とする
障害状態が新たに加わって、その事故の日からその
日を含めて180日以内に身体障害の状態（別表
１ ★ ）になったときは、保険料の払込免除事由が生
じたものとします。  
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  項　目    内　容  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第10
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表１（P.42参照）、別表２（P.43参照）  

   第８条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表１ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表１（P.42参照）  

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について

   第９条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（保険金の支払時期）
の規定を準用します。

  ★別表３（P.44参照）  

 第５条  補足説明

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 保険金
  保険金とともに支払われる金銭
を含みます。

   第７条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第15条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会  180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定  180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または保
険金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会  180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査  180
日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、保険金の受取人（保険金の
受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。 

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または保険金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は保
険金を支払いません。

  ★別表３（P.44参照）  

   ４ 保険金の支払方法の選択について

   第６条  保険金の支払方法の選択

  保険金が支払われるときは、保険金の受取人は、会社の取扱いの範囲内で、保険
金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することが
できます。

   ５ 保険料の払込免除について

   第７条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第10条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第８条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）による
傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180日以内
で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表１ ★ ）になったとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮
の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原因とする
障害状態が新たに加わって、その事故の日からその
日を含めて180日以内に身体障害の状態（別表
１ ★ ）になったときは、保険料の払込免除事由が生
じたものとします。  
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   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第10条）までに、保険金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除
事由（第７条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 保険金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。  
  ⑵ 保険料の払込みを免除

するとき  
  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第13条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
10条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率 で割り引

きます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率 に

よる利息をつけて、これを前納金に繰り入れま
す。

  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応
当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率 で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 保険金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

  ★「会社の定める率」、「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、
最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せ
ください。当社ホームページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   ８ 失効と復活について

   第14条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第10条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第29条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第10条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第11条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   ７ 保険料の払込みについて

   第10条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含
む月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第11条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第11条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
10条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第10条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第10条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第12条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第10条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（保険金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。
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   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第10条）までに、保険金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除
事由（第７条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 保険金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。  
  ⑵ 保険料の払込みを免除

するとき  
  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第13条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
10条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率 で割り引

きます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率 に

よる利息をつけて、これを前納金に繰り入れま
す。

  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応
当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率 で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 保険金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

  ★「会社の定める率」、「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、
最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せ
ください。当社ホームページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   ８ 失効と復活について

   第14条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第10条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第29条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第10条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第11条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   ７ 保険料の払込みについて

   第10条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含
む月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第11条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第11条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
10条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第10条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第10条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第12条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第10条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（保険金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。
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   第20条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

  ２．会社は、保険金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）が
生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。こ
の場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、保険金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者ま
たは保険金の受取人が証明したときは、会社は、保険金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または保険金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第29条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第20条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第19条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第15条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第18条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第18条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に保険金の支払事由（第２条）
または保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その期間を経過した
とき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第18条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第21条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

   第15条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

   第15条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第14条（保険契約の失効）または第22条（保険契約者に対する
貸付）の⑶の規定によってこの保険契約が効力を失ったときは、効力を失った日
からその日を含めて３年以内であれば、必要書類 ★ を提出してこの保険契約の復
活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、告知義務（第18条）および告
知義務違反による解除（第19条）の規定を適用します。ただし、この保険契約
が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第29条）の支払いを請求したときは、
この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることはできません。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。また、第22条（保険契約者に対する貸付）
の⑶の規定によって効力を失った保険契約を復活させるときは、別に貸付元利金
と返戻金額の差額以上の金額を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   ９ 取消しと無効について

   第16条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第15条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第17条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
15条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 保険金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に保険金を不法に取得させる目的  

   10 告知義務と解除について

   第18条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第15条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、保険金の支払事由（第２条）ま
たは保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち
書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第19条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第15条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第18条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。
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   第20条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

  ２．会社は、保険金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）が
生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。こ
の場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、保険金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者ま
たは保険金の受取人が証明したときは、会社は、保険金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または保険金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第29条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第20条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第19条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第15条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第18条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第18条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に保険金の支払事由（第２条）
または保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その期間を経過した
とき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第18条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第21条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

   第15条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

   第15条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第14条（保険契約の失効）または第22条（保険契約者に対する
貸付）の⑶の規定によってこの保険契約が効力を失ったときは、効力を失った日
からその日を含めて３年以内であれば、必要書類 ★ を提出してこの保険契約の復
活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、告知義務（第18条）および告
知義務違反による解除（第19条）の規定を適用します。ただし、この保険契約
が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第29条）の支払いを請求したときは、
この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることはできません。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。また、第22条（保険契約者に対する貸付）
の⑶の規定によって効力を失った保険契約を復活させるときは、別に貸付元利金
と返戻金額の差額以上の金額を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   ９ 取消しと無効について

   第16条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第15条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第17条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
15条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 保険金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に保険金を不法に取得させる目的  

   10 告知義務と解除について

   第18条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第15条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、保険金の支払事由（第２条）ま
たは保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち
書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第19条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第15条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第18条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。
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   第25条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

  項　目    内　容  

⑵ 本条の規定による貸付
金とその利息との合計
額が返戻金額を超えた
とき

保険契約者は、貸付元利金と返戻金額の差額以上の
金額を払い込むことを必要とします。この場合、会
社は、その旨を保険契約者に通知します。

⑶ 会社が⑵の通知を発し
た日を含む月の翌月末
日までに、貸付元利金
と返戻金額の差額以上
の金額が払い込まれな
いとき

この保険契約は、会社が⑵の通知を発した日を含む
月の翌々月１日から効力を失います。

⑷ 貸付金の精算 会社は、次のときに、支払うべき金額から貸付元利
金を差し引きます。
① 保険金が支払われるとき
② 保険金額が減額（第27条）されたとき
③ 保険期間が変更（第24条）されたとき
④ ①以外の事由によってこの保険契約が消滅した

とき

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   12 契約内容の変更および更新等について

   第23条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第10条（保険料の払込み）および第11条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第10条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第24条  保険期間の変更

  １．保険契約者は、会社の承諾を得て、会社の取扱いの範囲内で、保険期間を変更す
ることができます。この場合、変更後の保険金額は変更前の保険金額を限度とし
ます。

  ２．保険期間を変更するときは、会社の定める方法により計算した金額を授受し、将
来払い込むべき保険料を新たに定めます。

  ３．保険期間が変更されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

   第25条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

   第21条  補足説明

  ＊１ 保険金
  この保険契約の保険金または保
険料の払込免除をいいます。

 ＊２ 保険金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが保険金
の受取人のみであり、その保険
金の受取人が保険金の一部の受
取人であるときは、保険金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き保険金をいいます。

  第22条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
 本条の規定による貸付金がある
ときは、貸付元利金を差し引い
た残額とします。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合は被保険者を除きます。）または
保険金の受取人が保険金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に保険金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 保険金 ＊１ の請求に関し、保険金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または保険金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または保険金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、保険金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）が
生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この場
合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、保険金の支
払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その保険金の支払いま
たは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金＊２の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金＊２を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第19条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第29条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、保険金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し保険金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない保険金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

  11 保険契約者に対する貸付について

   第22条  保険契約者に対する貸付

 保険契約者は、会社の取扱いの範囲内において、返戻金額＊１のうち会社の定める
限度内で、貸付を受けることができます。この場合、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

⑴ 貸付金の利息 会社の定める利率★で計算します。
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   第25条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

  項　目    内　容  

⑵ 本条の規定による貸付
金とその利息との合計
額が返戻金額を超えた
とき

保険契約者は、貸付元利金と返戻金額の差額以上の
金額を払い込むことを必要とします。この場合、会
社は、その旨を保険契約者に通知します。

⑶ 会社が⑵の通知を発し
た日を含む月の翌月末
日までに、貸付元利金
と返戻金額の差額以上
の金額が払い込まれな
いとき

この保険契約は、会社が⑵の通知を発した日を含む
月の翌々月１日から効力を失います。

⑷ 貸付金の精算 会社は、次のときに、支払うべき金額から貸付元利
金を差し引きます。
① 保険金が支払われるとき
② 保険金額が減額（第27条）されたとき
③ 保険期間が変更（第24条）されたとき
④ ①以外の事由によってこの保険契約が消滅した

とき

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   12 契約内容の変更および更新等について

   第23条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第10条（保険料の払込み）および第11条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第10条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第24条  保険期間の変更

  １．保険契約者は、会社の承諾を得て、会社の取扱いの範囲内で、保険期間を変更す
ることができます。この場合、変更後の保険金額は変更前の保険金額を限度とし
ます。

  ２．保険期間を変更するときは、会社の定める方法により計算した金額を授受し、将
来払い込むべき保険料を新たに定めます。

  ３．保険期間が変更されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

   第25条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

   第21条  補足説明

  ＊１ 保険金
  この保険契約の保険金または保
険料の払込免除をいいます。

 ＊２ 保険金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが保険金
の受取人のみであり、その保険
金の受取人が保険金の一部の受
取人であるときは、保険金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き保険金をいいます。

  第22条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
 本条の規定による貸付金がある
ときは、貸付元利金を差し引い
た残額とします。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合は被保険者を除きます。）または
保険金の受取人が保険金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に保険金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 保険金 ＊１ の請求に関し、保険金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または保険金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または保険金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、保険金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）が
生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この場
合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、保険金の支
払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その保険金の支払いま
たは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金＊２の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金＊２を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第19条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第29条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、保険金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し保険金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない保険金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

  11 保険契約者に対する貸付について

   第22条  保険契約者に対する貸付

 保険契約者は、会社の取扱いの範囲内において、返戻金額＊１のうち会社の定める
限度内で、貸付を受けることができます。この場合、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

⑴ 貸付金の利息 会社の定める利率★で計算します。
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   第26条  他の保険契約への加入

  １．保険契約者は、保険期間満了日の１か月前までに申し込んだときは、会社の取扱
いの範囲内で、この保険契約の被保険者を被保険者とする他の保険契約に加入す
ることができます。ただし、この保険契約の保険期間満了日の被保険者の年齢（第
37条）が70歳を超えるときは、この取扱いをしません。

  ２．他の保険契約への加入について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 加入する他の保険契約
の第１回保険料相当額
の払込み  

  第１回保険料相当額は、この保険契約の保険期間満
了日までに払い込むことを必要とします。  

  ⑵ 加入する他の保険契約
の責任開始の日  

  ⑴の規定により第１回保険料相当額が払い込まれた
ときは、加入する他の保険契約の普通保険約款の責
任開始に関する規定は適用せず、この保険契約の保
険期間満了日の翌日とします。  

  ⑶ 加入する他の保険契約
の保険金額  

  この保険契約の保険期間満了日の保険金額を限度と
します。  

  ⑷ 他の保険契約への加入
が行われたとき  

  保険金の支払いに関して、加入する他の保険契約の
保険期間は、この保険契約から継続したものとして
取り扱います。  

   第27条  保険金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって保険金額を減額 ★ することができます。ただし、
会社は、減額後の保険金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．保険金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第28条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 保険金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している

情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）
します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   13 解約等について

   第28条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第29条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第29条  返戻金

  返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第37条）が会社の定める年齢の範囲内

であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が会社の定める年齢の

範囲内であること
  ⑷ 契約成立日（第１条）からその日を含めて、更新後契約の保険期間満了日ま

での期間が会社の定める期間内であること  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
10条（保険料の払込み）の１．および第12条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の保険金額    更新前契約の保険期間満了日の保険金額と同額とし
ます。ただし、保険契約者は、更新前契約の保険期
間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱い
の範囲内で、更新後契約の保険金額を変更して更新
することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶または⑷の条件
を満たさなくなるときは、その条件を満たす限
度まで保険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 保険金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第７条・第８条）および告知義務違
反による解除（第19条・第20条）に関する規
定について、更新後契約の保険期間は、この保
険契約から継続したものとして取り扱います。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理（第38条・第39条）に準じて取
り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑷のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴、⑵、⑸および⑹の規定を準用します。また、保
険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険金（名称の如何を問い
ません。）の金額および保険期間を指定することを必要とします。
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   第26条  他の保険契約への加入

  １．保険契約者は、保険期間満了日の１か月前までに申し込んだときは、会社の取扱
いの範囲内で、この保険契約の被保険者を被保険者とする他の保険契約に加入す
ることができます。ただし、この保険契約の保険期間満了日の被保険者の年齢（第
37条）が70歳を超えるときは、この取扱いをしません。

  ２．他の保険契約への加入について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 加入する他の保険契約
の第１回保険料相当額
の払込み  

  第１回保険料相当額は、この保険契約の保険期間満
了日までに払い込むことを必要とします。  

  ⑵ 加入する他の保険契約
の責任開始の日  

  ⑴の規定により第１回保険料相当額が払い込まれた
ときは、加入する他の保険契約の普通保険約款の責
任開始に関する規定は適用せず、この保険契約の保
険期間満了日の翌日とします。  

  ⑶ 加入する他の保険契約
の保険金額  

  この保険契約の保険期間満了日の保険金額を限度と
します。  

  ⑷ 他の保険契約への加入
が行われたとき  

  保険金の支払いに関して、加入する他の保険契約の
保険期間は、この保険契約から継続したものとして
取り扱います。  

   第27条  保険金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって保険金額を減額 ★ することができます。ただし、
会社は、減額後の保険金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．保険金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第28条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 保険金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している

情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）
します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   13 解約等について

   第28条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第29条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第29条  返戻金

  返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第37条）が会社の定める年齢の範囲内

であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が会社の定める年齢の

範囲内であること
  ⑷ 契約成立日（第１条）からその日を含めて、更新後契約の保険期間満了日ま

での期間が会社の定める期間内であること  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
10条（保険料の払込み）の１．および第12条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の保険金額    更新前契約の保険期間満了日の保険金額と同額とし
ます。ただし、保険契約者は、更新前契約の保険期
間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱い
の範囲内で、更新後契約の保険金額を変更して更新
することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶または⑷の条件
を満たさなくなるときは、その条件を満たす限
度まで保険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 保険金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第７条・第８条）および告知義務違
反による解除（第19条・第20条）に関する規
定について、更新後契約の保険期間は、この保
険契約から継続したものとして取り扱います。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理（第38条・第39条）に準じて取
り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑷のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴、⑵、⑸および⑹の規定を準用します。また、保
険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険金（名称の如何を問い
ません。）の金額および保険期間を指定することを必要とします。
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   第37条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第34条  保険金の受取人の死亡

  １．保険金の受取人が保険金の支払事由（第２条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を保険金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により保険金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により保険金の受取人となった者
のうち生存している他の保険金の受取人を保険金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により保険金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第35条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第36条  保険契約者の代表者および保険金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡保険金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。高度障害保険金についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第37条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第38条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第37条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは保険金額を調整して処理します。

   第39条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または保険金額を調整し
て処理します。

   第30条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
10条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第31条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   第30条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第７条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、保険金を支払うときはその受
取人に支払います。

  ⑴ 保険金の支払事由（第２条）または免責事由（第３条）に該当したとき（保
険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第19条）または重大事由（第21条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第27条）または解約（第28条）されたとき  

   第31条  保険金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知  が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす保険金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、保険金の支払事由（第２条）
が生じ、会社が保険金を支払うべきときは、その支払うべき金額の限度で、本条
の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権
者等に支払った金額を差し引いた残額を、保険金の受取人に支払います。  

   14 保険金の受取人および保険契約者について

   第32条  会社への通知による保険金の受取人の変更

  １．保険契約者は、保険金の支払事由（第２条）が発生するまでは、被保険者の同意
を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、保険金の受取人を変更することがで
きます。ただし、高度障害保険金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の保険金の受取人に保険金を支払っ
たときは、その支払い後に変更後の保険金の受取人から保険金の請求を受けても、
会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第33条  遺言による保険金の受取人の変更

  １．第32条（会社への通知による保険金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、保険金の支払事由（第２条）が発生するまでは、法律上有効な遺言により、
保険金の受取人を変更することができます。ただし、高度障害保険金受取人は、
保険契約者または被保険者に限ります。

  ２．本条の１．の保険金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による保険金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。
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   第37条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第34条  保険金の受取人の死亡

  １．保険金の受取人が保険金の支払事由（第２条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を保険金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により保険金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により保険金の受取人となった者
のうち生存している他の保険金の受取人を保険金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により保険金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第35条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第36条  保険契約者の代表者および保険金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡保険金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。高度障害保険金についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第37条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第38条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第37条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは保険金額を調整して処理します。

   第39条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または保険金額を調整し
て処理します。

   第30条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
10条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第31条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   第30条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第７条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、保険金を支払うときはその受
取人に支払います。

  ⑴ 保険金の支払事由（第２条）または免責事由（第３条）に該当したとき（保
険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第19条）または重大事由（第21条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第27条）または解約（第28条）されたとき  

   第31条  保険金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知  が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす保険金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、保険金の支払事由（第２条）
が生じ、会社が保険金を支払うべきときは、その支払うべき金額の限度で、本条
の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権
者等に支払った金額を差し引いた残額を、保険金の受取人に支払います。  

   14 保険金の受取人および保険契約者について

   第32条  会社への通知による保険金の受取人の変更

  １．保険契約者は、保険金の支払事由（第２条）が発生するまでは、被保険者の同意
を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、保険金の受取人を変更することがで
きます。ただし、高度障害保険金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の保険金の受取人に保険金を支払っ
たときは、その支払い後に変更後の保険金の受取人から保険金の請求を受けても、
会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第33条  遺言による保険金の受取人の変更

  １．第32条（会社への通知による保険金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、保険金の支払事由（第２条）が発生するまでは、法律上有効な遺言により、
保険金の受取人を変更することができます。ただし、高度障害保険金受取人は、
保険契約者または被保険者に限ります。

  ２．本条の１．の保険金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による保険金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。
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   第43条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第15条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。 

       ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   17 その他

   第41条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第42条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第43条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 死亡保険金の金額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ （第１条）
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第40条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険契約が更新されたときは、
更新日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条の１．において「５年ごと
応当日」といいます。

  ＊３ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第40条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑸の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑸に該当する保険契約
については、⑷に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第１条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率 による利息をつけて積
み立てます。ただし、その５年ごと応当日 ＊２

 の前日までの保険料がすべて払い込まれている
場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．保険金を支払うときは、その受取人に支払

います。
  イ．保険金の支払以外により保険契約が消滅す

るときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約  

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が更新
（第25条）されるときは、次のとおり取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日から積み立てま

す。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約の社

員配当金については、更新後契約においても引
き続き積み立て、更新日以後、⑴の規定を適用
します。  

  ⑶ 次の事業年度中に保険
契約の転換により消滅
する保険契約  

  責任準備金に加えて取り扱います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、保険金の支
払いにより消滅する保
険契約  

  保険金とともにその受取人に支払います。  

  ⑸ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵から⑷
以外の事由により消滅
する保険契約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第５
条（保険金の支払時期）の１．の規定を準用します。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  
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   第43条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第15条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。 

       ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   17 その他

   第41条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第42条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第43条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 死亡保険金の金額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ （第１条）
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第40条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険契約が更新されたときは、
更新日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条の１．において「５年ごと
応当日」といいます。

  ＊３ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第40条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑸の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑸に該当する保険契約
については、⑷に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第１条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率 による利息をつけて積
み立てます。ただし、その５年ごと応当日 ＊２

 の前日までの保険料がすべて払い込まれている
場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．保険金を支払うときは、その受取人に支払

います。
  イ．保険金の支払以外により保険契約が消滅す

るときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約  

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が更新
（第25条）されるときは、次のとおり取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日から積み立てま

す。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約の社

員配当金については、更新後契約においても引
き続き積み立て、更新日以後、⑴の規定を適用
します。  

  ⑶ 次の事業年度中に保険
契約の転換により消滅
する保険契約  

  責任準備金に加えて取り扱います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、保険金の支
払いにより消滅する保
険契約  

  保険金とともにその受取人に支払います。  

  ⑸ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵から⑷
以外の事由により消滅
する保険契約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第５
条（保険金の支払時期）の１．の規定を準用します。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  
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  ① この保険契約（付加特約を含みます。）において、指定代理請求人が指定さ
れているときは、その者。ただし、請求時において、被保険者と同居し、ま
たは被保険者と生計を一にしている被保険者の戸籍上の配偶者または３親等
内の親族に限ります。

  ② ①に該当する者がいないときは、請求時において、被保険者と同居し、また
は被保険者と生計を一にしている死亡保険金受取人  

  ⑵ ⑴の場合、②に該当する死亡保険金受取人が２人以上いるときは、その死亡
保険金受取人は共同して請求することを必要とします。

  ⑶ ⑴の規定により、⑴に定める代理人が高度障害保険金の支払いを請求すると
きは、特別な事情の存在を証明する書類および必要書類（別表３ ★ ）（被保
険者の住民票、受取人の戸籍謄本または戸籍抄本および受取人の印鑑証明書
を除きます。）に加えて、次の書類を提出することを必要とします。ただし、
会社は次の書類以外の書類の提出を求め、または次の書類の一部の省略を認
めることがあります。

  ① 被保険者と⑴に定める代理人との戸籍謄本または戸籍抄本
  ② ⑴に定める代理人の印鑑証明書
  ③ ⑴に定める代理人の住民票
  ④ 被保険者または⑴に定める代理人の健康保険被保険者証の写し  

  ⑷ ⑴の規定により会社が高度障害保険金を⑴に定める代理人に支払ったとき
は、その後重複してその高度障害保険金の請求を受けても、会社はこれを支
払いません。

  ⑸ 第５条（保険金の支払時期）の４．中、「保険金の受取人（保険金の受取人
が２人以上いるときは、その代表者）」とあるのを「保険金の受取人または
第48条（契約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請
求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則）
の⑴に定める代理人（保険金の受取人等が２人以上いるときは、その代表者）」
と読み替えます。

  ⑹ 第５条（保険金の支払時期）の５．中、「被保険者または保険金の受取人」
とあるのを「被保険者、保険金の受取人または第48条（契約成立日が平成
20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特約または指定代理請求
特約（2016）が付加されていない場合の特則）の⑴に定める代理人」と読
み替えます。

  ★別表３（P.44参照）  

   

   第45条  補足説明

  ＊１ 保険金の受取人
  保険金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第47条  補足説明

  ＊１ 団体定期保険契約等
  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ 団体定期保険契約
  ⑵ 総合福祉団体定期保険契約
  ⑶ 無配当団体定期保険契約
  ⑷ 無配当総合福祉団体定期保

険契約
  ⑸ 団体定期保険こども特約
  ⑹ 無配当団体定期保険こども

特約

    ＊２ 特約
  次の⑴から⒁をいいます。
  ⑴ 団体定期保険災害割増特約
  ⑵ 団体定期保険傷害特約
  ⑶ 団体定期保険災害保障特約
  ⑷ 団体定期保険こども災害割

増特約
  ⑸ 団体定期保険こども傷害特

約
  ⑹ 団体定期保険こども災害保

障特約
  ⑺ 総合福祉団体定期保険災害

総合保障特約
  ⑻ 無配当団体定期保険災害割

増特約
  ⑼ 無配当団体定期保険傷害特

約
  ⑽ 無配当団体定期保険災害保

障特約
  ⑾ 無配当団体定期保険こども

災害割増特約
  ⑿ 無配当団体定期保険こども

傷害特約
  ⒀ 無配当団体定期保険こども

災害保障特約
  ⒁ 無配当総合福祉団体定期保

険災害総合保障特約   

   第44条  時効

  保険金（第２条）、保険料の払込免除（第７条）、返戻金（第29条）または社員
配当金（第40条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使できる
ようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第45条  管轄裁判所

  １．この保険契約における保険金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または保険金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の
１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第46条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。

  ⑴ 第13条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第23条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  

   第47条  団体定期保険契約等からこの保険契約へ加入する場合の特則

  １．団体定期保険契約等 ＊１ の普通保険約款等の規定により、団体定期保険契約等 ＊１ か
らこの保険契約への加入が行われた場合には、会社は、責任開始の時（第１条）
からこの保険契約上の責任を開始します。ただし、次の規定の適用にあたっては、
この保険契約の保険期間は団体定期保険契約等 ＊１ のその被保険者に対する部分
から継続したものとして取り扱います。

  ⑴ 高度障害保険金の支払い（第２条）
  ⑵ 被保険者の自殺による免責（第３条）
  ⑶ 保険料の払込免除（第７条・第８条）
  ⑷ 詐欺による取消し（第16条）または不法取得目的による無効（第17条）
  ⑸ 告知義務違反による解除（第19条・第20条）  

  ２．本条の１．の規定により団体定期保険契約等 ＊１ からこの保険契約への加入が行わ
れた場合で、団体定期保険契約等 ＊１ に特約 ＊２ が付加されているとき、かつ、こ
の保険契約に会社の定める同種の特約を付加するときは、本条の１．の規定を準
用します。

   第48条  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特
約または指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則

  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特約または
指定代理請求特約（2016）が付加されていないときは、次の⑴から⑹のとおり
取り扱います。ただし、この保険契約に指定代理請求特約または指定代理請求特
約（2016）が付加されたことがあるときは、この取扱いをしません。
  ⑴ 高度障害保険金受取人が被保険者の場合で、高度障害保険金受取人が高度障

害保険金を請求できない特別な事情があるときは、次の者が高度障害保険金
受取人の代理人としてその支払いを請求することができます。
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  ① この保険契約（付加特約を含みます。）において、指定代理請求人が指定さ
れているときは、その者。ただし、請求時において、被保険者と同居し、ま
たは被保険者と生計を一にしている被保険者の戸籍上の配偶者または３親等
内の親族に限ります。

  ② ①に該当する者がいないときは、請求時において、被保険者と同居し、また
は被保険者と生計を一にしている死亡保険金受取人  

  ⑵ ⑴の場合、②に該当する死亡保険金受取人が２人以上いるときは、その死亡
保険金受取人は共同して請求することを必要とします。

  ⑶ ⑴の規定により、⑴に定める代理人が高度障害保険金の支払いを請求すると
きは、特別な事情の存在を証明する書類および必要書類（別表３ ★ ）（被保
険者の住民票、受取人の戸籍謄本または戸籍抄本および受取人の印鑑証明書
を除きます。）に加えて、次の書類を提出することを必要とします。ただし、
会社は次の書類以外の書類の提出を求め、または次の書類の一部の省略を認
めることがあります。

  ① 被保険者と⑴に定める代理人との戸籍謄本または戸籍抄本
  ② ⑴に定める代理人の印鑑証明書
  ③ ⑴に定める代理人の住民票
  ④ 被保険者または⑴に定める代理人の健康保険被保険者証の写し  

  ⑷ ⑴の規定により会社が高度障害保険金を⑴に定める代理人に支払ったとき
は、その後重複してその高度障害保険金の請求を受けても、会社はこれを支
払いません。

  ⑸ 第５条（保険金の支払時期）の４．中、「保険金の受取人（保険金の受取人
が２人以上いるときは、その代表者）」とあるのを「保険金の受取人または
第48条（契約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請
求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則）
の⑴に定める代理人（保険金の受取人等が２人以上いるときは、その代表者）」
と読み替えます。

  ⑹ 第５条（保険金の支払時期）の５．中、「被保険者または保険金の受取人」
とあるのを「被保険者、保険金の受取人または第48条（契約成立日が平成
20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特約または指定代理請求
特約（2016）が付加されていない場合の特則）の⑴に定める代理人」と読
み替えます。

  ★別表３（P.44参照）  

   

   第45条  補足説明

  ＊１ 保険金の受取人
  保険金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第47条  補足説明

  ＊１ 団体定期保険契約等
  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ 団体定期保険契約
  ⑵ 総合福祉団体定期保険契約
  ⑶ 無配当団体定期保険契約
  ⑷ 無配当総合福祉団体定期保

険契約
  ⑸ 団体定期保険こども特約
  ⑹ 無配当団体定期保険こども

特約

    ＊２ 特約
  次の⑴から⒁をいいます。
  ⑴ 団体定期保険災害割増特約
  ⑵ 団体定期保険傷害特約
  ⑶ 団体定期保険災害保障特約
  ⑷ 団体定期保険こども災害割

増特約
  ⑸ 団体定期保険こども傷害特

約
  ⑹ 団体定期保険こども災害保

障特約
  ⑺ 総合福祉団体定期保険災害

総合保障特約
  ⑻ 無配当団体定期保険災害割

増特約
  ⑼ 無配当団体定期保険傷害特

約
  ⑽ 無配当団体定期保険災害保

障特約
  ⑾ 無配当団体定期保険こども

災害割増特約
  ⑿ 無配当団体定期保険こども

傷害特約
  ⒀ 無配当団体定期保険こども

災害保障特約
  ⒁ 無配当総合福祉団体定期保

険災害総合保障特約   

   第44条  時効

  保険金（第２条）、保険料の払込免除（第７条）、返戻金（第29条）または社員
配当金（第40条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使できる
ようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第45条  管轄裁判所

  １．この保険契約における保険金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または保険金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の
１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第46条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。

  ⑴ 第13条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第23条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  

   第47条  団体定期保険契約等からこの保険契約へ加入する場合の特則

  １．団体定期保険契約等 ＊１ の普通保険約款等の規定により、団体定期保険契約等 ＊１ か
らこの保険契約への加入が行われた場合には、会社は、責任開始の時（第１条）
からこの保険契約上の責任を開始します。ただし、次の規定の適用にあたっては、
この保険契約の保険期間は団体定期保険契約等 ＊１ のその被保険者に対する部分
から継続したものとして取り扱います。

  ⑴ 高度障害保険金の支払い（第２条）
  ⑵ 被保険者の自殺による免責（第３条）
  ⑶ 保険料の払込免除（第７条・第８条）
  ⑷ 詐欺による取消し（第16条）または不法取得目的による無効（第17条）
  ⑸ 告知義務違反による解除（第19条・第20条）  

  ２．本条の１．の規定により団体定期保険契約等 ＊１ からこの保険契約への加入が行わ
れた場合で、団体定期保険契約等 ＊１ に特約 ＊２ が付加されているとき、かつ、こ
の保険契約に会社の定める同種の特約を付加するときは、本条の１．の規定を準
用します。

   第48条  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特
約または指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則

  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特約または
指定代理請求特約（2016）が付加されていないときは、次の⑴から⑹のとおり
取り扱います。ただし、この保険契約に指定代理請求特約または指定代理請求特
約（2016）が付加されたことがあるときは、この取扱いをしません。
  ⑴ 高度障害保険金受取人が被保険者の場合で、高度障害保険金受取人が高度障

害保険金を請求できない特別な事情があるときは、次の者が高度障害保険金
受取人の代理人としてその支払いを請求することができます。
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わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。
 
 別表２　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
  
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電

   別表１　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

と
な
る
高
度
障
害
状
態

高
度
障
害
保
険
金
支
払
の
対
象  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態

保
険
料
払
込
免
除
の
対
象
と
な
る  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4  （ a ＋ 2b ＋ c ）  

  の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合
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わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。
 
 別表２　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
  
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電

   別表１　対象となる高度障害状態および身体障害の状態
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  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  
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  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4  （ a ＋ 2b ＋ c ）  

  の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合
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  別表３　保険金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．死亡保険金の支払い  

  ⑴ 死亡保険金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡保険金の受取人の印鑑証明書
    ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．高度障害保険金の支払い  

  ⑴ 高度障害保険金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 高度障害保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 高度障害保険金の受取人の印鑑証明書
    ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 不慮の事故（別表２）であることを証明する書類
    ⑷ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 保険金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を

行わせることがあります。
  ⑶ ２．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  
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   ３ 年金の支払いについて

   第３条  年金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、年金の支払事由が生じたとき
は、その支払事由に対応して年金をその受取人に支払います。ただし、免責事由

（第４条）に該当するときは支払いません。

    
  年金の 
種　類  

  支払事由（年金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
年
金  

  

確
定
年
金  

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後保険期間中に死亡したとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間（第２条）中の年金支払
日 ＊２ が到来したとき  

  
  ⑴ 第１回年金

  第１回年金額
  

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金額と同
額  

  

死
亡
年
金
受
取
人  

  

高
度
障
害
年
金  

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後の原因によって保険期間中に
高度障害状態（別表１ ★ ）になっ
たとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間中の年金支払日 ＊２ が到来し
たとき  

  

高
度
障
害
年
金
受
取
人  

  ２．年金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 第１回年金を支払う場
合の支払事由発生後の
保険料  

  払い込む必要はありません。  

  ② 一時金の支払い    ア．年金の受取人は、第１回年金の支払事由が生じ
た場合で、次のすべてを満たすときは、年金の
全部または一部の支払いに代えて、会社の定め
る方法により計算する一時金 ★ （以下「一時金」
といいます。）の支払いを請求することができ
ます。
  ア 第１回年金の支払前であること
  イ 年金の一部の支払いに代えて一時金の支払

いを行うときは、年金支払を行う部分の第
１回年金額が12万円以上となること

  イ．ア．により、年金の全部の支払いに代えて一時
金を支払ったときは、この保険契約は消滅しま
す。  

  ③ 第１回年金額が12万円
未満となるとき  

  ア．一時金を保険契約者に支払います。
  イ．この保険契約は、第１回年金の支払事由が生じ

た時に消滅します。  
  ④ 第１回高度障害年金を

支払ったとき  
  その後新たに第１回年金の支払事由が生じても、こ
れによる死亡年金および高度障害年金は支払いませ
ん。  

 第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、高度障害年金につい
ては、この保険契約の復活（第
17条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 年金支払日
  年金支払日は、次のとおりとし
ます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回年
金の支払
日  

  第１回年金の支払
事由が生じた日  

  ⑵ 第２回以
後の年金
の支払日  

  ⑴に規定する第１
回年金の支払日を
含む年の翌年以降、
毎年のその日の応
当日  

  ５年ごと利差配当付長期生活保障保険普通保険約款  
  （実施　平11.4.2 ／改正　平28.4.4）  

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡または所定の高度障害状態に対する保障  
  年金の種類    ⑴ 死亡年金（確定年金）

  ⑵ 高度障害年金（確定年金）  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    年金支払期間は、10年または15年とします。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第20条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第39条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 年金支払期間について

   第２条  年金支払期間の指定

  保険契約者は、この保険契約締結の際、年金支払期間を10年または15年のいず
れかから選択することを必要とします。
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   ３ 年金の支払いについて

   第３条  年金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、年金の支払事由が生じたとき
は、その支払事由に対応して年金をその受取人に支払います。ただし、免責事由

（第４条）に該当するときは支払いません。

    
  年金の 
種　類  

  支払事由（年金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
年
金  

  

確
定
年
金  

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後保険期間中に死亡したとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間（第２条）中の年金支払
日 ＊２ が到来したとき  

  
  ⑴ 第１回年金

  第１回年金額
  

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金額と同
額  

  

死
亡
年
金
受
取
人  

  

高
度
障
害
年
金  

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後の原因によって保険期間中に
高度障害状態（別表１ ★ ）になっ
たとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間中の年金支払日 ＊２ が到来し
たとき  

  

高
度
障
害
年
金
受
取
人  

  ２．年金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 第１回年金を支払う場
合の支払事由発生後の
保険料  

  払い込む必要はありません。  

  ② 一時金の支払い    ア．年金の受取人は、第１回年金の支払事由が生じ
た場合で、次のすべてを満たすときは、年金の
全部または一部の支払いに代えて、会社の定め
る方法により計算する一時金 ★ （以下「一時金」
といいます。）の支払いを請求することができ
ます。
  ア 第１回年金の支払前であること
  イ 年金の一部の支払いに代えて一時金の支払

いを行うときは、年金支払を行う部分の第
１回年金額が12万円以上となること

  イ．ア．により、年金の全部の支払いに代えて一時
金を支払ったときは、この保険契約は消滅しま
す。  

  ③ 第１回年金額が12万円
未満となるとき  

  ア．一時金を保険契約者に支払います。
  イ．この保険契約は、第１回年金の支払事由が生じ

た時に消滅します。  
  ④ 第１回高度障害年金を

支払ったとき  
  その後新たに第１回年金の支払事由が生じても、こ
れによる死亡年金および高度障害年金は支払いませ
ん。  

 第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、高度障害年金につい
ては、この保険契約の復活（第
17条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 年金支払日
  年金支払日は、次のとおりとし
ます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回年
金の支払
日  

  第１回年金の支払
事由が生じた日  

  ⑵ 第２回以
後の年金
の支払日  

  ⑴に規定する第１
回年金の支払日を
含む年の翌年以降、
毎年のその日の応
当日  

  ５年ごと利差配当付長期生活保障保険普通保険約款  
  （実施　平11.4.2 ／改正　平28.4.4）  

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡または所定の高度障害状態に対する保障  
  年金の種類    ⑴ 死亡年金（確定年金）

  ⑵ 高度障害年金（確定年金）  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    年金支払期間は、10年または15年とします。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第20条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第39条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 年金支払期間について

   第２条  年金支払期間の指定

  保険契約者は、この保険契約締結の際、年金支払期間を10年または15年のいず
れかから選択することを必要とします。
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   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  項　目    内　容  

  ⑤ 高度障害年金の第１回
年金の支払事由が生じ
た場合で、その支払前
に死亡年金の第１回年
金または一時金の支払
請求を受け、死亡年金
または一時金が支払わ
れるとき  

  高度障害年金の第１回年金の支払事由が生じないで
被保険者が死亡したものとして取り扱い、高度障害
年金は支払いません。  

  ★別表１（P.67参照）
  ★「会社の定める方法により計算する一時金」⇒「金額例表等について（例表１）」（P.861参照）
  ★「会社の定める方法により計算する未払いの年金現価」⇒「金額例表等について（例表２）」

（P.861参照）  

  

 第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、年金
を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても年金を支払わない場合）  

  

死
亡
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡年金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第17条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

高
度
障
害
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表１ ★ ）になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡年金受取人が２人
以上いる場合で、一部
の受取人が故意に被保
険者を死亡させたとき  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡年金または
高度障害年金の支払事
由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、年金の金額の一部または全部を支払います。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡年金を支払わないと
き  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表１（P.67参照）  

   第５条  年金証書の発行

  会社は、第１回年金を支払う際に、年金証書を年金の受取人に発行します。

  項　目    内　容  

  ⑤ 年金の受取人が年金支
払期間中の最終の年金
支払日 ＊２ 前に死亡した
とき  

  ア．年金の受取人の相続人に、会社の定める方法に
より計算する未払いの年金現価 ★ （以下「未払
いの年金現価」といいます。）を支払い、この
保険契約は消滅します。

  イ．年金の受取人の相続人は、ア．による未払いの
年金現価の支払いに代えて、年金の継続支払を
請求できます。この場合、次のとおり取り扱い
ます。
  ア この保険契約は年金支払期間が満了するま

で消滅せず、年金支払期間中の年金支払
日 ＊２ に年金を継続して支払います。

  イ 年金の継続支払中にこの保険契約の解約
（第30条）の請求があった場合には、この
保険契約はその時に消滅し、返戻金（第
31条）を年金の受取人の相続人に支払い
ます。  

  ⑵ 死亡年金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑶ 高度障害年金について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害年金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原因 ＊３ に
よる障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表
１ ★ ）になったときは、高度障害年金の第１回年金
の支払事由が生じたものとします。  

③ 被保険者が、責任開始
の時＊１前に生じた原因
により高度障害状態（別
表１★）になったとき

次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時＊１

以後の疾病によるものとみなします。
ア． この保険契約の締結の際＊４に、会社が、告知（第

20条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾病
によるものとみなしません。

イ． その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病によるものとみなしません。

  ④ 被保険者が、保険期間
満了日に「高度障害状
態（別表１ ★ ）のうち回
復の見込みのないこと
のみが明らかでない状
態」であるために、高
度障害年金が支払われ
ないとき  

  次のすべてに該当したときは、保険期間満了日に高
度障害年金の第１回年金の支払事由が生じたものと
します。ただし、この保険契約が更新（第26条）
されたときは、更新後契約の普通保険約款の規定を
適用します。
  ア．保険期間満了後も引き続きその状態が継続して

いたこと
  イ．その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと  

 第３条  補足説明

  ＊３ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

＊４ この保険契約の締結の際
この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。
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   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  項　目    内　容  

  ⑤ 高度障害年金の第１回
年金の支払事由が生じ
た場合で、その支払前
に死亡年金の第１回年
金または一時金の支払
請求を受け、死亡年金
または一時金が支払わ
れるとき  

  高度障害年金の第１回年金の支払事由が生じないで
被保険者が死亡したものとして取り扱い、高度障害
年金は支払いません。  

  ★別表１（P.67参照）
  ★「会社の定める方法により計算する一時金」⇒「金額例表等について（例表１）」（P.861参照）
  ★「会社の定める方法により計算する未払いの年金現価」⇒「金額例表等について（例表２）」

（P.861参照）  

  

 第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、年金
を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても年金を支払わない場合）  

  

死
亡
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡年金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第17条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

高
度
障
害
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表１ ★ ）になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡年金受取人が２人
以上いる場合で、一部
の受取人が故意に被保
険者を死亡させたとき  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡年金または
高度障害年金の支払事
由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、年金の金額の一部または全部を支払います。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡年金を支払わないと
き  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表１（P.67参照）  

   第５条  年金証書の発行

  会社は、第１回年金を支払う際に、年金証書を年金の受取人に発行します。

  項　目    内　容  

  ⑤ 年金の受取人が年金支
払期間中の最終の年金
支払日 ＊２ 前に死亡した
とき  

  ア．年金の受取人の相続人に、会社の定める方法に
より計算する未払いの年金現価 ★ （以下「未払
いの年金現価」といいます。）を支払い、この
保険契約は消滅します。

  イ．年金の受取人の相続人は、ア．による未払いの
年金現価の支払いに代えて、年金の継続支払を
請求できます。この場合、次のとおり取り扱い
ます。
  ア この保険契約は年金支払期間が満了するま

で消滅せず、年金支払期間中の年金支払
日 ＊２ に年金を継続して支払います。

  イ 年金の継続支払中にこの保険契約の解約
（第30条）の請求があった場合には、この
保険契約はその時に消滅し、返戻金（第
31条）を年金の受取人の相続人に支払い
ます。  

  ⑵ 死亡年金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑶ 高度障害年金について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害年金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原因 ＊３ に
よる障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表
１ ★ ）になったときは、高度障害年金の第１回年金
の支払事由が生じたものとします。  

③ 被保険者が、責任開始
の時＊１前に生じた原因
により高度障害状態（別
表１★）になったとき

次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時＊１

以後の疾病によるものとみなします。
ア． この保険契約の締結の際＊４に、会社が、告知（第

20条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾病
によるものとみなしません。

イ． その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病によるものとみなしません。

  ④ 被保険者が、保険期間
満了日に「高度障害状
態（別表１ ★ ）のうち回
復の見込みのないこと
のみが明らかでない状
態」であるために、高
度障害年金が支払われ
ないとき  

  次のすべてに該当したときは、保険期間満了日に高
度障害年金の第１回年金の支払事由が生じたものと
します。ただし、この保険契約が更新（第26条）
されたときは、更新後契約の普通保険約款の規定を
適用します。
  ア．保険期間満了後も引き続きその状態が継続して

いたこと
  イ．その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと  

 第３条  補足説明

  ＊３ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

＊４ この保険契約の締結の際
この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。
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  第７条  補足説明

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

＊  ３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

 会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 一時金
  一時金とともに支払われる金銭
を含みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第17条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めてそれ
ぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または年
金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこと
が報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める事
項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察等
の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、年金の受取人（年金の受取
人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または年金の受取人
が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、会
社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は年金
を支払いません。

  ★別表３（P.69参照）  

   ５ 一時金の支払方法の選択について

   第８条  一時金の支払方法の選択

  年金が支払われるときは、年金の受取人は、会社の取扱いの範囲内で、一時金 ＊１

 について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することができ
ます。

   ６ 保険料の払込免除について

   第９条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第12条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第10条）
に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除  　
　

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）による
傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180日以内
で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表１ ★ ）になったとき

  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮
の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原因とする
障害状態が新たに加わって、その事故の日からその
日を含めて180日以内に身体障害の状態（別表
１ ★ ）になったときは、保険料の払込免除事由が生
じたものとします。  

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

      

   ４ 年金の支払請求手続について

   第６条  年金の支払請求手続

  １．年金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、す
みやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．年金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）をすみや
かに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、年金もしくは一時金の全部またはその相
当部分を死亡退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支
払いに充当することが確認されているときは、死亡年金受取人または高度障害年
金受取人は年金または一時金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必
要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人
以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡年金受取人または高度
障害年金受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 年金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.69参照）  

   第７条  年金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で年金を支払います。

  ２．会社は、年金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険契
約の締結時から年金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができない
ときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本条の
１．の規定にかかわらず、年金を支払うべき期限は、必要書類（別表３ ★ ）が会
社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 年金の支払事由（第３条）発生の
有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 年金支払いの免責事由（第４条）
に該当する可能性がある場合  

  年金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第21条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第23
条）、詐欺（第18条）または不法
取得目的（第19条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第23条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは年金の受取
人の保険契約締結の目的もしくは年金
請求の意図に関する保険契約の締結時
から年金請求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、年金を支払うべき期限
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  第７条  補足説明

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

＊  ３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

 会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 一時金
  一時金とともに支払われる金銭
を含みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第17条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めてそれ
ぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または年
金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこと
が報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める事
項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察等
の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、年金の受取人（年金の受取
人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または年金の受取人
が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、会
社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は年金
を支払いません。

  ★別表３（P.69参照）  

   ５ 一時金の支払方法の選択について

   第８条  一時金の支払方法の選択

  年金が支払われるときは、年金の受取人は、会社の取扱いの範囲内で、一時金 ＊１

 について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することができ
ます。

   ６ 保険料の払込免除について

   第９条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第12条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第10条）
に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  
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  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）による
傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180日以内
で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表１ ★ ）になったとき

  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮
の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原因とする
障害状態が新たに加わって、その事故の日からその
日を含めて180日以内に身体障害の状態（別表
１ ★ ）になったときは、保険料の払込免除事由が生
じたものとします。  

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

      

   ４ 年金の支払請求手続について

   第６条  年金の支払請求手続

  １．年金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、す
みやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．年金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）をすみや
かに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、年金もしくは一時金の全部またはその相
当部分を死亡退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支
払いに充当することが確認されているときは、死亡年金受取人または高度障害年
金受取人は年金または一時金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必
要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人
以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡年金受取人または高度
障害年金受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 年金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.69参照）  

   第７条  年金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で年金を支払います。

  ２．会社は、年金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険契
約の締結時から年金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができない
ときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本条の
１．の規定にかかわらず、年金を支払うべき期限は、必要書類（別表３ ★ ）が会
社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 年金の支払事由（第３条）発生の
有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 年金支払いの免責事由（第４条）
に該当する可能性がある場合  

  年金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第21条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第23
条）、詐欺（第18条）または不法
取得目的（第19条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第23条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは年金の受取
人の保険契約締結の目的もしくは年金
請求の意図に関する保険契約の締結時
から年金請求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、年金を支払うべき期限
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   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第13条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   ８ 保険料の払込みについて

   第12条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第13条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第13条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
12条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第12条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第12条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第14条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第12条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（年金または一時金を支払うときはその受取人）
に払い戻します。

  項　目    内　容  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第12
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表１（P.67参照）、別表２（P.68参照）  

   第10条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  
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  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表１ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表１（P.67参照）  

   ７ 保険料の払込免除の請求手続について

   第11条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第７条（年金の支払時期）の
規定を準用します。

  ★別表３（P.69参照）  
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   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第13条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   ８ 保険料の払込みについて

   第12条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第13条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第13条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
12条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第12条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第12条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第14条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第12条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（年金または一時金を支払うときはその受取人）
に払い戻します。

  項　目    内　容  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第12
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表１（P.67参照）、別表２（P.68参照）  

   第10条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表１ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表１（P.67参照）  

   ７ 保険料の払込免除の請求手続について

   第11条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第７条（年金の支払時期）の
規定を準用します。

  ★別表３（P.69参照）  
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告知義務（第20条）および告知義務違反による解除（第21条）の規定を適用し
ます。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第31条）
の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることはできま
せん。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第18条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第17条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第19条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
17条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 年金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に年金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第20条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第17条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、年金の支払事由（第３条）また
は保険料の払込免除事由（第９条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち書
面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第21条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第17条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第20条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、年金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第９条）が生
じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。この
場合、会社は、次のとおり取り扱います。

   第15条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第17条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第12条）までに、年金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事
由（第９条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回年金または一時
金を支払うとき  

  未払込保険料を差し引いて支払います。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第15条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
12条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 第１回年金または一時金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

   ９ 失効と復活について

   第16条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第12条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第31条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第17条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第16条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
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告知義務（第20条）および告知義務違反による解除（第21条）の規定を適用し
ます。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第31条）
の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることはできま
せん。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第18条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第17条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第19条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
17条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 年金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に年金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第20条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第17条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、年金の支払事由（第３条）また
は保険料の払込免除事由（第９条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち書
面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第21条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第17条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第20条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、年金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第９条）が生
じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。この
場合、会社は、次のとおり取り扱います。

   第15条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第17条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第12条）までに、年金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事
由（第９条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回年金または一時
金を支払うとき  

  未払込保険料を差し引いて支払います。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第15条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
12条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 第１回年金または一時金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

   ９ 失効と復活について

   第16条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第12条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第31条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第17条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第16条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
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  第23条  補足説明

  ＊２ 年金
 この保険契約の年金または保険
料の払込免除をいいます。

＊３ 年金または一時金
本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが年金の
受取人のみであり、その年金の
受取人が年金の一部の受取人で
あるときは、年金または一時金
のうち、その受取人に支払われ
るべき年金または一時金をいい
ます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡年金の場合は被保険者を除きます。）または年
金の受取人が年金 ＊２ を詐取する目的もしくは他人に年金 ＊２ を詐取させる目的
で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 年金 ＊２ の請求に関し、年金 ＊２ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があっ
たとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または年金の受取人が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または年金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法人

の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認め
られること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または年金の受
取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待しえ
ない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または年金の受取人のいずれかが他の保険者との

間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、年金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第９条）が生
じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除＊１することができます。この場
合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除＊１までの間に、年金の支
払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その年金もしくは一時
金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金または一時金＊３の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金または一時金＊３を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除＊１の通知については、第21条（告知義務違反による解除）
の４．の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除＊１された場合で、返戻金（第31条）がある
ときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除＊１した場合で、年金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し年金または一時金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われな
い年金または一時金に対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その
部分の返戻金を保険契約者に支払います。

   12 契約内容の変更および更新等について

   第24条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第12条（保険料の払込み）および第13条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第12条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第22条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

  第23条  補足説明

  ＊１ 解除
 年金の一部の受取人に対して本
条の２．－⑴または⑵の規定を
適用し年金または一時金を支払
わないこととするときは、この
保険契約のうち支払われない年
金または一時金に対応する部分
の解除とします。
  

  ⑴ 年金または一時金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金または一時金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、年金の支払事由または保険料の払込免除事由の
発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者また
は年金の受取人が証明したときは、会社は、年金もしくは一時金の支払いまたは
保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または年金の受取人
に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第31条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第22条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第21条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第17条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第20条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第20条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に年金の支払事由（第３条）ま
たは保険料の払込免除事由（第９条）が生じないで、その期間を経過したと
き  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第20条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第23条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除＊１することができます。
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  第23条  補足説明

  ＊２ 年金
 この保険契約の年金または保険
料の払込免除をいいます。

＊３ 年金または一時金
本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが年金の
受取人のみであり、その年金の
受取人が年金の一部の受取人で
あるときは、年金または一時金
のうち、その受取人に支払われ
るべき年金または一時金をいい
ます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡年金の場合は被保険者を除きます。）または年
金の受取人が年金 ＊２ を詐取する目的もしくは他人に年金 ＊２ を詐取させる目的
で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 年金 ＊２ の請求に関し、年金 ＊２ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があっ
たとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または年金の受取人が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または年金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法人

の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認め
られること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または年金の受
取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待しえ
ない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または年金の受取人のいずれかが他の保険者との

間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、年金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第９条）が生
じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除＊１することができます。この場
合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除＊１までの間に、年金の支
払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その年金もしくは一時
金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金または一時金＊３の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金または一時金＊３を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除＊１の通知については、第21条（告知義務違反による解除）
の４．の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除＊１された場合で、返戻金（第31条）がある
ときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除＊１した場合で、年金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し年金または一時金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われな
い年金または一時金に対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その
部分の返戻金を保険契約者に支払います。

   12 契約内容の変更および更新等について

   第24条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第12条（保険料の払込み）および第13条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第12条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第22条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

  第23条  補足説明

  ＊１ 解除
 年金の一部の受取人に対して本
条の２．－⑴または⑵の規定を
適用し年金または一時金を支払
わないこととするときは、この
保険契約のうち支払われない年
金または一時金に対応する部分
の解除とします。
  

  ⑴ 年金または一時金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金または一時金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、年金の支払事由または保険料の払込免除事由の
発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者また
は年金の受取人が証明したときは、会社は、年金もしくは一時金の支払いまたは
保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または年金の受取人
に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第31条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第22条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第21条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第17条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第20条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第20条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に年金の支払事由（第３条）ま
たは保険料の払込免除事由（第９条）が生じないで、その期間を経過したと
き  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第20条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第23条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除＊１することができます。
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  項　目    内　容  

  ⑹ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 年金の支払い（第３条・第４条）、保険料の払
込免除（第９条・第10条）および告知義務違
反による解除（第21条・第22条）に関する規
定について、更新後契約の保険期間は、この保
険契約から継続したものとして取り扱います。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑺ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理（第40条・第41条）に準じて取
り扱います。  

  ⑻ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑹－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑷のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴、⑵、⑹および⑺の規定を準用します。また、保
険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、更新後契約の年金（名称の如何を問いま
せん。）の金額および保険期間を指定することを必要とします。

 第27条  他の保険契約への加入

  １．保険契約者は、保険期間満了日の１か月前までに申し込んだときは、会社の取扱
いの範囲内で、この保険契約の被保険者を被保険者とする他の保険契約に加入す
ることができます。ただし、この保険契約の保険期間満了日の被保険者の年齢（第
39条）が70歳を超えるときは、この取扱いをしません。

  ２．他の保険契約への加入について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 加入する他の保険契約
の第１回保険料相当額
の払込み  

  第１回保険料相当額は、この保険契約の保険期間満
了日までに払い込むことを必要とします。  

  ⑵ 加入する他の保険契約
の責任開始の日  

  ⑴の規定により第１回保険料相当額が払い込まれた
ときは、加入する他の保険契約の普通保険約款の責
任開始に関する規定は適用せず、この保険契約の保
険期間満了日の翌日とします。  

  ⑶ 加入する他の保険契約
の保険金額  

  この保険契約の保険期間満了日の一時金額を限度と
します。  

  ⑷ 他の保険契約への加入
が行われたとき  

  保険金の支払いに関して、加入する他の保険契約の
保険期間は、この保険契約から継続したものとして
取り扱います。  

   第28条  年金支払期間の変更

  第１回年金の支払事由（第３条）が生じたときは、年金の受取人は、その支払前
に限り、会社の取扱いの範囲内で、年金支払期間の変更を申し込むことができま
す。

   第29条  第１回年金額の減額

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ

   第26条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

   第25条  保険期間の変更

  １．保険契約者は、会社の承諾を得て、会社の取扱いの範囲内で、保険期間を変更す
ることができます。この場合、変更後の第１回年金額は変更前の第１回年金額を
限度とします。

  ２．保険期間を変更するときは、会社の定める方法により計算した金額を授受し、将
来払い込むべき保険料を新たに定めます。

  ３．保険期間が変更されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

   第26条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第39条）が会社の定める年齢の範囲内

であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が会社の定める年齢の

範囲内であること
  ⑷ 契約成立日（第１条）からその日を含めて、更新後契約の保険期間満了日ま

での期間が会社の定める期間内であること  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
12条（保険料の払込み）の１．および第14条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の第１回年
金額  

  更新前契約の保険期間満了日の第１回年金額と同額
とします。ただし、保険契約者は、更新前契約の保
険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取
扱いの範囲内で、更新後契約の第１回年金額を変更
して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶または⑷の条件
を満たさなくなるときは、その条件を満たす限
度まで保険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  

  ⑸ 更新後契約の年金支払
期間  

  更新前契約の年金支払期間と同一とします。  
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  項　目    内　容  

  ⑹ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 年金の支払い（第３条・第４条）、保険料の払
込免除（第９条・第10条）および告知義務違
反による解除（第21条・第22条）に関する規
定について、更新後契約の保険期間は、この保
険契約から継続したものとして取り扱います。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑺ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理（第40条・第41条）に準じて取
り扱います。  

  ⑻ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑹－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑷のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴、⑵、⑹および⑺の規定を準用します。また、保
険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、更新後契約の年金（名称の如何を問いま
せん。）の金額および保険期間を指定することを必要とします。

 第27条  他の保険契約への加入

  １．保険契約者は、保険期間満了日の１か月前までに申し込んだときは、会社の取扱
いの範囲内で、この保険契約の被保険者を被保険者とする他の保険契約に加入す
ることができます。ただし、この保険契約の保険期間満了日の被保険者の年齢（第
39条）が70歳を超えるときは、この取扱いをしません。

  ２．他の保険契約への加入について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 加入する他の保険契約
の第１回保険料相当額
の払込み  

  第１回保険料相当額は、この保険契約の保険期間満
了日までに払い込むことを必要とします。  

  ⑵ 加入する他の保険契約
の責任開始の日  

  ⑴の規定により第１回保険料相当額が払い込まれた
ときは、加入する他の保険契約の普通保険約款の責
任開始に関する規定は適用せず、この保険契約の保
険期間満了日の翌日とします。  

  ⑶ 加入する他の保険契約
の保険金額  

  この保険契約の保険期間満了日の一時金額を限度と
します。  

  ⑷ 他の保険契約への加入
が行われたとき  

  保険金の支払いに関して、加入する他の保険契約の
保険期間は、この保険契約から継続したものとして
取り扱います。  

   第28条  年金支払期間の変更

  第１回年金の支払事由（第３条）が生じたときは、年金の受取人は、その支払前
に限り、会社の取扱いの範囲内で、年金支払期間の変更を申し込むことができま
す。

   第29条  第１回年金額の減額

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ

   第26条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

   第25条  保険期間の変更

  １．保険契約者は、会社の承諾を得て、会社の取扱いの範囲内で、保険期間を変更す
ることができます。この場合、変更後の第１回年金額は変更前の第１回年金額を
限度とします。

  ２．保険期間を変更するときは、会社の定める方法により計算した金額を授受し、将
来払い込むべき保険料を新たに定めます。

  ３．保険期間が変更されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

   第26条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第39条）が会社の定める年齢の範囲内

であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が会社の定める年齢の

範囲内であること
  ⑷ 契約成立日（第１条）からその日を含めて、更新後契約の保険期間満了日ま

での期間が会社の定める期間内であること  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
12条（保険料の払込み）の１．および第14条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の第１回年
金額  

  更新前契約の保険期間満了日の第１回年金額と同額
とします。ただし、保険契約者は、更新前契約の保
険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取
扱いの範囲内で、更新後契約の第１回年金額を変更
して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶または⑷の条件
を満たさなくなるときは、その条件を満たす限
度まで保険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  

  ⑸ 更新後契約の年金支払
期間  

  更新前契約の年金支払期間と同一とします。  
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   第33条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

たす年金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過するま
での間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社に
その旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、年金の支払事由（第３条）
が生じ、会社が年金を支払うべきときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 支払うべき第１回年金
額が本条の２．の金額
以上の場合  

  支払うべき金額の限度で、本条の２.の金額を債権
者等に支払い、その残額を年金の受取人に支払いま
す。  

  ⑵ 支払うべき第１回年金
額が本条の２．の金額
を下回る場合  

  年金の全部の支払いに代えて、一時金の請求があっ
たものとして取り扱います。この場合、支払うべき
金額の限度で、本条の２．の金額を債権者等に支払
い、その残額を年金の受取人に支払います。  

   14 年金の受取人および保険契約者について

   第34条  会社への通知による年金の受取人の変更

  １．保険契約者は、年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、被保険者の同意を
得たうえで、会社に対する通知 ★ により、年金の受取人を変更することができま
す。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の年金の受取人に年金を支払った
ときは、その支払い後に変更後の年金の受取人から年金の請求を受けても、会社
はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第35条  遺言による年金の受取人の変更

  １．第34条（会社への通知による年金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約者は、
年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、法律上有効な遺言により、年金の
受取人を変更することができます。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者
または被保険者に限ります。

  ２．本条の１．の年金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を生
じません。

  ３．本条の１．および２．による年金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第36条  年金の受取人の死亡

  １．年金の受取人が年金の支払事由（第３条）の発生以前に死亡したときは、その法
定相続人を年金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により年金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に法
定相続人がいないときは、本条の１．の規定により年金の受取人となった者のう
ち生存している他の年金の受取人を年金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により年金の受取人となった者が２人以上いるときは、そ
の受取割合は均等とします。

   第37条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、被保険者の
同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三者に承継させることができ

   第32条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
12条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

て第１回年金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の第１回
年金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．第１回年金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第30条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 第１回年金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   13 解約等について

   第30条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第31条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ３．本条の１．に定めるほか、第１回年金の支払後は、年金の受取人は、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。この場合、会社は、本条の
２．の規定に準じて返戻金を年金の受取人に支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第31条  返戻金

  返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。ただし、第１回年金の支払日以後の返戻金額 ★ は、会社の定
める方法により計算します。

  ★「第１回年金の支払日以後の返戻金額」⇒「金額例表等について（例表３）」（P.861参照）  

   第32条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合、第１回年金が支払われ
た場合または保険料の払込みが免除（第９条）された場合で、保険料の未経過分
に相当する返還金 ＊２ があるときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、
年金を支払うときはその受取人に支払います。

  ⑴ 年金の支払事由（第３条）または免責事由（第４条）に該当したとき（保険
契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第21条）または重大事由（第23条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第29条）または解約（第30条）されたとき  

   第33条  年金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知  が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
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   第33条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

たす年金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過するま
での間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社に
その旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、年金の支払事由（第３条）
が生じ、会社が年金を支払うべきときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 支払うべき第１回年金
額が本条の２．の金額
以上の場合  

  支払うべき金額の限度で、本条の２.の金額を債権
者等に支払い、その残額を年金の受取人に支払いま
す。  

  ⑵ 支払うべき第１回年金
額が本条の２．の金額
を下回る場合  

  年金の全部の支払いに代えて、一時金の請求があっ
たものとして取り扱います。この場合、支払うべき
金額の限度で、本条の２．の金額を債権者等に支払
い、その残額を年金の受取人に支払います。  

   14 年金の受取人および保険契約者について

   第34条  会社への通知による年金の受取人の変更

  １．保険契約者は、年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、被保険者の同意を
得たうえで、会社に対する通知 ★ により、年金の受取人を変更することができま
す。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の年金の受取人に年金を支払った
ときは、その支払い後に変更後の年金の受取人から年金の請求を受けても、会社
はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第35条  遺言による年金の受取人の変更

  １．第34条（会社への通知による年金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約者は、
年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、法律上有効な遺言により、年金の
受取人を変更することができます。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者
または被保険者に限ります。

  ２．本条の１．の年金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を生
じません。

  ３．本条の１．および２．による年金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第36条  年金の受取人の死亡

  １．年金の受取人が年金の支払事由（第３条）の発生以前に死亡したときは、その法
定相続人を年金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により年金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に法
定相続人がいないときは、本条の１．の規定により年金の受取人となった者のう
ち生存している他の年金の受取人を年金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により年金の受取人となった者が２人以上いるときは、そ
の受取割合は均等とします。

   第37条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、被保険者の
同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三者に承継させることができ

   第32条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
12条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

て第１回年金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の第１回
年金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．第１回年金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第30条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 第１回年金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   13 解約等について

   第30条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第31条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ３．本条の１．に定めるほか、第１回年金の支払後は、年金の受取人は、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。この場合、会社は、本条の
２．の規定に準じて返戻金を年金の受取人に支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第31条  返戻金

  返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。ただし、第１回年金の支払日以後の返戻金額 ★ は、会社の定
める方法により計算します。

  ★「第１回年金の支払日以後の返戻金額」⇒「金額例表等について（例表３）」（P.861参照）  

   第32条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合、第１回年金が支払われ
た場合または保険料の払込みが免除（第９条）された場合で、保険料の未経過分
に相当する返還金 ＊２ があるときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、
年金を支払うときはその受取人に支払います。

  ⑴ 年金の支払事由（第３条）または免責事由（第４条）に該当したとき（保険
契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第21条）または重大事由（第23条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第29条）または解約（第30条）されたとき  

   第33条  年金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知  が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
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   第42条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険契約が更新されたときは、
更新日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条の１．において「５年ごと
応当日」といいます。

  ＊３ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第１条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。ただし、その５年ごと応当日 ＊２ の
前日までの保険料がすべて払い込まれている場
合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．第１回年金または一時金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．一時金の支払以外により保険契約が消滅す

るときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約  

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が更新
（第26条）されるときは、次のとおり取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日から積み立てま

す。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約の社

員配当金については、更新後契約においても引
き続き積み立て、更新日以後、⑴の規定を適用
します。  

  ⑶ 次の事業年度中に保険
契約の転換により消滅
する保険契約  

  責任準備金に加えて取り扱います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、一時金の支
払いにより消滅する保
険契約 ＊３   

  一時金とともにその受取人に支払います。  

  ⑸ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵から⑷
以外の事由により消滅
する保険契約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡  

  ⑹ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して第１回年金を
支払う保険契約  

  第１回年金とともにその受取人に支払います。  

  ２．第１回年金の支払後の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み立
てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑷の保険契約に対
して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てることが
あります。この場合、⑷に該当する保険契約については、⑶に該当する保険契約
に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
次のとおり支払います。

   第39条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

ます。
  ２．第１回年金を支払う場合には、その支払事由に該当した時に保険契約者のこの保

険契約上のすべての権利義務は、年金の受取人に承継されます。
  ３．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会

社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第38条  保険契約者の代表者および年金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡年金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準じ

て取り扱います。高度障害年金についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第39条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第40条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第39条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは年金額を調整して処理します。

   第41条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または年金額を調整して
処理します。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第42条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．第１回年金の支払以前の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み
立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑹の保険契約に
対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てること
があります。この場合、⑸に該当する保険契約については、⑷に該当する保険契
約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
次のとおり支払います。
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   第42条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険契約が更新されたときは、
更新日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条の１．において「５年ごと
応当日」といいます。

  ＊３ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第１条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。ただし、その５年ごと応当日 ＊２ の
前日までの保険料がすべて払い込まれている場
合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．第１回年金または一時金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．一時金の支払以外により保険契約が消滅す

るときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約  

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が更新
（第26条）されるときは、次のとおり取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日から積み立てま

す。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約の社

員配当金については、更新後契約においても引
き続き積み立て、更新日以後、⑴の規定を適用
します。  

  ⑶ 次の事業年度中に保険
契約の転換により消滅
する保険契約  

  責任準備金に加えて取り扱います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、一時金の支
払いにより消滅する保
険契約 ＊３   

  一時金とともにその受取人に支払います。  

  ⑸ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵から⑷
以外の事由により消滅
する保険契約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡  

  ⑹ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して第１回年金を
支払う保険契約  

  第１回年金とともにその受取人に支払います。  

  ２．第１回年金の支払後の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み立
てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑷の保険契約に対
して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てることが
あります。この場合、⑷に該当する保険契約については、⑶に該当する保険契約
に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
次のとおり支払います。

   第39条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

ます。
  ２．第１回年金を支払う場合には、その支払事由に該当した時に保険契約者のこの保

険契約上のすべての権利義務は、年金の受取人に承継されます。
  ３．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会

社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第38条  保険契約者の代表者および年金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡年金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準じ

て取り扱います。高度障害年金についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第39条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第40条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第39条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは年金額を調整して処理します。

   第41条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または年金額を調整して
処理します。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第42条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．第１回年金の支払以前の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み
立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑹の保険契約に
対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てること
があります。この場合、⑸に該当する保険契約については、⑷に該当する保険契
約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
次のとおり支払います。
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   第45条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第17条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第47条  補足説明

  ＊１ 年金の受取人
  年金の受取人が２人以上いると
きは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。
   

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 第１回年金額と未払いの年金現価の合計額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ （第１条）
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第46条  時効

  年金・一時金・支払うべき未払いの年金現価（第３条）、保険料の払込免除（第
９条）、返戻金（第31条）または社員配当金（第42条）を請求する権利は、そ
の請求権者が、その権利を行使できるようになった時から３年以内に請求がない
場合には消滅します。

   第47条  管轄裁判所

  １．この保険契約における年金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在地
または年金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地を管
轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における一時金・支払うべき未払いの年金現価または保険料の払込
免除の請求に関する訴訟については、本条の１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第48条  年金の受取人が２人以上いる場合の特則

  年金の受取人が２人以上いる場合には、第３条（年金の支払い）の２．－⑴－⑤
中、「年金の受取人が」とあるのを「年金の受取人の代表者が」と、「年金の受取
人の相続人」とあるのをすべて「年金の受取人」とそれぞれ読み替えます。

   第49条  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特
約または指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則

  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特約または

  第42条  補足説明

   ＊４ 第１回年金の支払日の５年
ごとの応当日

  本条の２．において「５年ごと
応当日」といいます。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日の５年
ごとの応当日 ＊４ が到来
する保険契約（⑵に該
当 す る 場 合 を 除 き ま
す。）  

  ① その５年ごと応当日 ＊４ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、保険契
約が消滅したとき、または年金の受取人から請
求があったときに、年金の受取人に支払います。  

  ⑵ 次の事業年度中に最終
の年金を支払う保険契
約  

  最終の年金とともにその受取人に支払います。  

  ⑶ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊４ からその日を含め
て１年を経過して、年
金の受取人の死亡によ
り消滅する保険契約  

  年金の受取人の相続人に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊４ からその日を含め
て１年を経過して、⑵
または⑶以外の事由に
より消滅する保険契約  

  年金の受取人に支払います。  

  ３．会社は、本条の１．および２．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、
これを支払うことがあります。

  ４．保険契約者または年金の受取人からの請求により社員配当金または特別配当金を
支払うときは、第７条（年金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   17 その他

   第43条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第44条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第45条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。
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   第45条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第17条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第47条  補足説明

  ＊１ 年金の受取人
  年金の受取人が２人以上いると
きは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。
   

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 第１回年金額と未払いの年金現価の合計額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ （第１条）
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第46条  時効

  年金・一時金・支払うべき未払いの年金現価（第３条）、保険料の払込免除（第
９条）、返戻金（第31条）または社員配当金（第42条）を請求する権利は、そ
の請求権者が、その権利を行使できるようになった時から３年以内に請求がない
場合には消滅します。

   第47条  管轄裁判所

  １．この保険契約における年金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在地
または年金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地を管
轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における一時金・支払うべき未払いの年金現価または保険料の払込
免除の請求に関する訴訟については、本条の１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第48条  年金の受取人が２人以上いる場合の特則

  年金の受取人が２人以上いる場合には、第３条（年金の支払い）の２．－⑴－⑤
中、「年金の受取人が」とあるのを「年金の受取人の代表者が」と、「年金の受取
人の相続人」とあるのをすべて「年金の受取人」とそれぞれ読み替えます。

   第49条  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特
約または指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則

  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特約または

  第42条  補足説明

   ＊４ 第１回年金の支払日の５年
ごとの応当日

  本条の２．において「５年ごと
応当日」といいます。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日の５年
ごとの応当日 ＊４ が到来
する保険契約（⑵に該
当 す る 場 合 を 除 き ま
す。）  

  ① その５年ごと応当日 ＊４ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、保険契
約が消滅したとき、または年金の受取人から請
求があったときに、年金の受取人に支払います。  

  ⑵ 次の事業年度中に最終
の年金を支払う保険契
約  

  最終の年金とともにその受取人に支払います。  

  ⑶ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊４ からその日を含め
て１年を経過して、年
金の受取人の死亡によ
り消滅する保険契約  

  年金の受取人の相続人に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊４ からその日を含め
て１年を経過して、⑵
または⑶以外の事由に
より消滅する保険契約  

  年金の受取人に支払います。  

  ３．会社は、本条の１．および２．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、
これを支払うことがあります。

  ４．保険契約者または年金の受取人からの請求により社員配当金または特別配当金を
支払うときは、第７条（年金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   17 その他

   第43条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第44条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第45条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。
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   別表１　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

と
な
る
高
度
障
害
状
態  　
　

高
度
障
害
年
金
支
払
の
対
象

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  　
　
　
　
　
　

保
険
料
払
込
免
除
の
対
象
と
な
る

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4

 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

指定代理請求特約（2016）が付加されていないときは、次の⑴から⑹のとおり
取り扱います。ただし、この保険契約に指定代理請求特約または指定代理請求特
約（2016）が付加されたことがあるときは、この取扱いをしません。
  ⑴ 高度障害年金受取人が被保険者の場合で、高度障害年金受取人が高度障害年

金を請求できない特別な事情があるときは、次の者が高度障害年金受取人の
代理人としてその支払いを請求することができます。

  ① この保険契約（付加特約を含みます。）において、指定代理請求人が指定さ
れているときは、その者。ただし、請求時において、被保険者と同居し、ま
たは被保険者と生計を一にしている被保険者の戸籍上の配偶者または３親等
内の親族に限ります。

  ② ①に該当する者がいないときは、請求時において、被保険者と同居し、また
は被保険者と生計を一にしている死亡年金受取人  

  ⑵ ⑴の場合、②に該当する死亡年金受取人が２人以上いるときは、その死亡年
金受取人は共同して請求することを必要とします。

  ⑶ ⑴の規定により、⑴に定める代理人が高度障害年金の支払いを請求するとき
は、特別な事情の存在を証明する書類および必要書類（別表３ ★ ）（被保険
者の住民票、受取人の戸籍謄本または戸籍抄本および受取人の印鑑証明書を
除きます。）に加えて、次の書類を提出することを必要とします。ただし、
会社は次の書類以外の書類の提出を求め、または次の書類の一部の省略を認
めることがあります。

  ① 被保険者と⑴に定める代理人との戸籍謄本または戸籍抄本
  ② ⑴に定める代理人の印鑑証明書
  ③ ⑴に定める代理人の住民票
  ④ 被保険者または⑴に定める代理人の健康保険被保険者証の写し  

  ⑷ ⑴の規定により会社が高度障害年金を⑴に定める代理人に支払ったときは、
その後重複してその高度障害年金の請求を受けても、会社はこれを支払いま
せん。

  ⑸ 第７条（年金の支払時期）の４．中、「年金の受取人（年金の受取人が２人
以上いるときは、その代表者）」とあるのを「年金の受取人または第49条（契
約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特約また
は指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則）の⑴に定め
る代理人（年金の受取人等が２人以上いるときは、その代表者）」と読み替
えます。

  ⑹ 第７条（年金の支払時期）の５．中、「被保険者または年金の受取人」とあ
るのを「被保険者、年金の受取人または第49条（契約成立日が平成20年４
月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特約または指定代理請求特約

（2016）が付加されていない場合の特則）の⑴に定める代理人」と読み替え
ます。

  ★別表３（P.69参照）  
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   別表１　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

と
な
る
高
度
障
害
状
態  　
　

高
度
障
害
年
金
支
払
の
対
象

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  　
　
　
　
　
　

保
険
料
払
込
免
除
の
対
象
と
な
る

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4

 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
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    別表３　年金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．死亡年金の支払い    

  第１回年金の場合
  ⑴ 死亡年金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡年金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  ２．高度障害年金の支払い    

  第１回年金の場合
  ⑴ 高度障害年金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 高度障害年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 高度障害年金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  ３．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 不慮の事故（別表２）であることを証明する書類
  ⑷   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 年金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行

わせることがあります。
  ⑶ ２．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

   

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

別表２　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電
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   第₃₄条 年金の受取人の死亡………………………………
   第₃₅条 保険契約者の権利義務の承継……………………
   第₃₆条 保険契約者の代表者および年金の受取人の

代表者………………………………………………

   15 契約年齢の計算等について
   第₃₇条 契約年齢の計算……………………………………
   第₃₈条 契約年齢の誤りの処理……………………………
   第₃₉条 性別の誤りの処理…………………………………

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について
   第₄₀条 社員配当金の割当ておよび支払い………………

   17 その他
   第₄₁条 被保険者の業務の変更、転居および旅行………
   第₄₂条 保険契約者の住所の変更…………………………
   第₄₃条 契約内容の登録……………………………………
   第₄₄条 時効…………………………………………………
   第₄₅条 管轄裁判所…………………………………………

   18 特則について
   第₄₆条 年金の受取人が２人以上いる場合の特則………   

   ５年ごと利差配当付新長期生活保障保険普通保険約款目次   ５年ごと利差配当付新長期生活保障保険普通保険約款  
  （実施　平19.4.2 ／改正　平26.10.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡または所定の高度障害状態に対する保障  
  年金等の種類    ⑴ 死亡年金（確定年金）

  ⑵ 高度障害年金（確定年金）
  ⑶ 生存祝金  

  配当タイプ    ５年ごと利差配当  
  備考    年金支払期間は、保険契約者が選択した終期までの期間とします。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第20条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第37条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 年金支払期間について

   第２条  年金支払期間の指定

  １．保険契約者は、この保険契約締結の際、会社の取扱いの範囲内で、年金支払期間
について、その終期を選択する方法により指定することを必要とします。

  ２．この保険契約の保険期間および保険料払込期間は、本条の１．の年金支払期間と
同一とします。
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   ５年ごと利差配当付新長期生活保障保険普通保険約款目次   ５年ごと利差配当付新長期生活保障保険普通保険約款  
  （実施　平19.4.2 ／改正　平26.10.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡または所定の高度障害状態に対する保障  
  年金等の種類    ⑴ 死亡年金（確定年金）

  ⑵ 高度障害年金（確定年金）
  ⑶ 生存祝金  

  配当タイプ    ５年ごと利差配当  
  備考    年金支払期間は、保険契約者が選択した終期までの期間とします。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第20条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第37条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 年金支払期間について

   第２条  年金支払期間の指定

  １．保険契約者は、この保険契約締結の際、会社の取扱いの範囲内で、年金支払期間
について、その終期を選択する方法により指定することを必要とします。

  ２．この保険契約の保険期間および保険料払込期間は、本条の１．の年金支払期間と
同一とします。
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   ３ 年金等の支払いについて

   第３条  年金・祝金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、年金または祝金の支払事由が
生じたときは、その支払事由に対応して年金または祝金をその受取人に支払いま
す。ただし、免責事由（第４条）に該当するときは支払いません。

    
  年金の
種　類  

  支払事由（年金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
年
金  

  

確
定
年
金  

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後保険期間中に死亡したとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間（第２条）中の年金支払
日 ＊２ が到来したとき  

  ⑴ 第１回年金
  第１回年金額

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金額と同
額

  （注） 本条の２．－⑴
－①の規定によ
り、最低５回の
年金を支払いま
す。  

  

死
亡
年
金
受
取
人  

  

高
度
障
害
年
金  

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後の原因によって保険期間中に
高度障害状態（別表１ ★ ）になっ
たとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間中の年金支払日 ＊２ が到来し
たとき  

  

高
度
障
害
年
金
受
取
人  

  

生
存
祝
金  

  被保険者が、保険期間満了の時に生
存していたとき。ただし、保険期間
満了の時までに高度障害年金の支払
事由が生じた場合で、高度障害年金
が支払われたときは除きます。  

  第１回年金額の10％  

  

保
険
契
約
者  

  ２．年金または祝金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 第５回の年金支払日 ＊２

 がこの保険契約の年金
支払期間の終期を超え
て到来するとき  

  第２条（年金支払期間の指定）の規定にかかわらず、
第５回の年金を支払うべき日を含む保険年度末まで
この保険契約の年金支払期間を延長します。  

  ② 第１回年金を支払う場
合の支払事由発生後の
保険料  

  払い込む必要はありません。  

  ③ 一時金の支払い    ア．年金の受取人は、第１回年金の支払事由が生じ
た場合で、次のすべてを満たすときは、年金の
全部または一部の支払いに代えて、会社の定め
る方法により計算する一時金 ★ （以下「一時金」
といいます。）の支払いを請求することができ
ます。
  ア 第１回年金の支払前であること
  イ 年金の一部の支払いに代えて一時金の支払

いを行うときは、年金支払を行う部分の第
１回年金額が12万円以上となること

  イ．ア．により、年金の全部の支払いに代えて一時
金を支払ったときは、この保険契約は消滅しま
す。  

  ④ 第１回年金額が12万円
未満となるとき  

  ア．一時金を保険契約者に支払います。
  イ．この保険契約は、第１回年金の支払事由が生じ

た時に消滅します。  

  第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、高度障害年金につい
ては、この保険契約の復活（第
17条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 年金支払日
  年金支払日は、次のとおりとし
ます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回年
金の支払
日  

  第１回年金の支払
事由が生じた日  

  ⑵ 第２回以
後の年金
の支払日  

  ⑴に規定する第１
回年金の支払日を
含む年の翌年以降、
毎年のその日の応
当日  

  項　目    内　容  

  ⑤ 第１回高度障害年金を
支払ったとき  

  その後新たに第１回年金の支払事由が生じても、こ
れによる死亡年金および高度障害年金は支払いませ
ん。  

  ⑥ 年金の受取人が年金支
払期間中の最終の年金
支払日 ＊２ 前に死亡した
とき  

  ア．年金の受取人の相続人に、会社の定める方法に
より計算する未払いの年金現価 ★ （以下「未払
いの年金現価」といいます。）を支払い、この
保険契約は消滅します。

  イ．年金の受取人の相続人は、ア．による未払いの
年金現価の支払いに代えて、年金の継続支払を
請求できます。この場合、次のとおり取り扱い
ます。
  ア この保険契約は年金支払期間が満了するま

で消滅せず、年金支払期間中の年金支払
日 ＊２ に年金を継続して支払います。

  イ 年金の継続支払中にこの保険契約の解約
（第28条）の請求があった場合には、この
保険契約はその時に消滅し、返戻金（第
29条）を年金の受取人の相続人に支払い
ます。  

  ⑵ 死亡年金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑶ 高度障害年金について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害年金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原因 ＊３ に
よる障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表
１ ★ ）になったときは、高度障害年金の第１回年金
の支払事由が生じたものとします。  

  ③ 被保険者が、責任開始
の時＊１前に生じた原因
により高度障害状態（別
表１★）になったとき  

次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時＊１

以後の疾病によるものとみなします。
ア． この保険契約の締結の際＊４に、会社が、告知（第

20条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾病
によるものとみなしません。

イ． その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病によるものとみなしません。

  第３条  補足説明

   ＊３ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

＊４ この保険契約の締結の際
この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。
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   ３ 年金等の支払いについて

   第３条  年金・祝金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、年金または祝金の支払事由が
生じたときは、その支払事由に対応して年金または祝金をその受取人に支払いま
す。ただし、免責事由（第４条）に該当するときは支払いません。

    
  年金の
種　類  

  支払事由（年金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
年
金  

  

確
定
年
金  

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後保険期間中に死亡したとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間（第２条）中の年金支払
日 ＊２ が到来したとき  

  ⑴ 第１回年金
  第１回年金額

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金額と同
額

  （注） 本条の２．－⑴
－①の規定によ
り、最低５回の
年金を支払いま
す。  

  

死
亡
年
金
受
取
人  

  

高
度
障
害
年
金  

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後の原因によって保険期間中に
高度障害状態（別表１ ★ ）になっ
たとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間中の年金支払日 ＊２ が到来し
たとき  

  

高
度
障
害
年
金
受
取
人  

  

生
存
祝
金  

  被保険者が、保険期間満了の時に生
存していたとき。ただし、保険期間
満了の時までに高度障害年金の支払
事由が生じた場合で、高度障害年金
が支払われたときは除きます。  

  第１回年金額の10％  

  

保
険
契
約
者  

  ２．年金または祝金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 第５回の年金支払日 ＊２

 がこの保険契約の年金
支払期間の終期を超え
て到来するとき  

  第２条（年金支払期間の指定）の規定にかかわらず、
第５回の年金を支払うべき日を含む保険年度末まで
この保険契約の年金支払期間を延長します。  

  ② 第１回年金を支払う場
合の支払事由発生後の
保険料  

  払い込む必要はありません。  

  ③ 一時金の支払い    ア．年金の受取人は、第１回年金の支払事由が生じ
た場合で、次のすべてを満たすときは、年金の
全部または一部の支払いに代えて、会社の定め
る方法により計算する一時金 ★ （以下「一時金」
といいます。）の支払いを請求することができ
ます。
  ア 第１回年金の支払前であること
  イ 年金の一部の支払いに代えて一時金の支払

いを行うときは、年金支払を行う部分の第
１回年金額が12万円以上となること

  イ．ア．により、年金の全部の支払いに代えて一時
金を支払ったときは、この保険契約は消滅しま
す。  

  ④ 第１回年金額が12万円
未満となるとき  

  ア．一時金を保険契約者に支払います。
  イ．この保険契約は、第１回年金の支払事由が生じ

た時に消滅します。  

  第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、高度障害年金につい
ては、この保険契約の復活（第
17条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 年金支払日
  年金支払日は、次のとおりとし
ます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回年
金の支払
日  

  第１回年金の支払
事由が生じた日  

  ⑵ 第２回以
後の年金
の支払日  

  ⑴に規定する第１
回年金の支払日を
含む年の翌年以降、
毎年のその日の応
当日  

  項　目    内　容  

  ⑤ 第１回高度障害年金を
支払ったとき  

  その後新たに第１回年金の支払事由が生じても、こ
れによる死亡年金および高度障害年金は支払いませ
ん。  

  ⑥ 年金の受取人が年金支
払期間中の最終の年金
支払日 ＊２ 前に死亡した
とき  

  ア．年金の受取人の相続人に、会社の定める方法に
より計算する未払いの年金現価 ★ （以下「未払
いの年金現価」といいます。）を支払い、この
保険契約は消滅します。

  イ．年金の受取人の相続人は、ア．による未払いの
年金現価の支払いに代えて、年金の継続支払を
請求できます。この場合、次のとおり取り扱い
ます。
  ア この保険契約は年金支払期間が満了するま

で消滅せず、年金支払期間中の年金支払
日 ＊２ に年金を継続して支払います。

  イ 年金の継続支払中にこの保険契約の解約
（第28条）の請求があった場合には、この
保険契約はその時に消滅し、返戻金（第
29条）を年金の受取人の相続人に支払い
ます。  

  ⑵ 死亡年金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑶ 高度障害年金について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害年金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原因 ＊３ に
よる障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表
１ ★ ）になったときは、高度障害年金の第１回年金
の支払事由が生じたものとします。  

  ③ 被保険者が、責任開始
の時＊１前に生じた原因
により高度障害状態（別
表１★）になったとき  

次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時＊１

以後の疾病によるものとみなします。
ア． この保険契約の締結の際＊４に、会社が、告知（第

20条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾病
によるものとみなしません。

イ． その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病によるものとみなしません。

  第３条  補足説明

   ＊３ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

＊４ この保険契約の締結の際
この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

73

約

款

５
年
ご
と
利
差
配
当
付
新
長
期
生
活
保
障
保
険



74

   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  項　目    内　容  

  ④ 被保険者が、保険期間
満了日に「高度障害状
態（別表１ ★ ）のうち回
復の見込みのないこと
のみが明らかでない状
態」であるために、高
度障害年金が支払われ
ないとき  

  次のすべてに該当したときは、保険期間満了日に高
度障害年金の第１回年金の支払事由が生じたものと
します。ただし、この保険契約が５年ごと利差配当
付普通定期保険契約に変更（第25条）されたときは、
変更後契約の普通保険約款の規定を適用します。
  ア． 保険期間満了後も引き続きその状態が継続して

いたこと
  イ． その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと  
  ⑤ 高度障害年金の第１回

年金の支払事由が生じ
た場合で、その支払前
に死亡年金の第１回年
金または一時金の支払
請求を受け、死亡年金
または一時金が支払わ
れるとき  

  高度障害年金の第１回年金の支払事由が生じないで
被保険者が死亡したものとして取り扱い、高度障害
年金は支払いません。  

  ⑷ 生存祝金について

  項　目    内　容  

  生存祝金が支払われた後に、
その保険期間中に支払事由
が生じた死亡年金、高度障
害年金または一時金が支払
われるとき  

  死亡年金もしくは高度障害年金の第１回年金額また
は一時金額から生存祝金額を差し引いて支払いま
す。  

  ★別表１（P.91参照）
  ★「会社の定める方法により計算する一時金」⇒「金額例表等について（例表１）」（P.862参照）
  ★「会社の定める方法により計算する未払いの年金現価」⇒「金額例表等について（例表２）」

（P.863参照）  

   第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、年金
を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても年金を支払わない場合）  
  

死
亡
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡年金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第17条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

高
度
障
害
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表１ ★ ）になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡年金受取人が２人
以上いる場合で、一部
の受取人が故意に被保
険者を死亡させたとき  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  項　目    内　容  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡年金または
高度障害年金の支払事
由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、年金の金額の一部または全部を支払います。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡年金を支払わないと
き  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表１（P.91参照）  

   第５条  年金証書の発行

  会社は、第１回年金を支払う際に、年金証書を年金の受取人に発行します。

   ４ 年金等の支払請求手続について

   第６条  年金・祝金の支払請求手続

  １．年金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、す
みやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．年金または祝金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
３ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、年金もしくは一時金の全部またはその相
当部分を死亡退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支
払いに充当することが確認されているときは、死亡年金受取人または高度障害年
金受取人は年金または一時金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必
要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人
以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡年金受取人または高度
障害年金受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 年金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.93参照）  

   第７条  年金・祝金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で年金または祝金を支払います。

  ２．会社は、年金または祝金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合におい
て、保険契約の締結時から年金または祝金請求時までに会社に提出された書類だ
けでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行いま
す。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、年金または祝金を支払うべき期
限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45
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   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  項　目    内　容  

  ④ 被保険者が、保険期間
満了日に「高度障害状
態（別表１ ★ ）のうち回
復の見込みのないこと
のみが明らかでない状
態」であるために、高
度障害年金が支払われ
ないとき  

  次のすべてに該当したときは、保険期間満了日に高
度障害年金の第１回年金の支払事由が生じたものと
します。ただし、この保険契約が５年ごと利差配当
付普通定期保険契約に変更（第25条）されたときは、
変更後契約の普通保険約款の規定を適用します。
  ア． 保険期間満了後も引き続きその状態が継続して

いたこと
  イ． その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと  
  ⑤ 高度障害年金の第１回

年金の支払事由が生じ
た場合で、その支払前
に死亡年金の第１回年
金または一時金の支払
請求を受け、死亡年金
または一時金が支払わ
れるとき  

  高度障害年金の第１回年金の支払事由が生じないで
被保険者が死亡したものとして取り扱い、高度障害
年金は支払いません。  

  ⑷ 生存祝金について

  項　目    内　容  

  生存祝金が支払われた後に、
その保険期間中に支払事由
が生じた死亡年金、高度障
害年金または一時金が支払
われるとき  

  死亡年金もしくは高度障害年金の第１回年金額また
は一時金額から生存祝金額を差し引いて支払いま
す。  

  ★別表１（P.91参照）
  ★「会社の定める方法により計算する一時金」⇒「金額例表等について（例表１）」（P.862参照）
  ★「会社の定める方法により計算する未払いの年金現価」⇒「金額例表等について（例表２）」

（P.863参照）  

   第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、年金
を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても年金を支払わない場合）  

  

死
亡
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡年金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第17条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

高
度
障
害
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表１ ★ ）になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡年金受取人が２人
以上いる場合で、一部
の受取人が故意に被保
険者を死亡させたとき  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  項　目    内　容  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡年金または
高度障害年金の支払事
由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、年金の金額の一部または全部を支払います。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡年金を支払わないと
き  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表１（P.91参照）  

   第５条  年金証書の発行

  会社は、第１回年金を支払う際に、年金証書を年金の受取人に発行します。

   ４ 年金等の支払請求手続について

   第６条  年金・祝金の支払請求手続

  １．年金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、す
みやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．年金または祝金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
３ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、年金もしくは一時金の全部またはその相
当部分を死亡退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支
払いに充当することが確認されているときは、死亡年金受取人または高度障害年
金受取人は年金または一時金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必
要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人
以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡年金受取人または高度
障害年金受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 年金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.93参照）  

   第７条  年金・祝金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で年金または祝金を支払います。

  ２．会社は、年金または祝金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合におい
て、保険契約の締結時から年金または祝金請求時までに会社に提出された書類だ
けでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行いま
す。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、年金または祝金を支払うべき期
限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45
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  第７条  補足説明

   ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 一時金
  一時金とともに支払われる金銭
を含みます。

日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 年金または祝金の支払事由（第３
条）発生の有無の確認が必要な場
合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 年金支払いの免責事由（第４条）
に該当する可能性がある場合  

  年金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第21条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第23
条）、詐欺（第18条）または不法
取得目的（第19条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第23条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは年金の受取
人の保険契約締結の目的もしくは年金
請求の意図に関する保険契約の締結時
から年金請求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、年金または祝金を支払
うべき期限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を
含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または年
金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこと
が報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める事
項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察等
の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、年金または祝金の受取人（年
金または祝金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または年金の受取人
が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、会
社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は年金
または祝金を支払いません。

  ★別表３（P.93参照）  

   ５ 一時金の支払方法の選択について

   第８条  一時金の支払方法の選択

  年金が支払われるときは、年金の受取人は、会社の取扱いの範囲内で、一時金 ＊１

 について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することができ
ます。

   ６ 保険料の払込免除について

   第９条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第12条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第10条）

   第９条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第17条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）による
傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180日以内
で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表１ ★ ）になったとき

  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮
の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原因とする
障害状態が新たに加わって、その事故の日からその
日を含めて180日以内に身体障害の状態（別表
１ ★ ）になったときは、保険料の払込免除事由が生
じたものとします。  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第12
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表１（P.91参照）、別表２（P.92参照）  

   第10条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表１ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表１（P.91参照）  
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  第７条  補足説明

   ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 一時金
  一時金とともに支払われる金銭
を含みます。

日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 年金または祝金の支払事由（第３
条）発生の有無の確認が必要な場
合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 年金支払いの免責事由（第４条）
に該当する可能性がある場合  

  年金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第21条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第23
条）、詐欺（第18条）または不法
取得目的（第19条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第23条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは年金の受取
人の保険契約締結の目的もしくは年金
請求の意図に関する保険契約の締結時
から年金請求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、年金または祝金を支払
うべき期限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を
含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または年
金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこと
が報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める事
項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察等
の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、年金または祝金の受取人（年
金または祝金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または年金の受取人
が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、会
社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は年金
または祝金を支払いません。

  ★別表３（P.93参照）  

   ５ 一時金の支払方法の選択について

   第８条  一時金の支払方法の選択

  年金が支払われるときは、年金の受取人は、会社の取扱いの範囲内で、一時金 ＊１

 について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することができ
ます。

   ６ 保険料の払込免除について

   第９条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第12条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第10条）

   第９条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第17条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）による
傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180日以内
で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表１ ★ ）になったとき

  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮
の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原因とする
障害状態が新たに加わって、その事故の日からその
日を含めて180日以内に身体障害の状態（別表
１ ★ ）になったときは、保険料の払込免除事由が生
じたものとします。  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第12
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表１（P.91参照）、別表２（P.92参照）  

   第10条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  
身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表１ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表１（P.91参照）  
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   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第13条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   ７ 保険料の払込免除の請求手続について

   第11条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第７条（年金・祝金の支払時
期）の規定を準用します。

  ★別表３（P.93参照）  

   ８ 保険料の払込みについて

   第12条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第13条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第13条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
12条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第12条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第12条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第15条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  項　目    内　容  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第14条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第12条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（年金または一時金を支払うときはその受取人）
に払い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第12条）までに、年金もしくは祝金の支払事由（第３条）または保険料
の払込免除事由（第９条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回年金または一時
金を支払うとき  

  未払込保険料を差し引いて支払います。  

  ⑵ 生存祝金を支払うとき    保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、支払事由の
発生により支払うべき金額を支払いません。  

  ⑶ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第15条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
12条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 第１回年金または一時金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  
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   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第13条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   ７ 保険料の払込免除の請求手続について

   第11条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第７条（年金・祝金の支払時
期）の規定を準用します。

  ★別表３（P.93参照）  

   ８ 保険料の払込みについて

   第12条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第13条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第13条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
12条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第12条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第12条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第15条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  項　目    内　容  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第14条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第12条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（年金または一時金を支払うときはその受取人）
に払い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第12条）までに、年金もしくは祝金の支払事由（第３条）または保険料
の払込免除事由（第９条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回年金または一時
金を支払うとき  

  未払込保険料を差し引いて支払います。  

  ⑵ 生存祝金を支払うとき    保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、支払事由の
発生により支払うべき金額を支払いません。  

  ⑶ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第15条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
12条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 第１回年金または一時金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  
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   第17条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

   ９ 失効と復活について

   第16条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第12条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第29条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第17条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第16条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第20条）および告知義務違反による解除（第21条）の規定を適用し
ます。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第29条）
の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることはできま
せん。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第18条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第17条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第19条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
17条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 年金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に年金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第20条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第17条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、年金の支払事由（第３条）また
は保険料の払込免除事由（第９条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち書

   第22条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

  第23条  補足説明

  ＊１ 解除
 年金の一部の受取人に対して本
条の２．－⑴または⑵の規定を
適用し年金または一時金を支払
わないこととするときは、この
保険契約のうち支払われない年
金または一時金に対応する部分
の解除とします。

面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第21条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第17条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第20条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、年金もしくは祝金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第
９条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができ
ます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金、一時金または祝金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金、一時金または祝金を支払っていたときは、その返還を請求しま

す。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、年金の支払事由または保険料の払込免除事由の
発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者また
は年金の受取人が証明したときは、会社は、年金もしくは一時金の支払いまたは
保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または年金の受取人
に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第29条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第22条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第21条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第17条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第20条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第20条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に年金の支払事由（第３条）ま
たは保険料の払込免除事由（第９条）が生じないで、その期間を経過したと
き  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第20条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第23条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除＊１することができます。
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   第17条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

   ９ 失効と復活について

   第16条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第12条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第29条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第17条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第16条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第20条）および告知義務違反による解除（第21条）の規定を適用し
ます。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第29条）
の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることはできま
せん。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第18条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第17条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第19条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
17条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 年金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に年金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第20条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第17条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、年金の支払事由（第３条）また
は保険料の払込免除事由（第９条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち書

   第22条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

  第23条  補足説明

  ＊１ 解除
 年金の一部の受取人に対して本
条の２．－⑴または⑵の規定を
適用し年金または一時金を支払
わないこととするときは、この
保険契約のうち支払われない年
金または一時金に対応する部分
の解除とします。

面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第21条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第17条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第20条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、年金もしくは祝金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第
９条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができ
ます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金、一時金または祝金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金、一時金または祝金を支払っていたときは、その返還を請求しま

す。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、年金の支払事由または保険料の払込免除事由の
発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者また
は年金の受取人が証明したときは、会社は、年金もしくは一時金の支払いまたは
保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または年金の受取人
に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第29条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第22条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第21条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第17条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第20条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第20条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に年金の支払事由（第３条）ま
たは保険料の払込免除事由（第９条）が生じないで、その期間を経過したと
き  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第20条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第23条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除＊１することができます。
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   第23条  補足説明

  ＊２ 年金
  この保険契約の年金または保険
料の払込免除をいいます。

＊３ 年金、一時金
本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが年金の
受取人のみであり、その年金の
受取人が年金の一部の受取人で
あるときは、年金または一時金
のうち、その受取人に支払われ
るべき年金または一時金をいい
ます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡年金の場合は被保険者を除きます。）または年
金の受取人が年金 ＊２ を詐取する目的もしくは他人に年金 ＊２ を詐取させる目的
で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 年金 ＊２ の請求に関し、年金 ＊２ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があっ
たとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または年金の受取人が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または年金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法人

の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認め
られること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または年金の受
取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待しえ
ない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または年金の受取人のいずれかが他の保険者との

間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、年金もしくは祝金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第
９条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除＊１することができま
す。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除＊１までの間に、
年金もしくは祝金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、
その年金、一時金もしくは祝金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金、一時金＊３または祝金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金、一時金＊３または祝金を支払っていたときは、その返還を請求し

ます。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除＊１の通知については、第21条（告知義務違反による解除）
の４．の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除＊１された場合で、返戻金（第29条）がある
ときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除＊１した場合で、年金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し年金または一時金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われな
い年金または一時金に対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その
部分の返戻金を保険契約者に支払います。

   12 契約内容の変更等について

   第24条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第12条（保険料の払込み）および第13条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第12条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保

   第25条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後契約
  この保険契約から変更された場
合の５年ごと利差配当付普通定
期保険契約をいいます。

険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第25条  ５年ごと利差配当付普通定期保険契約への変更

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を５年ごと利差配当付普通定期保険契約に変更しない旨
を会社に通知しない限り、変更の申出があったものとして、この保険契約は、保
険期間満了日の翌日 ＊１ に５年ごと利差配当付普通定期保険契約に変更されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第37条）が会社の定める年齢の範囲内

であること
  ⑶ 変更後契約 ＊２ の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が会社の定める年齢

の範囲内であること
  ⑷ 契約成立日（第１条）からその日を含めて、変更後契約 ＊２ の保険期間満了日

までの期間が会社の定める期間内であること  

  ２．５年ごと利差配当付普通定期保険契約への変更について、次のとおり取り扱いま
す。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数・経路）は、変更前契

約の保険料の払込方法（回数・経路）と同一と
します。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
12条（保険料の払込み）の１．および第14条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、変更後契約 ＊２ の効力は生
じません。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の保険金
額  

  変更前契約の保険期間満了日の第１回年金額の５倍
に相当する金額と同額とします。ただし、保険契約
者は、変更前契約の保険期間満了日の２週間前まで
に申し出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契
約 ＊２ の保険金額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ の保険期
間および保険料払込期
間満了日  

  被保険者の年齢が80歳となる契約成立日の応当日
（年単位）の前日とします。ただし、保険契約者は、
変更前契約の保険期間満了日の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契約 ＊２ の
保険期間および保険料払込期間を変更することがで
きます。  

  ⑸ 変更後契約 ＊２ の保険契
約者、被保険者、死亡
保険金受取人および高
度障害保険金受取人  

  それぞれ変更前契約の保険契約者、被保険者、死亡
年金受取人および高度障害年金受取人と同一としま
す。  
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   第23条  補足説明

  ＊２ 年金
  この保険契約の年金または保険
料の払込免除をいいます。

＊３ 年金、一時金
本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが年金の
受取人のみであり、その年金の
受取人が年金の一部の受取人で
あるときは、年金または一時金
のうち、その受取人に支払われ
るべき年金または一時金をいい
ます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡年金の場合は被保険者を除きます。）または年
金の受取人が年金 ＊２ を詐取する目的もしくは他人に年金 ＊２ を詐取させる目的
で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 年金 ＊２ の請求に関し、年金 ＊２ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があっ
たとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または年金の受取人が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または年金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法人

の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認め
られること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または年金の受
取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待しえ
ない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または年金の受取人のいずれかが他の保険者との

間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、年金もしくは祝金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第
９条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除＊１することができま
す。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除＊１までの間に、
年金もしくは祝金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、
その年金、一時金もしくは祝金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金、一時金＊３または祝金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金、一時金＊３または祝金を支払っていたときは、その返還を請求し

ます。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除＊１の通知については、第21条（告知義務違反による解除）
の４．の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除＊１された場合で、返戻金（第29条）がある
ときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除＊１した場合で、年金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し年金または一時金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われな
い年金または一時金に対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その
部分の返戻金を保険契約者に支払います。

   12 契約内容の変更等について

   第24条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第12条（保険料の払込み）および第13条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第12条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保

   第25条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後契約
  この保険契約から変更された場
合の５年ごと利差配当付普通定
期保険契約をいいます。

険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第25条  ５年ごと利差配当付普通定期保険契約への変更

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を５年ごと利差配当付普通定期保険契約に変更しない旨
を会社に通知しない限り、変更の申出があったものとして、この保険契約は、保
険期間満了日の翌日 ＊１ に５年ごと利差配当付普通定期保険契約に変更されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第37条）が会社の定める年齢の範囲内

であること
  ⑶ 変更後契約 ＊２ の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が会社の定める年齢

の範囲内であること
  ⑷ 契約成立日（第１条）からその日を含めて、変更後契約 ＊２ の保険期間満了日

までの期間が会社の定める期間内であること  

  ２．５年ごと利差配当付普通定期保険契約への変更について、次のとおり取り扱いま
す。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数・経路）は、変更前契

約の保険料の払込方法（回数・経路）と同一と
します。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
12条（保険料の払込み）の１．および第14条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、変更後契約 ＊２ の効力は生
じません。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の保険金
額  

  変更前契約の保険期間満了日の第１回年金額の５倍
に相当する金額と同額とします。ただし、保険契約
者は、変更前契約の保険期間満了日の２週間前まで
に申し出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契
約 ＊２ の保険金額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ の保険期
間および保険料払込期
間満了日  

  被保険者の年齢が80歳となる契約成立日の応当日
（年単位）の前日とします。ただし、保険契約者は、
変更前契約の保険期間満了日の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契約 ＊２ の
保険期間および保険料払込期間を変更することがで
きます。  

  ⑸ 変更後契約 ＊２ の保険契
約者、被保険者、死亡
保険金受取人および高
度障害保険金受取人  

  それぞれ変更前契約の保険契約者、被保険者、死亡
年金受取人および高度障害年金受取人と同一としま
す。  
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  項　目    内　容  

  ⑹ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 保険金の支払い、保険料の払込免除および告知
義務違反による解除に関する規定について、変
更後契約 ＊２ の保険期間は、変更前契約から継
続したものとして取り扱います。

  ② 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ 生存祝金について、生存祝金の支払事由が生じ

た日以後、会社は、会社の定める利率 ★ による
利息をつけてすえ置き、変更後契約 ＊２ が消滅
したとき、または保険契約者から請求があった
ときに保険契約者（保険金を支払うときはその
受取人）に支払います。

  ④ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑺ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理に準じて取り扱います。  

  ⑻ 変更日 ＊１ に会社が５年
ごと利差配当付普通定
期保険契約の締結を取
り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、本条の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を変更日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑹－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第26条  他の保険契約への加入

  １．保険契約者は、保険期間満了日の１か月前までに申し込んだときは、会社の取扱
いの範囲内で、この保険契約の被保険者を被保険者とする他の保険契約に加入す
ることができます。ただし、この保険契約の保険期間満了日の被保険者の年齢（第
37条）が70歳を超えるときは、この取扱いをしません。

  ２．他の保険契約への加入について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 加入する他の保険契約
の第１回保険料相当額
の払込み  

  第１回保険料相当額は、この保険契約の保険期間満
了日までに払い込むことを必要とします。  

  ⑵ 加入する他の保険契約
の責任開始の日  

  ⑴の規定により第１回保険料相当額が払い込まれた
ときは、加入する他の保険契約の普通保険約款の責
任開始に関する規定は適用せず、この保険契約の保
険期間満了日の翌日とします。  

  ⑶ 加入する他の保険契約
の保険金額  

  この保険契約の保険期間満了日の第１回年金額の５
倍に相当する金額を限度とします。  

  ⑷ 他の保険契約への加入
が行われたとき  

  保険金の支払いに関して、加入する他の保険契約の
保険期間は、この保険契約から継続したものとして
取り扱います。  

   第27条  第１回年金額の減額

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ
て第１回年金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の第１回
年金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．第１回年金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

   第30条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
12条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第31条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

  ⑴ 減額分を解約（第28条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 第１回年金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   13 解約等について

   第28条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第29条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ３．本条の１．に定めるほか、第１回年金の支払後は、年金の受取人は、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。この場合、会社は、本条の
２．の規定に準じて返戻金を年金の受取人に支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第29条  返戻金

  返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。ただし、第１回年金の支払日以後の返戻金額 ★ は、会社の定
める方法により計算します。

  ★「第１回年金の支払日以後の返戻金額」⇒「金額例表等について（例表３）」（P.864参照）  

   第30条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合、第１回年金が支払われ
た場合または保険料の払込みが免除（第９条）された場合で、保険料の未経過分
に相当する返還金 ＊２ があるときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、
年金を支払うときはその受取人に支払います。

  ⑴ 年金の支払事由（第３条）または免責事由（第４条）に該当したとき（保険
契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第21条）または重大事由（第23条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第27条）または解約（第28条）されたとき  

   第31条  年金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知  が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす年金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過するま
での間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社に
その旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。
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  項　目    内　容  

  ⑹ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 保険金の支払い、保険料の払込免除および告知
義務違反による解除に関する規定について、変
更後契約 ＊２ の保険期間は、変更前契約から継
続したものとして取り扱います。

  ② 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ 生存祝金について、生存祝金の支払事由が生じ

た日以後、会社は、会社の定める利率 ★ による
利息をつけてすえ置き、変更後契約 ＊２ が消滅
したとき、または保険契約者から請求があった
ときに保険契約者（保険金を支払うときはその
受取人）に支払います。

  ④ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑺ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理に準じて取り扱います。  

  ⑻ 変更日 ＊１ に会社が５年
ごと利差配当付普通定
期保険契約の締結を取
り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、本条の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を変更日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑹－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第26条  他の保険契約への加入

  １．保険契約者は、保険期間満了日の１か月前までに申し込んだときは、会社の取扱
いの範囲内で、この保険契約の被保険者を被保険者とする他の保険契約に加入す
ることができます。ただし、この保険契約の保険期間満了日の被保険者の年齢（第
37条）が70歳を超えるときは、この取扱いをしません。

  ２．他の保険契約への加入について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 加入する他の保険契約
の第１回保険料相当額
の払込み  

  第１回保険料相当額は、この保険契約の保険期間満
了日までに払い込むことを必要とします。  

  ⑵ 加入する他の保険契約
の責任開始の日  

  ⑴の規定により第１回保険料相当額が払い込まれた
ときは、加入する他の保険契約の普通保険約款の責
任開始に関する規定は適用せず、この保険契約の保
険期間満了日の翌日とします。  

  ⑶ 加入する他の保険契約
の保険金額  

  この保険契約の保険期間満了日の第１回年金額の５
倍に相当する金額を限度とします。  

  ⑷ 他の保険契約への加入
が行われたとき  

  保険金の支払いに関して、加入する他の保険契約の
保険期間は、この保険契約から継続したものとして
取り扱います。  

   第27条  第１回年金額の減額

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ
て第１回年金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の第１回
年金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．第１回年金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

   第30条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
12条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第31条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

  ⑴ 減額分を解約（第28条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 第１回年金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   13 解約等について

   第28条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第29条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ３．本条の１．に定めるほか、第１回年金の支払後は、年金の受取人は、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。この場合、会社は、本条の
２．の規定に準じて返戻金を年金の受取人に支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第29条  返戻金

  返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。ただし、第１回年金の支払日以後の返戻金額 ★ は、会社の定
める方法により計算します。

  ★「第１回年金の支払日以後の返戻金額」⇒「金額例表等について（例表３）」（P.864参照）  

   第30条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合、第１回年金が支払われ
た場合または保険料の払込みが免除（第９条）された場合で、保険料の未経過分
に相当する返還金 ＊２ があるときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、
年金を支払うときはその受取人に支払います。

  ⑴ 年金の支払事由（第３条）または免責事由（第４条）に該当したとき（保険
契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第21条）または重大事由（第23条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第27条）または解約（第28条）されたとき  

   第31条  年金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知  が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす年金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過するま
での間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社に
その旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。
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  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、年金または祝金の支払事由

（第３条）が生じ、会社が年金または祝金を支払うべきときは、次のとおり取り
扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年金の支払事由が生じ
たとき  

  ① 支払うべき第１回年金額が本条の２．の金額以
上の場合には、支払うべき金額の限度で、本条
の２.の金額を債権者等に支払い、その残額を
年金の受取人に支払います。

  ② 支払うべき第１回年金額が本条の２．の金額を
下回る場合には、年金の全部の支払いに代えて、
一時金の請求があったものとして取り扱いま
す。この場合、支払うべき金額の限度で、本条
の２．の金額を債権者等に支払い、その残額を
年金の受取人に支払います。  

  ⑵ 生存祝金の支払事由が
生じたとき  

  支払うべき金額の限度で、本条の２.の金額を債権
者等に支払い、その残額を生存祝金の受取人に支払
います。  

   14 年金の受取人および保険契約者について

   第32条  会社への通知による年金の受取人の変更

  １．保険契約者は、年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、被保険者の同意を
得たうえで、会社に対する通知 ★ により、年金の受取人を変更することができま
す。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。な
お、生存祝金の受取人を保険契約者以外の者に変更することはできません。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の年金の受取人に年金を支払った
ときは、その支払い後に変更後の年金の受取人から年金の請求を受けても、会社
はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第33条  遺言による年金の受取人の変更

  １．第32条（会社への通知による年金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約者は、
年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、法律上有効な遺言により、年金の
受取人を変更することができます。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者
または被保険者に限ります。なお、生存祝金の受取人を保険契約者以外の者に変
更することはできません。

  ２．本条の１．の年金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を生
じません。

  ３．本条の１．および２．による年金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第34条  年金の受取人の死亡

  １．年金の受取人が年金の支払事由（第３条）の発生以前に死亡したときは、その法
定相続人を年金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により年金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に法
定相続人がいないときは、本条の１．の規定により年金の受取人となった者のう
ち生存している他の年金の受取人を年金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により年金の受取人となった者が２人以上いるときは、そ

   第37条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

の受取割合は均等とします。

   第35条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、被保険者の
同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三者に承継させることができ
ます。

  ２．第１回年金を支払う場合には、その支払事由に該当した時に保険契約者のこの保
険契約上のすべての権利義務は、年金の受取人に承継されます。

  ３．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第36条  保険契約者の代表者および年金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡年金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準じ

て取り扱います。高度障害年金についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第37条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第38条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第37条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは年金額を調整して処理します。

   第39条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または年金額を調整して
処理します。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第40条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．第１回年金の支払以前の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み
立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑹の保険契約に
対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てること
があります。この場合、⑸に該当する保険契約については、⑷に該当する保険契
約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
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  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、年金または祝金の支払事由

（第３条）が生じ、会社が年金または祝金を支払うべきときは、次のとおり取り
扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年金の支払事由が生じ
たとき  

  ① 支払うべき第１回年金額が本条の２．の金額以
上の場合には、支払うべき金額の限度で、本条
の２.の金額を債権者等に支払い、その残額を
年金の受取人に支払います。

  ② 支払うべき第１回年金額が本条の２．の金額を
下回る場合には、年金の全部の支払いに代えて、
一時金の請求があったものとして取り扱いま
す。この場合、支払うべき金額の限度で、本条
の２．の金額を債権者等に支払い、その残額を
年金の受取人に支払います。  

  ⑵ 生存祝金の支払事由が
生じたとき  

  支払うべき金額の限度で、本条の２.の金額を債権
者等に支払い、その残額を生存祝金の受取人に支払
います。  

   14 年金の受取人および保険契約者について

   第32条  会社への通知による年金の受取人の変更

  １．保険契約者は、年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、被保険者の同意を
得たうえで、会社に対する通知 ★ により、年金の受取人を変更することができま
す。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。な
お、生存祝金の受取人を保険契約者以外の者に変更することはできません。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の年金の受取人に年金を支払った
ときは、その支払い後に変更後の年金の受取人から年金の請求を受けても、会社
はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第33条  遺言による年金の受取人の変更

  １．第32条（会社への通知による年金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約者は、
年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、法律上有効な遺言により、年金の
受取人を変更することができます。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者
または被保険者に限ります。なお、生存祝金の受取人を保険契約者以外の者に変
更することはできません。

  ２．本条の１．の年金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を生
じません。

  ３．本条の１．および２．による年金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第34条  年金の受取人の死亡

  １．年金の受取人が年金の支払事由（第３条）の発生以前に死亡したときは、その法
定相続人を年金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により年金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に法
定相続人がいないときは、本条の１．の規定により年金の受取人となった者のう
ち生存している他の年金の受取人を年金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により年金の受取人となった者が２人以上いるときは、そ

   第37条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

の受取割合は均等とします。

   第35条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、被保険者の
同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三者に承継させることができ
ます。

  ２．第１回年金を支払う場合には、その支払事由に該当した時に保険契約者のこの保
険契約上のすべての権利義務は、年金の受取人に承継されます。

  ３．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第36条  保険契約者の代表者および年金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡年金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準じ

て取り扱います。高度障害年金についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第37条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第38条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第37条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは年金額を調整して処理します。

   第39条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または年金額を調整して
処理します。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第40条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．第１回年金の支払以前の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み
立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑹の保険契約に
対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てること
があります。この場合、⑸に該当する保険契約については、⑷に該当する保険契
約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
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   第40条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条の１．において「５年ごと
応当日」といいます。
 

   ＊２ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日（第１条）の５
年ごとの応当日 ＊１ が到
来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊１ から、社員配当金の全額
を会社の定める利率による利息をつけて積み立
てます。ただし、その５年ごと応当日 ＊１ の前日
までの保険料がすべて払い込まれている場合に
限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．第１回年金または一時金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．一時金の支払以外により保険契約が消滅す

るときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約  

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が５年
ごと利差配当付普通定期保険契約に変更（第25条）
されるときは、次のとおり取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて変更日から積み立てま

す。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた変更前契約の社

員配当金については、変更後契約においても引
き続き積み立て、変更日以後、⑴の規定を適用
します。  

  ⑶ 次の事業年度中に保険
契約の転換により消滅
する保険契約  

  責任準備金に加えて取り扱います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日および直前の５
年ごと応当日 ＊１ からそ
の日を含めて１年を経
過して、一時金の支払
いにより消滅する保険
契約 ＊２   

  一時金とともにその受取人に支払います。  

  ⑸ 次の事業年度中に契約
成立日からその日を含
めて２年および直前の
５年ごと応当日 ＊１ から
その日を含めて１年を
経過して、⑵から⑷以
外の事由により消滅す
る保険契約 ＊２   

  保険契約者に支払います｡  

  ⑹ 次の事業年度中に契約
成立日および直前の５
年ごと応当日 ＊１ からそ
の日を含めて１年を経
過して第１回年金を支
払う保険契約  

  第１回年金とともにその受取人に支払います。  

  ２．第１回年金の支払後の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み立
てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑷の保険契約に対
して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てることが
あります。この場合、⑷に該当する保険契約については、⑶に該当する保険契約
に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
次のとおり支払います。

  第40条  補足説明

   ＊３ 第１回年金の支払日の５年
ごとの応当日

  本条の２．において「５年ごと
応当日」といいます。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日の５年
ごとの応当日 ＊３ が到来
する保険契約（⑵に該
当 す る 場 合 を 除 き ま
す。）  

  ① その５年ごと応当日 ＊３ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、保険契
約が消滅したとき、または年金の受取人から請
求があったときに、年金の受取人に支払います。  

  ⑵ 次の事業年度中に最終
の年金を支払う保険契
約  

  最終の年金とともにその受取人に支払います。  

  ⑶ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊３ からその日を含め
て１年を経過して、年
金の受取人の死亡によ
り消滅する保険契約  

  年金の受取人の相続人に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊３ からその日を含め
て１年を経過して、⑵
または⑶以外の事由に
より消滅する保険契約  

  年金の受取人に支払います。  

  ３．会社は、本条の１．および２．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、
これを支払うことがあります。

  ４．保険契約者または年金の受取人からの請求により社員配当金または特別配当金を
支払うときは、第７条（年金・祝金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   17 その他

   第41条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第42条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第43条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。
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   第40条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条の１．において「５年ごと
応当日」といいます。
 

   ＊２ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日（第１条）の５
年ごとの応当日 ＊１ が到
来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊１ から、社員配当金の全額
を会社の定める利率による利息をつけて積み立
てます。ただし、その５年ごと応当日 ＊１ の前日
までの保険料がすべて払い込まれている場合に
限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．第１回年金または一時金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．一時金の支払以外により保険契約が消滅す

るときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約  

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が５年
ごと利差配当付普通定期保険契約に変更（第25条）
されるときは、次のとおり取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて変更日から積み立てま

す。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた変更前契約の社

員配当金については、変更後契約においても引
き続き積み立て、変更日以後、⑴の規定を適用
します。  

  ⑶ 次の事業年度中に保険
契約の転換により消滅
する保険契約  

  責任準備金に加えて取り扱います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日および直前の５
年ごと応当日 ＊１ からそ
の日を含めて１年を経
過して、一時金の支払
いにより消滅する保険
契約 ＊２   

  一時金とともにその受取人に支払います。  

  ⑸ 次の事業年度中に契約
成立日からその日を含
めて２年および直前の
５年ごと応当日 ＊１ から
その日を含めて１年を
経過して、⑵から⑷以
外の事由により消滅す
る保険契約 ＊２   

  保険契約者に支払います｡  

  ⑹ 次の事業年度中に契約
成立日および直前の５
年ごと応当日 ＊１ からそ
の日を含めて１年を経
過して第１回年金を支
払う保険契約  

  第１回年金とともにその受取人に支払います。  

  ２．第１回年金の支払後の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み立
てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑷の保険契約に対
して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てることが
あります。この場合、⑷に該当する保険契約については、⑶に該当する保険契約
に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
次のとおり支払います。

  第40条  補足説明

   ＊３ 第１回年金の支払日の５年
ごとの応当日

  本条の２．において「５年ごと
応当日」といいます。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日の５年
ごとの応当日 ＊３ が到来
する保険契約（⑵に該
当 す る 場 合 を 除 き ま
す。）  

  ① その５年ごと応当日 ＊３ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、保険契
約が消滅したとき、または年金の受取人から請
求があったときに、年金の受取人に支払います。  

  ⑵ 次の事業年度中に最終
の年金を支払う保険契
約  

  最終の年金とともにその受取人に支払います。  

  ⑶ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊３ からその日を含め
て１年を経過して、年
金の受取人の死亡によ
り消滅する保険契約  

  年金の受取人の相続人に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊３ からその日を含め
て１年を経過して、⑵
または⑶以外の事由に
より消滅する保険契約  

  年金の受取人に支払います。  

  ３．会社は、本条の１．および２．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、
これを支払うことがあります。

  ４．保険契約者または年金の受取人からの請求により社員配当金または特別配当金を
支払うときは、第７条（年金・祝金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   17 その他

   第41条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第42条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第43条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。
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   第43条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第17条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 年金の受取人
  年金の受取人が２人以上いると
きは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。
   

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 契約成立日 ＊１ （第１条）に第１回年金の支払事由が生じた場合の第１回年金
額と未払いの年金現価の合計額

  ⑶ 契約成立日 ＊１ 
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第44条  時効

  年金・一時金・支払うべき未払いの年金現価・祝金（第３条）、保険料の払込免
除（第９条）、返戻金（第29条）または社員配当金（第40条）を請求する権利は、
その請求権者が、その権利を行使できるようになった時から３年以内に請求がな
い場合には消滅します。

   第45条  管轄裁判所

  １．この保険契約における年金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在地
または年金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地を管
轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における一時金、支払うべき未払いの年金現価、祝金または保険料
の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第46条  年金の受取人が２人以上いる場合の特則

  年金の受取人が２人以上いる場合には、第３条（年金・祝金の支払い）の２．－
⑴－⑥中、「年金の受取人が」とあるのを「年金の受取人の代表者が」と、「年金
の受取人の相続人」とあるのをすべて「年金の受取人」とそれぞれ読み替えます。

   

   別表１　対象となる高度障害状態および身体障害の状態
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態  　
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度
障
害
年
金
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  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  
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  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合
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   第43条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第17条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 年金の受取人
  年金の受取人が２人以上いると
きは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。
   

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 契約成立日 ＊１ （第１条）に第１回年金の支払事由が生じた場合の第１回年金
額と未払いの年金現価の合計額

  ⑶ 契約成立日 ＊１ 
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第44条  時効

  年金・一時金・支払うべき未払いの年金現価・祝金（第３条）、保険料の払込免
除（第９条）、返戻金（第29条）または社員配当金（第40条）を請求する権利は、
その請求権者が、その権利を行使できるようになった時から３年以内に請求がな
い場合には消滅します。

   第45条  管轄裁判所

  １．この保険契約における年金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在地
または年金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地を管
轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における一時金、支払うべき未払いの年金現価、祝金または保険料
の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第46条  年金の受取人が２人以上いる場合の特則

  年金の受取人が２人以上いる場合には、第３条（年金・祝金の支払い）の２．－
⑴－⑥中、「年金の受取人が」とあるのを「年金の受取人の代表者が」と、「年金
の受取人の相続人」とあるのをすべて「年金の受取人」とそれぞれ読み替えます。

   

   別表１　対象となる高度障害状態および身体障害の状態
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  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
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  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
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ます。
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旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。
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  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合
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わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

    別表２　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電

  

  別表３　年金・祝金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．死亡年金の支払い  

  第１回年金の場合
  ⑴ 死亡年金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡年金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  ２．高度障害年金の支払い  

  第１回年金の場合
  ⑴ 高度障害年金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 高度障害年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 高度障害年金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  ３．生存祝金の支払い  

  ⑴ 生存祝金支払請求書
  ⑵ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑶ 生存祝金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑷ 生存祝金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ４．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 不慮の事故（別表２）であることを証明する書類
  ⑷   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 年金・祝金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診

断を行わせることがあります。
  ⑶ ２．および３．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  
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わせることはありません。
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者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
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  ５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険普通保険約款  
  （実施　平23.4.4 ／改正　平26.10.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡、所定の高度障害状態または所定の特定生活障害状態に対する保障  
  年金等の種類    ⑴ 死亡年金（確定年金）

  ⑵ 高度障害年金（確定年金）
  ⑶ 特定生活障害年金（確定年金）
  ⑷ 生存祝金  

  配当タイプ    ５年ごと利差配当  
  備考    年金支払期間は、保険契約者が選択した終期までの期間とします。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第17条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第34条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 年金支払期間について

   第２条  年金支払期間の指定

  １．保険契約者は、この保険契約締結の際、会社の取扱いの範囲内で、年金支払期間
について、その終期を選択する方法により指定することを必要とします。

  ２．この保険契約の保険期間および保険料払込期間は、本条の１．の年金支払期間と
同一とします。
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  この保険の特色  

  目的・内容    死亡、所定の高度障害状態または所定の特定生活障害状態に対する保障  
  年金等の種類    ⑴ 死亡年金（確定年金）

  ⑵ 高度障害年金（確定年金）
  ⑶ 特定生活障害年金（確定年金）
  ⑷ 生存祝金  

  配当タイプ    ５年ごと利差配当  
  備考    年金支払期間は、保険契約者が選択した終期までの期間とします。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第17条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第34条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 年金支払期間について

   第２条  年金支払期間の指定

  １．保険契約者は、この保険契約締結の際、会社の取扱いの範囲内で、年金支払期間
について、その終期を選択する方法により指定することを必要とします。

  ２．この保険契約の保険期間および保険料払込期間は、本条の１．の年金支払期間と
同一とします。
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    第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、高度障害年金および
特定生活障害年金については、
この保険契約の復活（第14条）
が行われた場合には、最終の復
活の時とします。

  ＊２ 年金支払日
  年金支払日は、次のとおりとし
ます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回年
金の支払
日  

  第１回年金の支払
事由が生じた日  

  ⑵ 第２回以
後の年金
の支払日  

  ⑴に規定する第１
回年金の支払日を
含む年の翌年以降、
毎年のその日の応
当日  

  ＊３ 疾病
  薬物依存 Ａ は含みません。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊４ 移植術
  心臓弁のみまたは膵島のみの移
植は含みません。

   ３ 年金等の支払いについて

   第３条  年金・祝金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、年金または祝金の支払事由が
生じたときは、その支払事由に対応して年金または祝金をその受取人に支払いま
す。ただし、免責事由（第４条）に該当するときは支払いません。

    
  年金の
種　類  

  支払事由（年金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
年
金  

  

確
定
年
金    

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後保険期間中に死亡したとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間（第２条）中の年金支払
日 ＊２ が到来したとき  

  ⑴ 第１回年金
  第１回年金額

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金額と同
額

  （注） 本条の２．－⑴
－①の規定によ
り、最低５回の
年金を支払いま
す。    

  

死
亡
年
金
受
取
人  

  

高
度
障
害
年
金  

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後の原因によって保険期間中に
高度障害状態（別表１ ★ ）になっ
たとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間中の年金支払日 ＊２ が到来し
たとき  

  

高
度
障
害
年
金
受
取
人  

特
定
生
活
障
害
年
金

⑴ 第１回年金
 被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後保険期間中に、次に定める特
定生活障害状態のいずれかに該
当したとき
  ① 身体障害

 責任開始の時 ＊１ 以後に生じ
た不慮の事故（別表２ ★ ）
による傷害を直接の原因と
して、その事故の日からそ
の日を含めて180日以内に
身体障害の状態（別表１ ★ ）
になったもの

② 臓器移植
 次のすべてを満たす臓器移
植術（別表３ ★ ）を受けた
もの
 ア． 責任開始の時 ＊１ 以後に

生 じ た 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ を直接の原因とし
た心臓、肺、肝臓、腎臓、
膵臓または小腸のいず
れかの臓器についての
移植術 ＊４ であること

（被保険者が受容者で
ある場合に限ります。）

  

特
定
生
活
障
害
年
金
受
取
人  

    
  年金の
種　類  

  支払事由（年金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

特
定
生
活
障
害
年
金  

確
定
年
金

         イ． ア． の 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ の治療を直接の目
的とした病院または診
療所（別表４ ★ ）にお
け る 移 植 術 で あ る こ
と。ただし、日本国外
にある医療施設におけ
る移植術については、
日本国内の病院または
診療所（別表４ ★ ）に
おいて医師が必要と診
断 し た 場 合 に 限 り ま
す。

 ウ． その移植術に際し、臓
器売買等の行為（別表
５ ★ ）が行われていな
いこと

  ⑴ 第１回年金
  第１回年金額

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金額と同
額

  （注） 本条の２．－⑴
－①の規定によ
り、最低５回の
年金を支払いま
す。    

  

特
定
生
活
障
害
年
金
受
取
人  

    ③ 人工臓器
  次のすべてを満たす永久的
人工臓器（別表６ ★ ）の装
着または造設をしたもの

（一時的な装着または造設
および既に装着もしくは造
設した人工臓器またはその
付属品を交換、整形もしく
は拡張するものは含みませ
ん。）
  ア． 責任開始の時 ＊１ 以後に

生 じ た 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ を直接の原因とし
た人工臓器の装着また
は造設であること

  イ． ア． の 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ の治療を直接の目
的とした病院または診
療所（別表４ ★ ）にお
ける人工臓器の装着ま
たは造設であること　

  ④ 人工透析療法
  責任開始の時 ＊１ 以後に発病
した慢性腎不全（別表７ ★ ）
により永続的な人工透析療
法（別表８ ★ ）を開始した
もの

  ⑤ 在宅酸素療法
  責任開始の時 ＊１ 以後に発病
した慢性呼吸不全（別表
７ ★ ）により永続的な在宅
酸素療法（別表９ ★ ）を開
始し、その開始日からその
日を含めて180日継続した
もの

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間中の年金支払日 ＊２ が到来し
たとき  
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    第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、高度障害年金および
特定生活障害年金については、
この保険契約の復活（第14条）
が行われた場合には、最終の復
活の時とします。

  ＊２ 年金支払日
  年金支払日は、次のとおりとし
ます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回年
金の支払
日  

  第１回年金の支払
事由が生じた日  

  ⑵ 第２回以
後の年金
の支払日  

  ⑴に規定する第１
回年金の支払日を
含む年の翌年以降、
毎年のその日の応
当日  

  ＊３ 疾病
  薬物依存 Ａ は含みません。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊４ 移植術
  心臓弁のみまたは膵島のみの移
植は含みません。

   ３ 年金等の支払いについて

   第３条  年金・祝金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、年金または祝金の支払事由が
生じたときは、その支払事由に対応して年金または祝金をその受取人に支払いま
す。ただし、免責事由（第４条）に該当するときは支払いません。

    
  年金の
種　類  

  支払事由（年金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
年
金  

  

確
定
年
金    

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後保険期間中に死亡したとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間（第２条）中の年金支払
日 ＊２ が到来したとき  

  ⑴ 第１回年金
  第１回年金額

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金額と同
額

  （注） 本条の２．－⑴
－①の規定によ
り、最低５回の
年金を支払いま
す。    

  

死
亡
年
金
受
取
人  

  

高
度
障
害
年
金  

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後の原因によって保険期間中に
高度障害状態（別表１ ★ ）になっ
たとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間中の年金支払日 ＊２ が到来し
たとき  

  

高
度
障
害
年
金
受
取
人  

特
定
生
活
障
害
年
金

⑴ 第１回年金
 被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後保険期間中に、次に定める特
定生活障害状態のいずれかに該
当したとき
  ① 身体障害

 責任開始の時 ＊１ 以後に生じ
た不慮の事故（別表２ ★ ）
による傷害を直接の原因と
して、その事故の日からそ
の日を含めて180日以内に
身体障害の状態（別表１ ★ ）
になったもの

② 臓器移植
 次のすべてを満たす臓器移
植術（別表３ ★ ）を受けた
もの
 ア． 責任開始の時 ＊１ 以後に

生 じ た 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ を直接の原因とし
た心臓、肺、肝臓、腎臓、
膵臓または小腸のいず
れかの臓器についての
移植術 ＊４ であること

（被保険者が受容者で
ある場合に限ります。）

  

特
定
生
活
障
害
年
金
受
取
人  

    
  年金の
種　類  

  支払事由（年金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

特
定
生
活
障
害
年
金  

確
定
年
金

         イ． ア． の 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ の治療を直接の目
的とした病院または診
療所（別表４ ★ ）にお
け る 移 植 術 で あ る こ
と。ただし、日本国外
にある医療施設におけ
る移植術については、
日本国内の病院または
診療所（別表４ ★ ）に
おいて医師が必要と診
断 し た 場 合 に 限 り ま
す。

 ウ． その移植術に際し、臓
器売買等の行為（別表
５ ★ ）が行われていな
いこと

  ⑴ 第１回年金
  第１回年金額

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金額と同
額

  （注） 本条の２．－⑴
－①の規定によ
り、最低５回の
年金を支払いま
す。    

  

特
定
生
活
障
害
年
金
受
取
人  

    ③ 人工臓器
  次のすべてを満たす永久的
人工臓器（別表６ ★ ）の装
着または造設をしたもの

（一時的な装着または造設
および既に装着もしくは造
設した人工臓器またはその
付属品を交換、整形もしく
は拡張するものは含みませ
ん。）
  ア． 責任開始の時 ＊１ 以後に

生 じ た 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ を直接の原因とし
た人工臓器の装着また
は造設であること

  イ． ア． の 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ の治療を直接の目
的とした病院または診
療所（別表４ ★ ）にお
ける人工臓器の装着ま
たは造設であること　

  ④ 人工透析療法
  責任開始の時 ＊１ 以後に発病
した慢性腎不全（別表７ ★ ）
により永続的な人工透析療
法（別表８ ★ ）を開始した
もの

  ⑤ 在宅酸素療法
  責任開始の時 ＊１ 以後に発病
した慢性呼吸不全（別表
７ ★ ）により永続的な在宅
酸素療法（別表９ ★ ）を開
始し、その開始日からその
日を含めて180日継続した
もの

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間中の年金支払日 ＊２ が到来し
たとき  
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  支払事由（年金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  生存祝金  

  被保険者が、保険期間満了の時に生
存していたとき。ただし、保険期間
満了の時までに高度障害年金または
特定生活障害年金の支払事由が生じ
た場合で、高度障害年金または特定
生活障害年金が支払われたときは除
きます。  

  第１回年金額の10％  

  

保
険
契
約
者  

  ２．年金または祝金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 第 ５ 回 の 年 金 支 払
日 ＊２ がこの保険契約の
年金支払期間の終期を
超えて到来するとき  

  第２条（年金支払期間の指定）の規定にかかわらず、
第５回の年金を支払うべき日を含む保険年度末まで
この保険契約の年金支払期間を延長します。  

  ② 第１回年金を支払う場
合の支払事由発生後の
保険料  

  払い込む必要はありません。  

  ③ 一時金の支払い    ア． 年金の受取人は、第１回年金の支払事由が生じ
た場合で、次のすべてを満たすときは、年金の
全部または一部の支払いに代えて、会社の定め
る方法により計算する一時金 ★ （以下「一時金」
といいます。）の支払いを請求することができ
ます。
  ア 第１回年金の支払前であること
  イ 年金の一部の支払いに代えて一時金の支払

いを行うときは、年金支払を行う部分の第
１回年金額が12万円以上となること

  イ． ア．により、年金の全部の支払いに代えて一時
金を支払ったときは、この保険契約は消滅しま
す。  

  ④ 第１回年金額が12万円
未満となるとき  

  ア． 一時金を保険契約者に支払います。
  イ． この保険契約は、第１回年金の支払事由が生じ

た時に消滅します。  
  ⑤ 第１回年金を支払った

とき  
  その後に第１回年金の支払請求を受けても、これに
よる年金は支払いません。  

  ⑥ 年金の受取人が年金支
払期間中の最終の年金
支払日 ＊２ 前に死亡した
とき  

  ア． 年金の受取人の相続人に、会社の定める方法に
より計算する未払いの年金現価 ★ （以下「未払
いの年金現価」といいます。）を支払い、この
保険契約は消滅します。

  イ． 年金の受取人の相続人は、ア．による未払いの
年金現価の支払いに代えて、年金の継続支払を
請求できます。この場合、次のとおり取り扱い
ます。
  ア この保険契約は年金支払期間が満了するま

で消滅せず、年金支払期間中の年金支払
日 ＊２ に年金を継続して支払います。

  イ 年金の継続支払中にこの保険契約の解約
（第25条）の請求があった場合には、この
保険契約はその時に消滅し、返戻金（第
26条）を年金の受取人の相続人に支払い
ます。  

 第３条  補足説明

  ＊５ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

  ＊６ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  項　目    内　容  

  ⑦ 高度障害年金または特
定生活障害年金の第１
回年金の支払事由が生
じた場合で、その支払
前に死亡年金の第１回
年金または一時金の支
払請求を受け、死亡年
金または一時金が支払
われることとなるとき  

  高度障害年金または特定生活障害年金の第１回年金
の支払事由が生じないで被保険者が死亡したものと
して取り扱い、高度障害年金または特定生活障害年
金は支払いません。  

  ⑧ 特定生活障害年金の第
１回年金の支払事由が
生じた場合で、その支
払前に高度障害年金の
第１回年金または一時
金の支払請求を受け、
高度障害年金または一
時金が支払われること
となるとき  

  特定生活障害年金の第１回年金の支払事由が生じな
いで被保険者が高度障害状態（別表１ ★ ）に該当し
たものとして取り扱い、特定生活障害年金は支払い
ません。  

  ⑵ 死亡年金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑶ 高度障害年金について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害年金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原因 ＊５ に
よる障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表
１ ★ ）になったときは、高度障害年金の第１回年金
の支払事由が生じたものとします。  

  ③ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表１ ★ ）になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊６ に、会社が、告知（第

17条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ④ 被保険者が、保険期間
満了日に「高度障害状
態（別表１ ★ ）のうち回
復の見込みのないこと
のみが明らかでない状
態」であるために、高
度障害年金が支払われ
ないとき  

  次のすべてに該当したときは、保険期間満了日に高
度障害年金の第１回年金の支払事由が生じたものと
します。ただし、この保険契約が５年ごと利差配当
付普通定期保険契約に変更（第22条）されたときは、
変更後契約の普通保険約款の規定を適用します。
  ア．保険期間満了後も引き続きその状態が継続して

いたこと
  イ．その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと  
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  支払事由（年金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  生存祝金  

  被保険者が、保険期間満了の時に生
存していたとき。ただし、保険期間
満了の時までに高度障害年金または
特定生活障害年金の支払事由が生じ
た場合で、高度障害年金または特定
生活障害年金が支払われたときは除
きます。  

  第１回年金額の10％  

  

保
険
契
約
者  

  ２．年金または祝金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 第 ５ 回 の 年 金 支 払
日 ＊２ がこの保険契約の
年金支払期間の終期を
超えて到来するとき  

  第２条（年金支払期間の指定）の規定にかかわらず、
第５回の年金を支払うべき日を含む保険年度末まで
この保険契約の年金支払期間を延長します。  

  ② 第１回年金を支払う場
合の支払事由発生後の
保険料  

  払い込む必要はありません。  

  ③ 一時金の支払い    ア． 年金の受取人は、第１回年金の支払事由が生じ
た場合で、次のすべてを満たすときは、年金の
全部または一部の支払いに代えて、会社の定め
る方法により計算する一時金 ★ （以下「一時金」
といいます。）の支払いを請求することができ
ます。
  ア 第１回年金の支払前であること
  イ 年金の一部の支払いに代えて一時金の支払

いを行うときは、年金支払を行う部分の第
１回年金額が12万円以上となること

  イ． ア．により、年金の全部の支払いに代えて一時
金を支払ったときは、この保険契約は消滅しま
す。  

  ④ 第１回年金額が12万円
未満となるとき  

  ア． 一時金を保険契約者に支払います。
  イ． この保険契約は、第１回年金の支払事由が生じ

た時に消滅します。  
  ⑤ 第１回年金を支払った

とき  
  その後に第１回年金の支払請求を受けても、これに
よる年金は支払いません。  

  ⑥ 年金の受取人が年金支
払期間中の最終の年金
支払日 ＊２ 前に死亡した
とき  

  ア． 年金の受取人の相続人に、会社の定める方法に
より計算する未払いの年金現価 ★ （以下「未払
いの年金現価」といいます。）を支払い、この
保険契約は消滅します。

  イ． 年金の受取人の相続人は、ア．による未払いの
年金現価の支払いに代えて、年金の継続支払を
請求できます。この場合、次のとおり取り扱い
ます。
  ア この保険契約は年金支払期間が満了するま

で消滅せず、年金支払期間中の年金支払
日 ＊２ に年金を継続して支払います。

  イ 年金の継続支払中にこの保険契約の解約
（第25条）の請求があった場合には、この
保険契約はその時に消滅し、返戻金（第
26条）を年金の受取人の相続人に支払い
ます。  

 第３条  補足説明

  ＊５ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

  ＊６ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  項　目    内　容  

  ⑦ 高度障害年金または特
定生活障害年金の第１
回年金の支払事由が生
じた場合で、その支払
前に死亡年金の第１回
年金または一時金の支
払請求を受け、死亡年
金または一時金が支払
われることとなるとき  

  高度障害年金または特定生活障害年金の第１回年金
の支払事由が生じないで被保険者が死亡したものと
して取り扱い、高度障害年金または特定生活障害年
金は支払いません。  

  ⑧ 特定生活障害年金の第
１回年金の支払事由が
生じた場合で、その支
払前に高度障害年金の
第１回年金または一時
金の支払請求を受け、
高度障害年金または一
時金が支払われること
となるとき  

  特定生活障害年金の第１回年金の支払事由が生じな
いで被保険者が高度障害状態（別表１ ★ ）に該当し
たものとして取り扱い、特定生活障害年金は支払い
ません。  

  ⑵ 死亡年金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑶ 高度障害年金について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害年金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原因 ＊５ に
よる障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表
１ ★ ）になったときは、高度障害年金の第１回年金
の支払事由が生じたものとします。  

  ③ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表１ ★ ）になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊６ に、会社が、告知（第

17条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ④ 被保険者が、保険期間
満了日に「高度障害状
態（別表１ ★ ）のうち回
復の見込みのないこと
のみが明らかでない状
態」であるために、高
度障害年金が支払われ
ないとき  

  次のすべてに該当したときは、保険期間満了日に高
度障害年金の第１回年金の支払事由が生じたものと
します。ただし、この保険契約が５年ごと利差配当
付普通定期保険契約に変更（第22条）されたときは、
変更後契約の普通保険約款の規定を適用します。
  ア．保険期間満了後も引き続きその状態が継続して

いたこと
  イ．その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと  
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  ⑷ 特定生活障害年金について

  項　目    内　容  

  ① 特定生活障害年金受取
人  

  高度障害年金受取人と同一とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮
の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原因とする
障害状態が新たに加わって、その事故の日からその
日を含めて180日以内に身体障害の状態（別表
１ ★ ）になったときは、特定生活障害年金（身体障害）
の第１回年金の支払事由が生じたものとします。  

  ③ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により特定生活障害年
金（身体障害を除く。）
の第１回年金の支払事
由に規定する状態に該
当したとき  

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊６ に、会社が、告知（第

17条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ④ 被保険者が、保険期間
満了日に「身体障害の
状態（別表１ ★ ）のうち
回復の見込みのないこ
とのみが明らかでない
状態」であるために、
特定生活障害年金（身
体障害）が支払われな
いとき  

  次のすべてに該当したときは、保険期間満了日に特
定生活障害年金(身体障害）の第１回年金の支払事
由が生じたものとします。
  ア．保険期間満了後も引き続きその状態が継続して

いたこと
  イ．その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと。ただし、その原因となった不慮の
事故（別表２ ★ ）の日からその日を含めて180
日以内であることを必要とします。  

  ⑤ 被保険者が、保険期間
中に慢性呼吸不全（別
表７ ★ ）を発病した場合
で、特定生活障害年金

（在宅酸素療法）の第１
回年金の支払事由に規
定する状態が180日継
続する前に保険期間が
満了したとき  

  保険期間満了日からその日を含めて180日以内に、
特定生活障害年金（在宅酸素療法）の第１回年金の
支払事由に規定する状態に該当したときは、保険期
間満了日に特定生活障害年金（在宅酸素療法）の第
１回年金の支払事由が生じたものとします。  

  ⑸ 生存祝金について

  項　目    内　容  

  生存祝金が支払われた後に、
その保険期間中に支払事由
が生じた死亡年金、高度障
害年金、特定生活障害年金
または一時金が支払われる
とき  

  死亡年金、高度障害年金もしくは特定生活障害年金
の第１回年金額または一時金額から生存祝金額を差
し引いて支払います。  

  ★別表１（P.117参照）、  別表２（P.118参照）、  別表３（P.118参照）、  別表４（P.119参照）、
  別表５（P.119参照）、  別表６（P.119参照）、  別表７（P.119参照）、  別表８（P.120参照）、  別
表９（P.120参照）
  ★「会社の定める方法により計算する一時金」⇒「金額例表等について（例表１）」（P.862参照）
  ★「会社の定める方法により計算する未払いの年金現価」⇒「金額例表等について（例表２）」

（P.863参照）  

   第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、年金
を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても年金を支払わない場合）  

  

死
亡
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡年金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第14条）が行われたときは最終の復活の日か

らその日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

高
度
障
害
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表１ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  （
身
体
障
害
）  

特
定
生
活
障
害
年
金

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表１ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  （
臓
器
移
植
・
人
工
臓
器
）  

特
定
生
活
障
害
年
金

  被保険者が、次のいずれかによって特定生活障害年金（臓器移植・人工
臓器）の第１回年金の支払事由に規定する状態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡年金受取人が２人
以上いる場合で、一部
の受取人が故意に被保
険者を死亡させたとき  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡年金等 ＊２ の
支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡年金等 ＊２ の金額の一部または全部を支払
います。  

   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  ＊２ 死亡年金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 死亡年金
  ⑵ 高度障害年金
  ⑶ 特定生活障害年金
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  ⑷ 特定生活障害年金について

  項　目    内　容  

  ① 特定生活障害年金受取
人  

  高度障害年金受取人と同一とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮
の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原因とする
障害状態が新たに加わって、その事故の日からその
日を含めて180日以内に身体障害の状態（別表
１ ★ ）になったときは、特定生活障害年金（身体障害）
の第１回年金の支払事由が生じたものとします。  

  ③ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により特定生活障害年
金（身体障害を除く。）
の第１回年金の支払事
由に規定する状態に該
当したとき  

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊６ に、会社が、告知（第

17条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ④ 被保険者が、保険期間
満了日に「身体障害の
状態（別表１ ★ ）のうち
回復の見込みのないこ
とのみが明らかでない
状態」であるために、
特定生活障害年金（身
体障害）が支払われな
いとき  

  次のすべてに該当したときは、保険期間満了日に特
定生活障害年金(身体障害）の第１回年金の支払事
由が生じたものとします。
  ア．保険期間満了後も引き続きその状態が継続して

いたこと
  イ．その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと。ただし、その原因となった不慮の
事故（別表２ ★ ）の日からその日を含めて180
日以内であることを必要とします。  

  ⑤ 被保険者が、保険期間
中に慢性呼吸不全（別
表７ ★ ）を発病した場合
で、特定生活障害年金

（在宅酸素療法）の第１
回年金の支払事由に規
定する状態が180日継
続する前に保険期間が
満了したとき  

  保険期間満了日からその日を含めて180日以内に、
特定生活障害年金（在宅酸素療法）の第１回年金の
支払事由に規定する状態に該当したときは、保険期
間満了日に特定生活障害年金（在宅酸素療法）の第
１回年金の支払事由が生じたものとします。  

  ⑸ 生存祝金について

  項　目    内　容  

  生存祝金が支払われた後に、
その保険期間中に支払事由
が生じた死亡年金、高度障
害年金、特定生活障害年金
または一時金が支払われる
とき  

  死亡年金、高度障害年金もしくは特定生活障害年金
の第１回年金額または一時金額から生存祝金額を差
し引いて支払います。  

  ★別表１（P.117参照）、  別表２（P.118参照）、  別表３（P.118参照）、  別表４（P.119参照）、
  別表５（P.119参照）、  別表６（P.119参照）、  別表７（P.119参照）、  別表８（P.120参照）、  別
表９（P.120参照）
  ★「会社の定める方法により計算する一時金」⇒「金額例表等について（例表１）」（P.862参照）
  ★「会社の定める方法により計算する未払いの年金現価」⇒「金額例表等について（例表２）」

（P.863参照）  

   第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、年金
を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても年金を支払わない場合）  

  

死
亡
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡年金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第14条）が行われたときは最終の復活の日か

らその日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

高
度
障
害
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表１ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  （
身
体
障
害
）  

特
定
生
活
障
害
年
金

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表１ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  （
臓
器
移
植
・
人
工
臓
器
）  

特
定
生
活
障
害
年
金

  被保険者が、次のいずれかによって特定生活障害年金（臓器移植・人工
臓器）の第１回年金の支払事由に規定する状態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡年金受取人が２人
以上いる場合で、一部
の受取人が故意に被保
険者を死亡させたとき  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡年金等 ＊２ の
支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡年金等 ＊２ の金額の一部または全部を支払
います。  

   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  ＊２ 死亡年金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 死亡年金
  ⑵ 高度障害年金
  ⑶ 特定生活障害年金
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   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  項　目    内　容  

  ⑶ 「地震、噴火または津波」
によって特定生活障害
年金（身体障害）の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、特定生活障害年金（身体障害）の金額の一部ま
たは全部を支払います。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡年金を支払わないと
き  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表１（P.117参照）  

   第５条  年金証書の発行

  会社は、第１回年金を支払う際に、年金証書を年金の受取人に発行します。

   ４ 年金等の支払請求手続について

   第６条  年金・祝金の支払請求手続

  １．年金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、す
みやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．年金または祝金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
10 ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、年金もしくは一時金の全部またはその相
当部分を死亡退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支
払いに充当することが確認されているときは、死亡年金受取人または高度障害年
金受取人は年金または一時金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必
要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人
以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡年金受取人または高度
障害年金受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 年金の支払請求に必要な書類（別表10 ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表10（P.120参照）  

   第７条  年金・祝金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
て５営業日以内に、会社の本社で年金または祝金を支払います。

  ２．会社は、年金または祝金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合におい
て、保険契約の締結時から年金または祝金請求時までに会社に提出された書類だ
けでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行いま
す。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、年金または祝金を支払うべき期
限は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
45日を経過する日とします。

 第７条  補足説明

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 一時金
  一時金とともに支払われる金銭
を含みます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 年金または祝金の支払事由（第３
条）発生の有無の確認が必要な場
合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 年金支払いの免責事由（第４条）
に該当する可能性がある場合  

  年金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第18条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第20
条）、詐欺（第15条）または不法
取得目的（第16条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第20条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは年金の受取
人の保険契約締結の目的もしくは年金
請求の意図に関する保険契約の締結時
から年金請求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、年金または祝金を支払
うべき期限は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日
を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または年
金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこと
が報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める事
項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察等
の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、年金または祝金の受取人（年
金または祝金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または年金の受取人
が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、会
社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は年金
または祝金を支払いません。

  ★別表10（P.120参照）  

   ５ 一時金の支払方法の選択について

   第８条  一時金の支払方法の選択

  年金が支払われるときは、年金の受取人は、会社の取扱いの範囲内で、一時金 ＊１

 について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することができ
ます。

   ６ 保険料の払込みについて

   第９条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。
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   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  項　目    内　容  

  ⑶ 「地震、噴火または津波」
によって特定生活障害
年金（身体障害）の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、特定生活障害年金（身体障害）の金額の一部ま
たは全部を支払います。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡年金を支払わないと
き  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表１（P.117参照）  

   第５条  年金証書の発行

  会社は、第１回年金を支払う際に、年金証書を年金の受取人に発行します。

   ４ 年金等の支払請求手続について

   第６条  年金・祝金の支払請求手続

  １．年金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、す
みやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．年金または祝金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
10 ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、年金もしくは一時金の全部またはその相
当部分を死亡退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支
払いに充当することが確認されているときは、死亡年金受取人または高度障害年
金受取人は年金または一時金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必
要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人
以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡年金受取人または高度
障害年金受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 年金の支払請求に必要な書類（別表10 ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表10（P.120参照）  

   第７条  年金・祝金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
て５営業日以内に、会社の本社で年金または祝金を支払います。

  ２．会社は、年金または祝金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合におい
て、保険契約の締結時から年金または祝金請求時までに会社に提出された書類だ
けでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行いま
す。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、年金または祝金を支払うべき期
限は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
45日を経過する日とします。

 第７条  補足説明

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 一時金
  一時金とともに支払われる金銭
を含みます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 年金または祝金の支払事由（第３
条）発生の有無の確認が必要な場
合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 年金支払いの免責事由（第４条）
に該当する可能性がある場合  

  年金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第18条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第20
条）、詐欺（第15条）または不法
取得目的（第16条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第20条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは年金の受取
人の保険契約締結の目的もしくは年金
請求の意図に関する保険契約の締結時
から年金請求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、年金または祝金を支払
うべき期限は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日
を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または年
金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこと
が報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める事
項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察等
の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、年金または祝金の受取人（年
金または祝金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または年金の受取人
が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、会
社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は年金
または祝金を支払いません。

  ★別表10（P.120参照）  

   ５ 一時金の支払方法の選択について

   第８条  一時金の支払方法の選択

  年金が支払われるときは、年金の受取人は、会社の取扱いの範囲内で、一時金 ＊１

 について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することができ
ます。

   ６ 保険料の払込みについて

   第９条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。
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   第９条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第10条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第10条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第10条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
９条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第９条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第９条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第11条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第９条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに払
い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その払
い込まれた保険料を保険契約者（年金または一時金を支払うときはその受取人）
に払い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第９条）までに、年金または祝金の支払事由（第３条）が生じたときは、
次のとおり取り扱います。

   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第14条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回年金または一時
金を支払うとき  

  未払込保険料を差し引いて支払います。  

  ⑵ 生存祝金を支払うとき    保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、支払事由の
発生により支払うべき金額を支払いません。  

   第12条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
９条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 第１回年金または一時金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

   ７ 失効と復活について

   第13条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第９条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第26条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第14条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第13条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第17条）および告知義務違反による解除（第18条）の規定を適用し
ます。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第26条）
の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることはできま
せん。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
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   第９条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第10条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第10条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第10条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
９条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第９条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第９条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第11条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第９条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに払
い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その払
い込まれた保険料を保険契約者（年金または一時金を支払うときはその受取人）
に払い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第９条）までに、年金または祝金の支払事由（第３条）が生じたときは、
次のとおり取り扱います。

   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第14条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回年金または一時
金を支払うとき  

  未払込保険料を差し引いて支払います。  

  ⑵ 生存祝金を支払うとき    保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、支払事由の
発生により支払うべき金額を支払いません。  

   第12条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
９条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 第１回年金または一時金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

   ７ 失効と復活について

   第13条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第９条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第26条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第14条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第13条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第17条）および告知義務違反による解除（第18条）の規定を適用し
ます。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第26条）
の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることはできま
せん。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
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険料を払い込むことを必要とします。
  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、

その払込みがあった日を復活の日とします。
  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   ８ 取消しと無効について

   第15条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第14条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第16条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
14条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 年金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に年金を不法に取得させる目的  

   ９ 告知義務と解除について

   第17条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第14条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、年金の支払事由（第３条）の発
生の可能性に関する重要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、そ
の書面で告知することを必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質
問した事項については、その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第18条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第14条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第17条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、年金または祝金の支払事由（第３条）が生じた後でも、告知義務違反に
よりこの保険契約を解除することができます。この場合、会社は、次のとおり取
り扱います。

  ⑴ 年金、一時金または祝金の支払いを行いません。
  ⑵ すでに年金、一時金または祝金を支払っていたときは、その返還を請求しま

す。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、年金の支払事由の発生が解除の原因となった事
実によらなかったことを保険契約者、被保険者または年金の受取人が証明したと
きは、会社は、年金または一時金の支払いを行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または年金の受取人
に通知します。

   第19条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

  第20条  補足説明

  ＊１ 解除
 年金の一部の受取人に対して本
条の２．－⑴または⑵の規定を
適用し年金または一時金を支払
わないこととするときは、この
保険契約のうち支払われない年
金または一時金に対応する部分
の解除とします。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第26条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第19条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第18条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第14条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第17条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第17条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に年金の支払事由（第３条）が
生じないで、その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第17条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第20条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除＊１することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡年金の場合は被保険者を除きます。）または年
金の受取人が年金を詐取する目的もしくは他人に年金を詐取させる目的で事
故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 年金の請求に関し、年金の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった
とき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または年金の受取人が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または年金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法人

の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認め
られること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または年金の受
取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待しえ
ない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または年金の受取人のいずれかが他の保険者との

間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  
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険料を払い込むことを必要とします。
  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、

その払込みがあった日を復活の日とします。
  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   ８ 取消しと無効について

   第15条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第14条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第16条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
14条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 年金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に年金を不法に取得させる目的  

   ９ 告知義務と解除について

   第17条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第14条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、年金の支払事由（第３条）の発
生の可能性に関する重要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、そ
の書面で告知することを必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質
問した事項については、その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第18条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第14条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第17条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、年金または祝金の支払事由（第３条）が生じた後でも、告知義務違反に
よりこの保険契約を解除することができます。この場合、会社は、次のとおり取
り扱います。

  ⑴ 年金、一時金または祝金の支払いを行いません。
  ⑵ すでに年金、一時金または祝金を支払っていたときは、その返還を請求しま

す。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、年金の支払事由の発生が解除の原因となった事
実によらなかったことを保険契約者、被保険者または年金の受取人が証明したと
きは、会社は、年金または一時金の支払いを行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または年金の受取人
に通知します。

   第19条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

  第20条  補足説明

  ＊１ 解除
 年金の一部の受取人に対して本
条の２．－⑴または⑵の規定を
適用し年金または一時金を支払
わないこととするときは、この
保険契約のうち支払われない年
金または一時金に対応する部分
の解除とします。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第26条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第19条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第18条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第14条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第17条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第17条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に年金の支払事由（第３条）が
生じないで、その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第17条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第20条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除＊１することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡年金の場合は被保険者を除きます。）または年
金の受取人が年金を詐取する目的もしくは他人に年金を詐取させる目的で事
故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 年金の請求に関し、年金の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった
とき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または年金の受取人が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または年金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法人

の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認め
られること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または年金の受
取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待しえ
ない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または年金の受取人のいずれかが他の保険者との

間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  
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  第20条  補足説明

  ＊２ 年金、一時金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが年金の
受取人のみであり、その年金の
受取人が年金の一部の受取人で
あるときは、年金または一時金
のうち、その受取人に支払われ
るべき年金または一時金をいい
ます。

   第22条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後契約
  この保険契約から変更された場
合の５年ごと利差配当付普通定
期保険契約をいいます。

  ２．会社は、年金または祝金の支払事由（第３条）が生じた後でも、重大事由により
この保険契約を解除＊１することができます。この場合、本条の１．に規定する重
大事由が生じた時から解除＊１までの間に、年金または祝金の支払事由が生じてい
たときは、その年金、一時金または祝金の支払いについて、会社は、次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 年金、一時金＊２または祝金の支払いを行いません。
  ⑵ すでに年金、一時金＊２または祝金を支払っていたときは、その返還を請求し

ます。  

  ３．重大事由による解除＊１の通知については、第18条（告知義務違反による解除）
の４．の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除＊１された場合で、返戻金（第26条）がある
ときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除＊１した場合で、年金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し年金または一時金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われな
い年金または一時金に対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その
部分の返戻金を保険契約者に支払います。

   10 契約内容の変更等について

   第21条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第９条（保険料の払込み）および第10条（保険料の払込方法（経路））に規
定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第９条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第22条  ５年ごと利差配当付普通定期保険契約への変更

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を５年ごと利差配当付普通定期保険契約に変更しない旨
を会社に通知しない限り、変更の申出があったものとして、この保険契約は、保
険期間満了日の翌日 ＊１ に５年ごと利差配当付普通定期保険契約に変更されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第34条）が会社の定める年齢の範囲内

であること
  ⑶ 変更後契約 ＊２ の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が会社の定める年齢

の範囲内であること
  ⑷ 契約成立日（第１条）からその日を含めて、変更後契約 ＊２ の保険期間満了日

までの期間が会社の定める期間内であること  
  （注） この保険契約の第１回年金の支払事由が生じた場合で、第１回年金が支払われるべ

きときは、５年ごと利差配当付普通定期保険契約への変更は取り扱いません。

  ２． ５年ごと利差配当付普通定期保険契約への変更について、次のとおり取り扱いま
す。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数・経路）は、変更前契

約の保険料の払込方法（回数・経路）と同一と
します。  

  項　目    内　容  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
９条（保険料の払込み）の１．および第11条（払
込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じ
た場合の取扱い）の２．の規定を準用します。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、変更後契約 ＊２ の効力は生
じません。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の保険金
額  

  変更前契約の保険期間満了日の第１回年金額の５倍
に相当する金額と同額とします。ただし、保険契約
者は、変更前契約の保険期間満了日の２週間前まで
に申し出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契
約 ＊２ の保険金額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ の保険期
間および保険料払込期
間満了日  

  被保険者の年齢が80歳となる契約成立日の応当日
（年単位）の前日とします。ただし、保険契約者は、
変更前契約の保険期間満了日の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契約 ＊２ の
保険期間および保険料払込期間を変更することがで
きます。  

  ⑸ 変更後契約 ＊２ の保険契
約者、被保険者、死亡
保険金受取人および高
度障害保険金受取人  

  それぞれ変更前契約の保険契約者、被保険者、死亡
年金受取人および高度障害年金受取人と同一としま
す。  

  ⑹ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 保険金の支払い、保険料の払込免除および告知
義務違反による解除に関する規定について、変
更後契約 ＊２ の保険期間は、変更前契約から継
続したものとして取り扱います。

  ② 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ 生存祝金について、生存祝金の支払事由が生じ

た日以後、会社は、会社の定める利率 ★ による
利息をつけてすえ置き、変更後契約 ＊２ が消滅
したとき、または保険契約者から請求があった
ときに保険契約者（保険金を支払うときはその
受取人）に支払います。

  ④ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑺ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理に準じて取り扱います。  

  ⑻ 変更日 ＊１ に会社が５年
ごと利差配当付普通定
期保険契約の締結を取
り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、本条の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を変更日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑹－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第23条  他の保険契約への加入

  １．保険契約者は、保険期間満了日の１か月前までに申し込んだときは、会社の取扱
いの範囲内で、この保険契約の被保険者を被保険者とする他の保険契約に加入す
ることができます。ただし、この保険契約の保険期間満了日の被保険者の年齢（第

108



109

  第20条  補足説明

  ＊２ 年金、一時金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが年金の
受取人のみであり、その年金の
受取人が年金の一部の受取人で
あるときは、年金または一時金
のうち、その受取人に支払われ
るべき年金または一時金をいい
ます。

   第22条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後契約
  この保険契約から変更された場
合の５年ごと利差配当付普通定
期保険契約をいいます。

  ２．会社は、年金または祝金の支払事由（第３条）が生じた後でも、重大事由により
この保険契約を解除＊１することができます。この場合、本条の１．に規定する重
大事由が生じた時から解除＊１までの間に、年金または祝金の支払事由が生じてい
たときは、その年金、一時金または祝金の支払いについて、会社は、次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 年金、一時金＊２または祝金の支払いを行いません。
  ⑵ すでに年金、一時金＊２または祝金を支払っていたときは、その返還を請求し

ます。  

  ３．重大事由による解除＊１の通知については、第18条（告知義務違反による解除）
の４．の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除＊１された場合で、返戻金（第26条）がある
ときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除＊１した場合で、年金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し年金または一時金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われな
い年金または一時金に対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その
部分の返戻金を保険契約者に支払います。

   10 契約内容の変更等について

   第21条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第９条（保険料の払込み）および第10条（保険料の払込方法（経路））に規
定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第９条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第22条  ５年ごと利差配当付普通定期保険契約への変更

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を５年ごと利差配当付普通定期保険契約に変更しない旨
を会社に通知しない限り、変更の申出があったものとして、この保険契約は、保
険期間満了日の翌日 ＊１ に５年ごと利差配当付普通定期保険契約に変更されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第34条）が会社の定める年齢の範囲内

であること
  ⑶ 変更後契約 ＊２ の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が会社の定める年齢

の範囲内であること
  ⑷ 契約成立日（第１条）からその日を含めて、変更後契約 ＊２ の保険期間満了日

までの期間が会社の定める期間内であること  
  （注） この保険契約の第１回年金の支払事由が生じた場合で、第１回年金が支払われるべ

きときは、５年ごと利差配当付普通定期保険契約への変更は取り扱いません。

  ２． ５年ごと利差配当付普通定期保険契約への変更について、次のとおり取り扱いま
す。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数・経路）は、変更前契

約の保険料の払込方法（回数・経路）と同一と
します。  

  項　目    内　容  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
９条（保険料の払込み）の１．および第11条（払
込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じ
た場合の取扱い）の２．の規定を準用します。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、変更後契約 ＊２ の効力は生
じません。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の保険金
額  

  変更前契約の保険期間満了日の第１回年金額の５倍
に相当する金額と同額とします。ただし、保険契約
者は、変更前契約の保険期間満了日の２週間前まで
に申し出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契
約 ＊２ の保険金額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ の保険期
間および保険料払込期
間満了日  

  被保険者の年齢が80歳となる契約成立日の応当日
（年単位）の前日とします。ただし、保険契約者は、
変更前契約の保険期間満了日の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契約 ＊２ の
保険期間および保険料払込期間を変更することがで
きます。  

  ⑸ 変更後契約 ＊２ の保険契
約者、被保険者、死亡
保険金受取人および高
度障害保険金受取人  

  それぞれ変更前契約の保険契約者、被保険者、死亡
年金受取人および高度障害年金受取人と同一としま
す。  

  ⑹ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 保険金の支払い、保険料の払込免除および告知
義務違反による解除に関する規定について、変
更後契約 ＊２ の保険期間は、変更前契約から継
続したものとして取り扱います。

  ② 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ 生存祝金について、生存祝金の支払事由が生じ

た日以後、会社は、会社の定める利率 ★ による
利息をつけてすえ置き、変更後契約 ＊２ が消滅
したとき、または保険契約者から請求があった
ときに保険契約者（保険金を支払うときはその
受取人）に支払います。

  ④ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑺ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理に準じて取り扱います。  

  ⑻ 変更日 ＊１ に会社が５年
ごと利差配当付普通定
期保険契約の締結を取
り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、本条の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を変更日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑹－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第23条  他の保険契約への加入

  １．保険契約者は、保険期間満了日の１か月前までに申し込んだときは、会社の取扱
いの範囲内で、この保険契約の被保険者を被保険者とする他の保険契約に加入す
ることができます。ただし、この保険契約の保険期間満了日の被保険者の年齢（第
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34条）が70歳を超えるときは、この取扱いをしません。
  ２．他の保険契約への加入について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 加入する他の保険契約
の第１回保険料相当額
の払込み  

  第１回保険料相当額は、この保険契約の保険期間満
了日までに払い込むことを必要とします。  

  ⑵ 加入する他の保険契約
の責任開始の日  

  ⑴の規定により第１回保険料相当額が払い込まれた
ときは、加入する他の保険契約の普通保険約款の責
任開始に関する規定は適用せず、この保険契約の保
険期間満了日の翌日とします。  

  ⑶ 加入する他の保険契約
の保険金額  

  この保険契約の保険期間満了日の第１回年金額の５
倍に相当する金額を限度とします。  

  ⑷ 他の保険契約への加入
が行われたとき  

  保険金の支払いに関して、加入する他の保険契約の
保険期間は、この保険契約から継続したものとして
取り扱います。  

   第24条  第１回年金額の減額

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ
て第１回年金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の第１回
年金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．第１回年金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第25条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 第１回年金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   11 解約等について

   第25条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第26条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ３．本条の１．に定めるほか、第１回年金の支払後は、年金の受取人は、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。この場合、会社は、本条の
２．の規定に準じて返戻金を年金の受取人に支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第26条  返戻金

  返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。ただし、第１回年金の支払日以後の返戻金額 ★ は、会社の定
める方法により計算します。

  ★「第１回年金の支払日以後の返戻金額」⇒「金額例表等について（例表３）」（P.864参照）  

   第27条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
９条）が年払または半年払の場
合で、会社の定める方法により
計算した保険料の未経過分に相
当する返還金をいいます。ただ
し、１か月未満の端数は切り捨
てます。

   第28条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   第27条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または第１回年金が支
払われた場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ があるときは、保険契
約者にこれを支払います。ただし、年金を支払うときはその受取人に支払います。

  ⑴ 年金の支払事由（第３条）または免責事由（第４条）に該当したとき（保険
契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第18条）または重大事由（第20条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第24条）または解約（第25条）されたとき  

   第28条  年金の受取人による保険契約の存続

  １． 保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす年金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過するま
での間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社に
その旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、年金または祝金の支払事由

（第３条）が生じ、会社が年金または祝金を支払うべきときは、次のとおり取り
扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年金の支払事由が生じ
たとき  

  ① 支払うべき第１回年金額が本条の２．の金額以
上の場合には、支払うべき金額の限度で、本条
の２．の金額を債権者等に支払い、その残額を
年金の受取人に支払います。

  ② 支払うべき第１回年金額が本条の２．の金額を
下回る場合には、年金の全部の支払いに代えて、
一時金の請求があったものとして取り扱いま
す。この場合、支払うべき金額の限度で、本条
の２．の金額を債権者等に支払い、その残額を
年金の受取人に支払います。  

  ⑵ 生存祝金の支払事由が
生じたとき  

  支払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権
者等に支払い、その残額を生存祝金の受取人に支払
います。  

   12 年金の受取人および保険契約者について

   第29条  会社への通知による年金の受取人の変更

  １．保険契約者は、年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、被保険者の同意を
得たうえで、会社に対する通知 ★ により、年金の受取人を変更することができま
す。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者または被保険者に限り、特定生
活障害年金受取人は高度障害年金受取人と同一とします。なお、生存祝金の受取
人を保険契約者以外の者に変更することはできません。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の年金の受取人に年金を支払った
ときは、その支払い後に変更後の年金の受取人から年金の請求を受けても、会社
はこれを支払いません。

110



111

34条）が70歳を超えるときは、この取扱いをしません。
  ２．他の保険契約への加入について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 加入する他の保険契約
の第１回保険料相当額
の払込み  

  第１回保険料相当額は、この保険契約の保険期間満
了日までに払い込むことを必要とします。  

  ⑵ 加入する他の保険契約
の責任開始の日  

  ⑴の規定により第１回保険料相当額が払い込まれた
ときは、加入する他の保険契約の普通保険約款の責
任開始に関する規定は適用せず、この保険契約の保
険期間満了日の翌日とします。  

  ⑶ 加入する他の保険契約
の保険金額  

  この保険契約の保険期間満了日の第１回年金額の５
倍に相当する金額を限度とします。  

  ⑷ 他の保険契約への加入
が行われたとき  

  保険金の支払いに関して、加入する他の保険契約の
保険期間は、この保険契約から継続したものとして
取り扱います。  

   第24条  第１回年金額の減額

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ
て第１回年金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の第１回
年金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．第１回年金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第25条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 第１回年金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   11 解約等について

   第25条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第26条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ３．本条の１．に定めるほか、第１回年金の支払後は、年金の受取人は、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。この場合、会社は、本条の
２．の規定に準じて返戻金を年金の受取人に支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第26条  返戻金

  返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。ただし、第１回年金の支払日以後の返戻金額 ★ は、会社の定
める方法により計算します。

  ★「第１回年金の支払日以後の返戻金額」⇒「金額例表等について（例表３）」（P.864参照）  

   第27条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
９条）が年払または半年払の場
合で、会社の定める方法により
計算した保険料の未経過分に相
当する返還金をいいます。ただ
し、１か月未満の端数は切り捨
てます。

   第28条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   第27条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または第１回年金が支
払われた場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ があるときは、保険契
約者にこれを支払います。ただし、年金を支払うときはその受取人に支払います。

  ⑴ 年金の支払事由（第３条）または免責事由（第４条）に該当したとき（保険
契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第18条）または重大事由（第20条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第24条）または解約（第25条）されたとき  

   第28条  年金の受取人による保険契約の存続

  １． 保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす年金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過するま
での間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社に
その旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、年金または祝金の支払事由

（第３条）が生じ、会社が年金または祝金を支払うべきときは、次のとおり取り
扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年金の支払事由が生じ
たとき  

  ① 支払うべき第１回年金額が本条の２．の金額以
上の場合には、支払うべき金額の限度で、本条
の２．の金額を債権者等に支払い、その残額を
年金の受取人に支払います。

  ② 支払うべき第１回年金額が本条の２．の金額を
下回る場合には、年金の全部の支払いに代えて、
一時金の請求があったものとして取り扱いま
す。この場合、支払うべき金額の限度で、本条
の２．の金額を債権者等に支払い、その残額を
年金の受取人に支払います。  

  ⑵ 生存祝金の支払事由が
生じたとき  

  支払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権
者等に支払い、その残額を生存祝金の受取人に支払
います。  

   12 年金の受取人および保険契約者について

   第29条  会社への通知による年金の受取人の変更

  １．保険契約者は、年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、被保険者の同意を
得たうえで、会社に対する通知 ★ により、年金の受取人を変更することができま
す。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者または被保険者に限り、特定生
活障害年金受取人は高度障害年金受取人と同一とします。なお、生存祝金の受取
人を保険契約者以外の者に変更することはできません。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の年金の受取人に年金を支払った
ときは、その支払い後に変更後の年金の受取人から年金の請求を受けても、会社
はこれを支払いません。

111

約

款

５
年
ご
と
利
差
配
当
付
特
定
生
活
障
害
年
金
保
険



112

   第34条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第30条  遺言による年金の受取人の変更

  １．第29条（会社への通知による年金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約者は、
年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、法律上有効な遺言により、年金の
受取人を変更することができます。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者
または被保険者に限り、特定生活障害年金受取人は高度障害年金受取人と同一と
します。なお、生存祝金の受取人を保険契約者以外の者に変更することはできま
せん。

  ２．本条の１．の年金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を生
じません。

  ３．本条の１．および２．による年金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第31条  年金の受取人の死亡

  １．年金の受取人が年金の支払事由（第３条）の発生以前に死亡したときは、その法
定相続人を年金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により年金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に法
定相続人がいないときは、本条の１．の規定により年金の受取人となった者のう
ち生存している他の年金の受取人を年金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により年金の受取人となった者が２人以上いるときは、そ
の受取割合は均等とします。

   第32条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、被保険者の
同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三者に承継させることができ
ます。

  ２．第１回年金を支払う場合には、その支払事由に該当した時に保険契約者のこの保
険契約上のすべての権利義務は、年金の受取人に承継されます。

  ３．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第33条  保険契約者の代表者および年金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡年金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準じ

て取り扱います。高度障害年金および特定生活障害年金についても同様とします。

   13 契約年齢の計算等について

   第34条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第37条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条の１．において「５年ごと
応当日」といいます。

   第35条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第34条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは年金額を調整して処理します。

   第36条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または年金額を調整して
処理します。

   14 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第37条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．第１回年金の支払以前の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み
立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑹の保険契約に
対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てること
があります。この場合、⑸に該当する保険契約については、⑷に該当する保険契
約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
次のとおり支払います。

  割当ての対象となる
保険契約  

  支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日（第１条）の５
年ごとの応当日 ＊１ が到
来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊１ から、社員配当金の全額
を会社の定める利率による利息をつけて積み立
てます。ただし、その５年ごと応当日 ＊１ の前日
までの保険料がすべて払い込まれている場合に
限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．第１回年金または一時金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．一時金の支払以外により保険契約が消滅す

るときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約  

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が５年
ごと利差配当付普通定期保険契約に変更（第22条）
されるときは、次のとおり取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて変更日から積み立てま

す。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた変更前契約の社

員配当金については、変更後契約においても引
き続き積み立て、変更日以後、⑴の規定を適用
します。  

  ⑶ 次の事業年度中に保険
契約の転換により消滅
する保険契約  

  責任準備金に加えて取り扱います。  
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   第34条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第30条  遺言による年金の受取人の変更

  １．第29条（会社への通知による年金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約者は、
年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、法律上有効な遺言により、年金の
受取人を変更することができます。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者
または被保険者に限り、特定生活障害年金受取人は高度障害年金受取人と同一と
します。なお、生存祝金の受取人を保険契約者以外の者に変更することはできま
せん。

  ２．本条の１．の年金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を生
じません。

  ３．本条の１．および２．による年金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第31条  年金の受取人の死亡

  １．年金の受取人が年金の支払事由（第３条）の発生以前に死亡したときは、その法
定相続人を年金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により年金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に法
定相続人がいないときは、本条の１．の規定により年金の受取人となった者のう
ち生存している他の年金の受取人を年金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により年金の受取人となった者が２人以上いるときは、そ
の受取割合は均等とします。

   第32条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、被保険者の
同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三者に承継させることができ
ます。

  ２．第１回年金を支払う場合には、その支払事由に該当した時に保険契約者のこの保
険契約上のすべての権利義務は、年金の受取人に承継されます。

  ３．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第33条  保険契約者の代表者および年金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡年金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準じ

て取り扱います。高度障害年金および特定生活障害年金についても同様とします。

   13 契約年齢の計算等について

   第34条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第37条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条の１．において「５年ごと
応当日」といいます。

   第35条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第34条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは年金額を調整して処理します。

   第36条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または年金額を調整して
処理します。

   14 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第37条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．第１回年金の支払以前の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み
立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑹の保険契約に
対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てること
があります。この場合、⑸に該当する保険契約については、⑷に該当する保険契
約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
次のとおり支払います。

  割当ての対象となる
保険契約  

  支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日（第１条）の５
年ごとの応当日 ＊１ が到
来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊１ から、社員配当金の全額
を会社の定める利率による利息をつけて積み立
てます。ただし、その５年ごと応当日 ＊１ の前日
までの保険料がすべて払い込まれている場合に
限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．第１回年金または一時金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．一時金の支払以外により保険契約が消滅す

るときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約  

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が５年
ごと利差配当付普通定期保険契約に変更（第22条）
されるときは、次のとおり取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて変更日から積み立てま

す。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた変更前契約の社

員配当金については、変更後契約においても引
き続き積み立て、変更日以後、⑴の規定を適用
します。  

  ⑶ 次の事業年度中に保険
契約の転換により消滅
する保険契約  

  責任準備金に加えて取り扱います。  
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 第37条  補足説明

  ＊２ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊３ 第１回年金の支払日の５年
ごとの応当日

  本条の２．において「５年ごと
応当日」といいます。

  割当ての対象となる
保険契約  

  支払方法  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日および直前の５
年ごと応当日 ＊１ からそ
の日を含めて１年を経
過して、一時金の支払
いにより消滅する保険
契約 ＊２   

  一時金とともにその受取人に支払います。  

  ⑸ 次の事業年度中に契約
成立日からその日を含
めて２年および直前の
５年ごと応当日 ＊１ から
その日を含めて１年を
経過して、⑵から⑷以
外の事由により消滅す
る保険契約 ＊２   

  保険契約者に支払います｡  

  ⑹ 次の事業年度中に契約
成立日および直前の５
年ごと応当日 ＊１ からそ
の日を含めて１年を経
過して第１回年金を支
払う保険契約  

  第１回年金とともにその受取人に支払います。  

  ２．第１回年金の支払後の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み立
てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑷の保険契約に対
して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てることが
あります。この場合、⑷に該当する保険契約については、⑶に該当する保険契約
に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
次のとおり支払います。

  割当ての対象となる
保険契約  

  支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日の５年
ごとの応当日 ＊３ が到来
する保険契約（⑵に該
当 す る 場 合 を 除 き ま
す。）  

  ① その５年ごと応当日 ＊３ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、保険契
約が消滅したとき、または年金の受取人から請
求があったときに、年金の受取人に支払います。  

  ⑵ 次の事業年度中に最終
の年金を支払う保険契
約  

  最終の年金とともにその受取人に支払います。  

  ⑶ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊３ からその日を含め
て１年を経過して、年
金の受取人の死亡によ
り消滅する保険契約  

  年金の受取人の相続人に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊３ からその日を含め
て１年を経過して、⑵
または⑶以外の事由に
より消滅する保険契約  

  年金の受取人に支払います。  

  ３．会社は、本条の１．および２．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、
これを支払うことがあります。

  ４．保険契約者または年金の受取人からの請求により社員配当金または特別配当金を

   第40条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第１条）
の応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第41条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第14条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

支払うときは、第７条（年金・祝金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   15 その他

   第38条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第39条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第40条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の年金の支払事由（第３条）にかかわる次のいずれかの事
由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがありま
す。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第25条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第41条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 契約成立日 ＊１ （第１条）に第１回年金の支払事由が生じた場合の第１回年金
額と未払いの年金現価の合計額

  ⑶ 契約成立日 ＊１ 
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
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 第37条  補足説明

  ＊２ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊３ 第１回年金の支払日の５年
ごとの応当日

  本条の２．において「５年ごと
応当日」といいます。

  割当ての対象となる
保険契約  

  支払方法  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日および直前の５
年ごと応当日 ＊１ からそ
の日を含めて１年を経
過して、一時金の支払
いにより消滅する保険
契約 ＊２   

  一時金とともにその受取人に支払います。  

  ⑸ 次の事業年度中に契約
成立日からその日を含
めて２年および直前の
５年ごと応当日 ＊１ から
その日を含めて１年を
経過して、⑵から⑷以
外の事由により消滅す
る保険契約 ＊２   

  保険契約者に支払います｡  

  ⑹ 次の事業年度中に契約
成立日および直前の５
年ごと応当日 ＊１ からそ
の日を含めて１年を経
過して第１回年金を支
払う保険契約  

  第１回年金とともにその受取人に支払います。  

  ２．第１回年金の支払後の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み立
てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑷の保険契約に対
して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てることが
あります。この場合、⑷に該当する保険契約については、⑶に該当する保険契約
に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
次のとおり支払います。

  割当ての対象となる
保険契約  

  支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日の５年
ごとの応当日 ＊３ が到来
する保険契約（⑵に該
当 す る 場 合 を 除 き ま
す。）  

  ① その５年ごと応当日 ＊３ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、保険契
約が消滅したとき、または年金の受取人から請
求があったときに、年金の受取人に支払います。  

  ⑵ 次の事業年度中に最終
の年金を支払う保険契
約  

  最終の年金とともにその受取人に支払います。  

  ⑶ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊３ からその日を含め
て１年を経過して、年
金の受取人の死亡によ
り消滅する保険契約  

  年金の受取人の相続人に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊３ からその日を含め
て１年を経過して、⑵
または⑶以外の事由に
より消滅する保険契約  

  年金の受取人に支払います。  

  ３．会社は、本条の１．および２．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、
これを支払うことがあります。

  ４．保険契約者または年金の受取人からの請求により社員配当金または特別配当金を

   第40条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第１条）
の応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第41条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第14条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

支払うときは、第７条（年金・祝金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   15 その他

   第38条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第39条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第40条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の年金の支払事由（第３条）にかかわる次のいずれかの事
由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがありま
す。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第25条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第41条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 契約成立日 ＊１ （第１条）に第１回年金の支払事由が生じた場合の第１回年金
額と未払いの年金現価の合計額

  ⑶ 契約成立日 ＊１ 
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
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 第41条  補足説明

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第43条  補足説明

  ＊１ 年金の受取人
  年金の受取人が２人以上いると
きは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。   

絡を受けます。
  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契

約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第42条  時効

  年金・一時金・支払うべき未払いの年金現価・祝金（第３条）、返戻金（第26条）
または社員配当金（第37条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を
行使できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第43条  管轄裁判所

  １．この保険契約における年金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在地
または年金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地を管
轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における一時金、支払うべき未払いの年金現価または祝金の請求に
関する訴訟については、本条の１．の規定を準用します。

   16 特則について

   第44条  年金の受取人が２人以上いる場合の特則

  年金の受取人が２人以上いる場合には、第３条（年金・祝金の支払い）の２．－
⑴－⑥中、「年金の受取人が」とあるのを「年金の受取人の代表者が」と、「年金
の受取人の相続人」とあるのをすべて「年金の受取人」とそれぞれ読み替えます。

   

   別表１　対象となる高度障害状態および身体障害の状態
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  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  
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  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

116



117

 第41条  補足説明

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第43条  補足説明

  ＊１ 年金の受取人
  年金の受取人が２人以上いると
きは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。   

絡を受けます。
  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契

約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第42条  時効

  年金・一時金・支払うべき未払いの年金現価・祝金（第３条）、返戻金（第26条）
または社員配当金（第37条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を
行使できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第43条  管轄裁判所

  １．この保険契約における年金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在地
または年金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地を管
轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における一時金、支払うべき未払いの年金現価または祝金の請求に
関する訴訟については、本条の１．の規定を準用します。

   16 特則について

   第44条  年金の受取人が２人以上いる場合の特則

  年金の受取人が２人以上いる場合には、第３条（年金・祝金の支払い）の２．－
⑴－⑥中、「年金の受取人が」とあるのを「年金の受取人の代表者が」と、「年金
の受取人の相続人」とあるのをすべて「年金の受取人」とそれぞれ読み替えます。

   

   別表１　対象となる高度障害状態および身体障害の状態
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  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  
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  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合
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わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表２　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  
表１

  用　語    定　義  

  急激    事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発    事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来    事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性･食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  
別表３　臓器移植術
  「臓器移植術」とは、臓器の機能に障害がある者に対する臓器の機能の回復または付与を目的とした移植術をいいます。なお、
移植術はヒトからヒトへの同種移植に限るものとし、異種移植（注１）、自家移植（注２）および再移植（注３）は含みません。
  注
  １．異種移植

  「異種移植」とは、ヒトと種の異なる個体から得た臓器を使用する移植術をいいます。
  ２．自家移植

  「自家移植」とは、臓器の提供者と受容者が同一人である移植術をいいます。
  ３．再移植

  「再移植」とは、すでに受けたことのある臓器の移植術と同一の臓器についての移植術を再度受けることをいいます。
  

別表４　病院または診療所
  「病院または診療所」とは、次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所
  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設　

  別表５　臓器売買等の行為
  「臓器売買等の行為」とは、次の⑴から⑸のいずれかに該当するものをいいます。
  ⑴ 移植術に使用されるための臓器を提供することもしくは提供したことの対価（注）として財産上の利益の供与を受け、また

はその要求もしくは約束をすること。
  ⑵ 移植術に使用されるための臓器の提供を受けることもしくは受けたことの対価（注）として財産上の利益を供与し、または

その申込みもしくは約束をすること。
  ⑶ 移植術に使用されるための臓器を提供することもしくはその提供を受けることのあっせんをすることもしくはあっせんした

ことの対価（注）として財産上の利益の供与を受け、またはその要求もしくは約束をすること。
  ⑷ 移植術に使用されるための臓器を提供することもしくはその提供を受けることのあっせんを受けることもしくはあっせんを

受けたことの対価（注）として財産上の利益を供与し、またはその申込みもしくは約束をすること。
  ⑸ 臓器が⑴から⑷の規定のいずれかに違反する行為に係るものであることを知って、当該臓器を摘出しまたは移植術に使用す

ること。
  注
  ⑴から⑷までの対価には、交通、通信、移植術に使用されるための臓器の摘出、保存もしくは移送または移植術等に必要となる
費用であって、移植術に使用されるための臓器を提供することもしくはその提供を受けることまたはそのあっせんをすることに
関して通常必要であると認められるものは、含まれません。

  別表６　永久的人工臓器
  「永久的人工臓器」とは、次のいずれかをいいます。
  ⑴ 永久的脳深部刺激装置

  「永久的脳深部刺激装置」とは、電極を体内に永久的に埋め込み、脳に電気的刺激を与えて神経回路の機能を調節する装置
をいいます。なお、「永久的脳深部刺激装置」には、脊髄や末梢神経に対する電極装置は含みません。

  ⑵ 永久的心臓ペースメーカーまたは永久的埋込型（補助）人工心臓
  「永久的心臓ペースメーカー」とは、電極を体内に永久的に埋め込み、心臓に電気的刺激を与えて心拍動を発生させる装置
をいいます。「永久的埋込型（補助）人工心臓」とは、血液ポンプおよび制御駆動装置を体内に永久的に埋め込み、心臓の
拍出機能を代行する装置をいいます。また、心臓移植を行うことを前提とした埋め込みの場合には、「永久的埋込型（補助）
人工心臓」とみなして取り扱います。なお、「永久的心臓ペースメーカーまたは永久的埋込型（補助）人工心臓」には、埋
込型除細動器を含み、人工心肺、経皮的心肺補助装置、体外式（補助）人工心臓、大動脈バルーンカテーテルは含みません。

  ⑶ 永久的人工膀胱
  「永久的人工膀胱」とは、空置した腸管に尿管を吻合のうえ、その腸管を体外に永久的に開放し、膀胱の蓄尿および排尿の
機能を代行するものをいいます。ただし、膀胱を全摘出している場合に限ります。なお、膀胱を全摘出し尿路変更術（注）
を行ったものは、永久的人工膀胱を造設したものとみなして取り扱います。

  ⑷ 永久的人工肛門
  「永久的人工肛門」とは、腸管を体外に永久的に開放し、その腸管より腸内容を体外に排出するものをいいます。ただし、
単孔式の場合に限ります。

  注
  尿路変更術
  「尿路変更術」とは、正常尿流の経路を変更して、尿を体外に誘導し排出するために行う手術をいいます。
  
別表７　慢性腎不全および慢性呼吸不全
  「慢性腎不全」および「慢性呼吸不全」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、
分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」
によるものとします。

  疾病名    分類項目    基本分類コード  

  
  ⑴ 慢性腎不全
    

  高血圧性腎疾患（Ⅰ12）のうち、      
  　腎不全を伴う高血圧性腎疾患    Ⅰ12.0  
  慢性腎不全    N18  

  ⑵ 慢性呼吸不全  
  呼吸不全、他に分類されないもの（J96）のうち、      
  　慢性呼吸不全    J96.1  
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わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表２　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  
表１

  用　語    定　義  

  急激    事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発    事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来    事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性･食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  
別表３　臓器移植術
  「臓器移植術」とは、臓器の機能に障害がある者に対する臓器の機能の回復または付与を目的とした移植術をいいます。なお、
移植術はヒトからヒトへの同種移植に限るものとし、異種移植（注１）、自家移植（注２）および再移植（注３）は含みません。
  注
  １．異種移植

  「異種移植」とは、ヒトと種の異なる個体から得た臓器を使用する移植術をいいます。
  ２．自家移植

  「自家移植」とは、臓器の提供者と受容者が同一人である移植術をいいます。
  ３．再移植

  「再移植」とは、すでに受けたことのある臓器の移植術と同一の臓器についての移植術を再度受けることをいいます。
  

別表４　病院または診療所
  「病院または診療所」とは、次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所
  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設　

  別表５　臓器売買等の行為
  「臓器売買等の行為」とは、次の⑴から⑸のいずれかに該当するものをいいます。
  ⑴ 移植術に使用されるための臓器を提供することもしくは提供したことの対価（注）として財産上の利益の供与を受け、また

はその要求もしくは約束をすること。
  ⑵ 移植術に使用されるための臓器の提供を受けることもしくは受けたことの対価（注）として財産上の利益を供与し、または

その申込みもしくは約束をすること。
  ⑶ 移植術に使用されるための臓器を提供することもしくはその提供を受けることのあっせんをすることもしくはあっせんした

ことの対価（注）として財産上の利益の供与を受け、またはその要求もしくは約束をすること。
  ⑷ 移植術に使用されるための臓器を提供することもしくはその提供を受けることのあっせんを受けることもしくはあっせんを

受けたことの対価（注）として財産上の利益を供与し、またはその申込みもしくは約束をすること。
  ⑸ 臓器が⑴から⑷の規定のいずれかに違反する行為に係るものであることを知って、当該臓器を摘出しまたは移植術に使用す

ること。
  注
  ⑴から⑷までの対価には、交通、通信、移植術に使用されるための臓器の摘出、保存もしくは移送または移植術等に必要となる
費用であって、移植術に使用されるための臓器を提供することもしくはその提供を受けることまたはそのあっせんをすることに
関して通常必要であると認められるものは、含まれません。

  別表６　永久的人工臓器
  「永久的人工臓器」とは、次のいずれかをいいます。
  ⑴ 永久的脳深部刺激装置

  「永久的脳深部刺激装置」とは、電極を体内に永久的に埋め込み、脳に電気的刺激を与えて神経回路の機能を調節する装置
をいいます。なお、「永久的脳深部刺激装置」には、脊髄や末梢神経に対する電極装置は含みません。

  ⑵ 永久的心臓ペースメーカーまたは永久的埋込型（補助）人工心臓
  「永久的心臓ペースメーカー」とは、電極を体内に永久的に埋め込み、心臓に電気的刺激を与えて心拍動を発生させる装置
をいいます。「永久的埋込型（補助）人工心臓」とは、血液ポンプおよび制御駆動装置を体内に永久的に埋め込み、心臓の
拍出機能を代行する装置をいいます。また、心臓移植を行うことを前提とした埋め込みの場合には、「永久的埋込型（補助）
人工心臓」とみなして取り扱います。なお、「永久的心臓ペースメーカーまたは永久的埋込型（補助）人工心臓」には、埋
込型除細動器を含み、人工心肺、経皮的心肺補助装置、体外式（補助）人工心臓、大動脈バルーンカテーテルは含みません。

  ⑶ 永久的人工膀胱
  「永久的人工膀胱」とは、空置した腸管に尿管を吻合のうえ、その腸管を体外に永久的に開放し、膀胱の蓄尿および排尿の
機能を代行するものをいいます。ただし、膀胱を全摘出している場合に限ります。なお、膀胱を全摘出し尿路変更術（注）
を行ったものは、永久的人工膀胱を造設したものとみなして取り扱います。

  ⑷ 永久的人工肛門
  「永久的人工肛門」とは、腸管を体外に永久的に開放し、その腸管より腸内容を体外に排出するものをいいます。ただし、
単孔式の場合に限ります。

  注
  尿路変更術
  「尿路変更術」とは、正常尿流の経路を変更して、尿を体外に誘導し排出するために行う手術をいいます。
  
別表７　慢性腎不全および慢性呼吸不全
  「慢性腎不全」および「慢性呼吸不全」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、
分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」
によるものとします。

  疾病名    分類項目    基本分類コード  

  
  ⑴ 慢性腎不全
    

  高血圧性腎疾患（Ⅰ12）のうち、      
  　腎不全を伴う高血圧性腎疾患    Ⅰ12.0  
  慢性腎不全    N18  

  ⑵ 慢性呼吸不全  
  呼吸不全、他に分類されないもの（J96）のうち、      
  　慢性呼吸不全    J96.1  
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別表８　人工透析療法
  「人工透析療法」とは、血液透析法または腹膜灌流法により血液浄化を行う療法をいいます。ただし、一時的な人工透析療法は
除きます。

  別表９　在宅酸素療法
  「在宅酸素療法」とは、安定した病態にある者が、在宅にて自らが液体酸素装置、酸素濃縮装置または高圧酸素ボンベ（人工呼
吸装置および陽圧呼吸装置は含みません。）により酸素吸入を行う療法をいい、公的医療保険制度（注１）に基づく医科診療報
酬点数表（注２）に在宅療養指導管理料の算定対象として定められている在宅酸素療法とします。ただし、一時的な在宅酸素療
法は除きます。
  注
  １．公的医療保険制度

  「公的医療保険制度」とは、次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  ２．医科診療報酬点数表
  「医科診療報酬点数表」とは、特定生活障害年金（在宅酸素療法）の第１回年金の支払事由に該当した時点において、厚生
労働省告示に基づき定められている医科診療報酬点数表をいいます。

  
別表10　年金・祝金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．死亡年金の支払い  

  第１回年金の場合
  ⑴ 死亡年金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡年金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  ２．高度障害年金の支払い  

  第１回年金の場合
  ⑴ 高度障害年金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 高度障害年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 高度障害年金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  項　目    必要書類  

  ３．特定生活障害年金の支払い  

  第１回年金の場合
  ⑴ 特定生活障害年金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書（日本国外にある医療機関における臓器移植術

（別表３）についてはさらに、特定生活障害年金（臓器移植）の第１回年金の支払事
由に定める日本国内の医師の診断書）

  ⑶ 不慮の事故（別表２）であることを証明する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 特定生活障害年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 特定生活障害年金の受取人の印鑑証明書
  ⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  ４．生存祝金の支払い  

  ⑴ 生存祝金支払請求書
  ⑵ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑶ 生存祝金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑷ 生存祝金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 年金・祝金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあり

ます。
  ⑶ ２．、３．および４．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

   

120



121

別表８　人工透析療法
  「人工透析療法」とは、血液透析法または腹膜灌流法により血液浄化を行う療法をいいます。ただし、一時的な人工透析療法は
除きます。

  別表９　在宅酸素療法
  「在宅酸素療法」とは、安定した病態にある者が、在宅にて自らが液体酸素装置、酸素濃縮装置または高圧酸素ボンベ（人工呼
吸装置および陽圧呼吸装置は含みません。）により酸素吸入を行う療法をいい、公的医療保険制度（注１）に基づく医科診療報
酬点数表（注２）に在宅療養指導管理料の算定対象として定められている在宅酸素療法とします。ただし、一時的な在宅酸素療
法は除きます。
  注
  １．公的医療保険制度

  「公的医療保険制度」とは、次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  ２．医科診療報酬点数表
  「医科診療報酬点数表」とは、特定生活障害年金（在宅酸素療法）の第１回年金の支払事由に該当した時点において、厚生
労働省告示に基づき定められている医科診療報酬点数表をいいます。

  
別表10　年金・祝金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．死亡年金の支払い  

  第１回年金の場合
  ⑴ 死亡年金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡年金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  ２．高度障害年金の支払い  

  第１回年金の場合
  ⑴ 高度障害年金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 高度障害年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 高度障害年金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  項　目    必要書類  

  ３．特定生活障害年金の支払い  

  第１回年金の場合
  ⑴ 特定生活障害年金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書（日本国外にある医療機関における臓器移植術

（別表３）についてはさらに、特定生活障害年金（臓器移植）の第１回年金の支払事
由に定める日本国内の医師の診断書）

  ⑶ 不慮の事故（別表２）であることを証明する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 特定生活障害年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 特定生活障害年金の受取人の印鑑証明書
  ⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  ４．生存祝金の支払い  

  ⑴ 生存祝金支払請求書
  ⑵ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑶ 生存祝金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑷ 生存祝金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 年金・祝金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあり

ます。
  ⑶ ２．、３．および４．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  
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  ５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険（10年確定年金）普通保険約款  
  （実施　平23.8.2 ／改正　平27.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡、所定の高度障害状態または所定の特定生活障害状態に対する保障  
  年金の種類    ⑴ 死亡年金（確定年金）

  ⑵ 高度障害年金（確定年金）
  ⑶ 特定生活障害年金（確定年金）  

  配当タイプ    ５年ごと利差配当  
  備考    年金支払期間は10年とします。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第17条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第35条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 年金支払期間について

   第２条  年金支払期間

  この保険契約の年金支払期間は10年とします。
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  ５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険（10年確定年金）普通保険約款  
  （実施　平23.8.2 ／改正　平27.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡、所定の高度障害状態または所定の特定生活障害状態に対する保障  
  年金の種類    ⑴ 死亡年金（確定年金）

  ⑵ 高度障害年金（確定年金）
  ⑶ 特定生活障害年金（確定年金）  

  配当タイプ    ５年ごと利差配当  
  備考    年金支払期間は10年とします。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第17条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第35条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 年金支払期間について

   第２条  年金支払期間

  この保険契約の年金支払期間は10年とします。
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    第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、高度障害年金および
特定生活障害年金については、
この保険契約の復活（第14条）
が行われた場合には、最終の復
活の時とします。

  ＊２ 年金支払日
  年金支払日は、次のとおりとし
ます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回年
金の支払
日  

  第１回年金の支払
事由が生じた日  

  ⑵ 第２回以
後の年金
の支払日  

  ⑴に規定する第１
回年金の支払日を
含む年の翌年以降、
毎年のその日の応
当日  

  ＊３ 疾病
  薬物依存 Ａ は含みません。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊４ 移植術
  心臓弁のみまたは膵島のみの移
植は含みません。

   ３ 年金の支払いについて

   第３条  年金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、年金の支払事由が生じたとき
は、その支払事由に対応して年金をその受取人に支払います。ただし、免責事由

（第４条）に該当するときは支払いません。

    
  年金の
種　類  

  支払事由（年金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
年
金  

  

確
定
年
金  

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後保険期間中に死亡したとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間（第２条）中の年金支払
日 ＊２ が到来したとき  

  ⑴ 第１回年金
  第１回年金額

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金額と同
額  

  

死
亡
年
金
受
取
人  

  

高
度
障
害
年
金  

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後の原因によって保険期間中に
高度障害状態（別表１ ★ ）になっ
たとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間中の年金支払日 ＊２ が到来し
たとき  

  

高
度
障
害
年
金
受
取
人  

  
特
定
生
活
障
害
年
金  

 ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後保険期間中に、次に定める特
定生活障害状態のいずれかに該
当したとき
  ① 身体障害

 責任開始の時 ＊１ 以後に生じ
た不慮の事故（別表２ ★ ）
による傷害を直接の原因と
して、その事故の日からそ
の日を含めて180日以内に
身体障害の状態（別表１ ★ ）
になったもの  

  ② 臓器移植
次のすべてを満たす臓器移
植術（別表３ ★ ）を受けた
もの
  ア．責任開始の時 ＊１ 以後に

生 じ た 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ を直接の原因とし
た心臓、肺、肝臓、腎臓、
膵臓または小腸のいず
れかの臓器についての
移植術 ＊４ であること

（被保険者が受容者で
ある場合に限ります。）

  

特
定
生
活
障
害
年
金
受
取
人  

    
  年金の
種　類  

  支払事由（年金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

特
定
生
活
障
害
年
金  

  

確
定
年
金  

    イ． ア． の 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ の治療を直接の目
的とした病院または診
療所（別表４ ★ ）にお
け る 移 植 術 で あ る こ
と。ただし、日本国外
にある医療施設におけ
る移植術については、
日本国内の病院または
診療所（別表４ ★ ）に
おいて医師が必要と診
断 し た 場 合 に 限 り ま
す。

  ウ．その移植術に際し、臓
器売買等の行為（別表
５ ★ ）が行われていな
いこと

  ③ 人工臓器
  次のすべてを満たす永久的
人工臓器（別表６ ★ ）の装
着または造設をしたもの

（一時的な装着または造設
および既に装着もしくは造
設した人工臓器またはその
付属品を交換、整形もしく
は拡張するものは含みませ
ん。）
  ア．責任開始の時 ＊１ 以後に

生 じ た 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ を直接の原因とし
た人工臓器の装着また
は造設であること

  イ． ア． の 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ の治療を直接の目
的とした病院または診
療所（別表４ ★ ）にお
ける人工臓器の装着ま
たは造設であること　

  ④ 人工透析療法
  責任開始の時 ＊１ 以後に発病
した慢性腎不全（別表７ ★ ）
により永続的な人工透析療
法（別表８ ★ ）を開始した
もの

  ⑤ 在宅酸素療法
  責任開始の時 ＊１ 以後に発病
した慢性呼吸不全（別表
７ ★ ）により永続的な在宅
酸素療法（別表９ ★ ）を開
始し、その開始日からその
日を含めて180日継続した
もの

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間中の年金支払日 ＊２ が到来し
たとき  

  ⑴ 第１回年金
  第１回年金額

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金額と同
額  

  

特
定
生
活
障
害
年
金
受
取
人  
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    第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、高度障害年金および
特定生活障害年金については、
この保険契約の復活（第14条）
が行われた場合には、最終の復
活の時とします。

  ＊２ 年金支払日
  年金支払日は、次のとおりとし
ます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回年
金の支払
日  

  第１回年金の支払
事由が生じた日  

  ⑵ 第２回以
後の年金
の支払日  

  ⑴に規定する第１
回年金の支払日を
含む年の翌年以降、
毎年のその日の応
当日  

  ＊３ 疾病
  薬物依存 Ａ は含みません。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊４ 移植術
  心臓弁のみまたは膵島のみの移
植は含みません。

   ３ 年金の支払いについて

   第３条  年金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、年金の支払事由が生じたとき
は、その支払事由に対応して年金をその受取人に支払います。ただし、免責事由

（第４条）に該当するときは支払いません。

    
  年金の
種　類  

  支払事由（年金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
年
金  

  

確
定
年
金  

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後保険期間中に死亡したとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間（第２条）中の年金支払
日 ＊２ が到来したとき  

  ⑴ 第１回年金
  第１回年金額

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金額と同
額  

  

死
亡
年
金
受
取
人  

  

高
度
障
害
年
金  

  ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後の原因によって保険期間中に
高度障害状態（別表１ ★ ）になっ
たとき

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間中の年金支払日 ＊２ が到来し
たとき  

  

高
度
障
害
年
金
受
取
人  

  

特
定
生
活
障
害
年
金  

 ⑴ 第１回年金
  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以
後保険期間中に、次に定める特
定生活障害状態のいずれかに該
当したとき
  ① 身体障害

 責任開始の時 ＊１ 以後に生じ
た不慮の事故（別表２ ★ ）
による傷害を直接の原因と
して、その事故の日からそ
の日を含めて180日以内に
身体障害の状態（別表１ ★ ）
になったもの  

  ② 臓器移植
次のすべてを満たす臓器移
植術（別表３ ★ ）を受けた
もの
  ア．責任開始の時 ＊１ 以後に

生 じ た 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ を直接の原因とし
た心臓、肺、肝臓、腎臓、
膵臓または小腸のいず
れかの臓器についての
移植術 ＊４ であること

（被保険者が受容者で
ある場合に限ります。）

  

特
定
生
活
障
害
年
金
受
取
人  

    
  年金の
種　類  

  支払事由（年金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

特
定
生
活
障
害
年
金  

  

確
定
年
金  

    イ． ア． の 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ の治療を直接の目
的とした病院または診
療所（別表４ ★ ）にお
け る 移 植 術 で あ る こ
と。ただし、日本国外
にある医療施設におけ
る移植術については、
日本国内の病院または
診療所（別表４ ★ ）に
おいて医師が必要と診
断 し た 場 合 に 限 り ま
す。

  ウ．その移植術に際し、臓
器売買等の行為（別表
５ ★ ）が行われていな
いこと

  ③ 人工臓器
  次のすべてを満たす永久的
人工臓器（別表６ ★ ）の装
着または造設をしたもの

（一時的な装着または造設
および既に装着もしくは造
設した人工臓器またはその
付属品を交換、整形もしく
は拡張するものは含みませ
ん。）
  ア．責任開始の時 ＊１ 以後に

生 じ た 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ を直接の原因とし
た人工臓器の装着また
は造設であること

  イ． ア． の 傷 害 ま た は 疾
病 ＊３ の治療を直接の目
的とした病院または診
療所（別表４ ★ ）にお
ける人工臓器の装着ま
たは造設であること　

  ④ 人工透析療法
  責任開始の時 ＊１ 以後に発病
した慢性腎不全（別表７ ★ ）
により永続的な人工透析療
法（別表８ ★ ）を開始した
もの

  ⑤ 在宅酸素療法
  責任開始の時 ＊１ 以後に発病
した慢性呼吸不全（別表
７ ★ ）により永続的な在宅
酸素療法（別表９ ★ ）を開
始し、その開始日からその
日を含めて180日継続した
もの

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金の支払後、年金支払
期間中の年金支払日 ＊２ が到来し
たとき  

  ⑴ 第１回年金
  第１回年金額

  ⑵ 第２回以後の年金
  第１回年金額と同
額  

  

特
定
生
活
障
害
年
金
受
取
人  
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  ２．年金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 第１回年金を支払う場
合の支払事由発生後の
保険料  

  払い込む必要はありません。  

  ② 一時金の支払い    ア．年金の受取人は、第１回年金の支払事由が生じ
た場合で、次のすべてを満たすときは、年金の
全部または一部の支払いに代えて、会社の定め
る方法により計算する一時金 ★ （以下「一時金」
といいます。）の支払いを請求することができ
ます。
  ア 第１回年金の支払前であること
  イ 年金の一部の支払いに代えて一時金の支払

いを行うときは、年金支払を行う部分の第
１回年金額が12万円以上となること

  イ．ア．により、年金の全部の支払いに代えて一時
金を支払ったときは、この保険契約は消滅しま
す。  

  ③ 第１回年金額が12万円
未満となるとき  

  ア．一時金を保険契約者に支払います。
  イ．この保険契約は、第１回年金の支払事由が生じ

た時に消滅します。  
  ④ 第１回年金を支払った

とき  
  その後に第１回年金の支払請求を受けても、これに
よる年金は支払いません。  

  ⑤ 年金の受取人が年金支
払期間中の最終の年金
支払日 ＊２ 前に死亡した
とき  

  ア．年金の受取人の相続人に、会社の定める方法に
より計算する未払いの年金現価 ★ （以下「未払
いの年金現価」といいます。）を支払い、この
保険契約は消滅します。

  イ．年金の受取人の相続人は、ア．による未払いの
年金現価の支払いに代えて、年金の継続支払を
請求できます。この場合、次のとおり取り扱い
ます。
ア   この保険契約は年金支払期間が満了するま

で消滅せず、年金支払期間中の年金支払
日 ＊２ に年金を継続して支払います。

  イ 年金の継続支払中にこの保険契約の解約
（第26条）の請求があった場合には、この
保険契約はその時に消滅し、返戻金（第
27条）を年金の受取人の相続人に支払い
ます。  

  ⑥ 高度障害年金または特
定生活障害年金の第１
回年金の支払事由が生
じた場合で、その支払
前に死亡年金の第１回
年金または一時金の支
払請求を受け、死亡年
金または一時金が支払
われることとなるとき  

  高度障害年金または特定生活障害年金の第１回年金
の支払事由が生じないで被保険者が死亡したものと
して取り扱い、高度障害年金または特定生活障害年
金は支払いません。  

  ⑦ 特定生活障害年金の第
１回年金の支払事由が
生じた場合で、その支
払前に高度障害年金の
第１回年金または一時
金の支払請求を受け、
高度障害年金または一
時金が支払われること
となるとき  

  特定生活障害年金の第１回年金の支払事由が生じな
いで被保険者が高度障害状態（別表１ ★ ）に該当し
たものとして取り扱い、特定生活障害年金は支払い
ません。  

 第３条  補足説明

    ＊５ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

  ＊６ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  ⑵ 死亡年金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑶ 高度障害年金について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害年金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原因 ＊５ に
よる障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表
１ ★ ）になったときは、高度障害年金の第１回年金
の支払事由が生じたものとします。  

  ③ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表１ ★ ）になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊６ に、会社が、告知（第

17条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ④ 被保険者が、保険期間
満了日に「高度障害状
態（別表１ ★ ）のうち回
復の見込みのないこと
のみが明らかでない状
態」であるために、高
度障害年金が支払われ
ないとき  

  次のすべてに該当したときは、保険期間満了日に高
度障害年金の第１回年金の支払事由が生じたものと
します。ただし、この保険契約が更新（第23条）
されたときは、更新後契約の普通保険約款の規定を
適用し、この保険契約から高度障害年金は支払いま
せん。
  ア．保険期間満了後も引き続きその状態が継続して

いたこと
  イ．その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと  

  ⑷ 特定生活障害年金について

  項　目    内　容  

  ① 特定生活障害年金受取
人  

  高度障害年金受取人と同一とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮
の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原因とする
障害状態が新たに加わって、その事故の日からその
日を含めて180日以内に身体障害の状態（別表
１ ★ ）になったときは、特定生活障害年金（身体障害）
の第１回年金の支払事由が生じたものとします。  
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  ２．年金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 第１回年金を支払う場
合の支払事由発生後の
保険料  

  払い込む必要はありません。  

  ② 一時金の支払い    ア．年金の受取人は、第１回年金の支払事由が生じ
た場合で、次のすべてを満たすときは、年金の
全部または一部の支払いに代えて、会社の定め
る方法により計算する一時金 ★ （以下「一時金」
といいます。）の支払いを請求することができ
ます。
  ア 第１回年金の支払前であること
  イ 年金の一部の支払いに代えて一時金の支払

いを行うときは、年金支払を行う部分の第
１回年金額が12万円以上となること

  イ．ア．により、年金の全部の支払いに代えて一時
金を支払ったときは、この保険契約は消滅しま
す。  

  ③ 第１回年金額が12万円
未満となるとき  

  ア．一時金を保険契約者に支払います。
  イ．この保険契約は、第１回年金の支払事由が生じ

た時に消滅します。  
  ④ 第１回年金を支払った

とき  
  その後に第１回年金の支払請求を受けても、これに
よる年金は支払いません。  

  ⑤ 年金の受取人が年金支
払期間中の最終の年金
支払日 ＊２ 前に死亡した
とき  

  ア．年金の受取人の相続人に、会社の定める方法に
より計算する未払いの年金現価 ★ （以下「未払
いの年金現価」といいます。）を支払い、この
保険契約は消滅します。

  イ．年金の受取人の相続人は、ア．による未払いの
年金現価の支払いに代えて、年金の継続支払を
請求できます。この場合、次のとおり取り扱い
ます。
ア   この保険契約は年金支払期間が満了するま

で消滅せず、年金支払期間中の年金支払
日 ＊２ に年金を継続して支払います。

  イ 年金の継続支払中にこの保険契約の解約
（第26条）の請求があった場合には、この
保険契約はその時に消滅し、返戻金（第
27条）を年金の受取人の相続人に支払い
ます。  

  ⑥ 高度障害年金または特
定生活障害年金の第１
回年金の支払事由が生
じた場合で、その支払
前に死亡年金の第１回
年金または一時金の支
払請求を受け、死亡年
金または一時金が支払
われることとなるとき  

  高度障害年金または特定生活障害年金の第１回年金
の支払事由が生じないで被保険者が死亡したものと
して取り扱い、高度障害年金または特定生活障害年
金は支払いません。  

  ⑦ 特定生活障害年金の第
１回年金の支払事由が
生じた場合で、その支
払前に高度障害年金の
第１回年金または一時
金の支払請求を受け、
高度障害年金または一
時金が支払われること
となるとき  

  特定生活障害年金の第１回年金の支払事由が生じな
いで被保険者が高度障害状態（別表１ ★ ）に該当し
たものとして取り扱い、特定生活障害年金は支払い
ません。  

 第３条  補足説明

    ＊５ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

  ＊６ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  ⑵ 死亡年金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑶ 高度障害年金について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害年金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原因 ＊５ に
よる障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表
１ ★ ）になったときは、高度障害年金の第１回年金
の支払事由が生じたものとします。  

  ③ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表１ ★ ）になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊６ に、会社が、告知（第

17条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ④ 被保険者が、保険期間
満了日に「高度障害状
態（別表１ ★ ）のうち回
復の見込みのないこと
のみが明らかでない状
態」であるために、高
度障害年金が支払われ
ないとき  

  次のすべてに該当したときは、保険期間満了日に高
度障害年金の第１回年金の支払事由が生じたものと
します。ただし、この保険契約が更新（第23条）
されたときは、更新後契約の普通保険約款の規定を
適用し、この保険契約から高度障害年金は支払いま
せん。
  ア．保険期間満了後も引き続きその状態が継続して

いたこと
  イ．その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと  

  ⑷ 特定生活障害年金について

  項　目    内　容  

  ① 特定生活障害年金受取
人  

  高度障害年金受取人と同一とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮
の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原因とする
障害状態が新たに加わって、その事故の日からその
日を含めて180日以内に身体障害の状態（別表
１ ★ ）になったときは、特定生活障害年金（身体障害）
の第１回年金の支払事由が生じたものとします。  
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  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により特定生活障害年
金（身体障害を除く。）
の第１回年金の支払事
由に規定する状態に該
当したとき  

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊６ に、会社が、告知（第

17条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ④ 被保険者が、保険期間
満了日に「身体障害の
状態（別表１ ★ ）のうち
回復の見込みのないこ
とのみが明らかでない
状態」であるために、
特定生活障害年金（身
体障害）が支払われな
いとき  

  次のすべてに該当したときは、保険期間満了日に特
定生活障害年金(身体障害）の第１回年金の支払事
由が生じたものとします。ただし、この保険契約が
更新されたときは、更新後契約の普通保険約款の規
定を適用し、この保険契約から特定生活障害年金
(身体障害）は支払いません。
  ア．保険期間満了後も引き続きその状態が継続して

いたこと
  イ．その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと。ただし、その原因となった不慮の
事故（別表２ ★ ）の日からその日を含めて180
日以内であることを必要とします。  

  ⑤ 被保険者が、保険期間
中に慢性呼吸不全（別
表７ ★ ）を発病した場合
で、特定生活障害年金

（在宅酸素療法）の第１
回年金の支払事由に規
定する状態が180日継
続する前に保険期間が
満了したとき  

  保険期間満了日からその日を含めて180日以内に、
特定生活障害年金（在宅酸素療法）の第１回年金の
支払事由に規定する状態に該当したときは、保険期
間満了日に特定生活障害年金（在宅酸素療法）の第
１回年金の支払事由が生じたものとします。ただし、
この保険契約が更新されたときは、更新後契約の普
通保険約款の規定を適用し、この保険契約から特定
生活障害年金（在宅酸素療法）は支払いません。  

  ★別表１（P.145参照）、  別表２（P.146参照）、  別表３（P.146参照）、  別表４（P.147参照）、
  別表５（P.147参照）、  別表６（P.147参照）、  別表７（P.147参照）、  別表８（P.147参照）、  別
表９（P.148参照）
  ★「会社の定める方法により計算する一時金」⇒「金額例表等について（例表１）」（P.861参照）
  ★「会社の定める方法により計算する未払いの年金現価」⇒「金額例表等について（例表２）」

（P.861参照）  

   第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、年金
を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても年金を支払わない場合）  

  

死
亡
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡年金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第14条）が行われたときは最終の復活の日か

らその日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

      免責事由（支払事由が生じても年金を支払わない場合）  

  

高
度
障
害
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表１ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

（
身
体
障
害
）

  

特
定
生
活
障
害
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表１ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  （
臓
器
移
植
・
人
工
臓
器
）

特
定
生
活
障
害
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって特定生活障害年金（臓器移植・人工
臓器）の第１回年金の支払事由に規定する状態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡年金受取人が２人
以上いる場合で、一部
の受取人が故意に被保
険者を死亡させたとき  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡年金等 ＊２ の
支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡年金等 ＊２ の金額の一部または全部を支払
います。  

  ⑶ 「地震、噴火または津波」
によって特定生活障害
年金（身体障害）の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、特定生活障害年金（身体障害）の金額の一部ま
たは全部を支払います。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡年金を支払わないと
き  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表１（P.145参照）  

   第５条  年金証書の発行

  会社は、第１回年金を支払う際に、年金証書を年金の受取人に発行します。

 第４条  補足説明

  ＊２ 死亡年金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 死亡年金
  ⑵ 高度障害年金
  ⑶ 特定生活障害年金
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  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により特定生活障害年
金（身体障害を除く。）
の第１回年金の支払事
由に規定する状態に該
当したとき  

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊６ に、会社が、告知（第

17条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ④ 被保険者が、保険期間
満了日に「身体障害の
状態（別表１ ★ ）のうち
回復の見込みのないこ
とのみが明らかでない
状態」であるために、
特定生活障害年金（身
体障害）が支払われな
いとき  

  次のすべてに該当したときは、保険期間満了日に特
定生活障害年金(身体障害）の第１回年金の支払事
由が生じたものとします。ただし、この保険契約が
更新されたときは、更新後契約の普通保険約款の規
定を適用し、この保険契約から特定生活障害年金
(身体障害）は支払いません。
  ア．保険期間満了後も引き続きその状態が継続して

いたこと
  イ．その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと。ただし、その原因となった不慮の
事故（別表２ ★ ）の日からその日を含めて180
日以内であることを必要とします。  

  ⑤ 被保険者が、保険期間
中に慢性呼吸不全（別
表７ ★ ）を発病した場合
で、特定生活障害年金

（在宅酸素療法）の第１
回年金の支払事由に規
定する状態が180日継
続する前に保険期間が
満了したとき  

  保険期間満了日からその日を含めて180日以内に、
特定生活障害年金（在宅酸素療法）の第１回年金の
支払事由に規定する状態に該当したときは、保険期
間満了日に特定生活障害年金（在宅酸素療法）の第
１回年金の支払事由が生じたものとします。ただし、
この保険契約が更新されたときは、更新後契約の普
通保険約款の規定を適用し、この保険契約から特定
生活障害年金（在宅酸素療法）は支払いません。  

  ★別表１（P.145参照）、  別表２（P.146参照）、  別表３（P.146参照）、  別表４（P.147参照）、
  別表５（P.147参照）、  別表６（P.147参照）、  別表７（P.147参照）、  別表８（P.147参照）、  別
表９（P.148参照）
  ★「会社の定める方法により計算する一時金」⇒「金額例表等について（例表１）」（P.861参照）
  ★「会社の定める方法により計算する未払いの年金現価」⇒「金額例表等について（例表２）」

（P.861参照）  

   第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、年金
を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても年金を支払わない場合）  

  

死
亡
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡年金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第14条）が行われたときは最終の復活の日か

らその日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

      免責事由（支払事由が生じても年金を支払わない場合）  

  

高
度
障
害
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表１ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

（
身
体
障
害
）

  

特
定
生
活
障
害
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表１ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  （
臓
器
移
植
・
人
工
臓
器
）

特
定
生
活
障
害
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって特定生活障害年金（臓器移植・人工
臓器）の第１回年金の支払事由に規定する状態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡年金受取人が２人
以上いる場合で、一部
の受取人が故意に被保
険者を死亡させたとき  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡年金等 ＊２ の
支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡年金等 ＊２ の金額の一部または全部を支払
います。  

  ⑶ 「地震、噴火または津波」
によって特定生活障害
年金（身体障害）の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、特定生活障害年金（身体障害）の金額の一部ま
たは全部を支払います。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡年金を支払わないと
き  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表１（P.145参照）  

   第５条  年金証書の発行

  会社は、第１回年金を支払う際に、年金証書を年金の受取人に発行します。

 第４条  補足説明

  ＊２ 死亡年金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 死亡年金
  ⑵ 高度障害年金
  ⑶ 特定生活障害年金
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   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

   ４ 年金の支払請求手続について

   第６条  年金の支払請求手続

  １．年金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、す
みやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．年金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表10 ★ ）をすみ
やかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、年金もしくは一時金の全部またはその相
当部分を死亡退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支
払いに充当することが確認されているときは、死亡年金受取人または高度障害年
金受取人は年金または一時金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必
要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人
以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡年金受取人または高度
障害年金受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 年金の支払請求に必要な書類（別表10 ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表10（P.149参照）  

   第７条  年金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
て５営業日以内に、会社の本社で年金を支払います。

  ２．会社は、年金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険契
約の締結時から年金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができない
ときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本条の
１．の規定にかかわらず、年金を支払うべき期限は、必要書類（別表10 ★ ）が
会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 年金の支払事由（第３条）発生の
有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 年金支払いの免責事由（第４条）
に該当する可能性がある場合  

  年金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第18条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第20
条）、詐欺（第15条）または不法
取得目的（第16条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第20条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは年金の受取
人の保険契約締結の目的もしくは年金
請求の意図に関する保険契約の締結時
から年金請求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、年金を支払うべき期限
は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めてそ

  第７条  補足説明

 ＊  ２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 一時金
  一時金とともに支払われる金銭
を含みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

れぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または年
金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこと
が報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める事
項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察等
の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、年金の受取人（年金の受取
人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または年金の受取人
が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、会
社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は年金
を支払いません。

  ★別表10（P.149参照）  

   ５ 一時金の支払方法の選択について

   第８条  一時金の支払方法の選択

  年金が支払われるときは、年金の受取人は、会社の取扱いの範囲内で、一時金 ＊１

 について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することができ
ます。

   ６ 保険料の払込みについて

   第９条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第10条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第10条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。
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   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

   ４ 年金の支払請求手続について

   第６条  年金の支払請求手続

  １．年金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、す
みやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．年金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表10 ★ ）をすみ
やかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、年金もしくは一時金の全部またはその相
当部分を死亡退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支
払いに充当することが確認されているときは、死亡年金受取人または高度障害年
金受取人は年金または一時金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必
要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人
以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡年金受取人または高度
障害年金受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 年金の支払請求に必要な書類（別表10 ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表10（P.149参照）  

   第７条  年金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
て５営業日以内に、会社の本社で年金を支払います。

  ２．会社は、年金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険契
約の締結時から年金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができない
ときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本条の
１．の規定にかかわらず、年金を支払うべき期限は、必要書類（別表10 ★ ）が
会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 年金の支払事由（第３条）発生の
有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 年金支払いの免責事由（第４条）
に該当する可能性がある場合  

  年金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第18条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第20
条）、詐欺（第15条）または不法
取得目的（第16条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第20条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは年金の受取
人の保険契約締結の目的もしくは年金
請求の意図に関する保険契約の締結時
から年金請求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、年金を支払うべき期限
は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めてそ

  第７条  補足説明

 ＊  ２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 一時金
  一時金とともに支払われる金銭
を含みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

れぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または年
金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこと
が報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める事
項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察等
の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、年金の受取人（年金の受取
人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または年金の受取人
が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、会
社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は年金
を支払いません。

  ★別表10（P.149参照）  

   ５ 一時金の支払方法の選択について

   第８条  一時金の支払方法の選択

  年金が支払われるときは、年金の受取人は、会社の取扱いの範囲内で、一時金 ＊１

 について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することができ
ます。

   ６ 保険料の払込みについて

   第９条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第10条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第10条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。
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   第10条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
９条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第９条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第９条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第11条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第９条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに払
い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その払
い込まれた保険料を保険契約者（年金または一時金を支払うときはその受取人）
に払い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第９条）までに、年金の支払事由（第３条）が生じた場合で、第１回年金
または一時金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。

   第12条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
９条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

   第14条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 第１回年金または一時金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

   ７ 失効と復活について

   第13条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第９条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第27条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第14条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第13条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第17条）および告知義務違反による解除（第18条）の規定を適用し
ます。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第27条）
の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることはできま
せん。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   ８ 取消しと無効について

   第15条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第14条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第16条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
14条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 年金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に年金を不法に取得させる目的  
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   第10条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
９条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第９条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第９条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第11条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第９条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに払
い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その払
い込まれた保険料を保険契約者（年金または一時金を支払うときはその受取人）
に払い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第９条）までに、年金の支払事由（第３条）が生じた場合で、第１回年金
または一時金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。

   第12条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
９条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

   第14条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 第１回年金または一時金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

   ７ 失効と復活について

   第13条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第９条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第27条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第14条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第13条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第17条）および告知義務違反による解除（第18条）の規定を適用し
ます。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第27条）
の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることはできま
せん。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   ８ 取消しと無効について

   第15条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第14条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第16条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
14条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 年金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に年金を不法に取得させる目的  
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   第19条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   ９ 告知義務と解除について

   第17条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第14条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、年金の支払事由（第３条）の発
生の可能性に関する重要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、そ
の書面で告知することを必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質
問した事項については、その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第18条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第14条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第17条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、年金の支払事由（第３条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保
険契約を解除することができます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金または一時金の支払いを行いません。
  ⑵ すでに年金または一時金を支払っていたときは、その返還を請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、年金の支払事由の発生が解除の原因となった事
実によらなかったことを保険契約者、被保険者または年金の受取人が証明したと
きは、会社は、年金または一時金の支払いを行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または年金の受取人
に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第27条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第19条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第18条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第14条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第17条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第17条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に年金の支払事由（第３条）が
生じないで、その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第17条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

  第20条  補足説明

  ＊１ 解除
年金の一部の受取人に対して本
条の２．－⑴または⑵の規定を
適用し年金または一時金を支払
わないこととするときは、この
保険契約のうち支払われない年
金または一時金に対応する部分
の解除とします。
 

 ＊２ 年金または一時金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが年金の
受取人のみであり、その年金の
受取人が年金の一部の受取人で
あるときは、年金または一時金
のうち、その受取人に支払われ
るべき年金または一時金をいい
ます。

   第20条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除＊１することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡年金の場合は被保険者を除きます。）または年
金の受取人が年金を詐取する目的もしくは他人に年金を詐取させる目的で事
故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 年金の請求に関し、年金の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった
とき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または年金の受取人が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または年金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法人

の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認め
られること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または年金の受
取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待しえ
ない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または年金の受取人のいずれかが他の保険者との

間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、年金の支払事由（第３条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契
約を解除＊１することができます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生
じた時から解除＊１までの間に、年金の支払事由が生じていたときは、その年金ま
たは一時金の支払いについて、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金または一時金＊２の支払いを行いません。
  ⑵ すでに年金または一時金＊２を支払っていたときは、その返還を請求します。  

  ３．重大事由による解除＊１の通知については、第18条（告知義務違反による解除）
の４．の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除＊１された場合で、返戻金（第27条）がある
ときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除＊１した場合で、年金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し年金または一時金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われな
い年金または一時金に対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その
部分の返戻金を保険契約者に支払います。

   10 契約内容の変更等について

   第21条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第９条（保険料の払込み）および第10条（保険料の払込方法（経路））に規
定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第９条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
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   第19条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   ９ 告知義務と解除について

   第17条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第14条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、年金の支払事由（第３条）の発
生の可能性に関する重要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、そ
の書面で告知することを必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質
問した事項については、その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第18条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第14条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第17条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、年金の支払事由（第３条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保
険契約を解除することができます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金または一時金の支払いを行いません。
  ⑵ すでに年金または一時金を支払っていたときは、その返還を請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、年金の支払事由の発生が解除の原因となった事
実によらなかったことを保険契約者、被保険者または年金の受取人が証明したと
きは、会社は、年金または一時金の支払いを行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または年金の受取人
に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第27条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第19条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第18条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第14条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第17条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第17条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に年金の支払事由（第３条）が
生じないで、その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第17条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

  第20条  補足説明

  ＊１ 解除
年金の一部の受取人に対して本
条の２．－⑴または⑵の規定を
適用し年金または一時金を支払
わないこととするときは、この
保険契約のうち支払われない年
金または一時金に対応する部分
の解除とします。
 

 ＊２ 年金または一時金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが年金の
受取人のみであり、その年金の
受取人が年金の一部の受取人で
あるときは、年金または一時金
のうち、その受取人に支払われ
るべき年金または一時金をいい
ます。

   第20条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除＊１することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡年金の場合は被保険者を除きます。）または年
金の受取人が年金を詐取する目的もしくは他人に年金を詐取させる目的で事
故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 年金の請求に関し、年金の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった
とき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または年金の受取人が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または年金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法人

の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認め
られること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または年金の受
取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待しえ
ない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または年金の受取人のいずれかが他の保険者との

間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、年金の支払事由（第３条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契
約を解除＊１することができます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生
じた時から解除＊１までの間に、年金の支払事由が生じていたときは、その年金ま
たは一時金の支払いについて、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金または一時金＊２の支払いを行いません。
  ⑵ すでに年金または一時金＊２を支払っていたときは、その返還を請求します。  

  ３．重大事由による解除＊１の通知については、第18条（告知義務違反による解除）
の４．の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除＊１された場合で、返戻金（第27条）がある
ときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除＊１した場合で、年金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し年金または一時金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われな
い年金または一時金に対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その
部分の返戻金を保険契約者に支払います。

   10 契約内容の変更等について

   第21条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第９条（保険料の払込み）および第10条（保険料の払込方法（経路））に規
定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第９条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
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   第23条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

法（回数）を年払または半年払とします。

   第22条  保険期間の変更

  １．保険契約者は、会社の承諾を得て、会社の取扱いの範囲内で、保険期間を変更す
ることができます。この場合、変更後の第１回年金額は変更前の第１回年金額を
限度とします。

  ２．保険期間を変更するときは、会社の定める方法により計算した金額を授受し、将
来払い込むべき保険料を新たに定めます。

  ３．保険期間が変更されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

   第23条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第35条）が会社の定める年齢の範囲内

であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が会社の定める年齢の

範囲内であること
  ⑷ 契約成立日（第１条）からその日を含めて、更新後契約の保険期間満了日ま

での期間が会社の定める期間内であること  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
９条（保険料の払込み）の１．および第11条（払
込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じ
た場合の取扱い）の２．の規定を準用します。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の第１回年
金額  

  更新前契約の保険期間満了日の第１回年金額と同額
とします。ただし、保険契約者は、更新前契約の保
険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取
扱いの範囲内で、更新後契約の第１回年金額を変更
して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶または⑷の条件
を満たさなくなるときは、その条件を満たす限
度まで保険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  

  項　目    内　容  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 年金の支払い（第３条・第４条）および告知義
務違反による解除（第18条・第19条）に関す
る規定について、更新後契約の保険期間は、こ
の保険契約から継続したものとして取り扱いま
す。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理（第36条・第37条）に準じて取
り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

   第24条  他の保険契約への加入

  １．保険契約者は、保険期間満了日の１か月前までに申し込んだときは、会社の取扱
いの範囲内で、この保険契約の被保険者を被保険者とする他の保険契約に加入す
ることができます。ただし、この保険契約の保険期間満了日の被保険者の年齢（第
35条）が70歳を超えるときは、この取扱いをしません。

  ２．他の保険契約への加入について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 加入する他の保険契約
の第１回保険料相当額
の払込み  

  第１回保険料相当額は、この保険契約の保険期間満
了日までに払い込むことを必要とします。  

  ⑵ 加入する他の保険契約
の責任開始の日  

  ⑴の規定により第１回保険料相当額が払い込まれた
ときは、加入する他の保険契約の普通保険約款の責
任開始に関する規定は適用せず、この保険契約の保
険期間満了日の翌日とします。  

  ⑶ 加入する他の保険契約
の保険金額  

  この保険契約の保険期間満了日の一時金額を限度と
します。  

  ⑷ 他の保険契約への加入
が行われたとき  

  保険金の支払いに関して、加入する他の保険契約の
保険期間は、この保険契約から継続したものとして
取り扱います。  

   第25条  第１回年金額の減額

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ
て第１回年金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の第１回
年金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．第１回年金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第26条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 第１回年金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  
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   第23条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

法（回数）を年払または半年払とします。

   第22条  保険期間の変更

  １．保険契約者は、会社の承諾を得て、会社の取扱いの範囲内で、保険期間を変更す
ることができます。この場合、変更後の第１回年金額は変更前の第１回年金額を
限度とします。

  ２．保険期間を変更するときは、会社の定める方法により計算した金額を授受し、将
来払い込むべき保険料を新たに定めます。

  ３．保険期間が変更されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

   第23条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第35条）が会社の定める年齢の範囲内

であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が会社の定める年齢の

範囲内であること
  ⑷ 契約成立日（第１条）からその日を含めて、更新後契約の保険期間満了日ま

での期間が会社の定める期間内であること  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
９条（保険料の払込み）の１．および第11条（払
込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じ
た場合の取扱い）の２．の規定を準用します。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の第１回年
金額  

  更新前契約の保険期間満了日の第１回年金額と同額
とします。ただし、保険契約者は、更新前契約の保
険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取
扱いの範囲内で、更新後契約の第１回年金額を変更
して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶または⑷の条件
を満たさなくなるときは、その条件を満たす限
度まで保険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  

  項　目    内　容  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 年金の支払い（第３条・第４条）および告知義
務違反による解除（第18条・第19条）に関す
る規定について、更新後契約の保険期間は、こ
の保険契約から継続したものとして取り扱いま
す。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理（第36条・第37条）に準じて取
り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

   第24条  他の保険契約への加入

  １．保険契約者は、保険期間満了日の１か月前までに申し込んだときは、会社の取扱
いの範囲内で、この保険契約の被保険者を被保険者とする他の保険契約に加入す
ることができます。ただし、この保険契約の保険期間満了日の被保険者の年齢（第
35条）が70歳を超えるときは、この取扱いをしません。

  ２．他の保険契約への加入について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 加入する他の保険契約
の第１回保険料相当額
の払込み  

  第１回保険料相当額は、この保険契約の保険期間満
了日までに払い込むことを必要とします。  

  ⑵ 加入する他の保険契約
の責任開始の日  

  ⑴の規定により第１回保険料相当額が払い込まれた
ときは、加入する他の保険契約の普通保険約款の責
任開始に関する規定は適用せず、この保険契約の保
険期間満了日の翌日とします。  

  ⑶ 加入する他の保険契約
の保険金額  

  この保険契約の保険期間満了日の一時金額を限度と
します。  

  ⑷ 他の保険契約への加入
が行われたとき  

  保険金の支払いに関して、加入する他の保険契約の
保険期間は、この保険契約から継続したものとして
取り扱います。  

   第25条  第１回年金額の減額

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ
て第１回年金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の第１回
年金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．第１回年金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第26条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 第１回年金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  
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   第28条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
９条）が年払または半年払の場
合で、会社の定める方法により
計算した保険料の未経過分に相
当する返還金をいいます。ただ
し、１か月未満の端数は切り捨
てます。

   第29条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   11 解約等について

   第26条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第27条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ３．本条の１．に定めるほか、第１回年金の支払後は、年金の受取人は、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。この場合、会社は、本条の
２．の規定に準じて返戻金を年金の受取人に支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第27条  返戻金

  返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。ただし、第１回年金の支払日以後の返戻金額 ★ は、会社の定
める方法により計算します。

  ★「第１回年金の支払日以後の返戻金額」⇒「金額例表等について」（例表３）（P.861参照）  

   第28条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または第１回年金が支
払われた場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ があるときは、保険契
約者にこれを支払います。ただし、年金を支払うときはその受取人に支払います。

  ⑴ 年金の支払事由（第３条）または免責事由（第４条）に該当したとき（保険
契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第18条）または重大事由（第20条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第25条）または解約（第26条）されたとき  

   第29条  年金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす年金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過するま
での間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社に
その旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、年金の支払事由（第３条）
が生じ、会社が年金を支払うべきときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 支払うべき第１回年金
額が本条の２．の金額
以上の場合  

  支払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権
者等に支払い、その残額を年金の受取人に支払いま
す。  

  項　目    内　容  

  ⑵ 支払うべき第１回年金
額が本条の２．の金額
を下回る場合  

  年金の全部の支払いに代えて、一時金の請求があっ
たものとして取り扱います。この場合、支払うべき
金額の限度で、本条の２．の金額を債権者等に支払
い、その残額を年金の受取人に支払います。  

   12 年金の受取人および保険契約者について

   第30条  会社への通知による年金の受取人の変更

  １．保険契約者は、年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、被保険者の同意を
得たうえで、会社に対する通知 ★ により、年金の受取人を変更することができま
す。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者または被保険者に限り、特定生
活障害年金受取人は高度障害年金受取人と同一とします。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の年金の受取人に年金を支払った
ときは、その支払い後に変更後の年金の受取人から年金の請求を受けても、会社
はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第31条  遺言による年金の受取人の変更

  １．第30条（会社への通知による年金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約者は、
年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、法律上有効な遺言により、年金の
受取人を変更することができます。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者
または被保険者に限り、特定生活障害年金受取人は高度障害年金受取人と同一と
します。

  ２．本条の１．の年金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を生
じません。

  ３．本条の１．および２．による年金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第32条  年金の受取人の死亡

  １．年金の受取人が年金の支払事由（第３条）の発生以前に死亡したときは、その法
定相続人を年金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により年金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に法
定相続人がいないときは、本条の１．の規定により年金の受取人となった者のう
ち生存している他の年金の受取人を年金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により年金の受取人となった者が２人以上いるときは、そ
の受取割合は均等とします。

   第33条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、被保険者の
同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三者に承継させることができ
ます。

  ２．第１回年金を支払う場合には、その支払事由に該当した時に保険契約者のこの保
険契約上のすべての権利義務は、年金の受取人に承継されます。

  ３．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。
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   第28条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
９条）が年払または半年払の場
合で、会社の定める方法により
計算した保険料の未経過分に相
当する返還金をいいます。ただ
し、１か月未満の端数は切り捨
てます。

   第29条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   11 解約等について

   第26条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第27条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ３．本条の１．に定めるほか、第１回年金の支払後は、年金の受取人は、将来に向かっ
て、この保険契約の解約を請求することができます。この場合、会社は、本条の
２．の規定に準じて返戻金を年金の受取人に支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第27条  返戻金

  返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。ただし、第１回年金の支払日以後の返戻金額 ★ は、会社の定
める方法により計算します。

  ★「第１回年金の支払日以後の返戻金額」⇒「金額例表等について」（例表３）（P.861参照）  

   第28条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または第１回年金が支
払われた場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ があるときは、保険契
約者にこれを支払います。ただし、年金を支払うときはその受取人に支払います。

  ⑴ 年金の支払事由（第３条）または免責事由（第４条）に該当したとき（保険
契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第18条）または重大事由（第20条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第25条）または解約（第26条）されたとき  

   第29条  年金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす年金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過するま
での間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社に
その旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、年金の支払事由（第３条）
が生じ、会社が年金を支払うべきときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 支払うべき第１回年金
額が本条の２．の金額
以上の場合  

  支払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権
者等に支払い、その残額を年金の受取人に支払いま
す。  

  項　目    内　容  

  ⑵ 支払うべき第１回年金
額が本条の２．の金額
を下回る場合  

  年金の全部の支払いに代えて、一時金の請求があっ
たものとして取り扱います。この場合、支払うべき
金額の限度で、本条の２．の金額を債権者等に支払
い、その残額を年金の受取人に支払います。  

   12 年金の受取人および保険契約者について

   第30条  会社への通知による年金の受取人の変更

  １．保険契約者は、年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、被保険者の同意を
得たうえで、会社に対する通知 ★ により、年金の受取人を変更することができま
す。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者または被保険者に限り、特定生
活障害年金受取人は高度障害年金受取人と同一とします。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の年金の受取人に年金を支払った
ときは、その支払い後に変更後の年金の受取人から年金の請求を受けても、会社
はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第31条  遺言による年金の受取人の変更

  １．第30条（会社への通知による年金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約者は、
年金の支払事由（第３条）が発生するまでは、法律上有効な遺言により、年金の
受取人を変更することができます。ただし、高度障害年金受取人は、保険契約者
または被保険者に限り、特定生活障害年金受取人は高度障害年金受取人と同一と
します。

  ２．本条の１．の年金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を生
じません。

  ３．本条の１．および２．による年金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第32条  年金の受取人の死亡

  １．年金の受取人が年金の支払事由（第３条）の発生以前に死亡したときは、その法
定相続人を年金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により年金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に法
定相続人がいないときは、本条の１．の規定により年金の受取人となった者のう
ち生存している他の年金の受取人を年金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により年金の受取人となった者が２人以上いるときは、そ
の受取割合は均等とします。

   第33条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、第１回年金の支払事由（第３条）が生じる前に限り、被保険者の
同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三者に承継させることができ
ます。

  ２．第１回年金を支払う場合には、その支払事由に該当した時に保険契約者のこの保
険契約上のすべての権利義務は、年金の受取人に承継されます。

  ３．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。
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   第35条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第34条  保険契約者の代表者および年金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡年金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準じ

て取り扱います。高度障害年金および特定生活障害年金についても同様とします。

   13 契約年齢の計算等について

   第35条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第36条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第35条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは年金額を調整して処理します。

   第37条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または年金額を調整して
処理します。

   14 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第38条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．第１回年金の支払以前の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み
立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑹の保険契約に
対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てること
があります。この場合、⑸に該当する保険契約については、⑷に該当する保険契
約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
次のとおり支払います。

   第38条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険契約が更新されたときは、
更新日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条の１．において「５年ごと
応当日」といいます。

  ＊３ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  割当ての対象となる
保険契約  

  支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第１条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。ただし、その５年ごと応当日 ＊２ の
前日までの保険料がすべて払い込まれている場
合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．第１回年金または一時金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．一時金の支払以外により保険契約が消滅す

るときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約  

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が更新
（第23条）されるときは、次のとおり取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日から積み立てま

す。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約の社

員配当金については、更新後契約においても引
き続き積み立て、更新日以後、⑴の規定を適用
します。  

  ⑶ 次の事業年度中に保険
契約の転換により消滅
する保険契約  

  責任準備金に加えて取り扱います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、一時金の支
払いにより消滅する保
険契約 ＊３   

  一時金とともにその受取人に支払います。  

  ⑸ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵から⑷
以外の事由により消滅
する保険契約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡  

  ⑹ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して第１回年金を
支払う保険契約  

  第１回年金とともにその受取人に支払います。  

  ２．第１回年金の支払後の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み立
てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑷の保険契約に対
して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てることが
あります。この場合、⑷に該当する保険契約については、⑶に該当する保険契約
に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
次のとおり支払います。
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   第35条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第34条  保険契約者の代表者および年金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡年金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準じ

て取り扱います。高度障害年金および特定生活障害年金についても同様とします。

   13 契約年齢の計算等について

   第35条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第36条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第35条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは年金額を調整して処理します。

   第37条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または年金額を調整して
処理します。

   14 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第38条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．第１回年金の支払以前の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み
立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑹の保険契約に
対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てること
があります。この場合、⑸に該当する保険契約については、⑷に該当する保険契
約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
次のとおり支払います。

   第38条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険契約が更新されたときは、
更新日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条の１．において「５年ごと
応当日」といいます。

  ＊３ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  割当ての対象となる
保険契約  

  支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第１条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。ただし、その５年ごと応当日 ＊２ の
前日までの保険料がすべて払い込まれている場
合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．第１回年金または一時金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．一時金の支払以外により保険契約が消滅す

るときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約  

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が更新
（第23条）されるときは、次のとおり取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日から積み立てま

す。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約の社

員配当金については、更新後契約においても引
き続き積み立て、更新日以後、⑴の規定を適用
します。  

  ⑶ 次の事業年度中に保険
契約の転換により消滅
する保険契約  

  責任準備金に加えて取り扱います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、一時金の支
払いにより消滅する保
険契約 ＊３   

  一時金とともにその受取人に支払います。  

  ⑸ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵から⑷
以外の事由により消滅
する保険契約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡  

  ⑹ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して第１回年金を
支払う保険契約  

  第１回年金とともにその受取人に支払います。  

  ２．第１回年金の支払後の保険契約については、会社は、定款の規定によって積み立
てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑷の保険契約に対
して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てることが
あります。この場合、⑷に該当する保険契約については、⑶に該当する保険契約
に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金は、
次のとおり支払います。
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  第38条  補足説明

 ＊  ４ 第１回年金の支払日の５年
ごとの応当日

  本条の２．において「５年ごと
応当日」といいます。

   第41条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第１条）
の応当日（年単位）をいいます。

  割当ての対象となる
保険契約  

  支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日の５年
ごとの応当日 ＊４ が到来
する保険契約（⑵に該
当 す る 場 合 を 除 き ま
す。）  

  ① その５年ごと応当日 ＊４ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、保険契
約が消滅したとき、または年金の受取人から請
求があったときに、年金の受取人に支払います。  

  ⑵ 次の事業年度中に最終
の年金を支払う保険契
約  

  最終の年金とともにその受取人に支払います。  

  ⑶ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊４ からその日を含め
て１年を経過して、年
金の受取人の死亡によ
り消滅する保険契約  

  年金の受取人の相続人に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊４ からその日を含め
て１年を経過して、⑵
または⑶以外の事由に
より消滅する保険契約  

  年金の受取人に支払います。  

  ３．会社は、本条の１．および２．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、
これを支払うことがあります。

  ４．保険契約者または年金の受取人からの請求により社員配当金または特別配当金を
支払うときは、第７条（年金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   15 その他

   第39条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第40条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第41条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の年金の支払事由（第３条）にかかわる次のいずれかの事
由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがありま
す。

  第41条  補足説明

   ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第42条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第14条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第44条  補足説明

  ＊１ 年金の受取人
  年金の受取人が２人以上いると
きは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第26条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第42条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 第１回年金額と未払いの年金現価の合計額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ 
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第43条  時効

  年金・一時金・支払うべき未払いの年金現価（第３条）、返戻金（第27条）また
は社員配当金（第38条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使
できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第44条  管轄裁判所

  １．この保険契約における年金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在地
または年金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地を管
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  第38条  補足説明

 ＊  ４ 第１回年金の支払日の５年
ごとの応当日

  本条の２．において「５年ごと
応当日」といいます。

   第41条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第１条）
の応当日（年単位）をいいます。

  割当ての対象となる
保険契約  

  支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日の５年
ごとの応当日 ＊４ が到来
する保険契約（⑵に該
当 す る 場 合 を 除 き ま
す。）  

  ① その５年ごと応当日 ＊４ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、保険契
約が消滅したとき、または年金の受取人から請
求があったときに、年金の受取人に支払います。  

  ⑵ 次の事業年度中に最終
の年金を支払う保険契
約  

  最終の年金とともにその受取人に支払います。  

  ⑶ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊４ からその日を含め
て１年を経過して、年
金の受取人の死亡によ
り消滅する保険契約  

  年金の受取人の相続人に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に第１
回年金の支払日および
直 前 の ５ 年 ご と 応 当
日 ＊４ からその日を含め
て１年を経過して、⑵
または⑶以外の事由に
より消滅する保険契約  

  年金の受取人に支払います。  

  ３．会社は、本条の１．および２．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、
これを支払うことがあります。

  ４．保険契約者または年金の受取人からの請求により社員配当金または特別配当金を
支払うときは、第７条（年金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   15 その他

   第39条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第40条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第41条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の年金の支払事由（第３条）にかかわる次のいずれかの事
由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがありま
す。

  第41条  補足説明

   ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第42条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第14条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第44条  補足説明

  ＊１ 年金の受取人
  年金の受取人が２人以上いると
きは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第26条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第42条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 第１回年金額と未払いの年金現価の合計額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ 
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第43条  時効

  年金・一時金・支払うべき未払いの年金現価（第３条）、返戻金（第27条）また
は社員配当金（第38条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使
できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第44条  管轄裁判所

  １．この保険契約における年金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在地
または年金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地を管
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   轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。
  ２．この保険契約における一時金または支払うべき未払いの年金現価の請求に関する

訴訟については、本条の１．の規定を準用します。

   16 特則について

   第45条  年金の受取人が２人以上いる場合の特則

  年金の受取人が２人以上いる場合には、第３条（年金の支払い）の２．－⑴－⑤
中、「年金の受取人が」とあるのを「年金の受取人の代表者が」と、「年金の受取
人の相続人」とあるのをすべて「年金の受取人」とそれぞれ読み替えます。

   

   別表１　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

と
な
る
高
度
障
害
状
態  

高
度
障
害
年
金
支
払
の
対
象

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

支
払
の
対
象
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る
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体
障
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の
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  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合
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   轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。
  ２．この保険契約における一時金または支払うべき未払いの年金現価の請求に関する

訴訟については、本条の１．の規定を準用します。

   16 特則について

   第45条  年金の受取人が２人以上いる場合の特則

  年金の受取人が２人以上いる場合には、第３条（年金の支払い）の２．－⑴－⑤
中、「年金の受取人が」とあるのを「年金の受取人の代表者が」と、「年金の受取
人の相続人」とあるのをすべて「年金の受取人」とそれぞれ読み替えます。

   

   別表１　対象となる高度障害状態および身体障害の状態
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  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  
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  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合
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わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表２　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表３　臓器移植術
  「臓器移植術」とは、臓器の機能に障害がある者に対する臓器の機能の回復または付与を目的とした移植術をいいます。なお、
移植術はヒトからヒトへの同種移植に限るものとし、異種移植（注１）、自家移植（注２）および再移植（注３）は含みません。
  注
  １．異種移植

  「異種移植」とは、ヒトと種の異なる個体から得た臓器を使用する移植術をいいます。
  ２．自家移植

  「自家移植」とは、臓器の提供者と受容者が同一人である移植術をいいます。
  ３．再移植

  「再移植」とは、すでに受けたことのある臓器の移植術と同一の臓器についての移植術を再度受けることをいいます。

  別表４　病院または診療所
  「病院または診療所」とは、次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所
  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設　

  別表５　臓器売買等の行為
  「臓器売買等の行為」とは、次の⑴から⑸のいずれかに該当するものをいいます。
  ⑴ 移植術に使用されるための臓器を提供することもしくは提供したことの対価（注）として財産上の利益の供与を受け、また

はその要求もしくは約束をすること。
  ⑵ 移植術に使用されるための臓器の提供を受けることもしくは受けたことの対価（注）として財産上の利益を供与し、または

その申込みもしくは約束をすること。
  ⑶ 移植術に使用されるための臓器を提供することもしくはその提供を受けることのあっせんをすることもしくはあっせんした

ことの対価（注）として財産上の利益の供与を受け、またはその要求もしくは約束をすること。
  ⑷ 移植術に使用されるための臓器を提供することもしくはその提供を受けることのあっせんを受けることもしくはあっせんを

受けたことの対価（注）として財産上の利益を供与し、またはその申込みもしくは約束をすること。
  ⑸ 臓器が⑴から⑷の規定のいずれかに違反する行為に係るものであることを知って、当該臓器を摘出しまたは移植術に使用す

ること。
  注
  ⑴から⑷までの対価には、交通、通信、移植術に使用されるための臓器の摘出、保存もしくは移送または移植術等に必要となる
費用であって、移植術に使用されるための臓器を提供することもしくはその提供を受けることまたはそのあっせんをすることに
関して通常必要であると認められるものは、含まれません。

  別表６　永久的人工臓器
  「永久的人工臓器」とは、次のいずれかをいいます。
  ⑴ 永久的脳深部刺激装置

  「永久的脳深部刺激装置」とは、電極を体内に永久的に埋め込み、脳に電気的刺激を与えて神経回路の機能を調節する装置
をいいます。なお、「永久的脳深部刺激装置」には、脊髄や末梢神経に対する電極装置は含みません。

  ⑵ 永久的心臓ペースメーカーまたは永久的埋込型（補助）人工心臓
  「永久的心臓ペースメーカー」とは、電極を体内に永久的に埋め込み、心臓に電気的刺激を与えて心拍動を発生させる装置
をいいます。「永久的埋込型（補助）人工心臓」とは、血液ポンプおよび制御駆動装置を体内に永久的に埋め込み、心臓の
拍出機能を代行する装置をいいます。また、心臓移植を行うことを前提とした埋め込みの場合には、「永久的埋込型（補助）
人工心臓」とみなして取り扱います。なお、「永久的心臓ペースメーカーまたは永久的埋込型（補助）人工心臓」には、埋
込型除細動器を含み、人工心肺、経皮的心肺補助装置、体外式（補助）人工心臓、大動脈バルーンカテーテルは含みません。

  ⑶ 永久的人工膀胱
  「永久的人工膀胱」とは、空置した腸管に尿管を吻合のうえ、その腸管を体外に永久的に開放し、膀胱の蓄尿および排尿の
機能を代行するものをいいます。ただし、膀胱を全摘出している場合に限ります。なお、膀胱を全摘出し尿路変更術（注）
を行ったものは、永久的人工膀胱を造設したものとみなして取り扱います。

  ⑷ 永久的人工肛門
  「永久的人工肛門」とは、腸管を体外に永久的に開放し、その腸管より腸内容を体外に排出するものをいいます。ただし、
単孔式の場合に限ります。

  注
  尿路変更術
  「尿路変更術」とは、正常尿流の経路を変更して、尿を体外に誘導し排出するために行う手術をいいます。

  別表７　慢性腎不全および慢性呼吸不全
  「慢性腎不全」および「慢性呼吸不全」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、
分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」
によるものとします。

  疾病名    分類項目    基本分類コード  

    ⑴ 慢性腎不全    
  高血圧性腎疾患（Ⅰ12）のうち、      
  　腎不全を伴う高血圧性腎疾患    Ⅰ12.0  
  慢性腎不全    N18  

  ⑵ 慢性呼吸不全  
  呼吸不全、他に分類されないもの（J96）のうち、      
  　慢性呼吸不全    J96.1  

  別表８　人工透析療法
  「人工透析療法」とは、血液透析法または腹膜灌流法により血液浄化を行う療法をいいます。ただし、一時的な人工透析療法は
除きます。
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わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表２　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表３　臓器移植術
  「臓器移植術」とは、臓器の機能に障害がある者に対する臓器の機能の回復または付与を目的とした移植術をいいます。なお、
移植術はヒトからヒトへの同種移植に限るものとし、異種移植（注１）、自家移植（注２）および再移植（注３）は含みません。
  注
  １．異種移植

  「異種移植」とは、ヒトと種の異なる個体から得た臓器を使用する移植術をいいます。
  ２．自家移植

  「自家移植」とは、臓器の提供者と受容者が同一人である移植術をいいます。
  ３．再移植

  「再移植」とは、すでに受けたことのある臓器の移植術と同一の臓器についての移植術を再度受けることをいいます。

  別表４　病院または診療所
  「病院または診療所」とは、次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所
  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設　

  別表５　臓器売買等の行為
  「臓器売買等の行為」とは、次の⑴から⑸のいずれかに該当するものをいいます。
  ⑴ 移植術に使用されるための臓器を提供することもしくは提供したことの対価（注）として財産上の利益の供与を受け、また

はその要求もしくは約束をすること。
  ⑵ 移植術に使用されるための臓器の提供を受けることもしくは受けたことの対価（注）として財産上の利益を供与し、または

その申込みもしくは約束をすること。
  ⑶ 移植術に使用されるための臓器を提供することもしくはその提供を受けることのあっせんをすることもしくはあっせんした

ことの対価（注）として財産上の利益の供与を受け、またはその要求もしくは約束をすること。
  ⑷ 移植術に使用されるための臓器を提供することもしくはその提供を受けることのあっせんを受けることもしくはあっせんを

受けたことの対価（注）として財産上の利益を供与し、またはその申込みもしくは約束をすること。
  ⑸ 臓器が⑴から⑷の規定のいずれかに違反する行為に係るものであることを知って、当該臓器を摘出しまたは移植術に使用す

ること。
  注
  ⑴から⑷までの対価には、交通、通信、移植術に使用されるための臓器の摘出、保存もしくは移送または移植術等に必要となる
費用であって、移植術に使用されるための臓器を提供することもしくはその提供を受けることまたはそのあっせんをすることに
関して通常必要であると認められるものは、含まれません。

  別表６　永久的人工臓器
  「永久的人工臓器」とは、次のいずれかをいいます。
  ⑴ 永久的脳深部刺激装置

  「永久的脳深部刺激装置」とは、電極を体内に永久的に埋め込み、脳に電気的刺激を与えて神経回路の機能を調節する装置
をいいます。なお、「永久的脳深部刺激装置」には、脊髄や末梢神経に対する電極装置は含みません。

  ⑵ 永久的心臓ペースメーカーまたは永久的埋込型（補助）人工心臓
  「永久的心臓ペースメーカー」とは、電極を体内に永久的に埋め込み、心臓に電気的刺激を与えて心拍動を発生させる装置
をいいます。「永久的埋込型（補助）人工心臓」とは、血液ポンプおよび制御駆動装置を体内に永久的に埋め込み、心臓の
拍出機能を代行する装置をいいます。また、心臓移植を行うことを前提とした埋め込みの場合には、「永久的埋込型（補助）
人工心臓」とみなして取り扱います。なお、「永久的心臓ペースメーカーまたは永久的埋込型（補助）人工心臓」には、埋
込型除細動器を含み、人工心肺、経皮的心肺補助装置、体外式（補助）人工心臓、大動脈バルーンカテーテルは含みません。

  ⑶ 永久的人工膀胱
  「永久的人工膀胱」とは、空置した腸管に尿管を吻合のうえ、その腸管を体外に永久的に開放し、膀胱の蓄尿および排尿の
機能を代行するものをいいます。ただし、膀胱を全摘出している場合に限ります。なお、膀胱を全摘出し尿路変更術（注）
を行ったものは、永久的人工膀胱を造設したものとみなして取り扱います。

  ⑷ 永久的人工肛門
  「永久的人工肛門」とは、腸管を体外に永久的に開放し、その腸管より腸内容を体外に排出するものをいいます。ただし、
単孔式の場合に限ります。

  注
  尿路変更術
  「尿路変更術」とは、正常尿流の経路を変更して、尿を体外に誘導し排出するために行う手術をいいます。

  別表７　慢性腎不全および慢性呼吸不全
  「慢性腎不全」および「慢性呼吸不全」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、
分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」
によるものとします。

  疾病名    分類項目    基本分類コード  

    ⑴ 慢性腎不全    
  高血圧性腎疾患（Ⅰ12）のうち、      
  　腎不全を伴う高血圧性腎疾患    Ⅰ12.0  
  慢性腎不全    N18  

  ⑵ 慢性呼吸不全  
  呼吸不全、他に分類されないもの（J96）のうち、      
  　慢性呼吸不全    J96.1  

  別表８　人工透析療法
  「人工透析療法」とは、血液透析法または腹膜灌流法により血液浄化を行う療法をいいます。ただし、一時的な人工透析療法は
除きます。
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  別表９　在宅酸素療法
  「在宅酸素療法」とは、安定した病態にある者が、在宅にて自らが液体酸素装置、酸素濃縮装置または高圧酸素ボンベ（人工呼
吸装置および陽圧呼吸装置は含みません。）により酸素吸入を行う療法をいい、公的医療保険制度（注１）に基づく医科診療報
酬点数表（注２）に在宅療養指導管理料の算定対象として定められている在宅酸素療法とします。ただし、一時的な在宅酸素療
法は除きます。
  注
  １．公的医療保険制度

  「公的医療保険制度」とは、次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  ２．医科診療報酬点数表
  「医科診療報酬点数表」とは、特定生活障害年金（在宅酸素療法）の第１回年金の支払事由に該当した時点において、厚生
労働省告示に基づき定められている医科診療報酬点数表をいいます。

  

別表10　年金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．死亡年金の支払い  

  第１回年金の場合
  ⑴ 死亡年金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡年金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  ２．高度障害年金の支払い  

  第１回年金の場合
  ⑴ 高度障害年金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 高度障害年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 高度障害年金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  ３．特定生活障害年金の支払い  

  第１回年金の場合
  ⑴ 特定生活障害年金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書（日本国外にある医療機関における臓器移植術

（別表３）についてはさらに、特定生活障害年金（臓器移植）の第１回年金の支払事
由に定める日本国内の医師の診断書）

  ⑶ 不慮の事故（別表２）であることを証明する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 特定生活障害年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 特定生活障害年金の受取人の印鑑証明書
  ⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 年金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。
  ⑶ ２．および３．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  
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  別表９　在宅酸素療法
  「在宅酸素療法」とは、安定した病態にある者が、在宅にて自らが液体酸素装置、酸素濃縮装置または高圧酸素ボンベ（人工呼
吸装置および陽圧呼吸装置は含みません。）により酸素吸入を行う療法をいい、公的医療保険制度（注１）に基づく医科診療報
酬点数表（注２）に在宅療養指導管理料の算定対象として定められている在宅酸素療法とします。ただし、一時的な在宅酸素療
法は除きます。
  注
  １．公的医療保険制度

  「公的医療保険制度」とは、次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  ２．医科診療報酬点数表
  「医科診療報酬点数表」とは、特定生活障害年金（在宅酸素療法）の第１回年金の支払事由に該当した時点において、厚生
労働省告示に基づき定められている医科診療報酬点数表をいいます。

  

別表10　年金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．死亡年金の支払い  

  第１回年金の場合
  ⑴ 死亡年金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡年金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  ２．高度障害年金の支払い  

  第１回年金の場合
  ⑴ 高度障害年金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 高度障害年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 高度障害年金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  ３．特定生活障害年金の支払い  

  第１回年金の場合
  ⑴ 特定生活障害年金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書（日本国外にある医療機関における臓器移植術

（別表３）についてはさらに、特定生活障害年金（臓器移植）の第１回年金の支払事
由に定める日本国内の医師の診断書）

  ⑶ 不慮の事故（別表２）であることを証明する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 特定生活障害年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 特定生活障害年金の受取人の印鑑証明書
  ⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  第２回以後の年金の場合
  ⑴ 年金支払請求書
  ⑵ 年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑶ 年金の受取人の印鑑証明書  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 年金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。
  ⑶ ２．および３．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  
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   18 その他
   第₄₂条 被保険者の業務の変更、転居および旅行………
   第₄₃条 保険契約者の住所の変更…………………………
   第₄₄条 契約内容の登録……………………………………
   第₄₅条 時効…………………………………………………
   第₄₆条 管轄裁判所…………………………………………

   19 特則について
   第₄₇条 団体定期保険契約等からこの保険契約へ加

入する場合の特則…………………………………
   

   ５年ごと利差配当付普通終身保険（低解約返戻金型）普通保険約款目次   ５年ごと利差配当付普通終身保険（低解約返戻金型）普通保険約款  
  （実施　平22.4.2 ／改正　平26.10.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡または所定の高度障害状態に対する保障  
  保険金の種類    ⑴ 死亡保険金

  ⑵ 高度障害保険金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    保険契約者のこの保険契約の継続に資するため、一定期間の返戻金の水準を低く設定し、これを
保険料に反映します。  

   １ 低解約返戻金期間について

   第１条  低解約返戻金期間

  低解約返戻金期間は、返戻金（第30条）の水準を低く設定している期間をいい、
保険料払込期間とします。ただし、保険料払込期間が終身の場合には、契約成立
日（第２条）から被保険者の年齢が85歳となる契約成立日の応当日（年単位）
の前日までの期間とします。

   ２ 保障の開始について

   第２条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第20条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第38条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  
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  この保険の特色  

  目的・内容    死亡または所定の高度障害状態に対する保障  
  保険金の種類    ⑴ 死亡保険金

  ⑵ 高度障害保険金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    保険契約者のこの保険契約の継続に資するため、一定期間の返戻金の水準を低く設定し、これを
保険料に反映します。  

   １ 低解約返戻金期間について

   第１条  低解約返戻金期間

  低解約返戻金期間は、返戻金（第30条）の水準を低く設定している期間をいい、
保険料払込期間とします。ただし、保険料払込期間が終身の場合には、契約成立
日（第２条）から被保険者の年齢が85歳となる契約成立日の応当日（年単位）
の前日までの期間とします。

   ２ 保障の開始について

   第２条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第20条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第38条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  
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   ３ 保険金の支払いについて

   第３条  保険金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して保険金をその受取人に支払います。ただし、免責
事由（第４条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中
に死亡したとき  

  保険金額    

  

死
亡
保
険
金
受
取
人  

  

高
度
障
害
保
険
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によっ
て保険期間中に高度障害状態（別表１ ★ ）になっ
たとき  

  

高
度
障
害
保
険
金
受
取
人  

  ２．保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 死亡保険金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑵ 高度障害保険金について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害保険金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき　  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原因 ＊２ に
よる障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表
１ ★ ）になったときは、高度障害保険金の支払事由
が生じたものとします。  

③ 被保険者が、責任開始
の時＊１前に生じた原因
により高度障害状態（別
表１★）になったとき

次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時＊１

以後の疾病によるものとみなします。
ア． この保険契約の締結の際＊３に、会社が、告知（第

20条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾病
によるものとみなしません。

イ． その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病によるものとみなしません。

    第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第２条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、高度障害保険金につ
いては、この保険契約の復活（第
17条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。
の時とします。

 ＊３ この保険契約の締結の際
この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。 

  項　目    内　容  

  ④ 高度障害保険金の支払
事由が生じた場合で、
その支払前に死亡保険
金の支払請求を受け、
死亡保険金が支払われ
るとき  

  高度障害保険金の支払事由が生じないで被保険者が
死亡したものとして取り扱い、高度障害保険金は支
払いません。  

  ⑤ 高 度 障 害 保 険 金 を 支
払ったとき  

  この保険契約は、その支払事由が生じた時にさかの
ぼって消滅します。  

  ★別表１（P.170参照）  

   第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、保険
金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても保険金を支払わない場合）  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡保険金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第17条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

高
度
障
害
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表１ ★ ）になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡保険金また
は高度障害保険金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、保険金の金額の一部または全部を支払います。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡保険金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表１（P.170参照）  

   ４ 保険金の支払請求手続について

   第５条  保険金の支払請求手続

  １．保険金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）をすみ

   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第２条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
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   ３ 保険金の支払いについて

   第３条  保険金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して保険金をその受取人に支払います。ただし、免責
事由（第４条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中
に死亡したとき  

  保険金額    

  

死
亡
保
険
金
受
取
人  

  

高
度
障
害
保
険
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によっ
て保険期間中に高度障害状態（別表１ ★ ）になっ
たとき  

  

高
度
障
害
保
険
金
受
取
人  

  ２．保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 死亡保険金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑵ 高度障害保険金について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害保険金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき　  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原因 ＊２ に
よる障害状態が新たに加わって高度障害状態（別表
１ ★ ）になったときは、高度障害保険金の支払事由
が生じたものとします。  

③ 被保険者が、責任開始
の時＊１前に生じた原因
により高度障害状態（別
表１★）になったとき

次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時＊１

以後の疾病によるものとみなします。
ア． この保険契約の締結の際＊３に、会社が、告知（第

20条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾病
によるものとみなしません。

イ． その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病によるものとみなしません。

    第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第２条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、高度障害保険金につ
いては、この保険契約の復活（第
17条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。
の時とします。

 ＊３ この保険契約の締結の際
この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。 

  項　目    内　容  

  ④ 高度障害保険金の支払
事由が生じた場合で、
その支払前に死亡保険
金の支払請求を受け、
死亡保険金が支払われ
るとき  

  高度障害保険金の支払事由が生じないで被保険者が
死亡したものとして取り扱い、高度障害保険金は支
払いません。  

  ⑤ 高 度 障 害 保 険 金 を 支
払ったとき  

  この保険契約は、その支払事由が生じた時にさかの
ぼって消滅します。  

  ★別表１（P.170参照）  

   第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、保険
金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても保険金を支払わない場合）  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡保険金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第17条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

高
度
障
害
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表１ ★ ）になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡保険金また
は高度障害保険金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、保険金の金額の一部または全部を支払います。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡保険金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表１（P.170参照）  

   ４ 保険金の支払請求手続について

   第５条  保険金の支払請求手続

  １．保険金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）をすみ

   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第２条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
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   第５条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第６条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

やかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。
  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、保険金の全部またはその相当部分を死亡

退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当す
ることが確認されているときは、死亡保険金受取人または高度障害保険金受取人
は保険金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必要書類を提出するこ
とを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そ
のうちの１人からの提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡保険金受取人または高
度障害保険金受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 保険金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.172参照）  

   第６条  保険金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で保険金を支払います。

  ２．会社は、保険金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から保険金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、保険金を支払うべき期限は、必要書類（別表
３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 保険金の支払事由（第３条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 保険金支払いの免責事由（第４条）
に該当する可能性がある場合  

  保険金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第21条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第23
条）、詐欺（第18条）または不法
取得目的（第19条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第23条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは保険金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは保
険金請求の意図に関する保険契約の締
結時から保険金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、保険金を支払うべき期
限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めてそ
れぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

 第６条  補足説明

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第７条  補足説明

  ＊１ 保険金
  保険金とともに支払われる金銭
を含みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第２条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第17条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または保
険金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、保険金の受取人（保険金の
受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または保険金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は保
険金を支払いません。

  ★別表３（P.172参照）  

   ５ 保険金の支払方法の選択について

   第７条  保険金の支払方法の選択

  保険金が支払われるときは、保険金の受取人は、会社の取扱いの範囲内で、保険
金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することが
できます。

   ６ 保険料の払込免除について

   第８条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第11条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第９条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

払
込
免
除　
　
　

  

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表１ ★ ）になっ
たとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮
の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原因とする
障害状態が新たに加わって、その事故の日からその
日を含めて180日以内に身体障害の状態（別表
１ ★ ）になったときは、保険料の払込免除事由が生
じたものとします。  
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   第５条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第６条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

やかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。
  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、保険金の全部またはその相当部分を死亡

退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当す
ることが確認されているときは、死亡保険金受取人または高度障害保険金受取人
は保険金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必要書類を提出するこ
とを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そ
のうちの１人からの提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡保険金受取人または高
度障害保険金受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 保険金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.172参照）  

   第６条  保険金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で保険金を支払います。

  ２．会社は、保険金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から保険金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、保険金を支払うべき期限は、必要書類（別表
３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 保険金の支払事由（第３条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 保険金支払いの免責事由（第４条）
に該当する可能性がある場合  

  保険金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第21条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第23
条）、詐欺（第18条）または不法
取得目的（第19条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第23条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは保険金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは保
険金請求の意図に関する保険契約の締
結時から保険金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、保険金を支払うべき期
限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めてそ
れぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

 第６条  補足説明

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第７条  補足説明

  ＊１ 保険金
  保険金とともに支払われる金銭
を含みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第２条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第17条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または保
険金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、保険金の受取人（保険金の
受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または保険金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は保
険金を支払いません。

  ★別表３（P.172参照）  

   ５ 保険金の支払方法の選択について

   第７条  保険金の支払方法の選択

  保険金が支払われるときは、保険金の受取人は、会社の取扱いの範囲内で、保険
金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することが
できます。

   ６ 保険料の払込免除について

   第８条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第11条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第９条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

払
込
免
除　
　
　

  

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表１ ★ ）になっ
たとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮
の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原因とする
障害状態が新たに加わって、その事故の日からその
日を含めて180日以内に身体障害の状態（別表
１ ★ ）になったときは、保険料の払込免除事由が生
じたものとします。  
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  項　目    内　容  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第11
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第２条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表１（P.170参照）、別表２（P.171参照）  

   第９条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第８条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

（保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表１ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表１（P.170参照）  

   ７ 保険料の払込免除の請求手続について

   第10条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第８条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第６条（保険金の支払時期）
の規定を準用します。

  ★別表３（P.172参照）  

   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第12条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   ８ 保険料の払込みについて

   第11条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２     

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第12条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第12条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
11条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第11条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第11条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき　  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第13条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第11条）の契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（保険金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。
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  項　目    内　容  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第11
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第２条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表１（P.170参照）、別表２（P.171参照）  

   第９条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第８条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

（保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表１ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表１（P.170参照）  

   ７ 保険料の払込免除の請求手続について

   第10条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第８条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第６条（保険金の支払時期）
の規定を準用します。

  ★別表３（P.172参照）  

   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第12条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   ８ 保険料の払込みについて

   第11条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２     

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第12条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第12条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
11条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第11条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第11条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき　  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第13条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第11条）の契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（保険金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。
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  第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第11条）までに、保険金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除
事由（第８条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 保険金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。  
  ⑵ 保険料の払込みを免除

するとき  
  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第14条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
11条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率  で割り引

きます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率  に

よる利息をつけて、これを前納金に繰り入れま
す。

  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第２条）の応
当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率  で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 保険金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

  ★「会社の定める率」、「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、
最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せ
ください。当社ホームページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第15条  保険料の振替貸付

  １．保険料が払い込まれずに猶予期間（第11条）が満了したときは、あらかじめ保
険契約者から反対の申出がない限り、会社は、次の金額を保険契約者に貸し付け
て、保険料に充当します。

  ⑴ 年払契約および半年払契約の場合には、保険料に相当する金額
  ⑵ 月払契約の場合には、６か月分の保険料に相当する金額。ただし、本条の２．

－⑴の規定により６か月分の保険料に相当する金額の貸付ができないとき
は、貸付ができる範囲で最も多い月数分の保険料に相当する金額とします。  

  ２．保険料の振替貸付について、次のとおり取り扱います。

   第15条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  本条の１．に規定する金額を保
険料として払い込んだものとみ
なして第30条（返戻金）の規
定により計算し、本条または第
24条（保険契約者に対する貸
付）の規定による貸付金がある
ときは、貸付元利金を差し引い
た残額とします。

＊２ 保険料
本条の規定による貸付金により
充当される最終の月の保険料と
します。

  ＊３ 本条の規定による貸付金と
その利息との合計額

  第24条（保険契約者に対する
貸付）の規定による貸付金があ
るときは、貸付元利金を含んだ
金額とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 貸付金とその利息との
合計額が返戻金額 ＊１ を
超えるとき  

  本条の規定による貸付は行いません。  

  ⑵ 貸付金の利息  ① 年払契約の場合
未払込保険料の払込猶予期間満了日（第11条）
の翌日以後、年８％以下の会社の定める利率
で計算し、未払込保険料の払込猶予期間満了日
の翌日以後１年経過するごとに元金に繰り入れ
ます。

② 半年払契約の場合
未払込保険料の払込猶予期間満了日の翌日以
後、半年４％以下の会社の定める利率 で計算
し、未払込保険料の払込猶予期間満了日の翌日
以後半年経過するごとに元金に繰り入れます。

③ 月払契約の場合
保険料＊２の払込期月に対応する払込猶予期間
満了日の翌日以後、月８/12％以下の会社の定
める利率 で計算し、保険料＊２の払込期月に対
応する払込猶予期間満了日の翌日以後半年経過
するごとに元金に繰り入れます。ただし、本条
の規定による貸付が行われた後に、新たに本条
の規定による貸付が行われる場合で、直前の貸
付金の利息を元金に繰り入れる前に新たな貸付
金の利息が起算されるときは、直前の貸付金の
利息は、新たな貸付金の利息の起算日に元金に
繰り入れます。

  ⑶ 本条の規定による貸付
金とその利息との合計
額 ＊３ が返戻金額を超え
たとき  

  保険契約者は、貸付元利金と返戻金額の差額以上の
金額を払い込むことを必要とします。この場合、会
社は、その旨を保険契約者に通知します。  

  ⑷ 会社が⑶の通知を発し
た日を含む月の翌月末
日までに、貸付元利金
と返戻金額の差額以上
の金額が払い込まれな
いとき  

  この保険契約は、会社が⑶の通知を発した日を含む
月の翌々月１日から効力を失います。  

  ⑸ 貸付金の精算    会社は、次のときに、支払うべき金額から貸付元利
金を差し引きます。
  ① 保険金が支払われるとき
  ② 保険金額が減額（第28条）されたとき
  ③ ①以外の事由によってこの保険契約が消滅した

とき  
  ⑹ 本条の規定による貸付

を行わなかったものと
するとき  

  本条の規定による貸付が行われた場合でも、猶予期
間満了日の翌日からその日を含めて３か月以内に保
険契約者から次のいずれかの請求があったときは、
本条の規定による貸付を行わなかったものとして、
その請求による取扱いを行います。
  ① この保険契約の解約（第29条）
  ② 払済養老保険または払済終身保険への変更（第

27条）。ただし、この保険契約が効力を失って
いる場合（第16条）を除きます。  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  
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  第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第11条）までに、保険金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除
事由（第８条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 保険金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。  
  ⑵ 保険料の払込みを免除

するとき  
  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第14条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
11条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率  で割り引

きます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率  に

よる利息をつけて、これを前納金に繰り入れま
す。

  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第２条）の応
当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率  で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 保険金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

  ★「会社の定める率」、「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、
最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せ
ください。当社ホームページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第15条  保険料の振替貸付

  １．保険料が払い込まれずに猶予期間（第11条）が満了したときは、あらかじめ保
険契約者から反対の申出がない限り、会社は、次の金額を保険契約者に貸し付け
て、保険料に充当します。

  ⑴ 年払契約および半年払契約の場合には、保険料に相当する金額
  ⑵ 月払契約の場合には、６か月分の保険料に相当する金額。ただし、本条の２．

－⑴の規定により６か月分の保険料に相当する金額の貸付ができないとき
は、貸付ができる範囲で最も多い月数分の保険料に相当する金額とします。  

  ２．保険料の振替貸付について、次のとおり取り扱います。

   第15条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  本条の１．に規定する金額を保
険料として払い込んだものとみ
なして第30条（返戻金）の規
定により計算し、本条または第
24条（保険契約者に対する貸
付）の規定による貸付金がある
ときは、貸付元利金を差し引い
た残額とします。

＊２ 保険料
本条の規定による貸付金により
充当される最終の月の保険料と
します。

  ＊３ 本条の規定による貸付金と
その利息との合計額

  第24条（保険契約者に対する
貸付）の規定による貸付金があ
るときは、貸付元利金を含んだ
金額とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 貸付金とその利息との
合計額が返戻金額 ＊１ を
超えるとき  

  本条の規定による貸付は行いません。  

  ⑵ 貸付金の利息  ① 年払契約の場合
未払込保険料の払込猶予期間満了日（第11条）
の翌日以後、年８％以下の会社の定める利率
で計算し、未払込保険料の払込猶予期間満了日
の翌日以後１年経過するごとに元金に繰り入れ
ます。

② 半年払契約の場合
未払込保険料の払込猶予期間満了日の翌日以
後、半年４％以下の会社の定める利率 で計算
し、未払込保険料の払込猶予期間満了日の翌日
以後半年経過するごとに元金に繰り入れます。

③ 月払契約の場合
保険料＊２の払込期月に対応する払込猶予期間
満了日の翌日以後、月８/12％以下の会社の定
める利率 で計算し、保険料＊２の払込期月に対
応する払込猶予期間満了日の翌日以後半年経過
するごとに元金に繰り入れます。ただし、本条
の規定による貸付が行われた後に、新たに本条
の規定による貸付が行われる場合で、直前の貸
付金の利息を元金に繰り入れる前に新たな貸付
金の利息が起算されるときは、直前の貸付金の
利息は、新たな貸付金の利息の起算日に元金に
繰り入れます。

  ⑶ 本条の規定による貸付
金とその利息との合計
額 ＊３ が返戻金額を超え
たとき  

  保険契約者は、貸付元利金と返戻金額の差額以上の
金額を払い込むことを必要とします。この場合、会
社は、その旨を保険契約者に通知します。  

  ⑷ 会社が⑶の通知を発し
た日を含む月の翌月末
日までに、貸付元利金
と返戻金額の差額以上
の金額が払い込まれな
いとき  

  この保険契約は、会社が⑶の通知を発した日を含む
月の翌々月１日から効力を失います。  

  ⑸ 貸付金の精算    会社は、次のときに、支払うべき金額から貸付元利
金を差し引きます。
  ① 保険金が支払われるとき
  ② 保険金額が減額（第28条）されたとき
  ③ ①以外の事由によってこの保険契約が消滅した

とき  
  ⑹ 本条の規定による貸付

を行わなかったものと
するとき  

  本条の規定による貸付が行われた場合でも、猶予期
間満了日の翌日からその日を含めて３か月以内に保
険契約者から次のいずれかの請求があったときは、
本条の規定による貸付を行わなかったものとして、
その請求による取扱いを行います。
  ① この保険契約の解約（第29条）
  ② 払済養老保険または払済終身保険への変更（第

27条）。ただし、この保険契約が効力を失って
いる場合（第16条）を除きます。  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  
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   第17条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

   ９ 失効と復活について

   第16条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第11条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第30条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第17条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第16条（保険契約の失効）、第15条（保険料の振替貸付）の２．
－⑷または第24条（保険契約者に対する貸付）の⑶の規定によってこの保険契
約が効力を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、
必要書類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。こ
の場合、告知義務（第20条）および告知義務違反による解除（第21条）の規定
を適用します。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第
30条）の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすること
はできません。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。また、第15条（保険料の振替貸付）の２．
－⑷または第24条（保険契約者に対する貸付）の⑶の規定によって効力を失っ
た保険契約を復活させるときは、別に貸付元利金と返戻金額の差額以上の金額を
払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、本条の２．の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第18条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第17条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第19条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
17条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 保険金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に保険金を不法に取得させる目的  

   第22条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第２条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   11 告知義務と解除について

   第20条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第17条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、保険金の支払事由（第３条）ま
たは保険料の払込免除事由（第８条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち
書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第21条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第17条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第20条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、保険金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第８条）が
生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。こ
の場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、保険金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者ま
たは保険金の受取人が証明したときは、会社は、保険金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または保険金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第30条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第22条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第21条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結、復活（第17条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第20条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第20条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に保険金の支払事由（第３条）
または保険料の払込免除事由（第８条）が生じないで、その期間を経過した
とき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
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   第17条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

   ９ 失効と復活について

   第16条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第11条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第30条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第17条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第16条（保険契約の失効）、第15条（保険料の振替貸付）の２．
－⑷または第24条（保険契約者に対する貸付）の⑶の規定によってこの保険契
約が効力を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、
必要書類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。こ
の場合、告知義務（第20条）および告知義務違反による解除（第21条）の規定
を適用します。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第
30条）の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすること
はできません。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。また、第15条（保険料の振替貸付）の２．
－⑷または第24条（保険契約者に対する貸付）の⑶の規定によって効力を失っ
た保険契約を復活させるときは、別に貸付元利金と返戻金額の差額以上の金額を
払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、本条の２．の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第18条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第17条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第19条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
17条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 保険金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に保険金を不法に取得させる目的  

   第22条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第２条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   11 告知義務と解除について

   第20条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第17条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、保険金の支払事由（第３条）ま
たは保険料の払込免除事由（第８条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち
書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第21条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第17条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第20条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、保険金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第８条）が
生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。こ
の場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、保険金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者ま
たは保険金の受取人が証明したときは、会社は、保険金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または保険金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第30条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第22条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第21条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結、復活（第17条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第20条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第20条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に保険金の支払事由（第３条）
または保険料の払込免除事由（第８条）が生じないで、その期間を経過した
とき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
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   第23条  補足説明

  ＊１ 保険金
  この保険契約の保険金または保
険料の払込免除をいいます。

＊２ 保険金
本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが保険金
の受取人のみであり、その保険
金の受取人が保険金の一部の受
取人であるときは、保険金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き保険金をいいます。

かったとしても、保険契約者または被保険者が、第20条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第23条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合は被保険者を除きます。）または
保険金の受取人が保険金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に保険金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 保険金 ＊１ の請求に関し、保険金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または保険金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または保険金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、保険金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第８条）が
生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この場
合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、保険金の支
払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その保険金の支払いま
たは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金＊２の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金＊２を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第21条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第30条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、保険金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し保険金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない保険金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

   第24条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  第30条（返戻金）の規定によ
り計算し、第15条（保険料の
振替貸付）または本条の規定に
よる貸付金があるときは、貸付
元利金を差し引いた残額としま
す。

    ＊２ 本条の規定による貸付金と
その利息との合計額

  第15条（保険料の振替貸付）
の規定による貸付金があるとき
は、貸付元利金を含んだ金額と
します。

   第27条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  第30条（返戻金）の規定によ
り計算し、第15条（保険料の
振替貸付）または第24条（保
険契約者に対する貸付）の規定
による貸付金があるときは、貸
付元利金を差し引いた残額とし
ます。

   12 保険契約者に対する貸付について

   第24条  保険契約者に対する貸付

  保険契約者は、返戻金額 ＊１ のうち会社の定める限度内で、貸付を受けることがで
きます。この場合、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 貸付金の利息    会社の定める利率  で計算します。  
  ⑵ 本条の規定による貸付

金とその利息との合計
額 ＊２ が返戻金額を超え
たとき  

  保険契約者は、貸付元利金と返戻金額の差額以上の
金額を払い込むことを必要とします。この場合、会
社は、その旨を保険契約者に通知します。  

  ⑶ 会社が⑵の通知を発し
た日を含む月の翌月末
日までに、貸付元利金
と返戻金額の差額以上
の金額が払い込まれな
いとき  

  この保険契約は、会社が⑵の通知を発した日を含む
月の翌々月１日から効力を失います。  

  ⑷ 貸付金の精算    会社は、次のときに、支払うべき金額から貸付元利
金を差し引きます。
  ① 保険金が支払われるとき
  ② 保険金額が減額（第28条）されたとき
  ③ ①以外の事由によってこの保険契約が消滅した

とき  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   13 契約内容の変更について

   第25条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第11条（保険料の払込み）および第12条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第11条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第26条  保険料払込期間の変更

  この保険契約の保険料払込期間の変更は取り扱いません。

   第27条  払済養老保険または払済終身保険への変更

  １．保険契約者は、将来の保険料の払込みを中止して、この保険契約を払済養老保険
（保険料払込期間が終身の場合には払済終身保険）に変更  することができます。
ただし、変更後の保険金額が会社の定める金額に満たないときは、この取扱いを
しません。

  ２．払済養老保険または払済終身保険への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後の保険金額    返戻金額 ＊１ によって定めます。  
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   第23条  補足説明

  ＊１ 保険金
  この保険契約の保険金または保
険料の払込免除をいいます。

＊２ 保険金
本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが保険金
の受取人のみであり、その保険
金の受取人が保険金の一部の受
取人であるときは、保険金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き保険金をいいます。

かったとしても、保険契約者または被保険者が、第20条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第23条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合は被保険者を除きます。）または
保険金の受取人が保険金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に保険金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 保険金 ＊１ の請求に関し、保険金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または保険金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または保険金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、保険金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第８条）が
生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この場
合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、保険金の支
払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その保険金の支払いま
たは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金＊２の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金＊２を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第21条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第30条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、保険金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し保険金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない保険金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

   第24条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  第30条（返戻金）の規定によ
り計算し、第15条（保険料の
振替貸付）または本条の規定に
よる貸付金があるときは、貸付
元利金を差し引いた残額としま
す。

    ＊２ 本条の規定による貸付金と
その利息との合計額

  第15条（保険料の振替貸付）
の規定による貸付金があるとき
は、貸付元利金を含んだ金額と
します。

   第27条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  第30条（返戻金）の規定によ
り計算し、第15条（保険料の
振替貸付）または第24条（保
険契約者に対する貸付）の規定
による貸付金があるときは、貸
付元利金を差し引いた残額とし
ます。

   12 保険契約者に対する貸付について

   第24条  保険契約者に対する貸付

  保険契約者は、返戻金額 ＊１ のうち会社の定める限度内で、貸付を受けることがで
きます。この場合、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 貸付金の利息    会社の定める利率  で計算します。  
  ⑵ 本条の規定による貸付

金とその利息との合計
額 ＊２ が返戻金額を超え
たとき  

  保険契約者は、貸付元利金と返戻金額の差額以上の
金額を払い込むことを必要とします。この場合、会
社は、その旨を保険契約者に通知します。  

  ⑶ 会社が⑵の通知を発し
た日を含む月の翌月末
日までに、貸付元利金
と返戻金額の差額以上
の金額が払い込まれな
いとき  

  この保険契約は、会社が⑵の通知を発した日を含む
月の翌々月１日から効力を失います。  

  ⑷ 貸付金の精算    会社は、次のときに、支払うべき金額から貸付元利
金を差し引きます。
  ① 保険金が支払われるとき
  ② 保険金額が減額（第28条）されたとき
  ③ ①以外の事由によってこの保険契約が消滅した

とき  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   13 契約内容の変更について

   第25条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第11条（保険料の払込み）および第12条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第11条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第26条  保険料払込期間の変更

  この保険契約の保険料払込期間の変更は取り扱いません。

   第27条  払済養老保険または払済終身保険への変更

  １．保険契約者は、将来の保険料の払込みを中止して、この保険契約を払済養老保険
（保険料払込期間が終身の場合には払済終身保険）に変更  することができます。
ただし、変更後の保険金額が会社の定める金額に満たないときは、この取扱いを
しません。

  ２．払済養老保険または払済終身保険への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後の保険金額    返戻金額 ＊１ によって定めます。  
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   第30条  補足説明

  ＊１ 保険契約の解約（第29条）
等

  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ 保険契約の解約（第29条）
  ⑵ 保険契約の失効（第16条）
  ⑶ 告知義務違反による解除

（第21条)
  ⑷ 重大事由による解除（第

23条）
  ⑸ 払済養老保険または払済終

身保険への変更（第27条）
  ⑹ 保険金額の減額（第28条）

  項　目    内　容  

  ⑵ 変更後の保険期間（払
済養老保険への変更の
場合）  

  変更前の残余の保険料払込期間とします。  

  ⑶ 払済養老保険または払
済終身保険に変更され
たとき  

  ① 払済養老保険への変更の場合には、保険契約者
は、満期保険金受取人を指定することを必要と
します。ただし、指定がないときは保険契約者
を指定したものとします。

  ② 払済養老保険または払済終身保険に変更された
旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられ
た画面表示による提供を含みます。）します。

  ③ 第30条（返戻金）の規定にかかわらず、払済
養老保険または払済終身保険に変更後の返戻金
額は抑制しません。  

  ★「払済養老保険または払済終身保険への変更の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸
請求に必要な書類について」に掲載しています（P.999参照）。  

   第28条  保険金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって保険金額を減額 ★ することができます。ただし、
会社は、減額後の保険金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．保険金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分に対応する返戻金（第30条）があるときは、この返戻金を保険契約
者に支払います。この場合、第６条（保険金の支払時期）の１．の規定を準
用します。

  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 保険金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している

情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）
します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   14 解約等について

   第29条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第30条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第30条  返戻金

  １．返戻金は、保険料を払い込んだ年月数により計算します。なお、低解約返戻金期
間中は、返戻金額を抑制します。

  ２．本条の１．にかかわらず、保険契約の解約(第29条)等 ＊１ の時期が低解約返戻金
期間経過後にある場合でも、次のいずれかのときは、返戻金額を抑制します。

   第31条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
11条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第32条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

  ⑴ 低解約返戻金期間を保険料払込期間とする場合には、保険料払込期間中の最
終の保険料が払い込まれていないとき

  ⑵ 低解約返戻金期間を契約成立日（第２条）から被保険者の年齢が85歳とな
る契約成立日の応当日（年単位）の前日までの期間とする場合には、被保険
者の年齢が85歳となる契約成立日の応当日（年単位）を含む払込期月の保
険料が払い込まれていないとき  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。

   第31条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第８条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、保険金を支払うときはその受
取人に支払います。

  ⑴ 保険金の支払事由（第３条）または免責事由（第４条）に該当したとき（保
険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第21条）または重大事由（第23条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第28条）または解約（第29条）されたとき  

   第32条  保険金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知  が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす保険金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、保険金の支払事由（第３条）
が生じ、会社が保険金を支払うべきときは、その支払うべき金額の限度で、本条
の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権
者等に支払った金額を差し引いた残額を、保険金の受取人に支払います。  

   15 保険金の受取人および保険契約者について

   第33条  会社への通知による保険金の受取人の変更

  １．保険契約者は、保険金の支払事由（第３条）が発生するまでは、被保険者の同意
を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、保険金の受取人を変更することがで
きます。ただし、高度障害保険金受取人は、保険契約者または被保険者に限りま
す。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の保険金の受取人に保険金を支払っ
たときは、その支払い後に変更後の保険金の受取人から保険金の請求を受けても、
会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  
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   第30条  補足説明

  ＊１ 保険契約の解約（第29条）
等

  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ 保険契約の解約（第29条）
  ⑵ 保険契約の失効（第16条）
  ⑶ 告知義務違反による解除

（第21条)
  ⑷ 重大事由による解除（第

23条）
  ⑸ 払済養老保険または払済終

身保険への変更（第27条）
  ⑹ 保険金額の減額（第28条）

  項　目    内　容  

  ⑵ 変更後の保険期間（払
済養老保険への変更の
場合）  

  変更前の残余の保険料払込期間とします。  

  ⑶ 払済養老保険または払
済終身保険に変更され
たとき  

  ① 払済養老保険への変更の場合には、保険契約者
は、満期保険金受取人を指定することを必要と
します。ただし、指定がないときは保険契約者
を指定したものとします。

  ② 払済養老保険または払済終身保険に変更された
旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられ
た画面表示による提供を含みます。）します。

  ③ 第30条（返戻金）の規定にかかわらず、払済
養老保険または払済終身保険に変更後の返戻金
額は抑制しません。  

  ★「払済養老保険または払済終身保険への変更の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸
請求に必要な書類について」に掲載しています（P.999参照）。  

   第28条  保険金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって保険金額を減額 ★ することができます。ただし、
会社は、減額後の保険金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．保険金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分に対応する返戻金（第30条）があるときは、この返戻金を保険契約
者に支払います。この場合、第６条（保険金の支払時期）の１．の規定を準
用します。

  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 保険金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している

情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）
します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   14 解約等について

   第29条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第30条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第30条  返戻金

  １．返戻金は、保険料を払い込んだ年月数により計算します。なお、低解約返戻金期
間中は、返戻金額を抑制します。

  ２．本条の１．にかかわらず、保険契約の解約(第29条)等 ＊１ の時期が低解約返戻金
期間経過後にある場合でも、次のいずれかのときは、返戻金額を抑制します。

   第31条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
11条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第32条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

  ⑴ 低解約返戻金期間を保険料払込期間とする場合には、保険料払込期間中の最
終の保険料が払い込まれていないとき

  ⑵ 低解約返戻金期間を契約成立日（第２条）から被保険者の年齢が85歳とな
る契約成立日の応当日（年単位）の前日までの期間とする場合には、被保険
者の年齢が85歳となる契約成立日の応当日（年単位）を含む払込期月の保
険料が払い込まれていないとき  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。

   第31条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第８条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、保険金を支払うときはその受
取人に支払います。

  ⑴ 保険金の支払事由（第３条）または免責事由（第４条）に該当したとき（保
険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第21条）または重大事由（第23条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第28条）または解約（第29条）されたとき  

   第32条  保険金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知  が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす保険金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、保険金の支払事由（第３条）
が生じ、会社が保険金を支払うべきときは、その支払うべき金額の限度で、本条
の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権
者等に支払った金額を差し引いた残額を、保険金の受取人に支払います。  

   15 保険金の受取人および保険契約者について

   第33条  会社への通知による保険金の受取人の変更

  １．保険契約者は、保険金の支払事由（第３条）が発生するまでは、被保険者の同意
を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、保険金の受取人を変更することがで
きます。ただし、高度障害保険金受取人は、保険契約者または被保険者に限りま
す。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の保険金の受取人に保険金を支払っ
たときは、その支払い後に変更後の保険金の受取人から保険金の請求を受けても、
会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  
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   第38条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第34条  遺言による保険金の受取人の変更

  １．第33条（会社への通知による保険金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、保険金の支払事由（第３条）が発生するまでは、法律上有効な遺言により、
保険金の受取人を変更することができます。ただし、高度障害保険金受取人は、
保険契約者または被保険者に限ります。

  ２．本条の１．の保険金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による保険金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第35条  保険金の受取人の死亡

  １．保険金の受取人が保険金の支払事由（第３条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を保険金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により保険金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により保険金の受取人となった者
のうち生存している他の保険金の受取人を保険金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により保険金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第36条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第37条  保険契約者の代表者および保険金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡保険金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。高度障害保険金についても同様とします。

   16 契約年齢の計算等について

   第38条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第２
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第39条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第38条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第２条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは保険金額を調整して処理します。

   第41条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険料払込期間満了後は、保険
料払込期間満了日の翌日としま
す。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条において「５年
ごと応当日」といいます。

  ＊３ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   第40条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または保険金額を調整し
て処理します。

   17 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第41条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑸の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑸に該当する保険契約
については、⑷に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第２条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率  による利息をつけて積
み立てます。ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前日までの保
険料がすべて払い込まれている場合に限りま
す。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．保険金を支払うときは、その受取人に支払

います。
  イ．保険金の支払以外により保険契約が消滅す

るときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約  

  保険金とともにその受取人に支払います。  

  ⑶ 次の事業年度中に保険
契約の転換により消滅
する保険契約  

  返戻金に加えて取り扱います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、保険金の支
払いにより消滅する保
険契約  

  保険金とともにその受取人に支払います。  

  ⑸ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵から⑷
以外の事由により消滅
する保険契約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第６
条（保険金の支払時期）の１．の規定を準用します。
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   第38条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第34条  遺言による保険金の受取人の変更

  １．第33条（会社への通知による保険金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、保険金の支払事由（第３条）が発生するまでは、法律上有効な遺言により、
保険金の受取人を変更することができます。ただし、高度障害保険金受取人は、
保険契約者または被保険者に限ります。

  ２．本条の１．の保険金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による保険金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第35条  保険金の受取人の死亡

  １．保険金の受取人が保険金の支払事由（第３条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を保険金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により保険金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により保険金の受取人となった者
のうち生存している他の保険金の受取人を保険金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により保険金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第36条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第37条  保険契約者の代表者および保険金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡保険金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。高度障害保険金についても同様とします。

   16 契約年齢の計算等について

   第38条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第２
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第39条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第38条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第２条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは保険金額を調整して処理します。

   第41条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険料払込期間満了後は、保険
料払込期間満了日の翌日としま
す。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条において「５年
ごと応当日」といいます。

  ＊３ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   第40条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または保険金額を調整し
て処理します。

   17 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第41条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑸の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑸に該当する保険契約
については、⑷に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第２条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率  による利息をつけて積
み立てます。ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前日までの保
険料がすべて払い込まれている場合に限りま
す。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．保険金を支払うときは、その受取人に支払

います。
  イ．保険金の支払以外により保険契約が消滅す

るときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約  

  保険金とともにその受取人に支払います。  

  ⑶ 次の事業年度中に保険
契約の転換により消滅
する保険契約  

  返戻金に加えて取り扱います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、保険金の支
払いにより消滅する保
険契約  

  保険金とともにその受取人に支払います。  

  ⑸ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵から⑷
以外の事由により消滅
する保険契約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第６
条（保険金の支払時期）の１．の規定を準用します。
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   第44条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第17条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   18 その他

   第42条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第43条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第44条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 死亡保険金の金額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ （第２条）
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金

   第46条  補足説明

  ＊１ 保険金の受取人
  保険金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第47条  補足説明

  ＊１ 団体定期保険契約等
  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ 団体定期保険契約
  ⑵ 総合福祉団体定期保険契約
  ⑶ 無配当団体定期保険契約
  ⑷ 無配当総合福祉団体定期保

険契約
  ⑸ 団体定期保険こども特約
  ⑹ 無配当団体定期保険こども

特約

  ＊２ 特約
  次の⑴から⒁をいいます。
  ⑴ 団体定期保険災害割増特約
  ⑵ 団体定期保険傷害特約
  ⑶ 団体定期保険災害保障特約
  ⑷ 団体定期保険こども災害割

増特約
  ⑸ 団体定期保険こども傷害特

約
  ⑹ 団体定期保険こども災害保

障特約
  ⑺ 総合福祉団体定期保険災害

総合保障特約
  ⑻ 無配当団体定期保険災害割

増特約
  ⑼ 無配当団体定期保険傷害特

約
  ⑽ 無配当団体定期保険災害保

障特約
  ⑾ 無配当団体定期保険こども

災害割増特約
  ⑿ 無配当団体定期保険こども

傷害特約
  ⒀ 無配当団体定期保険こども

災害保障特約
  ⒁ 無配当総合福祉団体定期保

険災害総合保障特約   

と読み替えます。

   第45条  時効

  保険金（第３条）、保険料の払込免除（第８条）、返戻金（第30条）または社員
配当金（第41条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使できる
ようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第46条  管轄裁判所

  １．この保険契約における保険金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または保険金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の
１．の規定を準用します。

   19 特則について

   第47条  団体定期保険契約等からこの保険契約へ加入する場合の特則

  １．団体定期保険契約等 ＊１ の普通保険約款等の規定により、団体定期保険契約等 ＊１ か
らこの保険契約への加入が行われた場合には、会社は、責任開始の時（第２条）
からこの保険契約上の責任を開始します。ただし、次の規定の適用にあたっては、
この保険契約の保険期間は団体定期保険契約等 ＊１ のその被保険者に対する部分
から継続したものとして取り扱います。

  ⑴ 高度障害保険金の支払い（第３条）
  ⑵ 被保険者の自殺による免責（第４条）
  ⑶ 保険料の払込免除（第８条・第９条）
  ⑷ 詐欺による取消し（第18条）または不法取得目的による無効（第19条）
  ⑸ 告知義務違反による解除（第21条・第22条）  

  ２．本条の１．の規定により団体定期保険契約等 ＊１ からこの保険契約への加入が行わ
れた場合で、団体定期保険契約等 ＊１ に特約 ＊２ が付加されているとき、かつ、こ
の保険契約に会社の定める同種の特約を付加するときは、本条の１．の規定を準
用します。
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   第44条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第17条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   18 その他

   第42条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第43条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第44条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 死亡保険金の金額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ （第２条）
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金

   第46条  補足説明

  ＊１ 保険金の受取人
  保険金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第47条  補足説明

  ＊１ 団体定期保険契約等
  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ 団体定期保険契約
  ⑵ 総合福祉団体定期保険契約
  ⑶ 無配当団体定期保険契約
  ⑷ 無配当総合福祉団体定期保

険契約
  ⑸ 団体定期保険こども特約
  ⑹ 無配当団体定期保険こども

特約

  ＊２ 特約
  次の⑴から⒁をいいます。
  ⑴ 団体定期保険災害割増特約
  ⑵ 団体定期保険傷害特約
  ⑶ 団体定期保険災害保障特約
  ⑷ 団体定期保険こども災害割

増特約
  ⑸ 団体定期保険こども傷害特

約
  ⑹ 団体定期保険こども災害保

障特約
  ⑺ 総合福祉団体定期保険災害

総合保障特約
  ⑻ 無配当団体定期保険災害割

増特約
  ⑼ 無配当団体定期保険傷害特

約
  ⑽ 無配当団体定期保険災害保

障特約
  ⑾ 無配当団体定期保険こども

災害割増特約
  ⑿ 無配当団体定期保険こども

傷害特約
  ⒀ 無配当団体定期保険こども

災害保障特約
  ⒁ 無配当総合福祉団体定期保

険災害総合保障特約   

と読み替えます。

   第45条  時効

  保険金（第３条）、保険料の払込免除（第８条）、返戻金（第30条）または社員
配当金（第41条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使できる
ようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第46条  管轄裁判所

  １．この保険契約における保険金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または保険金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の
１．の規定を準用します。

   19 特則について

   第47条  団体定期保険契約等からこの保険契約へ加入する場合の特則

  １．団体定期保険契約等 ＊１ の普通保険約款等の規定により、団体定期保険契約等 ＊１ か
らこの保険契約への加入が行われた場合には、会社は、責任開始の時（第２条）
からこの保険契約上の責任を開始します。ただし、次の規定の適用にあたっては、
この保険契約の保険期間は団体定期保険契約等 ＊１ のその被保険者に対する部分
から継続したものとして取り扱います。

  ⑴ 高度障害保険金の支払い（第３条）
  ⑵ 被保険者の自殺による免責（第４条）
  ⑶ 保険料の払込免除（第８条・第９条）
  ⑷ 詐欺による取消し（第18条）または不法取得目的による無効（第19条）
  ⑸ 告知義務違反による解除（第21条・第22条）  

  ２．本条の１．の規定により団体定期保険契約等 ＊１ からこの保険契約への加入が行わ
れた場合で、団体定期保険契約等 ＊１ に特約 ＊２ が付加されているとき、かつ、こ
の保険契約に会社の定める同種の特約を付加するときは、本条の１．の規定を準
用します。
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   別表１　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

と
な
る
高
度
障
害
状
態  

高
度
障
害
保
険
金
支
払
の
対
象

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

保
険
料
払
込
免
除
の
対
象
と
な
る

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

    別表２　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電
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   別表１　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

と
な
る
高
度
障
害
状
態  

高
度
障
害
保
険
金
支
払
の
対
象

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

保
険
料
払
込
免
除
の
対
象
と
な
る

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

    別表２　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電
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  別表３　保険金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．死亡保険金の支払い  

  ⑴ 死亡保険金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡保険金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．高度障害保険金の支払い  

  ⑴ 高度障害保険金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 高度障害保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 高度障害保険金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 不慮の事故（別表２）であることを証明する書類
  ⑷   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 保険金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を

行わせることがあります。
  ⑶ ２．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  
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    第３条  補足説明

  ＊１ 保険期間開始の日からその
日を含めて90日を経過し
た日の翌日

  「がん給付の責任開始の時」と
いいます。

  ＊２ 保険期間開始の時
  「がん給付以外の給付の責任開
始の時」といいます。

   第４条  補足説明

  ＊１ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の時

  第３条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付以外の給付」
について会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、高度障害保険金およ
び７大疾病保険金については、
この保険契約の復活（第18条）
が行われた場合には、最終の復
活の時とします。

  ＊２ 「がん給付」の責任開始の
時

  第３条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付」について
会社がこの保険契約上の責任を
開始する時（保険期間開始の日
からその日を含めて90日を経
過した日の翌日）をいいます。
なお、この保険契約の復活（第
18条）が行われたときは、最
終の復活の日からその日を含め
て90日を経過した日の翌日と
します。

   第３条  責任開始の時

  この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  給付の種類    責任開始の時  

  ⑴ 別表１ ★ に定めるがん（以下「がん」
といいます。）を直接の原因とする
７大疾病保険金（以下「がん給付」
といいます。）  

  保険期間開始の日（第２条）からその
日を含めて90日を経過した日の翌日 ＊１   

  ⑵ 次の給付（以下「がん給付以外の
給付」といいます。）
  ① 別表２ ★ に定めるがん以外の７

大疾病（以下「がん以外の７
大疾病」といいます。）を直接
の原因とする７大疾病保険金

  ② 死亡保険金
  ③ 高度障害保険金
  ④ 保険料の払込免除  

  保険期間開始の時 ＊２ （第２条）  

  ★別表１（P.196参照）、別表２（P.197参照）  

   ３ 保険金の支払いについて

   第４条  保険金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して保険金をその受取人に支払います。ただし、免責
事由（第５条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、「がん給付以外の給付」の責任開
始の時 ＊１ 以後保険期間中に死亡したとき  

  保険金額      

  

死
亡
保
険
金  

受
取
人

  

高
度
障
害
保
険
金  

  被保険者が、「がん給付以外の給付」の責任開
始の時 ＊１ 以後の原因によって保険期間中に高
度障害状態（別表３ ★ ）になったとき  

  

高
度
障
害
保
険
金  

受
取
人

  

７
大
疾
病
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかに該当したとき  

  

７
大
疾
病
保
険
金
受
取
人  

  ⑴ がん
  「がん給付」の責任開始の時前にがんと診
断確定されたことのない被保険者が、「が
ん給付」の責任開始の時 ＊２ 以後保険期間
中に、がんと診断確定されたとき  

  ５年ごと利差配当付７大疾病終身保険（低解約返戻金型）普通保険約款  
  （実施　平26.10.2 ／改正　平27.4.2）      

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡、所定の高度障害状態または７大疾病による所定の状態・手術に対する保障  
  保険金の種類    ⑴ 死亡保険金

  ⑵ 高度障害保険金
  ⑶ ７大疾病保険金  

  配当タイプ    ５年ごと利差配当  
  備考    保険契約者のこの保険契約の継続に資するため、一定期間の返戻金の水準を低く設定し、これを保

険料に反映します。  

   １ 低解約返戻金期間について

   第１条  低解約返戻金期間

  低解約返戻金期間は、返戻金（第33条）の水準を低く設定している期間をいい、
保険料払込期間とします。ただし、保険料払込期間が終身の場合には、契約成立
日（第２条）から被保険者の年齢が85歳となる契約成立日の応当日（年単位）
の前日までの期間とします。

   ２ 保障の開始について

   第２条  保険期間開始の時

  １．この保険契約の保険期間開始の時は、次のとおりとします。

  承諾の時期    保険期間開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第23条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する保険期間開始の時を含む日を保険期間開始の日および契約
成立日 ★ とします。契約年齢（第41条）の計算にあたっては、契約成立日を基
準とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  
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    第３条  補足説明

  ＊１ 保険期間開始の日からその
日を含めて90日を経過し
た日の翌日

  「がん給付の責任開始の時」と
いいます。

  ＊２ 保険期間開始の時
  「がん給付以外の給付の責任開
始の時」といいます。

   第４条  補足説明

  ＊１ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の時

  第３条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付以外の給付」
について会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、高度障害保険金およ
び７大疾病保険金については、
この保険契約の復活（第18条）
が行われた場合には、最終の復
活の時とします。

  ＊２ 「がん給付」の責任開始の
時

  第３条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付」について
会社がこの保険契約上の責任を
開始する時（保険期間開始の日
からその日を含めて90日を経
過した日の翌日）をいいます。
なお、この保険契約の復活（第
18条）が行われたときは、最
終の復活の日からその日を含め
て90日を経過した日の翌日と
します。

   第３条  責任開始の時

  この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  給付の種類    責任開始の時  

  ⑴ 別表１ ★ に定めるがん（以下「がん」
といいます。）を直接の原因とする
７大疾病保険金（以下「がん給付」
といいます。）  

  保険期間開始の日（第２条）からその
日を含めて90日を経過した日の翌日 ＊１   

  ⑵ 次の給付（以下「がん給付以外の
給付」といいます。）
  ① 別表２ ★ に定めるがん以外の７

大疾病（以下「がん以外の７
大疾病」といいます。）を直接
の原因とする７大疾病保険金

  ② 死亡保険金
  ③ 高度障害保険金
  ④ 保険料の払込免除  

  保険期間開始の時 ＊２ （第２条）  

  ★別表１（P.196参照）、別表２（P.197参照）  

   ３ 保険金の支払いについて

   第４条  保険金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して保険金をその受取人に支払います。ただし、免責
事由（第５条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、「がん給付以外の給付」の責任開
始の時 ＊１ 以後保険期間中に死亡したとき  

  保険金額      

  

死
亡
保
険
金  

受
取
人

  
高
度
障
害
保
険
金  

  被保険者が、「がん給付以外の給付」の責任開
始の時 ＊１ 以後の原因によって保険期間中に高
度障害状態（別表３ ★ ）になったとき  

  

高
度
障
害
保
険
金  

受
取
人

  

７
大
疾
病
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかに該当したとき  

  

７
大
疾
病
保
険
金
受
取
人  

  ⑴ がん
  「がん給付」の責任開始の時前にがんと診
断確定されたことのない被保険者が、「が
ん給付」の責任開始の時 ＊２ 以後保険期間
中に、がんと診断確定されたとき  

  ５年ごと利差配当付７大疾病終身保険（低解約返戻金型）普通保険約款  
  （実施　平26.10.2 ／改正　平27.4.2）      

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡、所定の高度障害状態または７大疾病による所定の状態・手術に対する保障  
  保険金の種類    ⑴ 死亡保険金

  ⑵ 高度障害保険金
  ⑶ ７大疾病保険金  

  配当タイプ    ５年ごと利差配当  
  備考    保険契約者のこの保険契約の継続に資するため、一定期間の返戻金の水準を低く設定し、これを保

険料に反映します。  

   １ 低解約返戻金期間について

   第１条  低解約返戻金期間

  低解約返戻金期間は、返戻金（第33条）の水準を低く設定している期間をいい、
保険料払込期間とします。ただし、保険料払込期間が終身の場合には、契約成立
日（第２条）から被保険者の年齢が85歳となる契約成立日の応当日（年単位）
の前日までの期間とします。

   ２ 保障の開始について

   第２条  保険期間開始の時

  １．この保険契約の保険期間開始の時は、次のとおりとします。

  承諾の時期    保険期間開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第23条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する保険期間開始の時を含む日を保険期間開始の日および契約
成立日 ★ とします。契約年齢（第41条）の計算にあたっては、契約成立日を基
準とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  
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      支払事由（保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

７
大
疾
病
保
険
金  

  ⑸ 肝硬変
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１

 以後保険期間中に、肝硬変（別表２ ★ ）を
発病した場合で、次のいずれかに該当し
たとき
  ① その疾病により生じた食道静脈瘤（別

表２ ★ ）（以下「食道静脈瘤」といい
ます。）が破裂したと医師によって診
断されたとき、またはその疾病によ
り生じた食道静脈瘤の治療を直接の
目的として手術（別表４ ★ ）を受けた
とき

  ② その疾病の治療を直接の目的として
肝移植手術を受けたとき  

保険金額

  

７
大
疾
病
保
険
金
受
取
人  

  ⑹ 糖尿病
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１

 以後保険期間中に、糖尿病（別表２ ★ ）を
発病した場合で、次のいずれかに該当し
たとき
  ① その疾病により糖尿病性網膜症（別

表２ ★ ）（以下「糖尿病性網膜症」と
いいます。）を発病し、その治療を直
接の目的として手術（別表４ ★ ）を初
めて受けたとき（糖尿病性網膜症に
より、別表４ ★ に定める視力の測定方
法に基づく両眼の視力の和が初めて
0.08以下となり、回復の見込みがな
いと医師によって診断されたときは、
手術（別表４ ★ ）を初めて受けたもの
とみなします。）

  ② その疾病により上肢または下肢に生
じた糖尿病性壊疽（別表２ ★ ）（以下「糖
尿病性壊疽」といいます。）の治療を
直接の目的として、１手の１手指以
上または１足の１足指以上について
切断術（別表４ ★ ）を受けたとき  

  ⑺ 高血圧性疾患
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１

 以後保険期間中に、高血圧性疾患（別表
２ ★ ）を発病した場合で、その疾病により
生じた大動脈瘤（別表２ ★ ）もしくは解離
性大動脈瘤（別表２ ★ ）（以下、「大動脈瘤
等」といいます。）が破裂したと医師によっ
て診断されたとき、またはその疾病によ
り生じた大動脈瘤等の治療を直接の目的
として手術（別表４ ★ ）を受けたとき    

  ２．保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害保険金または
７大疾病保険金の支払
事由が生じた場合で、
その支払前に死亡保険
金の支払請求を受け、
死亡保険金が支払われ
るとき  

  高度障害保険金または７大疾病保険金の支払事由が
生じないで被保険者が死亡したものとして取り扱
い、高度障害保険金または７大疾病保険金は支払い
ません。  

 第４条  補足説明

  ＊３ 労働の制限を必要とする状
態

  軽い家事等の軽労働や事務等の
座業はできるがそれ以上の活動
では制限を必要とする状態をい
います。

  ＊４ 他覚的な神経学的後遺症
  医師が症状を裏付けることがで
きる言語障害、運動失調、麻痺
等をいいます。

  ＊５ 人工透析療法
  血液透析法または腹膜灌流法に
より血液浄化を行う療法をいい
ます。

      支払事由（保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

７
大
疾
病
保
険
金  

  ⑵ 急性心筋梗塞または拡張型心筋症
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１

 以後保険期間中に、次のいずれかに該当
したとき
  ① 急性心筋梗塞（別表２ ★ ）（以下「急

性心筋梗塞」といいます。）を発病し
た場合で、その疾病により初めて医
師の診療を受けた日からその日を含
めて60日、労働の制限を必要とする
状態 ＊３ が継続したと医師によって診
断されたとき、またはその疾病の治
療を直接の目的として手術（別表
４ ★ ）もしくは心移植手術を受けたと
き

  ② 拡張型心筋症（別表２ ★ ）（以下「拡
張型心筋症」といいます。）を発病し
た場合で、その疾病により初めて医
師の診療を受けた日からその日を含
めて60日、労働の制限を必要とする
状態 ＊３ が継続したと医師によって診
断されたとき、またはその疾病の治
療を直接の目的として手術（別表
４ ★ ）もしくは心移植手術を受けたと
き  

保険金額

  

７
大
疾
病
保
険
金
受
取
人  

  ⑶ 脳卒中または脳動脈瘤
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１

 以後保険期間中に、次のいずれかに該当
したとき
  ① 脳卒中（別表２ ★ ）（以下「脳卒中」

といいます。）を発病した場合で、そ
の疾病により初めて医師の診療を受
けた日からその日を含めて60日、他
覚的な神経学的後遺症 ＊４ が継続した
と医師によって診断されたとき、ま
たはその疾病の治療を直接の目的と
して手術（別表４ ★ ）を受けたとき

  ② 脳動脈瘤（別表２ ★ ）（以下「脳動脈瘤」
といいます。）が生じ、それが破裂し
たと医師によって診断されたとき、
または脳動脈瘤が生じ、その治療を
直接の目的として手術（別表４ ★ ）を
受けたとき  

  ⑷ 慢性腎不全
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１

 以後保険期間中に、慢性腎不全（別表
２ ★ ）を発病した場合で、次のいずれかに
該当したとき
  ① その疾病により永続的な人工透析療

法 ＊５ を開始したとき
  ② その疾病の治療を直接の目的として

腎移植手術を受けたとき  
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      支払事由（保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

７
大
疾
病
保
険
金  

  ⑸ 肝硬変
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１

 以後保険期間中に、肝硬変（別表２ ★ ）を
発病した場合で、次のいずれかに該当し
たとき
  ① その疾病により生じた食道静脈瘤（別

表２ ★ ）（以下「食道静脈瘤」といい
ます。）が破裂したと医師によって診
断されたとき、またはその疾病によ
り生じた食道静脈瘤の治療を直接の
目的として手術（別表４ ★ ）を受けた
とき

  ② その疾病の治療を直接の目的として
肝移植手術を受けたとき  

保険金額

  

７
大
疾
病
保
険
金
受
取
人  

  ⑹ 糖尿病
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１

 以後保険期間中に、糖尿病（別表２ ★ ）を
発病した場合で、次のいずれかに該当し
たとき
  ① その疾病により糖尿病性網膜症（別

表２ ★ ）（以下「糖尿病性網膜症」と
いいます。）を発病し、その治療を直
接の目的として手術（別表４ ★ ）を初
めて受けたとき（糖尿病性網膜症に
より、別表４ ★ に定める視力の測定方
法に基づく両眼の視力の和が初めて
0.08以下となり、回復の見込みがな
いと医師によって診断されたときは、
手術（別表４ ★ ）を初めて受けたもの
とみなします。）

  ② その疾病により上肢または下肢に生
じた糖尿病性壊疽（別表２ ★ ）（以下「糖
尿病性壊疽」といいます。）の治療を
直接の目的として、１手の１手指以
上または１足の１足指以上について
切断術（別表４ ★ ）を受けたとき  

  ⑺ 高血圧性疾患
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１

 以後保険期間中に、高血圧性疾患（別表
２ ★ ）を発病した場合で、その疾病により
生じた大動脈瘤（別表２ ★ ）もしくは解離
性大動脈瘤（別表２ ★ ）（以下、「大動脈瘤
等」といいます。）が破裂したと医師によっ
て診断されたとき、またはその疾病によ
り生じた大動脈瘤等の治療を直接の目的
として手術（別表４ ★ ）を受けたとき    

  ２．保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害保険金または
７大疾病保険金の支払
事由が生じた場合で、
その支払前に死亡保険
金の支払請求を受け、
死亡保険金が支払われ
るとき  

  高度障害保険金または７大疾病保険金の支払事由が
生じないで被保険者が死亡したものとして取り扱
い、高度障害保険金または７大疾病保険金は支払い
ません。  

 第４条  補足説明

  ＊３ 労働の制限を必要とする状
態

  軽い家事等の軽労働や事務等の
座業はできるがそれ以上の活動
では制限を必要とする状態をい
います。

  ＊４ 他覚的な神経学的後遺症
  医師が症状を裏付けることがで
きる言語障害、運動失調、麻痺
等をいいます。

  ＊５ 人工透析療法
  血液透析法または腹膜灌流法に
より血液浄化を行う療法をいい
ます。

      支払事由（保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

７
大
疾
病
保
険
金  

  ⑵ 急性心筋梗塞または拡張型心筋症
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１

 以後保険期間中に、次のいずれかに該当
したとき
  ① 急性心筋梗塞（別表２ ★ ）（以下「急

性心筋梗塞」といいます。）を発病し
た場合で、その疾病により初めて医
師の診療を受けた日からその日を含
めて60日、労働の制限を必要とする
状態 ＊３ が継続したと医師によって診
断されたとき、またはその疾病の治
療を直接の目的として手術（別表
４ ★ ）もしくは心移植手術を受けたと
き

  ② 拡張型心筋症（別表２ ★ ）（以下「拡
張型心筋症」といいます。）を発病し
た場合で、その疾病により初めて医
師の診療を受けた日からその日を含
めて60日、労働の制限を必要とする
状態 ＊３ が継続したと医師によって診
断されたとき、またはその疾病の治
療を直接の目的として手術（別表
４ ★ ）もしくは心移植手術を受けたと
き  

保険金額

  

７
大
疾
病
保
険
金
受
取
人  

  ⑶ 脳卒中または脳動脈瘤
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１

 以後保険期間中に、次のいずれかに該当
したとき
  ① 脳卒中（別表２ ★ ）（以下「脳卒中」

といいます。）を発病した場合で、そ
の疾病により初めて医師の診療を受
けた日からその日を含めて60日、他
覚的な神経学的後遺症 ＊４ が継続した
と医師によって診断されたとき、ま
たはその疾病の治療を直接の目的と
して手術（別表４ ★ ）を受けたとき

  ② 脳動脈瘤（別表２ ★ ）（以下「脳動脈瘤」
といいます。）が生じ、それが破裂し
たと医師によって診断されたとき、
または脳動脈瘤が生じ、その治療を
直接の目的として手術（別表４ ★ ）を
受けたとき  

  ⑷ 慢性腎不全
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１

 以後保険期間中に、慢性腎不全（別表
２ ★ ）を発病した場合で、次のいずれかに
該当したとき
  ① その疾病により永続的な人工透析療

法 ＊５ を開始したとき
  ② その疾病の治療を直接の目的として

腎移植手術を受けたとき  
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  ★別表２（P.197参照）  、別表３（P.198参照）、別表４（P.199参照）

   第５条  免責事由

  １．支払事由（第４条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、保険
金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても保険金を支払わない場合）  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡保険金受取人の故意
  ⑶ 「がん給付以外の給付」の責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内

の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第18条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

高
度
障
害
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表３ ★ ）になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡保険金また
は高度障害保険金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、保険金の金額の一部または全部を支払います。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡保険金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表３（P.198参照）  

   ４ 保険金の支払請求手続について

   第６条  保険金の支払請求手続

  １．保険金の支払事由（第４条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表５ ★ ）をすみ
やかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、保険金の全部またはその相当部分を死亡
退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当す
ることが確認されているときは、死亡保険金受取人または高度障害保険金受取人
は保険金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必要書類を提出するこ
とを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そ
のうちの１人からの提出で取り扱います。

   第５条  補足説明

  ＊１ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の日

  第３条（責任開始の時）に規定
する「がん給付以外の給付」の
責任開始の時を含む日をいいま
す。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

 第４条  補足説明

  ＊６ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の時以後の原因

  「がん給付以外の給付」の責任
開始の時 ＊１ 前にすでに生じて
いた障害状態の原因と因果関係
のないものに限ります。

  ＊７ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  項　目    内　容  

  ② ７大疾病保険金の支払
事由が生じた場合で、
その支払前に高度障害
保険金の支払請求を受
け、高度障害保険金が
支払われるとき  

  ７大疾病保険金の支払事由が生じないで高度障害保
険金の支払事由が生じたものとして取り扱い、７大
疾病保険金は支払いません。  

  ③ 高度障害保険金または
７ 大 疾 病 保 険 金 を 支
払ったとき  

  ア．この保険契約は、その支払事由が生じた時にさ
かのぼって消滅します。

  イ．その後に高度障害保険金または７大疾病保険金
の支払請求を受けても、高度障害保険金または
７大疾病保険金は支払いません。

    

  ⑵ 死亡保険金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑶ 高度障害保険金について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害保険金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 「がん給付以外の給付」
の責任開始の時 ＊１ 前に
すでに障害状態が生じ
ていたとき　  

  その障害状態に、「がん給付以外の給付」の責任開
始の時 ＊１ 以後の原因 ＊６ による障害状態が新たに加
わって高度障害状態（別表３ ★ ）になったときは、
高度障害保険金の支払事由が生じたものとします。  

  ③ 被保険者が、「がん給付
以外の給付」の責任開
始の時 ＊１ 前に生じた原
因により高度障害状態

（別表３ ★ ）になったと
き

    

  次のいずれかに該当する場合には、「がん給付以外
の給付」の責任開始の時 ＊１ 以後の疾病によるものと
みなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊７ に、会社が、告知（第

23条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、「がん給付以外の給付」の
責任開始の時 ＊１ 以後の疾病によるものとみな
しません。

  イ．その原因について、この保険契約の「がん給付
以外の給付」の責任開始の時 ＊１ 前に、被保険者
が医師の診療を受けたことがなく、かつ、健康
診断等において異常の指摘を受けたことがない
場合。ただし、その原因による症状について保
険契約者または被保険者が認識または自覚して
いた場合には、「がん給付以外の給付」の責任
開始の時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしま
せん。  

  ⑷ ７大疾病保険金について

  項　目    内　容  

  ① ７大疾病保険金受取人    高度障害保険金受取人と同一とします。  
  ② 被保険者が、「がん給付

以外の給付」の責任開
始の時 ＊１ 前に発病した

「がん以外の７大疾病」
を原因として、７大疾
病保険金の支払事由に
該当したとき  

  この保険契約の締結の際に会社の承諾した範囲内で
７大疾病保険金を支払います。ただし、告知義務違
反（第24条）があったときは、この限りではあり
ません。  
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  ★別表２（P.197参照）  、別表３（P.198参照）、別表４（P.199参照）

   第５条  免責事由

  １．支払事由（第４条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、保険
金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても保険金を支払わない場合）  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡保険金受取人の故意
  ⑶ 「がん給付以外の給付」の責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内

の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第18条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

高
度
障
害
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表３ ★ ）になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡保険金また
は高度障害保険金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、保険金の金額の一部または全部を支払います。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡保険金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表３（P.198参照）  

   ４ 保険金の支払請求手続について

   第６条  保険金の支払請求手続

  １．保険金の支払事由（第４条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表５ ★ ）をすみ
やかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、保険金の全部またはその相当部分を死亡
退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当す
ることが確認されているときは、死亡保険金受取人または高度障害保険金受取人
は保険金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必要書類を提出するこ
とを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そ
のうちの１人からの提出で取り扱います。

   第５条  補足説明

  ＊１ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の日

  第３条（責任開始の時）に規定
する「がん給付以外の給付」の
責任開始の時を含む日をいいま
す。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

 第４条  補足説明

  ＊６ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の時以後の原因

  「がん給付以外の給付」の責任
開始の時 ＊１ 前にすでに生じて
いた障害状態の原因と因果関係
のないものに限ります。

  ＊７ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  項　目    内　容  

  ② ７大疾病保険金の支払
事由が生じた場合で、
その支払前に高度障害
保険金の支払請求を受
け、高度障害保険金が
支払われるとき  

  ７大疾病保険金の支払事由が生じないで高度障害保
険金の支払事由が生じたものとして取り扱い、７大
疾病保険金は支払いません。  

  ③ 高度障害保険金または
７ 大 疾 病 保 険 金 を 支
払ったとき  

  ア．この保険契約は、その支払事由が生じた時にさ
かのぼって消滅します。

  イ．その後に高度障害保険金または７大疾病保険金
の支払請求を受けても、高度障害保険金または
７大疾病保険金は支払いません。

    

  ⑵ 死亡保険金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑶ 高度障害保険金について

  項　目    内　容  

  ① 高度障害保険金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 「がん給付以外の給付」
の責任開始の時 ＊１ 前に
すでに障害状態が生じ
ていたとき　  

  その障害状態に、「がん給付以外の給付」の責任開
始の時 ＊１ 以後の原因 ＊６ による障害状態が新たに加
わって高度障害状態（別表３ ★ ）になったときは、
高度障害保険金の支払事由が生じたものとします。  

  ③ 被保険者が、「がん給付
以外の給付」の責任開
始の時 ＊１ 前に生じた原
因により高度障害状態

（別表３ ★ ）になったと
き

    

  次のいずれかに該当する場合には、「がん給付以外
の給付」の責任開始の時 ＊１ 以後の疾病によるものと
みなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊７ に、会社が、告知（第

23条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、「がん給付以外の給付」の
責任開始の時 ＊１ 以後の疾病によるものとみな
しません。

  イ．その原因について、この保険契約の「がん給付
以外の給付」の責任開始の時 ＊１ 前に、被保険者
が医師の診療を受けたことがなく、かつ、健康
診断等において異常の指摘を受けたことがない
場合。ただし、その原因による症状について保
険契約者または被保険者が認識または自覚して
いた場合には、「がん給付以外の給付」の責任
開始の時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしま
せん。  

  ⑷ ７大疾病保険金について

  項　目    内　容  

  ① ７大疾病保険金受取人    高度障害保険金受取人と同一とします。  
  ② 被保険者が、「がん給付

以外の給付」の責任開
始の時 ＊１ 前に発病した

「がん以外の７大疾病」
を原因として、７大疾
病保険金の支払事由に
該当したとき  

  この保険契約の締結の際に会社の承諾した範囲内で
７大疾病保険金を支払います。ただし、告知義務違
反（第24条）があったときは、この限りではあり
ません。  
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  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、保険金の受取人（保険金の
受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または保険金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は保
険金を支払いません。

  ★別表５（P.200参照）  

   ５ 保険金の支払方法の選択について

   第８条  保険金の支払方法の選択

  保険金が支払われるときは、保険金の受取人は、会社の取扱いの範囲内で、保険
金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することが
できます。

   ６ 保険料の払込免除について

   第９条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第12条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第10条）
に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  
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  被保険者が、「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表６ ★ ）による傷害を直接の原因として、その事故の
日からその日を含めて180日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体
障害の状態（別表３ ★ ）になったとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 「がん給付以外の給付」
の責任開始の時 ＊１ 前に
すでに障害状態が生じ
ていたとき  

  その障害状態に、「がん給付以外の給付」の責任開
始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表６ ★ ）によ
る傷害を直接の原因とする障害状態が新たに加わっ
て、その事故の日からその日を含めて180日以内
に身体障害の状態（別表３ ★ ）になったときは、保
険料の払込免除事由が生じたものとします。  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第12
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第２条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表３（P.198参照）、別表６（P.201参照）  

   第10条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

 第７条  補足説明

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 保険金
  保険金とともに支払われる金銭
を含みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の時

  第３条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付以外の給付」
について会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第18条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡保険金受取人または高
度障害保険金受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 保険金の支払請求に必要な書類（別表５ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表５（P.200参照）  

   第７条  保険金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表５ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で保険金を支払います。

  ２．会社は、保険金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から保険金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、保険金を支払うべき期限は、必要書類（別表
５ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 保険金の支払事由（第４条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 保険金支払いの免責事由（第５条）
に該当する可能性がある場合  

  保険金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第24条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第26
条）、詐欺（第21条）または不法
取得目的（第22条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第26条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは保険金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは保
険金請求の意図に関する保険契約の締
結時から保険金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、保険金を支払うべき期
限は、必要書類（別表５ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めてそ
れぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または保
険金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

 第６条  補足説明

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。
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  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、保険金の受取人（保険金の
受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または保険金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は保
険金を支払いません。

  ★別表５（P.200参照）  

   ５ 保険金の支払方法の選択について

   第８条  保険金の支払方法の選択

  保険金が支払われるときは、保険金の受取人は、会社の取扱いの範囲内で、保険
金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することが
できます。

   ６ 保険料の払込免除について

   第９条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第12条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第10条）
に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  
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  被保険者が、「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表６ ★ ）による傷害を直接の原因として、その事故の
日からその日を含めて180日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体
障害の状態（別表３ ★ ）になったとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 「がん給付以外の給付」
の責任開始の時 ＊１ 前に
すでに障害状態が生じ
ていたとき  

  その障害状態に、「がん給付以外の給付」の責任開
始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表６ ★ ）によ
る傷害を直接の原因とする障害状態が新たに加わっ
て、その事故の日からその日を含めて180日以内
に身体障害の状態（別表３ ★ ）になったときは、保
険料の払込免除事由が生じたものとします。  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第12
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第２条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表３（P.198参照）、別表６（P.201参照）  

   第10条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

 第７条  補足説明

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 保険金
  保険金とともに支払われる金銭
を含みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の時

  第３条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付以外の給付」
について会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第18条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡保険金受取人または高
度障害保険金受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 保険金の支払請求に必要な書類（別表５ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表５（P.200参照）  

   第７条  保険金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表５ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で保険金を支払います。

  ２．会社は、保険金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から保険金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、保険金を支払うべき期限は、必要書類（別表
５ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 保険金の支払事由（第４条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 保険金支払いの免責事由（第５条）
に該当する可能性がある場合  

  保険金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第24条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第26
条）、詐欺（第21条）または不法
取得目的（第22条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第26条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは保険金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは保
険金請求の意図に関する保険契約の締
結時から保険金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、保険金を支払うべき期
限は、必要書類（別表５ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めてそ
れぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または保
険金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

 第６条  補足説明

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。
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   第13条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第13条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
12条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第12条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第12条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき　  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第14条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第12条）の契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（保険金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第12条）までに、保険金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除
事由（第９条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 保険金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。  
  ⑵ 保険料の払込みを免除

するとき  
  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第15条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
12条）を年払に変更することを必要とします。

      保険料の払込免除の免責事由 
（保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表３ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表３（P.198参照）  

   ７ 保険料の払込免除の請求手続について

   第11条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表５ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第７条（保険金の支払時期）
の規定を準用します。

  ★別表５（P.200参照）  

   ８ 保険料の払込みについて

   第12条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２     

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第13条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。
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   第13条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第13条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
12条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第12条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第12条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき　  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第14条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第12条）の契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（保険金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第12条）までに、保険金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除
事由（第９条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 保険金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。  
  ⑵ 保険料の払込みを免除

するとき  
  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第15条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
12条）を年払に変更することを必要とします。

      保険料の払込免除の免責事由 
（保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  
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体
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  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表３ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表３（P.198参照）  

   ７ 保険料の払込免除の請求手続について

   第11条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表５ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第７条（保険金の支払時期）
の規定を準用します。

  ★別表５（P.200参照）  

   ８ 保険料の払込みについて

   第12条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２     

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第13条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

183

約

款

５
年
ご
と
利
差
配
当
付
７
大
疾
病
終
身
保
険
（
低
解
約
返
戻
金
型
）



 第16条  補足説明

  ＊２ 保険料
本条の規定による貸付金により
充当される最終の月の保険料と
します。

  ＊３ 本条の規定による貸付金と
その利息との合計額

  第27条（保険契約者に対する
貸付）の規定による貸付金があ
るときは、貸付元利金を含んだ
金額とします。

  項　目    内　容  

  ⑵ 貸付金の利息    ① 年払契約の場合
  未払込保険料の払込猶予期間満了日（第12条）
の翌日以後、年８％以下の会社の定める利率 
 で計算し、未払込保険料の払込猶予期間満了日
の翌日以後１年経過するごとに元金に繰り入れ
ます。

  ② 半年払契約の場合
  未払込保険料の払込猶予期間満了日の翌日以
後、半年４％以下の会社の定める利率  で計算
し、未払込保険料の払込猶予期間満了日の翌日
以後半年経過するごとに元金に繰り入れます。

  ③ 月払契約の場合
  保険料 ＊２ の払込期月に対応する払込猶予期間
満了日の翌日以後、月8/12％以下の会社の定
める利率  で計算し、保険料 ＊２ の払込期月に対
応する払込猶予期間満了日の翌日以後半年経過
するごとに元金に繰り入れます。ただし、本条
の規定による貸付が行われた後に、新たに本条
の規定による貸付が行われる場合で、直前の貸
付金の利息を元金に繰り入れる前に新たな貸付
金の利息が起算されるときは、直前の貸付金の
利息は、新たな貸付金の利息の起算日に元金に
繰り入れます。  

  ⑶ 本条の規定による貸付
金とその利息との合計
額 ＊３ が返戻金額を超え
たとき  

  保険契約者は、貸付元利金と返戻金額の差額以上の
金額を払い込むことを必要とします。この場合、会
社は、その旨を保険契約者に通知します。  

  ⑷ 会社が⑶の通知を発し
た日を含む月の翌月末
日までに、貸付元利金
と返戻金額の差額以上
の金額が払い込まれな
いとき  

  この保険契約は、会社が⑶の通知を発した日を含む
月の翌々月１日から効力を失います。  

  ⑸ 貸付金の精算    会社は、次のときに、支払うべき金額から貸付元利
金を差し引きます。
  ① 保険金が支払われるとき
  ② 保険金額が減額（第31条）されたとき
  ③ ①以外の事由によってこの保険契約が消滅した

とき  
  ⑹ 本条の規定による貸付

を行わなかったものと
するとき  

  本条の規定による貸付が行われた場合でも、猶予期
間満了日の翌日からその日を含めて３か月以内に保
険契約者から次のいずれかの請求があったときは、
本条の規定による貸付を行わなかったものとして、
その請求による取扱いを行います。
  ① この保険契約の解約（第32条）
  ② 払済７大疾病終身保険への変更（第30条）。た

だし、この保険契約が効力を失っている場合（第
17条）を除きます。  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第15条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  本条の１．に規定する金額を保
険料として払い込んだものとみ
なして第33条（返戻金）の規
定により計算し、本条または第
27条（保険契約者に対する貸
付）の規定による貸付金がある
ときは、貸付元利金を差し引い
た残額とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率  で割り引

きます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率  に

よる利息をつけて、これを前納金に繰り入れま
す。

  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第２条）の応
当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率  で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 保険金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

  ★「会社の定める率」、「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、
最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せ
ください。当社ホームページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第16条  保険料の振替貸付

  １．保険料が払い込まれずに猶予期間（第12条）が満了したときは、あらかじめ保
険契約者から反対の申出がない限り、会社は、次の金額を保険契約者に貸し付け
て、保険料に充当します。

  ⑴ 年払契約および半年払契約の場合には、保険料に相当する金額
  ⑵ 月払契約の場合には、６か月分の保険料に相当する金額。ただし、本条の２．

－⑴の規定により６か月分の保険料に相当する金額の貸付ができないとき
は、貸付ができる範囲で最も多い月数分の保険料に相当する金額とします。  

  ２．保険料の振替貸付について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 貸付金とその利息との
合計額が返戻金額 ＊１ を
超えるとき  

  本条の規定による貸付は行いません。  
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 第16条  補足説明

  ＊２ 保険料
本条の規定による貸付金により
充当される最終の月の保険料と
します。

  ＊３ 本条の規定による貸付金と
その利息との合計額

  第27条（保険契約者に対する
貸付）の規定による貸付金があ
るときは、貸付元利金を含んだ
金額とします。

  項　目    内　容  

  ⑵ 貸付金の利息    ① 年払契約の場合
  未払込保険料の払込猶予期間満了日（第12条）
の翌日以後、年８％以下の会社の定める利率 
 で計算し、未払込保険料の払込猶予期間満了日
の翌日以後１年経過するごとに元金に繰り入れ
ます。

  ② 半年払契約の場合
  未払込保険料の払込猶予期間満了日の翌日以
後、半年４％以下の会社の定める利率  で計算
し、未払込保険料の払込猶予期間満了日の翌日
以後半年経過するごとに元金に繰り入れます。

  ③ 月払契約の場合
  保険料 ＊２ の払込期月に対応する払込猶予期間
満了日の翌日以後、月8/12％以下の会社の定
める利率  で計算し、保険料 ＊２ の払込期月に対
応する払込猶予期間満了日の翌日以後半年経過
するごとに元金に繰り入れます。ただし、本条
の規定による貸付が行われた後に、新たに本条
の規定による貸付が行われる場合で、直前の貸
付金の利息を元金に繰り入れる前に新たな貸付
金の利息が起算されるときは、直前の貸付金の
利息は、新たな貸付金の利息の起算日に元金に
繰り入れます。  

  ⑶ 本条の規定による貸付
金とその利息との合計
額 ＊３ が返戻金額を超え
たとき  

  保険契約者は、貸付元利金と返戻金額の差額以上の
金額を払い込むことを必要とします。この場合、会
社は、その旨を保険契約者に通知します。  

  ⑷ 会社が⑶の通知を発し
た日を含む月の翌月末
日までに、貸付元利金
と返戻金額の差額以上
の金額が払い込まれな
いとき  

  この保険契約は、会社が⑶の通知を発した日を含む
月の翌々月１日から効力を失います。  

  ⑸ 貸付金の精算    会社は、次のときに、支払うべき金額から貸付元利
金を差し引きます。
  ① 保険金が支払われるとき
  ② 保険金額が減額（第31条）されたとき
  ③ ①以外の事由によってこの保険契約が消滅した

とき  
  ⑹ 本条の規定による貸付

を行わなかったものと
するとき  

  本条の規定による貸付が行われた場合でも、猶予期
間満了日の翌日からその日を含めて３か月以内に保
険契約者から次のいずれかの請求があったときは、
本条の規定による貸付を行わなかったものとして、
その請求による取扱いを行います。
  ① この保険契約の解約（第32条）
  ② 払済７大疾病終身保険への変更（第30条）。た

だし、この保険契約が効力を失っている場合（第
17条）を除きます。  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第15条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  本条の１．に規定する金額を保
険料として払い込んだものとみ
なして第33条（返戻金）の規
定により計算し、本条または第
27条（保険契約者に対する貸
付）の規定による貸付金がある
ときは、貸付元利金を差し引い
た残額とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率  で割り引

きます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率  に

よる利息をつけて、これを前納金に繰り入れま
す。

  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第２条）の応
当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率  で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 保険金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

  ★「会社の定める率」、「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、
最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せ
ください。当社ホームページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第16条  保険料の振替貸付

  １．保険料が払い込まれずに猶予期間（第12条）が満了したときは、あらかじめ保
険契約者から反対の申出がない限り、会社は、次の金額を保険契約者に貸し付け
て、保険料に充当します。

  ⑴ 年払契約および半年払契約の場合には、保険料に相当する金額
  ⑵ 月払契約の場合には、６か月分の保険料に相当する金額。ただし、本条の２．

－⑴の規定により６か月分の保険料に相当する金額の貸付ができないとき
は、貸付ができる範囲で最も多い月数分の保険料に相当する金額とします。  

  ２．保険料の振替貸付について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 貸付金とその利息との
合計額が返戻金額 ＊１ を
超えるとき  

  本条の規定による貸付は行いません。  
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 第19条  補足説明

  ＊２ その復活の時から無効とす
る時までの保険料

  その復活の延滞保険料を含みま
す。

   第20条  補足説明

  ＊１ 「がん給付」の責任開始の
時

  第３条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付」について
会社がこの保険契約上の責任を
開始する時（保険期間開始の日
からその日を含めて90日を経
過した日の翌日）をいいます。

  ＊２ がん不担保期間
  保険期間開始の日からその日を
含めて５年を経過する日までの
期間をいいます。

効とする時までの保険料 ＊２ とします。
  ４．本条の３．の場合、この保険契約はその復活が行われずに、解約（第32条）さ

れたものとして取り扱います。
  ５．本条の規定にかかわらず、第24条（告知義務違反による解除）または第26条（重

大事由による解除）に定めるこの保険契約の解除の要件を満たすときは、会社は、
その規定によりこの保険契約を解除することができます。

   第20条  がん給付の責任開始の時前のがん診断確定の場合の特別取扱い

  １．第19条（がん給付の責任開始の時前のがん診断確定による無効）の規定にかか
わらず、次のすべてに該当する場合で、保険契約者から請求があったときは、本
条の２．に規定する特別取扱いを適用し、この保険契約を無効としません。

  ⑴ 被保険者が、保険契約締結の際の告知（第23条）の時前または告知の時か
ら「がん給付」の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていたとき

  ⑵ 告知の時前に被保険者ががんと診断確定されていた事実を保険契約者および
被保険者のすべてが知らなかったとき  

  ２．特別取扱いの内容は、次のとおりとします。

  ⑴ 第４条（保険金の支払い）に規定する７大疾病保険金の支払事由中、「がん
給付の責任開始の時前にがんと診断確定されたことがないこと」を必要とす
る旨の規定は適用しません。

  ⑵ 第４条（保険金の支払い）の規定にかかわらず、がん不担保期間 ＊２ 中に診断
確定されたがんについては、７大疾病保険金を支払いません。

  ⑶ 第４条（保険金の支払い）の規定にかかわらず、この保険契約締結の際の告
知の時前または告知の時から「がん給付」の責任開始の時 ＊１ 前に診断確定さ
れていたがんが生じた臓器と同一種類の臓器（別表７ ★ ）に生じたがんにつ
いては、がん不担保期間 ＊２ 経過後でも７大疾病保険金を支払いません。  

  ３．本条の１．および２．の規定は、この保険契約の復活（第18条）の場合に準用
します。

  ★別表７（P.202参照）  

   10 取消しと無効について

   第21条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第18条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第22条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
18条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 保険金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に保険金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第23条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第18条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

   第18条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

   第19条  補足説明

  ＊１ 「がん給付」の責任開始の
時

  第３条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付」について
会社がこの保険契約上の責任を
開始する時（保険期間開始の日
からその日を含めて90日を経
過した日の翌日）をいいます。

   ９ 失効と復活について

   第17条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第12条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第33条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第18条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第17条（保険契約の失効）、第16条（保険料の振替貸付）の２．
－⑷または第27条（保険契約者に対する貸付）の⑶の規定によってこの保険契
約が効力を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、
必要書類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。こ
の場合、告知義務（第23条）および告知義務違反による解除（第24条）の規定
を適用します。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第
33条）の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすること
はできません。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。また、第16条（保険料の振替貸付）の２．
－⑷または第27条（保険契約者に対する貸付）の⑶の規定によって効力を失っ
た保険契約を復活させるときは、別に貸付元利金と返戻金額の差額以上の金額を
払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、本条の２．の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   第19条  がん給付の責任開始の時前のがん診断確定による無効

  １．被保険者がこの保険契約締結の際の告知（第23条）の時前または告知の時から「が
ん給付」の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていた場合には、保険契約者
および被保険者が、その事実を知っていた場合、知らなかった場合のいずれにつ
いても、この保険契約は無効とします。

  ２．本条の１．の場合には、それまでに会社に払い込まれた保険料は次のとおり取り
扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 告知の時前に被保険者
ががんと診断確定され
ていたとき  

  ① その事実を保険契約者および被保険者のすべて
が知らなかったときは、保険契約者に払い戻し
ます。

  ② その事実を保険契約者および被保険者のいずれ
か１人でも知っていたときは、払い戻しません。  

  ⑵ 告知の時前にがんと診
断確定されたことのな
い被保険者が、告知の
時から「がん給付」の
責任開始の時 ＊１ の前日
までにがんと診断確定
されていたとき  

  保険契約者に払い戻します。  

  ３．本条の１．および２．の規定は、この保険契約の復活（第18条）の場合に準用
します。ただし、それまでに会社に払い込まれた保険料は、その復活の時から無
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 第19条  補足説明

  ＊２ その復活の時から無効とす
る時までの保険料

  その復活の延滞保険料を含みま
す。

   第20条  補足説明

  ＊１ 「がん給付」の責任開始の
時

  第３条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付」について
会社がこの保険契約上の責任を
開始する時（保険期間開始の日
からその日を含めて90日を経
過した日の翌日）をいいます。

  ＊２ がん不担保期間
  保険期間開始の日からその日を
含めて５年を経過する日までの
期間をいいます。

効とする時までの保険料 ＊２ とします。
  ４．本条の３．の場合、この保険契約はその復活が行われずに、解約（第32条）さ

れたものとして取り扱います。
  ５．本条の規定にかかわらず、第24条（告知義務違反による解除）または第26条（重

大事由による解除）に定めるこの保険契約の解除の要件を満たすときは、会社は、
その規定によりこの保険契約を解除することができます。

   第20条  がん給付の責任開始の時前のがん診断確定の場合の特別取扱い

  １．第19条（がん給付の責任開始の時前のがん診断確定による無効）の規定にかか
わらず、次のすべてに該当する場合で、保険契約者から請求があったときは、本
条の２．に規定する特別取扱いを適用し、この保険契約を無効としません。

  ⑴ 被保険者が、保険契約締結の際の告知（第23条）の時前または告知の時か
ら「がん給付」の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていたとき

  ⑵ 告知の時前に被保険者ががんと診断確定されていた事実を保険契約者および
被保険者のすべてが知らなかったとき  

  ２．特別取扱いの内容は、次のとおりとします。

  ⑴ 第４条（保険金の支払い）に規定する７大疾病保険金の支払事由中、「がん
給付の責任開始の時前にがんと診断確定されたことがないこと」を必要とす
る旨の規定は適用しません。

  ⑵ 第４条（保険金の支払い）の規定にかかわらず、がん不担保期間 ＊２ 中に診断
確定されたがんについては、７大疾病保険金を支払いません。

  ⑶ 第４条（保険金の支払い）の規定にかかわらず、この保険契約締結の際の告
知の時前または告知の時から「がん給付」の責任開始の時 ＊１ 前に診断確定さ
れていたがんが生じた臓器と同一種類の臓器（別表７ ★ ）に生じたがんにつ
いては、がん不担保期間 ＊２ 経過後でも７大疾病保険金を支払いません。  

  ３．本条の１．および２．の規定は、この保険契約の復活（第18条）の場合に準用
します。

  ★別表７（P.202参照）  

   10 取消しと無効について

   第21条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第18条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第22条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
18条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 保険金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に保険金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第23条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第18条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

   第18条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

   第19条  補足説明

  ＊１ 「がん給付」の責任開始の
時

  第３条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付」について
会社がこの保険契約上の責任を
開始する時（保険期間開始の日
からその日を含めて90日を経
過した日の翌日）をいいます。

   ９ 失効と復活について

   第17条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第12条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第33条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第18条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第17条（保険契約の失効）、第16条（保険料の振替貸付）の２．
－⑷または第27条（保険契約者に対する貸付）の⑶の規定によってこの保険契
約が効力を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、
必要書類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。こ
の場合、告知義務（第23条）および告知義務違反による解除（第24条）の規定
を適用します。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第
33条）の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすること
はできません。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。また、第16条（保険料の振替貸付）の２．
－⑷または第27条（保険契約者に対する貸付）の⑶の規定によって効力を失っ
た保険契約を復活させるときは、別に貸付元利金と返戻金額の差額以上の金額を
払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、本条の２．の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   第19条  がん給付の責任開始の時前のがん診断確定による無効

  １．被保険者がこの保険契約締結の際の告知（第23条）の時前または告知の時から「が
ん給付」の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていた場合には、保険契約者
および被保険者が、その事実を知っていた場合、知らなかった場合のいずれにつ
いても、この保険契約は無効とします。

  ２．本条の１．の場合には、それまでに会社に払い込まれた保険料は次のとおり取り
扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 告知の時前に被保険者
ががんと診断確定され
ていたとき  

  ① その事実を保険契約者および被保険者のすべて
が知らなかったときは、保険契約者に払い戻し
ます。

  ② その事実を保険契約者および被保険者のいずれ
か１人でも知っていたときは、払い戻しません。  

  ⑵ 告知の時前にがんと診
断確定されたことのな
い被保険者が、告知の
時から「がん給付」の
責任開始の時 ＊１ の前日
までにがんと診断確定
されていたとき  

  保険契約者に払い戻します。  

  ３．本条の１．および２．の規定は、この保険契約の復活（第18条）の場合に準用
します。ただし、それまでに会社に払い込まれた保険料は、その復活の時から無
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   第26条  補足説明

  ＊１ 保険金
  この保険契約の保険金または保
険料の払込免除をいいます。

  ＊２ 保険金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが保険金
の受取人のみであり、その保険
金の受取人が保険金の一部の受
取人であるときは、保険金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き保険金をいいます。

   第27条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  第33条（返戻金）の規定によ
り計算し、第16条（保険料の
振替貸付）または本条の規定に
よる貸付金があるときは、貸付
元利金を差し引いた残額としま
す。

て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合は被保険者を除きます。）または
保険金の受取人が保険金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に保険金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 保険金 ＊１ の請求に関し、保険金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または保険金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または保険金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、保険金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由（第９条）が
生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この場
合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、保険金の支
払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その保険金の支払いま
たは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第24条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第33条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、保険金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し保険金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない保険金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

   12 保険契約者に対する貸付について

   第27条  保険契約者に対する貸付

  保険契約者は、返戻金額 ＊１ のうち会社の定める限度内で、貸付を受けることがで
きます。この場合、次のとおり取り扱います。

   第25条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 保険期間開始の日
  第２条（保険期間開始の時）に
規定する保険期間開始の日をい
います。なお、この保険契約の
復活の際の告知義務違反による
解除に関しては、復活の日とし
ます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、保険金の支払事由（第４条）ま
たは保険料の払込免除事由（第９条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち
書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第24条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第18条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第23条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、保険金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由（第９条）が
生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。こ
の場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、保険金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者ま
たは保険金の受取人が証明したときは、会社は、保険金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または保険金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第33条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第25条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第24条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結、復活（第18条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第23条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第23条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 保険期間開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に保険金の支払事由（第４
条）または保険料の払込免除事由（第９条）が生じないで、その期間を経過
したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第23条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第26条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ

188



   第26条  補足説明

  ＊１ 保険金
  この保険契約の保険金または保
険料の払込免除をいいます。

  ＊２ 保険金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが保険金
の受取人のみであり、その保険
金の受取人が保険金の一部の受
取人であるときは、保険金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き保険金をいいます。

   第27条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  第33条（返戻金）の規定によ
り計算し、第16条（保険料の
振替貸付）または本条の規定に
よる貸付金があるときは、貸付
元利金を差し引いた残額としま
す。

て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合は被保険者を除きます。）または
保険金の受取人が保険金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に保険金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 保険金 ＊１ の請求に関し、保険金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または保険金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または保険金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、保険金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由（第９条）が
生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この場
合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、保険金の支
払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その保険金の支払いま
たは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第24条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第33条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、保険金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し保険金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない保険金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

   12 保険契約者に対する貸付について

   第27条  保険契約者に対する貸付

  保険契約者は、返戻金額 ＊１ のうち会社の定める限度内で、貸付を受けることがで
きます。この場合、次のとおり取り扱います。

   第25条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 保険期間開始の日
  第２条（保険期間開始の時）に
規定する保険期間開始の日をい
います。なお、この保険契約の
復活の際の告知義務違反による
解除に関しては、復活の日とし
ます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、保険金の支払事由（第４条）ま
たは保険料の払込免除事由（第９条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち
書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第24条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第18条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第23条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、保険金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由（第９条）が
生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。こ
の場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、保険金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者ま
たは保険金の受取人が証明したときは、会社は、保険金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または保険金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第33条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第25条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第24条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結、復活（第18条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第23条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第23条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 保険期間開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に保険金の支払事由（第４
条）または保険料の払込免除事由（第９条）が生じないで、その期間を経過
したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第23条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第26条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
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   第33条  補足説明

  ＊１ 低解約返戻金割合
  低解約返戻金期間中の返戻金の
支払割合をいい、70％としま
す。

  ＊２ 保険契約の解約（第32条）
等

  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ 保険契約の解約（第32条）
  ⑵ 保険契約の失効（第17条）
  ⑶ 告知義務違反による解除

（第24条)
  ⑷ 重大事由による解除（第

26条）
  ⑸ 払済７大疾病終身保険への

変更（第30条）
  ⑹ 保険金額の減額（第31条）

   第34条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
12条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

  ★「払済７大疾病終身保険への変更の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に
必要な書類について」に掲載しています（P.999参照）。  

   第31条  保険金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって保険金額を減額 ★ することができます。ただし、
会社は、減額後の保険金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．保険金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分に対応する返戻金（第33条）があるときは、この返戻金を保険契約
者に支払います。この場合、第７条（保険金の支払時期）の１．の規定を準
用します。

  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 保険金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している

情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）
します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   14 解約等について

   第32条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第33条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第33条  返戻金

  １．返戻金は、保険料を払い込んだ年月数により計算します。なお、低解約返戻金期
間中の返戻金額は、返戻金を抑制しない場合の金額に低解約返戻金割合 ＊１ を乗じ
た金額とします。

  ２．本条の１．にかかわらず、保険契約の解約(第32条)等 ＊２ の時期が低解約返戻金
期間経過後にある場合でも、次のいずれかのときは、返戻金額は、返戻金を抑制
しない場合の金額に低解約返戻金割合 ＊１ を乗じた金額とします。

  ⑴ 低解約返戻金期間を保険料払込期間とする場合には、保険料払込期間中の最
終の保険料が払い込まれていないとき

  ⑵ 低解約返戻金期間を契約成立日（第２条）から被保険者の年齢が85歳とな
る契約成立日の応当日（年単位）の前日までの期間とする場合には、被保険
者の年齢が85歳となる契約成立日の応当日（年単位）を含む払込期月の保
険料が払い込まれていないとき  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。

   第34条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第９条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、保険金を支払うときはその受
取人に支払います。

 第27条  補足説明

  ＊２ 本条の規定による貸付金と
その利息との合計額

  第16条（保険料の振替貸付）
の規定による貸付金があるとき
は、貸付元利金を含んだ金額と
します。

   第30条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  第33条（返戻金）の規定によ
り計算し、第16条（保険料の
振替貸付）または第27条（保
険契約者に対する貸付）の規定
による貸付金があるときは、貸
付元利金を差し引いた残額とし
ます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 貸付金の利息    会社の定める利率  で計算します。  
  ⑵ 本条の規定による貸付

金とその利息との合計
額 ＊２ が返戻金額を超え
たとき  

  保険契約者は、貸付元利金と返戻金額の差額以上の
金額を払い込むことを必要とします。この場合、会
社は、その旨を保険契約者に通知します。  

  ⑶ 会社が⑵の通知を発し
た日を含む月の翌月末
日までに、貸付元利金
と返戻金額の差額以上
の金額が払い込まれな
いとき  

  この保険契約は、会社が⑵の通知を発した日を含む
月の翌々月１日から効力を失います。  

  ⑷ 貸付金の精算    会社は、次のときに、支払うべき金額から貸付元利
金を差し引きます。
  ① 保険金が支払われるとき
  ② 保険金額が減額（第31条）されたとき
  ③ ①以外の事由によってこの保険契約が消滅した

とき  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   13 契約内容の変更について

   第28条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第12条（保険料の払込み）および第13条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第12条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第29条  保険料払込期間の変更

  この保険契約の保険料払込期間の変更は取り扱いません。

   第30条  払済７大疾病終身保険への変更

  １．保険契約者は、将来の保険料の払込みを中止して、この保険契約を払済７大疾病
終身保険に変更  することができます。ただし、変更後の保険金額が会社の定め
る金額に満たないときは、この取扱いをしません。

  ２．払済７大疾病終身保険への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後の保険金額    返戻金額 ＊１ によって定めます。  
  ⑵ 払済７大疾病終身保険

に変更されたとき  
  ① 払済７大疾病終身保険に変更された旨を保険契

約者に通知（電気通信回線に接続している情報
処理の用に供する機器上に設けられた画面表示
による提供を含みます。）します。

  ② 第33条（返戻金）の規定にかかわらず、払済
７大疾病終身保険に変更後の返戻金額は抑制し
ません。  
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   第33条  補足説明

  ＊１ 低解約返戻金割合
  低解約返戻金期間中の返戻金の
支払割合をいい、70％としま
す。

  ＊２ 保険契約の解約（第32条）
等

  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ 保険契約の解約（第32条）
  ⑵ 保険契約の失効（第17条）
  ⑶ 告知義務違反による解除

（第24条)
  ⑷ 重大事由による解除（第

26条）
  ⑸ 払済７大疾病終身保険への

変更（第30条）
  ⑹ 保険金額の減額（第31条）

   第34条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
12条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

  ★「払済７大疾病終身保険への変更の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に
必要な書類について」に掲載しています（P.999参照）。  

   第31条  保険金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって保険金額を減額 ★ することができます。ただし、
会社は、減額後の保険金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．保険金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分に対応する返戻金（第33条）があるときは、この返戻金を保険契約
者に支払います。この場合、第７条（保険金の支払時期）の１．の規定を準
用します。

  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 保険金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している

情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）
します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   14 解約等について

   第32条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第33条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第33条  返戻金

  １．返戻金は、保険料を払い込んだ年月数により計算します。なお、低解約返戻金期
間中の返戻金額は、返戻金を抑制しない場合の金額に低解約返戻金割合 ＊１ を乗じ
た金額とします。

  ２．本条の１．にかかわらず、保険契約の解約(第32条)等 ＊２ の時期が低解約返戻金
期間経過後にある場合でも、次のいずれかのときは、返戻金額は、返戻金を抑制
しない場合の金額に低解約返戻金割合 ＊１ を乗じた金額とします。

  ⑴ 低解約返戻金期間を保険料払込期間とする場合には、保険料払込期間中の最
終の保険料が払い込まれていないとき

  ⑵ 低解約返戻金期間を契約成立日（第２条）から被保険者の年齢が85歳とな
る契約成立日の応当日（年単位）の前日までの期間とする場合には、被保険
者の年齢が85歳となる契約成立日の応当日（年単位）を含む払込期月の保
険料が払い込まれていないとき  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。

   第34条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第９条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、保険金を支払うときはその受
取人に支払います。

 第27条  補足説明

  ＊２ 本条の規定による貸付金と
その利息との合計額

  第16条（保険料の振替貸付）
の規定による貸付金があるとき
は、貸付元利金を含んだ金額と
します。

   第30条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  第33条（返戻金）の規定によ
り計算し、第16条（保険料の
振替貸付）または第27条（保
険契約者に対する貸付）の規定
による貸付金があるときは、貸
付元利金を差し引いた残額とし
ます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 貸付金の利息    会社の定める利率  で計算します。  
  ⑵ 本条の規定による貸付

金とその利息との合計
額 ＊２ が返戻金額を超え
たとき  

  保険契約者は、貸付元利金と返戻金額の差額以上の
金額を払い込むことを必要とします。この場合、会
社は、その旨を保険契約者に通知します。  

  ⑶ 会社が⑵の通知を発し
た日を含む月の翌月末
日までに、貸付元利金
と返戻金額の差額以上
の金額が払い込まれな
いとき  

  この保険契約は、会社が⑵の通知を発した日を含む
月の翌々月１日から効力を失います。  

  ⑷ 貸付金の精算    会社は、次のときに、支払うべき金額から貸付元利
金を差し引きます。
  ① 保険金が支払われるとき
  ② 保険金額が減額（第31条）されたとき
  ③ ①以外の事由によってこの保険契約が消滅した

とき  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   13 契約内容の変更について

   第28条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第12条（保険料の払込み）および第13条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第12条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第29条  保険料払込期間の変更

  この保険契約の保険料払込期間の変更は取り扱いません。

   第30条  払済７大疾病終身保険への変更

  １．保険契約者は、将来の保険料の払込みを中止して、この保険契約を払済７大疾病
終身保険に変更  することができます。ただし、変更後の保険金額が会社の定め
る金額に満たないときは、この取扱いをしません。

  ２．払済７大疾病終身保険への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後の保険金額    返戻金額 ＊１ によって定めます。  
  ⑵ 払済７大疾病終身保険

に変更されたとき  
  ① 払済７大疾病終身保険に変更された旨を保険契

約者に通知（電気通信回線に接続している情報
処理の用に供する機器上に設けられた画面表示
による提供を含みます。）します。

  ② 第33条（返戻金）の規定にかかわらず、払済
７大疾病終身保険に変更後の返戻金額は抑制し
ません。  
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   第41条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により保険金の受取人となった者
のうち生存している他の保険金の受取人を保険金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により保険金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第39条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第40条  保険契約者の代表者および保険金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡保険金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。高度障害保険金および７大疾病保険金についても同様としま
す。

   16 契約年齢の計算等について

   第41条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第２
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第42条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第41条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第２条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは保険金額を調整して処理します。

   第43条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または保険金額を調整し
て処理します。

   17 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第44条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と

   第35条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

  ⑴ 保険金の支払事由（第４条）または免責事由（第５条）に該当したとき（保
険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第24条）または重大事由（第26条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第31条）または解約（第32条）されたとき  

   第35条  保険金の受取人による保険契約の存続

  １． 保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす保険金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、保険金の支払事由（第４条）
が生じ、会社が保険金を支払うべきときは、その支払うべき金額の限度で、本条
の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権
者等に支払った金額を差し引いた残額を、保険金の受取人に支払います。

   15 保険金の受取人および保険契約者について

   第36条  会社への通知による保険金の受取人の変更

  １．保険契約者は、保険金の支払事由（第４条）が発生するまでは、被保険者の同意
を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、保険金の受取人を変更することがで
きます。ただし、高度障害保険金受取人は、保険契約者または被保険者に限り、
７大疾病保険金受取人は、高度障害保険金受取人と同一とします。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の保険金の受取人に保険金を支払っ
たときは、その支払い後に変更後の保険金の受取人から保険金の請求を受けても、
会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第37条  遺言による保険金の受取人の変更

  １．第36条（会社への通知による保険金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、保険金の支払事由（第４条）が発生するまでは、法律上有効な遺言により、
保険金の受取人を変更することができます。ただし、高度障害保険金受取人は、
保険契約者または被保険者に限り、７大疾病保険金受取人は、高度障害保険金受
取人と同一とします。

  ２．本条の１．の保険金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による保険金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第38条  保険金の受取人の死亡

  １．保険金の受取人が保険金の支払事由（第４条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を保険金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により保険金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
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   第41条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により保険金の受取人となった者
のうち生存している他の保険金の受取人を保険金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により保険金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第39条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第40条  保険契約者の代表者および保険金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡保険金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。高度障害保険金および７大疾病保険金についても同様としま
す。

   16 契約年齢の計算等について

   第41条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第２
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第42条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第41条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第２条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは保険金額を調整して処理します。

   第43条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または保険金額を調整し
て処理します。

   17 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第44条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と

   第35条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

  ⑴ 保険金の支払事由（第４条）または免責事由（第５条）に該当したとき（保
険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第24条）または重大事由（第26条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第31条）または解約（第32条）されたとき  

   第35条  保険金の受取人による保険契約の存続

  １． 保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす保険金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、保険金の支払事由（第４条）
が生じ、会社が保険金を支払うべきときは、その支払うべき金額の限度で、本条
の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権
者等に支払った金額を差し引いた残額を、保険金の受取人に支払います。

   15 保険金の受取人および保険契約者について

   第36条  会社への通知による保険金の受取人の変更

  １．保険契約者は、保険金の支払事由（第４条）が発生するまでは、被保険者の同意
を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、保険金の受取人を変更することがで
きます。ただし、高度障害保険金受取人は、保険契約者または被保険者に限り、
７大疾病保険金受取人は、高度障害保険金受取人と同一とします。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の保険金の受取人に保険金を支払っ
たときは、その支払い後に変更後の保険金の受取人から保険金の請求を受けても、
会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第37条  遺言による保険金の受取人の変更

  １．第36条（会社への通知による保険金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、保険金の支払事由（第４条）が発生するまでは、法律上有効な遺言により、
保険金の受取人を変更することができます。ただし、高度障害保険金受取人は、
保険契約者または被保険者に限り、７大疾病保険金受取人は、高度障害保険金受
取人と同一とします。

  ２．本条の１．の保険金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による保険金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第38条  保険金の受取人の死亡

  １．保険金の受取人が保険金の支払事由（第４条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を保険金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により保険金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
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   第47条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第18条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第49条  補足説明

  ＊１ 保険金の受取人
  保険金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。   

または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第47条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 死亡保険金の金額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ （第２条）
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第48条  時効

  保険金（第４条）、保険料の払込免除（第９条）、返戻金（第33条）または社員
配当金（第44条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使できる
ようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第49条  管轄裁判所

  １．この保険契約における保険金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または保険金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の
１．の規定を準用します。

   

   第44条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険料払込期間満了後は、保険
料払込期間満了日の翌日としま
す。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条において「５年
ごと応当日」といいます。

  ＊３ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる
保険契約  

  支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第２条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率  による利息をつけて積
み立てます。ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前日までの保
険料がすべて払い込まれている場合に限りま
す。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．保険金を支払うときは、その受取人に支払

います。
  イ．保険金の支払以外により保険契約が消滅す

るときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

契約の転換により消滅
する保険契約  

  返戻金に加えて取り扱います。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、保険金の支
払いにより消滅する保
険契約  

  保険金とともにその受取人に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消
滅する保険契約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第７
条（保険金の支払時期）の１．の規定を準用します。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   18 その他

   第45条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第46条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
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   第47条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第18条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第49条  補足説明

  ＊１ 保険金の受取人
  保険金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。   

または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第47条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 死亡保険金の金額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ （第２条）
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第48条  時効

  保険金（第４条）、保険料の払込免除（第９条）、返戻金（第33条）または社員
配当金（第44条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使できる
ようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第49条  管轄裁判所

  １．この保険契約における保険金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または保険金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の
１．の規定を準用します。

   

   第44条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険料払込期間満了後は、保険
料払込期間満了日の翌日としま
す。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条において「５年
ごと応当日」といいます。

  ＊３ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる
保険契約  

  支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第２条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率  による利息をつけて積
み立てます。ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前日までの保
険料がすべて払い込まれている場合に限りま
す。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．保険金を支払うときは、その受取人に支払

います。
  イ．保険金の支払以外により保険契約が消滅す

るときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

契約の転換により消滅
する保険契約  

  返戻金に加えて取り扱います。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、保険金の支
払いにより消滅する保
険契約  

  保険金とともにその受取人に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消
滅する保険契約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第７
条（保険金の支払時期）の１．の規定を準用します。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   18 その他

   第45条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第46条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
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  別表２　
  １．７大疾病保険金の支払対象となる「がん以外の給付」

  ７大疾病保険金の支払対象となる「がん以外の給付」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目
中下記のものとし、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要
ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。ただし、「⑴　急性心筋梗塞、拡張型心筋症」および「⑵　脳卒中、脳
動脈瘤」については、２．によって定義づけられる疾病であることを必要とします。

  疾病名    分類項目    基本分類コード  

  ⑴  
  急性心筋梗塞  

  虚血性心疾患（Ⅰ20-Ⅰ25）のうち、      
  　急性心筋梗塞    Ⅰ21  
  　再発性心筋梗塞    Ⅰ22  

  拡張型心筋症  
  心筋症（Ⅰ42）のうち、      
  　拡張型心筋症    Ⅰ42.0  

  ⑵  

  脳卒中  

  脳血管疾患（Ⅰ60-Ⅰ69）のうち、      
  　くも膜下出血    Ⅰ60  
　  脳内出血    Ⅰ61  
　  脳梗塞    Ⅰ63  

  脳動脈瘤  
  その他の脳血管疾患（Ⅰ67）のうち、      
  　脳動脈壁の解離、非＜未＞破裂性    Ⅰ67.0  
  　脳動脈瘤、非＜未＞破裂性    Ⅰ67.1  

  ⑶    慢性腎不全  
  高血圧性腎疾患（Ⅰ12）のうち、      
  　腎不全を伴う高血圧性腎疾患    Ⅰ12.0  
  慢性腎不全    N18  

 ⑷ 
  
    

  肝硬変  

  アルコール性肝疾患（K70）のうち、      
  　アルコール性肝硬変    K70.3  
  肝線維症および肝硬変（K74）のうち、      
  　原発性胆汁性肝硬変    K74.3  
  　続発性胆汁性肝硬変    K74.4  
  　胆汁性肝硬変、詳細不明    K74.5  
  　その他および詳細不明の肝硬変    K74.6  

      食道静脈瘤    食道静脈瘤    Ⅰ85  

  
    

  胃静脈瘤  
  その他の部位の静脈瘤（Ⅰ86）のうち、      
  　胃静脈瘤    Ⅰ86.4  

  ⑸  

  糖尿病    糖尿病    E10-E14  
      糖尿病性網膜症    糖尿病（E10-E14）のうち、    E10.3、E11.3、E12.3、E13.3、

E14.3        　眼合併症を伴うもの  
      糖尿病性壊疽    糖尿病（E10-E14）のうち、    E10.5、E11.5、E12.5、E13.5、

E14.5        　末梢循環合併症を伴うもの  

  ⑹  
  高血圧性疾患    高血圧性疾患    Ⅰ10-Ⅰ15  

    
  大動脈瘤、
  解離性大動脈瘤  

  大動脈瘤および解離    Ⅰ71  

  

   別表１　
  １．７大疾病保険金の支払対象となる悪性新生物および上皮内新生物

  ７大疾病保険金の支払対象となる悪性新生物および上皮内新生物とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められ
た分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類
提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物  
  消化器の悪性新生物  
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物  
  骨および関節軟骨の悪性新生物  
  皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物  
  中皮および軟部組織の悪性新生物  
  乳房の悪性新生物  
  女性生殖器の悪性新生物  
  男性生殖器の悪性新生物  
  腎尿路の悪性新生物  
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物  
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物  
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物  
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物  
  上皮内新生物  
  真正赤血球増加症＜多血症＞  
  骨髄異形成症候群  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のうち、  
  　慢性骨髄増殖性疾患  
  　本態性（出血性）血小板血症  
  リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、  
  　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの  

  C00-C14  
  C15-C26  
  C30-C39  
  C40-C41  
  C43-C44  
  C45-C49  

  C50  
  C51-C58  
  C60-C63  
  C64-C68  
  C69-C72  
  C73-C75  
  C76-C80  
  C81-C96  

  C97  
  D00-D07､ D09  

  D45  
  D46  

    
  D47.1  
  D47.3  

    
  D76.0  

  ２．がんの定義
  １．に定める悪性新生物および上皮内新生物のうち、新生物の形態の性状コードが４．に定める悪性または上皮内癌に該当
するものをいいます。

  ３．がんの診断確定
  がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見（生検を含みます。）による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由および画像所見など他の所見による診断確定

の根拠が明らかであるときは、その診断確定  

  ４．新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　
腫瘍学（NCC監修）第3版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次
のものをいいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
  　　　　　　非侵襲性
  ／３‥‥‥悪性、原発部位
  ／６‥‥‥悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位
  ／９‥‥‥悪性、原発部位または転移部位の別不詳  

196



  別表２　
  １．７大疾病保険金の支払対象となる「がん以外の給付」

  ７大疾病保険金の支払対象となる「がん以外の給付」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目
中下記のものとし、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要
ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。ただし、「⑴　急性心筋梗塞、拡張型心筋症」および「⑵　脳卒中、脳
動脈瘤」については、２．によって定義づけられる疾病であることを必要とします。

  疾病名    分類項目    基本分類コード  

  ⑴  
  急性心筋梗塞  

  虚血性心疾患（Ⅰ20-Ⅰ25）のうち、      
  　急性心筋梗塞    Ⅰ21  
  　再発性心筋梗塞    Ⅰ22  

  拡張型心筋症  
  心筋症（Ⅰ42）のうち、      
  　拡張型心筋症    Ⅰ42.0  

  ⑵  

  脳卒中  

  脳血管疾患（Ⅰ60-Ⅰ69）のうち、      
  　くも膜下出血    Ⅰ60  
　  脳内出血    Ⅰ61  
　  脳梗塞    Ⅰ63  

  脳動脈瘤  
  その他の脳血管疾患（Ⅰ67）のうち、      
  　脳動脈壁の解離、非＜未＞破裂性    Ⅰ67.0  
  　脳動脈瘤、非＜未＞破裂性    Ⅰ67.1  

  ⑶    慢性腎不全  
  高血圧性腎疾患（Ⅰ12）のうち、      
  　腎不全を伴う高血圧性腎疾患    Ⅰ12.0  
  慢性腎不全    N18  

 ⑷ 
  
    

  肝硬変  

  アルコール性肝疾患（K70）のうち、      
  　アルコール性肝硬変    K70.3  
  肝線維症および肝硬変（K74）のうち、      
  　原発性胆汁性肝硬変    K74.3  
  　続発性胆汁性肝硬変    K74.4  
  　胆汁性肝硬変、詳細不明    K74.5  
  　その他および詳細不明の肝硬変    K74.6  

      食道静脈瘤    食道静脈瘤    Ⅰ85  

  
    

  胃静脈瘤  
  その他の部位の静脈瘤（Ⅰ86）のうち、      
  　胃静脈瘤    Ⅰ86.4  

  ⑸  

  糖尿病    糖尿病    E10-E14  
      糖尿病性網膜症    糖尿病（E10-E14）のうち、    E10.3、E11.3、E12.3、E13.3、

E14.3        　眼合併症を伴うもの  
      糖尿病性壊疽    糖尿病（E10-E14）のうち、    E10.5、E11.5、E12.5、E13.5、

E14.5        　末梢循環合併症を伴うもの  

  ⑹  
  高血圧性疾患    高血圧性疾患    Ⅰ10-Ⅰ15  

    
  大動脈瘤、
  解離性大動脈瘤  

  大動脈瘤および解離    Ⅰ71  

  

   別表１　
  １．７大疾病保険金の支払対象となる悪性新生物および上皮内新生物

  ７大疾病保険金の支払対象となる悪性新生物および上皮内新生物とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められ
た分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類
提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物  
  消化器の悪性新生物  
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物  
  骨および関節軟骨の悪性新生物  
  皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物  
  中皮および軟部組織の悪性新生物  
  乳房の悪性新生物  
  女性生殖器の悪性新生物  
  男性生殖器の悪性新生物  
  腎尿路の悪性新生物  
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物  
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物  
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物  
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物  
  上皮内新生物  
  真正赤血球増加症＜多血症＞  
  骨髄異形成症候群  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のうち、  
  　慢性骨髄増殖性疾患  
  　本態性（出血性）血小板血症  
  リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、  
  　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの  

  C00-C14  
  C15-C26  
  C30-C39  
  C40-C41  
  C43-C44  
  C45-C49  

  C50  
  C51-C58  
  C60-C63  
  C64-C68  
  C69-C72  
  C73-C75  
  C76-C80  
  C81-C96  

  C97  
  D00-D07､ D09  

  D45  
  D46  

    
  D47.1  
  D47.3  

    
  D76.0  

  ２．がんの定義
  １．に定める悪性新生物および上皮内新生物のうち、新生物の形態の性状コードが４．に定める悪性または上皮内癌に該当
するものをいいます。

  ３．がんの診断確定
  がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見（生検を含みます。）による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由および画像所見など他の所見による診断確定

の根拠が明らかであるときは、その診断確定  

  ４．新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　
腫瘍学（NCC監修）第3版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次
のものをいいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
  　　　　　　非侵襲性
  ／３‥‥‥悪性、原発部位
  ／６‥‥‥悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位
  ／９‥‥‥悪性、原発部位または転移部位の別不詳  
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  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表４　
  １．急性心筋梗塞、拡張型心筋症、脳卒中、脳動脈瘤、食道静脈瘤、大動脈瘤等についての７大疾病保険金の支払対象となる手

術
  開頭術、開胸術、開腹術、ファイバースコープ手術または血管カテーテル手術をいいます。吸引、穿刺などの処置および神
経ブロックは除きます。

  ２．糖尿病性網膜症についての７大疾病保険金の支払対象となる手術
  網膜または硝子体に対する手術をいいます。

  ３．視力の測定
  視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。

  ４．糖尿病性壊疽についての７大疾病保険金の支払対象となる切断術
  手指については、末節の２分の１以上の切断術、足指については、第１指（母指）は末節の２分の１以上、その他の指は遠
位指節間関節以上の切断術をいいます。

２．急性心筋梗塞、拡張型心筋症、脳卒中、脳動脈瘤の定義

  疾病名    疾病の定義  

  急性心筋梗塞  
  冠状動脈の閉塞または急激な血液供給の減少により、その関連部分の心筋が壊死に陥った疾病（典
型的な胸部痛の病歴、新たに生じた典型的な心電図の梗塞性変化および心筋細胞逸脱酵素の一時的
上昇のすべてを満たすことを必要とします。）  

  拡張型心筋症  
  心臓の内腔が著しく大きくなり、心臓の収縮力が低下し、重症のうっ血性心不全や治療に抵抗性の
不整脈が起こる疾病（他の心疾患との鑑別のために冠動脈造影および心筋生検が施行されているこ
とを必要とします。）  

  脳卒中  
  脳血管の異常（脳組織の梗塞、出血、ならびに頭蓋外部からの塞栓が含まれる）により脳の血液の
循環が急激に障害されることによって、24時間以上持続する中枢神経系の脱落症状を引き起こした
疾病（画像診断所見により、脳内に器質的な病変あるいは損傷が認められることを必要とします。）  

  脳動脈瘤  
  脳の血管壁の一部に欠損、断裂もしくは解離が生じ、脳動脈が瘤状、嚢状または紡錘状に拡張した
疾病（画像診断所見により、器質的な病変が認められることを必要とします。）  

  別表３　対象となる高度障害状態および身体障害の状態
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  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  
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  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

198



  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表４　
  １．急性心筋梗塞、拡張型心筋症、脳卒中、脳動脈瘤、食道静脈瘤、大動脈瘤等についての７大疾病保険金の支払対象となる手

術
  開頭術、開胸術、開腹術、ファイバースコープ手術または血管カテーテル手術をいいます。吸引、穿刺などの処置および神
経ブロックは除きます。

  ２．糖尿病性網膜症についての７大疾病保険金の支払対象となる手術
  網膜または硝子体に対する手術をいいます。

  ３．視力の測定
  視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。

  ４．糖尿病性壊疽についての７大疾病保険金の支払対象となる切断術
  手指については、末節の２分の１以上の切断術、足指については、第１指（母指）は末節の２分の１以上、その他の指は遠
位指節間関節以上の切断術をいいます。

２．急性心筋梗塞、拡張型心筋症、脳卒中、脳動脈瘤の定義

  疾病名    疾病の定義  

  急性心筋梗塞  
  冠状動脈の閉塞または急激な血液供給の減少により、その関連部分の心筋が壊死に陥った疾病（典
型的な胸部痛の病歴、新たに生じた典型的な心電図の梗塞性変化および心筋細胞逸脱酵素の一時的
上昇のすべてを満たすことを必要とします。）  

  拡張型心筋症  
  心臓の内腔が著しく大きくなり、心臓の収縮力が低下し、重症のうっ血性心不全や治療に抵抗性の
不整脈が起こる疾病（他の心疾患との鑑別のために冠動脈造影および心筋生検が施行されているこ
とを必要とします。）  

  脳卒中  
  脳血管の異常（脳組織の梗塞、出血、ならびに頭蓋外部からの塞栓が含まれる）により脳の血液の
循環が急激に障害されることによって、24時間以上持続する中枢神経系の脱落症状を引き起こした
疾病（画像診断所見により、脳内に器質的な病変あるいは損傷が認められることを必要とします。）  

  脳動脈瘤  
  脳の血管壁の一部に欠損、断裂もしくは解離が生じ、脳動脈が瘤状、嚢状または紡錘状に拡張した
疾病（画像診断所見により、器質的な病変が認められることを必要とします。）  

  別表３　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

と
な
る
高
度
障
害
状
態　
　
　

高
度
障
害
保
険
金
支
払
の
対
象  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  
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  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。
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別表６　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  
表１

  用語    定義  

  急激    事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発    事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来    事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入

または嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物

酔いならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表５　保険金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．死亡保険金の支払い  

  ⑴ 死亡保険金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡保険金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．高度障害保険金の支払い  

  ⑴ 高度障害保険金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 高度障害保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 高度障害保険金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．７大疾病保険金  

  ⑴ ７大疾病保険金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、がんを原因とするときはさらに、病理組織検

査報告書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ ７大疾病保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ ７大疾病保険金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ４．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 不慮の事故（別表６）であることを証明する書類
  ⑷ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 保険金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を

行わせることがあります。
  ⑶ ２．および３．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  
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別表６　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  
表１

  用語    定義  

  急激    事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発    事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来    事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入

または嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物

酔いならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表５　保険金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．死亡保険金の支払い  

  ⑴ 死亡保険金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡保険金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．高度障害保険金の支払い  

  ⑴ 高度障害保険金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 高度障害保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 高度障害保険金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．７大疾病保険金  

  ⑴ ７大疾病保険金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、がんを原因とするときはさらに、病理組織検

査報告書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ ７大疾病保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ ７大疾病保険金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ４．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 不慮の事故（別表６）であることを証明する書類
  ⑷ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 保険金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を

行わせることがあります。
  ⑶ ２．および３．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  
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  別表７　同一種類の臓器
  下表の１．～ 19．、29．および32．～ 41．に属する臓器は、それぞれ臓器名が異なる場合または臓器が複数ある場合であって
も、これを同一種類の臓器として取り扱います。

  同一種類の臓器  

  １．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む｡）
  ２．鼻（副鼻腔を含む。）
  ３．耳（内耳・中耳および外耳を含む｡）・乳様突起
  ４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺
  ５．甲状腺
  ６．咽頭（扁桃を含む｡）・喉頭
  ７．肺臓・胸膜・気管・気管支
  ８．胃・十二指腸
  ９．肝臓・胆嚢・胆管
  10．膵臓
  11．盲腸（虫様突起を含む。）
  12．大腸・小腸
  13．直腸・肛門
  14．腎臓・尿管
  15．膀胱・尿道
  16．前立腺
  17．睾丸・副睾丸
  18．乳房（乳腺を含む。）
  19．子宮（胎盤を含む。）・卵巣・卵管
  29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）
  32．食道
  33．胸腺・心臓・縦隔
  34．骨・関節・関節軟骨
  35．造血組織・リンパ組織（血液・骨髄・脾臓・リンパ節を含む。）
  36．末梢神経・自律神経系
  37．後腹膜・腹膜
  38．結合組織・皮下組織・軟部組織（血管・軟骨・筋・リンパ管を含む。）
  39．髄膜・脳・脳神経・脊髄
  40．副腎
  41．１．～ 19．、29．および32．～ 40．以外の臓器（ただし、臓器名が同一のものに限る。）  
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    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 疾病
  薬物依存 Ａ は含みません。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分類項目中の分類番号

 Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊３ 介護年金支払期間
  第１回介護年金を支払う場合の
支払事由発生日以後終身にわた
る期間をいいます。

  ＊４ 介護年金の支払日
  介護年金の支払日は、次のとお
りとします。

  項　目    内　容  
  ⑴ 第１回介

護年金の
支払日  

  第１回介護年金の
支払事由が生じた
日  

  ⑵ 第２回以
後の介護
年金の支
払日  

  ⑴に規定する第１
回介護年金の支払
日を含む年の翌年
以降、毎年のその
日の応当日  

 

      支払事由（年金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

介
護
年
金  

  ⑴ 第１回介護年金
  責任開始の時 ＊１ 以後保険期間
中に、被保険者が、責任開始の
時 ＊１ 以後に生じた傷害または
疾病 ＊２ により、初めて公的介
護保険制度(別表１ ★ )に基づく
要介護１以上の状態(別表２ ★ )
(以下「要介護１以上の状態」
といいます。)に該当している
と認定されたとき

  ⑵ 第２回以後の介護年金
  第１回介護年金の支払後、介護
年金支払期間 ＊３ 中の介護年金
の支払日 ＊４ に、被保険者が、
責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
傷害または疾病 ＊２ により、要
介護１以上の状態に該当してい
ると認定されているとき
  （注） 第１回介護年金の支払後、

介護年金の支払日 ＊４ にお
いて、要介護１以上の状
態から回復していたとき
は、介護年金の支払いは
中断します。なお、その
後の介護年金の支払日 ＊４

 において、再度、要介護
１以上の状態に該当した
ときは、介護年金の支払
いを再開します。  

  介護年金の支払日 ＊４ における
公的介護保険制度の要介護区分
に応じ、介護年金額は次のとお
りとします。
  
  ① 要介護５

  基準介護年金額
  ② 要介護４

  基準介護年金額×5/6
  ③ 要介護３

  基準介護年金額×4/6
  ④ 要介護２

  基準介護年金額×3/6
  ⑤ 要介護１

  基準介護年金額×2/6  

  

介
護
年
金
受
取
人  

  

死
亡
給
付
金  

  次のいずれかのとき
  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場

合で、被保険者が、保険料払込
期間満了後の保険期間中に死亡
したとき（⑵に該当する場合を
除きます。）
  （注） 保険料払込期間が終身の

保険契約の場合には、死
亡給付金はありません。

  ⑵ 被保険者が、介護年金支払期
間 ＊３ 中に死亡したとき  

  基準介護年金額  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

  ２．年金等の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  第１回介護年金を支払う場
合の支払事由発生後の保険
料  

  終身にわたり払い込む必要はありません。  

  ⑵ 介護年金について

  項　目    内　容  

  ① 介護年金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ５年ごと利差配当付介護終身年金保険(返戻金なし型)(2012)普通保険約款  
  （実施　平24.4.2 ／改正　平26.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    公的介護保険制度における要介護状態に対する保障  
  年金等の種類    ⑴ 介護年金

  ⑵ 死亡給付金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保
険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第19条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第36条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 年金等の支払いについて

   第２条  年金・給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、年金または給付金の支払事由
が生じたときは、その支払事由に対応して年金または給付金をその受取人に支払
います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 疾病
  薬物依存 Ａ は含みません。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分類項目中の分類番号

 Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊３ 介護年金支払期間
  第１回介護年金を支払う場合の
支払事由発生日以後終身にわた
る期間をいいます。

  ＊４ 介護年金の支払日
  介護年金の支払日は、次のとお
りとします。

  項　目    内　容  
  ⑴ 第１回介

護年金の
支払日  

  第１回介護年金の
支払事由が生じた
日  

  ⑵ 第２回以
後の介護
年金の支
払日  

  ⑴に規定する第１
回介護年金の支払
日を含む年の翌年
以降、毎年のその
日の応当日  

 

      支払事由（年金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

介
護
年
金  

  ⑴ 第１回介護年金
  責任開始の時 ＊１ 以後保険期間
中に、被保険者が、責任開始の
時 ＊１ 以後に生じた傷害または
疾病 ＊２ により、初めて公的介
護保険制度(別表１ ★ )に基づく
要介護１以上の状態(別表２ ★ )
(以下「要介護１以上の状態」
といいます。)に該当している
と認定されたとき

  ⑵ 第２回以後の介護年金
  第１回介護年金の支払後、介護
年金支払期間 ＊３ 中の介護年金
の支払日 ＊４ に、被保険者が、
責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
傷害または疾病 ＊２ により、要
介護１以上の状態に該当してい
ると認定されているとき
  （注） 第１回介護年金の支払後、

介護年金の支払日 ＊４ にお
いて、要介護１以上の状
態から回復していたとき
は、介護年金の支払いは
中断します。なお、その
後の介護年金の支払日 ＊４

 において、再度、要介護
１以上の状態に該当した
ときは、介護年金の支払
いを再開します。  

  介護年金の支払日 ＊４ における
公的介護保険制度の要介護区分
に応じ、介護年金額は次のとお
りとします。
  
  ① 要介護５

  基準介護年金額
  ② 要介護４

  基準介護年金額×5/6
  ③ 要介護３

  基準介護年金額×4/6
  ④ 要介護２

  基準介護年金額×3/6
  ⑤ 要介護１

  基準介護年金額×2/6  

  
介
護
年
金
受
取
人  

  

死
亡
給
付
金  

  次のいずれかのとき
  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場

合で、被保険者が、保険料払込
期間満了後の保険期間中に死亡
したとき（⑵に該当する場合を
除きます。）
  （注） 保険料払込期間が終身の

保険契約の場合には、死
亡給付金はありません。

  ⑵ 被保険者が、介護年金支払期
間 ＊３ 中に死亡したとき  

  基準介護年金額  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

  ２．年金等の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  第１回介護年金を支払う場
合の支払事由発生後の保険
料  

  終身にわたり払い込む必要はありません。  

  ⑵ 介護年金について

  項　目    内　容  

  ① 介護年金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ５年ごと利差配当付介護終身年金保険(返戻金なし型)(2012)普通保険約款  
  （実施　平24.4.2 ／改正　平26.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    公的介護保険制度における要介護状態に対する保障  
  年金等の種類    ⑴ 介護年金

  ⑵ 死亡給付金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保
険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第19条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第36条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 年金等の支払いについて

   第２条  年金・給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、年金または給付金の支払事由
が生じたときは、その支払事由に対応して年金または給付金をその受取人に支払
います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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 第３条  補足説明

＊２ 責任準備金
  基準介護年金の金額を限度とし
ます。

   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 介護年金受取人が２人
以上いる場合で、一部
の受取人が故意または
重大な過失により被保
険者を要介護１以上の
状態に該当させたとき  

  故意または重大な過失により被保険者を要介護１以
上の状態に該当させた受取人が受け取るべき金額は
支払いません。なお、残額は他の受取人に支払いま
す。  

  ⑵ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑶ 「戦争その他の変乱」に
よって介護年金または
死亡給付金の支払事由
が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、介護年金または死亡給付金の金額の一部または
全部を支払います。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊２ を支払います。た
だし、保険契約者が故意に被保険者を死亡させ
たときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ３ 年金等の支払請求手続について

   第４条  年金・給付金の支払請求手続

  １．年金または給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはその
受取人は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．年金または給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
５ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表５ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表５（P.229参照）  

   第５条  年金・給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表５ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で年金または給付金を支払います。

  ２．会社は、年金または給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合にお
いて、保険契約の締結時から年金または給付金の請求時までに会社に提出された

 第２条  補足説明

 ＊５ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

   第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  

  項　目    内　容  

  ② 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた傷害
または疾病 ＊２ を原因と
して要介護１以上の状
態に該当したとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病 ＊２ によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊５ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊２ によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊２ によるものとみなしません。  

  ③ 介護年金の支払事由が
生じ、支払うべき介護
年金がある場合で、そ
の支払前に被保険者の
死亡による死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  介護年金受取人が被保険者の場合で、死亡給付金が
支払われるときは、支払うべき介護年金を死亡給付
金受取人に支払います。  

  ⑶ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ★別表１（P.227参照）、  別表２（P.227参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、年金
または給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても年金等を支払わない場合）  
  

介
護
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって要介護１以上の状態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 介護年金受取人の故意または重大な過失
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第16条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。
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 第３条  補足説明

＊２ 責任準備金
  基準介護年金の金額を限度とし
ます。

   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 介護年金受取人が２人
以上いる場合で、一部
の受取人が故意または
重大な過失により被保
険者を要介護１以上の
状態に該当させたとき  

  故意または重大な過失により被保険者を要介護１以
上の状態に該当させた受取人が受け取るべき金額は
支払いません。なお、残額は他の受取人に支払いま
す。  

  ⑵ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑶ 「戦争その他の変乱」に
よって介護年金または
死亡給付金の支払事由
が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、介護年金または死亡給付金の金額の一部または
全部を支払います。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊２ を支払います。た
だし、保険契約者が故意に被保険者を死亡させ
たときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ３ 年金等の支払請求手続について

   第４条  年金・給付金の支払請求手続

  １．年金または給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはその
受取人は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．年金または給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
５ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表５ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表５（P.229参照）  

   第５条  年金・給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表５ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で年金または給付金を支払います。

  ２．会社は、年金または給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合にお
いて、保険契約の締結時から年金または給付金の請求時までに会社に提出された

 第２条  補足説明

 ＊５ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

   第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  

  項　目    内　容  

  ② 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた傷害
または疾病 ＊２ を原因と
して要介護１以上の状
態に該当したとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病 ＊２ によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊５ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊２ によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊２ によるものとみなしません。  

  ③ 介護年金の支払事由が
生じ、支払うべき介護
年金がある場合で、そ
の支払前に被保険者の
死亡による死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  介護年金受取人が被保険者の場合で、死亡給付金が
支払われるときは、支払うべき介護年金を死亡給付
金受取人に支払います。  

  ⑶ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ★別表１（P.227参照）、  別表２（P.227参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、年金
または給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても年金等を支払わない場合）  

  

介
護
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって要介護１以上の状態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 介護年金受取人の故意または重大な過失
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第16条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。
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   第７条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

   ５ 保険料の払込免除について

   第７条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第11条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第８条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

の
払
込
免
除

  

に
よ
る
保
険
料

  

高
度
障
害
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表３ ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の

  

身
体
障
害
の
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表４ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表３ ★ ）になっ
たとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表３ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表４ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表３ ★ ）になったとき  

  ⑵ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表３ ★ ）になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  ② その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第11
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

書類だけでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を
行います。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、年金または給付金を支払
うべき期限は、必要書類（別表５ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を
含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 年金または給付金の支払事由（第
２条）発生の有無の確認が必要な
場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 年金または給付金支払いの免責事
由（第３条）に該当する可能性が
ある場合  

  年金または給付金の支払事由が発生し
た原因  

  ⑶ 告知義務違反（第20条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第22
条）、詐欺（第17条）または不法
取得目的（第18条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第22条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡給付金
受取人の保険契約締結の目的もしくは
年金・給付金請求の意図に関する保険
契約の締結時から年金・給付金請求時
までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、年金または給付金を支
払うべき期限は、必要書類（別表５ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日
を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡給付金受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始された
ことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定め
る事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検
察等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、年金または給付金の受取人
（年金または給付金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または年金もしくは
給付金の受取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかった
とき ＊３ は、会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、
その間は年金または給付金を支払いません。

  ★別表５（P.229参照）  

   ４ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第６条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、
死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。
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   第７条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

   ５ 保険料の払込免除について

   第７条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第11条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第８条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

の
払
込
免
除

  

に
よ
る
保
険
料

  

高
度
障
害
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表３ ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の

  

身
体
障
害
の
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表４ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表３ ★ ）になっ
たとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表３ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表４ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表３ ★ ）になったとき  

  ⑵ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表３ ★ ）になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  ② その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第11
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

書類だけでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を
行います。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、年金または給付金を支払
うべき期限は、必要書類（別表５ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を
含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 年金または給付金の支払事由（第
２条）発生の有無の確認が必要な
場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 年金または給付金支払いの免責事
由（第３条）に該当する可能性が
ある場合  

  年金または給付金の支払事由が発生し
た原因  

  ⑶ 告知義務違反（第20条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第22
条）、詐欺（第17条）または不法
取得目的（第18条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第22条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡給付金
受取人の保険契約締結の目的もしくは
年金・給付金請求の意図に関する保険
契約の締結時から年金・給付金請求時
までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、年金または給付金を支
払うべき期限は、必要書類（別表５ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日
を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡給付金受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始された
ことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定め
る事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検
察等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、年金または給付金の受取人
（年金または給付金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または年金もしくは
給付金の受取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかった
とき ＊３ は、会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、
その間は年金または給付金を支払いません。

  ★別表５（P.229参照）  

   ４ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第６条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、
死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。
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   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第12条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

     ８ 保険料の払込みについて

   第11条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第12条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第12条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
11条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第11条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第11条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第13条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第11条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（第１回介護年金を支払うときはその受取人）

  ★別表３（P.227参照）、別表４（P.228参照）  

   第８条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除　

高
度
障
害
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表３ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

保
険
料
の
払
込
免
除　
　

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表３ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表３（P.227参照）  

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について

   第９条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表５ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（年金・給付金の支払
時期）の規定を準用します。

  ★別表５（P.229参照）  

   ７ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第10条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した
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   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第12条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

     ８ 保険料の払込みについて

   第11条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第12条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第12条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
11条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第11条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第11条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第13条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第11条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（第１回介護年金を支払うときはその受取人）

  ★別表３（P.227参照）、別表４（P.228参照）  

   第８条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除　

高
度
障
害
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表３ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

保
険
料
の
払
込
免
除　
　

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表３ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表３（P.227参照）  

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について

   第９条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表５ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（年金・給付金の支払
時期）の規定を準用します。

  ★別表５（P.229参照）  

   ７ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第10条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した
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   第16条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

   第16条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第15条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第19条）および告知義務違反による解除（第20条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第17条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第16条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第18条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
16条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 年金または給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に年金または給付金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第19条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第16条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、年金もしくは給付金の支払事由
（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重要
な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを
必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第20条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第16条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第19条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、年金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由
（第７条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することが
できます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

に払い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第11条）までに、年金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険
料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回介護年金または
死亡給付金を支払うと
き  

  未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第14条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
11条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率 ★ で割り引

きます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率 ★ に

よる利息をつけて、これを前納金に繰り入れま
す。

  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応
当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率 ★ で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 第１回介護年金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

  ★「会社の定める率」、「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、
最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せ
ください。当社ホームページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   ９ 失効と復活について

   第15条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第11条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

212



   第16条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

   第16条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第15条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第19条）および告知義務違反による解除（第20条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第17条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第16条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第18条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
16条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 年金または給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に年金または給付金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第19条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第16条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、年金もしくは給付金の支払事由
（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重要
な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを
必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第20条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第16条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第19条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、年金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由
（第７条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することが
できます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

に払い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第11条）までに、年金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険
料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回介護年金または
死亡給付金を支払うと
き  

  未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第14条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
11条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率 ★ で割り引

きます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率 ★ に

よる利息をつけて、これを前納金に繰り入れま
す。

  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応
当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率 ★ で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 第１回介護年金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

  ★「会社の定める率」、「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、
最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せ
ください。当社ホームページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   ９ 失効と復活について

   第15条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第11条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。
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   第22条  補足説明

  ＊１ 年金
  この保険契約の年金もしくは給
付金または保険料の払込免除を
いいます。

  ＊２ 給付金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
年金もしくは給付金の受取人が年金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に年金 ＊１

 を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき
  ⑵ 年金 ＊１ の請求に関し、年金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があっ

たとき
  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著

しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または年金もしくは給付金の受取人が、次のいずれか
に該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または年金もしくは給付金の受取人が法人の場合、反社会的

勢力がその法人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与
していると認められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または年金もし
くは給付金の受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続する
ことを期待しえない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または年金もしくは給付金の受取人のいずれかが

他の保険者との間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により
解除されたとき  

  ２．会社は、年金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由
（第７条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができ
ます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、
年金もしくは給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたとき
は、その年金もしくは給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、
次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金または給付金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金または給付金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第20条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によって保険契約を解除
した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定を適
用し給付金を支払わないときは、保険契約のうち支払われない給付金に対応する
部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契約者に支
払います。

   12 契約内容の変更および更新等について

   第23条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第11条（保険料の払込み）および第12条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第11条）を月払から年払または半年払に変更すると

   第21条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

  ⑴ 年金または給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金または給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、年金もしくは給付金の支払事由または保険料の
払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者、介護年金受取人または死亡給付金受取人が証明したときは、会社
は、年金もしくは給付金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者、介護年金受取人ま
たは死亡給付金受取人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第21条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第20条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第16条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第19条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第19条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に年金の支払事由（第２条）ま
たは保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その期間を経過したと
き  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第19条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第22条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。
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   第22条  補足説明

  ＊１ 年金
  この保険契約の年金もしくは給
付金または保険料の払込免除を
いいます。

  ＊２ 給付金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
年金もしくは給付金の受取人が年金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に年金 ＊１

 を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき
  ⑵ 年金 ＊１ の請求に関し、年金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があっ

たとき
  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著

しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または年金もしくは給付金の受取人が、次のいずれか
に該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または年金もしくは給付金の受取人が法人の場合、反社会的

勢力がその法人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与
していると認められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または年金もし
くは給付金の受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続する
ことを期待しえない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または年金もしくは給付金の受取人のいずれかが

他の保険者との間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により
解除されたとき  

  ２．会社は、年金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由
（第７条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができ
ます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、
年金もしくは給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたとき
は、その年金もしくは給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、
次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金または給付金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金または給付金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第20条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によって保険契約を解除
した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定を適
用し給付金を支払わないときは、保険契約のうち支払われない給付金に対応する
部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契約者に支
払います。

   12 契約内容の変更および更新等について

   第23条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第11条（保険料の払込み）および第12条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第11条）を月払から年払または半年払に変更すると

   第21条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

  ⑴ 年金または給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金または給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、年金もしくは給付金の支払事由または保険料の
払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者、介護年金受取人または死亡給付金受取人が証明したときは、会社
は、年金もしくは給付金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者、介護年金受取人ま
たは死亡給付金受取人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第21条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第20条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第16条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第19条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第19条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に年金の支払事由（第２条）ま
たは保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その期間を経過したと
き  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第19条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第22条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。
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   第25条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  ＊２ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付介護終身年金保険(返戻金
なし型)(2012)契約をいいま
す。
  

  項　目    内　容  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理（第37条・第38条）に準じて取
り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の基
準介護年金額について、更新前契約の保険期間満了日の基準介護年金額と同額と
した場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第25条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第24条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付介護終身年金保険
(返戻金なし型)(2012)契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第７条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付介護終身年金保険(返戻金なし型)(2012)
契約への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第11条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第11条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契約 ＊２

 に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の年金または給付金の支払

事由（第２条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

７条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

   第24条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第24条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の基準介護
年金額  

  更新前契約の保険期間満了日の基準介護年金額と同
額とします。ただし、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の
取扱いの範囲内で、更新後契約の基準介護年金額を
変更して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間
および保険料払込期間  

  ① 更新後契約の保険期間は、更新前契約の保険期
間と同一とします。ただし、更新後契約の保険
期間を更新前契約の保険期間と同一とすると本
条の１．－⑶の条件を満たさなくなるときは、
その条件を満たす限度まで保険期間を短縮しま
す。

  ② 更新後契約の保険料払込期間は、保険期間と同
一とします。

  ③ ①および②に定めるほか、保険契約者は、更新
前契約の保険期間満了日の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、更新後契約の
保険期間および保険料払込期間を変更して更新
することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 年金・給付金の支払い（第２条・第３条）、保
険料の払込免除（第７条・第８条）および告知
義務違反による解除（第20条・第21条）に関
する規定について、更新後契約の保険期間は、
この保険契約から継続したものとして取り扱い
ます。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  
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   第25条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  ＊２ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付介護終身年金保険(返戻金
なし型)(2012)契約をいいま
す。
  

  項　目    内　容  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理（第37条・第38条）に準じて取
り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の基
準介護年金額について、更新前契約の保険期間満了日の基準介護年金額と同額と
した場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第25条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第24条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付介護終身年金保険
(返戻金なし型)(2012)契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第７条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付介護終身年金保険(返戻金なし型)(2012)
契約への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第11条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第11条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契約 ＊２

 に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の年金または給付金の支払

事由（第２条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

７条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

   第24条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第24条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の基準介護
年金額  

  更新前契約の保険期間満了日の基準介護年金額と同
額とします。ただし、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の
取扱いの範囲内で、更新後契約の基準介護年金額を
変更して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間
および保険料払込期間  

  ① 更新後契約の保険期間は、更新前契約の保険期
間と同一とします。ただし、更新後契約の保険
期間を更新前契約の保険期間と同一とすると本
条の１．－⑶の条件を満たさなくなるときは、
その条件を満たす限度まで保険期間を短縮しま
す。

  ② 更新後契約の保険料払込期間は、保険期間と同
一とします。

  ③ ①および②に定めるほか、保険契約者は、更新
前契約の保険期間満了日の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、更新後契約の
保険期間および保険料払込期間を変更して更新
することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 年金・給付金の支払い（第２条・第３条）、保
険料の払込免除（第７条・第８条）および告知
義務違反による解除（第20条・第21条）に関
する規定について、更新後契約の保険期間は、
この保険契約から継続したものとして取り扱い
ます。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  
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   第27条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

   第29条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
11条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第30条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   13 解約等について

   第27条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、将来に向かって、この保険契約の解約を請求することができます。
ただし、第１回介護年金の支払以後または保険料の払込免除(第７条)以後 ＊１ は
解約できません。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第28条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第28条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（基準介護年金額）と
同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第29条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合、第１回介護年金が支払
われた場合または保険料の払込みが免除（第７条）された場合で、保険料の未経
過分に相当する返還金 ＊２ があるときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、
年金または給付金を支払うときはその受取人に支払います。

  ⑴ 給付金の支払事由（第２条）に該当したときまたは保険料払込期間中に被保
険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除き
ます。）

  ⑵ 告知義務違反（第20条）または重大事由（第22条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第26条）または解約（第27条）されたとき  

   第30条  年金または給付金の受取人による保険契約の存続

  １． 保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす年金または給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間
が経過するまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払
い、かつ会社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じま
せん。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、年金または給付金の支払事
由（第２条）が生じ、会社が年金または給付金を支払うべきときは、次のとおり

  第25条  補足説明

  ＊  ３ 保険期間満了日
 保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

   第26条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

  項　目    内　容  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の基準介
護年金額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の基準介護年金額
と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前契
約の保険期間満了日＊３の２週間前までに申し出て、
会社の取扱いの範囲内で、変更後契約＊２の基準介
護年金額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 年金・給付金の支払い（第２条・第３条）、保
険料の払込免除（第７条・第８条）および告知
義務違反による解除（第20条・第21条）に関
する規定について、変更後契約 ＊２ の保険期間
は、変更前契約から継続したものとして取り扱
います。

  ④ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑤ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第１条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第37条・第38条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の基準介護年金額につ
いて、変更前契約の保険期間満了日＊３の基準介護年金額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  基準介護年金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって基準介護年金額を減額 ★ することができます。た
だし、第１回介護年金の支払以後または保険料の払込免除(第７条)以後 ＊１ は減
額できません。また、会社は、減額後の基準介護年金額が会社の定める限度を下
回る減額は取り扱いません。

  ２．基準介護年金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第27条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 基準介護年金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し

ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  
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   第27条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

   第29条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
11条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第30条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   13 解約等について

   第27条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、将来に向かって、この保険契約の解約を請求することができます。
ただし、第１回介護年金の支払以後または保険料の払込免除(第７条)以後 ＊１ は
解約できません。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第28条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第28条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（基準介護年金額）と
同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第29条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合、第１回介護年金が支払
われた場合または保険料の払込みが免除（第７条）された場合で、保険料の未経
過分に相当する返還金 ＊２ があるときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、
年金または給付金を支払うときはその受取人に支払います。

  ⑴ 給付金の支払事由（第２条）に該当したときまたは保険料払込期間中に被保
険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除き
ます。）

  ⑵ 告知義務違反（第20条）または重大事由（第22条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第26条）または解約（第27条）されたとき  

   第30条  年金または給付金の受取人による保険契約の存続

  １． 保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす年金または給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間
が経過するまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払
い、かつ会社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じま
せん。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、年金または給付金の支払事
由（第２条）が生じ、会社が年金または給付金を支払うべきときは、次のとおり

  第25条  補足説明

  ＊  ３ 保険期間満了日
 保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

   第26条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

  項　目    内　容  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の基準介
護年金額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の基準介護年金額
と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前契
約の保険期間満了日＊３の２週間前までに申し出て、
会社の取扱いの範囲内で、変更後契約＊２の基準介
護年金額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 年金・給付金の支払い（第２条・第３条）、保
険料の払込免除（第７条・第８条）および告知
義務違反による解除（第20条・第21条）に関
する規定について、変更後契約 ＊２ の保険期間
は、変更前契約から継続したものとして取り扱
います。

  ④ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑤ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第１条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第37条・第38条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の基準介護年金額につ
いて、変更前契約の保険期間満了日＊３の基準介護年金額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  基準介護年金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって基準介護年金額を減額 ★ することができます。た
だし、第１回介護年金の支払以後または保険料の払込免除(第７条)以後 ＊１ は減
額できません。また、会社は、減額後の基準介護年金額が会社の定める限度を下
回る減額は取り扱いません。

  ２．基準介護年金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第27条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 基準介護年金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し

ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  
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   第36条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三者に承継させることが
できます。

  ２．第１回介護年金を支払う場合には、その支払事由に該当した時に保険契約者のこ
の保険契約上のすべての権利義務は、介護年金受取人に承継されます。

  ３．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第35条  保険契約者の代表者および年金または給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。介護年金についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第36条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第37条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第36条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは年金額を調整して処理します。

   第38条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または年金額を調整して
処理します。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第39条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．第１回介護年金の支払以前の保険契約については、会社は、定款の規定によって
積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑸の保険契
約に対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てる
ことがあります。この場合、⑷に該当する保険契約については、⑶に該当する保
険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当
金は、次のとおり支払います。

取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 介護年金の支払事由が
生じたとき  

  ① 支払うべき第１回介護年金の金額が本条の２．
の金額以上の場合には、支払うべき金額の限度
で、本条の２．の金額を債権者等に支払い、そ
の残額を介護年金受取人に支払います。

  ② 支払うべき第１回介護年金の金額が本条の２．
の金額を下回る場合には、第１回年金の支払事
由発生時における責任準備金の限度で、本条の
２．の金額を債権者等に支払います。さらに、
その残額があるときは、第２条（年金・給付金
の支払い）に定める第１回介護年金額を会社の
定める方法により再計算のうえ、支払うべき年
金を介護年金受取人に支払います。  

  ⑵ 死亡給付金の支払事由
が生じたとき  

  支払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権
者等に支払い、その残額を死亡給付金受取人に支払
います。  

   14 年金等の受取人および保険契約者について

   第31条  会社への通知による年金または給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、年金または給付金の支払事由（第２条）が発生するまでは、被保
険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、年金または給付金の受取
人を変更することができます。ただし、介護年金受取人は、保険契約者または被
保険者に限ります。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の年金または給付金の受取人に年
金を支払ったときは、その支払い後に変更後の受取人から年金または給付金の請
求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第32条  遺言による年金または給付金の受取人の変更

  １．第31条（会社への通知による年金または給付金の受取人の変更）の１．に定め
るほか、保険契約者は、年金または給付金の支払事由（第２条）が発生するまで
は、法律上有効な遺言により、年金または給付金の受取人を変更することができ
ます。ただし、介護年金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。

  ２．本条の１．の年金または給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、
その効力を生じません。

  ３．本条の１．および２．による年金または給付金の受取人の変更は、保険契約者が
死亡した後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗す
ることができません。

   第33条  年金または給付金の受取人の死亡

  １．年金または給付金の受取人が年金または給付金の支払事由（第２条）の発生以前
に死亡したときは、その法定相続人を受取人とします。

  ２． 本条の１．の規定により年金または給付金の受取人となった者が死亡した場合で、
この者に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により受取人となった者
のうち生存している他の受取人を受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により年金または給付金の受取人となった者が２人以上い
るときは、その受取割合は均等とします。

   第34条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、第１回介護年金の支払事由（第２条）が生じる前に限り、被保険
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   第36条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三者に承継させることが
できます。

  ２．第１回介護年金を支払う場合には、その支払事由に該当した時に保険契約者のこ
の保険契約上のすべての権利義務は、介護年金受取人に承継されます。

  ３．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第35条  保険契約者の代表者および年金または給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。介護年金についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第36条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第37条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第36条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは年金額を調整して処理します。

   第38条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または年金額を調整して
処理します。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第39条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．第１回介護年金の支払以前の保険契約については、会社は、定款の規定によって
積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑸の保険契
約に対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てる
ことがあります。この場合、⑷に該当する保険契約については、⑶に該当する保
険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当
金は、次のとおり支払います。

取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 介護年金の支払事由が
生じたとき  

  ① 支払うべき第１回介護年金の金額が本条の２．
の金額以上の場合には、支払うべき金額の限度
で、本条の２．の金額を債権者等に支払い、そ
の残額を介護年金受取人に支払います。

  ② 支払うべき第１回介護年金の金額が本条の２．
の金額を下回る場合には、第１回年金の支払事
由発生時における責任準備金の限度で、本条の
２．の金額を債権者等に支払います。さらに、
その残額があるときは、第２条（年金・給付金
の支払い）に定める第１回介護年金額を会社の
定める方法により再計算のうえ、支払うべき年
金を介護年金受取人に支払います。  

  ⑵ 死亡給付金の支払事由
が生じたとき  

  支払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権
者等に支払い、その残額を死亡給付金受取人に支払
います。  

   14 年金等の受取人および保険契約者について

   第31条  会社への通知による年金または給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、年金または給付金の支払事由（第２条）が発生するまでは、被保
険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、年金または給付金の受取
人を変更することができます。ただし、介護年金受取人は、保険契約者または被
保険者に限ります。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の年金または給付金の受取人に年
金を支払ったときは、その支払い後に変更後の受取人から年金または給付金の請
求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第32条  遺言による年金または給付金の受取人の変更

  １．第31条（会社への通知による年金または給付金の受取人の変更）の１．に定め
るほか、保険契約者は、年金または給付金の支払事由（第２条）が発生するまで
は、法律上有効な遺言により、年金または給付金の受取人を変更することができ
ます。ただし、介護年金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。

  ２．本条の１．の年金または給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、
その効力を生じません。

  ３．本条の１．および２．による年金または給付金の受取人の変更は、保険契約者が
死亡した後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗す
ることができません。

   第33条  年金または給付金の受取人の死亡

  １．年金または給付金の受取人が年金または給付金の支払事由（第２条）の発生以前
に死亡したときは、その法定相続人を受取人とします。

  ２． 本条の１．の規定により年金または給付金の受取人となった者が死亡した場合で、
この者に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により受取人となった者
のうち生存している他の受取人を受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により年金または給付金の受取人となった者が２人以上い
るときは、その受取割合は均等とします。

   第34条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、第１回介護年金の支払事由（第２条）が生じる前に限り、被保険

221

約

款

５
年
ご
と
利
差
配
当
付
介
護
終
身
年
金
保
険
（
返
戻
金
な
し
型
）（
２
０
１
２
）



 第39条  補足説明

   ＊   ６ 第１回介護年金の支払日の
５年ごとの応当日

  本条の２．において「５年ごと
応当日」といいます。

   第41条  補足説明

  ＊１ 保険契約者
  介護年金支払期間 Ａ 中は、介護
年金受取人とします。

   Ａ：  第１回介護年金を支払う場
合の支払事由発生日以後終
身にわたる期間をいいま
す。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に第１
回介護年金の支払日の
５年ごとの応当日 ＊６ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊６ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．死亡給付金を支払うときは、その受取人に

支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により保険契約が消

滅するときは、介護年金受取人に支払いま
す。

  ウ．介護年金受取人から請求があったときは、
介護年金受取人に支払います。  

  ⑵ 次の事業年度中に第１
回介護年金の支払日お
よび直前の５年ごと応
当日 ＊６ からその日を含
めて１年を経過して、
死亡給付金の支払いに
より消滅する保険契約  

  死亡給付金とともにその受取人に支払います。  

  ⑶ 次の事業年度中に第１
回介護年金の支払日お
よび直前の５年ごと応
当日 ＊６ からその日を含
めて１年を経過して、
⑵以外の事由により消
滅する保険契約  

  介護年金受取人に支払います。  

  ３．会社は、本条の１．および２．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、
これを支払うことがあります。

  ４．保険契約者または介護年金受取人からの請求により社員配当金または特別配当金
を支払うときは、第５条（年金・給付金の支払時期）の１．の規定を準用します。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   17 その他

   第40条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第41条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者 ＊１ は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社ま
たは会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者 ＊１ が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住
所または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所また
は通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者 ＊１ に着
いたものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第39条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条の１．において

「５年ごと応当日」といいます。

  ＊３ 保険期間が満了する保険契
約

  第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第36条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ＊４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊５ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第１条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率 ★ による利息をつけて積
み立てます。ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前日までの保
険料がすべて払い込まれている場合に限りま
す。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．第１回介護年金または死亡給付金を支払う

ときは、その受取人に支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により保険契約が消

滅するときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約 ＊３   

  保険契約者に支払います。ただし、保険契約が更新
（第24条）されるとき、または保険期間が終身の保
険契約に変更(第25条)されるときは、次のとおり
取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日または変更日から

積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約また

は変更前契約の社員配当金については、更新後
契約または変更後契約においても引き続き積み
立て、更新日または変更日以後、⑴の規定を適
用します。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、被保険者の
死亡により消滅する保
険契約  

  ① 死亡給付金を支払うときは、その受取人に支払
います。

  ② ①以外の場合は、保険契約者に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消
滅する保険契約 ＊５   

  保険契約者に支払います｡  

  ⑸ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して第１回介護年
金を支払う保険契約  

  第１回介護年金とともにその受取人に支払います。  

  ２．第１回介護年金の支払後の保険契約については、会社は、定款の規定によって積
み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑶の保険契約
に対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てるこ
とがあります。この場合、⑶に該当する保険契約については、⑵に該当する保険
契約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金
は、次のとおり支払います。
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 第39条  補足説明

   ＊   ６ 第１回介護年金の支払日の
５年ごとの応当日

  本条の２．において「５年ごと
応当日」といいます。

   第41条  補足説明

  ＊１ 保険契約者
  介護年金支払期間 Ａ 中は、介護
年金受取人とします。

   Ａ：  第１回介護年金を支払う場
合の支払事由発生日以後終
身にわたる期間をいいま
す。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に第１
回介護年金の支払日の
５年ごとの応当日 ＊６ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊６ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．死亡給付金を支払うときは、その受取人に

支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により保険契約が消

滅するときは、介護年金受取人に支払いま
す。

  ウ．介護年金受取人から請求があったときは、
介護年金受取人に支払います。  

  ⑵ 次の事業年度中に第１
回介護年金の支払日お
よび直前の５年ごと応
当日 ＊６ からその日を含
めて１年を経過して、
死亡給付金の支払いに
より消滅する保険契約  

  死亡給付金とともにその受取人に支払います。  

  ⑶ 次の事業年度中に第１
回介護年金の支払日お
よび直前の５年ごと応
当日 ＊６ からその日を含
めて１年を経過して、
⑵以外の事由により消
滅する保険契約  

  介護年金受取人に支払います。  

  ３．会社は、本条の１．および２．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、
これを支払うことがあります。

  ４．保険契約者または介護年金受取人からの請求により社員配当金または特別配当金
を支払うときは、第５条（年金・給付金の支払時期）の１．の規定を準用します。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   17 その他

   第40条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第41条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者 ＊１ は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社ま
たは会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者 ＊１ が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住
所または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所また
は通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者 ＊１ に着
いたものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第39条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条の１．において

「５年ごと応当日」といいます。

  ＊３ 保険期間が満了する保険契
約

  第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第36条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ＊４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊５ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第１条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率 ★ による利息をつけて積
み立てます。ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前日までの保
険料がすべて払い込まれている場合に限りま
す。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．第１回介護年金または死亡給付金を支払う

ときは、その受取人に支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により保険契約が消

滅するときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約 ＊３   

  保険契約者に支払います。ただし、保険契約が更新
（第24条）されるとき、または保険期間が終身の保
険契約に変更(第25条)されるときは、次のとおり
取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日または変更日から

積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約また

は変更前契約の社員配当金については、更新後
契約または変更後契約においても引き続き積み
立て、更新日または変更日以後、⑴の規定を適
用します。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、被保険者の
死亡により消滅する保
険契約  

  ① 死亡給付金を支払うときは、その受取人に支払
います。

  ② ①以外の場合は、保険契約者に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消
滅する保険契約 ＊５   

  保険契約者に支払います｡  

  ⑸ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して第１回介護年
金を支払う保険契約  

  第１回介護年金とともにその受取人に支払います。  

  ２．第１回介護年金の支払後の保険契約については、会社は、定款の規定によって積
み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑶の保険契約
に対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当てるこ
とがあります。この場合、⑶に該当する保険契約については、⑵に該当する保険
契約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配当金
は、次のとおり支払います。
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  第45条  補足説明

  ＊  ２ 特定高度障害状態
 高度障害状態（別表３ ★ ）のう
ち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

  ＊３ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付介護終身年金保険（返戻金
なし型）(2012)契約をいいま
す。

  保険年度  
    削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを免除（第７条）しません。ただし、
感染症（別表６ ★ ）によって特定高度障害状態 ＊２ になったときは、保険料の
払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第15条）は、第16条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この保険契約の更新（第24条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（保険契約の更新）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  

  ② 介護年金または死亡給
付金の削減支払  

  ア．削減期間中は、第24条（保険契約の更新）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後契約には更新前契約に適用されて
いた介護年金または死亡給付金の削減支払の条
件は適用されません。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後契約には更新前契約に適用さ
れていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担
保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後契約には更新前契約に適用され
ていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保
の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約への変更（第25条）について、次のとおり取り
扱います。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第25条（保険期間が終身の保険契約への変更）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。  

  ② 年金の削減支払    ア．削減期間中は、第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用さ
れていた年金の削減支払の条件は適用されませ
ん。  

   第42条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第１条）
の応当日（年単位）をいいます。

     ＊  ２ 介護に関する技術または環
境の変化

 公的介護保険制度によらない介
護の状況の変化、介護に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第44条  補足説明

  ＊１ 介護年金受取人
  介護年金受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

    

   第42条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の介護年金の支払事由（第２条）にかかわる次のいずれか
の事由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得
て、変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがあ
ります。

  ⑴ 法令等の改正による公的介護保険制度等の改正
  ⑵ 介護に関する技術または環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第27条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第43条  時効

  年金・給付金（第２条）、保険料の払込免除（第７条）、返戻金（第28条）また
は社員配当金（第39条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使
できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第44条  管轄裁判所

  １．この保険契約における介護年金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所
在地または介護年金受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在
地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における死亡給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、本条の１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第45条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴から⑶のうち１つまたは２つ以上の
特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 介護年金または死亡給付金の削減支払
  ① 契約成立日（第１条）から会社の定める削減期間中に被保険者が介護年

金または死亡給付金の支払事由（第２条）に該当したときは、次のとお
り取り扱います。
  ア．介護年金を支払うべきときは、介護年金額に次の表の割合を乗じた

金額を支払います。
  イ．死亡給付金を支払うべきときは、死亡給付金額に次の表の割合を乗

じた金額を支払います。
  ② ①にかかわらず、被保険者が災害または感染症（別表６ ★ ）によって支

払事由に該当したときは、介護年金または死亡給付金の削減支払の対象
とはなりません。
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  第45条  補足説明

  ＊  ２ 特定高度障害状態
 高度障害状態（別表３ ★ ）のう
ち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

  ＊３ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付介護終身年金保険（返戻金
なし型）(2012)契約をいいま
す。

  保険年度  
    削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを免除（第７条）しません。ただし、
感染症（別表６ ★ ）によって特定高度障害状態 ＊２ になったときは、保険料の
払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第15条）は、第16条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この保険契約の更新（第24条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（保険契約の更新）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  

  ② 介護年金または死亡給
付金の削減支払  

  ア．削減期間中は、第24条（保険契約の更新）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後契約には更新前契約に適用されて
いた介護年金または死亡給付金の削減支払の条
件は適用されません。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後契約には更新前契約に適用さ
れていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担
保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後契約には更新前契約に適用され
ていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保
の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約への変更（第25条）について、次のとおり取り
扱います。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第25条（保険期間が終身の保険契約への変更）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。  

  ② 年金の削減支払    ア．削減期間中は、第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用さ
れていた年金の削減支払の条件は適用されませ
ん。  

   第42条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第１条）
の応当日（年単位）をいいます。

     ＊  ２ 介護に関する技術または環
境の変化

 公的介護保険制度によらない介
護の状況の変化、介護に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第44条  補足説明

  ＊１ 介護年金受取人
  介護年金受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

    

   第42条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の介護年金の支払事由（第２条）にかかわる次のいずれか
の事由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得
て、変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがあ
ります。

  ⑴ 法令等の改正による公的介護保険制度等の改正
  ⑵ 介護に関する技術または環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第27条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第43条  時効

  年金・給付金（第２条）、保険料の払込免除（第７条）、返戻金（第28条）また
は社員配当金（第39条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使
できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第44条  管轄裁判所

  １．この保険契約における介護年金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所
在地または介護年金受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在
地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における死亡給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、本条の１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第45条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴から⑶のうち１つまたは２つ以上の
特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 介護年金または死亡給付金の削減支払
  ① 契約成立日（第１条）から会社の定める削減期間中に被保険者が介護年

金または死亡給付金の支払事由（第２条）に該当したときは、次のとお
り取り扱います。
  ア．介護年金を支払うべきときは、介護年金額に次の表の割合を乗じた

金額を支払います。
  イ．死亡給付金を支払うべきときは、死亡給付金額に次の表の割合を乗

じた金額を支払います。
  ② ①にかかわらず、被保険者が災害または感染症（別表６ ★ ）によって支

払事由に該当したときは、介護年金または死亡給付金の削減支払の対象
とはなりません。
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   別表１　公的介護保険制度
  公的介護保険制度とは、介護保険法(平成９年12月17日　法律第123号)に基づく介護保険制度をいいます。
  
別表２　要介護１以上の状態
  要介護１以上の状態とは、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令(平成11年４月
30日　厚生省令第58号)第１条第１項に定める要介護１から要介護５までのいずれかの状態をいいます。
  
別表３　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、

  
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

  の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

   第46条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。   

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適
用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての
不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用
されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不
担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表３（P.227参照）、別表６（P.229参照）  

   第46条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に介護年金が支払われるべきときは、第２

条（年金・給付金の支払い）の２．－⑵－③を次のとおり読み替えます。

  項　目    内　容  

  ③　介護年金の支払事由が
生じ、支払うべき介護
年金がある場合で、そ
の支払前に被保険者が
死亡したとき  

  介護年金受取人が被保険者の場合には、支払うべき
介護年金を被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支
払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
  ① 第13条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取

扱い）の１．中、「保険契約者（第１回介護年金を支払うときはその受
取人）」とあるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（第１回介護年
金を支払うときはその受取人）」と読み替えます。

  ② 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ② ①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金

受取人に支払います。
  ③ 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」

を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  
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   別表１　公的介護保険制度
  公的介護保険制度とは、介護保険法(平成９年12月17日　法律第123号)に基づく介護保険制度をいいます。
  
別表２　要介護１以上の状態
  要介護１以上の状態とは、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令(平成11年４月
30日　厚生省令第58号)第１条第１項に定める要介護１から要介護５までのいずれかの状態をいいます。
  
別表３　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、

  
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

  の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

   第46条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。   

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適
用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての
不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用
されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不
担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表３（P.227参照）、別表６（P.229参照）  

   第46条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に介護年金が支払われるべきときは、第２

条（年金・給付金の支払い）の２．－⑵－③を次のとおり読み替えます。

  項　目    内　容  

  ③　介護年金の支払事由が
生じ、支払うべき介護
年金がある場合で、そ
の支払前に被保険者が
死亡したとき  

  介護年金受取人が被保険者の場合には、支払うべき
介護年金を被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支
払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
  ① 第13条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取

扱い）の１．中、「保険契約者（第１回介護年金を支払うときはその受
取人）」とあるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（第１回介護年
金を支払うときはその受取人）」と読み替えます。

  ② 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ② ①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金

受取人に支払います。
  ③ 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」

を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  
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別表５　年金・給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．介護年金の支払い  

  ⑴ 介護年金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者が公的介護保険制度(別表１)に基づく所定の状態に該当していることを通

知する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 介護年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 介護年金の受取人の印鑑証明書
  ⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類（第１回介護年金の場合）  

  ２．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第７条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表４）
であることを証明する書類

  ⑶   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 年金・給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に

診断を行わせることがあります。
  ⑶ １．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

  
別表６　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ  
  腸チフス  
  パラチフスＡ  
  細菌性赤痢  
  腸管出血性大腸菌感染症  
  ペスト  
  ジフテリア  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞  
  ラッサ熱  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病  
  痘瘡  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  A00  
  A01.0  
  A01.1  
  A03  

  A04.3  
  A20  
  A36  
  A80  

  A96.2  
  A98.0  
  A98.3  
  A98.4  
  B03  
  U04  

   

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。
  
別表４　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性･食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  
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別表５　年金・給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．介護年金の支払い  

  ⑴ 介護年金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者が公的介護保険制度(別表１)に基づく所定の状態に該当していることを通

知する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 介護年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 介護年金の受取人の印鑑証明書
  ⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類（第１回介護年金の場合）  

  ２．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第７条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表４）
であることを証明する書類

  ⑶   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 年金・給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に

診断を行わせることがあります。
  ⑶ １．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

  
別表６　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ  
  腸チフス  
  パラチフスＡ  
  細菌性赤痢  
  腸管出血性大腸菌感染症  
  ペスト  
  ジフテリア  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞  
  ラッサ熱  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病  
  痘瘡  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  A00  
  A01.0  
  A01.1  
  A03  

  A04.3  
  A20  
  A36  
  A80  

  A96.2  
  A98.0  
  A98.3  
  A98.4  
  B03  
  U04  

   

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。
  
別表４　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性･食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  
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  ５年ごと利差配当付介護一時金保険(返戻金なし型)(2012)普通保険約款  
  （実施　平24.4.2 ／改正　平26.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    公的介護保険制度における要介護状態に対する保障  
  一時金等の種類    ⑴ 介護一時金

  ⑵ 死亡給付金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保
険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第19条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第36条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 一時金等の支払いについて

   第２条  一時金・給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、一時金または給付金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して一時金または給付金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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  ５年ごと利差配当付介護一時金保険(返戻金なし型)(2012)普通保険約款  
  （実施　平24.4.2 ／改正　平26.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    公的介護保険制度における要介護状態に対する保障  
  一時金等の種類    ⑴ 介護一時金

  ⑵ 死亡給付金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保
険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第19条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第36条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 一時金等の支払いについて

   第２条  一時金・給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、一時金または給付金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して一時金または給付金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 疾病
  薬物依存 Ａ は含みません。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分類項目中の分類番号

 Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

      支払事由（一時金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

介
護
一
時
金  

  責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中に、被保険者
が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた傷害または
疾病 ＊２ により、公的介護保険制度(別表１ ★ )
に基づく要介護３以上の状態(別表２ ★ )(以下

「要介護３以上の状態」といいます。)に該当
していると認定されたとき  

  介護一時金額  

  

介
護
一
時
金
受
取
人  

  

死
亡
給
付
金  

  保険期間が終身の保険契約の場合で、被保険
者が、保険料払込期間満了後の保険期間中に
死亡したとき
  （注） 保険料払込期間が終身の保険契約の場

合には、死亡給付金はありません。  

  介護一時金額の
10％  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

  ２．一時金または給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 介護一時金について

  項　目    内　容  

  ① 介護一時金受取人
    

  保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた傷害
または疾病 ＊２ を原因と
して要介護３以上の状
態に該当したとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病 ＊２ によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊２ によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊２ によるものとみなしません。  

  ③ 介護一時金を支払った
とき  

  この保険契約は、その支払事由が生じた時にさかの
ぼって消滅します。  

  ④ 死亡給付金を支払った
とき  

  その後に介護一時金の支払請求を受けても、介護一
時金は支払いません。  

  ⑵ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者の生死が不明
のとき  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ② 死亡給付金の支払前に
介護一時金の支払請求
を受け、介護一時金が
支払われるとき  

  死亡給付金は支払いません。  

  ★別表１（P.253参照）、別表２（P.253参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、一時
金または給付金を支払いません。

   第３条  補足説明

  ＊１ 責任準備金
  介護一時金額の10％の金額を
限度とします。

   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

      免責事由（支払事由が生じても一時金等を支払わない場合）  

  

介
護
一
時
金  

  被保険者が、次のいずれかによって要介護３以上の状態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ この保険契約の復活（第16条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 介護一時金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意また
は重大な過失により被
保険者を要介護３以上
の状態に該当させたと
き  

  故意または重大な過失により被保険者を要介護３以
上の状態に該当させた受取人が受け取るべき金額は
支払いません。なお、残額は他の受取人に支払いま
す。  

  ⑵ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑶ 「戦争その他の変乱」に
よって介護一時金また
は死亡給付金の支払事
由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、介護一時金または死亡給付金の金額の一部また
は全部を支払います。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊１ を支払います。ただ
し、保険契約者が故意に被保険者を死亡させた
ときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ３ 一時金等の支払請求手続について

   第４条  一時金・給付金の支払請求手続

  １． 一時金または給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはそ
の受取人は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２． 一時金または給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
６ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３． この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  
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    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 疾病
  薬物依存 Ａ は含みません。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分類項目中の分類番号

 Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

      支払事由（一時金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

介
護
一
時
金  

  責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中に、被保険者
が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた傷害または
疾病 ＊２ により、公的介護保険制度(別表１ ★ )
に基づく要介護３以上の状態(別表２ ★ )(以下

「要介護３以上の状態」といいます。)に該当
していると認定されたとき  

  介護一時金額  

  

介
護
一
時
金
受
取
人  

  

死
亡
給
付
金  

  保険期間が終身の保険契約の場合で、被保険
者が、保険料払込期間満了後の保険期間中に
死亡したとき
  （注） 保険料払込期間が終身の保険契約の場

合には、死亡給付金はありません。  

  介護一時金額の
10％  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

  ２．一時金または給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 介護一時金について

  項　目    内　容  

  ① 介護一時金受取人
    

  保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた傷害
または疾病 ＊２ を原因と
して要介護３以上の状
態に該当したとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病 ＊２ によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊２ によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊２ によるものとみなしません。  

  ③ 介護一時金を支払った
とき  

  この保険契約は、その支払事由が生じた時にさかの
ぼって消滅します。  

  ④ 死亡給付金を支払った
とき  

  その後に介護一時金の支払請求を受けても、介護一
時金は支払いません。  

  ⑵ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者の生死が不明
のとき  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ② 死亡給付金の支払前に
介護一時金の支払請求
を受け、介護一時金が
支払われるとき  

  死亡給付金は支払いません。  

  ★別表１（P.253参照）、別表２（P.253参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、一時
金または給付金を支払いません。

   第３条  補足説明

  ＊１ 責任準備金
  介護一時金額の10％の金額を
限度とします。

   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

      免責事由（支払事由が生じても一時金等を支払わない場合）  

  

介
護
一
時
金  

  被保険者が、次のいずれかによって要介護３以上の状態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ この保険契約の復活（第16条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 介護一時金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意また
は重大な過失により被
保険者を要介護３以上
の状態に該当させたと
き  

  故意または重大な過失により被保険者を要介護３以
上の状態に該当させた受取人が受け取るべき金額は
支払いません。なお、残額は他の受取人に支払いま
す。  

  ⑵ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑶ 「戦争その他の変乱」に
よって介護一時金また
は死亡給付金の支払事
由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、介護一時金または死亡給付金の金額の一部また
は全部を支払います。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊１ を支払います。ただ
し、保険契約者が故意に被保険者を死亡させた
ときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ３ 一時金等の支払請求手続について

   第４条  一時金・給付金の支払請求手続

  １． 一時金または給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはそ
の受取人は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２． 一時金または給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
６ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３． この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  
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   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

    

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表６ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表６（P.255参照）  

   第５条  一時金・給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で一時金または給付金を支払います。

  ２．会社は、一時金または給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合に
おいて、保険契約の締結時から一時金または給付金の請求時までに会社に提出さ
れた書類だけでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確
認 ＊１ を行います。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、一時金または給付
金を支払うべき期限は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、
その日を含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 一時金または給付金の支払事由（第
２条）発生の有無の確認が必要な
場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 一時金または給付金支払いの免責
事由（第３条）に該当する可能性
がある場合  

  一時金または給付金の支払事由が発生
した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第20条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第22
条）、詐欺（第17条）または不法
取得目的（第18条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第22条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡給付金
受取人の保険契約締結の目的もしくは
一時金・給付金請求の意図に関する保
険契約の締結時から一時金・給付金請
求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、一時金または給付金を
支払うべき期限は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡給付金受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始された
ことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定め
る事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検
察等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、一時金または給付金の受取
人（一時金または給付金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知し
ます。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または死亡給付金受

  第５条  補足説明

  ＊  ３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

 会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 介護一時金または死亡給付
金

  介護一時金または死亡給付金と
ともに支払われる金銭を含みま
す。

   第７条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は一
時金または給付金を支払いません。

  ★別表６（P.255参照）  

   ４ 一時金等の支払方法の選択について

   第６条  介護一時金または死亡給付金の支払方法の選択

  介護一時金または死亡給付金が支払われるときは、その受取人は、会社の取扱い
の範囲内で、介護一時金または死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支
払またはすえ置き支払を選択することができます。

   ５ 保険料の払込免除について

   第７条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第11条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第８条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

の
払
込
免
除

  

に
よ
る
保
険
料

 

高
度
障
害
状
態 

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表４ ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の

  

身
体
障
害
の
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表５ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  

  

払
込
免
除

状
態
に
よ
る
保
険
料
の

  

要
介
護
１
ま
た
は
２
の

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた傷害または疾病によって保
険料払込期間中に公的介護保険制度(別表１ ★ )に基づく要介護１また
は２の状態(別表３ ★ )(以下「要介護１または２の状態」といいます。)
に該当していると認定されたとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表４ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表５ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて１80日以内に身体障
害の状態（別表４ ★ ）になったとき  
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   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

    

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表６ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表６（P.255参照）  

   第５条  一時金・給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で一時金または給付金を支払います。

  ２．会社は、一時金または給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合に
おいて、保険契約の締結時から一時金または給付金の請求時までに会社に提出さ
れた書類だけでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確
認 ＊１ を行います。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、一時金または給付
金を支払うべき期限は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、
その日を含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 一時金または給付金の支払事由（第
２条）発生の有無の確認が必要な
場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 一時金または給付金支払いの免責
事由（第３条）に該当する可能性
がある場合  

  一時金または給付金の支払事由が発生
した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第20条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第22
条）、詐欺（第17条）または不法
取得目的（第18条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第22条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡給付金
受取人の保険契約締結の目的もしくは
一時金・給付金請求の意図に関する保
険契約の締結時から一時金・給付金請
求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、一時金または給付金を
支払うべき期限は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡給付金受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始された
ことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定め
る事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検
察等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、一時金または給付金の受取
人（一時金または給付金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知し
ます。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または死亡給付金受

  第５条  補足説明

  ＊  ３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

 会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 介護一時金または死亡給付
金

  介護一時金または死亡給付金と
ともに支払われる金銭を含みま
す。

   第７条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は一
時金または給付金を支払いません。

  ★別表６（P.255参照）  

   ４ 一時金等の支払方法の選択について

   第６条  介護一時金または死亡給付金の支払方法の選択

  介護一時金または死亡給付金が支払われるときは、その受取人は、会社の取扱い
の範囲内で、介護一時金または死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支
払またはすえ置き支払を選択することができます。

   ５ 保険料の払込免除について

   第７条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第11条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第８条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

の
払
込
免
除

  

に
よ
る
保
険
料

 

高
度
障
害
状
態 

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表４ ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の

  

身
体
障
害
の
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表５ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  

  
払
込
免
除

状
態
に
よ
る
保
険
料
の

  

要
介
護
１
ま
た
は
２
の

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた傷害または疾病によって保
険料払込期間中に公的介護保険制度(別表１ ★ )に基づく要介護１また
は２の状態(別表３ ★ )(以下「要介護１または２の状態」といいます。)
に該当していると認定されたとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表４ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表５ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて１80日以内に身体障
害の状態（別表４ ★ ）になったとき  
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 第７条  補足説明

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  項　目    内　容  

  ⑵ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表４ ★ ）または「要介護
１または２の状態」に
なったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  ② その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第11
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表１（P.253参照）、別表３（P.253参照）、別表４（P.253参照）、別表５（P.254参照）  

   第８条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

の
払
込
免
除　

  

に
よ
る
保
険
料

 
高
度
障
害
状
態 

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表４ ★ ）になっ
たとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

払
込
免
除　
　
　

に
よ
る
保
険
料
の

  

身
体
障
害
の
状
態

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表４ ★ ）になっ
たとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に

生じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転

をしている間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

払
込
免
除

状
態
に
よ
る
保
険
料
の

  

要
介
護
１
ま
た
は
２
の

  被保険者が、次のいずれかによって要介護１または２の状態になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表４（P.253参照）  

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について

   第９条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表６ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（一時金・給付金の支
払時期）の規定を準用します。

  ★別表６（P.255参照）  

   ７ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第10条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。  

   ８ 保険料の払込みについて

   第11条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２     

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  
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 第７条  補足説明

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  項　目    内　容  

  ⑵ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表４ ★ ）または「要介護
１または２の状態」に
なったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  ② その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第11
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表１（P.253参照）、別表３（P.253参照）、別表４（P.253参照）、別表５（P.254参照）  

   第８条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

の
払
込
免
除　

  

に
よ
る
保
険
料

 

高
度
障
害
状
態 

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表４ ★ ）になっ
たとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

払
込
免
除　
　
　

に
よ
る
保
険
料
の

  

身
体
障
害
の
状
態

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表４ ★ ）になっ
たとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に

生じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転

をしている間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

払
込
免
除

状
態
に
よ
る
保
険
料
の

  

要
介
護
１
ま
た
は
２
の

  被保険者が、次のいずれかによって要介護１または２の状態になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表４（P.253参照）  

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について

   第９条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表６ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（一時金・給付金の支
払時期）の規定を準用します。

  ★別表６（P.255参照）  

   ７ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第10条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。  

   ８ 保険料の払込みについて

   第11条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２     

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

237

約

款

５
年
ご
と
利
差
配
当
付
介
護
一
時
金
保
険
（
返
戻
金
な
し
型
）（
２
０
１
２
）



   第12条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第12条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第12条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
11条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第11条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第11条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第13条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第11条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（介護一時金を支払うときはその受取人）に払
い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第11条）までに一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険
料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 一時金または給付金を
支払うとき  

  未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第14条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
11条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率 ★ で割り引

きます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率 ★ に

よる利息をつけて、これを前納金に繰り入れま
す。

  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応
当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率 ★ で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 介護一時金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

  ★「会社の定める率」、「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、
最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せ
ください。当社ホームページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   ９ 失効と復活について

   第15条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第11条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第16条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第15条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第19条）および告知義務違反による解除（第20条）の規定を適用し
ます。
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   第12条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第12条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第12条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
11条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第11条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第11条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第13条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第11条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（介護一時金を支払うときはその受取人）に払
い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第11条）までに一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険
料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 一時金または給付金を
支払うとき  

  未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第14条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
11条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率 ★ で割り引

きます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率 ★ に

よる利息をつけて、これを前納金に繰り入れま
す。

  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応
当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率 ★ で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 介護一時金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

  ★「会社の定める率」、「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、
最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せ
ください。当社ホームページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   ９ 失効と復活について

   第15条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第11条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第16条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第15条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第19条）および告知義務違反による解除（第20条）の規定を適用し
ます。
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  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第17条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第16条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第18条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
16条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 一時金または給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に一時金または給付金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第19条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第16条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、一時金もしくは給付金の支払事
由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重
要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知すること
を必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第20条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第16条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第19条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第７条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除すること
ができます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 一時金または給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに一時金または給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、一時金もしくは給付金の支払事由または保険料
の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者または死亡給付金受取人が証明したときは、会社は、一時金もしく

   第21条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

は給付金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。
  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し

て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または死亡給付金受
取人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第21条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第20条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第16条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第19条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第19条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に一時金の支払事由（第２条）
または保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その期間を経過した
とき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第19条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第22条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。
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  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第17条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第16条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第18条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
16条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 一時金または給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に一時金または給付金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第19条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第16条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、一時金もしくは給付金の支払事
由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重
要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知すること
を必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第20条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第16条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第19条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第７条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除すること
ができます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 一時金または給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに一時金または給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、一時金もしくは給付金の支払事由または保険料
の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者または死亡給付金受取人が証明したときは、会社は、一時金もしく

   第21条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

は給付金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。
  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し

て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または死亡給付金受
取人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第21条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第20条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第16条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第19条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第19条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に一時金の支払事由（第２条）
または保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その期間を経過した
とき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第19条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第22条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。
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   第22条  補足説明

  ＊１ 一時金
  この保険契約の一時金もしくは
給付金または保険料の払込免除
をいいます。

  ＊２ 給付金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が一時金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に一時金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 一時金 ＊１ の請求に関し、一時金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第７条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することがで
きます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間
に、一時金または給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたと
きは、その一時金または給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 一時金または給付金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに一時金または給付金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第20条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によって保険契約を解除
した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定を適
用し給付金を支払わないときは、保険契約のうち支払われない給付金に対応する
部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契約者に支
払います。

   12 契約内容の変更および更新等について

   第23条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第11条（保険料の払込み）および第12条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第11条）を月払から年払または半年払に変更すると

   第24条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第24条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の介護一時
金額  

  更新前契約の保険期間満了日の介護一時金額と同額
とします。ただし、保険契約者は、更新前契約の保
険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取
扱いの範囲内で、更新後契約の介護一時金額を変更
して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間
および保険料払込期間  

  ① 更新後契約の保険期間は、更新前契約の保険期
間と同一とします。ただし、更新後契約の保険
期間を更新前契約の保険期間と同一とすると本
条の１．－⑶の条件を満たさなくなるときは、
その条件を満たす限度まで保険期間を短縮しま
す。

  ② 更新後契約の保険料払込期間は、保険期間と同
一とします。

  ③ ①および②に定めるほか、保険契約者は、更新
前契約の保険期間満了日の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、更新後契約の
保険期間および保険料払込期間を変更して更新
することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 一時金・給付金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第７条・第８条）および告
知義務違反による解除（第20条・第21条）に
関する規定について、更新後契約の保険期間は、
この保険契約から継続したものとして取り扱い
ます。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  
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   第22条  補足説明

  ＊１ 一時金
  この保険契約の一時金もしくは
給付金または保険料の払込免除
をいいます。

  ＊２ 給付金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が一時金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に一時金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 一時金 ＊１ の請求に関し、一時金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第７条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することがで
きます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間
に、一時金または給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたと
きは、その一時金または給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 一時金または給付金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに一時金または給付金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第20条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によって保険契約を解除
した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定を適
用し給付金を支払わないときは、保険契約のうち支払われない給付金に対応する
部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契約者に支
払います。

   12 契約内容の変更および更新等について

   第23条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第11条（保険料の払込み）および第12条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第11条）を月払から年払または半年払に変更すると

   第24条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第24条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の介護一時
金額  

  更新前契約の保険期間満了日の介護一時金額と同額
とします。ただし、保険契約者は、更新前契約の保
険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取
扱いの範囲内で、更新後契約の介護一時金額を変更
して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間
および保険料払込期間  

  ① 更新後契約の保険期間は、更新前契約の保険期
間と同一とします。ただし、更新後契約の保険
期間を更新前契約の保険期間と同一とすると本
条の１．－⑶の条件を満たさなくなるときは、
その条件を満たす限度まで保険期間を短縮しま
す。

  ② 更新後契約の保険料払込期間は、保険期間と同
一とします。

  ③ ①および②に定めるほか、保険契約者は、更新
前契約の保険期間満了日の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、更新後契約の
保険期間および保険料払込期間を変更して更新
することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 一時金・給付金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第７条・第８条）および告
知義務違反による解除（第20条・第21条）に
関する規定について、更新後契約の保険期間は、
この保険契約から継続したものとして取り扱い
ます。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  
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   第25条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  ＊２ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付介護一時金保険(返戻金な
し型)(2012)契約をいいます。

  項　目    内　容  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理（第37条・第38条）に準じて取
り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の介
護一時金額について、更新前契約の保険期間満了日の介護一時金額と同額とした
場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第25条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第24条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付介護一時金保険
(返戻金なし型)(2012)契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第７条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付介護一時金保険(返戻金なし型)(2012)契
約への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第11条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第11条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契約 ＊２

 に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の一時金または給付金の支

払事由（第２条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

７条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

  第25条  補足説明

   ＊３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

   第26条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

  項　目    内　容  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の介護一
時金額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の介護一時金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、変更前契約
の保険期間満了日＊３の２週間前までに申し出て、
会社の取扱いの範囲内で、変更後契約＊２の介護一
時金額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 一時金・給付金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第７条・第８条）および告
知義務違反による解除（第20条・第21条）に
関する規定について、変更後契約 ＊２ の保険期
間は、変更前契約から継続したものとして取り
扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑤ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第１条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第37条・第38条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の介護一時金額につい
て、変更前契約の保険期間満了日＊３の介護一時金額と同額とした場合に、会社
の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  介護一時金額の減額

  １． 保険契約者は、将来に向かって介護一時金額を減額 ★ することができます。ただ
し、保険料の払込免除(第７条)以後 ＊１ は減額できません。また、会社は、減額
後の介護一時金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．介護一時金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第27条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 介護一時金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  
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   第25条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  ＊２ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付介護一時金保険(返戻金な
し型)(2012)契約をいいます。

  項　目    内　容  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理（第37条・第38条）に準じて取
り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の介
護一時金額について、更新前契約の保険期間満了日の介護一時金額と同額とした
場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第25条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第24条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付介護一時金保険
(返戻金なし型)(2012)契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第７条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付介護一時金保険(返戻金なし型)(2012)契
約への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第11条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第11条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契約 ＊２

 に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の一時金または給付金の支

払事由（第２条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

７条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

  第25条  補足説明

   ＊３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

   第26条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

  項　目    内　容  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の介護一
時金額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の介護一時金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、変更前契約
の保険期間満了日＊３の２週間前までに申し出て、
会社の取扱いの範囲内で、変更後契約＊２の介護一
時金額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 一時金・給付金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第７条・第８条）および告
知義務違反による解除（第20条・第21条）に
関する規定について、変更後契約 ＊２ の保険期
間は、変更前契約から継続したものとして取り
扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑤ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第１条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第37条・第38条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の介護一時金額につい
て、変更前契約の保険期間満了日＊３の介護一時金額と同額とした場合に、会社
の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  介護一時金額の減額

  １． 保険契約者は、将来に向かって介護一時金額を減額 ★ することができます。ただ
し、保険料の払込免除(第７条)以後 ＊１ は減額できません。また、会社は、減額
後の介護一時金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．介護一時金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第27条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 介護一時金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  
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   第27条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

   第29条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
11条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第30条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   13 解約等について

   第27条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、将来に向かって、この保険契約の解約を請求することができます。
ただし、保険料の払込免除(第７条)以後 ＊１ は解約できません。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第28条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第28条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（介護一時金額の
10％の金額）と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第29条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第７条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、一時金または給付金を支払う
ときはその受取人に支払います。

  ⑴ 一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）に該当したときまたは保険料払
込期間中に被保険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡さ
せた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第20条）または重大事由（第22条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第26条）または解約（第27条）されたとき  

   第30条  一時金または給付金の受取人による保険契約の存続

  １． 保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす一時金または給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期
間が経過するまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払
い、かつ会社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じま
せん。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、一時金または給付金の支払
事由（第２条）が生じ、会社が一時金または給付金を支払うべきときは、その支
払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、

その支払うべき金額から債権者等に支払った金額を差し引いた残額を、一時金ま
たは給付金の受取人に支払います。

   14 一時金等の受取人および保険契約者について

   第31条  会社への通知による一時金または給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、一時
金または給付金の受取人を変更することができます。ただし、介護一時金受取人
は、保険契約者または被保険者に限ります。また、一時金または給付金の支払事
由（第２条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる部分につい
ては、受取人を変更することはできません。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の受取人に一時金または給付金を
支払ったときは、その支払い後に変更後の受取人から一時金または給付金の請求
を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第32条  遺言による一時金または給付金の受取人の変更

  １．第31条（会社への通知による一時金または給付金の受取人の変更）に定めるほか、
保険契約者は、法律上有効な遺言により、一時金または給付金の受取人を変更す
ることができます。ただし、介護一時金受取人は、保険契約者または被保険者に
限ります。また、一時金または給付金の支払事由（第２条）が発生した場合には、
その支払事由に基づき支払われる部分については、受取人を変更することはでき
ません。

  ２．本条の１．の一時金または給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、
その効力を生じません。

  ３．本条の１．および２．による一時金または給付金の受取人の変更は、保険契約者
が死亡した後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗
することができません。

   第33条  一時金または給付金の受取人の死亡

  １． 一時金または給付金の受取人が一時金または給付金の支払事由（第２条）の発生
以前に死亡したときは、その法定相続人を受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により一時金または給付金の受取人となった者が死亡した場合
で、この者に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により受取人となっ
た者のうち生存している他の受取人を受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により一時金または給付金の受取人となった者が２人以上
いるときは、その受取割合は均等とします。

   第34条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第35条  保険契約者の代表者および一時金または給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。
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   第27条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

   第29条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
11条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第30条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   13 解約等について

   第27条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、将来に向かって、この保険契約の解約を請求することができます。
ただし、保険料の払込免除(第７条)以後 ＊１ は解約できません。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第28条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第28条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（介護一時金額の
10％の金額）と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第29条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第７条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、一時金または給付金を支払う
ときはその受取人に支払います。

  ⑴ 一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）に該当したときまたは保険料払
込期間中に被保険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡さ
せた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第20条）または重大事由（第22条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第26条）または解約（第27条）されたとき  

   第30条  一時金または給付金の受取人による保険契約の存続

  １． 保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす一時金または給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期
間が経過するまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払
い、かつ会社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じま
せん。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、一時金または給付金の支払
事由（第２条）が生じ、会社が一時金または給付金を支払うべきときは、その支
払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、

その支払うべき金額から債権者等に支払った金額を差し引いた残額を、一時金ま
たは給付金の受取人に支払います。

   14 一時金等の受取人および保険契約者について

   第31条  会社への通知による一時金または給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、一時
金または給付金の受取人を変更することができます。ただし、介護一時金受取人
は、保険契約者または被保険者に限ります。また、一時金または給付金の支払事
由（第２条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる部分につい
ては、受取人を変更することはできません。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の受取人に一時金または給付金を
支払ったときは、その支払い後に変更後の受取人から一時金または給付金の請求
を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第32条  遺言による一時金または給付金の受取人の変更

  １．第31条（会社への通知による一時金または給付金の受取人の変更）に定めるほか、
保険契約者は、法律上有効な遺言により、一時金または給付金の受取人を変更す
ることができます。ただし、介護一時金受取人は、保険契約者または被保険者に
限ります。また、一時金または給付金の支払事由（第２条）が発生した場合には、
その支払事由に基づき支払われる部分については、受取人を変更することはでき
ません。

  ２．本条の１．の一時金または給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、
その効力を生じません。

  ３．本条の１．および２．による一時金または給付金の受取人の変更は、保険契約者
が死亡した後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗
することができません。

   第33条  一時金または給付金の受取人の死亡

  １． 一時金または給付金の受取人が一時金または給付金の支払事由（第２条）の発生
以前に死亡したときは、その法定相続人を受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により一時金または給付金の受取人となった者が死亡した場合
で、この者に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により受取人となっ
た者のうち生存している他の受取人を受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により一時金または給付金の受取人となった者が２人以上
いるときは、その受取割合は均等とします。

   第34条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第35条  保険契約者の代表者および一時金または給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。
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   第36条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第39条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条の１．において

「５年ごと応当日」といいます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。介護一時金についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第36条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第37条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第36条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは一時金額を調整して処理します。

   第38条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または一時金額を調整し
て処理します。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第39条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第１条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率 ★ による利息をつけて積
み立てます。ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前日までの保
険料がすべて払い込まれている場合に限りま
す。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．一時金または給付金を支払うときは、その

受取人に支払います。
  イ．一時金または給付金の支払以外により保険

契約が消滅するときは、保険契約者に支払
います。

  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険
契約者に支払います。  

  第39条  補足説明

   ＊３ 保険期間が満了する保険契
約

  第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第39条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ＊４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊５ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑵ 次の事業年度中に保険
期間が満了する保険契
約＊３  

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が更新
（第24条）されるとき、または保険期間が終身の保
険契約に変更(第25条)されるときは、次のとおり
取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日または変更日から

積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約また

は変更前契約の社員配当金については、更新後
契約または変更後契約においても引き続き積み
立て、更新日または変更日以後、⑴の規定を適
用します。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、一時金また
は給付金の支払いによ
り消滅する保険契約  

  一時金または給付金とともにその受取人に支払いま
す。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵および
⑶以外の事由により消
滅する保険契約 ＊５   

  保険契約者に支払います。  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第５
条（一時金・給付金の支払時期）の１．の規定を準用します。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   17 その他

   第40条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第41条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  
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   第36条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第39条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条の１．において

「５年ごと応当日」といいます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。介護一時金についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第36条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第37条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第36条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは一時金額を調整して処理します。

   第38条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または一時金額を調整し
て処理します。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第39条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第１条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率 ★ による利息をつけて積
み立てます。ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前日までの保
険料がすべて払い込まれている場合に限りま
す。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．一時金または給付金を支払うときは、その

受取人に支払います。
  イ．一時金または給付金の支払以外により保険

契約が消滅するときは、保険契約者に支払
います。

  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険
契約者に支払います。  

  第39条  補足説明

   ＊３ 保険期間が満了する保険契
約

  第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第39条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ＊４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊５ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑵ 次の事業年度中に保険
期間が満了する保険契
約＊３  

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が更新
（第24条）されるとき、または保険期間が終身の保
険契約に変更(第25条)されるときは、次のとおり
取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日または変更日から

積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約また

は変更前契約の社員配当金については、更新後
契約または変更後契約においても引き続き積み
立て、更新日または変更日以後、⑴の規定を適
用します。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、一時金また
は給付金の支払いによ
り消滅する保険契約  

  一時金または給付金とともにその受取人に支払いま
す。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵および
⑶以外の事由により消
滅する保険契約 ＊５   

  保険契約者に支払います。  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第５
条（一時金・給付金の支払時期）の１．の規定を準用します。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   17 その他

   第40条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第41条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  
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   第42条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由または保険料の払込免
除事由の変更にかかる認可日以
後、会社の定める日の直後に到
来する契約成立日（第１条）の
応当日（年単位）をいいます。

    ＊２ 介護に関する技術または環
境の変化

  公的介護保険制度によらない介
護の状況の変化、介護に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第44条  補足説明

  ＊１ 介護一時金受取人
  介護一時金受取人が２人以上い
るときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  

   第42条  法令等の改正等に伴う支払事由または保険料の払込免除事由の変更

  １．会社は、この保険契約の介護一時金の支払事由（第２条）または保険料の払込免
除事由(第７条)にかかわる次のいずれかの事由が、この保険契約の支払事由ま
たは保険料の払込免除事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、変更
日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由または保険料の払込免除事由
を変更することがあります。

  ⑴ 法令等の改正による公的介護保険制度等の改正
  ⑵ 介護に関する技術または環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由または保険料の払込免除事由を変更するときは、変更
日 ＊１ の２か月前までに保険契約者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由または保険料の払込免除事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第27条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第43条  時効

  一時金・給付金（第２条）、保険料の払込免除（第７条）、返戻金（第28条）ま
たは社員配当金（第39条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行
使できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第44条  管轄裁判所

  １．この保険契約における介護一時金の請求に関する訴訟については、会社の本社の
所在地または介護一時金受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の
所在地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における死亡給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、本条の１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第45条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴から⑶のうち１つまたは２つ以上の
特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 一時金の削減支払
  契約成立日（第１条）から会社の定める削減期間中に被保険者が一時金の支
払事由（第２条）に該当し、一時金を支払うべきときは、一時金の金額に次
の表の割合を乗じた金額を支払います。ただし、災害または感染症（別表
７ ★ ）によって支払事由に該当したときは、一時金の削減支払の対象とはな
りません。

  保険年度  
    削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

 第45条  補足説明

＊２ 特定高度障害状態
高度障害状態（別表４ ★ ）のう
ち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

  ＊３ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付介護一時金保険（返戻金な
し型）(2012)契約をいいます。

   第46条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。   

  ⑶ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを免除（第７条）しません。ただし、
感染症（別表７ ★ ）によって特定高度障害状態 ＊２ になったときは、保険料の
払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第15条）は、第16条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この保険契約の更新（第24条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（保険契約の更新）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  

  ② 一時金の削減支払    ア．削減期間中は、第24条（保険契約の更新）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後契約には更新前契約に適用されて
いた一時金の削減支払の条件は適用されませ
ん。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後契約には更新前契約に適用さ
れていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担
保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後契約には更新前契約に適用され
ていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保
の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約への変更（第25条）について、次のとおり取り
扱います。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第25条（保険期間が終身の保険契約への変更）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。  

  ② 一時金の削減支払    ア．削減期間中は、第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用さ
れていた一時金の削減支払の条件は適用されま
せん。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適
用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての
不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用
されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不
担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表４（P.253参照）、別表７（P.255参照）  

   第46条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に介護一時金が支払われるべきときは、次
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   第42条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由または保険料の払込免
除事由の変更にかかる認可日以
後、会社の定める日の直後に到
来する契約成立日（第１条）の
応当日（年単位）をいいます。

    ＊２ 介護に関する技術または環
境の変化

  公的介護保険制度によらない介
護の状況の変化、介護に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第44条  補足説明

  ＊１ 介護一時金受取人
  介護一時金受取人が２人以上い
るときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  

   第42条  法令等の改正等に伴う支払事由または保険料の払込免除事由の変更

  １．会社は、この保険契約の介護一時金の支払事由（第２条）または保険料の払込免
除事由(第７条)にかかわる次のいずれかの事由が、この保険契約の支払事由ま
たは保険料の払込免除事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、変更
日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由または保険料の払込免除事由
を変更することがあります。

  ⑴ 法令等の改正による公的介護保険制度等の改正
  ⑵ 介護に関する技術または環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由または保険料の払込免除事由を変更するときは、変更
日 ＊１ の２か月前までに保険契約者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由または保険料の払込免除事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第27条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第43条  時効

  一時金・給付金（第２条）、保険料の払込免除（第７条）、返戻金（第28条）ま
たは社員配当金（第39条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行
使できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第44条  管轄裁判所

  １．この保険契約における介護一時金の請求に関する訴訟については、会社の本社の
所在地または介護一時金受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の
所在地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における死亡給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、本条の１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第45条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴から⑶のうち１つまたは２つ以上の
特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 一時金の削減支払
  契約成立日（第１条）から会社の定める削減期間中に被保険者が一時金の支
払事由（第２条）に該当し、一時金を支払うべきときは、一時金の金額に次
の表の割合を乗じた金額を支払います。ただし、災害または感染症（別表
７ ★ ）によって支払事由に該当したときは、一時金の削減支払の対象とはな
りません。

  保険年度  
    削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

 第45条  補足説明

＊２ 特定高度障害状態
高度障害状態（別表４ ★ ）のう
ち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

  ＊３ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付介護一時金保険（返戻金な
し型）(2012)契約をいいます。

   第46条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。   

  ⑶ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを免除（第７条）しません。ただし、
感染症（別表７ ★ ）によって特定高度障害状態 ＊２ になったときは、保険料の
払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第15条）は、第16条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この保険契約の更新（第24条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（保険契約の更新）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  

  ② 一時金の削減支払    ア．削減期間中は、第24条（保険契約の更新）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後契約には更新前契約に適用されて
いた一時金の削減支払の条件は適用されませ
ん。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後契約には更新前契約に適用さ
れていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担
保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後契約には更新前契約に適用され
ていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保
の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約への変更（第25条）について、次のとおり取り
扱います。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第25条（保険期間が終身の保険契約への変更）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。  

  ② 一時金の削減支払    ア．削減期間中は、第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用さ
れていた一時金の削減支払の条件は適用されま
せん。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適
用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての
不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用
されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不
担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表４（P.253参照）、別表７（P.255参照）  

   第46条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に介護一時金が支払われるべきときは、次
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のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  介護一時金の支払事由が生
じ、支払うべき介護一時金
がある場合で、その支払前
に被保険者が死亡したとき  

  介護一時金受取人が被保険者の場合には、支払うべ
き介護一時金を被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人
に支払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
  ① 第13条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取

扱い）の１．中、「保険契約者（介護一時金を支払うときはその受取人）」
とあるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（介護一時金を支払うと
きはその受取人）」と読み替えます。

  ② 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ② ①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金

受取人に支払います。
  ③ 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」

を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  

   

   別表１　公的介護保険制度
  公的介護保険制度とは、介護保険法(平成９年12月17日　法律第123号)に基づく介護保険制度をいいます。

  別表２　要介護３以上の状態
  要介護３以上の状態とは、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令(平成11年４月
30日　厚生省令第58号)第１条第１項に定める要介護３から要介護５までのいずれかの状態をいいます。

  別表３　要介護１または２の状態
  要介護１または２の状態とは、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令(平成11年４月
30日　厚生省令第58号)第１条第１項に定める要介護１または要介護２の状態をいいます。

  別表４　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、

  
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

  の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
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のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  介護一時金の支払事由が生
じ、支払うべき介護一時金
がある場合で、その支払前
に被保険者が死亡したとき  

  介護一時金受取人が被保険者の場合には、支払うべ
き介護一時金を被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人
に支払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
  ① 第13条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取

扱い）の１．中、「保険契約者（介護一時金を支払うときはその受取人）」
とあるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（介護一時金を支払うと
きはその受取人）」と読み替えます。

  ② 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ② ①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金

受取人に支払います。
  ③ 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」

を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  

   

   別表１　公的介護保険制度
  公的介護保険制度とは、介護保険法(平成９年12月17日　法律第123号)に基づく介護保険制度をいいます。

  別表２　要介護３以上の状態
  要介護３以上の状態とは、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令(平成11年４月
30日　厚生省令第58号)第１条第１項に定める要介護３から要介護５までのいずれかの状態をいいます。

  別表３　要介護１または２の状態
  要介護１または２の状態とは、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令(平成11年４月
30日　厚生省令第58号)第１条第１項に定める要介護１または要介護２の状態をいいます。

  別表４　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、

  
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

  の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
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合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表５　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性･食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  

別表６　一時金・給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．介護一時金の支払い  

  ⑴ 介護一時金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者が公的介護保険制度(別表１)に基づく所定の状態に該当していることを通

知する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 介護一時金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 介護一時金の受取人の印鑑証明書
⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第７条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表５）
であることを証明する書類、第7条（保険料の払込免除）の１．に定める要介護１
または２の状態による保険料の払込免除についてはさらに、被保険者が公的介護保
険制度（別表１）に基づく所定の状態に該当していることを通知する書類

⑶   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 一時金・給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師

に診断を行わせることがあります。
  ⑶ １．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

  別表７　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ  
  腸チフス  
  パラチフスＡ  
  細菌性赤痢  
  腸管出血性大腸菌感染症  
  ペスト  
  ジフテリア  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞  
  ラッサ熱  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病  
  痘瘡  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]  
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  A00  
  A01.0  
  A01.1  
  A03  

  A04.3  
  A20  
  A36  
  A80  

  A96.2  
  A98.0  
  A98.3  
  A98.4  
  B03  
  U04  
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合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表５　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性･食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  

別表６　一時金・給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．介護一時金の支払い  

  ⑴ 介護一時金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者が公的介護保険制度(別表１)に基づく所定の状態に該当していることを通

知する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 介護一時金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 介護一時金の受取人の印鑑証明書
⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第７条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表５）
であることを証明する書類、第7条（保険料の払込免除）の１．に定める要介護１
または２の状態による保険料の払込免除についてはさらに、被保険者が公的介護保
険制度（別表１）に基づく所定の状態に該当していることを通知する書類

⑶   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 一時金・給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師

に診断を行わせることがあります。
  ⑶ １．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

  別表７　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ  
  腸チフス  
  パラチフスＡ  
  細菌性赤痢  
  腸管出血性大腸菌感染症  
  ペスト  
  ジフテリア  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞  
  ラッサ熱  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病  
  痘瘡  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]  
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  A00  
  A01.0  
  A01.1  
  A03  

  A04.3  
  A20  
  A36  
  A80  

  A96.2  
  A98.0  
  A98.3  
  A98.4  
  B03  
  U04  
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   第₃₅条 保険契約者の代表者および年金または給付

金の受取人の代表者………………………………

   15 契約年齢の計算等について
   第₃₆条 契約年齢の計算……………………………………
   第₃₇条 契約年齢の誤りの処理……………………………
   第₃₈条 性別の誤りの処理…………………………………

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について
   第₃₉条 社員配当金の割当ておよび支払い………………

   17 その他
   第₄₀条 被保険者の業務の変更、転居および旅行………
   第₄₁条 保険契約者の住所の変更…………………………
   第₄₂条 法令等の改正等に伴う支払事由の変更…………
   第₄₃条 時効…………………………………………………
   第₄₄条 管轄裁判所…………………………………………

   18 特則について
   第₄₅条 特別条件を付ける場合の特則……………………
   第₄₆条 被指定契約がある場合の特則……………………

   

  ５年ごと利差配当付認知症介護終身年金保険(返戻金なし型)普通保険約款  
  （実施　平28.4.4）  

  この保険の特色  

  目的・内容    所定の認知症による公的介護保険制度における要介護状態に対する保障  
  年金等の種類    ⑴ 認知症介護年金

  ⑵ 死亡給付金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第19条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第36条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 年金等の支払いについて

   第２条  年金・給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、年金または給付金の支払事由
が生じたときは、その支払事由に対応して年金または給付金をその受取人に支払
います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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   第₄₅条 特別条件を付ける場合の特則……………………
   第₄₆条 被指定契約がある場合の特則……………………

   

  ５年ごと利差配当付認知症介護終身年金保険(返戻金なし型)普通保険約款  
  （実施　平28.4.4）  

  この保険の特色  

  目的・内容    所定の認知症による公的介護保険制度における要介護状態に対する保障  
  年金等の種類    ⑴ 認知症介護年金

  ⑵ 死亡給付金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第19条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第36条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 年金等の支払いについて

   第２条  年金・給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、年金または給付金の支払事由
が生じたときは、その支払事由に対応して年金または給付金をその受取人に支払
います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 疾病
  薬物依存 Ａ は含みません。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊３ 認知症介護年金支払期間
  第１回認知症介護年金を支払う
場合の支払事由発生日以後終身
にわたる期間をいいます。

  ＊４ 認知症介護年金の支払日
  認知症介護年金の支払日は、次
のとおりとします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回認
知症介護
年金の支
払日  

  第１回認知症介護
年金の支払事由が
生じた日  

  ⑵ 第２回以
後の認知
症介護年
金の支払
日  

  ⑴に規定する第１
回認知症介護年金
の支払日を含む年
の翌年以降、毎年
のその日の応当日  

  

      支払事由（年金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

認
知
症
介
護
年
金  

  ⑴ 第１回認知症介護年金
  責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中に、次の
すべてを満たしたとき
  ① 被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に

生じた傷害または疾病 ＊２ により、特
定認知症（別表１ ★ ）(以下「特定認
知症」といいます。)に該当している
こと

  ② 被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に
生じた傷害または疾病 ＊２ により、公
的介護保険制度(別表２ ★ )に基づく
要介護１以上の状態(別表３ ★ )(以下

「要介護１以上の状態」といいます。)
に該当していると認定されたこと

  ⑵ 第２回以後の認知症介護年金
  第１回認知症介護年金の支払後、認知症
介護年金支払期間 ＊３ 中の認知症介護年金
の支払日 ＊４ に、被保険者が、責任開始の
時 ＊１ 以後に生じた傷害または疾病 ＊２ によ
り、第１回認知症介護年金の支払事由に
規定する状態に該当しているとき
  （注） 第１回認知症介護年金の支払後、認

知症介護年金の支払日 ＊４ において、
第１回認知症介護年金の支払事由に
規定する状態から回復していたとき
は、認知症介護年金の支払いは中断
します。なお、その後の認知症介護
年金の支払日 ＊４ において、再度、第
１回認知症介護年金の支払事由に規
定する状態に該当したときは、認知
症介護年金の支払いを再開します。  

  認知症介護年金額  

  
認
知
症
介
護
年
金
受
取
人    

  

死
亡
給
付
金    

  次のいずれかのとき
  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、被

保険者が、保険料払込期間満了後の保険
期間中に死亡したとき（⑵に該当する場
合を除きます。）
  （注） 保険料払込期間が終身の保険契約の

場合には、死亡給付金はありません。
  ⑵ 被保険者が、認知症介護年金支払期間 ＊３

 中に死亡したとき  

  認知症介護年金額  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

  ２．年金等の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  第１回認知症介護年金を支
払う場合の支払事由発生後
の保険料  

  終身にわたり払い込む必要はありません。  

  ⑵ 認知症介護年金について

  項　目    内　容  

  ① 認知症介護年金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

 第２条  補足説明

  ＊５ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

   第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  項　目    内　容  

  ② 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた傷害
または疾病 ＊２ を原因と
して、認知症介護年金
の支払事由に規定する
状態に該当したとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病 ＊２ によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊５ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊２ によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊２ によるものとみなしません。  

  ③ 認知症介護年金の支払
事由が生じ、支払うべ
き認知症介護年金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る死亡給付金の支払請
求があったとき  

  認知症介護年金受取人が被保険者の場合で、死亡給
付金が支払われるときは、支払うべき認知症介護年
金を死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑶ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ★別表１（P.280参照）、別表２（P.280参照）、  別表３（P.280参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、年金
または給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても年金等を支払わない場合）  

  

認
知
症
介
護
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって認知症介護年金の支払事由に規定する状
態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 認知症介護年金受取人の故意または重大な過失
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第16条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。
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    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 疾病
  薬物依存 Ａ は含みません。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊３ 認知症介護年金支払期間
  第１回認知症介護年金を支払う
場合の支払事由発生日以後終身
にわたる期間をいいます。

  ＊４ 認知症介護年金の支払日
  認知症介護年金の支払日は、次
のとおりとします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回認
知症介護
年金の支
払日  

  第１回認知症介護
年金の支払事由が
生じた日  

  ⑵ 第２回以
後の認知
症介護年
金の支払
日  

  ⑴に規定する第１
回認知症介護年金
の支払日を含む年
の翌年以降、毎年
のその日の応当日  

  

      支払事由（年金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

認
知
症
介
護
年
金  

  ⑴ 第１回認知症介護年金
  責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中に、次の
すべてを満たしたとき
  ① 被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に

生じた傷害または疾病 ＊２ により、特
定認知症（別表１ ★ ）(以下「特定認
知症」といいます。)に該当している
こと

  ② 被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に
生じた傷害または疾病 ＊２ により、公
的介護保険制度(別表２ ★ )に基づく
要介護１以上の状態(別表３ ★ )(以下

「要介護１以上の状態」といいます。)
に該当していると認定されたこと

  ⑵ 第２回以後の認知症介護年金
  第１回認知症介護年金の支払後、認知症
介護年金支払期間 ＊３ 中の認知症介護年金
の支払日 ＊４ に、被保険者が、責任開始の
時 ＊１ 以後に生じた傷害または疾病 ＊２ によ
り、第１回認知症介護年金の支払事由に
規定する状態に該当しているとき
  （注） 第１回認知症介護年金の支払後、認

知症介護年金の支払日 ＊４ において、
第１回認知症介護年金の支払事由に
規定する状態から回復していたとき
は、認知症介護年金の支払いは中断
します。なお、その後の認知症介護
年金の支払日 ＊４ において、再度、第
１回認知症介護年金の支払事由に規
定する状態に該当したときは、認知
症介護年金の支払いを再開します。  

  認知症介護年金額  

  

認
知
症
介
護
年
金
受
取
人    

  

死
亡
給
付
金    

  次のいずれかのとき
  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、被

保険者が、保険料払込期間満了後の保険
期間中に死亡したとき（⑵に該当する場
合を除きます。）
  （注） 保険料払込期間が終身の保険契約の

場合には、死亡給付金はありません。
  ⑵ 被保険者が、認知症介護年金支払期間 ＊３

 中に死亡したとき  

  認知症介護年金額  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

  ２．年金等の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  第１回認知症介護年金を支
払う場合の支払事由発生後
の保険料  

  終身にわたり払い込む必要はありません。  

  ⑵ 認知症介護年金について

  項　目    内　容  

  ① 認知症介護年金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

 第２条  補足説明

  ＊５ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

   第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  項　目    内　容  

  ② 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた傷害
または疾病 ＊２ を原因と
して、認知症介護年金
の支払事由に規定する
状態に該当したとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病 ＊２ によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊５ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊２ によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊２ によるものとみなしません。  

  ③ 認知症介護年金の支払
事由が生じ、支払うべ
き認知症介護年金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る死亡給付金の支払請
求があったとき  

  認知症介護年金受取人が被保険者の場合で、死亡給
付金が支払われるときは、支払うべき認知症介護年
金を死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑶ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ★別表１（P.280参照）、別表２（P.280参照）、  別表３（P.280参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、年金
または給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても年金等を支払わない場合）  
  

認
知
症
介
護
年
金  

  被保険者が、次のいずれかによって認知症介護年金の支払事由に規定する状
態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 認知症介護年金受取人の故意または重大な過失
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第16条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。
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 第３条  補足説明

  ＊２ 責任準備金
  認知症介護年金の金額を限度と
します。

   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 認知症介護年金受取人
が２人以上いる場合で、
一部の受取人が故意ま
たは重大な過失により
被保険者を認知症介護
年金の支払事由に規定
する状態に該当させた
とき  

  故意または重大な過失により被保険者を認知症介護
年金の支払事由に規定する状態に該当させた受取人
が受け取るべき金額は支払いません。なお、残額は
他の受取人に支払います。  

  ⑵ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑶ 「戦争その他の変乱」に
よって認知症介護年金
または死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、認知症介護年金または死亡給付金の金額の一部
または全部を支払います。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊２ を支払います。た
だし、保険契約者が故意に被保険者を死亡させ
たときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ３ 年金等の支払請求手続について

   第４条  年金・給付金の支払請求手続

  １．年金または給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはその
受取人は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．年金または給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表６ ★ ）
をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表６ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表６（P.282参照）  

   第５条  年金・給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて

   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

５営業日以内に、会社の本社で年金または給付金を支払います。
  ２．会社は、年金または給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合にお

いて、保険契約の締結時から年金または給付金の請求時までに会社に提出された
書類だけでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を
行います。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、年金または給付金を支払
うべき期限は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を
含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 年金または給付金の支払事由（第
２条）発生の有無の確認が必要な
場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 年金または給付金支払いの免責事
由（第３条）に該当する可能性が
ある場合  

  年金または給付金の支払事由が発生し
た原因  

  ⑶ 告知義務違反（第20条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第22
条）、詐欺（第17条）または不法
取得目的（第18条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第22条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡給付金
受取人の保険契約締結の目的もしくは
年金・給付金請求の意図に関する保険
契約の締結時から年金・給付金請求時
までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、年金または給付金を支
払うべき期限は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日
を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡給付金受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始された
ことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定め
る事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検
察等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、年金または給付金の受取人
（年金または給付金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または年金もしくは
給付金の受取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかった
とき ＊３ は、会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、
その間は年金または給付金を支払いません。

  ★別表６（P.282参照）  

   ４ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第６条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、
死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。

260



 第３条  補足説明

  ＊２ 責任準備金
  認知症介護年金の金額を限度と
します。

   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 認知症介護年金受取人
が２人以上いる場合で、
一部の受取人が故意ま
たは重大な過失により
被保険者を認知症介護
年金の支払事由に規定
する状態に該当させた
とき  

  故意または重大な過失により被保険者を認知症介護
年金の支払事由に規定する状態に該当させた受取人
が受け取るべき金額は支払いません。なお、残額は
他の受取人に支払います。  

  ⑵ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑶ 「戦争その他の変乱」に
よって認知症介護年金
または死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、認知症介護年金または死亡給付金の金額の一部
または全部を支払います。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊２ を支払います。た
だし、保険契約者が故意に被保険者を死亡させ
たときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ３ 年金等の支払請求手続について

   第４条  年金・給付金の支払請求手続

  １．年金または給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはその
受取人は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．年金または給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表６ ★ ）
をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表６ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表６（P.282参照）  

   第５条  年金・給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて

   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

５営業日以内に、会社の本社で年金または給付金を支払います。
  ２．会社は、年金または給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合にお

いて、保険契約の締結時から年金または給付金の請求時までに会社に提出された
書類だけでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を
行います。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、年金または給付金を支払
うべき期限は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を
含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 年金または給付金の支払事由（第
２条）発生の有無の確認が必要な
場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 年金または給付金支払いの免責事
由（第３条）に該当する可能性が
ある場合  

  年金または給付金の支払事由が発生し
た原因  

  ⑶ 告知義務違反（第20条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第22
条）、詐欺（第17条）または不法
取得目的（第18条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第22条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡給付金
受取人の保険契約締結の目的もしくは
年金・給付金請求の意図に関する保険
契約の締結時から年金・給付金請求時
までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、年金または給付金を支
払うべき期限は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日
を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡給付金受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始された
ことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定め
る事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検
察等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、年金または給付金の受取人
（年金または給付金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または年金もしくは
給付金の受取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかった
とき ＊３ は、会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、
その間は年金または給付金を支払いません。

  ★別表６（P.282参照）  

   ４ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第６条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、
死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。
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   第７条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

   ５ 保険料の払込免除について

   第７条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第11条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第８条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表４ ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表５ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  

  

料
の
払
込
免
除

状
態
に
よ
る
保
険

要
介
護
１
以
上
の  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた傷害または疾病によって保
険料払込期間中に要介護１以上の状態に該当していると認定されたと
き
    

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表４ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表５ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表４ ★ ）になったとき  

  ⑵ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表４ ★ ）になったときま
たは「要介護１以上の
状態」になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  ② その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  項　目    内　容  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第11
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表４（P.281参照）、別表５（P.282参照）  

   第８条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除  

高
度
障
害
状
態
に
よ
る

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表４ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表４ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  

よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

要
介
護
１
以
上
の
状
態
に

  被保険者が、次のいずれかによって要介護１以上の状態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表４（P.281参照）  
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   第７条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

   ５ 保険料の払込免除について

   第７条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第11条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第８条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表４ ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表５ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  

  

料
の
払
込
免
除

状
態
に
よ
る
保
険

要
介
護
１
以
上
の  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた傷害または疾病によって保
険料払込期間中に要介護１以上の状態に該当していると認定されたと
き
    

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表４ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表５ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表４ ★ ）になったとき  

  ⑵ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表４ ★ ）になったときま
たは「要介護１以上の
状態」になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  ② その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  項　目    内　容  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第11
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表４（P.281参照）、別表５（P.282参照）  

   第８条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除  

高
度
障
害
状
態
に
よ
る

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表４ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表４ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  

よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

要
介
護
１
以
上
の
状
態
に

  被保険者が、次のいずれかによって要介護１以上の状態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表４（P.281参照）  
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   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第12条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について

   第９条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表６ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（年金・給付金の支払
時期）の規定を準用します。

  ★別表６（P.282参照）  

   ７ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第10条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

   ８ 保険料の払込みについて

   第11条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第12条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第12条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
11条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第11条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第11条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第13条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第11条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（第１回認知症介護年金を支払うときはその受
取人）に払い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第11条）までに、年金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険
料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回認知症介護年金
または死亡給付金を支
払うとき  

  未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第14条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
11条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
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   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第12条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について

   第９条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表６ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（年金・給付金の支払
時期）の規定を準用します。

  ★別表６（P.282参照）  

   ７ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第10条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

   ８ 保険料の払込みについて

   第11条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第12条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第12条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
11条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第11条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第11条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第13条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第11条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（第１回認知症介護年金を支払うときはその受
取人）に払い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第11条）までに、年金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険
料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 第１回認知症介護年金
または死亡給付金を支
払うとき  

  未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第14条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
11条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
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   第16条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 第１回認知症介護年金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

   ９ 失効と復活について

   第15条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第11条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第16条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第15条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第19条）および告知義務違反による解除（第20条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第17条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第16条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第18条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
16条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 年金または給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に年金または給付金を不法に取得させる目的  

   第21条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   11 告知義務と解除について

   第19条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第16条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、年金もしくは給付金の支払事由
（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重要
な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを
必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第20条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第16条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第19条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、年金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由
（第７条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することが
できます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金または給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金または給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、年金もしくは給付金の支払事由または保険料の
払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者、認知症介護年金受取人または死亡給付金受取人が証明したときは、
会社は、年金もしくは給付金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者、認知症介護年金受
取人または死亡給付金受取人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第21条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第20条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第16条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第19条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第19条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に年金の支払事由（第２条）ま
たは保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その期間を経過したと
き  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
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   第16条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 第１回認知症介護年金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

   ９ 失効と復活について

   第15条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第11条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第16条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第15条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第19条）および告知義務違反による解除（第20条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第17条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第16条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第18条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
16条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 年金または給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に年金または給付金を不法に取得させる目的  

   第21条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   11 告知義務と解除について

   第19条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第16条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、年金もしくは給付金の支払事由
（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重要
な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを
必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第20条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第16条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第19条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、年金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由
（第７条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することが
できます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金または給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金または給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、年金もしくは給付金の支払事由または保険料の
払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者、認知症介護年金受取人または死亡給付金受取人が証明したときは、
会社は、年金もしくは給付金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者、認知症介護年金受
取人または死亡給付金受取人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第21条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第20条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第16条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第19条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第19条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に年金の支払事由（第２条）ま
たは保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その期間を経過したと
き  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
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   第22条  補足説明

  ＊１ 年金
  この保険契約の年金もしくは給
付金または保険料の払込免除を
いいます。

  ＊２ 給付金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

かったとしても、保険契約者または被保険者が、第19条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第22条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
年金もしくは給付金の受取人が年金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に年金 ＊１

 を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき
  ⑵ 年金 ＊１ の請求に関し、年金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があっ

たとき
  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著

しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または年金もしくは給付金の受取人が、次のいずれか
に該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または年金もしくは給付金の受取人が法人の場合、反社会的

勢力がその法人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与
していると認められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または年金もし
くは給付金の受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続する
ことを期待しえない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または年金もしくは給付金の受取人のいずれかが

他の保険者との間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により
解除されたとき  

  ２．会社は、年金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由
（第７条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができ
ます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、
年金もしくは給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたとき
は、その年金もしくは給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、
次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金または給付金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金または給付金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第20条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によって保険契約を解除
した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定を適
用し給付金を支払わないときは、保険契約のうち支払われない給付金に対応する
部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契約者に支
払います。

   第24条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

   12 契約内容の変更および更新等について

   第23条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第11条（保険料の払込み）および第12条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第11条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第24条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の認知症介
護年金額  

  更新前契約の保険期間満了日の認知症介護年金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、更新前契約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、更新後契約の認知症介護年金
額を変更して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間
および保険料払込期間  

  ① 更新後契約の保険期間は、更新前契約の保険期
間と同一とします。ただし、更新後契約の保険
期間を更新前契約の保険期間と同一とすると本
条の１．－⑶の条件を満たさなくなるときは、
その条件を満たす限度まで保険期間を短縮しま
す。

  ② 更新後契約の保険料払込期間は、保険期間と同
一とします。

  ③ ①および②に定めるほか、保険契約者は、更新
前契約の保険期間満了日の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、更新後契約の
保険期間および保険料払込期間を変更して更新
することができます。  
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   第22条  補足説明

  ＊１ 年金
  この保険契約の年金もしくは給
付金または保険料の払込免除を
いいます。

  ＊２ 給付金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

かったとしても、保険契約者または被保険者が、第19条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第22条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
年金もしくは給付金の受取人が年金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に年金 ＊１

 を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき
  ⑵ 年金 ＊１ の請求に関し、年金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があっ

たとき
  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著

しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または年金もしくは給付金の受取人が、次のいずれか
に該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または年金もしくは給付金の受取人が法人の場合、反社会的

勢力がその法人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与
していると認められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または年金もし
くは給付金の受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続する
ことを期待しえない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または年金もしくは給付金の受取人のいずれかが

他の保険者との間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により
解除されたとき  

  ２．会社は、年金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由
（第７条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができ
ます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、
年金もしくは給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたとき
は、その年金もしくは給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、
次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年金または給付金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに年金または給付金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第20条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によって保険契約を解除
した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定を適
用し給付金を支払わないときは、保険契約のうち支払われない給付金に対応する
部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契約者に支
払います。

   第24条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

   12 契約内容の変更および更新等について

   第23条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第11条（保険料の払込み）および第12条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第11条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第24条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の認知症介
護年金額  

  更新前契約の保険期間満了日の認知症介護年金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、更新前契約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、更新後契約の認知症介護年金
額を変更して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間
および保険料払込期間  

  ① 更新後契約の保険期間は、更新前契約の保険期
間と同一とします。ただし、更新後契約の保険
期間を更新前契約の保険期間と同一とすると本
条の１．－⑶の条件を満たさなくなるときは、
その条件を満たす限度まで保険期間を短縮しま
す。

  ② 更新後契約の保険料払込期間は、保険期間と同
一とします。

  ③ ①および②に定めるほか、保険契約者は、更新
前契約の保険期間満了日の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、更新後契約の
保険期間および保険料払込期間を変更して更新
することができます。  
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   第25条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  ＊２ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付認知症介護終身年金保険
(返戻金なし型)契約をいいま
す。

  項　目    内　容  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 年金・給付金の支払い（第２条・第３条）、保
険料の払込免除（第７条・第８条）および告知
義務違反による解除（第20条・第21条）に関
する規定について、更新後契約の保険期間は、
この保険契約から継続したものとして取り扱い
ます。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理（第37条・第38条）に準じて取
り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の認
知症介護年金額について、更新前契約の保険期間満了日の認知症介護年金額と同
額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額としま
す。

   第25条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第24条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付認知症介護終身年
金保険(返戻金なし型)契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第７条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付認知症介護終身年金保険(返戻金なし型)
契約への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第11条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

 第25条  補足説明

  ＊３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

  項　目    内　容  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第11条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の年金または給付金の支払

事由（第２条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

７条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の認知症
介護年金額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の認知症介護年金
額と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前
契約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前までに申し出
て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契約 ＊２ の認
知症介護年金額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 年金・給付金の支払い（第２条・第３条）、保
険料の払込免除（第７条・第８条）および告知
義務違反による解除（第20条・第21条）に関
する規定について、変更後契約 ＊２ の保険期間
は、変更前契約から継続したものとして取り扱
います。

  ④ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑤ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第１条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第37条・第38条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の認知症介護年金額に
ついて、変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の認知症介護年金額と同額とした場合
に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。
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   第25条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  ＊２ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付認知症介護終身年金保険
(返戻金なし型)契約をいいま
す。

  項　目    内　容  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 年金・給付金の支払い（第２条・第３条）、保
険料の払込免除（第７条・第８条）および告知
義務違反による解除（第20条・第21条）に関
する規定について、更新後契約の保険期間は、
この保険契約から継続したものとして取り扱い
ます。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理（第37条・第38条）に準じて取
り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の認
知症介護年金額について、更新前契約の保険期間満了日の認知症介護年金額と同
額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額としま
す。

   第25条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第24条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付認知症介護終身年
金保険(返戻金なし型)契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第７条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付認知症介護終身年金保険(返戻金なし型)
契約への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第11条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

 第25条  補足説明

  ＊３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

  項　目    内　容  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第11条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の年金または給付金の支払

事由（第２条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

７条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の認知症
介護年金額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の認知症介護年金
額と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前
契約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前までに申し出
て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契約 ＊２ の認
知症介護年金額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 年金・給付金の支払い（第２条・第３条）、保
険料の払込免除（第７条・第８条）および告知
義務違反による解除（第20条・第21条）に関
する規定について、変更後契約 ＊２ の保険期間
は、変更前契約から継続したものとして取り扱
います。

  ④ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑤ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第１条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第37条・第38条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の認知症介護年金額に
ついて、変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の認知症介護年金額と同額とした場合
に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。
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   第26条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

   第27条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

   第29条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
11条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第26条  認知症介護年金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって認知症介護年金額を減額 ★ することができます。
ただし、第１回認知症介護年金の支払以後または保険料の払込免除(第７条)以
後 ＊１ は減額できません。また、会社は、減額後の認知症介護年金額が会社の定め
る限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．認知症介護年金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第27条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 認知症介護年金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続

している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   13 解約等について

   第27条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、将来に向かって、この保険契約の解約を請求することができます。
ただし、第１回認知症介護年金の支払以後または保険料の払込免除(第７条)以
後 ＊１ は解約できません。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第28条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第28条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（認知症介護年金額）
と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第29条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合、第１回認知症介護年金
が支払われた場合または保険料の払込みが免除（第７条）された場合で、保険料
の未経過分に相当する返還金 ＊２ があるときは、保険契約者にこれを支払います。
ただし、年金または給付金を支払うときはその受取人に支払います。

  ⑴ 給付金の支払事由（第２条）に該当したときまたは保険料払込期間中に被保
険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除き
ます。）

  ⑵ 告知義務違反（第20条）または重大事由（第22条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第26条）または解約（第27条）されたとき  

   第30条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   第30条  年金または給付金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす年金または給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間
が経過するまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払
い、かつ会社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じま
せん。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、年金または給付金の支払事
由（第２条）が生じ、会社が年金または給付金を支払うべきときは、次のとおり
取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 認知症介護年金の支払
事由が生じたとき  

  ① 支払うべき第１回認知症介護年金の金額が本条
の２．の金額以上の場合には、支払うべき金額
の限度で、本条の２．の金額を債権者等に支払
い、その残額を認知症介護年金受取人に支払い
ます。

  ② 支払うべき第１回認知症介護年金の金額が本条
の２．の金額を下回る場合には、第１回年金の
支払事由発生時における責任準備金の限度で、
本条の２．の金額を債権者等に支払います。さ
らに、その残額があるときは、第２条（年金・
給付金の支払い）に定める第１回認知症介護年
金額を会社の定める方法により再計算のうえ、
支払うべき年金を認知症介護年金受取人に支払
います。  

  ⑵ 死亡給付金の支払事由
が生じたとき  

  支払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権
者等に支払い、その残額を死亡給付金受取人に支払
います。  

   14 年金等の受取人および保険契約者について

   第31条  会社への通知による年金または給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、年金または給付金の支払事由（第２条）が発生するまでは、被保
険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、年金または給付金の受取
人を変更することができます。ただし、認知症介護年金受取人は、保険契約者ま
たは被保険者に限ります。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の年金または給付金の受取人に年
金を支払ったときは、その支払い後に変更後の受取人から年金または給付金の請
求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第32条  遺言による年金または給付金の受取人の変更

  １．第31条（会社への通知による年金または給付金の受取人の変更）の１．に定め
るほか、保険契約者は、年金または給付金の支払事由（第２条）が発生するまで
は、法律上有効な遺言により、年金または給付金の受取人を変更することができ
ます。ただし、認知症介護年金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。
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   第26条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

   第27条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

   第29条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
11条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第26条  認知症介護年金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって認知症介護年金額を減額 ★ することができます。
ただし、第１回認知症介護年金の支払以後または保険料の払込免除(第７条)以
後 ＊１ は減額できません。また、会社は、減額後の認知症介護年金額が会社の定め
る限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．認知症介護年金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第27条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 認知症介護年金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続

している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   13 解約等について

   第27条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、将来に向かって、この保険契約の解約を請求することができます。
ただし、第１回認知症介護年金の支払以後または保険料の払込免除(第７条)以
後 ＊１ は解約できません。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第28条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第28条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（認知症介護年金額）
と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第29条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合、第１回認知症介護年金
が支払われた場合または保険料の払込みが免除（第７条）された場合で、保険料
の未経過分に相当する返還金 ＊２ があるときは、保険契約者にこれを支払います。
ただし、年金または給付金を支払うときはその受取人に支払います。

  ⑴ 給付金の支払事由（第２条）に該当したときまたは保険料払込期間中に被保
険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除き
ます。）

  ⑵ 告知義務違反（第20条）または重大事由（第22条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第26条）または解約（第27条）されたとき  

   第30条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   第30条  年金または給付金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす年金または給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間
が経過するまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払
い、かつ会社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じま
せん。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、年金または給付金の支払事
由（第２条）が生じ、会社が年金または給付金を支払うべきときは、次のとおり
取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 認知症介護年金の支払
事由が生じたとき  

  ① 支払うべき第１回認知症介護年金の金額が本条
の２．の金額以上の場合には、支払うべき金額
の限度で、本条の２．の金額を債権者等に支払
い、その残額を認知症介護年金受取人に支払い
ます。

  ② 支払うべき第１回認知症介護年金の金額が本条
の２．の金額を下回る場合には、第１回年金の
支払事由発生時における責任準備金の限度で、
本条の２．の金額を債権者等に支払います。さ
らに、その残額があるときは、第２条（年金・
給付金の支払い）に定める第１回認知症介護年
金額を会社の定める方法により再計算のうえ、
支払うべき年金を認知症介護年金受取人に支払
います。  

  ⑵ 死亡給付金の支払事由
が生じたとき  

  支払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権
者等に支払い、その残額を死亡給付金受取人に支払
います。  

   14 年金等の受取人および保険契約者について

   第31条  会社への通知による年金または給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、年金または給付金の支払事由（第２条）が発生するまでは、被保
険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、年金または給付金の受取
人を変更することができます。ただし、認知症介護年金受取人は、保険契約者ま
たは被保険者に限ります。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の年金または給付金の受取人に年
金を支払ったときは、その支払い後に変更後の受取人から年金または給付金の請
求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第32条  遺言による年金または給付金の受取人の変更

  １．第31条（会社への通知による年金または給付金の受取人の変更）の１．に定め
るほか、保険契約者は、年金または給付金の支払事由（第２条）が発生するまで
は、法律上有効な遺言により、年金または給付金の受取人を変更することができ
ます。ただし、認知症介護年金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。
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   第36条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ２．本条の１．の年金または給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、
その効力を生じません。

  ３．本条の１．および２．による年金または給付金の受取人の変更は、保険契約者が
死亡した後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗す
ることができません。

   第33条  年金または給付金の受取人の死亡

  １．年金または給付金の受取人が年金または給付金の支払事由（第２条）の発生以前
に死亡したときは、その法定相続人を受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により年金または給付金の受取人となった者が死亡した場合で、
この者に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により受取人となった者
のうち生存している他の受取人を受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により年金または給付金の受取人となった者が２人以上い
るときは、その受取割合は均等とします。

   第34条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、第１回認知症介護年金の支払事由（第２条）が生じる前に限り、
被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三者に承継させる
ことができます。

  ２．第１回認知症介護年金を支払う場合には、その支払事由に該当した時に保険契約
者のこの保険契約上のすべての権利義務は、認知症介護年金受取人に承継されま
す。

  ３．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第35条  保険契約者の代表者および年金または給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。認知症介護年金についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第36条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第37条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第36条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは認知症介護年金額を調整して処理します。

   第39条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条の１．において

「５年ごと応当日」といいます。

  ＊３ 保険期間が満了する保険契
約

  第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第36条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ＊４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

   第38条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または認知症介護年金額
を調整して処理します。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第39条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．第１回認知症介護年金の支払以前の保険契約については、会社は、定款の規定に
よって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑸の
保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り
当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約については、⑶に該当
する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社
員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約成立日 ＊１ （第
１条）の５年ごとの応当日 ＊２ が到
来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員
配当金の全額を会社の定める利率
による利息をつけて積み立てます。
ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前
日までの保険料がすべて払い込ま
れている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当
金は、次のとおり支払います。
  ア．第１回認知症介護年金または

死亡給付金を支払うときは、
その受取人に支払います。

  イ．死亡給付金の支払以外により
保険契約が消滅するときは、
保険契約者に支払います。

  ウ．保険契約者から請求があった
ときは、保険契約者に支払い
ます。  

  ⑵ 次の事業年度中に保険期間が満了
する保険契約 ＊３   

  保険契約者に支払います。ただし、保
険契約が更新（第24条）されるとき、
または保険期間が終身の保険契約に変
更(第25条)されるときは、次のとおり
取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日また

は変更日から積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更

新前契約または変更前契約の社員
配当金については、更新後契約ま
たは変更後契約においても引き続
き積み立て、更新日または変更日
以後、⑴の規定を適用します。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約成立日 ＊４ お
よび直前の５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を経過して、
被保険者の死亡により消滅する保
険契約  

  ① 死亡給付金を支払うときは、その
受取人に支払います。

  ② ①以外の場合は、保険契約者に支
払います。  
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   第36条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ２．本条の１．の年金または給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、
その効力を生じません。

  ３．本条の１．および２．による年金または給付金の受取人の変更は、保険契約者が
死亡した後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗す
ることができません。

   第33条  年金または給付金の受取人の死亡

  １．年金または給付金の受取人が年金または給付金の支払事由（第２条）の発生以前
に死亡したときは、その法定相続人を受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により年金または給付金の受取人となった者が死亡した場合で、
この者に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により受取人となった者
のうち生存している他の受取人を受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により年金または給付金の受取人となった者が２人以上い
るときは、その受取割合は均等とします。

   第34条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、第１回認知症介護年金の支払事由（第２条）が生じる前に限り、
被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三者に承継させる
ことができます。

  ２．第１回認知症介護年金を支払う場合には、その支払事由に該当した時に保険契約
者のこの保険契約上のすべての権利義務は、認知症介護年金受取人に承継されま
す。

  ３．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第35条  保険契約者の代表者および年金または給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。認知症介護年金についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第36条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第37条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第36条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは認知症介護年金額を調整して処理します。

   第39条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条の１．において

「５年ごと応当日」といいます。

  ＊３ 保険期間が満了する保険契
約

  第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第36条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ＊４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

   第38条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または認知症介護年金額
を調整して処理します。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第39条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．第１回認知症介護年金の支払以前の保険契約については、会社は、定款の規定に
よって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑸の
保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り
当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約については、⑶に該当
する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社
員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約成立日 ＊１ （第
１条）の５年ごとの応当日 ＊２ が到
来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員
配当金の全額を会社の定める利率
による利息をつけて積み立てます。
ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前
日までの保険料がすべて払い込ま
れている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当
金は、次のとおり支払います。
  ア．第１回認知症介護年金または

死亡給付金を支払うときは、
その受取人に支払います。

  イ．死亡給付金の支払以外により
保険契約が消滅するときは、
保険契約者に支払います。

  ウ．保険契約者から請求があった
ときは、保険契約者に支払い
ます。  

  ⑵ 次の事業年度中に保険期間が満了
する保険契約 ＊３   

  保険契約者に支払います。ただし、保
険契約が更新（第24条）されるとき、
または保険期間が終身の保険契約に変
更(第25条)されるときは、次のとおり
取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日また

は変更日から積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更

新前契約または変更前契約の社員
配当金については、更新後契約ま
たは変更後契約においても引き続
き積み立て、更新日または変更日
以後、⑴の規定を適用します。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約成立日 ＊４ お
よび直前の５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を経過して、
被保険者の死亡により消滅する保
険契約  

  ① 死亡給付金を支払うときは、その
受取人に支払います。

  ② ①以外の場合は、保険契約者に支
払います。  
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 第39条  補足説明

  ＊５ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊６ 第１回認知症介護年金の支
払日の５年ごとの応当日

  本条の２．において「５年ごと
応当日」といいます。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑷ 次の事業年度中に契約成立日 ＊４ か
らその日を含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ からその日を
含めて１年を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消滅する保険
契約 ＊５   

  保険契約者に支払います｡  

  ⑸ 次の事業年度中に契約成立日 ＊４ お
よび直前の５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を経過して第
１回認知症介護年金を支払う保険
契約  

  第１回認知症介護年金とともにその受
取人に支払います。  

  ２．第１回認知症介護年金の支払後の保険契約については、会社は、定款の規定によっ
て積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑶の保険
契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当て
ることがあります。この場合、⑶に該当する保険契約については、⑵に該当する
保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配
当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に第１回認知症介
護年金の支払日の５年ごとの応当
日 ＊６ が到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊６ から、社員
配当金の全額を会社の定める利率
による利息をつけて積み立てます。

  ② ①により積み立てられた社員配当
金は、次のとおり支払います。
  ア．死亡給付金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により

保険契約が消滅するときは、
認知症介護年金受取人に支払
います。

  ウ．認知症介護年金受取人から請
求があったときは、認知症介
護年金受取人に支払います。  

  ⑵ 次の事業年度中に第１回認知症介
護年金の支払日および直前の５年
ごと応当日 ＊６ からその日を含めて
１年を経過して、死亡給付金の支
払いにより消滅する保険契約  

  死亡給付金とともにその受取人に支払
います。  

  ⑶ 次の事業年度中に第１回認知症介
護年金の支払日および直前の５年
ごと応当日 ＊６ からその日を含めて
１年を経過して、⑵以外の事由に
より消滅する保険契約  

  認知症介護年金受取人に支払います。  

  ３．会社は、本条の１．および２．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、
これを支払うことがあります。

  ４．保険契約者または認知症介護年金受取人からの請求により社員配当金または特別
配当金を支払うときは、第５条（年金・給付金の支払時期）の１．の規定を準用
します。

   17 その他

   第40条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第41条  補足説明

  ＊１ 保険契約者
  認知症介護年金支払期間 Ａ 中
は、認知症介護年金受取人とし
ます。

   Ａ：  第１回認知症介護年金を支
払う場合の支払事由発生日
以後終身にわたる期間をい
います。

   第42条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第１条）
の応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 介護に関する技術または環
境の変化

  公的介護保険制度によらない介
護の状況の変化、介護に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第44条  補足説明

  ＊１ 認知症介護年金受取人
  認知症介護年金受取人が２人以
上いるときは、その代表者とし
ます。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

   第41条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者 ＊１ は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社ま
たは会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者 ＊１ が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住
所または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所また
は通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者 ＊１ に着
いたものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第42条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の認知症介護年金の支払事由（第２条）または保険料の払
込免除事由（第７条）にかかわる次のいずれかの事由が、この保険契約の支払事
由または保険料の払込免除事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由または保険料の払込免除
事由を変更することがあります。

  ⑴ 法令等の改正による公的介護保険制度等の改正
  ⑵ 介護に関する技術または環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由または保険料の払込免除事由を変更するときは、変更
日 ＊１ の２か月前までに保険契約者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由または保険料の払込免除事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第27条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第43条  時効

  年金・給付金（第２条）、保険料の払込免除（第７条）、返戻金（第28条）また
は社員配当金（第39条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使
できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第44条  管轄裁判所

  １．この保険契約における認知症介護年金の請求に関する訴訟については、会社の本
社の所在地または認知症介護年金受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある
支社 ＊２ の所在地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における死亡給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、本条の１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第45条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴から⑶のうち１つまたは２つ以上の
特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 認知症介護年金または死亡給付金の削減支払
  ① 契約成立日（第１条）から会社の定める削減期間中に被保険者が認知症

介護年金または死亡給付金の支払事由（第２条）に該当したときは、次
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 第39条  補足説明

  ＊５ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊６ 第１回認知症介護年金の支
払日の５年ごとの応当日

  本条の２．において「５年ごと
応当日」といいます。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑷ 次の事業年度中に契約成立日 ＊４ か
らその日を含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ からその日を
含めて１年を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消滅する保険
契約 ＊５   

  保険契約者に支払います｡  

  ⑸ 次の事業年度中に契約成立日 ＊４ お
よび直前の５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を経過して第
１回認知症介護年金を支払う保険
契約  

  第１回認知症介護年金とともにその受
取人に支払います。  

  ２．第１回認知症介護年金の支払後の保険契約については、会社は、定款の規定によっ
て積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度末に、次の⑴から⑶の保険
契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を社員配当金として割り当て
ることがあります。この場合、⑶に該当する保険契約については、⑵に該当する
保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額とします。割り当てた社員配
当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に第１回認知症介
護年金の支払日の５年ごとの応当
日 ＊６ が到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊６ から、社員
配当金の全額を会社の定める利率
による利息をつけて積み立てます。

  ② ①により積み立てられた社員配当
金は、次のとおり支払います。
  ア．死亡給付金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により

保険契約が消滅するときは、
認知症介護年金受取人に支払
います。

  ウ．認知症介護年金受取人から請
求があったときは、認知症介
護年金受取人に支払います。  

  ⑵ 次の事業年度中に第１回認知症介
護年金の支払日および直前の５年
ごと応当日 ＊６ からその日を含めて
１年を経過して、死亡給付金の支
払いにより消滅する保険契約  

  死亡給付金とともにその受取人に支払
います。  

  ⑶ 次の事業年度中に第１回認知症介
護年金の支払日および直前の５年
ごと応当日 ＊６ からその日を含めて
１年を経過して、⑵以外の事由に
より消滅する保険契約  

  認知症介護年金受取人に支払います。  

  ３．会社は、本条の１．および２．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、
これを支払うことがあります。

  ４．保険契約者または認知症介護年金受取人からの請求により社員配当金または特別
配当金を支払うときは、第５条（年金・給付金の支払時期）の１．の規定を準用
します。

   17 その他

   第40条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第41条  補足説明

  ＊１ 保険契約者
  認知症介護年金支払期間 Ａ 中
は、認知症介護年金受取人とし
ます。

   Ａ：  第１回認知症介護年金を支
払う場合の支払事由発生日
以後終身にわたる期間をい
います。

   第42条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第１条）
の応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 介護に関する技術または環
境の変化

  公的介護保険制度によらない介
護の状況の変化、介護に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第44条  補足説明

  ＊１ 認知症介護年金受取人
  認知症介護年金受取人が２人以
上いるときは、その代表者とし
ます。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

   第41条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者 ＊１ は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社ま
たは会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者 ＊１ が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住
所または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所また
は通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者 ＊１ に着
いたものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第42条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の認知症介護年金の支払事由（第２条）または保険料の払
込免除事由（第７条）にかかわる次のいずれかの事由が、この保険契約の支払事
由または保険料の払込免除事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由または保険料の払込免除
事由を変更することがあります。

  ⑴ 法令等の改正による公的介護保険制度等の改正
  ⑵ 介護に関する技術または環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由または保険料の払込免除事由を変更するときは、変更
日 ＊１ の２か月前までに保険契約者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由または保険料の払込免除事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第27条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第43条  時効

  年金・給付金（第２条）、保険料の払込免除（第７条）、返戻金（第28条）また
は社員配当金（第39条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使
できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第44条  管轄裁判所

  １．この保険契約における認知症介護年金の請求に関する訴訟については、会社の本
社の所在地または認知症介護年金受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある
支社 ＊２ の所在地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における死亡給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、本条の１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第45条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴から⑶のうち１つまたは２つ以上の
特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 認知症介護年金または死亡給付金の削減支払
  ① 契約成立日（第１条）から会社の定める削減期間中に被保険者が認知症

介護年金または死亡給付金の支払事由（第２条）に該当したときは、次
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 第45条  補足説明

  ＊２ 特定高度障害状態
  高度障害状態（別表４ ★ ）のう
ち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

  ＊３ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付認知症介護終身年金保険

（返戻金なし型）契約をいいま
す。

のとおり取り扱います。
  ア．認知症介護年金を支払うべきときは、認知症介護年金額に次の表の

割合を乗じた金額を支払います。
  イ．死亡給付金を支払うべきときは、死亡給付金額に次の表の割合を乗

じた金額を支払います。
  ② ①にかかわらず、被保険者が災害または感染症（別表７ ★ ）によって支

払事由に該当したときは、認知症介護年金または死亡給付金の削減支払
の対象とはなりません。

保険年度
削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを免除（第７条）しません。ただし、
感染症（別表７ ★ ）によって特定高度障害状態 ＊２ になったときは、保険料の
払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第15条）は、第16条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この保険契約の更新（第24条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（保険契約の更新）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  

  ② 認知症介護年金または
死亡給付金の削減支払  

  ア．削減期間中は、第24条（保険契約の更新）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後契約には更新前契約に適用されて
いた認知症介護年金または死亡給付金の削減支
払の条件は適用されません。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後契約には更新前契約に適用さ
れていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担
保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後契約には更新前契約に適用され
ていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保
の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約への変更（第25条）について、次のとおり取り
扱います。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第25条（保険期間が終身の保険契約への変更）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。  

  ② 認知症介護年金の削減
支払  

  ア．削減期間中は、第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用さ
れていた認知症介護年金の削減支払の条件は適
用されません。  

   第46条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。   

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適
用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての
不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用
されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不
担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表４（P.281参照）、別表７（P.283参照）  

   第46条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に認知症介護年金が支払われるべきとき

は、第２条（年金・給付金の支払い）の２．－⑵－③を次のとおり読み替え
ます。

  項　目    内　容  

  ③　認知症介護年金の支払
事由が生じ、支払うべ
き認知症介護年金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  認知症介護年金受取人が被保険者の場合には、支払
うべき認知症介護年金を被指定契約 ＊１ の死亡給付
金受取人に支払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
  ① 第13条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取

扱い）の１．中、「保険契約者（第１回認知症介護年金を支払うときは
その受取人）」とあるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（第１回
認知症介護年金を支払うときはその受取人）」と読み替えます。

  ② 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ②　①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金

受取人に支払います。
  ③ 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」

を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  
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 第45条  補足説明

  ＊２ 特定高度障害状態
  高度障害状態（別表４ ★ ）のう
ち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

  ＊３ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付認知症介護終身年金保険

（返戻金なし型）契約をいいま
す。

のとおり取り扱います。
  ア．認知症介護年金を支払うべきときは、認知症介護年金額に次の表の

割合を乗じた金額を支払います。
  イ．死亡給付金を支払うべきときは、死亡給付金額に次の表の割合を乗

じた金額を支払います。
  ② ①にかかわらず、被保険者が災害または感染症（別表７ ★ ）によって支

払事由に該当したときは、認知症介護年金または死亡給付金の削減支払
の対象とはなりません。

保険年度
削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを免除（第７条）しません。ただし、
感染症（別表７ ★ ）によって特定高度障害状態 ＊２ になったときは、保険料の
払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第15条）は、第16条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この保険契約の更新（第24条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（保険契約の更新）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  

  ② 認知症介護年金または
死亡給付金の削減支払  

  ア．削減期間中は、第24条（保険契約の更新）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後契約には更新前契約に適用されて
いた認知症介護年金または死亡給付金の削減支
払の条件は適用されません。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後契約には更新前契約に適用さ
れていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担
保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後契約には更新前契約に適用され
ていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保
の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約への変更（第25条）について、次のとおり取り
扱います。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第25条（保険期間が終身の保険契約への変更）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。  

  ② 認知症介護年金の削減
支払  

  ア．削減期間中は、第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用さ
れていた認知症介護年金の削減支払の条件は適
用されません。  

   第46条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。   

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適
用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての
不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用
されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不
担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表４（P.281参照）、別表７（P.283参照）  

   第46条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に認知症介護年金が支払われるべきとき

は、第２条（年金・給付金の支払い）の２．－⑵－③を次のとおり読み替え
ます。

  項　目    内　容  

  ③　認知症介護年金の支払
事由が生じ、支払うべ
き認知症介護年金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  認知症介護年金受取人が被保険者の場合には、支払
うべき認知症介護年金を被指定契約 ＊１ の死亡給付
金受取人に支払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
  ① 第13条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取

扱い）の１．中、「保険契約者（第１回認知症介護年金を支払うときは
その受取人）」とあるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（第１回
認知症介護年金を支払うときはその受取人）」と読み替えます。

  ② 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ②　①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金

受取人に支払います。
  ③ 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」

を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  
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   別表１　特定認知症
  特定認知症とは、次のすべてに該当している場合をいいます。
  １．器質性認知症と診断確定されていること（注）
  ２．「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準（平成５年10月26日　老健第135号厚生省老人保健福祉局長通知）」に基づく対

象者の認知症の程度が「Ⅲ」、「Ⅳ」または「Ｍ」のいずれかであると医師の資格をもつ者によって判定されていること
  注
  １．「器質性認知症と診断確定されている」とは、次の⑴、⑵のすべてに該当する「器質性認知症」であることを、医師の資格

をもつ者によって診断確定された場合をいいます。
  ⑴ 脳内に後天的におこった器質的な病変あるいは損傷を有すること
  ⑵ 正常に成熟した脳が、⑴による器質的障害により破壊されたために、一度獲得された知能が持続的かつ全般的に低下し

たものであること
  なお、器質性認知症の診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ① 画像所見による診断確定
  ② 画像検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由および他の所見による診断確定の根拠が明らかである

ときは、その診断確定  

  ２．１．の「器質性認知症」、「器質的な病変あるいは損傷」および「器質的障害」とは、次のとおりとします。
  ⑴　「器質性認知症」

  「器質性認知症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内
容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」
によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  アルツハイマー病の認知症  
  血管性認知症  
  他に分類されるその他の疾患の認知症（F02）のうち、  
  　ピック病の認知症  
  　クロイツフェルト・ヤコブ病の認知症  
  　ハンチントン病の認知症  
  　パーキンソン病の認知症  
  　ヒト免疫不全ウイルス[ＨＩＶ]病の認知症  

  他に分類されるその他の明示された疾患の認知症（外傷性脳損傷を原因とした認知症を含む。）
    詳細不明の認知症  
  せん妄、アルコールその他の精神作用物質によらないもの（F05）のうち、  
  　せん妄、認知症に重なったもの  
  アルコール使用＜飲酒＞による精神および行動の障害（F10）のうち、  
  　残遺性および遅発性の精神病性障害（アルコール性認知症に限る。）  

  Ｆ00  
  Ｆ01  

      
  Ｆ02.0  
  Ｆ02.1  
  Ｆ02.2  
  Ｆ02.3  
  Ｆ02.4  
  Ｆ02.8  
  Ｆ03  

  
      Ｆ05.1  

    
  Ｆ10.7  

  2003 年版以後の厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要」において、上記疾病以外に
器質性認知症に該当する疾病がある場合には、その疾病も含むものとします。

  ⑵ 「器質的な病変あるいは損傷」、「器質的障害」
  「器質的な病変あるいは損傷」、「器質的障害」とは、各種の病因または傷害によって引き起こされた組織学的に認めら
れる病変あるいは損傷、障害のことをいいます。

  別表２　公的介護保険制度
  公的介護保険制度とは、介護保険法(平成９年12月17日　法律第123号)に基づく介護保険制度をいいます。

  別表３　要介護１以上の状態
  要介護１以上の状態とは、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令(平成11年４月30日　
厚生省令第58号)第１条第１項に定める要介護１から要介護５までのいずれかの状態をいいます。

  別表４　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4  （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
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   別表１　特定認知症
  特定認知症とは、次のすべてに該当している場合をいいます。
  １．器質性認知症と診断確定されていること（注）
  ２．「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準（平成５年10月26日　老健第135号厚生省老人保健福祉局長通知）」に基づく対

象者の認知症の程度が「Ⅲ」、「Ⅳ」または「Ｍ」のいずれかであると医師の資格をもつ者によって判定されていること
  注
  １．「器質性認知症と診断確定されている」とは、次の⑴、⑵のすべてに該当する「器質性認知症」であることを、医師の資格

をもつ者によって診断確定された場合をいいます。
  ⑴ 脳内に後天的におこった器質的な病変あるいは損傷を有すること
  ⑵ 正常に成熟した脳が、⑴による器質的障害により破壊されたために、一度獲得された知能が持続的かつ全般的に低下し

たものであること
  なお、器質性認知症の診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ① 画像所見による診断確定
  ② 画像検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由および他の所見による診断確定の根拠が明らかである

ときは、その診断確定  

  ２．１．の「器質性認知症」、「器質的な病変あるいは損傷」および「器質的障害」とは、次のとおりとします。
  ⑴　「器質性認知症」

  「器質性認知症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内
容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」
によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  アルツハイマー病の認知症  
  血管性認知症  
  他に分類されるその他の疾患の認知症（F02）のうち、  
  　ピック病の認知症  
  　クロイツフェルト・ヤコブ病の認知症  
  　ハンチントン病の認知症  
  　パーキンソン病の認知症  
  　ヒト免疫不全ウイルス[ＨＩＶ]病の認知症  

  他に分類されるその他の明示された疾患の認知症（外傷性脳損傷を原因とした認知症を含む。）
    詳細不明の認知症  
  せん妄、アルコールその他の精神作用物質によらないもの（F05）のうち、  
  　せん妄、認知症に重なったもの  
  アルコール使用＜飲酒＞による精神および行動の障害（F10）のうち、  
  　残遺性および遅発性の精神病性障害（アルコール性認知症に限る。）  

  Ｆ00  
  Ｆ01  

      
  Ｆ02.0  
  Ｆ02.1  
  Ｆ02.2  
  Ｆ02.3  
  Ｆ02.4  
  Ｆ02.8  
  Ｆ03  

  
      Ｆ05.1  

    
  Ｆ10.7  

  2003 年版以後の厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要」において、上記疾病以外に
器質性認知症に該当する疾病がある場合には、その疾病も含むものとします。

  ⑵ 「器質的な病変あるいは損傷」、「器質的障害」
  「器質的な病変あるいは損傷」、「器質的障害」とは、各種の病因または傷害によって引き起こされた組織学的に認めら
れる病変あるいは損傷、障害のことをいいます。

  別表２　公的介護保険制度
  公的介護保険制度とは、介護保険法(平成９年12月17日　法律第123号)に基づく介護保険制度をいいます。

  別表３　要介護１以上の状態
  要介護１以上の状態とは、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令(平成11年４月30日　
厚生省令第58号)第１条第１項に定める要介護１から要介護５までのいずれかの状態をいいます。

  別表４　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4  （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
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  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの
をいいます。

  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし
くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表５　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用　語    定　義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

 
 別表６　年金・給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．認知症介護年金の支払い  

  ⑴ 認知症介護年金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者が公的介護保険制度(別表２)に基づく所定の状態に該当していることを通

知する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 認知症介護年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 認知症介護年金の受取人の印鑑証明書
  ⑺ 最終の保険料の払込みを証明する書類（第１回認知症介護年金の場合）  

  項　目    必要書類  

  ２．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第７条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表５）
であることを証明する書類、第７条（保険料の払込免除）の１．に定める要介護１
以上の状態による保険料の払込免除についてはさらに、被保険者が公的介護保険制
度(別表２)に基づく所定の状態に該当していることを通知する書類

  ⑶ 最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 年金・給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に

診断を行わせることがあります。
  ⑶ １．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

  
別表７　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ  
  腸チフス  
  パラチフスＡ  
  細菌性赤痢  
  腸管出血性大腸菌感染症  
  ペスト  
  ジフテリア  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞  
  ラッサ熱  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病  
  痘瘡  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  A00  
  A01.0  
  A01.1  
  A03  

  A04.3  
  A20  
  A36  
  A80  

  A96.2  
  A98.0  
  A98.3  
  A98.4  
  B03  
  U04  
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  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの
をいいます。

  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし
くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表５　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用　語    定　義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

 
 別表６　年金・給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．認知症介護年金の支払い  

  ⑴ 認知症介護年金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者が公的介護保険制度(別表２)に基づく所定の状態に該当していることを通

知する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 認知症介護年金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 認知症介護年金の受取人の印鑑証明書
  ⑺ 最終の保険料の払込みを証明する書類（第１回認知症介護年金の場合）  

  項　目    必要書類  

  ２．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第７条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表５）
であることを証明する書類、第７条（保険料の払込免除）の１．に定める要介護１
以上の状態による保険料の払込免除についてはさらに、被保険者が公的介護保険制
度(別表２)に基づく所定の状態に該当していることを通知する書類

  ⑶ 最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 年金・給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に

診断を行わせることがあります。
  ⑶ １．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

  
別表７　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ  
  腸チフス  
  パラチフスＡ  
  細菌性赤痢  
  腸管出血性大腸菌感染症  
  ペスト  
  ジフテリア  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞  
  ラッサ熱  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病  
  痘瘡  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  A00  
  A01.0  
  A01.1  
  A03  

  A04.3  
  A20  
  A36  
  A80  

  A96.2  
  A98.0  
  A98.3  
  A98.4  
  B03  
  U04  
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  ５年ごと利差配当付認知症介護一時金保険(返戻金なし型)普通保険約款  
  （実施　平28.4.4）  

  この保険の特色  

  目的・内容    所定の認知症による公的介護保険制度における要介護状態に対する保障  
  一時金等の種類    ⑴ 認知症介護一時金

  ⑵ 死亡給付金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第19条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第36条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 一時金等の支払いについて

   第２条  一時金・給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、一時金または給付金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して一時金または給付金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第19条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第36条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 一時金等の支払いについて

   第２条  一時金・給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、一時金または給付金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して一時金または給付金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 疾病
  薬物依存 Ａ は含みません。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

      支払事由（一時金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

認
知
症
介
護
一
時
金  

  責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中に、次のすべ
てを満たしたとき
  ⑴ 被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じ

た傷害または疾病 ＊２ により、特定認知症
（別表１ ★ ）(以下「特定認知症」といいま
す。)に該当していること

  ⑵ 被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じ
た傷害または疾病 ＊２ により、公的介護保
険制度(別表２ ★ )に基づく要介護１以上
の状態(別表３ ★ )(以下「要介護１以上の
状態」といいます。)に該当していると認
定されたこと  

  認知症介護一時金額  

  

認
知
症
介
護
一
時
金
受
取
人  

  

死
亡
給
付
金  

  保険期間が終身の保険契約の場合で、被保険
者が、保険料払込期間満了後の保険期間中に
死亡したとき
  （注） 保険料払込期間が終身の保険契約の場

合には、死亡給付金はありません。  

  認知症介護一時金額
の10％  

  
死
亡
給
付
金
受
取
人  

  ２．一時金または給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 認知症介護一時金について

  項　目    内　容  

  ① 認知症介護一時金受取
人    

  保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた傷害
または疾病 ＊２ を原因と
して、認知症介護一時
金の支払事由に規定す
る状態に該当したとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病 ＊２ によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊２ によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊２ によるものとみなしません。  

  ③ 認知症介護一時金を支
払ったとき  

  この保険契約は、その支払事由が生じた時にさかの
ぼって消滅します。  

  ④ 死亡給付金を支払った
とき  

  その後に認知症介護一時金の支払請求を受けても、
認知症介護一時金は支払いません。  

  ⑵ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者の生死が不明
のとき  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ② 死亡給付金の支払前に
認知症介護一時金の支
払請求を受け、認知症
介護一時金が支払われ
るとき  

  死亡給付金は支払いません。  

  ★  別表１（P.307参照）、別表２（P.307参照）、別表３（P.307参照）  

   第３条  補足説明

  ＊１ 責任準備金
  認知症介護一時金額の10％の
金額を限度とします。

   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、一時
金または給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても一時金等を支払わない場合）  

  

認
知
症
介
護
一
時
金  

  被保険者が、次のいずれかによって認知症介護一時金の支払事由に規定する
状態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ この保険契約の復活（第16条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって認知症介護一時
金または死亡給付金の
支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、認知症介護一時金または死亡給付金の金額の一
部または全部を支払います。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊１ を支払います。ただ
し、保険契約者が故意に被保険者を死亡させた
ときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ３ 一時金等の支払請求手続について

   第４条  一時金・給付金の支払請求手続

  １．一時金または給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはそ
の受取人は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．一時金または給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
６ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  
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    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 疾病
  薬物依存 Ａ は含みません。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

      支払事由（一時金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

認
知
症
介
護
一
時
金  

  責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中に、次のすべ
てを満たしたとき
  ⑴ 被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じ

た傷害または疾病 ＊２ により、特定認知症
（別表１ ★ ）(以下「特定認知症」といいま
す。)に該当していること

  ⑵ 被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じ
た傷害または疾病 ＊２ により、公的介護保
険制度(別表２ ★ )に基づく要介護１以上
の状態(別表３ ★ )(以下「要介護１以上の
状態」といいます。)に該当していると認
定されたこと  

  認知症介護一時金額  

  

認
知
症
介
護
一
時
金
受
取
人  

  

死
亡
給
付
金  

  保険期間が終身の保険契約の場合で、被保険
者が、保険料払込期間満了後の保険期間中に
死亡したとき
  （注） 保険料払込期間が終身の保険契約の場

合には、死亡給付金はありません。  

  認知症介護一時金額
の10％  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

  ２．一時金または給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 認知症介護一時金について

  項　目    内　容  

  ① 認知症介護一時金受取
人    

  保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた傷害
または疾病 ＊２ を原因と
して、認知症介護一時
金の支払事由に規定す
る状態に該当したとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病 ＊２ によるものとみなします。
  ア．この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊２ によるものとみなしません。

  イ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊２ によるものとみなしません。  

  ③ 認知症介護一時金を支
払ったとき  

  この保険契約は、その支払事由が生じた時にさかの
ぼって消滅します。  

  ④ 死亡給付金を支払った
とき  

  その後に認知症介護一時金の支払請求を受けても、
認知症介護一時金は支払いません。  

  ⑵ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者の生死が不明
のとき  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ② 死亡給付金の支払前に
認知症介護一時金の支
払請求を受け、認知症
介護一時金が支払われ
るとき  

  死亡給付金は支払いません。  

  ★  別表１（P.307参照）、別表２（P.307参照）、別表３（P.307参照）  

   第３条  補足説明

  ＊１ 責任準備金
  認知症介護一時金額の10％の
金額を限度とします。

   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、一時
金または給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても一時金等を支払わない場合）  

  

認
知
症
介
護
一
時
金  

  被保険者が、次のいずれかによって認知症介護一時金の支払事由に規定する
状態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ この保険契約の復活（第16条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって認知症介護一時
金または死亡給付金の
支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、認知症介護一時金または死亡給付金の金額の一
部または全部を支払います。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊１ を支払います。ただ
し、保険契約者が故意に被保険者を死亡させた
ときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ３ 一時金等の支払請求手続について

   第４条  一時金・給付金の支払請求手続

  １．一時金または給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはそ
の受取人は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．一時金または給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
６ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  
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   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表６ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表６（P.309参照）  

   第５条  一時金・給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で一時金または給付金を支払います。

  ２．会社は、一時金または給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合に
おいて、保険契約の締結時から一時金または給付金の請求時までに会社に提出さ
れた書類だけでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確
認 ＊１ を行います。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、一時金または給付
金を支払うべき期限は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、
その日を含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 一時金または給付金の支払事由（第
２条）発生の有無の確認が必要な
場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 一時金または給付金支払いの免責
事由（第３条）に該当する可能性
がある場合  

  一時金または給付金の支払事由が発生
した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第20条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第22
条）、詐欺（第17条）または不法
取得目的（第18条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第22条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡給付金
受取人の保険契約締結の目的もしくは
一時金・給付金請求の意図に関する保
険契約の締結時から一時金・給付金請
求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、一時金または給付金を
支払うべき期限は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡給付金受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始された
ことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定め
る事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検
察等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、一時金または給付金の受取
人（一時金または給付金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知し
ます。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または死亡給付金受

 第５条  補足説明

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 認知症介護一時金または死
亡給付金

  認知症介護一時金または死亡給
付金とともに支払われる金銭を
含みます。

   第７条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は一
時金または給付金を支払いません。

  ★別表６（P.309参照）  

   ４ 一時金等の支払方法の選択について

   第６条  認知症介護一時金または死亡給付金の支払方法の選択

  認知症介護一時金または死亡給付金が支払われるときは、その受取人は、会社の
取扱いの範囲内で、認知症介護一時金または死亡給付金 ＊１ について、一時支払に
代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することができます。

   ５ 保険料の払込免除について

   第７条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第11条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第８条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表４ ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表５ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  

  

料
の
払
込
免
除

状
態
に
よ
る
保
険

 

要
介
護
１
以
上
の 

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた傷害または疾病によって保
険料払込期間中に要介護１以上の状態に該当していると認定されたと
き  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表４ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表５ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて１80日以内に身体障
害の状態（別表４ ★ ）になったとき  
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   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表６ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表６（P.309参照）  

   第５条  一時金・給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で一時金または給付金を支払います。

  ２．会社は、一時金または給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合に
おいて、保険契約の締結時から一時金または給付金の請求時までに会社に提出さ
れた書類だけでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確
認 ＊１ を行います。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、一時金または給付
金を支払うべき期限は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、
その日を含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 一時金または給付金の支払事由（第
２条）発生の有無の確認が必要な
場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 一時金または給付金支払いの免責
事由（第３条）に該当する可能性
がある場合  

  一時金または給付金の支払事由が発生
した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第20条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第22
条）、詐欺（第17条）または不法
取得目的（第18条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第22条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡給付金
受取人の保険契約締結の目的もしくは
一時金・給付金請求の意図に関する保
険契約の締結時から一時金・給付金請
求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、一時金または給付金を
支払うべき期限は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡給付金受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始された
ことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定め
る事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検
察等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、一時金または給付金の受取
人（一時金または給付金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知し
ます。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または死亡給付金受

 第５条  補足説明

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 認知症介護一時金または死
亡給付金

  認知症介護一時金または死亡給
付金とともに支払われる金銭を
含みます。

   第７条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は一
時金または給付金を支払いません。

  ★別表６（P.309参照）  

   ４ 一時金等の支払方法の選択について

   第６条  認知症介護一時金または死亡給付金の支払方法の選択

  認知症介護一時金または死亡給付金が支払われるときは、その受取人は、会社の
取扱いの範囲内で、認知症介護一時金または死亡給付金 ＊１ について、一時支払に
代えて年金支払またはすえ置き支払を選択することができます。

   ５ 保険料の払込免除について

   第７条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第11条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第８条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表４ ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表５ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  

  
料
の
払
込
免
除

状
態
に
よ
る
保
険

 

要
介
護
１
以
上
の 

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた傷害または疾病によって保
険料払込期間中に要介護１以上の状態に該当していると認定されたと
き  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表４ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表５ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて１80日以内に身体障
害の状態（別表４ ★ ）になったとき  
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 第７条  補足説明

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  項　目    内　容  

  ⑵ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表４ ★ ）または「要介護
１以上の状態」になっ
たとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  ② その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第11
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表４（P.308参照）、別表５（P.309参照）  

   第８条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  
保
険
料
の
払
込
免
除　

高
度
障
害
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表４ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表４ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除

要
介
護
１
以
上
の
状
態
に  

  被保険者が、次のいずれかによって要介護１以上の状態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表４（P.308参照）  

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について

   第９条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表６ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（一時金・給付金の支
払時期）の規定を準用します。

  ★別表６（P.309参照）  

   ７ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第10条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

   ８ 保険料の払込みについて

   第11条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の払込
方法（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２     

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  
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 第７条  補足説明

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  項　目    内　容  

  ⑵ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表４ ★ ）または「要介護
１以上の状態」になっ
たとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  ② その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第11
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表４（P.308参照）、別表５（P.309参照）  

   第８条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除　

高
度
障
害
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表４ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表４ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除

要
介
護
１
以
上
の
状
態
に  

  被保険者が、次のいずれかによって要介護１以上の状態になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表４（P.308参照）  

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について

   第９条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表６ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（一時金・給付金の支
払時期）の規定を準用します。

  ★別表６（P.309参照）  

   ７ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第10条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

   ８ 保険料の払込みについて

   第11条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の払込
方法（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２     

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  
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   第12条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  保険料の払込
方法（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第12条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第12条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
11条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第11条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第11条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第13条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第11条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（認知症介護一時金を支払うときはその受取人）
に払い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第11条）までに一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険
料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 一時金または給付金を
支払うとき  

  未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第14条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
11条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 認知症介護一時金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

   ９ 失効と復活について

   第15条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第11条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第16条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第15条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第19条）および告知義務違反による解除（第20条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
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   第12条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  保険料の払込
方法（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第12条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第12条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
11条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第11条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第11条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第13条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第11条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（認知症介護一時金を支払うときはその受取人）
に払い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第11条）までに一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険
料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 一時金または給付金を
支払うとき  

  未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第14条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
11条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 認知症介護一時金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

   ９ 失効と復活について

   第15条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第11条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第16条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第15条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第19条）および告知義務違反による解除（第20条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
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その払込みがあった日を復活の日とします。
  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第17条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第16条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第18条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
16条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 一時金または給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に一時金または給付金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第19条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第16条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、一時金もしくは給付金の支払事
由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重
要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知すること
を必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第20条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第16条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第19条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第７条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除すること
ができます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 一時金または給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに一時金または給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、一時金もしくは給付金の支払事由または保険料
の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者または死亡給付金受取人が証明したときは、会社は、一時金もしく
は給付金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または死亡給付金受
取人に通知します。

   第21条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第21条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第20条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第16条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第19条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第19条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に一時金の支払事由（第２条）
または保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その期間を経過した
とき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第19条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第22条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。
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その払込みがあった日を復活の日とします。
  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第17条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第16条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第18条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
16条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 一時金または給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に一時金または給付金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第19条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第16条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、一時金もしくは給付金の支払事
由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重
要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知すること
を必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第20条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第16条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第19条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第７条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除すること
ができます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 一時金または給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに一時金または給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、一時金もしくは給付金の支払事由または保険料
の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者または死亡給付金受取人が証明したときは、会社は、一時金もしく
は給付金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または死亡給付金受
取人に通知します。

   第21条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第21条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第20条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第16条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第19条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第19条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に一時金の支払事由（第２条）
または保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その期間を経過した
とき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第19条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第22条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。
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   第22条  補足説明

  ＊１ 一時金
  この保険契約の一時金もしくは
給付金または保険料の払込免除
をいいます。

  ＊２ 給付金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が一時金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に一時金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 一時金 ＊１ の請求に関し、一時金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第７条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することがで
きます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間
に、一時金または給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたと
きは、その一時金または給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 一時金または給付金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに一時金または給付金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第20条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によって保険契約を解除
した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定を適
用し給付金を支払わないときは、保険契約のうち支払われない給付金に対応する
部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契約者に支
払います。

   12 契約内容の変更および更新等について

   第23条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第11条（保険料の払込み）および第12条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第11条）を月払から年払または半年払に変更すると

   第24条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第24条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の認知症介
護一時金額  

  更新前契約の保険期間満了日の認知症介護一時金額
と同額とします。ただし、保険契約者は、更新前契
約の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の認知症介護一
時金額を変更して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間
および保険料払込期間  

  ① 更新後契約の保険期間は、更新前契約の保険期
間と同一とします。ただし、更新後契約の保険
期間を更新前契約の保険期間と同一とすると本
条の１．－⑶の条件を満たさなくなるときは、
その条件を満たす限度まで保険期間を短縮しま
す。

  ② 更新後契約の保険料払込期間は、保険期間と同
一とします。

  ③ ①および②に定めるほか、保険契約者は、更新
前契約の保険期間満了日の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、更新後契約の
保険期間および保険料払込期間を変更して更新
することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 一時金・給付金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第７条・第８条）および告
知義務違反による解除（第20条・第21条）に
関する規定について、更新後契約の保険期間は、
この保険契約から継続したものとして取り扱い
ます。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  
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   第22条  補足説明

  ＊１ 一時金
  この保険契約の一時金もしくは
給付金または保険料の払込免除
をいいます。

  ＊２ 給付金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が一時金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に一時金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 一時金 ＊１ の請求に関し、一時金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第７条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することがで
きます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間
に、一時金または給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたと
きは、その一時金または給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 一時金または給付金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに一時金または給付金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第20条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によって保険契約を解除
した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定を適
用し給付金を支払わないときは、保険契約のうち支払われない給付金に対応する
部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契約者に支
払います。

   12 契約内容の変更および更新等について

   第23条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第11条（保険料の払込み）および第12条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第11条）を月払から年払または半年払に変更すると

   第24条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第24条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の認知症介
護一時金額  

  更新前契約の保険期間満了日の認知症介護一時金額
と同額とします。ただし、保険契約者は、更新前契
約の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の認知症介護一
時金額を変更して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間
および保険料払込期間  

  ① 更新後契約の保険期間は、更新前契約の保険期
間と同一とします。ただし、更新後契約の保険
期間を更新前契約の保険期間と同一とすると本
条の１．－⑶の条件を満たさなくなるときは、
その条件を満たす限度まで保険期間を短縮しま
す。

  ② 更新後契約の保険料払込期間は、保険期間と同
一とします。

  ③ ①および②に定めるほか、保険契約者は、更新
前契約の保険期間満了日の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、更新後契約の
保険期間および保険料払込期間を変更して更新
することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 一時金・給付金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第７条・第８条）および告
知義務違反による解除（第20条・第21条）に
関する規定について、更新後契約の保険期間は、
この保険契約から継続したものとして取り扱い
ます。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  
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   第25条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  ＊２ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付認知症介護一時金保険(返
戻金なし型)契約をいいます。

  項　目    内　容  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理（第37条・第38条）に準じて取
り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の認
知症介護一時金額について、更新前契約の保険期間満了日の認知症介護一時金額
と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額と
します。

   第25条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第24条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付認知症介護一時金
保険(返戻金なし型)契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第７条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付認知症介護一時金保険(返戻金なし型)契
約への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第11条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第11条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の一時金または給付金の支

払事由（第２条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

７条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

 第25条  補足説明

  ＊３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

   第26条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

  項　目    内　容  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の認知症
介護一時金額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の認知症介護一時
金額と同額とします。ただし、保険契約者は、変更
前契約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前までに 申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契約 ＊２ の
認知症介護一時金額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 一時金・給付金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第７条・第８条）および告
知義務違反による解除（第20条・第21条）に
関する規定について、変更後契約 ＊２ の保険期
間は、変更前契約から継続したものとして取り
扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑤ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第１条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第37条・第38条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の認知症介護一時金額
について、変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の認知症介護一時金額と同額とした
場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  認知症介護一時金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって認知症介護一時金額を減額 ★ することができます。
ただし、保険料の払込免除(第７条)以後 ＊１ は減額できません。また、会社は、
減額後の認知症介護一時金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いませ
ん。

  ２．認知症介護一時金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第27条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 認知症介護一時金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接

続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を
含みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  
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   第25条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  ＊２ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付認知症介護一時金保険(返
戻金なし型)契約をいいます。

  項　目    内　容  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理（第37条・第38条）に準じて取
り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の認
知症介護一時金額について、更新前契約の保険期間満了日の認知症介護一時金額
と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額と
します。

   第25条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第24条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付認知症介護一時金
保険(返戻金なし型)契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第７条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付認知症介護一時金保険(返戻金なし型)契
約への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第11条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第11条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の一時金または給付金の支

払事由（第２条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

７条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

 第25条  補足説明

  ＊３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

   第26条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

  項　目    内　容  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の認知症
介護一時金額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の認知症介護一時
金額と同額とします。ただし、保険契約者は、変更
前契約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前までに 申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契約 ＊２ の
認知症介護一時金額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 一時金・給付金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第７条・第８条）および告
知義務違反による解除（第20条・第21条）に
関する規定について、変更後契約 ＊２ の保険期
間は、変更前契約から継続したものとして取り
扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑤ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第１条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第37条・第38条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の認知症介護一時金額
について、変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の認知症介護一時金額と同額とした
場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  認知症介護一時金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって認知症介護一時金額を減額 ★ することができます。
ただし、保険料の払込免除(第７条)以後 ＊１ は減額できません。また、会社は、
減額後の認知症介護一時金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いませ
ん。

  ２．認知症介護一時金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第27条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 認知症介護一時金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接

続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を
含みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  
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   第27条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

   第29条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
11条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第30条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   13 解約等について

   第27条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、将来に向かって、この保険契約の解約を請求することができます。
ただし、保険料の払込免除(第７条)以後 ＊１ は解約できません。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第28条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第28条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（認知症介護一時金額
の10％の金額）と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第29条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第７条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、一時金または給付金を支払う
ときはその受取人に支払います。

  ⑴ 一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）に該当したときまたは保険料払
込期間中に被保険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡さ
せた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第20条）または重大事由（第22条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第26条）または解約（第27条）されたとき  

   第30条  一時金または給付金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす一時金または給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期
間が経過するまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払
い、かつ会社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じま
せん。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、一時金または給付金の支払
事由（第２条）が生じ、会社が一時金または給付金を支払うべきときは、その支
払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、

その支払うべき金額から債権者等に支払った金額を差し引いた残額を、一時金ま
たは給付金の受取人に支払います。

   14 一時金等の受取人および保険契約者について

   第31条  会社への通知による一時金または給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、一時
金または給付金の受取人を変更することができます。ただし、認知症介護一時金
受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、一時金または給付金の
支払事由（第２条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる部分
については、受取人を変更することはできません。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の受取人に一時金または給付金を
支払ったときは、その支払い後に変更後の受取人から一時金または給付金の請求
を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第32条  遺言による一時金または給付金の受取人の変更

  １．第31条（会社への通知による一時金または給付金の受取人の変更）に定めるほか、
保険契約者は、法律上有効な遺言により、一時金または給付金の受取人を変更す
ることができます。ただし、認知症介護一時金受取人は、保険契約者または被保
険者に限ります。また、一時金または給付金の支払事由（第２条）が発生した場
合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、受取人を変更するこ
とはできません。

  ２．本条の１．の一時金または給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、
その効力を生じません。

  ３．本条の１．および２．による一時金または給付金の受取人の変更は、保険契約者
が死亡した後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗
することができません。

   第33条  一時金または給付金の受取人の死亡

  １．一時金または給付金の受取人が一時金または給付金の支払事由（第２条）の発生
以前に死亡したときは、その法定相続人を受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により一時金または給付金の受取人となった者が死亡した場合
で、この者に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により受取人となっ
た者のうち生存している他の受取人を受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により一時金または給付金の受取人となった者が２人以上
いるときは、その受取割合は均等とします。

   第34条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第35条  保険契約者の代表者および一時金または給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。
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   第27条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除(第７
条)以後

  保険期間が終身の保険契約の場
合には、保険料払込期間満了後
の保険期間中を除きます。

   第29条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
11条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第30条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   13 解約等について

   第27条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、将来に向かって、この保険契約の解約を請求することができます。
ただし、保険料の払込免除(第７条)以後 ＊１ は解約できません。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第28条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第28条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（認知症介護一時金額
の10％の金額）と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第29条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第７条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、一時金または給付金を支払う
ときはその受取人に支払います。

  ⑴ 一時金もしくは給付金の支払事由（第２条）に該当したときまたは保険料払
込期間中に被保険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡さ
せた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第20条）または重大事由（第22条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第26条）または解約（第27条）されたとき  

   第30条  一時金または給付金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす一時金または給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期
間が経過するまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払
い、かつ会社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じま
せん。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、一時金または給付金の支払
事由（第２条）が生じ、会社が一時金または給付金を支払うべきときは、その支
払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、

その支払うべき金額から債権者等に支払った金額を差し引いた残額を、一時金ま
たは給付金の受取人に支払います。

   14 一時金等の受取人および保険契約者について

   第31条  会社への通知による一時金または給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、一時
金または給付金の受取人を変更することができます。ただし、認知症介護一時金
受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、一時金または給付金の
支払事由（第２条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる部分
については、受取人を変更することはできません。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の受取人に一時金または給付金を
支払ったときは、その支払い後に変更後の受取人から一時金または給付金の請求
を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第32条  遺言による一時金または給付金の受取人の変更

  １．第31条（会社への通知による一時金または給付金の受取人の変更）に定めるほか、
保険契約者は、法律上有効な遺言により、一時金または給付金の受取人を変更す
ることができます。ただし、認知症介護一時金受取人は、保険契約者または被保
険者に限ります。また、一時金または給付金の支払事由（第２条）が発生した場
合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、受取人を変更するこ
とはできません。

  ２．本条の１．の一時金または給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、
その効力を生じません。

  ３．本条の１．および２．による一時金または給付金の受取人の変更は、保険契約者
が死亡した後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗
することができません。

   第33条  一時金または給付金の受取人の死亡

  １．一時金または給付金の受取人が一時金または給付金の支払事由（第２条）の発生
以前に死亡したときは、その法定相続人を受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により一時金または給付金の受取人となった者が死亡した場合
で、この者に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により受取人となっ
た者のうち生存している他の受取人を受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により一時金または給付金の受取人となった者が２人以上
いるときは、その受取割合は均等とします。

   第34条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第35条  保険契約者の代表者および一時金または給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。
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   第36条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第39条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条の１．において

「５年ごと応当日」といいます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。認知症介護一時金についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第36条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第37条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第36条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは認知症介護一時金額を調整して処理します。

   第38条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または認知症介護一時金
額を調整して処理します。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第39条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約成立日 ＊１ （第
１条）の５年ごとの応当日 ＊２ が到
来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員
配当金の全額を会社の定める利率
による利息をつけて積み立てます。
ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前
日までの保険料がすべて払い込ま
れている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当
金は、次のとおり支払います。
  ア．一時金または給付金を支払う

ときは、その受取人に支払い
ます。

  イ．一時金または給付金の支払以
外により保険契約が消滅する
ときは、保険契約者に支払い
ます。

  ウ．保険契約者から請求があった
ときは、保険契約者に支払い
ます。  

 第39条  補足説明

  ＊３ 保険期間が満了する保険契
約

  第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第39条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ＊４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊５ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   第42条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由または保険料の払込免
除事由の変更にかかる認可日以
後、会社の定める日の直後に到
来する契約成立日（第１条）の
応当日（年単位）をいいます。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑵ 次の事業年度中に保険期間が満了
する保険契約＊３  

  保険契約者に支払います｡ ただし、保
険契約が更新（第24条）されるとき、
または保険期間が終身の保険契約に変
更(第25条)されるときは、次のとおり
取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日また

は変更日から積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更

新前契約または変更前契約の社員
配当金については、更新後契約ま
たは変更後契約においても引き続
き積み立て、更新日または変更日
以後、⑴の規定を適用します。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約成立日 ＊４ お
よび直前の５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を経過して、
一時金または給付金の支払いによ
り消滅する保険契約  

  一時金または給付金とともにその受取
人に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約成立日 ＊４ か
らその日を含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ からその日を
含めて１年を経過して、⑵および
⑶以外の事由により消滅する保険
契約 ＊５   

  保険契約者に支払います。  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第５
条（一時金・給付金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   17 その他

   第40条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第41条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第42条  法令等の改正等に伴う支払事由または保険料の払込免除事由の変更

  １．会社は、この保険契約の認知症介護一時金の支払事由（第２条）または保険料の
払込免除事由(第７条)にかかわる次のいずれかの事由が、この保険契約の支払
事由または保険料の払込免除事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由または保険料の払込免除
事由を変更することがあります。
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   第36条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第39条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条の１．において

「５年ごと応当日」といいます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。認知症介護一時金についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第36条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第37条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第36条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは認知症介護一時金額を調整して処理します。

   第38条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または認知症介護一時金
額を調整して処理します。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第39条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約成立日 ＊１ （第
１条）の５年ごとの応当日 ＊２ が到
来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員
配当金の全額を会社の定める利率
による利息をつけて積み立てます。
ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前
日までの保険料がすべて払い込ま
れている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当
金は、次のとおり支払います。
  ア．一時金または給付金を支払う

ときは、その受取人に支払い
ます。

  イ．一時金または給付金の支払以
外により保険契約が消滅する
ときは、保険契約者に支払い
ます。

  ウ．保険契約者から請求があった
ときは、保険契約者に支払い
ます。  

 第39条  補足説明

  ＊３ 保険期間が満了する保険契
約

  第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第39条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ＊４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊５ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   第42条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由または保険料の払込免
除事由の変更にかかる認可日以
後、会社の定める日の直後に到
来する契約成立日（第１条）の
応当日（年単位）をいいます。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑵ 次の事業年度中に保険期間が満了
する保険契約＊３  

  保険契約者に支払います｡ ただし、保
険契約が更新（第24条）されるとき、
または保険期間が終身の保険契約に変
更(第25条)されるときは、次のとおり
取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日また

は変更日から積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更

新前契約または変更前契約の社員
配当金については、更新後契約ま
たは変更後契約においても引き続
き積み立て、更新日または変更日
以後、⑴の規定を適用します。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約成立日 ＊４ お
よび直前の５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を経過して、
一時金または給付金の支払いによ
り消滅する保険契約  

  一時金または給付金とともにその受取
人に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約成立日 ＊４ か
らその日を含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ からその日を
含めて１年を経過して、⑵および
⑶以外の事由により消滅する保険
契約 ＊５   

  保険契約者に支払います。  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第５
条（一時金・給付金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   17 その他

   第40条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第41条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第42条  法令等の改正等に伴う支払事由または保険料の払込免除事由の変更

  １．会社は、この保険契約の認知症介護一時金の支払事由（第２条）または保険料の
払込免除事由(第７条)にかかわる次のいずれかの事由が、この保険契約の支払
事由または保険料の払込免除事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由または保険料の払込免除
事由を変更することがあります。
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 第42条  補足説明

  ＊２ 介護に関する技術または環
境の変化

  公的介護保険制度によらない介
護の状況の変化、介護に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第44条  補足説明

  ＊１ 認知症介護一時金受取人
  認知症介護一時金受取人が２人
以上いるときは、その代表者と
します。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  ＊２ 特定高度障害状態
  高度障害状態（別表４ ★ ）のう
ち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

  ⑴ 法令等の改正による公的介護保険制度等の改正
  ⑵ 介護に関する技術または環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由または保険料の払込免除事由を変更するときは、変更
日 ＊１ の２か月前までに保険契約者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由または保険料の払込免除事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第27条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第43条  時効

  一時金・給付金（第２条）、保険料の払込免除（第７条）、返戻金（第28条）ま
たは社員配当金（第39条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行
使できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第44条  管轄裁判所

  １．この保険契約における認知症介護一時金の請求に関する訴訟については、会社の
本社の所在地または認知症介護一時金受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内に
ある支社 ＊２ の所在地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における死亡給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、本条の１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第45条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴から⑶のうち１つまたは２つ以上の
特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 認知症介護一時金の削減支払
  契約成立日（第１条）から会社の定める削減期間中に被保険者が認知症介護
一時金の支払事由（第２条）に該当し、認知症介護一時金を支払うべきとき
は、認知症介護一時金の金額に次の表の割合を乗じた金額を支払います。た
だし、災害または感染症（別表７ ★ ）によって支払事由に該当したときは、
認知症介護一時金の削減支払の対象とはなりません。

保険年度
削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを免除（第７条）しません。ただし、
感染症（別表７ ★ ）によって特定高度障害状態 ＊２ になったときは、保険料の
払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第15条）は、第16条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後

 第45条  補足説明

  ＊３ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付認知症介護一時金保険（返
戻金なし型）契約をいいます。

   第46条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。
   

は、この保険契約の復活は取り扱いません。
  ⑵ この保険契約の更新（第24条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（保険契約の更新）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  

  ② 認知症介護一時金の削
減支払  

  ア．削減期間中は、第24条（保険契約の更新）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後契約には更新前契約に適用されて
いた認知症介護一時金の削減支払の条件は適用
されません。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後契約には更新前契約に適用さ
れていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担
保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後契約には更新前契約に適用され
ていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保
の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約への変更（第25条）について、次のとおり取り
扱います。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第25条（保険期間が終身の保険契約への変更）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。  

  ② 認知症介護一時金の削
減支払  

  ア．削減期間中は、第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用さ
れていた認知症介護一時金の削減支払の条件は
適用されません。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適
用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての
不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用
されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不
担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表４（P.308参照）、別表７（P.310参照）  

   第46条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に認知症介護一時金が支払われるべきとき

は、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  認知症介護一時金の支払事
由が生じ、支払うべき認知
症介護一時金がある場合で、
その支払前に被保険者が死
亡したとき  

  認知症介護一時金受取人が被保険者の場合には、支
払うべき認知症介護一時金を被指定契約 ＊１ の死亡
給付金受取人に支払います。  
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 第42条  補足説明

  ＊２ 介護に関する技術または環
境の変化

  公的介護保険制度によらない介
護の状況の変化、介護に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第44条  補足説明

  ＊１ 認知症介護一時金受取人
  認知症介護一時金受取人が２人
以上いるときは、その代表者と
します。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  ＊２ 特定高度障害状態
  高度障害状態（別表４ ★ ）のう
ち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

  ⑴ 法令等の改正による公的介護保険制度等の改正
  ⑵ 介護に関する技術または環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由または保険料の払込免除事由を変更するときは、変更
日 ＊１ の２か月前までに保険契約者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由または保険料の払込免除事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第27条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第43条  時効

  一時金・給付金（第２条）、保険料の払込免除（第７条）、返戻金（第28条）ま
たは社員配当金（第39条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行
使できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第44条  管轄裁判所

  １．この保険契約における認知症介護一時金の請求に関する訴訟については、会社の
本社の所在地または認知症介護一時金受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内に
ある支社 ＊２ の所在地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における死亡給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、本条の１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第45条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴から⑶のうち１つまたは２つ以上の
特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 認知症介護一時金の削減支払
  契約成立日（第１条）から会社の定める削減期間中に被保険者が認知症介護
一時金の支払事由（第２条）に該当し、認知症介護一時金を支払うべきとき
は、認知症介護一時金の金額に次の表の割合を乗じた金額を支払います。た
だし、災害または感染症（別表７ ★ ）によって支払事由に該当したときは、
認知症介護一時金の削減支払の対象とはなりません。

保険年度
削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを免除（第７条）しません。ただし、
感染症（別表７ ★ ）によって特定高度障害状態 ＊２ になったときは、保険料の
払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第15条）は、第16条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後

 第45条  補足説明

  ＊３ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付認知症介護一時金保険（返
戻金なし型）契約をいいます。

   第46条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。
   

は、この保険契約の復活は取り扱いません。
  ⑵ この保険契約の更新（第24条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（保険契約の更新）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  

  ② 認知症介護一時金の削
減支払  

  ア．削減期間中は、第24条（保険契約の更新）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後契約には更新前契約に適用されて
いた認知症介護一時金の削減支払の条件は適用
されません。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後契約には更新前契約に適用さ
れていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担
保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後契約には更新前契約に適用され
ていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保
の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約への変更（第25条）について、次のとおり取り
扱います。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第25条（保険期間が終身の保険契約への変更）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。  

  ② 認知症介護一時金の削
減支払  

  ア．削減期間中は、第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用さ
れていた認知症介護一時金の削減支払の条件は
適用されません。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適
用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての
不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用
されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不
担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表４（P.308参照）、別表７（P.310参照）  

   第46条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に認知症介護一時金が支払われるべきとき

は、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  認知症介護一時金の支払事
由が生じ、支払うべき認知
症介護一時金がある場合で、
その支払前に被保険者が死
亡したとき  

  認知症介護一時金受取人が被保険者の場合には、支
払うべき認知症介護一時金を被指定契約 ＊１ の死亡
給付金受取人に支払います。  
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  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
  ① 第13条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取

扱い）の１．中、「保険契約者（認知症介護一時金を支払うときはその
受取人）」とあるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（認知症介護
一時金を支払うときはその受取人）」と読み替えます。

  ② 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ②　①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金

受取人に支払います。
  ③ 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」

を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  

   

   別表１　特定認知症
  特定認知症とは、次のすべてに該当している場合をいいます。
  １．器質性認知症と診断確定されていること（注）
  ２．「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準（平成５年10月26日　老健第135号厚生省老人保健福祉局長通知）」に基づく対

象者の認知症の程度が「Ⅲ」、「Ⅳ」または「Ｍ」のいずれかであると医師の資格をもつ者によって判定されていること
  注
  １．「器質性認知症と診断確定されている」とは、次の⑴、⑵のすべてに該当する「器質性認知症」であることを、医師の資格

をもつ者によって診断確定された場合をいいます。
  ⑴ 脳内に後天的におこった器質的な病変あるいは損傷を有すること
  ⑵ 正常に成熟した脳が、⑴による器質的障害により破壊されたために、一度獲得された知能が持続的かつ全般的に低下し

たものであること
  なお、器質性認知症の診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ① 画像所見による診断確定
  ② 画像検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由および他の所見による診断確定の根拠が明らかである

ときは、その診断確定  

  ２．１．の「器質性認知症」、「器質的な病変あるいは損傷」および「器質的障害」とは、次のとおりとします。
  ⑴　「器質性認知症」

  「器質性認知症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内
容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」
によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  アルツハイマー病の認知症  
  血管性認知症  
  他に分類されるその他の疾患の認知症（F02）のうち、  
  　ピック病の認知症  
  　クロイツフェルト・ヤコブ病の認知症  
  　ハンチントン病の認知症  
  　パーキンソン病の認知症  
  　ヒト免疫不全ウイルス[ＨＩＶ]病の認知症  

  他に分類されるその他の明示された疾患の認知症（外傷性脳損傷を原因とした認知症を含む。）
    詳細不明の認知症  
  せん妄、アルコールその他の精神作用物質によらないもの（F05）のうち、  
  　せん妄、認知症に重なったもの  
  アルコール使用＜飲酒＞による精神および行動の障害（F10）のうち、  
  　残遺性および遅発性の精神病性障害（アルコール性認知症に限る。）  

  Ｆ00  
  Ｆ01  

    
  Ｆ02.0  
  Ｆ02.1  
  Ｆ02.2  
  Ｆ02.3  
  Ｆ02.4  
  Ｆ02.8  
  Ｆ03  

    
  Ｆ05.1  

    
  Ｆ10.7  

  2003 年版以後の厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要」において、上記疾病以外に
器質性認知症に該当する疾病がある場合には、その疾病も含むものとします。

  ⑵ 「器質的な病変あるいは損傷」、「器質的障害」
  「器質的な病変あるいは損傷」、「器質的障害」とは、各種の病因または傷害によって引き起こされた組織学的に認めら
れる病変あるいは損傷、障害のことをいいます。

  別表２　公的介護保険制度
  公的介護保険制度とは、介護保険法(平成９年12月17日　法律第123号)に基づく介護保険制度をいいます。

  別表３　要介護１以上の状態
  要介護１以上の状態とは、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令(平成11年４月30日　
厚生省令第58号)第１条第１項に定める要介護１から要介護５までのいずれかの状態をいいます。
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  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
  ① 第13条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取

扱い）の１．中、「保険契約者（認知症介護一時金を支払うときはその
受取人）」とあるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（認知症介護
一時金を支払うときはその受取人）」と読み替えます。

  ② 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ②　①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金

受取人に支払います。
  ③ 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」

を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  

   

   別表１　特定認知症
  特定認知症とは、次のすべてに該当している場合をいいます。
  １．器質性認知症と診断確定されていること（注）
  ２．「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準（平成５年10月26日　老健第135号厚生省老人保健福祉局長通知）」に基づく対

象者の認知症の程度が「Ⅲ」、「Ⅳ」または「Ｍ」のいずれかであると医師の資格をもつ者によって判定されていること
  注
  １．「器質性認知症と診断確定されている」とは、次の⑴、⑵のすべてに該当する「器質性認知症」であることを、医師の資格

をもつ者によって診断確定された場合をいいます。
  ⑴ 脳内に後天的におこった器質的な病変あるいは損傷を有すること
  ⑵ 正常に成熟した脳が、⑴による器質的障害により破壊されたために、一度獲得された知能が持続的かつ全般的に低下し

たものであること
  なお、器質性認知症の診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ① 画像所見による診断確定
  ② 画像検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由および他の所見による診断確定の根拠が明らかである

ときは、その診断確定  

  ２．１．の「器質性認知症」、「器質的な病変あるいは損傷」および「器質的障害」とは、次のとおりとします。
  ⑴　「器質性認知症」

  「器質性認知症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内
容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」
によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  アルツハイマー病の認知症  
  血管性認知症  
  他に分類されるその他の疾患の認知症（F02）のうち、  
  　ピック病の認知症  
  　クロイツフェルト・ヤコブ病の認知症  
  　ハンチントン病の認知症  
  　パーキンソン病の認知症  
  　ヒト免疫不全ウイルス[ＨＩＶ]病の認知症  

  他に分類されるその他の明示された疾患の認知症（外傷性脳損傷を原因とした認知症を含む。）
    詳細不明の認知症  
  せん妄、アルコールその他の精神作用物質によらないもの（F05）のうち、  
  　せん妄、認知症に重なったもの  
  アルコール使用＜飲酒＞による精神および行動の障害（F10）のうち、  
  　残遺性および遅発性の精神病性障害（アルコール性認知症に限る。）  

  Ｆ00  
  Ｆ01  

    
  Ｆ02.0  
  Ｆ02.1  
  Ｆ02.2  
  Ｆ02.3  
  Ｆ02.4  
  Ｆ02.8  
  Ｆ03  

    
  Ｆ05.1  

    
  Ｆ10.7  

  2003 年版以後の厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要」において、上記疾病以外に
器質性認知症に該当する疾病がある場合には、その疾病も含むものとします。

  ⑵ 「器質的な病変あるいは損傷」、「器質的障害」
  「器質的な病変あるいは損傷」、「器質的障害」とは、各種の病因または傷害によって引き起こされた組織学的に認めら
れる病変あるいは損傷、障害のことをいいます。

  別表２　公的介護保険制度
  公的介護保険制度とは、介護保険法(平成９年12月17日　法律第123号)に基づく介護保険制度をいいます。

  別表３　要介護１以上の状態
  要介護１以上の状態とは、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令(平成11年４月30日　
厚生省令第58号)第１条第１項に定める要介護１から要介護５までのいずれかの状態をいいます。
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  別表４　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。

  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの
をいいます。

  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし
くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表５　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
 
 表１

  用　語    定　義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  
別表６　一時金・給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．認知症介護一時金の支払い  

  ⑴ 認知症介護一時金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者が公的介護保険制度(別表２)に基づく所定の状態に該当していることを通

知する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 認知症介護一時金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 認知症介護一時金の受取人の印鑑証明書
  ⑺ 最終の保険料の払込みを証明する書類  
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  別表４　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。

  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの
をいいます。

  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし
くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表５　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
 
 表１

  用　語    定　義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  
別表６　一時金・給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．認知症介護一時金の支払い  

  ⑴ 認知症介護一時金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者が公的介護保険制度(別表２)に基づく所定の状態に該当していることを通

知する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 認知症介護一時金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 認知症介護一時金の受取人の印鑑証明書
  ⑺ 最終の保険料の払込みを証明する書類  
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  項　目    必要書類  

  ２．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第７条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表５）
であることを証明する書類、第７条（保険料の払込免除）の１．に定める要介護１
以上の状態による保険料の払込免除についてはさらに、被保険者が公的介護保険制
度(別表２)に基づく所定の状態に該当していることを通知する書類

  ⑶ 最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 一時金・給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師

に診断を行わせることがあります。
  ⑶ １．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

  
別表７　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ  
  腸チフス  
  パラチフスＡ  
  細菌性赤痢  
  腸管出血性大腸菌感染症  
  ペスト  
  ジフテリア  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞  
  ラッサ熱  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病  
  痘瘡  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]  
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  A00  
  A01.0  
  A01.1  
  A03  

  A04.3  
  A20  
  A36  
  A80  

  A96.2  
  A98.0  
  A98.3  
  A98.4  
  B03  
  U04  

    

   

310



   別表１　就業不能状態………………………………………………………………………………………………………………………………
  別表２　特定精神障害………………………………………………………………………………………………………………………………
  別表３　日割計算表…………………………………………………………………………………………………………………………………
  別表４　入院…………………………………………………………………………………………………………………………………………
  別表５　在宅療養……………………………………………………………………………………………………………………………………
  別表６　病院または診療所…………………………………………………………………………………………………………………………
  別表７　公的医療保険制度…………………………………………………………………………………………………………………………
  別表８　対象となる高度障害状態および身体障害の状態 ………………………………………………………………………………………
  別表９　対象となる不慮の事故 ……………………………………………………………………………………………………………………
  別表10　給付金・見舞金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類 …………………………………………………………
  別表11　感染症 ……………………………………………………………………………………………………………………………………   

   ５年ごと利差配当付所得保障保険(返戻金なし型)普通保険約款目次

  この保険の特色……………………………………………………

   １ 保障の開始について
   第１条 責任開始の時………………………………………

   ２ 給付金等の支払いについて
   第２条 給付金・見舞金の支払い…………………………
   第３条 免責事由……………………………………………

   ３ 給付金等の支払請求手続について
   第４条 給付金・見舞金の支払請求手続…………………
   第５条 給付金・見舞金の支払時期………………………

   ４ 死亡給付金の支払方法の選択について
   第６条 死亡給付金の支払方法の選択……………………

   ５ 保険料の払込免除について
   第７条 保険料の払込免除…………………………………
   第８条 保険料の払込免除の免責事由……………………

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について
   第９条 保険料の払込免除の請求手続……………………

   ７ 保険料の払込みについて
   第₁₀条 保険料の払込み……………………………………
   第₁₁条 保険料の払込方法（経路）………………………
   第₁₂条 払込期月中または猶予期間中に支払事由等

が生じた場合の取扱い……………………………
   第₁₃条 保険料の前納および予納…………………………

   ８ 失効と復活について
   第₁₄条 保険契約の失効……………………………………
   第₁₅条 保険契約の復活……………………………………

   ９ 取消しと無効について
   第₁₆条 詐欺による取消し…………………………………
   第₁₇条 不法取得目的による無効…………………………

   10 告知義務と解除について
   第₁₈条 告知義務……………………………………………
   第₁₉条 告知義務違反による解除…………………………
   第₂₀条 告知義務違反による解除ができないとき………
   第₂₁条 重大事由による解除………………………………

   11 契約内容の変更等について
   第₂₂条 保険料払込方法の変更……………………………
   第₂₃条 就業不能給付金月額の減額………………………

   12 解約等について
   第₂₄条 保険契約の解約……………………………………
   第₂₅条 返戻金………………………………………………
   第₂₆条 保険料の未経過分に相当する返還金……………
   第₂₇条 給付金または見舞金の受取人による保険契

約の存続……………………………………………

   13 給付金等の受取人および保険契約者について
   第₂₈条 会社への通知による給付金または見舞金の

受取人の変更………………………………………
   第₂₉条 遺言による給付金または見舞金の受取人の

変更…………………………………………………
   第₃₀条 給付金または見舞金の受取人の死亡……………
   第₃₁条 保険契約者の権利義務の承継……………………
   第₃₂条 保険契約者の代表者および給付金または見

舞金の受取人の代表者……………………………

   14 契約年齢の計算等について
   第₃₃条 契約年齢の計算……………………………………
   第₃₄条 契約年齢の誤りの処理……………………………
   第₃₅条 性別の誤りの処理…………………………………

   15 社員配当金（保険契約者への配当）について
   第₃₆条 社員配当金の割当ておよび支払い………………

   16 その他
   第₃₇条 被保険者の業務の変更、転居および旅行………
   第₃₈条 保険契約者の住所の変更…………………………
   第₃₉条 法令等の改正等に伴う支払事由の変更…………
   第₄₀条 時効…………………………………………………
   第₄₁条 管轄裁判所…………………………………………

   17 特則について
   第₄₂条 特別条件を付ける場合の特則……………………

   

311

332
332
332
333
333
333
334
334
335
336
336

312

312

312
316

317
318

319

319
320

321

321
322

322
322

323
323

323
324

324
324
324
325

326
326

326
326
326

327

327

327
328
328

328

328
328
328

329

329
329
330
330
330

330

約

款

５
年
ご
と
利
差
配
当
付
所
得
保
障
保
険
（
返
戻
金
な
し
型
）



   第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、就業不能給付金およ
び就業不能見舞金については、
この保険契約の復活（第15条）
が行われた場合には、最終の復
活の時とします。

  ＊２ 疾病
  薬物依存 Ａ は含みません。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

      支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

就
業
不
能
給
付
金  

  ⑴ 第１回就業不能給付金
  責任開始の時 ＊１ 以後保険期間
中に、次のすべてを満たしたと
医師によって診断されたとき
  ① 被保険者が、責任開始の

時 ＊１ 以後に生じた傷害ま
たは疾病 ＊２ によって就業
不能状態（別表１ ★ ）に該
当したこと。ただし、特定
精神障害（別表２ ★ ）によ
るものを除きます。

  ② ①の就業不能状態が、その
該当した日からその日を含
めて120日継続したこと

  ⑵ 第２回以後の就業不能給付金
  保険期間中に、⑴の就業不能状
態（別表１ ★ ）が、第１回就業
不能給付金の支払事由に該当し
た日の翌日以後継続したと医師
によって診断されたとき  

  ⑴ 第１回就業不能給付金
   就業不能給付金月額
  ⑵ 第２回以後の就業不能給付

金
   保険期間中、就業不能状態

が継続した期間について、
第１回就業不能給付金の支
払事由に該当した日の翌日
から、その日を含めて１か
月経過するごとに、  就業不
能給付金月額（注）
  注　就業不能状態が継続し

た期間が１か月に満た
ない場合または１か月
未満の端日数が生じた
場合、日割計算表（別
表３ ★ ）に定める方法
によって計算した金額
とします。            

  

就
業
不
能
給
付
金
受
取
人    

  

就
業
不
能
見
舞
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後保
険期間中に、次のすべてを満たす入
院（別表４ ★ ）を120日継続したと
き
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

特定精神障害（別表２ ★ ）を直
接の原因とする入院

  ⑵ ⑴の特定精神障害（別表２ ★ ）
の治療を直接の目的とする入院

  ⑶ 病院または診療所（別表６ ★ ）
への入院  

    １回の入院につき、
就業不能給付金月額  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後保
険期間中に死亡したとき  

  就業不能給付金月額  

受
取
人　
　

  

死
亡
給
付
金  

  ２．給付金等の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 就業不能給付金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 就業不能給付金または
就業不能見舞金の支払
事由が生じ、支払うべ
き就業不能給付金また
は就業不能見舞金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る死亡給付金の支払請
求があったとき  

  就業不能給付金受取人が被保険者の場合で、死亡給
付金が支払われるときは、支払うべき就業不能給付
金または就業不能見舞金を死亡給付金受取人に支払
います。  

 

  ５年ごと利差配当付所得保障保険(返戻金なし型)普通保険約款  
  （実施　平25.10.2 ／改正　平26.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    所定の就業不能状態に対する保障  
  給付金等の種類    ⑴ 就業不能給付金

  ⑵ 就業不能見舞金
  ⑶ 死亡給付金  

  配当タイプ    ５年ごと利差配当  
  備考    この保険契約には、返戻金はありません。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第18条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第33条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 給付金等の支払いについて

   第２条  給付金・見舞金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または見舞金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または見舞金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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   第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、就業不能給付金およ
び就業不能見舞金については、
この保険契約の復活（第15条）
が行われた場合には、最終の復
活の時とします。

  ＊２ 疾病
  薬物依存 Ａ は含みません。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

      支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

就
業
不
能
給
付
金  

  ⑴ 第１回就業不能給付金
  責任開始の時 ＊１ 以後保険期間
中に、次のすべてを満たしたと
医師によって診断されたとき
  ① 被保険者が、責任開始の

時 ＊１ 以後に生じた傷害ま
たは疾病 ＊２ によって就業
不能状態（別表１ ★ ）に該
当したこと。ただし、特定
精神障害（別表２ ★ ）によ
るものを除きます。

  ② ①の就業不能状態が、その
該当した日からその日を含
めて120日継続したこと

  ⑵ 第２回以後の就業不能給付金
  保険期間中に、⑴の就業不能状
態（別表１ ★ ）が、第１回就業
不能給付金の支払事由に該当し
た日の翌日以後継続したと医師
によって診断されたとき  

  ⑴ 第１回就業不能給付金
   就業不能給付金月額
  ⑵ 第２回以後の就業不能給付

金
   保険期間中、就業不能状態

が継続した期間について、
第１回就業不能給付金の支
払事由に該当した日の翌日
から、その日を含めて１か
月経過するごとに、  就業不
能給付金月額（注）
  注　就業不能状態が継続し

た期間が１か月に満た
ない場合または１か月
未満の端日数が生じた
場合、日割計算表（別
表３ ★ ）に定める方法
によって計算した金額
とします。            

  
就
業
不
能
給
付
金
受
取
人    

  

就
業
不
能
見
舞
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後保
険期間中に、次のすべてを満たす入
院（別表４ ★ ）を120日継続したと
き
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

特定精神障害（別表２ ★ ）を直
接の原因とする入院

  ⑵ ⑴の特定精神障害（別表２ ★ ）
の治療を直接の目的とする入院

  ⑶ 病院または診療所（別表６ ★ ）
への入院  

    １回の入院につき、
就業不能給付金月額  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後保
険期間中に死亡したとき  

  就業不能給付金月額  

受
取
人　
　

  

死
亡
給
付
金  

  ２．給付金等の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 就業不能給付金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 就業不能給付金または
就業不能見舞金の支払
事由が生じ、支払うべ
き就業不能給付金また
は就業不能見舞金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る死亡給付金の支払請
求があったとき  

  就業不能給付金受取人が被保険者の場合で、死亡給
付金が支払われるときは、支払うべき就業不能給付
金または就業不能見舞金を死亡給付金受取人に支払
います。  

 

  ５年ごと利差配当付所得保障保険(返戻金なし型)普通保険約款  
  （実施　平25.10.2 ／改正　平26.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    所定の就業不能状態に対する保障  
  給付金等の種類    ⑴ 就業不能給付金

  ⑵ 就業不能見舞金
  ⑶ 死亡給付金  

  配当タイプ    ５年ごと利差配当  
  備考    この保険契約には、返戻金はありません。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第18条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第33条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 給付金等の支払いについて

   第２条  給付金・見舞金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または見舞金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または見舞金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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 第２条  補足説明

  ＊５ 第１回就業不能給付金の支
払事由に該当した日の応当
日（月単位）

  保険期間中の毎月の第１回就業
不能給付金の支払事由に該当し
た日に対応する日をいいます。
なお、第１回就業不能給付金の
支払事由に該当した日の応当日
がない月の場合には、その月の
末日とします。

  ＊６ 退院日
  特定精神障害（別表２ ★ ）の治
療が退院日よりも前に終了した
ときは、その治療が終了した日
とします。

  項　目    内　容  

  ⑤ 第２回以後の就業不能
給付金が支払われるべ
き就業不能状態の継続
期間中に、就業不能給
付金月額が減額された
とき

    

  就業不能給付金月額が減額された日以後の就業不能
状態に対する就業不能給付金の支払金額は、減額後
の就業不能給付金月額に基づいて計算します。
  なお、就業不能給付金月額が減額された日が、第１
回就業不能給付金の支払事由に該当した日の応当日

（月単位） ＊５ の翌日と異なる場合には、就業不能給
付金月額が減額された日を含む１か月分の就業不能
給付金の支払金額は、減額前後のそれぞれの日数に
対して、日割計算表（別表３ ★ ）により計算します。  

  ⑥ 第２回以後の就業不能
給付金が支払われるべ
き就業不能状態の継続
期間中に、就業不能給
付金受取人が変更され
たとき

    

  変更日以後の就業不能状態に対する就業不能給付金
は、変更後の就業不能給付金受取人に支払います。
  なお、変更日が、第１回就業不能給付金の支払事由
に該当した日の応当日（月単位） ＊５ の翌日と異な
る場合には、変更日を含む１か月分の就業不能給付
金の支払金額は、変更前後のそれぞれの日数に対し
て、日割計算表（別表３ ★ ）より計算します。  

  ⑶ 就業不能見舞金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた特定
精神障害（別表２ ★ ）を
原因として就業不能見
舞金の支払事由に規定
する被保険者の状態に
該当したとき  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の特
定精神障害（別表２ ★ ）によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊３ からその日を含めて２年を経

過した後に入院を開始した場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊４ に、会社が、告知（第

18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の特定
精神障害（別表２ ★ ）によるものとみなしませ
ん。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の特定精神障害（別表２ ★ ）によるも
のとみなしません。  

  ② 被保険者が、保険期間
中に就業不能見舞金の
支払事由に定める入院
を開始した場合で、そ
の入院が保険期間満了
日を含んで継続したと
き  

  その継続した入院について、保険期間満了後も保険
期間中の入院とみなします。
  （注） この規定による就業不能見舞金の支払いは１

回限りとします。  

  ③ 被保険者が、保険期間
中に、就業不能見舞金
の支払事由に定める入
院を２回以上したとき

    

  「入院」の退院日 ＊６ の翌日から、その日を含めて「次
の入院」の開始日までの期間に応じ、次のとおり取
り扱います。
  ア．120日以下

  「入院」と「次の入院」を１回の入院とみなし
ます。

  イ．121日以上
  「次の入院」を新たな入院とみなします。  

 第２条  補足説明

＊３ 責任開始の日
第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活が行
われたときは、最終の復活の日
とします。

  ＊４ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  

  ⑵ 就業不能給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた傷害
または疾病 ＊２ を原因と
して就業不能給付金の
支払事由に規定する被
保険者の状態に該当し
たとき

    
   
   
   
   

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病 ＊２ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊３ からその日を含めて２年を経

過した後に就業不能状態（別表１ ★ ）に該当し
た場合

  イ．この保険契約の締結の際 ＊４ に、会社が、告知（第
18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊２ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊２ によるものとみなしません。  

  ② 被保険者が、保険期間
中に就業不能状態（別
表１ ★ ）に該当した場合
で、保険期間満了日に、
その状態が120日継続
していないために第１
回就業不能給付金が支
払われないとき  

  保険期間満了後も引き続きその状態が継続し、その
状態に該当した日からその日を含めて120日継続
したときは、保険期間満了日にその状態が120日
継続したものとします。
      （注） 第２回以後の就業不能給付金は支払われませ

ん。  

  ③ 保険期間中に就業不能
状態（別表１ ★ ）の期間
が断続してあるとき

    
   
   
   
   

  「就業不能状態」に該当した最終の日の翌日から、
その日を含めて「次の就業不能状態」に該当した日
までの期間に応じ、次のとおり取り扱います。
  ア．120日以下

  「就業不能状態」と「次の就業不能状態」を継
続した就業不能状態とみなします。(注１)

  イ．121日以上
   「次の就業不能状態」を新たな就業不能状態と

みなします。(注２)
    (注１) 「就業不能状態」に該当した最終の日の翌日

から、その日を含めて「次の就業不能状態」
に該当した日の前日までの期間は就業不能給
付金の支払対象ではありません。

  (注２) 被保険者が、保険期間中に本条の１．に定め
る第１回就業不能給付金の支払事由に新たに
該当し第１回就業不能給付金を支払うべきと
きは、第１回就業不能給付金を支払います。
この場合、第２回以後の就業不能給付金の支
払いについては、本条の１．の規定を適用し
ます。  

  ④ 就業不能給付金の支払
限度

    
   
   
   
   

  通算して、就業不能給付金月額の120倍に相当す
る金額とします。
  なお、就業不能給付金月額が減額されたときは、減
額後の就業不能給付金月額に基づいて計算した金額
とします。この場合、支払限度の判定にあたっては、
減額前に支払われた就業不能給付金の金額につい
て、減額割合と同じ割合で減じて取り扱います（１
円未満の端数が生じたときは、これを四捨五入しま
す）。    
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 第２条  補足説明

  ＊５ 第１回就業不能給付金の支
払事由に該当した日の応当
日（月単位）

  保険期間中の毎月の第１回就業
不能給付金の支払事由に該当し
た日に対応する日をいいます。
なお、第１回就業不能給付金の
支払事由に該当した日の応当日
がない月の場合には、その月の
末日とします。

  ＊６ 退院日
  特定精神障害（別表２ ★ ）の治
療が退院日よりも前に終了した
ときは、その治療が終了した日
とします。

  項　目    内　容  

  ⑤ 第２回以後の就業不能
給付金が支払われるべ
き就業不能状態の継続
期間中に、就業不能給
付金月額が減額された
とき

    

  就業不能給付金月額が減額された日以後の就業不能
状態に対する就業不能給付金の支払金額は、減額後
の就業不能給付金月額に基づいて計算します。
  なお、就業不能給付金月額が減額された日が、第１
回就業不能給付金の支払事由に該当した日の応当日

（月単位） ＊５ の翌日と異なる場合には、就業不能給
付金月額が減額された日を含む１か月分の就業不能
給付金の支払金額は、減額前後のそれぞれの日数に
対して、日割計算表（別表３ ★ ）により計算します。  

  ⑥ 第２回以後の就業不能
給付金が支払われるべ
き就業不能状態の継続
期間中に、就業不能給
付金受取人が変更され
たとき

    

  変更日以後の就業不能状態に対する就業不能給付金
は、変更後の就業不能給付金受取人に支払います。
  なお、変更日が、第１回就業不能給付金の支払事由
に該当した日の応当日（月単位） ＊５ の翌日と異な
る場合には、変更日を含む１か月分の就業不能給付
金の支払金額は、変更前後のそれぞれの日数に対し
て、日割計算表（別表３ ★ ）より計算します。  

  ⑶ 就業不能見舞金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた特定
精神障害（別表２ ★ ）を
原因として就業不能見
舞金の支払事由に規定
する被保険者の状態に
該当したとき  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の特
定精神障害（別表２ ★ ）によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊３ からその日を含めて２年を経

過した後に入院を開始した場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊４ に、会社が、告知（第

18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の特定
精神障害（別表２ ★ ）によるものとみなしませ
ん。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の特定精神障害（別表２ ★ ）によるも
のとみなしません。  

  ② 被保険者が、保険期間
中に就業不能見舞金の
支払事由に定める入院
を開始した場合で、そ
の入院が保険期間満了
日を含んで継続したと
き  

  その継続した入院について、保険期間満了後も保険
期間中の入院とみなします。
  （注） この規定による就業不能見舞金の支払いは１

回限りとします。  

  ③ 被保険者が、保険期間
中に、就業不能見舞金
の支払事由に定める入
院を２回以上したとき

    

  「入院」の退院日 ＊６ の翌日から、その日を含めて「次
の入院」の開始日までの期間に応じ、次のとおり取
り扱います。
  ア．120日以下

  「入院」と「次の入院」を１回の入院とみなし
ます。

  イ．121日以上
  「次の入院」を新たな入院とみなします。  

 第２条  補足説明

＊３ 責任開始の日
第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活が行
われたときは、最終の復活の日
とします。

  ＊４ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  

  ⑵ 就業不能給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた傷害
または疾病 ＊２ を原因と
して就業不能給付金の
支払事由に規定する被
保険者の状態に該当し
たとき

    
   
   
   
   

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病 ＊２ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊３ からその日を含めて２年を経

過した後に就業不能状態（別表１ ★ ）に該当し
た場合

  イ．この保険契約の締結の際 ＊４ に、会社が、告知（第
18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊２ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊２ によるものとみなしません。  

  ② 被保険者が、保険期間
中に就業不能状態（別
表１ ★ ）に該当した場合
で、保険期間満了日に、
その状態が120日継続
していないために第１
回就業不能給付金が支
払われないとき  

  保険期間満了後も引き続きその状態が継続し、その
状態に該当した日からその日を含めて120日継続
したときは、保険期間満了日にその状態が120日
継続したものとします。
      （注） 第２回以後の就業不能給付金は支払われませ

ん。  

  ③ 保険期間中に就業不能
状態（別表１ ★ ）の期間
が断続してあるとき

    
   
   
   
   

  「就業不能状態」に該当した最終の日の翌日から、
その日を含めて「次の就業不能状態」に該当した日
までの期間に応じ、次のとおり取り扱います。
  ア．120日以下

  「就業不能状態」と「次の就業不能状態」を継
続した就業不能状態とみなします。(注１)

  イ．121日以上
   「次の就業不能状態」を新たな就業不能状態と

みなします。(注２)
    (注１) 「就業不能状態」に該当した最終の日の翌日

から、その日を含めて「次の就業不能状態」
に該当した日の前日までの期間は就業不能給
付金の支払対象ではありません。

  (注２) 被保険者が、保険期間中に本条の１．に定め
る第１回就業不能給付金の支払事由に新たに
該当し第１回就業不能給付金を支払うべきと
きは、第１回就業不能給付金を支払います。
この場合、第２回以後の就業不能給付金の支
払いについては、本条の１．の規定を適用し
ます。  

  ④ 就業不能給付金の支払
限度

    
   
   
   
   

  通算して、就業不能給付金月額の120倍に相当す
る金額とします。
  なお、就業不能給付金月額が減額されたときは、減
額後の就業不能給付金月額に基づいて計算した金額
とします。この場合、支払限度の判定にあたっては、
減額前に支払われた就業不能給付金の金額につい
て、減額割合と同じ割合で減じて取り扱います（１
円未満の端数が生じたときは、これを四捨五入しま
す）。    

315

約

款

５
年
ご
と
利
差
配
当
付
所
得
保
障
保
険
（
返
戻
金
な
し
型
）



      免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）  

  

就
業
不
能
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって就業不能状態（別表１ ★ )になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見

のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第15条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって就業不
能給付金の支払事由が
生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、就業不能給付金の金額の一部または全部を支払
います。  

  ⑵ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑶ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡給付金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊３ を支払います。た
だし、保険契約者が故意に被保険者を死亡させ
たときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表１（P.332参照）  

   ３ 給付金等の支払請求手続について

   第４条  給付金・見舞金の支払請求手続

  １．給付金または見舞金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはそ
の受取人は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金または見舞金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
10 ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確

   第３条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  ＊３ 責任準備金
  就業不能給付金月額を限度とし
ます。

   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  項　目    内　容  

  ④ 被保険者が、特定精神
障害（別表２ ★ ）により、
保険期間満了後に転入
院または再入院したと
き  

  転入院または再入院したことを証明する書類があ
り、かつ、退院日の当日または翌日に転入院または
再入院したときは、１回の入院とみなします。  

  ⑤ 特 定 精 神 障 害（ 別 表
２ ★ ）以外の事由を直接
の原因とする入院中に、
特 定 精 神 障 害（ 別 表
２ ★ ）の治療を目的とす
る入院の期間があると
き  

  その期間が開始した日をもって特定精神障害（別表
２ ★ ）の治療を目的とする入院を開始したものとし
て取り扱います。  

  ⑥ 継続した入院中に、特
定精神障害（別表２ ★ ）
の治療を目的とする入
院の期間が断続してあ
るとき  

  その特定精神障害（別表２ ★ ）の治療を目的とする
断続した入院は、継続した入院とみなします。  

  ⑦ 被保険者が、就業不能
見舞金が支払われた最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
以内に、就業不能見舞
金の支払事由に定める
入院をしたとき  

  その入院が120日継続しても就業不能見舞金を支
払いません。ただし、その入院について、就業不能
見舞金が支払われた最終の支払事由該当日からその
日を含めて２年を経過した日の翌日以後120日継
続した場合は、「１回の入院につき就業不能給付金
月額」を支払う旨の規定にかかわらず、就業不能見
舞金を支払います。  

  ⑧ 被保険者が、就業不能
見舞金が支払われた最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
を経過した日の翌日以
後に、本条の２．－⑶
－③－イ．に定める新
たな入院を開始したと
き    

  その入院が120日継続した場合は、本条の１．の
規定を適用し、就業不能見舞金を支払います。  

  ⑷ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ★別表１（P.332参照）、  別表２（P.332参照）  、別表３（P.332参照）、 別表４（P.333参照）、
別表６（P.333参照） 

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金を支払いません。

316



      免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）  

  

就
業
不
能
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって就業不能状態（別表１ ★ )になったとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見

のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第15条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって就業不
能給付金の支払事由が
生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、就業不能給付金の金額の一部または全部を支払
います。  

  ⑵ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑶ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡給付金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊３ を支払います。た
だし、保険契約者が故意に被保険者を死亡させ
たときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

  ★別表１（P.332参照）  

   ３ 給付金等の支払請求手続について

   第４条  給付金・見舞金の支払請求手続

  １．給付金または見舞金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはそ
の受取人は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金または見舞金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
10 ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確

   第３条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  ＊３ 責任準備金
  就業不能給付金月額を限度とし
ます。

   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  項　目    内　容  

  ④ 被保険者が、特定精神
障害（別表２ ★ ）により、
保険期間満了後に転入
院または再入院したと
き  

  転入院または再入院したことを証明する書類があ
り、かつ、退院日の当日または翌日に転入院または
再入院したときは、１回の入院とみなします。  

  ⑤ 特 定 精 神 障 害（ 別 表
２ ★ ）以外の事由を直接
の原因とする入院中に、
特 定 精 神 障 害（ 別 表
２ ★ ）の治療を目的とす
る入院の期間があると
き  

  その期間が開始した日をもって特定精神障害（別表
２ ★ ）の治療を目的とする入院を開始したものとし
て取り扱います。  

  ⑥ 継続した入院中に、特
定精神障害（別表２ ★ ）
の治療を目的とする入
院の期間が断続してあ
るとき  

  その特定精神障害（別表２ ★ ）の治療を目的とする
断続した入院は、継続した入院とみなします。  

  ⑦ 被保険者が、就業不能
見舞金が支払われた最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
以内に、就業不能見舞
金の支払事由に定める
入院をしたとき  

  その入院が120日継続しても就業不能見舞金を支
払いません。ただし、その入院について、就業不能
見舞金が支払われた最終の支払事由該当日からその
日を含めて２年を経過した日の翌日以後120日継
続した場合は、「１回の入院につき就業不能給付金
月額」を支払う旨の規定にかかわらず、就業不能見
舞金を支払います。  

  ⑧ 被保険者が、就業不能
見舞金が支払われた最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
を経過した日の翌日以
後に、本条の２．－⑶
－③－イ．に定める新
たな入院を開始したと
き    

  その入院が120日継続した場合は、本条の１．の
規定を適用し、就業不能見舞金を支払います。  

  ⑷ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ★別表１（P.332参照）、  別表２（P.332参照）  、別表３（P.332参照）、 別表４（P.333参照）、
別表６（P.333参照） 

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金を支払いません。
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 第５条  補足説明

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

   第７条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第15条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡給付金受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始された
ことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定め
る事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検
察等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、給付金または見舞金の受取
人（給付金または見舞金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知し
ます。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金もしく
は見舞金の受取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかっ
たとき ＊３ は、会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、
その間は給付金または見舞金を支払いません。

  ★別表10（P.336参照）  

   ４ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第６条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、
死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。

   ５ 保険料の払込免除について

   第７条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第10条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第８条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除　

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表８ ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除　
　
　

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表９ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表８ ★ ）になっ
たとき  

認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける

従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表10 ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表10（P.336参照）  

   第５条  給付金・見舞金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
て５営業日以内に、会社の本社で給付金または見舞金を支払います。

  ２．会社は、給付金または見舞金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合に
おいて、保険契約の締結時から給付金または見舞金の請求時までに会社に提出さ
れた書類だけでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確
認 ＊１ を行います。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、給付金または見舞
金を支払うべき期限は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、
その日を含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金または見舞金の支払事由（第
２条）発生の有無の確認が必要な
場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金または見舞金支払いの免責
事由（第３条）に該当する可能性
がある場合  

  給付金または見舞金の支払事由が発生
した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第19条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第21
条）、詐欺（第16条）または不法
取得目的（第17条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第21条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡給付金
受取人の保険契約締結の目的もしくは
給付金・見舞金請求の意図に関する保
険契約の締結時から給付金・見舞金請
求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金または見舞金を
支払うべき期限は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、そ
の日を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

 第４条  補足説明

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。
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 第５条  補足説明

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

   第７条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第15条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡給付金受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始された
ことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定め
る事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検
察等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、給付金または見舞金の受取
人（給付金または見舞金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知し
ます。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金もしく
は見舞金の受取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかっ
たとき ＊３ は、会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、
その間は給付金または見舞金を支払いません。

  ★別表10（P.336参照）  

   ４ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第６条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、
死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。

   ５ 保険料の払込免除について

   第７条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第10条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第８条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  
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  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表８ ★ ）になったとき  
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  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表９ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表８ ★ ）になっ
たとき  

認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける

従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表10 ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表10（P.336参照）  

   第５条  給付金・見舞金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
て５営業日以内に、会社の本社で給付金または見舞金を支払います。

  ２．会社は、給付金または見舞金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合に
おいて、保険契約の締結時から給付金または見舞金の請求時までに会社に提出さ
れた書類だけでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確
認 ＊１ を行います。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、給付金または見舞
金を支払うべき期限は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、
その日を含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金または見舞金の支払事由（第
２条）発生の有無の確認が必要な
場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金または見舞金支払いの免責
事由（第３条）に該当する可能性
がある場合  

  給付金または見舞金の支払事由が発生
した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第19条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第21
条）、詐欺（第16条）または不法
取得目的（第17条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第21条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡給付金
受取人の保険契約締結の目的もしくは
給付金・見舞金請求の意図に関する保
険契約の締結時から給付金・見舞金請
求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金または見舞金を
支払うべき期限は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、そ
の日を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

 第４条  補足説明

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。
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   第10条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表８ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表８（P.334参照）  

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について

   第９条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表10 ★ ）
をすみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（給付金・見舞金の支
払時期）の規定を準用します。

  ★別表10（P.336参照）  

   ７ 保険料の払込みについて

   第10条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第11条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

 第７条  補足説明

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表８ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表９ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表８ ★ ）になったとき  

  ⑵ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表８ ★ ）になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  ② その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第10
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表８（P.334参照）、別表９（P.335参照）  

   第８条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除  　

高
度
障
害
状
態
に
よ
る

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表８ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  
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   第10条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表８ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表８（P.334参照）  

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について

   第９条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表10 ★ ）
をすみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（給付金・見舞金の支
払時期）の規定を準用します。

  ★別表10（P.336参照）  

   ７ 保険料の払込みについて

   第10条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第11条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

 第７条  補足説明

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表８ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表９ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表８ ★ ）になったとき  

  ⑵ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表８ ★ ）になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  ② その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第10
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表８（P.334参照）、別表９（P.335参照）  

   第８条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除  　

高
度
障
害
状
態
に
よ
る

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表８ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  
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   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第15条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
10条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 死亡給付金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

   ８ 失効と復活について

   第14条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第10条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第15条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第14条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第18条）および告知義務違反による解除（第19条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   ９ 取消しと無効について

   第16条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第15条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第11条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第11条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
10条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第10条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第10条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第12条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第10条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（死亡給付金を支払うときはその受取人）に払
い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第10条）までに、給付金もしくは見舞金の支払事由（第２条）または保
険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金または見舞金を
支払うとき  

  未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第13条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
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   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第15条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
10条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 死亡給付金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

   ８ 失効と復活について

   第14条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第10条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第15条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第14条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第18条）および告知義務違反による解除（第19条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   ９ 取消しと無効について

   第16条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第15条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第11条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第11条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
10条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第10条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第10条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第12条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第10条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（死亡給付金を支払うときはその受取人）に払
い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第10条）までに、給付金もしくは見舞金の支払事由（第２条）または保
険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金または見舞金を
支払うとき  

  未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第13条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
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   第20条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   第21条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金もしくは
見舞金または保険料の払込免除
をいいます。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第15条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第18条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第18条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金もしくは見舞金の支払
事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その
期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第18条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第21条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、給付金もしくは見舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第７条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することがで
きます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間
に、給付金もしくは見舞金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていた
ときは、その給付金もしくは見舞金の支払いまたは保険料の払込免除について、
会社は、次のとおり取り扱います。

   第17条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
15条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金または見舞金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金または見舞金を不法に取得させる目的  

   10 告知義務と解除について

   第18条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第15条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金もしくは見舞金の支払事
由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重
要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知すること
を必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第19条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第15条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第18条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、給付金もしくは見舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第７条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除すること
ができます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または見舞金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または見舞金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金もしくは見舞金の支払事由または保険料
の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者または死亡給付金受取人が証明したときは、会社は、給付金もしく
は見舞金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または死亡給付金受
取人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第20条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第19条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。
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   第20条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   第21条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金もしくは
見舞金または保険料の払込免除
をいいます。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第15条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第18条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第18条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金もしくは見舞金の支払
事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その
期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第18条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第21条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、給付金もしくは見舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第７条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することがで
きます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間
に、給付金もしくは見舞金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていた
ときは、その給付金もしくは見舞金の支払いまたは保険料の払込免除について、
会社は、次のとおり取り扱います。

   第17条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
15条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金または見舞金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金または見舞金を不法に取得させる目的  

   10 告知義務と解除について

   第18条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第15条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金もしくは見舞金の支払事
由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重
要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知すること
を必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第19条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第15条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第18条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、給付金もしくは見舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第７条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除すること
ができます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または見舞金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または見舞金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金もしくは見舞金の支払事由または保険料
の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者または死亡給付金受取人が証明したときは、会社は、給付金もしく
は見舞金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または死亡給付金受
取人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第20条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第19条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。
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   第27条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

  ⑴ 給付金の支払事由（第２条）に該当したときまたは免責事由（第３条)に該
当したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第19条）または重大事由（第21条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第23条）または解約（第24条）されたとき  

   第27条  給付金または見舞金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす給付金または見舞金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期
間が経過するまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払
い、かつ会社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じま
せん。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、死亡給付金の支払事由（第
２条）が生じ、会社が死亡給付金を支払うべきときは、支払うべき金額の限度で、
本条の２．の金額を債権者等に支払い、その残額を死亡給付金受取人に支払いま
す。

   13 給付金等の受取人および保険契約者について

   第28条  会社への通知による給付金または見舞金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
金または見舞金の受取人を変更することができます。ただし、就業不能給付金受
取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、給付金または見舞金の支
払事由（第２条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる部分に
ついては、受取人を変更することはできません。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の給付金または見舞金の受取人に
給付金または見舞金を支払ったときは、その支払い後に変更後の受取人から給付
金または見舞金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第29条  遺言による給付金または見舞金の受取人の変更

  １．第28条（会社への通知による給付金または見舞金の受取人の変更）の１．に定
めるほか、保険契約者は、法律上有効な遺言により、給付金または見舞金の受取
人を変更することができます。ただし、就業不能給付金受取人は、保険契約者ま
たは被保険者に限ります。また、給付金または見舞金の支払事由（第２条）が発
生した場合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、受取人を変
更することはできません。

  ２．本条の１．の給付金または見舞金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、
その効力を生じません。

  ３．本条の１．および２．による給付金または見舞金の受取人の変更は、保険契約者
が死亡した後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗
することができません。

 第21条  補足説明

  ＊２ 給付金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

   第26条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
10条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

  ⑴ 給付金 ＊２ または見舞金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金 ＊２ または見舞金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第19条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   11 契約内容の変更等について

   第22条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第10条（保険料の払込み）および第11条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第10条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第23条  就業不能給付金月額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって就業不能給付金月額を減額 ★ することができます。
ただし、会社は、減額後の就業不能給付金月額が会社の定める限度を下回る減額
は取り扱いません。

  ２．就業不能給付金月額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第24条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 就業不能給付金月額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接

続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を
含みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   12 解約等について

   第24条  保険契約の解約

  保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求★すること
ができます。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第25条  返戻金

  この保険契約には返戻金はありません。

   第26条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第７条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡給付金を支払うときはそ
の受取人に支払います。
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   第27条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

  ⑴ 給付金の支払事由（第２条）に該当したときまたは免責事由（第３条)に該
当したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第19条）または重大事由（第21条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第23条）または解約（第24条）されたとき  

   第27条  給付金または見舞金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす給付金または見舞金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期
間が経過するまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払
い、かつ会社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じま
せん。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、死亡給付金の支払事由（第
２条）が生じ、会社が死亡給付金を支払うべきときは、支払うべき金額の限度で、
本条の２．の金額を債権者等に支払い、その残額を死亡給付金受取人に支払いま
す。

   13 給付金等の受取人および保険契約者について

   第28条  会社への通知による給付金または見舞金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
金または見舞金の受取人を変更することができます。ただし、就業不能給付金受
取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、給付金または見舞金の支
払事由（第２条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる部分に
ついては、受取人を変更することはできません。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の給付金または見舞金の受取人に
給付金または見舞金を支払ったときは、その支払い後に変更後の受取人から給付
金または見舞金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第29条  遺言による給付金または見舞金の受取人の変更

  １．第28条（会社への通知による給付金または見舞金の受取人の変更）の１．に定
めるほか、保険契約者は、法律上有効な遺言により、給付金または見舞金の受取
人を変更することができます。ただし、就業不能給付金受取人は、保険契約者ま
たは被保険者に限ります。また、給付金または見舞金の支払事由（第２条）が発
生した場合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、受取人を変
更することはできません。

  ２．本条の１．の給付金または見舞金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、
その効力を生じません。

  ３．本条の１．および２．による給付金または見舞金の受取人の変更は、保険契約者
が死亡した後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗
することができません。

 第21条  補足説明

  ＊２ 給付金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

   第26条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
10条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

  ⑴ 給付金 ＊２ または見舞金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金 ＊２ または見舞金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第19条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   11 契約内容の変更等について

   第22条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第10条（保険料の払込み）および第11条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第10条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第23条  就業不能給付金月額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって就業不能給付金月額を減額 ★ することができます。
ただし、会社は、減額後の就業不能給付金月額が会社の定める限度を下回る減額
は取り扱いません。

  ２．就業不能給付金月額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第24条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 就業不能給付金月額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接

続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を
含みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   12 解約等について

   第24条  保険契約の解約

  保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求★すること
ができます。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第25条  返戻金

  この保険契約には返戻金はありません。

   第26条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第７条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡給付金を支払うときはそ
の受取人に支払います。
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   第36条  補足説明

  ＊１ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   15 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第36条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約成立日（第
１条）の５年ごとの応当日が到来
する保険契約  

  ① その５年ごと応当日から、社員配
当金の全額を会社の定める利率に
よる利息をつけて積み立てます。
ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日の前日
までの保険料がすべて払い込まれ
ている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当
金は、次のとおり支払います。
  ア．死亡給付金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により

保険契約が消滅するときは、
保険契約者に支払います。

  ウ．保険契約者から請求があった
ときは、保険契約者に支払い
ます。  

  ⑵ 次の事業年度中に保険期間が満了
する保険契約  

  保険契約者に支払います。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約成立日およ
び直前の５年ごと応当日からその
日を含めて１年を経過して、死亡
給付金の支払いにより消滅する保
険契約  

  死亡給付金とともにその受取人に支払
います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約成立日から
その日を含めて２年および直前の
５年ごと応当日からその日を含め
て１年を経過して、⑵または⑶以
外の事由により消滅する保険契
約 ＊１   

  保険契約者に支払います｡  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第５
条（給付金・見舞金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   16 その他

   第37条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第38条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また

   第33条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第30条  給付金または見舞金の受取人の死亡

  １．給付金または見舞金の受取人が給付金または見舞金の支払事由（第２条）の発生
以前に死亡したときは、その法定相続人を受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により給付金または見舞金の受取人となった者が死亡した場合
で、この者に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により受取人となっ
た者のうち生存している他の受取人を受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により給付金または見舞金の受取人となった者が２人以上
いるときは、その受取割合は均等とします。

   第31条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第32条  保険契約者の代表者および給付金または見舞金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。就業不能給付金または就業不能見舞金についても同様としま
す。

   14 契約年齢の計算等について

   第33条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第34条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第33条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは給付金額を調整して処理します。

   第35条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または給付金額を調整し
て処理します。
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   第36条  補足説明

  ＊１ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   15 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第36条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約成立日（第
１条）の５年ごとの応当日が到来
する保険契約  

  ① その５年ごと応当日から、社員配
当金の全額を会社の定める利率に
よる利息をつけて積み立てます。
ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日の前日
までの保険料がすべて払い込まれ
ている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当
金は、次のとおり支払います。
  ア．死亡給付金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により

保険契約が消滅するときは、
保険契約者に支払います。

  ウ．保険契約者から請求があった
ときは、保険契約者に支払い
ます。  

  ⑵ 次の事業年度中に保険期間が満了
する保険契約  

  保険契約者に支払います。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約成立日およ
び直前の５年ごと応当日からその
日を含めて１年を経過して、死亡
給付金の支払いにより消滅する保
険契約  

  死亡給付金とともにその受取人に支払
います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約成立日から
その日を含めて２年および直前の
５年ごと応当日からその日を含め
て１年を経過して、⑵または⑶以
外の事由により消滅する保険契
約 ＊１   

  保険契約者に支払います｡  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第５
条（給付金・見舞金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   16 その他

   第37条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第38条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また

   第33条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第30条  給付金または見舞金の受取人の死亡

  １．給付金または見舞金の受取人が給付金または見舞金の支払事由（第２条）の発生
以前に死亡したときは、その法定相続人を受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により給付金または見舞金の受取人となった者が死亡した場合
で、この者に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により受取人となっ
た者のうち生存している他の受取人を受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により給付金または見舞金の受取人となった者が２人以上
いるときは、その受取割合は均等とします。

   第31条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第32条  保険契約者の代表者および給付金または見舞金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。就業不能給付金または就業不能見舞金についても同様としま
す。

   14 契約年齢の計算等について

   第33条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第34条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第33条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは給付金額を調整して処理します。

   第35条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または給付金額を調整し
て処理します。
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     ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第14条）は、第15条（保険契約の復活）
の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表８（P.334参照）、別表11（P.336参照）  

   第39条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第１条）
の応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第41条  補足説明

  ＊１ 就業不能給付金受取人
  就業不能給付金受取人が２人以
上いるときは、その代表者とし
ます。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第42条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  ＊２ 特定高度障害状態
  高度障害状態（別表８ ★ ）のう
ち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。
  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所

または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第39条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の給付金の支払事由（第２条）にかかわる次のいずれかの
事由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがありま
す。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第24条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第40条  時効

  給付金・見舞金（第２条）、保険料の払込免除（第７条）または社員配当金（第
36条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使できるようになっ
た時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第41条  管轄裁判所

  １．この保険契約における就業不能給付金または就業不能見舞金の請求に関する訴訟
については、会社の本社の所在地または就業不能給付金受取人 ＊１ の住所地と同一
の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁
判所とします。

  ２．この保険契約における死亡給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、本条の１．の規定を準用します。

   17 特則について

   第42条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴および⑵のうち１つまたは２つの特
別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを免除（第７条）しません。ただし、
感染症（別表11 ★ ）によって特定高度障害状態 ＊２ になったときは、保険料
の払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
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別表４　入院
  「入院」とは、医師（注１）による治療（注２）が必要であり、かつ自宅等での治療（注２）が困難なため、病院または診療所（別
表６）に入り、常に医師（注１）の管理下において治療（注２）に専念することをいいます。ただし、入院時の医学的水準、医
学的常識に照らし、客観的、合理的な入院に限ります。なお、次の⑴から⑶などは入院には該当しません。

  ⑴ 美容整形のための入院
  ⑵ 正常分娩のための入院
  ⑶ 治療処置を伴わない人間ドック検査のための入院  

  注
  １．四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関しては、柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます。
  ２．柔道整復師による施術を含みます。

  別表５　在宅療養
  「在宅療養」とは、次の⑴から⑶のすべてを満たすものをいいます。（注１）

  ⑴ 日常生活が著しい制限を受けるかまたは日常生活に著しい制限を加えることを要する状態（注２）であること
  ⑵ 日本の医師の資格を持つ者の指示に基づいて、病院または診療所（別表６）を除く日本国内の居宅等の場所で治療、養生

に専念していること
  ⑶ 公的医療保険制度（別表７）に基づく医科診療報酬点数表において、次の①から④のいずれかの算定対象となる診療行為（以

下「特定診療行為」といいます。）を受けていること（注３）
  ① 特定疾患療養管理料
  ② 特定疾患治療管理料
  ③ 在宅療養指導管理料
  ④ リハビリテーション料  

  注
  １．次の⑴から⑶の期間中のものに限ります。また、⑴から⑶のそれぞれの期間について、120日を超える場合、その期間中は

在宅療養をしていないものとみなします。

  ⑴ 就業不能給付金の支払事由に定める入院（別表５において、「入院」といいます。）の退院日の翌日からその日を含めて、
特定診療行為を受けた日までの期間

  ⑵ 特定診療行為を受けた日からその日を含めて、次の特定診療行為を受ける日までの期間（その次に特定診療行為を受けた
場合は、直前の特定診療行為を受けた日からその日を含めて、その特定診療行為を受けた日までの期間とし、それ以後、
特定診療行為を受けた場合についても同様とします。）

  ⑶ 特定診療行為を受けた日からその日を含めて、入院の開始日の前日までの期間  

  ２．次の⑴から⑺の項目中、４項目以上が自力では困難な状態をいいます（補助具・自助具を用いなければ困難な状態を含みま
す）。
  ⑴ 食物の摂取
  ⑵ 排便または排尿
  ⑶ 排便または排尿後の拭き取り始末
  ⑷ 上衣の着脱またはズボン等の着脱
  ⑸ 起居
  ⑹ 歩行
  ⑺ 浴槽の出入りまたは洗身

  ３．入院中に特定診療行為を受けた場合で、その入院開始日の前日以前120日または退院日の翌日以後120日の期間内に特定
診療行為がないときは、その入院の入院開始日および退院日に特定診療行為を受けたものとみなして取り扱います。

  別表６　病院または診療所
  「病院または診療所」とは、次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所（四肢における骨折、脱臼、捻挫ま

たは打撲に関し施術を受けるため、柔道整復師法に定める施術所に収容されたときは、その施術所を含みます。）
  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設

   別表１　就業不能状態
  就業不能状態とは、入院（別表４）または在宅療養（別表５）をしており、職種を問わず、すべての業務に従事できない状態を
いいます。

  別表２　特定精神障害
  「特定精神障害」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容につい
ては、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10(2003年版)準拠」によるものとします。

  特定精神障害
の種類  

  分類項目  
  基本分類表

番号  

  精神および行動の
障害
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
    

  ◎症状性を含む器質性精神障害    F00－F09  
  ◎精神作用物質使用による精神および行動の障害（ただし、薬物依存を除きます。）    F10－F19

（ただし、F11.2、
F12.2、F13.2、
F14.2、F15.2、
F16.2、F18.2、
F19.2を 除 き ま
す。）  

  ◎統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害    F20－F29  
  ◎気分〔感情〕障害    F30－F39  
  ◎神経症性障害、ストレス関連障害および身体表現性障害    F40－F48  
  ◎生理的障害および身体的要因に関連した行動症候群（F50－F59）中の      
  　○摂食障害    F50  
  　○非器質性睡眠障害    F51  
  　○性機能不全、器質性障害または疾病によらないもの    F52  
  　○産褥に関連した精神および行動の障害、他に分類されないもの    F53  
  　○他に分類される障害又は疾病に関連する心理的又は行動的要因    F54  
  　○生理的障害および身体的要因に関連した詳細不明の行動症候群    F59  
  ◎成人の人格及び行動の障害
  ◎知的障害＜精神遅滞＞
  ◎心理的発達の障害
  ◎小児＜児童＞期および青年期に通常発症する行動および情緒の障害
  ◎詳細不明の精神障害  

  F60－F69
  F70－F79
  F80－F89
  F90－F98
    F99  

  神経系の疾患    ◎挿間性および発作性障害（G40－G47）中の      
  　〇睡眠障害      G47
  ◎神経系のその他の障害（G90－G99）中の      
  　○自律神経系の障害    G90  
  　○他に分類される疾患における神経系のその他の障害（G99）中の      
  　　・内分泌疾患および代謝疾患における自律神経ニューロパチー    G99.0  
  　　・他に分類されるその他の疾患における自律神経系のその他の障害    G99.1  

  
別表３　日割計算表
  次の算式によって計算される金額とします。

  （就業不能給付金月額×12÷365（注））×就業不能状態が継続した期間のうち１か月に満たない日数  

  注
  １円未満の端数が生じたときは、これを四捨五入します。
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別表４　入院
  「入院」とは、医師（注１）による治療（注２）が必要であり、かつ自宅等での治療（注２）が困難なため、病院または診療所（別
表６）に入り、常に医師（注１）の管理下において治療（注２）に専念することをいいます。ただし、入院時の医学的水準、医
学的常識に照らし、客観的、合理的な入院に限ります。なお、次の⑴から⑶などは入院には該当しません。

  ⑴ 美容整形のための入院
  ⑵ 正常分娩のための入院
  ⑶ 治療処置を伴わない人間ドック検査のための入院  

  注
  １．四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関しては、柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます。
  ２．柔道整復師による施術を含みます。

  別表５　在宅療養
  「在宅療養」とは、次の⑴から⑶のすべてを満たすものをいいます。（注１）

  ⑴ 日常生活が著しい制限を受けるかまたは日常生活に著しい制限を加えることを要する状態（注２）であること
  ⑵ 日本の医師の資格を持つ者の指示に基づいて、病院または診療所（別表６）を除く日本国内の居宅等の場所で治療、養生

に専念していること
  ⑶ 公的医療保険制度（別表７）に基づく医科診療報酬点数表において、次の①から④のいずれかの算定対象となる診療行為（以

下「特定診療行為」といいます。）を受けていること（注３）
  ① 特定疾患療養管理料
  ② 特定疾患治療管理料
  ③ 在宅療養指導管理料
  ④ リハビリテーション料  

  注
  １．次の⑴から⑶の期間中のものに限ります。また、⑴から⑶のそれぞれの期間について、120日を超える場合、その期間中は

在宅療養をしていないものとみなします。

  ⑴ 就業不能給付金の支払事由に定める入院（別表５において、「入院」といいます。）の退院日の翌日からその日を含めて、
特定診療行為を受けた日までの期間

  ⑵ 特定診療行為を受けた日からその日を含めて、次の特定診療行為を受ける日までの期間（その次に特定診療行為を受けた
場合は、直前の特定診療行為を受けた日からその日を含めて、その特定診療行為を受けた日までの期間とし、それ以後、
特定診療行為を受けた場合についても同様とします。）

  ⑶ 特定診療行為を受けた日からその日を含めて、入院の開始日の前日までの期間  

  ２．次の⑴から⑺の項目中、４項目以上が自力では困難な状態をいいます（補助具・自助具を用いなければ困難な状態を含みま
す）。
  ⑴ 食物の摂取
  ⑵ 排便または排尿
  ⑶ 排便または排尿後の拭き取り始末
  ⑷ 上衣の着脱またはズボン等の着脱
  ⑸ 起居
  ⑹ 歩行
  ⑺ 浴槽の出入りまたは洗身

  ３．入院中に特定診療行為を受けた場合で、その入院開始日の前日以前120日または退院日の翌日以後120日の期間内に特定
診療行為がないときは、その入院の入院開始日および退院日に特定診療行為を受けたものとみなして取り扱います。

  別表６　病院または診療所
  「病院または診療所」とは、次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所（四肢における骨折、脱臼、捻挫ま

たは打撲に関し施術を受けるため、柔道整復師法に定める施術所に収容されたときは、その施術所を含みます。）
  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設

   別表１　就業不能状態
  就業不能状態とは、入院（別表４）または在宅療養（別表５）をしており、職種を問わず、すべての業務に従事できない状態を
いいます。

  別表２　特定精神障害
  「特定精神障害」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容につい
ては、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10(2003年版)準拠」によるものとします。

  特定精神障害
の種類  

  分類項目  
  基本分類表

番号  

  精神および行動の
障害
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
    

  ◎症状性を含む器質性精神障害    F00－F09  
  ◎精神作用物質使用による精神および行動の障害（ただし、薬物依存を除きます。）    F10－F19

（ただし、F11.2、
F12.2、F13.2、
F14.2、F15.2、
F16.2、F18.2、
F19.2を 除 き ま
す。）  

  ◎統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害    F20－F29  
  ◎気分〔感情〕障害    F30－F39  
  ◎神経症性障害、ストレス関連障害および身体表現性障害    F40－F48  
  ◎生理的障害および身体的要因に関連した行動症候群（F50－F59）中の      
  　○摂食障害    F50  
  　○非器質性睡眠障害    F51  
  　○性機能不全、器質性障害または疾病によらないもの    F52  
  　○産褥に関連した精神および行動の障害、他に分類されないもの    F53  
  　○他に分類される障害又は疾病に関連する心理的又は行動的要因    F54  
  　○生理的障害および身体的要因に関連した詳細不明の行動症候群    F59  
  ◎成人の人格及び行動の障害
  ◎知的障害＜精神遅滞＞
  ◎心理的発達の障害
  ◎小児＜児童＞期および青年期に通常発症する行動および情緒の障害
  ◎詳細不明の精神障害  

  F60－F69
  F70－F79
  F80－F89
  F90－F98
    F99  

  神経系の疾患    ◎挿間性および発作性障害（G40－G47）中の      
  　〇睡眠障害      G47
  ◎神経系のその他の障害（G90－G99）中の      
  　○自律神経系の障害    G90  
  　○他に分類される疾患における神経系のその他の障害（G99）中の      
  　　・内分泌疾患および代謝疾患における自律神経ニューロパチー    G99.0  
  　　・他に分類されるその他の疾患における自律神経系のその他の障害    G99.1  

  
別表３　日割計算表
  次の算式によって計算される金額とします。

  （就業不能給付金月額×12÷365（注））×就業不能状態が継続した期間のうち１か月に満たない日数  

  注
  １円未満の端数が生じたときは、これを四捨五入します。
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分の１以下に制限された場合をいいます。
  ６．上・下肢の障害

  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、
または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表９　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用　語    定　義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入

または嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物

酔いならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性･食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  
表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表７　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表８　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）  

  の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
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分の１以下に制限された場合をいいます。
  ６．上・下肢の障害

  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、
または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表９　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用　語    定　義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入

または嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物

酔いならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性･食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  
表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表７　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表８　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）  

  の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
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  別表10　給付金・見舞金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．就業不能給付金の支払い  

  ⑴ 就業不能給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者の所得を証明する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 就業不能給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 就業不能給付金の受取人の印鑑証明書
⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．就業不能見舞金の支払い  

  ⑴ 就業不能見舞金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 就業不能見舞金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 就業不能見舞金の受取人の印鑑証明書
⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ４．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第７条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表９）
であることを証明する書類

⑶   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金・見舞金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師

に診断を行わせることがあります。
  ⑶ １．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

  別表11　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ  
  腸チフス  
  パラチフスＡ  
  細菌性赤痢  
  腸管出血性大腸菌感染症  
  ペスト  
  ジフテリア  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞  
  ラッサ熱  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病  
  痘瘡  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  A00  
  A01.0  
  A01.1  
  A03  

  A04.3  
  A20  
  A36  
  A80  

  A96.2  
  A98.0  
  A98.3  
  A98.4  
  B03  
  U04  

   

336



337

   別表１　入院給付金および入院初期重点給付金の支払対象となる入院 ………………………………………………………………………
  別表２　対象となる不慮の事故 ……………………………………………………………………………………………………………………
  別表３　病院または診療所…………………………………………………………………………………………………………………………
  別表４　手術給付金の支払対象となる「手術」…………………………………………………………………………………………………
  別表５　公的医療保険制度…………………………………………………………………………………………………………………………
  別表６　医科診療報酬点数表………………………………………………………………………………………………………………………
  別表７　歯科診療報酬点数表………………………………………………………………………………………………………………………
  別表８　先進医療……………………………………………………………………………………………………………………………………
  別表９　開頭脳手術、開胸心臓手術、がん組織摘出手術の定義　……………………………………………………………………………
  別表10　放射線治療給付金の支払対象となる診療行為　 ……………………………………………………………………………………
  別表11　１．支払対象となる悪性新生物および上皮内新生物 ………………………………………………………………………………

２．がんの定義 …………………………………………………………………………………………………………………………
３．がんの診断確定 ……………………………………………………………………………………………………………………
４．新生物の形態の性状コード ………………………………………………………………………………………………………

  別表12　特定検査給付金の支払対象となる特定検査 …………………………………………………………………………………………
  別表13　給付金・祝金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類 ……………………………………………………………
  別表14　対象となる高度障害状態および身体障害の状態 ……………………………………………………………………………………
  別表15　感染症 ……………………………………………………………………………………………………………………………………
  別表16　特定部位および指定疾病一覧表 ………………………………………………………………………………………………………   

  この保険の特色……………………………………………………

   １ 保険契約の型・入院給付金の支払限度の型について
   第１条 保険契約の型………………………………………
   第２条 入院給付金の支払限度の型………………………

   ２ 保障の開始について
   第３条 責任開始の時………………………………………

   ３ 給付金等の支払いについて
   第４条 給付金・祝金の支払い……………………………
   第５条 免責事由……………………………………………

   ４ 給付金等の支払請求手続について
   第６条 給付金・祝金の支払請求手続……………………
   第７条 給付金・祝金の支払時期…………………………

   ５ 死亡給付金の支払方法の選択について
   第８条 死亡給付金の支払方法の選択……………………

   ６ 健康祝金のすえ置き支払について
   第９条 健康祝金のすえ置き支払…………………………

   ７ 保険料の払込免除について
   第₁₀条 保険料の払込免除…………………………………
   第₁₁条 保険料の払込免除の免責事由……………………

   ８ 保険料の払込免除の請求手続について
   第₁₂条 保険料の払込免除の請求手続……………………

   ９ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について
   第₁₃条 保険料払込期間中の被保険者の死亡……………

   10 保険料の払込みについて
   第₁₄条 保険料の払込み……………………………………
   第₁₅条 保険料の払込方法（経路）………………………
   第₁₆条 払込期月中または猶予期間中に支払事由等

が生じた場合の取扱い……………………………
   第₁₇条 保険料の前納および予納…………………………

   11 失効と復活について
   第₁₈条 保険契約の失効……………………………………
   第₁₉条 保険契約の復活……………………………………

   12 取消しと無効について
   第₂₀条 詐欺による取消し…………………………………
   第₂₁条 不法取得目的による無効…………………………

   13 告知義務と解除について
   第₂₂条 告知義務……………………………………………
   第₂₃条 告知義務違反による解除…………………………
   第₂₄条 告知義務違反による解除ができないとき………
   第₂₅条 重大事由による解除………………………………

   14 契約内容の変更および更新等について
   第₂₆条 保険料払込方法の変更……………………………
   第₂₇条 保険契約の更新……………………………………
   第₂₈条 保険期間が終身の保険契約への変更……………
   第₂₉条 入院給付金日額の減額……………………………

   15 解約等について
   第₃₀条 保険契約の解約……………………………………
   第₃₁条 返戻金………………………………………………
   第₃₂条 保険料の未経過分に相当する返還金……………
   第₃₃条 給付金の受取人による保険契約の存続…………

   16 給付金の受取人および保険契約者について
   第₃₄条 会社への通知による給付金の受取人の変更……
   第₃₅条 遺言による給付金の受取人の変更………………
   第₃₆条 給付金の受取人の死亡……………………………
   第₃₇条 保険契約者の権利義務の承継……………………
   第₃₈条 保険契約者の代表者および給付金の受取人

の代表者……………………………………………

   17 契約年齢の計算等について
   第₃₉条 契約年齢の計算……………………………………
   第₄₀条 契約年齢の誤りの処理……………………………
   第₄₁条 性別の誤りの処理…………………………………

   18 社員配当金（保険契約者への配当）について
   第₄₂条 社員配当金の割当ておよび支払い………………

   19 その他
   第₄₃条 被保険者の業務の変更、転居および旅行………
   第₄₄条 保険契約者の住所の変更…………………………
   第₄₅条 法令等の改正等に伴う支払事由の変更…………
   第₄₆条 契約内容の登録……………………………………
   第₄₇条 時効…………………………………………………
   第₄₈条 管轄裁判所…………………………………………

   20 特則について
   第₄₉条 郵便等の方法により申込みを行う保険契約

の場合の特則………………………………………
   第₅₀条 特別条件を付ける場合の特則……………………
   第₅₁条 被指定契約がある場合の特則……………………   

   ５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）(2010)普通保険約款目次

337

368
368
369
369
369
369
369
369
370
370
370
371
371
371
371
372
373
374
375

338

338
338

339

339
346

347
348

348

349

349
350

351

351

351
351

352
352

353
353

353
353

354
354
354
355

356
356
357
359

359
359
360
360

360
361
361
361

361

361
362
362

362

363
363
363
364
364
364

364
365
366

約

款

５
年
ご
と
利
差
配
当
付
医
療
保
険
（
返
戻
金
な
し
型
）（
２
０
１
０
）



338

   ２ 保障の開始について

   第３条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第22条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第39条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ３ 給付金等の支払いについて

   第４条  給付金・祝金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または祝金の支払事由
が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または祝金をその受取人に支払
います。ただし、免責事由（第５条）に該当するときは支払いません。なお、給
付金または祝金の支払いに関しては、第１条（保険契約の型）の規定により選択
された保険契約の型に定められている給付金・祝金の種類に限ります。

          支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

入
院
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす入院（別表１ ★ ）をした
とき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする入院

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする入院

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
への入院

  ⑷ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院  

  １回の入院につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  （入院日数）  

  

入
院
給
付
金
受
取
人            

    第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第19条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 傷害
  責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）を直接
の原因とする傷害をいいます。

  ＊３ 疾病
  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存 Ａ は
含みません。なお、責任開始の
時 ＊１ 以後に生じた「不慮の事故

（別表２ ★ ）以外の外因」を直
接の原因とする傷害について
は、疾病とみなして取り扱いま
す。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
F11.2、F12.2、F13.2、
F14.2、F15.2、F16.2、
F18.2、F19.2に規定され
る内容によるものとし､ 薬
物には、モルヒネ、アヘン、
コカイン、大麻、精神刺激
薬、幻覚薬等を含みます。

  ＊４ 入院日数が１日
  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

  ５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）(2010)普通保険約款  
  （実施　平22.4.2 ／改正　平27.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    病気・けがによる所定の入院や手術等に対する保障  
  給付金等の種類    ⑴ 入院給付金

  ⑵ 入院初期重点給付金（保険契約の型がⅡ型・Ⅳ型の場合に限ります。）
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金
  ⑸ 特定検査給付金
  ⑹ 死亡給付金（保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保険料払込期間満了後の保険期間

中の場合に限ります。）
  ⑺ 健康祝金（保険契約の型がⅢ型・Ⅳ型の場合に限ります。）  

  配当タイプ    ５年ごと利差配当  
  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、

保険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 保険契約の型・入院給付金の支払限度の型について

   第１条  保険契約の型

  １．保険契約の型は、給付金・祝金の組合せにより、次のⅠ型からⅣ型の４つの型が
あります。保険契約者は、この保険契約締結の際、会社の取扱いの範囲内で、い
ずれか１つの型を選択することを必要とします。

保険契約の型
給付金・祝金

  Ⅰ型    Ⅱ型    Ⅲ型    Ⅳ型  

  入院給付金    ○    ○    ○    ○  
  入院初期重点給付金    －    ○    －    ○  
  手術給付金    ○    ○    ○    ○  
  放射線治療給付金    ○    ○    ○    ○  
  特定検査給付金    ○    ○    ○    ○  
  死亡給付金    ○    ○    ○    ○  
  健康祝金    －    －    ○    ○  
  （注）○：当該給付金・祝金が組み込まれていることを表します。

  ただし、死亡給付金については、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合に限ります。

  ２．本条の１．により選択された保険契約の型の変更は取り扱いません。

   第２条  入院給付金の支払限度の型

  １．入院給付金の支払限度の型は、１回の入院についての支払限度日数により、次の
60日型、90日型、120日型または360日型の４つの型があります。保険契約者は、
この保険契約締結の際、会社の取扱いの範囲内で、いずれか１つの型を選択する
ことを必要とします。

  支払限度の型    １回の入院についての支払限度日数  

  60日型    60日  
  90日型    90日  
  120日型    120日  
  360日型    360日  

  ２．本条の１．により選択された入院給付金の支払限度の型の変更は取り扱いません。
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   ２ 保障の開始について

   第３条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第22条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第39条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ３ 給付金等の支払いについて

   第４条  給付金・祝金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または祝金の支払事由
が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または祝金をその受取人に支払
います。ただし、免責事由（第５条）に該当するときは支払いません。なお、給
付金または祝金の支払いに関しては、第１条（保険契約の型）の規定により選択
された保険契約の型に定められている給付金・祝金の種類に限ります。

          支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

入
院
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす入院（別表１ ★ ）をした
とき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする入院

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする入院

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
への入院

  ⑷ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院  

  １回の入院につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  （入院日数）  

  

入
院
給
付
金
受
取
人            

    第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第19条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 傷害
  責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）を直接
の原因とする傷害をいいます。

  ＊３ 疾病
  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存 Ａ は
含みません。なお、責任開始の
時 ＊１ 以後に生じた「不慮の事故

（別表２ ★ ）以外の外因」を直
接の原因とする傷害について
は、疾病とみなして取り扱いま
す。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
F11.2、F12.2、F13.2、
F14.2、F15.2、F16.2、
F18.2、F19.2に規定され
る内容によるものとし､ 薬
物には、モルヒネ、アヘン、
コカイン、大麻、精神刺激
薬、幻覚薬等を含みます。

  ＊４ 入院日数が１日
  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

  ５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）(2010)普通保険約款  
  （実施　平22.4.2 ／改正　平27.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    病気・けがによる所定の入院や手術等に対する保障  
  給付金等の種類    ⑴ 入院給付金

  ⑵ 入院初期重点給付金（保険契約の型がⅡ型・Ⅳ型の場合に限ります。）
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金
  ⑸ 特定検査給付金
  ⑹ 死亡給付金（保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保険料払込期間満了後の保険期間

中の場合に限ります。）
  ⑺ 健康祝金（保険契約の型がⅢ型・Ⅳ型の場合に限ります。）  

  配当タイプ    ５年ごと利差配当  
  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、

保険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 保険契約の型・入院給付金の支払限度の型について

   第１条  保険契約の型

  １．保険契約の型は、給付金・祝金の組合せにより、次のⅠ型からⅣ型の４つの型が
あります。保険契約者は、この保険契約締結の際、会社の取扱いの範囲内で、い
ずれか１つの型を選択することを必要とします。

保険契約の型
給付金・祝金

  Ⅰ型    Ⅱ型    Ⅲ型    Ⅳ型  

  入院給付金    ○    ○    ○    ○  
  入院初期重点給付金    －    ○    －    ○  
  手術給付金    ○    ○    ○    ○  
  放射線治療給付金    ○    ○    ○    ○  
  特定検査給付金    ○    ○    ○    ○  
  死亡給付金    ○    ○    ○    ○  
  健康祝金    －    －    ○    ○  
  （注）○：当該給付金・祝金が組み込まれていることを表します。

  ただし、死亡給付金については、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合に限ります。

  ２．本条の１．により選択された保険契約の型の変更は取り扱いません。

   第２条  入院給付金の支払限度の型

  １．入院給付金の支払限度の型は、１回の入院についての支払限度日数により、次の
60日型、90日型、120日型または360日型の４つの型があります。保険契約者は、
この保険契約締結の際、会社の取扱いの範囲内で、いずれか１つの型を選択する
ことを必要とします。

  支払限度の型    １回の入院についての支払限度日数  

  60日型    60日  
  90日型    90日  
  120日型    120日  
  360日型    360日  

  ２．本条の１．により選択された入院給付金の支払限度の型の変更は取り扱いません。
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 第４条  補足説明

  ＊７ 医科診療報酬点数表に放射
線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に放射線治療料の
算定対象として列挙されている
診療行為のうち、医科診療報酬
点数表（診療行為を受けた時点
における医科診療報酬点数表に
限ります。）においても放射線
治療料の算定対象として列挙さ
れている診療行為を含みます。

  ＊８ 放射線照射
  放射線治療給付金の支払事由の
⑷－③に該当する放射線治療を
除きます。

          支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

手
術
給
付
金

  （注） 医科診療報酬点数表において一連の治療過程に連続して受け
た場合でも手術料が１回のみ算定されるものとして定められ
ている手術は、本条の２．－⑶－③の規定により、14日に１
回の給付を限度とします。    

  

入
院
給
付
金
受
取
人        

  

放
射
線
治
療
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に、次のす
べてを満たす診療行為（別表10 ★ ）

（以下「放射線治療」といいます。）
を受けたとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする診療行為

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする診療行為

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における診療行為

  ⑷ 次のいずれかに該当する診療行
為
  ① 医科診療報酬点数表に放射

線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為 ＊７ 

  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該
当する放射線照射または温
熱療法による診療行為    

  放射線治療１回につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  20
    

      ③ 上記①および②のうち、脳に
対する定位放射線照射または
脳に対する粒子線照射による
診療行為

    

  放射線治療１回につき、上記の
金額に次の金額を加算します。

  （入院給付金日額）
  ×
  20  

  （注） 本条の２．－⑷－②および本条の２．－⑷－③の規定により、
「放射線照射 ＊８ 」、「温熱療法」または「脳に対する定位放射線
照射および脳に対する粒子線照射」による診療行為それぞれ
につき、60日に１回の給付を限度とします。    

  

特
定
検
査
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす特定検査を受けたとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする特定検査

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする特定検査

  ⑶ 病院または診療所(別表３ ★ )に
おける特定検査

  ⑷ 別表12 ★ に定める特定検査    

  特定検査１回につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  ５  

  （注） 別表12 ★ の規定により、60日に１回の給付を限度とします。    

  

死
亡
給
付
金  

  保険期間が終身の保険契約の場合
で、被保険者が、保険料払込期間満
了後の保険期間中に死亡したとき
  （注） 保険料払込期間が終身の保険

契約の場合には、死亡給付金
はありません。  

  （入院給付金日額）
  ×
  10  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

          支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

入
院
初
期
重
点
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に入院給付
金が支払われる入院（別表１ ★ ）を
したとき
    

  １回の入院につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  （入院日数）  

  （注） 入院開始から入院日数
30日分を限度として入
院給付金に加えて支払い
ます。  

  

入
院
給
付
金
受
取
人              

手
術
給
付
金      

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす手術（別表４ ★ ）を受け
たとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする手術

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする手術

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における手術

  ⑷ 次のいずれかに該当する手術
  ① 公的医療保険制度（別表

５ ★ ）に基づく医科診療報
酬点数表（別表６ ★ ）（以
下「医科診療報酬点数表」
といいます。）に手術料の
算定対象として列挙されて
いる手術 ＊５ 
  ただし、次に定める手術は
除きます。 
  ア．創傷処理（創傷処理に

伴う縫合術を含みま
す。）

  イ．皮膚切開術
  ウ．デブリードマン
  エ．骨、軟骨、関節のいず

れかに対する整復術、
整復固定術、授動術の
うち非観血的または徒
手的なもの

  オ．外耳道異物除去術また
は鼻内異物摘出術

  カ．皮膚腫瘍または皮下腫
瘍の摘出術

  キ．会陰（陰門）切開およ
び縫合術（分娩時）ま
たは胎児外回転術

  ク．抜歯手術
  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該

当する手術 ＊６   

  手術１回につき、次のいずれか
の金額
  ⑴ 入院中に受けた手術

  （入院給付金日額）
  ×
20  

  ⑵ 入院中以外に受けた手術
  （入院給付金日額）

  ×
  ５
    

      ③ 上記①および②のうち、開頭
脳手術、開胸心臓手術または
が ん 組 織 摘 出 手 術（ 別 表
９ ★ ）に該当する手術

    

  手術１回につき、上記⑴または
⑵の金額に次の金額を加算しま
す。

  （入院給付金日額）
  ×
  20  

 第４条  補足説明

  ＊５ 医科診療報酬点数表に手術
料の算定対象として列挙さ
れている手術

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に手術料の算定対
象として列挙されている手術の
うち、医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点における医科診
療報酬点数表に限ります。）に
おいても手術料の算定対象とし
て列挙されている手術を含みま
す。

  ＊６ 先進医療に該当する手術
  放射線照射および温熱療法によ
る診療行為は含まれません。
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 第４条  補足説明

  ＊７ 医科診療報酬点数表に放射
線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に放射線治療料の
算定対象として列挙されている
診療行為のうち、医科診療報酬
点数表（診療行為を受けた時点
における医科診療報酬点数表に
限ります。）においても放射線
治療料の算定対象として列挙さ
れている診療行為を含みます。

  ＊８ 放射線照射
  放射線治療給付金の支払事由の
⑷－③に該当する放射線治療を
除きます。

          支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

手
術
給
付
金

  （注） 医科診療報酬点数表において一連の治療過程に連続して受け
た場合でも手術料が１回のみ算定されるものとして定められ
ている手術は、本条の２．－⑶－③の規定により、14日に１
回の給付を限度とします。    

  

入
院
給
付
金
受
取
人        

  

放
射
線
治
療
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に、次のす
べてを満たす診療行為（別表10 ★ ）

（以下「放射線治療」といいます。）
を受けたとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする診療行為

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする診療行為

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における診療行為

  ⑷ 次のいずれかに該当する診療行
為
  ① 医科診療報酬点数表に放射

線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為 ＊７ 

  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該
当する放射線照射または温
熱療法による診療行為    

  放射線治療１回につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  20
    

      ③ 上記①および②のうち、脳に
対する定位放射線照射または
脳に対する粒子線照射による
診療行為

    

  放射線治療１回につき、上記の
金額に次の金額を加算します。

  （入院給付金日額）
  ×
  20  

  （注） 本条の２．－⑷－②および本条の２．－⑷－③の規定により、
「放射線照射 ＊８ 」、「温熱療法」または「脳に対する定位放射線
照射および脳に対する粒子線照射」による診療行為それぞれ
につき、60日に１回の給付を限度とします。    

  

特
定
検
査
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす特定検査を受けたとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする特定検査

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする特定検査

  ⑶ 病院または診療所(別表３ ★ )に
おける特定検査

  ⑷ 別表12 ★ に定める特定検査    

  特定検査１回につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  ５  

  （注） 別表12 ★ の規定により、60日に１回の給付を限度とします。    

  

死
亡
給
付
金  

  保険期間が終身の保険契約の場合
で、被保険者が、保険料払込期間満
了後の保険期間中に死亡したとき
  （注） 保険料払込期間が終身の保険

契約の場合には、死亡給付金
はありません。  

  （入院給付金日額）
  ×
  10  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

          支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

入
院
初
期
重
点
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に入院給付
金が支払われる入院（別表１ ★ ）を
したとき
    

  １回の入院につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  （入院日数）  

  （注） 入院開始から入院日数
30日分を限度として入
院給付金に加えて支払い
ます。  

  

入
院
給
付
金
受
取
人              

手
術
給
付
金      

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす手術（別表４ ★ ）を受け
たとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする手術

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする手術

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における手術

  ⑷ 次のいずれかに該当する手術
  ① 公的医療保険制度（別表

５ ★ ）に基づく医科診療報
酬点数表（別表６ ★ ）（以
下「医科診療報酬点数表」
といいます。）に手術料の
算定対象として列挙されて
いる手術 ＊５ 
  ただし、次に定める手術は
除きます。 
  ア．創傷処理（創傷処理に

伴う縫合術を含みま
す。）

  イ．皮膚切開術
  ウ．デブリードマン
  エ．骨、軟骨、関節のいず

れかに対する整復術、
整復固定術、授動術の
うち非観血的または徒
手的なもの

  オ．外耳道異物除去術また
は鼻内異物摘出術

  カ．皮膚腫瘍または皮下腫
瘍の摘出術

  キ．会陰（陰門）切開およ
び縫合術（分娩時）ま
たは胎児外回転術

  ク．抜歯手術
  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該

当する手術 ＊６   

  手術１回につき、次のいずれか
の金額
  ⑴ 入院中に受けた手術

  （入院給付金日額）
  ×
20  

  ⑵ 入院中以外に受けた手術
  （入院給付金日額）

  ×
  ５
    

      ③ 上記①および②のうち、開頭
脳手術、開胸心臓手術または
が ん 組 織 摘 出 手 術（ 別 表
９ ★ ）に該当する手術

    

  手術１回につき、上記⑴または
⑵の金額に次の金額を加算しま
す。

  （入院給付金日額）
  ×
  20  

 第４条  補足説明

  ＊５ 医科診療報酬点数表に手術
料の算定対象として列挙さ
れている手術

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に手術料の算定対
象として列挙されている手術の
うち、医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点における医科診
療報酬点数表に限ります。）に
おいても手術料の算定対象とし
て列挙されている手術を含みま
す。

  ＊６ 先進医療に該当する手術
  放射線照射および温熱療法によ
る診療行為は含まれません。
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  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊16 を直接の原因とし
て、入院給付金の支払
事由に該当する入院を
２回以上したとき  

  「入院給付金が支払われる最終の入院」の退院日の
翌日から、その日を含めて「次の入院」の開始日ま
での期間に応じ、次のとおり取り扱います。
  ア．180日以下

  「入院給付金が支払われる最終の入院」と「次
の入院」を１回の入院とみなします。

  イ．181日以上
  「次の入院」を新たな入院とみなします。  

  ④ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊16 を直接の原因とし
て、転入院または再入
院したとき  

  次のとおり取り扱います。
  ア．保険期間中に転入院または再入院したことを証

明する書類があり、かつ、退院日の翌日からそ
の日を含めて転入院または再入院の開始日の前
日までの期間が30日以下のときは、１回の入
院とみなします。

  イ．保険期間満了後に転入院または再入院した場合
でも、退院日の当日または翌日に転入院または
再入院したときは、ア．に準じて取り扱います。  

  ⑤ 入院給付金の支払限度
日数  

  ア．保険契約者が選択した入院給付金の支払限度の
型（第２条）に応じ、１回の入院について60日、
90日、120日または360日とします。

  イ．通算して1,000日とします。  
  ⑥ 入院初期重点給付金の

支払限度日数  
  ア．１回の入院について30日とします。
  イ．通算して240日とします。  

  ⑦ 入院給付金の支払事由
に該当する入院の開始
時に、その入院開始の
直接の原因となった「傷
害 ＊２ または疾病 ＊３ 」以
外に異なる「傷害 ＊２ ま
たは疾病 ＊３ 」が生じて
いたとき  

  入院開始の直接の原因となった「傷害 ＊２ または疾
病 ＊３ 」により継続して入院したものとみなします。
    （注）　特定部位・指定疾病についての不担保の特別

条件（第50条）が適用されたことによって
入院給付金または入院初期重点給付金が支払
われない入院の開始時に異なる「傷害 ＊２ ま
たは疾病＊３」を併発していたとき、または
入院中に異なる「傷害 ＊２ または疾病＊３」を
併発したときは、併発した「傷害 ＊２ または
疾病＊３」の治療を目的とする入院の期間が
開始した日をもって、その「傷害 ＊２ または
疾病＊３」の治療を目的とする入院を開始し
たものとして取り扱います。

  ⑧ 入院給付金の支払事由
に該当する入院中に、
その入院開始の直接の
原因となった「傷害 ＊２

 または疾病 ＊３ 」以外に
異なる「傷害 ＊２ または
疾病 ＊３ 」が生じたとき  

  ⑨ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金日額が減額（第
29条）されたとき  

  入院給付金日額が減額された日以後の入院日に対す
る入院給付金または入院初期重点給付金の支払金額
は、減額後の入院給付金日額に基づいて計算します。  

  ⑩ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金受取人が変更さ
れたとき  

  変更日以後の入院日に対する入院給付金または入院
初期重点給付金は、変更後の入院給付金受取人に支
払います。  

 第４条  補足説明

  ＊16 同一の疾病
  医学上密接な関係にある一連の
疾病 ＊３ をいいます。「糖尿病と
糖尿病性網膜症」、「肝硬変と食
道静脈瘤」または「狭心症と心
筋梗塞」など病名や部位が異な
る場合であっても、医学上密接
な関係があるときは、同一の疾
病として取り扱います。

 第４条  補足説明

  ＊９ 保険期間
  保険期間が終身の保険契約の場
合で、保険期間と保険料払込期
間が異なるときは、保険料払込
期間とします。

  ＊10 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新（第27条）

されたときは、更新日とし
ます。

  ⑵ 保険期間が終身の保険契約
に変更（第28条）された
ときは、変更日とします。

  ＊11 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条において「５年ごと応当日」
といいます。

  ＊12 保険期間中の最終の５年ご
と応当日から保険期間満了
の時までの期間

  保険期間 ＊９ が５年未満の場合
には、契約成立日 ＊10 から保険
期間 ＊９ 満了の時までの期間と
します。

  ＊13 入院給付金等
  次の⑴から⑸をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院初期重点給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金
  ⑸ 特定検査給付金

  ＊14 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活が行
われたときは、最終の復活の日
とします。

＊15 この保険契約の締結の際
この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

          支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

健
康
祝
金  

  被保険者が、次のいずれかの「健康
祝金判定期間」の満了時に生存し、
かつ、その「健康祝金判定期間」中
に５日以上の継続した入院に対する
入院給付金が支払われなかったとき
  
  「健康祝金判定期間」
  ⑴ 保険期間 ＊９ 中の契約成立日 ＊10

 （第３条）の５年ごとの応当
日 ＊11 の前日を終期とする５年
間

  ⑵ 保険期間 ＊９ 中の最終の５年ご
と応当日 ＊11 から保険期間 ＊９ 満
了の時までの期間 ＊12 

  （注） 保険料払込期間が終身の保険
契約の場合には、⑵は適用し
ません。  

  （入院給付金日額）
  ×
  ５  

  

保
険
契
約
者  

  ２．給付金または祝金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 入院給付金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 入院給付金等 ＊13 の支払
事由が生じ、支払うべ
き入院給付金等 ＊13 があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る死亡給付金の支払請
求があったとき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合で、死亡給付金
が支払われるときは、支払うべき入院給付金等 ＊13

 を死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 入院給付金および入院初期重点給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により入院をしたとき  

次のいずれかの場合には、責任開始の時＊１以後の疾
病＊３によるものとみなします。
ア． 責任開始の日＊14からその日を含めて２年を経

過した後に入院を開始した場合
イ． この保険契約の締結の際＊15に、会社が、告知（第

22条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾
病＊３によるものとみなしません。

ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病＊３によるものとみなしません。

  ② 被保険者が、保険期間
中に入院給付金の支払
事由に定める入院を開
始した場合で、その入
院が保険期間満了日を
含んで継続したとき  

  その継続した入院について、保険期間満了後も保険
期間中の入院とみなします。
  （注） この規定は、手術給付金、放射線治療給付金、

特定検査給付金および死亡給付金の支払いに
関しては適用しません。  
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  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊16 を直接の原因とし
て、入院給付金の支払
事由に該当する入院を
２回以上したとき  

  「入院給付金が支払われる最終の入院」の退院日の
翌日から、その日を含めて「次の入院」の開始日ま
での期間に応じ、次のとおり取り扱います。
  ア．180日以下

  「入院給付金が支払われる最終の入院」と「次
の入院」を１回の入院とみなします。

  イ．181日以上
  「次の入院」を新たな入院とみなします。  

  ④ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊16 を直接の原因とし
て、転入院または再入
院したとき  

  次のとおり取り扱います。
  ア．保険期間中に転入院または再入院したことを証

明する書類があり、かつ、退院日の翌日からそ
の日を含めて転入院または再入院の開始日の前
日までの期間が30日以下のときは、１回の入
院とみなします。

  イ．保険期間満了後に転入院または再入院した場合
でも、退院日の当日または翌日に転入院または
再入院したときは、ア．に準じて取り扱います。  

  ⑤ 入院給付金の支払限度
日数  

  ア．保険契約者が選択した入院給付金の支払限度の
型（第２条）に応じ、１回の入院について60日、
90日、120日または360日とします。

  イ．通算して1,000日とします。  
  ⑥ 入院初期重点給付金の

支払限度日数  
  ア．１回の入院について30日とします。
  イ．通算して240日とします。  

  ⑦ 入院給付金の支払事由
に該当する入院の開始
時に、その入院開始の
直接の原因となった「傷
害 ＊２ または疾病 ＊３ 」以
外に異なる「傷害 ＊２ ま
たは疾病 ＊３ 」が生じて
いたとき  

  入院開始の直接の原因となった「傷害 ＊２ または疾
病 ＊３ 」により継続して入院したものとみなします。
    （注）　特定部位・指定疾病についての不担保の特別

条件（第50条）が適用されたことによって
入院給付金または入院初期重点給付金が支払
われない入院の開始時に異なる「傷害 ＊２ ま
たは疾病＊３」を併発していたとき、または
入院中に異なる「傷害 ＊２ または疾病＊３」を
併発したときは、併発した「傷害 ＊２ または
疾病＊３」の治療を目的とする入院の期間が
開始した日をもって、その「傷害 ＊２ または
疾病＊３」の治療を目的とする入院を開始し
たものとして取り扱います。

  ⑧ 入院給付金の支払事由
に該当する入院中に、
その入院開始の直接の
原因となった「傷害 ＊２

 または疾病 ＊３ 」以外に
異なる「傷害 ＊２ または
疾病 ＊３ 」が生じたとき  

  ⑨ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金日額が減額（第
29条）されたとき  

  入院給付金日額が減額された日以後の入院日に対す
る入院給付金または入院初期重点給付金の支払金額
は、減額後の入院給付金日額に基づいて計算します。  

  ⑩ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金受取人が変更さ
れたとき  

  変更日以後の入院日に対する入院給付金または入院
初期重点給付金は、変更後の入院給付金受取人に支
払います。  

 第４条  補足説明

  ＊16 同一の疾病
  医学上密接な関係にある一連の
疾病 ＊３ をいいます。「糖尿病と
糖尿病性網膜症」、「肝硬変と食
道静脈瘤」または「狭心症と心
筋梗塞」など病名や部位が異な
る場合であっても、医学上密接
な関係があるときは、同一の疾
病として取り扱います。

 第４条  補足説明

  ＊９ 保険期間
  保険期間が終身の保険契約の場
合で、保険期間と保険料払込期
間が異なるときは、保険料払込
期間とします。

  ＊10 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新（第27条）

されたときは、更新日とし
ます。

  ⑵ 保険期間が終身の保険契約
に変更（第28条）された
ときは、変更日とします。

  ＊11 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条において「５年ごと応当日」
といいます。

  ＊12 保険期間中の最終の５年ご
と応当日から保険期間満了
の時までの期間

  保険期間 ＊９ が５年未満の場合
には、契約成立日 ＊10 から保険
期間 ＊９ 満了の時までの期間と
します。

  ＊13 入院給付金等
  次の⑴から⑸をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院初期重点給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金
  ⑸ 特定検査給付金

  ＊14 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活が行
われたときは、最終の復活の日
とします。

＊15 この保険契約の締結の際
この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

          支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

健
康
祝
金  

  被保険者が、次のいずれかの「健康
祝金判定期間」の満了時に生存し、
かつ、その「健康祝金判定期間」中
に５日以上の継続した入院に対する
入院給付金が支払われなかったとき
  
  「健康祝金判定期間」
  ⑴ 保険期間 ＊９ 中の契約成立日 ＊10

 （第３条）の５年ごとの応当
日 ＊11 の前日を終期とする５年
間

  ⑵ 保険期間 ＊９ 中の最終の５年ご
と応当日 ＊11 から保険期間 ＊９ 満
了の時までの期間 ＊12 

  （注） 保険料払込期間が終身の保険
契約の場合には、⑵は適用し
ません。  

  （入院給付金日額）
  ×
  ５  

  

保
険
契
約
者  

  ２．給付金または祝金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 入院給付金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 入院給付金等 ＊13 の支払
事由が生じ、支払うべ
き入院給付金等 ＊13 があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る死亡給付金の支払請
求があったとき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合で、死亡給付金
が支払われるときは、支払うべき入院給付金等 ＊13

 を死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 入院給付金および入院初期重点給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により入院をしたとき  

次のいずれかの場合には、責任開始の時＊１以後の疾
病＊３によるものとみなします。
ア． 責任開始の日＊14からその日を含めて２年を経

過した後に入院を開始した場合
イ． この保険契約の締結の際＊15に、会社が、告知（第

22条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾
病＊３によるものとみなしません。

ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病＊３によるものとみなしません。

  ② 被保険者が、保険期間
中に入院給付金の支払
事由に定める入院を開
始した場合で、その入
院が保険期間満了日を
含んで継続したとき  

  その継続した入院について、保険期間満了後も保険
期間中の入院とみなします。
  （注） この規定は、手術給付金、放射線治療給付金、

特定検査給付金および死亡給付金の支払いに
関しては適用しません。  

343

約

款

５
年
ご
と
利
差
配
当
付
医
療
保
険
（
返
戻
金
な
し
型
）（
２
０
１
０
）



344

  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、手術給付
金の支払事由の⑷－①
に該当する同一の手術
を複数回受けた場合で、
かつ、それらの手術が
医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点におけ
る医科診療報酬点数表
に限ります。）において
一連の治療過程に連続
して受けた場合でも手
術料が１回のみ算定さ
れるものとして定めら
れている手術 ＊18 に該当
するとき  

  ア．一連の手術のうち最初の手術を受けた日からそ
の日を含めて14日間を同一手術期間とします。

  イ．同一手術期間経過後に一連の手術 ＊18 を受けた
場合には、直前の同一手術期間経過後最初にそ
の手術を受けた日からその日を含めて14日間
を新たな同一手術期間とします。それ以後、同
一手術期間経過後に一連の手術 ＊18 を受けた場
合についても同様とします。

  ウ．同一手術期間中、最初に受けた手術に対し、本
条の１．の規定に基づき手術給付金を支払い、
同一手術期間中は１回の給付を限度とします。

  エ．同一手術期間中、最初に受けた手術よりも手術
給付金の倍率の高い手術を受けたときは、ウ．
にかかわらず、倍率の高い手術のうち最初に受
けた手術について、同一手術期間中最初に受け
た手術に対する手術給付金の給付倍率を差し引
いた給付倍率に基づいて計算した金額を支払い
ます。

  オ．同一手術期間中に、入院給付金日額が減額（第
29条）された場合で、減額された日以後同一
手術期間中に受けた手術に対してエ．により手
術給付金が支払われるときは、減額後の入院給
付金日額に基づいて計算した金額を支払いま
す。

  カ．同一手術期間中に、入院給付金受取人が変更さ
れた場合で、変更日以後同一手術期間中に受け
た手術に対してエ．により手術給付金が支払わ
れるときは、変更後の入院給付金受取人に支払
います。  

  ⑷ 放射線治療給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により放射線治療を受
けたとき　  

次のいずれかの場合には、責任開始の時＊１以後の疾
病＊３によるものとみなします。
ア． 責任開始の日＊14からその日を含めて２年を経

過した後に放射線治療を受けた場合
イ． この保険契約の締結の際＊15に、会社が、告知（第

22条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾
病＊３によるものとみなしません。

ウ． その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病＊３によるものとみなしません。

  ② 被保険者が、放射線治
療給付金の支払事由の
⑷－①および②に該当
する放射線治療 ＊19 を複
数回受けたとき

    

  ア．最初の放射線治療を受けた日からその日を含め
て60日間ごとを同一放射線治療期間とします。
なお、同一放射線治療期間の計算にあたっては、
放射線照射による診療行為および温熱療法によ
る診療行為は、それぞれ別に計算します。

  イ．同一放射線治療期間中に受けた放射線治療につ
いては、１回の給付を限度とします。  

 第４条  補足説明

 ＊18 医科診療報酬点数表（手術
を受けた時点における医科
診療報酬点数表に限りま
す。）において一連の治療
過程に連続して受けた場合
でも手術料が１回のみ算定
されるものとして定められ
ている手術

  本条の２．－⑶－③において「一
連の手術」といいます。

 ＊19 放射線治療給付金の支払事
由の⑷－①および②に該当
する放射線治療

 放射線治療給付金の支払事由の
⑷－③に該当する放射線治療を
除きます。

  ⑶ 手術給付金および特定検査給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により手術または特定
検査を受けたとき  

次のいずれかの場合には、責任開始の時＊１以後の疾
病＊３によるものとみなします。
ア． 責任開始の日＊14からその日を含めて２年を経

過した後に手術または特定検査を受けた場合
イ． この保険契約の締結の際＊15に、会社が、告知（第

22条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾
病＊３によるものとみなしません。

ウ． その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病＊３によるものとみなしません。

  ② 被保険者が、同時期に
２種類以上の手術給付
金または特定検査給付
金の支払事由に該当す
る手術 ＊17 または特定検
査を受けたとき  

  ア． いずれか１種類の手術 ＊17 または特定検査につ
いてのみ手術給付金または特定検査給付金を支
払います。

  イ． ア．の場合、それぞれの手術 ＊17 または特定検
査の種類に応じた手術給付金または特定検査給
付金の金額のうち、もっとも高い金額を支払い
ます。

  （注） この規定は、医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬点数表に限り
ます。）において一連の治療過程に連続して
受けた場合でも手術料が１回のみ算定される
ものとして定められている手術に対する手術
給付金の支払いに関しては適用しません。  

 第４条  補足説明

  ＊17 手術
  医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬
点数表に限ります。）において
一連の治療過程に連続して受け
た場合でも手術料が１回のみ算
定されるものとして定められて
いる手術を除きます。
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  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、手術給付
金の支払事由の⑷－①
に該当する同一の手術
を複数回受けた場合で、
かつ、それらの手術が
医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点におけ
る医科診療報酬点数表
に限ります。）において
一連の治療過程に連続
して受けた場合でも手
術料が１回のみ算定さ
れるものとして定めら
れている手術 ＊18 に該当
するとき  

  ア．一連の手術のうち最初の手術を受けた日からそ
の日を含めて14日間を同一手術期間とします。

  イ．同一手術期間経過後に一連の手術 ＊18 を受けた
場合には、直前の同一手術期間経過後最初にそ
の手術を受けた日からその日を含めて14日間
を新たな同一手術期間とします。それ以後、同
一手術期間経過後に一連の手術 ＊18 を受けた場
合についても同様とします。

  ウ．同一手術期間中、最初に受けた手術に対し、本
条の１．の規定に基づき手術給付金を支払い、
同一手術期間中は１回の給付を限度とします。

  エ．同一手術期間中、最初に受けた手術よりも手術
給付金の倍率の高い手術を受けたときは、ウ．
にかかわらず、倍率の高い手術のうち最初に受
けた手術について、同一手術期間中最初に受け
た手術に対する手術給付金の給付倍率を差し引
いた給付倍率に基づいて計算した金額を支払い
ます。

  オ．同一手術期間中に、入院給付金日額が減額（第
29条）された場合で、減額された日以後同一
手術期間中に受けた手術に対してエ．により手
術給付金が支払われるときは、減額後の入院給
付金日額に基づいて計算した金額を支払いま
す。

  カ．同一手術期間中に、入院給付金受取人が変更さ
れた場合で、変更日以後同一手術期間中に受け
た手術に対してエ．により手術給付金が支払わ
れるときは、変更後の入院給付金受取人に支払
います。  

  ⑷ 放射線治療給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により放射線治療を受
けたとき　  

次のいずれかの場合には、責任開始の時＊１以後の疾
病＊３によるものとみなします。
ア． 責任開始の日＊14からその日を含めて２年を経

過した後に放射線治療を受けた場合
イ． この保険契約の締結の際＊15に、会社が、告知（第

22条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾
病＊３によるものとみなしません。

ウ． その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病＊３によるものとみなしません。

  ② 被保険者が、放射線治
療給付金の支払事由の
⑷－①および②に該当
する放射線治療 ＊19 を複
数回受けたとき

    

  ア．最初の放射線治療を受けた日からその日を含め
て60日間ごとを同一放射線治療期間とします。
なお、同一放射線治療期間の計算にあたっては、
放射線照射による診療行為および温熱療法によ
る診療行為は、それぞれ別に計算します。

  イ．同一放射線治療期間中に受けた放射線治療につ
いては、１回の給付を限度とします。  

 第４条  補足説明

 ＊18 医科診療報酬点数表（手術
を受けた時点における医科
診療報酬点数表に限りま
す。）において一連の治療
過程に連続して受けた場合
でも手術料が１回のみ算定
されるものとして定められ
ている手術

  本条の２．－⑶－③において「一
連の手術」といいます。

 ＊19 放射線治療給付金の支払事
由の⑷－①および②に該当
する放射線治療

 放射線治療給付金の支払事由の
⑷－③に該当する放射線治療を
除きます。

  ⑶ 手術給付金および特定検査給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により手術または特定
検査を受けたとき  

次のいずれかの場合には、責任開始の時＊１以後の疾
病＊３によるものとみなします。
ア． 責任開始の日＊14からその日を含めて２年を経

過した後に手術または特定検査を受けた場合
イ． この保険契約の締結の際＊15に、会社が、告知（第

22条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾
病＊３によるものとみなしません。

ウ． その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病＊３によるものとみなしません。

  ② 被保険者が、同時期に
２種類以上の手術給付
金または特定検査給付
金の支払事由に該当す
る手術 ＊17 または特定検
査を受けたとき  

  ア． いずれか１種類の手術 ＊17 または特定検査につ
いてのみ手術給付金または特定検査給付金を支
払います。

  イ． ア．の場合、それぞれの手術 ＊17 または特定検
査の種類に応じた手術給付金または特定検査給
付金の金額のうち、もっとも高い金額を支払い
ます。

  （注） この規定は、医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬点数表に限り
ます。）において一連の治療過程に連続して
受けた場合でも手術料が１回のみ算定される
ものとして定められている手術に対する手術
給付金の支払いに関しては適用しません。  

 第４条  補足説明

  ＊17 手術
  医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬
点数表に限ります。）において
一連の治療過程に連続して受け
た場合でも手術料が１回のみ算
定されるものとして定められて
いる手術を除きます。
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      免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ この保険契約の復活（第19条）が行われたときは最終の復活の日か

らその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって入院給
付金等 ＊２ の支払事由が
生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、入院給付金等 ＊２ の金額の一部または全部を支
払います。  

  ⑵ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑶ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡給付金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊３ を支払います。た
だし、保険契約者が故意に被保険者を死亡させ
たときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ４ 給付金等の支払請求手続について

   第６条  給付金・祝金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第４条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金または祝金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
13 ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表13 ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

 第５条  補足説明

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑸をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院初期重点給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金
  ⑸ 特定検査給付金

  ＊３ 責任準備金
  入院給付金日額の10倍の金額
を限度とします。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、放射線治
療給付金の支払事由の
⑷－③に該当する放射
線治療を複数回受けた
とき

    

  ア．最初の放射線治療を受けた日からその日を含め
て60日間ごとを同一放射線治療期間とします。

  イ．同一放射線治療期間中に受けた放射線治療につ
いては、１回の給付を限度とします。  

  ⑸ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑹ 健康祝金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊16 を直接の原因とし
て、入院給付金が支払
われる入院を２回以上
したとき  

  その２回以上の入院について、⑵－③または④によ
り、入院給付金の支払いにあたって１回の入院とみ
なすときは、継続した１回の入院とみなします。  

  ② 被保険者が、「健康祝金
判定期間」の満了時を
含んで入院給付金が支
払われる入院を継続し
たとき  

  「健康祝金判定期間」の満了後の入院についても、
その入院を開始した日を含む「健康祝金判定期間」
中の入院とみなします。  

  ③ 健康祝金が支払われた
後に、その「健康祝金
判定期間」中に支払事
由が生じた５日以上の
継続した入院に対する
入院給付金が支払われ
るとき  

  ア．入院給付金 ＊20 の合計額から健康祝金額を差し
引いて支払います。

  イ．入院給付金 ＊20 の合計額が健康祝金額に不足す
るときは、保険契約者は、その不足する金額を
会社に返還することを必要とします。  

  ★別表１（P.368参照）、別表２（P.368参照）、別表３（P.369参照）、別表４（P.369参照）、
別表５（P.369参照）、別表６（P.369参照）、別表７（P.369参照）、別表８（P.369参照）、別
表９（P.370参照）、別表10（P.370参照）、別表12（P.371参照）  

   第５条  免責事由

  １．支払事由（第４条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）  

  

放
射
線
治
療
給
付
金
・
特
定
検
査
給
付
金

入
院
給
付
金
・
入
院
初
期
重
点
給
付
金
・
手
術
給
付
金
・  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所

見のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

 第４条  補足説明

    ＊20 入院給付金
  同時に支払われる他の給付金を
含みます。

   第５条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。
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      免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ この保険契約の復活（第19条）が行われたときは最終の復活の日か

らその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって入院給
付金等 ＊２ の支払事由が
生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、入院給付金等 ＊２ の金額の一部または全部を支
払います。  

  ⑵ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑶ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡給付金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊３ を支払います。た
だし、保険契約者が故意に被保険者を死亡させ
たときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ４ 給付金等の支払請求手続について

   第６条  給付金・祝金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第４条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金または祝金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
13 ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表13 ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

 第５条  補足説明

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑸をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院初期重点給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金
  ⑸ 特定検査給付金

  ＊３ 責任準備金
  入院給付金日額の10倍の金額
を限度とします。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、放射線治
療給付金の支払事由の
⑷－③に該当する放射
線治療を複数回受けた
とき

    

  ア．最初の放射線治療を受けた日からその日を含め
て60日間ごとを同一放射線治療期間とします。

  イ．同一放射線治療期間中に受けた放射線治療につ
いては、１回の給付を限度とします。  

  ⑸ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑹ 健康祝金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊16 を直接の原因とし
て、入院給付金が支払
われる入院を２回以上
したとき  

  その２回以上の入院について、⑵－③または④によ
り、入院給付金の支払いにあたって１回の入院とみ
なすときは、継続した１回の入院とみなします。  

  ② 被保険者が、「健康祝金
判定期間」の満了時を
含んで入院給付金が支
払われる入院を継続し
たとき  

  「健康祝金判定期間」の満了後の入院についても、
その入院を開始した日を含む「健康祝金判定期間」
中の入院とみなします。  

  ③ 健康祝金が支払われた
後に、その「健康祝金
判定期間」中に支払事
由が生じた５日以上の
継続した入院に対する
入院給付金が支払われ
るとき  

  ア．入院給付金 ＊20 の合計額から健康祝金額を差し
引いて支払います。

  イ．入院給付金 ＊20 の合計額が健康祝金額に不足す
るときは、保険契約者は、その不足する金額を
会社に返還することを必要とします。  

  ★別表１（P.368参照）、別表２（P.368参照）、別表３（P.369参照）、別表４（P.369参照）、
別表５（P.369参照）、別表６（P.369参照）、別表７（P.369参照）、別表８（P.369参照）、別
表９（P.370参照）、別表10（P.370参照）、別表12（P.371参照）  

   第５条  免責事由

  １．支払事由（第４条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）  

  

放
射
線
治
療
給
付
金
・
特
定
検
査
給
付
金

入
院
給
付
金
・
入
院
初
期
重
点
給
付
金
・
手
術
給
付
金
・  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所

見のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

 第４条  補足説明

    ＊20 入院給付金
  同時に支払われる他の給付金を
含みます。

   第５条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。
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   第８条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

   第10条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第19条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。

   ６ 健康祝金のすえ置き支払について

   第９条  健康祝金のすえ置き支払

  １．健康祝金の支払事由（第４条）が生じた日以後、会社は、健康祝金を会社の定め
る利率 ★ による利息をつけてすえ置きます。

  ２．すえ置いた健康祝金は、次のとおり支払います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡給付金を支払うと
き  

  死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 死亡給付金の支払以外
によりこの保険契約が
消滅するとき  

  保険契約者に支払います。
    

  ⑶ 保険契約者から請求が
あったとき  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   ７ 保険料の払込免除について

   第10条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第14条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第11条）
に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表14 ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表14 ★ ）に
なったとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表14 ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表14 ★ ）になったとき  

  ★別表13（P.372参照）  

   第７条  給付金・祝金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表13 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
て５営業日以内に、会社の本社で給付金または祝金を支払います。

  ２．会社は、給付金または祝金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合にお
いて、保険契約の締結時から給付金または祝金請求時までに会社に提出された書
類だけでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行
います。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、給付金または祝金を支払う
べき期限は、必要書類（別表13 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を
含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金または祝金の支払事由（第
４条）発生の有無の確認が必要な
場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金支払いの免責事由（第５条）
に該当する可能性がある場合  

  給付金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第23条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第25
条）、詐欺（第20条）または不法
取得目的（第21条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第25条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤ま
でに該当する事実の有無または保険契
約者、被保険者もしくは給付金の受取
人の保険契約締結の目的もしくは給付
金請求の意図に関する保険契約の締結
時から給付金請求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金または祝金を支
払うべき期限は、必要書類（別表13 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または給
付金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、給付金または祝金の受取人
（給付金または祝金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給
付金または祝金を支払いません。

  ★別表13（P.372参照）  

   ５ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第８条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。
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   第８条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

   第10条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第19条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。

   ６ 健康祝金のすえ置き支払について

   第９条  健康祝金のすえ置き支払

  １．健康祝金の支払事由（第４条）が生じた日以後、会社は、健康祝金を会社の定め
る利率 ★ による利息をつけてすえ置きます。

  ２．すえ置いた健康祝金は、次のとおり支払います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡給付金を支払うと
き  

  死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 死亡給付金の支払以外
によりこの保険契約が
消滅するとき  

  保険契約者に支払います。
    

  ⑶ 保険契約者から請求が
あったとき  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   ７ 保険料の払込免除について

   第10条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第14条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第11条）
に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  
  

の
払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表14 ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表14 ★ ）に
なったとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表14 ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表14 ★ ）になったとき  

  ★別表13（P.372参照）  

   第７条  給付金・祝金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表13 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
て５営業日以内に、会社の本社で給付金または祝金を支払います。

  ２．会社は、給付金または祝金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合にお
いて、保険契約の締結時から給付金または祝金請求時までに会社に提出された書
類だけでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行
います。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、給付金または祝金を支払う
べき期限は、必要書類（別表13 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を
含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金または祝金の支払事由（第
４条）発生の有無の確認が必要な
場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金支払いの免責事由（第５条）
に該当する可能性がある場合  

  給付金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第23条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第25
条）、詐欺（第20条）または不法
取得目的（第21条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第25条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤ま
でに該当する事実の有無または保険契
約者、被保険者もしくは給付金の受取
人の保険契約締結の目的もしくは給付
金請求の意図に関する保険契約の締結
時から給付金請求時までにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金または祝金を支
払うべき期限は、必要書類（別表13 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または給
付金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、給付金または祝金の受取人
（給付金または祝金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給
付金または祝金を支払いません。

  ★別表13（P.372参照）  

   ５ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第８条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。
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   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表14（P.373参照）  

   ８ 保険料の払込免除の請求手続について

   第12条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第10条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表13 ★ ）
をすみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第７条（給付金・祝金の支払
時期）の規定を準用します。

  ★別表13（P.372参照）  

   ９ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第13条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

     10 保険料の払込みについて

   第14条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第15条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第15条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  第10条  補足説明

  ＊３ この保険契約の締結の際
 この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  項　目    内　容  

⑵ 被保険者が、責任開始
の時＊１前に生じた原因
により高度障害状態（別
表14★）になったとき

次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時＊１

以後の疾病によるものとみなします。
① この保険契約の締結の際＊３に、会社が、告知（第

22条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾病
によるものとみなしません。

② その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病によるものとみなしません。

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第14
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第３条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表２（P.368参照）、別表14（P.373参照）  

   第11条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第10条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  
保
険
料
の
払
込
免
除　

高
度
障
害
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表14 ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表14 ★ ）になっ
たとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  
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   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表14（P.373参照）  

   ８ 保険料の払込免除の請求手続について

   第12条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第10条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表13 ★ ）
をすみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第７条（給付金・祝金の支払
時期）の規定を準用します。

  ★別表13（P.372参照）  

   ９ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第13条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

     10 保険料の払込みについて

   第14条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第15条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第15条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  第10条  補足説明

  ＊３ この保険契約の締結の際
 この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  項　目    内　容  

⑵ 被保険者が、責任開始
の時＊１前に生じた原因
により高度障害状態（別
表14★）になったとき

次のいずれかに該当する場合には、責任開始の時＊１

以後の疾病によるものとみなします。
① この保険契約の締結の際＊３に、会社が、告知（第

22条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時＊１以後の疾病
によるものとみなしません。

② その原因について、この保険契約の責任開始の
時＊１前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時＊１以後の疾病によるものとみなしません。

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第14
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第３条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表２（P.368参照）、別表14（P.373参照）  

   第11条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第10条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除　

高
度
障
害
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表14 ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表14 ★ ）になっ
たとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  
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   第17条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第19条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
14条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第３条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額を保険契約者に支払い
ます。

   11 失効と復活について

   第18条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第14条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第19条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第18条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第22条）および告知義務違反による解除（第23条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   12 取消しと無効について

   第20条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第19条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第21条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
19条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社

   第15条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
14条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第14条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第14条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第16条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第14条）の契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第14条）までに、給付金もしくは祝金の支払事由（第４条）または保険
料の払込免除事由（第10条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 健康祝金を支払うとき    保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、支払事由の
発生により支払うべき金額を支払いません。  

  ⑶ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第17条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
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   第17条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第19条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
14条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第３条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額を保険契約者に支払い
ます。

   11 失効と復活について

   第18条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第14条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第19条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第18条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第22条）および告知義務違反による解除（第23条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   12 取消しと無効について

   第20条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第19条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第21条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
19条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社

   第15条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
14条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第14条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第14条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第16条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第14条）の契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第14条）までに、給付金もしくは祝金の支払事由（第４条）または保険
料の払込免除事由（第10条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 健康祝金を支払うとき    保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、支払事由の
発生により支払うべき金額を支払いません。  

  ⑶ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第17条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
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   第24条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   第25条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金または保
険料の払込免除をいいます。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第19条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第22条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第22条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由（第４条）
または保険料の払込免除事由（第10条）が生じないで、その期間を経過し
たとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第22条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第25条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、給付金もしくは祝金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由
（第10条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができ
ます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、
給付金もしくは祝金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたとき
は、その給付金もしくは祝金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、
次のとおり取り扱います。

に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金を不法に取得させる目的  

   13 告知義務と解除について

   第22条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第19条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第４条）ま
たは保険料の払込免除事由（第10条）の発生の可能性に関する重要な事項のう
ち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要としま
す。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に
口頭により告知することを必要とします。

   第23条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第19条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第22条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、給付金もしくは祝金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由
（第10条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することが
できます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または祝金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または祝金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金もしくは祝金の支払事由または保険料の
払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者または給付金の受取人が証明したときは、会社は、給付金もしくは
祝金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または給付金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第31条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第24条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第23条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。
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   第24条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   第25条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金または保
険料の払込免除をいいます。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第19条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第22条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第22条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由（第４条）
または保険料の払込免除事由（第10条）が生じないで、その期間を経過し
たとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第22条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第25条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、給付金もしくは祝金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由
（第10条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができ
ます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、
給付金もしくは祝金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたとき
は、その給付金もしくは祝金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、
次のとおり取り扱います。

に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金を不法に取得させる目的  

   13 告知義務と解除について

   第22条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第19条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第４条）ま
たは保険料の払込免除事由（第10条）の発生の可能性に関する重要な事項のう
ち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要としま
す。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に
口頭により告知することを必要とします。

   第23条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第19条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第22条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、給付金もしくは祝金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由
（第10条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することが
できます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または祝金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または祝金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金もしくは祝金の支払事由または保険料の
払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者または給付金の受取人が証明したときは、会社は、給付金もしくは
祝金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または給付金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第31条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第24条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第23条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。
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   第28条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。  

  項　目    内　容  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶の条件を満たさ
なくなるときは、その条件を満たす限度まで保
険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 給付金の支払い（第４条・第５条）、保険料の
払込免除（第10条・第11条）および告知義務
違反による解除（第23条・第24条）に関する
規定について、更新後契約の保険期間は、この
保険契約から継続したものとして取り扱いま
す。
  （注） 更新後契約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき　  

  契約成立日（第３条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第40条・第41条）
に準じて取り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の入
院給付金日額について、更新前契約の保険期間満了日の入院給付金日額と同額と
した場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第28条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第27条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付医療保険（返戻金
なし型）（2010）契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第10条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第39条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）(2010)契約へ
の変更について、次のとおり取り扱います。

  第25条  補足説明

  ＊２ 給付金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

   第27条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

  ⑴ 給付金 ＊２ または祝金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金 ＊２ または祝金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第23条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第31条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、給付金の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定を適用
し給付金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない給付金に対応す
る部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契約者に
支払います。

   14 契約内容の変更および更新等について

   第26条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第14条（保険料の払込み）および第15条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第14条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第27条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第39条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
14条（保険料の払込み）の１．および第16条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の入院給付
金日額  

  更新前契約の保険期間満了日の入院給付金日額と同
額とします。ただし、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の
取扱いの範囲内で、更新後契約の入院給付金日額を
変更して更新することができます。  
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   第28条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。  

  項　目    内　容  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶の条件を満たさ
なくなるときは、その条件を満たす限度まで保
険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 給付金の支払い（第４条・第５条）、保険料の
払込免除（第10条・第11条）および告知義務
違反による解除（第23条・第24条）に関する
規定について、更新後契約の保険期間は、この
保険契約から継続したものとして取り扱いま
す。
  （注） 更新後契約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき　  

  契約成立日（第３条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第40条・第41条）
に準じて取り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の入
院給付金日額について、更新前契約の保険期間満了日の入院給付金日額と同額と
した場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第28条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第27条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付医療保険（返戻金
なし型）（2010）契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第10条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第39条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）(2010)契約へ
の変更について、次のとおり取り扱います。

  第25条  補足説明

  ＊２ 給付金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

   第27条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

  ⑴ 給付金 ＊２ または祝金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金 ＊２ または祝金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第23条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第31条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、給付金の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定を適用
し給付金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない給付金に対応す
る部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契約者に
支払います。

   14 契約内容の変更および更新等について

   第26条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第14条（保険料の払込み）および第15条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第14条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第27条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第39条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
14条（保険料の払込み）の１．および第16条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の入院給付
金日額  

  更新前契約の保険期間満了日の入院給付金日額と同
額とします。ただし、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の
取扱いの範囲内で、更新後契約の入院給付金日額を
変更して更新することができます。  
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  項　目    内　容  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の入院給付金日額につ
いて、変更前契約の保険期間満了日＊３の入院給付金日額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第29条  入院給付金日額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって入院給付金日額を減額 ★ することができます。た
だし、会社は、減額後の入院給付金日額が会社の定める限度を下回る減額は取り
扱いません。

  ２．入院給付金日額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第30条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 入院給付金日額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し

ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   15 解約等について

   第30条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第31条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第31条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（入院給付金日額の
10倍の金額）と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

  第28条  補足説明

    ＊２ 変更後契約
 保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付医療保険（返戻金なし型）
(2010)契約をいいます。

  ＊３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第14条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
14条（保険料の払込み）の１．および第16条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第14条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契約 ＊２

 に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の給付金の支払事由（第４条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

10条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の入院給
付金日額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の入院給付金日額
と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前契
約の保険期間満了日＊３の２週間前までに申し出て、
会社の取扱いの範囲内で、変更後契約＊２の入院給
付金日額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第４条・第５条）、保険料の
払込免除（第10条・第11条）および告知義務
違反による解除（第23条・第24条）に関する
規定について、変更後契約 ＊２ の保険期間は、
変更前契約から継続したものとして取り扱いま
す。
  （注） 変更後契約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更前契約にすえ置かれた健康祝金があるとき
は、第９条（健康祝金のすえ置き支払）の２．
の規定にかかわらず、変更後契約 ＊２ において
も引き続きすえ置きます。

  ⑤ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑥ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第３条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第40条・第41条）
に準じて取り扱います。  
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  項　目    内　容  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の入院給付金日額につ
いて、変更前契約の保険期間満了日＊３の入院給付金日額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第29条  入院給付金日額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって入院給付金日額を減額 ★ することができます。た
だし、会社は、減額後の入院給付金日額が会社の定める限度を下回る減額は取り
扱いません。

  ２．入院給付金日額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第30条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 入院給付金日額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し

ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   15 解約等について

   第30条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第31条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第31条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（入院給付金日額の
10倍の金額）と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

  第28条  補足説明

    ＊２ 変更後契約
 保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付医療保険（返戻金なし型）
(2010)契約をいいます。

  ＊３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第14条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
14条（保険料の払込み）の１．および第16条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第14条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契約 ＊２

 に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の給付金の支払事由（第４条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

10条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の入院給
付金日額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の入院給付金日額
と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前契
約の保険期間満了日＊３の２週間前までに申し出て、
会社の取扱いの範囲内で、変更後契約＊２の入院給
付金日額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第４条・第５条）、保険料の
払込免除（第10条・第11条）および告知義務
違反による解除（第23条・第24条）に関する
規定について、変更後契約 ＊２ の保険期間は、
変更前契約から継続したものとして取り扱いま
す。
  （注） 変更後契約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更前契約にすえ置かれた健康祝金があるとき
は、第９条（健康祝金のすえ置き支払）の２．
の規定にかかわらず、変更後契約 ＊２ において
も引き続きすえ置きます。

  ⑤ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑥ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第３条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第40条・第41条）
に準じて取り扱います。  
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   第38条  補足説明

  ＊１ 入院給付金等
  次の⑴から⑸をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院初期重点給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金
  ⑸ 特定検査給付金

更することはできません。なお、健康祝金の受取人を保険契約者以外の者に変更
することはできません。

  ２． 本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の給付金の受取人に給付金を支
払ったときは、その支払い後に変更後の給付金の受取人から給付金の請求を受け
ても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第35条  遺言による給付金の受取人の変更

  １．第34条（会社への通知による給付金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、法律上有効な遺言により、給付金の受取人を変更することができます。た
だし、入院給付金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、給付
金の支払事由（第４条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる
部分については、給付金の受取人を変更することはできません。 なお、健康祝
金の受取人を保険契約者以外の者に変更することはできません。

  ２．本条の１．の給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による給付金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第36条  給付金の受取人の死亡

  １．給付金の受取人が給付金の支払事由（第４条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を給付金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により給付金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により給付金の受取人となった者
のうち生存している他の給付金の受取人を給付金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により給付金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第37条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第38条  保険契約者の代表者および給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。入院給付金等 ＊１ についても同様とします。

   17 契約年齢の計算等について

   第39条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

   第32条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
14条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第33条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   第32条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第10条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡給付金を支払うときはそ
の受取人に支払います。

  ⑴ 給付金の支払事由（第４条）に該当したときまたは保険料払込期間中に被保
険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除き
ます。）

  ⑵ 告知義務違反（第23条）または重大事由（第25条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第29条）または解約（第30条）されたとき  

   第33条  給付金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知  が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、給付金または祝金の支払事
由（第４条）が生じ、会社が給付金または祝金を支払うべきときは、次のとおり
取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金の支払事由が生
じ、給付金を支払うべ
き場合において、その
支払いによりこの保険
契約が消滅することと
なるとき  

  支払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権
者等に支払い、その残額を給付金の受取人に支払い
ます。  

  ⑵ 祝金の支払事由が生じ
たとき  

  ① 支払うべき金額が本条の２．の金額以上の場合
には、支払うべき金額の限度で、本条の２．の
金額を債権者等に支払い、その残額を祝金の受
取人に支払います。

  ② 支払うべき金額が本条の２．の金額を下回る場
合には、支払うべき金額を債権者等に支払いま
す。さらに、本条の１．により解約の効力が生
じたときは、返戻金額を限度に、「本条の２．
の金額から債権者等に支払った金額を差し引い
た金額」を債権者等に支払い、その残額を保険
契約者に支払います。  

   16 給付金の受取人および保険契約者について

   第34条  会社への通知による給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
金の受取人を変更することができます。ただし、入院給付金受取人は、保険契約
者または被保険者に限ります。また、給付金の支払事由（第４条）が発生した場
合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、給付金の受取人を変
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   第38条  補足説明

  ＊１ 入院給付金等
  次の⑴から⑸をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院初期重点給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金
  ⑸ 特定検査給付金

更することはできません。なお、健康祝金の受取人を保険契約者以外の者に変更
することはできません。

  ２． 本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の給付金の受取人に給付金を支
払ったときは、その支払い後に変更後の給付金の受取人から給付金の請求を受け
ても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第35条  遺言による給付金の受取人の変更

  １．第34条（会社への通知による給付金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、法律上有効な遺言により、給付金の受取人を変更することができます。た
だし、入院給付金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、給付
金の支払事由（第４条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる
部分については、給付金の受取人を変更することはできません。 なお、健康祝
金の受取人を保険契約者以外の者に変更することはできません。

  ２．本条の１．の給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による給付金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第36条  給付金の受取人の死亡

  １．給付金の受取人が給付金の支払事由（第４条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を給付金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により給付金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により給付金の受取人となった者
のうち生存している他の給付金の受取人を給付金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により給付金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第37条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第38条  保険契約者の代表者および給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。入院給付金等 ＊１ についても同様とします。

   17 契約年齢の計算等について

   第39条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

   第32条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
14条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第33条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   第32条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第10条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡給付金を支払うときはそ
の受取人に支払います。

  ⑴ 給付金の支払事由（第４条）に該当したときまたは保険料払込期間中に被保
険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除き
ます。）

  ⑵ 告知義務違反（第23条）または重大事由（第25条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第29条）または解約（第30条）されたとき  

   第33条  給付金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知  が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、給付金または祝金の支払事
由（第４条）が生じ、会社が給付金または祝金を支払うべきときは、次のとおり
取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金の支払事由が生
じ、給付金を支払うべ
き場合において、その
支払いによりこの保険
契約が消滅することと
なるとき  

  支払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権
者等に支払い、その残額を給付金の受取人に支払い
ます。  

  ⑵ 祝金の支払事由が生じ
たとき  

  ① 支払うべき金額が本条の２．の金額以上の場合
には、支払うべき金額の限度で、本条の２．の
金額を債権者等に支払い、その残額を祝金の受
取人に支払います。

  ② 支払うべき金額が本条の２．の金額を下回る場
合には、支払うべき金額を債権者等に支払いま
す。さらに、本条の１．により解約の効力が生
じたときは、返戻金額を限度に、「本条の２．
の金額から債権者等に支払った金額を差し引い
た金額」を債権者等に支払い、その残額を保険
契約者に支払います。  

   16 給付金の受取人および保険契約者について

   第34条  会社への通知による給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
金の受取人を変更することができます。ただし、入院給付金受取人は、保険契約
者または被保険者に限ります。また、給付金の支払事由（第４条）が発生した場
合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、給付金の受取人を変
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  第42条  補足説明

 ＊  ４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊５ 消滅する保険契約
保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第３条）
の応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑶ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、被保険者の
死亡により消滅する保
険契約  

  ① 死亡給付金を支払うときは、その受取人に支払
います。

  ② ①以外の場合は、保険契約者に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消
滅する保険契約 ＊５   

  保険契約者に支払います。  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第７
条（給付金・祝金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   19 その他

   第43条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第44条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第45条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の給付金の支払事由（第４条）にかかわる次のいずれかの
事由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがありま
す。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第30条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ

   第39条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第42条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条において「５年
ごと応当日」といいます。

  ＊３ 保険期間が満了する保険契
約

  第28条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第39条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第３
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第40条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第39条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第３条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは給付金額を調整して処理します。

   第41条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または給付金額を調整し
て処理します。

   18 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第42条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第３条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。ただし、保険料払込期間中にあって
は、その５年ごと応当日 ＊２ の前日までの保険
料がすべて払い込まれている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．死亡給付金を支払うときは、その受取人に

支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により保険契約が消

滅するときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が更新
（第27条）されるとき、または保険期間が終身の保
険契約に変更（第28条）されるときは、次のとお
り取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日または変更日から

積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約また

は変更前契約の社員配当金については、更新後
契約または変更後契約においても引き続き積み
立て、更新日または変更日以後、⑴の規定を適
用します。  
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  第42条  補足説明

 ＊  ４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊５ 消滅する保険契約
保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第３条）
の応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑶ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、被保険者の
死亡により消滅する保
険契約  

  ① 死亡給付金を支払うときは、その受取人に支払
います。

  ② ①以外の場合は、保険契約者に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消
滅する保険契約 ＊５   

  保険契約者に支払います。  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第７
条（給付金・祝金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   19 その他

   第43条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第44条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第45条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の給付金の支払事由（第４条）にかかわる次のいずれかの
事由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがありま
す。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第30条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ

   第39条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第42条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条において「５年
ごと応当日」といいます。

  ＊３ 保険期間が満了する保険契
約

  第28条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第39条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第３
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第40条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第39条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第３条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは給付金額を調整して処理します。

   第41条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または給付金額を調整し
て処理します。

   18 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第42条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第３条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。ただし、保険料払込期間中にあって
は、その５年ごと応当日 ＊２ の前日までの保険
料がすべて払い込まれている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．死亡給付金を支払うときは、その受取人に

支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により保険契約が消

滅するときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が更新
（第27条）されるとき、または保険期間が終身の保
険契約に変更（第28条）されるときは、次のとお
り取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日または変更日から

積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約また

は変更前契約の社員配当金については、更新後
契約または変更後契約においても引き続き積み
立て、更新日または変更日以後、⑴の規定を適
用します。  
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   第50条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  ＊２ 手術給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 手術給付金
  ⑵ 放射線治療給付金
  ⑶ 特定検査給付金

  ＊３ 入院給付金等
  次の⑴から⑸をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院初期重点給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金
  ⑸ 特定検査給付金

  ＊４ 特定高度障害状態
  高度障害状態（別表14 ★ ）の
うち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

  

  ⑴ 第17条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第26条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  

   第50条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴から⑷のうち１つまたは２つ以上の
特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 給付金の削減支払
  ① 契約成立日（第３条）から会社の定める削減期間中に被保険者が給付金

の支払事由（第４条）に該当したときは、次のとおり取り扱います。
  ア．入院給付金・入院初期重点給付金を支払うべきときは、入院日各日

について入院給付金日額に次の表の割合を乗じて得た金額を支払い
ます。

  イ．手術給付金等 ＊２ を支払うべきときは、手術給付金等 ＊２ の金額に次
の表の割合を乗じた金額を支払います。

  ② ①にかかわらず、被保険者が災害または感染症（別表15 ★ ）によって
支払事由に該当したときは、給付金の削減支払の対象とはなりません。

保険年度
削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定部位または指定疾病についての不担保
  身体の特定部位および指定疾病（別表16 ★ ）のうち、この保険契約の締結
の際に会社が指定した部位または疾病の治療を直接の目的として、会社の定
める期間中に被保険者が入院したときまたは手術、放射線治療もしくは特定
検査を受けたときは、これに対応する入院給付金等 ＊３ は支払いません。た
だし、災害または感染症（別表15 ★ ）によって支払事由に該当したときは、
特定部位または指定疾病についての不担保の対象とはなりません。

  ⑷ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊４ になったときは、保険料の払込みを免除（第10条）しません。ただし、
感染症（別表15 ★ ）によって特定高度障害状態 ＊４ になったときは、保険料
の払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第18条）は、第19条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この保険契約の更新（第27条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第27条（保険契約の更新）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第27条（保険契約の更新）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後契約には更新前契約に適用されて
いた給付金の削減支払の条件は適用されませ
ん。  

   第46条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第19条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 申込み
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
申込みを含みます。

  ＊４ 承諾
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
承諾を含みます。

  ＊５ 契約成立日
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加が
行われたときは、それぞれ最終
の復活、復旧、入院給付金の日
額の増額または特約の中途付加
の日とします。

  ＊６ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊５ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊５ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第48条  補足説明

  ＊１ 給付金の受取人
  給付金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第46条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 入院給付金の種類
  ⑶ 入院給付金の日額
  ⑷ 契約成立日 ＊１ （第３条）
  ⑸ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、入院給付金のある保険契約または特約の申込み ＊３ を受けたときは、協会
に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会することができま
す。この場合、協会からその結果の連絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に入院給付金のある保険契約ま
たは特約の申込み ＊３ があったときは、本条の３．によって連絡された内容を入
院給付金のある保険契約または特約の承諾 ＊４ の判断の参考とすることができま
す。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊５ から５年 ＊６ 以内に入院給付金の請求を受け
たときは、協会に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会し、
その結果を入院給付金の支払いの判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊４ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、入院給付金、保険契約とあるのは、農業協同組合法に基づく
共済契約においては、それぞれ、被共済者、入院共済金、共済契約と読み替えま
す。

   第47条  時効

  給付金・祝金（第４条）、保険料の払込免除（第10条）、返戻金（第31条）また
は社員配当金（第42条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使
できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第48条  管轄裁判所

  １．この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または給付金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における祝金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟について
は、本条の１．の規定を準用します。

   20 特則について

   第49条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。
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   第50条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  ＊２ 手術給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 手術給付金
  ⑵ 放射線治療給付金
  ⑶ 特定検査給付金

  ＊３ 入院給付金等
  次の⑴から⑸をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院初期重点給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金
  ⑸ 特定検査給付金

  ＊４ 特定高度障害状態
  高度障害状態（別表14 ★ ）の
うち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

  

  ⑴ 第17条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第26条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  

   第50条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴から⑷のうち１つまたは２つ以上の
特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 給付金の削減支払
  ① 契約成立日（第３条）から会社の定める削減期間中に被保険者が給付金

の支払事由（第４条）に該当したときは、次のとおり取り扱います。
  ア．入院給付金・入院初期重点給付金を支払うべきときは、入院日各日

について入院給付金日額に次の表の割合を乗じて得た金額を支払い
ます。

  イ．手術給付金等 ＊２ を支払うべきときは、手術給付金等 ＊２ の金額に次
の表の割合を乗じた金額を支払います。

  ② ①にかかわらず、被保険者が災害または感染症（別表15 ★ ）によって
支払事由に該当したときは、給付金の削減支払の対象とはなりません。

保険年度
削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定部位または指定疾病についての不担保
  身体の特定部位および指定疾病（別表16 ★ ）のうち、この保険契約の締結
の際に会社が指定した部位または疾病の治療を直接の目的として、会社の定
める期間中に被保険者が入院したときまたは手術、放射線治療もしくは特定
検査を受けたときは、これに対応する入院給付金等 ＊３ は支払いません。た
だし、災害または感染症（別表15 ★ ）によって支払事由に該当したときは、
特定部位または指定疾病についての不担保の対象とはなりません。

  ⑷ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊４ になったときは、保険料の払込みを免除（第10条）しません。ただし、
感染症（別表15 ★ ）によって特定高度障害状態 ＊４ になったときは、保険料
の払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第18条）は、第19条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この保険契約の更新（第27条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第27条（保険契約の更新）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第27条（保険契約の更新）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後契約には更新前契約に適用されて
いた給付金の削減支払の条件は適用されませ
ん。  

   第46条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第19条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 申込み
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
申込みを含みます。

  ＊４ 承諾
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
承諾を含みます。

  ＊５ 契約成立日
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加が
行われたときは、それぞれ最終
の復活、復旧、入院給付金の日
額の増額または特約の中途付加
の日とします。

  ＊６ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊５ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊５ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第48条  補足説明

  ＊１ 給付金の受取人
  給付金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第46条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 入院給付金の種類
  ⑶ 入院給付金の日額
  ⑷ 契約成立日 ＊１ （第３条）
  ⑸ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、入院給付金のある保険契約または特約の申込み ＊３ を受けたときは、協会
に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会することができま
す。この場合、協会からその結果の連絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に入院給付金のある保険契約ま
たは特約の申込み ＊３ があったときは、本条の３．によって連絡された内容を入
院給付金のある保険契約または特約の承諾 ＊４ の判断の参考とすることができま
す。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊５ から５年 ＊６ 以内に入院給付金の請求を受け
たときは、協会に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会し、
その結果を入院給付金の支払いの判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊４ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、入院給付金、保険契約とあるのは、農業協同組合法に基づく
共済契約においては、それぞれ、被共済者、入院共済金、共済契約と読み替えま
す。

   第47条  時効

  給付金・祝金（第４条）、保険料の払込免除（第10条）、返戻金（第31条）また
は社員配当金（第42条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使
できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第48条  管轄裁判所

  １．この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または給付金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における祝金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟について
は、本条の１．の規定を準用します。

   20 特則について

   第49条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。
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  ① 第９条（健康祝金のすえ置き支払）の２．の規定にかかわらず、すえ置
かれた健康祝金は被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。

  ② 第16条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取
扱い）の１．中、「保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）」と
あるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（給付金を支払うときはそ
の受取人）」と読み替えます。

  ③ 第42条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ② ①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金

受取人に支払います。
  ④ 第42条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」

を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  

   

 第50条  補足説明

   ＊５ 変更後契約
 保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付医療保険（返戻金なし型）
(2010)契約をいいます。

   第51条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑸をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院初期重点給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金
  ⑸ 特定検査給付金
   

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保ま
た は 特 定 高 度 障 害 状
態 ＊４ についての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後契約には更新前契約に適用さ
れていた特定部位または指定疾病についての不
担保の条件または特定高度障害状態 ＊４ につい
ての不担保の条件と同一の条件が適用されま
す。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後契約には更新前契約に適用され
ていた特定部位または指定疾病についての不担
保の条件または特定高度障害状態 ＊４ について
の不担保の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約への変更（第28条）について、次のとおり取り
扱います。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第28条（保険期間が終身の保険契約への変更）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第28条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後契約 ＊５ には変更前契約に適用さ
れていた給付金の削減支払の条件は適用されま
せん。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保ま
た は 特 定 高 度 障 害 状
態 ＊４ についての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後契約 ＊５ には変更前契約に適
用されていた特定部位または指定疾病について
の不担保の条件または特定高度障害状態 ＊４ に
ついての不担保の条件と同一の条件が適用され
ます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後契約 ＊５ には変更前契約に適用
されていた特定部位または指定疾病についての
不担保の条件または特定高度障害状態 ＊４ につ
いての不担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表14（P.373参照）、別表15（P.374参照）、別表16（P.375参照）  

   第51条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に入院給付金等 ＊２ が支払われるべきとき

は、第４条（給付金・祝金の支払い）の２．－⑴－②を次のとおり読み替え
ます。

  項　目    内　容  

  ②　入院給付金等 ＊２ の支払
事由が生じ、支払うべ
き入院給付金等 ＊２ があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合には、支払うべ
き入院給付金等 ＊２ を被指定契約 ＊１ の死亡給付金受
取人に支払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
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  ① 第９条（健康祝金のすえ置き支払）の２．の規定にかかわらず、すえ置
かれた健康祝金は被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。

  ② 第16条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取
扱い）の１．中、「保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）」と
あるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（給付金を支払うときはそ
の受取人）」と読み替えます。

  ③ 第42条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ② ①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金

受取人に支払います。
  ④ 第42条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」

を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  

   

 第50条  補足説明

   ＊５ 変更後契約
 保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付医療保険（返戻金なし型）
(2010)契約をいいます。

   第51条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑸をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院初期重点給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金
  ⑸ 特定検査給付金
   

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保ま
た は 特 定 高 度 障 害 状
態 ＊４ についての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後契約には更新前契約に適用さ
れていた特定部位または指定疾病についての不
担保の条件または特定高度障害状態 ＊４ につい
ての不担保の条件と同一の条件が適用されま
す。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後契約には更新前契約に適用され
ていた特定部位または指定疾病についての不担
保の条件または特定高度障害状態 ＊４ について
の不担保の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約への変更（第28条）について、次のとおり取り
扱います。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第28条（保険期間が終身の保険契約への変更）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第28条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後契約 ＊５ には変更前契約に適用さ
れていた給付金の削減支払の条件は適用されま
せん。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保ま
た は 特 定 高 度 障 害 状
態 ＊４ についての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後契約 ＊５ には変更前契約に適
用されていた特定部位または指定疾病について
の不担保の条件または特定高度障害状態 ＊４ に
ついての不担保の条件と同一の条件が適用され
ます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後契約 ＊５ には変更前契約に適用
されていた特定部位または指定疾病についての
不担保の条件または特定高度障害状態 ＊４ につ
いての不担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表14（P.373参照）、別表15（P.374参照）、別表16（P.375参照）  

   第51条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に入院給付金等 ＊２ が支払われるべきとき

は、第４条（給付金・祝金の支払い）の２．－⑴－②を次のとおり読み替え
ます。

  項　目    内　容  

  ②　入院給付金等 ＊２ の支払
事由が生じ、支払うべ
き入院給付金等 ＊２ があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合には、支払うべ
き入院給付金等 ＊２ を被指定契約 ＊１ の死亡給付金受
取人に支払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
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  別表３　病院または診療所
  「病院または診療所」とは、次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所（入院給付金および入院初期重点給

付金の支払いについては、四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関し施術を受けるため、柔道整復師法に定める施術
所に収容されたときは、その施術所を含みます。）

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設

  別表４　手術給付金の支払対象となる「手術」
  手術給付金の支払対象となる「手術」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院または診療
所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的として、器具を用い生体に切開、切除、摘出、除去およびそれ
に準ずる操作を加えることをいいます。なお、次の⑴から⑻などは手術給付金の支払対象となる手術には該当しません。

  ⑴ 処置（持続的胸腔ドレナージ、経皮的エタノール注入療法など）、検査、神経ブロック
  ⑵ 診断・検査（生検・腹腔鏡検査・臓器穿刺など）のための手術（注）
  ⑶ 美容整形上の手術
  ⑷ 不妊を目的とする手術
  ⑸ 正常分娩における手術
  ⑹ 人工妊娠中絶手術（注）
  ⑺ 歯科治療に伴う歯科手術（歯肉切除手術、インプラントなど）（注）
  ⑻ 屈折異常に対する視力矯正手術  

  注
  医科診療報酬点数表（手術を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で手術料が算定される場合には、手術給付
金の支払対象となる手術に該当します。

  別表５　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表６　医科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている医科
診療報酬点数表をいいます。

  別表７　歯科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている歯科
診療報酬点数表をいいます。

  別表８　先進医療
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、平成18年９月12日厚生労働省告示第495号「厚
生労働大臣の定める評価療養および選定療養」の規定に基づき、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごとに厚生労働大臣
が定める施設基準に適合しない病院または診療所において行われるものも先進医療とみなして取り扱います。）をいいます。 な
お、診断、測定、試験、解析、評価および検索を主たる目的とした診療行為ならびに注射、点滴、薬剤投与などは含みません。

   別表１　入院給付金および入院初期重点給付金の支払対象となる入院
  入院給付金および入院初期重点給付金の支払対象となる「入院」とは、医師（注１）による治療（注２）が必要であり、かつ自
宅等での治療（注２）が困難なため、病院または診療所（別表３）に入り、常に医師（注１）の管理下において治療（注２）に
専念することをいいます。ただし、入院時の医学的水準、医学的常識に照らし、客観的、合理的な入院に限ります。なお、次の
⑴から⑶などは入院給付金および入院初期重点給付金の支払対象となる入院には該当しません。

  ⑴ 美容整形のための入院
  ⑵ 正常分娩のための入院
  ⑶ 治療処置を伴わない人間ドック検査のための入院  

  注
  １． 四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関しては、柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます。
  ２．柔道整復師による施術を含みます。

    別表２　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電

368



369

  別表３　病院または診療所
  「病院または診療所」とは、次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所（入院給付金および入院初期重点給

付金の支払いについては、四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関し施術を受けるため、柔道整復師法に定める施術
所に収容されたときは、その施術所を含みます。）

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設

  別表４　手術給付金の支払対象となる「手術」
  手術給付金の支払対象となる「手術」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院または診療
所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的として、器具を用い生体に切開、切除、摘出、除去およびそれ
に準ずる操作を加えることをいいます。なお、次の⑴から⑻などは手術給付金の支払対象となる手術には該当しません。

  ⑴ 処置（持続的胸腔ドレナージ、経皮的エタノール注入療法など）、検査、神経ブロック
  ⑵ 診断・検査（生検・腹腔鏡検査・臓器穿刺など）のための手術（注）
  ⑶ 美容整形上の手術
  ⑷ 不妊を目的とする手術
  ⑸ 正常分娩における手術
  ⑹ 人工妊娠中絶手術（注）
  ⑺ 歯科治療に伴う歯科手術（歯肉切除手術、インプラントなど）（注）
  ⑻ 屈折異常に対する視力矯正手術  

  注
  医科診療報酬点数表（手術を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で手術料が算定される場合には、手術給付
金の支払対象となる手術に該当します。

  別表５　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表６　医科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている医科
診療報酬点数表をいいます。

  別表７　歯科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている歯科
診療報酬点数表をいいます。

  別表８　先進医療
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、平成18年９月12日厚生労働省告示第495号「厚
生労働大臣の定める評価療養および選定療養」の規定に基づき、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごとに厚生労働大臣
が定める施設基準に適合しない病院または診療所において行われるものも先進医療とみなして取り扱います。）をいいます。 な
お、診断、測定、試験、解析、評価および検索を主たる目的とした診療行為ならびに注射、点滴、薬剤投与などは含みません。

   別表１　入院給付金および入院初期重点給付金の支払対象となる入院
  入院給付金および入院初期重点給付金の支払対象となる「入院」とは、医師（注１）による治療（注２）が必要であり、かつ自
宅等での治療（注２）が困難なため、病院または診療所（別表３）に入り、常に医師（注１）の管理下において治療（注２）に
専念することをいいます。ただし、入院時の医学的水準、医学的常識に照らし、客観的、合理的な入院に限ります。なお、次の
⑴から⑶などは入院給付金および入院初期重点給付金の支払対象となる入院には該当しません。

  ⑴ 美容整形のための入院
  ⑵ 正常分娩のための入院
  ⑶ 治療処置を伴わない人間ドック検査のための入院  

  注
  １． 四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関しては、柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます。
  ２．柔道整復師による施術を含みます。

    別表２　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電
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  分類項目    基本分類コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物
  消化器の悪性新生物
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物
  骨および関節軟骨の悪性新生物
  皮膚の黒色腫およびその他の皮膚の悪性新生物
  中皮および軟部組織の悪性新生物
  乳房の悪性新生物
  女性生殖器の悪性新生物
  男性生殖器の悪性新生物
  腎尿路の悪性新生物
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物
  上皮内新生物
  真正赤血球増加症＜多血症＞
  骨髄異形成症候群
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のう
ち、
  　慢性骨髄増殖性疾患
  　本態性（出血性）血小板血症  
リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、
　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの

  C00-C14
  C15-C26
  C30-C39
  C40-C41
  C43-C44
  C45-C49

  C50
  C51-C58
  C60-C63
  C64-C68
  C69-C72
  C73-C75
  C76-C80
  C81-C96

  C97
  D00-D07､ D09

  D45
  D46

  
  

  D47.1
  D47.3  

D76.0

  ２．がんの定義
  １．に定める悪性新生物および上皮内新生物のうち、新生物の形態の性状コードが４．に定める悪性または上皮内癌に該当
するものをいいます。

  ３．がんの診断確定
  がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見（生検を含みます。）による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由および画像所見など他の所見による診断確定

の根拠が明らかであるときは、その診断確定    

  ４．新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　
腫瘍学（NCC監修）第３版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次
のものをいいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
  　　　　　　非侵襲性
  ／３‥‥‥悪性、原発部位
  ／６‥‥‥悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位
  ／９‥‥‥悪性、原発部位または転移部位の別不詳  

  別表12　特定検査給付金の支払対象となる特定検査
  特定検査給付金の支払対象となる「特定検査」とは、治療を直接の目的として行われる次の検査をいいます。ただし、すでに特
定検査給付金の支払事由に該当しているときは、特定検査給付金が支払われることとなった最終の検査日からその日を含めて
60日経過後に受けた特定検査であることを必要とします。

  ⑴ 脳動脈（内頸動脈、椎骨動脈を含みます。）に対する血管カテーテル検査
  ⑵ 心臓（冠動脈、肺動脈を含みます。）に対する血管カテーテル検査
  ⑶ 腹腔鏡検査
  ⑷ 胸腔鏡検査
  ⑸ 縦隔鏡検査  

  別表９　開頭脳手術、開胸心臓手術、がん組織摘出手術の定義　

  手術名    手術の定義  

  開頭脳手術    脳に対する治療を直接の目的とした、開頭（穿頭を含みます。）を伴う手術（注）をいい
ます。なお、経鼻的下垂体腫瘍摘出術および経耳的聴神経腫瘍摘出術は、開頭脳手術と
みなして取り扱います。
  注　生検、試験開頭術および血管カテーテルによる手術は除きます。  

  開胸心臓手術    心臓または大動脈（冠動脈・大静脈・肺動脈・肺静脈を含みます。）に対する治療を直接
の目的とした開胸（開心を含みます。）を伴う手術（注）をいいます。なお、開胸心臓マッ
サージおよび開胸心嚢ドレナージは、開胸心臓手術とみなして取り扱います。
  注　生検、試験開胸術および血管カテーテルによる手術は除きます。  

  がん組織摘出手術
    
    
    

  器具を用い生体に切開・切除を加えて、がん（別表11）組織を体外に摘出・摘除（注１）
（蒸散・凝固・融解・焼灼は含みません。）する手術（注２）をいいます。
  注１　摘出・摘除した組織に、がん（別表11）細胞が含まれていることを必要とします。
  注２　生検および経口的、経鼻的、経耳的、経尿道的、経肛門的もしくは経膣的に行われ

るファイバースコープによる手術または血管カテーテルによる手術は除きます。  

  別表10　放射線治療給付金の支払対象となる診療行為　
  放射線治療給付金の支払対象となる「診療行為」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院
または診療所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的とする放射線照射または温熱療法による診療行為を
いいます。なお、次の⑴から⑸などは放射線治療給付金の支払対象となる診療行為には該当しません。

  ⑴ 処置（光線療法・皮膚レーザー照射療法など）
  ⑵ 検査（エックス線診断など）
  ⑶ 血液照射
  ⑷ 放射性化合物の投与による照射（内用療法など）（注）
  ⑸ 歯科治療に伴う放射線照射（注）  

  注
  医科診療報酬点数表（診療行為を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で放射線治療料が算定される場合には、
放射線治療給付金の支払対象となる診療行為に該当します。

  別表11　　
  １．支払対象となる悪性新生物および上皮内新生物

  支払対象となる「悪性新生物および上皮内新生物」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中
下記のものとし、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10

（2003年版）準拠」によるものとします。
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  分類項目    基本分類コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物
  消化器の悪性新生物
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物
  骨および関節軟骨の悪性新生物
  皮膚の黒色腫およびその他の皮膚の悪性新生物
  中皮および軟部組織の悪性新生物
  乳房の悪性新生物
  女性生殖器の悪性新生物
  男性生殖器の悪性新生物
  腎尿路の悪性新生物
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物
  上皮内新生物
  真正赤血球増加症＜多血症＞
  骨髄異形成症候群
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のう
ち、
  　慢性骨髄増殖性疾患
  　本態性（出血性）血小板血症  
リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、
　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの

  C00-C14
  C15-C26
  C30-C39
  C40-C41
  C43-C44
  C45-C49

  C50
  C51-C58
  C60-C63
  C64-C68
  C69-C72
  C73-C75
  C76-C80
  C81-C96

  C97
  D00-D07､ D09

  D45
  D46

  
  

  D47.1
  D47.3  

D76.0

  ２．がんの定義
  １．に定める悪性新生物および上皮内新生物のうち、新生物の形態の性状コードが４．に定める悪性または上皮内癌に該当
するものをいいます。

  ３．がんの診断確定
  がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見（生検を含みます。）による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由および画像所見など他の所見による診断確定

の根拠が明らかであるときは、その診断確定    

  ４．新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　
腫瘍学（NCC監修）第３版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次
のものをいいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
  　　　　　　非侵襲性
  ／３‥‥‥悪性、原発部位
  ／６‥‥‥悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位
  ／９‥‥‥悪性、原発部位または転移部位の別不詳  

  別表12　特定検査給付金の支払対象となる特定検査
  特定検査給付金の支払対象となる「特定検査」とは、治療を直接の目的として行われる次の検査をいいます。ただし、すでに特
定検査給付金の支払事由に該当しているときは、特定検査給付金が支払われることとなった最終の検査日からその日を含めて
60日経過後に受けた特定検査であることを必要とします。

  ⑴ 脳動脈（内頸動脈、椎骨動脈を含みます。）に対する血管カテーテル検査
  ⑵ 心臓（冠動脈、肺動脈を含みます。）に対する血管カテーテル検査
  ⑶ 腹腔鏡検査
  ⑷ 胸腔鏡検査
  ⑸ 縦隔鏡検査  

  別表９　開頭脳手術、開胸心臓手術、がん組織摘出手術の定義　

  手術名    手術の定義  

  開頭脳手術    脳に対する治療を直接の目的とした、開頭（穿頭を含みます。）を伴う手術（注）をいい
ます。なお、経鼻的下垂体腫瘍摘出術および経耳的聴神経腫瘍摘出術は、開頭脳手術と
みなして取り扱います。
  注　生検、試験開頭術および血管カテーテルによる手術は除きます。  

  開胸心臓手術    心臓または大動脈（冠動脈・大静脈・肺動脈・肺静脈を含みます。）に対する治療を直接
の目的とした開胸（開心を含みます。）を伴う手術（注）をいいます。なお、開胸心臓マッ
サージおよび開胸心嚢ドレナージは、開胸心臓手術とみなして取り扱います。
  注　生検、試験開胸術および血管カテーテルによる手術は除きます。  

  がん組織摘出手術
    
    
    

  器具を用い生体に切開・切除を加えて、がん（別表11）組織を体外に摘出・摘除（注１）
（蒸散・凝固・融解・焼灼は含みません。）する手術（注２）をいいます。
  注１　摘出・摘除した組織に、がん（別表11）細胞が含まれていることを必要とします。
  注２　生検および経口的、経鼻的、経耳的、経尿道的、経肛門的もしくは経膣的に行われ

るファイバースコープによる手術または血管カテーテルによる手術は除きます。  

  別表10　放射線治療給付金の支払対象となる診療行為　
  放射線治療給付金の支払対象となる「診療行為」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院
または診療所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的とする放射線照射または温熱療法による診療行為を
いいます。なお、次の⑴から⑸などは放射線治療給付金の支払対象となる診療行為には該当しません。

  ⑴ 処置（光線療法・皮膚レーザー照射療法など）
  ⑵ 検査（エックス線診断など）
  ⑶ 血液照射
  ⑷ 放射性化合物の投与による照射（内用療法など）（注）
  ⑸ 歯科治療に伴う放射線照射（注）  

  注
  医科診療報酬点数表（診療行為を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で放射線治療料が算定される場合には、
放射線治療給付金の支払対象となる診療行為に該当します。

  別表11　　
  １．支払対象となる悪性新生物および上皮内新生物

  支払対象となる「悪性新生物および上皮内新生物」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中
下記のものとし、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10

（2003年版）準拠」によるものとします。
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  別表14　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。

  別表13　給付金・祝金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．入院給付金の支払い  

  ⑴ 入院給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 入院給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 入院給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 不慮の事故（別表２）を原因とするときは、不慮の事故（別表２）であることを証

明する書類および会社所定の様式による医師の診断書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．入院初期重点給付金の支払い  

  ⑴ 入院初期重点給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 入院初期重点給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 入院初期重点給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 不慮の事故（別表２）を原因とするときは、不慮の事故（別表２）であることを証

明する書類および会社所定の様式による医師の診断書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．手術給付金の支払い  

  ⑴ 手術給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による手術を受けた病院または診療所の医師の手術証明書
  ⑶ 手術給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 手術給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ４．放射線治療給付金の支払い    

  ⑴ 放射線治療給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による放射線治療を受けた病院または診療所の医師の手術証明書
  ⑶ 放射線治療給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 放射線治療給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ５．特定検査給付金の支払い  

  ⑴ 特定検査給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による特定検査を受けた病院または診療所の医師の検査証明書
  ⑶ 特定検査給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 特定検査給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ６．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ７．健康祝金の支払い  

  ⑴ 健康祝金支払請求書
  ⑵ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑶ 健康祝金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑷ 健康祝金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ８．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第10条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表２）
であることを証明する書類

  ⑶   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金・祝金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に

診断を行わせることがあります。
  ⑶ ７．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  
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  別表14　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。

  別表13　給付金・祝金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．入院給付金の支払い  

  ⑴ 入院給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 入院給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 入院給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 不慮の事故（別表２）を原因とするときは、不慮の事故（別表２）であることを証

明する書類および会社所定の様式による医師の診断書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．入院初期重点給付金の支払い  

  ⑴ 入院初期重点給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 入院初期重点給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 入院初期重点給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 不慮の事故（別表２）を原因とするときは、不慮の事故（別表２）であることを証

明する書類および会社所定の様式による医師の診断書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．手術給付金の支払い  

  ⑴ 手術給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による手術を受けた病院または診療所の医師の手術証明書
  ⑶ 手術給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 手術給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ４．放射線治療給付金の支払い    

  ⑴ 放射線治療給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による放射線治療を受けた病院または診療所の医師の手術証明書
  ⑶ 放射線治療給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 放射線治療給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ５．特定検査給付金の支払い  

  ⑴ 特定検査給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による特定検査を受けた病院または診療所の医師の検査証明書
  ⑶ 特定検査給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 特定検査給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ６．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ７．健康祝金の支払い  

  ⑴ 健康祝金支払請求書
  ⑵ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑶ 健康祝金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑷ 健康祝金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ８．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第10条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表２）
であることを証明する書類

  ⑶   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金・祝金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に

診断を行わせることがあります。
  ⑶ ７．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  
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  別表16　特定部位および指定疾病一覧表

特定部位および指定疾病

１．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む。）
２．鼻（副鼻腔を含む。）
３．耳（内耳・中耳および外耳を含む。）・乳様突起
４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺
５．甲状腺
６．咽頭（扁桃を含む。）・喉頭
７．肺臓・胸膜・気管・気管支
８．胃・十二指腸（この臓器の手術にともなって空腸の手術を受けたときは空腸も含む。）
９．肝臓・胆嚢・胆管
10．膵臓
11．盲腸（虫様突起を含む。）
12．大腸・小腸
13．直腸・肛門
14．腎臓・尿管
15．膀胱・尿道
16．前立腺
17．睾丸・副睾丸
18．乳房（乳腺を含む。）
19．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）
20．頸椎部（当該神経を含む。）
21．胸椎部（当該神経を含む。）
22．腰椎部（当該神経を含む。）
23．右上肢（右肩関節部を含む。）
24．左上肢（左肩関節部を含む。）
25．右下肢（右股関節部を含む。）
26．左下肢（左股関節部を含む。）
27．鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰嚢ヘルニアまたは大腿ヘルニアが生じた場合に限る。）
28．鎖骨
29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）
30．妊娠子宮（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）
31．仙骨部・尾骨部（当該神経を含む。）
32．食道
42．顔面部（口唇裂・顎裂・口蓋裂およびこれらの合併の場合に限る。）
43．上顎骨・下顎骨・顎関節
44．甲状腺・副甲状腺
45．食道・胃・十二指腸
46．食道・胃・小腸（十二指腸、空腸、回腸を含む。）・大腸（盲腸、結腸、直腸を含む。）
47．肝臓（肝内胆管を含む。）
48．胆嚢・胆管（肝内胆管を含まない。）
49．脾臓
50．腎臓・尿管・膀胱・尿道
51．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢（陰嚢を含む。）
52．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）・妊娠糖尿病
53．妊娠子宮（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）・妊娠糖尿病
54．頸椎部・腰椎部（当該神経を含む。）
55．腰椎部・仙骨部（当該神経を含む。）
56．脊椎部（当該神経を含む。）
57．上肢（肩関節部を含む。）
58．下肢（股関節部を含む。）
59．上肢・下肢（肩関節部・股関節部を含む。）
60．痛風（痛風結節、痛風性関節炎、高尿酸血症を含む。）・尿路結石（腎結石、尿管結石、膀胱結石、尿道結石をいう。）
61．末梢動脈疾患

   

  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの
をいいます。

  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし
くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表15　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  U04  
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  別表16　特定部位および指定疾病一覧表

特定部位および指定疾病

１．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む。）
２．鼻（副鼻腔を含む。）
３．耳（内耳・中耳および外耳を含む。）・乳様突起
４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺
５．甲状腺
６．咽頭（扁桃を含む。）・喉頭
７．肺臓・胸膜・気管・気管支
８．胃・十二指腸（この臓器の手術にともなって空腸の手術を受けたときは空腸も含む。）
９．肝臓・胆嚢・胆管
10．膵臓
11．盲腸（虫様突起を含む。）
12．大腸・小腸
13．直腸・肛門
14．腎臓・尿管
15．膀胱・尿道
16．前立腺
17．睾丸・副睾丸
18．乳房（乳腺を含む。）
19．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）
20．頸椎部（当該神経を含む。）
21．胸椎部（当該神経を含む。）
22．腰椎部（当該神経を含む。）
23．右上肢（右肩関節部を含む。）
24．左上肢（左肩関節部を含む。）
25．右下肢（右股関節部を含む。）
26．左下肢（左股関節部を含む。）
27．鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰嚢ヘルニアまたは大腿ヘルニアが生じた場合に限る。）
28．鎖骨
29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）
30．妊娠子宮（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）
31．仙骨部・尾骨部（当該神経を含む。）
32．食道
42．顔面部（口唇裂・顎裂・口蓋裂およびこれらの合併の場合に限る。）
43．上顎骨・下顎骨・顎関節
44．甲状腺・副甲状腺
45．食道・胃・十二指腸
46．食道・胃・小腸（十二指腸、空腸、回腸を含む。）・大腸（盲腸、結腸、直腸を含む。）
47．肝臓（肝内胆管を含む。）
48．胆嚢・胆管（肝内胆管を含まない。）
49．脾臓
50．腎臓・尿管・膀胱・尿道
51．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢（陰嚢を含む。）
52．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）・妊娠糖尿病
53．妊娠子宮（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）・妊娠糖尿病
54．頸椎部・腰椎部（当該神経を含む。）
55．腰椎部・仙骨部（当該神経を含む。）
56．脊椎部（当該神経を含む。）
57．上肢（肩関節部を含む。）
58．下肢（股関節部を含む。）
59．上肢・下肢（肩関節部・股関節部を含む。）
60．痛風（痛風結節、痛風性関節炎、高尿酸血症を含む。）・尿路結石（腎結石、尿管結石、膀胱結石、尿道結石をいう。）
61．末梢動脈疾患

   

  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの
をいいます。

  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし
くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表15　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  U04  

375

約

款

別

表

５
年
ご
と
利
差
配
当
付
医
療
保
険
（
返
戻
金
な
し
型
）（
２
０
１
０
）



   別表１　入院給付金の支払対象となる入院 ………………………………………………………………………………………………………
  別表２　対象となる不慮の事故 ……………………………………………………………………………………………………………………
  別表３　病院または診療所…………………………………………………………………………………………………………………………
  別表４　手術給付金の支払対象となる「手術」…………………………………………………………………………………………………
  別表５　公的医療保険制度…………………………………………………………………………………………………………………………
  別表６　医科診療報酬点数表………………………………………………………………………………………………………………………
  別表７　歯科診療報酬点数表………………………………………………………………………………………………………………………
  別表８　先進医療……………………………………………………………………………………………………………………………………
  別表９　放射線治療給付金の支払対象となる診療行為　 ………………………………………………………………………………………
  別表10　給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類 ……………………………………………………………………
  別表11　対象となる高度障害状態および身体障害の状態 ……………………………………………………………………………………
  別表12　感染症 ……………………………………………………………………………………………………………………………………
  別表13　特定部位および指定疾病一覧表 ………………………………………………………………………………………………………   

   ５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)普通保険約款目次

  この保険の特色……………………………………………………

   １ 保障の開始について
   第１条 責任開始の時………………………………………

   ２ 給付金の支払いについて
   第２条 給付金の支払い……………………………………
   第３条 免責事由……………………………………………

   ３ 給付金の支払請求手続について
   第４条 給付金の支払請求手続……………………………
   第５条 給付金の支払時期…………………………………

   ４ 死亡給付金の支払方法の選択について
   第６条 死亡給付金の支払方法の選択……………………

   ５ 保険料の払込免除について
   第７条 保険料の払込免除…………………………………
   第８条 保険料の払込免除の免責事由……………………

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について
   第９条 保険料の払込免除の請求手続……………………

   ７ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について
   第₁₀条 保険料払込期間中の被保険者の死亡……………

   ８ 保険料の払込みについて
   第₁₁条 保険料の払込み……………………………………
   第₁₂条 保険料の払込方法（経路）………………………
   第₁₃条 払込期月中または猶予期間中に支払事由等

が生じた場合の取扱い……………………………
   第₁₄条 保険料の前納および予納…………………………

   ９ 失効と復活について
   第₁₅条 保険契約の失効……………………………………
   第₁₆条 保険契約の復活……………………………………

   10 取消しと無効について
   第₁₇条 詐欺による取消し…………………………………
   第₁₈条 不法取得目的による無効…………………………

   11 告知義務と解除について
   第₁₉条 告知義務……………………………………………
   第₂₀条 告知義務違反による解除…………………………
   第₂₁条 告知義務違反による解除ができないとき………
   第₂₂条 重大事由による解除………………………………

   12 契約内容の変更および更新等について
   第₂₃条 保険料払込方法の変更……………………………
   第₂₄条 保険契約の更新……………………………………
   第₂₅条 保険期間が終身の保険契約への変更……………
   第₂₆条 入院給付金日額の減額……………………………

   13 解約等について
   第₂₇条 保険契約の解約……………………………………
   第₂₈条 返戻金………………………………………………
   第₂₉条 保険料の未経過分に相当する返還金……………
   第₃₀条 給付金の受取人による保険契約の存続…………

   14 給付金の受取人および保険契約者について
   第₃₁条 会社への通知による給付金の受取人の変更……
   第₃₂条 遺言による給付金の受取人の変更………………
   第₃₃条 給付金の受取人の死亡……………………………
   第₃₄条 保険契約者の権利義務の承継……………………
   第₃₅条 保険契約者の代表者および給付金の受取人

の代表者……………………………………………

   15 契約年齢の計算等について
   第₃₆条 契約年齢の計算……………………………………
   第₃₇条 契約年齢の誤りの処理……………………………
   第₃₈条 性別の誤りの処理…………………………………

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について
   第₃₉条 社員配当金の割当ておよび支払い………………

   17 その他
   第₄₀条 被保険者の業務の変更、転居および旅行………
   第₄₁条 保険契約者の住所の変更…………………………
   第₄₂条 法令等の改正等に伴う支払事由の変更…………
   第₄₃条 契約内容の登録……………………………………
   第₄₄条 時効…………………………………………………
   第₄₅条 管轄裁判所…………………………………………

   18 特則について
   第₄₆条 郵便等の方法により申込みを行う保険契約

の場合の特則………………………………………
   第₄₇条 特別条件を付ける場合の特則……………………
   第₄₈条 被指定契約がある場合の特則……………………   

  ５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)普通保険約款  
  （実施　平23.8.2 ／改正　平27.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    病気・けがによる所定の入院や手術等に対する保障  
  給付金の種類    ⑴ 入院給付金

  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金
  ⑷ 死亡給付金（保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保険料払込期間満了後の保険期間

中の場合に限ります。）  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第19条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立
日 ★ とします。契約年齢（第36条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 給付金の支払いについて

   第２条  給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して給付金をその受取人に支払います。ただし、免責
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  ５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)普通保険約款  
  （実施　平23.8.2 ／改正　平27.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    病気・けがによる所定の入院や手術等に対する保障  
  給付金の種類    ⑴ 入院給付金

  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金
  ⑷ 死亡給付金（保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保険料払込期間満了後の保険期間

中の場合に限ります。）  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第19条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立
日 ★ とします。契約年齢（第36条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 給付金の支払いについて

   第２条  給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して給付金をその受取人に支払います。ただし、免責
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    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 傷害
  責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）を直接
の原因とする傷害をいいます。

  ＊３ 疾病
  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存 Ａ は
含みません。なお、責任開始の
時 ＊１ 以後に生じた「不慮の事故

（別表２ ★ ）以外の外因」を直
接の原因とする傷害について
は、疾病とみなして取り扱いま
す。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊４ 入院日数が１日
  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

  ＊５ 医科診療報酬点数表に手術
料の算定対象として列挙さ
れている手術

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に手術料の算定対
象として列挙されている手術の
うち、医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点における医科診
療報酬点数表に限ります。）に
おいても手術料の算定対象とし
て列挙されている手術を含みま
す。

  ＊６ 先進医療に該当する手術
  放射線照射および温熱療法によ
る診療行為は含まれません。

事由（第３条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

入
院
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす入院（別表１ ★ ）をした
とき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする入院

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする入院

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
への入院

  ⑷ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院  

  １回の入院につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  （入院日数）  

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  

手
術
給
付
金      

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす手術（別表４ ★ ）を受け
たとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする手術

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする手術

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における手術

  ⑷ 次のいずれかに該当する手術
  ① 公的医療保険制度（別表

５ ★ ）に基づく医科診療報
酬点数表（別表６ ★ ）（以
下「医科診療報酬点数表」
といいます。）に手術料の
算定対象として列挙されて
いる手術 ＊５ 
  ただし、次に定める手術は
除きます。
  ア．創傷処理（創傷処理に

伴う縫合術を含みま
す。）

  イ．皮膚切開術
  ウ．デブリードマン
  エ．骨、軟骨、関節のいず

れかに対する整復術、
整復固定術、授動術の
うち非観血的または徒
手的なもの

  オ．外耳道異物除去術また
は鼻内異物摘出術

  カ．皮膚腫瘍または皮下腫
瘍の摘出術

  キ．会陰（陰門）切開およ
び縫合術（分娩時）ま
たは胎児外回転術

  ク．抜歯手術
  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該

当する手術 ＊６   

  手術１回につき、次のいずれか
の金額
  ⑴　入院中に受けた手術

  （入院給付金日額）
  ×
  10

  ⑵　入院中以外に受けた手術
  （入院給付金日額）

  ×
  ５    

  （注） 医科診療報酬点数表において一連の治療過程に連続して受け
た場合でも手術料が１回のみ算定されるものとして定められ
ている手術は、本条の２．－⑶－③の規定により、14日に１
回の給付を限度とします。    

  第２条  補足説明

  ＊   ７ 医科診療報酬点数表に放射
線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に放射線治療料の
算定対象として列挙されている
診療行為のうち、医科診療報酬
点数表（診療行為を受けた時点
における医科診療報酬点数表に
限ります。）においても放射線
治療料の算定対象として列挙さ
れている診療行為を含みます。

  ＊８ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

放
射
線
治
療
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に、次のす
べてを満たす診療行為（別表９ ★ ）

（以下「放射線治療」といいます。）
を受けたとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする診療行為

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする診療行為

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における診療行為

  ⑷ 次のいずれかに該当する診療行
為
  ① 医科診療報酬点数表に放射

線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為 ＊７ 

  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該
当する放射線照射または温
熱療法による診療行為    

  放射線治療１回につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  10    

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  （注） 本条の２．－⑷－②の規定により、「放射線照射」または「温
熱療法」による診療行為それぞれにつき、60日に１回の給付
を限度とします。    

  

死
亡
給
付
金  

  保険期間が終身の保険契約の場合
で、被保険者が、保険料払込期間満
了後の保険期間中に死亡したとき
  （注） 保険料払込期間が終身の保険

契約の場合には、死亡給付金
はありません。  

  （入院給付金日額）
  ×
  10  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

  ２．給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 入院給付金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 入院給付金等 ＊８ の支払
事由が生じ、支払うべ
き入院給付金等 ＊８ があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る死亡給付金の支払請
求があったとき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合で、死亡給付金
が支払われるときは、支払うべき入院給付金等 ＊８

 を死亡給付金受取人に支払います。  
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    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 傷害
  責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）を直接
の原因とする傷害をいいます。

  ＊３ 疾病
  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存 Ａ は
含みません。なお、責任開始の
時 ＊１ 以後に生じた「不慮の事故

（別表２ ★ ）以外の外因」を直
接の原因とする傷害について
は、疾病とみなして取り扱いま
す。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊４ 入院日数が１日
  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

  ＊５ 医科診療報酬点数表に手術
料の算定対象として列挙さ
れている手術

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に手術料の算定対
象として列挙されている手術の
うち、医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点における医科診
療報酬点数表に限ります。）に
おいても手術料の算定対象とし
て列挙されている手術を含みま
す。

  ＊６ 先進医療に該当する手術
  放射線照射および温熱療法によ
る診療行為は含まれません。

事由（第３条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

入
院
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす入院（別表１ ★ ）をした
とき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする入院

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする入院

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
への入院

  ⑷ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院  

  １回の入院につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  （入院日数）  

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  

手
術
給
付
金      

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす手術（別表４ ★ ）を受け
たとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする手術

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする手術

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における手術

  ⑷ 次のいずれかに該当する手術
  ① 公的医療保険制度（別表

５ ★ ）に基づく医科診療報
酬点数表（別表６ ★ ）（以
下「医科診療報酬点数表」
といいます。）に手術料の
算定対象として列挙されて
いる手術 ＊５ 
  ただし、次に定める手術は
除きます。
  ア．創傷処理（創傷処理に

伴う縫合術を含みま
す。）

  イ．皮膚切開術
  ウ．デブリードマン
  エ．骨、軟骨、関節のいず

れかに対する整復術、
整復固定術、授動術の
うち非観血的または徒
手的なもの

  オ．外耳道異物除去術また
は鼻内異物摘出術

  カ．皮膚腫瘍または皮下腫
瘍の摘出術

  キ．会陰（陰門）切開およ
び縫合術（分娩時）ま
たは胎児外回転術

  ク．抜歯手術
  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該

当する手術 ＊６   

  手術１回につき、次のいずれか
の金額
  ⑴　入院中に受けた手術

  （入院給付金日額）
  ×
  10

  ⑵　入院中以外に受けた手術
  （入院給付金日額）

  ×
  ５    

  （注） 医科診療報酬点数表において一連の治療過程に連続して受け
た場合でも手術料が１回のみ算定されるものとして定められ
ている手術は、本条の２．－⑶－③の規定により、14日に１
回の給付を限度とします。    

  第２条  補足説明

  ＊   ７ 医科診療報酬点数表に放射
線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に放射線治療料の
算定対象として列挙されている
診療行為のうち、医科診療報酬
点数表（診療行為を受けた時点
における医科診療報酬点数表に
限ります。）においても放射線
治療料の算定対象として列挙さ
れている診療行為を含みます。

  ＊８ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

放
射
線
治
療
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に、次のす
べてを満たす診療行為（別表９ ★ ）

（以下「放射線治療」といいます。）
を受けたとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする診療行為

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする診療行為

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における診療行為

  ⑷ 次のいずれかに該当する診療行
為
  ① 医科診療報酬点数表に放射

線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為 ＊７ 

  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該
当する放射線照射または温
熱療法による診療行為    

  放射線治療１回につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  10    

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  （注） 本条の２．－⑷－②の規定により、「放射線照射」または「温
熱療法」による診療行為それぞれにつき、60日に１回の給付
を限度とします。    

  

死
亡
給
付
金  

  保険期間が終身の保険契約の場合
で、被保険者が、保険料払込期間満
了後の保険期間中に死亡したとき
  （注） 保険料払込期間が終身の保険

契約の場合には、死亡給付金
はありません。  

  （入院給付金日額）
  ×
  10  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

  ２．給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 入院給付金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 入院給付金等 ＊８ の支払
事由が生じ、支払うべ
き入院給付金等 ＊８ があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る死亡給付金の支払請
求があったとき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合で、死亡給付金
が支払われるときは、支払うべき入院給付金等 ＊８

 を死亡給付金受取人に支払います。  
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  第２条  補足説明

  ＊   ９ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活が行
われたときは、最終の復活の日
とします。

  ＊10 この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  ＊11 同一の疾病
  医学上密接な関係にある一連の
疾病 ＊３ をいいます。「糖尿病と
糖尿病性網膜症」、「肝硬変と食
道静脈瘤」または「狭心症と心
筋梗塞」など病名や部位が異な
る場合であっても、医学上密接
な関係があるときは、同一の疾
病として取り扱います。

⑵ 入院給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により入院をしたとき  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊９ からその日を含めて２年を経

過した後に入院を開始した場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊10 に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。  

  ② 被保険者が、保険期間
中に入院給付金の支払
事由に定める入院を開
始した場合で、その入
院が保険期間満了日を
含んで継続したとき  

  その継続した入院について、保険期間満了後も保険
期間中の入院とみなします。
  （注） この規定は、手術給付金、放射線治療給付金

および死亡給付金の支払いに関しては適用し
ません。  

  ③ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊11 を直接の原因とし
て、入院給付金の支払
事由に該当する入院を
２回以上したとき  

  「入院給付金が支払われる最終の入院」の退院日の
翌日から、その日を含めて「次の入院」の開始日ま
での期間に応じ、次のとおり取り扱います。
  ア．180日以下

  「入院給付金が支払われる最終の入院」と「次
の入院」を１回の入院とみなします。

  イ．181日以上
  「次の入院」を新たな入院とみなします。  

  ④ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊11 を直接の原因とし
て、転入院または再入
院したとき  

  次のとおり取り扱います。
  ア．保険期間中に転入院または再入院したことを証

明する書類があり、かつ、退院日の翌日からそ
の日を含めて転入院または再入院の開始日の前
日までの期間が30日以下のときは、１回の入
院とみなします。

  イ．保険期間満了後に転入院または再入院した場合
でも、退院日の当日または翌日に転入院または
再入院したときは、ア．に準じて取り扱います。  

  ⑤ 入院給付金の支払限度
日数  

  ア．１回の入院について60日とします。
  イ．通算して1,000日とします。  

  第２条  補足説明

  ＊    12 手術
  医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬
点数表に限ります。）において
一連の治療過程に連続して受け
た場合でも手術料が１回のみ算
定されるものとして定められて
いる手術を除きます。

  項　目    内　容  

  ⑥ 入院給付金の支払事由
に該当する入院の開始
時に、その入院開始の
直接の原因となった「傷
害 ＊２ または疾病 ＊３ 」以
外に異なる「傷害 ＊２ ま
たは疾病 ＊３ 」が生じて
いたとき  

  入院開始の直接の原因となった「傷害 ＊２ または疾
病 ＊３ 」により継続して入院したものとみなします。    

（注）　特定部位・指定疾病についての不担保の特別
条件（第47条）が適用されたことによって
入院給付金が支払われない入院の開始時に異
なる「傷害 ＊２ または疾病＊３」を併発してい
たとき、または入院中に異なる「傷害 ＊２ ま
たは疾病＊３」を併発したときは、併発した「傷
害 ＊２ または疾病＊３」の治療を目的とする入
院の期間が開始した日をもって、その「傷
害 ＊２ または疾病＊３」の治療を目的とする入
院を開始したものとして取り扱います。

  ⑦ 入院給付金の支払事由
に該当する入院中に、
その入院開始の直接の
原因となった「傷害 ＊２

 または疾病 ＊３ 」以外に
異なる「傷害 ＊２ または
疾病 ＊３ 」が生じたとき  

  ⑧ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金日額が減額（第
26条）されたとき  

  入院給付金日額が減額された日以後の入院日に対す
る入院給付金の支払金額は、減額後の入院給付金日
額に基づいて計算します。  

  ⑨ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金受取人が変更さ
れたとき  

  変更日以後の入院日に対する入院給付金は、変更後
の入院給付金受取人に支払います。  

  ⑶ 手術給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により手術を受けたと
き  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊９ からその日を含めて２年を経

過した後に手術を受けた場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊10 に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。  

  ② 被保険者が、同時期に
２種類以上の手術給付
金の支払事由に該当す
る手術 ＊12 を受けたとき  

  ア．いずれか１種類の手術 ＊12 についてのみ手術給
付金を支払います。

  イ．ア．の場合、それぞれの手術 ＊12 の種類に応じ
た手術給付金の金額のうち、もっとも高い金額
を支払います。

  （注） この規定は、医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬点数表に限り
ます。）において一連の治療過程に連続して
受けた場合でも手術料が１回のみ算定される
ものとして定められている手術に対する手術
給付金の支払いに関しては適用しません。  
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  第２条  補足説明

  ＊   ９ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活が行
われたときは、最終の復活の日
とします。

  ＊10 この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  ＊11 同一の疾病
  医学上密接な関係にある一連の
疾病 ＊３ をいいます。「糖尿病と
糖尿病性網膜症」、「肝硬変と食
道静脈瘤」または「狭心症と心
筋梗塞」など病名や部位が異な
る場合であっても、医学上密接
な関係があるときは、同一の疾
病として取り扱います。

⑵ 入院給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により入院をしたとき  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊９ からその日を含めて２年を経

過した後に入院を開始した場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊10 に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。  

  ② 被保険者が、保険期間
中に入院給付金の支払
事由に定める入院を開
始した場合で、その入
院が保険期間満了日を
含んで継続したとき  

  その継続した入院について、保険期間満了後も保険
期間中の入院とみなします。
  （注） この規定は、手術給付金、放射線治療給付金

および死亡給付金の支払いに関しては適用し
ません。  

  ③ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊11 を直接の原因とし
て、入院給付金の支払
事由に該当する入院を
２回以上したとき  

  「入院給付金が支払われる最終の入院」の退院日の
翌日から、その日を含めて「次の入院」の開始日ま
での期間に応じ、次のとおり取り扱います。
  ア．180日以下

  「入院給付金が支払われる最終の入院」と「次
の入院」を１回の入院とみなします。

  イ．181日以上
  「次の入院」を新たな入院とみなします。  

  ④ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊11 を直接の原因とし
て、転入院または再入
院したとき  

  次のとおり取り扱います。
  ア．保険期間中に転入院または再入院したことを証

明する書類があり、かつ、退院日の翌日からそ
の日を含めて転入院または再入院の開始日の前
日までの期間が30日以下のときは、１回の入
院とみなします。

  イ．保険期間満了後に転入院または再入院した場合
でも、退院日の当日または翌日に転入院または
再入院したときは、ア．に準じて取り扱います。  

  ⑤ 入院給付金の支払限度
日数  

  ア．１回の入院について60日とします。
  イ．通算して1,000日とします。  

  第２条  補足説明

  ＊    12 手術
  医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬
点数表に限ります。）において
一連の治療過程に連続して受け
た場合でも手術料が１回のみ算
定されるものとして定められて
いる手術を除きます。

  項　目    内　容  

  ⑥ 入院給付金の支払事由
に該当する入院の開始
時に、その入院開始の
直接の原因となった「傷
害 ＊２ または疾病 ＊３ 」以
外に異なる「傷害 ＊２ ま
たは疾病 ＊３ 」が生じて
いたとき  

  入院開始の直接の原因となった「傷害 ＊２ または疾
病 ＊３ 」により継続して入院したものとみなします。    

（注）　特定部位・指定疾病についての不担保の特別
条件（第47条）が適用されたことによって
入院給付金が支払われない入院の開始時に異
なる「傷害 ＊２ または疾病＊３」を併発してい
たとき、または入院中に異なる「傷害 ＊２ ま
たは疾病＊３」を併発したときは、併発した「傷
害 ＊２ または疾病＊３」の治療を目的とする入
院の期間が開始した日をもって、その「傷
害 ＊２ または疾病＊３」の治療を目的とする入
院を開始したものとして取り扱います。

  ⑦ 入院給付金の支払事由
に該当する入院中に、
その入院開始の直接の
原因となった「傷害 ＊２

 または疾病 ＊３ 」以外に
異なる「傷害 ＊２ または
疾病 ＊３ 」が生じたとき  

  ⑧ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金日額が減額（第
26条）されたとき  

  入院給付金日額が減額された日以後の入院日に対す
る入院給付金の支払金額は、減額後の入院給付金日
額に基づいて計算します。  

  ⑨ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金受取人が変更さ
れたとき  

  変更日以後の入院日に対する入院給付金は、変更後
の入院給付金受取人に支払います。  

  ⑶ 手術給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により手術を受けたと
き  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊９ からその日を含めて２年を経

過した後に手術を受けた場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊10 に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。  

  ② 被保険者が、同時期に
２種類以上の手術給付
金の支払事由に該当す
る手術 ＊12 を受けたとき  

  ア．いずれか１種類の手術 ＊12 についてのみ手術給
付金を支払います。

  イ．ア．の場合、それぞれの手術 ＊12 の種類に応じ
た手術給付金の金額のうち、もっとも高い金額
を支払います。

  （注） この規定は、医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬点数表に限り
ます。）において一連の治療過程に連続して
受けた場合でも手術料が１回のみ算定される
ものとして定められている手術に対する手術
給付金の支払いに関しては適用しません。  
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  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、手術給付
金の支払事由の⑷－①
に該当する同一の手術
を複数回受けた場合で、
かつ、それらの手術が
医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点におけ
る医科診療報酬点数表
に限ります。）において
一連の治療過程に連続
して受けた場合でも手
術料が１回のみ算定さ
れるものとして定めら
れている手術 ＊13 に該当
するとき  

  ア．一連の手術 ＊13 のうち最初の手術を受けた日か
らその日を含めて14日間を同一手術期間とし
ます。

  イ．同一手術期間経過後に一連の手術 ＊13 を受けた
場合には、直前の同一手術期間経過後最初にそ
の手術を受けた日からその日を含めて14日間
を新たな同一手術期間とします。それ以後、同
一手術期間経過後に一連の手術 ＊13 を受けた場
合についても同様とします。

  ウ．同一手術期間中、最初に受けた手術に対し、本
条の１．の規定に基づき手術給付金を支払い、
同一手術期間中は１回の給付を限度とします。

  エ．同一手術期間中、最初に受けた手術よりも手術
給付金の倍率の高い手術を受けたときは、ウ．
にかかわらず、倍率の高い手術のうち最初に受
けた手術について、同一手術期間中最初に受け
た手術に対する手術給付金の給付倍率を差し引
いた給付倍率に基づいて計算した金額を支払い
ます。

  オ．同一手術期間中に、入院給付金日額が減額（第
26条）された場合で、減額された日以後同一
手術期間中に受けた手術に対してエ．により手
術給付金が支払われるときは、減額後の入院給
付金日額に基づいて計算した金額を支払いま
す。

  カ．同一手術期間中に、入院給付金受取人が変更さ
れた場合で、変更日以後同一手術期間中に受け
た手術に対してエ．により手術給付金が支払わ
れるときは、変更後の入院給付金受取人に支払
います。  

  ⑷ 放射線治療給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により放射線治療を受
けたとき　  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊９ からその日を含めて２年を経

過した後に放射線治療を受けた場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊10 に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。  

  ② 被保険者が、放射線治
療を複数回受けたとき    

  ア．最初の放射線治療を受けた日からその日を含め
て60日間ごとを同一放射線治療期間とします。
なお、同一放射線治療期間の計算にあたっては、
放射線照射による診療行為および温熱療法によ
る診療行為は、それぞれ別に計算します。

  イ．同一放射線治療期間中に受けた放射線治療につ
いては、１回の給付を限度とします。  

  第２条  補足説明

  ＊    13 医科診療報酬点数表（手術
を受けた時点における医科
診療報酬点数表に限りま
す。）において一連の治療
過程に連続して受けた場合
でも手術料が１回のみ算定
されるものとして定められ
ている手術

  本条の２．－⑶－③において「一
連の手術」といいます。

  ⑸ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ★別表１（P.403参照）、別表２（P.403参照）、別表３（P.403参照）、別表４（P.404参照）、
別表５（P.404参照）、別表６（P.404参照）、別表７（P.404参照）、別表８（P.404参照）、別
表９（P.404参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）  

  

入
院
給
付
金
・
手
術
給
付
金
・
放
射
線
治
療
給
付
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見

のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ この保険契約の復活（第16条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって入院給
付金等 ＊２ の支払事由が
生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、入院給付金等 ＊２ の金額の一部または全部を支
払います。  

  ⑵ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑶ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡給付金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊３ を支払います。た
だし、保険契約者が故意に被保険者を死亡させ
たときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   第３条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金

  ＊３ 責任準備金
  入院給付金日額の10倍の金額
を限度とします。
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  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、手術給付
金の支払事由の⑷－①
に該当する同一の手術
を複数回受けた場合で、
かつ、それらの手術が
医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点におけ
る医科診療報酬点数表
に限ります。）において
一連の治療過程に連続
して受けた場合でも手
術料が１回のみ算定さ
れるものとして定めら
れている手術 ＊13 に該当
するとき  

  ア．一連の手術 ＊13 のうち最初の手術を受けた日か
らその日を含めて14日間を同一手術期間とし
ます。

  イ．同一手術期間経過後に一連の手術 ＊13 を受けた
場合には、直前の同一手術期間経過後最初にそ
の手術を受けた日からその日を含めて14日間
を新たな同一手術期間とします。それ以後、同
一手術期間経過後に一連の手術 ＊13 を受けた場
合についても同様とします。

  ウ．同一手術期間中、最初に受けた手術に対し、本
条の１．の規定に基づき手術給付金を支払い、
同一手術期間中は１回の給付を限度とします。

  エ．同一手術期間中、最初に受けた手術よりも手術
給付金の倍率の高い手術を受けたときは、ウ．
にかかわらず、倍率の高い手術のうち最初に受
けた手術について、同一手術期間中最初に受け
た手術に対する手術給付金の給付倍率を差し引
いた給付倍率に基づいて計算した金額を支払い
ます。

  オ．同一手術期間中に、入院給付金日額が減額（第
26条）された場合で、減額された日以後同一
手術期間中に受けた手術に対してエ．により手
術給付金が支払われるときは、減額後の入院給
付金日額に基づいて計算した金額を支払いま
す。

  カ．同一手術期間中に、入院給付金受取人が変更さ
れた場合で、変更日以後同一手術期間中に受け
た手術に対してエ．により手術給付金が支払わ
れるときは、変更後の入院給付金受取人に支払
います。  

  ⑷ 放射線治療給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により放射線治療を受
けたとき　  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊９ からその日を含めて２年を経

過した後に放射線治療を受けた場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊10 に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。  

  ② 被保険者が、放射線治
療を複数回受けたとき    

  ア．最初の放射線治療を受けた日からその日を含め
て60日間ごとを同一放射線治療期間とします。
なお、同一放射線治療期間の計算にあたっては、
放射線照射による診療行為および温熱療法によ
る診療行為は、それぞれ別に計算します。

  イ．同一放射線治療期間中に受けた放射線治療につ
いては、１回の給付を限度とします。  

  第２条  補足説明

  ＊    13 医科診療報酬点数表（手術
を受けた時点における医科
診療報酬点数表に限りま
す。）において一連の治療
過程に連続して受けた場合
でも手術料が１回のみ算定
されるものとして定められ
ている手術

  本条の２．－⑶－③において「一
連の手術」といいます。

  ⑸ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ★別表１（P.403参照）、別表２（P.403参照）、別表３（P.403参照）、別表４（P.404参照）、
別表５（P.404参照）、別表６（P.404参照）、別表７（P.404参照）、別表８（P.404参照）、別
表９（P.404参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）  

  

入
院
給
付
金
・
手
術
給
付
金
・
放
射
線
治
療
給
付
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見

のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ この保険契約の復活（第16条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって入院給
付金等 ＊２ の支払事由が
生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、入院給付金等 ＊２ の金額の一部または全部を支
払います。  

  ⑵ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑶ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡給付金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊３ を支払います。た
だし、保険契約者が故意に被保険者を死亡させ
たときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   第３条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金

  ＊３ 責任準備金
  入院給付金日額の10倍の金額
を限度とします。
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   ３ 給付金の支払請求手続について

   第４条  給付金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表10 ★ ）をす
みやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表10 ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表10（P.405参照）  

   第５条  給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
て５営業日以内に、会社の本社で給付金を支払います。

  ２．会社は、給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から給付金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、給付金を支払うべき期限は、必要書類（別表
10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金の支払事由（第２条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金支払いの免責事由（第３条）
に該当する可能性がある場合  

  給付金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第20条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第22
条）、詐欺（第17条）または不法
取得目的（第18条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第22条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは給付金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは給
付金請求の意図に関する保険契約の締
結時から給付金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金を支払うべき期

   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

    

限は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
それぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または給
付金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、給付金の受取人（給付金の
受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給
付金を支払いません。

  ★別表10（P.405参照）  

   ４ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第６条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、
死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。

   ５ 保険料の払込免除について

   第７条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第11条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第８条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除  

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表11 ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除  

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表11 ★ ）に
なったとき  

  第５条  補足説明

  ＊  ２ ⑴から⑷に定める日数
 ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊  ３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

   第７条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。
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   ３ 給付金の支払請求手続について

   第４条  給付金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表10 ★ ）をす
みやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表10 ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表10（P.405参照）  

   第５条  給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
て５営業日以内に、会社の本社で給付金を支払います。

  ２．会社は、給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から給付金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、給付金を支払うべき期限は、必要書類（別表
10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金の支払事由（第２条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金支払いの免責事由（第３条）
に該当する可能性がある場合  

  給付金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第20条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第22
条）、詐欺（第17条）または不法
取得目的（第18条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第22条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは給付金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは給
付金請求の意図に関する保険契約の締
結時から給付金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金を支払うべき期

   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

    

限は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
それぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または給
付金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、給付金の受取人（給付金の
受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給
付金を支払いません。

  ★別表10（P.405参照）  

   ４ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第６条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、
死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。

   ５ 保険料の払込免除について

   第７条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第11条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第８条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除  

に
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る
保
険
料
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障
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状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表11 ★ ）になったとき  
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に
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料
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  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表11 ★ ）に
なったとき  

  第５条  補足説明

  ＊  ２ ⑴から⑷に定める日数
 ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊  ３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

   第７条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第16条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。
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  第７条  補足説明

 ＊  ２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表11 ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表11 ★ ）になったとき  

  ⑵ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表11 ★ ）になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  ② その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第11
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表２（P.403参照）、別表11（P.406参照）  

   第８条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
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  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表11 ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

身
体
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の
状
態
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る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表11 ★ ）になっ
たとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表11（P.406参照）  

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について

   第９条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表10 ★ ）
をすみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（給付金の支払時期）
の規定を準用します。

  ★別表10（P.405参照）  

   ７ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第10条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

     ８ 保険料の払込みについて

   第11条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。
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  第７条  補足説明

 ＊  ２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表11 ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表11 ★ ）になったとき  

  ⑵ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表11 ★ ）になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

19条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  ② その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第11
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表２（P.403参照）、別表11（P.406参照）  

   第８条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除  

高
度
障
害
状
態
に
よ
る

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表11 ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表11 ★ ）になっ
たとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表11（P.406参照）  

   ６ 保険料の払込免除の請求手続について

   第９条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第７条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表10 ★ ）
をすみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（給付金の支払時期）
の規定を準用します。

  ★別表10（P.405参照）  

   ７ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第10条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

     ８ 保険料の払込みについて

   第11条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。
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   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第12条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第12条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第12条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
11条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第11条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第11条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第13条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第11条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第11条）までに、給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除
事由（第７条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第14条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
11条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額を保険契約者に支払い
ます。

   ９ 失効と復活について

   第15条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第11条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第16条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第15条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第19条）および告知義務違反による解除（第20条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

388



   第11条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第12条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第12条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第12条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
11条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第11条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第11条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第13条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第11条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第11条）までに、給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除
事由（第７条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第14条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
11条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額を保険契約者に支払い
ます。

   ９ 失効と復活について

   第15条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第11条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第16条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第15条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第19条）および告知義務違反による解除（第20条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。
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  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第17条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第16条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第18条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
16条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第19条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第16条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第２条）ま
たは保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち
書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第20条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第16条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第19条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）が
生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。こ
の場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者ま
たは給付金の受取人が証明したときは、会社は、給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または給付金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第21条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   第22条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金または保
険料の払込免除をいいます。

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第21条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第20条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第16条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第19条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第19条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由（第２条）
または保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その期間を経過した
とき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第19条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第22条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  
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  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第17条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第16条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第18条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
16条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第19条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第16条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第２条）ま
たは保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち
書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第20条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第16条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第19条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）が
生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。こ
の場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者ま
たは給付金の受取人が証明したときは、会社は、給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または給付金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第21条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   第22条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金または保
険料の払込免除をいいます。

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第21条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第20条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第16条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第19条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第19条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由（第２条）
または保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その期間を経過した
とき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第19条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第22条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  
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  第22条  補足説明

  ＊  ２ 給付金
本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。 

   第24条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

  ２．会社は、給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）が
生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この場
合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、給付金の支
払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その給付金の支払いま
たは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第20条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し給付金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない給付金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

   12 契約内容の変更および更新等について

   第23条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第11条（保険料の払込み）および第12条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第11条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第24条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

   第25条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  項　目    内　容  

  ⑶ 更新後契約の入院給付
金日額  

  更新前契約の保険期間満了日の入院給付金日額と同
額とします。ただし、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の
取扱いの範囲内で、更新後契約の入院給付金日額を
変更して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶の条件を満たさ
なくなるときは、その条件を満たす限度まで保
険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 給付金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第７条・第８条）および告知義務違
反による解除（第20条・第21条）に関する規
定について、更新後契約の保険期間は、この保
険契約から継続したものとして取り扱います。
  （注） 更新後契約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第１条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第37条・第38条）
に準じて取り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の入
院給付金日額について、更新前契約の保険期間満了日の入院給付金日額と同額と
した場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第25条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第24条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻
金なし型）（2011）契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第７条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)契約
への変更について、次のとおり取り扱います。
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  第22条  補足説明

  ＊  ２ 給付金
本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。 

   第24条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

  ２．会社は、給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第７条）が
生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この場
合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、給付金の支
払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その給付金の支払いま
たは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第20条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第28条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し給付金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない給付金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

   12 契約内容の変更および更新等について

   第23条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第11条（保険料の払込み）および第12条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第11条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第24条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

   第25条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  項　目    内　容  

  ⑶ 更新後契約の入院給付
金日額  

  更新前契約の保険期間満了日の入院給付金日額と同
額とします。ただし、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の
取扱いの範囲内で、更新後契約の入院給付金日額を
変更して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶の条件を満たさ
なくなるときは、その条件を満たす限度まで保
険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 給付金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第７条・第８条）および告知義務違
反による解除（第20条・第21条）に関する規
定について、更新後契約の保険期間は、この保
険契約から継続したものとして取り扱います。
  （注） 更新後契約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第１条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第37条・第38条）
に準じて取り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の入
院給付金日額について、更新前契約の保険期間満了日の入院給付金日額と同額と
した場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第25条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第24条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻
金なし型）（2011）契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第７条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第36条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)契約
への変更について、次のとおり取り扱います。
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 第25条  補足説明

  ＊２ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）
(2011)契約をいいます。

  ＊  ３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第11条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第11条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の給付金の支払事由（第２条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

７条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の入院給
付金日額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の入院給付金日額
と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前契
約の保険期間満了日＊３の２週間前までに申し出て、
会社の取扱いの範囲内で、変更後契約＊２の入院給
付金日額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第７条・第８条）および告知義務違
反による解除（第20条・第21条）に関する規
定について、変更後契約 ＊２ の保険期間は、変
更前契約から継続したものとして取り扱いま
す。
  （注） 変更後契約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑤ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第１条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第37条・第38条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険

   第29条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
11条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の入院給付金日額につ
いて、変更前契約の保険期間満了日＊３の入院給付金日額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  入院給付金日額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって入院給付金日額を減額 ★ することができます。た
だし、会社は、減額後の入院給付金日額が会社の定める限度を下回る減額は取り
扱いません。

  ２．入院給付金日額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第27条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 入院給付金日額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し

ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   13 解約等について

   第27条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第28条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第28条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（入院給付金日額の
10倍の金額）と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第29条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第７条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡給付金を支払うときはそ
の受取人に支払います。
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 第25条  補足説明

  ＊２ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）
(2011)契約をいいます。

  ＊  ３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第11条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
11条（保険料の払込み）の１．および第13条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第11条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の給付金の支払事由（第２条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

７条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の入院給
付金日額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の入院給付金日額
と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前契
約の保険期間満了日＊３の２週間前までに申し出て、
会社の取扱いの範囲内で、変更後契約＊２の入院給
付金日額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第７条・第８条）および告知義務違
反による解除（第20条・第21条）に関する規
定について、変更後契約 ＊２ の保険期間は、変
更前契約から継続したものとして取り扱いま
す。
  （注） 変更後契約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑤ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第１条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第37条・第38条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険

   第29条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
11条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の入院給付金日額につ
いて、変更前契約の保険期間満了日＊３の入院給付金日額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  入院給付金日額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって入院給付金日額を減額 ★ することができます。た
だし、会社は、減額後の入院給付金日額が会社の定める限度を下回る減額は取り
扱いません。

  ２．入院給付金日額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第27条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 入院給付金日額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し

ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   13 解約等について

   第27条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第28条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第28条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（入院給付金日額の
10倍の金額）と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第29条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第７条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡給付金を支払うときはそ
の受取人に支払います。
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   第30条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

  ⑴ 給付金の支払事由（第２条）に該当したときまたは保険料払込期間中に被保
険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除き
ます。）

  ⑵ 告知義務違反（第20条）または重大事由（第22条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第26条）または解約（第27条）されたとき  

   第30条  給付金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、給付金の支払事由（第２条）
が生じ、会社が給付金を支払うべき場合において、その支払いによりこの保険契
約が消滅することとなるときは、その支払うべき金額の限度で、本条の２．の金
額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権者等に支払っ
た金額を差し引いた残額を、給付金の受取人に支払います。

   14 給付金の受取人および保険契約者について

   第31条  会社への通知による給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
金の受取人を変更することができます。ただし、入院給付金受取人は、保険契約
者または被保険者に限ります。また、給付金の支払事由（第２条）が発生した場
合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、給付金の受取人を変
更することはできません。

  ２． 本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の給付金の受取人に給付金を支
払ったときは、その支払い後に変更後の給付金の受取人から給付金の請求を受け
ても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第32条  遺言による給付金の受取人の変更

  １．第31条（会社への通知による給付金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、法律上有効な遺言により、給付金の受取人を変更することができます。た
だし、入院給付金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、給付
金の支払事由（第２条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる
部分については、給付金の受取人を変更することはできません。

  ２．本条の１．の給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による給付金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第35条  補足説明

  ＊１ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金

   第36条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第33条  給付金の受取人の死亡

  １．給付金の受取人が給付金の支払事由（第２条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を給付金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により給付金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により給付金の受取人となった者
のうち生存している他の給付金の受取人を給付金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により給付金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第34条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第35条  保険契約者の代表者および給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。入院給付金等 ＊１ についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第36条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第37条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第36条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは給付金額を調整して処理します。

   第38条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または給付金額を調整し
て処理します。
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   第30条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

  ⑴ 給付金の支払事由（第２条）に該当したときまたは保険料払込期間中に被保
険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除き
ます。）

  ⑵ 告知義務違反（第20条）または重大事由（第22条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第26条）または解約（第27条）されたとき  

   第30条  給付金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、給付金の支払事由（第２条）
が生じ、会社が給付金を支払うべき場合において、その支払いによりこの保険契
約が消滅することとなるときは、その支払うべき金額の限度で、本条の２．の金
額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権者等に支払っ
た金額を差し引いた残額を、給付金の受取人に支払います。

   14 給付金の受取人および保険契約者について

   第31条  会社への通知による給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
金の受取人を変更することができます。ただし、入院給付金受取人は、保険契約
者または被保険者に限ります。また、給付金の支払事由（第２条）が発生した場
合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、給付金の受取人を変
更することはできません。

  ２． 本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の給付金の受取人に給付金を支
払ったときは、その支払い後に変更後の給付金の受取人から給付金の請求を受け
ても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第32条  遺言による給付金の受取人の変更

  １．第31条（会社への通知による給付金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、法律上有効な遺言により、給付金の受取人を変更することができます。た
だし、入院給付金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、給付
金の支払事由（第２条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる
部分については、給付金の受取人を変更することはできません。

  ２．本条の１．の給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による給付金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第35条  補足説明

  ＊１ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金

   第36条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第33条  給付金の受取人の死亡

  １．給付金の受取人が給付金の支払事由（第２条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を給付金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により給付金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により給付金の受取人となった者
のうち生存している他の給付金の受取人を給付金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により給付金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第34条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第35条  保険契約者の代表者および給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。入院給付金等 ＊１ についても同様とします。

   15 契約年齢の計算等について

   第36条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第37条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第36条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは給付金額を調整して処理します。

   第38条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または給付金額を調整し
て処理します。
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   第39条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条において「５年
ごと応当日」といいます。

  ＊  ３ 保険期間が満了する保険契
約

  第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第36条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ＊４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊５ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第39条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第１条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。ただし、保険料払込期間中にあって
は、その５年ごと応当日 ＊２ の前日までの保険
料がすべて払い込まれている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．死亡給付金を支払うときは、その受取人に

支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により保険契約が消

滅するときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が更新
（第24条）されるとき、または保険期間が終身の保
険契約に変更（第25条）されるときは、次のとお
り取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日または変更日から

積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約また

は変更前契約の社員配当金については、更新後
契約または変更後契約においても引き続き積み
立て、更新日または変更日以後、⑴の規定を適
用します。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、被保険者の
死亡により消滅する保
険契約  

  ① 死亡給付金を支払うときは、その受取人に支払
います。

  ② ①以外の場合は、保険契約者に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消
滅する保険契約 ＊５   

  保険契約者に支払います。  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第５
条（給付金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   第42条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第１条）
の応当日（年単位）をいいます。

  ＊  ２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第43条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第16条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 申込み
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
申込みを含みます。

  ＊４ 承諾
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
承諾を含みます。

   17 その他

   第40条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第41条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第42条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の給付金の支払事由（第２条）にかかわる次のいずれかの
事由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがありま
す。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第27条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第43条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 入院給付金の種類
  ⑶ 入院給付金の日額
  ⑷ 契約成立日 ＊１ （第１条）
  ⑸ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、入院給付金のある保険契約または特約の申込み ＊３ を受けたときは、協会
に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会することができま
す。この場合、協会からその結果の連絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に入院給付金のある保険契約ま
たは特約の申込み ＊３ があったときは、本条の３．によって連絡された内容を入
院給付金のある保険契約または特約の承諾 ＊４ の判断の参考とすることができま
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   第39条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条において「５年
ごと応当日」といいます。

  ＊  ３ 保険期間が満了する保険契
約

  第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第36条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ＊４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊５ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第39条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第１条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。ただし、保険料払込期間中にあって
は、その５年ごと応当日 ＊２ の前日までの保険
料がすべて払い込まれている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．死亡給付金を支払うときは、その受取人に

支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により保険契約が消

滅するときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が更新
（第24条）されるとき、または保険期間が終身の保
険契約に変更（第25条）されるときは、次のとお
り取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日または変更日から

積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約また

は変更前契約の社員配当金については、更新後
契約または変更後契約においても引き続き積み
立て、更新日または変更日以後、⑴の規定を適
用します。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、被保険者の
死亡により消滅する保
険契約  

  ① 死亡給付金を支払うときは、その受取人に支払
います。

  ② ①以外の場合は、保険契約者に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消
滅する保険契約 ＊５   

  保険契約者に支払います。  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第５
条（給付金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   第42条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第１条）
の応当日（年単位）をいいます。

  ＊  ２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第43条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第16条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 申込み
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
申込みを含みます。

  ＊４ 承諾
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
承諾を含みます。

   17 その他

   第40条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第41条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第42条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の給付金の支払事由（第２条）にかかわる次のいずれかの
事由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがありま
す。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第27条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第43条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 入院給付金の種類
  ⑶ 入院給付金の日額
  ⑷ 契約成立日 ＊１ （第１条）
  ⑸ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、入院給付金のある保険契約または特約の申込み ＊３ を受けたときは、協会
に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会することができま
す。この場合、協会からその結果の連絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に入院給付金のある保険契約ま
たは特約の申込み ＊３ があったときは、本条の３．によって連絡された内容を入
院給付金のある保険契約または特約の承諾 ＊４ の判断の参考とすることができま
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  第43条  補足説明

 ＊  ５ 契約成立日
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加が
行われたときは、それぞれ最終
の復活、復旧、入院給付金の日
額の増額または特約の中途付加
の日とします。

  ＊６ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊５ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊５ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 給付金の受取人
  給付金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第47条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

す。
  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊５ から５年 ＊６ 以内に入院給付金の請求を受け

たときは、協会に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会し、
その結果を入院給付金の支払いの判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊４ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、入院給付金、保険契約とあるのは、農業協同組合法に基づく
共済契約においては、それぞれ、被共済者、入院共済金、共済契約と読み替えま
す。

   第44条  時効

  給付金（第２条）、保険料の払込免除（第７条）、返戻金（第28条）または社員
配当金（第39条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使できる
ようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第45条  管轄裁判所

  １．この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または給付金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の
１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第46条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。

  ⑴ 第14条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第23条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  

   第47条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴から⑷のうち１つまたは２つ以上の
特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 給付金の削減支払
  ① 契約成立日（第１条）から会社の定める削減期間中に被保険者が給付金

の支払事由（第２条）に該当したときは、次のとおり取り扱います。
  ア．入院給付金を支払うべきときは、入院日各日について入院給付金日

額に次の表の割合を乗じて得た金額を支払います。
  イ．手術給付金または放射線治療給付金を支払うべきときは、手術給付

金または放射線治療給付金の金額に次の表の割合を乗じた金額を支
払います。

  ② ①にかかわらず、被保険者が災害または感染症（別表12 ★ ）によって
支払事由に該当したときは、給付金の削減支払の対象とはなりません。

  第47条  補足説明

 ＊  ２ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金

    ＊３ 特定高度障害状態
 高度障害状態（別表11 ★ ）の
うち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

  保険年度  
  削減期間  

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定部位または指定疾病についての不担保
  身体の特定部位および指定疾病（別表13 ★ ）のうち、この保険契約の締結
の際に会社が指定した部位または疾病の治療を直接の目的として、会社の定
める期間中に被保険者が入院したときまたは手術もしくは放射線治療を受け
たときは、これに対応する入院給付金等 ＊２ は支払いません。ただし、災害
または感染症（別表12 ★ ）によって支払事由に該当したときは、特定部位
または指定疾病についての不担保の対象とはなりません。

  ⑷ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊３ になったときは、保険料の払込みを免除（第７条）しません。ただし、
感染症（別表12 ★ ）によって特定高度障害状態 ＊３ になったときは、保険料
の払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第15条）は、第16条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この保険契約の更新（第24条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（保険契約の更新）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第24条（保険契約の更新）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後契約には更新前契約に適用されて
いた給付金の削減支払の条件は適用されませ
ん。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保ま
た は 特 定 高 度 障 害 状
態 ＊３ についての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後契約には更新前契約に適用さ
れていた特定部位または指定疾病についての不
担保の条件または特定高度障害状態 ＊３ につい
ての不担保の条件と同一の条件が適用されま
す。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後契約には更新前契約に適用され
ていた特定部位または指定疾病についての不担
保の条件または特定高度障害状態 ＊３ について
の不担保の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約への変更（第25条）について、次のとおり取り
扱います。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第25条（保険期間が終身の保険契約への変更）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。  
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  第43条  補足説明

 ＊  ５ 契約成立日
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加が
行われたときは、それぞれ最終
の復活、復旧、入院給付金の日
額の増額または特約の中途付加
の日とします。

  ＊６ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊５ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊５ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 給付金の受取人
  給付金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第47条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

す。
  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊５ から５年 ＊６ 以内に入院給付金の請求を受け

たときは、協会に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会し、
その結果を入院給付金の支払いの判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊４ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、入院給付金、保険契約とあるのは、農業協同組合法に基づく
共済契約においては、それぞれ、被共済者、入院共済金、共済契約と読み替えま
す。

   第44条  時効

  給付金（第２条）、保険料の払込免除（第７条）、返戻金（第28条）または社員
配当金（第39条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使できる
ようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第45条  管轄裁判所

  １．この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または給付金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の
１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第46条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。

  ⑴ 第14条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第23条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  

   第47条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴から⑷のうち１つまたは２つ以上の
特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 給付金の削減支払
  ① 契約成立日（第１条）から会社の定める削減期間中に被保険者が給付金

の支払事由（第２条）に該当したときは、次のとおり取り扱います。
  ア．入院給付金を支払うべきときは、入院日各日について入院給付金日

額に次の表の割合を乗じて得た金額を支払います。
  イ．手術給付金または放射線治療給付金を支払うべきときは、手術給付

金または放射線治療給付金の金額に次の表の割合を乗じた金額を支
払います。

  ② ①にかかわらず、被保険者が災害または感染症（別表12 ★ ）によって
支払事由に該当したときは、給付金の削減支払の対象とはなりません。

  第47条  補足説明

 ＊  ２ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金

    ＊３ 特定高度障害状態
 高度障害状態（別表11 ★ ）の
うち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

  保険年度  
  削減期間  

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定部位または指定疾病についての不担保
  身体の特定部位および指定疾病（別表13 ★ ）のうち、この保険契約の締結
の際に会社が指定した部位または疾病の治療を直接の目的として、会社の定
める期間中に被保険者が入院したときまたは手術もしくは放射線治療を受け
たときは、これに対応する入院給付金等 ＊２ は支払いません。ただし、災害
または感染症（別表12 ★ ）によって支払事由に該当したときは、特定部位
または指定疾病についての不担保の対象とはなりません。

  ⑷ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊３ になったときは、保険料の払込みを免除（第７条）しません。ただし、
感染症（別表12 ★ ）によって特定高度障害状態 ＊３ になったときは、保険料
の払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第15条）は、第16条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この保険契約の更新（第24条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（保険契約の更新）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第24条（保険契約の更新）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後契約には更新前契約に適用されて
いた給付金の削減支払の条件は適用されませ
ん。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保ま
た は 特 定 高 度 障 害 状
態 ＊３ についての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後契約には更新前契約に適用さ
れていた特定部位または指定疾病についての不
担保の条件または特定高度障害状態 ＊３ につい
ての不担保の条件と同一の条件が適用されま
す。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後契約には更新前契約に適用され
ていた特定部位または指定疾病についての不担
保の条件または特定高度障害状態 ＊３ について
の不担保の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約への変更（第25条）について、次のとおり取り
扱います。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第25条（保険期間が終身の保険契約への変更）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。  
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 第47条  補足説明

  ＊   ４ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）
(2011)契約をいいます。

   第48条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金
   

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後契約 ＊４ には変更前契約に適用さ
れていた給付金の削減支払の条件は適用されま
せん。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保ま
た は 特 定 高 度 障 害 状
態 ＊３ についての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後契約 ＊４ には変更前契約に適
用されていた特定部位または指定疾病について
の不担保の条件または特定高度障害状態 ＊３ に
ついての不担保の条件と同一の条件が適用され
ます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後契約 ＊４ には変更前契約に適用
されていた特定部位または指定疾病についての
不担保の条件または特定高度障害状態 ＊３ につ
いての不担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表11（P.406参照）、別表12（P.407参照）、別表13（P.408参照）  

   第48条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に入院給付金等 ＊２ が支払われるべきとき

は、第２条（給付金の支払い）の２．－⑴－②を次のとおり読み替えます。

  項　目    内　容  

  ②　入院給付金等 ＊２ の支払
事由が生じ、支払うべ
き入院給付金等 ＊２ があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合には、支払うべ
き入院給付金等 ＊２ を被指定契約 ＊１ の死亡給付金受
取人に支払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
  ① 第13条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取

扱い）の１．中、「保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）」と
あるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（給付金を支払うときはそ
の受取人）」と読み替えます。

  ② 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ② ①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金

受取人に支払います。
  ③ 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」

を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  

   

   別表１　入院給付金の支払対象となる入院
  入院給付金の支払対象となる「入院」とは、医師（注１）による治療（注２）が必要であり、かつ自宅等での治療（注２）が困
難なため、病院または診療所（別表３）に入り、常に医師（注１）の管理下において治療（注２）に専念することをいいます。
ただし、入院時の医学的水準、医学的常識に照らし、客観的、合理的な入院に限ります。なお、次の⑴から⑶などは入院給付金
の支払対象となる入院には該当しません。

  ⑴ 美容整形のための入院
  ⑵ 正常分娩のための入院
  ⑶ 治療処置を伴わない人間ドック検査のための入院  

  注
  １． 四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関しては、柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます。
  ２．柔道整復師による施術を含みます。

  別表２　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表３　病院または診療所
  「病院または診療所」とは、次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所（入院給付金の支払いについては、

四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関し施術を受けるため、柔道整復師法に定める施術所に収容されたときは、そ
の施術所を含みます。）
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 第47条  補足説明

  ＊   ４ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）
(2011)契約をいいます。

   第48条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金
   

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第25条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後契約 ＊４ には変更前契約に適用さ
れていた給付金の削減支払の条件は適用されま
せん。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保ま
た は 特 定 高 度 障 害 状
態 ＊３ についての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後契約 ＊４ には変更前契約に適
用されていた特定部位または指定疾病について
の不担保の条件または特定高度障害状態 ＊３ に
ついての不担保の条件と同一の条件が適用され
ます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後契約 ＊４ には変更前契約に適用
されていた特定部位または指定疾病についての
不担保の条件または特定高度障害状態 ＊３ につ
いての不担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表11（P.406参照）、別表12（P.407参照）、別表13（P.408参照）  

   第48条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に入院給付金等 ＊２ が支払われるべきとき

は、第２条（給付金の支払い）の２．－⑴－②を次のとおり読み替えます。

  項　目    内　容  

  ②　入院給付金等 ＊２ の支払
事由が生じ、支払うべ
き入院給付金等 ＊２ があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合には、支払うべ
き入院給付金等 ＊２ を被指定契約 ＊１ の死亡給付金受
取人に支払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
  ① 第13条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取

扱い）の１．中、「保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）」と
あるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（給付金を支払うときはそ
の受取人）」と読み替えます。

  ② 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ② ①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金

受取人に支払います。
  ③ 第39条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」

を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  

   

   別表１　入院給付金の支払対象となる入院
  入院給付金の支払対象となる「入院」とは、医師（注１）による治療（注２）が必要であり、かつ自宅等での治療（注２）が困
難なため、病院または診療所（別表３）に入り、常に医師（注１）の管理下において治療（注２）に専念することをいいます。
ただし、入院時の医学的水準、医学的常識に照らし、客観的、合理的な入院に限ります。なお、次の⑴から⑶などは入院給付金
の支払対象となる入院には該当しません。

  ⑴ 美容整形のための入院
  ⑵ 正常分娩のための入院
  ⑶ 治療処置を伴わない人間ドック検査のための入院  

  注
  １． 四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関しては、柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます。
  ２．柔道整復師による施術を含みます。

  別表２　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表３　病院または診療所
  「病院または診療所」とは、次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所（入院給付金の支払いについては、

四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関し施術を受けるため、柔道整復師法に定める施術所に収容されたときは、そ
の施術所を含みます。）

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設
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  別表４　手術給付金の支払対象となる「手術」
  手術給付金の支払対象となる「手術」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院または診療
所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的として、器具を用い生体に切開、切除、摘出、除去およびそれ
に準ずる操作を加えることをいいます。なお、次の⑴から⑻などは手術給付金の支払対象となる手術には該当しません。

  ⑴ 処置（持続的胸腔ドレナージ、経皮的エタノール注入療法など）、検査、神経ブロック
  ⑵ 診断・検査（生検・腹腔鏡検査・臓器穿刺など）のための手術（注）
  ⑶ 美容整形上の手術
  ⑷ 不妊を目的とする手術
  ⑸ 正常分娩における手術
  ⑹ 人工妊娠中絶手術（注）
  ⑺ 歯科治療に伴う歯科手術（歯肉切除手術、インプラントなど）（注）
  ⑻ 屈折異常に対する視力矯正手術  

  注
  医科診療報酬点数表（手術を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で手術料が算定される場合には、手術給付
金の支払対象となる手術に該当します。

  別表５　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表６　医科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている医科
診療報酬点数表をいいます。

  別表７　歯科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている歯科
診療報酬点数表をいいます。

  別表８　先進医療
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、平成18年９月12日厚生労働省告示第495号「厚
生労働大臣の定める評価療養および選定療養」の規定に基づき、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごとに厚生労働大臣
が定める施設基準に適合しない病院または診療所において行われるものも先進医療とみなして取り扱います。）をいいます。なお、
診断、測定、試験、解析、評価および検索を主たる目的とした診療行為ならびに注射、点滴、薬剤投与などは含みません。

  別表９　放射線治療給付金の支払対象となる診療行為　
  放射線治療給付金の支払対象となる「診療行為」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院
または診療所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的とする放射線照射または温熱療法による診療行為を
いいます。なお、次の⑴から⑸などは放射線治療給付金の支払対象となる診療行為には該当しません。

  ⑴ 処置（光線療法・皮膚レーザー照射療法など）
  ⑵ 検査（エックス線診断など）
  ⑶ 血液照射
  ⑷ 放射性化合物の投与による照射（内用療法など）（注）
  ⑸ 歯科治療に伴う放射線照射（注）  

  注
  医科診療報酬点数表（診療行為を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で放射線治療料が算定される場合には、
放射線治療給付金の支払対象となる診療行為に該当します。

  別表10　給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．入院給付金の支払い  

  ⑴ 入院給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 入院給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 入院給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 不慮の事故（別表２）を原因とするときは、不慮の事故（別表２）であることを証

明する書類および会社所定の様式による医師の診断書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．手術給付金の支払い  

  ⑴ 手術給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による手術を受けた病院または診療所の医師の手術証明書
  ⑶ 手術給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 手術給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．放射線治療給付金の支払い    

  ⑴ 放射線治療給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による放射線治療を受けた病院または診療所の医師の放射線治療証

明書
  ⑶ 放射線治療給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 放射線治療給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ４．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ５．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第７条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表２）
であることを証明する書類

  ⑶   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を

行わせることがあります。  
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  別表４　手術給付金の支払対象となる「手術」
  手術給付金の支払対象となる「手術」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院または診療
所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的として、器具を用い生体に切開、切除、摘出、除去およびそれ
に準ずる操作を加えることをいいます。なお、次の⑴から⑻などは手術給付金の支払対象となる手術には該当しません。

  ⑴ 処置（持続的胸腔ドレナージ、経皮的エタノール注入療法など）、検査、神経ブロック
  ⑵ 診断・検査（生検・腹腔鏡検査・臓器穿刺など）のための手術（注）
  ⑶ 美容整形上の手術
  ⑷ 不妊を目的とする手術
  ⑸ 正常分娩における手術
  ⑹ 人工妊娠中絶手術（注）
  ⑺ 歯科治療に伴う歯科手術（歯肉切除手術、インプラントなど）（注）
  ⑻ 屈折異常に対する視力矯正手術  

  注
  医科診療報酬点数表（手術を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で手術料が算定される場合には、手術給付
金の支払対象となる手術に該当します。

  別表５　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表６　医科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている医科
診療報酬点数表をいいます。

  別表７　歯科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている歯科
診療報酬点数表をいいます。

  別表８　先進医療
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、平成18年９月12日厚生労働省告示第495号「厚
生労働大臣の定める評価療養および選定療養」の規定に基づき、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごとに厚生労働大臣
が定める施設基準に適合しない病院または診療所において行われるものも先進医療とみなして取り扱います。）をいいます。なお、
診断、測定、試験、解析、評価および検索を主たる目的とした診療行為ならびに注射、点滴、薬剤投与などは含みません。

  別表９　放射線治療給付金の支払対象となる診療行為　
  放射線治療給付金の支払対象となる「診療行為」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院
または診療所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的とする放射線照射または温熱療法による診療行為を
いいます。なお、次の⑴から⑸などは放射線治療給付金の支払対象となる診療行為には該当しません。

  ⑴ 処置（光線療法・皮膚レーザー照射療法など）
  ⑵ 検査（エックス線診断など）
  ⑶ 血液照射
  ⑷ 放射性化合物の投与による照射（内用療法など）（注）
  ⑸ 歯科治療に伴う放射線照射（注）  

  注
  医科診療報酬点数表（診療行為を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で放射線治療料が算定される場合には、
放射線治療給付金の支払対象となる診療行為に該当します。

  別表10　給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．入院給付金の支払い  

  ⑴ 入院給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 入院給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 入院給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 不慮の事故（別表２）を原因とするときは、不慮の事故（別表２）であることを証

明する書類および会社所定の様式による医師の診断書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．手術給付金の支払い  

  ⑴ 手術給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による手術を受けた病院または診療所の医師の手術証明書
  ⑶ 手術給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 手術給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．放射線治療給付金の支払い    

  ⑴ 放射線治療給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による放射線治療を受けた病院または診療所の医師の放射線治療証

明書
  ⑶ 放射線治療給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 放射線治療給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ４．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ５．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第７条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表２）
であることを証明する書類

  ⑶   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を

行わせることがあります。  
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  別表11　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。

  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの
をいいます。

  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし
くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表12　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  U04  
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  別表11　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。

  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの
をいいます。

  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし
くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表12　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  
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  別表13　特定部位および指定疾病一覧表

  特定部位および指定疾病  

１．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む。）
２．鼻（副鼻腔を含む。）
３．耳（内耳・中耳および外耳を含む。）・乳様突起
４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺
５．甲状腺
６．咽頭（扁桃を含む。）・喉頭
７．肺臓・胸膜・気管・気管支
８．胃・十二指腸（この臓器の手術にともなって空腸の手術を受けたときは空腸も含む。）
９．肝臓・胆嚢・胆管
10．膵臓
11．盲腸（虫様突起を含む。）
12．大腸・小腸
13．直腸・肛門
14．腎臓・尿管
15．膀胱・尿道
16．前立腺
17．睾丸・副睾丸
18．乳房（乳腺を含む。）
19．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）
20．頸椎部（当該神経を含む。）
21．胸椎部（当該神経を含む。）
22．腰椎部（当該神経を含む。）
23．右上肢（右肩関節部を含む。）
24．左上肢（左肩関節部を含む。）
25．右下肢（右股関節部を含む。）
26．左下肢（左股関節部を含む。）
27．鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰嚢ヘルニアまたは大腿ヘルニアが生じた場合に限る。）
28．鎖骨
29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）
30．妊娠子宮（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）
31．仙骨部・尾骨部（当該神経を含む。）
32．食道
42．顔面部（口唇裂・顎裂・口蓋裂およびこれらの合併の場合に限る。）
43．上顎骨・下顎骨・顎関節
44．甲状腺・副甲状腺
45．食道・胃・十二指腸
46．食道・胃・小腸（十二指腸、空腸、回腸を含む。）・大腸（盲腸、結腸、直腸を含む。）
47．肝臓（肝内胆管を含む。）
48．胆嚢・胆管（肝内胆管を含まない。）
49．脾臓
50．腎臓・尿管・膀胱・尿道
51．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢（陰嚢を含む。）
52．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）・妊娠糖尿病
53．妊娠子宮（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）・妊娠糖尿病
54．頸椎部・腰椎部（当該神経を含む。）
55．腰椎部・仙骨部（当該神経を含む。）
56．脊椎部（当該神経を含む。）
57．上肢（肩関節部を含む。）
58．下肢（股関節部を含む。）
59．上肢・下肢（肩関節部・股関節部を含む。）
60．痛風（痛風結節、痛風性関節炎、高尿酸血症を含む。）・尿路結石（腎結石、尿管結石、膀胱結石、尿道結石をいう。）
61．末梢動脈疾患
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    第３条  補足説明

  ＊１ 保険期間開始の日からその
日を含めて90日を経過し
た日の翌日

  「がん給付の責任開始の時」と
いいます。

  ＊２ 保険期間開始の時
  「保険料の払込免除の責任開始
の時」といいます。

   第４条  補足説明

  ＊１ 病理組織学的所見
  生検を含みます。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   第３条  責任開始の時

  この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  給付の種類    責任開始の時  

  ⑴ がん入院給付金    保険期間開始の日（第２条）からその日を含めて
90日を経過した日の翌日 ＊１   

  ⑵ 保険料の払込免除    保険期間開始の時 ＊２ （第２条）  

   ３ がんの定義および診断確定について

   第４条  がんの定義および診断確定

  １．この保険契約において「がん」とは、「悪性新生物および上皮内新生物」（別表
１ ★ ）のうち、新生物の形態の性状コード（別表２ ★ ）が悪性または上皮内癌に
該当するものをいいます。

  ２．がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見 ＊１ による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由

および画像所見など他の所見による診断確定の根拠が明らかであるときは、
その診断確定  

  ★別表１（P.433参照）、別表２（P.433参照）  

   ４ 給付金等の支払いについて

   第５条  給付金・支援金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または支援金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または支援金をその受取人に
支払います。ただし、死亡給付金については、免責事由（第６条）に該当すると
きは支払いません。なお、給付金または支援金の支払いに関しては、第１条（保
険契約の型）の規定により選択された保険契約の型に定められている給付金・支
援金の種類に限ります。

  ５年ごと利差配当付がん保険（返戻金なし型）（2015）普通保険約款  
  （実施　平27.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    がんによる所定の入院に対する保障  
  給付金等の種類    ⑴ がん入院給付金

  ⑵ 死亡給付金（保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保険料払込期間満了後の保険期間
中の場合に限ります。）

  ⑶ がん健康支援金（保険契約の型がⅡ型の場合に限ります。）  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 保険契約の型について

   第１条  保険契約の型

  １．保険契約の型は、給付金・支援金の組合せにより、次のⅠ型およびⅡ型の２つの
型があります。保険契約者は、この保険契約締結の際、いずれか１つの型を選択
することを必要とします。

  保険契約の型  
  給付金・支援金  

  Ⅰ型    Ⅱ型  

  がん入院給付金    ○    ○  
  死亡給付金    ○    ○  
  がん健康支援金    －    ○  
  （注）○：当該給付金・支援金が組み込まれていることを表します。

  ただし、死亡給付金については、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保
険料払込期間満了後の保険期間中の場合に限ります。

  ２．本条の１．により選択された保険契約の型の変更は取り扱いません。

   ２ 保障の開始について

   第２条  保険期間開始の時

  １．この保険契約の保険期間開始の時は、次のとおりとします。

  承諾の時期    保険期間開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第24条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する保険期間開始の時を含む日を保険期間開始の日および契約
成立日 ★ とします。契約年齢（第41条）の計算にあたっては、契約成立日を基
準とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。
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    第３条  補足説明

  ＊１ 保険期間開始の日からその
日を含めて90日を経過し
た日の翌日

  「がん給付の責任開始の時」と
いいます。

  ＊２ 保険期間開始の時
  「保険料の払込免除の責任開始
の時」といいます。

   第４条  補足説明

  ＊１ 病理組織学的所見
  生検を含みます。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   第３条  責任開始の時

  この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  給付の種類    責任開始の時  

  ⑴ がん入院給付金    保険期間開始の日（第２条）からその日を含めて
90日を経過した日の翌日 ＊１   

  ⑵ 保険料の払込免除    保険期間開始の時 ＊２ （第２条）  

   ３ がんの定義および診断確定について

   第４条  がんの定義および診断確定

  １．この保険契約において「がん」とは、「悪性新生物および上皮内新生物」（別表
１ ★ ）のうち、新生物の形態の性状コード（別表２ ★ ）が悪性または上皮内癌に
該当するものをいいます。

  ２．がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見 ＊１ による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由

および画像所見など他の所見による診断確定の根拠が明らかであるときは、
その診断確定  

  ★別表１（P.433参照）、別表２（P.433参照）  

   ４ 給付金等の支払いについて

   第５条  給付金・支援金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または支援金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または支援金をその受取人に
支払います。ただし、死亡給付金については、免責事由（第６条）に該当すると
きは支払いません。なお、給付金または支援金の支払いに関しては、第１条（保
険契約の型）の規定により選択された保険契約の型に定められている給付金・支
援金の種類に限ります。

  ５年ごと利差配当付がん保険（返戻金なし型）（2015）普通保険約款  
  （実施　平27.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    がんによる所定の入院に対する保障  
  給付金等の種類    ⑴ がん入院給付金

  ⑵ 死亡給付金（保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保険料払込期間満了後の保険期間
中の場合に限ります。）

  ⑶ がん健康支援金（保険契約の型がⅡ型の場合に限ります。）  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 保険契約の型について

   第１条  保険契約の型

  １．保険契約の型は、給付金・支援金の組合せにより、次のⅠ型およびⅡ型の２つの
型があります。保険契約者は、この保険契約締結の際、いずれか１つの型を選択
することを必要とします。

  保険契約の型  
  給付金・支援金  

  Ⅰ型    Ⅱ型  

  がん入院給付金    ○    ○  
  死亡給付金    ○    ○  
  がん健康支援金    －    ○  
  （注）○：当該給付金・支援金が組み込まれていることを表します。

  ただし、死亡給付金については、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保
険料払込期間満了後の保険期間中の場合に限ります。

  ２．本条の１．により選択された保険契約の型の変更は取り扱いません。

   ２ 保障の開始について

   第２条  保険期間開始の時

  １．この保険契約の保険期間開始の時は、次のとおりとします。

  承諾の時期    保険期間開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第24条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する保険期間開始の時を含む日を保険期間開始の日および契約
成立日 ★ とします。契約年齢（第41条）の計算にあたっては、契約成立日を基
準とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。
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  ＊８ 保険期間中の最終の５年ご
と応当日から保険期間満了
の時までの期間

  保険期間 ＊５ が５年未満の場合
には、契約成立日 ＊６ から保険
期間 ＊５ 満了の時までの期間と
します。

  項　目    内　容  

  ② 被保険者が、転入院ま
たは再入院したとき  

  次のとおり取り扱います。
  ア．保険期間中に転入院または再入院したことを証

明する書類があり、かつ、退院日の翌日からそ
の日を含めて転入院または再入院の開始日の前
日までの期間が30日以下のときは、１回の入
院とみなします。

  イ．保険期間満了後に転入院または再入院した場合
でも、退院日の当日または翌日に転入院または
再入院したときは、ア．に準じて取り扱います。  

  ③ 被保険者が、がん入院
給付金の支払事由に該
当する入院中に、「がん
以外の疾病または傷害」
の治療を開始し入院を
継続したとき  

  その「がん以外の疾病または傷害」の治療を開始し
た日以後の入院日数のうち、がんの治療を目的とし
た入院日数については、がんの治療を直接の目的と
した入院日数に含めます。  

  ④ 被保険者が、「がん以外
の疾病または傷害」に
よる入院中に、がんと
診断確定されたとき  

  そのがんの診断確定日以前の入院日数のうち、がん
の治療を目的とした入院日数については、がんの治
療を直接の目的とした入院日数に含めます。  

  ⑤ がん入院給付金が支払
われるべき入院中に、
がん入院給付金日額が
減額（第31条）された
とき  

  がん入院給付金日額が減額された日以後の入院日に
対するがん入院給付金の支払金額は、減額後のがん
入院給付金日額に基づいて計算します。  

  ⑥ がん入院給付金が支払
われるべき入院中に、
入院給付金受取人が変
更されたとき  

  変更日以後の入院日に対するがん入院給付金は、変
更後の入院給付金受取人に支払います。  

  ⑶ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑷ がん健康支援金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、がん入院
給付金が支払われる入
院を２回以上したとき  

  その２回以上の入院について、⑵－②により、がん
入院給付金の支払いにあたって１回の入院とみなす
ときは、継続した１回の入院とみなします。  

  ② 被保険者が、「がん健康
支援金判定期間」の満
了時を含んでがん入院
給付金が支払われる入
院を継続したとき  

  「がん健康支援金判定期間」の満了後の入院につい
ても、その入院を開始した日を含む「がん健康支援
金判定期間」中の入院とみなします。  

  ③ がん健康支援金が支払
われた後に、その「が
ん健康支援金判定期間」
中に支払事由が生じた
５日以上の継続した入
院に対するがん入院給
付金が支払われるとき  

  ア．がん入院給付金の合計額からがん健康支援金額
を差し引いて支払います。

  イ．がん入院給付金の合計額ががん健康支援金額に
不足するときは、保険契約者は、その不足する
金額を会社に返還することを必要とします。  

   第６条  死亡給付金の免責事由

  １．死亡給付金の支払事由（第５条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、死亡給付金を支払いません。

   第５条  補足説明

  ＊１ がん給付の責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、がん入院給付金につい
て会社がこの保険契約上の責任
を開始する時（保険期間開始の
日からその日を含めて90日を
経過した日の翌日）をいいます。
なお、この保険契約の復活（第
20条）が行われたときは、最
終の復活の日からその日を含め
て90日を経過した日の翌日と
します。

  ＊２ 入院
  医師による治療が必要であり、
かつ自宅等での治療が困難なた
め、病院または診療所 ＊３ に入
り、常に医師の管理下において
治療に専念することをいいま
す。ただし、入院時の医学的水
準、医学的常識に照らし、客観
的、合理的な入院に限ります。

  ＊３ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または患者を入院
させるための施設を有する
診療所

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある
医療施設

  ＊４ 入院日数が１日
  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

  ＊５ 保険期間
  保険期間が終身の保険契約の場
合で、保険期間と保険料払込期
間が異なるときは、保険料払込
期間とします。

  ＊６ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新（第29条）

されたときは、更新日とし
ます。

  ⑵ 保険期間が終身の保険契約
に変更（第30条）された
ときは、変更日とします。

  ＊７ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条において「５年ごと応当日」
といいます。

      支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

が
ん
入
院
給
付
金  

  がん給付の責任開始の時 ＊１ 前にが
んと診断確定されたことのない被保
険者が、がん給付の責任開始の時 ＊１

 以後保険期間中に、次のすべてを満
たす入院 ＊２ をしたとき
  ⑴ がん給付の責任開始の時 ＊１ 以

後に診断確定されたがんの治療
を直接の目的とする入院

  ⑵ 病院または診療所 ＊３ への入院
  ⑶ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院  

  １回の入院につき、
  （がん入院給付金日額）

  ×
  （入院日数）  

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  

死
亡
給
付
金  

  保険期間が終身の保険契約の場合
で、被保険者が、保険料払込期間満
了後の保険期間中に死亡したとき
  （注） 保険料払込期間が終身の保険

契約の場合には、死亡給付金
はありません。  

  （がん入院給付金日額）
  ×
  10  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

    

が
ん
健
康
支
援
金  

  被保険者が、次のいずれかの「がん
健康支援金判定期間」の満了時に生
存し、かつ、その「がん健康支援金
判定期間」中に５日以上の継続した
入院に対するがん入院給付金が支払
われなかったとき
  
  「がん健康支援金判定期間」
  ⑴ 保険期間 ＊５ 中の契約成立日 ＊６

 （第２条）の５年ごとの応当
日 ＊７ の前日を終期とする５年
間

  ⑵ 保険期間 ＊５ 中の最終の５年ご
と応当日 ＊７ から保険期間 ＊５ 満
了の時までの期間 ＊８ 

  （注） 保険料払込期間が終身の保険
契約の場合には、⑵は適用し
ません。  

  （がん入院給付金日額）
  ×
  ５  

    

保
険
契
約
者  

  ２．給付金または支援金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 入院給付金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② がん入院給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
きがん入院給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る死亡給付金の支払請
求があったとき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合で、死亡給付金
が支払われるときは、支払うべきがん入院給付金を
死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ がん入院給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、保険期間
中にがん入院給付金の
支払事由に定める入院
を開始した場合で、そ
の入院が保険期間満了
日を含んで継続したと
き  

  その継続した入院について、保険期間満了後も保険
期間中の入院とみなします。  
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  ＊８ 保険期間中の最終の５年ご
と応当日から保険期間満了
の時までの期間

  保険期間 ＊５ が５年未満の場合
には、契約成立日 ＊６ から保険
期間 ＊５ 満了の時までの期間と
します。

  項　目    内　容  

  ② 被保険者が、転入院ま
たは再入院したとき  

  次のとおり取り扱います。
  ア．保険期間中に転入院または再入院したことを証

明する書類があり、かつ、退院日の翌日からそ
の日を含めて転入院または再入院の開始日の前
日までの期間が30日以下のときは、１回の入
院とみなします。

  イ．保険期間満了後に転入院または再入院した場合
でも、退院日の当日または翌日に転入院または
再入院したときは、ア．に準じて取り扱います。  

  ③ 被保険者が、がん入院
給付金の支払事由に該
当する入院中に、「がん
以外の疾病または傷害」
の治療を開始し入院を
継続したとき  

  その「がん以外の疾病または傷害」の治療を開始し
た日以後の入院日数のうち、がんの治療を目的とし
た入院日数については、がんの治療を直接の目的と
した入院日数に含めます。  

  ④ 被保険者が、「がん以外
の疾病または傷害」に
よる入院中に、がんと
診断確定されたとき  

  そのがんの診断確定日以前の入院日数のうち、がん
の治療を目的とした入院日数については、がんの治
療を直接の目的とした入院日数に含めます。  

  ⑤ がん入院給付金が支払
われるべき入院中に、
がん入院給付金日額が
減額（第31条）された
とき  

  がん入院給付金日額が減額された日以後の入院日に
対するがん入院給付金の支払金額は、減額後のがん
入院給付金日額に基づいて計算します。  

  ⑥ がん入院給付金が支払
われるべき入院中に、
入院給付金受取人が変
更されたとき  

  変更日以後の入院日に対するがん入院給付金は、変
更後の入院給付金受取人に支払います。  

  ⑶ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ⑷ がん健康支援金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、がん入院
給付金が支払われる入
院を２回以上したとき  

  その２回以上の入院について、⑵－②により、がん
入院給付金の支払いにあたって１回の入院とみなす
ときは、継続した１回の入院とみなします。  

  ② 被保険者が、「がん健康
支援金判定期間」の満
了時を含んでがん入院
給付金が支払われる入
院を継続したとき  

  「がん健康支援金判定期間」の満了後の入院につい
ても、その入院を開始した日を含む「がん健康支援
金判定期間」中の入院とみなします。  

  ③ がん健康支援金が支払
われた後に、その「が
ん健康支援金判定期間」
中に支払事由が生じた
５日以上の継続した入
院に対するがん入院給
付金が支払われるとき  

  ア．がん入院給付金の合計額からがん健康支援金額
を差し引いて支払います。

  イ．がん入院給付金の合計額ががん健康支援金額に
不足するときは、保険契約者は、その不足する
金額を会社に返還することを必要とします。  

   第６条  死亡給付金の免責事由

  １．死亡給付金の支払事由（第５条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、死亡給付金を支払いません。

   第５条  補足説明

  ＊１ がん給付の責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、がん入院給付金につい
て会社がこの保険契約上の責任
を開始する時（保険期間開始の
日からその日を含めて90日を
経過した日の翌日）をいいます。
なお、この保険契約の復活（第
20条）が行われたときは、最
終の復活の日からその日を含め
て90日を経過した日の翌日と
します。

  ＊２ 入院
  医師による治療が必要であり、
かつ自宅等での治療が困難なた
め、病院または診療所 ＊３ に入
り、常に医師の管理下において
治療に専念することをいいま
す。ただし、入院時の医学的水
準、医学的常識に照らし、客観
的、合理的な入院に限ります。

  ＊３ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または患者を入院
させるための施設を有する
診療所

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある
医療施設

  ＊４ 入院日数が１日
  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

  ＊５ 保険期間
  保険期間が終身の保険契約の場
合で、保険期間と保険料払込期
間が異なるときは、保険料払込
期間とします。

  ＊６ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新（第29条）

されたときは、更新日とし
ます。

  ⑵ 保険期間が終身の保険契約
に変更（第30条）された
ときは、変更日とします。

  ＊７ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条において「５年ごと応当日」
といいます。

      支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

が
ん
入
院
給
付
金  

  がん給付の責任開始の時 ＊１ 前にが
んと診断確定されたことのない被保
険者が、がん給付の責任開始の時 ＊１

 以後保険期間中に、次のすべてを満
たす入院 ＊２ をしたとき
  ⑴ がん給付の責任開始の時 ＊１ 以

後に診断確定されたがんの治療
を直接の目的とする入院

  ⑵ 病院または診療所 ＊３ への入院
  ⑶ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院  

  １回の入院につき、
  （がん入院給付金日額）

  ×
  （入院日数）  

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  

死
亡
給
付
金  

  保険期間が終身の保険契約の場合
で、被保険者が、保険料払込期間満
了後の保険期間中に死亡したとき
  （注） 保険料払込期間が終身の保険

契約の場合には、死亡給付金
はありません。  

  （がん入院給付金日額）
  ×
  10  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

    

が
ん
健
康
支
援
金  

  被保険者が、次のいずれかの「がん
健康支援金判定期間」の満了時に生
存し、かつ、その「がん健康支援金
判定期間」中に５日以上の継続した
入院に対するがん入院給付金が支払
われなかったとき
  
  「がん健康支援金判定期間」
  ⑴ 保険期間 ＊５ 中の契約成立日 ＊６

 （第２条）の５年ごとの応当
日 ＊７ の前日を終期とする５年
間

  ⑵ 保険期間 ＊５ 中の最終の５年ご
と応当日 ＊７ から保険期間 ＊５ 満
了の時までの期間 ＊８ 

  （注） 保険料払込期間が終身の保険
契約の場合には、⑵は適用し
ません。  

  （がん入院給付金日額）
  ×
  ５  

    

保
険
契
約
者  

  ２．給付金または支援金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 入院給付金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② がん入院給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
きがん入院給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る死亡給付金の支払請
求があったとき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合で、死亡給付金
が支払われるときは、支払うべきがん入院給付金を
死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ がん入院給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、保険期間
中にがん入院給付金の
支払事由に定める入院
を開始した場合で、そ
の入院が保険期間満了
日を含んで継続したと
き  

  その継続した入院について、保険期間満了後も保険
期間中の入院とみなします。  
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   第８条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  給付金・支援金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で給付金または支援金を支払います。

  ２．会社は、給付金または支援金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合に
おいて、保険契約の締結時から給付金または支援金請求時までに会社に提出され
た書類だけでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１

 を行います。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、給付金または支援金を
支払うべき期限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金または支援金の支払事由（第
５条）発生の有無の確認が必要な
場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金支払いの免責事由（第６条）
に該当する可能性がある場合  

  給付金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第25条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第27
条）、詐欺（第22条）または不法
取得目的（第23条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第27条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは給付金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは給
付金請求の意図に関する保険契約の締
結時から給付金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金または支援金を
支払うべき期限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または給
付金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、給付金または支援金の受取
人（給付金または支援金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知し
ます。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給
付金または支援金を支払いません。

  ★別表３（P.434参照）  

   第６条  補足説明

  ＊１ 責任準備金
  がん入院給付金日額の10倍の
金額を限度とします。

   第７条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

      免責事由（支払事由が生じても死亡給付金を支払わない場合）  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ この保険契約の復活（第20条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡給付金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき　  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊１ を支払います。ただ
し、保険契約者が故意に被保険者を死亡させた
ときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ５ 給付金等の支払請求手続について

   第７条  給付金・支援金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第５条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金または支援金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
３ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.434参照）  
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   第８条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  給付金・支援金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で給付金または支援金を支払います。

  ２．会社は、給付金または支援金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合に
おいて、保険契約の締結時から給付金または支援金請求時までに会社に提出され
た書類だけでは確認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１

 を行います。この場合、本条の１．の規定にかかわらず、給付金または支援金を
支払うべき期限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて45日を経過する日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金または支援金の支払事由（第
５条）発生の有無の確認が必要な
場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金支払いの免責事由（第６条）
に該当する可能性がある場合  

  給付金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第25条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第27
条）、詐欺（第22条）または不法
取得目的（第23条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第27条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは給付金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは給
付金請求の意図に関する保険契約の締
結時から給付金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金または支援金を
支払うべき期限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めてそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または給
付金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、給付金または支援金の受取
人（給付金または支援金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知し
ます。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給
付金または支援金を支払いません。

  ★別表３（P.434参照）  

   第６条  補足説明

  ＊１ 責任準備金
  がん入院給付金日額の10倍の
金額を限度とします。

   第７条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

      免責事由（支払事由が生じても死亡給付金を支払わない場合）  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ この保険契約の復活（第20条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡給付金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき　  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊１ を支払います。ただ
し、保険契約者が故意に被保険者を死亡させた
ときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ５ 給付金等の支払請求手続について

   第７条  給付金・支援金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第５条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金または支援金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
３ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.434参照）  
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 第11条  補足説明

  ＊２ 保険料の払込免除の責任開
始の時以後の原因

  保険料の払込免除の責任開始の
時 ＊１ 前にすでに生じていた障
害状態の原因と因果関係のない
ものに限ります。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  項　目    内　容  

  ⑴ 保険料の払込免除の責
任開始の時 ＊１ 前にすで
に障害状態が生じてい
たとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、保険料の払込免除の責任開始

の時 ＊１ 以後の原因 ＊２ による障害状態が新たに
加わって高度障害状態（別表４ ★ ）になったと
き

  ② その障害状態に、保険料の払込免除の責任開始
の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表５ ★ ）に
よる傷害を直接の原因とする障害状態が新たに
加わって、その事故の日からその日を含めて
180日以内に身体障害の状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  

  ⑵ 被保険者が、保険料の
払込免除の責任開始の
時 ＊１ 前に生じた原因に
より高度障害状態（別
表４ ★ ）になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、保険料の払込免
除の責任開始の時 ＊１ 以後の疾病によるものとみな
します。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

24条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、保険料の払込免除の責任開
始の時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしませ
ん。

  ② その原因について、この保険契約の保険料の払
込免除の責任開始の時 ＊１ 前に、被保険者が医師
の診療を受けたことがなく、かつ、健康診断等
において異常の指摘を受けたことがない場合。
ただし、その原因による症状について保険契約
者または被保険者が認識または自覚していた場
合には、保険料の払込免除の責任開始の時 ＊１ 以
後の疾病によるものとみなしません。  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第15
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第２条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表４（P.434参照）、別表５（P.436参照）  

   第12条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第11条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除　

高
度
障
害
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表４ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

   第９条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

   第11条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除の責任開
始の時

  第３条（責任開始の時）の規定
により、保険料の払込免除につ
いて会社がこの保険契約上の責
任を開始する時をいいます。な
お、この保険契約の復活（第
20条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

   ６ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第９条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、
死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。

   ７ がん健康支援金のすえ置き支払について

   第10条  がん健康支援金のすえ置き支払

  １．がん健康支援金の支払事由（第５条）が生じた日以後、会社は、がん健康支援金
を会社の定める利率 ★ による利息をつけてすえ置きます。

  ２．すえ置いたがん健康支援金は、次のとおり支払います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡給付金を支払うと
き  

  死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 死亡給付金の支払以外
によりこの保険契約が
消滅するとき  

  保険契約者に支払います。  

  ⑶ 保険契約者から請求が
あったとき  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   ８ 保険料の払込免除について

   第11条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第15条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第12条）
に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、保険料の払込免除の責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって
保険料払込期間中に高度障害状態（別表４ ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態  

  被保険者が、保険料の払込免除の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の
事故（別表５ ★ ）による傷害を直接の原因として、その事故の日から
その日を含めて180日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の
状態（別表４ ★ ）になったとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。
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 第11条  補足説明

  ＊２ 保険料の払込免除の責任開
始の時以後の原因

  保険料の払込免除の責任開始の
時 ＊１ 前にすでに生じていた障
害状態の原因と因果関係のない
ものに限ります。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  項　目    内　容  

  ⑴ 保険料の払込免除の責
任開始の時 ＊１ 前にすで
に障害状態が生じてい
たとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、保険料の払込免除の責任開始

の時 ＊１ 以後の原因 ＊２ による障害状態が新たに
加わって高度障害状態（別表４ ★ ）になったと
き

  ② その障害状態に、保険料の払込免除の責任開始
の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表５ ★ ）に
よる傷害を直接の原因とする障害状態が新たに
加わって、その事故の日からその日を含めて
180日以内に身体障害の状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  

  ⑵ 被保険者が、保険料の
払込免除の責任開始の
時 ＊１ 前に生じた原因に
より高度障害状態（別
表４ ★ ）になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、保険料の払込免
除の責任開始の時 ＊１ 以後の疾病によるものとみな
します。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

24条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、保険料の払込免除の責任開
始の時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしませ
ん。

  ② その原因について、この保険契約の保険料の払
込免除の責任開始の時 ＊１ 前に、被保険者が医師
の診療を受けたことがなく、かつ、健康診断等
において異常の指摘を受けたことがない場合。
ただし、その原因による症状について保険契約
者または被保険者が認識または自覚していた場
合には、保険料の払込免除の責任開始の時 ＊１ 以
後の疾病によるものとみなしません。  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第15
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第２条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表４（P.434参照）、別表５（P.436参照）  

   第12条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第11条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除　

高
度
障
害
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表４ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

   第９条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

   第11条  補足説明

  ＊１ 保険料の払込免除の責任開
始の時

  第３条（責任開始の時）の規定
により、保険料の払込免除につ
いて会社がこの保険契約上の責
任を開始する時をいいます。な
お、この保険契約の復活（第
20条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

   ６ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第９条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、
死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。

   ７ がん健康支援金のすえ置き支払について

   第10条  がん健康支援金のすえ置き支払

  １．がん健康支援金の支払事由（第５条）が生じた日以後、会社は、がん健康支援金
を会社の定める利率 ★ による利息をつけてすえ置きます。

  ２．すえ置いたがん健康支援金は、次のとおり支払います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡給付金を支払うと
き  

  死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 死亡給付金の支払以外
によりこの保険契約が
消滅するとき  

  保険契約者に支払います。  

  ⑶ 保険契約者から請求が
あったとき  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   ８ 保険料の払込免除について

   第11条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第15条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第12条）
に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、保険料の払込免除の責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって
保険料払込期間中に高度障害状態（別表４ ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態  

  被保険者が、保険料の払込免除の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の
事故（別表５ ★ ）による傷害を直接の原因として、その事故の日から
その日を含めて180日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の
状態（別表４ ★ ）になったとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。
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   第15条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第16条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第17条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２     

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第16条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第16条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
15条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第15条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第15条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第17条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第15条）の契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第15条）までに、給付金もしくは支援金の支払事由（第５条）または保
険料の払込免除事由（第11条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表４ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表４（P.434参照）  

   ９ 保険料の払込免除の請求手続について

   第13条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第11条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第８条（給付金・支援金の支
払時期）の規定を準用します。

  ★別表３（P.434参照）  

   10 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第14条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

   11 保険料の払込みについて

   第15条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。
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   第15条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第16条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第17条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２     

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第16条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第16条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
15条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第15条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第15条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第17条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第15条）の契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第15条）までに、給付金もしくは支援金の支払事由（第５条）または保
険料の払込免除事由（第11条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表４ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表４（P.434参照）  

   ９ 保険料の払込免除の請求手続について

   第13条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第11条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第８条（給付金・支援金の支
払時期）の規定を準用します。

  ★別表３（P.434参照）  

   10 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第14条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

   11 保険料の払込みについて

   第15条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。
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   第21条  補足説明

  ＊１ がん給付の責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、がん入院給付金につい
て会社がこの保険契約上の責任
を開始する時（保険期間開始の
日からその日を含めて90日を
経過した日の翌日）をいいます。

  ＊２ その復活の時から無効とす
る時までの保険料

  その復活の延滞保険料を含みま
す。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   13 取消しと無効について

   第21条  がん給付の責任開始の時前のがん診断確定による無効

  １．被保険者がこの保険契約締結の際の告知（第24条）の時前または告知の時から
がん給付の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていた場合には、保険契約者
および被保険者が、その事実を知っていた場合、知らなかった場合のいずれにつ
いても、この保険契約は無効とします。

  ２．本条の１．の場合には、それまでに会社に払い込まれた保険料は次のとおり取り
扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 告知の時前に被保険者
ががんと診断確定され
ていたとき  

  ① その事実を保険契約者および被保険者のすべて
が知らなかったときは、保険契約者に払い戻し
ます。

  ② その事実を保険契約者および被保険者のいずれ
か１人でも知っていたときは、払い戻しません。  

  ⑵ 告知の時前にがんと診
断確定されたことのな
い被保険者が、告知の
時からがん給付の責任
開始の時 ＊１ の前日まで
にがんと診断確定され
ていたとき  

  保険契約者に払い戻します。  

  ３．本条の１．および２．の規定は、この保険契約の復活（第20条）の場合に準用
します。ただし、それまでに会社に払い込まれた保険料は、その復活の時から無
効とする時までの保険料 ＊２ とします。

  ４．本条の３．の場合、この保険契約はその復活が行われずに、解約（第32条）さ
れたものとして取り扱います。

  ５．本条の規定にかかわらず、第25条（告知義務違反による解除）または第27条（重
大事由による解除）に定めるこの保険契約の解除の要件を満たすときは、会社は、
その規定によりこの保険契約を解除することができます。

   第22条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第20条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第23条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
20条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金を不法に取得させる目的  

   第18条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第20条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ がん健康支援金を支払
うとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、支払事由の
発生により支払うべき金額を支払いません。  

  ⑶ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第18条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
15条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第２条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額を保険契約者に支払い
ます。

   12 失効と復活について

   第19条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第15条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第20条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第19条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第24条）および告知義務違反による解除（第25条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。
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   第21条  補足説明

  ＊１ がん給付の責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、がん入院給付金につい
て会社がこの保険契約上の責任
を開始する時（保険期間開始の
日からその日を含めて90日を
経過した日の翌日）をいいます。

  ＊２ その復活の時から無効とす
る時までの保険料

  その復活の延滞保険料を含みま
す。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   13 取消しと無効について

   第21条  がん給付の責任開始の時前のがん診断確定による無効

  １．被保険者がこの保険契約締結の際の告知（第24条）の時前または告知の時から
がん給付の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていた場合には、保険契約者
および被保険者が、その事実を知っていた場合、知らなかった場合のいずれにつ
いても、この保険契約は無効とします。

  ２．本条の１．の場合には、それまでに会社に払い込まれた保険料は次のとおり取り
扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 告知の時前に被保険者
ががんと診断確定され
ていたとき  

  ① その事実を保険契約者および被保険者のすべて
が知らなかったときは、保険契約者に払い戻し
ます。

  ② その事実を保険契約者および被保険者のいずれ
か１人でも知っていたときは、払い戻しません。  

  ⑵ 告知の時前にがんと診
断確定されたことのな
い被保険者が、告知の
時からがん給付の責任
開始の時 ＊１ の前日まで
にがんと診断確定され
ていたとき  

  保険契約者に払い戻します。  

  ３．本条の１．および２．の規定は、この保険契約の復活（第20条）の場合に準用
します。ただし、それまでに会社に払い込まれた保険料は、その復活の時から無
効とする時までの保険料 ＊２ とします。

  ４．本条の３．の場合、この保険契約はその復活が行われずに、解約（第32条）さ
れたものとして取り扱います。

  ５．本条の規定にかかわらず、第25条（告知義務違反による解除）または第27条（重
大事由による解除）に定めるこの保険契約の解除の要件を満たすときは、会社は、
その規定によりこの保険契約を解除することができます。

   第22条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第20条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第23条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
20条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金を不法に取得させる目的  

   第18条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第20条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ がん健康支援金を支払
うとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、支払事由の
発生により支払うべき金額を支払いません。  

  ⑶ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第18条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
15条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第２条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額を保険契約者に支払い
ます。

   12 失効と復活について

   第19条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第15条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第20条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第19条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第24条）および告知義務違反による解除（第25条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。
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   第27条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金または保
険料の払込免除をいいます。

  ＊２ 給付金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

かったとしても、保険契約者または被保険者が、第24条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第27条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、給付金もしくは支援金の支払事由（第５条）または保険料の払込免除事
由（第11条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することが
できます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの
間に、給付金もしくは支援金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じてい
たときは、その給付金もしくは支援金の支払いまたは保険料の払込免除について、
会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金 ＊２ または支援金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金 ＊２ または支援金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第25条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第33条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し給付金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない給付金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

   第26条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 保険期間開始の日
  第２条（保険期間開始の時）に
規定する保険期間開始の日をい
います。なお、この保険契約の
復活の際の告知義務違反による
解除に関しては、復活の日とし
ます。

   14 告知義務と解除について

   第24条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第20条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第５条）ま
たは保険料の払込免除事由（第11条）の発生の可能性に関する重要な事項のう
ち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要としま
す。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に
口頭により告知することを必要とします。

   第25条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第20条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第24条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、給付金もしくは支援金の支払事由（第５条）または保険料の払込免除事
由（第11条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除するこ
とができます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または支援金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または支援金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金もしくは支援金の支払事由または保険料
の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者または給付金の受取人が証明したときは、会社は、給付金もしくは
支援金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または給付金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第33条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第26条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第25条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第20条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第24条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第24条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 保険期間開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由（第５
条）または保険料の払込免除事由（第11条）が生じないで、その期間を経
過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
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   第27条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金または保
険料の払込免除をいいます。

  ＊２ 給付金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

かったとしても、保険契約者または被保険者が、第24条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第27条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、給付金もしくは支援金の支払事由（第５条）または保険料の払込免除事
由（第11条）が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することが
できます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの
間に、給付金もしくは支援金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じてい
たときは、その給付金もしくは支援金の支払いまたは保険料の払込免除について、
会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金 ＊２ または支援金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金 ＊２ または支援金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第25条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第33条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し給付金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない給付金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

   第26条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 保険期間開始の日
  第２条（保険期間開始の時）に
規定する保険期間開始の日をい
います。なお、この保険契約の
復活の際の告知義務違反による
解除に関しては、復活の日とし
ます。

   14 告知義務と解除について

   第24条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第20条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第５条）ま
たは保険料の払込免除事由（第11条）の発生の可能性に関する重要な事項のう
ち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要としま
す。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に
口頭により告知することを必要とします。

   第25条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第20条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第24条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、給付金もしくは支援金の支払事由（第５条）または保険料の払込免除事
由（第11条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除するこ
とができます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または支援金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または支援金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金もしくは支援金の支払事由または保険料
の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者または給付金の受取人が証明したときは、会社は、給付金もしくは
支援金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または給付金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第33条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第26条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第25条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第20条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第24条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第24条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 保険期間開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由（第５
条）または保険料の払込免除事由（第11条）が生じないで、その期間を経
過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
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   第30条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  項　目    内　容  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 給付金の支払い（第５条）、保険料の払込免除（第
11条・第12条）および告知義務違反による解
除（第25条・第26条）に関する規定について、
更新後契約の保険期間は、この保険契約から継
続したものとして取り扱います。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき　  

  契約成立日（第２条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第42条・第43条）
に準じて取り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後のが
ん入院給付金日額について、更新前契約の保険期間満了日のがん入院給付金日額
と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額と
します。

   第30条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第29条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付がん保険（返戻金
なし型）（2015）契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第11条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第41条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付がん保険（返戻金なし型）（2015）契約へ
の変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第15条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

   第29条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

   15 契約内容の変更および更新等について

   第28条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第15条（保険料の払込み）および第16条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第15条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第29条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第41条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
15条（保険料の払込み）の１．および第17条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約のがん入院
給付金日額  

  更新前契約の保険期間満了日のがん入院給付金日額
と同額とします。ただし、保険契約者は、更新前契
約の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約のがん入院給付
金日額を変更して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶の条件を満たさ
なくなるときは、その条件を満たす限度まで保
険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  
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   第30条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  項　目    内　容  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 給付金の支払い（第５条）、保険料の払込免除（第
11条・第12条）および告知義務違反による解
除（第25条・第26条）に関する規定について、
更新後契約の保険期間は、この保険契約から継
続したものとして取り扱います。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき　  

  契約成立日（第２条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第42条・第43条）
に準じて取り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後のが
ん入院給付金日額について、更新前契約の保険期間満了日のがん入院給付金日額
と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額と
します。

   第30条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第29条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付がん保険（返戻金
なし型）（2015）契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第11条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第41条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付がん保険（返戻金なし型）（2015）契約へ
の変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第15条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

   第29条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

   15 契約内容の変更および更新等について

   第28条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第15条（保険料の払込み）および第16条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第15条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第29条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第41条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
15条（保険料の払込み）の１．および第17条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約のがん入院
給付金日額  

  更新前契約の保険期間満了日のがん入院給付金日額
と同額とします。ただし、保険契約者は、更新前契
約の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約のがん入院給付
金日額を変更して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶の条件を満たさ
なくなるときは、その条件を満たす限度まで保
険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  
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   第34条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
15条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第31条  がん入院給付金日額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって、がん入院給付金日額を減額 ★ することができま
す。ただし、会社は、減額後のがん入院給付金日額が会社の定める限度を下回る
減額は取り扱いません。

  ２．がん入院給付金日額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第32条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ がん入院給付金日額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接

続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を
含みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   16 解約等について

   第32条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第33条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第33条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（がん入院給付金日額
の10倍の金額）と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第34条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第11条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡給付金を支払うときはそ
の受取人に支払います。

  ⑴ 給付金の支払事由（第５条）に該当したときまたは保険料払込期間中に被保
険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除き
ます。）

  ⑵ 告知義務違反（第25条）または重大事由（第27条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第31条）または解約（第32条）されたとき  

 第30条  補足説明

  ＊２ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付がん保険（返戻金なし型）

（2015）契約をいいます。

  ＊３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

  項　目    内　容  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
15条（保険料の払込み）の１．および第17条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第15条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の給付金の支払事由（第５条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

11条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ のがん入
院給付金日額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ のがん入院給付金
日額と同額とします。ただし、保険契約者は、変更
前契約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契約 ＊２ の
がん入院給付金日額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第５条）、保険料の払込免除（第
11条・第12条）および告知義務違反による解
除（第25条・第26条）に関する規定について、
変更後契約 ＊２ の保険期間は、変更前契約から
継続したものとして取り扱います。

  ④ 変更前契約にすえ置かれたがん健康支援金があ
るときは、第10条（がん健康支援金のすえ置
き支払）の２．の規定にかかわらず、変更後契
約 ＊２ においても引き続きすえ置きます。

  ⑤ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑥ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第２条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第42条・第43条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後のがん入院給付金日額
について、変更前契約の保険期間満了日 ＊３ のがん入院給付金日額と同額とした
場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。
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   第34条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
15条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第31条  がん入院給付金日額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって、がん入院給付金日額を減額 ★ することができま
す。ただし、会社は、減額後のがん入院給付金日額が会社の定める限度を下回る
減額は取り扱いません。

  ２．がん入院給付金日額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第32条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ がん入院給付金日額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接

続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を
含みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   16 解約等について

   第32条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第33条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第33条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（がん入院給付金日額
の10倍の金額）と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第34条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第11条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡給付金を支払うときはそ
の受取人に支払います。

  ⑴ 給付金の支払事由（第５条）に該当したときまたは保険料払込期間中に被保
険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除き
ます。）

  ⑵ 告知義務違反（第25条）または重大事由（第27条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第31条）または解約（第32条）されたとき  

 第30条  補足説明

  ＊２ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付がん保険（返戻金なし型）

（2015）契約をいいます。

  ＊３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

  項　目    内　容  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
15条（保険料の払込み）の１．および第17条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第15条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の給付金の支払事由（第５条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

11条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ のがん入
院給付金日額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ のがん入院給付金
日額と同額とします。ただし、保険契約者は、変更
前契約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契約 ＊２ の
がん入院給付金日額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第５条）、保険料の払込免除（第
11条・第12条）および告知義務違反による解
除（第25条・第26条）に関する規定について、
変更後契約 ＊２ の保険期間は、変更前契約から
継続したものとして取り扱います。

  ④ 変更前契約にすえ置かれたがん健康支援金があ
るときは、第10条（がん健康支援金のすえ置
き支払）の２．の規定にかかわらず、変更後契
約 ＊２ においても引き続きすえ置きます。

  ⑤ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑥ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第２条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第42条・第43条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後のがん入院給付金日額
について、変更前契約の保険期間満了日 ＊３ のがん入院給付金日額と同額とした
場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。
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   第41条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

部分については、給付金の受取人を変更することはできません。なお、がん健康
支援金の受取人を保険契約者以外の者に変更することはできません。

  ２．本条の１．の給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による給付金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第38条  給付金の受取人の死亡

  １．給付金の受取人が給付金の支払事由（第５条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を給付金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により給付金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により給付金の受取人となった者
のうち生存している他の給付金の受取人を給付金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により給付金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第39条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第40条  保険契約者の代表者および給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。がん入院給付金についても同様とします。

   18 契約年齢の計算等について

   第41条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第２
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第42条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第41条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第２条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは給付金額を調整して処理します。

   第43条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法

   第35条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   第35条  給付金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、給付金の支払事由（第５条）
が生じ、会社が給付金を支払うべきときは、次のとおり取り扱います。

  項目    内容  

  ⑴ 給付金の支払事由が生
じ、給付金を支払うべ
き場合において、その
支払いによりこの保険
契約が消滅することと
なるとき  

  支払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権
者等に支払い、その残額を給付金の受取人に支払い
ます。  

  ⑵ 支援金の支払事由が生
じたとき  

  ① 支払うべき金額が本条の２．の金額以上の場合
には、支払うべき金額の限度で、本条の２．の
金額を債権者等に支払い、その残額を支援金の
受取人に支払います。

  ② 支払うべき金額が本条の２．の金額を下回る場
合には、支払うべき金額を債権者等に支払いま
す。さらに、本条の１．により解約の効力が生
じたときは、返戻金額を限度に、「本条の２．
の金額から債権者等に支払った金額を差し引い
た金額」を債権者等に支払い、その残額を保険
契約者に支払います。  

   17 給付金の受取人および保険契約者について

   第36条  会社への通知による給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
金の受取人を変更することができます。ただし、入院給付金受取人は、保険契約
者または被保険者に限ります。また、給付金の支払事由（第５条）が発生した場
合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、給付金の受取人を変
更することはできません。なお、がん健康支援金の受取人を保険契約者以外の者
に変更することはできません。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の給付金の受取人に給付金を支
払ったときは、その支払い後に変更後の給付金の受取人から給付金の請求を受け
ても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第37条  遺言による給付金の受取人の変更

  １．第36条（会社への通知による給付金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、法律上有効な遺言により、給付金の受取人を変更することができます。た
だし、入院給付金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、給付
金の支払事由（第５条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる
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   第41条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

部分については、給付金の受取人を変更することはできません。なお、がん健康
支援金の受取人を保険契約者以外の者に変更することはできません。

  ２．本条の１．の給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による給付金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第38条  給付金の受取人の死亡

  １．給付金の受取人が給付金の支払事由（第５条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を給付金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により給付金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により給付金の受取人となった者
のうち生存している他の給付金の受取人を給付金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により給付金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第39条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第40条  保険契約者の代表者および給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。がん入院給付金についても同様とします。

   18 契約年齢の計算等について

   第41条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第２
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第42条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第41条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第２条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは給付金額を調整して処理します。

   第43条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法

   第35条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   第35条  給付金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、給付金の支払事由（第５条）
が生じ、会社が給付金を支払うべきときは、次のとおり取り扱います。

  項目    内容  

  ⑴ 給付金の支払事由が生
じ、給付金を支払うべ
き場合において、その
支払いによりこの保険
契約が消滅することと
なるとき  

  支払うべき金額の限度で、本条の２．の金額を債権
者等に支払い、その残額を給付金の受取人に支払い
ます。  

  ⑵ 支援金の支払事由が生
じたとき  

  ① 支払うべき金額が本条の２．の金額以上の場合
には、支払うべき金額の限度で、本条の２．の
金額を債権者等に支払い、その残額を支援金の
受取人に支払います。

  ② 支払うべき金額が本条の２．の金額を下回る場
合には、支払うべき金額を債権者等に支払いま
す。さらに、本条の１．により解約の効力が生
じたときは、返戻金額を限度に、「本条の２．
の金額から債権者等に支払った金額を差し引い
た金額」を債権者等に支払い、その残額を保険
契約者に支払います。  

   17 給付金の受取人および保険契約者について

   第36条  会社への通知による給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
金の受取人を変更することができます。ただし、入院給付金受取人は、保険契約
者または被保険者に限ります。また、給付金の支払事由（第５条）が発生した場
合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、給付金の受取人を変
更することはできません。なお、がん健康支援金の受取人を保険契約者以外の者
に変更することはできません。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の給付金の受取人に給付金を支
払ったときは、その支払い後に変更後の給付金の受取人から給付金の請求を受け
ても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第37条  遺言による給付金の受取人の変更

  １．第36条（会社への通知による給付金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、法律上有効な遺言により、給付金の受取人を変更することができます。た
だし、入院給付金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、給付
金の支払事由（第５条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる
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   第48条  補足説明

  ＊１ 給付金の受取人
  給付金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第50条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  ＊２ 特定高度障害状態
  高度障害状態（別表４ ★ ）のう
ち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

   20 その他

   第45条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第46条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第47条  時効

  給付金・支援金（第５条）、保険料の払込免除（第11条）、返戻金（第33条）ま
たは社員配当金（第44条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行
使できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第48条  管轄裁判所

  １．この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または給付金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における支援金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟につい
ては、本条の１．の規定を準用します。

   21 特則について

   第49条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。

  ⑴ 第18条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第28条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  

   第50条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、特定高度障害状態についての不担保の特別
条件を付けることがあります。この場合、疾病を直接の原因として、会社の定め
る期間中に被保険者が特定高度障害状態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを
免除（第11条）しません。ただし、感染症（別表６ ★ ）によって特定高度障害
状態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第19条）は、第20条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この保険契約が更新（第29条）されるときは、次のとおり取り扱います。

   第44条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条において「５年
ごと応当日」といいます。

  ＊３ 保険期間が満了する保険契
約

  第30条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第41条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ＊４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊５ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または給付金額を調整し
て処理します。

   19 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第44条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第２条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。ただし、保険料払込期間中にあって
は、その５年ごと応当日 ＊２ の前日までの保険
料がすべて払い込まれている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．死亡給付金を支払うときは、その受取人に

支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により保険契約が消

滅するときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が更新
（第29条）されるとき、または保険期間が終身の保
険契約に変更（第30条）されるときは、次のとお
り取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日または変更日から

積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約また

は変更前契約の社員配当金については、更新後
契約または変更後契約においても引き続き積み
立て、更新日または変更日以後、⑴の規定を適
用します。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、被保険者の
死亡により消滅する保
険契約  

  ① 死亡給付金を支払うときは、その受取人に支払
います。

  ② ①以外の場合は、保険契約者に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消
滅する保険契約 ＊５   

  保険契約者に支払います。  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第８
条（給付金・支援金の支払時期）の１．の規定を準用します。
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   第48条  補足説明

  ＊１ 給付金の受取人
  給付金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第50条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  ＊２ 特定高度障害状態
  高度障害状態（別表４ ★ ）のう
ち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

   20 その他

   第45条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第46条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第47条  時効

  給付金・支援金（第５条）、保険料の払込免除（第11条）、返戻金（第33条）ま
たは社員配当金（第44条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行
使できるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第48条  管轄裁判所

  １．この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または給付金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における支援金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟につい
ては、本条の１．の規定を準用します。

   21 特則について

   第49条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。

  ⑴ 第18条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第28条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  

   第50条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、特定高度障害状態についての不担保の特別
条件を付けることがあります。この場合、疾病を直接の原因として、会社の定め
る期間中に被保険者が特定高度障害状態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを
免除（第11条）しません。ただし、感染症（別表６ ★ ）によって特定高度障害
状態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第19条）は、第20条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この保険契約が更新（第29条）されるときは、次のとおり取り扱います。

   第44条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条において「５年
ごと応当日」といいます。

  ＊３ 保険期間が満了する保険契
約

  第30条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第41条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ＊４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊５ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または給付金額を調整し
て処理します。

   19 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第44条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊１ （第２条）の
５年ごとの応当日 ＊２ が
到来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員配当金の全
額を会社の定める利率による利息をつけて積み
立てます。ただし、保険料払込期間中にあって
は、その５年ごと応当日 ＊２ の前日までの保険
料がすべて払い込まれている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当金は、次のと
おり支払います。
  ア．死亡給付金を支払うときは、その受取人に

支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により保険契約が消

滅するときは、保険契約者に支払います。
  ウ．保険契約者から請求があったときは、保険

契約者に支払います。  
  ⑵ 次の事業年度中に保険

期間が満了する保険契
約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡ ただし、保険契約が更新
（第29条）されるとき、または保険期間が終身の保
険契約に変更（第30条）されるときは、次のとお
り取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日または変更日から

積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更新前契約また

は変更前契約の社員配当金については、更新後
契約または変更後契約においても引き続き積み
立て、更新日または変更日以後、⑴の規定を適
用します。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ および直前の
５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を
経過して、被保険者の
死亡により消滅する保
険契約  

  ① 死亡給付金を支払うときは、その受取人に支払
います。

  ② ①以外の場合は、保険契約者に支払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約
成立日 ＊４ からその日を
含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ か
らその日を含めて１年
を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消
滅する保険契約 ＊５   

  保険契約者に支払います。  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第８
条（給付金・支援金の支払時期）の１．の規定を準用します。
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   別表１　対象となる悪性新生物および上皮内新生物
  対象となる悪性新生物および上皮内新生物とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものと
し、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10(2003年版)準拠」
によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物  
  消化器の悪性新生物  
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物  
  骨および関節軟骨の悪性新生物  
  皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物  
  中皮および軟部組織の悪性新生物  
  乳房の悪性新生物  
  女性生殖器の悪性新生物  
  男性生殖器の悪性新生物  
  腎尿路の悪性新生物  
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物  
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物  
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物  
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物  
  上皮内新生物  
  真正赤血球増加症＜多血症＞  
  骨髄異形成症候群  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のう
ち、  
  　慢性骨髄増殖性疾患  
  　本態性（出血性）血小板血症
  リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、
  　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの    

  C00-C14  
  C15-C26  
  C30-C39  
  C40-C41  
  C43-C44  
  C45-C49  

  C50  
  C51-C58  
  C60-C63  
  C64-C68  
  C69-C72  
  C73-C75  
  C76-C80  
  C81-C96  

  C97  
  D00-D07､ D09  

  D45  
  D46  

    

  D47.1  
  D47.3

  
  D76.0  

  別表２　新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　腫瘍
学（NCC監修）第3版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次のものを
いいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
  　　　　　　非侵襲性
  ／３‥‥‥悪性、原発部位
  ／６‥‥‥悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位
  ／９‥‥‥悪性、原発部位または転移部位の別不詳  

 第50条  補足説明

  ＊３ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付がん保険（返戻金なし型）

（2015）契約をいいます。

   第51条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。
   

  ① 更新日の前日までに不担保期間が満了していないときは、更新後契約には更
新前契約に適用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保の条件と同
一の条件が適用されます。

  ② 更新日の前日までに不担保期間が満了しているときは、更新後契約には更新
前契約に適用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保の条件は適用
されません。  

  ⑶ この保険契約が保険期間が終身の保険契約に変更（第30条）されるときは、
次のとおり取り扱います。

  ① 変更日の前日までに不担保期間が満了していないときは、変更後契約 ＊３ には
変更前契約に適用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保の条件と
同一の条件が適用されます。

  ② 変更日の前日までに不担保期間が満了しているときは、変更後契約 ＊３ には変
更前契約に適用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保の条件は適
用されません。  

  ★別表４（P.434参照）、別表６（P.436参照）  

   第51条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中にがん入院給付金が支払われるべきとき

は、第５条（給付金・支援金の支払い）の２．－⑴－②を次のとおり読み替
えます。

  項　目    内　容  

  ②　がん入院給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
きがん入院給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合には、支払うべ
きがん入院給付金を被指定契約 ＊１ の死亡給付金受
取人に支払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
  ① 第10条（がん健康支援金のすえ置き支払）の２．の規定にかかわらず、

すえ置かれたがん健康支援金は被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支
払います。

  ② 第17条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取
扱い）の１．中、「保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）」と
あるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（給付金を支払うときはそ
の受取人）」と読み替えます。

  ③ 第44条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ②　①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金

受取人に支払います。
  ④ 第44条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」

を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  
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   別表１　対象となる悪性新生物および上皮内新生物
  対象となる悪性新生物および上皮内新生物とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものと
し、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10(2003年版)準拠」
によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物  
  消化器の悪性新生物  
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物  
  骨および関節軟骨の悪性新生物  
  皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物  
  中皮および軟部組織の悪性新生物  
  乳房の悪性新生物  
  女性生殖器の悪性新生物  
  男性生殖器の悪性新生物  
  腎尿路の悪性新生物  
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物  
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物  
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物  
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物  
  上皮内新生物  
  真正赤血球増加症＜多血症＞  
  骨髄異形成症候群  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のう
ち、  
  　慢性骨髄増殖性疾患  
  　本態性（出血性）血小板血症
  リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、
  　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの    

  C00-C14  
  C15-C26  
  C30-C39  
  C40-C41  
  C43-C44  
  C45-C49  

  C50  
  C51-C58  
  C60-C63  
  C64-C68  
  C69-C72  
  C73-C75  
  C76-C80  
  C81-C96  

  C97  
  D00-D07､ D09  

  D45  
  D46  

    

  D47.1  
  D47.3

  
  D76.0  

  別表２　新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　腫瘍
学（NCC監修）第3版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次のものを
いいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
  　　　　　　非侵襲性
  ／３‥‥‥悪性、原発部位
  ／６‥‥‥悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位
  ／９‥‥‥悪性、原発部位または転移部位の別不詳  

 第50条  補足説明

  ＊３ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付がん保険（返戻金なし型）

（2015）契約をいいます。

   第51条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。
   

  ① 更新日の前日までに不担保期間が満了していないときは、更新後契約には更
新前契約に適用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保の条件と同
一の条件が適用されます。

  ② 更新日の前日までに不担保期間が満了しているときは、更新後契約には更新
前契約に適用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保の条件は適用
されません。  

  ⑶ この保険契約が保険期間が終身の保険契約に変更（第30条）されるときは、
次のとおり取り扱います。

  ① 変更日の前日までに不担保期間が満了していないときは、変更後契約 ＊３ には
変更前契約に適用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保の条件と
同一の条件が適用されます。

  ② 変更日の前日までに不担保期間が満了しているときは、変更後契約 ＊３ には変
更前契約に適用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保の条件は適
用されません。  

  ★別表４（P.434参照）、別表６（P.436参照）  

   第51条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中にがん入院給付金が支払われるべきとき

は、第５条（給付金・支援金の支払い）の２．－⑴－②を次のとおり読み替
えます。

  項　目    内　容  

  ②　がん入院給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
きがん入院給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合には、支払うべ
きがん入院給付金を被指定契約 ＊１ の死亡給付金受
取人に支払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
  ① 第10条（がん健康支援金のすえ置き支払）の２．の規定にかかわらず、

すえ置かれたがん健康支援金は被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支
払います。

  ② 第17条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取
扱い）の１．中、「保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）」と
あるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（給付金を支払うときはそ
の受取人）」と読み替えます。

  ③ 第44条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ②　①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金

受取人に支払います。
  ④ 第44条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」

を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  
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  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表３　給付金・支援金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．がん入院給付金の支払い  

  ⑴ がん入院給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 病理組織検査報告書
  ⑷ がん入院給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ がん入院給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．がん健康支援金の支払い  

  ⑴ がん健康支援金支払請求書
  ⑵ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑶ がん健康支援金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑷ がん健康支援金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ４．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第11条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表５）
であることを証明する書類

  ⑶ 最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金・支援金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師

に診断を行わせることがあります。
  ⑶ ３．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

  
別表４　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。
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  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  別表３　給付金・支援金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．がん入院給付金の支払い  

  ⑴ がん入院給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 病理組織検査報告書
  ⑷ がん入院給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ がん入院給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．がん健康支援金の支払い  

  ⑴ がん健康支援金支払請求書
  ⑵ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑶ がん健康支援金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑷ がん健康支援金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ４．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第11条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表５）
であることを証明する書類

  ⑶ 最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金・支援金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師

に診断を行わせることがあります。
  ⑶ ３．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

  
別表４　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失った

もの（注７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。
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  別表５　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入

または嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物

酔いならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表６　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ  
  腸チフス  
  パラチフスＡ  
  細菌性赤痢  
  腸管出血性大腸菌感染症  
  ペスト  
  ジフテリア  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞  
  ラッサ熱  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病  
  痘瘡  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  A00  
  A01.0  
  A01.1  
  A03  

  A04.3  
  A20  
  A36  
  A80  

  A96.2  
  A98.0  
  A98.3  
  A98.4  
  B03  
  U04  
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  承諾の時期    保険期間開始の時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第24条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する保険期間開始の時を含む日を保険期間開始の日および契約
成立日 ★ とします。契約年齢（第41条）の計算にあたっては、契約成立日を基
準とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   第４条  責任開始の時

  この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  給付の種類    責任開始の時  

  ⑴ 次の給付（以下「がん給付」とい
います。）
  ① 別表１ ★ に定めるがん（以下「が

ん」といいます。）を直接の原
因とする生活習慣病入院給付
金

  ② がんを直接の原因とする７大
疾病給付金  

  保険期間開始の日（第３条）からその
日を含めて90日を経過した日の翌日 ＊１   

  ⑵ 次の給付（以下「がん給付以外の
給付」といいます。）
  ① 別表２ ★ に定めるがん以外の生

活習慣病（以下「がん以外の
生活習慣病」といいます。）を
直接の原因とする生活習慣病
入院給付金

  ② 別表３ ★ に定めるがん以外の７
大疾病（以下「がん以外の７
大疾病」といいます。）を直接
の原因とする７大疾病給付金

  ③ 保険料の払込免除  

  保険期間開始の時 ＊２ （第３条）  

  ★別表１（P.468参照）、別表２（P.469参照）、別表３（P.469参照）  

    第４条  補足説明

  ＊１ 保険期間開始の日からその
日を含めて90日を経過し
た日の翌日

  「がん給付の責任開始の時」と
いいます。

  ＊２ 保険期間開始の時
  「がん給付以外の給付の責任開
始の時」といいます。

  無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）普通保険約款  
  （実施　平17.4.1 ／改正　平28.4.4）  

  この保険の特色  

  目的・内容    ７つの生活習慣病による所定の入院や７大疾病による所定の状態・手術に対する保障  
  給付金の種類    ⑴ 生活習慣病入院給付金

  ⑵ ７大疾病給付金
  ⑶ 死亡給付金（保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保険料払込期間満了後の保険期間

中の場合に限ります。）  
  配当タイプ    無配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 生活習慣病入院給付金の支払限度の型・７大疾病給付金の給付倍率について

   第１条  生活習慣病入院給付金の支払限度の型

  １．生活習慣病入院給付金の支払限度の型は、１回の入院についての支払限度日数に
より、次の120日型または360日型の２つの型があります。保険契約者は、こ
の保険契約締結の際、いずれか１つの型を選択することを必要とします。

  支払限度の型    １回の入院についての支払限度日数  

  120日型    120日  
  360日型    360日  

  ２．本条の１．により選択された生活習慣病入院給付金の支払限度の型の変更は取り
扱いません。

   第２条  ７大疾病給付金の給付倍率

  １．７大疾病給付金の給付倍率は、７大疾病給付金の金額により、次の６つの倍率が
あります。保険契約者は、この保険契約締結の際、いずれか１つの倍率を選択す
ることを必要とします。

  給付倍率    ７大疾病給付金の金額  

500倍 （生活習慣病入院給付金日額）×500
400倍 （生活習慣病入院給付金日額）×400
300倍 （生活習慣病入院給付金日額）×300
200倍 （生活習慣病入院給付金日額）×200
100倍 （生活習慣病入院給付金日額）×100
０倍 ７大疾病給付金はありません。

  ２．本条の１．により選択された７大疾病給付金の給付倍率の変更は取り扱いません。

   ２ 保障の開始について

   第３条  保険期間開始の時

  １．この保険契約の保険期間開始の時は、次のとおりとします。

  承諾の時期    保険期間開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  
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  承諾の時期    保険期間開始の時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第24条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する保険期間開始の時を含む日を保険期間開始の日および契約
成立日 ★ とします。契約年齢（第41条）の計算にあたっては、契約成立日を基
準とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   第４条  責任開始の時

  この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  給付の種類    責任開始の時  

  ⑴ 次の給付（以下「がん給付」とい
います。）
  ① 別表１ ★ に定めるがん（以下「が

ん」といいます。）を直接の原
因とする生活習慣病入院給付
金

  ② がんを直接の原因とする７大
疾病給付金  

  保険期間開始の日（第３条）からその
日を含めて90日を経過した日の翌日 ＊１   

  ⑵ 次の給付（以下「がん給付以外の
給付」といいます。）
  ① 別表２ ★ に定めるがん以外の生

活習慣病（以下「がん以外の
生活習慣病」といいます。）を
直接の原因とする生活習慣病
入院給付金

  ② 別表３ ★ に定めるがん以外の７
大疾病（以下「がん以外の７
大疾病」といいます。）を直接
の原因とする７大疾病給付金

  ③ 保険料の払込免除  

  保険期間開始の時 ＊２ （第３条）  

  ★別表１（P.468参照）、別表２（P.469参照）、別表３（P.469参照）  

    第４条  補足説明

  ＊１ 保険期間開始の日からその
日を含めて90日を経過し
た日の翌日

  「がん給付の責任開始の時」と
いいます。

  ＊２ 保険期間開始の時
  「がん給付以外の給付の責任開
始の時」といいます。

  無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）普通保険約款  
  （実施　平17.4.1 ／改正　平28.4.4）  

  この保険の特色  

  目的・内容    ７つの生活習慣病による所定の入院や７大疾病による所定の状態・手術に対する保障  
  給付金の種類    ⑴ 生活習慣病入院給付金

  ⑵ ７大疾病給付金
  ⑶ 死亡給付金（保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保険料払込期間満了後の保険期間

中の場合に限ります。）  
  配当タイプ    無配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 生活習慣病入院給付金の支払限度の型・７大疾病給付金の給付倍率について

   第１条  生活習慣病入院給付金の支払限度の型

  １．生活習慣病入院給付金の支払限度の型は、１回の入院についての支払限度日数に
より、次の120日型または360日型の２つの型があります。保険契約者は、こ
の保険契約締結の際、いずれか１つの型を選択することを必要とします。

  支払限度の型    １回の入院についての支払限度日数  

  120日型    120日  
  360日型    360日  

  ２．本条の１．により選択された生活習慣病入院給付金の支払限度の型の変更は取り
扱いません。

   第２条  ７大疾病給付金の給付倍率

  １．７大疾病給付金の給付倍率は、７大疾病給付金の金額により、次の６つの倍率が
あります。保険契約者は、この保険契約締結の際、いずれか１つの倍率を選択す
ることを必要とします。

  給付倍率    ７大疾病給付金の金額  

500倍 （生活習慣病入院給付金日額）×500
400倍 （生活習慣病入院給付金日額）×400
300倍 （生活習慣病入院給付金日額）×300
200倍 （生活習慣病入院給付金日額）×200
100倍 （生活習慣病入院給付金日額）×100
０倍 ７大疾病給付金はありません。

  ２．本条の１．により選択された７大疾病給付金の給付倍率の変更は取り扱いません。

   ２ 保障の開始について

   第３条  保険期間開始の時

  １．この保険契約の保険期間開始の時は、次のとおりとします。

  承諾の時期    保険期間開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  
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 第５条  補足説明

  ＊６ 労働の制限を必要とする状
態

  軽い家事等の軽労働や事務等の
座業はできるがそれ以上の活動
では制限を必要とする状態をい
います。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

７
大
疾
病
給
付
金      

  被保険者が、次のいずれかに該当したとき  

  １回につき、
  （生活習慣病入院給

付金日額）
  ×

  保険契約者が選択
した

  給付倍率（第２条）  

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  ⑴ がん
  「がん給付」の責任開始の時＊１前にがんと診
断確定されたことのない被保険者が、「がん
給付」の責任開始の時＊１以後保険期間中に
がんと診断確定されたとき  

  ⑵ 急性心筋梗塞または拡張型心筋症
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊５ 以
後保険期間中に、次のいずれかに該当した
とき
  ① 急性心筋梗塞（別表３ ★ ）（以下「急性

心筋梗塞」といいます。）を発病した場
合で、その疾病により初めて医師の診
療を受けた日からその日を含めて60
日、労働の制限を必要とする状態 ＊６ が
継続したと医師によって診断されたと
き、またはその疾病の治療を直接の目
的として手術（別表４ ★ ）もしくは心移
植手術を受けたとき

  ② 拡張型心筋症（別表３ ★ ）（以下「拡張
型心筋症」といいます。）を発病した場
合で、その疾病により初めて医師の診
療を受けた日からその日を含めて60
日、労働の制限を必要とする状態 ＊６ が
継続したと医師によって診断されたと
き、またはその疾病の治療を直接の目
的として手術（別表４ ★ ）もしくは心移
植手術を受けたとき  

   ３ 給付金の支払いについて

   第５条  給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して給付金をその受取人に支払います。ただし、死亡
給付金については、免責事由（第６条）に該当するときは支払いません。なお、
７大疾病給付金の給付倍率（第２条）が０倍の場合には、７大疾病給付金の支払
いはありません。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

生
活
習
慣
病
入
院
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかに該当したとき  

  １回の入院につき、
  （生活習慣病入院給

付金日額）
  ×

  （入院日数）  

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  ⑴ がん
  「がん給付」の責任開始の時＊１前にがんと診
断確定（別表１★に定めるところによります。
以下同じ。）されたことのない被保険者が、

「がん給付」の責任開始の時 ＊１ 以後保険期間
中に、次のすべてを満たす入院 ＊２ をしたと
き
    ① 「がん給付」の責任開始の時 ＊１ 以後に診

断確定されたがんの治療を直接の目的
とする入院

  ② 病院または診療所 ＊３ への入院
  ③ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院  

  ⑵ がん以外の生活習慣病
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊５ 以
後保険期間中に、次のすべてを満たす入
院 ＊２ をしたとき
  ① 「がん給付以外の給付」の責任開始の

時 ＊５ 以後に発病した「がん以外の生活
習慣病」の治療を直接の目的とする入
院

  ② 病院または診療所 ＊３ への入院
  ③ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院  

   第５条  補足説明

  ＊１ 「がん給付」の責任開始の
時

  第４条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付」について
会社がこの保険契約上の責任を
開始する時（保険期間開始の日
からその日を含めて90日を経
過した日の翌日）をいいます。
なお、この保険契約の復活（第
19条）が行われたときは、最
終の復活の日からその日を含め
て90日を経過した日の翌日と
します。

  ＊２ 入院
  医師による治療が必要であり、
かつ自宅等での治療が困難なた
め、病院または診療所 ＊３ に入
り、常に医師の管理下において
治療に専念することをいいま
す。ただし、入院時の医学的水
準、医学的常識に照らし、客観
的、合理的な入院に限ります。

  ＊３ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または患者を入院
させるための施設を有する
診療所

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある
医療施設

  ＊４ 入院日数が１日
  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

  ＊５ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の時

  第４条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付以外の給付」
について会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活
が行われた場合には、最終の復
活の時とします。
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 第５条  補足説明

  ＊６ 労働の制限を必要とする状
態

  軽い家事等の軽労働や事務等の
座業はできるがそれ以上の活動
では制限を必要とする状態をい
います。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

７
大
疾
病
給
付
金      

  被保険者が、次のいずれかに該当したとき  

  １回につき、
  （生活習慣病入院給

付金日額）
  ×

  保険契約者が選択
した

  給付倍率（第２条）  

  
入
院
給
付
金
受
取
人  

  ⑴ がん
  「がん給付」の責任開始の時＊１前にがんと診
断確定されたことのない被保険者が、「がん
給付」の責任開始の時＊１以後保険期間中に
がんと診断確定されたとき  

  ⑵ 急性心筋梗塞または拡張型心筋症
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊５ 以
後保険期間中に、次のいずれかに該当した
とき
  ① 急性心筋梗塞（別表３ ★ ）（以下「急性

心筋梗塞」といいます。）を発病した場
合で、その疾病により初めて医師の診
療を受けた日からその日を含めて60
日、労働の制限を必要とする状態 ＊６ が
継続したと医師によって診断されたと
き、またはその疾病の治療を直接の目
的として手術（別表４ ★ ）もしくは心移
植手術を受けたとき

  ② 拡張型心筋症（別表３ ★ ）（以下「拡張
型心筋症」といいます。）を発病した場
合で、その疾病により初めて医師の診
療を受けた日からその日を含めて60
日、労働の制限を必要とする状態 ＊６ が
継続したと医師によって診断されたと
き、またはその疾病の治療を直接の目
的として手術（別表４ ★ ）もしくは心移
植手術を受けたとき  

   ３ 給付金の支払いについて

   第５条  給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して給付金をその受取人に支払います。ただし、死亡
給付金については、免責事由（第６条）に該当するときは支払いません。なお、
７大疾病給付金の給付倍率（第２条）が０倍の場合には、７大疾病給付金の支払
いはありません。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

生
活
習
慣
病
入
院
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかに該当したとき  

  １回の入院につき、
  （生活習慣病入院給

付金日額）
  ×

  （入院日数）  

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  ⑴ がん
  「がん給付」の責任開始の時＊１前にがんと診
断確定（別表１★に定めるところによります。
以下同じ。）されたことのない被保険者が、

「がん給付」の責任開始の時 ＊１ 以後保険期間
中に、次のすべてを満たす入院 ＊２ をしたと
き
    ① 「がん給付」の責任開始の時 ＊１ 以後に診

断確定されたがんの治療を直接の目的
とする入院

  ② 病院または診療所 ＊３ への入院
  ③ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院  

  ⑵ がん以外の生活習慣病
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊５ 以
後保険期間中に、次のすべてを満たす入
院 ＊２ をしたとき
  ① 「がん給付以外の給付」の責任開始の

時 ＊５ 以後に発病した「がん以外の生活
習慣病」の治療を直接の目的とする入
院

  ② 病院または診療所 ＊３ への入院
  ③ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院  

   第５条  補足説明

  ＊１ 「がん給付」の責任開始の
時

  第４条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付」について
会社がこの保険契約上の責任を
開始する時（保険期間開始の日
からその日を含めて90日を経
過した日の翌日）をいいます。
なお、この保険契約の復活（第
19条）が行われたときは、最
終の復活の日からその日を含め
て90日を経過した日の翌日と
します。

  ＊２ 入院
  医師による治療が必要であり、
かつ自宅等での治療が困難なた
め、病院または診療所 ＊３ に入
り、常に医師の管理下において
治療に専念することをいいま
す。ただし、入院時の医学的水
準、医学的常識に照らし、客観
的、合理的な入院に限ります。

  ＊３ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または患者を入院
させるための施設を有する
診療所

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある
医療施設

  ＊４ 入院日数が１日
  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

  ＊５ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の時

  第４条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付以外の給付」
について会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活
が行われた場合には、最終の復
活の時とします。
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      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

７
大
疾
病
給
付
金

  ⑹ 糖尿病
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊５ 以
後保険期間中に、糖尿病（別表３ ★ ）を発病
した場合で、次のいずれかに該当したとき
  ① その疾病により糖尿病性網膜症（別表

３ ★ ）（以下「糖尿病性網膜症」といい
ます。）を発病し、その治療を直接の目
的として手術（別表４ ★ ）を初めて受け
たとき（糖尿病性網膜症により、別表
４ ★ に定める視力の測定方法に基づく両
眼の視力の和が初めて0.08以下とな
り、回復の見込みがないと医師によっ
て診断されたときは、手術（別表４ ★ ）
を初めて受けたものとみなします。）

  ② その疾病により上肢または下肢に生じ
た糖尿病性壊疽（別表３ ★ ）（以下「糖
尿病性壊疽」といいます。）の治療を直
接の目的として、１手の１手指以上ま
たは１足の１足指以上について切断術

（別表４ ★ ）を受けたとき  

 １回につき、
  （生活習慣病入院給

付金日額）
  ×

  保険契約者が選択
した

 給付倍率（第２条）

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  ⑺ 高血圧性疾患
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊５ 以
後保険期間中に、高血圧性疾患（別表３ ★ ）
を発病した場合で、その疾病により生じた
大動脈瘤（別表３ ★ ）もしくは解離性大動脈
瘤（別表３ ★ ）（以下、「大動脈瘤等」といい
ます。）が破裂したと医師によって診断され
たとき、またはその疾病により生じた大動
脈瘤等の治療を直接の目的として手術（別
表４ ★ ）を受けたとき  

  

死
亡
給
付
金  

  保険期間が終身の保険契約の場合で、被保険者
が、保険料払込期間満了後の保険期間中に死亡
したとき
  （注） 保険料払込期間が終身の保険契約の場合

には、死亡給付金はありません。  

  （生活習慣病入院給
付金日額）

  ×
  10  

  

受
取
人　
　

死
亡
給
付
金  

  ２．給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 入院給付金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 生活習慣病入院給付金
または７大疾病給付金
の支払事由が生じ、支
払うべき生活習慣病入
院給付金または７大疾
病給付金がある場合で、
その支払前に被保険者
の死亡による死亡給付
金の支払請求があった
とき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合で、死亡給付金
が支払われるときは、支払うべき生活習慣病入院給
付金または７大疾病給付金を死亡給付金受取人に支
払います。  

  第５条  補足説明

   ＊７ 他覚的な神経学的後遺症
  医師が症状を裏付けることがで
きる言語障害、運動失調、麻痺
等をいいます。

  ＊８ 人工透析療法
  血液透析法または腹膜灌流法に
より血液浄化を行う療法をいい
ます。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

７
大
疾
病
給
付
金      

  ⑶ 脳卒中または脳動脈瘤
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊５ 以
後保険期間中に、次のいずれかに該当した
とき
  ① 脳卒中（別表３ ★ ）（以下「脳卒中」と

いいます。）を発病した場合で、その疾
病により初めて医師の診療を受けた日
からその日を含めて60日、他覚的な神
経学的後遺症 ＊７ が継続したと医師に
よって診断されたとき、またはその疾
病の治療を直接の目的として手術（別
表４ ★ ）を受けたとき

  ② 脳動脈瘤（別表３ ★ ）（以下「脳動脈瘤」
といいます。）が生じ、それが破裂した
と医師によって診断されたとき、また
は脳動脈瘤が生じ、その治療を直接の
目的として手術（別表４ ★ ）を受けたと
き  

 １回につき、
  （生活習慣病入院給

付金日額）
  ×

  保険契約者が選択
した

 給付倍率（第２条）

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  ⑷ 慢性腎不全
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊５ 以
後保険期間中に、慢性腎不全（別表３ ★ ）を
発病した場合で、次のいずれかに該当した
とき
  ① その疾病により永続的な人工透析療

法 ＊８ を開始したとき
  ② その疾病の治療を直接の目的として腎

移植手術を受けたとき  
  ⑸ 肝硬変

  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊５ 以
後保険期間中に、肝硬変（別表３ ★ ）を発病
した場合で、次のいずれかに該当したとき
  ① その疾病により生じた食道静脈瘤（別

表３ ★ ）（以下「食道静脈瘤」といいます。）
が破裂したと医師によって診断された
とき、またはその疾病により生じた食
道静脈瘤の治療を直接の目的として手
術（別表４ ★ ）を受けたとき

  ② その疾病の治療を直接の目的として肝
移植手術を受けたとき  
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      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

７
大
疾
病
給
付
金

  ⑹ 糖尿病
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊５ 以
後保険期間中に、糖尿病（別表３ ★ ）を発病
した場合で、次のいずれかに該当したとき
  ① その疾病により糖尿病性網膜症（別表

３ ★ ）（以下「糖尿病性網膜症」といい
ます。）を発病し、その治療を直接の目
的として手術（別表４ ★ ）を初めて受け
たとき（糖尿病性網膜症により、別表
４ ★ に定める視力の測定方法に基づく両
眼の視力の和が初めて0.08以下とな
り、回復の見込みがないと医師によっ
て診断されたときは、手術（別表４ ★ ）
を初めて受けたものとみなします。）

  ② その疾病により上肢または下肢に生じ
た糖尿病性壊疽（別表３ ★ ）（以下「糖
尿病性壊疽」といいます。）の治療を直
接の目的として、１手の１手指以上ま
たは１足の１足指以上について切断術

（別表４ ★ ）を受けたとき  

 １回につき、
  （生活習慣病入院給

付金日額）
  ×

  保険契約者が選択
した

 給付倍率（第２条）

  
入
院
給
付
金
受
取
人  

  ⑺ 高血圧性疾患
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊５ 以
後保険期間中に、高血圧性疾患（別表３ ★ ）
を発病した場合で、その疾病により生じた
大動脈瘤（別表３ ★ ）もしくは解離性大動脈
瘤（別表３ ★ ）（以下、「大動脈瘤等」といい
ます。）が破裂したと医師によって診断され
たとき、またはその疾病により生じた大動
脈瘤等の治療を直接の目的として手術（別
表４ ★ ）を受けたとき  

  

死
亡
給
付
金  

  保険期間が終身の保険契約の場合で、被保険者
が、保険料払込期間満了後の保険期間中に死亡
したとき
  （注） 保険料払込期間が終身の保険契約の場合

には、死亡給付金はありません。  

  （生活習慣病入院給
付金日額）

  ×
  10  

  

受
取
人　
　

死
亡
給
付
金  

  ２．給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 入院給付金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 生活習慣病入院給付金
または７大疾病給付金
の支払事由が生じ、支
払うべき生活習慣病入
院給付金または７大疾
病給付金がある場合で、
その支払前に被保険者
の死亡による死亡給付
金の支払請求があった
とき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合で、死亡給付金
が支払われるときは、支払うべき生活習慣病入院給
付金または７大疾病給付金を死亡給付金受取人に支
払います。  

  第５条  補足説明

   ＊７ 他覚的な神経学的後遺症
  医師が症状を裏付けることがで
きる言語障害、運動失調、麻痺
等をいいます。

  ＊８ 人工透析療法
  血液透析法または腹膜灌流法に
より血液浄化を行う療法をいい
ます。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

７
大
疾
病
給
付
金      

  ⑶ 脳卒中または脳動脈瘤
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊５ 以
後保険期間中に、次のいずれかに該当した
とき
  ① 脳卒中（別表３ ★ ）（以下「脳卒中」と

いいます。）を発病した場合で、その疾
病により初めて医師の診療を受けた日
からその日を含めて60日、他覚的な神
経学的後遺症 ＊７ が継続したと医師に
よって診断されたとき、またはその疾
病の治療を直接の目的として手術（別
表４ ★ ）を受けたとき

  ② 脳動脈瘤（別表３ ★ ）（以下「脳動脈瘤」
といいます。）が生じ、それが破裂した
と医師によって診断されたとき、また
は脳動脈瘤が生じ、その治療を直接の
目的として手術（別表４ ★ ）を受けたと
き  

 １回につき、
  （生活習慣病入院給

付金日額）
  ×

  保険契約者が選択
した

 給付倍率（第２条）

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  ⑷ 慢性腎不全
  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊５ 以
後保険期間中に、慢性腎不全（別表３ ★ ）を
発病した場合で、次のいずれかに該当した
とき
  ① その疾病により永続的な人工透析療

法 ＊８ を開始したとき
  ② その疾病の治療を直接の目的として腎

移植手術を受けたとき  
  ⑸ 肝硬変

  「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊５ 以
後保険期間中に、肝硬変（別表３ ★ ）を発病
した場合で、次のいずれかに該当したとき
  ① その疾病により生じた食道静脈瘤（別

表３ ★ ）（以下「食道静脈瘤」といいます。）
が破裂したと医師によって診断された
とき、またはその疾病により生じた食
道静脈瘤の治療を直接の目的として手
術（別表４ ★ ）を受けたとき

  ② その疾病の治療を直接の目的として肝
移植手術を受けたとき  
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  項　目    内　容  

  ⑦ 被保険者が、生活習慣
病入院給付金の支払事
由に該当する入院の開
始時に、異なる生活習
慣病 ＊12 を併発していた
とき  

  入院開始の直接の原因となった生活習慣病 ＊12 によ
り継続して入院したものとみなします。  

  ⑧ 被保険者が、生活習慣
病入院給付金の支払事
由に該当する入院中に、
異なる生活習慣病 ＊12 を
併発したとき  

  ⑨ 被保険者が、「がん以外
の疾病または傷害」に
よる入院中に、がんと
診断確定されたとき  

  そのがんの診断確定日以前の入院日数のうち、がん
の治療を目的とした入院日数については、がんの治
療を直接の目的とした入院日数に含めます。  

  ⑩ 生活習慣病 ＊12 以外の事
由を直接の原因とする
入 院 中 に、 生 活 習 慣
病 ＊12 の治療を目的とす
る入院の期間があると
き  

  その期間が開始した日をもって生活習慣病 ＊12 の治
療を目的とする入院を開始したものとして取り扱い
ます。  

  ⑪ 継続した入院中に、生
活習慣病 ＊12 の治療を目
的とする入院の期間が
断続してあるとき  

  その生活習慣病 ＊12 の治療を目的とする断続した入
院は、継続した入院とみなします。  

  ⑫ 生活習慣病入院給付金
が支払われるべき入院
中に、生活習慣病入院
給付金日額が減額（第
31条）されたとき  

  生活習慣病入院給付金日額が減額された日以後の入
院日に対する生活習慣病入院給付金の支払金額は、
減額後の生活習慣病入院給付金日額に基づいて計算
します。  

  ⑬ 生活習慣病入院給付金
が支払われるべき入院
中に、入院給付金受取
人が変更されたとき  

  変更日以後の入院日に対する生活習慣病入院給付金
は、変更後の入院給付金受取人に支払います。  

  ⑶ ７大疾病給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、保険期間
中に急性心筋梗塞、拡
張型心筋症または脳卒
中を発病した場合で、
７大疾病給付金の支払
事由に規定する被保険
者の状態がその疾病に
より初めて医師の診療
を受けた日からその日
を含めて60日継続する
前に保険期間が満了し
たとき  

  保険期間満了日からその日を含めて60日以内に急
性心筋梗塞、拡張型心筋症または脳卒中による７大
疾病給付金の支払事由に規定する被保険者の状態に
該当したときは、保険期間満了日に７大疾病給付金
の支払事由が生じたものとします。ただし、この保
険契約が更新（第29条）されたときまたは保険期
間が終身の保険契約に変更（第30条）されたときは、
更新後契約または変更後契約の普通保険約款の規定
を適用します。  

  ② 被保険者が、同時に７
大疾病給付金の支払事
由に複数該当したとき  

  ７大疾病給付金を重複しては支払いません。  

  第５条  補足説明

   ＊９ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の日

  第４条（責任開始の時）に規定
する「がん給付以外の給付」に
ついての責任開始の時を含む日
をいいます。なお、この保険契
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

 ＊10 この保険契約の締結の際
 この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  ＊11 同一の生活習慣病
  医学上密接な関係にある一連の
生活習慣病 ＊12 をいいます。「糖
尿病と糖尿病性網膜症」または

「狭心症と心筋梗塞」など病名
や部位が異なる場合であって
も、医学上密接な関係があると
きは、同一の生活習慣病＊12と
して取り扱います。

  ＊12 生活習慣病
  「がん」および「がん以外の生
活習慣病」をいいます。

  ⑵ 生活習慣病入院給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、「がん給付
以外の給付」の責任開
始の時 ＊５ 前に生じた「が
ん以外の生活習慣病」
を原因とする入院をし
たとき  

次のいずれかの場合には、「がん給付以外の給付」
の責任開始の時＊５以後の「がん以外の生活習慣病」
によるものとみなします。
ア． 「がん給付以外の給付」の責任開始の日＊９から

その日を含めて２年を経過した後に入院を開始
した場合

イ． この保険契約の締結の際＊10に、会社が、告知（第
24条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、「がん給付以外の給付」の
責任開始の時＊５以後の「がん以外の生活習慣
病」によるものとみなしません。

ウ． その原因について、この保険契約の「がん給付
以外の給付」の責任開始の時＊５前に、被保険
者が医師の診療を受けたことがなく、かつ、健
康診断等において異常の指摘を受けたことがな
い場合。ただし、その原因による症状について
保険契約者または被保険者が認識または自覚し
ていた場合には、「がん給付以外の給付」の責
任開始の時＊５以後の「がん以外の生活習慣病」
によるものとみなしません。

  ② 被保険者が、保険期間
中に生活習慣病入院給
付金の支払事由に定め
る入院を開始した場合
で、その入院が保険期
間満了日を含んで継続
したとき  

  その継続した入院について、保険期間満了後も保険
期間中の入院とみなします。  

（注） この規定は、７大疾病給付金の支払いに関し
ては適用しません。

  ③ 被保険者が、同一の生
活習慣病 ＊11 を直接の原
因として、生活習慣病
入院給付金の支払事由
に該当する入院を２回
以上したとき  

  「生活習慣病入院給付金が支払われる最終の入院」
の退院日の翌日から、その日を含めて「次の入院」
の開始日までの期間に応じ、次のとおり取り扱いま
す。
  ア．180日以下

  「生活習慣病入院給付金が支払われる最終の入
院」と「次の入院」を１回の入院とみなします。

  イ．181日以上
  「次の入院」を新たな入院とみなします。  

  ④ 被保険者が、同一の生
活習慣病 ＊11 を直接の原
因として、転入院また
は再入院したとき  

  次のとおり取り扱います。
  ア．保険期間中に転入院または再入院したことを証

明する書類があり、かつ、退院日の翌日からそ
の日を含めて転入院または再入院の開始日の前
日までの期間が30日以下のときは、１回の入
院とみなします。

  イ．保険期間満了後に転入院または再入院した場合
でも、退院日の当日または翌日に転入院または
再入院したときは、ア．に準じて取り扱います。  

  ⑤ 生活習慣病入院給付金
の支払限度日数　  

  ア．保険契約者が選択した生活習慣病入院給付金の
支払限度の型（第１条）に応じ、１回の入院に
ついて120日または360日とします。

  イ．通算して1,000日とします。  
  ⑥ 被保険者が、異なる生

活習慣病 ＊12 を直接の原
因として２回以上入院
をしたとき  

  それぞれの入院について、そのつど本条の１．の規
定を適用します。  
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  項　目    内　容  

  ⑦ 被保険者が、生活習慣
病入院給付金の支払事
由に該当する入院の開
始時に、異なる生活習
慣病 ＊12 を併発していた
とき  

  入院開始の直接の原因となった生活習慣病 ＊12 によ
り継続して入院したものとみなします。  

  ⑧ 被保険者が、生活習慣
病入院給付金の支払事
由に該当する入院中に、
異なる生活習慣病 ＊12 を
併発したとき  

  ⑨ 被保険者が、「がん以外
の疾病または傷害」に
よる入院中に、がんと
診断確定されたとき  

  そのがんの診断確定日以前の入院日数のうち、がん
の治療を目的とした入院日数については、がんの治
療を直接の目的とした入院日数に含めます。  

  ⑩ 生活習慣病 ＊12 以外の事
由を直接の原因とする
入 院 中 に、 生 活 習 慣
病 ＊12 の治療を目的とす
る入院の期間があると
き  

  その期間が開始した日をもって生活習慣病 ＊12 の治
療を目的とする入院を開始したものとして取り扱い
ます。  

  ⑪ 継続した入院中に、生
活習慣病 ＊12 の治療を目
的とする入院の期間が
断続してあるとき  

  その生活習慣病 ＊12 の治療を目的とする断続した入
院は、継続した入院とみなします。  

  ⑫ 生活習慣病入院給付金
が支払われるべき入院
中に、生活習慣病入院
給付金日額が減額（第
31条）されたとき  

  生活習慣病入院給付金日額が減額された日以後の入
院日に対する生活習慣病入院給付金の支払金額は、
減額後の生活習慣病入院給付金日額に基づいて計算
します。  

  ⑬ 生活習慣病入院給付金
が支払われるべき入院
中に、入院給付金受取
人が変更されたとき  

  変更日以後の入院日に対する生活習慣病入院給付金
は、変更後の入院給付金受取人に支払います。  

  ⑶ ７大疾病給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、保険期間
中に急性心筋梗塞、拡
張型心筋症または脳卒
中を発病した場合で、
７大疾病給付金の支払
事由に規定する被保険
者の状態がその疾病に
より初めて医師の診療
を受けた日からその日
を含めて60日継続する
前に保険期間が満了し
たとき  

  保険期間満了日からその日を含めて60日以内に急
性心筋梗塞、拡張型心筋症または脳卒中による７大
疾病給付金の支払事由に規定する被保険者の状態に
該当したときは、保険期間満了日に７大疾病給付金
の支払事由が生じたものとします。ただし、この保
険契約が更新（第29条）されたときまたは保険期
間が終身の保険契約に変更（第30条）されたときは、
更新後契約または変更後契約の普通保険約款の規定
を適用します。  

  ② 被保険者が、同時に７
大疾病給付金の支払事
由に複数該当したとき  

  ７大疾病給付金を重複しては支払いません。  

  第５条  補足説明

   ＊９ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の日

  第４条（責任開始の時）に規定
する「がん給付以外の給付」に
ついての責任開始の時を含む日
をいいます。なお、この保険契
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

 ＊10 この保険契約の締結の際
 この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  ＊11 同一の生活習慣病
  医学上密接な関係にある一連の
生活習慣病 ＊12 をいいます。「糖
尿病と糖尿病性網膜症」または

「狭心症と心筋梗塞」など病名
や部位が異なる場合であって
も、医学上密接な関係があると
きは、同一の生活習慣病＊12と
して取り扱います。

  ＊12 生活習慣病
  「がん」および「がん以外の生
活習慣病」をいいます。

  ⑵ 生活習慣病入院給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、「がん給付
以外の給付」の責任開
始の時 ＊５ 前に生じた「が
ん以外の生活習慣病」
を原因とする入院をし
たとき  

次のいずれかの場合には、「がん給付以外の給付」
の責任開始の時＊５以後の「がん以外の生活習慣病」
によるものとみなします。
ア． 「がん給付以外の給付」の責任開始の日＊９から

その日を含めて２年を経過した後に入院を開始
した場合

イ． この保険契約の締結の際＊10に、会社が、告知（第
24条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、「がん給付以外の給付」の
責任開始の時＊５以後の「がん以外の生活習慣
病」によるものとみなしません。

ウ． その原因について、この保険契約の「がん給付
以外の給付」の責任開始の時＊５前に、被保険
者が医師の診療を受けたことがなく、かつ、健
康診断等において異常の指摘を受けたことがな
い場合。ただし、その原因による症状について
保険契約者または被保険者が認識または自覚し
ていた場合には、「がん給付以外の給付」の責
任開始の時＊５以後の「がん以外の生活習慣病」
によるものとみなしません。

  ② 被保険者が、保険期間
中に生活習慣病入院給
付金の支払事由に定め
る入院を開始した場合
で、その入院が保険期
間満了日を含んで継続
したとき  

  その継続した入院について、保険期間満了後も保険
期間中の入院とみなします。  

（注） この規定は、７大疾病給付金の支払いに関し
ては適用しません。

  ③ 被保険者が、同一の生
活習慣病 ＊11 を直接の原
因として、生活習慣病
入院給付金の支払事由
に該当する入院を２回
以上したとき  

  「生活習慣病入院給付金が支払われる最終の入院」
の退院日の翌日から、その日を含めて「次の入院」
の開始日までの期間に応じ、次のとおり取り扱いま
す。
  ア．180日以下

  「生活習慣病入院給付金が支払われる最終の入
院」と「次の入院」を１回の入院とみなします。

  イ．181日以上
  「次の入院」を新たな入院とみなします。  

  ④ 被保険者が、同一の生
活習慣病 ＊11 を直接の原
因として、転入院また
は再入院したとき  

  次のとおり取り扱います。
  ア．保険期間中に転入院または再入院したことを証

明する書類があり、かつ、退院日の翌日からそ
の日を含めて転入院または再入院の開始日の前
日までの期間が30日以下のときは、１回の入
院とみなします。

  イ．保険期間満了後に転入院または再入院した場合
でも、退院日の当日または翌日に転入院または
再入院したときは、ア．に準じて取り扱います。  

  ⑤ 生活習慣病入院給付金
の支払限度日数　  

  ア．保険契約者が選択した生活習慣病入院給付金の
支払限度の型（第１条）に応じ、１回の入院に
ついて120日または360日とします。

  イ．通算して1,000日とします。  
  ⑥ 被保険者が、異なる生

活習慣病 ＊12 を直接の原
因として２回以上入院
をしたとき  

  それぞれの入院について、そのつど本条の１．の規
定を適用します。  
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   第６条  補足説明

  ＊１ 責任準備金
  生活習慣病入院給付金日額の
10倍の金額を限度とします。

   第７条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第６条  死亡給付金の免責事由

  １．死亡給付金の支払事由（第５条)が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、死亡給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても死亡給付金を支払わない場合）  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ この保険契約の復活（第19条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡給付金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊１ を支払います。ただ
し、保険契約者が故意に被保険者を死亡させた
ときは支払いません。

  ② この保険契約は被保険者が死亡した時に消滅し
ます。  

   ４ 給付金の支払請求手続について

   第７条  給付金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第５条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表６ ★ ）をすみ
やかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表６ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

 第５条  補足説明

＊13 新たながん
原発病巣、再発・転移病巣の如
何を問いません。

  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、７大疾病
給付金が支払われた最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
以内に新たに７大疾病
給付金の支払事由に該
当したとき  

  新たに該当した支払事由に対する７大疾病給付金は
支払いません。  

  ④ 被保険者が、７大疾病
給付金が支払われた「最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
を経過した日の翌日」
以後、新たに７大疾病
給付金の支払事由に該
当したとき  

  新たに該当した支払事由に対する７大疾病給付金を
支払います。ただし、次のいずれかの場合には、そ
れぞれ次の要件を満たすことを必要とします。
  ア．がんの場合

  新たながん＊13の診断確定であること
  イ．急性心筋梗塞または脳卒中の場合

  それぞれ急性心筋梗塞または脳卒中を新たに発
病していること

  ウ．脳動脈瘤、食道静脈瘤、糖尿病性壊疽または大
動脈瘤等の場合
  それぞれ脳動脈瘤、食道静脈瘤、糖尿病性壊疽
または大動脈瘤等が新たに生じていること  

  ⑤ ７大疾病給付金の支払
事由中、拡張型心筋症、
人工透析療法 ＊８ の開始
または糖尿病性網膜症
による７大疾病給付金
の支払限度  

  保険期間を通じて１回とします。  

  ⑥ 被保険者が、７大疾病
給付金が支払われた「最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
を経過した日の翌日」
にがんの治療を直接の
目的とする継続入院中
のとき  

  その日に新たながん＊13と診断確定されたものとみ
なして、７大疾病給付金を支払います。  

⑦ 被保険者が、７大疾病
給付金が支払われた「最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
を経過した日の翌日」
以後、がんの治療を直
接の目的として入院し
たとき

新たながん＊13の診断確定がない場合でも、その入
院の開始日に新たながん＊13と診断確定されたもの
とみなして、７大疾病給付金を支払います。

  ⑧ 被保険者が、「がん給付
以外の給付」の責任開
始の時 ＊５ 前に発病した

「がん以外の７大疾病」
を原因として、７大疾
病給付金の支払事由に
該当したとき  

  この保険契約の締結の際に会社の承諾した範囲内で
７大疾病給付金を支払います。ただし、告知義務違
反（第25条）があったときは、この限りではあり
ません。  

  ⑷ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ★別表１（P.468参照）、別表３（P.469参照）、別表４（P.470参照）  
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   第６条  補足説明

  ＊１ 責任準備金
  生活習慣病入院給付金日額の
10倍の金額を限度とします。

   第７条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第６条  死亡給付金の免責事由

  １．死亡給付金の支払事由（第５条)が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、死亡給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても死亡給付金を支払わない場合）  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ この保険契約の復活（第19条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡給付金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊１ を支払います。ただ
し、保険契約者が故意に被保険者を死亡させた
ときは支払いません。

  ② この保険契約は被保険者が死亡した時に消滅し
ます。  

   ４ 給付金の支払請求手続について

   第７条  給付金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第５条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表６ ★ ）をすみ
やかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表６ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

 第５条  補足説明

＊13 新たながん
原発病巣、再発・転移病巣の如
何を問いません。

  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、７大疾病
給付金が支払われた最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
以内に新たに７大疾病
給付金の支払事由に該
当したとき  

  新たに該当した支払事由に対する７大疾病給付金は
支払いません。  

  ④ 被保険者が、７大疾病
給付金が支払われた「最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
を経過した日の翌日」
以後、新たに７大疾病
給付金の支払事由に該
当したとき  

  新たに該当した支払事由に対する７大疾病給付金を
支払います。ただし、次のいずれかの場合には、そ
れぞれ次の要件を満たすことを必要とします。
  ア．がんの場合

  新たながん＊13の診断確定であること
  イ．急性心筋梗塞または脳卒中の場合

  それぞれ急性心筋梗塞または脳卒中を新たに発
病していること

  ウ．脳動脈瘤、食道静脈瘤、糖尿病性壊疽または大
動脈瘤等の場合
  それぞれ脳動脈瘤、食道静脈瘤、糖尿病性壊疽
または大動脈瘤等が新たに生じていること  

  ⑤ ７大疾病給付金の支払
事由中、拡張型心筋症、
人工透析療法 ＊８ の開始
または糖尿病性網膜症
による７大疾病給付金
の支払限度  

  保険期間を通じて１回とします。  

  ⑥ 被保険者が、７大疾病
給付金が支払われた「最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
を経過した日の翌日」
にがんの治療を直接の
目的とする継続入院中
のとき  

  その日に新たながん＊13と診断確定されたものとみ
なして、７大疾病給付金を支払います。  

⑦ 被保険者が、７大疾病
給付金が支払われた「最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
を経過した日の翌日」
以後、がんの治療を直
接の目的として入院し
たとき

新たながん＊13の診断確定がない場合でも、その入
院の開始日に新たながん＊13と診断確定されたもの
とみなして、７大疾病給付金を支払います。

  ⑧ 被保険者が、「がん給付
以外の給付」の責任開
始の時 ＊５ 前に発病した

「がん以外の７大疾病」
を原因として、７大疾
病給付金の支払事由に
該当したとき  

  この保険契約の締結の際に会社の承諾した範囲内で
７大疾病給付金を支払います。ただし、告知義務違
反（第25条）があったときは、この限りではあり
ません。  

  ⑷ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ★別表１（P.468参照）、別表３（P.469参照）、別表４（P.470参照）  
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   第９条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

   第10条  補足説明

  ＊１ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の時

  第４条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付以外の給付」
について会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第19条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の時以後の原因

  「がん給付以外の給付」の責任
開始の時 ＊１ 前にすでに生じて
いた障害状態の原因と因果関係
のないものに限ります。

＊３ この保険契約の締結の際
この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。

   ６ 保険料の払込免除について

   第10条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第14条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第11条）
に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除　

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１ 以後の原因に
よって保険料払込期間中に高度障害状態（別表７ ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除　
　
　

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態  

  被保険者が、「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表８ ★ ）による傷害を直接の原因として、その事故の
日からその日を含めて180日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体
障害の状態（別表７ ★ ）になったとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 「がん給付以外の給付」
の責任開始の時 ＊１ 前に
すでに障害状態が生じ
ていたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、「がん給付以外の給付」の責

任開始の時 ＊１ 以後の原因 ＊２ による障害状態が
新たに加わって高度障害状態（別表７ ★ ）になっ
たとき

  ② その障害状態に、「がん給付以外の給付」の責
任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表
８ ★ ）による傷害を直接の原因とする障害状態
が新たに加わって、その事故の日からその日を
含めて180日以内に身体障害の状態（別表
７ ★ ）になったとき  

⑵ 被保険者が、「がん給付
以外の給付」の責任開
始の時＊１前に生じた原
因により高度障害状態

（別表７★）になったと
き

次のいずれかに該当する場合には、「がん給付以外
の給付」の責任開始の時＊１以後の疾病によるものと
みなします。
① この保険契約の締結の際＊３に、会社が、告知（第

24条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、「がん給付以外の給付」の
責任開始の時＊１以後の疾病によるものとみな
しません。

② その原因について、この保険契約の「がん給付
以外の給付」の責任開始の時＊１前に、被保険者
が医師の診療を受けたことがなく、かつ、健康
診断等において異常の指摘を受けたことがない
場合。ただし、その原因による症状について保
険契約者または被保険者が認識または自覚して
いた場合には、「がん給付以外の給付」の責任
開始の時＊１以後の疾病によるものとみなしま
せん。

   第８条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

  ★別表６（P.471参照）  

   第８条  給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で給付金を支払います。

  ２．会社は、給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から給付金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、給付金を支払うべき期限は、必要書類（別表
６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金の支払事由（第５条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金支払いの免責事由（第６条）
に該当する可能性がある場合  

  給付金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第25条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第27
条）、詐欺（第22条）または不法
取得目的（第23条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第27条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは給付金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは給
付金請求の意図に関する保険契約の締
結時から給付金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金を支払うべき期
限は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めてそ
れぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または給
付金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、給付金の受取人（給付金の
受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給
付金を支払いません。

  ★別表６（P.471参照）  

   ５ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第９条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、
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   第９条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

   第10条  補足説明

  ＊１ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の時

  第４条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付以外の給付」
について会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第19条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 「がん給付以外の給付」の
責任開始の時以後の原因

  「がん給付以外の給付」の責任
開始の時 ＊１ 前にすでに生じて
いた障害状態の原因と因果関係
のないものに限ります。

＊３ この保険契約の締結の際
この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。

   ６ 保険料の払込免除について

   第10条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第14条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第11条）
に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除　

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１ 以後の原因に
よって保険料払込期間中に高度障害状態（別表７ ★ ）になったとき  

  

払
込
免
除　
　
　

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
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態  

  被保険者が、「がん給付以外の給付」の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表８ ★ ）による傷害を直接の原因として、その事故の
日からその日を含めて180日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体
障害の状態（別表７ ★ ）になったとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 「がん給付以外の給付」
の責任開始の時 ＊１ 前に
すでに障害状態が生じ
ていたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、「がん給付以外の給付」の責

任開始の時 ＊１ 以後の原因 ＊２ による障害状態が
新たに加わって高度障害状態（別表７ ★ ）になっ
たとき

  ② その障害状態に、「がん給付以外の給付」の責
任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表
８ ★ ）による傷害を直接の原因とする障害状態
が新たに加わって、その事故の日からその日を
含めて180日以内に身体障害の状態（別表
７ ★ ）になったとき  

⑵ 被保険者が、「がん給付
以外の給付」の責任開
始の時＊１前に生じた原
因により高度障害状態

（別表７★）になったと
き

次のいずれかに該当する場合には、「がん給付以外
の給付」の責任開始の時＊１以後の疾病によるものと
みなします。
① この保険契約の締結の際＊３に、会社が、告知（第

24条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、「がん給付以外の給付」の
責任開始の時＊１以後の疾病によるものとみな
しません。

② その原因について、この保険契約の「がん給付
以外の給付」の責任開始の時＊１前に、被保険者
が医師の診療を受けたことがなく、かつ、健康
診断等において異常の指摘を受けたことがない
場合。ただし、その原因による症状について保
険契約者または被保険者が認識または自覚して
いた場合には、「がん給付以外の給付」の責任
開始の時＊１以後の疾病によるものとみなしま
せん。

   第８条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

  ★別表６（P.471参照）  

   第８条  給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で給付金を支払います。

  ２．会社は、給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から給付金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、給付金を支払うべき期限は、必要書類（別表
６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金の支払事由（第５条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金支払いの免責事由（第６条）
に該当する可能性がある場合  

  給付金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第25条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第27
条）、詐欺（第22条）または不法
取得目的（第23条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第27条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは給付金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは給
付金請求の意図に関する保険契約の締
結時から給付金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金を支払うべき期
限は、必要書類（別表６ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めてそ
れぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または給
付金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、給付金の受取人（給付金の
受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給
付金を支払いません。

  ★別表６（P.471参照）  

   ５ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第９条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、
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   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第15条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

の規定を準用します。

  ★別表６（P.471参照）  

   ８ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第13条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

     ９ 保険料の払込みについて

   第14条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第15条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第15条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
14条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第14条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第14条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  項　目    内　容  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第14
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第３条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表７（P.472参照）、別表８（P.474参照）  

   第11条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第10条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除  　

高
度
障
害
状
態
に
よ
る

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表７ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表７ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表７（P.472参照）  

   ７ 保険料の払込免除の請求手続について

   第12条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第10条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表６ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第８条（給付金の支払時期）
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   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第15条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

の規定を準用します。

  ★別表６（P.471参照）  

   ８ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第13条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した

ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

     ９ 保険料の払込みについて

   第14条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第15条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第15条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
14条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第14条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第14条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  項　目    内　容  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第14
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第３条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表７（P.472参照）、別表８（P.474参照）  

   第11条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第10条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除  　

高
度
障
害
状
態
に
よ
る

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表７ ★ ）になったと
き
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表７ ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表７（P.472参照）  

   ７ 保険料の払込免除の請求手続について

   第12条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第10条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表６ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第８条（給付金の支払時期）
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   第19条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

   第20条  補足説明

  ＊１ 「がん給付」の責任開始の
時

  第４条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付」について
会社がこの保険契約上の責任を
開始する時（保険期間開始の日
からその日を含めて90日を経
過した日の翌日）をいいます。

  ＊２ その復活の時から無効とす
る時までの保険料

  その復活の延滞保険料を含みま
す。

   10 失効と復活について

   第18条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第14条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第19条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第18条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第24条）および告知義務違反による解除（第25条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   11 取消しと無効について

   第20条  がん給付の責任開始の時前のがん診断確定による無効

  １．被保険者がこの保険契約締結の際の告知（第24条）の時前または告知の時から「が
ん給付」の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていた場合には、保険契約者
および被保険者が、その事実を知っていた場合、知らなかった場合のいずれにつ
いても、この保険契約は無効とします。

  ２．本条の１．の場合には、それまでに会社に払い込まれた保険料は次のとおり取り
扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 告知の時前に被保険者
ががんと診断確定され
ていたとき  

  ① その事実を保険契約者および被保険者のすべて
が知らなかったときは、保険契約者に払い戻し
ます。

  ② その事実を保険契約者および被保険者のいずれ
か１人でも知っていたときは、払い戻しません。  

  ⑵ 告知の時前にがんと診
断確定されたことのな
い被保険者が、告知の
時から「がん給付」の
責任開始の時 ＊１ の前日
までにがんと診断確定
されていたとき  

  保険契約者に払い戻します。  

  ３．本条の１．および２．の規定は、この保険契約の復活（第19条）の場合に準用
します。ただし、それまでに会社に払い込まれた保険料は、その復活の時から無
効とする時までの保険料 ＊２ とします。

  ４．本条の３．の場合、この保険契約はその復活が行われずに、解約（第32条）さ
れたものとして取り扱います。

  ５．本条の規定にかかわらず、第25条（告知義務違反による解除）または第27条（重
大事由による解除）に定めるこの保険契約の解除の要件を満たすときは、会社は、
その規定によりこの保険契約を解除することができます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第17条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  項　目    内　容  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第16条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第14条）の契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第14条）までに、給付金の支払事由（第５条）または保険料の払込免除
事由（第10条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第17条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
14条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第３条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額を保険契約者に支払い
ます。
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   第19条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

   第20条  補足説明

  ＊１ 「がん給付」の責任開始の
時

  第４条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付」について
会社がこの保険契約上の責任を
開始する時（保険期間開始の日
からその日を含めて90日を経
過した日の翌日）をいいます。

  ＊２ その復活の時から無効とす
る時までの保険料

  その復活の延滞保険料を含みま
す。

   10 失効と復活について

   第18条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第14条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第19条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第18条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第24条）および告知義務違反による解除（第25条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   11 取消しと無効について

   第20条  がん給付の責任開始の時前のがん診断確定による無効

  １．被保険者がこの保険契約締結の際の告知（第24条）の時前または告知の時から「が
ん給付」の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていた場合には、保険契約者
および被保険者が、その事実を知っていた場合、知らなかった場合のいずれにつ
いても、この保険契約は無効とします。

  ２．本条の１．の場合には、それまでに会社に払い込まれた保険料は次のとおり取り
扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 告知の時前に被保険者
ががんと診断確定され
ていたとき  

  ① その事実を保険契約者および被保険者のすべて
が知らなかったときは、保険契約者に払い戻し
ます。

  ② その事実を保険契約者および被保険者のいずれ
か１人でも知っていたときは、払い戻しません。  

  ⑵ 告知の時前にがんと診
断確定されたことのな
い被保険者が、告知の
時から「がん給付」の
責任開始の時 ＊１ の前日
までにがんと診断確定
されていたとき  

  保険契約者に払い戻します。  

  ３．本条の１．および２．の規定は、この保険契約の復活（第19条）の場合に準用
します。ただし、それまでに会社に払い込まれた保険料は、その復活の時から無
効とする時までの保険料 ＊２ とします。

  ４．本条の３．の場合、この保険契約はその復活が行われずに、解約（第32条）さ
れたものとして取り扱います。

  ５．本条の規定にかかわらず、第25条（告知義務違反による解除）または第27条（重
大事由による解除）に定めるこの保険契約の解除の要件を満たすときは、会社は、
その規定によりこの保険契約を解除することができます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第17条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  項　目    内　容  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第16条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第14条）の契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第14条）までに、給付金の支払事由（第５条）または保険料の払込免除
事由（第10条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第17条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
14条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第３条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額を保険契約者に支払い
ます。
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   第22条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第19条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第23条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
19条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金を不法に取得させる目的  

   12 告知義務と解除について

   第24条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第19条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第５条）ま
たは保険料の払込免除事由（第10条）の発生の可能性に関する重要な事項のう
ち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要としま
す。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に
口頭により告知することを必要とします。

   第25条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第19条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第24条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、給付金の支払事由（第５条）または保険料の払込免除事由（第10条）
が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。
この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者ま
たは給付金の受取人が証明したときは、会社は、給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または給付金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第33条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第26条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第25条（告知義務違反による解除）

   第21条  補足説明

  ＊１ 「がん給付」の責任開始の
時

  第４条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付」について
会社がこの保険契約上の責任を
開始する時（保険期間開始の日
からその日を含めて90日を経
過した日の翌日）をいいます。

  ＊２ がん不担保期間
  保険期間開始の日からその日を
含めて５年を経過する日までの
期間をいいます。

  ＊３ 生活習慣病
  「がん」および「がん以外の生
活習慣病」をいいます。

  ＊４ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の無配当生活習慣
病保険（返戻金なし型）契約を
いいます。

   第21条  がん給付の責任開始の時前のがん診断確定の場合の特別取扱い

  １．第20条（がん給付の責任開始の時前のがん診断確定による無効）の規定にかか
わらず、次のすべてに該当する場合で、保険契約者から請求があったときは、本
条の２．に規定する特別取扱いを適用し、この保険契約を無効としません。

  ⑴ 被保険者が、保険契約締結の際の告知（第24条）の時前または告知の時か
ら「がん給付」の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていたとき

  ⑵ 告知の時前に被保険者ががんと診断確定されていた事実を保険契約者および
被保険者のすべてが知らなかったとき  

  ２．特別取扱いの内容は、次のとおりとします。

  ⑴ 第５条（給付金の支払い）に規定する生活習慣病入院給付金および７大疾病
給付金の支払事由中、「がん給付の責任開始の時前にがんと診断確定された
ことがないこと」を必要とする旨の規定は適用しません。

  ⑵ 第５条（給付金の支払い）の規定にかかわらず、がん不担保期間 ＊２ 中に診断
確定されたがんについては、生活習慣病入院給付金および７大疾病給付金を
支払いません。

  ⑶ 第５条（給付金の支払い）の規定にかかわらず、この保険契約締結の際の告
知の時前または告知の時から「がん給付」の責任開始の時 ＊１ 前に診断確定さ
れていたがんが生じた臓器と同一種類の臓器（別表５ ★ ）に生じたがんにつ
いては、がん不担保期間 ＊２ 経過後でも生活習慣病入院給付金および７大疾病
給付金を支払いません。  

  ３．本条の２．に規定する特別取扱いが適用されたこの保険契約について、次のとお
り取り扱います。
  ⑴ 第５条（給付金の支払い）の２．－⑵－⑦および⑧の内容を次のとおり読み

替えます。

  内　容  

  ア．入院開始の直接の原因となった生活習慣病 ＊３ により継続して入院したものと
みなします。

  イ．ア．にかかわらず、次のすべてに該当するときは、異なる生活習慣病の併発
日に異なる生活習慣病を直接の原因として入院を開始したものとします。
  ア その入院開始の直接の原因となった生活習慣病ががんの場合
  イ 併発した異なる生活習慣病が「がん以外の生活習慣病」の場合
  ウ 第21条（がん給付の責任開始の時前のがん診断確定の場合の特別取扱

い）に規定する特別取扱いの適用により、アのがんを直接の原因とする
生活習慣病入院給付金が支払われない場合  

  ⑵ この保険契約が更新（第29条）されるとき、または保険期間が終身の保険
契約に変更（第30条）されるときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  本条の２．－⑵の特別取扱
い  

  ① 更新日または変更日の前日までにがん不担保期
間 ＊２ が満了しているとき
  更新後契約または変更後契約 ＊４ には本条の２．
－⑵の特別取扱いは適用されません。

  ② 更新日または変更日の前日までにがん不担保期
間 ＊２ が満了していないとき
  更新後契約または変更後契約 ＊４ に残余のがん
不担保期間 ＊２ が引き継がれ、本条の２．－⑵
の特別取扱いが引き続き適用されます。  

  本条の２．－⑶の特別取扱
い  

  更新後契約または変更後契約 ＊４ には本条の２．－
⑶の特別取扱いが引き続き適用されます。  

  ４．本条の１．から３．の規定は、この保険契約の復活（第19条）の場合に準用し
ます。
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   第22条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第19条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第23条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
19条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金を不法に取得させる目的  

   12 告知義務と解除について

   第24条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第19条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第５条）ま
たは保険料の払込免除事由（第10条）の発生の可能性に関する重要な事項のう
ち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要としま
す。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に
口頭により告知することを必要とします。

   第25条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第19条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第24条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、給付金の支払事由（第５条）または保険料の払込免除事由（第10条）
が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。
この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者ま
たは給付金の受取人が証明したときは、会社は、給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または給付金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第33条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第26条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第25条（告知義務違反による解除）

   第21条  補足説明

  ＊１ 「がん給付」の責任開始の
時

  第４条（責任開始の時）の規定
により、「がん給付」について
会社がこの保険契約上の責任を
開始する時（保険期間開始の日
からその日を含めて90日を経
過した日の翌日）をいいます。

  ＊２ がん不担保期間
  保険期間開始の日からその日を
含めて５年を経過する日までの
期間をいいます。

  ＊３ 生活習慣病
  「がん」および「がん以外の生
活習慣病」をいいます。

  ＊４ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の無配当生活習慣
病保険（返戻金なし型）契約を
いいます。

   第21条  がん給付の責任開始の時前のがん診断確定の場合の特別取扱い

  １．第20条（がん給付の責任開始の時前のがん診断確定による無効）の規定にかか
わらず、次のすべてに該当する場合で、保険契約者から請求があったときは、本
条の２．に規定する特別取扱いを適用し、この保険契約を無効としません。

  ⑴ 被保険者が、保険契約締結の際の告知（第24条）の時前または告知の時か
ら「がん給付」の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていたとき

  ⑵ 告知の時前に被保険者ががんと診断確定されていた事実を保険契約者および
被保険者のすべてが知らなかったとき  

  ２．特別取扱いの内容は、次のとおりとします。

  ⑴ 第５条（給付金の支払い）に規定する生活習慣病入院給付金および７大疾病
給付金の支払事由中、「がん給付の責任開始の時前にがんと診断確定された
ことがないこと」を必要とする旨の規定は適用しません。

  ⑵ 第５条（給付金の支払い）の規定にかかわらず、がん不担保期間 ＊２ 中に診断
確定されたがんについては、生活習慣病入院給付金および７大疾病給付金を
支払いません。

  ⑶ 第５条（給付金の支払い）の規定にかかわらず、この保険契約締結の際の告
知の時前または告知の時から「がん給付」の責任開始の時 ＊１ 前に診断確定さ
れていたがんが生じた臓器と同一種類の臓器（別表５ ★ ）に生じたがんにつ
いては、がん不担保期間 ＊２ 経過後でも生活習慣病入院給付金および７大疾病
給付金を支払いません。  

  ３．本条の２．に規定する特別取扱いが適用されたこの保険契約について、次のとお
り取り扱います。
  ⑴ 第５条（給付金の支払い）の２．－⑵－⑦および⑧の内容を次のとおり読み

替えます。

  内　容  

  ア．入院開始の直接の原因となった生活習慣病 ＊３ により継続して入院したものと
みなします。

  イ．ア．にかかわらず、次のすべてに該当するときは、異なる生活習慣病の併発
日に異なる生活習慣病を直接の原因として入院を開始したものとします。
  ア その入院開始の直接の原因となった生活習慣病ががんの場合
  イ 併発した異なる生活習慣病が「がん以外の生活習慣病」の場合
  ウ 第21条（がん給付の責任開始の時前のがん診断確定の場合の特別取扱

い）に規定する特別取扱いの適用により、アのがんを直接の原因とする
生活習慣病入院給付金が支払われない場合  

  ⑵ この保険契約が更新（第29条）されるとき、または保険期間が終身の保険
契約に変更（第30条）されるときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  本条の２．－⑵の特別取扱
い  

  ① 更新日または変更日の前日までにがん不担保期
間 ＊２ が満了しているとき
  更新後契約または変更後契約 ＊４ には本条の２．
－⑵の特別取扱いは適用されません。

  ② 更新日または変更日の前日までにがん不担保期
間 ＊２ が満了していないとき
  更新後契約または変更後契約 ＊４ に残余のがん
不担保期間 ＊２ が引き継がれ、本条の２．－⑵
の特別取扱いが引き続き適用されます。  

  本条の２．－⑶の特別取扱
い  

  更新後契約または変更後契約 ＊４ には本条の２．－
⑶の特別取扱いが引き続き適用されます。  

  ４．本条の１．から３．の規定は、この保険契約の復活（第19条）の場合に準用し
ます。
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  第27条  補足説明

  ＊２ 給付金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

   第29条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

  ⑴ 給付金＊２の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金＊２を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第25条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第33条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し給付金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない給付金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

   13 契約内容の変更および更新等について

   第28条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第14条（保険料の払込み）および第15条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第14条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第29条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第41条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
14条（保険料の払込み）の１．および第16条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の生活習慣
病入院給付金日額  

  更新前契約の保険期間満了日の生活習慣病入院給付
金日額と同額とします。ただし、保険契約者は、更
新前契約の保険期間満了日の２週間前までに申し出
て、会社の取扱いの範囲内で、更新後契約の生活習
慣病入院給付金日額を変更して更新することができ
ます。  

   第26条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 保険期間開始の日
  第３条（保険期間開始の時）に
規定する保険期間開始の日をい
います。なお、この保険契約の
復活の際の告知義務違反による
解除に関しては、復活の日とし
ます。

   第27条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金または保
険料の払込免除をいいます。

の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第19条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第24条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第24条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 保険期間開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由（第５
条）または保険料の払込免除事由（第10条）が生じないで、その期間を経
過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第24条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第27条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、給付金の支払事由（第５条）または保険料の払込免除事由（第10条）
が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この
場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、給付金の
支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その給付金の支払い
または保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。
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  第27条  補足説明

  ＊２ 給付金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

   第29条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

  ⑴ 給付金＊２の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金＊２を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第25条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第33条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し給付金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない給付金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

   13 契約内容の変更および更新等について

   第28条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第14条（保険料の払込み）および第15条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第14条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第29条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第41条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
14条（保険料の払込み）の１．および第16条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の生活習慣
病入院給付金日額  

  更新前契約の保険期間満了日の生活習慣病入院給付
金日額と同額とします。ただし、保険契約者は、更
新前契約の保険期間満了日の２週間前までに申し出
て、会社の取扱いの範囲内で、更新後契約の生活習
慣病入院給付金日額を変更して更新することができ
ます。  

   第26条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 保険期間開始の日
  第３条（保険期間開始の時）に
規定する保険期間開始の日をい
います。なお、この保険契約の
復活の際の告知義務違反による
解除に関しては、復活の日とし
ます。

   第27条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金または保
険料の払込免除をいいます。

の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第19条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第24条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第24条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 保険期間開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由（第５
条）または保険料の払込免除事由（第10条）が生じないで、その期間を経
過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第24条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第27条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、給付金の支払事由（第５条）または保険料の払込免除事由（第10条）
が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この
場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、給付金の
支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その給付金の支払い
または保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。
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  第30条  補足説明

 ＊２ 変更後契約
 保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の無配当生活習慣
病保険（返戻金なし型）契約を
いいます。

   ＊３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第14条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
14条（保険料の払込み）の１．および第16条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第14条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の給付金の支払事由（第５条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

10条）
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の生活習
慣病入院給付金日額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の生活習慣病入院
給付金日額と同額とします。ただし、保険契約者は、
変更前契約の保険期間満了日＊３の２週間前までに
申し出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契約＊２

の生活習慣病入院給付金日額を変更することができ
ます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第５条）、保険料の払込免除（第
10条・第11条）、告知義務違反による解除（第
25条・第26条）および７大疾病給付金の給付
倍率が０倍の場合の特則（第53条）に関する
規定について、変更後契約 ＊２ の保険期間は、
変更前契約から継続したものとして取り扱いま
す。
  （注） 変更後契約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑤ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第３条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第42条・第43条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険

   第30条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  

  項　目    内　容  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶の条件を満たさ
なくなるときは、その条件を満たす限度まで保
険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 給付金の支払い（第５条）、保険料の払込免除（第
10条・第11条）、告知義務違反による解除（第
25条・第26条）および７大疾病給付金の給付
倍率が０倍の場合の特則（第53条）に関する
規定について、更新後契約の保険期間は、この
保険契約から継続したものとして取り扱いま
す。
  （注） 更新後契約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第３条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第42条・第43条）
に準じて取り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の生
活習慣病入院給付金日額について、更新前契約の保険期間満了日の生活習慣病入
院給付金日額と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限
度額と同額とします。 

   第30条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第29条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）
契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第10条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第41条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約への変更について、
次のとおり取り扱います。
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  第30条  補足説明

 ＊２ 変更後契約
 保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の無配当生活習慣
病保険（返戻金なし型）契約を
いいます。

   ＊３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第14条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
14条（保険料の払込み）の１．および第16条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第14条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の給付金の支払事由（第５条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

10条）
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の生活習
慣病入院給付金日額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の生活習慣病入院
給付金日額と同額とします。ただし、保険契約者は、
変更前契約の保険期間満了日＊３の２週間前までに
申し出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後契約＊２

の生活習慣病入院給付金日額を変更することができ
ます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第５条）、保険料の払込免除（第
10条・第11条）、告知義務違反による解除（第
25条・第26条）および７大疾病給付金の給付
倍率が０倍の場合の特則（第53条）に関する
規定について、変更後契約 ＊２ の保険期間は、
変更前契約から継続したものとして取り扱いま
す。
  （注） 変更後契約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑤ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第３条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第42条・第43条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険

   第30条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  

  項　目    内　容  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶の条件を満たさ
なくなるときは、その条件を満たす限度まで保
険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 給付金の支払い（第５条）、保険料の払込免除（第
10条・第11条）、告知義務違反による解除（第
25条・第26条）および７大疾病給付金の給付
倍率が０倍の場合の特則（第53条）に関する
規定について、更新後契約の保険期間は、この
保険契約から継続したものとして取り扱いま
す。
  （注） 更新後契約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第３条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第42条・第43条）
に準じて取り扱います。  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の生
活習慣病入院給付金日額について、更新前契約の保険期間満了日の生活習慣病入
院給付金日額と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限
度額と同額とします。 

   第30条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第29条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）
契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第10条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第41条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約への変更について、
次のとおり取り扱います。
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   第35条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

  ⑴ 給付金の支払事由（第５条）に該当したときまたは保険料払込期間中に被保
険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除き
ます。）

  ⑵ 告知義務違反（第25条）または重大事由（第27条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第31条）または解約（第32条）されたとき  

   第35条  給付金の受取人による保険契約の存続

  １． 保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知  が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、給付金の支払事由（第５条）
が生じ、会社が給付金を支払うべき場合において、その支払いによりこの保険契
約が消滅することとなるときは、その支払うべき金額の限度で、本条の２．の金
額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権者等に支払っ
た金額を差し引いた残額を、給付金の受取人に支払います。  

   15 給付金の受取人および保険契約者について

   第36条  会社への通知による給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
金の受取人を変更することができます。ただし、入院給付金受取人は、保険契約
者または被保険者に限ります。また、給付金の支払事由（第５条）が発生した場
合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、給付金の受取人を変
更することはできません。

  ２． 本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の給付金の受取人に給付金を支
払ったときは、その支払い後に変更後の給付金の受取人から給付金の請求を受け
ても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第37条  遺言による給付金の受取人の変更

  １．第36条（会社への通知による給付金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、法律上有効な遺言により、給付金の受取人を変更することができます。た
だし、入院給付金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、給付
金の支払事由（第５条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる
部分については、給付金の受取人を変更することはできません。

  ２．本条の１．の給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による給付金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第34条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
14条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の生活習慣病入院給付
金日額について、変更前契約の保険期間満了日＊３の生活習慣病入院給付金日額
と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額と
します。

   第31条  生活習慣病入院給付金日額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって生活習慣病入院給付金日額を減額 ★ することがで
きます。ただし、会社は、減額後の生活習慣病入院給付金日額が会社の定める限
度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．生活習慣病入院給付金日額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱いま
す。

  ⑴ 減額分を解約（第32条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 生活習慣病入院給付金日額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回

線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   14 解約等について

   第32条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第33条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第33条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（生活習慣病入院給付
金日額の10倍の金額）と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第34条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第10条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡給付金を支払うときはそ
の受取人に支払います。
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   第35条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

  ⑴ 給付金の支払事由（第５条）に該当したときまたは保険料払込期間中に被保
険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除き
ます。）

  ⑵ 告知義務違反（第25条）または重大事由（第27条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第31条）または解約（第32条）されたとき  

   第35条  給付金の受取人による保険契約の存続

  １． 保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知  が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、給付金の支払事由（第５条）
が生じ、会社が給付金を支払うべき場合において、その支払いによりこの保険契
約が消滅することとなるときは、その支払うべき金額の限度で、本条の２．の金
額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権者等に支払っ
た金額を差し引いた残額を、給付金の受取人に支払います。  

   15 給付金の受取人および保険契約者について

   第36条  会社への通知による給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
金の受取人を変更することができます。ただし、入院給付金受取人は、保険契約
者または被保険者に限ります。また、給付金の支払事由（第５条）が発生した場
合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、給付金の受取人を変
更することはできません。

  ２． 本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の給付金の受取人に給付金を支
払ったときは、その支払い後に変更後の給付金の受取人から給付金の請求を受け
ても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第37条  遺言による給付金の受取人の変更

  １．第36条（会社への通知による給付金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、法律上有効な遺言により、給付金の受取人を変更することができます。た
だし、入院給付金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、給付
金の支払事由（第５条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる
部分については、給付金の受取人を変更することはできません。

  ２．本条の１．の給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による給付金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第34条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
14条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の生活習慣病入院給付
金日額について、変更前契約の保険期間満了日＊３の生活習慣病入院給付金日額
と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額と
します。

   第31条  生活習慣病入院給付金日額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって生活習慣病入院給付金日額を減額 ★ することがで
きます。ただし、会社は、減額後の生活習慣病入院給付金日額が会社の定める限
度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．生活習慣病入院給付金日額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱いま
す。

  ⑴ 減額分を解約（第32条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 生活習慣病入院給付金日額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回

線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   14 解約等について

   第32条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第33条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第33条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（生活習慣病入院給付
金日額の10倍の金額）と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第34条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第10条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡給付金を支払うときはそ
の受取人に支払います。
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   第47条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第19条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 申込み
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
申込みを含みます。

  ＊４ 承諾
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
承諾を含みます。

  ＊５ 契約成立日
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加が
行われたときは、それぞれ最終
の復活、復旧、入院給付金の日
額の増額または特約の中途付加
の日とします。

  ＊６ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊５ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊５ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   17 その他

   第44条  社員配当金

  この保険契約に対する社員配当金はありません。

   第45条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第46条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第47条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 入院給付金の種類
  ⑶ 入院給付金の日額
  ⑷ 契約成立日 ＊１ （第３条）
  ⑸ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、入院給付金のある保険契約または特約の申込み ＊３ を受けたときは、協会
に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会することができま
す。この場合、協会からその結果の連絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に入院給付金のある保険契約ま
たは特約の申込み ＊３ があったときは、本条の３．によって連絡された内容を入
院給付金のある保険契約または特約の承諾 ＊４ の判断の参考とすることができま
す。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊５ から５年 ＊６ 以内に入院給付金の請求を受け
たときは、協会に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会し、
その結果を入院給付金の支払いの判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊４ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、入院給付金、保険契約とあるのは、農業協同組合法に基づく
共済契約においては、それぞれ、被共済者、入院共済金、共済契約と読み替えま
す。

   第41条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第38条  給付金の受取人の死亡

  １．給付金の受取人が給付金の支払事由（第５条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を給付金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により給付金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により給付金の受取人となった者
のうち生存している他の給付金の受取人を給付金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により給付金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第39条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第40条  保険契約者の代表者および給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。生活習慣病入院給付金および７大疾病給付金についても同様
とします。

   16 契約年齢の計算等について

   第41条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第３
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第42条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第41条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第３条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは給付金額を調整して処理します。

   第43条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または給付金額を調整し
て処理します。
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   第47条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第19条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 申込み
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
申込みを含みます。

  ＊４ 承諾
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
承諾を含みます。

  ＊５ 契約成立日
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加が
行われたときは、それぞれ最終
の復活、復旧、入院給付金の日
額の増額または特約の中途付加
の日とします。

  ＊６ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊５ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊５ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   17 その他

   第44条  社員配当金

  この保険契約に対する社員配当金はありません。

   第45条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第46条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第47条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 入院給付金の種類
  ⑶ 入院給付金の日額
  ⑷ 契約成立日 ＊１ （第３条）
  ⑸ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、入院給付金のある保険契約または特約の申込み ＊３ を受けたときは、協会
に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会することができま
す。この場合、協会からその結果の連絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に入院給付金のある保険契約ま
たは特約の申込み ＊３ があったときは、本条の３．によって連絡された内容を入
院給付金のある保険契約または特約の承諾 ＊４ の判断の参考とすることができま
す。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊５ から５年 ＊６ 以内に入院給付金の請求を受け
たときは、協会に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会し、
その結果を入院給付金の支払いの判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊４ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、入院給付金、保険契約とあるのは、農業協同組合法に基づく
共済契約においては、それぞれ、被共済者、入院共済金、共済契約と読み替えま
す。

   第41条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第38条  給付金の受取人の死亡

  １．給付金の受取人が給付金の支払事由（第５条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を給付金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により給付金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により給付金の受取人となった者
のうち生存している他の給付金の受取人を給付金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により給付金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第39条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第40条  保険契約者の代表者および給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。生活習慣病入院給付金および７大疾病給付金についても同様
とします。

   16 契約年齢の計算等について

   第41条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第３
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第42条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第41条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第３条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは給付金額を調整して処理します。

   第43条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または給付金額を調整し
て処理します。
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  第51条  補足説明

   ＊３ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の無配当生活習慣
病保険（返戻金なし型）契約を
いいます。

   第52条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動積立型終身保険契約ま
たは利率変動型積立保険契約を
いいます。   

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第29条（保険契約の更新）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第29条（保険契約の更新）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後契約には更新前契約に適用されて
いた給付金の削減支払の条件は適用されませ
ん。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後契約には更新前契約に適用さ
れていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担
保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後契約には更新前契約に適用され
ていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保
の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約への変更（第30条）について、次のとおり取り
扱います。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第30条（保険期間が終身の保険契約への変更）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第30条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用さ
れていた給付金の削減支払の条件は適用されま
せん。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適
用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての
不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用
されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不
担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表７（P.472参照）、別表９（P.474参照）  

   第52条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に生活習慣病入院給付金または７大疾病給

付金が支払われるべきときは、第５条（給付金の支払い）の２．－⑴－②を
次のとおり読み替えます。

   第49条  補足説明

  ＊１ 給付金の受取人
  給付金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第51条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  ＊  ２ 特定高度障害状態
  高度障害状態（別表７ ★ ）のう
ち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

   第48条  時効

  給付金（第５条）、保険料の払込免除（第10条）または返戻金（第33条）を請
求する権利は、その請求権者が、その権利を行使できるようになった時から３年
以内に請求がない場合には消滅します。

   第49条  管轄裁判所

  １．この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または給付金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の
１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第50条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。

  ⑴ 第17条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第28条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  

   第51条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴から⑶のうち１つまたは２つ以上の
特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 給付金の削減支払
  契約成立日（第３条）から会社の定める削減期間中に被保険者が給付金の支
払事由（第５条）に該当したときは、次のとおり取り扱います。
  ① 生活習慣病入院給付金を支払うべきときは、入院日各日について生活習

慣病入院給付金日額に次の表の割合を乗じて得た金額を支払います。
  ② ７大疾病給付金を支払うべきときは、７大疾病給付金の金額に次の表の

割合を乗じた金額を支払います。

保険年度
削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを免除（第10条）しません。ただし、
感染症（別表９ ★ ）によって特定高度障害状態 ＊２ になったときは、保険料の
払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第18条）は、第19条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この保険契約の更新（第29条）について、次のとおり取り扱います。
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  第51条  補足説明

   ＊３ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の無配当生活習慣
病保険（返戻金なし型）契約を
いいます。

   第52条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動積立型終身保険契約ま
たは利率変動型積立保険契約を
いいます。   

  付けられた特別条件    保険契約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第29条（保険契約の更新）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第29条（保険契約の更新）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後契約には更新前契約に適用されて
いた給付金の削減支払の条件は適用されませ
ん。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後契約には更新前契約に適用さ
れていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担
保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後契約には更新前契約に適用され
ていた特定高度障害状態 ＊２ についての不担保
の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約への変更（第30条）について、次のとおり取り
扱います。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の保険契約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第30条（保険期間が終身の保険契約への変更）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第30条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用さ
れていた給付金の削減支払の条件は適用されま
せん。  

  ③ 特定高度障害状態 ＊２ に
ついての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適
用されていた特定高度障害状態 ＊２ についての
不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後契約 ＊３ には変更前契約に適用
されていた特定高度障害状態 ＊２ についての不
担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表７（P.472参照）、別表９（P.474参照）  

   第52条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に生活習慣病入院給付金または７大疾病給

付金が支払われるべきときは、第５条（給付金の支払い）の２．－⑴－②を
次のとおり読み替えます。

   第49条  補足説明

  ＊１ 給付金の受取人
  給付金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第51条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  ＊  ２ 特定高度障害状態
  高度障害状態（別表７ ★ ）のう
ち「両眼の視力を全く永久に
失ったもの」をいいます。

   第48条  時効

  給付金（第５条）、保険料の払込免除（第10条）または返戻金（第33条）を請
求する権利は、その請求権者が、その権利を行使できるようになった時から３年
以内に請求がない場合には消滅します。

   第49条  管轄裁判所

  １．この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または給付金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の
１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第50条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。

  ⑴ 第17条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第28条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  

   第51条  特別条件を付ける場合の特則

  １．被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しない場合 ＊１ には、会社は、
その危険の種類および程度に応じて、次の⑴から⑶のうち１つまたは２つ以上の
特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 給付金の削減支払
  契約成立日（第３条）から会社の定める削減期間中に被保険者が給付金の支
払事由（第５条）に該当したときは、次のとおり取り扱います。
  ① 生活習慣病入院給付金を支払うべきときは、入院日各日について生活習

慣病入院給付金日額に次の表の割合を乗じて得た金額を支払います。
  ② ７大疾病給付金を支払うべきときは、７大疾病給付金の金額に次の表の

割合を乗じた金額を支払います。

保険年度
削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態 ＊２ になったときは、保険料の払込みを免除（第10条）しません。ただし、
感染症（別表９ ★ ）によって特定高度障害状態 ＊２ になったときは、保険料の
払込みを免除します。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約が効力を失ったとき（第18条）は、第19条（保険契約の復活）

の規定にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後
は、この保険契約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この保険契約の更新（第29条）について、次のとおり取り扱います。
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は７大疾病給付金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。
  ⑹ 第８条（給付金の支払時期）の４．中、「給付金の受取人（給付金の受取人

が２人以上いるときは、その代表者）」とあるのを「給付金の受取人（給付
金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）または指定代理請求人」と
読み替えます。

  ⑺ 第８条（給付金の支払時期）の５．中、「被保険者または給付金の受取人」
とあるのを「被保険者、給付金の受取人または指定代理請求人」と読み替え
ます。

  ⑻ 第25条（告知義務違反による解除）の３．中、「被保険者または給付金の受
取人」とあるのを「被保険者、給付金の受取人または指定代理請求人」と読
み替えます。

  ⑼ 第25条（告知義務違反による解除）の４．中、「被保険者または給付金の受
取人」とあるのを「被保険者、給付金の受取人または指定代理請求人」と読
み替えます。

  ★別表６（P.471参照）  

   

  項　目    内　容  

  ② 生活習慣病入院給付金
または７大疾病給付金
の支払事由が生じ、支
払うべき生活習慣病入
院給付金または７大疾
病給付金がある場合で、
その支払前に被保険者
が死亡したとき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合には、支払うべ
き生活習慣病入院給付金または７大疾病給付金を被
指定契約 ＊１ の死亡保険金受取人または死亡給付金
受取人に支払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、第16条（払
込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い）の１．中、「保
険契約者（給付金を支払うときはその受取人）」とあるのを「被指定契約 ＊１

 の死亡保険金受取人または死亡給付金受取人（給付金を支払うときはその受
取人）」と読み替えます。

   第53条  ７大疾病給付金の給付倍率が０倍の場合の特則

  第２条（７大疾病給付金の給付倍率）の規定により選択された７大疾病給付金の
給付倍率が０倍の場合で、保険料払込期間中に生活習慣病入院給付金の支払日数
が通算して1,000日に達したときは、この保険契約は消滅します。

   第54条  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特
約または指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則

  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特約または
指定代理請求特約（2016）が付加されていないときは、次の⑴から⑼のとおり
取り扱います。ただし、この保険契約に指定代理請求特約または指定代理請求特
約（2016）が付加されたことがあるときは、この取扱いをしません。
  ⑴ 入院給付金受取人が被保険者の場合で、入院給付金受取人が生活習慣病入院

給付金または７大疾病給付金を請求できない特別な事情があるときは、保険
契約者が被保険者の同意を得てあらかじめ指定した者（以下「指定代理請求
人」といいます。）が入院給付金受取人の代理人としてその支払いを請求す
ることができます。この場合、指定代理請求人は次のいずれかの条件を満た
している者に限ります。

  ① 請求時において、被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている
被保険者の戸籍上の配偶者

  ② 請求時において、被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている
被保険者の３親等内の親族  

  ⑵ ⑴の規定により、指定代理請求人が生活習慣病入院給付金または７大疾病給
付金の支払いを請求するときは、特別な事情の存在を証明する書類および必
要書類（別表６ ★ ）（被保険者の住民票、受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
および受取人の印鑑証明書を除きます。）に加えて、次の書類を提出するこ
とを必要とします。ただし、会社は次の書類以外の書類の提出を求め、また
は次の書類の一部の省略を認めることがあります。

  ① 被保険者と指定代理請求人との戸籍謄本または戸籍抄本
  ② 指定代理請求人の印鑑証明書
  ③ 指定代理請求人の住民票
  ④ 被保険者または指定代理請求人の健康保険被保険者証の写し  

  ⑶ 保険契約者は､ 被保険者の同意を得て､ 指定代理請求人を指定し､ または変
更することができます。ただし、指定代理請求人は⑴に規定する者に限りま
す。

  ⑷ ⑶の規定により指定代理請求人を指定し、または変更したときは、保険契約
者は、その旨を会社に通知して、会社からの通知（電気通信回線に接続して
いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）を受けることを必要とします。

  ⑸ ⑴の規定により会社が生活習慣病入院給付金または７大疾病給付金を指定代
理請求人に支払ったときは、その後重複してその生活習慣病入院給付金また
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は７大疾病給付金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。
  ⑹ 第８条（給付金の支払時期）の４．中、「給付金の受取人（給付金の受取人

が２人以上いるときは、その代表者）」とあるのを「給付金の受取人（給付
金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）または指定代理請求人」と
読み替えます。

  ⑺ 第８条（給付金の支払時期）の５．中、「被保険者または給付金の受取人」
とあるのを「被保険者、給付金の受取人または指定代理請求人」と読み替え
ます。

  ⑻ 第25条（告知義務違反による解除）の３．中、「被保険者または給付金の受
取人」とあるのを「被保険者、給付金の受取人または指定代理請求人」と読
み替えます。

  ⑼ 第25条（告知義務違反による解除）の４．中、「被保険者または給付金の受
取人」とあるのを「被保険者、給付金の受取人または指定代理請求人」と読
み替えます。

  ★別表６（P.471参照）  

   

  項　目    内　容  

  ② 生活習慣病入院給付金
または７大疾病給付金
の支払事由が生じ、支
払うべき生活習慣病入
院給付金または７大疾
病給付金がある場合で、
その支払前に被保険者
が死亡したとき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合には、支払うべ
き生活習慣病入院給付金または７大疾病給付金を被
指定契約 ＊１ の死亡保険金受取人または死亡給付金
受取人に支払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、第16条（払
込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い）の１．中、「保
険契約者（給付金を支払うときはその受取人）」とあるのを「被指定契約 ＊１

 の死亡保険金受取人または死亡給付金受取人（給付金を支払うときはその受
取人）」と読み替えます。

   第53条  ７大疾病給付金の給付倍率が０倍の場合の特則

  第２条（７大疾病給付金の給付倍率）の規定により選択された７大疾病給付金の
給付倍率が０倍の場合で、保険料払込期間中に生活習慣病入院給付金の支払日数
が通算して1,000日に達したときは、この保険契約は消滅します。

   第54条  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特
約または指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則

  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの保険契約に指定代理請求特約または
指定代理請求特約（2016）が付加されていないときは、次の⑴から⑼のとおり
取り扱います。ただし、この保険契約に指定代理請求特約または指定代理請求特
約（2016）が付加されたことがあるときは、この取扱いをしません。
  ⑴ 入院給付金受取人が被保険者の場合で、入院給付金受取人が生活習慣病入院

給付金または７大疾病給付金を請求できない特別な事情があるときは、保険
契約者が被保険者の同意を得てあらかじめ指定した者（以下「指定代理請求
人」といいます。）が入院給付金受取人の代理人としてその支払いを請求す
ることができます。この場合、指定代理請求人は次のいずれかの条件を満た
している者に限ります。

  ① 請求時において、被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている
被保険者の戸籍上の配偶者

  ② 請求時において、被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている
被保険者の３親等内の親族  

  ⑵ ⑴の規定により、指定代理請求人が生活習慣病入院給付金または７大疾病給
付金の支払いを請求するときは、特別な事情の存在を証明する書類および必
要書類（別表６ ★ ）（被保険者の住民票、受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
および受取人の印鑑証明書を除きます。）に加えて、次の書類を提出するこ
とを必要とします。ただし、会社は次の書類以外の書類の提出を求め、また
は次の書類の一部の省略を認めることがあります。

  ① 被保険者と指定代理請求人との戸籍謄本または戸籍抄本
  ② 指定代理請求人の印鑑証明書
  ③ 指定代理請求人の住民票
  ④ 被保険者または指定代理請求人の健康保険被保険者証の写し  

  ⑶ 保険契約者は､ 被保険者の同意を得て､ 指定代理請求人を指定し､ または変
更することができます。ただし、指定代理請求人は⑴に規定する者に限りま
す。

  ⑷ ⑶の規定により指定代理請求人を指定し、または変更したときは、保険契約
者は、その旨を会社に通知して、会社からの通知（電気通信回線に接続して
いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）を受けることを必要とします。

  ⑸ ⑴の規定により会社が生活習慣病入院給付金または７大疾病給付金を指定代
理請求人に支払ったときは、その後重複してその生活習慣病入院給付金また
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別表２　生活習慣病入院給付金の支払対象となる「がん以外の生活習慣病」
  生活習慣病入院給付金の支払対象となる「がん以外の生活習慣病」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた
分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要
ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  疾病名    分類項目    基本分類コード  

  ⑴ 心・血管疾患  

  慢性リウマチ性心疾患    Ⅰ05-Ⅰ09  
  虚血性心疾患    Ⅰ20-Ⅰ25  
  肺性心疾患および肺循環疾患    Ⅰ26-Ⅰ28  
  その他の型の心疾患    Ⅰ30-Ⅰ52  
循環器系の処置後障害、他に分類されないもの（Ⅰ97）のうち、
　心（臓）切開後症候群 Ⅰ97.0
　心臓手術に続発するその他の機能障害 Ⅰ97.1

  ⑵ 脳血管疾患    脳血管疾患    Ⅰ60-Ⅰ69  

  ⑶ 腎疾患  
  糸球体疾患    N00-N08  
  腎不全    N17-N19  

  ⑷ 肝疾患  

  ウイルス肝炎    B15-B19  
  肝疾患    K70-K77  
食道静脈瘤 Ⅰ85
その他の部位の静脈瘤（Ⅰ86）のうち、
　胃静脈瘤 Ⅰ86.4

  ⑸ 糖尿病    糖尿病    E10-E14  

  ⑹ 高血圧性疾患  
  高血圧性疾患    Ⅰ10-Ⅰ15  
  大動脈瘤および解離    Ⅰ71  

  
別表３　
  １．７大疾病給付金の支払対象となる「がん以外の７大疾病」

  ７大疾病給付金の支払対象となる「がん以外の７大疾病」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類
項目中下記のものとし、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要
ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。ただし、「⑴　急性心筋梗塞、拡張型心筋症」および「⑵　脳卒中、脳
動脈瘤」については、２．によって定義づけられる疾病であることを必要とします。

  疾病名    分類項目    基本分類コード  

    ⑴
  急性心筋梗塞  

  虚血性心疾患（Ⅰ20-Ⅰ25）のうち、      
  　急性心筋梗塞    Ⅰ21  
  　再発性心筋梗塞    Ⅰ22  

  拡張型心筋症  
  心筋症（Ⅰ42）のうち、      
  　拡張型心筋症    Ⅰ42.0  

    ⑵

  脳卒中  

  脳血管疾患（Ⅰ60-Ⅰ69）のうち、      
  　くも膜下出血    Ⅰ60  
  　脳内出血    Ⅰ61  
  　脳梗塞    Ⅰ63  

  脳動脈瘤  
  その他の脳血管疾患（Ⅰ67）のうち、      
  　脳動脈壁の解離、非＜未＞破裂性    Ⅰ67.0  
  　脳動脈瘤、非＜未＞破裂性    Ⅰ67.1  

    ⑶   慢性腎不全  
  高血圧性腎疾患（Ⅰ12）のうち、      
  　腎不全を伴う高血圧性腎疾患    Ⅰ12.0  
  慢性腎不全    N18  

   別表１　
  １．生活習慣病入院給付金および７大疾病給付金の支払対象となる悪性新生物および上皮内新生物

  生活習慣病入院給付金および７大疾病給付金の支払対象となる悪性新生物および上皮内新生物とは、平成６年10月12日総
務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、
傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物    C00-C14  
  消化器の悪性新生物    C15-C26  
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物    C30-C39  
  骨および関節軟骨の悪性新生物    C40-C41  
  皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物    C43-C44  
  中皮および軟部組織の悪性新生物    C45-C49  
  乳房の悪性新生物    C50  
  女性生殖器の悪性新生物    C51-C58  
  男性生殖器の悪性新生物    C60-C63  
  腎尿路の悪性新生物    C64-C68  
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物    C69-C72  
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物    C73-C75  
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物    C76-C80  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物    C81-C96  
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物    C97  
  上皮内新生物    D00-D07､ D09  
  真正赤血球増加症＜多血症＞    D45  
  骨髄異形成症候群    D46  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のう
ち、  

    

  　慢性骨髄増殖性疾患    D47.1  
  　本態性（出血性）血小板血症    D47.3  
リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、
　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの D76.0

  ２．がんの定義
  １．に定める悪性新生物および上皮内新生物のうち、新生物の形態の性状コードが４．に定める悪性または上皮内癌に該当
するものをいいます。

  ３．がんの診断確定
  がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見（生検を含みます。）による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由および画像所見など他の所見による診断確定

の根拠が明らかであるときは、その診断確定  

  ４．新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　
腫瘍学（NCC監修）第３版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次
のものをいいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
 　　　　　　 非侵襲性
  ／３‥‥‥悪性、原発部位
  ／６‥‥‥悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位
  ／９‥‥‥悪性、原発部位または転移部位の別不詳  
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別表２　生活習慣病入院給付金の支払対象となる「がん以外の生活習慣病」
  生活習慣病入院給付金の支払対象となる「がん以外の生活習慣病」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた
分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要
ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  疾病名    分類項目    基本分類コード  

  ⑴ 心・血管疾患  

  慢性リウマチ性心疾患    Ⅰ05-Ⅰ09  
  虚血性心疾患    Ⅰ20-Ⅰ25  
  肺性心疾患および肺循環疾患    Ⅰ26-Ⅰ28  
  その他の型の心疾患    Ⅰ30-Ⅰ52  
循環器系の処置後障害、他に分類されないもの（Ⅰ97）のうち、
　心（臓）切開後症候群 Ⅰ97.0
　心臓手術に続発するその他の機能障害 Ⅰ97.1

  ⑵ 脳血管疾患    脳血管疾患    Ⅰ60-Ⅰ69  

  ⑶ 腎疾患  
  糸球体疾患    N00-N08  
  腎不全    N17-N19  

  ⑷ 肝疾患  

  ウイルス肝炎    B15-B19  
  肝疾患    K70-K77  
食道静脈瘤 Ⅰ85
その他の部位の静脈瘤（Ⅰ86）のうち、
　胃静脈瘤 Ⅰ86.4

  ⑸ 糖尿病    糖尿病    E10-E14  

  ⑹ 高血圧性疾患  
  高血圧性疾患    Ⅰ10-Ⅰ15  
  大動脈瘤および解離    Ⅰ71  

  
別表３　
  １．７大疾病給付金の支払対象となる「がん以外の７大疾病」

  ７大疾病給付金の支払対象となる「がん以外の７大疾病」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類
項目中下記のものとし、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要
ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。ただし、「⑴　急性心筋梗塞、拡張型心筋症」および「⑵　脳卒中、脳
動脈瘤」については、２．によって定義づけられる疾病であることを必要とします。

  疾病名    分類項目    基本分類コード  

    ⑴
  急性心筋梗塞  

  虚血性心疾患（Ⅰ20-Ⅰ25）のうち、      
  　急性心筋梗塞    Ⅰ21  
  　再発性心筋梗塞    Ⅰ22  

  拡張型心筋症  
  心筋症（Ⅰ42）のうち、      
  　拡張型心筋症    Ⅰ42.0  

    ⑵

  脳卒中  

  脳血管疾患（Ⅰ60-Ⅰ69）のうち、      
  　くも膜下出血    Ⅰ60  
  　脳内出血    Ⅰ61  
  　脳梗塞    Ⅰ63  

  脳動脈瘤  
  その他の脳血管疾患（Ⅰ67）のうち、      
  　脳動脈壁の解離、非＜未＞破裂性    Ⅰ67.0  
  　脳動脈瘤、非＜未＞破裂性    Ⅰ67.1  

    ⑶   慢性腎不全  
  高血圧性腎疾患（Ⅰ12）のうち、      
  　腎不全を伴う高血圧性腎疾患    Ⅰ12.0  
  慢性腎不全    N18  

   別表１　
  １．生活習慣病入院給付金および７大疾病給付金の支払対象となる悪性新生物および上皮内新生物

  生活習慣病入院給付金および７大疾病給付金の支払対象となる悪性新生物および上皮内新生物とは、平成６年10月12日総
務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、
傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物    C00-C14  
  消化器の悪性新生物    C15-C26  
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物    C30-C39  
  骨および関節軟骨の悪性新生物    C40-C41  
  皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物    C43-C44  
  中皮および軟部組織の悪性新生物    C45-C49  
  乳房の悪性新生物    C50  
  女性生殖器の悪性新生物    C51-C58  
  男性生殖器の悪性新生物    C60-C63  
  腎尿路の悪性新生物    C64-C68  
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物    C69-C72  
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物    C73-C75  
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物    C76-C80  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物    C81-C96  
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物    C97  
  上皮内新生物    D00-D07､ D09  
  真正赤血球増加症＜多血症＞    D45  
  骨髄異形成症候群    D46  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のう
ち、  

    

  　慢性骨髄増殖性疾患    D47.1  
  　本態性（出血性）血小板血症    D47.3  
リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、
　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの D76.0

  ２．がんの定義
  １．に定める悪性新生物および上皮内新生物のうち、新生物の形態の性状コードが４．に定める悪性または上皮内癌に該当
するものをいいます。

  ３．がんの診断確定
  がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見（生検を含みます。）による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由および画像所見など他の所見による診断確定

の根拠が明らかであるときは、その診断確定  

  ４．新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　
腫瘍学（NCC監修）第３版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次
のものをいいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
 　　　　　　 非侵襲性
  ／３‥‥‥悪性、原発部位
  ／６‥‥‥悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位
  ／９‥‥‥悪性、原発部位または転移部位の別不詳  
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別表５　同一種類の臓器
  下表の１．～ 19．、29．および32．～ 41．に属する臓器は、それぞれ臓器名が異なる場合または臓器が複数ある場合であって
も、これを同一種類の臓器として取り扱います。

  同一種類の臓器  

  １．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む｡）
  ２．鼻（副鼻腔を含む。）
  ３．耳（内耳・中耳および外耳を含む｡）・乳様突起
  ４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺
  ５．甲状腺
  ６．咽頭（扁桃を含む｡）・喉頭
  ７．肺臓・胸膜・気管・気管支
  ８．胃・十二指腸
  ９．肝臓・胆嚢・胆管
  10．膵臓
  11．盲腸（虫様突起を含む。）
  12．大腸・小腸
  13．直腸・肛門
  14．腎臓・尿管
  15．膀胱・尿道
  16．前立腺
  17．睾丸・副睾丸
  18．乳房（乳腺を含む。）
  19．子宮（胎盤を含む。）・卵巣・卵管
  29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）
  32．食道
  33．胸腺・心臓・縦隔
  34．骨・関節・関節軟骨
  35．造血組織・リンパ組織（血液・骨髄・脾臓・リンパ節を含む。）
  36．末梢神経・自律神経系
  37．後腹膜・腹膜
  38．結合組織・皮下組織・軟部組織（血管・軟骨・筋・リンパ管を含む。）
  39．髄膜・脳・脳神経・脊髄
  40．副腎
  41．１．～ 19．、29．および32．～ 40．以外の臓器（ただし、臓器名が同一のものに限る。）  

  
別表６　給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．生活習慣病入院給付金の支払い  

  ⑴ 生活習慣病入院給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書、がんを原因とする

ときはさらに、病理組織検査報告書
  ⑶ 生活習慣病入院給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 生活習慣病入院給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．７大疾病給付金の支払い  

  ⑴ ７大疾病給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、がんを原因とするときはさらに、病理組織検

査報告書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ ７大疾病給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ ７大疾病給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  疾病名    分類項目    基本分類コード  

    ⑷

  肝硬変  

  アルコール性肝疾患（K70）のうち、      
  　アルコール性肝硬変    K70.3  
  肝線維症および肝硬変（K74）のうち、      
  　原発性胆汁性肝硬変    K74.3  
  　続発性胆汁性肝硬変    K74.4  
  　胆汁性肝硬変、詳細不明    K74.5  
  　その他および詳細不明の肝硬変    K74.6  

    
  食道静脈瘤    食道静脈瘤    Ⅰ85  

胃静脈瘤
その他の部位の静脈瘤（Ⅰ86）のうち、
　胃静脈瘤 Ⅰ86.4

    ⑸

  糖尿病    糖尿病    E10-E14  
    

  糖尿病性網膜症  
  糖尿病（E10-E14）のうち、    E10.3、E11.3、E12.3、E13.3、

E14.3        　眼合併症を伴うもの  
    

  糖尿病性壊疽  
  糖尿病（E10-E14）のうち、    E10.5、E11.5、E12.5、E13.5、

E14.5        　末梢循環合併症を伴うもの  

    ⑹
  高血圧性疾患    高血圧性疾患    Ⅰ10-Ⅰ15  

    
  大動脈瘤、
  解離性大動脈瘤  

  大動脈瘤および解離    Ⅰ71  

  ２．急性心筋梗塞、拡張型心筋症、脳卒中、脳動脈瘤の定義

  疾病名    疾病の定義  

  急性心筋梗塞  
  冠状動脈の閉塞または急激な血液供給の減少により、その関連部分の心筋が壊死に陥った疾病（典
型的な胸部痛の病歴、新たに生じた典型的な心電図の梗塞性変化および心筋細胞逸脱酵素の一時的
上昇のすべてを満たすことを必要とします。）  

  拡張型心筋症  
  心臓の内腔が著しく大きくなり、心臓の収縮力が低下し、重症のうっ血性心不全や治療に抵抗性の
不整脈が起こる疾病（他の心疾患との鑑別のために冠動脈造影および心筋生検が施行されているこ
とを必要とします。）  

  脳卒中  
  脳血管の異常（脳組織の梗塞、出血、ならびに頭蓋外部からの塞栓が含まれる）により脳の血液の
循環が急激に障害されることによって、24時間以上持続する中枢神経系の脱落症状を引き起こした
疾病（画像診断所見により、脳内に器質的な病変あるいは損傷が認められることを必要とします。）  

  脳動脈瘤  
  脳の血管壁の一部に欠損、断裂もしくは解離が生じ、脳動脈が瘤状、嚢状または紡錘状に拡張した
疾病（画像診断所見により、器質的な病変が認められることを必要とします。）  

  別表４　
  １．急性心筋梗塞、拡張型心筋症、脳卒中、脳動脈瘤、食道静脈瘤、大動脈瘤等についての７大疾病給付金の支払対象となる手

術
  開頭術、開胸術、開腹術、ファイバースコープ手術または血管カテーテル手術をいいます。吸引、穿刺などの処置および神
経ブロックは除きます。

  ２．糖尿病性網膜症についての７大疾病給付金の支払対象となる手術
  網膜または硝子体に対する手術をいいます。

  ３．視力の測定
  視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。

  ４．糖尿病性壊疽についての７大疾病給付金の支払対象となる切断術
  手指については、末節の２分の１以上の切断術、足指については、第１指（母指）は末節の２分の１以上、その他の指は遠
位指節間関節以上の切断術をいいます。
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別表５　同一種類の臓器
  下表の１．～ 19．、29．および32．～ 41．に属する臓器は、それぞれ臓器名が異なる場合または臓器が複数ある場合であって
も、これを同一種類の臓器として取り扱います。

  同一種類の臓器  

  １．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む｡）
  ２．鼻（副鼻腔を含む。）
  ３．耳（内耳・中耳および外耳を含む｡）・乳様突起
  ４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺
  ５．甲状腺
  ６．咽頭（扁桃を含む｡）・喉頭
  ７．肺臓・胸膜・気管・気管支
  ８．胃・十二指腸
  ９．肝臓・胆嚢・胆管
  10．膵臓
  11．盲腸（虫様突起を含む。）
  12．大腸・小腸
  13．直腸・肛門
  14．腎臓・尿管
  15．膀胱・尿道
  16．前立腺
  17．睾丸・副睾丸
  18．乳房（乳腺を含む。）
  19．子宮（胎盤を含む。）・卵巣・卵管
  29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）
  32．食道
  33．胸腺・心臓・縦隔
  34．骨・関節・関節軟骨
  35．造血組織・リンパ組織（血液・骨髄・脾臓・リンパ節を含む。）
  36．末梢神経・自律神経系
  37．後腹膜・腹膜
  38．結合組織・皮下組織・軟部組織（血管・軟骨・筋・リンパ管を含む。）
  39．髄膜・脳・脳神経・脊髄
  40．副腎
  41．１．～ 19．、29．および32．～ 40．以外の臓器（ただし、臓器名が同一のものに限る。）  

  
別表６　給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．生活習慣病入院給付金の支払い  

  ⑴ 生活習慣病入院給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書、がんを原因とする

ときはさらに、病理組織検査報告書
  ⑶ 生活習慣病入院給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 生活習慣病入院給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．７大疾病給付金の支払い  

  ⑴ ７大疾病給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、がんを原因とするときはさらに、病理組織検

査報告書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ ７大疾病給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ ７大疾病給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  疾病名    分類項目    基本分類コード  

    ⑷

  肝硬変  

  アルコール性肝疾患（K70）のうち、      
  　アルコール性肝硬変    K70.3  
  肝線維症および肝硬変（K74）のうち、      
  　原発性胆汁性肝硬変    K74.3  
  　続発性胆汁性肝硬変    K74.4  
  　胆汁性肝硬変、詳細不明    K74.5  
  　その他および詳細不明の肝硬変    K74.6  

    
  食道静脈瘤    食道静脈瘤    Ⅰ85  

胃静脈瘤
その他の部位の静脈瘤（Ⅰ86）のうち、
　胃静脈瘤 Ⅰ86.4

    ⑸

  糖尿病    糖尿病    E10-E14  
    

  糖尿病性網膜症  
  糖尿病（E10-E14）のうち、    E10.3、E11.3、E12.3、E13.3、

E14.3        　眼合併症を伴うもの  
    

  糖尿病性壊疽  
  糖尿病（E10-E14）のうち、    E10.5、E11.5、E12.5、E13.5、

E14.5        　末梢循環合併症を伴うもの  

    ⑹
  高血圧性疾患    高血圧性疾患    Ⅰ10-Ⅰ15  

    
  大動脈瘤、
  解離性大動脈瘤  

  大動脈瘤および解離    Ⅰ71  

  ２．急性心筋梗塞、拡張型心筋症、脳卒中、脳動脈瘤の定義

  疾病名    疾病の定義  

  急性心筋梗塞  
  冠状動脈の閉塞または急激な血液供給の減少により、その関連部分の心筋が壊死に陥った疾病（典
型的な胸部痛の病歴、新たに生じた典型的な心電図の梗塞性変化および心筋細胞逸脱酵素の一時的
上昇のすべてを満たすことを必要とします。）  

  拡張型心筋症  
  心臓の内腔が著しく大きくなり、心臓の収縮力が低下し、重症のうっ血性心不全や治療に抵抗性の
不整脈が起こる疾病（他の心疾患との鑑別のために冠動脈造影および心筋生検が施行されているこ
とを必要とします。）  

  脳卒中  
  脳血管の異常（脳組織の梗塞、出血、ならびに頭蓋外部からの塞栓が含まれる）により脳の血液の
循環が急激に障害されることによって、24時間以上持続する中枢神経系の脱落症状を引き起こした
疾病（画像診断所見により、脳内に器質的な病変あるいは損傷が認められることを必要とします。）  

  脳動脈瘤  
  脳の血管壁の一部に欠損、断裂もしくは解離が生じ、脳動脈が瘤状、嚢状または紡錘状に拡張した
疾病（画像診断所見により、器質的な病変が認められることを必要とします。）  

  別表４　
  １．急性心筋梗塞、拡張型心筋症、脳卒中、脳動脈瘤、食道静脈瘤、大動脈瘤等についての７大疾病給付金の支払対象となる手

術
  開頭術、開胸術、開腹術、ファイバースコープ手術または血管カテーテル手術をいいます。吸引、穿刺などの処置および神
経ブロックは除きます。

  ２．糖尿病性網膜症についての７大疾病給付金の支払対象となる手術
  網膜または硝子体に対する手術をいいます。

  ３．視力の測定
  視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。

  ４．糖尿病性壊疽についての７大疾病給付金の支払対象となる切断術
  手指については、末節の２分の１以上の切断術、足指については、第１指（母指）は末節の２分の１以上、その他の指は遠
位指節間関節以上の切断術をいいます。
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旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  項　目    必要書類  

  ４．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第10条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表８）
であることを証明する書類

  ⑶   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を

行わせることがあります。
  ⑶ ２．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

  
別表７　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）  

  の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回
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旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

  項　目    必要書類  

  ４．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第10条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表８）
であることを証明する書類

  ⑶   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を

行わせることがあります。
  ⑶ ２．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

  
別表７　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）  

  の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回
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  別表８　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電

  別表９　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  U04  
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    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第15条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 傷害
  責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）を直接
の原因とする傷害をいいます。

  ＊３ 疾病
  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存 Ａ は
含みません。なお、責任開始の
時 ＊１ 以後に生じた「不慮の事故

（別表２ ★ ）以外の外因」を直
接の原因とする傷害について
は、疾病とみなして取り扱いま
す。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊４ 入院日数が１日
  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

  ＊５ 医科診療報酬点数表に手術
料の算定対象として列挙さ
れている手術

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に手術料の算定対
象として列挙されている手術の
うち、医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点における医科診
療報酬点数表に限ります。）に
おいても手術料の算定対象とし
て列挙されている手術を含みま
す。

  ＊６ 先進医療に該当する手術
  放射線照射および温熱療法によ
る診療行為は含まれません。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

入
院
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす入院（別表１ ★ ）をした
とき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする入院

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする入院

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
への入院

  ⑷ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院  

  １回の入院につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  （入院日数）  

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  

手
術
給
付
金      

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす手術（別表４ ★ ）を受け
たとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする手術

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする手術

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における手術

  ⑷ 次のいずれかに該当する手術
  ① 公的医療保険制度（別表

５ ★ ）に基づく医科診療報
酬点数表（別表６ ★ ）（以
下「医科診療報酬点数表」
といいます。）に手術料の
算定対象として列挙されて
いる手術 ＊５ 
  ただし、次に定める手術は
除きます。
  ア．創傷処理（創傷処理に

伴う縫合術を含みま
す。）

  イ．皮膚切開術
  ウ．デブリードマン
  エ．骨、軟骨、関節のいず

れかに対する整復術、
整復固定術、授動術の
うち非観血的または徒
手的なもの

  オ．外耳道異物除去術また
は鼻内異物摘出術

  カ．皮膚腫瘍または皮下腫
瘍の摘出術

  キ．会陰（陰門）切開およ
び縫合術（分娩時）ま
たは胎児外回転術

  ク．抜歯手術
  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該

当する手術 ＊６   

  手術１回につき、次のいずれか
の金額
  ⑴　入院中に受けた手術

  （入院給付金日額）
  ×
  10

  ⑵　入院中以外に受けた手術
  （入院給付金日額）

  ×
  ５    

  （注） 医科診療報酬点数表において一連の治療過程に連続して受け
た場合でも手術料が１回のみ算定されるものとして定められ
ている手術は、本条の２．－⑶－③の規定により、14日に１
回の給付を限度とします。    

  無配当こども医療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)普通保険約款  
  （実施　平23.8.2 ／改正　平27.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    病気・けがによる所定の入院や手術等に対する保障  
  給付金の種類    ⑴ 入院給付金

  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金  

  配当タイプ    無配当  
  備考    この保険契約には、返戻金はありません。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第18条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立
日 ★ とします。契約年齢（第34条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 給付金の支払いについて

   第２条  給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して給付金をその受取人に支払います。ただし、免責
事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第15条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 傷害
  責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）を直接
の原因とする傷害をいいます。

  ＊３ 疾病
  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存 Ａ は
含みません。なお、責任開始の
時 ＊１ 以後に生じた「不慮の事故

（別表２ ★ ）以外の外因」を直
接の原因とする傷害について
は、疾病とみなして取り扱いま
す。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊４ 入院日数が１日
  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

  ＊５ 医科診療報酬点数表に手術
料の算定対象として列挙さ
れている手術

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に手術料の算定対
象として列挙されている手術の
うち、医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点における医科診
療報酬点数表に限ります。）に
おいても手術料の算定対象とし
て列挙されている手術を含みま
す。

  ＊６ 先進医療に該当する手術
  放射線照射および温熱療法によ
る診療行為は含まれません。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

入
院
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす入院（別表１ ★ ）をした
とき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする入院

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする入院

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
への入院

  ⑷ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院  

  １回の入院につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  （入院日数）  

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  

手
術
給
付
金      

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす手術（別表４ ★ ）を受け
たとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする手術

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする手術

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における手術

  ⑷ 次のいずれかに該当する手術
  ① 公的医療保険制度（別表

５ ★ ）に基づく医科診療報
酬点数表（別表６ ★ ）（以
下「医科診療報酬点数表」
といいます。）に手術料の
算定対象として列挙されて
いる手術 ＊５ 
  ただし、次に定める手術は
除きます。
  ア．創傷処理（創傷処理に

伴う縫合術を含みま
す。）

  イ．皮膚切開術
  ウ．デブリードマン
  エ．骨、軟骨、関節のいず

れかに対する整復術、
整復固定術、授動術の
うち非観血的または徒
手的なもの

  オ．外耳道異物除去術また
は鼻内異物摘出術

  カ．皮膚腫瘍または皮下腫
瘍の摘出術

  キ．会陰（陰門）切開およ
び縫合術（分娩時）ま
たは胎児外回転術

  ク．抜歯手術
  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該

当する手術 ＊６   

  手術１回につき、次のいずれか
の金額
  ⑴　入院中に受けた手術

  （入院給付金日額）
  ×
  10

  ⑵　入院中以外に受けた手術
  （入院給付金日額）

  ×
  ５    

  （注） 医科診療報酬点数表において一連の治療過程に連続して受け
た場合でも手術料が１回のみ算定されるものとして定められ
ている手術は、本条の２．－⑶－③の規定により、14日に１
回の給付を限度とします。    

  無配当こども医療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)普通保険約款  
  （実施　平23.8.2 ／改正　平27.4.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    病気・けがによる所定の入院や手術等に対する保障  
  給付金の種類    ⑴ 入院給付金

  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金  

  配当タイプ    無配当  
  備考    この保険契約には、返戻金はありません。  

   １ 保障の開始について

   第１条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第18条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立
日 ★ とします。契約年齢（第34条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ２ 給付金の支払いについて

   第２条  給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して給付金をその受取人に支払います。ただし、免責
事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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  第2条  補足説明

   ＊10 同一の疾病
  医学上密接な関係にある一連の
疾病 ＊３ をいいます。「糖尿病と
糖尿病性網膜症」、「肝硬変と食
道静脈瘤」または「狭心症と心
筋梗塞」など病名や部位が異な
る場合であっても、医学上密接
な関係があるときは、同一の疾
病として取り扱います。

  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊10 を直接の原因とし
て、入院給付金の支払
事由に該当する入院を
２回以上したとき  

  「入院給付金が支払われる最終の入院」の退院日の
翌日から、その日を含めて「次の入院」の開始日ま
での期間に応じ、次のとおり取り扱います。
  ア．180日以下

  「入院給付金が支払われる最終の入院」と「次
の入院」を１回の入院とみなします。

  イ．181日以上
  「次の入院」を新たな入院とみなします。  

  ④ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊10 を直接の原因とし
て、転入院または再入
院したとき  

  次のとおり取り扱います。
  ア．保険期間中に転入院または再入院したことを証

明する書類があり、かつ、退院日の翌日からそ
の日を含めて転入院または再入院の開始日の前
日までの期間が30日以下のときは、１回の入
院とみなします。

  イ．保険期間満了後に転入院または再入院した場合
でも、退院日の当日または翌日に転入院または
再入院したときは、ア．に準じて取り扱います。  

  ⑤ 入院給付金の支払限度
日数  

  ア．１回の入院について60日とします。
  イ．通算して1,000日とします。  

  ⑥ 入院給付金の支払事由
に該当する入院の開始
時に、その入院開始の
直接の原因となった「傷
害 ＊２ または疾病 ＊３ 」以
外に異なる「傷害 ＊２ ま
たは疾病 ＊３ 」が生じて
いたとき  

  入院開始の直接の原因となった傷害 ＊２ または疾
病 ＊３ により継続して入院したものとみなします。
    

  ⑦ 入院給付金の支払事由
に該当する入院中に、
その入院開始の直接の
原因となった「傷害 ＊２

 または疾病 ＊３ 」以外に
異なる「傷害 ＊２ または
疾病 ＊３ 」が生じたとき  

  ⑧ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金日額が減額（第
24条）されたとき  

  入院給付金日額が減額された日以後の入院日に対す
る入院給付金の支払金額は、減額後の入院給付金日
額に基づいて計算します。  

  ⑨ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金受取人が変更さ
れたとき  

  変更日以後の入院日に対する入院給付金は、変更後
の入院給付金受取人に支払います。  

  第2条  補足説明

   ＊７ 医科診療報酬点数表に放射
線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に放射線治療料の
算定対象として列挙されている
診療行為のうち、医科診療報酬
点数表（診療行為を受けた時点
における医科診療報酬点数表に
限ります。）においても放射線
治療料の算定対象として列挙さ
れている診療行為を含みます。

  ＊８   責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活が行
われたときは、最終の復活の日
とします。

  ＊９ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

放
射
線
治
療
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に、次のす
べてを満たす診療行為（別表９ ★ ）

（以下「放射線治療」といいます。）
を受けたとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする診療行為

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする診療行為

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における診療行為

  ⑷ 次のいずれかに該当する診療行
為
  ① 医科診療報酬点数表に放射

線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為 ＊７ 

  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該
当する放射線照射または温
熱療法による診療行為

    

  放射線治療１回につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  10    

入
院
給
付
金
受
取
人

  （注） 本条の２．－⑷－②の規定により、「放射線照射」または「温
熱療法」による診療行為それぞれにつき、60日に１回の給付
を限度とします。    

  ２．給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  入院給付金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ⑵ 入院給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により入院をしたとき  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊８ からその日を含めて２年を経

過した後に入院を開始した場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊９ に、会社が、告知（第

18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。  

  ② 被保険者が、保険期間
中に入院給付金の支払
事由に定める入院を開
始した場合で、その入
院が保険期間満了日を
含んで継続したとき  

  その継続した入院について、保険期間満了後も保険
期間中の入院とみなします。
  （注） この規定は、手術給付金および放射線治療給

付金の支払いに関しては適用しません。  
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  第2条  補足説明

   ＊10 同一の疾病
  医学上密接な関係にある一連の
疾病 ＊３ をいいます。「糖尿病と
糖尿病性網膜症」、「肝硬変と食
道静脈瘤」または「狭心症と心
筋梗塞」など病名や部位が異な
る場合であっても、医学上密接
な関係があるときは、同一の疾
病として取り扱います。

  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊10 を直接の原因とし
て、入院給付金の支払
事由に該当する入院を
２回以上したとき  

  「入院給付金が支払われる最終の入院」の退院日の
翌日から、その日を含めて「次の入院」の開始日ま
での期間に応じ、次のとおり取り扱います。
  ア．180日以下

  「入院給付金が支払われる最終の入院」と「次
の入院」を１回の入院とみなします。

  イ．181日以上
  「次の入院」を新たな入院とみなします。  

  ④ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊10 を直接の原因とし
て、転入院または再入
院したとき  

  次のとおり取り扱います。
  ア．保険期間中に転入院または再入院したことを証

明する書類があり、かつ、退院日の翌日からそ
の日を含めて転入院または再入院の開始日の前
日までの期間が30日以下のときは、１回の入
院とみなします。

  イ．保険期間満了後に転入院または再入院した場合
でも、退院日の当日または翌日に転入院または
再入院したときは、ア．に準じて取り扱います。  

  ⑤ 入院給付金の支払限度
日数  

  ア．１回の入院について60日とします。
  イ．通算して1,000日とします。  

  ⑥ 入院給付金の支払事由
に該当する入院の開始
時に、その入院開始の
直接の原因となった「傷
害 ＊２ または疾病 ＊３ 」以
外に異なる「傷害 ＊２ ま
たは疾病 ＊３ 」が生じて
いたとき  

  入院開始の直接の原因となった傷害 ＊２ または疾
病 ＊３ により継続して入院したものとみなします。
    

  ⑦ 入院給付金の支払事由
に該当する入院中に、
その入院開始の直接の
原因となった「傷害 ＊２

 または疾病 ＊３ 」以外に
異なる「傷害 ＊２ または
疾病 ＊３ 」が生じたとき  

  ⑧ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金日額が減額（第
24条）されたとき  

  入院給付金日額が減額された日以後の入院日に対す
る入院給付金の支払金額は、減額後の入院給付金日
額に基づいて計算します。  

  ⑨ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金受取人が変更さ
れたとき  

  変更日以後の入院日に対する入院給付金は、変更後
の入院給付金受取人に支払います。  

  第2条  補足説明

   ＊７ 医科診療報酬点数表に放射
線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に放射線治療料の
算定対象として列挙されている
診療行為のうち、医科診療報酬
点数表（診療行為を受けた時点
における医科診療報酬点数表に
限ります。）においても放射線
治療料の算定対象として列挙さ
れている診療行為を含みます。

  ＊８   責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活が行
われたときは、最終の復活の日
とします。

  ＊９ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

放
射
線
治
療
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に、次のす
べてを満たす診療行為（別表９ ★ ）

（以下「放射線治療」といいます。）
を受けたとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする診療行為

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする診療行為

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における診療行為

  ⑷ 次のいずれかに該当する診療行
為
  ① 医科診療報酬点数表に放射

線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為 ＊７ 

  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該
当する放射線照射または温
熱療法による診療行為

    

  放射線治療１回につき、
  （入院給付金日額）

  ×
  10    

入
院
給
付
金
受
取
人

  （注） 本条の２．－⑷－②の規定により、「放射線照射」または「温
熱療法」による診療行為それぞれにつき、60日に１回の給付
を限度とします。    

  ２．給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  入院給付金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ⑵ 入院給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により入院をしたとき  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊８ からその日を含めて２年を経

過した後に入院を開始した場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊９ に、会社が、告知（第

18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。  

  ② 被保険者が、保険期間
中に入院給付金の支払
事由に定める入院を開
始した場合で、その入
院が保険期間満了日を
含んで継続したとき  

  その継続した入院について、保険期間満了後も保険
期間中の入院とみなします。
  （注） この規定は、手術給付金および放射線治療給

付金の支払いに関しては適用しません。  
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  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、手術給付
金の支払事由の⑷－①
に該当する同一の手術
を複数回受けた場合で、
かつ、それらの手術が
医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点におけ
る医科診療報酬点数表
に限ります。）において
一連の治療過程に連続
して受けた場合でも手
術料が１回のみ算定さ
れるものとして定めら
れている手術 ＊12 に該当
するとき  

  ア．一連の手術 ＊12 のうち最初の手術を受けた日か
らその日を含めて14日間を同一手術期間とし
ます。

  イ．同一手術期間経過後に一連の手術 ＊12 を受けた
場合には、直前の同一手術期間経過後最初にそ
の手術を受けた日からその日を含めて14日間
を新たな同一手術期間とします。それ以後、同
一手術期間経過後に一連の手術 ＊12 を受けた場
合についても同様とします。

  ウ．同一手術期間中、最初に受けた手術に対し、本
条の１．の規定に基づき手術給付金を支払い、
同一手術期間中は１回の給付を限度とします。

  エ．同一手術期間中、最初に受けた手術よりも手術
給付金の倍率の高い手術を受けたときは、ウ．
にかかわらず、倍率の高い手術のうち最初に受
けた手術について、同一手術期間中最初に受け
た手術に対する手術給付金の給付倍率を差し引
いた給付倍率に基づいて計算した金額を支払い
ます。

  オ．同一手術期間中に、入院給付金日額が減額（第
24条）された場合で、減額された日以後同一
手術期間中に受けた手術に対してエ．により手
術給付金が支払われるときは、減額後の入院給
付金日額に基づいて計算した金額を支払いま
す。

  カ．同一手術期間中に、入院給付金受取人が変更さ
れた場合で、変更日以後同一手術期間中に受け
た手術に対してエ．により手術給付金が支払わ
れるときは、変更後の入院給付金受取人に支払
います。  

  ⑷ 放射線治療給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により放射線治療を受
けたとき　  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊８ からその日を含めて２年を経

過した後に放射線治療を受けた場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊９ に、会社が、告知（第

18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。  

  ② 被保険者が、放射線治
療を複数回受けたとき

    

  ア．最初の放射線治療を受けた日からその日を含め
て60日間ごとを同一放射線治療期間とします。
なお、同一放射線治療期間の計算にあたっては、
放射線照射による診療行為および温熱療法によ
る診療行為は、それぞれ別に計算します。

  イ．同一放射線治療期間中に受けた放射線治療につ
いては、１回の給付を限度とします。  

  第2条  補足説明

   ＊12 医科診療報酬点数表（手術
を受けた時点における医科
診療報酬点数表に限りま
す。）において一連の治療
過程に連続して受けた場合
でも手術料が１回のみ算定
されるものとして定められ
ている手術

  本条の２．－⑶－③において「一
連の手術」といいます。

  第2条  補足説明

   ＊11 手術
  医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬
点数表に限ります。）において
一連の治療過程に連続して受け
た場合でも手術料が１回のみ算
定されるものとして定められて
いる手術を除きます。

  ⑶ 手術給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により手術を受けたと
き  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊８ からその日を含めて２年を経

過した後に手術を受けた場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊９ に、会社が、告知（第

18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。  

  ② 被保険者が、同時期に
２種類以上の手術給付
金の支払事由に該当す
る手術 ＊11 を受けたとき  

  ア．いずれか１種類の手術 ＊11 についてのみ手術給
付金を支払います。

  イ．ア．の場合、それぞれの手術 ＊11 の種類に応じ
た手術給付金の金額のうち、もっとも高い金額
を支払います。

  （注） この規定は、医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬点数表に限り
ます。）において一連の治療過程に連続して
受けた場合でも手術料が１回のみ算定される
ものとして定められている手術に対する手術
給付金の支払いに関しては適用しません。  
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  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、手術給付
金の支払事由の⑷－①
に該当する同一の手術
を複数回受けた場合で、
かつ、それらの手術が
医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点におけ
る医科診療報酬点数表
に限ります。）において
一連の治療過程に連続
して受けた場合でも手
術料が１回のみ算定さ
れるものとして定めら
れている手術 ＊12 に該当
するとき  

  ア．一連の手術 ＊12 のうち最初の手術を受けた日か
らその日を含めて14日間を同一手術期間とし
ます。

  イ．同一手術期間経過後に一連の手術 ＊12 を受けた
場合には、直前の同一手術期間経過後最初にそ
の手術を受けた日からその日を含めて14日間
を新たな同一手術期間とします。それ以後、同
一手術期間経過後に一連の手術 ＊12 を受けた場
合についても同様とします。

  ウ．同一手術期間中、最初に受けた手術に対し、本
条の１．の規定に基づき手術給付金を支払い、
同一手術期間中は１回の給付を限度とします。

  エ．同一手術期間中、最初に受けた手術よりも手術
給付金の倍率の高い手術を受けたときは、ウ．
にかかわらず、倍率の高い手術のうち最初に受
けた手術について、同一手術期間中最初に受け
た手術に対する手術給付金の給付倍率を差し引
いた給付倍率に基づいて計算した金額を支払い
ます。

  オ．同一手術期間中に、入院給付金日額が減額（第
24条）された場合で、減額された日以後同一
手術期間中に受けた手術に対してエ．により手
術給付金が支払われるときは、減額後の入院給
付金日額に基づいて計算した金額を支払いま
す。

  カ．同一手術期間中に、入院給付金受取人が変更さ
れた場合で、変更日以後同一手術期間中に受け
た手術に対してエ．により手術給付金が支払わ
れるときは、変更後の入院給付金受取人に支払
います。  

  ⑷ 放射線治療給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により放射線治療を受
けたとき　  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊８ からその日を含めて２年を経

過した後に放射線治療を受けた場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊９ に、会社が、告知（第

18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。  

  ② 被保険者が、放射線治
療を複数回受けたとき

    

  ア．最初の放射線治療を受けた日からその日を含め
て60日間ごとを同一放射線治療期間とします。
なお、同一放射線治療期間の計算にあたっては、
放射線照射による診療行為および温熱療法によ
る診療行為は、それぞれ別に計算します。

  イ．同一放射線治療期間中に受けた放射線治療につ
いては、１回の給付を限度とします。  

  第2条  補足説明

   ＊12 医科診療報酬点数表（手術
を受けた時点における医科
診療報酬点数表に限りま
す。）において一連の治療
過程に連続して受けた場合
でも手術料が１回のみ算定
されるものとして定められ
ている手術

  本条の２．－⑶－③において「一
連の手術」といいます。

  第2条  補足説明

   ＊11 手術
  医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬
点数表に限ります。）において
一連の治療過程に連続して受け
た場合でも手術料が１回のみ算
定されるものとして定められて
いる手術を除きます。

  ⑶ 手術給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により手術を受けたと
き  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊８ からその日を含めて２年を経

過した後に手術を受けた場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊９ に、会社が、告知（第

18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。  

  ② 被保険者が、同時期に
２種類以上の手術給付
金の支払事由に該当す
る手術 ＊11 を受けたとき  

  ア．いずれか１種類の手術 ＊11 についてのみ手術給
付金を支払います。

  イ．ア．の場合、それぞれの手術 ＊11 の種類に応じ
た手術給付金の金額のうち、もっとも高い金額
を支払います。

  （注） この規定は、医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬点数表に限り
ます。）において一連の治療過程に連続して
受けた場合でも手術料が１回のみ算定される
ものとして定められている手術に対する手術
給付金の支払いに関しては適用しません。  
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  第５条  補足説明

   ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第15条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑶ 告知義務違反（第19条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第21
条）、詐欺（第16条）または不法
取得目的（第17条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第21条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは給付金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは給
付金請求の意図に関する保険契約の締
結時から給付金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金を支払うべき期
限は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
それぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または給
付金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、給付金の受取人（給付金の
受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給
付金を支払いません。

  ★別表10（P.499参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第６条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第10条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第７条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表11 ★ ）になったとき  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の  

身
体
障
害
の
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表11 ★ ）に
なったとき  

  

  ★別表１（P.497参照）、別表２（P.497参照）、別表３（P.497参照）、別表４（P.498参照）、
別表５（P.498参照）、別表６（P.498参照）、別表７（P.498参照）、別表８（P.498参照）、別
表９（P.498参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）  

  

入
院
給
付
金
・
手
術
給
付
金
・
放
射
線
治
療
給
付
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見

のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって入院給付金等 ＊２ の
支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、入院給付金等 ＊２ の金額の一部または全部を支
払います。  

   ３ 給付金の支払請求手続について

   第４条  給付金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表10 ★ ）をす
みやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表10（P.499参照）  

   第５条  給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
て５営業日以内に、会社の本社で給付金を支払います。

  ２．会社は、給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から給付金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、給付金を支払うべき期限は、必要書類（別表
10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金の支払事由（第２条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金支払いの免責事由（第３条）
に該当する可能性がある場合  

  給付金の支払事由が発生した原因  

   第３条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金

   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。
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  第５条  補足説明

   ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第１条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第15条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑶ 告知義務違反（第19条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第21
条）、詐欺（第16条）または不法
取得目的（第17条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第21条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは給付金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは給
付金請求の意図に関する保険契約の締
結時から給付金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金を支払うべき期
限は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
それぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または給
付金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、給付金の受取人（給付金の
受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金の受取
人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給
付金を支払いません。

  ★別表10（P.499参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第６条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第10条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第７条）に
該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後の原因によって保険料払込期間中に
高度障害状態（別表11 ★ ）になったとき  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の  

身
体
障
害
の
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表11 ★ ）に
なったとき  

  

  ★別表１（P.497参照）、別表２（P.497参照）、別表３（P.497参照）、別表４（P.498参照）、
別表５（P.498参照）、別表６（P.498参照）、別表７（P.498参照）、別表８（P.498参照）、別
表９（P.498参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）  

  

入
院
給
付
金
・
手
術
給
付
金
・
放
射
線
治
療
給
付
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見

のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって入院給付金等 ＊２ の
支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、入院給付金等 ＊２ の金額の一部または全部を支
払います。  

   ３ 給付金の支払請求手続について

   第４条  給付金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表10 ★ ）をす
みやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表10（P.499参照）  

   第５条  給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
て５営業日以内に、会社の本社で給付金を支払います。

  ２．会社は、給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から給付金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、給付金を支払うべき期限は、必要書類（別表
10 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金の支払事由（第２条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金支払いの免責事由（第３条）
に該当する可能性がある場合  

  給付金の支払事由が発生した原因  

   第３条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金

   第５条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

483

約

款

無
配
当
こ
ど
も
医
療
保
険
Ｌ
（
返
戻
金
な
し
型
）(

２
０
１
１)



484

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

保
険
料
の
払
込
免
除

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表11 ★ ）になっ
たとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表11（P.499参照）  

   ５ 保険料の払込免除の請求手続について

   第８条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第６条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表10 ★ ）
をすみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（給付金の支払時期）
の規定を準用します。

  ★別表10（P.499参照）  

   ６ 被保険者の死亡について

   第９条  被保険者の死亡

  １．被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者は、被保険者が死亡したことをすみやかに会社に

通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を会社に提出することを必
要とします。

     ７ 保険料の払込みについて

   第10条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  第6条  補足説明

   ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表11 ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表11 ★ ）になったとき  

  ⑵ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表11 ★ ）になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  ② その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第10
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表２（P.497参照）、別表11（P.499参照）  

   第７条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第６条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除

高
度
障
害
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表11 ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  
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      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

保
険
料
の
払
込
免
除

  

身
体
障
害
の
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、次のいずれかによって身体障害の状態（別表11 ★ ）になっ
たとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

  ★別表11（P.499参照）  

   ５ 保険料の払込免除の請求手続について

   第８条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第６条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表10 ★ ）
をすみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第５条（給付金の支払時期）
の規定を準用します。

  ★別表10（P.499参照）  

   ６ 被保険者の死亡について

   第９条  被保険者の死亡

  １．被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。
  ２．本条の１．の場合、保険契約者は、被保険者が死亡したことをすみやかに会社に

通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を会社に提出することを必
要とします。

     ７ 保険料の払込みについて

   第10条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  第6条  補足説明

   ＊２ 責任開始の時以後の原因
  責任開始の時 ＊１ 前にすでに生
じていた障害状態の原因と因果
関係のないものに限ります。

  ＊３ この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後の原

因 ＊２ による障害状態が新たに加わって高度障
害状態（別表11 ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表11 ★ ）になったとき  

  ⑵ 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により高度障害状態（別
表11 ★ ）になったとき

    

  次のいずれかに該当する場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この保険契約の締結の際 ＊３ に、会社が、告知（第

18条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾病
によるものとみなしません。

  ② その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしません。  

  ⑶ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第10
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第１条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表２（P.497参照）、別表11（P.499参照）  

   第７条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第６条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

      保険料の払込免除の免責事由
  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

保
険
料
の
払
込
免
除

高
度
障
害
状
態
に
よ
る  

  被保険者が、次のいずれかによって高度障害状態（別表11 ★ ）になった
とき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 被保険者の自殺行為
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 戦争その他の変乱  
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   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第15条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第13条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
10条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額を保険契約者に支払い
ます。

   ８ 失効と復活について

   第14条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第10条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第15条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第14条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第18条）および告知義務違反による解除（第19条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

   第10条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第11条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  保険料の払込
方法（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第11条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第11条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
10条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第10条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第10条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第12条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第10条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第10条）までに、給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除
事由（第６条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。
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   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第15条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第13条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
10条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第１条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額を保険契約者に支払い
ます。

   ８ 失効と復活について

   第14条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第10条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第15条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第14条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３年以内であれば、必要書
類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場合、
告知義務（第18条）および告知義務違反による解除（第19条）の規定を適用し
ます。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

   第10条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第11条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  保険料の払込
方法（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第11条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第11条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
10条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第10条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第10条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第12条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第10条）の契約成立日（第１条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第10条）までに、給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除
事由（第６条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。
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   第20条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   第21条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金または保
険料の払込免除をいいます。

   第20条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第19条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第15条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第18条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第18条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由（第２条）
または保険料の払込免除事由（第６条）が生じないで、その期間を経過した
とき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第18条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第21条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もし
くは他人に給付金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をし
たとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第６条）が
生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この場
合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、給付金の支

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   ９ 取消しと無効について

   第16条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第15条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第17条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
15条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金を不法に取得させる目的  

   10 告知義務と解除について

   第18条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第15条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第２条）ま
たは保険料の払込免除事由（第６条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち
書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第19条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第15条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第18条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第６条）が
生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。こ
の場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者ま
たは給付金の受取人が証明したときは、会社は、給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または給付金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  
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   第20条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第１条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   第21条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金または保
険料の払込免除をいいます。

   第20条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第19条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第15条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第18条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第18条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由（第２条）
または保険料の払込免除事由（第６条）が生じないで、その期間を経過した
とき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第18条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第21条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もし
くは他人に給付金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をし
たとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第６条）が
生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この場
合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、給付金の支

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   ９ 取消しと無効について

   第16条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第15条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第17条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
15条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金を不法に取得させる目的  

   10 告知義務と解除について

   第18条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第15条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第２条）ま
たは保険料の払込免除事由（第６条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち
書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第19条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第15条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第18条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第６条）が
生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。こ
の場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者ま
たは給付金の受取人が証明したときは、会社は、給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または給付金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  
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  項　目    内　容  

  ⑸ 変更後契約 ＊２ の保険契
約者、被保険者および
入院給付金受取人  

  それぞれ変更前契約の保険契約者、被保険者および
入院給付金受取人と同一とします。  

  ⑹ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 給付金の支払い、保険料の払込免除および告知
義務違反による解除に関する規定について、変
更後契約 ＊２ の保険期間は、変更前契約から継
続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後契約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ② 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑺ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理に準じて取り扱います。  

  ⑻ 変更日 ＊１ に会社が５年
ごと利差配当付医療保
険Ｌ（返戻金なし型）

（2011）契約の締結を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、本条の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を変更日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑹－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、この保険契約の最終の保険料が払い込まれているとき
は、保険契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの
範囲内で、変更日＊１に、この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更する
ことができます。この場合、本条の２．の⑴から⑺の規定を準用します。ただし、
変更後の入院給付金日額について、変更前契約の保険期間満了日の入院給付金日
額と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額
とします。

   第24条  入院給付金日額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって入院給付金日額を減額 ★ することができます。た
だし、会社は、減額後の入院給付金日額が会社の定める限度を下回る減額は取り
扱いません。

  ２．入院給付金日額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第25条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 入院給付金日額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し

ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   12 解約等について

   第25条  保険契約の解約

  保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求 ★ すること
ができます。

   第23条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後契約
  この保険契約から変更された場
合の５年ごと利差配当付医療保
険Ｌ（返戻金なし型）（2011）
契約をいいます。

払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その給付金の支払いま
たは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第19条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   11 契約内容の変更等について

   第22条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第10条（保険料の払込み）および第11条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第10条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第23条  ５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）契約
への変更

  １．この保険契約の最終の保険料が払い込まれているときは、保険契約者が保険期間
満了日の２週間前までにこの保険契約を５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金
なし型）（2011）契約に変更しない旨を会社に通知しない限り、変更の申出があっ
たものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に５年ごと利差配当付
医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）契約に変更されます。

  ２．５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）への変更について、次
のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数・経路）は、変更前契

約の保険料の払込方法（回数・経路）と同一と
します。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
10条（保険料の払込み）の１．および第12条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、変更後契約 ＊２ の効力は生
じません。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の入院給
付金日額  

  変更前契約の保険期間満了日の入院給付金日額と同
額とします。ただし、保険契約者は、変更前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の
取扱いの範囲内で、変更後契約 ＊２ の入院給付金日
額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ の保険期
間  

  変更前契約の保険期間と同一とします。ただし、保
険契約者は、変更前契約の保険期間満了日の２週間
前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、変更
後契約 ＊２ の保険期間を変更することができます。  
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  項　目    内　容  

  ⑸ 変更後契約 ＊２ の保険契
約者、被保険者および
入院給付金受取人  

  それぞれ変更前契約の保険契約者、被保険者および
入院給付金受取人と同一とします。  

  ⑹ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 給付金の支払い、保険料の払込免除および告知
義務違反による解除に関する規定について、変
更後契約 ＊２ の保険期間は、変更前契約から継
続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後契約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ② 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑺ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日の被保険者の契約年齢または性別に誤り
がある場合の処理に準じて取り扱います。  

  ⑻ 変更日 ＊１ に会社が５年
ごと利差配当付医療保
険Ｌ（返戻金なし型）

（2011）契約の締結を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、本条の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を変更日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑹－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、この保険契約の最終の保険料が払い込まれているとき
は、保険契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの
範囲内で、変更日＊１に、この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更する
ことができます。この場合、本条の２．の⑴から⑺の規定を準用します。ただし、
変更後の入院給付金日額について、変更前契約の保険期間満了日の入院給付金日
額と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額
とします。

   第24条  入院給付金日額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって入院給付金日額を減額 ★ することができます。た
だし、会社は、減額後の入院給付金日額が会社の定める限度を下回る減額は取り
扱いません。

  ２．入院給付金日額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第25条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 入院給付金日額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し

ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   12 解約等について

   第25条  保険契約の解約

  保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求 ★ すること
ができます。

   第23条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後契約
  この保険契約から変更された場
合の５年ごと利差配当付医療保
険Ｌ（返戻金なし型）（2011）
契約をいいます。

払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その給付金の支払いま
たは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第19条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   11 契約内容の変更等について

   第22条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第10条（保険料の払込み）および第11条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第10条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第23条  ５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）契約
への変更

  １．この保険契約の最終の保険料が払い込まれているときは、保険契約者が保険期間
満了日の２週間前までにこの保険契約を５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金
なし型）（2011）契約に変更しない旨を会社に通知しない限り、変更の申出があっ
たものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に５年ごと利差配当付
医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）契約に変更されます。

  ２．５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）への変更について、次
のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数・経路）は、変更前契

約の保険料の払込方法（回数・経路）と同一と
します。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
10条（保険料の払込み）の１．および第12条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、変更後契約 ＊２ の効力は生
じません。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の入院給
付金日額  

  変更前契約の保険期間満了日の入院給付金日額と同
額とします。ただし、保険契約者は、変更前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の
取扱いの範囲内で、変更後契約 ＊２ の入院給付金日
額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ の保険期
間  

  変更前契約の保険期間と同一とします。ただし、保
険契約者は、変更前契約の保険期間満了日の２週間
前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、変更
後契約 ＊２ の保険期間を変更することができます。  
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   第33条  補足説明

  ＊１ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金

   第34条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第31条  給付金の受取人の死亡

  １．給付金の受取人が給付金の支払事由（第２条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を給付金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により給付金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により給付金の受取人となった者
のうち生存している他の給付金の受取人を給付金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により給付金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第32条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第33条  保険契約者の代表者および給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．入院給付金等 ＊１ について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．

に準じて取り扱います。

   14 契約年齢の計算等について

   第34条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第35条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第34条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、契約年齢を訂正します。

   第36条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、性別を訂正します。

   第27条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
10条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第28条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第26条  返戻金

  この保険契約には返戻金はありません。

   第27条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第６条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。

  ⑴ 被保険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は
除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第19条）または重大事由（第21条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第24条）または解約（第25条）されたとき  

   第28条  給付金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

   13 給付金の受取人および保険契約者について

   第29条  会社への通知による給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
金の受取人を変更することができます。ただし、入院給付金受取人は、保険契約
者または被保険者に限ります。また、給付金の支払事由（第２条）が発生した場
合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、給付金の受取人を変
更することはできません。

  ２． 本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の給付金の受取人に給付金を支
払ったときは、その支払い後に変更後の給付金の受取人から給付金の請求を受け
ても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第30条  遺言による給付金の受取人の変更

  １．第29条（会社への通知による給付金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、法律上有効な遺言により、給付金の受取人を変更することができます。た
だし、入院給付金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、給付
金の支払事由（第２条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる
部分については、給付金の受取人を変更することはできません。

  ２．本条の１．の給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による給付金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
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   第33条  補足説明

  ＊１ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金

   第34条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第31条  給付金の受取人の死亡

  １．給付金の受取人が給付金の支払事由（第２条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を給付金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により給付金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により給付金の受取人となった者
のうち生存している他の給付金の受取人を給付金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により給付金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第32条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第33条  保険契約者の代表者および給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．入院給付金等 ＊１ について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．

に準じて取り扱います。

   14 契約年齢の計算等について

   第34条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第１
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第35条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第34条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第１条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、契約年齢を訂正します。

   第36条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、性別を訂正します。

   第27条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
10条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第28条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第26条  返戻金

  この保険契約には返戻金はありません。

   第27条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第６条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。

  ⑴ 被保険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は
除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第19条）または重大事由（第21条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第24条）または解約（第25条）されたとき  

   第28条  給付金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

   13 給付金の受取人および保険契約者について

   第29条  会社への通知による給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
金の受取人を変更することができます。ただし、入院給付金受取人は、保険契約
者または被保険者に限ります。また、給付金の支払事由（第２条）が発生した場
合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、給付金の受取人を変
更することはできません。

  ２． 本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の給付金の受取人に給付金を支
払ったときは、その支払い後に変更後の給付金の受取人から給付金の請求を受け
ても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第30条  遺言による給付金の受取人の変更

  １．第29条（会社への通知による給付金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、法律上有効な遺言により、給付金の受取人を変更することができます。た
だし、入院給付金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、給付
金の支払事由（第２条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる
部分については、給付金の受取人を変更することはできません。

  ２．本条の１．の給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による給付金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
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  第41条  補足説明

 ＊  ４ 承諾
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
承諾を含みます。

  ＊５ 契約成立日
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加が
行われたときは、それぞれ最終
の復活、復旧、入院給付金の日
額の増額または特約の中途付加
の日とします。

  ＊６ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊５ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊５ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第43条  補足説明

  ＊１ 給付金の受取人
  給付金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金

す。この場合、協会からその結果の連絡を受けます。
  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に入院給付金のある保険契約ま

たは特約の申込み ＊３ があったときは、本条の３．によって連絡された内容を入
院給付金のある保険契約または特約の承諾 ＊４ の判断の参考とすることができま
す。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊５ から５年 ＊６ 以内に入院給付金の請求を受け
たときは、協会に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会し、
その結果を入院給付金の支払いの判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊４ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、入院給付金、保険契約とあるのは、農業協同組合法に基づく
共済契約においては、それぞれ、被共済者、入院共済金、共済契約と読み替えま
す。

   第42条  時効

  給付金（第２条）または保険料の払込免除（第６条）を請求する権利は、その請
求権者が、その権利を行使できるようになった時から３年以内に請求がない場合
には消滅します。

   第43条  管轄裁判所

  １．この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または給付金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の
１．の規定を準用します。

   16 特則について

   第44条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。

  ⑴ 第13条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第22条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  

   第45条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 入院給付金等 ＊２ が支払われるべきときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  入院給付金等 ＊２ の支払事由
が生じ、支払うべき入院給
付金等 ＊２ がある場合で、そ
の支払前に被保険者が死亡
したとき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合には、支払うべ
き入院給付金等 ＊２ を被指定契約 ＊１ の死亡給付金受
取人に支払います。  

  ⑵ 被保険者が死亡したときは、第12条（払込期月中または猶予期間中に支払
事由等が生じた場合の取扱い）の１．中、「保険契約者（給付金を支払うと
きはその受取人）」とあるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（給付金
を支払うときはその受取人）」と読み替えます。

   第40条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第１条）
の応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第41条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第15条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 申込み
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
申込みを含みます。

   15 その他

   第37条  社員配当金

  この保険契約に対する社員配当金はありません。

   第38条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第39条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第40条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の給付金の支払事由（第２条）にかかわる次のいずれかの
事由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがありま
す。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第25条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第41条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 入院給付金の種類
  ⑶ 入院給付金の日額
  ⑷ 契約成立日 ＊１ （第１条）
  ⑸ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、入院給付金のある保険契約または特約の申込み ＊３ を受けたときは、協会
に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会することができま
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  第41条  補足説明

 ＊  ４ 承諾
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
承諾を含みます。

  ＊５ 契約成立日
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加が
行われたときは、それぞれ最終
の復活、復旧、入院給付金の日
額の増額または特約の中途付加
の日とします。

  ＊６ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊５ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊５ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第43条  補足説明

  ＊１ 給付金の受取人
  給付金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 手術給付金
  ⑶ 放射線治療給付金

す。この場合、協会からその結果の連絡を受けます。
  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に入院給付金のある保険契約ま

たは特約の申込み ＊３ があったときは、本条の３．によって連絡された内容を入
院給付金のある保険契約または特約の承諾 ＊４ の判断の参考とすることができま
す。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊５ から５年 ＊６ 以内に入院給付金の請求を受け
たときは、協会に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会し、
その結果を入院給付金の支払いの判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊４ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、入院給付金、保険契約とあるのは、農業協同組合法に基づく
共済契約においては、それぞれ、被共済者、入院共済金、共済契約と読み替えま
す。

   第42条  時効

  給付金（第２条）または保険料の払込免除（第６条）を請求する権利は、その請
求権者が、その権利を行使できるようになった時から３年以内に請求がない場合
には消滅します。

   第43条  管轄裁判所

  １．この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または給付金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の
１．の規定を準用します。

   16 特則について

   第44条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。

  ⑴ 第13条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第22条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  

   第45条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 入院給付金等 ＊２ が支払われるべきときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  入院給付金等 ＊２ の支払事由
が生じ、支払うべき入院給
付金等 ＊２ がある場合で、そ
の支払前に被保険者が死亡
したとき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合には、支払うべ
き入院給付金等 ＊２ を被指定契約 ＊１ の死亡給付金受
取人に支払います。  

  ⑵ 被保険者が死亡したときは、第12条（払込期月中または猶予期間中に支払
事由等が生じた場合の取扱い）の１．中、「保険契約者（給付金を支払うと
きはその受取人）」とあるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（給付金
を支払うときはその受取人）」と読み替えます。

   第40条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第１条）
の応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第41条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第15条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 申込み
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
申込みを含みます。

   15 その他

   第37条  社員配当金

  この保険契約に対する社員配当金はありません。

   第38条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第39条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第40条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の給付金の支払事由（第２条）にかかわる次のいずれかの
事由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがありま
す。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第25条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第41条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 入院給付金の種類
  ⑶ 入院給付金の日額
  ⑷ 契約成立日 ＊１ （第１条）
  ⑸ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、入院給付金のある保険契約または特約の申込み ＊３ を受けたときは、協会
に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会することができま
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   別表１　入院給付金の支払対象となる入院
  入院給付金の支払対象となる「入院」とは、医師（注１）による治療（注２）が必要であり、かつ自宅等での治療（注２）が困
難なため、病院または診療所（別表３）に入り、常に医師（注１）の管理下において治療（注２）に専念することをいいます。
ただし、入院時の医学的水準、医学的常識に照らし、客観的、合理的な入院に限ります。なお、次の⑴から⑶などは入院給付金
の支払対象となる入院には該当しません。

  ⑴ 美容整形のための入院
  ⑵ 正常分娩のための入院
  ⑶ 治療処置を伴わない人間ドック検査のための入院  

  注
  １. 四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関しては、柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます。
  ２．柔道整復師による施術を含みます。

  別表２　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表３　病院または診療所
  「病院または診療所」とは、次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所（入院給付金の支払いについては、

四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関し施術を受けるため、柔道整復師法に定める施術所に収容されたときは、そ
の施術所を含みます。）

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設

   第46条  補足説明

  ＊１ 他の無配当こども医療保険
Ｌ（返戻金なし型）(2011)
契約

  既に消滅している場合を含みま
す。
   

   第46条  ２件以上加入する場合の特則

  １．会社は、会社の取扱いの範囲内で、５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし
型）(2011)契約と組み合わせて加入するこの保険契約について、次のとおり取
り扱います。

  ⑴ この保険契約締結の際、同一の５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし
型）(2011)契約と組み合わせて加入した他の無配当こども医療保険Ｌ（返戻
金なし型）(2011)契約 ＊１ があるときは、保険契約者の申出によりこの特則を
適用します。この場合、この保険契約には会社の定める保険料率を適用しま
す。

  ⑵ 他の無配当こども医療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)契約 ＊１ がない場合で、
この保険契約と他の無配当こども医療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)契
約 ＊１ を同時に締結するときは、⑴に準じて取り扱います。この場合、いずれ
か１件の保険契約にはこの特則を適用しません。  

  ２．この保険契約の保険期間中、この特則は消滅しません。また、この特則の取消し
はできません。   
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   別表１　入院給付金の支払対象となる入院
  入院給付金の支払対象となる「入院」とは、医師（注１）による治療（注２）が必要であり、かつ自宅等での治療（注２）が困
難なため、病院または診療所（別表３）に入り、常に医師（注１）の管理下において治療（注２）に専念することをいいます。
ただし、入院時の医学的水準、医学的常識に照らし、客観的、合理的な入院に限ります。なお、次の⑴から⑶などは入院給付金
の支払対象となる入院には該当しません。

  ⑴ 美容整形のための入院
  ⑵ 正常分娩のための入院
  ⑶ 治療処置を伴わない人間ドック検査のための入院  

  注
  １. 四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関しては、柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます。
  ２．柔道整復師による施術を含みます。

  別表２　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表３　病院または診療所
  「病院または診療所」とは、次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所（入院給付金の支払いについては、

四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関し施術を受けるため、柔道整復師法に定める施術所に収容されたときは、そ
の施術所を含みます。）

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設

   第46条  補足説明

  ＊１ 他の無配当こども医療保険
Ｌ（返戻金なし型）(2011)
契約

  既に消滅している場合を含みま
す。
   

   第46条  ２件以上加入する場合の特則

  １．会社は、会社の取扱いの範囲内で、５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし
型）(2011)契約と組み合わせて加入するこの保険契約について、次のとおり取
り扱います。

  ⑴ この保険契約締結の際、同一の５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし
型）(2011)契約と組み合わせて加入した他の無配当こども医療保険Ｌ（返戻
金なし型）(2011)契約 ＊１ があるときは、保険契約者の申出によりこの特則を
適用します。この場合、この保険契約には会社の定める保険料率を適用しま
す。

  ⑵ 他の無配当こども医療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)契約 ＊１ がない場合で、
この保険契約と他の無配当こども医療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)契
約 ＊１ を同時に締結するときは、⑴に準じて取り扱います。この場合、いずれ
か１件の保険契約にはこの特則を適用しません。  

  ２．この保険契約の保険期間中、この特則は消滅しません。また、この特則の取消し
はできません。   
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  別表10　給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．入院給付金の支払い  

  ⑴ 入院給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 入院給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 入院給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 不慮の事故（別表２）を原因とするときは、不慮の事故（別表２）であることを証

明する書類および会社所定の様式による医師の診断書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．手術給付金の支払い  

  ⑴ 手術給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による手術を受けた病院または診療所の医師の手術証明書
  ⑶ 手術給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 手術給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．放射線治療給付金の支払い
    

  ⑴ 放射線治療給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による放射線治療を受けた病院または診療所の医師の放射線治療証

明書
  ⑶ 放射線治療給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 放射線治療給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ４．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第６条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表２）
であることを証明する書類

  ⑶   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を

行わせることがあります。  

  別表11　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  別表４　手術給付金の支払対象となる「手術」
  手術給付金の支払対象となる「手術」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院または診療
所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的として、器具を用い生体に切開、切除、摘出、除去およびそれ
に準ずる操作を加えることをいいます。なお、次の⑴から⑻などは手術給付金の支払対象となる手術には該当しません。

  ⑴ 処置（持続的胸腔ドレナージ、経皮的エタノール注入療法など）、検査、神経ブロック
  ⑵ 診断・検査（生検・腹腔鏡検査・臓器穿刺など）のための手術（注）
  ⑶ 美容整形上の手術
  ⑷ 不妊を目的とする手術
  ⑸ 正常分娩における手術
  ⑹ 人工妊娠中絶手術（注）
  ⑺ 歯科治療に伴う歯科手術（歯肉切除手術、インプラントなど）（注）
  ⑻ 屈折異常に対する視力矯正手術  

  注
  医科診療報酬点数表（手術を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で手術料が算定される場合には、手術給付
金の支払対象となる手術に該当します。

  別表５　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表６　医科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている医科
診療報酬点数表をいいます。

  別表７　歯科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている歯科
診療報酬点数表をいいます。

  別表８　先進医療
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、平成18年９月12日厚生労働省告示第495号「厚
生労働大臣の定める評価療養および選定療養」の規定に基づき、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごとに厚生労働大臣
が定める施設基準に適合しない病院または診療所において行われるものも先進医療とみなして取り扱います。）をいいます。なお、
診断、測定、試験、解析、評価および検索を主たる目的とした診療行為ならびに注射、点滴、薬剤投与などは含みません。

  別表９　放射線治療給付金の支払対象となる診療行為　
  放射線治療給付金の支払対象となる「診療行為」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院
または診療所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的とする放射線照射または温熱療法による診療行為を
いいます。なお、次の⑴から⑸などは放射線治療給付金の支払対象となる診療行為には該当しません。

  ⑴ 処置（光線療法・皮膚レーザー照射療法など）
  ⑵ 検査（エックス線診断など）
  ⑶ 血液照射
  ⑷ 放射性化合物の投与による照射（内用療法など）（注）
  ⑸ 歯科治療に伴う放射線照射（注）  

  注
  医科診療報酬点数表（診療行為を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で放射線治療料が算定される場合には、
放射線治療給付金の支払対象となる診療行為に該当します。
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  別表10　給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．入院給付金の支払い  

  ⑴ 入院給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 入院給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 入院給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 不慮の事故（別表２）を原因とするときは、不慮の事故（別表２）であることを証

明する書類および会社所定の様式による医師の診断書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．手術給付金の支払い  

  ⑴ 手術給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による手術を受けた病院または診療所の医師の手術証明書
  ⑶ 手術給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 手術給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．放射線治療給付金の支払い
    

  ⑴ 放射線治療給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による放射線治療を受けた病院または診療所の医師の放射線治療証

明書
  ⑶ 放射線治療給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 放射線治療給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ４．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書、第６条（保険料の払込免除）の１．に定める

身体障害の状態による保険料の払込免除についてはさらに、不慮の事故（別表２）
であることを証明する書類

  ⑶   最終の保険料の払込みを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を

行わせることがあります。  

  別表11　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  別表４　手術給付金の支払対象となる「手術」
  手術給付金の支払対象となる「手術」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院または診療
所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的として、器具を用い生体に切開、切除、摘出、除去およびそれ
に準ずる操作を加えることをいいます。なお、次の⑴から⑻などは手術給付金の支払対象となる手術には該当しません。

  ⑴ 処置（持続的胸腔ドレナージ、経皮的エタノール注入療法など）、検査、神経ブロック
  ⑵ 診断・検査（生検・腹腔鏡検査・臓器穿刺など）のための手術（注）
  ⑶ 美容整形上の手術
  ⑷ 不妊を目的とする手術
  ⑸ 正常分娩における手術
  ⑹ 人工妊娠中絶手術（注）
  ⑺ 歯科治療に伴う歯科手術（歯肉切除手術、インプラントなど）（注）
  ⑻ 屈折異常に対する視力矯正手術  

  注
  医科診療報酬点数表（手術を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で手術料が算定される場合には、手術給付
金の支払対象となる手術に該当します。

  別表５　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表６　医科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている医科
診療報酬点数表をいいます。

  別表７　歯科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている歯科
診療報酬点数表をいいます。

  別表８　先進医療
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、平成18年９月12日厚生労働省告示第495号「厚
生労働大臣の定める評価療養および選定療養」の規定に基づき、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごとに厚生労働大臣
が定める施設基準に適合しない病院または診療所において行われるものも先進医療とみなして取り扱います。）をいいます。なお、
診断、測定、試験、解析、評価および検索を主たる目的とした診療行為ならびに注射、点滴、薬剤投与などは含みません。

  別表９　放射線治療給付金の支払対象となる診療行為　
  放射線治療給付金の支払対象となる「診療行為」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院
または診療所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的とする放射線照射または温熱療法による診療行為を
いいます。なお、次の⑴から⑸などは放射線治療給付金の支払対象となる診療行為には該当しません。

  ⑴ 処置（光線療法・皮膚レーザー照射療法など）
  ⑵ 検査（エックス線診断など）
  ⑶ 血液照射
  ⑷ 放射性化合物の投与による照射（内用療法など）（注）
  ⑸ 歯科治療に伴う放射線照射（注）  

  注
  医科診療報酬点数表（診療行為を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で放射線治療料が算定される場合には、
放射線治療給付金の支払対象となる診療行為に該当します。
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  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。
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   第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第２条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。

   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第２条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

   ３ 保険金の支払いについて

   第３条  死亡保険金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、死亡保険金の支払事由が生じ
たときは、その支払事由に対応して死亡保険金をその受取人に支払います。ただ
し、免責事由（第４条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（死亡保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後保
険期間中に死亡したとき  

  死亡保険金の支払事由が生じた
保険年度に応じ、死亡保険金の
金額は、次のとおりとします。  

  第１保険年度  
  第２保険年度

以後  

  死亡保険金額
  ×

  50％  
  死亡保険金額  

  

死
亡
保
険
金
受
取
人  

  ２．死亡保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

   第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、死亡
保険金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても死亡保険金を支払わない場合）  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡保険金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第17条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡保険金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡保険金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡保険金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   第５条  災害死亡の場合の取扱い

  １．被保険者が、第１保険年度中に、次のいずれかの事由に該当したときは、第３条
（死亡保険金の支払い）の１．の規定にかかわらず、死亡保険金の金額について、

    第１条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ５年ごと利差配当付引受基準緩和型定期保険（非更新型）普通保険約款  
  （実施　平26.10.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡に対する保障  
  保険金の種類    死亡保険金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

   １ 用語の意義について

   第１条  用語の意義

  この普通保険約款において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  保険年度    第２条の２．に規定する責任開始の日から契約成立
日の１年後の応当日の前日までの期間を第１保険年
度とし、以後、契約成立日の応当日（年単位） ＊１ ご
とに１年を加えて計算します。  

   ２ 保障の開始について

   第２条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第20条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第37条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  
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   第３条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第２条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。

   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第２条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

   ３ 保険金の支払いについて

   第３条  死亡保険金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、死亡保険金の支払事由が生じ
たときは、その支払事由に対応して死亡保険金をその受取人に支払います。ただ
し、免責事由（第４条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（死亡保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後保
険期間中に死亡したとき  

  死亡保険金の支払事由が生じた
保険年度に応じ、死亡保険金の
金額は、次のとおりとします。  

  第１保険年度  
  第２保険年度

以後  

  死亡保険金額
  ×

  50％  
  死亡保険金額  

  

死
亡
保
険
金
受
取
人  

  ２．死亡保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

   第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、死亡
保険金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても死亡保険金を支払わない場合）  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡保険金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第17条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡保険金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡保険金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡保険金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   第５条  災害死亡の場合の取扱い

  １．被保険者が、第１保険年度中に、次のいずれかの事由に該当したときは、第３条
（死亡保険金の支払い）の１．の規定にかかわらず、死亡保険金の金額について、

    第１条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ５年ごと利差配当付引受基準緩和型定期保険（非更新型）普通保険約款  
  （実施　平26.10.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡に対する保障  
  保険金の種類    死亡保険金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

   １ 用語の意義について

   第１条  用語の意義

  この普通保険約款において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  保険年度    第２条の２．に規定する責任開始の日から契約成立
日の１年後の応当日の前日までの期間を第１保険年
度とし、以後、契約成立日の応当日（年単位） ＊１ ご
とに１年を加えて計算します。  

   ２ 保障の開始について

   第２条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第20条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第37条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

503

約

款

５
年
ご
と
利
差
配
当
付
引
受
基
準
緩
和
型
定
期
保
険
（
非
更
新
型
）



  第６条  補足説明

 ＊  ２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡保険金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡保険金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.520参照）  

   第７条  死亡保険金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で死亡保険金を支払います。

  ２．会社は、死亡保険金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、
保険契約の締結時から死亡保険金請求時までに会社に提出された書類だけでは確
認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この
場合、本条の１．の規定にかかわらず、死亡保険金を支払うべき期限は、必要書
類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過す
る日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 死亡保険金の支払事由（第３条）
または第５条（災害死亡の場合の
取扱い）の１．－⑴または⑵に定
める事由発生の有無の確認が必要
な場合  

  死亡保険金の支払事由または第５条（災
害死亡の場合の取扱い）の１．－⑴ま
たは⑵に定める事由に該当する事実の
有無  

  ⑵ 死亡保険金支払いの免責事由（第
４条）または第５条（災害死亡の
場合の取扱い）の２．に定める事
由に該当する可能性がある場合  

  死亡保険金の支払事由または第５条（災
害死亡の場合の取扱い）の２．に定め
る事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第21条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第23
条）、詐欺（第18条）または不法
取得目的（第19条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第23条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡保険金
の受取人の保険契約締結の目的もしく
は死亡保険金請求の意図に関する保険
契約の締結時から死亡保険金請求時ま
でにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、死亡保険金を支払うべ
き期限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
てそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

   第５条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第２条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。

  ＊２ 傷害
  責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表１ ★ ）を直接
の原因とする傷害をいいます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

50％の削減支払を行いません。

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表１ ★ ）による傷害 ＊２ を直接の
原因として、その事故の日からその日を含めて180日以内に死亡したとき

  ⑵ 責任開始の時 ＊１ 以後に発病した感染症（別表２ ★ )を直接の原因として死亡し
たとき  

  ２．次のいずれかにより本条の１．－⑴または⑵の事由に該当したときは、会社は、
本条の１．は適用しません。

  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 死亡保険金受取人の故意または重大な過失
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑹ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転をしている間に生じた事

故
  ⑻ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている

間に生じた事故
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  ３．本条の２．に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意また
は重大な過失により被
保険者を死亡させたと
き  

  故意または重大な過失により被保険者を死亡させた
受取人が受け取るべき金額の部分については、次の
とおり取り扱います。なお、残額については、
50％の削減支払を行わずにその他の受取人に支払
います。
  ① 死亡保険金受取人が故意により被保険者を死亡

させた場合は、第４条（免責事由）の２．－⑴
および⑶の規定を適用します。

  ② 死亡保険金受取人が重大な過失により被保険者
を死亡させた場合は、第３条（死亡保険金の支
払い）の１．の規定により算出した金額を支払
います。    

  ⑵ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって死亡保
険金の支払事由が生じ
たとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡保険金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ★別表１（P.519参照）、別表２（P.519参照）  

   ４ 保険金の支払請求手続について

   第６条  死亡保険金の支払請求手続

  １．死亡保険金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人
は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．死亡保険金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡保険金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡保険金受取人は死亡保険金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。
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  第６条  補足説明

 ＊  ２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡保険金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡保険金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.520参照）  

   第７条  死亡保険金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で死亡保険金を支払います。

  ２．会社は、死亡保険金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、
保険契約の締結時から死亡保険金請求時までに会社に提出された書類だけでは確
認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この
場合、本条の１．の規定にかかわらず、死亡保険金を支払うべき期限は、必要書
類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過す
る日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 死亡保険金の支払事由（第３条）
または第５条（災害死亡の場合の
取扱い）の１．－⑴または⑵に定
める事由発生の有無の確認が必要
な場合  

  死亡保険金の支払事由または第５条（災
害死亡の場合の取扱い）の１．－⑴ま
たは⑵に定める事由に該当する事実の
有無  

  ⑵ 死亡保険金支払いの免責事由（第
４条）または第５条（災害死亡の
場合の取扱い）の２．に定める事
由に該当する可能性がある場合  

  死亡保険金の支払事由または第５条（災
害死亡の場合の取扱い）の２．に定め
る事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第21条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第23
条）、詐欺（第18条）または不法
取得目的（第19条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第23条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡保険金
の受取人の保険契約締結の目的もしく
は死亡保険金請求の意図に関する保険
契約の締結時から死亡保険金請求時ま
でにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、死亡保険金を支払うべ
き期限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
てそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

   第５条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第２条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。

  ＊２ 傷害
  責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表１ ★ ）を直接
の原因とする傷害をいいます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

50％の削減支払を行いません。

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表１ ★ ）による傷害 ＊２ を直接の
原因として、その事故の日からその日を含めて180日以内に死亡したとき

  ⑵ 責任開始の時 ＊１ 以後に発病した感染症（別表２ ★ )を直接の原因として死亡し
たとき  

  ２．次のいずれかにより本条の１．－⑴または⑵の事由に該当したときは、会社は、
本条の１．は適用しません。

  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 死亡保険金受取人の故意または重大な過失
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑹ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転をしている間に生じた事

故
  ⑻ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている

間に生じた事故
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  ３．本条の２．に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意また
は重大な過失により被
保険者を死亡させたと
き  

  故意または重大な過失により被保険者を死亡させた
受取人が受け取るべき金額の部分については、次の
とおり取り扱います。なお、残額については、
50％の削減支払を行わずにその他の受取人に支払
います。
  ① 死亡保険金受取人が故意により被保険者を死亡

させた場合は、第４条（免責事由）の２．－⑴
および⑶の規定を適用します。

  ② 死亡保険金受取人が重大な過失により被保険者
を死亡させた場合は、第３条（死亡保険金の支
払い）の１．の規定により算出した金額を支払
います。    

  ⑵ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって死亡保
険金の支払事由が生じ
たとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡保険金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ★別表１（P.519参照）、別表２（P.519参照）  

   ４ 保険金の支払請求手続について

   第６条  死亡保険金の支払請求手続

  １．死亡保険金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人
は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．死亡保険金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡保険金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡保険金受取人は死亡保険金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。
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２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

不慮の事故（別表１ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に高度障
害状態（別表４ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表１ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表４ ★ ）になったときは、保険料
の払込免除事由が生じたものとします。  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第12
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第２条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表１（P.519参照）、  別表４（P.520参照）  

   第10条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

高
度
障
害
状
態
ま
た
は
身
体
障
害
の
状
態
に

  保険料の払込免除事由が、次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

   ７ 保険料の払込免除の請求手続について

   第11条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、

  第７条  補足説明

 ＊  ３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金
  死亡保険金とともに支払われる
金銭を含みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第２条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第17条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会  180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定  180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡保険金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始され
たことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定
める事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、
検察等の捜査機関または裁判所に対する照会  180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査  180
日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、死亡保険金の受取人（死亡
保険金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または死亡保険金の
受取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は死
亡保険金を支払いません。

  ★別表３（P.520参照）  

   ５ 保険金の支払方法の選択について

   第８条  死亡保険金の支払方法の選択

  死亡保険金が支払われるときは、死亡保険金の受取人は、会社の取扱いの範囲内
で、死亡保険金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選
択することができます。

   ６ 保険料の払込免除について

   第９条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第12条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第10条）
に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除 

に
よ
る
保
険
料 

高
度
障
害
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表１ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に高度障害状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  

  

払
込
免
除  

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表１ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  
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２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

不慮の事故（別表１ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に高度障
害状態（別表４ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表１ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表４ ★ ）になったときは、保険料
の払込免除事由が生じたものとします。  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第12
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第２条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表１（P.519参照）、  別表４（P.520参照）  

   第10条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

高
度
障
害
状
態
ま
た
は
身
体
障
害
の
状
態
に

  保険料の払込免除事由が、次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

   ７ 保険料の払込免除の請求手続について

   第11条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、

  第７条  補足説明

 ＊  ３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金
  死亡保険金とともに支払われる
金銭を含みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第２条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第17条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会  180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定  180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡保険金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始され
たことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定
める事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、
検察等の捜査機関または裁判所に対する照会  180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査  180
日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、死亡保険金の受取人（死亡
保険金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または死亡保険金の
受取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は死
亡保険金を支払いません。

  ★別表３（P.520参照）  

   ５ 保険金の支払方法の選択について

   第８条  死亡保険金の支払方法の選択

  死亡保険金が支払われるときは、死亡保険金の受取人は、会社の取扱いの範囲内
で、死亡保険金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選
択することができます。

   ６ 保険料の払込免除について

   第９条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第12条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第10条）
に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除 

に
よ
る
保
険
料 

高
度
障
害
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表１ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に高度障害状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  

  

払
込
免
除  

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表１ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  
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   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第15条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第14条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第12条）の契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（死亡保険金を支払うときはその受取人）に払
い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第12条）までに、死亡保険金の支払事由（第３条）または保険料の払込
免除事由（第９条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金を支払うと
き  

  未払込保険料を差し引いて支払います。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第15条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
12条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率  で割り引

きます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率  に

よる利息をつけて、これを前納金に繰り入れま
す。

  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第２条）の応
当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率  で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 死亡保険金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

  ★「会社の定める率」、「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、
最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せ
ください。当社ホームページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   ９ 失効と復活について

   第16条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第12条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第29条）

   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第13条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

すみやかに会社に通知することを必要とします。
  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表３ ★ ）を

すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。
  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第７条（死亡保険金の支払時

期）の規定を準用します。

  ★別表３（P.520参照）  

   ８ 保険料の払込みについて

   第12条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第13条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第13条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
12条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第12条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第12条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  
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   第14条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第15条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第14条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第12条）の契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（死亡保険金を支払うときはその受取人）に払
い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第12条）までに、死亡保険金の支払事由（第３条）または保険料の払込
免除事由（第９条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金を支払うと
き  

  未払込保険料を差し引いて支払います。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第15条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
12条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率  で割り引

きます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率  に

よる利息をつけて、これを前納金に繰り入れま
す。

  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第２条）の応
当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率  で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 死亡保険金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

  ★「会社の定める率」、「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、
最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せ
ください。当社ホームページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   ９ 失効と復活について

   第16条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第12条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第29条）

   第12条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第13条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

すみやかに会社に通知することを必要とします。
  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表３ ★ ）を

すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。
  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第７条（死亡保険金の支払時

期）の規定を準用します。

  ★別表３（P.520参照）  

   ８ 保険料の払込みについて

   第12条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第２条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第13条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第13条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
12条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第12条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第12条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  
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   第22条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第２条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、死亡保険金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第９条）
が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。
この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 死亡保険金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに死亡保険金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、死亡保険金の支払事由または保険料の払込免除
事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険
者または死亡保険金の受取人が証明したときは、会社は、死亡保険金の支払いま
たは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または死亡保険金の
受取人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第29条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第22条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第21条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第17条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第20条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第20条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に死亡保険金の支払事由（第３
条）または保険料の払込免除事由（第９条）が生じないで、その期間を経過
したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第20条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第23条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

   第17条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。
  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金

の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第17条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第16条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３か月以内であれば、必要
書類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場
合、告知義務（第20条）および告知義務違反による解除（第21条）の規定を適
用します。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第
29条）の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすること
はできません。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第18条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第17条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第19条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
17条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 死亡保険金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に死亡保険金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第20条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第17条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、死亡保険金の支払事由（第３条）
または保険料の払込免除事由（第９条）の発生の可能性に関する重要な事項のう
ち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要としま
す。

   第21条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第17条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第20条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
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   第22条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第２条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、死亡保険金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第９条）
が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。
この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 死亡保険金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに死亡保険金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、死亡保険金の支払事由または保険料の払込免除
事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険
者または死亡保険金の受取人が証明したときは、会社は、死亡保険金の支払いま
たは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または死亡保険金の
受取人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第29条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第22条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第21条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第17条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第20条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第20条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に死亡保険金の支払事由（第３
条）または保険料の払込免除事由（第９条）が生じないで、その期間を経過
したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第20条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第23条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

   第17条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。
  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金

の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第17条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第16条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３か月以内であれば、必要
書類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場
合、告知義務（第20条）および告知義務違反による解除（第21条）の規定を適
用します。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金（第
29条）の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをすること
はできません。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   10 取消しと無効について

   第18条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第17条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第19条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
17条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 死亡保険金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に死亡保険金を不法に取得させる目的  

   11 告知義務と解除について

   第20条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第17条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、死亡保険金の支払事由（第３条）
または保険料の払込免除事由（第９条）の発生の可能性に関する重要な事項のう
ち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要としま
す。

   第21条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第17条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第20条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
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   第30条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
12条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

法（回数）を年払または半年払とします。

   第25条  保険期間の変更

  この保険契約の保険期間の変更は取り扱いません。

   第26条  保険契約の更新

  この保険契約の更新は取り扱いません。

   第27条  死亡保険金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって死亡保険金額を減額 ★ することができます。ただし、
会社は、減額後の死亡保険金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いませ
ん。

  ２．死亡保険金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第28条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 死亡保険金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   13 解約等について

   第28条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第29条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第29条  返戻金

  返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。

   第30条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第９条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡保険金を支払うときはそ
の受取人に支払います。

  ⑴ 死亡保険金の支払事由（第３条）または免責事由（第４条）に該当したとき（保
険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第21条）または重大事由（第23条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第27条）または解約（第28条）されたとき  

   第23条  補足説明

  ＊１ 保険金
  この保険契約の死亡保険金また
は保険料の払込免除をいいま
す。

  ＊２ 死亡保険金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが死亡保
険金の受取人のみであり、その
死亡保険金の受取人が死亡保険
金の一部の受取人であるとき
は、死亡保険金のうち、その受
取人に支払われるべき死亡保険
金をいいます。

  ⑴ 保険契約者または死亡保険金の受取人が保険金 ＊１ を詐取する目的もしくは他
人に保険金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 保険金 ＊１ の請求に関し、保険金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または死亡保険金の受取人が、次のいずれかに該当す
るとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または死亡保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がそ

の法人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与している
と認められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または死亡保険
金の受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期
待しえない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または死亡保険金の受取人のいずれかが他の保険

者との間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除され
たとき  

  ２．会社は、死亡保険金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第９条）
が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この
場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、死亡保険
金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その死亡保険金
の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 死亡保険金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに死亡保険金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第21条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第29条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、死亡保険金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の
規定を適用し死亡保険金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない
死亡保険金に対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返
戻金を保険契約者に支払います。

   12 契約内容の変更等について

   第24条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第12条（保険料の払込み）および第13条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第12条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
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   第30条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
12条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

法（回数）を年払または半年払とします。

   第25条  保険期間の変更

  この保険契約の保険期間の変更は取り扱いません。

   第26条  保険契約の更新

  この保険契約の更新は取り扱いません。

   第27条  死亡保険金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって死亡保険金額を減額 ★ することができます。ただし、
会社は、減額後の死亡保険金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いませ
ん。

  ２．死亡保険金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第28条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 死亡保険金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   13 解約等について

   第28条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第29条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第29条  返戻金

  返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。

   第30条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第９条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡保険金を支払うときはそ
の受取人に支払います。

  ⑴ 死亡保険金の支払事由（第３条）または免責事由（第４条）に該当したとき（保
険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第21条）または重大事由（第23条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第27条）または解約（第28条）されたとき  

   第23条  補足説明

  ＊１ 保険金
  この保険契約の死亡保険金また
は保険料の払込免除をいいま
す。

  ＊２ 死亡保険金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが死亡保
険金の受取人のみであり、その
死亡保険金の受取人が死亡保険
金の一部の受取人であるとき
は、死亡保険金のうち、その受
取人に支払われるべき死亡保険
金をいいます。

  ⑴ 保険契約者または死亡保険金の受取人が保険金 ＊１ を詐取する目的もしくは他
人に保険金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 保険金 ＊１ の請求に関し、保険金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または死亡保険金の受取人が、次のいずれかに該当す
るとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または死亡保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がそ

の法人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与している
と認められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または死亡保険
金の受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期
待しえない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または死亡保険金の受取人のいずれかが他の保険

者との間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除され
たとき  

  ２．会社は、死亡保険金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第９条）
が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この
場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、死亡保険
金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その死亡保険金
の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 死亡保険金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに死亡保険金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第21条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第29条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、死亡保険金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の
規定を適用し死亡保険金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない
死亡保険金に対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返
戻金を保険契約者に支払います。

   12 契約内容の変更等について

   第24条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第12条（保険料の払込み）および第13条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第12条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
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   第37条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

者に承継させることができます。
  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会

社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第36条  保険契約者の代表者および死亡保険金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡保険金の受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準じて取り

扱います。

   15 契約年齢の計算等について

   第37条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第２
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第38条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第37条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第２条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは死亡保険金額を調整して処理します。

   第39条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または死亡保険金額を調
整して処理します。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第40条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑸の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑸に該当する保険契約
については、⑷に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

   第31条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   第31条  死亡保険金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす死亡保険金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過
するまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ
会社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、死亡保険金の支払事由（第
３条）が生じ、会社が死亡保険金を支払うべきときは、その支払うべき金額の限
度で、本条の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金
額から債権者等に支払った金額を差し引いた残額を、死亡保険金の受取人に支払
います。

   14 保険金の受取人および保険契約者について

   第32条  会社への通知による死亡保険金の受取人の変更

  １．保険契約者は、死亡保険金の支払事由（第３条）が発生するまでは、被保険者の
同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、死亡保険金の受取人を変更する
ことができます。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の死亡保険金の受取人に死亡保険
金を支払ったときは、その支払い後に変更後の死亡保険金の受取人から死亡保険
金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第33条  遺言による死亡保険金の受取人の変更

  １．第32条（会社への通知による死亡保険金の受取人の変更）に定めるほか、保険
契約者は、死亡保険金の支払事由（第３条）が発生するまでは、法律上有効な遺
言により、死亡保険金の受取人を変更することができます。

  ２．本条の１．の死亡保険金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効
力を生じません。

  ３．本条の１．および２．による死亡保険金の受取人の変更は、保険契約者が死亡し
た後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗すること
ができません。

   第34条  死亡保険金の受取人の死亡

  １．死亡保険金の受取人が死亡保険金の支払事由（第３条）の発生以前に死亡したと
きは、その法定相続人を死亡保険金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により死亡保険金の受取人となった者が死亡した場合で、この
者に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により死亡保険金の受取人と
なった者のうち生存している他の死亡保険金の受取人を死亡保険金の受取人とし
ます。

  ３．本条の１．および２．により死亡保険金の受取人となった者が２人以上いるとき
は、その受取割合は均等とします。

   第35条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
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   第37条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

者に承継させることができます。
  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会

社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第36条  保険契約者の代表者および死亡保険金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡保険金の受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準じて取り

扱います。

   15 契約年齢の計算等について

   第37条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第２
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第38条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第37条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第２条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは死亡保険金額を調整して処理します。

   第39条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または死亡保険金額を調
整して処理します。

   16 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第40条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑸の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑸に該当する保険契約
については、⑷に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

   第31条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   第31条  死亡保険金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす死亡保険金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過
するまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ
会社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、死亡保険金の支払事由（第
３条）が生じ、会社が死亡保険金を支払うべきときは、その支払うべき金額の限
度で、本条の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金
額から債権者等に支払った金額を差し引いた残額を、死亡保険金の受取人に支払
います。

   14 保険金の受取人および保険契約者について

   第32条  会社への通知による死亡保険金の受取人の変更

  １．保険契約者は、死亡保険金の支払事由（第３条）が発生するまでは、被保険者の
同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、死亡保険金の受取人を変更する
ことができます。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の死亡保険金の受取人に死亡保険
金を支払ったときは、その支払い後に変更後の死亡保険金の受取人から死亡保険
金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第33条  遺言による死亡保険金の受取人の変更

  １．第32条（会社への通知による死亡保険金の受取人の変更）に定めるほか、保険
契約者は、死亡保険金の支払事由（第３条）が発生するまでは、法律上有効な遺
言により、死亡保険金の受取人を変更することができます。

  ２．本条の１．の死亡保険金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効
力を生じません。

  ３．本条の１．および２．による死亡保険金の受取人の変更は、保険契約者が死亡し
た後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗すること
ができません。

   第34条  死亡保険金の受取人の死亡

  １．死亡保険金の受取人が死亡保険金の支払事由（第３条）の発生以前に死亡したと
きは、その法定相続人を死亡保険金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により死亡保険金の受取人となった者が死亡した場合で、この
者に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により死亡保険金の受取人と
なった者のうち生存している他の死亡保険金の受取人を死亡保険金の受取人とし
ます。

  ３．本条の１．および２．により死亡保険金の受取人となった者が２人以上いるとき
は、その受取割合は均等とします。

   第35条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
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   第43条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第17条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金の受取人
  死亡保険金の受取人が２人以上
いるときは、その代表者としま
す。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第43条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 死亡保険金の金額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ （第２条）
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第44条  時効

  死亡保険金（第３条）、保険料の払込免除（第９条）、返戻金（第29条）または
社員配当金（第40条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使で
きるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第45条  管轄裁判所

  １．この保険契約における死亡保険金の請求に関する訴訟については、会社の本社の
所在地または死亡保険金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２

 の所在地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。
  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の

１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第46条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。

   第40条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条の１．において「５年ごと
応当日」といいます。

  ＊２ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約成立日（第
２条）の５年ごとの応当日 ＊１ が到
来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊１ から、社員
配当金の全額を会社の定める利率 
 による利息をつけて積み立てます。
ただし、その５年ごと応当日 ＊１ の
前日までの保険料がすべて払い込
まれている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当
金は、次のとおり支払います。
  ア．死亡保険金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．死亡保険金の支払以外により

保険契約が消滅するときは、
保険契約者に支払います。

  ウ．保険契約者から請求があった
ときは、保険契約者に支払い
ます。  

  ⑵ 次の事業年度中に保険期間が満了
する保険契約  

  保険契約者に支払います｡  

  ⑶ 次の事業年度中に保険契約の転換
により消滅する保険契約  

  責任準備金に加えて取り扱います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約成立日およ
び直前の５年ごと応当日 ＊１ からそ
の日を含めて１年を経過して、死
亡保険金の支払いにより消滅する
保険契約  

  死亡保険金とともにその受取人に支払
います。  

  ⑸ 次の事業年度中に契約成立日から
その日を含めて２年および直前の
５年ごと応当日 ＊１ からその日を含
めて１年を経過して、⑵から⑷以
外の事由により消滅する保険契
約 ＊２   

  保険契約者に支払います｡  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第７
条（死亡保険金の支払時期）の１．の規定を準用します。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   17 その他

   第41条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第42条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。
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   第43条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第17条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第45条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金の受取人
  死亡保険金の受取人が２人以上
いるときは、その代表者としま
す。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第43条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 死亡保険金の金額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ （第２条）
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第44条  時効

  死亡保険金（第３条）、保険料の払込免除（第９条）、返戻金（第29条）または
社員配当金（第40条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使で
きるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第45条  管轄裁判所

  １．この保険契約における死亡保険金の請求に関する訴訟については、会社の本社の
所在地または死亡保険金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２

 の所在地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。
  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の

１．の規定を準用します。

   18 特則について

   第46条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。

   第40条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  本条の１．において「５年ごと
応当日」といいます。

  ＊２ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約成立日（第
２条）の５年ごとの応当日 ＊１ が到
来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊１ から、社員
配当金の全額を会社の定める利率 
 による利息をつけて積み立てます。
ただし、その５年ごと応当日 ＊１ の
前日までの保険料がすべて払い込
まれている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当
金は、次のとおり支払います。
  ア．死亡保険金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．死亡保険金の支払以外により

保険契約が消滅するときは、
保険契約者に支払います。

  ウ．保険契約者から請求があった
ときは、保険契約者に支払い
ます。  

  ⑵ 次の事業年度中に保険期間が満了
する保険契約  

  保険契約者に支払います｡  

  ⑶ 次の事業年度中に保険契約の転換
により消滅する保険契約  

  責任準備金に加えて取り扱います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約成立日およ
び直前の５年ごと応当日 ＊１ からそ
の日を含めて１年を経過して、死
亡保険金の支払いにより消滅する
保険契約  

  死亡保険金とともにその受取人に支払
います。  

  ⑸ 次の事業年度中に契約成立日から
その日を含めて２年および直前の
５年ごと応当日 ＊１ からその日を含
めて１年を経過して、⑵から⑷以
外の事由により消滅する保険契
約 ＊２   

  保険契約者に支払います｡  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第７
条（死亡保険金の支払時期）の１．の規定を準用します。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   17 その他

   第41条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第42条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。
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   別表１　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  表１

  用語    定義  

  急激    事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発    事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来    事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入

または嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物

酔いならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表２　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  U04  

  

  ⑴ 第15条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第24条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  
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   別表１　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  表１

  用語    定義  

  急激    事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発    事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来    事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入

または嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物

酔いならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表２　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  U04  

  

  ⑴ 第15条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第24条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  
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  ４．常に介護を要するもの
  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。
   

別表３　死亡保険金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．死亡保険金の支払い  

  ⑴ 死亡保険金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 不慮の事故（別表１）を原因とするときは、不慮の事故（別表１）であることを証

明する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 死亡保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 死亡保険金の受取人の印鑑証明書
  ⑺ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 不慮の事故（別表１）であることを証明する書類
  ⑷ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 死亡保険金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診

断を行わせることがあります。  

  
別表４　保険料払込免除の対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
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  ４．常に介護を要するもの
  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。
   

別表３　死亡保険金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．死亡保険金の支払い  

  ⑴ 死亡保険金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 不慮の事故（別表１）を原因とするときは、不慮の事故（別表１）であることを証

明する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 死亡保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 死亡保険金の受取人の印鑑証明書
  ⑺ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 不慮の事故（別表１）であることを証明する書類
  ⑷ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 死亡保険金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診

断を行わせることがあります。  

  
別表４　保険料払込免除の対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
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   第₃₇条 死亡保険金の受取人の死亡………………………
   第₃₈条 保険契約者の権利義務の承継……………………
   第₃₉条 保険契約者の代表者および死亡保険金の受

取人の代表者………………………………………

   17 契約年齢の計算等について
   第₄₀条 契約年齢の計算……………………………………
   第₄₁条 契約年齢の誤りの処理……………………………
   第₄₂条 性別の誤りの処理…………………………………

   18 社員配当金（保険契約者への配当）について
   第₄₃条 社員配当金の割当ておよび支払い………………

   19 その他
   第₄₄条 被保険者の業務の変更、転居および旅行………
   第₄₅条 保険契約者の住所の変更…………………………
   第₄₆条 契約内容の登録……………………………………
   第₄₇条 時効…………………………………………………
   第₄₈条 管轄裁判所…………………………………………

   

    第１条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ５年ごと利差配当付引受基準緩和型終身保険（低解約返戻金型）普通保険約款  
  （実施　平26.10.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡に対する保障  
  保険金の種類    死亡保険金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    保険契約者のこの保険契約の継続に資するため、一定期間の返戻金の水準を低く設定し、これを
保険料に反映します。  

   １ 用語の意義について

   第１条  用語の意義

  この普通保険約款において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  保険年度    第３条の２．に規定する責任開始の日から契約成立
日の１年後の応当日の前日までの期間を第１保険年
度とし、以後、契約成立日の応当日（年単位） ＊１ ご
とに１年を加えて計算します。  

   ２ 低解約返戻金期間について

   第２条  低解約返戻金期間

  低解約返戻金期間は、返戻金（第32条）の水準を低く設定している期間をいい、
保険料払込期間とします。ただし、保険料払込期間が終身の場合には、契約成立
日（第３条）から被保険者の年齢が85歳となる契約成立日の応当日（年単位）
の前日までの期間とします。

   ３ 保障の開始について

   第３条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第22条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第40条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。
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    第１条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ５年ごと利差配当付引受基準緩和型終身保険（低解約返戻金型）普通保険約款  
  （実施　平26.10.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    死亡に対する保障  
  保険金の種類    死亡保険金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    保険契約者のこの保険契約の継続に資するため、一定期間の返戻金の水準を低く設定し、これを
保険料に反映します。  

   １ 用語の意義について

   第１条  用語の意義

  この普通保険約款において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  保険年度    第３条の２．に規定する責任開始の日から契約成立
日の１年後の応当日の前日までの期間を第１保険年
度とし、以後、契約成立日の応当日（年単位） ＊１ ご
とに１年を加えて計算します。  

   ２ 低解約返戻金期間について

   第２条  低解約返戻金期間

  低解約返戻金期間は、返戻金（第32条）の水準を低く設定している期間をいい、
保険料払込期間とします。ただし、保険料払込期間が終身の場合には、契約成立
日（第３条）から被保険者の年齢が85歳となる契約成立日の応当日（年単位）
の前日までの期間とします。

   ３ 保障の開始について

   第３条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第22条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第40条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。
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   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。

   第５条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ４ 保険金の支払いについて

   第４条  死亡保険金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、死亡保険金の支払事由が生じ
たときは、その支払事由に対応して死亡保険金をその受取人に支払います。ただ
し、免責事由（第５条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（死亡保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後保
険期間中に死亡したとき  

  死亡保険金の支払事由が生じた
保険年度に応じ、死亡保険金の
金額は、次のとおりとします。  

  第１保険年度  
  第２保険年度

以後  

  死亡保険金額
  ×

  50％  
  死亡保険金額  

  

死
亡
保
険
金
受
取
人  

  ２．死亡保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

   第５条  免責事由

  １．支払事由（第４条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、死亡
保険金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても死亡保険金を支払わない場合）  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡保険金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第19条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

   第６条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。

  ＊２ 傷害
  責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表１ ★ ）を直接
の原因とする傷害をいいます。

２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡保険金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡保険金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡保険金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   第６条  災害死亡の場合の取扱い

  １．被保険者が、第１保険年度中に、次のいずれかの事由に該当したときは、第４条
（死亡保険金の支払い）の１．の規定にかかわらず、死亡保険金の金額について、
50％の削減支払を行いません。

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表１ ★ ）による傷害 ＊２ を直接の
原因として、その事故の日からその日を含めて180日以内に死亡したとき

  ⑵ 責任開始の時 ＊１ 以後に発病した感染症（別表２ ★ )を直接の原因として死亡し
たとき  

  ２．次のいずれかにより本条の１．－⑴または⑵の事由に該当したときは、会社は、
本条の１．は適用しません。

  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 死亡保険金受取人の故意または重大な過失
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑹ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転をしている間に生じた事

故
  ⑻ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている

間に生じた事故
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  ３．本条の２．に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意また
は重大な過失により被
保険者を死亡させたと
き  

  故意または重大な過失により被保険者を死亡させた
受取人が受け取るべき金額の部分については、次の
とおり取り扱います。なお、残額については、
50％の削減支払を行わずにその他の受取人に支払
います。
  ① 死亡保険金受取人が故意により被保険者を死亡

させた場合は、第５条（免責事由）の２．－⑴
および⑶の規定を適用します。

  ② 死亡保険金受取人が重大な過失により被保険者
を死亡させた場合は、第４条（死亡保険金の支
払い）の１．の規定により算出した金額を支払
います。    
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   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。

   第５条  補足説明

  ＊１ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ４ 保険金の支払いについて

   第４条  死亡保険金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、死亡保険金の支払事由が生じ
たときは、その支払事由に対応して死亡保険金をその受取人に支払います。ただ
し、免責事由（第５条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（死亡保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後保
険期間中に死亡したとき  

  死亡保険金の支払事由が生じた
保険年度に応じ、死亡保険金の
金額は、次のとおりとします。  

  第１保険年度  
  第２保険年度

以後  

  死亡保険金額
  ×

  50％  
  死亡保険金額  

  

死
亡
保
険
金
受
取
人  

  ２．死亡保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

   第５条  免責事由

  １．支払事由（第４条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、死亡
保険金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても死亡保険金を支払わない場合）  

  

死
亡
保
険
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡保険金受取人の故意
  ⑶ 責任開始の日 ＊１ からその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ この保険契約の復活（第19条）が行われたときは最終の復活の日から

その日を含めて３年以内の自殺
  ⑸ 戦争その他の変乱  

  

   第６条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。

  ＊２ 傷害
  責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表１ ★ ）を直接
の原因とする傷害をいいます。

２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑵ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡保険金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡保険金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑶ 免責事由に該当して死
亡保険金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金を支払います。ただし、
保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
は支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   第６条  災害死亡の場合の取扱い

  １．被保険者が、第１保険年度中に、次のいずれかの事由に該当したときは、第４条
（死亡保険金の支払い）の１．の規定にかかわらず、死亡保険金の金額について、
50％の削減支払を行いません。

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表１ ★ ）による傷害 ＊２ を直接の
原因として、その事故の日からその日を含めて180日以内に死亡したとき

  ⑵ 責任開始の時 ＊１ 以後に発病した感染症（別表２ ★ )を直接の原因として死亡し
たとき  

  ２．次のいずれかにより本条の１．－⑴または⑵の事由に該当したときは、会社は、
本条の１．は適用しません。

  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 死亡保険金受取人の故意または重大な過失
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑹ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転をしている間に生じた事

故
  ⑻ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている

間に生じた事故
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  ３．本条の２．に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意また
は重大な過失により被
保険者を死亡させたと
き  

  故意または重大な過失により被保険者を死亡させた
受取人が受け取るべき金額の部分については、次の
とおり取り扱います。なお、残額については、
50％の削減支払を行わずにその他の受取人に支払
います。
  ① 死亡保険金受取人が故意により被保険者を死亡

させた場合は、第５条（免責事由）の２．－⑴
および⑶の規定を適用します。

  ② 死亡保険金受取人が重大な過失により被保険者
を死亡させた場合は、第４条（死亡保険金の支
払い）の１．の規定により算出した金額を支払
います。    
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   第７条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第８条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  項　目    内　容  

  ⑵ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって死亡保
険金の支払事由が生じ
たとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡保険金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ★別表１（P.542参照）、別表２（P.542参照）  

   ５ 保険金の支払請求手続について

   第７条  死亡保険金の支払請求手続

  １．死亡保険金の支払事由（第４条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人
は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．死亡保険金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡保険金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡保険金受取人は死亡保険金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡保険金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡保険金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.543参照）  

   第８条  死亡保険金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で死亡保険金を支払います。

  ２．会社は、死亡保険金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、
保険契約の締結時から死亡保険金請求時までに会社に提出された書類だけでは確
認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この
場合、本条の１．の規定にかかわらず、死亡保険金を支払うべき期限は、必要書
類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過す
る日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 死亡保険金の支払事由（第４条）
または第６条（災害死亡の場合の
取扱い）の１．－⑴または⑵に定
める事由発生の有無の確認が必要
な場合  

  死亡保険金の支払事由または第６条（災
害死亡の場合の取扱い）の１．－⑴ま
たは⑵に定める事由に該当する事実の
有無  

  第８条  補足説明

 ＊  ２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金
  死亡保険金とともに支払われる
金銭を含みます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑵ 死亡保険金支払いの免責事由（第
５条）または第６条（災害死亡の
場合の取扱い）の２．に定める事
由に該当する可能性がある場合  

  死亡保険金の支払事由または第６条（災
害死亡の場合の取扱い）の２．に定め
る事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第23条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第25
条）、詐欺（第20条）または不法
取得目的（第21条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第25条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡保険金
の受取人の保険契約締結の目的もしく
は死亡保険金請求の意図に関する保険
契約の締結時から死亡保険金請求時ま
でにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、死亡保険金を支払うべ
き期限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
てそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡保険金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始され
たことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定
める事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、
検察等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、死亡保険金の受取人（死亡
保険金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または死亡保険金の
受取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は死
亡保険金を支払いません。

  ★別表３（P.543参照）  

   ６ 保険金の支払方法の選択について

   第９条  死亡保険金の支払方法の選択

  死亡保険金が支払われるときは、死亡保険金の受取人は、会社の取扱いの範囲内
で、死亡保険金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選
択することができます。

   ７ 保険料の払込免除について

   第10条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第13条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第11条）
に該当するときは免除しません。
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   第７条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第８条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  項　目    内　容  

  ⑵ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって死亡保
険金の支払事由が生じ
たとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡保険金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ★別表１（P.542参照）、別表２（P.542参照）  

   ５ 保険金の支払請求手続について

   第７条  死亡保険金の支払請求手続

  １．死亡保険金の支払事由（第４条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人
は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．死亡保険金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡保険金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡保険金受取人は死亡保険金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡保険金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡保険金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.543参照）  

   第８条  死亡保険金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
５営業日以内に、会社の本社で死亡保険金を支払います。

  ２．会社は、死亡保険金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、
保険契約の締結時から死亡保険金請求時までに会社に提出された書類だけでは確
認ができないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この
場合、本条の１．の規定にかかわらず、死亡保険金を支払うべき期限は、必要書
類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過す
る日とします。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 死亡保険金の支払事由（第４条）
または第６条（災害死亡の場合の
取扱い）の１．－⑴または⑵に定
める事由発生の有無の確認が必要
な場合  

  死亡保険金の支払事由または第６条（災
害死亡の場合の取扱い）の１．－⑴ま
たは⑵に定める事由に該当する事実の
有無  

  第８条  補足説明

 ＊  ２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金
  死亡保険金とともに支払われる
金銭を含みます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑵ 死亡保険金支払いの免責事由（第
５条）または第６条（災害死亡の
場合の取扱い）の２．に定める事
由に該当する可能性がある場合  

  死亡保険金の支払事由または第６条（災
害死亡の場合の取扱い）の２．に定め
る事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第23条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第25
条）、詐欺（第20条）または不法
取得目的（第21条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第25条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは死亡保険金
の受取人の保険契約締結の目的もしく
は死亡保険金請求の意図に関する保険
契約の締結時から死亡保険金請求時ま
でにおける事実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、死亡保険金を支払うべ
き期限は、必要書類（別表３ ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
てそれぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死
亡保険金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始され
たことが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定
める事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、
検察等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、死亡保険金の受取人（死亡
保険金の受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。

  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または死亡保険金の
受取人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は死
亡保険金を支払いません。

  ★別表３（P.543参照）  

   ６ 保険金の支払方法の選択について

   第９条  死亡保険金の支払方法の選択

  死亡保険金が支払われるときは、死亡保険金の受取人は、会社の取扱いの範囲内
で、死亡保険金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選
択することができます。

   ７ 保険料の払込免除について

   第10条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第13条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第11条）
に該当するときは免除しません。
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   第10条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第19条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表１ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に高度障害状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  

  

払
込
免
除  

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表１ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

不慮の事故（別表１ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に高度障
害状態（別表４ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表１ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表４ ★ ）になったときは、保険料
の払込免除事由が生じたものとします。  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第13
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第３条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表１（P.542参照）、  別表４（P.543参照）  

   第11条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第10条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

 （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

高
度
障
害
状
態
ま
た
は
身
体
障
害
の
状
態
に

  保険料の払込免除事由が、次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第14条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

   ８ 保険料の払込免除の請求手続について

   第12条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第10条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第８条（死亡保険金の支払時
期）の規定を準用します。

  ★別表３（P.543参照）  

   ９ 保険料の払込みについて

   第13条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２     

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第14条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第14条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  
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   第10条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第19条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

  

の
払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態  

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表１ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に高度障害状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  

  

払
込
免
除  

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表１ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表４ ★ ）になっ
たとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

不慮の事故（別表１ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に高度障
害状態（別表４ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表１ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表４ ★ ）になったときは、保険料
の払込免除事由が生じたものとします。  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第13
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第３条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表１（P.542参照）、  別表４（P.543参照）  

   第11条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第10条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

 （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除  

高
度
障
害
状
態
ま
た
は
身
体
障
害
の
状
態
に

  保険料の払込免除事由が、次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第14条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

   ８ 保険料の払込免除の請求手続について

   第12条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第10条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第８条（死亡保険金の支払時
期）の規定を準用します。

  ★別表３（P.543参照）  

   ９ 保険料の払込みについて

   第13条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
  払込方法
  （回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２     

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第14条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第14条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  
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   第15条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
13条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第13条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第13条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき　  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第15条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第13条）の契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（死亡保険金を支払うときはその受取人）に払
い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第13条）までに、死亡保険金の支払事由（第４条）または保険料の払込
免除事由（第10条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金を支払うと
き  

  未払込保険料を差し引いて支払います。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第16条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
13条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率  で割り引

きます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率  に

よる利息をつけて、これを前納金に繰り入れま
す。

  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第３条）の応
当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  

   第17条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  本条の１．に規定する金額を保
険料として払い込んだものとみ
なして第32条（返戻金）の規
定により計算し、本条または第
26条（保険契約者に対する貸
付）の規定による貸付金がある
ときは、貸付元利金を差し引い
た残額とします。

  ＊２ 保険料
本条の規定による貸付金により
充当される最終の月の保険料と
します。

  ＊３ 本条の規定による貸付金と
その利息との合計額

  第26条（保険契約者に対する
貸付）の規定による貸付金があ
るときは、貸付元利金を含んだ
金額とします。

  項　目    内　容  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率  で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 死亡保険金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

  ★「会社の定める率」、「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、
最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せ
ください。当社ホームページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第17条  保険料の振替貸付

  １．保険料が払い込まれずに猶予期間（第13条）が満了したときは、あらかじめ保
険契約者から反対の申出がない限り、会社は、次の金額を保険契約者に貸し付け
て、保険料に充当します。

  ⑴ 年払契約および半年払契約の場合には、保険料に相当する金額
  ⑵ 月払契約の場合には、６か月分の保険料に相当する金額。ただし、本条の２．

－⑴の規定により６か月分の保険料に相当する金額の貸付ができないとき
は、貸付ができる範囲で最も多い月数分の保険料に相当する金額とします。  

  ２．保険料の振替貸付について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 貸付金とその利息との
合計額が返戻金額 ＊１ を
超えるとき  

  本条の規定による貸付は行いません。  

  ⑵ 貸付金の利息    ① 年払契約の場合
  未払込保険料の払込猶予期間満了日（第13条）
の翌日以後、年８％以下の会社の定める利率 
 で計算し、未払込保険料の払込猶予期間満了日
の翌日以後１年経過するごとに元金に繰り入れ
ます。

  ② 半年払契約の場合
  未払込保険料の払込猶予期間満了日の翌日以
後、半年４％以下の会社の定める利率  で計算
し、未払込保険料の払込猶予期間満了日の翌日
以後半年経過するごとに元金に繰り入れます。

  ③ 月払契約の場合
  保険料 ＊２ の払込期月に対応する払込猶予期間
満了日の翌日以後、月8/12％以下の会社の定
める利率  で計算し、保険料 ＊２ の払込期月に対
応する払込猶予期間満了日の翌日以後半年経過
するごとに元金に繰り入れます。ただし、本条
の規定による貸付が行われた後に、新たに本条
の規定による貸付が行われる場合で、直前の貸
付金の利息を元金に繰り入れる前に新たな貸付
金の利息が起算されるときは、直前の貸付金の
利息は、新たな貸付金の利息の起算日に元金に
繰り入れます。  

  ⑶ 本条の規定による貸付
金とその利息との合計
額 ＊３ が返戻金額を超え
たとき  

  保険契約者は、貸付元利金と返戻金額の差額以上の
金額を払い込むことを必要とします。この場合、会
社は、その旨を保険契約者に通知します。  

530



   第15条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
13条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第13条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第13条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき　  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第15条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第13条）の契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
払い込まれた保険料を保険契約者（死亡保険金を支払うときはその受取人）に払
い戻します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第13条）までに、死亡保険金の支払事由（第４条）または保険料の払込
免除事由（第10条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 死亡保険金を支払うと
き  

  未払込保険料を差し引いて支払います。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第16条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
13条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率  で割り引

きます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率  に

よる利息をつけて、これを前納金に繰り入れま
す。

  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第３条）の応
当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  

   第17条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  本条の１．に規定する金額を保
険料として払い込んだものとみ
なして第32条（返戻金）の規
定により計算し、本条または第
26条（保険契約者に対する貸
付）の規定による貸付金がある
ときは、貸付元利金を差し引い
た残額とします。

  ＊２ 保険料
本条の規定による貸付金により
充当される最終の月の保険料と
します。

  ＊３ 本条の規定による貸付金と
その利息との合計額

  第26条（保険契約者に対する
貸付）の規定による貸付金があ
るときは、貸付元利金を含んだ
金額とします。

  項　目    内　容  

  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上

12か月分以内の保険料とします。
  ② 会社の定める率  で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額については次のとおり
取り扱います。

  ⑴ 死亡保険金を支払う場合には、その受取人に支払います。
  ⑵ ⑴以外の場合には、保険契約者に支払います。  

  ★「会社の定める率」、「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、
最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せ
ください。当社ホームページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第17条  保険料の振替貸付

  １．保険料が払い込まれずに猶予期間（第13条）が満了したときは、あらかじめ保
険契約者から反対の申出がない限り、会社は、次の金額を保険契約者に貸し付け
て、保険料に充当します。

  ⑴ 年払契約および半年払契約の場合には、保険料に相当する金額
  ⑵ 月払契約の場合には、６か月分の保険料に相当する金額。ただし、本条の２．

－⑴の規定により６か月分の保険料に相当する金額の貸付ができないとき
は、貸付ができる範囲で最も多い月数分の保険料に相当する金額とします。  

  ２．保険料の振替貸付について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 貸付金とその利息との
合計額が返戻金額 ＊１ を
超えるとき  

  本条の規定による貸付は行いません。  

  ⑵ 貸付金の利息    ① 年払契約の場合
  未払込保険料の払込猶予期間満了日（第13条）
の翌日以後、年８％以下の会社の定める利率 
 で計算し、未払込保険料の払込猶予期間満了日
の翌日以後１年経過するごとに元金に繰り入れ
ます。

  ② 半年払契約の場合
  未払込保険料の払込猶予期間満了日の翌日以
後、半年４％以下の会社の定める利率  で計算
し、未払込保険料の払込猶予期間満了日の翌日
以後半年経過するごとに元金に繰り入れます。

  ③ 月払契約の場合
  保険料 ＊２ の払込期月に対応する払込猶予期間
満了日の翌日以後、月8/12％以下の会社の定
める利率  で計算し、保険料 ＊２ の払込期月に対
応する払込猶予期間満了日の翌日以後半年経過
するごとに元金に繰り入れます。ただし、本条
の規定による貸付が行われた後に、新たに本条
の規定による貸付が行われる場合で、直前の貸
付金の利息を元金に繰り入れる前に新たな貸付
金の利息が起算されるときは、直前の貸付金の
利息は、新たな貸付金の利息の起算日に元金に
繰り入れます。  

  ⑶ 本条の規定による貸付
金とその利息との合計
額 ＊３ が返戻金額を超え
たとき  

  保険契約者は、貸付元利金と返戻金額の差額以上の
金額を払い込むことを必要とします。この場合、会
社は、その旨を保険契約者に通知します。  
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   第19条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑷ 会社が⑶の通知を発し
た日を含む月の翌月末
日までに、貸付元利金
と返戻金額の差額以上
の金額が払い込まれな
いとき  

  この保険契約は、会社が⑶の通知を発した日を含む
月の翌々月１日から効力を失います。  

  ⑸ 貸付金の精算    会社は、次のときに、支払うべき金額から貸付元利
金を差し引きます。
  ① 死亡保険金が支払われるとき
  ② 死亡保険金額が減額（第30条）されたとき
  ③ ①以外の事由によってこの保険契約が消滅した

とき  
  ⑹ 本条の規定による貸付

を行わなかったものと
するとき  

  本条の規定による貸付が行われた場合でも、猶予期
間満了日の翌日からその日を含めて３か月以内に保
険契約者から次のいずれかの請求があったときは、
本条の規定による貸付を行わなかったものとして、
その請求による取扱いを行います。
  ① この保険契約の解約（第31条）
  ② 払済引受基準緩和型終身保険への変更（第29

条）。ただし、この保険契約が効力を失ってい
る場合（第18条）を除きます。  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   10 失効と復活について

   第18条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第13条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第32条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第19条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第18条（保険契約の失効）、第17条（保険料の振替貸付）の２．
－⑷または第26条（保険契約者に対する貸付）の⑶の規定によってこの保険契
約が効力を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３か月以内であれ
ば、必要書類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。
この場合、告知義務（第22条）および告知義務違反による解除（第23条）の規
定を適用します。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金

（第32条）の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをするこ
とはできません。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。また、第17条（保険料の振替貸付）の２．
－⑷または第26条（保険契約者に対する貸付）の⑶の規定によって効力を失っ
た保険契約を復活させるときは、別に貸付元利金と返戻金額の差額以上の金額を
払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、本条の２．の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   11 取消しと無効について

   第20条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第19条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第21条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
19条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 死亡保険金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に死亡保険金を不法に取得させる目的  

   12 告知義務と解除について

   第22条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第19条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、死亡保険金の支払事由（第４条）
または保険料の払込免除事由（第10条）の発生の可能性に関する重要な事項の
うち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とし
ます。

   第23条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第19条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第22条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、死亡保険金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由（第10条）
が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。
この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 死亡保険金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに死亡保険金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、死亡保険金の支払事由または保険料の払込免除
事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険
者または死亡保険金の受取人が証明したときは、会社は、死亡保険金の支払いま
たは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または死亡保険金の
受取人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第32条）があ
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   第19条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

  項　目    内　容  

  ⑷ 会社が⑶の通知を発し
た日を含む月の翌月末
日までに、貸付元利金
と返戻金額の差額以上
の金額が払い込まれな
いとき  

  この保険契約は、会社が⑶の通知を発した日を含む
月の翌々月１日から効力を失います。  

  ⑸ 貸付金の精算    会社は、次のときに、支払うべき金額から貸付元利
金を差し引きます。
  ① 死亡保険金が支払われるとき
  ② 死亡保険金額が減額（第30条）されたとき
  ③ ①以外の事由によってこの保険契約が消滅した

とき  
  ⑹ 本条の規定による貸付

を行わなかったものと
するとき  

  本条の規定による貸付が行われた場合でも、猶予期
間満了日の翌日からその日を含めて３か月以内に保
険契約者から次のいずれかの請求があったときは、
本条の規定による貸付を行わなかったものとして、
その請求による取扱いを行います。
  ① この保険契約の解約（第31条）
  ② 払済引受基準緩和型終身保険への変更（第29

条）。ただし、この保険契約が効力を失ってい
る場合（第18条）を除きます。  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   10 失効と復活について

   第18条  保険契約の失効

  １．保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第13条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

  ２．本条の１．の規定によりこの保険契約が効力を失った場合で、返戻金（第32条）
があるときは、保険契約者は、この返戻金の支払いを請求することができます。

  ３．本条の２．の規定により返戻金の支払請求があったときは、会社は、この返戻金
の支払請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて５営業
日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

   第19条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第18条（保険契約の失効）、第17条（保険料の振替貸付）の２．
－⑷または第26条（保険契約者に対する貸付）の⑶の規定によってこの保険契
約が効力を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３か月以内であれ
ば、必要書類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。
この場合、告知義務（第22条）および告知義務違反による解除（第23条）の規
定を適用します。ただし、この保険契約が効力を失った後、保険契約者が返戻金

（第32条）の支払いを請求したときは、この保険契約の復活 ＊１ の申込みをするこ
とはできません。

  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が
この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。また、第17条（保険料の振替貸付）の２．
－⑷または第26条（保険契約者に対する貸付）の⑶の規定によって効力を失っ
た保険契約を復活させるときは、別に貸付元利金と返戻金額の差額以上の金額を
払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、本条の２．の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   11 取消しと無効について

   第20条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第19条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第21条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
19条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 死亡保険金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に死亡保険金を不法に取得させる目的  

   12 告知義務と解除について

   第22条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第19条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、死亡保険金の支払事由（第４条）
または保険料の払込免除事由（第10条）の発生の可能性に関する重要な事項の
うち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とし
ます。

   第23条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第19条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第22条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、死亡保険金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由（第10条）
が生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。
この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 死亡保険金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに死亡保険金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、死亡保険金の支払事由または保険料の払込免除
事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険
者または死亡保険金の受取人が証明したときは、会社は、死亡保険金の支払いま
たは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または死亡保険金の
受取人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第32条）があ
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   第24条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   第25条  補足説明

  ＊１ 保険金
  この保険契約の死亡保険金また
は保険料の払込免除をいいま
す。

るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第24条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第23条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結、復活（第19条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第22条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第22条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に死亡保険金の支払事由（第４
条）または保険料の払込免除事由（第10条）が生じないで、その期間を経
過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第22条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第25条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者または死亡保険金の受取人が保険金 ＊１ を詐取する目的もしくは他
人に保険金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 保険金 ＊１ の請求に関し、保険金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または死亡保険金の受取人が、次のいずれかに該当す
るとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または死亡保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がそ

の法人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与している
と認められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または死亡保険
金の受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期
待しえない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または死亡保険金の受取人のいずれかが他の保険

者との間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除され
たとき  

  ２．会社は、死亡保険金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由（第10条）
が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この

  第25条  補足説明

 ＊  ２ 死亡保険金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが死亡保
険金の受取人のみであり、その
死亡保険金の受取人が死亡保険
金の一部の受取人であるとき
は、死亡保険金のうち、その受
取人に支払われるべき死亡保険
金をいいます。

   第26条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  第32条（返戻金）の規定によ
り計算し、第17条（保険料の
振替貸付）または本条の規定に
よる貸付金があるときは、貸付
元利金を差し引いた残額としま
す。

  ＊２ 本条の規定による貸付金と
その利息との合計額

  第17条（保険料の振替貸付）
の規定による貸付金があるとき
は、貸付元利金を含んだ金額と
します。

場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、死亡保険
金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その死亡保険金
の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 死亡保険金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに死亡保険金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第23条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第32条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、死亡保険金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の
規定を適用し死亡保険金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない
死亡保険金に対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返
戻金を保険契約者に支払います。

   13 保険契約者に対する貸付について

   第26条  保険契約者に対する貸付

  保険契約者は、返戻金額 ＊１ のうち会社の定める限度内で、貸付を受けることがで
きます。この場合、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 貸付金の利息    会社の定める利率  で計算します。  
  ⑵ 本条の規定による貸付

金とその利息との合計
額 ＊２ が返戻金額を超え
たとき  

  保険契約者は、貸付元利金と返戻金額の差額以上の
金額を払い込むことを必要とします。この場合、会
社は、その旨を保険契約者に通知します。  

  ⑶ 会社が⑵の通知を発し
た日を含む月の翌月末
日までに、貸付元利金
と返戻金額の差額以上
の金額が払い込まれな
いとき  

  この保険契約は、会社が⑵の通知を発した日を含む
月の翌々月１日から効力を失います。  

  ⑷ 貸付金の精算    会社は、次のときに、支払うべき金額から貸付元利
金を差し引きます。
  ① 死亡保険金が支払われるとき
  ② 死亡保険金額が減額（第30条）されたとき
  ③ ①以外の事由によってこの保険契約が消滅した

とき  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   14 契約内容の変更について

   第27条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第13条（保険料の払込み）および第14条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第13条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
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   第24条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

   第25条  補足説明

  ＊１ 保険金
  この保険契約の死亡保険金また
は保険料の払込免除をいいま
す。

るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第24条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第23条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結、復活（第19条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第22条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第22条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に死亡保険金の支払事由（第４
条）または保険料の払込免除事由（第10条）が生じないで、その期間を経
過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合に、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第22条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第25条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

  ⑴ 保険契約者または死亡保険金の受取人が保険金 ＊１ を詐取する目的もしくは他
人に保険金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 保険金 ＊１ の請求に関し、保険金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または死亡保険金の受取人が、次のいずれかに該当す
るとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または死亡保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がそ

の法人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与している
と認められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または死亡保険
金の受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期
待しえない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または死亡保険金の受取人のいずれかが他の保険

者との間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除され
たとき  

  ２．会社は、死亡保険金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由（第10条）
が生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この

  第25条  補足説明

 ＊  ２ 死亡保険金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが死亡保
険金の受取人のみであり、その
死亡保険金の受取人が死亡保険
金の一部の受取人であるとき
は、死亡保険金のうち、その受
取人に支払われるべき死亡保険
金をいいます。

   第26条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  第32条（返戻金）の規定によ
り計算し、第17条（保険料の
振替貸付）または本条の規定に
よる貸付金があるときは、貸付
元利金を差し引いた残額としま
す。

  ＊２ 本条の規定による貸付金と
その利息との合計額

  第17条（保険料の振替貸付）
の規定による貸付金があるとき
は、貸付元利金を含んだ金額と
します。

場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、死亡保険
金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その死亡保険金
の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 死亡保険金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに死亡保険金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第23条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第32条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、死亡保険金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の
規定を適用し死亡保険金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない
死亡保険金に対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返
戻金を保険契約者に支払います。

   13 保険契約者に対する貸付について

   第26条  保険契約者に対する貸付

  保険契約者は、返戻金額 ＊１ のうち会社の定める限度内で、貸付を受けることがで
きます。この場合、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 貸付金の利息    会社の定める利率  で計算します。  
  ⑵ 本条の規定による貸付

金とその利息との合計
額 ＊２ が返戻金額を超え
たとき  

  保険契約者は、貸付元利金と返戻金額の差額以上の
金額を払い込むことを必要とします。この場合、会
社は、その旨を保険契約者に通知します。  

  ⑶ 会社が⑵の通知を発し
た日を含む月の翌月末
日までに、貸付元利金
と返戻金額の差額以上
の金額が払い込まれな
いとき  

  この保険契約は、会社が⑵の通知を発した日を含む
月の翌々月１日から効力を失います。  

  ⑷ 貸付金の精算    会社は、次のときに、支払うべき金額から貸付元利
金を差し引きます。
  ① 死亡保険金が支払われるとき
  ② 死亡保険金額が減額（第30条）されたとき
  ③ ①以外の事由によってこの保険契約が消滅した

とき  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   14 契約内容の変更について

   第27条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第13条（保険料の払込み）および第14条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第13条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
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   第29条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  第32条（返戻金）の規定によ
り計算し、第17条（保険料の
振替貸付）または第26条（保
険契約者に対する貸付）の規定
による貸付金があるときは、貸
付元利金を差し引いた残額とし
ます。

法（回数）を年払または半年払とします。

   第28条  保険料払込期間の変更

  この保険契約の保険料払込期間の変更は取り扱いません。

   第29条  払済引受基準緩和型終身保険への変更

  １．保険契約者は、将来の保険料の払込みを中止して、この保険契約を払済引受基準
緩和型終身保険に変更 ★ することができます。ただし、変更後の死亡保険金額が
会社の定める金額に満たないときは、この取扱いをしません。

  ２．払済引受基準緩和型終身保険への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後の死亡保険金額    返戻金額 ＊１ によって定めます。  
  ⑵ 払済引受基準緩和型終

身保険に変更されたと
き  

  ① 払済引受基準緩和型終身保険に変更された旨を
保険契約者に通知（電気通信回線に接続してい
る情報処理の用に供する機器上に設けられた画
面表示による提供を含みます。）します。

  ② 第32条（返戻金）の規定にかかわらず、払済
引受基準緩和型終身保険に変更後の返戻金額は
抑制しません。  

  ★「払済引受基準緩和型終身保険への変更の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸
請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145参照）。  

   第30条  死亡保険金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって死亡保険金額を減額 ★ することができます。ただ
し、会社は、減額後の死亡保険金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱い
ません。

  ２．死亡保険金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分に対応する返戻金（第32条）があるときは、この返戻金を保険契約
者に支払います。この場合、第８条（死亡保険金の支払時期）の１．の規定
を準用します。

  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 死亡保険金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   15 解約等について

   第31条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第32条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第32条  補足説明

  ＊１ 低解約返戻金割合
  低解約返戻金期間中の返戻金の
支払割合をいい、70％としま
す。

  ＊２ 保険契約の解約（第31条）
等

  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ 保険契約の解約（第31条）
  ⑵ 保険契約の失効（第18条）
  ⑶ 告知義務違反による解除

（第23条)
  ⑷ 重大事由による解除（第

25条）
  ⑸ 払済引受基準緩和型終身保

険への変更（第29条）
  ⑹ 死亡保険金額の減額（第

30条）

   第33条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
13条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第34条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   第32条  返戻金

  １．返戻金は、保険料を払い込んだ年月数により計算します。なお、低解約返戻金期
間中の返戻金額は、返戻金を抑制しない場合の金額に低解約返戻金割合 ＊１ を乗じ
た金額とします。

  ２．本条の１．にかかわらず、保険契約の解約(第31条)等 ＊２ の時期が低解約返戻金
期間経過後にある場合でも、次のいずれかのときは、返戻金額は、返戻金を抑制
しない場合の金額に低解約返戻金割合 ＊１ を乗じた金額とします。

  ⑴ 低解約返戻金期間を保険料払込期間とする場合には、保険料払込期間中の最
終の保険料が払い込まれていないとき

  ⑵ 低解約返戻金期間を契約成立日（第３条）から被保険者の年齢が85歳とな
る契約成立日の応当日（年単位）の前日までの期間とする場合には、被保険
者の年齢が85歳となる契約成立日の応当日（年単位）を含む払込期月の保
険料が払い込まれていないとき  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。

   第33条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第10条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡保険金を支払うときはそ
の受取人に支払います。

  ⑴ 死亡保険金の支払事由（第４条）または免責事由（第５条）に該当したとき（保
険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第23条）または重大事由（第25条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第30条）または解約（第31条）されたとき  

   第34条  死亡保険金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす死亡保険金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過
するまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ
会社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、死亡保険金の支払事由（第
４条）が生じ、会社が死亡保険金を支払うべきときは、その支払うべき金額の限
度で、本条の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金
額から債権者等に支払った金額を差し引いた残額を、死亡保険金の受取人に支払
います。

   16 保険金の受取人および保険契約者について

   第35条  会社への通知による死亡保険金の受取人の変更

  １．保険契約者は、死亡保険金の支払事由（第４条）が発生するまでは、被保険者の
同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、死亡保険金の受取人を変更する
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   第29条  補足説明

  ＊１ 返戻金額
  第32条（返戻金）の規定によ
り計算し、第17条（保険料の
振替貸付）または第26条（保
険契約者に対する貸付）の規定
による貸付金があるときは、貸
付元利金を差し引いた残額とし
ます。

法（回数）を年払または半年払とします。

   第28条  保険料払込期間の変更

  この保険契約の保険料払込期間の変更は取り扱いません。

   第29条  払済引受基準緩和型終身保険への変更

  １．保険契約者は、将来の保険料の払込みを中止して、この保険契約を払済引受基準
緩和型終身保険に変更 ★ することができます。ただし、変更後の死亡保険金額が
会社の定める金額に満たないときは、この取扱いをしません。

  ２．払済引受基準緩和型終身保険への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後の死亡保険金額    返戻金額 ＊１ によって定めます。  
  ⑵ 払済引受基準緩和型終

身保険に変更されたと
き  

  ① 払済引受基準緩和型終身保険に変更された旨を
保険契約者に通知（電気通信回線に接続してい
る情報処理の用に供する機器上に設けられた画
面表示による提供を含みます。）します。

  ② 第32条（返戻金）の規定にかかわらず、払済
引受基準緩和型終身保険に変更後の返戻金額は
抑制しません。  

  ★「払済引受基準緩和型終身保険への変更の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸
請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145参照）。  

   第30条  死亡保険金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって死亡保険金額を減額 ★ することができます。ただ
し、会社は、減額後の死亡保険金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱い
ません。

  ２．死亡保険金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分に対応する返戻金（第32条）があるときは、この返戻金を保険契約
者に支払います。この場合、第８条（死亡保険金の支払時期）の１．の規定
を準用します。

  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 死亡保険金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   15 解約等について

   第31条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第32条）があるときは、会社は、
この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第32条  補足説明

  ＊１ 低解約返戻金割合
  低解約返戻金期間中の返戻金の
支払割合をいい、70％としま
す。

  ＊２ 保険契約の解約（第31条）
等

  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ 保険契約の解約（第31条）
  ⑵ 保険契約の失効（第18条）
  ⑶ 告知義務違反による解除

（第23条)
  ⑷ 重大事由による解除（第

25条）
  ⑸ 払済引受基準緩和型終身保

険への変更（第29条）
  ⑹ 死亡保険金額の減額（第

30条）

   第33条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
13条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第34条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

   第32条  返戻金

  １．返戻金は、保険料を払い込んだ年月数により計算します。なお、低解約返戻金期
間中の返戻金額は、返戻金を抑制しない場合の金額に低解約返戻金割合 ＊１ を乗じ
た金額とします。

  ２．本条の１．にかかわらず、保険契約の解約(第31条)等 ＊２ の時期が低解約返戻金
期間経過後にある場合でも、次のいずれかのときは、返戻金額は、返戻金を抑制
しない場合の金額に低解約返戻金割合 ＊１ を乗じた金額とします。

  ⑴ 低解約返戻金期間を保険料払込期間とする場合には、保険料払込期間中の最
終の保険料が払い込まれていないとき

  ⑵ 低解約返戻金期間を契約成立日（第３条）から被保険者の年齢が85歳とな
る契約成立日の応当日（年単位）の前日までの期間とする場合には、被保険
者の年齢が85歳となる契約成立日の応当日（年単位）を含む払込期月の保
険料が払い込まれていないとき  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、会
社の定める経過年数に応じて計算した金額を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。

   第33条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第10条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡保険金を支払うときはそ
の受取人に支払います。

  ⑴ 死亡保険金の支払事由（第４条）または免責事由（第５条）に該当したとき（保
険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除きます。）

  ⑵ 告知義務違反（第23条）または重大事由（第25条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第30条）または解約（第31条）されたとき  

   第34条  死亡保険金の受取人による保険契約の存続

  １．保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす死亡保険金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過
するまでの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ
会社にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、死亡保険金の支払事由（第
４条）が生じ、会社が死亡保険金を支払うべきときは、その支払うべき金額の限
度で、本条の２．の金額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金
額から債権者等に支払った金額を差し引いた残額を、死亡保険金の受取人に支払
います。

   16 保険金の受取人および保険契約者について

   第35条  会社への通知による死亡保険金の受取人の変更

  １．保険契約者は、死亡保険金の支払事由（第４条）が発生するまでは、被保険者の
同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、死亡保険金の受取人を変更する
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   第40条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

ことができます。
  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の死亡保険金の受取人に死亡保険

金を支払ったときは、その支払い後に変更後の死亡保険金の受取人から死亡保険
金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第36条  遺言による死亡保険金の受取人の変更

  １．第35条（会社への通知による死亡保険金の受取人の変更）に定めるほか、保険
契約者は、死亡保険金の支払事由（第４条）が発生するまでは、法律上有効な遺
言により、死亡保険金の受取人を変更することができます。

  ２．本条の１．の死亡保険金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効
力を生じません。

  ３．本条の１．および２．による死亡保険金の受取人の変更は、保険契約者が死亡し
た後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗すること
ができません。

   第37条  死亡保険金の受取人の死亡

  １．死亡保険金の受取人が死亡保険金の支払事由（第４条）の発生以前に死亡したと
きは、その法定相続人を死亡保険金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により死亡保険金の受取人となった者が死亡した場合で、この
者に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により死亡保険金の受取人と
なった者のうち生存している他の死亡保険金の受取人を死亡保険金の受取人とし
ます。

  ３．本条の１．および２．により死亡保険金の受取人となった者が２人以上いるとき
は、その受取割合は均等とします。

   第38条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第39条  保険契約者の代表者および死亡保険金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡保険金の受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準じて取り

扱います。

   17 契約年齢の計算等について

   第40条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第３
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第43条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険料払込期間満了後は、保険
料払込期間満了日の翌日としま
す。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条において「５年
ごと応当日」といいます。

  ＊３ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   第41条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第40条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第３条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは死亡保険金額を調整して処理します。

   第42条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または死亡保険金額を調
整して処理します。

   18 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第43条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約成立日 ＊１ （第
３条）の５年ごとの応当日 ＊２ が到
来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員
配当金の全額を会社の定める利率 
 による利息をつけて積み立てます。
ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前
日までの保険料がすべて払い込ま
れている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当
金は、次のとおり支払います。
  ア．死亡保険金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．死亡保険金の支払以外により

保険契約が消滅するときは、
保険契約者に支払います。

  ウ．保険契約者から請求があった
ときは、保険契約者に支払い
ます。  

  ⑵ 次の事業年度中に保険契約の転換
により消滅する保険契約  

  返戻金に加えて取り扱います。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約成立日 ＊１ お
よび直前の５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を経過して、
死亡保険金の支払いにより消滅す
る保険契約  

  死亡保険金とともにその受取人に支払
います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約成立日 ＊１ か
らその日を含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ からその日を
含めて１年を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消滅する保険
契約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。
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   第40条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

ことができます。
  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の死亡保険金の受取人に死亡保険

金を支払ったときは、その支払い後に変更後の死亡保険金の受取人から死亡保険
金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第36条  遺言による死亡保険金の受取人の変更

  １．第35条（会社への通知による死亡保険金の受取人の変更）に定めるほか、保険
契約者は、死亡保険金の支払事由（第４条）が発生するまでは、法律上有効な遺
言により、死亡保険金の受取人を変更することができます。

  ２．本条の１．の死亡保険金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効
力を生じません。

  ３．本条の１．および２．による死亡保険金の受取人の変更は、保険契約者が死亡し
た後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗すること
ができません。

   第37条  死亡保険金の受取人の死亡

  １．死亡保険金の受取人が死亡保険金の支払事由（第４条）の発生以前に死亡したと
きは、その法定相続人を死亡保険金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により死亡保険金の受取人となった者が死亡した場合で、この
者に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により死亡保険金の受取人と
なった者のうち生存している他の死亡保険金の受取人を死亡保険金の受取人とし
ます。

  ３．本条の１．および２．により死亡保険金の受取人となった者が２人以上いるとき
は、その受取割合は均等とします。

   第38条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第39条  保険契約者の代表者および死亡保険金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡保険金の受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準じて取り

扱います。

   17 契約年齢の計算等について

   第40条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の
ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。

  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第３
条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第43条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険料払込期間満了後は、保険
料払込期間満了日の翌日としま
す。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条において「５年
ごと応当日」といいます。

  ＊３ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   第41条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第40条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第３条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは死亡保険金額を調整して処理します。

   第42条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または死亡保険金額を調
整して処理します。

   18 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第43条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約成立日 ＊１ （第
３条）の５年ごとの応当日 ＊２ が到
来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員
配当金の全額を会社の定める利率 
 による利息をつけて積み立てます。
ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前
日までの保険料がすべて払い込ま
れている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当
金は、次のとおり支払います。
  ア．死亡保険金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．死亡保険金の支払以外により

保険契約が消滅するときは、
保険契約者に支払います。

  ウ．保険契約者から請求があった
ときは、保険契約者に支払い
ます。  

  ⑵ 次の事業年度中に保険契約の転換
により消滅する保険契約  

  返戻金に加えて取り扱います。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約成立日 ＊１ お
よび直前の５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を経過して、
死亡保険金の支払いにより消滅す
る保険契約  

  死亡保険金とともにその受取人に支払
います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約成立日 ＊１ か
らその日を含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ からその日を
含めて１年を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消滅する保険
契約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。
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   第46条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第19条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第８
条（死亡保険金の支払時期）の１．の規定を準用します。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   19 その他

   第44条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第45条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第46条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 死亡保険金の金額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ （第３条）
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

   第48条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金の受取人
  死亡保険金の受取人が２人以上
いるときは、その代表者としま
す。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第47条  時効

  死亡保険金（第４条）、保険料の払込免除（第10条）、返戻金（第32条）または
社員配当金（第43条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使で
きるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第48条  管轄裁判所

  １．この保険契約における死亡保険金の請求に関する訴訟については、会社の本社の
所在地または死亡保険金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２

 の所在地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。
  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の

１．の規定を準用します。
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   第46条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第19条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

  ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第８
条（死亡保険金の支払時期）の１．の規定を準用します。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   19 その他

   第44条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第45条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第46条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 死亡保険金の金額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ （第３条）
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

   第48条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金の受取人
  死亡保険金の受取人が２人以上
いるときは、その代表者としま
す。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

   

  ９．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第47条  時効

  死亡保険金（第４条）、保険料の払込免除（第10条）、返戻金（第32条）または
社員配当金（第43条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使で
きるようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第48条  管轄裁判所

  １．この保険契約における死亡保険金の請求に関する訴訟については、会社の本社の
所在地または死亡保険金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２

 の所在地を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。
  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の

１．の規定を準用します。
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   別表１　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  表１

  用語    定義  

  急激    事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発    事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来    事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入

または嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物

酔いならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表２　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  U04  

  

別表３　死亡保険金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．死亡保険金の支払い  

  ⑴ 死亡保険金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 不慮の事故（別表１）を原因とするときは、不慮の事故（別表１）であることを証

明する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 死亡保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 死亡保険金の受取人の印鑑証明書
  ⑺ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 不慮の事故（別表１）であることを証明する書類
  ⑷ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 死亡保険金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診

断を行わせることがあります。  

  
別表４　保険料払込免除の対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
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   別表１　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  表１

  用語    定義  

  急激    事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発    事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来    事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入

または嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物

酔いならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表２　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  U04  

  

別表３　死亡保険金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．死亡保険金の支払い  

  ⑴ 死亡保険金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 不慮の事故（別表１）を原因とするときは、不慮の事故（別表１）であることを証

明する書類
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 死亡保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ 死亡保険金の受取人の印鑑証明書
  ⑺ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 不慮の事故（別表１）であることを証明する書類
  ⑷ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 死亡保険金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診

断を行わせることがあります。  

  
別表４　保険料払込免除の対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
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  ４．常に介護を要するもの
  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。
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  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第21条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第38条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ４ 給付金の支払いについて

   第４条  給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して給付金をその受取人に支払います。ただし、免責
事由（第５条）に該当するときは支払いません。

    第１条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ５年ごと利差配当付引受基準緩和型医療保険（返戻金なし型）普通保険約款  
  （実施　平24.10.2 ／改正　平26.10.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    病気・けがによる所定の入院や手術等に対する保障  
  給付金の種類    ⑴ 入院給付金

  ⑵ 入院準備費用給付金(保険契約の型がＢ型の場合に限ります。)
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金
  ⑸ 死亡給付金（保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保険料払込期間満了後の保険期間

中の場合に限ります。）  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 用語の意義について

   第１条  用語の意義

  この普通保険約款において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  保険年度    第３条の２．に規定する責任開始の日から契約成立
日の１年後の応当日の前日までの期間を第１保険年
度とし、以後、契約成立日の応当日（年単位） ＊１ ご
とに１年を加えて計算します。  

   ２ 保険契約の型について

   第２条  保険契約の型

  １．保険契約の型は、給付金の組合せにより、次のＡ型およびＢ型があります。保険
契約者は、この保険契約締結の際、会社の取扱いの範囲内で、いずれか１つの型
を選択することを必要とします。

保険契約の型
給付金

  Ａ型    Ｂ型  

  入院給付金    ○    ○  
  入院準備費用給付金    －    ○  
  手術給付金    ○    ○  
  放射線治療給付金    ○    ○  
  死亡給付金    ○    ○  
  （注）○：当該給付金が組み込まれていることを表します。

  ただし、死亡給付金については、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合に限ります。

  ２．本条の１．により選択された保険契約の型の変更は取り扱いません。

   ３ 保障の開始について

   第３条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。
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  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、この保険契約の申込みを
承諾した後に第１回保険料を受け
取った場合  

  第１回保険料を受け取った時  

  ⑵ 会社が、第１回保険料相当額を受
け取った後にこの保険契約の申込
みを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第21条）

を受けた時
  ② 第１回保険料相当額を受け取った

時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日 ★

 とします。契約年齢（第38条）の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ３．この保険契約の申込みに対して会社が承諾したときは、次の事項を記載した保険
証券を発行します。

  ⑴ 会社名
  ⑵ 保険契約者の氏名または名称
  ⑶ 被保険者の氏名その他の被保険者を特定するために必要な事項
  ⑷ 受取人の氏名または名称
  ⑸ 支払事由
  ⑹ 保険期間
  ⑺ 保険給付の額
  ⑻ 保険料およびその払込方法
  ⑼ 契約成立日
  ⑽ 保険証券を作成した年月日  

  ★「契約成立日」⇒「ご契約のしおり」の「主な保険用語の説明」に掲載しています（P.8参
照）。  

   ４ 給付金の支払いについて

   第４条  給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して給付金をその受取人に支払います。ただし、免責
事由（第５条）に該当するときは支払いません。

    第１条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

  ５年ごと利差配当付引受基準緩和型医療保険（返戻金なし型）普通保険約款  
  （実施　平24.10.2 ／改正　平26.10.2）  

  この保険の特色  

  目的・内容    病気・けがによる所定の入院や手術等に対する保障  
  給付金の種類    ⑴ 入院給付金

  ⑵ 入院準備費用給付金(保険契約の型がＢ型の場合に限ります。)
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金
  ⑸ 死亡給付金（保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、保険料払込期間満了後の保険期間

中の場合に限ります。）  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この保険契約には、返戻金はありません。ただし、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合には、返戻金があります。  

   １ 用語の意義について

   第１条  用語の意義

  この普通保険約款において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  保険年度    第３条の２．に規定する責任開始の日から契約成立
日の１年後の応当日の前日までの期間を第１保険年
度とし、以後、契約成立日の応当日（年単位） ＊１ ご
とに１年を加えて計算します。  

   ２ 保険契約の型について

   第２条  保険契約の型

  １．保険契約の型は、給付金の組合せにより、次のＡ型およびＢ型があります。保険
契約者は、この保険契約締結の際、会社の取扱いの範囲内で、いずれか１つの型
を選択することを必要とします。

保険契約の型
給付金

  Ａ型    Ｂ型  

  入院給付金    ○    ○  
  入院準備費用給付金    －    ○  
  手術給付金    ○    ○  
  放射線治療給付金    ○    ○  
  死亡給付金    ○    ○  
  （注）○：当該給付金が組み込まれていることを表します。

  ただし、死亡給付金については、保険期間が終身の保険契約の場合で、かつ、
保険料払込期間満了後の保険期間中の場合に限ります。

  ２．本条の１．により選択された保険契約の型の変更は取り扱いません。

   ３ 保障の開始について

   第３条  責任開始の時

  １．この保険契約の保障は、次の責任開始の時に開始します。
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  第４条  補足説明

   ＊５ 医科診療報酬点数表に手術
料の算定対象として列挙さ
れている手術

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に手術料の算定対
象として列挙されている手術の
うち、医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点における医科診
療報酬点数表に限ります。）に
おいても手術料の算定対象とし
て列挙されている手術を含みま
す。

  ＊６ 先進医療に該当する手術
  放射線照射および温熱療法によ
る診療行為は含まれません。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

手
術
給
付
金      

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす手術（別表４ ★ ）を受け
たとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする手術

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする手術

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における手術

  ⑷ 次のいずれかに該当する手術
  ① 公的医療保険制度（別表

５ ★ ）に基づく医科診療報
酬点数表（別表６ ★ ）（以
下「医科診療報酬点数表」
といいます。）に手術料の
算定対象として列挙されて
いる手術 ＊５ 
  ただし、次に定める手術は
除きます。
  ア．創傷処理（創傷処理に

伴う縫合術を含みま
す。）

  イ．皮膚切開術
  ウ．デブリードマン
  エ．骨、軟骨、関節のいず

れかに対する整復術、
整復固定術、授動術の
うち非観血的または徒
手的なもの

  オ．外耳道異物除去術また
は鼻内異物摘出術

  カ．皮膚腫瘍または皮下腫
瘍の摘出術

  キ．会陰（陰門）切開およ
び縫合術（分娩時）ま
たは胎児外回転術

  ク．抜歯手術
  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該

当する手術 ＊６     

  手術給付金の支払事由が生じた
保険年度に応じ、手術給付金の
金額は、手術１回につき、次の
とおりとします。        

  第１保険年度  
  第２保険年度

以後  

  次のいずれか
の金額
  ⑴入院中に受

けた手術
  （入院給付金

日額）
  ×
  10
  ×

  50％
  ⑵入院中以外

に受けた手
術

  （入院給付金
日額）

  ×
  ５
  ×

  50％
      ただし、責任
開始の時 ＊１ 以
後に生じた傷
害 ＊２ を直接の
原因とする場
合には、50％
の削減支払を
行いません。    

  次のいずれか
の金額
  ⑴入院中に受

けた手術
  （入院給付金

日額）
  ×
  10

  ⑵入院中以外
に受けた手
術

 （入院給付金
日額）

  ×
  ５  

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  （注） 医科診療報酬点数表において一連の治療過程に連続して受けた
場合でも手術料が１回のみ算定されるものとして定められてい
る手術および同一の先進医療（別表８ ★ ）に該当する手術 ＊６ は、
本条の２．－⑷－③および④の規定により、14日（別表９ ★ に
定める非電離放射線による療法の場合には60日）に１回の給
付を限度とします。    

   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第18条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 傷害
  責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）を直接
の原因とする傷害をいいます。

  ＊３ 疾病
  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存 Ａ は
含みません。なお、責任開始の
時 ＊１ 以後に生じた「不慮の事故

（別表２ ★ ）以外の外因」を直
接の原因とする傷害について
は、疾病とみなして取り扱いま
す。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

 
   ＊４ 入院日数が１日

  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

入
院
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす入院（別表１ ★ ）をした
とき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする入院

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする入院

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
への入院

  ⑷ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院    

  入院給付金の支払事由が生じた
保険年度に応じ、入院給付金の
金額は、１回の入院につき、次
のとおりとします。

  第１保険年度  
  第２保険年度

以後  

  （入院給付金
日額）

  ×
  （入院日数）

  ×
  50％

    ただし、責任
開始の時 ＊１ 以
後に生じた傷
害 ＊２ を直接の
原因とする場
合には、50％
の削減支払を
行いません。        

  （入院給付金
日額）

×
（入院日数）  

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  

入
院
準
備
費
用
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に、入院給
付金が支払われる入院を開始したと
き  

  入院準備費用給付金の支払事由
が生じた保険年度に応じ、入院
準備費用給付金の金額は、１回
の入院につき、次のとおりとし
ます。

  第１保険年度  
  第２保険年度

以後  

  （入院給付金
日額） 

×
10
×

 50％
      ただし、責任
開始の時 ＊１ 以
後に生じた傷
害 ＊２ を直接の
原因とする場
合には、50％
の削減支払を
行いません。      

  （入院給付金
日額）
 ×
 10  
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  第４条  補足説明

   ＊５ 医科診療報酬点数表に手術
料の算定対象として列挙さ
れている手術

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に手術料の算定対
象として列挙されている手術の
うち、医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点における医科診
療報酬点数表に限ります。）に
おいても手術料の算定対象とし
て列挙されている手術を含みま
す。

  ＊６ 先進医療に該当する手術
  放射線照射および温熱療法によ
る診療行為は含まれません。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

手
術
給
付
金      

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす手術（別表４ ★ ）を受け
たとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする手術

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする手術

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における手術

  ⑷ 次のいずれかに該当する手術
  ① 公的医療保険制度（別表

５ ★ ）に基づく医科診療報
酬点数表（別表６ ★ ）（以
下「医科診療報酬点数表」
といいます。）に手術料の
算定対象として列挙されて
いる手術 ＊５ 
  ただし、次に定める手術は
除きます。
  ア．創傷処理（創傷処理に

伴う縫合術を含みま
す。）

  イ．皮膚切開術
  ウ．デブリードマン
  エ．骨、軟骨、関節のいず

れかに対する整復術、
整復固定術、授動術の
うち非観血的または徒
手的なもの

  オ．外耳道異物除去術また
は鼻内異物摘出術

  カ．皮膚腫瘍または皮下腫
瘍の摘出術

  キ．会陰（陰門）切開およ
び縫合術（分娩時）ま
たは胎児外回転術

  ク．抜歯手術
  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該

当する手術 ＊６     

  手術給付金の支払事由が生じた
保険年度に応じ、手術給付金の
金額は、手術１回につき、次の
とおりとします。        

  第１保険年度  
  第２保険年度

以後  

  次のいずれか
の金額
  ⑴入院中に受

けた手術
  （入院給付金

日額）
  ×
  10
  ×

  50％
  ⑵入院中以外

に受けた手
術

  （入院給付金
日額）

  ×
  ５
  ×

  50％
      ただし、責任
開始の時 ＊１ 以
後に生じた傷
害 ＊２ を直接の
原因とする場
合には、50％
の削減支払を
行いません。    

  次のいずれか
の金額
  ⑴入院中に受

けた手術
  （入院給付金

日額）
  ×
  10

  ⑵入院中以外
に受けた手
術

 （入院給付金
日額）

  ×
  ５  

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  （注） 医科診療報酬点数表において一連の治療過程に連続して受けた
場合でも手術料が１回のみ算定されるものとして定められてい
る手術および同一の先進医療（別表８ ★ ）に該当する手術 ＊６ は、
本条の２．－⑷－③および④の規定により、14日（別表９ ★ に
定める非電離放射線による療法の場合には60日）に１回の給
付を限度とします。    

   第４条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第18条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 傷害
  責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）を直接
の原因とする傷害をいいます。

  ＊３ 疾病
  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存 Ａ は
含みません。なお、責任開始の
時 ＊１ 以後に生じた「不慮の事故

（別表２ ★ ）以外の外因」を直
接の原因とする傷害について
は、疾病とみなして取り扱いま
す。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

 
   ＊４ 入院日数が１日

  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

入
院
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に次のすべ
てを満たす入院（別表１ ★ ）をした
とき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする入院

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする入院

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
への入院

  ⑷ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院    

  入院給付金の支払事由が生じた
保険年度に応じ、入院給付金の
金額は、１回の入院につき、次
のとおりとします。

  第１保険年度  
  第２保険年度

以後  

  （入院給付金
日額）

  ×
  （入院日数）

  ×
  50％

    ただし、責任
開始の時 ＊１ 以
後に生じた傷
害 ＊２ を直接の
原因とする場
合には、50％
の削減支払を
行いません。        

  （入院給付金
日額）

×
（入院日数）  

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  

入
院
準
備
費
用
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に、入院給
付金が支払われる入院を開始したと
き  

  入院準備費用給付金の支払事由
が生じた保険年度に応じ、入院
準備費用給付金の金額は、１回
の入院につき、次のとおりとし
ます。

  第１保険年度  
  第２保険年度

以後  

  （入院給付金
日額） 

×
10
×

 50％
      ただし、責任
開始の時 ＊１ 以
後に生じた傷
害 ＊２ を直接の
原因とする場
合には、50％
の削減支払を
行いません。      

  （入院給付金
日額）
 ×
 10  
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  ⑵ 入院給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により入院をしたとき  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊９ からその日を含めて２年を経

過した後に入院を開始した場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊10 に、会社が、告知（第

21条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。

  エ．責任開始の時 ＊１ 以後に、その原因による症状が
悪化したことまたはその原因と医学上密接な関
係にある疾病 ＊３ を発病したことなどにより、
責任開始の時 ＊１ 前を含めて初めてその入院が
必要であると医師に診断された場合。ただし、
告知義務違反（第22条）があったときは、こ
の限りではありません。  

  ② 被保険者が、保険期間
中に入院給付金の支払
事由に定める入院を開
始した場合で、その入
院が保険期間満了日を
含んで継続したとき  

  その継続した入院について、保険期間満了後も保険
期間中の入院とみなします。
  （注） この規定は、入院準備費用給付金、手術給付

金、放射線治療給付金および死亡給付金の支
払いに関しては適用しません。  

  ③ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊11 を直接の原因とし
て、入院給付金の支払
事由に該当する入院を
２回以上したとき  

  「入院給付金が支払われる最終の入院」の退院日の
翌日から、その日を含めて「次の入院」の開始日ま
での期間に応じ、次のとおり取り扱います。
  ア．180日以下

  「入院給付金が支払われる最終の入院」と「次
の入院」を１回の入院とみなします。

  イ．181日以上
  「次の入院」を新たな入院とみなします。  

  ④ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊11 を直接の原因とし
て、転入院または再入
院したとき  

  次のとおり取り扱います。
  ア．保険期間中に転入院または再入院したことを証

明する書類があり、かつ、退院日の翌日からそ
の日を含めて転入院または再入院の開始日の前
日までの期間が30日以下のときは、１回の入
院とみなします。

  イ．保険期間満了後に転入院または再入院した場合
でも、退院日の当日または翌日に転入院または
再入院したときは、ア．に準じて取り扱います。  

  ⑤ 入院給付金の支払限度
日数  

  ア．１回の入院について60日とします。
  イ．通算して1,000日とします。  

  第４条  補足説明

   ＊９ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活が行
われたときは、最終の復活の日
とします。

  ＊10 この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  ＊11 同一の疾病
  医学上密接な関係にある一連の
疾病 ＊３ をいいます。「糖尿病と
糖尿病性網膜症」、「肝硬変と食
道静脈瘤」または「狭心症と心
筋梗塞」など病名や部位が異な
る場合であっても、医学上密接
な関係があるときは、同一の疾
病として取り扱います。

  第４条  補足説明

   ＊７ 医科診療報酬点数表に放射
線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に放射線治療料の
算定対象として列挙されている
診療行為のうち、医科診療報酬
点数表（診療行為を受けた時点
における医科診療報酬点数表に
限ります。）においても放射線
治療料の算定対象として列挙さ
れている診療行為を含みます。

  ＊８ 入院給付金等
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院準備費用給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

放
射
線
治
療
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に、次のす
べてを満たす診療行為（別表10 ★ ）

（以下「放射線治療」といいます。）
を受けたとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする診療行為

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする診療行為

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における診療行為

  ⑷ 次のいずれかに該当する診療行
為
  ① 医科診療報酬点数表に放射

線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為 ＊７ 

  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該
当する放射線照射または温
熱療法による診療行為      

  放射線治療給付金の支払事由が
生じた保険年度に応じ、放射線
治療給付金の金額は、放射線治
療１回につき、次のとおりとし
ます。

  第１保険年度  
  第２保険年度

以後  

  （入院給付金
日額）

  ×
  10
  ×

  50％
    ただし、責任
開始の時 ＊１ 以
後に生じた傷
害 ＊２ を直接の
原因とする場
合には、50％
の削減支払を
行いません。  

  （入院給付金
日額）

  ×
  10
    

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  （注） 本条の２．－⑸－②の規定により、「放射線照射」または「温
熱療法」による診療行為それぞれにつき、60日に１回の給付
を限度とします。    

  

死
亡
給
付
金  

  保険期間が終身の保険契約の場合
で、被保険者が、保険料払込期間満
了後の保険期間中に死亡したとき
  （注） 保険料払込期間が終身の保険

契約の場合には、死亡給付金
はありません。  

  （入院給付金日額）
  ×
  10  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

  ２．給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 入院給付金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 入院給付金等 ＊８ の支払
事由が生じ、支払うべ
き入院給付金等 ＊８ があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る死亡給付金の支払請
求があったとき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合で、死亡給付金
が支払われるときは、支払うべき入院給付金等 ＊８

 を死亡給付金受取人に支払います。  
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  ⑵ 入院給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により入院をしたとき  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊９ からその日を含めて２年を経

過した後に入院を開始した場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊10 に、会社が、告知（第

21条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。

  エ．責任開始の時 ＊１ 以後に、その原因による症状が
悪化したことまたはその原因と医学上密接な関
係にある疾病 ＊３ を発病したことなどにより、
責任開始の時 ＊１ 前を含めて初めてその入院が
必要であると医師に診断された場合。ただし、
告知義務違反（第22条）があったときは、こ
の限りではありません。  

  ② 被保険者が、保険期間
中に入院給付金の支払
事由に定める入院を開
始した場合で、その入
院が保険期間満了日を
含んで継続したとき  

  その継続した入院について、保険期間満了後も保険
期間中の入院とみなします。
  （注） この規定は、入院準備費用給付金、手術給付

金、放射線治療給付金および死亡給付金の支
払いに関しては適用しません。  

  ③ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊11 を直接の原因とし
て、入院給付金の支払
事由に該当する入院を
２回以上したとき  

  「入院給付金が支払われる最終の入院」の退院日の
翌日から、その日を含めて「次の入院」の開始日ま
での期間に応じ、次のとおり取り扱います。
  ア．180日以下

  「入院給付金が支払われる最終の入院」と「次
の入院」を１回の入院とみなします。

  イ．181日以上
  「次の入院」を新たな入院とみなします。  

  ④ 被保険者が、同一の傷
害 ＊２ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊11 を直接の原因とし
て、転入院または再入
院したとき  

  次のとおり取り扱います。
  ア．保険期間中に転入院または再入院したことを証

明する書類があり、かつ、退院日の翌日からそ
の日を含めて転入院または再入院の開始日の前
日までの期間が30日以下のときは、１回の入
院とみなします。

  イ．保険期間満了後に転入院または再入院した場合
でも、退院日の当日または翌日に転入院または
再入院したときは、ア．に準じて取り扱います。  

  ⑤ 入院給付金の支払限度
日数  

  ア．１回の入院について60日とします。
  イ．通算して1,000日とします。  

  第４条  補足説明

   ＊９ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活が行
われたときは、最終の復活の日
とします。

  ＊10 この保険契約の締結の際
  この保険契約の復活が行われた
ときは、最終の復活の際としま
す。

  ＊11 同一の疾病
  医学上密接な関係にある一連の
疾病 ＊３ をいいます。「糖尿病と
糖尿病性網膜症」、「肝硬変と食
道静脈瘤」または「狭心症と心
筋梗塞」など病名や部位が異な
る場合であっても、医学上密接
な関係があるときは、同一の疾
病として取り扱います。

  第４条  補足説明

   ＊７ 医科診療報酬点数表に放射
線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為

  公的医療保険制度（別表５ ★ ）
に基づく歯科診療報酬点数表

（別表７ ★ ）に放射線治療料の
算定対象として列挙されている
診療行為のうち、医科診療報酬
点数表（診療行為を受けた時点
における医科診療報酬点数表に
限ります。）においても放射線
治療料の算定対象として列挙さ
れている診療行為を含みます。

  ＊８ 入院給付金等
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院準備費用給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

放
射
線
治
療
給
付
金  

  被保険者が、保険期間中に、次のす
べてを満たす診療行為（別表10 ★ ）

（以下「放射線治療」といいます。）
を受けたとき
  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

傷害 ＊２ または疾病 ＊３ を直接の
原因とする診療行為

  ⑵ ⑴の傷害 ＊２ または疾病 ＊３ の治
療を直接の目的とする診療行為

  ⑶ 病院または診療所（別表３ ★ ）
における診療行為

  ⑷ 次のいずれかに該当する診療行
為
  ① 医科診療報酬点数表に放射

線治療料の算定対象として
列挙されている放射線照射
または温熱療法による診療
行為 ＊７ 

  ② 先進医療（別表８ ★ ）に該
当する放射線照射または温
熱療法による診療行為      

  放射線治療給付金の支払事由が
生じた保険年度に応じ、放射線
治療給付金の金額は、放射線治
療１回につき、次のとおりとし
ます。

  第１保険年度  
  第２保険年度

以後  

  （入院給付金
日額）

  ×
  10
  ×

  50％
    ただし、責任
開始の時 ＊１ 以
後に生じた傷
害 ＊２ を直接の
原因とする場
合には、50％
の削減支払を
行いません。  

  （入院給付金
日額）

  ×
  10
    

  

入
院
給
付
金
受
取
人  

  （注） 本条の２．－⑸－②の規定により、「放射線照射」または「温
熱療法」による診療行為それぞれにつき、60日に１回の給付
を限度とします。    

  

死
亡
給
付
金  

  保険期間が終身の保険契約の場合
で、被保険者が、保険料払込期間満
了後の保険期間中に死亡したとき
  （注） 保険料払込期間が終身の保険

契約の場合には、死亡給付金
はありません。  

  （入院給付金日額）
  ×
  10  

  

死
亡
給
付
金
受
取
人  

  ２．給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 全般について

  項　目    内　容  

  ① 入院給付金受取人    保険契約者または被保険者に限ります。ただし、あ
らかじめ指定がないときは被保険者とします。  

  ② 入院給付金等 ＊８ の支払
事由が生じ、支払うべ
き入院給付金等 ＊８ があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る死亡給付金の支払請
求があったとき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合で、死亡給付金
が支払われるときは、支払うべき入院給付金等 ＊８

 を死亡給付金受取人に支払います。  
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  ⑷ 手術給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により手術を受けたと
き  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊９ からその日を含めて２年を経

過した後に手術を受けた場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊10 に、会社が、告知（第

21条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。

  エ．責任開始の時 ＊１ 以後に、その原因による症状が
悪化したことまたはその原因と医学上密接な関
係にある疾病 ＊３ を発病したことなどにより、
責任開始の時 ＊１ 前を含めて初めてその手術が
必要であると医師に診断された場合。ただし、
告知義務違反（第22条）があったときは、こ
の限りではありません。  

  ② 被保険者が、同時期に
２種類以上の手術給付
金の支払事由に該当す
る手術 ＊12 を受けたとき  

  ア．いずれか１種類の手術 ＊12 についてのみ手術給
付金を支払います。

  イ．ア．の場合、それぞれの手術 ＊12 の種類に応じ
た手術給付金の金額のうち、もっとも高い金額
を支払います。

  （注） この規定は、医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬点数表に限り
ます。）において一連の治療過程に連続して受
けた場合でも手術料が１回のみ算定されるも
のとして定められている手術および先進医療

（別表８ ★ ）に該当する手術 ＊６ に対する手術給
付金の支払いに関しては適用しません。  

  第４条  補足説明

   ＊12 手術
  医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬
点数表に限ります。）において
一連の治療過程に連続して受け
た場合でも手術料が１回のみ算
定されるものとして定められて
いる手術および先進医療（別表
８ ★ ）に該当する手術 ＊６ を除き
ます。

  項　目    内　容  

  ⑥ 入院給付金の支払事由
に該当する入院の開始
時に、その入院開始の
直接の原因となった「傷
害 ＊２ または疾病 ＊３ 」以
外に異なる「傷害 ＊２ ま
たは疾病 ＊３ 」が生じて
いたとき  

  入院開始の直接の原因となった傷害 ＊２ または疾
病 ＊３ により継続して入院したものとみなします。
なお、第１保険年度中は次のとおり取り扱います。
  ア．傷害 ＊２ により継続して入院したものとみなさ

れる場合であっても、疾病 ＊３ の治療のみを直
接の目的とする入院日に対する入院給付金の支
払いについては、50％の削減支払を行います。

  イ．疾病 ＊３ により継続して入院したものとみなさ
れる場合であっても、傷害 ＊２ の治療を直接の
目的とする入院日に対する入院給付金の支払い
については、50％の削減支払を行いません。    

  ⑦ 入院給付金の支払事由
に該当する入院中に、
その入院開始の直接の
原因となった「傷害 ＊２

 または疾病 ＊３ 」以外に
異なる「傷害 ＊２ または
疾病 ＊３ 」が生じたとき  

  ⑧ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金日額が減額（第
28条）されたとき  

  入院給付金日額が減額された日以後の入院日に対す
る入院給付金の支払金額は、減額後の入院給付金日
額に基づいて計算します。  

  ⑨ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金受取人が変更さ
れたとき  

  変更日以後の入院日に対する入院給付金は、変更後
の入院給付金受取人に支払います。  

  ⑩ 被保険者が、第１保険
年度中に入院給付金の
支払事由に定める入院
を開始した場合で、そ
の入院が第２保険年度
以後も継続したとき  

  第２保険年度以後の入院日に対する入院給付金の支
払いについては、50％の削減支払を行いません。  

  ⑶ 入院準備費用給付金について

  項　目    内　容  

  入院準備費用給付金の支払
限度  

  ア．１回の入院について１回とします。
  イ．通算して30回とします。  
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  ⑷ 手術給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により手術を受けたと
き  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊９ からその日を含めて２年を経

過した後に手術を受けた場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊10 に、会社が、告知（第

21条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。

  エ．責任開始の時 ＊１ 以後に、その原因による症状が
悪化したことまたはその原因と医学上密接な関
係にある疾病 ＊３ を発病したことなどにより、
責任開始の時 ＊１ 前を含めて初めてその手術が
必要であると医師に診断された場合。ただし、
告知義務違反（第22条）があったときは、こ
の限りではありません。  

  ② 被保険者が、同時期に
２種類以上の手術給付
金の支払事由に該当す
る手術 ＊12 を受けたとき  

  ア．いずれか１種類の手術 ＊12 についてのみ手術給
付金を支払います。

  イ．ア．の場合、それぞれの手術 ＊12 の種類に応じ
た手術給付金の金額のうち、もっとも高い金額
を支払います。

  （注） この規定は、医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬点数表に限り
ます。）において一連の治療過程に連続して受
けた場合でも手術料が１回のみ算定されるも
のとして定められている手術および先進医療

（別表８ ★ ）に該当する手術 ＊６ に対する手術給
付金の支払いに関しては適用しません。  

  第４条  補足説明

   ＊12 手術
  医科診療報酬点数表（手術を受
けた時点における医科診療報酬
点数表に限ります。）において
一連の治療過程に連続して受け
た場合でも手術料が１回のみ算
定されるものとして定められて
いる手術および先進医療（別表
８ ★ ）に該当する手術 ＊６ を除き
ます。

  項　目    内　容  

  ⑥ 入院給付金の支払事由
に該当する入院の開始
時に、その入院開始の
直接の原因となった「傷
害 ＊２ または疾病 ＊３ 」以
外に異なる「傷害 ＊２ ま
たは疾病 ＊３ 」が生じて
いたとき  

  入院開始の直接の原因となった傷害 ＊２ または疾
病 ＊３ により継続して入院したものとみなします。
なお、第１保険年度中は次のとおり取り扱います。
  ア．傷害 ＊２ により継続して入院したものとみなさ

れる場合であっても、疾病 ＊３ の治療のみを直
接の目的とする入院日に対する入院給付金の支
払いについては、50％の削減支払を行います。

  イ．疾病 ＊３ により継続して入院したものとみなさ
れる場合であっても、傷害 ＊２ の治療を直接の
目的とする入院日に対する入院給付金の支払い
については、50％の削減支払を行いません。    

  ⑦ 入院給付金の支払事由
に該当する入院中に、
その入院開始の直接の
原因となった「傷害 ＊２

 または疾病 ＊３ 」以外に
異なる「傷害 ＊２ または
疾病 ＊３ 」が生じたとき  

  ⑧ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金日額が減額（第
28条）されたとき  

  入院給付金日額が減額された日以後の入院日に対す
る入院給付金の支払金額は、減額後の入院給付金日
額に基づいて計算します。  

  ⑨ 入院給付金が支払われ
るべき入院中に、入院
給付金受取人が変更さ
れたとき  

  変更日以後の入院日に対する入院給付金は、変更後
の入院給付金受取人に支払います。  

  ⑩ 被保険者が、第１保険
年度中に入院給付金の
支払事由に定める入院
を開始した場合で、そ
の入院が第２保険年度
以後も継続したとき  

  第２保険年度以後の入院日に対する入院給付金の支
払いについては、50％の削減支払を行いません。  

  ⑶ 入院準備費用給付金について

  項　目    内　容  

  入院準備費用給付金の支払
限度  

  ア．１回の入院について１回とします。
  イ．通算して30回とします。  
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  ⑸ 放射線治療給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により放射線治療を受
けたとき　  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊９ からその日を含めて２年を経

過した後に放射線治療を受けた場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊10 に、会社が、告知（第

21条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。

  エ．責任開始の時 ＊１ 以後に、その原因による症状が
悪化したことまたはその原因と医学上密接な関
係にある疾病 ＊３ を発病したことなどにより、
責任開始の時 ＊１ 前を含めて初めてその放射線
治療が必要であると医師に診断された場合。た
だし、告知義務違反（第22条）があったときは、
この限りではありません。  

  ② 被保険者が、放射線治
療を複数回受けたとき

    

  ア．最初の放射線治療を受けた日からその日を含め
て60日間ごとを同一放射線治療期間とします。
なお、同一放射線治療期間の計算にあたっては、
放射線照射による診療行為および温熱療法によ
る診療行為は、それぞれ別に計算します。

  イ．同一放射線治療期間中に受けた放射線治療につ
いては、１回の給付を限度とします。  

  ⑹ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ★別表１（P.574参照）、別表２（P.574参照）、別表３（P.574参照）、別表４（P.575参照）、
別表５（P.575参照）、別表６（P.575参照）、別表７（P.575参照）、別表８（P.575参照）、別
表９（P.575参照）、別表10（P.575参照）  

   第５条  免責事由

  １．支払事由（第４条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金を支払いません。

  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、手術給付
金の支払事由の⑷－①
に該当する同一の手術
を複数回受けた場合で、
かつ、それらの手術が
医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点におけ
る医科診療報酬点数表
に限ります。）において
一連の治療過程に連続
して受けた場合でも手
術料が１回のみ算定さ
れるものとして定めら
れている手術 ＊13 に該当
するとき  

  ア．一連の手術 ＊13 のうち最初の手術を受けた日か
らその日を含めて14日間（別表９ ★ に定める
非電離放射線による療法の場合には60日間）
を同一手術期間とします。

  イ．同一手術期間経過後に一連の手術 ＊13 を受けた
場合には、直前の同一手術期間経過後最初にそ
の手術を受けた日からその日を含めて14日間

（別表９ ★ に定める非電離放射線による療法の
場合には60日間）を新たな同一手術期間とし
ます。それ以後、同一手術期間経過後に一連の
手術 ＊13 を受けた場合についても同様とします。

  ウ．同一手術期間中、最初に受けた手術に対し、本
条の１．の規定に基づき手術給付金を支払い、
同一手術期間中は１回の給付を限度とします。

  エ．同一手術期間中、最初に受けた手術よりも手術
給付金の倍率の高い手術を受けたときは、ウ．
にかかわらず、倍率の高い手術のうち最初に受
けた手術について、同一手術期間中最初に受け
た手術に対する手術給付金の給付倍率を差し引
いた給付倍率に基づいて計算した金額を支払い
ます。

  オ．同一手術期間中に、入院給付金日額が減額（第
28条）された場合で、減額された日以後同一
手術期間中に受けた手術に対してエ．により手
術給付金が支払われるときは、減額後の入院給
付金日額に基づいて計算した金額を支払いま
す。

  カ．同一手術期間中に、入院給付金受取人が変更さ
れた場合で、変更日以後同一手術期間中に受け
た手術に対してエ．により手術給付金が支払わ
れるときは、変更後の入院給付金受取人に支払
います。  

  ④ 被保険者が、同一の先
進医療（別表８ ★ ）に該
当する手術 ＊６ を複数回
受けたとき  

  それらの手術については、一連の手術 ＊13 とみなし
て③の規定を適用します。  

  第４条  補足説明

   ＊13 医科診療報酬点数表（手術
を受けた時点における医科
診療報酬点数表に限りま
す。）において一連の治療
過程に連続して受けた場合
でも手術料が１回のみ算定
されるものとして定められ
ている手術

  本条の２．－⑷－③および④に
おいて「一連の手術」といいま
す。
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  ⑸ 放射線治療給付金について

  項　目    内　容  

  ① 被保険者が、責任開始
の時 ＊１ 前に生じた原因
により放射線治療を受
けたとき　  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなします。
  ア．責任開始の日 ＊９ からその日を含めて２年を経

過した後に放射線治療を受けた場合
  イ．この保険契約の締結の際 ＊10 に、会社が、告知（第

21条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病 ＊３ によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この保険契約の責任開始の
時 ＊１ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこと
がなく、かつ、健康診断等において異常の指摘
を受けたことがない場合。ただし、その原因に
よる症状について保険契約者または被保険者が
認識または自覚していた場合には、責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病 ＊３ によるものとみなしません。

  エ．責任開始の時 ＊１ 以後に、その原因による症状が
悪化したことまたはその原因と医学上密接な関
係にある疾病 ＊３ を発病したことなどにより、
責任開始の時 ＊１ 前を含めて初めてその放射線
治療が必要であると医師に診断された場合。た
だし、告知義務違反（第22条）があったときは、
この限りではありません。  

  ② 被保険者が、放射線治
療を複数回受けたとき

    

  ア．最初の放射線治療を受けた日からその日を含め
て60日間ごとを同一放射線治療期間とします。
なお、同一放射線治療期間の計算にあたっては、
放射線照射による診療行為および温熱療法によ
る診療行為は、それぞれ別に計算します。

  イ．同一放射線治療期間中に受けた放射線治療につ
いては、１回の給付を限度とします。  

  ⑹ 死亡給付金について

  項　目    内　容  

  被保険者の生死が不明のと
き　  

  会社が死亡したものと認めた場合には、被保険者が
死亡した場合に準じて取り扱います。  

  ★別表１（P.574参照）、別表２（P.574参照）、別表３（P.574参照）、別表４（P.575参照）、
別表５（P.575参照）、別表６（P.575参照）、別表７（P.575参照）、別表８（P.575参照）、別
表９（P.575参照）、別表10（P.575参照）  

   第５条  免責事由

  １．支払事由（第４条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金を支払いません。

  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、手術給付
金の支払事由の⑷－①
に該当する同一の手術
を複数回受けた場合で、
かつ、それらの手術が
医科診療報酬点数表（手
術を受けた時点におけ
る医科診療報酬点数表
に限ります。）において
一連の治療過程に連続
して受けた場合でも手
術料が１回のみ算定さ
れるものとして定めら
れている手術 ＊13 に該当
するとき  

  ア．一連の手術 ＊13 のうち最初の手術を受けた日か
らその日を含めて14日間（別表９ ★ に定める
非電離放射線による療法の場合には60日間）
を同一手術期間とします。

  イ．同一手術期間経過後に一連の手術 ＊13 を受けた
場合には、直前の同一手術期間経過後最初にそ
の手術を受けた日からその日を含めて14日間

（別表９ ★ に定める非電離放射線による療法の
場合には60日間）を新たな同一手術期間とし
ます。それ以後、同一手術期間経過後に一連の
手術 ＊13 を受けた場合についても同様とします。

  ウ．同一手術期間中、最初に受けた手術に対し、本
条の１．の規定に基づき手術給付金を支払い、
同一手術期間中は１回の給付を限度とします。

  エ．同一手術期間中、最初に受けた手術よりも手術
給付金の倍率の高い手術を受けたときは、ウ．
にかかわらず、倍率の高い手術のうち最初に受
けた手術について、同一手術期間中最初に受け
た手術に対する手術給付金の給付倍率を差し引
いた給付倍率に基づいて計算した金額を支払い
ます。

  オ．同一手術期間中に、入院給付金日額が減額（第
28条）された場合で、減額された日以後同一
手術期間中に受けた手術に対してエ．により手
術給付金が支払われるときは、減額後の入院給
付金日額に基づいて計算した金額を支払いま
す。

  カ．同一手術期間中に、入院給付金受取人が変更さ
れた場合で、変更日以後同一手術期間中に受け
た手術に対してエ．により手術給付金が支払わ
れるときは、変更後の入院給付金受取人に支払
います。  

  ④ 被保険者が、同一の先
進医療（別表８ ★ ）に該
当する手術 ＊６ を複数回
受けたとき  

  それらの手術については、一連の手術 ＊13 とみなし
て③の規定を適用します。  

  第４条  補足説明

   ＊13 医科診療報酬点数表（手術
を受けた時点における医科
診療報酬点数表に限りま
す。）において一連の治療
過程に連続して受けた場合
でも手術料が１回のみ算定
されるものとして定められ
ている手術

  本条の２．－⑷－③および④に
おいて「一連の手術」といいま
す。
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 第６条  補足説明

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表11 ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表11（P.576参照）  

   第７条  給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表11 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
て５営業日以内に、会社の本社で給付金を支払います。

  ２．会社は、給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から給付金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、給付金を支払うべき期限は、必要書類（別表
11 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金の支払事由（第４条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金支払いの免責事由（第５条）
に該当する可能性がある場合  

  給付金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第22条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第24
条）、詐欺（第19条）または不法
取得目的（第20条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第24条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは給付金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは給
付金請求の意図に関する保険契約の締
結時から給付金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金を支払うべき期
限は、必要書類（別表11 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
それぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または給
付金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、給付金の受取人（給付金の

   第５条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院準備費用給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金

  ＊３ 責任準備金
  入院給付金日額の10倍の金額
を限度とします。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

      免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）  

  

手
術
給
付
金
・
放
射
線
治
療
給
付
金

入
院
給
付
金
・
入
院
準
備
費
用
給
付
金
・  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所

見のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ この保険契約の復活（第18条）が行われたときは最終の復活の日か

らその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって入院給
付金等 ＊２ の支払事由が
生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、入院給付金等 ＊２ の金額の一部または全部を支
払います。  

  ⑵ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑶ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡給付金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊３ を支払います。た
だし、保険契約者が故意に被保険者を死亡させ
たときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ５ 給付金の支払請求手続について

   第６条  給付金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第４条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表11 ★ ）をす
みやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。
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 第６条  補足説明

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ ⑴から⑷に定める事項の確
認

  会社が指定した医師による診断
を含みます。

  ＊２ ⑴から⑷に定める日数
  ⑴から⑷のうち複数に該当する
場合であっても、180日としま
す。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  死亡給付金受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 死亡給付金の支払請求に必要な書類（別表11 ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったことを証明する書

類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表11（P.576参照）  

   第７条  給付金の支払時期

  １．会社は、必要書類（別表11 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含め
て５営業日以内に、会社の本社で給付金を支払います。

  ２．会社は、給付金を支払うために確認が必要な次の⑴から⑷の場合において、保険
契約の締結時から給付金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができ
ないときは、それぞれ⑴から⑷に定める事項の確認 ＊１ を行います。この場合、本
条の１．の規定にかかわらず、給付金を支払うべき期限は、必要書類（別表
11 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて45日を経過する日とし
ます。

  確認が必要な場合    確認事項  

  ⑴ 給付金の支払事由（第４条）発生
の有無の確認が必要な場合  

  支払事由に該当する事実の有無  

  ⑵ 給付金支払いの免責事由（第５条）
に該当する可能性がある場合  

  給付金の支払事由が発生した原因  

  ⑶ 告知義務違反（第22条）に該当す
る可能性がある場合  

  告知義務違反の事実の有無および告知
義務違反に至った原因  

  ⑷ この約款に定める重大事由（第24
条）、詐欺（第19条）または不法
取得目的（第20条）に該当する可
能性がある場合  

  ⑵、⑶に定める事項、第24条（重大事
由による解除）の１．－⑷－①から⑤
までに該当する事実の有無または保険
契約者、被保険者もしくは給付金の受
取人の保険契約締結の目的もしくは給
付金請求の意図に関する保険契約の締
結時から給付金請求時までにおける事
実  

  ３．本条の２．の確認をするため、次の⑴から⑷の事項についての特別な照会や調査
が不可欠なときは、本条の１．および２．にかかわらず、給付金を支払うべき期
限は、必要書類（別表11 ★ ）が会社に到着した日の翌日から、その日を含めて
それぞれ次の⑴から⑷に定める日数 ＊２ を経過する日とします。

  ⑴ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての弁護士法（昭和24年法律第
205号）にもとづく照会その他の法令にもとづく照会　　180日

  ⑵ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての研究機関等の専門機関による
医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定　　180日

  ⑶ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または給
付金の受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたこ
とが報道等から明らかである場合における、本条の２．－⑴から⑷に定める
事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察
等の捜査機関または裁判所に対する照会　　180日

  ⑷ 本条の２．－⑴から⑷に定める事項についての日本国外における調査　　
180日  

  ４．本条の２．および３．の確認を行うときは、会社は、給付金の受取人（給付金の

   第５条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院準備費用給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金

  ＊３ 責任準備金
  入院給付金日額の10倍の金額
を限度とします。

   第６条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

      免責事由（支払事由が生じても給付金を支払わない場合）  

  

手
術
給
付
金
・
放
射
線
治
療
給
付
金

入
院
給
付
金
・
入
院
準
備
費
用
給
付
金
・  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所

見のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  

死
亡
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかによって死亡したとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 死亡給付金受取人の故意
  ⑶ この保険契約の復活（第18条）が行われたときは最終の復活の日か

らその日を含めて３年以内の自殺
  ⑷ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって入院給
付金等 ＊２ の支払事由が
生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、入院給付金等 ＊２ の金額の一部または全部を支
払います。  

  ⑵ 死亡給付金受取人が２
人以上いる場合で、一
部の受取人が故意に被
保険者を死亡させたと
き  

  故意に被保険者を死亡させた受取人が受け取るべき
金額は支払いません。なお、残額は他の受取人に支
払います。  

  ⑶ 「戦争その他の変乱」に
よって死亡給付金の支
払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、死亡給付金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

  ⑷ 免責事由に該当して死
亡給付金を支払わない
とき  

  ① 保険契約者に責任準備金 ＊３ を支払います。た
だし、保険契約者が故意に被保険者を死亡させ
たときは支払いません。

  ② この保険契約は、被保険者が死亡した時に消滅
します。  

   ５ 給付金の支払請求手続について

   第６条  給付金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第４条）が生じたときは、保険契約者またはその受取人は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表11 ★ ）をす
みやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この保険契約が次の契約形態の場合で、死亡給付金の全部またはその相当部分を
死亡退職金等 ＊１ として死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当することが確
認されているときは、死亡給付金受取人は死亡給付金の支払いを請求する際、次
の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退
職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱い
ます。
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  項　目    内　容  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第13
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第３条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表２（P.574参照）、別表12（P.577参照）  

   第10条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除

高
度
障
害
状
態
ま
た
は
身
体
障
害
の  

  保険料の払込免除事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

   ８ 保険料の払込免除の請求手続について

   第11条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表11 ★ ）
をすみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第７条（給付金の支払時期）
の規定を準用します。

  ★別表11（P.576参照）  

   ９ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第12条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。

  第７条  補足説明

   ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第18条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。
  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金の受取

人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給
付金を支払いません。

  ★別表11（P.576参照）  

   ６ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第８条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、
死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。

   ７ 保険料の払込免除について

   第９条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第13条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第10条）
に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

の
払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に高度障害状態（別表12 ★ ）になっ
たとき  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表12 ★ ）に
なったとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

不慮の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に高度障
害状態（別表12 ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表12 ★ ）になったとき  
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  項　目    内　容  

  ⑵ 保険料の払込みが免除
されたとき  

  ① 保険料の払込免除後の保険料について、第13
条（保険料の払込み）の１．に規定する払込期
月中の契約成立日（第３条）の応当日ごとに払
い込まれたものとします。

  ② 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に
通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。  

  ★別表２（P.574参照）、別表12（P.577参照）  

   第10条  保険料の払込免除の免責事由

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、
会社は、保険料の払込みを免除しません。

    
  保険料の払込免除の免責事由

  （保険料の払込免除事由が生じても保険料の払込みを免除しない場合）  

  

状
態
に
よ
る
保
険
料
の
払
込
免
除

高
度
障
害
状
態
ま
た
は
身
体
障
害
の  

  保険料の払込免除事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．保険料の払込免除の免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって保険料の払込免除
事由が生じたとき  

  保険料の払込免除事由に該当した被保険者数の増加
が保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないときは、
保険料の払込みを免除します。  

   ８ 保険料の払込免除の請求手続について

   第11条  保険料の払込免除の請求手続

  １．保険料の払込免除事由（第９条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、
すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険料の払込免除事由が生じたときは、保険契約者は、必要書類（別表11 ★ ）
をすみやかに会社に提出して保険料の払込免除を請求することを必要とします。

  ３．保険料の払込免除については、本条の規定のほか、第７条（給付金の支払時期）
の規定を準用します。

  ★別表11（P.576参照）  

   ９ 保険料払込期間中の被保険者の死亡について

   第12条  保険料払込期間中の被保険者の死亡

  １．保険料払込期間中、被保険者が死亡したときは、この保険契約は消滅します。

  第７条  補足説明

   ＊３ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 死亡給付金
  死亡給付金とともに支払われる
金銭を含みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  第３条（責任開始の時）の規定
により、会社がこの保険契約上
の責任を開始する時をいいま
す。なお、この保険契約の復活

（第18条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

受取人が２人以上いるときは、その代表者）に通知します。
  ５．本条の２．および３．の確認に際し、保険契約者、被保険者または給付金の受取

人が、正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊３ は、
会社は、これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は給
付金を支払いません。

  ★別表11（P.576参照）  

   ６ 死亡給付金の支払方法の選択について

   第８条  死亡給付金の支払方法の選択

  死亡給付金が支払われるときは、死亡給付金受取人は、会社の取扱いの範囲内で、
死亡給付金 ＊１ について、一時支払に代えて年金支払またはすえ置き支払を選択す
ることができます。

   ７ 保険料の払込免除について

   第９条  保険料の払込免除

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険料の払込免除事由が生じ
たときは、その事由が生じた日の直後に到来する払込期月（第13条）から、保
険料の払込みを免除します。ただし、保険料の払込免除の免責事由（第10条）
に該当するときは免除しません。

      保険料の払込免除事由（保険料の払込みを免除する場合）  

の
払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料

高
度
障
害
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に高度障害状態（別表12 ★ ）になっ
たとき  

払
込
免
除

に
よ
る
保
険
料
の

身
体
障
害
の
状
態

  被保険者が、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表２ ★ ）に
よる傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含めて180
日以内で、かつ、保険料払込期間中に身体障害の状態（別表12 ★ ）に
なったとき  

  ２．保険料の払込免除に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 責任開始の時 ＊１ 前にす
でに障害状態が生じて
いたとき  

  次のいずれかに該当するときは、保険料の払込免除
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

不慮の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に高度障
害状態（別表12 ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、責任開始の時 ＊１ 以後に生じた
不慮の事故（別表２ ★ ）による傷害を直接の原
因とする障害状態が新たに加わって、その事故
の日からその日を含めて180日以内に身体障
害の状態（別表12 ★ ）になったとき  
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   第16条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第18条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

払い込まれた保険料を保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第13条）までに、給付金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除
事由（第９条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第16条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
13条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第３条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額を保険契約者に支払い
ます。

   11 失効と復活について

   第17条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第13条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第18条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第17条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３か月以内であれば、必要
書類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場
合、告知義務（第21条）および告知義務違反による解除（第22条）の規定を適

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第14条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第15条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した
ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

     10 保険料の払込みについて

   第13条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第14条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第14条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
13条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第13条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第13条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第15条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第13条）の契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
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   第16条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第18条  補足説明

  ＊１ 保険契約の復活
  効力を失った保険契約を有効な
状態に戻すことをいいます。

払い込まれた保険料を保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）に払い戻
します。

  ⑴ この保険契約が消滅したとき
  ⑵ 保険料の払込みが不要となったとき  

  ２．保険料が払い込まれないまま、払込期月の契約成立日の応当日 ＊１ 以後猶予期間満
了日（第13条）までに、給付金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除
事由（第９条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 給付金を支払うとき    未払込保険料を差し引いて支払います。ただし、会
社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に
不足するときは、保険契約者は、未払込保険料をそ
の猶予期間満了日までに払い込むことを必要としま
す。この未払込保険料が払い込まれないときは、会
社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払
いません。  

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

  保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日
までに払い込むことを必要とします。この未払込保
険料が払い込まれないときは、会社は、保険料の払
込みを免除しません。  

   第16条  保険料の前納および予納

  １．保険契約者は、第２回以後の保険料について、会社の取扱いの範囲内で、次のと
おり、将来の保険料を前納または予納することができます。ただし、半年払契約
または月払契約において保険料を前納するときは、保険料の払込方法（回数）（第
13条）を年払に変更することを必要とします。

  項　目    内　容  

  ⑴ 年払契約における前納    保険料の前納について、次のとおり取り扱います。
  ① 保険料の前納は、２年分以上の保険料とします。
  ② 前納する保険料は、会社の定める率で割り引き

ます。
  ③ 保険料の前納金に対して会社の定める利率によ

る利息をつけて、これを前納金に繰り入れます。
  ④ 保険料の前納金は、契約成立日（第３条）の応

当日（年単位） ＊１ ごとに保険料に充当します。  
  ⑵ 月払契約における予納    保険料の予納について、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料の予納は、当月分を含めて３か月分以上
12か月分以内の保険料とします。

  ② 会社の定める率で保険料を割り引きます。  

  ２．前納期間が満了した場合、または保険料の払込みが不要となった場合で、保険料
の前納金または予納保険料の残額があるときは、その残額を保険契約者に支払い
ます。

   11 失効と復活について

   第17条  保険契約の失効

  保険料が払い込まれなかったときは、この保険契約は、第13条（保険料の払込み）
の１．に規定する猶予期間の満了をもって効力を失います。

   第18条  保険契約の復活

  １．保険契約者は、第17条（保険契約の失効）の規定によってこの保険契約が効力
を失ったときは、効力を失った日からその日を含めて３か月以内であれば、必要
書類 ★ を提出してこの保険契約の復活 ＊１ の申込みをすることができます。この場
合、告知義務（第21条）および告知義務違反による解除（第22条）の規定を適

   第13条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。なお、契約
成立日の応当日がない月の場合
には、その月の末日とします。

  ＊２ 翌々月の契約成立日の応当
日（月単位）までの期間

  払込期月の契約成立日の応当
日 ＊１ が２月、６月、11月の各
末日の場合には、それぞれ４月、
８月、１月の各末日までの期間
とします。

   第14条  補足説明

  ＊１ 会社の派遣した集金人に払
い込む方法

  保険契約者の住所またはその指
定する保険料払込場所が会社の
定める地域内にある場合に限り
選択することができます。

  ＊２ 所属団体または集団を通じ
払い込む方法

  所属団体または集団と会社との
間に団体協約、集団協約等が締
結されている場合に限り選択す
ることができます。

   第15条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日
  保険期間中の契約成立日に対応
する日をいいます。

  ２．本条の１．の場合、保険契約者または死亡給付金受取人は、被保険者が死亡した
ことをすみやかに会社に通知し、被保険者の住民票、戸籍謄本または戸籍抄本を
会社に提出することを必要とします。

     10 保険料の払込みについて

   第13条  保険料の払込み

  １．保険料の払込方法（回数）は、次の⑴から⑶のいずれかとし、第２回以後の保険
料の払込期月および猶予期間は次のとおりとします。

  保険料の
払込方法
（回数）  

  払込期月    猶予期間  

  ⑴ 年払    契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ （年単位）
を含む月の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら翌々月の契約成立日
の応当日 ＊１ （月単位）
までの期間 ＊２   

  ⑵ 半年払    契約成立日の応当日 ＊１ （半年単位）を含む
月の１日から末日までの期間  

  ⑶ 月払    契約成立日の応当日 ＊１ （月単位）を含む月
の１日から末日までの期間  

  払込期月の翌月１日か
ら末日までの期間  

  ２．第２回以後の保険料は、保険料払込期間中、毎回第14条（保険料の払込方法（経
路））の１．に定める払込方法（経路）に従い、本条の１．に定める払込期月中
に払い込むことを必要とします。なお、本条の１．に定める猶予期間があります。

   第14条  保険料の払込方法（経路）

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、次のいずれかの保険料の払込方法（経
路）を選択することができます。

  ⑴ 会社の派遣した集金人に払い込む方法 ＊１ 
  ⑵ 会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法
  ⑶ 会社の指定したクレジットカード発行会社のクレジットカードにより払い込

む方法
  ⑷ 所属団体または集団を通じ払い込む方法 ＊２ 
  ⑸ 会社の指定した振替口座または預金口座に送金することにより払い込む方法
  ⑹ 会社の本社または会社の指定した場所に持参して払い込む方法  

  ２．保険料の払込方法（経路）について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 本条の１．－⑴の方法
において、払込期月（第
13条）中に保険料が払
い込まれなかったとき  

  ① 保険契約者は、未払込保険料を猶予期間満了日
（第13条）までに会社の本社または会社の指定
した場所に払い込むことを必要とします。ただ
し、あらかじめ保険契約者から保険料払込みの
用意の申出があったときは、猶予期間（第13条）
中でも集金人を派遣します。

  ② 月払契約の場合には、猶予期間中の未払込保険
料が払い込まれた後、払込期月の保険料を集金
します。  

  ⑵ 本条の１．－⑴から⑷
の方法において、この
保険契約が会社の定め
る保険料の払込方法（経
路）に関する取扱いの
範囲外となったとき  

  ① 保険契約者は、保険料の払込方法（経路）を他
の方法に変更することを必要とします。

  ② 変更を行うまでの間の保険料は、会社の本社ま
たは会社の指定した場所に払い込むことを必要
とします。  

   第15条  払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取扱い

  １．保険料が払込期月（第13条）の契約成立日（第３条）の応当日 ＊１ の前日までに
払い込まれ、かつ、その日までに次のいずれかに該当したときは、会社は、その
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   第23条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または給付金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第30条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第23条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第22条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第18条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第21条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第21条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由（第４条）
または保険料の払込免除事由（第９条）が生じないで、その期間を経過した
とき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第21条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第24条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

用します。
  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が

この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   12 取消しと無効について

   第19条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第18条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第20条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
18条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金を不法に取得させる目的  

   13 告知義務と解除について

   第21条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第18条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第４条）ま
たは保険料の払込免除事由（第９条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち
書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。

   第22条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第18条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第21条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、給付金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由（第９条）が
生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。こ
の場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者ま
たは給付金の受取人が証明したときは、会社は、給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。
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   第23条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 責任開始の日
  第３条（責任開始の時）に規定
する責任開始の日をいいます。
なお、この保険契約の復活の際
の告知義務違反による解除に関
しては、復活の日とします。

  ４．告知義務違反によりこの保険契約を解除するときは、会社は、保険契約者に対し
て通知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または給付金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

  ５．告知義務違反によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第30条）があ
るときは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

   第23条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第22条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの保険契約を解除することはできません。

  ⑴ この保険契約の締結または復活（第18条）の申込みに対して会社が諾否の
決定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失
によって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第21条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第21条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由（第４条）
または保険料の払込免除事由（第９条）が生じないで、その期間を経過した
とき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第21条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第24条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この保険契約を将来に向かっ
て解除することができます。

用します。
  ２．会社がこの保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾したときは、保険契約者は、会社が

この保険契約の復活 ＊１ の申込みを承諾した日を含む月の翌月末日までに、延滞保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この保険契約は、延滞保険料の払込みがあった時から効力を復活するものとし、
その払込みがあった日を復活の日とします。

  ４．この保険契約が復活された場合でも、保険証券は発行しません。

  ★「必要書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲載しています（P.145
参照）。  

   12 取消しと無効について

   第19条  詐欺による取消し

  保険契約者または被保険者の詐欺によって、会社がこの保険契約の申込みまたは
復活（第18条）の申込みを承諾したときは、会社は、この保険契約を取り消す
ことができます。この場合、それまでに会社に払い込まれた保険料は払い戻しま
せん。

   第20条  不法取得目的による無効

  保険契約者が次のいずれかの目的をもってこの保険契約を締結または復活（第
18条）したときは、この保険契約は無効とします。この場合、それまでに会社
に払い込まれた保険料は払い戻しません。

  ⑴ 給付金を不法に取得する目的
  ⑵ 他人に給付金を不法に取得させる目的  

   13 告知義務と解除について

   第21条  告知義務

  １．会社は、この保険契約の締結または復活（第18条）の際に、保険契約者と被保
険者に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第４条）ま
たは保険料の払込免除事由（第９条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち
書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。

   第22条  告知義務違反による解除

  １．この保険契約の締結または復活（第18条）にあたって、保険契約者または被保
険者が、故意または重大な過失によって、第21条（告知義務）の規定により会
社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないこと
を告げたときは、会社は、この保険契約を将来に向かって解除することができま
す。

  ２．会社は、給付金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由（第９条）が
生じた後でも、告知義務違反によりこの保険契約を解除することができます。こ
の場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険者ま
たは給付金の受取人が証明したときは、会社は、給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。
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   第26条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第26条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第38条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
13条（保険料の払込み）の１．および第15条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の入院給付
金日額  

  更新前契約の保険期間満了日の入院給付金日額と同
額とします。ただし、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の
取扱いの範囲内で、更新後契約の入院給付金日額を
変更して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶の条件を満たさ
なくなるときは、その条件を満たす限度まで保
険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 給付金の支払い（第４条・第５条）、保険料の
払込免除（第９条・第10条）および告知義務
違反による解除（第22条・第23条）に関する
規定について、更新後契約の保険期間は、この
保険契約から継続したものとして取り扱いま
す。
  （注） 更新後契約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき　  

  契約成立日（第３条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第39条・第40条）
に準じて取り扱います。  

   第24条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金または保
険料の払込免除をいいます。

  ＊２ 給付金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、給付金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由（第９条）が
生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この場
合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、給付金の支
払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その給付金の支払いま
たは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第22条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第30条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し給付金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない給付金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

   14 契約内容の変更および更新等について

   第25条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第13条（保険料の払込み）および第14条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第13条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
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   第26条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「更新日」といい
ます。

険料を一時に払い込むことを必要とします。この場合、次の保険年度から払込方
法（回数）を年払または半年払とします。

   第26条  保険契約の更新

  １．この保険契約が次のすべてを満たすときは、保険契約者が保険期間満了日の２週
間前までにこの保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出が
あったものとして、この保険契約は、保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新されます。

  ⑴ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ 更新日 ＊１ における被保険者の年齢（第38条）が79歳以下であること
  ⑶ 更新後契約の保険期間満了日の翌日の被保険者の年齢が80歳以下であるこ

と  

  ２．この保険契約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後契約の保険料    ① 更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後契約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、更新日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
13条（保険料の払込み）の１．および第15条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後契約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後契約の入院給付
金日額  

  更新前契約の保険期間満了日の入院給付金日額と同
額とします。ただし、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の
取扱いの範囲内で、更新後契約の入院給付金日額を
変更して更新することができます。  

  ⑷ 更新後契約の保険期間    ① 更新前契約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後契約の保険期間を更新前契約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶の条件を満たさ
なくなるときは、その条件を満たす限度まで保
険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、保険契約者は、更新前契約の
保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会
社の取扱いの範囲内で、更新後契約の保険期間
を変更して更新することができます。  

  ⑸ この保険契約が更新さ
れたとき  

  ① 給付金の支払い（第４条・第５条）、保険料の
払込免除（第９条・第10条）および告知義務
違反による解除（第22条・第23条）に関する
規定について、更新後契約の保険期間は、この
保険契約から継続したものとして取り扱いま
す。
  （注） 更新後契約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ③ この保険契約が更新された旨を保険契約者に通

知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。この場合、保険証券
は発行しません。  

  ⑹ 更新日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき　  

  契約成立日（第３条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第39条・第40条）
に準じて取り扱います。  

   第24条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この保険契約の給付金または保
険料の払込免除をいいます。

  ＊２ 給付金
  本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが給付金
の受取人のみであり、その給付
金の受取人が給付金の一部の受
取人であるときは、給付金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き給付金をいいます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡給付金の場合は被保険者を除きます。）または
給付金の受取人が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること

  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または給付金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この保険契約を継続することを期待し
えない⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由によ

り解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または給付金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、給付金の支払事由（第４条）または保険料の払込免除事由（第９条）が
生じた後でも、重大事由によりこの保険契約を解除することができます。この場
合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、給付金の支
払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その給付金の支払いま
たは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金 ＊２ の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金 ＊２ を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第22条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

  ４．重大事由によりこの保険契約が解除された場合で、返戻金（第30条）があると
きは、会社は、この返戻金を保険契約者に支払います。

  ５．本条の４．の規定にかかわらず、本条の１．－⑷の規定によってこの保険契約を
解除した場合で、給付金の一部の受取人に対して本条の２．－⑴または⑵の規定
を適用し給付金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない給付金に
対応する部分については本条の４．の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

   14 契約内容の変更および更新等について

   第25条  保険料払込方法の変更

  １．保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、第２回以後の保険料の払込方法につい
て、第13条（保険料の払込み）および第14条（保険料の払込方法（経路））に
規定する範囲内で変更することができます。

  ２．保険料の払込方法（回数）（第13条）を月払から年払または半年払に変更すると
きは、保険契約者は、会社が指定した日までに、その保険年度の最終月までの保
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  項　目    内　容  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第４条・第５条）、保険料の
払込免除（第９条・第10条）および告知義務
違反による解除（第22条・第23条）に関する
規定について、変更後契約 ＊２ の保険期間は、
変更前契約から継続したものとして取り扱いま
す。
  （注） 変更後契約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑤ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第３条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第39条・第40条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の入院給付金日額につ
いて、変更前契約の保険期間満了日＊３の入院給付金日額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第28条  入院給付金日額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって入院給付金日額を減額 ★ することができます。た
だし、会社は、減額後の入院給付金日額が会社の定める限度を下回る減額は取り
扱いません。

  ２．入院給付金日額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第29条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 入院給付金日額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し

ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   15 解約等について

   第29条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第30条）があるときは、会社は、

   第27条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  ＊２ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付引受基準緩和型医療保険

（返戻金なし型）契約をいいま
す。

  ＊３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

  項　目    内　容  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の入
院給付金日額について、更新前契約の保険期間満了日の入院給付金日額と同額と
した場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第27条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第26条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付引受基準緩和型医
療保険（返戻金なし型）契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第９条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第38条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付引受基準緩和型医療保険（返戻金なし型）
契約への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第13条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
13条（保険料の払込み）の１．および第15条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第13条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の給付金の支払事由（第４条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

９条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の入院給
付金日額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の入院給付金日額
と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前契
約の保険期間満了日＊３の２週間前までに申し出て、
会社の取扱いの範囲内で、変更後契約＊２の入院給
付金日額を変更することができます。  
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  項　目    内　容  

  ⑷ 変更後契約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後契約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前契約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第４条・第５条）、保険料の
払込免除（第９条・第10条）および告知義務
違反による解除（第22条・第23条）に関する
規定について、変更後契約 ＊２ の保険期間は、
変更前契約から継続したものとして取り扱いま
す。
  （注） 変更後契約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の普通保険約款が適用されます。
  ⑤ 変更後契約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ の被保険者の
年齢または性別に誤り
があるとき  

  契約成立日（第３条）の被保険者の契約年齢または
性別に誤りがある場合の処理（第39条・第40条）
に準じて取り扱います。  

  ⑹ 変更日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① この保険契約は、本条の取扱いに準じて、会社
の定める同種の保険契約に変更されます。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑷－③に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この保険契約を保険期間が終
身の「会社の定める同種の保険契約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑸の規定を準用します。ただし、変更後の入院給付金日額につ
いて、変更前契約の保険期間満了日＊３の入院給付金日額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第28条  入院給付金日額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって入院給付金日額を減額 ★ することができます。た
だし、会社は、減額後の入院給付金日額が会社の定める限度を下回る減額は取り
扱いません。

  ２．入院給付金日額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第29条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 将来払い込むべき保険料があるときは、この保険料を変更します。
  ⑶ 入院給付金日額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し

ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   15 解約等について

   第29条  保険契約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約の解約を請求することが
できます。

  ２．この保険契約が解約された場合で、返戻金（第30条）があるときは、会社は、

   第27条  補足説明

  ＊１ 保険期間満了日の翌日
  本条において「変更日」といい
ます。なお、変更前契約の保険
期間中に被保険者の年齢が75
歳となるときは、被保険者の年
齢が75歳となる契約成立日の
応当日（年単位）を「変更日」
とします。

  ＊２ 変更後契約
  保険期間が終身の保険契約に変
更された場合の５年ごと利差配
当付引受基準緩和型医療保険

（返戻金なし型）契約をいいま
す。

  ＊３ 保険期間満了日
  保険期間中に、被保険者の年齢
が75歳となる契約成立日の応
当日（年単位）を変更日 ＊１ とし
て、保険期間が終身の保険契約
に変更されるときは、変更日 ＊１

 の前日とします。

  項　目    内　容  

  ⑺ 更新日 ＊１ に会社がこの
保険契約の締結を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の保険契約
を更新日 ＊１ に締結します。

  ② ①の場合、この保険契約の保険期間と会社の定
める同種の保険契約の保険期間とは、⑸－①に
準じて継続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、
この保険契約を会社の定める同種の保険契約に変更して更新することができま
す。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の入
院給付金日額について、更新前契約の保険期間満了日の入院給付金日額と同額と
した場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第27条  保険期間が終身の保険契約への変更

  １．第26条（保険契約の更新）の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを
満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、保険期間満了日の翌
日 ＊１ に、この保険契約を保険期間が終身の５年ごと利差配当付引受基準緩和型医
療保険（返戻金なし型）契約に変更することができます。

  ⑴ この保険契約の保険料の払込みが免除（第９条）されていないこと
  ⑵ この保険契約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ 変更日 ＊１ における被保険者の年齢（第38条）が75歳以下であること  

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付引受基準緩和型医療保険（返戻金なし型）
契約への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後契約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。
  ③ 保険料の払込方法（回数）（第13条）は、変更

前契約の保険料の払込方法（回数）と同一とし
ます。  

  ⑵ 変更後契約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、変更日 ＊１ を含む月の末日まで
に払い込むことを必要とします。この場合、第
13条（保険料の払込み）の１．および第15条

（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が
生じた場合の取扱い）の２．の規定を準用しま
す。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、変更日 ＊１ 以
後変更後契約 ＊２ の保険料払込みの猶予期間満
了日（第13条）までに、次のいずれかの事由
が生じたときは、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。
  ア．変更後契約 ＊２ の給付金の支払事由（第４条）
  イ．変更後契約 ＊２ の保険料の払込免除事由（第

９条）
  ウ．変更後契約 ＊２ に付加された特約の保険金・

給付金の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この保険契約は変更後契
約 ＊２ に変更されなかったものとします。  

  ⑶ 変更後契約 ＊２ の入院給
付金日額  

  変更前契約の保険期間満了日 ＊３ の入院給付金日額
と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前契
約の保険期間満了日＊３の２週間前までに申し出て、
会社の取扱いの範囲内で、変更後契約＊２の入院給
付金日額を変更することができます。  
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   第37条  補足説明

  ＊１ 入院給付金等
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院準備費用給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金

金の受取人を変更することができます。ただし、入院給付金受取人は、保険契約
者または被保険者に限ります。また、給付金の支払事由（第４条）が発生した場
合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、給付金の受取人を変
更することはできません。

  ２． 本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の給付金の受取人に給付金を支
払ったときは、その支払い後に変更後の給付金の受取人から給付金の請求を受け
ても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第34条  遺言による給付金の受取人の変更

  １．第33条（会社への通知による給付金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、法律上有効な遺言により、給付金の受取人を変更することができます。た
だし、入院給付金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、給付
金の支払事由（第４条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる
部分については、給付金の受取人を変更することはできません。

  ２．本条の１．の給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による給付金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第35条  給付金の受取人の死亡

  １．給付金の受取人が給付金の支払事由（第４条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を給付金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により給付金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により給付金の受取人となった者
のうち生存している他の給付金の受取人を給付金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により給付金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第36条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第37条  保険契約者の代表者および給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。入院給付金等 ＊１ についても同様とします。

   17 契約年齢の計算等について

   第38条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の

   第31条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
13条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第32条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第30条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（入院給付金日額の
10倍の金額）と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第31条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第９条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡給付金を支払うときはそ
の受取人に支払います。

  ⑴ 給付金の支払事由（第４条）に該当したときまたは保険料払込期間中に被保
険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除き
ます。）

  ⑵ 告知義務違反（第22条）または重大事由（第24条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第28条）または解約（第29条）されたとき  

   第32条  給付金の受取人による保険契約の存続

  １． 保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、給付金の支払事由（第４条）
が生じ、会社が給付金を支払うべき場合において、その支払いによりこの保険契
約が消滅することとなるときは、その支払うべき金額の限度で、本条の２．の金
額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権者等に支払っ
た金額を差し引いた残額を、給付金の受取人に支払います。

   16 給付金の受取人および保険契約者について

   第33条  会社への通知による給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
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   第37条  補足説明

  ＊１ 入院給付金等
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院準備費用給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金

金の受取人を変更することができます。ただし、入院給付金受取人は、保険契約
者または被保険者に限ります。また、給付金の支払事由（第４条）が発生した場
合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、給付金の受取人を変
更することはできません。

  ２． 本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の給付金の受取人に給付金を支
払ったときは、その支払い後に変更後の給付金の受取人から給付金の請求を受け
ても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第34条  遺言による給付金の受取人の変更

  １．第33条（会社への通知による給付金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、法律上有効な遺言により、給付金の受取人を変更することができます。た
だし、入院給付金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。また、給付
金の支払事由（第４条）が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる
部分については、給付金の受取人を変更することはできません。

  ２．本条の１．の給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を
生じません。

  ３．本条の１．および２．による給付金の受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、
保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することができ
ません。

   第35条  給付金の受取人の死亡

  １．給付金の受取人が給付金の支払事由（第４条）の発生以前に死亡したときは、そ
の法定相続人を給付金の受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により給付金の受取人となった者が死亡した場合で、この者に
法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により給付金の受取人となった者
のうち生存している他の給付金の受取人を給付金の受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により給付金の受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

   第36条  保険契約者の権利義務の承継

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得てそのすべての権利義務を第三
者に承継させることができます。

  ２．本条の１．の規定により保険契約者の権利義務を第三者に承継させたときは、会
社は、その旨を権利義務を承継した第三者に通知（電気通信回線に接続している
情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）し
ます。

   第37条  保険契約者の代表者および給付金の受取人の代表者

  １．保険契約者が２人以上いるときは、代表者１人を定めることを必要とします。こ
の場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。

  ２．本条の１．の代表者が定まらない場合、またはその所在が不明の場合には、会社
が保険契約者の１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じ
ます。

  ３．保険契約者が２人以上いるときは、その責任は連帯とします。
  ４．死亡給付金について、受取人が２人以上いるときは、本条の１．および２．に準

じて取り扱います。入院給付金等 ＊１ についても同様とします。

   17 契約年齢の計算等について

   第38条  契約年齢の計算

  １．被保険者の契約年齢は満年で計算し、１年未満の端数については、６か月以下の

   第31条  補足説明

  ＊１ 消滅
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

  ＊２ 保険料の未経過分に相当す
る返還金

  保険料の払込方法（回数）（第
13条）が年払または半年払の
場合で、会社の定める方法によ
り計算した保険料の未経過分に
相当する返還金をいいます。た
だし、１か月未満の端数は切り
捨てます。

   第32条  補足説明

  ＊１ 会社が債権者等に支払うべ
き金額

  その解約の通知が会社に到達し
た日に解約の効力が生じたとす
れば会社が債権者等に支払うべ
き金額とします。

この保険契約の解約の請求に必要な書類 ★ が会社に到着した日の翌日から、その
日を含めて５営業日以内に会社の本社でこの返戻金を支払います。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第30条  返戻金

  １．この保険契約には返戻金はありません。
  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この保険契約が次のすべてを満たすときは、返

戻金があります。この場合、返戻金額は死亡給付金の金額（入院給付金日額の
10倍の金額）と同額とします。

  ⑴ 保険期間が終身の保険契約の場合で、保険料払込期間満了後の保険期間中で
あること

  ⑵ 保険料払込期間満了日までの保険料が払い込まれていること  

  ３．返戻金額は、この保険契約の締結の際に作成する保険証券を発行するときに、保
険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設
けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   第31条  保険料の未経過分に相当する返還金

  この保険契約が次のいずれかに該当して消滅 ＊１ した場合または保険料の払込み
が免除（第９条）された場合で、保険料の未経過分に相当する返還金 ＊２ がある
ときは、保険契約者にこれを支払います。ただし、死亡給付金を支払うときはそ
の受取人に支払います。

  ⑴ 給付金の支払事由（第４条）に該当したときまたは保険料払込期間中に被保
険者が死亡したとき（保険契約者が故意に被保険者を死亡させた場合は除き
ます。）

  ⑵ 告知義務違反（第22条）または重大事由（第24条）によりこの保険契約が
解除されたとき

  ⑶ 減額（第28条）または解約（第29条）されたとき  

   第32条  給付金の受取人による保険契約の存続

  １． 保険契約者以外の者で保険契約の解約（減額を含みます。本条において以下同じ。）
をすることができる者（以下「債権者等」といいます。）によるこの保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した日の翌日から、その日を含めて１か月を経
過した日に効力を生じます。

  ２．本条の１．の解約が通知された場合でも、その通知の時において次のすべてを満
たす給付金の受取人は、保険契約者の同意を得て、本条の１．の期間が経過する
までの間に、会社が債権者等に支払うべき金額 ＊１ を債権者等に支払い、かつ会社
にその旨を通知したときは、本条の１．の解約はその効力を生じません。

  ⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
  ⑵ 保険契約者と異なる者であること  

  ３．本条の１．の解約の通知が会社に到達した日以後、その解約の効力が生じまたは
本条の２．の規定により効力が生じなくなるまでに、給付金の支払事由（第４条）
が生じ、会社が給付金を支払うべき場合において、その支払いによりこの保険契
約が消滅することとなるときは、その支払うべき金額の限度で、本条の２．の金
額を債権者等に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権者等に支払っ
た金額を差し引いた残額を、給付金の受取人に支払います。

   16 給付金の受取人および保険契約者について

   第33条  会社への通知による給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
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 第41条  補足説明

＊  ３ 保険期間が満了する保険契
約

  第27条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第38条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ＊４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊５ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   第44条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第３条）
の応当日（年単位）をいいます。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑵ 次の事業年度中に保険期間が満了
する保険契約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡ ただし、保
険契約が更新（第26条）されるとき、
または保険期間が終身の保険契約に変
更（第27条）されるときは、次のとお
り取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日また

は変更日から積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更

新前契約または変更前契約の社員
配当金については、更新後契約ま
たは変更後契約においても引き続
き積み立て、更新日または変更日
以後、⑴の規定を適用します。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約成立日 ＊４ お
よび直前の５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を経過して、
被保険者の死亡により消滅する保
険契約  

  ① 死亡給付金を支払うときは、その
受取人に支払います。

  ② ①以外の場合は、保険契約者に支
払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約成立日 ＊４ か
らその日を含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ からその日を
含めて１年を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消滅する保険
契約 ＊５   

  保険契約者に支払います。  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第７
条（給付金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   19 その他

   第42条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第43条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第44条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の給付金の支払事由（第４条）にかかわる次のいずれかの
事由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがありま
す。

   第38条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第41条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条において「５年
ごと応当日」といいます。

ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。
  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第３

条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第39条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第38条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第３条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは給付金額を調整して処理します。

   第40条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または給付金額を調整し
て処理します。

   18 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第41条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約成立日 ＊１ （第
３条）の５年ごとの応当日 ＊２ が到
来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員
配当金の全額を会社の定める利率
による利息をつけて積み立てます。
ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前
日までの保険料がすべて払い込ま
れている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当
金は、次のとおり支払います。
  ア．死亡給付金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により

保険契約が消滅するときは、
保険契約者に支払います。

  ウ．保険契約者から請求があった
ときは、保険契約者に支払い
ます。  
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 第41条  補足説明

＊  ３ 保険期間が満了する保険契
約

  第27条（保険期間が終身の保
険契約への変更）の１．の規定
により、保険期間中に、被保険
者の年齢（第38条）が75歳と
なる契約成立日の応当日（年単
位）を変更日として、保険期間
が終身の保険契約に変更される
保険契約を含みます。

  ＊４ 契約成立日
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 保険契約が更新されたとき

は、更新日とします。
  ⑵ 保険期間が終身の保険契約

に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊５ 消滅する保険契約
  保険契約の一部が消滅するとき
は、その消滅する部分とします。

   第44条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する契約成立日（第３条）
の応当日（年単位）をいいます。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑵ 次の事業年度中に保険期間が満了
する保険契約 ＊３   

  保険契約者に支払います｡ ただし、保
険契約が更新（第26条）されるとき、
または保険期間が終身の保険契約に変
更（第27条）されるときは、次のとお
り取り扱います。
  ① ⑴－①の規定に準じて更新日また

は変更日から積み立てます。
  ② ⑴－①の規定により積み立てた更

新前契約または変更前契約の社員
配当金については、更新後契約ま
たは変更後契約においても引き続
き積み立て、更新日または変更日
以後、⑴の規定を適用します。  

  ⑶ 次の事業年度中に契約成立日 ＊４ お
よび直前の５年ごと応当日 ＊２ から
その日を含めて１年を経過して、
被保険者の死亡により消滅する保
険契約  

  ① 死亡給付金を支払うときは、その
受取人に支払います。

  ② ①以外の場合は、保険契約者に支
払います。  

  ⑷ 次の事業年度中に契約成立日 ＊４ か
らその日を含めて２年および直前
の５年ごと応当日 ＊２ からその日を
含めて１年を経過して、⑵または
⑶以外の事由により消滅する保険
契約 ＊５   

  保険契約者に支払います。  

  ２．会社は、本条の１．の規定によるほかに、特別配当金を割り当てて、これを支払
うことがあります。

  ３．保険契約者からの請求により社員配当金または特別配当金を支払うときは、第７
条（給付金の支払時期）の１．の規定を準用します。

   19 その他

   第42条  被保険者の業務の変更、転居および旅行

  この保険契約の継続中、被保険者がどのような業務に従事しても、またはどのよ
うな場所に転居し、もしくは旅行しても、会社は、この保険契約の解除も保険料
の変更もしません。

   第43条  保険契約者の住所の変更

  １．保険契約者は、住所または通知先を変更したときは、すみやかに会社の本社また
は会社の指定した場所 ★ に通知することを必要とします。

  ２．保険契約者が本条の１．に規定する通知をしなかった場合で、保険契約者の住所
または通知先を会社が確認できなかったときは、会社の知った最終の住所または
通知先に発した通知は、通常必要とする期間を経過した時に保険契約者に着いた
ものとみなします。

  ★「会社の指定した場所」⇒最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フリーダイヤル
0120-714-532）となります。  

   第44条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この保険契約の給付金の支払事由（第４条）にかかわる次のいずれかの
事由が、この保険契約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、
変更日 ＊１ から将来に向かって、この保険契約の支払事由を変更することがありま
す。

   第38条  補足説明

  ＊１ 契約成立日の応当日（年単
位）

  保険期間中の毎年の契約成立日
に対応する日をいいます。

   第41条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 保険料払込期間満了後は、

保険料払込期間満了日の翌
日とします。

  ⑵ 保険契約が更新されたとき
は、更新日とします。

  ⑶ 保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ＊２ 契約成立日の５年ごとの応
当日

  保険料払込期間満了日の翌日を
含みます。本条において「５年
ごと応当日」といいます。

ものは切り捨て、６か月を超えるものは１年とします。
  ２．被保険者の契約後の年齢は、本条の１．に規定する契約年齢に契約成立日（第３

条）の応当日（年単位） ＊１ ごとに１歳加えて計算します。

   第39条  契約年齢の誤りの処理

  被保険者の契約年齢（第38条）に誤りがあった場合で、契約成立日（第３条）
および誤りの事実が発見された日における実際の年齢が、会社がこの保険契約の
締結を取り扱う年齢の範囲外のときは、この保険契約は無効とし、すでに払い込
まれた保険料を保険契約者に払い戻します。その他のときは、実際の年齢に基づ
き、会社の定める方法により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、ま
たは給付金額を調整して処理します。

   第40条  性別の誤りの処理

  被保険者の性別に誤りがあったときは、実際の性別に基づき、会社の定める方法
により、保険料の過不足を調整のうえ保険料を変更し、または給付金額を調整し
て処理します。

   18 社員配当金（保険契約者への配当）について

   第41条  社員配当金の割当ておよび支払い

  １．会社は、定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから、毎事業年度
末に、次の⑴から⑷の保険契約に対して、会社の定める方法により、利差配当を
社員配当金として割り当てることがあります。この場合、⑷に該当する保険契約
については、⑶に該当する保険契約に対して割当てを行った金額を下回る金額と
します。割り当てた社員配当金は、次のとおり支払います。

  割当ての対象となる保険契約    支払方法  

  ⑴ 次の事業年度中に契約成立日 ＊１ （第
３条）の５年ごとの応当日 ＊２ が到
来する保険契約  

  ① その５年ごと応当日 ＊２ から、社員
配当金の全額を会社の定める利率
による利息をつけて積み立てます。
ただし、保険料払込期間中にあっ
ては、その５年ごと応当日 ＊２ の前
日までの保険料がすべて払い込ま
れている場合に限ります。

  ② ①により積み立てられた社員配当
金は、次のとおり支払います。
  ア．死亡給付金を支払うときは、

その受取人に支払います。
  イ．死亡給付金の支払以外により

保険契約が消滅するときは、
保険契約者に支払います。

  ウ．保険契約者から請求があった
ときは、保険契約者に支払い
ます。  
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   第49条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院準備費用給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金   

   20 特則について

   第48条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。

  ⑴ 第16条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第25条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  

   第49条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に入院給付金等 ＊２ が支払われるべきとき

は、第４条（給付金の支払い）の２．－⑴－②を次のとおり読み替えます。

  項　目    内　容  

  ②　入院給付金等 ＊２ の支払
事由が生じ、支払うべ
き入院給付金等 ＊２ があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合には、支払うべ
き入院給付金等 ＊２ を被指定契約 ＊１ の死亡給付金受
取人に支払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
  ① 第15条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取

扱い）の１．中、「保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）」と
あるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（給付金を支払うときはそ
の受取人）」と読み替えます。

  ② 第41条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ② ①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金
受取人に支払います。

  ③ 第41条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」
を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  

   

  第44条  補足説明

 ＊  ２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第45条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第18条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

 ＊３ 申込み
 復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
申込みを含みます。

      ＊４ 承諾
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
承諾を含みます。

  ＊５ 契約成立日
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加が
行われたときは、それぞれ最終
の復活、復旧、入院給付金の日
額の増額または特約の中途付加
の日とします。

  ＊６ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊５ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊５ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第47条  補足説明

  ＊１ 給付金の受取人
  給付金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第29条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第45条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 入院給付金の種類
  ⑶ 入院給付金の日額
  ⑷ 契約成立日 ＊１ （第３条）
  ⑸ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、入院給付金のある保険契約または特約の申込み ＊３ を受けたときは、協会
に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会することができま
す。この場合、協会からその結果の連絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に入院給付金のある保険契約ま
たは特約の申込み ＊３ があったときは、本条の３．によって連絡された内容を入
院給付金のある保険契約または特約の承諾 ＊４ の判断の参考とすることができま
す。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊５ から５年 ＊６ 以内に入院給付金の請求を受け
たときは、協会に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会し、
その結果を入院給付金の支払いの判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊４ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、入院給付金、保険契約とあるのは、農業協同組合法に基づく
共済契約においては、それぞれ、被共済者、入院共済金、共済契約と読み替えま
す。

   第46条  時効

  給付金（第４条）、保険料の払込免除（第９条）、返戻金（第30条）または社員
配当金（第41条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使できる
ようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第47条  管轄裁判所

  １．この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または給付金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の
１．の規定を準用します。
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   第49条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  この保険契約に付加された保険
契約指定特約により指定された
利率変動型積立保険契約をいい
ます。

  ＊２ 入院給付金等
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 入院給付金
  ⑵ 入院準備費用給付金
  ⑶ 手術給付金
  ⑷ 放射線治療給付金   

   20 特則について

   第48条  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合の特則

  郵便等の方法により申込みを行う保険契約の場合には、次のとおりとします。

  ⑴ 第16条（保険料の前納および予納）の規定にかかわらず、保険料の前納お
よび予納はできません。

  ⑵ 第25条（保険料払込方法の変更）の規定にかかわらず、保険料払込方法の
変更はできません。  

   第49条  被指定契約がある場合の特則

  被指定契約 ＊１ がある場合で、この保険契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと
きは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この保険契約の保険料払込期間中に入院給付金等 ＊２ が支払われるべきとき

は、第４条（給付金の支払い）の２．－⑴－②を次のとおり読み替えます。

  項　目    内　容  

  ②　入院給付金等 ＊２ の支払
事由が生じ、支払うべ
き入院給付金等 ＊２ があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  入院給付金受取人が被保険者の場合には、支払うべ
き入院給付金等 ＊２ を被指定契約 ＊１ の死亡給付金受
取人に支払います。  

  ⑵ この保険契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、次のとおり
取り扱います。
  ① 第15条（払込期月中または猶予期間中に支払事由等が生じた場合の取

扱い）の１．中、「保険契約者（給付金を支払うときはその受取人）」と
あるのを「被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人（給付金を支払うときはそ
の受取人）」と読み替えます。

  ② 第41条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑴－②を次のと
おり読み替えます。
  ② ①により積み立てられた社員配当金は、被指定契約 ＊１ の死亡給付金
受取人に支払います。

  ③ 第41条（社員配当金の割当ておよび支払い）の１．－⑶の「支払方法」
を次のとおり読み替えます。

  支払方法  

  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  

   

  第44条  補足説明

 ＊  ２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第45条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第18条）が行われたと
きは、最終の復活の日とします。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

 ＊３ 申込み
 復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
申込みを含みます。

      ＊４ 承諾
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加の
承諾を含みます。

  ＊５ 契約成立日
  復活、復旧、入院給付金の日額
の増額または特約の中途付加が
行われたときは、それぞれ最終
の復活、復旧、入院給付金の日
額の増額または特約の中途付加
の日とします。

  ＊６ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊５ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊５ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

   第47条  補足説明

  ＊１ 給付金の受取人
  給付金の受取人が２人以上いる
ときは、その代表者とします。

  ＊２ 同一の都道府県内にある支
社

  同一の都道府県内に支社がない
ときは、最寄りの支社とします。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この保険契約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約
者にその旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この保険契約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第29条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第45条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 入院給付金の種類
  ⑶ 入院給付金の日額
  ⑷ 契約成立日 ＊１ （第３条）
  ⑸ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、入院給付金のある保険契約または特約の申込み ＊３ を受けたときは、協会
に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会することができま
す。この場合、協会からその結果の連絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に入院給付金のある保険契約ま
たは特約の申込み ＊３ があったときは、本条の３．によって連絡された内容を入
院給付金のある保険契約または特約の承諾 ＊４ の判断の参考とすることができま
す。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊５ から５年 ＊６ 以内に入院給付金の請求を受け
たときは、協会に対して本条の１．の規定により登録された内容について照会し、
その結果を入院給付金の支払いの判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊４ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません。
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．本条中、被保険者、入院給付金、保険契約とあるのは、農業協同組合法に基づく
共済契約においては、それぞれ、被共済者、入院共済金、共済契約と読み替えま
す。

   第46条  時効

  給付金（第４条）、保険料の払込免除（第９条）、返戻金（第30条）または社員
配当金（第41条）を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使できる
ようになった時から３年以内に請求がない場合には消滅します。

   第47条  管轄裁判所

  １．この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在
地または給付金の受取人 ＊１ の住所地と同一の都道府県内にある支社 ＊２ の所在地
を管轄する地方裁判所を合意による管轄裁判所とします。

  ２．この保険契約における保険料の払込免除の請求に関する訴訟については、本条の
１．の規定を準用します。
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  別表４　手術給付金の支払対象となる「手術」
  手術給付金の支払対象となる「手術」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院または診療
所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的として、器具を用い生体に切開、切除、摘出、除去およびそれ
に準ずる操作を加えることをいいます。なお、次の⑴から⑻などは手術給付金の支払対象となる手術には該当しません。

  ⑴ 処置（持続的胸腔ドレナージ、経皮的エタノール注入療法など）、検査、神経ブロック
  ⑵ 診断・検査（生検・腹腔鏡検査・臓器穿刺など）のための手術（注）
  ⑶ 美容整形上の手術
  ⑷ 不妊を目的とする手術
  ⑸ 正常分娩における手術
  ⑹ 人工妊娠中絶手術（注）
  ⑺ 歯科治療に伴う歯科手術（歯肉切除手術、インプラントなど）（注）
  ⑻ 屈折異常に対する視力矯正手術  

  注
  医科診療報酬点数表（手術を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で手術料が算定される場合には、手術給付
金の支払対象となる手術に該当します。

  別表５　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表６　医科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている医科
診療報酬点数表をいいます。

  別表７　歯科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている歯科
診療報酬点数表をいいます。

  別表８　先進医療
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、平成18年９月12日厚生労働省告示第495号「厚
生労働大臣の定める評価療養および選定療養」の規定に基づき、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごとに厚生労働大臣
が定める施設基準に適合しない病院または診療所において行われるものも先進医療とみなして取り扱います。）をいいます。た
だし、平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、医科診療報酬点数表(別表６)に手術料
または放射線治療料の算定対象として列挙されている手術または放射線治療は除きます。なお、診断、測定、試験、解析、評価
および検索を主たる目的とした診療行為ならびに注射、点滴、薬剤投与などは含みません。
    
  別表９　非電離放射線の定義
  非電離放射線とは、物質を電離する能力をもたない電磁波(マイクロ波、ラジオ波、可視光線など)および超音波をいいます。

  別表10　放射線治療給付金の支払対象となる診療行為　
  放射線治療給付金の支払対象となる「診療行為」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院
または診療所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的とする放射線照射または温熱療法による診療行為を
いいます。なお、次の⑴から⑸などは放射線治療給付金の支払対象となる診療行為には該当しません。

  ⑴ 処置（光線療法・皮膚レーザー照射療法など）
  ⑵ 検査（エックス線診断など）
  ⑶ 血液照射
  ⑷ 放射性化合物の投与による照射（内用療法など）（注）
  ⑸ 歯科治療に伴う放射線照射（注）  

  注
  医科診療報酬点数表（診療行為を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で放射線治療料が算定される場合には、
放射線治療給付金の支払対象となる診療行為に該当します。

   別表１　入院給付金の支払対象となる入院
  入院給付金の支払対象となる「入院」とは、医師（注１）による治療（注２）が必要であり、かつ自宅等での治療（注２）が困
難なため、病院または診療所（別表３）に入り、常に医師（注１）の管理下において治療（注２）に専念することをいいます。
ただし、入院時の医学的水準、医学的常識に照らし、客観的、合理的な入院に限ります。なお、次の⑴から⑶などは入院給付金
の支払対象となる入院には該当しません。

  ⑴ 美容整形のための入院
  ⑵ 正常分娩のための入院
  ⑶ 治療処置を伴わない人間ドック検査のための入院  

  注
  １． 四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関しては、柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます。
  ２．柔道整復師による施術を含みます。

  別表２　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  表１

  用　語    定　義  

  急激    事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発    事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来    事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入

または嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物

酔いならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性･食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表３　病院または診療所
  「病院または診療所」とは、次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所（入院給付金および入院準備費用給

付金の支払いについては、四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関し施術を受けるため、柔道整復師法に定める施術
所に収容されたときは、その施術所を含みます。）

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設
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  別表４　手術給付金の支払対象となる「手術」
  手術給付金の支払対象となる「手術」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院または診療
所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的として、器具を用い生体に切開、切除、摘出、除去およびそれ
に準ずる操作を加えることをいいます。なお、次の⑴から⑻などは手術給付金の支払対象となる手術には該当しません。

  ⑴ 処置（持続的胸腔ドレナージ、経皮的エタノール注入療法など）、検査、神経ブロック
  ⑵ 診断・検査（生検・腹腔鏡検査・臓器穿刺など）のための手術（注）
  ⑶ 美容整形上の手術
  ⑷ 不妊を目的とする手術
  ⑸ 正常分娩における手術
  ⑹ 人工妊娠中絶手術（注）
  ⑺ 歯科治療に伴う歯科手術（歯肉切除手術、インプラントなど）（注）
  ⑻ 屈折異常に対する視力矯正手術  

  注
  医科診療報酬点数表（手術を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で手術料が算定される場合には、手術給付
金の支払対象となる手術に該当します。

  別表５　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表６　医科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている医科
診療報酬点数表をいいます。

  別表７　歯科診療報酬点数表
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、厚生労働省告示に基づき定められている歯科
診療報酬点数表をいいます。

  別表８　先進医療
  平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、平成18年９月12日厚生労働省告示第495号「厚
生労働大臣の定める評価療養および選定療養」の規定に基づき、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごとに厚生労働大臣
が定める施設基準に適合しない病院または診療所において行われるものも先進医療とみなして取り扱います。）をいいます。た
だし、平成22年４月１日以降、手術または放射線治療を受けた時点までの間において、医科診療報酬点数表(別表６)に手術料
または放射線治療料の算定対象として列挙されている手術または放射線治療は除きます。なお、診断、測定、試験、解析、評価
および検索を主たる目的とした診療行為ならびに注射、点滴、薬剤投与などは含みません。
    
  別表９　非電離放射線の定義
  非電離放射線とは、物質を電離する能力をもたない電磁波(マイクロ波、ラジオ波、可視光線など)および超音波をいいます。

  別表10　放射線治療給付金の支払対象となる診療行為　
  放射線治療給付金の支払対象となる「診療行為」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院
または診療所（別表３）に入り、医師の管理下において、治療を直接の目的とする放射線照射または温熱療法による診療行為を
いいます。なお、次の⑴から⑸などは放射線治療給付金の支払対象となる診療行為には該当しません。

  ⑴ 処置（光線療法・皮膚レーザー照射療法など）
  ⑵ 検査（エックス線診断など）
  ⑶ 血液照射
  ⑷ 放射性化合物の投与による照射（内用療法など）（注）
  ⑸ 歯科治療に伴う放射線照射（注）  

  注
  医科診療報酬点数表（診療行為を受けた時点における医科診療報酬点数表に限ります。）で放射線治療料が算定される場合には、
放射線治療給付金の支払対象となる診療行為に該当します。

   別表１　入院給付金の支払対象となる入院
  入院給付金の支払対象となる「入院」とは、医師（注１）による治療（注２）が必要であり、かつ自宅等での治療（注２）が困
難なため、病院または診療所（別表３）に入り、常に医師（注１）の管理下において治療（注２）に専念することをいいます。
ただし、入院時の医学的水準、医学的常識に照らし、客観的、合理的な入院に限ります。なお、次の⑴から⑶などは入院給付金
の支払対象となる入院には該当しません。

  ⑴ 美容整形のための入院
  ⑵ 正常分娩のための入院
  ⑶ 治療処置を伴わない人間ドック検査のための入院  

  注
  １． 四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関しては、柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます。
  ２．柔道整復師による施術を含みます。

  別表２　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  表１

  用　語    定　義  

  急激    事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発    事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来    事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入

または嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物

酔いならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性･食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表３　病院または診療所
  「病院または診療所」とは、次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所（入院給付金および入院準備費用給

付金の支払いについては、四肢における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関し施術を受けるため、柔道整復師法に定める施術
所に収容されたときは、その施術所を含みます。）

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設
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  別表12　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。

  別表11　給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．入院給付金の支払い  

  ⑴ 入院給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 入院給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 入院給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 不慮の事故（別表２）を原因とするときは、不慮の事故（別表２）であることを証

明する書類および会社所定の様式による医師の診断書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

    ２．入院準備費用給付金の支払い  

  ⑴ 入院準備費用給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 入院準備費用給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 入院準備費用給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 不慮の事故(別表２)を原因とするときは、不慮の事故(別表２)であることを証明す

る書類および会社所定の様式による医師の診断書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．手術給付金の支払い  

  ⑴ 手術給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による手術を受けた病院または診療所の医師の手術証明書
  ⑶ 手術給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 手術給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ４．放射線治療給付金の支払い    

  ⑴ 放射線治療給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による放射線治療を受けた病院または診療所の医師の放射線治療証

明書
  ⑶ 放射線治療給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 放射線治療給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ５．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ６．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 不慮の事故（別表２）であることを証明する書類
  ⑷   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を

行わせることがあります。  
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  別表12　対象となる高度障害状態および身体障害の状態

  

高
度
障
害
状
態  

  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注４）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注６⑴）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注６⑴）  

  

身
体
障
害
の
状
態  

  対象となる身体障害の状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ １眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注３）
  ⑶ 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注５）
  ⑷ １上肢を手関節以上で失ったもの
  ⑸ １下肢を足関節以上で失ったもの
  ⑹ １上肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑺ １下肢の用または３大関節中の２関節の用を全く永久に失ったもの（注６）
  ⑻ １手の第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったかまたは10手指の用を全く永久に失ったもの（注

７⑴、⑵、⑶）
  ⑼ 10足指を失ったもの（注７⑷）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みのない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は、日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ４．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ５．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ６．上・下肢の障害
  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、

または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工関
節をそう入置換した場合をいいます。

  ７．指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の手指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合

わせることはありません。

  別表11　給付金の支払いおよび保険料の払込免除の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．入院給付金の支払い  

  ⑴ 入院給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 入院給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 入院給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 不慮の事故（別表２）を原因とするときは、不慮の事故（別表２）であることを証

明する書類および会社所定の様式による医師の診断書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

    ２．入院準備費用給付金の支払い  

  ⑴ 入院準備費用給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 入院準備費用給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 入院準備費用給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 不慮の事故(別表２)を原因とするときは、不慮の事故(別表２)であることを証明す

る書類および会社所定の様式による医師の診断書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ３．手術給付金の支払い  

  ⑴ 手術給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による手術を受けた病院または診療所の医師の手術証明書
  ⑶ 手術給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 手術給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ４．放射線治療給付金の支払い    

  ⑴ 放射線治療給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による放射線治療を受けた病院または診療所の医師の放射線治療証

明書
  ⑶ 放射線治療給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 放射線治療給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ５．死亡給付金の支払い  

  ⑴ 死亡給付金支払請求書
  ⑵ 医師の死亡診断書または検案書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 死亡給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 死亡給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ６．保険料の払込免除  

  ⑴ 保険料払込免除請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 不慮の事故（別表２）であることを証明する書類
  ⑷   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を

行わせることがあります。  
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  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの
をいいます。

  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし
くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ⑷ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。
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  ２．災害保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ この特約の責任開始の
時 ＊１ 前にすでに障害状
態が生じていたとき  

  次のいずれかに該当するときは、災害保険金の支払
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、この特約の責任開始の時 ＊１ 以

後に生じた不慮の事故（別表１ ★ ）による傷害
を直接の原因とする障害状態が新たに加わっ
て、その事故の日からその日を含めて180日
以内に高度障害状態（別表２ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、この特約の責任開始の時 ＊１ 以
後に発病した感染症（別表４ ★ ）を直接の原因
とする障害状態が新たに加わって、高度障害状
態（別表２ ★ ）になったとき  

  ⑵ 被保険者が、この特約
の保険期間満了日に「高
度障害状態（別表２ ★ ）
のうち回復の見込みの
ないことのみが明らか
でない状態」であるた
めに、災害保険金が支
払われないとき  

  次のすべてに該当したときは、この特約の保険期間
満了日に災害保険金の支払事由が生じたものとしま
す。ただし、この特約が更新（第16条・第34条）
されたときは、更新後特約の規定を適用します。
  ① この特約の保険期間満了後も引き続きその状態

が継続していたこと
  ② その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと。ただし、不慮の事故（別表１ ★ ）
による傷害を原因とするときは、その事故の日
からその日を含めて180日以内であることを
必要とします。  

  ⑶ 「高度障害状態（別表
２ ★ ）による災害保険金」
の支払事由が生じた場
合で、その支払前に「死
亡による災害保険金」
の支払請求を受け、「死
亡による災害保険金」
が支払われるとき  

  「高度障害状態（別表２ ★ ）による災害保険金」の
支払事由が生じないで被保険者が死亡したものとし
て取り扱い、「高度障害状態（別表２ ★ ）による災
害保険金」は支払いません。  

  ⑷ 災害保険金を支払った
とき  

  この特約は、その支払事由が生じた時にさかのぼっ
て消滅します。  

  ★別表１（P.597参照）、別表２（P.598参照）、別表４（P.599参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、災害
保険金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても災害保険金を支払わない場合）  

  

災
害
保
険
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 災害保険金の受取人の故意または重大な過失
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑹ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑻ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  無配当災害割増特約  
  （実施　平8.10.2 ／改正　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    不慮の事故もしくは所定の感染症による死亡または所定の高度障害状態に対する保障  
  保険金の種類    災害保険金  
  配当タイプ    無配当  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主たる保険契約（以下「主
契約」といいます。）の締結の際に
この特約を付加することを承諾し
た場合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第12条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 保険金の支払いについて

   第２条  災害保険金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、災害保険金の支払事由が生じ
たときは、その支払事由に対応して災害保険金をその受取人に支払います。ただ
し、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（災害保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

災
害
保
険
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に次のいずれかに該当し
たとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別

表１ ★ ）による傷害を直接の原因として、その事故の日
からその日を含めて180日以内に死亡したとき

  ⑵ この特約の責任開始の時 ＊１ 以後に発病した感染症（別表
４ ★ ）を直接の原因として死亡したとき    

災
害
保
険
金
額  

  

主
契
約
の
死
亡
保
険
金
受
取
人  

  被保険者が、この特約の保険期間中に次のいずれかに該当し
たとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別

表１ ★ ）による傷害を直接の原因として、その事故の日
からその日を含めて180日以内に高度障害状態（別表
２ ★ ）になったとき

  ⑵ この特約の責任開始の時 ＊１ 以後に発病した感染症（別表
４ ★ ）を直接の原因として高度障害状態（別表２ ★ ）になっ
たとき  

  

主
契
約
の
高
度
障
害
保
険
金
受
取
人  

    第２条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
11条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。
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  ２．災害保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ この特約の責任開始の
時 ＊１ 前にすでに障害状
態が生じていたとき  

  次のいずれかに該当するときは、災害保険金の支払
事由が生じたものとします。
  ① その障害状態に、この特約の責任開始の時 ＊１ 以

後に生じた不慮の事故（別表１ ★ ）による傷害
を直接の原因とする障害状態が新たに加わっ
て、その事故の日からその日を含めて180日
以内に高度障害状態（別表２ ★ ）になったとき

  ② その障害状態に、この特約の責任開始の時 ＊１ 以
後に発病した感染症（別表４ ★ ）を直接の原因
とする障害状態が新たに加わって、高度障害状
態（別表２ ★ ）になったとき  

  ⑵ 被保険者が、この特約
の保険期間満了日に「高
度障害状態（別表２ ★ ）
のうち回復の見込みの
ないことのみが明らか
でない状態」であるた
めに、災害保険金が支
払われないとき  

  次のすべてに該当したときは、この特約の保険期間
満了日に災害保険金の支払事由が生じたものとしま
す。ただし、この特約が更新（第16条・第34条）
されたときは、更新後特約の規定を適用します。
  ① この特約の保険期間満了後も引き続きその状態

が継続していたこと
  ② その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと。ただし、不慮の事故（別表１ ★ ）
による傷害を原因とするときは、その事故の日
からその日を含めて180日以内であることを
必要とします。  

  ⑶ 「高度障害状態（別表
２ ★ ）による災害保険金」
の支払事由が生じた場
合で、その支払前に「死
亡による災害保険金」
の支払請求を受け、「死
亡による災害保険金」
が支払われるとき  

  「高度障害状態（別表２ ★ ）による災害保険金」の
支払事由が生じないで被保険者が死亡したものとし
て取り扱い、「高度障害状態（別表２ ★ ）による災
害保険金」は支払いません。  

  ⑷ 災害保険金を支払った
とき  

  この特約は、その支払事由が生じた時にさかのぼっ
て消滅します。  

  ★別表１（P.597参照）、別表２（P.598参照）、別表４（P.599参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、災害
保険金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても災害保険金を支払わない場合）  

  

災
害
保
険
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 災害保険金の受取人の故意または重大な過失
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑹ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑻ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  無配当災害割増特約  
  （実施　平8.10.2 ／改正　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    不慮の事故もしくは所定の感染症による死亡または所定の高度障害状態に対する保障  
  保険金の種類    災害保険金  
  配当タイプ    無配当  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主たる保険契約（以下「主
契約」といいます。）の締結の際に
この特約を付加することを承諾し
た場合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第12条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 保険金の支払いについて

   第２条  災害保険金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、災害保険金の支払事由が生じ
たときは、その支払事由に対応して災害保険金をその受取人に支払います。ただ
し、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（災害保険金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

災
害
保
険
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に次のいずれかに該当し
たとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別

表１ ★ ）による傷害を直接の原因として、その事故の日
からその日を含めて180日以内に死亡したとき

  ⑵ この特約の責任開始の時 ＊１ 以後に発病した感染症（別表
４ ★ ）を直接の原因として死亡したとき    

災
害
保
険
金
額  

  

主
契
約
の
死
亡
保
険
金
受
取
人  

  被保険者が、この特約の保険期間中に次のいずれかに該当し
たとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別

表１ ★ ）による傷害を直接の原因として、その事故の日
からその日を含めて180日以内に高度障害状態（別表
２ ★ ）になったとき

  ⑵ この特約の責任開始の時 ＊１ 以後に発病した感染症（別表
４ ★ ）を直接の原因として高度障害状態（別表２ ★ ）になっ
たとき  

  

主
契
約
の
高
度
障
害
保
険
金
受
取
人  

    第２条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
11条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。
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   第７条  補足説明

  ＊１ 主契約の保険料払込期間満
了後に払い込むべきこの特
約の保険料

  本条の２．において「払込期間
満了後保険料」といいます。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

  ３．第７条（特約の保険料の払込み）の２．および３．の規定によってこの特約の保
険料が払い込まれているときは、主契約の普通保険約款の保険料の払込免除に関
する規定を準用して、この特約の保険料の払込免除の取扱いを行います。この場
合、本条の２．の規定を準用します。

   ５ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間の終期を
限度とします。

   ６ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除き、この特約の保険料
は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料払込期間中、主契
約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の保険料を前納また
は予納する場合も同様とします。

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この特約の保険料払込期間の終期が主契約の保
険料払込期間満了日を超えるときは、主契約の保険料払込期間満了後に払い込む
べきこの特約の保険料 ＊１ の払込方法（回数）は年払とし、次のとおり払い込むこ
とを必要とします。この場合、主契約の普通保険約款の保険料の払込みの規定を
準用します。

  ⑴ 払込期間満了後保険料 ＊１ は、会社の取扱いの範囲内で、一括または５年単位
で分割して前納することを必要とします。

  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、払込期間満了後保険料 ＊１ は、会社の取扱いの範囲内
で、前納によらず口座振替または振込みにより払い込むことができます。  

  ３．この特約を一時払契約に付加するときは、この特約の保険料払込方法（回数）は
一時払または年払とし、年払の場合には、この特約の保険料をこの特約の付加時
に一括して前納することを必要とします。

  ４．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないとき、または本
条の２．の保険料が払い込まれないときは、この特約は、その保険料払込みの猶
予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第20条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による災害保険金の支払事由（第２条）
が生じたときは、会社は、その支払うべき金額から未払込保険料を差し引きます。

   第９条  特約の保険料の振替貸付

  この特約の保険料の払込方法（回数）が年払、半年払または月払の場合で、主契
約の保険料およびこの特約の保険料が払い込まれないまま保険料払込みの猶予期
間を経過したときは、次のとおり取り扱います。

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 災害保険金の受取人が
２人以上いる場合で、
一部の受取人が故意ま
たは重大な過失により
被保険者を災害保険金
の支払事由に該当させ
たとき  

  故意または重大な過失により被保険者を災害保険金
の支払事由に該当させた受取人が受け取るべき金額
は支払いません。なお、残額は他の受取人に支払い
ます。  

  ⑵ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって災害保
険金の支払事由が生じ
たとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、災害保険金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

   ３ 保険金の支払請求手続について

   第４条  災害保険金の支払請求手続

  １．災害保険金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者、被保険者または
その受取人は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．災害保険金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この特約が次の契約形態の場合で、災害保険金の全部またはその相当部分を死亡
退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当す
ることが確認されているときは、災害保険金の受取人は、災害保険金の支払いを
請求する際、次の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。
ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの
提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  災害保険金の受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 災害保険金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.598参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除き、主契約の保険料の
払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料の払込みを免除し
ます。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

582



   第７条  補足説明

  ＊１ 主契約の保険料払込期間満
了後に払い込むべきこの特
約の保険料

  本条の２．において「払込期間
満了後保険料」といいます。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

  ３．第７条（特約の保険料の払込み）の２．および３．の規定によってこの特約の保
険料が払い込まれているときは、主契約の普通保険約款の保険料の払込免除に関
する規定を準用して、この特約の保険料の払込免除の取扱いを行います。この場
合、本条の２．の規定を準用します。

   ５ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間の終期を
限度とします。

   ６ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除き、この特約の保険料
は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料払込期間中、主契
約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の保険料を前納また
は予納する場合も同様とします。

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この特約の保険料払込期間の終期が主契約の保
険料払込期間満了日を超えるときは、主契約の保険料払込期間満了後に払い込む
べきこの特約の保険料 ＊１ の払込方法（回数）は年払とし、次のとおり払い込むこ
とを必要とします。この場合、主契約の普通保険約款の保険料の払込みの規定を
準用します。

  ⑴ 払込期間満了後保険料 ＊１ は、会社の取扱いの範囲内で、一括または５年単位
で分割して前納することを必要とします。

  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、払込期間満了後保険料 ＊１ は、会社の取扱いの範囲内
で、前納によらず口座振替または振込みにより払い込むことができます。  

  ３．この特約を一時払契約に付加するときは、この特約の保険料払込方法（回数）は
一時払または年払とし、年払の場合には、この特約の保険料をこの特約の付加時
に一括して前納することを必要とします。

  ４．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないとき、または本
条の２．の保険料が払い込まれないときは、この特約は、その保険料払込みの猶
予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第20条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による災害保険金の支払事由（第２条）
が生じたときは、会社は、その支払うべき金額から未払込保険料を差し引きます。

   第９条  特約の保険料の振替貸付

  この特約の保険料の払込方法（回数）が年払、半年払または月払の場合で、主契
約の保険料およびこの特約の保険料が払い込まれないまま保険料払込みの猶予期
間を経過したときは、次のとおり取り扱います。

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 災害保険金の受取人が
２人以上いる場合で、
一部の受取人が故意ま
たは重大な過失により
被保険者を災害保険金
の支払事由に該当させ
たとき  

  故意または重大な過失により被保険者を災害保険金
の支払事由に該当させた受取人が受け取るべき金額
は支払いません。なお、残額は他の受取人に支払い
ます。  

  ⑵ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって災害保
険金の支払事由が生じ
たとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、災害保険金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

   ３ 保険金の支払請求手続について

   第４条  災害保険金の支払請求手続

  １．災害保険金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者、被保険者または
その受取人は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．災害保険金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）を
すみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．この特約が次の契約形態の場合で、災害保険金の全部またはその相当部分を死亡
退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払いに充当す
ることが確認されているときは、災害保険金の受取人は、災害保険金の支払いを
請求する際、次の⑴から⑶のすべての必要書類を提出することを必要とします。
ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人以上いるときは、そのうちの１人からの
提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  災害保険金の受取人    当該団体 ＊２   
  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 災害保険金の支払請求に必要な書類（別表３ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表３（P.598参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除き、主契約の保険料の
払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料の払込みを免除し
ます。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

   第４条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。
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   第14条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活、復旧、災害保険金額
の増額または被保険者の変更の
際の告知義務違反による解除に
関しては、それぞれ復活、復旧、
災害保険金額の増額または被保
険者の変更の日とします。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第14条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第13条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結、復活（第11条）、復旧（第19条）、災害保険金額の増額（第
17条）または被保険者の変更（第23条）の申込みに対して会社が諾否の決
定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失に
よって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第12条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第12条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に災害保険金の支払
事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）が生じないで、その
期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第12条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第15条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

   第11条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

  ⑴ 普通保険約款に保険料の振替貸付の規定があるときは、主契約の保険料およ
びこの特約の保険料の合計額について普通保険約款の保険料の振替貸付の規
定を適用します。

  ⑵ ⑴にかかわらず、主契約に団体特約または事業保険特約が付加されていると
きは、その特約の定めるところによります。  

   ７ 失効と復活について

   第10条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第11条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ８ 告知義務と解除について

   第12条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結、復活（第11条）、復旧（第19条）、災害保険金額の増
額（第17条）または被保険者の変更（第23条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、災害保険金の支払事由（第２条）
または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重要な事項のう
ち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要としま
す。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に
口頭により告知することを必要とします。

   第13条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結、復活（第11条）、復旧（第19条）、災害保険金額の増額（第
17条）または被保険者の変更（第23条）にあたって、保険契約者または被保険
者が、故意または重大な過失によって、第12条（告知義務）の規定により会社
が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを
告げたときは、会社は、この特約を将来に向かって解除（災害保険金額の増額が
行われたときは増額分を解除。以下同じ。）することができます。

  ２．会社は、災害保険金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）
が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができます。この
場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 災害保険金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに災害保険金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、災害保険金の支払事由または保険料の払込免除
事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険
者または災害保険金の受取人が証明したときは、会社は、災害保険金の支払いま
たは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または災害保険金の受取
人に通知します。
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   第14条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活、復旧、災害保険金額
の増額または被保険者の変更の
際の告知義務違反による解除に
関しては、それぞれ復活、復旧、
災害保険金額の増額または被保
険者の変更の日とします。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第14条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第13条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結、復活（第11条）、復旧（第19条）、災害保険金額の増額（第
17条）または被保険者の変更（第23条）の申込みに対して会社が諾否の決
定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失に
よって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第12条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第12条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に災害保険金の支払
事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）が生じないで、その
期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第12条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第15条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

   第11条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

  ⑴ 普通保険約款に保険料の振替貸付の規定があるときは、主契約の保険料およ
びこの特約の保険料の合計額について普通保険約款の保険料の振替貸付の規
定を適用します。

  ⑵ ⑴にかかわらず、主契約に団体特約または事業保険特約が付加されていると
きは、その特約の定めるところによります。  

   ７ 失効と復活について

   第10条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第11条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ８ 告知義務と解除について

   第12条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結、復活（第11条）、復旧（第19条）、災害保険金額の増
額（第17条）または被保険者の変更（第23条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、災害保険金の支払事由（第２条）
または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重要な事項のう
ち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要としま
す。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に
口頭により告知することを必要とします。

   第13条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結、復活（第11条）、復旧（第19条）、災害保険金額の増額（第
17条）または被保険者の変更（第23条）にあたって、保険契約者または被保険
者が、故意または重大な過失によって、第12条（告知義務）の規定により会社
が告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを
告げたときは、会社は、この特約を将来に向かって解除（災害保険金額の増額が
行われたときは増額分を解除。以下同じ。）することができます。

  ２．会社は、災害保険金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）
が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができます。この
場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 災害保険金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに災害保険金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、災害保険金の支払事由または保険料の払込免除
事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者、被保険
者または災害保険金の受取人が証明したときは、会社は、災害保険金の支払いま
たは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または災害保険金の受取
人に通知します。
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  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 特約更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 特約の保険料の払込方法（回数）は、更新前特

約と同一とします。ただし、保険契約者は、会
社の取扱いの範囲内で、更新後特約の保険料の
払込方法（回数）を変更することができます。  

   第15条  補足説明

  ＊１ 保険金
  この特約の保険金または保険料
の払込免除をいいます。

 ＊２ 災害保険金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが災害保
険金の受取人のみであり、その
災害保険金の受取人が災害保険
金の一部の受取人であるとき
は、災害保険金のうち、その受
取人に支払われるべき災害保険
金をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ この特約の保険期間満了日
の翌日

  本条において「特約更新日」と
いいます。

  ＊２ 主契約の保険期間満了日
  主契約の保険期間中に被保険者
の年齢が80歳となるときは、
80歳となる主契約の契約成立
日の応当日（年単位）の前日と
します。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡による災害保険金の場合は被保険者を除きます。）
または保険金の受取人が保険金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に保険金 ＊１ を
詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 保険金 ＊１ の請求に関し、保険金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き 
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること 

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること 

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること 
④ 保険契約者または保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること 

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または保険金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえな
い⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または保険金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、災害保険金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）
が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。この場合、
本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、災害保険金の支
払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その災害保険金の支払
いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 災害保険金＊２の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに災害保険金＊２を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第13条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   ９ 内容の変更および更新について

   第16条  特約の更新

  １．この特約が次のすべてを満たすときは、保険契約者がこの特約の保険期間満了日
の２週間前までにこの特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出
があったものとして、この特約は、この特約の保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新さ
れます。

  ⑴ この特約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ この特約の保険期間満了日が主契約の保険期間満了日 ＊２ 前にあること  

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払
で、かつ、主契約の保険料の払込みが免除されているときは、保険契約者から更
新する旨の申出があった場合に限り、会社は、この特約の更新を取り扱います。
この場合、保険契約者は本条の３．－⑵－②の規定により更新後特約の第１回保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。
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  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 特約更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 特約の保険料の払込方法（回数）は、更新前特

約と同一とします。ただし、保険契約者は、会
社の取扱いの範囲内で、更新後特約の保険料の
払込方法（回数）を変更することができます。  

   第15条  補足説明

  ＊１ 保険金
  この特約の保険金または保険料
の払込免除をいいます。

 ＊２ 災害保険金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが災害保
険金の受取人のみであり、その
災害保険金の受取人が災害保険
金の一部の受取人であるとき
は、災害保険金のうち、その受
取人に支払われるべき災害保険
金をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ この特約の保険期間満了日
の翌日

  本条において「特約更新日」と
いいます。

  ＊２ 主契約の保険期間満了日
  主契約の保険期間中に被保険者
の年齢が80歳となるときは、
80歳となる主契約の契約成立
日の応当日（年単位）の前日と
します。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（死亡による災害保険金の場合は被保険者を除きます。）
または保険金の受取人が保険金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に保険金 ＊１ を
詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 保険金 ＊１ の請求に関し、保険金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き 
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること 

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること 

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること 
④ 保険契約者または保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること 

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または保険金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえな
い⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または保険金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、災害保険金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）
が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。この場合、
本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、災害保険金の支
払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その災害保険金の支払
いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 災害保険金＊２の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに災害保険金＊２を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第13条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   ９ 内容の変更および更新について

   第16条  特約の更新

  １．この特約が次のすべてを満たすときは、保険契約者がこの特約の保険期間満了日
の２週間前までにこの特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出
があったものとして、この特約は、この特約の保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新さ
れます。

  ⑴ この特約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ この特約の保険期間満了日が主契約の保険期間満了日 ＊２ 前にあること  

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払
で、かつ、主契約の保険料の払込みが免除されているときは、保険契約者から更
新する旨の申出があった場合に限り、会社は、この特約の更新を取り扱います。
この場合、保険契約者は本条の３．－⑵－②の規定により更新後特約の第１回保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。
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  項　目    内　容  

  ⑶ 更新後特約の災害保険
金額  

  更新前特約の保険期間満了日の災害保険金額と同額
とします。ただし、保険契約者は、更新前特約の保
険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取
扱いの範囲内で、更新後特約の災害保険金額を変更
して更新することができます。  

  ⑷ 更新後特約の保険期間    ① 更新前特約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後特約の保険期間を更新前特約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑵の条件を満たさ
なくなるときは、その条件を満たす限度まで保
険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、この特約は、会社の取扱いの
範囲内で、保険期間を変更して更新されること
があります。  

  ⑸ この特約が更新された
とき  

  ① 保険金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第５条）および告知義務違反による
解除（第13条・第14条）に関する規定につい
て、更新後特約の保険期間は、この特約から継
続したものとして取り扱います。ただし、保険
料の払込免除について、この特約の保険料の払
込方法（回数）が一時払の場合で、⑴－②の規
定により更新後特約の保険料の払込方法（回数）
が変更されたときは、この限りではありません。

  ② 特約更新日 ＊１ の特約が適用されます。
  ③ この特約が更新された旨を保険契約者に通知

（電気通信回線に接続している情報処理の用に
供する機器上に設けられた画面表示による提供
を含みます。）します。この場合、保険証券は
発行しません。  

  ⑹ 特約更新日 ＊１ の被保険
者の年齢または性別に
誤りがあるとき  

  主契約の契約成立日の被保険者の契約年齢または性
別に誤りがある場合の処理に準じて取り扱います。  

  ⑺ 特約更新日 ＊１ に会社が
この特約の付加を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を特
約更新日 ＊１ に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑸－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

   第17条  災害保険金額の増額

  １．保険契約者は、被保険者の同意および会社の承諾を得て災害保険金額を増額する
ことができます。ただし、会社は、増額後の災害保険金額が会社の定める限度を
超える増額は取り扱いません。

  ２．災害保険金額が増額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第２条（災害保険金の支払い）の責任開始の時は、増額分についてその増額
の時とします。

  ⑵ 災害保険金額が増額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して
いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

   第18条  災害保険金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって災害保険金額を減額 ★ することができます。ただし、
会社は、減額後の災害保険金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いませ
ん。

  ２．災害保険金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑵ 更新後特約の第１回保
険料の払込み  

  ① 特約の保険料の払込方法（回数）が年払、半年
払または月払の場合には、次のとおり取り扱い
ます。
  ア．第１回保険料は、特約更新日 ＊１ を含む月の

末日までに払い込むことを必要とします。
  イ．主契約の保険料の払込方法（回数）が年払、

半年払または月払の場合には、第１回保険
料は、主契約の保険料とともに払い込むこ
とを必要とします。

  ウ．第８条（払込期月の主契約の契約成立日の
応当日以後猶予期間満了日までに支払事由
が生じた場合の取扱い）および普通保険約
款の保険料払込みの猶予期間の規定を準用
します。

  ② 特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場
合には、次のとおり取り扱います。
  ア．第１回保険料は、特約更新日 ＊１ を含む月の

末日までに払い込むことを必要とします。
  イ．第８条（払込期月の主契約の契約成立日の

応当日以後猶予期間満了日までに支払事由
が生じた場合の取扱い）の規定を準用しま
す。

  ウ．第１回保険料の払込みの猶予期間は次のと
おりとします。
  ア 主契約の保険料の払込方法（回数）が

年払、半年払または月払の場合には、
特約更新日 ＊１ を含む月に払い込むべ
き主契約の保険料の払込みの猶予期間
と同一とします。

  イ 主契約の保険料の払込方法（回数）が
一時払の場合には、普通保険約款に定
める保険料の払込方法（回数）が年払
の保険契約の猶予期間の規定を準用し
ます。

  ③ この特約を主契約の保険料払込期間満了後に更
新するときは、次のとおり取り扱います。
  ア．⑴－②にかかわらず、更新後特約の保険料

の払込方法（回数）は一時払または年払と
し、第１回保険料は、特約更新日 ＊１ を含む
月の末日までに払い込むことを必要としま
す。

  イ．普通保険約款に定める保険料の払込方法
（回数）が年払の保険契約の猶予期間の規
定を準用します。

  ウ．更新後特約の保険料の払込方法（回数）を
年払としたときは、更新後特約の保険料の
払込みについて、次のとおり取り扱います。
  ア 会社の取扱いの範囲内で、一括または

５年単位で分割して前納することを必
要とします。

  イ アにかかわらず、会社の取扱いの範囲
内で、前納によらず口座振替または振
込みにより払い込むことができます。

  ④ ①から③の保険料が、猶予期間満了の時までに
払い込まれない場合には、更新後特約の効力は
生じません。  
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  項　目    内　容  

  ⑶ 更新後特約の災害保険
金額  

  更新前特約の保険期間満了日の災害保険金額と同額
とします。ただし、保険契約者は、更新前特約の保
険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取
扱いの範囲内で、更新後特約の災害保険金額を変更
して更新することができます。  

  ⑷ 更新後特約の保険期間    ① 更新前特約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後特約の保険期間を更新前特約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑵の条件を満たさ
なくなるときは、その条件を満たす限度まで保
険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、この特約は、会社の取扱いの
範囲内で、保険期間を変更して更新されること
があります。  

  ⑸ この特約が更新された
とき  

  ① 保険金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第５条）および告知義務違反による
解除（第13条・第14条）に関する規定につい
て、更新後特約の保険期間は、この特約から継
続したものとして取り扱います。ただし、保険
料の払込免除について、この特約の保険料の払
込方法（回数）が一時払の場合で、⑴－②の規
定により更新後特約の保険料の払込方法（回数）
が変更されたときは、この限りではありません。

  ② 特約更新日 ＊１ の特約が適用されます。
  ③ この特約が更新された旨を保険契約者に通知

（電気通信回線に接続している情報処理の用に
供する機器上に設けられた画面表示による提供
を含みます。）します。この場合、保険証券は
発行しません。  

  ⑹ 特約更新日 ＊１ の被保険
者の年齢または性別に
誤りがあるとき  

  主契約の契約成立日の被保険者の契約年齢または性
別に誤りがある場合の処理に準じて取り扱います。  

  ⑺ 特約更新日 ＊１ に会社が
この特約の付加を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を特
約更新日 ＊１ に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑸－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

   第17条  災害保険金額の増額

  １．保険契約者は、被保険者の同意および会社の承諾を得て災害保険金額を増額する
ことができます。ただし、会社は、増額後の災害保険金額が会社の定める限度を
超える増額は取り扱いません。

  ２．災害保険金額が増額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第２条（災害保険金の支払い）の責任開始の時は、増額分についてその増額
の時とします。

  ⑵ 災害保険金額が増額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して
いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

   第18条  災害保険金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって災害保険金額を減額 ★ することができます。ただし、
会社は、減額後の災害保険金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いませ
ん。

  ２．災害保険金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑵ 更新後特約の第１回保
険料の払込み  

  ① 特約の保険料の払込方法（回数）が年払、半年
払または月払の場合には、次のとおり取り扱い
ます。
  ア．第１回保険料は、特約更新日 ＊１ を含む月の

末日までに払い込むことを必要とします。
  イ．主契約の保険料の払込方法（回数）が年払、

半年払または月払の場合には、第１回保険
料は、主契約の保険料とともに払い込むこ
とを必要とします。

  ウ．第８条（払込期月の主契約の契約成立日の
応当日以後猶予期間満了日までに支払事由
が生じた場合の取扱い）および普通保険約
款の保険料払込みの猶予期間の規定を準用
します。

  ② 特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場
合には、次のとおり取り扱います。
  ア．第１回保険料は、特約更新日 ＊１ を含む月の

末日までに払い込むことを必要とします。
  イ．第８条（払込期月の主契約の契約成立日の

応当日以後猶予期間満了日までに支払事由
が生じた場合の取扱い）の規定を準用しま
す。

  ウ．第１回保険料の払込みの猶予期間は次のと
おりとします。
  ア 主契約の保険料の払込方法（回数）が

年払、半年払または月払の場合には、
特約更新日 ＊１ を含む月に払い込むべ
き主契約の保険料の払込みの猶予期間
と同一とします。

  イ 主契約の保険料の払込方法（回数）が
一時払の場合には、普通保険約款に定
める保険料の払込方法（回数）が年払
の保険契約の猶予期間の規定を準用し
ます。

  ③ この特約を主契約の保険料払込期間満了後に更
新するときは、次のとおり取り扱います。
  ア．⑴－②にかかわらず、更新後特約の保険料

の払込方法（回数）は一時払または年払と
し、第１回保険料は、特約更新日 ＊１ を含む
月の末日までに払い込むことを必要としま
す。

  イ．普通保険約款に定める保険料の払込方法
（回数）が年払の保険契約の猶予期間の規
定を準用します。

  ウ．更新後特約の保険料の払込方法（回数）を
年払としたときは、更新後特約の保険料の
払込みについて、次のとおり取り扱います。
  ア 会社の取扱いの範囲内で、一括または

５年単位で分割して前納することを必
要とします。

  イ アにかかわらず、会社の取扱いの範囲
内で、前納によらず口座振替または振
込みにより払い込むことができます。

  ④ ①から③の保険料が、猶予期間満了の時までに
払い込まれない場合には、更新後特約の効力は
生じません。  
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   第25条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第11条）または復旧（第
19条）が行われたときは、最
終の復活または復旧の日としま
す。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

払います。

  ① この特約の保険期間中に効力を失ったとき（第10条）
  ② 解除または解約（第20条）されたとき
  ③ 第21条（特約の消滅）の⑵の規定により消滅したとき  

  ⑵ 本条の⑴の規定にかかわらず、第15条（重大事由による解除）の１．－⑷
の規定によってこの特約を解除した場合で、災害保険金の一部の受取人に対
して第15条（重大事由による解除）の２．－⑴または⑵の規定を適用し災
害保険金を支払わないときは、この特約のうち支払われない災害保険金に対
応する部分については本条の⑴の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

⑶ 主契約を払済保険または延長保険に変更するときは、この特約の返戻金を主
契約の返戻金に加えて取り扱います。

⑷   この特約の返戻金額は、主契約の返戻金額とあわせて保険契約者に通知（電
気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表
示による提供を含みます。）します。

   12 被保険者の変更について

   第23条  特約の被保険者の変更

  １．主契約が５年ごと利差配当付生存給付金付定期保険契約または生存給付金付定期
保険契約の場合で、主契約の被保険者が変更されたときは、主契約の普通保険約
款の被保険者の変更の規定を準用して、この特約についても同時に被保険者が変
更されたものとします。

  ２．この特約の被保険者の変更が行われたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第２条（災害保険金の支払い）の責任開始の時は、この特約の被保険者の変
更の時とします。

  ⑵ この特約の被保険者が変更された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接
続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を
含みます。）します。  

   13 その他

   第24条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第25条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 死亡保険金の金額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ 
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契

   第21条  補足説明

  ＊１ ５年ごと利差配当付年金移
行特約等

  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ ５年ごと利差配当付年金移

行特約
  ⑵ ５年ごと利差配当付夫婦年

金移行特約
  ⑶ ５年ごと利差配当付介護保

障移行特約
⑷ 年金移行特約
⑸ 夫婦年金移行特約
⑹ 介護保障移行特約

＊２　５年ごと利差配当付年金移
行特約等

次の⑴から⑺をいいます。
⑴ ５年ごと利差配当付年金移

行特約
⑵ ５年ごと利差配当付夫婦年

金移行特約
⑶ ５年ごと利差配当付介護保

障移行特約
⑷ 年金移行特約
⑸ 夫婦年金移行特約
⑹ 介護保障移行特約
⑺ 個人年金保険介護年金特約

  ⑴ 減額分を解約（第20条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 災害保険金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   10 復旧について

   第19条  特約の復旧

  １．主契約の復旧の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同時
に復旧の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復旧を承諾したとき
は、普通保険約款の復旧の規定を準用して、この特約の復旧の取扱いをします。

  ３．この特約の復旧が行われたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第２条（災害保険金の支払い）の責任開始の時は、最終の復旧の時とします。
  ⑵ この特約の復旧が行われた旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

   11 解約等について

   第20条  特約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約の解約を請求 ★ することがで
きます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第21条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 主契約の保険金を支払ったとき。ただし、主契約に５年ごと利差配当付年金
移行特約等 ＊１ が付加されて主契約の一部が年金支払、夫婦年金支払または介
護保障に移行されている場合で、主契約の高度障害保険金を支払ってこの特
約の災害保険金を支払わないときは、消滅しません。

  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ 主契約が払済保険または延長保険に変更されたとき
  ⑷ 主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約等 ＊２ が付加されている場合で、被

保険者が死亡したとき  

   第22条  返戻金

  この特約の保険料払込期間満了日が保険期間満了日前にある場合またはこの特約
の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、次の⑴から⑷のとおり取り扱
います。
  ⑴ この特約が、次のいずれかに該当したときは、会社は、返戻金を保険契約者

に支払います。ただし、主契約の死亡保険金の免責事由に該当して主契約の
責任準備金が支払われるときは、これとあわせてこの特約の責任準備金を支
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   第25条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第11条）または復旧（第
19条）が行われたときは、最
終の復活または復旧の日としま
す。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

払います。

  ① この特約の保険期間中に効力を失ったとき（第10条）
  ② 解除または解約（第20条）されたとき
  ③ 第21条（特約の消滅）の⑵の規定により消滅したとき  

  ⑵ 本条の⑴の規定にかかわらず、第15条（重大事由による解除）の１．－⑷
の規定によってこの特約を解除した場合で、災害保険金の一部の受取人に対
して第15条（重大事由による解除）の２．－⑴または⑵の規定を適用し災
害保険金を支払わないときは、この特約のうち支払われない災害保険金に対
応する部分については本条の⑴の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契
約者に支払います。

⑶ 主契約を払済保険または延長保険に変更するときは、この特約の返戻金を主
契約の返戻金に加えて取り扱います。

⑷   この特約の返戻金額は、主契約の返戻金額とあわせて保険契約者に通知（電
気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表
示による提供を含みます。）します。

   12 被保険者の変更について

   第23条  特約の被保険者の変更

  １．主契約が５年ごと利差配当付生存給付金付定期保険契約または生存給付金付定期
保険契約の場合で、主契約の被保険者が変更されたときは、主契約の普通保険約
款の被保険者の変更の規定を準用して、この特約についても同時に被保険者が変
更されたものとします。

  ２．この特約の被保険者の変更が行われたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第２条（災害保険金の支払い）の責任開始の時は、この特約の被保険者の変
更の時とします。

  ⑵ この特約の被保険者が変更された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接
続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を
含みます。）します。  

   13 その他

   第24条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第25条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 死亡保険金の金額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ 
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連
絡を受けます。

  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契

   第21条  補足説明

  ＊１ ５年ごと利差配当付年金移
行特約等

  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ ５年ごと利差配当付年金移

行特約
  ⑵ ５年ごと利差配当付夫婦年

金移行特約
  ⑶ ５年ごと利差配当付介護保

障移行特約
⑷ 年金移行特約
⑸ 夫婦年金移行特約
⑹ 介護保障移行特約

＊２　５年ごと利差配当付年金移
行特約等

次の⑴から⑺をいいます。
⑴ ５年ごと利差配当付年金移

行特約
⑵ ５年ごと利差配当付夫婦年

金移行特約
⑶ ５年ごと利差配当付介護保

障移行特約
⑷ 年金移行特約
⑸ 夫婦年金移行特約
⑹ 介護保障移行特約
⑺ 個人年金保険介護年金特約

  ⑴ 減額分を解約（第20条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 災害保険金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   10 復旧について

   第19条  特約の復旧

  １．主契約の復旧の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同時
に復旧の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復旧を承諾したとき
は、普通保険約款の復旧の規定を準用して、この特約の復旧の取扱いをします。

  ３．この特約の復旧が行われたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第２条（災害保険金の支払い）の責任開始の時は、最終の復旧の時とします。
  ⑵ この特約の復旧が行われた旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

   11 解約等について

   第20条  特約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約の解約を請求 ★ することがで
きます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第21条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 主契約の保険金を支払ったとき。ただし、主契約に５年ごと利差配当付年金
移行特約等 ＊１ が付加されて主契約の一部が年金支払、夫婦年金支払または介
護保障に移行されている場合で、主契約の高度障害保険金を支払ってこの特
約の災害保険金を支払わないときは、消滅しません。

  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ 主契約が払済保険または延長保険に変更されたとき
  ⑷ 主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約等 ＊２ が付加されている場合で、被

保険者が死亡したとき  

   第22条  返戻金

  この特約の保険料払込期間満了日が保険期間満了日前にある場合またはこの特約
の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、次の⑴から⑷のとおり取り扱
います。
  ⑴ この特約が、次のいずれかに該当したときは、会社は、返戻金を保険契約者

に支払います。ただし、主契約の死亡保険金の免責事由に該当して主契約の
責任準備金が支払われるときは、これとあわせてこの特約の責任準備金を支
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 第30条  連生終身保険契約に付加する場合の特則

この特約を連生終身保険契約に付加するときは、次のとおり取り扱います。

⑴ この特約中、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。
⑵ 第２条（災害保険金の支払い）の１．中、「主契約の高度障害保険金受取人」

とあるのを「第１被保険者」と読み替えます。
⑶ この特約の保険期間の終期は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期

間）の規定にかかわらず、第１被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約
成立日の応当日（年単位）の前日を限度とします。

⑷ 第21条（特約の消滅）および第22条（返戻金）中、「払済保険または延長
保険」とあるのをすべて「払済終身保険」と読み替えます。

⑸ この特約の災害保険金を主契約の保険金または見舞金とともに支払うとき
は、この特約の災害保険金の受取人は次のとおりとします。
① 主契約の死亡保険金とともに支払うときは、主契約の死亡保険金受取人
② 主契約の死亡見舞金とともに支払うときは、第２被保険者
③ 主契約の高度障害保険金とともに支払うときは、第１被保険者
④ 主契約の高度障害見舞金とともに支払うときは、第１被保険者

⑹ 第１被保険者が死亡し、または高度障害状態になって見舞金を支払ったとき
は、この特約は消滅します。

 第31条  個人年金保険契約または新個人年金保険契約に付加する場合の
特則

１．この特約を個人年金保険契約または新個人年金保険契約に付加するときは、次の
とおり取り扱います。

  ⑴   年金支払開始日以後の場合には、この特約中、「保険証券」とあるのをすべ
て「年金証書」と読み替えます。

⑵ 第２条（災害保険金の支払い）の１．中、「主契約の死亡保険金受取人」と
あるのを「主契約の死亡給付金受取人」と、「主契約の高度障害保険金受取人」
とあるのを「主契約の年金受取人」とそれぞれ読み替えます。

⑶ この特約の保険期間の終期は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期
間）の規定にかかわらず、被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約成立
日の応当日（年単位）の前日を限度とします。

⑷ 第21条（特約の消滅）中、「主契約の保険金を支払ったとき」とあるのを「主
契約の死亡給付金を支払ったときまたは主契約の年金支払開始日以後に被保
険者が死亡したとき」と、「払済保険または延長保険」とあるのを「払済年
金保険」とそれぞれ読み替えます。

⑸ 第22条（返戻金）中、「主契約の死亡保険金」とあるのを「主契約の死亡給
付金」と、「払済保険または延長保険」とあるのを「払済年金保険」とそれ
ぞれ読み替えます。

⑹ 主契約が年金支払開始日の前日に２つ以上の年金の種類、型または年金支払
期間に変更され、かつ、確定年金の解約により主契約の保険期間が短縮され
たときは、この特約の保険期間の終期を主契約の保険期間の終期まで短縮し
ます。  

２．この特約を新個人年金保険契約に付加するときは、本条の１．に規定するほか、
第22条（返戻金）中、「責任準備金が支払われるとき」とあるのを「責任準備金

（死亡給付金の金額を限度とします。）が支払われるとき」と、「主契約の返戻金」
とあるのを「主契約の返戻金額を下回らない範囲で会社の定める方法により計算
した金額」とそれぞれ読み替えます。

 第32条  変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加
する場合の特則

１．この特約を変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加すると
きは、次のとおり取り扱います。

  第25条  補足説明

 ＊  ５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

    ＊８ 主契約の保険金額の増額日
から５年

  主契約の保険金額の増額日にお
いて被保険者が満15歳未満の
場合には、主契約の保険金額の
増額日から５年または被保険者
が満15歳に達する日までの期
間のうちいずれか長い期間とし
ます。

 第28条  補足説明

＊１　５年ごと利差配当付普通終
身保険契約等

次の⑴から⑻をいいます。
⑴ ５年ごと利差配当付普通終

身保険契約
⑵ ５年ごと利差配当付普通終

身保険（低解約返戻金型）
契約

⑶ 生存給付金付終身保険契約
⑷ 有期払込高保障終身保険契

約
⑸ 有期払込普通終身保険契約
⑹ 普通終身保険契約
⑺ 有期払込終身保険契約
⑻ 特別終身年金保険契約

約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．この特約が５年ごと利差配当付普通定期保険契約または普通定期保険契約に付加
されている場合で、主契約の保険金額の増額が行われたときは、この特約の契約
内容の登録については、本条の２．の規定にかかわらず、主契約の保険金額の増
額日から５年 ＊８ 間を登録の期間とします。

  10．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第26条  管轄裁判所

  この特約における災害保険金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟につい
ては、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第27条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   14 特則について

   第28条  ５年ごと利差配当付普通終身保険契約等に付加する場合の特則

  １．この特約を５年ごと利差配当付普通終身保険契約等 ＊１ に付加するときは、この特
約の保険期間の終期は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の規定
にかかわらず、被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約成立日の応当日（年
単位）の前日を限度とします。

２．この特約を特別終身年金保険契約に付加する場合で、主契約の保険料払込期間満
了後に被保険者が高度障害保険金が支払われるべき身体障害の状態になったとき
は、第５条（特約の保険料の払込免除）の３．の規定を準用して、この特約の保
険料の払込免除の取扱いを行います。

   第29条  ５年ごと利差配当付長期生活保障保険契約または長期生活保障
保険契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付長期生活保障保険契約または長期生活保障保険契
約に付加するときは、次のとおり読み替えます。

  ⑴ 年金の種類が保証期間付終身年金の場合には、この特約中、「被保険者」と
あるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。

  ⑵ 第２条（災害保険金の支払い）の１．中、「主契約の死亡保険金受取人」と
あるのを「主契約の死亡年金受取人」と、「主契約の高度障害保険金受取人」
とあるのを「主契約の高度障害年金受取人」とそれぞれ読み替えます。

  ⑶ 第21条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 主契約の第１回年金または一時金を支払ったとき

  ⑷ 第22条（返戻金）の⑴中、「主契約の死亡保険金」とあるのを「主契約の死
亡年金」と読み替えます。  
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 第30条  連生終身保険契約に付加する場合の特則

この特約を連生終身保険契約に付加するときは、次のとおり取り扱います。

⑴ この特約中、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。
⑵ 第２条（災害保険金の支払い）の１．中、「主契約の高度障害保険金受取人」

とあるのを「第１被保険者」と読み替えます。
⑶ この特約の保険期間の終期は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期

間）の規定にかかわらず、第１被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約
成立日の応当日（年単位）の前日を限度とします。

⑷ 第21条（特約の消滅）および第22条（返戻金）中、「払済保険または延長
保険」とあるのをすべて「払済終身保険」と読み替えます。

⑸ この特約の災害保険金を主契約の保険金または見舞金とともに支払うとき
は、この特約の災害保険金の受取人は次のとおりとします。
① 主契約の死亡保険金とともに支払うときは、主契約の死亡保険金受取人
② 主契約の死亡見舞金とともに支払うときは、第２被保険者
③ 主契約の高度障害保険金とともに支払うときは、第１被保険者
④ 主契約の高度障害見舞金とともに支払うときは、第１被保険者

⑹ 第１被保険者が死亡し、または高度障害状態になって見舞金を支払ったとき
は、この特約は消滅します。

 第31条  個人年金保険契約または新個人年金保険契約に付加する場合の
特則

１．この特約を個人年金保険契約または新個人年金保険契約に付加するときは、次の
とおり取り扱います。

  ⑴   年金支払開始日以後の場合には、この特約中、「保険証券」とあるのをすべ
て「年金証書」と読み替えます。

⑵ 第２条（災害保険金の支払い）の１．中、「主契約の死亡保険金受取人」と
あるのを「主契約の死亡給付金受取人」と、「主契約の高度障害保険金受取人」
とあるのを「主契約の年金受取人」とそれぞれ読み替えます。

⑶ この特約の保険期間の終期は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期
間）の規定にかかわらず、被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約成立
日の応当日（年単位）の前日を限度とします。

⑷ 第21条（特約の消滅）中、「主契約の保険金を支払ったとき」とあるのを「主
契約の死亡給付金を支払ったときまたは主契約の年金支払開始日以後に被保
険者が死亡したとき」と、「払済保険または延長保険」とあるのを「払済年
金保険」とそれぞれ読み替えます。

⑸ 第22条（返戻金）中、「主契約の死亡保険金」とあるのを「主契約の死亡給
付金」と、「払済保険または延長保険」とあるのを「払済年金保険」とそれ
ぞれ読み替えます。

⑹ 主契約が年金支払開始日の前日に２つ以上の年金の種類、型または年金支払
期間に変更され、かつ、確定年金の解約により主契約の保険期間が短縮され
たときは、この特約の保険期間の終期を主契約の保険期間の終期まで短縮し
ます。  

２．この特約を新個人年金保険契約に付加するときは、本条の１．に規定するほか、
第22条（返戻金）中、「責任準備金が支払われるとき」とあるのを「責任準備金

（死亡給付金の金額を限度とします。）が支払われるとき」と、「主契約の返戻金」
とあるのを「主契約の返戻金額を下回らない範囲で会社の定める方法により計算
した金額」とそれぞれ読み替えます。

 第32条  変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加
する場合の特則

１．この特約を変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加すると
きは、次のとおり取り扱います。

  第25条  補足説明

 ＊  ５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

    ＊８ 主契約の保険金額の増額日
から５年

  主契約の保険金額の増額日にお
いて被保険者が満15歳未満の
場合には、主契約の保険金額の
増額日から５年または被保険者
が満15歳に達する日までの期
間のうちいずれか長い期間とし
ます。

 第28条  補足説明

＊１　５年ごと利差配当付普通終
身保険契約等

次の⑴から⑻をいいます。
⑴ ５年ごと利差配当付普通終

身保険契約
⑵ ５年ごと利差配当付普通終

身保険（低解約返戻金型）
契約

⑶ 生存給付金付終身保険契約
⑷ 有期払込高保障終身保険契

約
⑸ 有期払込普通終身保険契約
⑹ 普通終身保険契約
⑺ 有期払込終身保険契約
⑻ 特別終身年金保険契約

約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．この特約が５年ごと利差配当付普通定期保険契約または普通定期保険契約に付加
されている場合で、主契約の保険金額の増額が行われたときは、この特約の契約
内容の登録については、本条の２．の規定にかかわらず、主契約の保険金額の増
額日から５年 ＊８ 間を登録の期間とします。

  10．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第26条  管轄裁判所

  この特約における災害保険金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟につい
ては、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第27条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   14 特則について

   第28条  ５年ごと利差配当付普通終身保険契約等に付加する場合の特則

  １．この特約を５年ごと利差配当付普通終身保険契約等 ＊１ に付加するときは、この特
約の保険期間の終期は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の規定
にかかわらず、被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約成立日の応当日（年
単位）の前日を限度とします。

２．この特約を特別終身年金保険契約に付加する場合で、主契約の保険料払込期間満
了後に被保険者が高度障害保険金が支払われるべき身体障害の状態になったとき
は、第５条（特約の保険料の払込免除）の３．の規定を準用して、この特約の保
険料の払込免除の取扱いを行います。

   第29条  ５年ごと利差配当付長期生活保障保険契約または長期生活保障
保険契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付長期生活保障保険契約または長期生活保障保険契
約に付加するときは、次のとおり読み替えます。

  ⑴ 年金の種類が保証期間付終身年金の場合には、この特約中、「被保険者」と
あるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。

  ⑵ 第２条（災害保険金の支払い）の１．中、「主契約の死亡保険金受取人」と
あるのを「主契約の死亡年金受取人」と、「主契約の高度障害保険金受取人」
とあるのを「主契約の高度障害年金受取人」とそれぞれ読み替えます。

  ⑶ 第21条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 主契約の第１回年金または一時金を支払ったとき

  ⑷ 第22条（返戻金）の⑴中、「主契約の死亡保険金」とあるのを「主契約の死
亡年金」と読み替えます。  
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   第36条  補足説明

  ＊１ ５年ごと利差配当付普通定
期保険契約等

  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ ５年ごと利差配当付普通定

期保険契約
  ⑵ ５年ごと利差配当付長期生

活保障保険契約
  ⑶ ５年ごと利差配当付逓減定

期保険契約
  ⑷ ５年ごと利差配当付新長期

生活保障保険契約
⑸ 普通定期保険契約
⑹ 長期生活保障保険契約

  ⑴ ５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約の年金の種類が保証期
間付有期年金、有期年金または確定年金の場合で、この特約の保険期間の終
期が年金支払期間の終期を超えるときは、この特約の保険期間を年金支払期
間の終期まで短縮します。

  ⑵ ⑴の短縮を行うときは、次のとおり取り扱います。
  ① この特約について将来払い込むべき保険料を新たに定めます。
  ② 保険契約者に支払うべき金額があるときは、５年ごと利差配当付年金移

行特約または年金移行特約に規定する第１回年金額の計算のもととなる
合計額に含めます。  

  ２．主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約を付加して主契約
の一部が年金支払に移行され、かつ年金の種類が保証期間付有期年金、有期年金
または確定年金の場合で、年金支払に移行されていない部分が消滅するときは、
本条の１．の規定に準じてこの特約の保険期間を短縮します。

   第36条  ５年ごと利差配当付普通定期保険契約等について他の保険契約
への加入を取り扱う場合の特則

  １．保険契約者は、この特約が付加された５年ごと利差配当付普通定期保険契約等 ＊１

 について、普通保険約款の規定に基づき他の保険契約への加入が行われるときは、
会社の取扱いの範囲内で、この特約の被保険者を被保険者とするこの特約または
この特約と同種の特約をその保険契約に付加することができます。この場合、こ
の特約の被保険者について次のすべてを満たすことを必要とします。

  ⑴ ２年以上継続してこの特約の被保険者であったこと
  ⑵ 付加後の特約による災害保険金額がこの特約による災害保険金額以下である

こと  

  ２．本条の１．の取扱いが行われたときは、災害保険金の支払いに関しては、付加後
の特約の保険期間は、この特約から継続したものとして取り扱います。

   第37条  ５年ごと利差配当付新長期生活保障保険契約に付加する場合の
特則

  この特約を５年ごと利差配当付新長期生活保障保険契約に付加するときは、次の
とおり読み替えます。

  ⑴ 第２条（災害保険金の支払い）の１．中、「主契約の死亡保険金受取人」と
あるのを「主契約の死亡年金受取人」と、「主契約の高度障害保険金受取人」
とあるのを「主契約の高度障害年金受取人」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第21条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 主契約の第１回年金または一時金を支払ったとき

  ⑶ 第22条（返戻金）の⑴中、「主契約の死亡保険金」とあるのを「主契約の死
亡年金」と読み替えます。  

   第38条  契約成立日が平成20年４月１日以前の主契約に指定代理請求特約
または指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則

  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの特約が付加された主契約に指定代理
請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されていないときは、次の⑴
から⑸のとおり取り扱います。ただし、この特約が付加された主契約に指定代理
請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されたことがあるときは、こ
の取扱いをしません。
  ⑴ 「高度障害状態（別表２ ★ ）による災害保険金」の受取人が被保険者の場合で、

その災害保険金の受取人がその災害保険金を請求できない特別な事情がある
ときは、次の者がその災害保険金の受取人の代理人としてその支払いを請求
することができます。

   第33条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

  ⑴   第21条（特約の消滅）および第22条（返戻金）中、「払済保険または延長
保険」とあるのをすべて「自動延長保険、定額払済終身保険、定額払済保険
または定額延長保険」と読み替えます。

⑵ この特約については特別勘定による運用は行いません。  

２．この特約を変額保険（終身型）契約に付加するときは、この特約の保険期間の終
期は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の規定にかかわらず、主
契約の被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の
前日を限度とします。

   第33条  主契約の更新または変更の際にこの特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または変更の際にこの特約を付加して締結した場合には、会社は、
この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこの特約上の責任を開始します。

   第34条  主契約が更新または変更される場合の特則

  １．主契約が更新または変更されるときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約が保険契約者の申出によって更新される場合で、この特約を更新しな
い旨の申出がないときは、保険契約者がこの特約を更新する申出をしたもの
とします。

  ⑵ 主契約が保険契約者の更新または変更しない旨の通知がないことによって更
新または変更される場合で、この特約を更新しない旨の通知がないときは、
この特約も同時に更新されます。  

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    更新日の保険料率が適用されます。  
  ⑵ 更新後特約の災害保険

金額  
  更新前特約の保険期間満了日の災害保険金額と同額
とします。ただし、保険契約者は、更新前特約の保
険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取
扱いの範囲内で、更新後特約の災害保険金額を変更
して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 保険金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第５条）、告知義務違反による解除（第
13条・第14条）および払込期月の主契約の契
約成立日の応当日以後猶予期間満了日までに支
払事由が生じた場合の取扱い（第８条）に関す
る規定について、更新後特約の保険期間は、こ
の特約から継続したものとして取り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新または変

更の際に会社がこの特
約の付加を取り扱って
いないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新または変更の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

   第35条  主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約
を付加する場合の特則

  １．主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約を付加して主契約
の全部が年金支払に移行されるときは、次のとおり取り扱います。
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   第36条  補足説明

  ＊１ ５年ごと利差配当付普通定
期保険契約等

  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ ５年ごと利差配当付普通定

期保険契約
  ⑵ ５年ごと利差配当付長期生

活保障保険契約
  ⑶ ５年ごと利差配当付逓減定

期保険契約
  ⑷ ５年ごと利差配当付新長期

生活保障保険契約
⑸ 普通定期保険契約
⑹ 長期生活保障保険契約

  ⑴ ５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約の年金の種類が保証期
間付有期年金、有期年金または確定年金の場合で、この特約の保険期間の終
期が年金支払期間の終期を超えるときは、この特約の保険期間を年金支払期
間の終期まで短縮します。

  ⑵ ⑴の短縮を行うときは、次のとおり取り扱います。
  ① この特約について将来払い込むべき保険料を新たに定めます。
  ② 保険契約者に支払うべき金額があるときは、５年ごと利差配当付年金移

行特約または年金移行特約に規定する第１回年金額の計算のもととなる
合計額に含めます。  

  ２．主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約を付加して主契約
の一部が年金支払に移行され、かつ年金の種類が保証期間付有期年金、有期年金
または確定年金の場合で、年金支払に移行されていない部分が消滅するときは、
本条の１．の規定に準じてこの特約の保険期間を短縮します。

   第36条  ５年ごと利差配当付普通定期保険契約等について他の保険契約
への加入を取り扱う場合の特則

  １．保険契約者は、この特約が付加された５年ごと利差配当付普通定期保険契約等 ＊１

 について、普通保険約款の規定に基づき他の保険契約への加入が行われるときは、
会社の取扱いの範囲内で、この特約の被保険者を被保険者とするこの特約または
この特約と同種の特約をその保険契約に付加することができます。この場合、こ
の特約の被保険者について次のすべてを満たすことを必要とします。

  ⑴ ２年以上継続してこの特約の被保険者であったこと
  ⑵ 付加後の特約による災害保険金額がこの特約による災害保険金額以下である

こと  

  ２．本条の１．の取扱いが行われたときは、災害保険金の支払いに関しては、付加後
の特約の保険期間は、この特約から継続したものとして取り扱います。

   第37条  ５年ごと利差配当付新長期生活保障保険契約に付加する場合の
特則

  この特約を５年ごと利差配当付新長期生活保障保険契約に付加するときは、次の
とおり読み替えます。

  ⑴ 第２条（災害保険金の支払い）の１．中、「主契約の死亡保険金受取人」と
あるのを「主契約の死亡年金受取人」と、「主契約の高度障害保険金受取人」
とあるのを「主契約の高度障害年金受取人」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第21条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 主契約の第１回年金または一時金を支払ったとき

  ⑶ 第22条（返戻金）の⑴中、「主契約の死亡保険金」とあるのを「主契約の死
亡年金」と読み替えます。  

   第38条  契約成立日が平成20年４月１日以前の主契約に指定代理請求特約
または指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則

  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの特約が付加された主契約に指定代理
請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されていないときは、次の⑴
から⑸のとおり取り扱います。ただし、この特約が付加された主契約に指定代理
請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されたことがあるときは、こ
の取扱いをしません。
  ⑴ 「高度障害状態（別表２ ★ ）による災害保険金」の受取人が被保険者の場合で、

その災害保険金の受取人がその災害保険金を請求できない特別な事情がある
ときは、次の者がその災害保険金の受取人の代理人としてその支払いを請求
することができます。

   第33条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

  ⑴   第21条（特約の消滅）および第22条（返戻金）中、「払済保険または延長
保険」とあるのをすべて「自動延長保険、定額払済終身保険、定額払済保険
または定額延長保険」と読み替えます。

⑵ この特約については特別勘定による運用は行いません。  

２．この特約を変額保険（終身型）契約に付加するときは、この特約の保険期間の終
期は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の規定にかかわらず、主
契約の被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の
前日を限度とします。

   第33条  主契約の更新または変更の際にこの特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または変更の際にこの特約を付加して締結した場合には、会社は、
この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこの特約上の責任を開始します。

   第34条  主契約が更新または変更される場合の特則

  １．主契約が更新または変更されるときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約が保険契約者の申出によって更新される場合で、この特約を更新しな
い旨の申出がないときは、保険契約者がこの特約を更新する申出をしたもの
とします。

  ⑵ 主契約が保険契約者の更新または変更しない旨の通知がないことによって更
新または変更される場合で、この特約を更新しない旨の通知がないときは、
この特約も同時に更新されます。  

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    更新日の保険料率が適用されます。  
  ⑵ 更新後特約の災害保険

金額  
  更新前特約の保険期間満了日の災害保険金額と同額
とします。ただし、保険契約者は、更新前特約の保
険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取
扱いの範囲内で、更新後特約の災害保険金額を変更
して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 保険金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第５条）、告知義務違反による解除（第
13条・第14条）および払込期月の主契約の契
約成立日の応当日以後猶予期間満了日までに支
払事由が生じた場合の取扱い（第８条）に関す
る規定について、更新後特約の保険期間は、こ
の特約から継続したものとして取り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新または変

更の際に会社がこの特
約の付加を取り扱って
いないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新または変更の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

   第35条  主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約
を付加する場合の特則

  １．主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約を付加して主契約
の全部が年金支払に移行されるときは、次のとおり取り扱います。
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別表１　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電

   

   第38条  補足説明

  ＊１ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。
   

  ① この特約が付加された主契約（付加特約を含みます。）において、指定代理
請求人が指定されているときは、その者。ただし、請求時において、被保険
者と同居し、または被保険者と生計を一にしている被保険者の戸籍上の配偶
者または３親等内の親族に限ります。

  ② ①に該当する者がいないときは、請求時において、被保険者と同居し、また
は被保険者と生計を一にしている「死亡による災害保険金」の受取人  

  ⑵ ⑴の場合、②に該当する「死亡による災害保険金」の受取人が２人以上いる
ときは、その災害保険金の受取人は共同して請求することを必要とします。

  ⑶ ⑴の規定により、⑴に定める代理人が災害保険金の支払いを請求するときは、
特別な事情の存在を証明する書類および必要書類（別表３ ★ ）（被保険者の
住民票、受取人の戸籍謄本または戸籍抄本および受取人の印鑑証明書を除き
ます。）に加えて、次の書類を提出することを必要とします。ただし、会社
は次の書類以外の書類の提出を求め、または次の書類の一部の省略を認める
ことがあります。

  ① 被保険者と⑴に定める代理人との戸籍謄本または戸籍抄本
  ② ⑴に定める代理人の印鑑証明書
  ③ ⑴に定める代理人の住民票
  ④ 被保険者または⑴に定める代理人の健康保険被保険者証の写し  

  ⑷ ⑴の規定により、会社が災害保険金を⑴に定める代理人に支払ったときは、
その後重複してその災害保険金の請求を受けても、会社はこれを支払いませ
ん。

  ⑸ 災害保険金を支払うための確認に際し、⑴に定める代理人が正当な理由なく
その確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊１ は、会社は、これにより
その確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は災害保険金を支払
いません。

  ★別表２（P.598参照）、別表３（P.598参照）  
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別表１　対象となる不慮の事故
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  別表４　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]    U04  
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）      

   

  別表２　対象となる高度障害状態
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  対象となる高度障害状態とは次のいずれかの状態をいいます。
  ⑴ 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注１）
  ⑵ 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注２）
  ⑶ 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し､ 終身常に介護を要するもの（注３）
  ⑷ 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注４）
  ⑸ 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注４）
  ⑹ １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失ったもの（注

４）
  ⑺ １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注４）  

  注
  １．眼の障害（視力障害）

  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

  ２．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みがない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みのない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ３．常に介護を要するもの
  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ４．上・下肢の障害
  「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、また
は上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、ひざ関
節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます。

  別表３　災害保険金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  災害保険金の支払い  

  死亡保険金、高度障害保険金、死亡年金、高度障害年金、死亡給付金または高度障害給
付金の支払請求に必要とする書類のほか、次の書類の提出を必要とします。
  ⑴ 災害保険金支払請求書
  ⑵ 不慮の事故（別表１）であることを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 保険金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  
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   無配当傷害特約目次   無配当傷害特約  
  （実施　平8.10.2 ／改正　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    不慮の事故もしくは所定の感染症による死亡または不慮の事故による所定の身体障害の状態に対
する保障  

  保険金等の種類    ⑴ 災害保険金
  ⑵ 障害給付金  

  配当タイプ    無配当  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主たる保険契約（以下「主
契約」といいます。）の締結の際に
この特約を付加することを承諾し
た場合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第13条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 被保険者および特約の型について

   第２条  この特約の被保険者および特約の型

  この特約の被保険者は、主契約の被保険者とし、この特約の型は、「本人型」と
します。

   ３ 保険金等の支払いについて

   第３条  保険金・給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険金または給付金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して保険金または給付金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第４条）に該当するときは支払いません。
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   無配当傷害特約目次   無配当傷害特約  
  （実施　平8.10.2 ／改正　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    不慮の事故もしくは所定の感染症による死亡または不慮の事故による所定の身体障害の状態に対
する保障  

  保険金等の種類    ⑴ 災害保険金
  ⑵ 障害給付金  

  配当タイプ    無配当  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主たる保険契約（以下「主
契約」といいます。）の締結の際に
この特約を付加することを承諾し
た場合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第13条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 被保険者および特約の型について

   第２条  この特約の被保険者および特約の型

  この特約の被保険者は、主契約の被保険者とし、この特約の型は、「本人型」と
します。

   ３ 保険金等の支払いについて

   第３条  保険金・給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、保険金または給付金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して保険金または給付金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第４条）に該当するときは支払いません。
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      支払事由（保険金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

災
害
保
険
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中
に次のいずれかに該当したとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊１ 以

後に生じた不慮の事故（別表
１ ★ ）による傷害を直接の原因
として、その事故の日からその
日を含めて180日以内に死亡
したとき

  ⑵ この特約の責任開始の時 ＊１ 以
後 に 発 病 し た 感 染 症（ 別 表
５ ★ ）を直接の原因として死亡
したとき  

  災害保険金額  

  

主
契
約
の
死
亡
保
険
金
受
取
人  

  

障
害
給
付
金  

  被保険者が、この特約の責任開始の
時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表
１ ★ ）による傷害を直接の原因とし
て、その事故の日からその日を含め
て180日以内で、かつ、この特約
の保険期間中に給付割合表（別表
２ ★ ）に定めるいずれかの身体障害
の状態になったとき  

  ⑴ 身体障害の状態が給付割合
表（別表２ ★ ）の１種目の
みに該当するとき
  災害保険金額に給付割合表

（別表２ ★ ）のその該当す
る種目に対応する給付割合
を乗じた金額

  ⑵ 身体障害の状態が給付割合
表（別表２ ★ ）の２種目以
上に該当するとき
  その該当する各種目 ＊２ ご
とに⑴の規定を適用して得
られる金額の合計額  

  

主
契
約
の
高
度
障
害
保
険
金
受
取
人  

  ２．保険金または給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 災害保険金について

  項　目    内　容  

  災害保険金を支払う場合で、
その災害保険金と同一の不
慮の事故（別表１ ★ ）による
障害給付金をすでに支払っ
ているか、または支払請求
があるもまだ支払っていな
いとき  

  災害保険金額にその該当する給付割合（別表２ ★ ）
を乗じた金額の合計額を災害保険金から差し引きま
す。  

  ⑵ 障害給付金について

  項　目    内　容  

  ① すでに給付割合表（別
表２ ★ ）に該当する身体
障害が生じていた場合
で、それと同一部位（別
表３ ★ ）に新たに身体障
害が生じたとき  

  次のア．の給付割合からイ．の給付割合を差し引い
た割合を給付割合として、障害給付金の金額を算定
します。
  ア．すでにあった身体障害 ＊３ を含めた新たな身体

障害の状態が該当する最も上位の種目に対応す
る給付割合

  イ．すでにあった身体障害 ＊３ の状態が該当する最
も上位の種目に対応する給付割合  

  ② 被保険者が、この特約
の保険期間満了日に「給
付割合表（別表２ ★ ）に
定める身体障害の状態
のうち回復の見込みの
ないことのみが明らか
でない状態」であるた
めに、障害給付金が支
払われないとき  

  次のすべてに該当したときは、この特約の保険期間
満了日に障害給付金の支払事由が生じたものとしま
す。ただし、この特約が更新（第17条・第35条）
されたときは、更新後特約の規定を適用します。
  ア．この特約の保険期間満了後も引き続きその状態

が継続していたこと
  イ．その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと。ただし、その原因となった不慮の
事故（別表１ ★ ）の日からその日を含めて180
日以内であることを必要とします。  

    第３条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
12条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ その該当する各種目
  身体の同一部位（別表３ ★ ）に
生じた２種目以上の障害につい
ては、その最も上位の種目のみ
とします。

  ＊３ すでにあった身体障害
  「この特約の責任開始の時 ＊１ 前
に生じていた身体障害」および

「この特約の責任開始の時 ＊１ 前
の原因によりこの特約の責任開
始の時 ＊１ 以後に生じた身体障
害」を含みます。

  項　目    内　容  

  ③ 障害給付金の支払限度    給付割合を通算して10割とします。  
  ④ 災害保険金を支払った

とき  
  その後に災害保険金と同一の不慮の事故（別表
１ ★ ）による障害給付金の支払請求を受けても、そ
の障害給付金は支払いません。  

  ⑤ 障害給付金の支払事由
が生じ、支払うべき障
害給付金がある場合で、
その支払前に被保険者
の死亡による主契約の
死亡保険金の支払請求
があったとき  

  主契約の高度障害保険金受取人が被保険者の場合
で、主契約の死亡保険金が支払われるときは、支払
うべき障害給付金を主契約の死亡保険金受取人に支
払います。  

  ★別表１（P.621参照）、別表２（P.622参照）、別表３（P.624参照）、別表５（P.625参照）  

   第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、保険
金または給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても保険金等を支払わない場合）  

  

災
害
保
険
金
・
障
害
給
付
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 災害保険金に関しては、災害保険金の受取人の故意または重大な過失
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑹ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑻ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 災害保険金の受取人が
２人以上いる場合で、
一部の受取人が故意ま
たは重大な過失により
被保険者を災害保険金
の支払事由に該当させ
たとき  

  故意または重大な過失により被保険者を災害保険金
の支払事由に該当させた受取人が受け取るべき金額
は支払いません。なお、残額は他の受取人に支払い
ます。  

  ⑵ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって災害保
険金または障害給付金
の支払事由が生じたと
き  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、災害保険金または障害給付金の金額の一部また
は全部を支払います。  

   ４ 保険金等の支払請求手続について

   第５条  保険金・給付金の支払請求手続

  １．保険金または給付金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者、被保険
者またはその受取人は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険金または給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
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      支払事由（保険金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

災
害
保
険
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中
に次のいずれかに該当したとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊１ 以

後に生じた不慮の事故（別表
１ ★ ）による傷害を直接の原因
として、その事故の日からその
日を含めて180日以内に死亡
したとき

  ⑵ この特約の責任開始の時 ＊１ 以
後 に 発 病 し た 感 染 症（ 別 表
５ ★ ）を直接の原因として死亡
したとき  

  災害保険金額  

  

主
契
約
の
死
亡
保
険
金
受
取
人  

  

障
害
給
付
金  

  被保険者が、この特約の責任開始の
時 ＊１ 以後に生じた不慮の事故（別表
１ ★ ）による傷害を直接の原因とし
て、その事故の日からその日を含め
て180日以内で、かつ、この特約
の保険期間中に給付割合表（別表
２ ★ ）に定めるいずれかの身体障害
の状態になったとき  

  ⑴ 身体障害の状態が給付割合
表（別表２ ★ ）の１種目の
みに該当するとき
  災害保険金額に給付割合表

（別表２ ★ ）のその該当す
る種目に対応する給付割合
を乗じた金額

  ⑵ 身体障害の状態が給付割合
表（別表２ ★ ）の２種目以
上に該当するとき
  その該当する各種目 ＊２ ご
とに⑴の規定を適用して得
られる金額の合計額  

  

主
契
約
の
高
度
障
害
保
険
金
受
取
人  

  ２．保険金または給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 災害保険金について

  項　目    内　容  

  災害保険金を支払う場合で、
その災害保険金と同一の不
慮の事故（別表１ ★ ）による
障害給付金をすでに支払っ
ているか、または支払請求
があるもまだ支払っていな
いとき  

  災害保険金額にその該当する給付割合（別表２ ★ ）
を乗じた金額の合計額を災害保険金から差し引きま
す。  

  ⑵ 障害給付金について

  項　目    内　容  

  ① すでに給付割合表（別
表２ ★ ）に該当する身体
障害が生じていた場合
で、それと同一部位（別
表３ ★ ）に新たに身体障
害が生じたとき  

  次のア．の給付割合からイ．の給付割合を差し引い
た割合を給付割合として、障害給付金の金額を算定
します。
  ア．すでにあった身体障害 ＊３ を含めた新たな身体

障害の状態が該当する最も上位の種目に対応す
る給付割合

  イ．すでにあった身体障害 ＊３ の状態が該当する最
も上位の種目に対応する給付割合  

  ② 被保険者が、この特約
の保険期間満了日に「給
付割合表（別表２ ★ ）に
定める身体障害の状態
のうち回復の見込みの
ないことのみが明らか
でない状態」であるた
めに、障害給付金が支
払われないとき  

  次のすべてに該当したときは、この特約の保険期間
満了日に障害給付金の支払事由が生じたものとしま
す。ただし、この特約が更新（第17条・第35条）
されたときは、更新後特約の規定を適用します。
  ア．この特約の保険期間満了後も引き続きその状態

が継続していたこと
  イ．その状態の回復の見込みのないことが明らかに

なったこと。ただし、その原因となった不慮の
事故（別表１ ★ ）の日からその日を含めて180
日以内であることを必要とします。  

    第３条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
12条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ その該当する各種目
  身体の同一部位（別表３ ★ ）に
生じた２種目以上の障害につい
ては、その最も上位の種目のみ
とします。

  ＊３ すでにあった身体障害
  「この特約の責任開始の時 ＊１ 前
に生じていた身体障害」および

「この特約の責任開始の時 ＊１ 前
の原因によりこの特約の責任開
始の時 ＊１ 以後に生じた身体障
害」を含みます。

  項　目    内　容  

  ③ 障害給付金の支払限度    給付割合を通算して10割とします。  
  ④ 災害保険金を支払った

とき  
  その後に災害保険金と同一の不慮の事故（別表
１ ★ ）による障害給付金の支払請求を受けても、そ
の障害給付金は支払いません。  

  ⑤ 障害給付金の支払事由
が生じ、支払うべき障
害給付金がある場合で、
その支払前に被保険者
の死亡による主契約の
死亡保険金の支払請求
があったとき  

  主契約の高度障害保険金受取人が被保険者の場合
で、主契約の死亡保険金が支払われるときは、支払
うべき障害給付金を主契約の死亡保険金受取人に支
払います。  

  ★別表１（P.621参照）、別表２（P.622参照）、別表３（P.624参照）、別表５（P.625参照）  

   第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、保険
金または給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても保険金等を支払わない場合）  

  

災
害
保
険
金
・
障
害
給
付
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 災害保険金に関しては、災害保険金の受取人の故意または重大な過失
  ⑷ 被保険者の犯罪行為
  ⑸ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑹ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑻ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 災害保険金の受取人が
２人以上いる場合で、
一部の受取人が故意ま
たは重大な過失により
被保険者を災害保険金
の支払事由に該当させ
たとき  

  故意または重大な過失により被保険者を災害保険金
の支払事由に該当させた受取人が受け取るべき金額
は支払いません。なお、残額は他の受取人に支払い
ます。  

  ⑵ 「地震、噴火または津波」
または「戦争その他の
変乱」によって災害保
険金または障害給付金
の支払事由が生じたと
き  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、災害保険金または障害給付金の金額の一部また
は全部を支払います。  

   ４ 保険金等の支払請求手続について

   第５条  保険金・給付金の支払請求手続

  １．保険金または給付金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者、被保険
者またはその受取人は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．保険金または給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
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   第５条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

４ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。
  ３．この特約が次の契約形態の場合で、保険金もしくは給付金の全部またはその相当

部分を死亡退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払
いに充当することが確認されているときは、災害保険金または障害給付金の受取
人は、保険金または給付金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必要
書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人以
上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  災害保険金または障害給付
金の受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 保険金または給付金の支払請求に必要な書類（別表４ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表４（P.624参照）  

   ５ 保険料の払込免除について

   第６条  特約の保険料の払込免除

  １．この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除き、主契約の保険料の
払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料の払込みを免除し
ます。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

  ３．第８条（特約の保険料の払込み）の２．および３．の規定によってこの特約の保
険料が払い込まれているときは、主契約の普通保険約款の保険料の払込免除に関
する規定を準用して、この特約の保険料の払込免除の取扱いを行います。この場
合、本条の２．の規定を準用します。

   ６ 保険期間および保険料払込期間について

   第７条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間の終期を
限度とします。

   ７ 保険料の払込みについて

   第８条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除き、この特約の保険料

   第８条  補足説明

  ＊１ 主契約の保険料払込期間満
了後に払い込むべきこの特
約の保険料

  本条の２．において「払込期間
満了後保険料」といいます。

   第12条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

は、第７条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料払込期間中、主契
約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の保険料を前納また
は予納する場合も同様とします。

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この特約の保険料払込期間の終期が主契約の保
険料払込期間満了日を超えるときは、主契約の保険料払込期間満了後に払い込む
べきこの特約の保険料 ＊１ の払込方法（回数）は年払とし、次のとおり払い込むこ
とを必要とします。この場合、主契約の普通保険約款の保険料の払込みの規定を
準用します。

  ⑴ 払込期間満了後保険料 ＊１ は、会社の取扱いの範囲内で、一括または５年単位
で分割して前納することを必要とします。

  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、払込期間満了後保険料 ＊１ は、会社の取扱いの範囲内
で、前納によらず口座振替または振込みにより払い込むことができます。  

  ３．この特約を一時払契約に付加するときは、この特約の保険料払込方法（回数）は
一時払または年払とし、年払の場合には、この特約の保険料をこの特約の付加時
に一括して前納することを必要とします。

  ４．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないとき、または本
条の２．の保険料が払い込まれないときは、この特約は、その保険料払込みの猶
予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第21条）されたものとします。

   第９条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による保険金または給付金の支払事由（第
３条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金または給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   第10条  特約の保険料の振替貸付

  この特約の保険料の払込方法（回数）が年払、半年払または月払の場合で、主契
約の保険料およびこの特約の保険料が払い込まれないまま保険料払込みの猶予期
間を経過したときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 普通保険約款に保険料の振替貸付の規定があるときは、主契約の保険料およ
びこの特約の保険料の合計額について普通保険約款の保険料の振替貸付の規
定を適用します。

  ⑵ ⑴にかかわらず、主契約に団体特約または事業保険特約が付加されていると
きは、その特約の定めるところによります。  

   ８ 失効と復活について

   第11条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第12条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。
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   第５条  補足説明

  ＊１ 死亡退職金等
  遺族補償規程等に基づく死亡退
職金または弔慰金等をいいま
す。

  ＊２ 官公署・会社・工場・組合
等の団体

  団体の代表者を含みます。本条
の３．において「当該団体」と
いいます。

４ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。
  ３．この特約が次の契約形態の場合で、保険金もしくは給付金の全部またはその相当

部分を死亡退職金等 ＊１ として被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者への支払
いに充当することが確認されているときは、災害保険金または障害給付金の受取
人は、保険金または給付金の支払いを請求する際、次の⑴から⑶のすべての必要
書類を提出することを必要とします。ただし、死亡退職金等 ＊１ の受給者が２人以
上いるときは、そのうちの１人からの提出で取り扱います。

  契約形態  

  保険契約者    官公署・会社・工場・組合等の団体 ＊２   
  災害保険金または障害給付
金の受取人  

  当該団体 ＊２   

  被保険者    当該団体 ＊２ から給与の支払いを受ける従業員  

  必要書類  

  ⑴ 保険金または給付金の支払請求に必要な書類（別表４ ★ ）
  ⑵ 次のいずれかの書類

  ① 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者の請求内容確認書
  ② 被保険者または死亡退職金等 ＊１ の受給者に死亡退職金等 ＊１ を支払ったこ

とを証明する書類
  ⑶ 死亡退職金等 ＊１ の受給者本人であることを当該団体 ＊２ が確認した書類  

  ★別表４（P.624参照）  

   ５ 保険料の払込免除について

   第６条  特約の保険料の払込免除

  １．この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除き、主契約の保険料の
払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料の払込みを免除し
ます。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

  ３．第８条（特約の保険料の払込み）の２．および３．の規定によってこの特約の保
険料が払い込まれているときは、主契約の普通保険約款の保険料の払込免除に関
する規定を準用して、この特約の保険料の払込免除の取扱いを行います。この場
合、本条の２．の規定を準用します。

   ６ 保険期間および保険料払込期間について

   第７条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間の終期を
限度とします。

   ７ 保険料の払込みについて

   第８条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合を除き、この特約の保険料

   第８条  補足説明

  ＊１ 主契約の保険料払込期間満
了後に払い込むべきこの特
約の保険料

  本条の２．において「払込期間
満了後保険料」といいます。

   第12条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

は、第７条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料払込期間中、主契
約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の保険料を前納また
は予納する場合も同様とします。

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この特約の保険料払込期間の終期が主契約の保
険料払込期間満了日を超えるときは、主契約の保険料払込期間満了後に払い込む
べきこの特約の保険料 ＊１ の払込方法（回数）は年払とし、次のとおり払い込むこ
とを必要とします。この場合、主契約の普通保険約款の保険料の払込みの規定を
準用します。

  ⑴ 払込期間満了後保険料 ＊１ は、会社の取扱いの範囲内で、一括または５年単位
で分割して前納することを必要とします。

  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、払込期間満了後保険料 ＊１ は、会社の取扱いの範囲内
で、前納によらず口座振替または振込みにより払い込むことができます。  

  ３．この特約を一時払契約に付加するときは、この特約の保険料払込方法（回数）は
一時払または年払とし、年払の場合には、この特約の保険料をこの特約の付加時
に一括して前納することを必要とします。

  ４．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないとき、または本
条の２．の保険料が払い込まれないときは、この特約は、その保険料払込みの猶
予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第21条）されたものとします。

   第９条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による保険金または給付金の支払事由（第
３条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金または給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   第10条  特約の保険料の振替貸付

  この特約の保険料の払込方法（回数）が年払、半年払または月払の場合で、主契
約の保険料およびこの特約の保険料が払い込まれないまま保険料払込みの猶予期
間を経過したときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 普通保険約款に保険料の振替貸付の規定があるときは、主契約の保険料およ
びこの特約の保険料の合計額について普通保険約款の保険料の振替貸付の規
定を適用します。

  ⑵ ⑴にかかわらず、主契約に団体特約または事業保険特約が付加されていると
きは、その特約の定めるところによります。  

   ８ 失効と復活について

   第11条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第12条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。
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   第15条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活、復旧、災害保険金額
の増額または被保険者の変更の
際の告知義務違反による解除に
関しては、それぞれ復活、復旧、
災害保険金額の増額または被保
険者の変更の日とします。

   ９ 告知義務と解除について

   第13条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結、復活（第12条）、復旧（第20条）、災害保険金額の増
額（第18条）または被保険者の変更（第24条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、保険金もしくは給付金の支払事
由（第３条）または保険料の払込免除事由（第６条）の発生の可能性に関する重
要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知すること
を必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第14条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結、復活（第12条）、復旧（第20条）、災害保険金額の増額（第
18条）または被保険者の変更（第24条）にあたって保険契約者または被保険者
が、故意または重大な過失によって、第13条（告知義務）の規定により会社が
告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告
げたときは、会社は、この特約を将来に向かって解除（災害保険金額の増額が行
われたときは増額分を解除。以下同じ。）することができます。

  ２．会社は、保険金もしくは給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事
由（第６条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することがで
きます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金または給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金または給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、保険金もしくは給付金の支払事由または保険料
の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者または災害保険金の受取人が証明したときは、会社は、保険金もし
くは給付金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または災害保険金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第15条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第14条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結、復活（第12条）、復旧（第20条）、災害保険金額の増額（第
18条）または被保険者の変更（第24条）の申込みに対して会社が諾否の決
定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失に
よって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第13条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第13条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に保険金もしくは給
付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第６条）が生じな
いで、その期間を経過したとき  

   第16条  補足説明

  ＊１ 保険金
  この特約の保険金もしくは給付
金または保険料の払込免除をい
います。

 ＊２ 保険金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが保険金
の受取人のみであり、その保険
金の受取人が保険金の一部の受
取人であるときは、保険金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き保険金をいいます。

   第17条  補足説明

  ＊１ この特約の保険期間満了日
の翌日

  本条において「特約更新日」と
いいます。

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第13条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第16条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（災害保険金の場合は被保険者を除きます。）または
保険金の受取人が保険金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に保険金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 保険金 ＊１ の請求に関し、保険金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き 
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること 

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または保険金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえな
い⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または保険金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、保険金もしくは給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事
由（第６条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができま
す。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、
保険金もしくは給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたとき
は、その保険金もしくは給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金＊２または給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金＊２または給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第14条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   10 内容の変更および更新について

   第17条  特約の更新

  １．この特約が次のすべてを満たすときは、保険契約者がこの特約の保険期間満了日
の２週間前までにこの特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出
があったものとして、この特約は、この特約の保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新さ
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   第15条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活、復旧、災害保険金額
の増額または被保険者の変更の
際の告知義務違反による解除に
関しては、それぞれ復活、復旧、
災害保険金額の増額または被保
険者の変更の日とします。

   ９ 告知義務と解除について

   第13条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結、復活（第12条）、復旧（第20条）、災害保険金額の増
額（第18条）または被保険者の変更（第24条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、保険金もしくは給付金の支払事
由（第３条）または保険料の払込免除事由（第６条）の発生の可能性に関する重
要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知すること
を必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第14条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結、復活（第12条）、復旧（第20条）、災害保険金額の増額（第
18条）または被保険者の変更（第24条）にあたって保険契約者または被保険者
が、故意または重大な過失によって、第13条（告知義務）の規定により会社が
告知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告
げたときは、会社は、この特約を将来に向かって解除（災害保険金額の増額が行
われたときは増額分を解除。以下同じ。）することができます。

  ２．会社は、保険金もしくは給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事
由（第６条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することがで
きます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金または給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金または給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、保険金もしくは給付金の支払事由または保険料
の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者、被保険者または災害保険金の受取人が証明したときは、会社は、保険金もし
くは給付金の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者または災害保険金の受取
人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第15条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第14条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結、復活（第12条）、復旧（第20条）、災害保険金額の増額（第
18条）または被保険者の変更（第24条）の申込みに対して会社が諾否の決
定を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失に
よって知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第13条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第13条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に保険金もしくは給
付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第６条）が生じな
いで、その期間を経過したとき  

   第16条  補足説明

  ＊１ 保険金
  この特約の保険金もしくは給付
金または保険料の払込免除をい
います。

 ＊２ 保険金
 本条の１．－⑷のみに該当した
場合で、本条の１．－⑷－①か
ら⑤までに該当したのが保険金
の受取人のみであり、その保険
金の受取人が保険金の一部の受
取人であるときは、保険金のう
ち、その受取人に支払われるべ
き保険金をいいます。

   第17条  補足説明

  ＊１ この特約の保険期間満了日
の翌日

  本条において「特約更新日」と
いいます。

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第13条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第16条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

  ⑴ 保険契約者、被保険者（災害保険金の場合は被保険者を除きます。）または
保険金の受取人が保険金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に保険金 ＊１ を詐取さ
せる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 保険金 ＊１ の請求に関し、保険金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、次のいずれかに該当すると
き 
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または保険金の受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法

人の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認
められること 

⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られること

  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者、被保険者または保険金の
受取人に対する信頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえな
い⑴から⑷と同等の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者、被保険者または保険金の受取人のいずれかが他の保険者と

の間で締結した保険契約または共済契約が重大事由により解除されたと
き  

  ２．会社は、保険金もしくは給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事
由（第６条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができま
す。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、
保険金もしくは給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたとき
は、その保険金もしくは給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険金＊２または給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに保険金＊２または給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第14条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   10 内容の変更および更新について

   第17条  特約の更新

  １．この特約が次のすべてを満たすときは、保険契約者がこの特約の保険期間満了日
の２週間前までにこの特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出
があったものとして、この特約は、この特約の保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新さ
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  第17条  補足説明

   ＊２ 主契約の保険期間満了日
  主契約の保険期間中に被保険者
の年齢が80歳となるときは、
80歳となる主契約の契約成立
日の応当日（年単位）の前日と
します。

れます。

  ⑴ この特約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ この特約の保険期間満了日が主契約の保険期間満了日 ＊２ 前にあること  

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払
で、かつ、主契約の保険料の払込みが免除されているときは、保険契約者から更
新する旨の申出があったときに限り、会社は、この特約の更新を取り扱います。
この場合、保険契約者は本条の３．－⑵－②の規定により更新後特約の第１回保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 特約更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 特約の保険料の払込方法（回数）は、更新前特約

と同一とします。ただし、保険契約者は、会社の
取扱いの範囲内で、更新後特約の保険料の払込方
法（回数）を変更することができます。  

  項　目    内　容  

  ⑵ 更新後特約の第１回
保険料の払込み  

  ① 特約の保険料の払込方法（回数）が年払、半年払
または月払の場合には、次のとおり取り扱います。
  ア．第１回保険料は、特約更新日 ＊１ を含む月の末

日までに払い込むことを必要とします。
  イ．主契約の保険料の払込方法（回数）が年払、

半年払または月払の場合には、第１回保険料
は、主契約の保険料とともに払い込むことを
必要とします。

  ウ．第９条（払込期月の主契約の契約成立日の応
当日以後猶予期間満了日までに支払事由が生
じた場合の取扱い）および普通保険約款の保
険料払込みの猶予期間の規定を準用します。

  ② 特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合
には、次のとおり取り扱います。
  ア．第１回保険料は、特約更新日 ＊１ を含む月の末

日までに払い込むことを必要とします。
  イ．第９条（払込期月の主契約の契約成立日の応

当日以後猶予期間満了日までに支払事由が生
じた場合の取扱い）の規定を準用します。

  ウ．第１回保険料の払込みの猶予期間は次のとお
りとします。
  ア 主契約の保険料の払込方法（回数）が年払、

半年払または月払の場合には、特約更新
日 ＊１ を含む月に払い込むべき主契約の保
険料の払込みの猶予期間と同一とします。

  イ 主契約の保険料の払込方法（回数）が一
時払の場合には、普通保険約款に定める
保険料の払込方法（回数）が年払の保険
契約の猶予期間の規定を準用します。

  ③ この特約を主契約の保険料払込期間満了後に更新
するときは、次のとおり取り扱います。
  ア．⑴－②にかかわらず、更新後特約の保険料の

払込方法（回数）は一時払または年払とし、
第１回保険料は、特約更新日 ＊１ を含む月の末
日までに払い込むことを必要とします。

  イ．普通保険約款に定める保険料の払込方法（回
数）が年払の保険契約の猶予期間の規定を準
用します。

  ウ．更新後特約の保険料の払込方法（回数）を年
払としたときは、更新後特約の保険料の払込
みについて、次のとおり取り扱います。
  ア 会社の取扱いの範囲内で、一括または５

年単位で分割して前納することを必要と
します。

  イ アにかかわらず、会社の取扱いの範囲内
で、前納によらず口座振替または振込み
により払い込むことができます。

  ④ ①から③の保険料が、猶予期間満了の時までに払
い込まれない場合には、更新後特約の効力は生じ
ません。  

  ⑶ 更新後特約の災害保
険金額  

  更新前特約の保険期間満了日の災害保険金額と同額と
します。ただし、保険契約者は、更新前特約の保険期
間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの
範囲内で、更新後特約の災害保険金額を変更して更新
することができます。  
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  第17条  補足説明

   ＊２ 主契約の保険期間満了日
  主契約の保険期間中に被保険者
の年齢が80歳となるときは、
80歳となる主契約の契約成立
日の応当日（年単位）の前日と
します。

れます。

  ⑴ この特約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ この特約の保険期間満了日が主契約の保険期間満了日 ＊２ 前にあること  

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払
で、かつ、主契約の保険料の払込みが免除されているときは、保険契約者から更
新する旨の申出があったときに限り、会社は、この特約の更新を取り扱います。
この場合、保険契約者は本条の３．－⑵－②の規定により更新後特約の第１回保
険料を払い込むことを必要とします。

  ３．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 特約更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 特約の保険料の払込方法（回数）は、更新前特約

と同一とします。ただし、保険契約者は、会社の
取扱いの範囲内で、更新後特約の保険料の払込方
法（回数）を変更することができます。  

  項　目    内　容  

  ⑵ 更新後特約の第１回
保険料の払込み  

  ① 特約の保険料の払込方法（回数）が年払、半年払
または月払の場合には、次のとおり取り扱います。
  ア．第１回保険料は、特約更新日 ＊１ を含む月の末

日までに払い込むことを必要とします。
  イ．主契約の保険料の払込方法（回数）が年払、

半年払または月払の場合には、第１回保険料
は、主契約の保険料とともに払い込むことを
必要とします。

  ウ．第９条（払込期月の主契約の契約成立日の応
当日以後猶予期間満了日までに支払事由が生
じた場合の取扱い）および普通保険約款の保
険料払込みの猶予期間の規定を準用します。

  ② 特約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合
には、次のとおり取り扱います。
  ア．第１回保険料は、特約更新日 ＊１ を含む月の末

日までに払い込むことを必要とします。
  イ．第９条（払込期月の主契約の契約成立日の応

当日以後猶予期間満了日までに支払事由が生
じた場合の取扱い）の規定を準用します。

  ウ．第１回保険料の払込みの猶予期間は次のとお
りとします。
  ア 主契約の保険料の払込方法（回数）が年払、

半年払または月払の場合には、特約更新
日 ＊１ を含む月に払い込むべき主契約の保
険料の払込みの猶予期間と同一とします。

  イ 主契約の保険料の払込方法（回数）が一
時払の場合には、普通保険約款に定める
保険料の払込方法（回数）が年払の保険
契約の猶予期間の規定を準用します。

  ③ この特約を主契約の保険料払込期間満了後に更新
するときは、次のとおり取り扱います。
  ア．⑴－②にかかわらず、更新後特約の保険料の

払込方法（回数）は一時払または年払とし、
第１回保険料は、特約更新日 ＊１ を含む月の末
日までに払い込むことを必要とします。

  イ．普通保険約款に定める保険料の払込方法（回
数）が年払の保険契約の猶予期間の規定を準
用します。

  ウ．更新後特約の保険料の払込方法（回数）を年
払としたときは、更新後特約の保険料の払込
みについて、次のとおり取り扱います。
  ア 会社の取扱いの範囲内で、一括または５

年単位で分割して前納することを必要と
します。

  イ アにかかわらず、会社の取扱いの範囲内
で、前納によらず口座振替または振込み
により払い込むことができます。

  ④ ①から③の保険料が、猶予期間満了の時までに払
い込まれない場合には、更新後特約の効力は生じ
ません。  

  ⑶ 更新後特約の災害保
険金額  

  更新前特約の保険期間満了日の災害保険金額と同額と
します。ただし、保険契約者は、更新前特約の保険期
間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの
範囲内で、更新後特約の災害保険金額を変更して更新
することができます。  
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  項　目    内　容  

  ⑷ 更新後特約の保険期
間  

  ① 更新前特約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後特約の保険期間を更新前特約の保険期間と
同一とすると本条の１．－⑵の条件を満たさなく
なるときは、その条件を満たす限度まで保険期間
を短縮します。

  ② ①に定めるほか、この特約は、会社の取扱いの範
囲内で、保険期間を変更して更新されることがあ
ります。  

  ⑸ この特約が更新され
たとき  

  ① 保険金・給付金の支払い（第３条・第４条）、保険
料の払込免除（第６条）および告知義務違反によ
る解除（第14条・第15条）に関する規定について、
更新後特約の保険期間は、この特約から継続した
ものとして取り扱います。ただし、保険料の払込
免除について、この特約の保険料の払込方法（回数）
が一時払の場合で、⑴－②の規定により更新後特
約の保険料の払込方法（回数）が変更されたときは、
この限りではありません。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたっては、

更新前に支払われた給付を含んで取り扱いま
す。

  ② 特約更新日 ＊１ の特約が適用されます。
  ③ この特約が更新された旨を保険契約者に通知（電

気通信回線に接続している情報処理の用に供する
機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。この場合、保険証券は発行しません。  

  ⑹ 特約更新日 ＊１ の被
保険者の年齢または
性別に誤りがあると
き  

  主契約の契約成立日の被保険者の契約年齢または性別
に誤りがある場合の処理に準じて取り扱います。  

  ⑺ 特約更新日 ＊１ に会
社がこの特約の付加
を取り扱っていない
とき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の取
扱いに準じて、会社の定める同種の特約を特約更
新日 ＊１ に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める同
種の特約の保険期間とは、⑸－①に準じて継続し
たものとして取り扱います。  

   第18条  災害保険金額の増額

  １．保険契約者は、被保険者の同意および会社の承諾を得て災害保険金額を増額する
ことができます。ただし、会社は、増額後の災害保険金額が会社の定める限度を
超える増額は取り扱いません。

  ２．災害保険金額が増額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第３条（保険金・給付金の支払い）の責任開始の時は、増額分についてその
増額の時とします。

  ⑵ 災害保険金額が増額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して
いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

   第19条  災害保険金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって災害保険金額を減額 ★ することができます。ただし、
会社は、減額後の災害保険金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いませ
ん。

  ２．災害保険金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

   第22条  補足説明

  ＊１ ５年ごと利差配当付年金移
行特約等

  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ ５年ごと利差配当付年金移

行特約
  ⑵ ５年ごと利差配当付夫婦年

金移行特約
  ⑶ ５年ごと利差配当付介護保

障移行特約
⑷ 年金移行特約
⑸ 夫婦年金移行特約
⑹ 介護保障移行特約

＊２ ５年ごと利差配当付年金移
行特約等

次の⑴から⑺をいいます。
⑴ ５年ごと利差配当付年金移

行特約
⑵ ５年ごと利差配当付夫婦年

金移行特約
⑶ ５年ごと利差配当付介護保

障移行特約
⑷ 年金移行特約
⑸ 夫婦年金移行特約
⑹ 介護保障移行特約
⑺ 個人年金保険介護年金特約

  ⑴ 減額分を解約（第21条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 災害保険金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   11 復旧について

   第20条  特約の復旧

  １．主契約の復旧の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同時
に復旧の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復旧を承諾したとき
は、普通保険約款の復旧の規定を準用して、この特約の復旧の取扱いをします。

  ３．この特約の復旧が行われたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第３条（保険金・給付金の支払い）の責任開始の時は、最終の復旧の時とし
ます。

  ⑵ この特約の復旧が行われた旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して
いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

   12 解約等について

   第21条  特約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約の解約を請求 ★ することがで
きます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第22条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 主契約の保険金を支払ったとき。ただし、主契約に５年ごと利差配当付年金
移行特約等 ＊１ が付加されて主契約の一部が年金支払、夫婦年金支払または介
護保障に移行されている場合で、主契約の高度障害保険金を支払ってこの特
約の障害給付金を支払わないときは、消滅しません。

  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ 主契約が払済保険または延長保険に変更されたとき
  ⑷ この特約による障害給付金の支払割合が通算して10割となったとき
  ⑸ 主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約等 ＊２ が付加されている場合で、被

保険者が死亡したとき  

   第23条  返戻金

  この特約の保険料払込期間満了日が保険期間満了日前にある場合またはこの特約
の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、次の⑴から⑷のとおり取り扱
います。
  ⑴ この特約が、次のいずれかに該当したときは、会社は、返戻金を保険契約者
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  項　目    内　容  

  ⑷ 更新後特約の保険期
間  

  ① 更新前特約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後特約の保険期間を更新前特約の保険期間と
同一とすると本条の１．－⑵の条件を満たさなく
なるときは、その条件を満たす限度まで保険期間
を短縮します。

  ② ①に定めるほか、この特約は、会社の取扱いの範
囲内で、保険期間を変更して更新されることがあ
ります。  

  ⑸ この特約が更新され
たとき  

  ① 保険金・給付金の支払い（第３条・第４条）、保険
料の払込免除（第６条）および告知義務違反によ
る解除（第14条・第15条）に関する規定について、
更新後特約の保険期間は、この特約から継続した
ものとして取り扱います。ただし、保険料の払込
免除について、この特約の保険料の払込方法（回数）
が一時払の場合で、⑴－②の規定により更新後特
約の保険料の払込方法（回数）が変更されたときは、
この限りではありません。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたっては、

更新前に支払われた給付を含んで取り扱いま
す。

  ② 特約更新日 ＊１ の特約が適用されます。
  ③ この特約が更新された旨を保険契約者に通知（電

気通信回線に接続している情報処理の用に供する
機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。この場合、保険証券は発行しません。  

  ⑹ 特約更新日 ＊１ の被
保険者の年齢または
性別に誤りがあると
き  

  主契約の契約成立日の被保険者の契約年齢または性別
に誤りがある場合の処理に準じて取り扱います。  

  ⑺ 特約更新日 ＊１ に会
社がこの特約の付加
を取り扱っていない
とき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の取
扱いに準じて、会社の定める同種の特約を特約更
新日 ＊１ に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める同
種の特約の保険期間とは、⑸－①に準じて継続し
たものとして取り扱います。  

   第18条  災害保険金額の増額

  １．保険契約者は、被保険者の同意および会社の承諾を得て災害保険金額を増額する
ことができます。ただし、会社は、増額後の災害保険金額が会社の定める限度を
超える増額は取り扱いません。

  ２．災害保険金額が増額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第３条（保険金・給付金の支払い）の責任開始の時は、増額分についてその
増額の時とします。

  ⑵ 災害保険金額が増額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して
いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

   第19条  災害保険金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって災害保険金額を減額 ★ することができます。ただし、
会社は、減額後の災害保険金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いませ
ん。

  ２．災害保険金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

   第22条  補足説明

  ＊１ ５年ごと利差配当付年金移
行特約等

  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ ５年ごと利差配当付年金移

行特約
  ⑵ ５年ごと利差配当付夫婦年

金移行特約
  ⑶ ５年ごと利差配当付介護保

障移行特約
⑷ 年金移行特約
⑸ 夫婦年金移行特約
⑹ 介護保障移行特約

＊２ ５年ごと利差配当付年金移
行特約等

次の⑴から⑺をいいます。
⑴ ５年ごと利差配当付年金移

行特約
⑵ ５年ごと利差配当付夫婦年

金移行特約
⑶ ５年ごと利差配当付介護保

障移行特約
⑷ 年金移行特約
⑸ 夫婦年金移行特約
⑹ 介護保障移行特約
⑺ 個人年金保険介護年金特約

  ⑴ 減額分を解約（第21条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 災害保険金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   11 復旧について

   第20条  特約の復旧

  １．主契約の復旧の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同時
に復旧の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復旧を承諾したとき
は、普通保険約款の復旧の規定を準用して、この特約の復旧の取扱いをします。

  ３．この特約の復旧が行われたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第３条（保険金・給付金の支払い）の責任開始の時は、最終の復旧の時とし
ます。

  ⑵ この特約の復旧が行われた旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して
いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

   12 解約等について

   第21条  特約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約の解約を請求 ★ することがで
きます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第22条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 主契約の保険金を支払ったとき。ただし、主契約に５年ごと利差配当付年金
移行特約等 ＊１ が付加されて主契約の一部が年金支払、夫婦年金支払または介
護保障に移行されている場合で、主契約の高度障害保険金を支払ってこの特
約の障害給付金を支払わないときは、消滅しません。

  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ 主契約が払済保険または延長保険に変更されたとき
  ⑷ この特約による障害給付金の支払割合が通算して10割となったとき
  ⑸ 主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約等 ＊２ が付加されている場合で、被

保険者が死亡したとき  

   第23条  返戻金

  この特約の保険料払込期間満了日が保険期間満了日前にある場合またはこの特約
の保険料の払込方法（回数）が一時払の場合には、次の⑴から⑷のとおり取り扱
います。
  ⑴ この特約が、次のいずれかに該当したときは、会社は、返戻金を保険契約者
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   第26条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第12条）または復旧（第
20条）が行われたときは、最
終の復活または復旧の日としま
す。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

に支払います。ただし、主契約の死亡保険金の免責事由に該当して主契約の
責任準備金が支払われるときは、これとあわせてこの特約の責任準備金を支
払います。

  ① この特約の保険期間中に効力を失ったとき（第11条）
  ② 解除または解約（第21条）されたとき
  ③ 第22条（特約の消滅）の⑵または⑷の規定により消滅したとき  

  ⑵ 本条の⑴の規定にかかわらず、第16条（重大事由による解除）の１．－⑷
の規定によってこの特約を解除した場合で、保険金の一部の受取人に対して
第16条（重大事由による解除）の２．－⑴または⑵の規定を適用し保険金
を支払わないときは、この特約のうち支払われない保険金に対応する部分に
ついては本条の⑴の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契約者に支払い
ます。

⑶ 主契約を払済保険または延長保険に変更するときは、この特約の返戻金を主
契約の返戻金に加えて取り扱います。

  ⑷ この特約の返戻金額は、主契約の返戻金額とあわせて保険契約者に通知（電
気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表
示による提供を含みます。）します。

   13 被保険者の変更について

   第24条  特約の被保険者の変更

  １．主契約が５年ごと利差配当付生存給付金付定期保険契約または生存給付金付定期
保険契約の場合で、主契約の被保険者が変更されたときは、主契約の普通保険約
款の被保険者の変更の規定を準用して、この特約についても同時に被保険者が変
更されたものとします。

  ２．この特約の被保険者の変更が行われたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第３条（保険金・給付金の支払い）の責任開始の時は、この特約の被保険者
の変更の時とします。

  ⑵ この特約の被保険者が変更された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接
続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を
含みます。）します。  

   14 その他

   第25条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第26条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 死亡保険金の金額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ 
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連

  第26条  補足説明

   ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。
  

   ＊８ 主契約の保険金額の増額日
から５年

  主契約の保険金額の増額日にお
いて被保険者が満15歳未満の
場合には、主契約の保険金額の
増額日から５年または被保険者
が満15歳に達する日までの期
間のうちいずれか長い期間とし
ます。

  第29条  補足説明

  ＊１ ５年ごと利差配当付普通終
身保険契約等

 次の⑴から⑻をいいます。
⑴ ５年ごと利差配当付普通終

身保険契約
⑵ ５年ごと利差配当付普通終

身保険（低解約返戻金型）
契約

⑶ 生存給付金付終身保険契約
⑷ 有期払込高保障終身保険契

約
⑸ 有期払込普通終身保険契約
⑹ 普通終身保険契約
⑺ 有期払込終身保険契約
⑻ 特別終身年金保険契約

絡を受けます。
  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契

約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．この特約が５年ごと利差配当付普通定期保険契約または普通定期保険契約に付加
されている場合で、主契約の保険金額の増額が行われたときは、この特約の契約
内容の登録については、本条の２．の規定にかかわらず、主契約の保険金額の増
額日から５年 ＊８ 間を登録の期間とします。

  10．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第27条  管轄裁判所

  この特約における保険金、給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第28条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   15 特則について

   第29条  ５年ごと利差配当付普通終身保険契約等に付加する場合の特則

  １．この特約を５年ごと利差配当付普通終身保険契約等＊１に付加するときは、この特
約の保険期間の終期は、第７条（特約の保険期間および保険料払込期間）の規定
にかかわらず、被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約成立日の応当日（年
単位）の前日を限度とします。

２．この特約を特別終身年金保険契約に付加する場合で、主契約の保険料払込期間満
了後に被保険者が高度障害保険金が支払われるべき身体障害の状態になったとき
は、第６条（特約の保険料の払込免除）の３．の規定を準用して、この特約の保
険料の払込免除の取扱いを行います。

   第30条  ５年ごと利差配当付長期生活保障保険契約または長期生活保障
保険契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付長期生活保障保険契約または長期生活保障保険契
約に付加するときは、次のとおり読み替えます。
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   第26条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  復活（第12条）または復旧（第
20条）が行われたときは、最
終の復活または復旧の日としま
す。

  ＊２ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊１ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊１ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。

  ＊３ 死亡保険金
  災害死亡保険金を含みます。

  ＊４ 申込み
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の申込みを
含みます。

に支払います。ただし、主契約の死亡保険金の免責事由に該当して主契約の
責任準備金が支払われるときは、これとあわせてこの特約の責任準備金を支
払います。

  ① この特約の保険期間中に効力を失ったとき（第11条）
  ② 解除または解約（第21条）されたとき
  ③ 第22条（特約の消滅）の⑵または⑷の規定により消滅したとき  

  ⑵ 本条の⑴の規定にかかわらず、第16条（重大事由による解除）の１．－⑷
の規定によってこの特約を解除した場合で、保険金の一部の受取人に対して
第16条（重大事由による解除）の２．－⑴または⑵の規定を適用し保険金
を支払わないときは、この特約のうち支払われない保険金に対応する部分に
ついては本条の⑴の規定を適用し、その部分の返戻金を保険契約者に支払い
ます。

⑶ 主契約を払済保険または延長保険に変更するときは、この特約の返戻金を主
契約の返戻金に加えて取り扱います。

  ⑷ この特約の返戻金額は、主契約の返戻金額とあわせて保険契約者に通知（電
気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表
示による提供を含みます。）します。

   13 被保険者の変更について

   第24条  特約の被保険者の変更

  １．主契約が５年ごと利差配当付生存給付金付定期保険契約または生存給付金付定期
保険契約の場合で、主契約の被保険者が変更されたときは、主契約の普通保険約
款の被保険者の変更の規定を準用して、この特約についても同時に被保険者が変
更されたものとします。

  ２．この特約の被保険者の変更が行われたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第３条（保険金・給付金の支払い）の責任開始の時は、この特約の被保険者
の変更の時とします。

  ⑵ この特約の被保険者が変更された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接
続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を
含みます。）します。  

   14 その他

   第25条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第26条  契約内容の登録

  １．会社は、保険契約者および被保険者の同意を得て、次の事項を一般社団法人生命
保険協会（以下「協会」といいます。）に登録します。

  ⑴ 保険契約者ならびに被保険者の氏名、生年月日、性別および住所（市、区、
郡までとします。）

  ⑵ 死亡保険金の金額
  ⑶ 契約成立日 ＊１ 
  ⑷ 当会社名  

  ２．本条の１．の登録の期間は、契約成立日 ＊１ から５年 ＊２ 以内とします。
  ３．協会加盟の各生命保険会社および全国共済農業協同組合連合会（以下「各生命保

険会社等」といいます。）は、本条の１．の規定により登録された被保険者につ
いて、死亡保険金 ＊３ のある保険契約もしくは特約の申込み ＊４ を受けたとき、ま
たは更新日において被保険者が満15歳未満の場合に死亡保険金 ＊３ のある保険契
約もしくは特約が更新されるときは、協会に対して本条の１．の規定により登録
された内容について照会することができます。この場合、協会からその結果の連

  第26条  補足説明

   ＊５ 承諾
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加の承諾を含
みます。

  ＊６ 契約成立日
  復活、復旧、保険金額の増額ま
たは特約の中途付加が行われた
ときは、それぞれ最終の復活、
復旧、保険金額の増額または特
約の中途付加の日とします。

  ＊７ 契約成立日から５年
  契約成立日 ＊６ において被保険
者が満15歳未満の場合には、
契約成立日 ＊６ から５年または
被保険者が満15歳に達する日
までの期間のうちいずれか長い
期間とします。
  

   ＊８ 主契約の保険金額の増額日
から５年

  主契約の保険金額の増額日にお
いて被保険者が満15歳未満の
場合には、主契約の保険金額の
増額日から５年または被保険者
が満15歳に達する日までの期
間のうちいずれか長い期間とし
ます。

  第29条  補足説明

  ＊１ ５年ごと利差配当付普通終
身保険契約等

 次の⑴から⑻をいいます。
⑴ ５年ごと利差配当付普通終

身保険契約
⑵ ５年ごと利差配当付普通終

身保険（低解約返戻金型）
契約

⑶ 生存給付金付終身保険契約
⑷ 有期払込高保障終身保険契

約
⑸ 有期払込普通終身保険契約
⑹ 普通終身保険契約
⑺ 有期払込終身保険契約
⑻ 特別終身年金保険契約

絡を受けます。
  ４．各生命保険会社等は、本条の２．の登録の期間中に死亡保険金 ＊３ のある保険契

約または特約の申込み ＊４ があったときは、本条の３．によって連絡された内容
を死亡保険金 ＊３ のある保険契約または特約の承諾 ＊５ の判断の参考とすることが
できます。

  ５．各生命保険会社等は、契約成立日 ＊６ から５年 ＊７ 以内に死亡保険金または高度障
害保険金の請求を受けたときは、協会に対して本条の１．の規定により登録され
た内容について照会し、その結果を死亡保険金または高度障害保険金の支払いの
判断の参考とすることができます。

  ６．各生命保険会社等は、連絡された内容を承諾 ＊５ の判断または支払いの判断の参
考とする以外に用いません。

  ７．協会および各生命保険会社等は、登録または連絡された内容を他に公開しません｡
  ８．保険契約者または被保険者は、登録または連絡された内容について、会社または

協会に照会することができます。また、その内容が事実と相違していることを知っ
たときは、その訂正を請求することができます。

  ９．この特約が５年ごと利差配当付普通定期保険契約または普通定期保険契約に付加
されている場合で、主契約の保険金額の増額が行われたときは、この特約の契約
内容の登録については、本条の２．の規定にかかわらず、主契約の保険金額の増
額日から５年 ＊８ 間を登録の期間とします。

  10．本条中、被保険者、保険契約、死亡保険金、災害死亡保険金、保険金額、高度障
害保険金とあるのは、農業協同組合法に基づく共済契約においては、それぞれ、
被共済者、共済契約、死亡共済金、災害死亡共済金、共済金額、後遺障害共済金
と読み替えます。

   第27条  管轄裁判所

  この特約における保険金、給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第28条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   15 特則について

   第29条  ５年ごと利差配当付普通終身保険契約等に付加する場合の特則

  １．この特約を５年ごと利差配当付普通終身保険契約等＊１に付加するときは、この特
約の保険期間の終期は、第７条（特約の保険期間および保険料払込期間）の規定
にかかわらず、被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約成立日の応当日（年
単位）の前日を限度とします。

２．この特約を特別終身年金保険契約に付加する場合で、主契約の保険料払込期間満
了後に被保険者が高度障害保険金が支払われるべき身体障害の状態になったとき
は、第６条（特約の保険料の払込免除）の３．の規定を準用して、この特約の保
険料の払込免除の取扱いを行います。

   第30条  ５年ごと利差配当付長期生活保障保険契約または長期生活保障
保険契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付長期生活保障保険契約または長期生活保障保険契
約に付加するときは、次のとおり読み替えます。
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  ⑴ 年金の種類が保証期間付終身年金の場合には、この特約中、「被保険者」と
あるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。

  ⑵ 第３条（保険金・給付金の支払い）の１．中、「主契約の死亡保険金受取人」
とあるのを「主契約の死亡年金受取人」と、「主契約の高度障害保険金受取人」
とあるのを「主契約の高度障害年金受取人」とそれぞれ読み替えます。

  ⑶ 第３条（保険金・給付金の支払い）の２．－⑵－⑤中、「主契約の死亡保険金」
とあるのをすべて「主契約の死亡年金の第１回年金または一時金」と、「主
契約の高度障害保険金受取人」とあるのを「主契約の高度障害年金受取人」と、

「主契約の死亡保険金受取人」とあるのを「主契約の死亡年金受取人」とそ
れぞれ読み替えます。

  ⑷ 第22条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 主契約の第１回年金または一時金を支払ったとき

  ⑸ 第23条（返戻金）の⑴中、「主契約の死亡保険金」とあるのを「主契約の死
亡年金」と読み替えます。  

 第31条  連生終身保険契約に付加する場合の特則

この特約を連生終身保険契約に付加するときは、次の⑴から⑻のとおり取り扱い
ます。
⑴ この特約中、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。

ただし、第40条（更新前特約の特約の型が「本人・妻子型」、「本人・妻型」
または「本人・子型」の場合の特則）にあっては「主契約の被保険者」とあ
るのをすべて「主契約の第１被保険者」と読み替えます。

⑵ 第３条（保険金・給付金の支払い）の１．中、「主契約の高度障害保険金受
取人」とあるのを「第１被保険者」と読み替えます。

⑶ 第３条（保険金・給付金の支払い）の２．－⑵－⑤を次のとおり読み替えま
す。

  項　目    内　容  

⑤ 障害給付金の支払事由
が生じ、支払うべき障
害給付金がある場合で、
その支払前に第１被保
険者の死亡による主契
約の死亡見舞金または
死亡保険金の支払請求
があったとき

主契約の死亡見舞金または死亡保険金が支払われる
ときは、支払うべき障害給付金をそれぞれ第２被保
険者または死亡保険金受取人に支払います。

⑷ この特約の保険期間の終期は、第７条（特約の保険期間および保険料払込期
間）の規定にかかわらず、第１被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約
成立日の応当日（年単位）の前日を限度とします。

⑸ 第22条（特約の消滅）および第23条（返戻金）中、「払済保険または延長
保険」とあるのをすべて「払済終身保険」と読み替えます。

⑹ 第40条（更新前特約の特約の型が「本人・妻子型」、「本人・妻型」または「本
人・子型」の場合の特則）の適用により第２被保険者がこの特約の被保険者
となっているときは、第13条（告知義務）の１．の規定にかかわらず、妻
に関する告知は第２被保険者が行うことを必要とします。この場合、第14
条（告知義務違反による解除）および第15条（告知義務違反による解除が
できないとき）中、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者または第
２被保険者」と読み替えます。

⑺ 第１被保険者についてこの特約の災害保険金を主契約の保険金または見舞金
とともに支払うときは、この特約の災害保険金の受取人は次のとおりとしま
す。

① 主契約の死亡保険金とともに支払うときは、主契約の死亡保険金受取人
② 主契約の死亡見舞金とともに支払うときは、第２被保険者
③ 主契約の高度障害保険金とともに支払うときは、第１被保険者
④ 主契約の高度障害見舞金とともに支払うときは、第１被保険者

⑻ 第１被保険者が死亡し、または高度障害状態になって見舞金を支払ったとき
は、この特約は消滅します。

   第34条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

 第32条  個人年金保険契約または新個人年金保険契約に付加する場合の
特則

１．この特約を個人年金保険契約または新個人年金保険契約に付加するときは、次の
⑴から⑺のとおり取り扱います。
⑴ 年金支払開始日以後の場合には、この特約中、「保険証券」とあるのをすべ

て「年金証書」と読み替えます。
⑵ 第３条（保険金・給付金の支払い）の１．中、「主契約の死亡保険金受取人」

とあるのを「主契約の死亡給付金受取人」と、「主契約の高度障害保険金受
取人」とあるのを「主契約の年金受取人」とそれぞれ読み替えます。

⑶ 第３条（保険金・給付金の支払い）の２．－⑵－⑤を次のとおり読み替えま
す。

  項　目    内　容  

⑤ 障害給付金の支払事由
が生じ、支払うべき障
害給付金がある場合で、
その支払前に被保険者
の死亡による主契約の
死亡給付金の支払請求
があったとき

主契約の年金受取人が被保険者の場合で、主契約の
死亡給付金が支払われるときは、支払うべき障害給
付金を主契約の死亡給付金受取人に支払います。

⑷ この特約の保険期間の終期は、第７条（特約の保険期間および保険料払込期
間）の規定にかかわらず、被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約成立
日の応当日（年単位）の前日を限度とします。

⑸ 第22条（特約の消滅）中、「主契約の保険金を支払ったとき」とあるのを「主
契約の死亡給付金を支払ったときまたは主契約の年金支払開始日以後に被保
険者が死亡したとき」と、「払済保険または延長保険」とあるのを「払済年
金保険」とそれぞれ読み替えます。

⑹ 第23条（返戻金）中、「主契約の死亡保険金」とあるのを「主契約の死亡給
付金」と、「払済保険または延長保険」とあるのを「払済年金保険」とそれ
ぞれ読み替えます。

⑺ 主契約が年金支払開始日の前日に２つ以上の年金の種類、型または年金支払
期間に変更され、かつ、確定年金の解約により主契約の保険期間が短縮され
たときは、この特約の保険期間の終期を主契約の保険期間の終期まで短縮し
ます。

２．この特約を新個人年金保険契約に付加するときは、本条の１．に規定するほか、
第23条（返戻金）中、「責任準備金が支払われるとき」とあるのを「責任準備金

（死亡給付金の金額を限度とします。）が支払われるとき」と、「主契約の返戻金」
とあるのを「主契約の返戻金額を下回らない範囲で会社の定める方法により計算
した金額」とそれぞれ読み替えます。

 第33条  変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加
する場合の特則

１．この特約を変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加すると
きは、次のとおり取り扱います。

⑴ 第22条（特約の消滅）および第23条（返戻金）中、「払済保険または延長
保険」とあるのをすべて「自動延長保険、定額払済終身保険、定額払済保険
または定額延長保険」と読み替えます。

⑵ この特約については特別勘定による運用は行いません。

２．この特約を変額保険（終身型）契約に付加するときは、この特約の保険期間の終
期は、第７条（特約の保険期間および保険料払込期間）の規定にかかわらず、主
契約の被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の
前日を限度とします。

   第34条  主契約の更新または変更の際にこの特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または変更の際にこの特約を付加して締結した場合には、会社は、
この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこの特約上の責任を開始します。
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  ⑴ 年金の種類が保証期間付終身年金の場合には、この特約中、「被保険者」と
あるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。

  ⑵ 第３条（保険金・給付金の支払い）の１．中、「主契約の死亡保険金受取人」
とあるのを「主契約の死亡年金受取人」と、「主契約の高度障害保険金受取人」
とあるのを「主契約の高度障害年金受取人」とそれぞれ読み替えます。

  ⑶ 第３条（保険金・給付金の支払い）の２．－⑵－⑤中、「主契約の死亡保険金」
とあるのをすべて「主契約の死亡年金の第１回年金または一時金」と、「主
契約の高度障害保険金受取人」とあるのを「主契約の高度障害年金受取人」と、

「主契約の死亡保険金受取人」とあるのを「主契約の死亡年金受取人」とそ
れぞれ読み替えます。

  ⑷ 第22条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 主契約の第１回年金または一時金を支払ったとき

  ⑸ 第23条（返戻金）の⑴中、「主契約の死亡保険金」とあるのを「主契約の死
亡年金」と読み替えます。  

 第31条  連生終身保険契約に付加する場合の特則

この特約を連生終身保険契約に付加するときは、次の⑴から⑻のとおり取り扱い
ます。
⑴ この特約中、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。

ただし、第40条（更新前特約の特約の型が「本人・妻子型」、「本人・妻型」
または「本人・子型」の場合の特則）にあっては「主契約の被保険者」とあ
るのをすべて「主契約の第１被保険者」と読み替えます。

⑵ 第３条（保険金・給付金の支払い）の１．中、「主契約の高度障害保険金受
取人」とあるのを「第１被保険者」と読み替えます。

⑶ 第３条（保険金・給付金の支払い）の２．－⑵－⑤を次のとおり読み替えま
す。

  項　目    内　容  

⑤ 障害給付金の支払事由
が生じ、支払うべき障
害給付金がある場合で、
その支払前に第１被保
険者の死亡による主契
約の死亡見舞金または
死亡保険金の支払請求
があったとき

主契約の死亡見舞金または死亡保険金が支払われる
ときは、支払うべき障害給付金をそれぞれ第２被保
険者または死亡保険金受取人に支払います。

⑷ この特約の保険期間の終期は、第７条（特約の保険期間および保険料払込期
間）の規定にかかわらず、第１被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約
成立日の応当日（年単位）の前日を限度とします。

⑸ 第22条（特約の消滅）および第23条（返戻金）中、「払済保険または延長
保険」とあるのをすべて「払済終身保険」と読み替えます。

⑹ 第40条（更新前特約の特約の型が「本人・妻子型」、「本人・妻型」または「本
人・子型」の場合の特則）の適用により第２被保険者がこの特約の被保険者
となっているときは、第13条（告知義務）の１．の規定にかかわらず、妻
に関する告知は第２被保険者が行うことを必要とします。この場合、第14
条（告知義務違反による解除）および第15条（告知義務違反による解除が
できないとき）中、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者または第
２被保険者」と読み替えます。

⑺ 第１被保険者についてこの特約の災害保険金を主契約の保険金または見舞金
とともに支払うときは、この特約の災害保険金の受取人は次のとおりとしま
す。

① 主契約の死亡保険金とともに支払うときは、主契約の死亡保険金受取人
② 主契約の死亡見舞金とともに支払うときは、第２被保険者
③ 主契約の高度障害保険金とともに支払うときは、第１被保険者
④ 主契約の高度障害見舞金とともに支払うときは、第１被保険者

⑻ 第１被保険者が死亡し、または高度障害状態になって見舞金を支払ったとき
は、この特約は消滅します。

   第34条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

 第32条  個人年金保険契約または新個人年金保険契約に付加する場合の
特則

１．この特約を個人年金保険契約または新個人年金保険契約に付加するときは、次の
⑴から⑺のとおり取り扱います。
⑴ 年金支払開始日以後の場合には、この特約中、「保険証券」とあるのをすべ

て「年金証書」と読み替えます。
⑵ 第３条（保険金・給付金の支払い）の１．中、「主契約の死亡保険金受取人」

とあるのを「主契約の死亡給付金受取人」と、「主契約の高度障害保険金受
取人」とあるのを「主契約の年金受取人」とそれぞれ読み替えます。

⑶ 第３条（保険金・給付金の支払い）の２．－⑵－⑤を次のとおり読み替えま
す。

  項　目    内　容  

⑤ 障害給付金の支払事由
が生じ、支払うべき障
害給付金がある場合で、
その支払前に被保険者
の死亡による主契約の
死亡給付金の支払請求
があったとき

主契約の年金受取人が被保険者の場合で、主契約の
死亡給付金が支払われるときは、支払うべき障害給
付金を主契約の死亡給付金受取人に支払います。

⑷ この特約の保険期間の終期は、第７条（特約の保険期間および保険料払込期
間）の規定にかかわらず、被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約成立
日の応当日（年単位）の前日を限度とします。

⑸ 第22条（特約の消滅）中、「主契約の保険金を支払ったとき」とあるのを「主
契約の死亡給付金を支払ったときまたは主契約の年金支払開始日以後に被保
険者が死亡したとき」と、「払済保険または延長保険」とあるのを「払済年
金保険」とそれぞれ読み替えます。

⑹ 第23条（返戻金）中、「主契約の死亡保険金」とあるのを「主契約の死亡給
付金」と、「払済保険または延長保険」とあるのを「払済年金保険」とそれ
ぞれ読み替えます。

⑺ 主契約が年金支払開始日の前日に２つ以上の年金の種類、型または年金支払
期間に変更され、かつ、確定年金の解約により主契約の保険期間が短縮され
たときは、この特約の保険期間の終期を主契約の保険期間の終期まで短縮し
ます。

２．この特約を新個人年金保険契約に付加するときは、本条の１．に規定するほか、
第23条（返戻金）中、「責任準備金が支払われるとき」とあるのを「責任準備金

（死亡給付金の金額を限度とします。）が支払われるとき」と、「主契約の返戻金」
とあるのを「主契約の返戻金額を下回らない範囲で会社の定める方法により計算
した金額」とそれぞれ読み替えます。

 第33条  変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加
する場合の特則

１．この特約を変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加すると
きは、次のとおり取り扱います。

⑴ 第22条（特約の消滅）および第23条（返戻金）中、「払済保険または延長
保険」とあるのをすべて「自動延長保険、定額払済終身保険、定額払済保険
または定額延長保険」と読み替えます。

⑵ この特約については特別勘定による運用は行いません。

２．この特約を変額保険（終身型）契約に付加するときは、この特約の保険期間の終
期は、第７条（特約の保険期間および保険料払込期間）の規定にかかわらず、主
契約の被保険者の年齢が80歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の
前日を限度とします。

   第34条  主契約の更新または変更の際にこの特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または変更の際にこの特約を付加して締結した場合には、会社は、
この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこの特約上の責任を開始します。
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   第35条  主契約が更新または変更される場合の特則

  １．主契約が更新または変更されるときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約が保険契約者の申出によって更新される場合で、この特約を更新しな
い旨の申出がないときは、保険契約者がこの特約を更新する申出をしたもの
とします。

  ⑵ 主契約が保険契約者の更新または変更しない旨の通知がないことによって更
新または変更される場合で、この特約を更新しない旨の通知がないときは、
この特約も同時に更新されます。  

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    更新日の保険料率が適用されます。  
  ⑵ 更新後特約の災害保険

金額  
  更新前特約の保険期間満了日の災害保険金額と同額
とします。ただし、保険契約者は、更新前特約の保
険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取
扱いの範囲内で、更新後特約の災害保険金額を変更
して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 保険金・給付金の支払い（第３条・第４条）、
保険料の払込免除（第６条）、告知義務違反に
よる解除（第14条・第15条）、払込期月の主
契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日
までに支払事由が生じた場合の取扱い（第９条）
および特約の消滅（第22条）に関する規定に
ついて、更新後特約の保険期間は、この特約か
ら継続したものとして取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新または変

更の際に会社がこの特
約の付加を取り扱って
いないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新または変更の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

   第36条  主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約
を付加する場合の特則

  １．主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約を付加して主契約
の全部が年金支払に移行されるときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ ５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約の年金の種類が保証期
間付有期年金、有期年金または確定年金の場合で、この特約の保険期間の終
期が年金支払期間の終期を超えるときは、この特約の保険期間を年金支払期
間の終期まで短縮します。

  ⑵ ⑴の短縮を行うときは、次のとおり取り扱います。
  ① この特約について将来払い込むべき保険料を新たに定めます。
  ② 保険契約者に支払うべき金額があるときは、５年ごと利差配当付年金移

行特約または年金移行特約に規定する第１回年金額の計算のもととなる
合計額に含めます。  

  ２．主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約を付加して主契約
の一部が年金支払に移行され、かつ、年金の種類が保証期間付有期年金、有期年
金または確定年金の場合で、年金支払に移行されていない部分が消滅するときは、
本条の１．の規定に準じてこの特約の保険期間を短縮します。

   第37条  補足説明

  ＊１ ５年ごと利差配当付普通定
期保険契約等

  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ ５年ごと利差配当付普通定

期保険契約
  ⑵ ５年ごと利差配当付長期生

活保障保険契約
  ⑶ ５年ごと利差配当付逓減定

期保険契約
  ⑷ ５年ごと利差配当付新長期

生活保障保険契約
⑸ 普通定期保険契約
⑹ 長期生活保障保険契約

   第37条  ５年ごと利差配当付普通定期保険契約等について他の保険契約
への加入を取り扱う場合の特則

  １．保険契約者は、この特約が付加された５年ごと利差配当付普通定期保険契約等 ＊１

 について、普通保険約款の規定に基づき他の保険契約への加入が行われるときは、
会社の取扱いの範囲内で、この特約の被保険者を被保険者とするこの特約または
この特約と同種の特約をその保険契約に付加することができます。この場合、こ
の特約の被保険者について次のすべてを満たすことを必要とします。

  ⑴ ２年以上継続してこの特約の被保険者であったこと
  ⑵ 付加後の特約による災害保険金額がこの特約による災害保険金額以下である

こと  

  ２．本条の１．の取扱いが行われたときは、保険金および給付金の支払いに関しては、
付加後の特約の保険期間は、この特約から継続したものとして取り扱います。
  （注） 付加後の特約の給付限度の判定にあたっては、付加前に支払われた給付を

含んで取り扱います。

   第38条  ５年ごと利差配当付新長期生活保障保険契約に付加する場合の
特則

  この特約を５年ごと利差配当付新長期生活保障保険契約に付加するときは、次の
とおり読み替えます。

  ⑴ 第３条（保険金・給付金の支払い）の１．中、「主契約の死亡保険金受取人」
とあるのを「主契約の死亡年金受取人」と、「主契約の高度障害保険金受取人」
とあるのを「主契約の高度障害年金受取人」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第３条（保険金・給付金の支払い）の２．－⑵－⑤中、「主契約の死亡保険金」
とあるのをすべて「主契約の死亡年金の第１回年金または一時金」と、「主
契約の高度障害保険金受取人」とあるのを「主契約の高度障害年金受取人」と、

「主契約の死亡保険金受取人」とあるのを「主契約の死亡年金受取人」とそ
れぞれ読み替えます。

  ⑶ 第22条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 主契約の第１回年金または一時金を支払ったとき

  ⑷ 第23条（返戻金）の⑴中、「主契約の死亡保険金」とあるのを「主契約の死
亡年金」と読み替えます。  

   第39条  契約成立日が平成20年４月１日以前の主契約に指定代理請求特約
または指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則

  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの特約が付加された主契約に指定代理
請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されていないときは、次の⑴
から⑸のとおり取り扱います。ただし、この特約が付加された主契約に指定代理
請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されたことがあるときは、こ
の取扱いをしません。
  ⑴ 被保険者が給付割合表（別表２ ★ ）に定める第１級の身体障害の状態に該当

したことにより障害給付金を請求する際に、障害給付金の受取人が被保険者
の場合で、障害給付金の受取人が障害給付金を請求できない特別な事情があ
るときは、次の者が障害給付金の受取人の代理人としてその支払いを請求す
ることができます。

  ① この特約が付加された主契約（付加特約を含みます。）において、指定代理
請求人が指定されているときは、その者。ただし、請求時において、被保険
者と同居し、または被保険者と生計を一にしている被保険者の戸籍上の配偶
者または３親等内の親族に限ります。

  ② ①に該当する者がいないときは、請求時において、被保険者と同居し、また
は被保険者と生計を一にしている主契約の死亡保険金受取人、死亡給付金受
取人または死亡年金受取人  

  ⑵ ⑴の場合、②に該当する主契約の死亡保険金受取人、死亡給付金受取人また
は死亡年金受取人が２人以上いるときは、その死亡保険金受取人、死亡給付
金受取人または死亡年金受取人は共同して請求することを必要とします。
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   第35条  主契約が更新または変更される場合の特則

  １．主契約が更新または変更されるときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約が保険契約者の申出によって更新される場合で、この特約を更新しな
い旨の申出がないときは、保険契約者がこの特約を更新する申出をしたもの
とします。

  ⑵ 主契約が保険契約者の更新または変更しない旨の通知がないことによって更
新または変更される場合で、この特約を更新しない旨の通知がないときは、
この特約も同時に更新されます。  

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    更新日の保険料率が適用されます。  
  ⑵ 更新後特約の災害保険

金額  
  更新前特約の保険期間満了日の災害保険金額と同額
とします。ただし、保険契約者は、更新前特約の保
険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取
扱いの範囲内で、更新後特約の災害保険金額を変更
して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 保険金・給付金の支払い（第３条・第４条）、
保険料の払込免除（第６条）、告知義務違反に
よる解除（第14条・第15条）、払込期月の主
契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日
までに支払事由が生じた場合の取扱い（第９条）
および特約の消滅（第22条）に関する規定に
ついて、更新後特約の保険期間は、この特約か
ら継続したものとして取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新または変

更の際に会社がこの特
約の付加を取り扱って
いないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新または変更の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

   第36条  主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約
を付加する場合の特則

  １．主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約を付加して主契約
の全部が年金支払に移行されるときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ ５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約の年金の種類が保証期
間付有期年金、有期年金または確定年金の場合で、この特約の保険期間の終
期が年金支払期間の終期を超えるときは、この特約の保険期間を年金支払期
間の終期まで短縮します。

  ⑵ ⑴の短縮を行うときは、次のとおり取り扱います。
  ① この特約について将来払い込むべき保険料を新たに定めます。
  ② 保険契約者に支払うべき金額があるときは、５年ごと利差配当付年金移

行特約または年金移行特約に規定する第１回年金額の計算のもととなる
合計額に含めます。  

  ２．主契約に５年ごと利差配当付年金移行特約または年金移行特約を付加して主契約
の一部が年金支払に移行され、かつ、年金の種類が保証期間付有期年金、有期年
金または確定年金の場合で、年金支払に移行されていない部分が消滅するときは、
本条の１．の規定に準じてこの特約の保険期間を短縮します。

   第37条  補足説明

  ＊１ ５年ごと利差配当付普通定
期保険契約等

  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ ５年ごと利差配当付普通定

期保険契約
  ⑵ ５年ごと利差配当付長期生

活保障保険契約
  ⑶ ５年ごと利差配当付逓減定

期保険契約
  ⑷ ５年ごと利差配当付新長期

生活保障保険契約
⑸ 普通定期保険契約
⑹ 長期生活保障保険契約

   第37条  ５年ごと利差配当付普通定期保険契約等について他の保険契約
への加入を取り扱う場合の特則

  １．保険契約者は、この特約が付加された５年ごと利差配当付普通定期保険契約等 ＊１

 について、普通保険約款の規定に基づき他の保険契約への加入が行われるときは、
会社の取扱いの範囲内で、この特約の被保険者を被保険者とするこの特約または
この特約と同種の特約をその保険契約に付加することができます。この場合、こ
の特約の被保険者について次のすべてを満たすことを必要とします。

  ⑴ ２年以上継続してこの特約の被保険者であったこと
  ⑵ 付加後の特約による災害保険金額がこの特約による災害保険金額以下である

こと  

  ２．本条の１．の取扱いが行われたときは、保険金および給付金の支払いに関しては、
付加後の特約の保険期間は、この特約から継続したものとして取り扱います。
  （注） 付加後の特約の給付限度の判定にあたっては、付加前に支払われた給付を

含んで取り扱います。

   第38条  ５年ごと利差配当付新長期生活保障保険契約に付加する場合の
特則

  この特約を５年ごと利差配当付新長期生活保障保険契約に付加するときは、次の
とおり読み替えます。

  ⑴ 第３条（保険金・給付金の支払い）の１．中、「主契約の死亡保険金受取人」
とあるのを「主契約の死亡年金受取人」と、「主契約の高度障害保険金受取人」
とあるのを「主契約の高度障害年金受取人」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第３条（保険金・給付金の支払い）の２．－⑵－⑤中、「主契約の死亡保険金」
とあるのをすべて「主契約の死亡年金の第１回年金または一時金」と、「主
契約の高度障害保険金受取人」とあるのを「主契約の高度障害年金受取人」と、

「主契約の死亡保険金受取人」とあるのを「主契約の死亡年金受取人」とそ
れぞれ読み替えます。

  ⑶ 第22条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 主契約の第１回年金または一時金を支払ったとき

  ⑷ 第23条（返戻金）の⑴中、「主契約の死亡保険金」とあるのを「主契約の死
亡年金」と読み替えます。  

   第39条  契約成立日が平成20年４月１日以前の主契約に指定代理請求特約
または指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則

  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの特約が付加された主契約に指定代理
請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されていないときは、次の⑴
から⑸のとおり取り扱います。ただし、この特約が付加された主契約に指定代理
請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されたことがあるときは、こ
の取扱いをしません。
  ⑴ 被保険者が給付割合表（別表２ ★ ）に定める第１級の身体障害の状態に該当

したことにより障害給付金を請求する際に、障害給付金の受取人が被保険者
の場合で、障害給付金の受取人が障害給付金を請求できない特別な事情があ
るときは、次の者が障害給付金の受取人の代理人としてその支払いを請求す
ることができます。

  ① この特約が付加された主契約（付加特約を含みます。）において、指定代理
請求人が指定されているときは、その者。ただし、請求時において、被保険
者と同居し、または被保険者と生計を一にしている被保険者の戸籍上の配偶
者または３親等内の親族に限ります。

  ② ①に該当する者がいないときは、請求時において、被保険者と同居し、また
は被保険者と生計を一にしている主契約の死亡保険金受取人、死亡給付金受
取人または死亡年金受取人  

  ⑵ ⑴の場合、②に該当する主契約の死亡保険金受取人、死亡給付金受取人また
は死亡年金受取人が２人以上いるときは、その死亡保険金受取人、死亡給付
金受取人または死亡年金受取人は共同して請求することを必要とします。
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   第39条  補足説明

  ＊１ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第40条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時（この特約の
締結後に被保険者となった
者については被保険者と
なった日）

  この特約の復活（第12条）が
行われた場合には、最終の復活
の時とします。
   

  ⑶ ⑴の規定により、⑴に定める代理人が障害給付金の支払いを請求するときは、
特別な事情の存在を証明する書類および必要書類（別表４ ★ ）（受取人の戸
籍抄本および受取人の印鑑証明書を除きます。）に加えて、次の書類を提出
することを必要とします。ただし、会社は次の書類以外の書類の提出を求め、
または次の書類の一部の省略を認めることがあります。

  ① 被保険者と⑴に定める代理人との戸籍謄本または戸籍抄本
  ② ⑴に定める代理人の印鑑証明書
  ③ ⑴に定める代理人の住民票
  ④ 被保険者または⑴に定める代理人の健康保険被保険者証の写し  

  ⑷ ⑴の規定により会社が障害給付金を⑴に定める代理人に支払ったときは、そ
の後重複してその障害給付金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ⑸ 保険金または給付金を支払うための確認に際し、⑴に定める代理人が正当な
理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊１ は、会社は、こ
れによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は保険金ま
たは給付金を支払いません。

  ★別表２（P.622参照）、別表４（P.624参照）  

   第40条  更新前特約の特約の型が「本人・妻子型」、「本人・妻型」また
は「本人・子型」の場合の特則

  １．この特約が更新後特約の場合で、更新前特約の特約の型が「本人・妻子型」、「本
人・妻型」または「本人・子型」のときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約の被保険者とすることができる者は、主契約の被保険者に加え、次

のとおりとします。

  妻  
  主契約の被保険者と同一の戸籍にその妻として記載されている者（以下

「妻」といいます。）  

  子  
  主契約の被保険者と同一の戸籍にその子として記載されている満20歳未
満の者（以下「子」といいます。）  

  ⑵ この特約の型および被保険者の範囲は、第２条（この特約の被保険者および
特約の型）の規定にかかわらず、次のいずれかのうち、更新前特約と同一と
します。

  特約の型    被保険者の範囲  

  本人・妻子型    主契約の被保険者、妻および子  
  本人・妻型    主契約の被保険者および妻  
  本人・子型    主契約の被保険者および子  

  ⑶ この特約の締結後、戸籍上の異動により本条の１．－⑴の被保険者に該当し
た者はその日から、被保険者になります。

  ⑷ この特約の締結後、戸籍上の異動により本条の１．－⑴の被保険者に該当し
なくなった者はその日から、また、子については満20歳となった日の直後
の主契約の契約成立日の応当日（年単位）を迎えた者はその日から、被保険
者ではなくなります。

  ２．本条の１．の規定を適用するときは、被保険者である妻および子の保険金または
給付金の支払いに関して、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 第３条（保険金・給付金の支払い）の規定を次のとおり読み替えて適用しま

す。

  ① 「責任開始の時」とあるのをすべて「責任開始の時（この特約の締結後に被
保険者となった者については被保険者となった日） ＊１ 」と読み替えます。

  ② 「災害保険金額」とあるのをすべて「災害保険金額×0.6」と読み替えます。
  ③ 「主契約の死亡保険金受取人」とあるのを「主契約の高度障害保険金受取人」

と読み替えます。ただし、主契約が個人年金保険契約または新個人年金保険
契約の場合には、「主契約の死亡給付金受取人」とあるのを「主契約の年金
受取人」と、主契約が５年ごと利差配当付長期生活保障保険契約または長期
生活保障保険契約の場合には、「主契約の死亡年金受取人」とあるのを「主
契約の高度障害年金受取人」とそれぞれ読み替えます。  

  ⑵ 第４条（免責事由）の１．の規定を次のとおり読み替えて適用します。

  ① ⑵中、「被保険者」とあるのを「主契約の被保険者または支払事由に該当し
た被保険者」と読み替えます。

  ② ⑷から⑻中、「被保険者」とあるのをすべて「支払事由に該当した被保険者」
と読み替えます。  

  ３．本条の１．の規定を適用するときは、この特約の型について、次の⑴および⑵の
とおり変更を取り扱います。
  ⑴ 保険契約者は、会社の承諾を得て、会社の取扱いの範囲内で、「本人・妻子型」、

「本人・妻型」もしくは「本人・子型」から「本人型」へ、または「本人・
妻子型」から「本人・妻型」もしくは「本人・子型」へこの特約の型を変更
することができます。ただし、この特約の保険料の払込みが免除される場合
には、保険料の払込免除事由（第６条）が生じた時以後、この特約の型の変
更はできません。

  ⑵ 特約の型の変更が行われたときは、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料払込期間中にあっては、将来に向かって、この特約の保険料を変更し
ます。

  ② 会社が承諾した日から変更の効力が生じ、その日を変更の日とします。
  ③ この特約の型の変更により被保険者でなくなる妻または子は、変更の効力が

生じた時から被保険者でなくなります。この場合、この特約が次のいずれか
に該当するときは、会社は、変更前の返戻金額から変更後の返戻金額を差し
引いた金額を保険契約者に支払います。
  ア．この特約の保険料払込期間満了日が保険期間満了日前にあるとき
  イ．この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき

  ④ この特約の型が変更された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して
いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ４．この特約が５年ごと利差配当付配偶者定期保険特約または配偶者定期保険特約と
ともに主契約に付加され、この特約の型が「本人・妻子型」または「本人・妻型」
の場合で、この特約の被保険者であった妻が戸籍上の異動により本条の１．－⑴
の条件を満たさなくなったことまたは主契約の被保険者が死亡したことによって
被保険者でなくなったときは、この特約の被保険者であった妻は、５年ごと利差
配当付配偶者定期保険特約または配偶者定期保険特約の規定に基づき他の保険契
約への加入が行われる際に、会社の取扱いの範囲内で、妻の被保険者選択を受け
ないで、妻を被保険者とするこの特約またはこの特約と同種の特約をその保険契
約に付加することができます。この場合、妻について次のすべてを満たすことを
必要とします。

  ⑴ ２年以上継続してこの特約の被保険者であったこと
  ⑵ この特約による保険金および給付金の支払事由（本条の２．）が生じていな

いこと
  ⑶ この特約の被保険者でなくなった日から１か月を経過していないこと
  ⑷ 付加後の特約の災害保険金額がこの特約の災害保険金額の６割以下であるこ

と  

  ５．更新前特約の規定によるこの特約の復活、復旧、災害保険金額の増額または特約
の型の変更の際に告知義務違反があったときは、第14条（告知義務違反による
解除）の規定を準用して、会社は、この特約または新たに被保険者として加えら
れた部分を解除することができます。

  ６．第３条（保険金・給付金の支払い）の２．－⑵－⑤、第６条（特約の保険料の払
込免除）および第22条（特約の消滅）の規定を除き、この特約の被保険者であ
る妻および子について、本条に別段の定めのないときは、この特約中、本条を除
く部分の規定を準用します。ただし、第５条（保険金・給付金の支払請求手続）
の２．および３．については、必要書類（別表４ ★ ）を次の⑴および⑵のとおり
読み替えて準用します。
  ⑴ 「１．災害保険金の支払い」の必要書類を次のとおり読み替えます。
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   第39条  補足説明

  ＊１ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。

   第40条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時（この特約の
締結後に被保険者となった
者については被保険者と
なった日）

  この特約の復活（第12条）が
行われた場合には、最終の復活
の時とします。
   

  ⑶ ⑴の規定により、⑴に定める代理人が障害給付金の支払いを請求するときは、
特別な事情の存在を証明する書類および必要書類（別表４ ★ ）（受取人の戸
籍抄本および受取人の印鑑証明書を除きます。）に加えて、次の書類を提出
することを必要とします。ただし、会社は次の書類以外の書類の提出を求め、
または次の書類の一部の省略を認めることがあります。

  ① 被保険者と⑴に定める代理人との戸籍謄本または戸籍抄本
  ② ⑴に定める代理人の印鑑証明書
  ③ ⑴に定める代理人の住民票
  ④ 被保険者または⑴に定める代理人の健康保険被保険者証の写し  

  ⑷ ⑴の規定により会社が障害給付金を⑴に定める代理人に支払ったときは、そ
の後重複してその障害給付金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ⑸ 保険金または給付金を支払うための確認に際し、⑴に定める代理人が正当な
理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊１ は、会社は、こ
れによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は保険金ま
たは給付金を支払いません。

  ★別表２（P.622参照）、別表４（P.624参照）  

   第40条  更新前特約の特約の型が「本人・妻子型」、「本人・妻型」また
は「本人・子型」の場合の特則

  １．この特約が更新後特約の場合で、更新前特約の特約の型が「本人・妻子型」、「本
人・妻型」または「本人・子型」のときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約の被保険者とすることができる者は、主契約の被保険者に加え、次

のとおりとします。

  妻  
  主契約の被保険者と同一の戸籍にその妻として記載されている者（以下

「妻」といいます。）  

  子  
  主契約の被保険者と同一の戸籍にその子として記載されている満20歳未
満の者（以下「子」といいます。）  

  ⑵ この特約の型および被保険者の範囲は、第２条（この特約の被保険者および
特約の型）の規定にかかわらず、次のいずれかのうち、更新前特約と同一と
します。

  特約の型    被保険者の範囲  

  本人・妻子型    主契約の被保険者、妻および子  
  本人・妻型    主契約の被保険者および妻  
  本人・子型    主契約の被保険者および子  

  ⑶ この特約の締結後、戸籍上の異動により本条の１．－⑴の被保険者に該当し
た者はその日から、被保険者になります。

  ⑷ この特約の締結後、戸籍上の異動により本条の１．－⑴の被保険者に該当し
なくなった者はその日から、また、子については満20歳となった日の直後
の主契約の契約成立日の応当日（年単位）を迎えた者はその日から、被保険
者ではなくなります。

  ２．本条の１．の規定を適用するときは、被保険者である妻および子の保険金または
給付金の支払いに関して、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 第３条（保険金・給付金の支払い）の規定を次のとおり読み替えて適用しま

す。

  ① 「責任開始の時」とあるのをすべて「責任開始の時（この特約の締結後に被
保険者となった者については被保険者となった日） ＊１ 」と読み替えます。

  ② 「災害保険金額」とあるのをすべて「災害保険金額×0.6」と読み替えます。
  ③ 「主契約の死亡保険金受取人」とあるのを「主契約の高度障害保険金受取人」

と読み替えます。ただし、主契約が個人年金保険契約または新個人年金保険
契約の場合には、「主契約の死亡給付金受取人」とあるのを「主契約の年金
受取人」と、主契約が５年ごと利差配当付長期生活保障保険契約または長期
生活保障保険契約の場合には、「主契約の死亡年金受取人」とあるのを「主
契約の高度障害年金受取人」とそれぞれ読み替えます。  

  ⑵ 第４条（免責事由）の１．の規定を次のとおり読み替えて適用します。

  ① ⑵中、「被保険者」とあるのを「主契約の被保険者または支払事由に該当し
た被保険者」と読み替えます。

  ② ⑷から⑻中、「被保険者」とあるのをすべて「支払事由に該当した被保険者」
と読み替えます。  

  ３．本条の１．の規定を適用するときは、この特約の型について、次の⑴および⑵の
とおり変更を取り扱います。
  ⑴ 保険契約者は、会社の承諾を得て、会社の取扱いの範囲内で、「本人・妻子型」、

「本人・妻型」もしくは「本人・子型」から「本人型」へ、または「本人・
妻子型」から「本人・妻型」もしくは「本人・子型」へこの特約の型を変更
することができます。ただし、この特約の保険料の払込みが免除される場合
には、保険料の払込免除事由（第６条）が生じた時以後、この特約の型の変
更はできません。

  ⑵ 特約の型の変更が行われたときは、次のとおり取り扱います。

  ① 保険料払込期間中にあっては、将来に向かって、この特約の保険料を変更し
ます。

  ② 会社が承諾した日から変更の効力が生じ、その日を変更の日とします。
  ③ この特約の型の変更により被保険者でなくなる妻または子は、変更の効力が

生じた時から被保険者でなくなります。この場合、この特約が次のいずれか
に該当するときは、会社は、変更前の返戻金額から変更後の返戻金額を差し
引いた金額を保険契約者に支払います。
  ア．この特約の保険料払込期間満了日が保険期間満了日前にあるとき
  イ．この特約の保険料の払込方法（回数）が一時払のとき

  ④ この特約の型が変更された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続して
いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。  

  ４．この特約が５年ごと利差配当付配偶者定期保険特約または配偶者定期保険特約と
ともに主契約に付加され、この特約の型が「本人・妻子型」または「本人・妻型」
の場合で、この特約の被保険者であった妻が戸籍上の異動により本条の１．－⑴
の条件を満たさなくなったことまたは主契約の被保険者が死亡したことによって
被保険者でなくなったときは、この特約の被保険者であった妻は、５年ごと利差
配当付配偶者定期保険特約または配偶者定期保険特約の規定に基づき他の保険契
約への加入が行われる際に、会社の取扱いの範囲内で、妻の被保険者選択を受け
ないで、妻を被保険者とするこの特約またはこの特約と同種の特約をその保険契
約に付加することができます。この場合、妻について次のすべてを満たすことを
必要とします。

  ⑴ ２年以上継続してこの特約の被保険者であったこと
  ⑵ この特約による保険金および給付金の支払事由（本条の２．）が生じていな

いこと
  ⑶ この特約の被保険者でなくなった日から１か月を経過していないこと
  ⑷ 付加後の特約の災害保険金額がこの特約の災害保険金額の６割以下であるこ

と  

  ５．更新前特約の規定によるこの特約の復活、復旧、災害保険金額の増額または特約
の型の変更の際に告知義務違反があったときは、第14条（告知義務違反による
解除）の規定を準用して、会社は、この特約または新たに被保険者として加えら
れた部分を解除することができます。

  ６．第３条（保険金・給付金の支払い）の２．－⑵－⑤、第６条（特約の保険料の払
込免除）および第22条（特約の消滅）の規定を除き、この特約の被保険者であ
る妻および子について、本条に別段の定めのないときは、この特約中、本条を除
く部分の規定を準用します。ただし、第５条（保険金・給付金の支払請求手続）
の２．および３．については、必要書類（別表４ ★ ）を次の⑴および⑵のとおり
読み替えて準用します。
  ⑴ 「１．災害保険金の支払い」の必要書類を次のとおり読み替えます。
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  ⑴ 災害保険金支払請求書
  ⑵ 不慮の事故（別表１★）であることを証明する書類
  ⑶ 会社所定の様式による医師の死亡診断書または検案書
  ⑷ 主契約の被保険者の戸籍謄本および災害保険金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ 災害保険金の受取人の印鑑証明書
⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑵ 「２．障害給付金の支払い」の必要書類中、「⑷障害給付金の受取人の戸籍抄
本」とあるのを「⑷主契約の被保険者の戸籍謄本および障害給付金の受取人
の戸籍抄本」と読み替えます。

  ★別表１（P.621参照）、別表４（P.624参照）  

   

   別表１　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電
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  ⑴ 災害保険金支払請求書
  ⑵ 不慮の事故（別表１★）であることを証明する書類
  ⑶ 会社所定の様式による医師の死亡診断書または検案書
  ⑷ 主契約の被保険者の戸籍謄本および災害保険金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ 災害保険金の受取人の印鑑証明書
⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑵ 「２．障害給付金の支払い」の必要書類中、「⑷障害給付金の受取人の戸籍抄
本」とあるのを「⑷主契約の被保険者の戸籍謄本および障害給付金の受取人
の戸籍抄本」と読み替えます。

  ★別表１（P.621参照）、別表４（P.624参照）  

   

   別表１　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電
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  別表２　給付割合表

  等級    身体障害    給付割合  

  

第
１
級  

  １． 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注３）
  ２． 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注４）
  ３． 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注１）
  ４． 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注７⑴）
  ５． 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注７⑴）
  ６． １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失っ

たもの（注７⑴）
  ７． １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注７⑴）  

  10割  

  

第
２
級  

  ８． １上肢および１下肢の用を全く永久に失ったもの（注７⑴）
  ９． 10手指を失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの（注９）
  10． １肢に第３級の13から15までのいずれかの身体障害を生じ、かつ、他の１肢に第３級の13から15

までまたは第４級の21から25までのいずれかの身体障害を生じたもの
  11． 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注５）  

  ７割  

  

第
３
級  

  12． １眼の視力を全く永久に失ったもの（注３）
  13． １上肢を手関節以上で失ったかまたは１上肢の用もしくは１上肢の３大関節中の２関節の用を全く永

久に失ったもの（注７）
  14． １下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用もしくは１下肢の３大関節中の２関節の用を全く永

久に失ったもの（注７）
  15． １手の５手指を失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったもの（注

９⑴⑵）
  16． 10足指を失ったもの（注10⑴）
  17． 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注８⑴⑵）  

  ５割  

  

第
４
級  

  18． 両眼の視力にそれぞれ著しい障害を永久に残すもの（注３⑶）
  19． 言語またはそしゃくの機能に著しい障害を永久に残すもの（注４⑵⑷）
  20． 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に日常生活動作が著しく制限される

もの（注２）
  21． １上肢の３大関節中の１関節の用を全く永久に失ったもの（注７⑵）
  22． １下肢の３大関節中の１関節の用を全く永久に失ったもの（注７⑵）
  23． １下肢が永久に５センチ以上短縮したもの
  24． １手の第１指（母指）および第２指（示指）を失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示指）

のうち少なくとも１手指を含んで３手指以上を失ったもの（注９⑴⑵）
  25． １手の５手指の用を全く永久に失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示指）を含んで３手指

以上の用を全く永久に失ったもの（注９⑴⑶）
  26． 10足指の用を全く永久に失ったもの（注10⑵）
  27． １足の５足指を失ったもの（注10⑴）  

  ３割  

  

第
５
級  

  28． １上肢の３大関節中の２関節の機能に著しい障害を永久に残すもの（注７⑶）
  29． １下肢の３大関節中の２関節の機能に著しい障害を永久に残すもの（注７⑶）
  30． １手の第１指（母指）もしくは第２指（示指）を失ったか、第１指（母指）もしくは第２指（示指）

を含んで２手指を失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示指）以外の３手指を失ったもの（注
９⑴⑵）

  31． １手の第１指（母指）および第２指（示指）の用を全く永久に失ったもの（注９⑴⑶）
  32． １足の５足指の用を全く永久に失ったもの（注10⑵）
  33． 両耳の聴力に著しい障害を永久に残すもの（注５⑴⑶）
  34． １耳の聴力を全く永久に失ったもの（注５⑴⑵）
  35． 鼻を欠損し、かつ、その機能に著しい障害を永久に残すもの（注６）
  36． 脊柱（頸椎を除く）に運動障害を永久に残すもの（注８⑶）  

  1.5割  

  

第
６
級  

  37． １上肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を永久に残すもの（注７⑶）
  38． １下肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を永久に残すもの（注７⑶）
  39． １下肢が永久に３センチ以上短縮したもの
  40． １手の第１指（母指）もしくは第２指（示指）の用を全く永久に失ったか、第１指（母指）もしくは

第２指（示指）を含んで２手指以上の用を全く永久に失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示
指）以外の２手指もしくは３手指の用を全く永久に失ったもの（注９⑴⑶）

  41． １手の第１指（母指）および第２指（示指）以外の１手指または２手指を失ったもの（注９⑴⑵)
  42． １足の第１指（母指）または他の４足指を失ったもの（注10⑴）
  43． １足の第１指（母指）を含んで３足指以上の用を全く永久に失ったもの（注10⑵）  

  １割  

  

注
  １．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ２．日常生活動作が著しく制限されるもの
  「日常生活動作が著しく制限されるもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入
浴のほとんどが自力では困難で、その都度他人の介護を要する状態をいいます。

  ３．眼の障害（視力障害）
  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 「視力に著しい障害を永久に残すもの」とは、視力が0.06以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑷ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は視力を失ったものとはみなしません。

  ４．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みがない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みがない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「言語の機能に著しい障害を永久に残すもの｣ とは､ 語音構成機能障害、脳言語中枢の損傷、発声器官の障害のため、
身振り、書字その他の補助動作がなくては、音声言語による意思の疎通が困難となり、その回復の見込みがない場合を
いいます。

  ⑶ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ⑷ 「そしゃくの機能に著しい障害を永久に残すもの」とは、かゆ食またはこれに準ずる程度の飲食物以外のものはとるこ
とができず、その回復の見込みがない場合をいいます。

  ５．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は､ 日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 「聴力に著しい障害を永久に残すもの」とは、上記⑵の

1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が70デシベル以上（40㎝を超えると話声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ６．鼻の障害

  ⑴ 「鼻を欠損し」とは、鼻軟骨の２分の１以上を欠損した場合をいいます。
  ⑵ 「機能に著しい障害を永久に残すもの」とは、両側の鼻呼吸困難またはきゅう覚脱失で回復の見込みのない場合をいい

ます。
  ７．上・下肢の障害

  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、
または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます｡

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で、回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工
関節をそう入置換した場合をいいます｡

  ⑶ 「関節の機能に著しい障害を永久に残すもの」とは、関節の他動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の
見込みのない場合をいいます。ただし、関節に付随した筋力に障害がある場合には、関節の自動運動範囲が、生理的運
動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ８．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ⑶ 「脊柱（頸椎を除く）の運動障害」とは、胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回旋の３種の運動の他動運動範
囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の３分の２以下に制限された場合をいいます。ただし、付随
した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の３分の２以下に制限された場合
をいいます。
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  別表２　給付割合表

  等級    身体障害    給付割合  

  

第
１
級  

  １． 両眼の視力を全く永久に失ったもの（注３）
  ２． 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの（注４）
  ３． 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの（注１）
  ４． 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたは両上肢の用を全く永久に失ったもの（注７⑴）
  ５． 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたは両下肢の用を全く永久に失ったもの（注７⑴）
  ６． １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用を全く永久に失っ

たもの（注７⑴）
  ７． １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの（注７⑴）  

  10割  

  

第
２
級  

  ８． １上肢および１下肢の用を全く永久に失ったもの（注７⑴）
  ９． 10手指を失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの（注９）
  10． １肢に第３級の13から15までのいずれかの身体障害を生じ、かつ、他の１肢に第３級の13から15

までまたは第４級の21から25までのいずれかの身体障害を生じたもの
  11． 両耳の聴力を全く永久に失ったもの（注５）  

  ７割  

  

第
３
級  

  12． １眼の視力を全く永久に失ったもの（注３）
  13． １上肢を手関節以上で失ったかまたは１上肢の用もしくは１上肢の３大関節中の２関節の用を全く永

久に失ったもの（注７）
  14． １下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用もしくは１下肢の３大関節中の２関節の用を全く永

久に失ったもの（注７）
  15． １手の５手指を失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失ったもの（注

９⑴⑵）
  16． 10足指を失ったもの（注10⑴）
  17． 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの（注８⑴⑵）  

  ５割  

  

第
４
級  

  18． 両眼の視力にそれぞれ著しい障害を永久に残すもの（注３⑶）
  19． 言語またはそしゃくの機能に著しい障害を永久に残すもの（注４⑵⑷）
  20． 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に日常生活動作が著しく制限される

もの（注２）
  21． １上肢の３大関節中の１関節の用を全く永久に失ったもの（注７⑵）
  22． １下肢の３大関節中の１関節の用を全く永久に失ったもの（注７⑵）
  23． １下肢が永久に５センチ以上短縮したもの
  24． １手の第１指（母指）および第２指（示指）を失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示指）

のうち少なくとも１手指を含んで３手指以上を失ったもの（注９⑴⑵）
  25． １手の５手指の用を全く永久に失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示指）を含んで３手指

以上の用を全く永久に失ったもの（注９⑴⑶）
  26． 10足指の用を全く永久に失ったもの（注10⑵）
  27． １足の５足指を失ったもの（注10⑴）  

  ３割  

  

第
５
級  

  28． １上肢の３大関節中の２関節の機能に著しい障害を永久に残すもの（注７⑶）
  29． １下肢の３大関節中の２関節の機能に著しい障害を永久に残すもの（注７⑶）
  30． １手の第１指（母指）もしくは第２指（示指）を失ったか、第１指（母指）もしくは第２指（示指）

を含んで２手指を失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示指）以外の３手指を失ったもの（注
９⑴⑵）

  31． １手の第１指（母指）および第２指（示指）の用を全く永久に失ったもの（注９⑴⑶）
  32． １足の５足指の用を全く永久に失ったもの（注10⑵）
  33． 両耳の聴力に著しい障害を永久に残すもの（注５⑴⑶）
  34． １耳の聴力を全く永久に失ったもの（注５⑴⑵）
  35． 鼻を欠損し、かつ、その機能に著しい障害を永久に残すもの（注６）
  36． 脊柱（頸椎を除く）に運動障害を永久に残すもの（注８⑶）  

  1.5割  

  

第
６
級  

  37． １上肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を永久に残すもの（注７⑶）
  38． １下肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を永久に残すもの（注７⑶）
  39． １下肢が永久に３センチ以上短縮したもの
  40． １手の第１指（母指）もしくは第２指（示指）の用を全く永久に失ったか、第１指（母指）もしくは

第２指（示指）を含んで２手指以上の用を全く永久に失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示
指）以外の２手指もしくは３手指の用を全く永久に失ったもの（注９⑴⑶）

  41． １手の第１指（母指）および第２指（示指）以外の１手指または２手指を失ったもの（注９⑴⑵)
  42． １足の第１指（母指）または他の４足指を失ったもの（注10⑴）
  43． １足の第１指（母指）を含んで３足指以上の用を全く永久に失ったもの（注10⑵）  

  １割  

  

注
  １．常に介護を要するもの

  「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが
全く自分ではできず、常にすべてにわたり他人の介護を要する状態をいいます。

  ２．日常生活動作が著しく制限されるもの
  「日常生活動作が著しく制限されるもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入
浴のほとんどが自力では困難で、その都度他人の介護を要する状態をいいます。

  ３．眼の障害（視力障害）
  ⑴ 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
  ⑵ 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 「視力に著しい障害を永久に残すもの」とは、視力が0.06以下になって回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑷ 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は視力を失ったものとはみなしません。

  ４．言語またはそしゃくの障害
  ⑴ 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。

  ① 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その回復
の見込みがない場合

  ② 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意思の疎通が不可能となり、その回復の見込みがない場合
  ③ 声帯全部のてき出により発音が不能な場合

  ⑵ 「言語の機能に著しい障害を永久に残すもの｣ とは､ 語音構成機能障害、脳言語中枢の損傷、発声器官の障害のため、
身振り、書字その他の補助動作がなくては、音声言語による意思の疎通が困難となり、その回復の見込みがない場合を
いいます。

  ⑶ 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込みのない
場合をいいます。

  ⑷ 「そしゃくの機能に著しい障害を永久に残すもの」とは、かゆ食またはこれに準ずる程度の飲食物以外のものはとるこ
とができず、その回復の見込みがない場合をいいます。

  ５．耳の障害（聴力障害）
  ⑴ 聴力の測定は､ 日本工業規格（昭和57年８月14日改定）に準拠したオージオ・メータで行います。
  ⑵ 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数500、1,000、2,000ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、ｂ、ｃデ

シベルとしたとき、
1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が、90デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ⑶ 「聴力に著しい障害を永久に残すもの」とは、上記⑵の

1
4 （ a ＋ 2b ＋ c ）

    の値が70デシベル以上（40㎝を超えると話声語を理解し得ないもの）で回復の見込みのない場合をいいます。
  ６．鼻の障害

  ⑴ 「鼻を欠損し」とは、鼻軟骨の２分の１以上を欠損した場合をいいます。
  ⑵ 「機能に著しい障害を永久に残すもの」とは、両側の鼻呼吸困難またはきゅう覚脱失で回復の見込みのない場合をいい

ます。
  ７．上・下肢の障害

  ⑴ 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、
または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、
ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込みのない場合をいいます｡

  ⑵ 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で、回復の見込みのない場合または人工骨頭もしくは人工
関節をそう入置換した場合をいいます｡

  ⑶ 「関節の機能に著しい障害を永久に残すもの」とは、関節の他動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の
見込みのない場合をいいます。ただし、関節に付随した筋力に障害がある場合には、関節の自動運動範囲が、生理的運
動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  ８．脊柱の障害
  ⑴ 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部からみて明らかにわかる程度以上のものをいい

ます。
  ⑵ 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回

旋の３種の運動の他動運動範囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下に制限された場
合をいいます。ただし、付随した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２
分の１以下に制限された場合をいいます。

  ⑶ 「脊柱（頸椎を除く）の運動障害」とは、胸椎以下における前後屈、左右屈および左右回旋の３種の運動の他動運動範
囲のうち２種以上の運動の他動運動範囲が生理的運動範囲の３分の２以下に制限された場合をいいます。ただし、付随
した筋力に障害がある場合には、２種以上の運動の自動運動範囲が、生理的運動範囲の３分の２以下に制限された場合
をいいます。
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  ９．手指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合せ

ることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  10．足指の障害
  ⑴ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。
  ⑵ 「足指の用を全く永久に失ったもの」とは、第１指（母指）は末節の２分の１以上、その他の足指は遠位指節間関節以

上を失った場合または中足指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にあっては指節間関節）が強直し、その
回復の見込みのない場合をいいます。

傷害の図解

  別表３　  身体の同一部位
  ⑴ １上肢については、肩関節以下すべて同一部位とします。
  ⑵ １下肢については、また関節以下すべて同一部位とします。
  ⑶ 眼については、両眼を同一部位とします。
  ⑷ 耳については、両耳を同一部位とします。
  ⑸ 脊柱については、頸椎以下をすべて同一部位とします｡
  ⑹ 〔別表２〕の第１級の４．、５．、６．もしくは７．、第２級の８．、９．もしくは10．、第３級の16．または第４級の26．の

障害に該当するときは、両上肢、両下肢、１上肢と１下肢、10手指または10足指をそれぞれ同一部位とします。

  別表４　保険金・給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．災害保険金の支払い  

  死亡保険金、死亡年金または死亡給付金の支払請求に必要とする書類のほか、次の書類
の提出を必要とします。
  ⑴ 災害保険金支払請求書
  ⑵ 不慮の事故（別表１）であることを証明する書類  

  ２．障害給付金の支払い  

  ⑴ 障害給付金支払請求書
  ⑵ 不慮の事故（別表１）であることを証明する書類
  ⑶ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑷ 障害給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ 障害給付金の受取人の印鑑証明書
⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 保険金・給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることが

あります。  

  

別表５　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  
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  ９．手指の障害
  ⑴ 手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱い、個々の指の障害につきそれぞれ等級を定めてこれを合せ

ることはありません。
  ⑵ 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったもの

をいいます。
  ⑶ 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または手指の中手指節関節もし

くは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の他動運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復
の見込みのない場合をいいます。ただし、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指
節間関節）に付随した筋力に障害がある場合には、手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にお
いては指節間関節）の自動運動範囲が、生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。

  10．足指の障害
  ⑴ 「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。
  ⑵ 「足指の用を全く永久に失ったもの」とは、第１指（母指）は末節の２分の１以上、その他の足指は遠位指節間関節以

上を失った場合または中足指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）にあっては指節間関節）が強直し、その
回復の見込みのない場合をいいます。

傷害の図解

  別表３　  身体の同一部位
  ⑴ １上肢については、肩関節以下すべて同一部位とします。
  ⑵ １下肢については、また関節以下すべて同一部位とします。
  ⑶ 眼については、両眼を同一部位とします。
  ⑷ 耳については、両耳を同一部位とします。
  ⑸ 脊柱については、頸椎以下をすべて同一部位とします｡
  ⑹ 〔別表２〕の第１級の４．、５．、６．もしくは７．、第２級の８．、９．もしくは10．、第３級の16．または第４級の26．の

障害に該当するときは、両上肢、両下肢、１上肢と１下肢、10手指または10足指をそれぞれ同一部位とします。

  別表４　保険金・給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．災害保険金の支払い  

  死亡保険金、死亡年金または死亡給付金の支払請求に必要とする書類のほか、次の書類
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  ⑷ 障害給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ 障害給付金の受取人の印鑑証明書
⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 保険金・給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることが

あります。  

  

別表５　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  
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   第₂₄条 主契約が更新される場合の特則…………………
   第₂₅条 主契約が保険期間が終身の保険契約に変更
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   第₂₆条 ５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金な

し型）契約等に付加する場合の特則……………
   第₂₇条 ５年ごと利差配当付新医療保険契約に付加

する場合の特則……………………………………
 第₂₈条 無配当３大疾病一時金付生活習慣病保険（返
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   無配当入院サポート特約（医療保険）（返戻金なし型）目次   無配当入院サポート特約（医療保険）（返戻金なし型）  
  （実施　平21.4.2 ／改正　平28.10.3）  

  この特約の特色  

  目的・内容    病気・けがによる所定の入院に対する保障  
  給付金の種類    入院準備費用給付金  
  配当タイプ    無配当  

  備考    この特約は、５年ごと利差配当付新医療保険契約、５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし
型）契約、５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約、無配当３大疾病一時金
付生活習慣病保険（返戻金なし型）契約または5年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）

（2011）契約（以下「主契約」といいます。）に付加することができます。また、この特約には
返戻金はありません。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第11条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２． 本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 給付金の支払いについて

   第２条  入院準備費用給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、入院準備費用給付金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して入院準備費用給付金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（入院準備費用給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

入
院
準
備
費
用
給
付
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に、この
特約の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた原因によ
り主契約の入院給付金の支払事由に該当する
入院を開始したとき  

  １回の入院につき、
  入院準備費用

給付金額  

  

受
取
人　
　
　
　
　
　

主
契
約
の
入
院
給
付
金  

  

    第２条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。
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   ５ 保険期間および保険料払込期間について
   第６条 特約の保険期間および保険料払込期間…………

   ６ 保険料の払込みについて
   第７条 特約の保険料の払込み……………………………
   第８条 払込期月の主契約の契約成立日の応当日以

後猶予期間満了日までに支払事由が生じた
場合の取扱い………………………………………

   ７ 失効と復活について
   第９条 特約の失効…………………………………………
   第₁₀条 特約の復活…………………………………………

   ８ 告知義務と解除について
   第₁₁条 告知義務……………………………………………
   第₁₂条 告知義務違反による解除…………………………
   第₁₃条 告知義務違反による解除ができないとき………
   第₁₄条 重大事由による解除………………………………

   ９ 内容の変更について
   第₁₅条 入院準備費用給付金額の減額……………………

   10 解約等について
   第₁₆条 特約の解約…………………………………………
   第₁₇条 特約の消滅…………………………………………
   第₁₈条 返戻金………………………………………………

   11 その他
   第₁₉条 社員配当金…………………………………………
   第₂₀条 管轄裁判所…………………………………………
   第₂₁条 普通保険約款の規定の準用………………………

   12 特則について
   第₂₂条 特別条件を付ける場合の特則……………………
   第₂₃条 主契約の更新または保険期間が終身の保険

契約への変更の際にこの特約を付加する場
合の特則……………………………………………

   第₂₄条 主契約が更新される場合の特則…………………
   第₂₅条 主契約が保険期間が終身の保険契約に変更

される場合の特則…………………………………
   第₂₆条 ５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金な

し型）契約等に付加する場合の特則……………
   第₂₇条 ５年ごと利差配当付新医療保険契約に付加

する場合の特則……………………………………
 第₂₈条 無配当３大疾病一時金付生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約に付加する場合の特則………

   

   無配当入院サポート特約（医療保険）（返戻金なし型）目次   無配当入院サポート特約（医療保険）（返戻金なし型）  
  （実施　平21.4.2 ／改正　平28.10.3）  

  この特約の特色  

  目的・内容    病気・けがによる所定の入院に対する保障  
  給付金の種類    入院準備費用給付金  
  配当タイプ    無配当  

  備考    この特約は、５年ごと利差配当付新医療保険契約、５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし
型）契約、５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約、無配当３大疾病一時金
付生活習慣病保険（返戻金なし型）契約または5年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）

（2011）契約（以下「主契約」といいます。）に付加することができます。また、この特約には
返戻金はありません。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第11条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２． 本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 給付金の支払いについて

   第２条  入院準備費用給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、入院準備費用給付金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して入院準備費用給付金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（入院準備費用給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

入
院
準
備
費
用
給
付
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に、この
特約の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた原因によ
り主契約の入院給付金の支払事由に該当する
入院を開始したとき  

  １回の入院につき、
  入院準備費用

給付金額  

  

受
取
人　
　
　
　
　
　

主
契
約
の
入
院
給
付
金  

  

    第２条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。
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２．入院準備費用給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 被保険者が、この特約
の責任開始の時 ＊１ 前に
生じた原因による入院
をしたとき  

  次のいずれかの場合には、この特約の責任開始の
時＊１以後の疾病によるものとみなします。
① この特約の責任開始の日＊２からその日を含め

て２年を経過した後に入院を開始した場合
② この特約の付加の際＊３に、会社が、告知（第

11条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、この特約の責任開始の時＊１

以後の疾病によるものとみなしません。
③ その原因について、この特約の責任開始の時＊１

前に、被保険者が医師の診療を受けたことがな
く、かつ、健康診断等において異常の指摘を受
けたことがない場合。ただし、その原因による
症状について保険契約者または被保険者が認識
または自覚していた場合には、この特約の責任
開始の時＊１以後の疾病によるものとみなしま
せん。  

  ⑵ 入院準備費用給付金の
支払限度  

  ① 主契約の普通保険約款に規定する１回の入院に
ついて１回とします。

  ② 通算して30回とします。  
  ⑶ 入院準備費用給付金の

支払事由が生じ、支払
うべき入院準備費用給
付金がある場合で、そ
の支払前に被保険者の
死亡による主契約の死
亡給付金の支払請求が
あったとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
入院準備費用給付金を主契約の死亡給付金受取人に
支払います。  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、入院
準備費用給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても入院準備費用給付金を支払わない場合）  

  

入
院
準
備
費
用
給
付
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見

のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  

 第２条  補足説明

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

＊３ この特約の付加の際
この特約の復活が行われたとき
は、最終の復活の際とします。

   第３条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって入院準備費用給付
金の支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、入院準備費用給付金の金額の一部または全部を
支払います。  

   ３ 給付金の支払請求手続について

   第４条  入院準備費用給付金の支払請求手続

  １．入院準備費用給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者または被
保険者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．入院準備費用給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
１ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、入院準備費用給付金の支払事由が生じ、かつ、
主契約の入院給付金の請求があったときは、入院準備費用給付金についてその受
取人から請求があったものとして取り扱います。

  ★別表１（P.639参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ５ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。

   ６ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
16条）されたものとします。
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２．入院準備費用給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 被保険者が、この特約
の責任開始の時 ＊１ 前に
生じた原因による入院
をしたとき  

  次のいずれかの場合には、この特約の責任開始の
時＊１以後の疾病によるものとみなします。
① この特約の責任開始の日＊２からその日を含め

て２年を経過した後に入院を開始した場合
② この特約の付加の際＊３に、会社が、告知（第

11条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、この特約の責任開始の時＊１

以後の疾病によるものとみなしません。
③ その原因について、この特約の責任開始の時＊１

前に、被保険者が医師の診療を受けたことがな
く、かつ、健康診断等において異常の指摘を受
けたことがない場合。ただし、その原因による
症状について保険契約者または被保険者が認識
または自覚していた場合には、この特約の責任
開始の時＊１以後の疾病によるものとみなしま
せん。  

  ⑵ 入院準備費用給付金の
支払限度  

  ① 主契約の普通保険約款に規定する１回の入院に
ついて１回とします。

  ② 通算して30回とします。  
  ⑶ 入院準備費用給付金の

支払事由が生じ、支払
うべき入院準備費用給
付金がある場合で、そ
の支払前に被保険者の
死亡による主契約の死
亡給付金の支払請求が
あったとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
入院準備費用給付金を主契約の死亡給付金受取人に
支払います。  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、入院
準備費用給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても入院準備費用給付金を支払わない場合）  

  

入
院
準
備
費
用
給
付
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見

のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  

 第２条  補足説明

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

＊３ この特約の付加の際
この特約の復活が行われたとき
は、最終の復活の際とします。

   第３条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって入院準備費用給付
金の支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、入院準備費用給付金の金額の一部または全部を
支払います。  

   ３ 給付金の支払請求手続について

   第４条  入院準備費用給付金の支払請求手続

  １．入院準備費用給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者または被
保険者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．入院準備費用給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
１ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、入院準備費用給付金の支払事由が生じ、かつ、
主契約の入院給付金の請求があったときは、入院準備費用給付金についてその受
取人から請求があったものとして取り扱います。

  ★別表１（P.639参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ５ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。

   ６ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
16条）されたものとします。
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   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による入院準備費用給付金の支払事由（第
２条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 入院準備費用給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ７ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ８ 告知義務と解除について

   第11条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、入院準備費用給付金の支払事由
（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重要
な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを
必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第12条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第11条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、入院準備費用給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由
（第５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができ
ます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 入院準備費用給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに入院準備費用給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、入院準備費用給付金の支払事由または保険料の
払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者
または被保険者が証明したときは、会社は、入院準備費用給付金の支払いまたは
保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通

   第13条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

   第14条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第13条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第12条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第11条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第11条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に入院準備費用給付
金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）が生じないで、
その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第11条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第14条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、入院準備費用給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由
（第５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。
この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、入院
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   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による入院準備費用給付金の支払事由（第
２条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 入院準備費用給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ７ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ８ 告知義務と解除について

   第11条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、入院準備費用給付金の支払事由
（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重要
な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを
必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第12条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第11条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、入院準備費用給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由
（第５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができ
ます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 入院準備費用給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに入院準備費用給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、入院準備費用給付金の支払事由または保険料の
払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者
または被保険者が証明したときは、会社は、入院準備費用給付金の支払いまたは
保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通

   第13条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

   第14条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第13条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第12条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第11条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第11条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に入院準備費用給付
金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）が生じないで、
その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第11条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第14条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、入院準備費用給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由
（第５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。
この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、入院
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準備費用給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、そ
の入院準備費用給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次の
とおり取り扱います。

  ⑴ 入院準備費用給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに入院準備費用給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第12条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   ９ 内容の変更について

   第15条  入院準備費用給付金額の減額

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かって入院準備費
用給付金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の入院準備費
用給付金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．入院準備費用給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第16条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 入院準備費用給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に

接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供
を含みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   10 解約等について

   第16条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってこの特約の
解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第17条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 主契約の死亡給付金を支払ったとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ 主契約の入院給付金の支払日数が通算して1,000日に達したとき
  ⑷ この特約による入院準備費用給付金の支払回数が通算して30回に達したと

き  

   第18条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

でも、この特約の責任準備金は支払いません。

   第22条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

   11 その他

   第19条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第20条  管轄裁判所

  この特約における入院準備費用給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴
訟については、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第21条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   12 特則について

   第22条  特別条件を付ける場合の特則

  １．この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が会社の定める基準
に適合しない場合 ＊１ には、会社は、その危険の種類および程度に応じて、次の⑴
から⑶のうち１つまたは２つ以上の特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 入院準備費用給付金の削減支払
  この特約の付加日から会社の定める削減期間中に被保険者が入院準備費用給
付金の支払事由（第２条）に該当し、入院準備費用給付金を支払うべきとき
は、入院準備費用給付金額に次の表の割合を乗じた金額を支払います。ただ
し、災害または感染症（別表３ ★ ）によって支払事由に該当したときは、入
院準備費用給付金の削減支払の対象とはなりません。

保険年度
削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定部位または指定疾病についての不担保
  身体の特定部位および指定疾病（別表２ ★ ）のうち、この特約を主契約に付
加する際に会社が指定した部位または疾病の治療を直接の目的として、会社
の定める期間中に被保険者が入院したときは、これに対応する入院準備費用
給付金は支払いません。ただし、災害または感染症（別表３ ★ ）によって支
払事由に該当したときは、特定部位または指定疾病についての不担保の対象
とはなりません。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が効力を失ったとき（第９条）は、第10条（特約の復活）の規定

にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後は、こ
の特約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この特約の更新（第24条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（主契約が更新される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。  
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準備費用給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、そ
の入院準備費用給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次の
とおり取り扱います。

  ⑴ 入院準備費用給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに入院準備費用給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第12条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   ９ 内容の変更について

   第15条  入院準備費用給付金額の減額

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かって入院準備費
用給付金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の入院準備費
用給付金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．入院準備費用給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第16条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 入院準備費用給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に

接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供
を含みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   10 解約等について

   第16条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってこの特約の
解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第17条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 主契約の死亡給付金を支払ったとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ 主契約の入院給付金の支払日数が通算して1,000日に達したとき
  ⑷ この特約による入院準備費用給付金の支払回数が通算して30回に達したと

き  

   第18条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

でも、この特約の責任準備金は支払いません。

   第22条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

   11 その他

   第19条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第20条  管轄裁判所

  この特約における入院準備費用給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴
訟については、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第21条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   12 特則について

   第22条  特別条件を付ける場合の特則

  １．この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が会社の定める基準
に適合しない場合 ＊１ には、会社は、その危険の種類および程度に応じて、次の⑴
から⑶のうち１つまたは２つ以上の特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 入院準備費用給付金の削減支払
  この特約の付加日から会社の定める削減期間中に被保険者が入院準備費用給
付金の支払事由（第２条）に該当し、入院準備費用給付金を支払うべきとき
は、入院準備費用給付金額に次の表の割合を乗じた金額を支払います。ただ
し、災害または感染症（別表３ ★ ）によって支払事由に該当したときは、入
院準備費用給付金の削減支払の対象とはなりません。

保険年度
削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定部位または指定疾病についての不担保
  身体の特定部位および指定疾病（別表２ ★ ）のうち、この特約を主契約に付
加する際に会社が指定した部位または疾病の治療を直接の目的として、会社
の定める期間中に被保険者が入院したときは、これに対応する入院準備費用
給付金は支払いません。ただし、災害または感染症（別表３ ★ ）によって支
払事由に該当したときは、特定部位または指定疾病についての不担保の対象
とはなりません。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が効力を失ったとき（第９条）は、第10条（特約の復活）の規定

にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後は、こ
の特約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この特約の更新（第24条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（主契約が更新される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。  

633

特

約

無
配
当
入
院
サ
ポ
ー
ト
特
約（
医
療
保
険
）（
返
戻
金
な
し
型
）



 第22条  補足説明

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当入院サポート
特約（医療保険）（返戻金なし型）
をいいます。

   第23条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ② 入院準備費用給付金の
削減支払  

  ア．削減期間中は、第24条（主契約が更新される
場合の特則）の１．の規定にかかわらず、更新
を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後特約には更新前特約に適用されて
いた入院準備費用給付金の削減支払の条件は適
用されません。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後特約には更新前特約に適用さ
れていた特定部位または指定疾病についての不
担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後特約には更新前特約に適用され
ていた特定部位または指定疾病についての不担
保の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の特約への変更（第25条）について、次のとおり取り扱い
ます。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の特約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第25条（主契約が保険期間が終身の保険契約に変
更される場合の特則）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。  

  ② 入院準備費用給付金の
削減支払  

  ア．削減期間中は、第25条（主契約が保険期間が
終身の保険契約に変更される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用さ
れていた入院準備費用給付金の削減支払の条件
は適用されません。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適
用されていた特定部位または指定疾病について
の不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用
されていた特定部位または指定疾病についての
不担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表２（P.639参照）、別表３（P.640参照）  

   第23条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第24条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

   第25条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当入院サポート
特約（医療保険）（返戻金なし型）
をいいます。

  ＊３ 保険期間満了日
  この特約の保険期間中に、被保
険者の年齢が75歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単
位）を変更日 ＊１ として、保険期
間が終身の特約に変更されると
きは、変更日 ＊１ の前日としま
す。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後特約の入院準備
費用給付金額  

  更新前特約の保険期間満了日の入院準備費用給付金
額と同額とします。ただし、保険契約者は、更新前
特約の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、
会社の取扱いの範囲内で、更新後特約の入院準備費
用給付金額を変更して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第５条）、告知義務違反による解除（第
12条・第13条）、払込期月の主契約の契約成
立日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事
由が生じた場合の取扱い（第８条）および特約
の消滅（第17条）に関する規定について、更
新後特約の保険期間は、この特約から継続した
ものとして取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後の入院準備費用給付金
額について、更新前特約の保険期間満了日の入院準備費用給付金額と同額とした
場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第25条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の無配当入院サポート特約（医療保険）（返戻金なし
型）に変更されます。

  ２．保険期間が終身の無配当入院サポート特約（医療保険）（返戻金なし型）への変
更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ の入院準
備費用給付金額  

  変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の入院準備費用給
付金額と同額とします。ただし、保険契約者は、変
更前特約の保険期間満了日＊３の２週間前までに申
し出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後特約＊２

の入院準備費用給付金額を変更することができま
す。  
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 第22条  補足説明

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当入院サポート
特約（医療保険）（返戻金なし型）
をいいます。

   第23条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ② 入院準備費用給付金の
削減支払  

  ア．削減期間中は、第24条（主契約が更新される
場合の特則）の１．の規定にかかわらず、更新
を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後特約には更新前特約に適用されて
いた入院準備費用給付金の削減支払の条件は適
用されません。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後特約には更新前特約に適用さ
れていた特定部位または指定疾病についての不
担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後特約には更新前特約に適用され
ていた特定部位または指定疾病についての不担
保の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の特約への変更（第25条）について、次のとおり取り扱い
ます。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の特約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第25条（主契約が保険期間が終身の保険契約に変
更される場合の特則）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。  

  ② 入院準備費用給付金の
削減支払  

  ア．削減期間中は、第25条（主契約が保険期間が
終身の保険契約に変更される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用さ
れていた入院準備費用給付金の削減支払の条件
は適用されません。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適
用されていた特定部位または指定疾病について
の不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用
されていた特定部位または指定疾病についての
不担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表２（P.639参照）、別表３（P.640参照）  

   第23条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第24条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

   第25条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当入院サポート
特約（医療保険）（返戻金なし型）
をいいます。

  ＊３ 保険期間満了日
  この特約の保険期間中に、被保
険者の年齢が75歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単
位）を変更日 ＊１ として、保険期
間が終身の特約に変更されると
きは、変更日 ＊１ の前日としま
す。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後特約の入院準備
費用給付金額  

  更新前特約の保険期間満了日の入院準備費用給付金
額と同額とします。ただし、保険契約者は、更新前
特約の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、
会社の取扱いの範囲内で、更新後特約の入院準備費
用給付金額を変更して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第５条）、告知義務違反による解除（第
12条・第13条）、払込期月の主契約の契約成
立日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事
由が生じた場合の取扱い（第８条）および特約
の消滅（第17条）に関する規定について、更
新後特約の保険期間は、この特約から継続した
ものとして取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後の入院準備費用給付金
額について、更新前特約の保険期間満了日の入院準備費用給付金額と同額とした
場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第25条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の無配当入院サポート特約（医療保険）（返戻金なし
型）に変更されます。

  ２．保険期間が終身の無配当入院サポート特約（医療保険）（返戻金なし型）への変
更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ の入院準
備費用給付金額  

  変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の入院準備費用給
付金額と同額とします。ただし、保険契約者は、変
更前特約の保険期間満了日＊３の２週間前までに申
し出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後特約＊２

の入院準備費用給付金額を変更することができま
す。  
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   第26条  補足説明

  ＊1 5年ごと利差配当付新医療
保険（返戻金なし型）契約
等

次の⑴から⑶をいいます。
⑴ 5年ごと利差配当付新医療

保険（返戻金なし型）契約
⑵ 5年ごと利差配当付医療保

険（返戻金なし型）（2010）
契約

⑶ 5年ごと利差配当付医療保
険 Ｌ（ 返 戻 金 な し 型 ）

（2011）契約

＊2 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動積立型終身保険契約または利
率変動型積立保険契約をいいま
す。   

  項　目    内　容  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第５条）、告知義務違反による解除（第
12条・第13条）、払込期月の主契約の契約成
立日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事
由が生じた場合の取扱い（第８条）および特約
の消滅（第17条）に関する規定について、変
更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前特約から継
続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、変更後の入院準備費用給付金
額について、変更前特約の保険期間満了日＊３の入院準備費用給付金額と同額と
した場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  ５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）契約等に付加
する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）契約等 ＊1 に付加す
るときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約 ＊2 がある場合で、主契約と被指定契約 ＊2 の被保険者が同一のと

き、かつ、主契約の保険料払込期間中に入院準備費用給付金が支払われるべ
きときは、第２条（入院準備費用給付金の支払い）の２．－⑶を次のとおり
読み替えます。

  項　目    内　容  

  ⑶ 入院準備費用給付金の
支払事由が生じ、支払
うべき入院準備費用給
付金がある場合で、そ
の支払前に被保険者が
死亡したとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき入院準備費用給付金を被指定契約 ＊2 の
死亡保険金受取人または死亡給付金受取人に支払い
ます。  

  ⑵ 第17条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 被保険者が死亡したとき

   第27条  ５年ごと利差配当付新医療保険契約に付加する場合の特則

  ５年ごと利差配当付新医療保険契約の保険期間または保険料払込期間の変更は取
り扱いません。   

 第28条  補足説明

＊1 入院
医師による治療が必要であり、
かつ自宅等での治療が困難なた
め、病院または診療所＊5に入
り、常に医師の管理下において
治療に専念することをいいま
す。ただし、入院時の医学的水
準、医学的常識に照らし、客観
的、合理的な入院に限ります。

＊2 特約の責任開始の時
第1条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

＊3 傷害
この特約の責任開始の時＊2以
後に生じた主契約に定める不慮
の事故を直接の原因とする傷害
をいいます。

＊4 疾病
公的医療保険制度Aによる療養
の給付の対象となる異常分娩を
含み、薬物依存Bは含みません。
なお、この特約の責任開始の
時＊2以後に生じた「主契約に
定める不慮の事故以外の外因」
を直接の原因とする傷害につい
ては、疾病とみなして取り扱い
ます。

A： 次の⑴から⑺のいずれかの
法律に基づく医療保険制度
をいいます。
⑴ 健康保険法
⑵ 国民健康保険法
⑶ 国家公務員共済組合法
⑷ 地方公務員等共済組合

法
⑸ 私立学校教職員共済法
⑹ 船員保険法
⑺ 高齢者の医療の確保に

関する法律
B： 平成６年10月12日総務庁

告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
F11.2、F12.2、F13.2、
F14.2、F15.2、F16.2、
F18.2、F19.2に規定され
る内容によるものとし、薬
物には、モルヒネ、アヘン、
コカイン、大麻、精神刺激
薬、幻覚薬等を含みます。

 第28条  無配当3大疾病一時金付生活習慣病保険（返戻金なし型）契約
に付加する場合の特則

この特約を無配当3大疾病一時金付生活習慣病保険（返戻金なし型）契約に付加
するときは、次の⑴から⑸のとおり取り扱います。
⑴ 第1条（特約の責任開始の時）の1．－⑴中、「主契約の責任開始の時」と

あるのを「主契約の保険期間開始の時」と読み替えます。
⑵ 第2条（入院準備費用給付金の支払い）を次のとおり読み替えます。

第2条　入院準備費用給付金の支払い
1． 会社は、次の表および本条の2．の規定のとおり、入院準備費用給

付金の支払事由が生じたときは、その支払事由に対応して入院準備
費用給付金をその受取人に支払います。ただし、免責事由（第3条）
に該当するときは支払いません。

支払事由
（入院準備費用給付金を支払う場合）

金　額 受取人

入
院
準
備
費
用
給
付
金

被保険者が、この特約の保険期間中に
次のすべてを満たす入院＊1を開始した
とき
⑴ この特約の責任開始の時＊2以後に

生じた傷害＊3または疾病＊4を直接
の原因とする入院

⑵ ⑴の傷害＊3または疾病＊4の治療を
直接の目的とする入院

⑶ 病院または診療所＊5への入院
⑷ 入院日数が1日＊6以上の入院

1回の入院につ
き、入院準備費

用給付金額

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人

2．入院準備費用給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

⑴ 被保険者が、この特約
の責任開始の時＊2前に
生じた原因による入院
をしたとき

次のいずれかの場合には、この特約の責
任開始の時＊2以後の疾病＊4によるもの
とみなします。
① この特約の責任開始の日＊7からそ

の日を含めて2年を経過した後に入
院を開始した場合

② この特約の付加の際＊8に、会社が、
告知（第11条）等により知ってい
たその原因に関する事実に基づいて
承諾した場合。ただし、事実の一部
が告知されなかったこと等により、
その原因に関する事実を会社が正確
に知ることができなかった場合に
は、この特約の責任開始の時＊2以
後の疾病＊4によるものとみなしま
せん。

③ その原因について、この特約の責任
開始の時＊2前に、被保険者が医師
の診療を受けたことがなく、かつ、
健康診断等において異常の指摘を受
けたことがない場合。ただし、その
原因による症状について保険契約者
または被保険者が認識または自覚し
ていた場合には、この特約の責任開
始の時＊2以後の疾病＊4によるもの
とみなしません。
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   第26条  補足説明

  ＊1 5年ごと利差配当付新医療
保険（返戻金なし型）契約
等

次の⑴から⑶をいいます。
⑴ 5年ごと利差配当付新医療

保険（返戻金なし型）契約
⑵ 5年ごと利差配当付医療保

険（返戻金なし型）（2010）
契約

⑶ 5年ごと利差配当付医療保
険 Ｌ（ 返 戻 金 な し 型 ）

（2011）契約

＊2 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動積立型終身保険契約または利
率変動型積立保険契約をいいま
す。   

  項　目    内　容  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第５条）、告知義務違反による解除（第
12条・第13条）、払込期月の主契約の契約成
立日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事
由が生じた場合の取扱い（第８条）および特約
の消滅（第17条）に関する規定について、変
更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前特約から継
続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、変更後の入院準備費用給付金
額について、変更前特約の保険期間満了日＊３の入院準備費用給付金額と同額と
した場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  ５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）契約等に付加
する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）契約等 ＊1 に付加す
るときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約 ＊2 がある場合で、主契約と被指定契約 ＊2 の被保険者が同一のと

き、かつ、主契約の保険料払込期間中に入院準備費用給付金が支払われるべ
きときは、第２条（入院準備費用給付金の支払い）の２．－⑶を次のとおり
読み替えます。

  項　目    内　容  

  ⑶ 入院準備費用給付金の
支払事由が生じ、支払
うべき入院準備費用給
付金がある場合で、そ
の支払前に被保険者が
死亡したとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき入院準備費用給付金を被指定契約 ＊2 の
死亡保険金受取人または死亡給付金受取人に支払い
ます。  

  ⑵ 第17条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 被保険者が死亡したとき

   第27条  ５年ごと利差配当付新医療保険契約に付加する場合の特則

  ５年ごと利差配当付新医療保険契約の保険期間または保険料払込期間の変更は取
り扱いません。   

 第28条  補足説明

＊1 入院
医師による治療が必要であり、
かつ自宅等での治療が困難なた
め、病院または診療所＊5に入
り、常に医師の管理下において
治療に専念することをいいま
す。ただし、入院時の医学的水
準、医学的常識に照らし、客観
的、合理的な入院に限ります。

＊2 特約の責任開始の時
第1条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

＊3 傷害
この特約の責任開始の時＊2以
後に生じた主契約に定める不慮
の事故を直接の原因とする傷害
をいいます。

＊4 疾病
公的医療保険制度Aによる療養
の給付の対象となる異常分娩を
含み、薬物依存Bは含みません。
なお、この特約の責任開始の
時＊2以後に生じた「主契約に
定める不慮の事故以外の外因」
を直接の原因とする傷害につい
ては、疾病とみなして取り扱い
ます。

A： 次の⑴から⑺のいずれかの
法律に基づく医療保険制度
をいいます。
⑴ 健康保険法
⑵ 国民健康保険法
⑶ 国家公務員共済組合法
⑷ 地方公務員等共済組合

法
⑸ 私立学校教職員共済法
⑹ 船員保険法
⑺ 高齢者の医療の確保に

関する法律
B： 平成６年10月12日総務庁

告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
F11.2、F12.2、F13.2、
F14.2、F15.2、F16.2、
F18.2、F19.2に規定され
る内容によるものとし、薬
物には、モルヒネ、アヘン、
コカイン、大麻、精神刺激
薬、幻覚薬等を含みます。

 第28条  無配当3大疾病一時金付生活習慣病保険（返戻金なし型）契約
に付加する場合の特則

この特約を無配当3大疾病一時金付生活習慣病保険（返戻金なし型）契約に付加
するときは、次の⑴から⑸のとおり取り扱います。
⑴ 第1条（特約の責任開始の時）の1．－⑴中、「主契約の責任開始の時」と

あるのを「主契約の保険期間開始の時」と読み替えます。
⑵ 第2条（入院準備費用給付金の支払い）を次のとおり読み替えます。

第2条　入院準備費用給付金の支払い
1． 会社は、次の表および本条の2．の規定のとおり、入院準備費用給

付金の支払事由が生じたときは、その支払事由に対応して入院準備
費用給付金をその受取人に支払います。ただし、免責事由（第3条）
に該当するときは支払いません。

支払事由
（入院準備費用給付金を支払う場合）

金　額 受取人

入
院
準
備
費
用
給
付
金

被保険者が、この特約の保険期間中に
次のすべてを満たす入院＊1を開始した
とき
⑴ この特約の責任開始の時＊2以後に

生じた傷害＊3または疾病＊4を直接
の原因とする入院

⑵ ⑴の傷害＊3または疾病＊4の治療を
直接の目的とする入院

⑶ 病院または診療所＊5への入院
⑷ 入院日数が1日＊6以上の入院

1回の入院につ
き、入院準備費

用給付金額

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人

2．入院準備費用給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

⑴ 被保険者が、この特約
の責任開始の時＊2前に
生じた原因による入院
をしたとき

次のいずれかの場合には、この特約の責
任開始の時＊2以後の疾病＊4によるもの
とみなします。
① この特約の責任開始の日＊7からそ

の日を含めて2年を経過した後に入
院を開始した場合

② この特約の付加の際＊8に、会社が、
告知（第11条）等により知ってい
たその原因に関する事実に基づいて
承諾した場合。ただし、事実の一部
が告知されなかったこと等により、
その原因に関する事実を会社が正確
に知ることができなかった場合に
は、この特約の責任開始の時＊2以
後の疾病＊4によるものとみなしま
せん。

③ その原因について、この特約の責任
開始の時＊2前に、被保険者が医師
の診療を受けたことがなく、かつ、
健康診断等において異常の指摘を受
けたことがない場合。ただし、その
原因による症状について保険契約者
または被保険者が認識または自覚し
ていた場合には、この特約の責任開
始の時＊2以後の疾病＊4によるもの
とみなしません。
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＊5 病院または診療所
次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または患者を入院
させるための施設を有する
診療所A

⑵ ⑴と同等の日本国外にある
医療施設

A： 四肢における骨折、脱臼、
捻挫または打撲に関し施術
を受けるため、柔道整復師
法に定める施術所に収容さ
れたときは、その施術所を
含みます。

＊6 入院日数が1日
入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

＊7 特約の責任開始の日
第1条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

＊8 この特約の付加の際
この特約の復活が行われたとき
は、最終の復活の際とします。

＊9 同一の疾病
医学上密接な関係にある一連の
疾病＊4をいいます。「糖尿病と
糖尿病性網膜症」、「肝硬変と食
道静脈瘤」または「狭心症と心
筋梗塞」など病名や部位が異な
る場合であっても、医学上密接
な関係があるときは、同一の疾
病として取り扱います。

  項　目    内　容  

⑵ 被保険者が、同一の傷
害＊3ま た は 同 一 の 疾
病＊9を直接の原因とし
て、入院準備費用給付
金の支払事由に定める
入院を2回以上したと
き

「入院準備費用給付金が支払われる最終
の入院」の退院日の翌日から、その日を
含めて「次の入院」の開始日までの期間
に応じ、次のとおり取り扱います。
① 180日以下

「入院準備費用給付金が支払われる
最終の入院」と「次の入院」を1回
の入院とみなします。

② 181日以上
「次の入院」を新たな入院とみなし
ます。

⑶ 被保険者が、同一の傷
害＊3ま た は 同 一 の 疾
病＊9を直接の原因とし
て、転入院または再入
院したとき

保険期間中に転入院または再入院したこ
とを証明する書類があり、かつ、退院日
の翌日からその日を含めて転入院または
再入院の開始日の前日までの期間が30
日以下のときは、1回の入院とみなしま
す。

⑷ 入院準備費用給付金の
支払限度

① 1回の入院について1回とします。
② 通算して30回とします。

⑸ 入院準備費用給付金の
支払事由に該当する入
院の開始時に、その入
院開始の直接の原因と
なった「傷害＊3または
疾病＊4」以外に異なる

「傷害＊3または疾病＊4」
が生じていたとき

入院開始の直接の原因となった傷害＊3

または疾病＊4により継続して入院した
ものとみなします。

⑹ 入院準備費用給付金の
支払事由に該当する入
院中に、その入院開始
の直接の原因となった

「傷害＊3または疾病＊4」
以外に異なる「傷害＊3

または疾病＊4」が生じ
たとき

⑺ 入院準備費用給付金の
支払事由が生じ、支払
うべき入院準備費用給
付金がある場合で、そ
の支払前に被保険者の
死亡による主契約の死
亡給付金の支払請求が
あったとき

主契約の入院給付金受取人が被保険者の
場合で、主契約の死亡給付金が支払われ
るときは、支払うべき入院準備費用給付
金を主契約の死亡給付金受取人に支払い
ます。

⑶ 第4条（入院準備費用給付金の支払請求手続）の3．中、「主契約の入院給
付金」とあるのを「主契約の生活習慣病入院給付金」と読み替えます。

⑷ 第17条（特約の消滅）を次のとおり読み替えます。
第17条　特約の消滅

次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 主契約の死亡給付金を支払ったとき
⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
⑶ この特約による入院準備費用給付金の支払回数が通算して30回

に達したとき  

⑸ 主契約の普通保険約款に定めるがん給付の責任開始の時前のがん診断確定に
よる無効に関する規定により主契約が無効となるときは、この特約も無効と
し、主契約の保険料を保険契約者に払い戻すときは、会社は、この特約の保
険料についても主契約に準じて取り扱います。

   別表１　入院準備費用給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  入院準備費用給付金の支払い  

  ⑴ 入院準備費用給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 入院準備費用給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 入院準備費用給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 主契約の普通保険約款に定める不慮の事故を原因とするときは、不慮の事故である

ことを証明する書類および会社所定の様式による医師の診断書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  

  別表２　特定部位および指定疾病一覧表

  特定部位および指定疾病  

１．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む。）
２．鼻（副鼻腔を含む。）
３．耳（内耳・中耳および外耳を含む。）・乳様突起
４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺
５．甲状腺
６．咽頭（扁桃を含む。）・喉頭
７．肺臓・胸膜・気管・気管支
８．胃・十二指腸（この臓器の手術にともなって空腸の手術を受けたときは空腸も含む。）
９．肝臓・胆嚢・胆管
10．膵臓
11．盲腸（虫様突起を含む。）
12．大腸・小腸
13．直腸・肛門
14．腎臓・尿管
15．膀胱・尿道
16．前立腺
17．睾丸・副睾丸
18．乳房（乳腺を含む。）
19．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）
20．頸椎部（当該神経を含む。）
21．胸椎部（当該神経を含む。）
22．腰椎部（当該神経を含む。）
23．右上肢（右肩関節部を含む。）
24．左上肢（左肩関節部を含む。）
25．右下肢（右股関節部を含む。）
26．左下肢（左股関節部を含む。）
27．鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰嚢ヘルニアまたは大腿ヘルニアが生じた場合に限る。）
28．鎖骨
29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）
30．妊娠子宮（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）
31．仙骨部・尾骨部（当該神経を含む。）
32．食道
42．顔面部（口唇裂・顎裂・口蓋裂およびこれらの合併の場合に限る。）
43．上顎骨・下顎骨・顎関節
44．甲状腺・副甲状腺
45．食道・胃・十二指腸
46．食道・胃・小腸（十二指腸、空腸、回腸を含む。）・大腸（盲腸、結腸、直腸を含む。）
47．肝臓（肝内胆管を含む。）
48．胆嚢・胆管（肝内胆管を含まない。）
49．脾臓
50．腎臓・尿管・膀胱・尿道
51．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢（陰嚢を含む。）
52．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）・妊娠糖尿病
53．妊娠子宮（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）・妊娠糖尿病
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＊5 病院または診療所
次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または患者を入院
させるための施設を有する
診療所A

⑵ ⑴と同等の日本国外にある
医療施設

A： 四肢における骨折、脱臼、
捻挫または打撲に関し施術
を受けるため、柔道整復師
法に定める施術所に収容さ
れたときは、その施術所を
含みます。

＊6 入院日数が1日
入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

＊7 特約の責任開始の日
第1条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

＊8 この特約の付加の際
この特約の復活が行われたとき
は、最終の復活の際とします。

＊9 同一の疾病
医学上密接な関係にある一連の
疾病＊4をいいます。「糖尿病と
糖尿病性網膜症」、「肝硬変と食
道静脈瘤」または「狭心症と心
筋梗塞」など病名や部位が異な
る場合であっても、医学上密接
な関係があるときは、同一の疾
病として取り扱います。

  項　目    内　容  

⑵ 被保険者が、同一の傷
害＊3ま た は 同 一 の 疾
病＊9を直接の原因とし
て、入院準備費用給付
金の支払事由に定める
入院を2回以上したと
き

「入院準備費用給付金が支払われる最終
の入院」の退院日の翌日から、その日を
含めて「次の入院」の開始日までの期間
に応じ、次のとおり取り扱います。
① 180日以下

「入院準備費用給付金が支払われる
最終の入院」と「次の入院」を1回
の入院とみなします。

② 181日以上
「次の入院」を新たな入院とみなし
ます。

⑶ 被保険者が、同一の傷
害＊3ま た は 同 一 の 疾
病＊9を直接の原因とし
て、転入院または再入
院したとき

保険期間中に転入院または再入院したこ
とを証明する書類があり、かつ、退院日
の翌日からその日を含めて転入院または
再入院の開始日の前日までの期間が30
日以下のときは、1回の入院とみなしま
す。

⑷ 入院準備費用給付金の
支払限度

① 1回の入院について1回とします。
② 通算して30回とします。

⑸ 入院準備費用給付金の
支払事由に該当する入
院の開始時に、その入
院開始の直接の原因と
なった「傷害＊3または
疾病＊4」以外に異なる

「傷害＊3または疾病＊4」
が生じていたとき

入院開始の直接の原因となった傷害＊3

または疾病＊4により継続して入院した
ものとみなします。

⑹ 入院準備費用給付金の
支払事由に該当する入
院中に、その入院開始
の直接の原因となった

「傷害＊3または疾病＊4」
以外に異なる「傷害＊3

または疾病＊4」が生じ
たとき

⑺ 入院準備費用給付金の
支払事由が生じ、支払
うべき入院準備費用給
付金がある場合で、そ
の支払前に被保険者の
死亡による主契約の死
亡給付金の支払請求が
あったとき

主契約の入院給付金受取人が被保険者の
場合で、主契約の死亡給付金が支払われ
るときは、支払うべき入院準備費用給付
金を主契約の死亡給付金受取人に支払い
ます。

⑶ 第4条（入院準備費用給付金の支払請求手続）の3．中、「主契約の入院給
付金」とあるのを「主契約の生活習慣病入院給付金」と読み替えます。

⑷ 第17条（特約の消滅）を次のとおり読み替えます。
第17条　特約の消滅

次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 主契約の死亡給付金を支払ったとき
⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
⑶ この特約による入院準備費用給付金の支払回数が通算して30回

に達したとき  

⑸ 主契約の普通保険約款に定めるがん給付の責任開始の時前のがん診断確定に
よる無効に関する規定により主契約が無効となるときは、この特約も無効と
し、主契約の保険料を保険契約者に払い戻すときは、会社は、この特約の保
険料についても主契約に準じて取り扱います。

   別表１　入院準備費用給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  入院準備費用給付金の支払い  

  ⑴ 入院準備費用給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 入院準備費用給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 入院準備費用給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 主契約の普通保険約款に定める不慮の事故を原因とするときは、不慮の事故である

ことを証明する書類および会社所定の様式による医師の診断書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  

  別表２　特定部位および指定疾病一覧表

  特定部位および指定疾病  

１．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む。）
２．鼻（副鼻腔を含む。）
３．耳（内耳・中耳および外耳を含む。）・乳様突起
４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺
５．甲状腺
６．咽頭（扁桃を含む。）・喉頭
７．肺臓・胸膜・気管・気管支
８．胃・十二指腸（この臓器の手術にともなって空腸の手術を受けたときは空腸も含む。）
９．肝臓・胆嚢・胆管
10．膵臓
11．盲腸（虫様突起を含む。）
12．大腸・小腸
13．直腸・肛門
14．腎臓・尿管
15．膀胱・尿道
16．前立腺
17．睾丸・副睾丸
18．乳房（乳腺を含む。）
19．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）
20．頸椎部（当該神経を含む。）
21．胸椎部（当該神経を含む。）
22．腰椎部（当該神経を含む。）
23．右上肢（右肩関節部を含む。）
24．左上肢（左肩関節部を含む。）
25．右下肢（右股関節部を含む。）
26．左下肢（左股関節部を含む。）
27．鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰嚢ヘルニアまたは大腿ヘルニアが生じた場合に限る。）
28．鎖骨
29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）
30．妊娠子宮（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）
31．仙骨部・尾骨部（当該神経を含む。）
32．食道
42．顔面部（口唇裂・顎裂・口蓋裂およびこれらの合併の場合に限る。）
43．上顎骨・下顎骨・顎関節
44．甲状腺・副甲状腺
45．食道・胃・十二指腸
46．食道・胃・小腸（十二指腸、空腸、回腸を含む。）・大腸（盲腸、結腸、直腸を含む。）
47．肝臓（肝内胆管を含む。）
48．胆嚢・胆管（肝内胆管を含まない。）
49．脾臓
50．腎臓・尿管・膀胱・尿道
51．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢（陰嚢を含む。）
52．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）・妊娠糖尿病
53．妊娠子宮（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）・妊娠糖尿病
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  特定部位および指定疾病  

  54．頸椎部・腰椎部（当該神経を含む。）
55．腰椎部・仙骨部（当該神経を含む。）
56．脊椎部（当該神経を含む。）
57．上肢（肩関節部を含む。）
58．下肢（股関節部を含む。）
59．上肢・下肢（肩関節部・股関節部を含む。）
60．痛風（痛風結節、痛風性関節炎、高尿酸血症を含む。）・尿路結石（腎結石、尿管結石、膀胱結石、尿道結石をいう。）
61．末梢動脈疾患  

  
別表３　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]    U04  
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）      
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    第３条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第２条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
12条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 特約の保険期間
  この特約の保険期間が終身の場
合で、保険期間と保険料払込期
間が異なるときは、保険料払込
期間とします。

  ＊３ 主契約の契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ この特約とともに主契約が

更新されたときは、主契約
の更新日とします。

  ⑵ この特約とともに主契約が
保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ⑶ 主契約の契約成立日後にこ
の特約が付加されたとき
は、特約の付加日とします。

  ＊４ 主契約の契約成立日の５年
ごとの応当日

  本条において「５年ごと応当日」
といいます。

  ＊５ 保険期間中の最終の５年ご
と応当日から保険期間満了
の時までの期間

  保険期間 ＊２ が５年未満の場合
には、主契約の契約成立日 ＊３

 から保険期間 ＊２ 満了の時まで
の期間とします。

  ＊６ 特約の責任開始の日
  第２条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

  ＊７ この特約の締結の際
  この特約の復活が行われたとき
は、最終の復活の際とします。

は、第１条（特約の型）の規定により選択された特約の型に定められている給付
金の種類に限ります。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

女
性
手
術
給
付
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に次の⑴
および⑵を満たす手術を受けたとき
  ⑴ 主契約の手術給付金の支払事由に該当す

る手術
  ⑵ この特約の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

原因による女性特定部位（別表１ ★ ）に対
する手術
  ただし、次に定める手術は除きます。
  ア．子宮頸管ポリープ切除術
  イ．異常妊娠または異常分娩による手術  

  手術１回につき、
女性手術給付金額  

  

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人    

  

女
性
応
援
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかの「女性応援給付
金判定期間」の満了時に生存し、かつ、その「女
性応援給付金判定期間」中に女性手術給付金
が支払われなかったとき

    「女性応援給付金判定期間」
  ⑴ この特約の保険期間 ＊２ 中の主契約の契約

成立日 ＊３ の５年ごとの応当日 ＊４ の前日を
終期とする５年間

  ⑵ この特約の保険期間 ＊２ 中の最終の５年ご
と応当日 ＊４ から特約の保険期間 ＊２ 満了の
時までの期間 ＊５ 
  （注） 保険料払込期間が終身の特約の場合

には、⑵は適用しません。    

  女性手術給付金額の
10%  

  

保
険
契
約
者  

  ２．給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 女性手術給付金について

  項　目    内　容  

  ① 女性手術給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
き女性手術給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る主契約の死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
女性手術給付金を主契約の死亡給付金受取人に支払
います。  

  ② 被保険者が、この特約
の責任開始の時 ＊１ 前に
生じた原因により手術
を受けたとき  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病によるものとみなします。
  ア．この特約の責任開始の日 ＊６ からその日を含め

て２年を経過した後に手術を受けた場合
  イ．この特約の締結の際 ＊７ に、会社が、告知（第

13条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、この特約の責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなしません。
  ウ．その原因について、この特約の責任開始の時 ＊１

 前に、被保険者が医師の診療を受けたことがな
く、かつ、健康診断等において異常の指摘を受
けたことがない場合。ただし、その原因による
症状について保険契約者または被保険者が認識
または自覚していた場合には、この特約の責任
開始の時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしま
せん。  

  無配当女性手術重点保障特約（医療保険）（返戻金なし型）  
  （実施　平28.10.3）  

  この特約の特色  

  目的・内容    女性特定部位への所定の手術に対する保障  
  給付金の種類    ⑴ 女性手術給付金

  ⑵ 女性応援給付金(特約の型がⅡ型の場合に限ります。)  
  配当タイプ    無配当  

  備考    この特約は、女性を被保険者とする５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約
または５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）契約（以下「主契約」といいま
す。）に付加することができます。また、この特約には返戻金はありません。  

   １ 特約の型について

   第１条  特約の型

  １．特約の型は、給付金の組合せにより、次のⅠ型およびⅡ型の２つの型があります。
保険契約者は、この特約の付加の際、いずれか１つの型を選択することを必要と
します。

  特約の型  
  給付金  

  Ⅰ型    Ⅱ型  

  女性手術給付金    ○    ○  
  女性応援給付金    －    ○  
  （注）○：当該給付金が組み込まれていることを表します。

  ２．本条の１．により選択された特約の型の変更は取り扱いません。

   ２ 保障の開始について

   第２条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第13条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ３ 給付金の支払いについて

   第３条  給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して給付金をその受取人に支払います。ただし、免責
事由（第４条）に該当するときは支払いません。なお、給付金の支払いに関して
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    第３条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第２条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
12条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 特約の保険期間
  この特約の保険期間が終身の場
合で、保険期間と保険料払込期
間が異なるときは、保険料払込
期間とします。

  ＊３ 主契約の契約成立日
  次の⑴から⑶のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ この特約とともに主契約が

更新されたときは、主契約
の更新日とします。

  ⑵ この特約とともに主契約が
保険期間が終身の保険契約
に変更されたときは、変更
日とします。

  ⑶ 主契約の契約成立日後にこ
の特約が付加されたとき
は、特約の付加日とします。

  ＊４ 主契約の契約成立日の５年
ごとの応当日

  本条において「５年ごと応当日」
といいます。

  ＊５ 保険期間中の最終の５年ご
と応当日から保険期間満了
の時までの期間

  保険期間 ＊２ が５年未満の場合
には、主契約の契約成立日 ＊３

 から保険期間 ＊２ 満了の時まで
の期間とします。

  ＊６ 特約の責任開始の日
  第２条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

  ＊７ この特約の締結の際
  この特約の復活が行われたとき
は、最終の復活の際とします。

は、第１条（特約の型）の規定により選択された特約の型に定められている給付
金の種類に限ります。

      支払事由（給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

女
性
手
術
給
付
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に次の⑴
および⑵を満たす手術を受けたとき
  ⑴ 主契約の手術給付金の支払事由に該当す

る手術
  ⑵ この特約の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた

原因による女性特定部位（別表１ ★ ）に対
する手術
  ただし、次に定める手術は除きます。
  ア．子宮頸管ポリープ切除術
  イ．異常妊娠または異常分娩による手術  

  手術１回につき、
女性手術給付金額  

  

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人    

  

女
性
応
援
給
付
金  

  被保険者が、次のいずれかの「女性応援給付
金判定期間」の満了時に生存し、かつ、その「女
性応援給付金判定期間」中に女性手術給付金
が支払われなかったとき

    「女性応援給付金判定期間」
  ⑴ この特約の保険期間 ＊２ 中の主契約の契約

成立日 ＊３ の５年ごとの応当日 ＊４ の前日を
終期とする５年間

  ⑵ この特約の保険期間 ＊２ 中の最終の５年ご
と応当日 ＊４ から特約の保険期間 ＊２ 満了の
時までの期間 ＊５ 
  （注） 保険料払込期間が終身の特約の場合

には、⑵は適用しません。    

  女性手術給付金額の
10%  

  

保
険
契
約
者  

  ２．給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 女性手術給付金について

  項　目    内　容  

  ① 女性手術給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
き女性手術給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る主契約の死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
女性手術給付金を主契約の死亡給付金受取人に支払
います。  

  ② 被保険者が、この特約
の責任開始の時 ＊１ 前に
生じた原因により手術
を受けたとき  

  次のいずれかの場合には、責任開始の時 ＊１ 以後の疾
病によるものとみなします。
  ア．この特約の責任開始の日 ＊６ からその日を含め

て２年を経過した後に手術を受けた場合
  イ．この特約の締結の際 ＊７ に、会社が、告知（第

13条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、この特約の責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなしません。
  ウ．その原因について、この特約の責任開始の時 ＊１

 前に、被保険者が医師の診療を受けたことがな
く、かつ、健康診断等において異常の指摘を受
けたことがない場合。ただし、その原因による
症状について保険契約者または被保険者が認識
または自覚していた場合には、この特約の責任
開始の時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしま
せん。  

  無配当女性手術重点保障特約（医療保険）（返戻金なし型）  
  （実施　平28.10.3）  

  この特約の特色  

  目的・内容    女性特定部位への所定の手術に対する保障  
  給付金の種類    ⑴ 女性手術給付金

  ⑵ 女性応援給付金(特約の型がⅡ型の場合に限ります。)  
  配当タイプ    無配当  

  備考    この特約は、女性を被保険者とする５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約
または５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）契約（以下「主契約」といいま
す。）に付加することができます。また、この特約には返戻金はありません。  

   １ 特約の型について

   第１条  特約の型

  １．特約の型は、給付金の組合せにより、次のⅠ型およびⅡ型の２つの型があります。
保険契約者は、この特約の付加の際、いずれか１つの型を選択することを必要と
します。

  特約の型  
  給付金  

  Ⅰ型    Ⅱ型  

  女性手術給付金    ○    ○  
  女性応援給付金    －    ○  
  （注）○：当該給付金が組み込まれていることを表します。

  ２．本条の１．により選択された特約の型の変更は取り扱いません。

   ２ 保障の開始について

   第２条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第13条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ３ 給付金の支払いについて

   第３条  給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金の支払事由が生じたと
きは、その支払事由に対応して給付金をその受取人に支払います。ただし、免責
事由（第４条）に該当するときは支払いません。なお、給付金の支払いに関して
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      免責事由（支払事由が生じても女性手術給付金を支払わない場合）  

  

女
性
手
術
給
付
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって女性手術給付金の
支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、女性手術給付金の金額の一部または全部を支払
います。  

   ４ 給付金の支払請求手続について

   第５条  給付金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、す
みやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）をすみ
やかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、女性手術給付金の支払事由が生じ、かつ、主契
約の手術給付金の請求があったときは、その受取人から請求があったものとして
取り扱います。  

  ★別表３（P.654参照）  

   ５ 女性応援給付金のすえ置き支払について

   第６条  女性応援給付金のすえ置き支払

  １．女性応援給付金の支払事由（第３条）が生じた日以後、会社は、女性応援給付金
を会社の定める利率 ★ による利息をつけてすえ置きます。

  ２．すえ置いた女性応援給付金は、次のとおり支払います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 主契約の死亡給付金を
支払うとき  

  死亡給付金の受取人に支払います。  

  ⑵ 主契約の死亡給付金の
支払以外により主契約
が消滅するとき  

  保険契約者に支払います。  

  ⑶ 保険契約者から請求が
あったとき  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

 第３条  補足説明

  ＊８ 手術
  主契約に定める医科診療報酬点
数表（手術を受けた時点におけ
る医科診療報酬点数表に限りま
す。）において一連の治療過程
に連続して受けた場合でも手術
料が１回のみ算定されるものと
して定められている手術を除き
ます。

  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、同時期に
２種類以上の女性手術
給付金の支払事由に該
当する手術 ＊８ を受けた
とき  

  いずれか１種類の手術 ＊８ についてのみ女性手術給
付金を支払います。  
  （注） この規定は、主契約に定める医科診療報酬点

数表（手術を受けた時点における医科診療報
酬点数表に限ります。）において一連の治療
過程に連続して受けた場合でも手術料が１回
のみ算定されるものとして定められている手
術に対する女性手術給付金の支払いに関して
は適用しません。  

  ④ 乳房再建術（別表２ ★ ）
に対する女性手術給付
金の支払限度  

  一乳房について１回とします。  

  ⑤ 乳頭再建術および乳輪
再建術（別表２ ★ ）に対
する女性手術給付金の
支払限度    

  乳頭再建術および乳輪再建術を合わせて、一乳房に
ついて１回とします。  

  ⑥ 被保険者が、女性手術
給付金の支払事由に該
当する同一の手術を複
数回受けた場合で、か
つ、それらの手術が主
契約に定める医科診療
報酬点数表（手術を受
けた時点における医科
診療報酬点数表に限り
ます。）において一連の
治療過程に連続して受
けた場合でも手術料が
１回のみ算定されるも
のとして定められてい
る手術に該当するとき  

  主契約に定める同一手術期間中、最初に受けた手術
に対し、本条の１．の規定に基づき女性手術給付金
を支払い、同一の手術期間中は１回の給付を限度と
します。  

  ⑵ 女性応援給付金について

  項　目    内　容  

  女性応援給付金が支払われ
た後に、その「女性応援給
付金判定期間」中に支払事
由が生じた手術に対する女
性手術給付金が支払われる
とき  

  女性手術給付金から女性応援給付金を差し引いて支
払います。  

  ★別表１（P.654参照）、別表２（P.654参照）  

   第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、女性
手術給付金を支払いません。
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      免責事由（支払事由が生じても女性手術給付金を支払わない場合）  

  

女
性
手
術
給
付
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって女性手術給付金の
支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、女性手術給付金の金額の一部または全部を支払
います。  

   ４ 給付金の支払請求手続について

   第５条  給付金の支払請求手続

  １．給付金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者または被保険者は、す
みやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表３ ★ ）をすみ
やかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、女性手術給付金の支払事由が生じ、かつ、主契
約の手術給付金の請求があったときは、その受取人から請求があったものとして
取り扱います。  

  ★別表３（P.654参照）  

   ５ 女性応援給付金のすえ置き支払について

   第６条  女性応援給付金のすえ置き支払

  １．女性応援給付金の支払事由（第３条）が生じた日以後、会社は、女性応援給付金
を会社の定める利率 ★ による利息をつけてすえ置きます。

  ２．すえ置いた女性応援給付金は、次のとおり支払います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 主契約の死亡給付金を
支払うとき  

  死亡給付金の受取人に支払います。  

  ⑵ 主契約の死亡給付金の
支払以外により主契約
が消滅するとき  

  保険契約者に支払います。  

  ⑶ 保険契約者から請求が
あったとき  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

 第３条  補足説明

  ＊８ 手術
  主契約に定める医科診療報酬点
数表（手術を受けた時点におけ
る医科診療報酬点数表に限りま
す。）において一連の治療過程
に連続して受けた場合でも手術
料が１回のみ算定されるものと
して定められている手術を除き
ます。

  項　目    内　容  

  ③ 被保険者が、同時期に
２種類以上の女性手術
給付金の支払事由に該
当する手術 ＊８ を受けた
とき  

  いずれか１種類の手術 ＊８ についてのみ女性手術給
付金を支払います。  
  （注） この規定は、主契約に定める医科診療報酬点

数表（手術を受けた時点における医科診療報
酬点数表に限ります。）において一連の治療
過程に連続して受けた場合でも手術料が１回
のみ算定されるものとして定められている手
術に対する女性手術給付金の支払いに関して
は適用しません。  

  ④ 乳房再建術（別表２ ★ ）
に対する女性手術給付
金の支払限度  

  一乳房について１回とします。  

  ⑤ 乳頭再建術および乳輪
再建術（別表２ ★ ）に対
する女性手術給付金の
支払限度    

  乳頭再建術および乳輪再建術を合わせて、一乳房に
ついて１回とします。  

  ⑥ 被保険者が、女性手術
給付金の支払事由に該
当する同一の手術を複
数回受けた場合で、か
つ、それらの手術が主
契約に定める医科診療
報酬点数表（手術を受
けた時点における医科
診療報酬点数表に限り
ます。）において一連の
治療過程に連続して受
けた場合でも手術料が
１回のみ算定されるも
のとして定められてい
る手術に該当するとき  

  主契約に定める同一手術期間中、最初に受けた手術
に対し、本条の１．の規定に基づき女性手術給付金
を支払い、同一の手術期間中は１回の給付を限度と
します。  

  ⑵ 女性応援給付金について

  項　目    内　容  

  女性応援給付金が支払われ
た後に、その「女性応援給
付金判定期間」中に支払事
由が生じた手術に対する女
性手術給付金が支払われる
とき  

  女性手術給付金から女性応援給付金を差し引いて支
払います。  

  ★別表１（P.654参照）、別表２（P.654参照）  

   第４条  免責事由

  １．支払事由（第３条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、女性
手術給付金を支払いません。
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   第15条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第２条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   10 告知義務と解除について

   第13条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第12条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第３条）ま
たは保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち
書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第14条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第12条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第13条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第７条）が
生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができます。この場
合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者または被保険
者が証明したときは、会社は、給付金の支払いまたは保険料の払込免除を行いま
す。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第15条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第14条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第12条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第13条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第13条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由
（第３条）または保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その期間
を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな

   第12条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   ６ 保険料の払込免除について

   第７条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ７ 保険期間および保険料払込期間について

   第８条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。

   ８ 保険料の払込みについて

   第９条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第８条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
18条）されたものとします。

   第10条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による給付金の支払事由（第３条）が生
じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ９ 失効と復活について

   第11条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第12条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。
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   第15条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第２条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   10 告知義務と解除について

   第13条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第12条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金の支払事由（第３条）ま
たは保険料の払込免除事由（第７条）の発生の可能性に関する重要な事項のうち
書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要とします。
ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その医師に口頭
により告知することを必要とします。

   第14条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第12条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第13条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第７条）が
生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができます。この場
合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金の支払事由または保険料の払込免除事由
の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者または被保険
者が証明したときは、会社は、給付金の支払いまたは保険料の払込免除を行いま
す。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第15条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第14条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第12条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第13条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第13条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金の支払事由
（第３条）または保険料の払込免除事由（第７条）が生じないで、その期間
を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな

   第12条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   ６ 保険料の払込免除について

   第７条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ７ 保険期間および保険料払込期間について

   第８条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。

   ８ 保険料の払込みについて

   第９条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第８条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
18条）されたものとします。

   第10条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による給付金の支払事由（第３条）が生
じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ９ 失効と復活について

   第11条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第12条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。
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  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   12 解約等について

   第18条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かって、この特約
の解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第19条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 被保険者が死亡したとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき  

   第20条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

でもこの特約の責任準備金は支払いません。

   13 給付金の受取人について

   第21条  会社への通知による給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
金の受取人を変更することができます。ただし、女性手術給付金受取人は、保険
契約者または被保険者に限ります。また、女性手術給付金の支払事由（第３条）
が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、女性手
術給付金の受取人を変更することはできません。なお、女性応援給付金の受取人
を保険契約者以外の者に変更することはできません。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の女性手術給付金の受取人に給付
金を支払ったときは、その支払い後に変更後の女性手術給付金の受取人から給付
金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第22条  遺言による給付金の受取人の変更

  １．第21条（会社への通知による給付金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、法律上有効な遺言により、女性手術給付金の受取人を変更することができ
ます。ただし、女性手術給付金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。
また、女性手術給付金の支払事由（第３条）が発生した場合には、その支払事由
に基づき支払われる部分については、女性手術給付金の受取人を変更することは
できません。なお、女性応援給付金の受取人を保険契約者以外の者に変更するこ
とはできません。

  ２．本条の１．の女性手術給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、そ
の効力を生じません。     

  ３．本条の１．および２．による女性手術給付金の受取人の変更は、保険契約者が死

   第16条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

かったとしても、保険契約者または被保険者が、第13条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第16条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第７条）が
生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。この場合、
本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、給付金の支払事
由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その給付金の支払いまたは
保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第14条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   11 内容の変更について

   第17条  女性手術給付金額の減額

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かって女性手術給
付金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の女性手術給付金
額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．女性手術給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第18条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 女性手術給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続

している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。  
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  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   12 解約等について

   第18条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かって、この特約
の解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第19条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 被保険者が死亡したとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき  

   第20条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

でもこの特約の責任準備金は支払いません。

   13 給付金の受取人について

   第21条  会社への通知による給付金の受取人の変更

  １．保険契約者は、被保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、給付
金の受取人を変更することができます。ただし、女性手術給付金受取人は、保険
契約者または被保険者に限ります。また、女性手術給付金の支払事由（第３条）
が発生した場合には、その支払事由に基づき支払われる部分については、女性手
術給付金の受取人を変更することはできません。なお、女性応援給付金の受取人
を保険契約者以外の者に変更することはできません。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の女性手術給付金の受取人に給付
金を支払ったときは、その支払い後に変更後の女性手術給付金の受取人から給付
金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第22条  遺言による給付金の受取人の変更

  １．第21条（会社への通知による給付金の受取人の変更）に定めるほか、保険契約
者は、法律上有効な遺言により、女性手術給付金の受取人を変更することができ
ます。ただし、女性手術給付金受取人は、保険契約者または被保険者に限ります。
また、女性手術給付金の支払事由（第３条）が発生した場合には、その支払事由
に基づき支払われる部分については、女性手術給付金の受取人を変更することは
できません。なお、女性応援給付金の受取人を保険契約者以外の者に変更するこ
とはできません。

  ２．本条の１．の女性手術給付金の受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、そ
の効力を生じません。     

  ３．本条の１．および２．による女性手術給付金の受取人の変更は、保険契約者が死

   第16条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

かったとしても、保険契約者または被保険者が、第13条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第16条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第７条）が
生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。この場合、
本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、給付金の支払事
由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その給付金の支払いまたは
保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第14条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   11 内容の変更について

   第17条  女性手術給付金額の減額

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かって女性手術給
付金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の女性手術給付金
額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．女性手術給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第18条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 女性手術給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続

している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。  

649

特

約

無
配
当
女
性
手
術
重
点
保
障
特
約（
医
療
保
険
）（
返
戻
金
な
し
型
）



650

   第27条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第28条（主契約が更新される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第28条（主契約が更新される
場合の特則）の１．の規定にかかわらず、更新
を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後特約には更新前特約に適用されて
いた給付金の削減支払の条件は適用されませ
ん。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後特約には更新前特約に適用さ
れていた特定部位または指定疾病についての不
担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後特約には更新前特約に適用され
ていた特定部位または指定疾病についての不担
保の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の特約への変更（第29条）について、次のとおり取り扱い
ます。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の特約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第29条（主契約が保険期間が終身の保険契約に変
更される場合の特則）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第29条（主契約が保険期間が
終身の保険契約に変更される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用さ
れていた給付金の削減支払の条件は適用されま
せん。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適
用されていた特定部位または指定疾病について
の不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用
されていた特定部位または指定疾病についての
不担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表４（P.654参照）、別表５（P.655参照）  

   第27条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第28条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

   第26条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当女性手術重点
保障特約（医療保険）（返戻金
なし型）をいいます。

亡した後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗する
ことができません。

   14 その他

   第23条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第24条  管轄裁判所

  この特約における給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟について
は、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第25条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   15 特則について

   第26条  特別条件を付ける場合の特則

  １．この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が会社の定める基準
に適合しない場合 ＊１ には、会社は、その危険の種類および程度に応じて、次の⑴
から⑶のうち１つまたは２つ以上の特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 給付金の削減支払
  ① この特約の付加日から会社の定める削減期間中に被保険者が女性手術給

付金の支払事由（第３条）に該当した場合で、    女性手術給付金を支払う
べきときは、女性手術給付金の金額に次の表の割合を乗じた金額を支払
います。

  ② ①にかかわらず、被保険者が災害または感染症（別表５ ★ ）によって支
払事由に該当したときは、女性手術給付金の削減支払の対象とはなりま
せん。

  保険年度  
  削減期間  

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定部位または指定疾病についての不担保
  身体の特定部位および指定疾病（別表４ ★ ）のうち、この特約を主契約に付
加する際に会社が指定した部位または疾病の治療を直接の目的として、会社
の定める期間中に被保険者が手術を受けたときは、これに対応する女性手術
給付金は支払いません。ただし、災害または感染症（別表５ ★ ）によって支
払事由に該当したときは、特定部位または指定疾病についての不担保の対象
とはなりません。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が効力を失ったとき（第11条）は、第12条（特約の復活）の規定

にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後は、こ
の特約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この特約の更新（第28条）について、次のとおり取り扱います。
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   第27条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第28条（主契約が更新される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第28条（主契約が更新される
場合の特則）の１．の規定にかかわらず、更新
を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後特約には更新前特約に適用されて
いた給付金の削減支払の条件は適用されませ
ん。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後特約には更新前特約に適用さ
れていた特定部位または指定疾病についての不
担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後特約には更新前特約に適用され
ていた特定部位または指定疾病についての不担
保の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の特約への変更（第29条）について、次のとおり取り扱い
ます。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の特約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第29条（主契約が保険期間が終身の保険契約に変
更される場合の特則）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。  

  ② 給付金の削減支払    ア．削減期間中は、第29条（主契約が保険期間が
終身の保険契約に変更される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用さ
れていた給付金の削減支払の条件は適用されま
せん。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適
用されていた特定部位または指定疾病について
の不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用
されていた特定部位または指定疾病についての
不担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表４（P.654参照）、別表５（P.655参照）  

   第27条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第28条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

   第26条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当女性手術重点
保障特約（医療保険）（返戻金
なし型）をいいます。

亡した後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗する
ことができません。

   14 その他

   第23条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第24条  管轄裁判所

  この特約における給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟について
は、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第25条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   15 特則について

   第26条  特別条件を付ける場合の特則

  １．この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が会社の定める基準
に適合しない場合 ＊１ には、会社は、その危険の種類および程度に応じて、次の⑴
から⑶のうち１つまたは２つ以上の特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 給付金の削減支払
  ① この特約の付加日から会社の定める削減期間中に被保険者が女性手術給

付金の支払事由（第３条）に該当した場合で、    女性手術給付金を支払う
べきときは、女性手術給付金の金額に次の表の割合を乗じた金額を支払
います。

  ② ①にかかわらず、被保険者が災害または感染症（別表５ ★ ）によって支
払事由に該当したときは、女性手術給付金の削減支払の対象とはなりま
せん。

  保険年度  
  削減期間  

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定部位または指定疾病についての不担保
  身体の特定部位および指定疾病（別表４ ★ ）のうち、この特約を主契約に付
加する際に会社が指定した部位または疾病の治療を直接の目的として、会社
の定める期間中に被保険者が手術を受けたときは、これに対応する女性手術
給付金は支払いません。ただし、災害または感染症（別表５ ★ ）によって支
払事由に該当したときは、特定部位または指定疾病についての不担保の対象
とはなりません。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が効力を失ったとき（第11条）は、第12条（特約の復活）の規定

にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後は、こ
の特約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この特約の更新（第28条）について、次のとおり取り扱います。
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   第30条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。
   

  項　目    内　容  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第３条・第４条）、保険料の
払込免除（第７条）、告知義務違反による解除（第
14条・第15条）、払込期月の主契約の契約成
立日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事
由が生じた場合の取扱い（第10条）および特
約の消滅（第19条）に関する規定について、
変更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前特約から
継続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更前特約にすえ置かれた女性応援給付金があ
るときは、第６条（女性応援給付金のすえ置き
支払）の２．の規定にかかわらず、変更後契
約 ＊２ においても引き続きすえ置きます。

  ⑤ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑥ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、変更後の女性入院給付金日額
について、変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の女性手術給付金額と同額とした場
合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第30条  主契約に被指定契約がある場合の特則

  この特約の主契約に被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険
者が同一のときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 主契約の保険料払込期間中に女性手術給付金が支払われるべきときは、第３

条（給付金の支払い）の２．－⑴－①を次のとおり読み替えます。

  項　目    内　容  

  女性手術給付金の支払事由
が生じ、支払うべき女性手
術給付金がある場合で、そ
の支払前に被保険者が死亡
したとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき女性手術給付金を被指定契約 ＊１ の死亡
給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 主契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、第６条（女性応援
給付金のすえ置き支払）の２．の規定にかかわらず、すえ置かれた女性応援
給付金は被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。

   

   第29条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当女性手術重点
保障特約（医療保険）（返戻金
なし型）をいいます。

  ＊３ 保険期間満了日
  この特約の保険期間中に、被保
険者の年齢が75歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単
位）を変更日 ＊１ として、保険期
間が終身の特約に変更されると
きは、変更日 ＊１ の前日としま
す。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後特約の女性手術
給付金額  

  更新前特約の保険期間満了日の女性手術給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、更新前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、更新後特約の女性手術給付金
額を変更して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金の支払い（第３条・第４条）、保険料の
払込免除（第７条）、告知義務違反による解除（第
14条・第15条）、払込期月の主契約の契約成
立日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事
由が生じた場合の取扱い（第10条）および特
約の消滅（第19条）に関する規定について、
更新後特約の保険期間は、この特約から継続し
たものとして取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後の女性手術給付金額に
ついて、更新前特約の保険期間満了日の女性手術給付金額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第29条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の無配当女性手術重点保障特約（医療保険）（返戻金
なし型）に変更されます。

  ２．保険期間が終身の無配当女性手術重点保障特約（医療保険）（返戻金なし型）へ
の変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ の女性手
術給付金額  

  変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の女性手術給付金
額と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前
特約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前までに申し出
て、会社の取扱いの範囲内で、変更後特約 ＊２ の女
性手術給付金額を変更することができます。  
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   第30条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。
   

  項　目    内　容  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第３条・第４条）、保険料の
払込免除（第７条）、告知義務違反による解除（第
14条・第15条）、払込期月の主契約の契約成
立日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事
由が生じた場合の取扱い（第10条）および特
約の消滅（第19条）に関する規定について、
変更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前特約から
継続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更前特約にすえ置かれた女性応援給付金があ
るときは、第６条（女性応援給付金のすえ置き
支払）の２．の規定にかかわらず、変更後契
約 ＊２ においても引き続きすえ置きます。

  ⑤ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑥ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、変更後の女性入院給付金日額
について、変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の女性手術給付金額と同額とした場
合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第30条  主契約に被指定契約がある場合の特則

  この特約の主契約に被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険
者が同一のときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 主契約の保険料払込期間中に女性手術給付金が支払われるべきときは、第３

条（給付金の支払い）の２．－⑴－①を次のとおり読み替えます。

  項　目    内　容  

  女性手術給付金の支払事由
が生じ、支払うべき女性手
術給付金がある場合で、そ
の支払前に被保険者が死亡
したとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき女性手術給付金を被指定契約 ＊１ の死亡
給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 主契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、第６条（女性応援
給付金のすえ置き支払）の２．の規定にかかわらず、すえ置かれた女性応援
給付金は被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。

   

   第29条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当女性手術重点
保障特約（医療保険）（返戻金
なし型）をいいます。

  ＊３ 保険期間満了日
  この特約の保険期間中に、被保
険者の年齢が75歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単
位）を変更日 ＊１ として、保険期
間が終身の特約に変更されると
きは、変更日 ＊１ の前日としま
す。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後特約の女性手術
給付金額  

  更新前特約の保険期間満了日の女性手術給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、更新前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、更新後特約の女性手術給付金
額を変更して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金の支払い（第３条・第４条）、保険料の
払込免除（第７条）、告知義務違反による解除（第
14条・第15条）、払込期月の主契約の契約成
立日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事
由が生じた場合の取扱い（第10条）および特
約の消滅（第19条）に関する規定について、
更新後特約の保険期間は、この特約から継続し
たものとして取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後の女性手術給付金額に
ついて、更新前特約の保険期間満了日の女性手術給付金額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第29条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の無配当女性手術重点保障特約（医療保険）（返戻金
なし型）に変更されます。

  ２．保険期間が終身の無配当女性手術重点保障特約（医療保険）（返戻金なし型）へ
の変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ の女性手
術給付金額  

  変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の女性手術給付金
額と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前
特約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前までに申し出
て、会社の取扱いの範囲内で、変更後特約 ＊２ の女
性手術給付金額を変更することができます。  
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   別表１　女性特定部位
  乳房、子宮、卵巣、卵管、甲状腺および上皮小体（副甲状腺）をいいます。

  別表２　乳房再建術、乳頭再建術および乳輪再建術

  手術名    手術の定義  

  １．乳房再建術    

  特約の責任開始の時(第２条)以後の乳房(乳頭・乳輪は含みません。)に対する手術によ
り喪失された乳房(乳頭・乳輪は含みません。)の形態を正常に近い状態に戻すことを目
的とする観血手術をいい、名称の如何を問いません。なお、乳房(乳頭・乳輪は含みませ
ん。)に対する「組織拡張器による再建術」は乳房再建術として取り扱います。  

  ２．乳頭再建術および乳輪再建術  
  特約の責任開始の時(第２条)以後の乳房に対する手術により喪失された乳頭または乳輪
の形態を正常に近い状態に戻すことを目的とする観血手術をいい、名称の如何を問いま
せん。  

  
別表３　給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．女性手術給付金の支払い    

  ⑴ 女性手術給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による手術を受けた病院または診療所の医師の手術証明書
  ⑶ 女性手術給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 女性手術給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．女性応援給付金の支払い  

  ⑴ 女性応援給付金支払請求書
  ⑵ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑶ 女性応援給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑷ 女性応援給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。
  ⑶ ２．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

  
別表４　特定部位および指定疾病一覧表

  特定部位および指定疾病  

  １．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む｡）  
  ２．鼻（副鼻腔を含む。）  
  ３．耳（内耳・中耳および外耳を含む｡）・乳様突起  
  ４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺  
  ５．甲状腺  
  ６．咽頭（扁桃を含む｡）・喉頭  
  ７．肺臓・胸膜・気管・気管支  
  ８．胃・十二指腸（この臓器の手術にともなって空腸の手術を受けたときは空腸も含む。）  
  ９．肝臓・胆嚢・胆管  
  10．膵臓  
  11．盲腸（虫様突起を含む。）  
  12．大腸・小腸  
  13．直腸・肛門  
  14．腎臓・尿管  
  15．膀胱・尿道  
  16．前立腺  
  17．睾丸・副睾丸  
  18．乳房（乳腺を含む。）  
  19．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）  
  20．頸椎部（当該神経を含む。）  
  21．胸椎部（当該神経を含む。）  
  22．腰椎部（当該神経を含む。）  
  23．右上肢（右肩関節部を含む。）  
  24．左上肢（左肩関節部を含む。）  
  25．右下肢（右股関節部を含む。）  
  26．左下肢（左股関節部を含む。）      

  特定部位および指定疾病  

27．鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰嚢ヘルニアまたは大腿ヘルニアが生じた場合に限る。）
  28．鎖骨  
  29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）  
  30．妊娠子宮（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）  
  31．仙骨部・尾骨部（当該神経を含む。）  
  32．食道  
  42．顔面部（口唇裂・顎裂・口蓋裂およびこれらの合併の場合に限る。）  
  43．上顎骨・下顎骨・顎関節  
  44．甲状腺・副甲状腺  
  45．食道・胃・十二指腸  
  46．食道・胃・小腸（十二指腸、空腸、回腸を含む。）・大腸（盲腸、結腸、直腸を含む。）  
  47．肝臓（肝内胆管を含む。）  
  48．胆嚢・胆管（肝内胆管を含まない。）  
  49．脾臓  
  50．腎臓・尿管・膀胱・尿道  
  51．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢（陰嚢を含む。）  
  52．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）・妊娠糖尿病  
  53．妊娠子宮（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）・妊娠糖尿病  
  54．頸椎部・腰椎部（当該神経を含む。）  
  55．腰椎部・仙骨部（当該神経を含む。）  
  56．脊椎部（当該神経を含む。）  
  57．上肢（肩関節部を含む。）  
  58．下肢（股関節部を含む。）  
  59．上肢・下肢（肩関節部・股関節部を含む。）  
  60．痛風（痛風結節、痛風性関節炎、高尿酸血症を含む。）・尿路結石（腎結石、尿管結石、膀胱結石、尿道結石をいう。）  
  61．末梢動脈疾患  

  
別表５　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  U04  
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   別表１　女性特定部位
  乳房、子宮、卵巣、卵管、甲状腺および上皮小体（副甲状腺）をいいます。

  別表２　乳房再建術、乳頭再建術および乳輪再建術

  手術名    手術の定義  

  １．乳房再建術    

  特約の責任開始の時(第２条)以後の乳房(乳頭・乳輪は含みません。)に対する手術によ
り喪失された乳房(乳頭・乳輪は含みません。)の形態を正常に近い状態に戻すことを目
的とする観血手術をいい、名称の如何を問いません。なお、乳房(乳頭・乳輪は含みませ
ん。)に対する「組織拡張器による再建術」は乳房再建術として取り扱います。  

  ２．乳頭再建術および乳輪再建術  
  特約の責任開始の時(第２条)以後の乳房に対する手術により喪失された乳頭または乳輪
の形態を正常に近い状態に戻すことを目的とする観血手術をいい、名称の如何を問いま
せん。  

  
別表３　給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．女性手術給付金の支払い    

  ⑴ 女性手術給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による手術を受けた病院または診療所の医師の手術証明書
  ⑶ 女性手術給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 女性手術給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．女性応援給付金の支払い  

  ⑴ 女性応援給付金支払請求書
  ⑵ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑶ 女性応援給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑷ 女性応援給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。
  ⑶ ２．については、被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  

  
別表４　特定部位および指定疾病一覧表

  特定部位および指定疾病  

  １．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む｡）  
  ２．鼻（副鼻腔を含む。）  
  ３．耳（内耳・中耳および外耳を含む｡）・乳様突起  
  ４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺  
  ５．甲状腺  
  ６．咽頭（扁桃を含む｡）・喉頭  
  ７．肺臓・胸膜・気管・気管支  
  ８．胃・十二指腸（この臓器の手術にともなって空腸の手術を受けたときは空腸も含む。）  
  ９．肝臓・胆嚢・胆管  
  10．膵臓  
  11．盲腸（虫様突起を含む。）  
  12．大腸・小腸  
  13．直腸・肛門  
  14．腎臓・尿管  
  15．膀胱・尿道  
  16．前立腺  
  17．睾丸・副睾丸  
  18．乳房（乳腺を含む。）  
  19．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）  
  20．頸椎部（当該神経を含む。）  
  21．胸椎部（当該神経を含む。）  
  22．腰椎部（当該神経を含む。）  
  23．右上肢（右肩関節部を含む。）  
  24．左上肢（左肩関節部を含む。）  
  25．右下肢（右股関節部を含む。）  
  26．左下肢（左股関節部を含む。）      

  特定部位および指定疾病  

27．鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰嚢ヘルニアまたは大腿ヘルニアが生じた場合に限る。）
  28．鎖骨  
  29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）  
  30．妊娠子宮（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）  
  31．仙骨部・尾骨部（当該神経を含む。）  
  32．食道  
  42．顔面部（口唇裂・顎裂・口蓋裂およびこれらの合併の場合に限る。）  
  43．上顎骨・下顎骨・顎関節  
  44．甲状腺・副甲状腺  
  45．食道・胃・十二指腸  
  46．食道・胃・小腸（十二指腸、空腸、回腸を含む。）・大腸（盲腸、結腸、直腸を含む。）  
  47．肝臓（肝内胆管を含む。）  
  48．胆嚢・胆管（肝内胆管を含まない。）  
  49．脾臓  
  50．腎臓・尿管・膀胱・尿道  
  51．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢（陰嚢を含む。）  
  52．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）・妊娠糖尿病  
  53．妊娠子宮（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）・妊娠糖尿病  
  54．頸椎部・腰椎部（当該神経を含む。）  
  55．腰椎部・仙骨部（当該神経を含む。）  
  56．脊椎部（当該神経を含む。）  
  57．上肢（肩関節部を含む。）  
  58．下肢（股関節部を含む。）  
  59．上肢・下肢（肩関節部・股関節部を含む。）  
  60．痛風（痛風結節、痛風性関節炎、高尿酸血症を含む。）・尿路結石（腎結石、尿管結石、膀胱結石、尿道結石をいう。）  
  61．末梢動脈疾患  

  
別表５　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  U04  
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    第２条  補足説明

  ＊１ 療養
  次の⑴から⑶のいずれかに該当
するものをいいます。
  ⑴ 診察
  ⑵ 薬剤または治療材料の支給
  ⑶ 処置、手術その他の治療

  ＊２ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  無配当先進医療特約（医療保険）（返戻金なし型）  
  （実施　平24.4.2 ／改正　平27.4.2）  

  この特約の特色  

  目的・内容    先進医療による療養に対する保障  
  給付金等の種類    ⑴ 先進医療給付金

  ⑵ 先進医療見舞金      
  配当タイプ    無配当  

  備考    この特約は、５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約、無配当３大疾病一時金付
生活習慣病保険（返戻金なし型）契約、５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)契約、
無配当こども医療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)契約、５年ごと利差配当付新がん保険（返戻金な
し型）契約、無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約または５年ごと利差配当付がん保険（返
戻金なし型）（2015）契約（以下「主契約」といいます。）に付加することができます。また、この
特約には返戻金はありません。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第11条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２． 本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 給付金等の支払いについて

   第２条  給付金・見舞金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または見舞金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または見舞金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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戻金なし型）（2015）契約（以下「主契約」といいます。）に付加することができます。また、この
特約には返戻金はありません。  
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   第１条  特約の責任開始の時
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特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
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を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２． 本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 給付金等の支払いについて

   第２条  給付金・見舞金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または見舞金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または見舞金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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    第２条  補足説明

 ＊３ 傷害
  この特約の責任開始の時 ＊２ 以
後に生じた不慮の事故（別表
３ ★ ）を直接の原因とする傷害
をいいます。

  ＊４ 疾病
  公的医療保険制度（別表１ ★ ）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存 Ａ は
含みません。なお、この特約の
責任開始の時 ＊２ 以後に生じた

「不慮の事故（別表３ ★ ）以外
の外因」を直接の原因とする傷
害については、疾病とみなして
取り扱います。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊５ 先進医療による療養
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当する療養は除きます。
  ⑴ 先進医療の技術にかかる費

用 ＊６ が「０」となる療養
  ⑵ 「先進医療ごとに厚生労働

大臣が定める施設基準」に
おいて、歯科 Ａ のみで実施
することが定められている
先進医療による療養

   Ａ：  歯科、歯科口腔外科、矯正
歯科、小児歯科をいいます。

  ＊６ 先進医療の技術にかかる費
用

  被保険者が受けた先進医療に対
する被保険者の負担額として、
病院または診療所によって定め
られた金額をいい、次の⑴から
⑸の費用などは含みません。
  ⑴ 公的医療保険制度（別表

１ ★ ）の法律に基づき保険
給付の対象となる費用（自
己負担分を含みます。）

  ⑵ 先進医療以外の評価療養の
ための費用

  ⑶ 選定療養のための費用
  ⑷ 食事療養のための費用
  ⑸ 生活療養のための費用

      支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

先
進
医
療
給
付
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に、次の
すべてを満たす療養 ＊１ を受けたとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊２ 以後に生じた

傷害 ＊３ または疾病 ＊４ を直接の原因とする
療養

  ⑵ 公的医療保険制度（別表１ ★ ）における先
進医療（別表２ ★ ）（以下、「先進医療」と
いいます。）による療養 ＊５   

  １回の療養につき、
  先 進 医 療 の 技 術 に
かかる費用 ＊６ と同額  

  

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人    

  

先
進
医
療
見
舞
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に先進医
療給付金が支払われる療養 ＊１ を受けたとき  

  １回の療養につき、
  先 進 医 療 給 付 金 の
支 払 金 額 の10 ％
相当額  

  ２．給付金または見舞金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 被保険者が、この特約
の責任開始の時 ＊２ 前に
生じた原因による療養
を受けたとき  

  次のいずれかの場合には、この特約の責任開始の
時 ＊２ 以後の疾病によるものとみなします。
  ア．この特約の責任開始の日 ＊７ からその日を含め

て２年を経過した後に療養を受けた場合
  イ．この特約の付加の際 ＊８ に、会社が、 告知（第

11条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、この特約の責任開始の
時 ＊２ 以後の疾病によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この特約の責任開始の時 ＊２

 前に、被保険者が医師の診療を受けたことがな
く、かつ、健康診断等において異常の指摘を受
けたことがない場合。ただし、その原因による
症状について保険契約者または被保険者が認識
または自覚していた場合には、この特約の責任
開始の時 ＊２ 以後の疾病によるものとみなしま
せん。  

  ⑵ 被保険者が、同一の傷
害 ＊３ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊９ を直接の原因とし
て、同一の先進医療に
よる療養を複数回にわ
たって一連の療養 ＊10 と
して受けたとき

    

  一連の療養 ＊10 として受けた同一の先進医療による
複数回の療養を１回の療養とみなします。この場合、
一連の療養 ＊10 を最初に受けた日にその療養を受け
たものとみなして取り扱います。
  （注） 一連の療養 ＊10 として受けた先進医療の技術

にかかる費用 ＊６ の総額を、本条の１．に定
める先進医療の技術にかかる費用 ＊６ としま
す。  

  ⑶ 先進医療給付金の支払
限度  

  ① １回の療養について500万円とします。
  ② 通算して2,000万円とします。  

  ⑷ 先進医療給付金または
先進医療見舞金の支払
事由が生じ、支払うべ
き先進医療給付金また
は先進医療見舞金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る主契約の死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
先進医療給付金または先進医療見舞金を主契約の死
亡給付金受取人に支払います。  

  ★別表１（P.668参照）、別表２（P.668参照）、別表３（P.668参照）  

  ＊７ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

  ＊８ この特約の付加の際
  この特約の復活が行われたとき
は、最終の復活の際とします。

  ＊９ 同一の疾病
  医学上密接な関係にある一連の
疾病 ＊４ をいいます。「糖尿病と
糖尿病性網膜症」、「肝硬変と食
道静脈瘤」または「狭心症と心
筋梗塞」など病名や部位が異な
る場合であっても、医学上密接
な関係があるときは、同一の疾
病として取り扱います。

  ＊10 一連の療養
  療養開始にあたっての医師によ
る療養に関する計画に基づく一
連の療養をいいます。なお、療
養開始後に新たに行われること
となった療養は、一連の療養に
は含みません。

   第３条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金または見舞金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても給付金等を支払わない場合）  

  

先
進
医
療
給
付
金
・
先
進
医
療
見
舞
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見

のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって先進医療給付金ま
たは先進医療見舞金の支払
事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、先進医療給付金または先進医療見舞金の金額の
一部または全部を支払います。  

   ３ 給付金等の支払請求手続について

   第４条  給付金・見舞金の支払請求手続

  １．給付金または見舞金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者または被
保険者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金または見舞金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
４ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表４（P.669参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  
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    第２条  補足説明

 ＊３ 傷害
  この特約の責任開始の時 ＊２ 以
後に生じた不慮の事故（別表
３ ★ ）を直接の原因とする傷害
をいいます。

  ＊４ 疾病
  公的医療保険制度（別表１ ★ ）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存 Ａ は
含みません。なお、この特約の
責任開始の時 ＊２ 以後に生じた

「不慮の事故（別表３ ★ ）以外
の外因」を直接の原因とする傷
害については、疾病とみなして
取り扱います。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  ＊５ 先進医療による療養
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当する療養は除きます。
  ⑴ 先進医療の技術にかかる費

用 ＊６ が「０」となる療養
  ⑵ 「先進医療ごとに厚生労働

大臣が定める施設基準」に
おいて、歯科 Ａ のみで実施
することが定められている
先進医療による療養

   Ａ：  歯科、歯科口腔外科、矯正
歯科、小児歯科をいいます。

  ＊６ 先進医療の技術にかかる費
用

  被保険者が受けた先進医療に対
する被保険者の負担額として、
病院または診療所によって定め
られた金額をいい、次の⑴から
⑸の費用などは含みません。
  ⑴ 公的医療保険制度（別表

１ ★ ）の法律に基づき保険
給付の対象となる費用（自
己負担分を含みます。）

  ⑵ 先進医療以外の評価療養の
ための費用

  ⑶ 選定療養のための費用
  ⑷ 食事療養のための費用
  ⑸ 生活療養のための費用

      支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

先
進
医
療
給
付
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に、次の
すべてを満たす療養 ＊１ を受けたとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊２ 以後に生じた

傷害 ＊３ または疾病 ＊４ を直接の原因とする
療養

  ⑵ 公的医療保険制度（別表１ ★ ）における先
進医療（別表２ ★ ）（以下、「先進医療」と
いいます。）による療養 ＊５   

  １回の療養につき、
  先 進 医 療 の 技 術 に
かかる費用 ＊６ と同額  

  

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人    

  

先
進
医
療
見
舞
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に先進医
療給付金が支払われる療養 ＊１ を受けたとき  

  １回の療養につき、
  先 進 医 療 給 付 金 の
支 払 金 額 の10 ％
相当額  

  ２．給付金または見舞金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 被保険者が、この特約
の責任開始の時 ＊２ 前に
生じた原因による療養
を受けたとき  

  次のいずれかの場合には、この特約の責任開始の
時 ＊２ 以後の疾病によるものとみなします。
  ア．この特約の責任開始の日 ＊７ からその日を含め

て２年を経過した後に療養を受けた場合
  イ．この特約の付加の際 ＊８ に、会社が、 告知（第

11条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、この特約の責任開始の
時 ＊２ 以後の疾病によるものとみなしません。

  ウ．その原因について、この特約の責任開始の時 ＊２

 前に、被保険者が医師の診療を受けたことがな
く、かつ、健康診断等において異常の指摘を受
けたことがない場合。ただし、その原因による
症状について保険契約者または被保険者が認識
または自覚していた場合には、この特約の責任
開始の時 ＊２ 以後の疾病によるものとみなしま
せん。  

  ⑵ 被保険者が、同一の傷
害 ＊３ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊９ を直接の原因とし
て、同一の先進医療に
よる療養を複数回にわ
たって一連の療養 ＊10 と
して受けたとき

    

  一連の療養 ＊10 として受けた同一の先進医療による
複数回の療養を１回の療養とみなします。この場合、
一連の療養 ＊10 を最初に受けた日にその療養を受け
たものとみなして取り扱います。
  （注） 一連の療養 ＊10 として受けた先進医療の技術

にかかる費用 ＊６ の総額を、本条の１．に定
める先進医療の技術にかかる費用 ＊６ としま
す。  

  ⑶ 先進医療給付金の支払
限度  

  ① １回の療養について500万円とします。
  ② 通算して2,000万円とします。  

  ⑷ 先進医療給付金または
先進医療見舞金の支払
事由が生じ、支払うべ
き先進医療給付金また
は先進医療見舞金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る主契約の死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
先進医療給付金または先進医療見舞金を主契約の死
亡給付金受取人に支払います。  

  ★別表１（P.668参照）、別表２（P.668参照）、別表３（P.668参照）  

  ＊７ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

  ＊８ この特約の付加の際
  この特約の復活が行われたとき
は、最終の復活の際とします。

  ＊９ 同一の疾病
  医学上密接な関係にある一連の
疾病 ＊４ をいいます。「糖尿病と
糖尿病性網膜症」、「肝硬変と食
道静脈瘤」または「狭心症と心
筋梗塞」など病名や部位が異な
る場合であっても、医学上密接
な関係があるときは、同一の疾
病として取り扱います。

  ＊10 一連の療養
  療養開始にあたっての医師によ
る療養に関する計画に基づく一
連の療養をいいます。なお、療
養開始後に新たに行われること
となった療養は、一連の療養に
は含みません。

   第３条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金または見舞金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても給付金等を支払わない場合）  

  

先
進
医
療
給
付
金
・
先
進
医
療
見
舞
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見

のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって先進医療給付金ま
たは先進医療見舞金の支払
事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、先進医療給付金または先進医療見舞金の金額の
一部または全部を支払います。  

   ３ 給付金等の支払請求手続について

   第４条  給付金・見舞金の支払請求手続

  １．給付金または見舞金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者または被
保険者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金または見舞金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
４ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表４（P.669参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  
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   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   ５ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。

   ６ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
15条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日
までに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による給付金または見舞金の支払事由（第
２条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または見舞金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ７ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ８ 告知義務と解除について

   第11条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金もしくは見舞金の支払事
由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重
要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知すること
を必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第13条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

   第12条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第11条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、給付金もしくは見舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することがで
きます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または見舞金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または見舞金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金もしくは見舞金の支払事由または保険料
の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者または被保険者が証明したときは、会社は、給付金もしくは見舞金の支払いま
たは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第13条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第12条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第11条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第11条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金もしくは見
舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）が生じな
いで、その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第11条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第14条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。
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   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   ５ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。

   ６ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
15条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日
までに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による給付金または見舞金の支払事由（第
２条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または見舞金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ７ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ８ 告知義務と解除について

   第11条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金もしくは見舞金の支払事
由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重
要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知すること
を必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第13条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

   第12条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第11条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、給付金もしくは見舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することがで
きます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または見舞金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または見舞金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金もしくは見舞金の支払事由または保険料
の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者または被保険者が証明したときは、会社は、給付金もしくは見舞金の支払いま
たは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第13条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第12条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第11条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第11条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金もしくは見
舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）が生じな
いで、その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第11条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第14条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。
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   第14条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金もしくは見舞
金または保険料の払込免除をい
います。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、給付金もしくは見舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができま
す。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、
給付金もしくは見舞金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたとき
は、その給付金もしくは見舞金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または見舞金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または見舞金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第12条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   ９ 解約等について

   第15条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってこの特約の
解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第16条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

   第19条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する主契約の契約成立日の
応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第22条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  ⑴ 主契約の死亡給付金を支払ったとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ この特約による先進医療給付金の支払金額が通算して2,000万円に達したと

き  

   第17条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

でも、この特約の責任準備金は支払いません。

   10 その他

   第18条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第19条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この特約の給付金または見舞金の支払事由（第２条）にかかわる次のい
ずれかの事由が、この特約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を
得て、変更日 ＊１ から将来に向かって、この特約の支払事由を変更することがあり
ます。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この特約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約者に
その旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この特約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第15条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第20条  管轄裁判所

  この特約における給付金もしくは見舞金または保険料の払込免除の請求に関する
訴訟については、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第21条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   11 特則について

   第22条  特別条件を付ける場合の特則

  １．この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が会社の定める基準
に適合しない場合 ＊１ には、会社は、その危険の種類および程度に応じて、次の⑴
から⑶のうち１つまたは２つ以上の特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 給付金または見舞金の削減支払
  この特約の付加日から会社の定める削減期間中に被保険者が給付金または見
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   第14条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金もしくは見舞
金または保険料の払込免除をい
います。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、給付金もしくは見舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができま
す。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、
給付金もしくは見舞金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたとき
は、その給付金もしくは見舞金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または見舞金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または見舞金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第12条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   ９ 解約等について

   第15条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってこの特約の
解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第16条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

   第19条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する主契約の契約成立日の
応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第22条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

  ⑴ 主契約の死亡給付金を支払ったとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ この特約による先進医療給付金の支払金額が通算して2,000万円に達したと

き  

   第17条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

でも、この特約の責任準備金は支払いません。

   10 その他

   第18条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第19条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この特約の給付金または見舞金の支払事由（第２条）にかかわる次のい
ずれかの事由が、この特約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を
得て、変更日 ＊１ から将来に向かって、この特約の支払事由を変更することがあり
ます。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この特約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約者に
その旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この特約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第15条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第20条  管轄裁判所

  この特約における給付金もしくは見舞金または保険料の払込免除の請求に関する
訴訟については、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第21条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   11 特則について

   第22条  特別条件を付ける場合の特則

  １．この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が会社の定める基準
に適合しない場合 ＊１ には、会社は、その危険の種類および程度に応じて、次の⑴
から⑶のうち１つまたは２つ以上の特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 給付金または見舞金の削減支払
  この特約の付加日から会社の定める削減期間中に被保険者が給付金または見
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 第22条  補足説明

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当先進医療特約

（医療保険）（返戻金なし型）を
いいます。

舞金の支払事由（第２条）に該当し、給付金または見舞金を支払うべきとき
は、給付金または見舞金の金額に次の表の割合を乗じた金額を支払います。
ただし、災害または感染症（別表６ ★ ）によって支払事由に該当したときは、
給付金または見舞金の削減支払の対象とはなりません。

  保険年度  
  削減期間  

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定部位または指定疾病についての不担保
  身体の特定部位および指定疾病（別表５ ★ ）のうち、この特約を主契約に付
加する際に会社が指定した部位または疾病の治療を直接の目的として、会社
の定める期間中に被保険者が療養を受けたときは、これに対応する給付金ま
たは見舞金は支払いません。ただし、災害または感染症（別表６ ★ ）によっ
て支払事由に該当したときは、特定部位または指定疾病についての不担保の
対象とはなりません。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が効力を失ったとき（第９条）は、第10条（特約の復活）の規定

にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後は、こ
の特約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この特約の更新（第24条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（主契約が更新される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。  

  ② 給付金または見舞金の
削減支払  

  ア．削減期間中は、第24条（主契約が更新される
場合の特則）の１．の規定にかかわらず、更新
を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後特約には更新前特約に適用されて
いた給付金または見舞金の削減支払の条件は適
用されません。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後特約には更新前特約に適用さ
れていた特定部位または指定疾病についての不
担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後特約には更新前特約に適用され
ていた特定部位または指定疾病についての不担
保の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の特約への変更（第25条）について、次のとおり取り扱い
ます。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の特約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第25条（主契約が保険期間が終身の保険契約に変
更される場合の特則）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。  

  ② 給付金または見舞金の
削減支払  

  ア．削減期間中は、第25条（主契約が保険期間が
終身の保険契約に変更される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用さ
れていた給付金または見舞金の削減支払の条件
は適用されません。  

   第23条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

   第25条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の特約への変更の取扱い  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適
用されていた特定部位または指定疾病について
の不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用
されていた特定部位または指定疾病についての
不担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表５（P.669参照）、別表６（P.670参照）  

   第23条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第24条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金・見舞金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第５条）、告知義務違反に
よる解除（第12条・第13条）、払込期月の主
契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日
までに支払事由が生じた場合の取扱い（第８条）
および特約の消滅（第16条）に関する規定に
ついて、更新後特約の保険期間は、この特約か
ら継続したものとして取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑶ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑵－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴および⑵の規定を準用します。

   第25条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の無配当先進医療特約（医療保険）（返戻金なし型）
に変更されます。

  ２．保険期間が終身の無配当先進医療特約（医療保険）（返戻金なし型）への変更に
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 第22条  補足説明

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当先進医療特約

（医療保険）（返戻金なし型）を
いいます。

舞金の支払事由（第２条）に該当し、給付金または見舞金を支払うべきとき
は、給付金または見舞金の金額に次の表の割合を乗じた金額を支払います。
ただし、災害または感染症（別表６ ★ ）によって支払事由に該当したときは、
給付金または見舞金の削減支払の対象とはなりません。

  保険年度  
  削減期間  

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定部位または指定疾病についての不担保
  身体の特定部位および指定疾病（別表５ ★ ）のうち、この特約を主契約に付
加する際に会社が指定した部位または疾病の治療を直接の目的として、会社
の定める期間中に被保険者が療養を受けたときは、これに対応する給付金ま
たは見舞金は支払いません。ただし、災害または感染症（別表６ ★ ）によっ
て支払事由に該当したときは、特定部位または指定疾病についての不担保の
対象とはなりません。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が効力を失ったとき（第９条）は、第10条（特約の復活）の規定

にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後は、こ
の特約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この特約の更新（第24条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（主契約が更新される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。  

  ② 給付金または見舞金の
削減支払  

  ア．削減期間中は、第24条（主契約が更新される
場合の特則）の１．の規定にかかわらず、更新
を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後特約には更新前特約に適用されて
いた給付金または見舞金の削減支払の条件は適
用されません。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後特約には更新前特約に適用さ
れていた特定部位または指定疾病についての不
担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後特約には更新前特約に適用され
ていた特定部位または指定疾病についての不担
保の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の特約への変更（第25条）について、次のとおり取り扱い
ます。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の特約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第25条（主契約が保険期間が終身の保険契約に変
更される場合の特則）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。  

  ② 給付金または見舞金の
削減支払  

  ア．削減期間中は、第25条（主契約が保険期間が
終身の保険契約に変更される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用さ
れていた給付金または見舞金の削減支払の条件
は適用されません。  

   第23条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

   第25条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の特約への変更の取扱い  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適
用されていた特定部位または指定疾病について
の不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用
されていた特定部位または指定疾病についての
不担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表５（P.669参照）、別表６（P.670参照）  

   第23条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第24条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金・見舞金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第５条）、告知義務違反に
よる解除（第12条・第13条）、払込期月の主
契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日
までに支払事由が生じた場合の取扱い（第８条）
および特約の消滅（第16条）に関する規定に
ついて、更新後特約の保険期間は、この特約か
ら継続したものとして取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑶ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑵－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴および⑵の規定を準用します。

   第25条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の無配当先進医療特約（医療保険）（返戻金なし型）
に変更されます。

  ２．保険期間が終身の無配当先進医療特約（医療保険）（返戻金なし型）への変更に
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 第25条  補足説明

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当先進医療特約

（医療保険）（返戻金なし型）を
いいます。

   第26条  補足説明

  ＊１ ５年ごと利差配当付医療保
険（返戻金なし型）（2010）
契約等

  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ ５年ごと利差配当付医療保

険（返戻金なし型）（2010）
契約

  ⑵ ５年ごと利差配当付医療保
険 Ｌ（ 返 戻 金 な し 型 ）
(2011)契約

  ⑶ 無配当こども医療保険Ｌ
（返戻金なし型）(2011)契
約

  ＊２ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。   

ついて、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金・見舞金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第５条）、告知義務違反に
よる解除（第12条・第13条）、払込期月の主
契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日
までに支払事由が生じた場合の取扱い（第８条）
および特約の消滅（第16条）に関する規定に
ついて、変更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前
特約から継続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑶ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑵－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴および⑵の規定を準用します。

   第26条  ５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約等
に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約等 ＊１ に付
加するときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約 ＊２ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊２ の被保険者が同一のと

き、かつ、主契約の保険料払込期間中に給付金または見舞金が支払われるべ
きときは、第２条（給付金・見舞金の支払い）の２．－⑷を次のとおり読み
替えます。

  項　目    内　容  

  ⑷ 先進医療給付金または
先進医療見舞金の支払
事由が生じ、支払うべ
き先進医療給付金また
は先進医療見舞金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき先進医療給付金または先進医療見舞金を
被指定契約 ＊２ の死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 第16条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 被保険者が死亡したとき

 第28条  補足説明

＊１ ５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約
等

次の⑴から⑶をいいます。
⑴ ５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）契約
⑵ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑶ ５年ごと利差配当付がん保

険（返戻金なし型）（2015）
契約

＊２ 被指定契約
主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。

   第27条  無配当３大疾病一時金付生活習慣病保険（返戻金なし型）契約
に付加する場合の特則

  この特約を無配当３大疾病一時金付生活習慣病保険（返戻金なし型）契約に付加
するときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 第１条（特約の責任開始の時）の１．－⑴中、「主契約の責任開始の時」と

あるのを「主契約の保険期間開始の時」と読み替えます。
  ⑵ 主契約の普通保険約款に定めるがん給付の責任開始の時前のがん診断確定に

よる無効に関する規定により主契約が無効となるときは、この特約も無効と
し、主契約の保険料を保険契約者に払い戻すときは、会社は、この特約の保
険料についても主契約に準じて取り扱います。

 第28条  ５年ごと利差配当付新がん保険（返戻金なし型）契約等に付加す
る場合の特則

この特約を５年ごと利差配当付新がん保険（返戻金なし型）契約等＊１に付加する
ときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
⑴ 第１条（特約の責任開始の時）の１．－⑴中、「主契約の責任開始の時」と

あるのを「主契約の保険期間開始の時」と読み替えます。
⑵ 被指定契約＊２がある場合で、主契約と被指定契約＊２の被保険者が同一のと

き、かつ、主契約の保険料払込期間中に給付金または見舞金が支払われるべ
きときは、第２条（給付金・見舞金の支払い）の２．－⑷を次のとおり読み
替えます。

  項　目    内　容  

⑷ 先進医療給付金または
先進医療見舞金の支払
事由が生じ、支払うべ
き先進医療給付金また
は先進医療見舞金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき

主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき先進医療給付金または先進医療見舞金を
被指定契約＊２の死亡給付金受取人に支払います。

⑶ 第16条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
⑴ 被保険者が死亡したとき

⑷ 主契約の普通保険約款に定めるがん給付の責任開始の時前のがん診断確定に
よる無効に関する規定により主契約が無効となるときは、この特約も無効と
し、主契約の保険料を保険契約者に払い戻すときは、会社は、この特約の保
険料についても主契約に準じて取り扱います。
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 第25条  補足説明

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当先進医療特約

（医療保険）（返戻金なし型）を
いいます。

   第26条  補足説明

  ＊１ ５年ごと利差配当付医療保
険（返戻金なし型）（2010）
契約等

  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ ５年ごと利差配当付医療保

険（返戻金なし型）（2010）
契約

  ⑵ ５年ごと利差配当付医療保
険 Ｌ（ 返 戻 金 な し 型 ）
(2011)契約

  ⑶ 無配当こども医療保険Ｌ
（返戻金なし型）(2011)契
約

  ＊２ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。   

ついて、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金・見舞金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第５条）、告知義務違反に
よる解除（第12条・第13条）、払込期月の主
契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日
までに支払事由が生じた場合の取扱い（第８条）
および特約の消滅（第16条）に関する規定に
ついて、変更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前
特約から継続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑶ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑵－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴および⑵の規定を準用します。

   第26条  ５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約等
に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約等 ＊１ に付
加するときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約 ＊２ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊２ の被保険者が同一のと

き、かつ、主契約の保険料払込期間中に給付金または見舞金が支払われるべ
きときは、第２条（給付金・見舞金の支払い）の２．－⑷を次のとおり読み
替えます。

  項　目    内　容  

  ⑷ 先進医療給付金または
先進医療見舞金の支払
事由が生じ、支払うべ
き先進医療給付金また
は先進医療見舞金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき先進医療給付金または先進医療見舞金を
被指定契約 ＊２ の死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 第16条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 被保険者が死亡したとき

 第28条  補足説明

＊１ ５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約
等

次の⑴から⑶をいいます。
⑴ ５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）契約
⑵ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑶ ５年ごと利差配当付がん保

険（返戻金なし型）（2015）
契約

＊２ 被指定契約
主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。

   第27条  無配当３大疾病一時金付生活習慣病保険（返戻金なし型）契約
に付加する場合の特則

  この特約を無配当３大疾病一時金付生活習慣病保険（返戻金なし型）契約に付加
するときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 第１条（特約の責任開始の時）の１．－⑴中、「主契約の責任開始の時」と

あるのを「主契約の保険期間開始の時」と読み替えます。
  ⑵ 主契約の普通保険約款に定めるがん給付の責任開始の時前のがん診断確定に

よる無効に関する規定により主契約が無効となるときは、この特約も無効と
し、主契約の保険料を保険契約者に払い戻すときは、会社は、この特約の保
険料についても主契約に準じて取り扱います。

 第28条  ５年ごと利差配当付新がん保険（返戻金なし型）契約等に付加す
る場合の特則

この特約を５年ごと利差配当付新がん保険（返戻金なし型）契約等＊１に付加する
ときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
⑴ 第１条（特約の責任開始の時）の１．－⑴中、「主契約の責任開始の時」と

あるのを「主契約の保険期間開始の時」と読み替えます。
⑵ 被指定契約＊２がある場合で、主契約と被指定契約＊２の被保険者が同一のと

き、かつ、主契約の保険料払込期間中に給付金または見舞金が支払われるべ
きときは、第２条（給付金・見舞金の支払い）の２．－⑷を次のとおり読み
替えます。

  項　目    内　容  

⑷ 先進医療給付金または
先進医療見舞金の支払
事由が生じ、支払うべ
き先進医療給付金また
は先進医療見舞金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき

主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき先進医療給付金または先進医療見舞金を
被指定契約＊２の死亡給付金受取人に支払います。

⑶ 第16条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
⑴ 被保険者が死亡したとき

⑷ 主契約の普通保険約款に定めるがん給付の責任開始の時前のがん診断確定に
よる無効に関する規定により主契約が無効となるときは、この特約も無効と
し、主契約の保険料を保険契約者に払い戻すときは、会社は、この特約の保
険料についても主契約に準じて取り扱います。
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   別表１　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表２　先進医療
  療養を受けた時点において、別表１の法律に定める評価療養のうち、厚生労働大臣が定める先進医療として行われるもの（先進
医療ごとに厚生労働大臣が定める施設基準に適合する病院または診療所において行われるものに限ります。）をいいます。

  別表３　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性･食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表４　給付金・見舞金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  先進医療給付金の支払い  

  ⑴ 先進医療給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による療養を受けた病院または診療所の医師の診断書
  ⑶ 先進医療の技術にかかる費用の支出を証明する書類
  ⑷ 先進医療給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ 先進医療給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 不慮の事故（別表３）を原因とするときは、不慮の事故（別表３）であることを証

明する書類
  ⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  先進医療見舞金の支払い  

  ⑴ 先進医療見舞金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による療養を受けた病院または診療所の医師の診断書
  ⑶ 先進医療の技術にかかる費用の支出を証明する書類
  ⑷ 先進医療見舞金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ 先進医療見舞金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 不慮の事故（別表３）を原因とするときは、不慮の事故（別表３）であることを証

明する書類
  ⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類    

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金・見舞金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることが

あります。  

  
別表５　特定部位および指定疾病一覧表

  特定部位および指定疾病  

１．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む。）
２．鼻（副鼻腔を含む。）
３．耳（内耳・中耳および外耳を含む。）・乳様突起
４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺
５．甲状腺
６．咽頭（扁桃を含む。）・喉頭
７．肺臓・胸膜・気管・気管支
８．胃・十二指腸（この臓器の手術にともなって空腸の手術を受けたときは空腸も含む。）
９．肝臓・胆嚢・胆管
10．膵臓
11．盲腸（虫様突起を含む。）
12．大腸・小腸
13．直腸・肛門
14．腎臓・尿管
15．膀胱・尿道
16．前立腺
17．睾丸・副睾丸
18．乳房（乳腺を含む。）
19．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）
20．頸椎部（当該神経を含む。）
21．胸椎部（当該神経を含む。）
22．腰椎部（当該神経を含む。）
23．右上肢（右肩関節部を含む。）
24．左上肢（左肩関節部を含む。）
25．右下肢（右股関節部を含む。）
26．左下肢（左股関節部を含む。）
27．鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰嚢ヘルニアまたは大腿ヘルニアが生じた場合に限る。）
28．鎖骨
29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）
30．妊娠子宮（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）
31．仙骨部・尾骨部（当該神経を含む。）
32．食道
42．顔面部（口唇裂・顎裂・口蓋裂およびこれらの合併の場合に限る。）
43．上顎骨・下顎骨・顎関節
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   別表１　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表２　先進医療
  療養を受けた時点において、別表１の法律に定める評価療養のうち、厚生労働大臣が定める先進医療として行われるもの（先進
医療ごとに厚生労働大臣が定める施設基準に適合する病院または診療所において行われるものに限ります。）をいいます。

  別表３　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。

  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性･食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  別表４　給付金・見舞金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  先進医療給付金の支払い  

  ⑴ 先進医療給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による療養を受けた病院または診療所の医師の診断書
  ⑶ 先進医療の技術にかかる費用の支出を証明する書類
  ⑷ 先進医療給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ 先進医療給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 不慮の事故（別表３）を原因とするときは、不慮の事故（別表３）であることを証

明する書類
  ⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  先進医療見舞金の支払い  

  ⑴ 先進医療見舞金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による療養を受けた病院または診療所の医師の診断書
  ⑶ 先進医療の技術にかかる費用の支出を証明する書類
  ⑷ 先進医療見舞金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ 先進医療見舞金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 不慮の事故（別表３）を原因とするときは、不慮の事故（別表３）であることを証

明する書類
  ⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類    

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金・見舞金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることが

あります。  

  
別表５　特定部位および指定疾病一覧表

  特定部位および指定疾病  

１．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む。）
２．鼻（副鼻腔を含む。）
３．耳（内耳・中耳および外耳を含む。）・乳様突起
４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺
５．甲状腺
６．咽頭（扁桃を含む。）・喉頭
７．肺臓・胸膜・気管・気管支
８．胃・十二指腸（この臓器の手術にともなって空腸の手術を受けたときは空腸も含む。）
９．肝臓・胆嚢・胆管
10．膵臓
11．盲腸（虫様突起を含む。）
12．大腸・小腸
13．直腸・肛門
14．腎臓・尿管
15．膀胱・尿道
16．前立腺
17．睾丸・副睾丸
18．乳房（乳腺を含む。）
19．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）
20．頸椎部（当該神経を含む。）
21．胸椎部（当該神経を含む。）
22．腰椎部（当該神経を含む。）
23．右上肢（右肩関節部を含む。）
24．左上肢（左肩関節部を含む。）
25．右下肢（右股関節部を含む。）
26．左下肢（左股関節部を含む。）
27．鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰嚢ヘルニアまたは大腿ヘルニアが生じた場合に限る。）
28．鎖骨
29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）
30．妊娠子宮（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）
31．仙骨部・尾骨部（当該神経を含む。）
32．食道
42．顔面部（口唇裂・顎裂・口蓋裂およびこれらの合併の場合に限る。）
43．上顎骨・下顎骨・顎関節
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  特定部位および指定疾病  

  44．甲状腺・副甲状腺
45．食道・胃・十二指腸
46．食道・胃・小腸（十二指腸、空腸、回腸を含む。）・大腸（盲腸、結腸、直腸を含む。）
47．肝臓（肝内胆管を含む。）
48．胆嚢・胆管（肝内胆管を含まない。）
49．脾臓
50．腎臓・尿管・膀胱・尿道
51．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢（陰嚢を含む。）
52．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）・妊娠糖尿病
53．妊娠子宮（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）・妊娠糖尿病
54．頸椎部・腰椎部（当該神経を含む。）
55．腰椎部・仙骨部（当該神経を含む。）
56．脊椎部（当該神経を含む。）
57．上肢（肩関節部を含む。）
58．下肢（股関節部を含む。）
59．上肢・下肢（肩関節部・股関節部を含む。）
60．痛風（痛風結節、痛風性関節炎、高尿酸血症を含む。）・尿路結石（腎結石、尿管結石、膀胱結石、尿道結石をいう。）
61．末梢動脈疾患  

  別表６　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ  
  腸チフス  
  パラチフスＡ  
  細菌性赤痢  
  腸管出血性大腸菌感染症  
  ペスト  
  ジフテリア  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞  
  ラッサ熱  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病  
  痘瘡  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]  
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  A00  
  A01.0  
  A01.1  
  A03  

  A04.3  
  A20  
  A36  
  A80  

  A96.2  
  A98.0  
  A98.3  
  A98.4  
  B03  
  U04  

    

   

670



   別表１　対象となる不慮の事故 ……………………………………………………………………………………………………………………
  別表２　特定損傷給付金の支払請求に必要な書類 ………………………………………………………………………………………………   

  この特約の特色……………………………………………………

   １ 保障の開始について
   第１条 特約の責任開始の時………………………………

   ２ 給付金の支払いについて
   第２条 特定損傷給付金の支払い…………………………
   第３条 免責事由……………………………………………

   ３ 給付金の支払請求手続について
   第４条 特定損傷給付金の支払請求手続…………………

   ４ 保険料の払込免除について
   第５条 特約の保険料の払込免除…………………………

   ５ 保険期間および保険料払込期間について
   第６条 特約の保険期間および保険料払込期間…………

   ６ 保険料の払込みについて
   第７条 特約の保険料の払込み……………………………
   第８条 払込期月の主契約の契約成立日の応当日以

後猶予期間満了日までに支払事由が生じた
場合の取扱い………………………………………

   ７ 失効と復活について
   第９条 特約の失効…………………………………………
   第₁₀条 特約の復活…………………………………………

   ８ 告知義務と解除について
   第₁₁条 告知義務……………………………………………
   第₁₂条 告知義務違反による解除…………………………
   第₁₃条 告知義務違反による解除ができないとき………
   第₁₄条 重大事由による解除………………………………

   ９ 内容の変更について
   第₁₅条 特定損傷給付金額の減額…………………………

   10 解約等について
   第₁₆条 特約の解約…………………………………………
   第₁₇条 特約の消滅…………………………………………
   第₁₈条 返戻金………………………………………………

   11 その他
   第₁₉条 社員配当金…………………………………………
   第₂₀条 管轄裁判所…………………………………………
   第₂₁条 普通保険約款の規定の準用………………………

   12 特則について
   第₂₂条 主契約の更新または保険期間が終身の保険

契約への変更の際にこの特約を付加する場
合の特則……………………………………………

   第₂₃条 主契約が更新される場合の特則…………………
   第₂₄条 主契約が保険期間が終身の保険契約に変更

される場合の特則…………………………………
   第₂₅条 ５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金な

し型）契約または５年ごと利差配当付医療
保険（返戻金なし型）（2010）契約に付加
する場合の特則……………………………………

   

   無配当特定損傷特約（医療保険）目次

671

681
681

672

672

672
673

673

673

674

674

674

674
674

675
675
675
676

676

677
677
677

677
677
677

678
678

678

679

特

約

無
配
当
特
定
損
傷
特
約（
医
療
保
険
）



  項　目    内　容  

  ⑵ 特定損傷給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
き特定損傷給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る主契約の死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
特定損傷給付金を主契約の死亡給付金受取人に支払
います。  

  ★別表１（P.681参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、特定
損傷給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても特定損傷給付金を支払わない場合）  

  

特
定
損
傷
給
付
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって特定損傷給付金の
支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、特定損傷給付金の金額の一部または全部を支払
います。  

   ３ 給付金の支払請求手続について

   第４条  特定損傷給付金の支払請求手続

  １．特定損傷給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者または被保険
者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．特定損傷給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
２ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表２（P.681参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

または不完全に途絶えた状
態をいいます。ただし、病
的骨折および特発骨折を除
きます。

  ⑵ 関節脱臼
   関節を構成する骨が、正常

な解剖学的位置関係から偏
位した状態をいいます。た
だし、先天性脱臼、病的脱
臼および反復性脱臼を除き
ます。

  ⑶ 腱の断裂
   腱の連続性が完全または不

完全に途絶えた状態をいい
ます。ただし、疾病を原因
とする腱の断裂を除きま
す。

  ＊４ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または診療所 Ａ 
  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある

医療施設
   Ａ：  四肢における骨折または脱

臼に関し施術を受けるた
め、柔道整復師法に定める
施術所に収容されたとき
は、その施術所を含みます。

  無配当特定損傷特約（医療保険）  
  （実施　平13.1.4 ／改正　平26.4.2  ）

  この特約の特色  

  目的・内容    不慮の事故による骨折、関節脱臼または腱の断裂の治療に対する保障  
  給付金の種類    特定損傷給付金  
  配当タイプ    無配当  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主たる保険契約（以下「主
契約」といいます。）の締結の際に
この特約を付加することを承諾し
た場合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第11条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２． 本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 給付金の支払いについて

   第２条  特定損傷給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、特定損傷給付金の支払事由が
生じたときは、その支払事由に対応して特定損傷給付金をその受取人に支払いま
す。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（特定損傷給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

特
定
損
傷
給
付
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に次のすべてを満たす治
療 ＊１ を受けたとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊２ 以後に生じた不慮の事故（別

表１ ★ ）による特定損傷 ＊３ に対して受けた治療
  ⑵ ⑴に定める不慮の事故（別表１ ★ ）の日からその日を含

めて180日以内に受けた治療
  ⑶ 病院または診療所 ＊４ における治療  

  

特
定
損
傷
給
付
金
額  

  

給
付
金
受
取
人  

主
契
約
の
入
院

  ２．特定損傷給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 特定損傷給付金の支払
限度  

  ① 同一の不慮の事故（別表１ ★ ）について１回と
します。

  ② 通算して10回とします。  

  

  第２条  補足説明

  ＊１ 治療
  医師 Ａ による治療 Ｂ をいいます。

   Ａ：  四肢における骨折または脱
臼に関しては、柔道整復師
法に定める柔道整復師を含
みます。

   Ｂ：  柔道整復師による施術を含
みます。

  ＊２ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊３ 特定損傷
  特定損傷とは、次の⑴から⑶の
いずれかをいいます。
  ⑴ 骨折
   骨の構造上の連続性が完全
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  項　目    内　容  

  ⑵ 特定損傷給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
き特定損傷給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る主契約の死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
特定損傷給付金を主契約の死亡給付金受取人に支払
います。  

  ★別表１（P.681参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、特定
損傷給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても特定損傷給付金を支払わない場合）  

  

特
定
損
傷
給
付
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって特定損傷給付金の
支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、特定損傷給付金の金額の一部または全部を支払
います。  

   ３ 給付金の支払請求手続について

   第４条  特定損傷給付金の支払請求手続

  １．特定損傷給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者または被保険
者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．特定損傷給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
２ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表２（P.681参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

または不完全に途絶えた状
態をいいます。ただし、病
的骨折および特発骨折を除
きます。

  ⑵ 関節脱臼
   関節を構成する骨が、正常

な解剖学的位置関係から偏
位した状態をいいます。た
だし、先天性脱臼、病的脱
臼および反復性脱臼を除き
ます。

  ⑶ 腱の断裂
   腱の連続性が完全または不

完全に途絶えた状態をいい
ます。ただし、疾病を原因
とする腱の断裂を除きま
す。

  ＊４ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または診療所 Ａ 
  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある

医療施設
   Ａ：  四肢における骨折または脱

臼に関し施術を受けるた
め、柔道整復師法に定める
施術所に収容されたとき
は、その施術所を含みます。

  無配当特定損傷特約（医療保険）  
  （実施　平13.1.4 ／改正　平26.4.2  ）

  この特約の特色  

  目的・内容    不慮の事故による骨折、関節脱臼または腱の断裂の治療に対する保障  
  給付金の種類    特定損傷給付金  
  配当タイプ    無配当  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主たる保険契約（以下「主
契約」といいます。）の締結の際に
この特約を付加することを承諾し
た場合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第11条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２． 本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 給付金の支払いについて

   第２条  特定損傷給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、特定損傷給付金の支払事由が
生じたときは、その支払事由に対応して特定損傷給付金をその受取人に支払いま
す。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（特定損傷給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

特
定
損
傷
給
付
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に次のすべてを満たす治
療 ＊１ を受けたとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊２ 以後に生じた不慮の事故（別

表１ ★ ）による特定損傷 ＊３ に対して受けた治療
  ⑵ ⑴に定める不慮の事故（別表１ ★ ）の日からその日を含

めて180日以内に受けた治療
  ⑶ 病院または診療所 ＊４ における治療  

  

特
定
損
傷
給
付
金
額  

  

給
付
金
受
取
人  

主
契
約
の
入
院

  ２．特定損傷給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 特定損傷給付金の支払
限度  

  ① 同一の不慮の事故（別表１ ★ ）について１回と
します。

  ② 通算して10回とします。  

  

  第２条  補足説明

  ＊１ 治療
  医師 Ａ による治療 Ｂ をいいます。

   Ａ：  四肢における骨折または脱
臼に関しては、柔道整復師
法に定める柔道整復師を含
みます。

   Ｂ：  柔道整復師による施術を含
みます。

  ＊２ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊３ 特定損傷
  特定損傷とは、次の⑴から⑶の
いずれかをいいます。
  ⑴ 骨折
   骨の構造上の連続性が完全
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   第13条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

   ８ 告知義務と解除について

   第11条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、特定損傷給付金の支払事由（第
２条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重要な事
項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要
とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その
医師に口頭により告知することを必要とします。

   第12条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第11条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、特定損傷給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができます。
この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 特定損傷給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに特定損傷給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、特定損傷給付金の支払事由または保険料の払込
免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者また
は被保険者が証明したときは、会社は、特定損傷給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第13条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第12条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第11条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第11条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に特定損傷給付金の
支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）が生じないで、
その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第11条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ５ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。ただし、主契約の保険期間中または保険料
払込期間中に被保険者の年齢が60歳となるときは、60歳となる主契約の契約成
立日の応当日（年単位）の前日とします。

   ６ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
16条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による特定損傷給付金の支払事由（第２
条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 特定損傷給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ７ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。
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   第13条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

   ８ 告知義務と解除について

   第11条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、特定損傷給付金の支払事由（第
２条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重要な事
項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要
とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その
医師に口頭により告知することを必要とします。

   第12条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第11条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、特定損傷給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができます。
この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 特定損傷給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに特定損傷給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、特定損傷給付金の支払事由または保険料の払込
免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者また
は被保険者が証明したときは、会社は、特定損傷給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第13条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第12条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第11条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第11条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に特定損傷給付金の
支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）が生じないで、
その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第11条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ５ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。ただし、主契約の保険期間中または保険料
払込期間中に被保険者の年齢が60歳となるときは、60歳となる主契約の契約成
立日の応当日（年単位）の前日とします。

   ６ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
16条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による特定損傷給付金の支払事由（第２
条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 特定損傷給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ７ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。
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   10 解約等について

   第16条  特約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約の解約を請求 ★ することがで
きます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第17条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 主契約の死亡給付金を支払ったとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ この特約による特定損傷給付金の支払回数が通算して10回に達したとき  

   第18条  返戻金

  この特約の保険料払込期間満了日が保険期間満了日前にあるときは、次の⑴およ
び⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が、次のいずれかに該当したときは、会社は、返戻金を保険契約者

に支払います。ただし、主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の
責任準備金が支払われるときは、これとあわせてこの特約の責任準備金を支
払います。

  ① この特約の保険期間中に効力を失ったとき（第９条）
  ② 解除または解約（第16条）されたとき
  ③ 第17条（特約の消滅）の⑵または⑶の規定により消滅したとき  

  ⑵ この特約の返戻金額は、主契約の返戻金額とあわせて保険契約者に通知（電
気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表
示による提供を含みます。）します。

   11 その他

   第19条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第20条  管轄裁判所

  この特約における特定損傷給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第21条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   第14条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

   第14条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、特定損傷給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。こ
の場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、特定損
傷給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その特定
損傷給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り
扱います。

  ⑴ 特定損傷給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに特定損傷給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第12条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   ９ 内容の変更について

   第15条  特定損傷給付金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって特定損傷給付金額を減額 ★ することができます。
ただし、会社は、減額後の特定損傷給付金額が会社の定める限度を下回る減額は
取り扱いません。

  ２．特定損傷給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第16条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 特定損傷給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続

している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  
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   10 解約等について

   第16条  特約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約の解約を請求 ★ することがで
きます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第17条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 主契約の死亡給付金を支払ったとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ この特約による特定損傷給付金の支払回数が通算して10回に達したとき  

   第18条  返戻金

  この特約の保険料払込期間満了日が保険期間満了日前にあるときは、次の⑴およ
び⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が、次のいずれかに該当したときは、会社は、返戻金を保険契約者

に支払います。ただし、主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の
責任準備金が支払われるときは、これとあわせてこの特約の責任準備金を支
払います。

  ① この特約の保険期間中に効力を失ったとき（第９条）
  ② 解除または解約（第16条）されたとき
  ③ 第17条（特約の消滅）の⑵または⑶の規定により消滅したとき  

  ⑵ この特約の返戻金額は、主契約の返戻金額とあわせて保険契約者に通知（電
気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表
示による提供を含みます。）します。

   11 その他

   第19条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第20条  管轄裁判所

  この特約における特定損傷給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第21条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   第14条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

   第14条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、特定損傷給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。こ
の場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、特定損
傷給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その特定
損傷給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り
扱います。

  ⑴ 特定損傷給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに特定損傷給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第12条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   ９ 内容の変更について

   第15条  特定損傷給付金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって特定損傷給付金額を減額 ★ することができます。
ただし、会社は、減額後の特定損傷給付金額が会社の定める限度を下回る減額は
取り扱いません。

  ２．特定損傷給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第16条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 特定損傷給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続

している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

677

特

約

無
配
当
特
定
損
傷
特
約（
医
療
保
険
）



  第24条  補足説明

   ＊２ 変更後特約
  保険期間の終期を被保険者の年
齢が60歳となる主契約の契約
成立日の応当日（年単位）の前
日とする特約に変更された場合
の無配当特定損傷特約（医療保
険）をいいます。

   第25条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動積立型終身保険契約または利
率変動型積立保険契約をいいま
す。
   

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。  
  ⑵ 変更後特約 ＊２ の特定損

傷給付金額  
  変更前特約の保険期間満了日の特定損傷給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、変更前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、変更後特約＊２の特定損傷給
付金額を変更することができます。  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第５条）、告知義務違反による解除（第
12条・第13条）、払込期月の主契約の契約成
立日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事
由が生じた場合の取扱い（第８条）および特約
の消滅（第17条）に関する規定について、変
更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前特約から継
続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、この特約の保険期間の終期が被保
険者の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日である
場合を除き、変更日＊１に、保険期間の終期を被保険者の年齢が60歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単位）の前日とする「会社の定める同種の特約」に
変更することができます。この場合、本条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。
ただし、変更後の特定損傷給付金額について、変更前特約の保険期間満了日の特
定損傷給付金額と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その
限度額と同額とします。

   第25条  ５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）契約または５年ごと利
差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）契約または５年ごと
利差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約に付加するときは、次の⑴か
ら⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと

き、かつ、主契約の保険料払込期間中に特定損傷給付金が支払われるべきと
きは、第２条（特定損傷給付金の支払い）の２．－⑵を次のとおり読み替え
ます。

   第22条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

   第24条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

   12 特則について

   第22条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第23条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    更新日の保険料率が適用されます。  
  ⑵ 更新後特約の特定損傷

給付金額  
  更新前特約の保険期間満了日の特定損傷給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、更新前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、更新後特約の特定損傷給付金
額を変更して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第５条）、告知義務違反による解除（第
12条・第13条）、払込期月の主契約の契約成
立日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事
由が生じた場合の取扱い（第８条）および特約
の消滅（第17条）に関する規定について、更
新後特約の保険期間は、この特約から継続した
ものとして取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後の特定損傷給付金額に
ついて、更新前特約の保険期間満了日の特定損傷給付金額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第24条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、この特約
の保険期間の終期が被保険者の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日

（年単位）の前日である場合を除き、主契約の変更日 ＊１ に、保険期間の終期を被
保険者の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日とす
る無配当特定損傷特約（医療保険）に変更されます。

  ２．本条の１．に定める無配当特定損傷特約（医療保険）への変更について、次のと
おり取り扱います。
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  第24条  補足説明

   ＊２ 変更後特約
  保険期間の終期を被保険者の年
齢が60歳となる主契約の契約
成立日の応当日（年単位）の前
日とする特約に変更された場合
の無配当特定損傷特約（医療保
険）をいいます。

   第25条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動積立型終身保険契約または利
率変動型積立保険契約をいいま
す。
   

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。  
  ⑵ 変更後特約 ＊２ の特定損

傷給付金額  
  変更前特約の保険期間満了日の特定損傷給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、変更前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、変更後特約＊２の特定損傷給
付金額を変更することができます。  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第５条）、告知義務違反による解除（第
12条・第13条）、払込期月の主契約の契約成
立日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事
由が生じた場合の取扱い（第８条）および特約
の消滅（第17条）に関する規定について、変
更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前特約から継
続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、この特約の保険期間の終期が被保
険者の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日である
場合を除き、変更日＊１に、保険期間の終期を被保険者の年齢が60歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単位）の前日とする「会社の定める同種の特約」に
変更することができます。この場合、本条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。
ただし、変更後の特定損傷給付金額について、変更前特約の保険期間満了日の特
定損傷給付金額と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その
限度額と同額とします。

   第25条  ５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）契約または５年ごと利
差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）契約または５年ごと
利差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約に付加するときは、次の⑴か
ら⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと

き、かつ、主契約の保険料払込期間中に特定損傷給付金が支払われるべきと
きは、第２条（特定損傷給付金の支払い）の２．－⑵を次のとおり読み替え
ます。

   第22条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

   第24条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

   12 特則について

   第22条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第23条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    更新日の保険料率が適用されます。  
  ⑵ 更新後特約の特定損傷

給付金額  
  更新前特約の保険期間満了日の特定損傷給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、更新前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、更新後特約の特定損傷給付金
額を変更して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第５条）、告知義務違反による解除（第
12条・第13条）、払込期月の主契約の契約成
立日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事
由が生じた場合の取扱い（第８条）および特約
の消滅（第17条）に関する規定について、更
新後特約の保険期間は、この特約から継続した
ものとして取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後の特定損傷給付金額に
ついて、更新前特約の保険期間満了日の特定損傷給付金額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第24条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、この特約
の保険期間の終期が被保険者の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日

（年単位）の前日である場合を除き、主契約の変更日 ＊１ に、保険期間の終期を被
保険者の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日とす
る無配当特定損傷特約（医療保険）に変更されます。

  ２．本条の１．に定める無配当特定損傷特約（医療保険）への変更について、次のと
おり取り扱います。
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   別表１　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電

    別表２　特定損傷給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  特定損傷給付金の支払い  

  ⑴ 特定損傷給付金支払請求書
  ⑵ 不慮の事故（別表１）であることを証明する書類
  ⑶ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑷ 特定損傷給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ 特定損傷給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  

   

  項　目    内　容  

  ⑵ 特定損傷給付金の支払事由が生じ、
支払うべき特定損傷給付金がある
場合で、その支払前に被保険者が
死亡したとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者
の場合には、支払うべき特定損傷給付
金を被指定契約＊１の死亡保険金受取人
または死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 第17条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 被保険者が死亡したとき

  ⑶ 第18条（返戻金）を次のとおり読み替えます。
  第18条（返戻金）

  この特約の保険料払込期間満了日が保険期間満了日前にあるとき
は、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が、次のいずれかに該当したときは、会社は、返戻金

を保険契約者に支払います。ただし、主契約の保険料払込期間
満了後の保険期間中に、主契約の死亡給付金の免責事由に該当
して主契約の責任準備金が支払われるときは、これとあわせて
この特約の責任準備金を支払います。

  ① この特約の保険期間中に効力を失ったとき（第９条）
  ② 解除または解約（第16条）されたとき
  ③ 第17条（特約の消滅）の⑵または⑶の規定により消滅した

とき  

  ⑵ この特約の返戻金額は、この特約の付加の際に保険契約者に通
知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。本条において以
下同じ。）します。ただし、主契約の返戻金額を通知するときは、
これとあわせて通知します。
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   別表１　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電

    別表２　特定損傷給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  特定損傷給付金の支払い  

  ⑴ 特定損傷給付金支払請求書
  ⑵ 不慮の事故（別表１）であることを証明する書類
  ⑶ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑷ 特定損傷給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ 特定損傷給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  

   

  項　目    内　容  

  ⑵ 特定損傷給付金の支払事由が生じ、
支払うべき特定損傷給付金がある
場合で、その支払前に被保険者が
死亡したとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者
の場合には、支払うべき特定損傷給付
金を被指定契約＊１の死亡保険金受取人
または死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 第17条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 被保険者が死亡したとき

  ⑶ 第18条（返戻金）を次のとおり読み替えます。
  第18条（返戻金）

  この特約の保険料払込期間満了日が保険期間満了日前にあるとき
は、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が、次のいずれかに該当したときは、会社は、返戻金

を保険契約者に支払います。ただし、主契約の保険料払込期間
満了後の保険期間中に、主契約の死亡給付金の免責事由に該当
して主契約の責任準備金が支払われるときは、これとあわせて
この特約の責任準備金を支払います。

  ① この特約の保険期間中に効力を失ったとき（第９条）
  ② 解除または解約（第16条）されたとき
  ③ 第17条（特約の消滅）の⑵または⑶の規定により消滅した

とき  

  ⑵ この特約の返戻金額は、この特約の付加の際に保険契約者に通
知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。本条において以
下同じ。）します。ただし、主契約の返戻金額を通知するときは、
これとあわせて通知します。
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保険（返戻金なし型）（2010）契約に付加
する場合の特則……………………………………

 第₂₈条 無配当こども医療保険Ｌ（返戻金なし型）
（2011）契約に付加する場合の特則 …………

   

   無配当特定損傷特約Ⅱ型（医療保険）目次   無配当特定損傷特約Ⅱ型（医療保険）  
  （実施　平13.4.2 ／改正　平26.4.2）  

  この特約の特色  

  目的・内容    不慮の事故による骨折、関節脱臼、腱の断裂または熱傷の治療に対する保障  
  給付金の種類    特定損傷給付金  
  配当タイプ    無配当  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主たる保険契約（以下「主
契約」といいます。）の締結の際に
この特約を付加することを承諾し
た場合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第11条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２． 本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 給付金の支払いについて

   第２条  特定損傷給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、特定損傷給付金の支払事由が
生じたときは、その支払事由に対応して特定損傷給付金をその受取人に支払いま
す。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（特定損傷給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

特
定
損
傷
給
付
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に次のすべてを満たす治
療 ＊１ を受けたとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊２ 以後に生じた不慮の事故（別

表１ ★ ）による特定損傷 ＊３ に対して受けた治療
  ⑵ ⑴に定める不慮の事故（別表１ ★ ）の日からその日を含

めて180日以内に受けた治療
  ⑶ 病院または診療所 ＊４ における治療  

  

特
定
損
傷
給
付
金
額  

  

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人  

  ２．特定損傷給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 特定損傷給付金の支払
限度  

  ① 同一の不慮の事故（別表１ ★ ）について１回と
します。

  ② 通算して10回とします。  

   

 第２条  補足説明

  ＊１ 治療
  医師 Ａ による治療 Ｂ をいいます。

   Ａ：  四肢における骨折または脱
臼に関しては、柔道整復師
法に定める柔道整復師を含
みます。

   Ｂ：  柔道整復師による施術を含
みます。

  ＊２ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊３ 特定損傷
  特定損傷とは、次の⑴から⑷の
いずれかをいいます。
  ⑴ 骨折
   骨の構造上の連続性が完全
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を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。
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生じたときは、その支払事由に対応して特定損傷給付金をその受取人に支払いま
す。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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  ２．特定損傷給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 特定損傷給付金の支払
限度  

  ① 同一の不慮の事故（別表１ ★ ）について１回と
します。

  ② 通算して10回とします。  

   

 第２条  補足説明

  ＊１ 治療
  医師 Ａ による治療 Ｂ をいいます。

   Ａ：  四肢における骨折または脱
臼に関しては、柔道整復師
法に定める柔道整復師を含
みます。

   Ｂ：  柔道整復師による施術を含
みます。

  ＊２ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊３ 特定損傷
  特定損傷とは、次の⑴から⑷の
いずれかをいいます。
  ⑴ 骨折
   骨の構造上の連続性が完全
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  項　目    内　容  

  ⑵ 特定損傷給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
き特定損傷給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る主契約の死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
特定損傷給付金を主契約の死亡給付金受取人に支払
います。  

  ★別表１（P.695参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、特定
損傷給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても特定損傷給付金を支払わない場合）  

  

特
定
損
傷
給
付
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって特定損傷給付金の
支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、特定損傷給付金の金額の一部または全部を支払
います。  

   ３ 給付金の支払請求手続について

   第４条  特定損傷給付金の支払請求手続

  １．特定損傷給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者または被保険
者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．特定損傷給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
２ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表２（P.695参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

または不完全に途絶えた状
態をいいます。ただし、病
的骨折および特発骨折を除
きます。

  ⑵ 関節脱臼
   関節を構成する骨が、正常

な解剖学的位置関係から偏
位した状態をいいます。た
だし、先天性脱臼、病的脱
臼および反復性脱臼を除き
ます。

  ⑶ 腱の断裂
   腱の連続性が完全または不

完全に途絶えた状態をいい
ます。ただし、疾病を原因
とする腱の断裂を除きま
す。

  ⑷ 熱傷
   直径２cm以上のⅡ度深達

性熱傷またはⅢ度熱傷の状
態をいいます。この場合、
Ⅱ度深達性熱傷とは、真皮
層の深部まで障害された状
態をいい、Ⅲ度熱傷とは、
皮膚全層ならびに皮下組織
まで障害された状態をいい
ます。

  ＊４ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または診療所 Ａ 
  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある

医療施設
   Ａ：  四肢における骨折または脱

臼に関し施術を受けるた
め、柔道整復師法に定める
施術所に収容されたとき
は、その施術所を含みます。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ５ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。ただし、主契約の保険期間中または保険料
払込期間中に被保険者の年齢が30歳となるときは、30歳となる主契約の契約成
立日の応当日（年単位）の前日とします。

   ６ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
18条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による特定損傷給付金の支払事由（第２
条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 特定損傷給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ７ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

684



  項　目    内　容  

  ⑵ 特定損傷給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
き特定損傷給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る主契約の死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
特定損傷給付金を主契約の死亡給付金受取人に支払
います。  

  ★別表１（P.695参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、特定
損傷給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても特定損傷給付金を支払わない場合）  

  

特
定
損
傷
給
付
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 地震、噴火または津波
  ⑼ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって特定損傷給付金の
支払事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、特定損傷給付金の金額の一部または全部を支払
います。  

   ３ 給付金の支払請求手続について

   第４条  特定損傷給付金の支払請求手続

  １．特定損傷給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者または被保険
者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．特定損傷給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
２ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表２（P.695参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

または不完全に途絶えた状
態をいいます。ただし、病
的骨折および特発骨折を除
きます。

  ⑵ 関節脱臼
   関節を構成する骨が、正常

な解剖学的位置関係から偏
位した状態をいいます。た
だし、先天性脱臼、病的脱
臼および反復性脱臼を除き
ます。

  ⑶ 腱の断裂
   腱の連続性が完全または不

完全に途絶えた状態をいい
ます。ただし、疾病を原因
とする腱の断裂を除きま
す。

  ⑷ 熱傷
   直径２cm以上のⅡ度深達

性熱傷またはⅢ度熱傷の状
態をいいます。この場合、
Ⅱ度深達性熱傷とは、真皮
層の深部まで障害された状
態をいい、Ⅲ度熱傷とは、
皮膚全層ならびに皮下組織
まで障害された状態をいい
ます。

  ＊４ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または診療所 Ａ 
  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある

医療施設
   Ａ：  四肢における骨折または脱

臼に関し施術を受けるた
め、柔道整復師法に定める
施術所に収容されたとき
は、その施術所を含みます。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ５ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。ただし、主契約の保険期間中または保険料
払込期間中に被保険者の年齢が30歳となるときは、30歳となる主契約の契約成
立日の応当日（年単位）の前日とします。

   ６ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
18条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による特定損傷給付金の支払事由（第２
条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 特定損傷給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ７ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。
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   第13条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

   ８ 告知義務と解除について

   第11条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、特定損傷給付金の支払事由（第
２条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重要な事
項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要
とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その
医師に口頭により告知することを必要とします。

   第12条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第11条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、特定損傷給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができます。
この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 特定損傷給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに特定損傷給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、特定損傷給付金の支払事由または保険料の払込
免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者また
は被保険者が証明したときは、会社は、特定損傷給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第13条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第12条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第11条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第11条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に特定損傷給付金の
支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）が生じないで、
その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第11条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第14条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

   第15条  補足説明

  ＊１ この特約の保険期間満了日
の翌日

  本条において「特約変更日」と
いいます。

   第14条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、特定損傷給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。こ
の場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、特定損
傷給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その特定
損傷給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り
扱います。

  ⑴ 特定損傷給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに特定損傷給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第12条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   ９ 無配当特定損傷特約（医療保険）への変更について

   第15条  無配当特定損傷特約（医療保険）への変更

  １．この特約が次のすべてを満たすときは、保険契約者がこの特約の保険期間満了日
の２週間前までにこの特約を無配当特定損傷特約（医療保険）に変更しない旨を
会社に通知しない限り、変更の申出があったものとして、この特約は、この特約
の保険期間満了日の翌日 ＊１ に無配当特定損傷特約（医療保険）に変更されます。

  ⑴ この特約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ この特約の保険期間満了日が、主契約の保険期間満了日前にあり、かつ、被

保険者の年齢が30歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日
であること  

  ２．無配当特定損傷特約（医療保険）への変更について、次のとおり取り扱います。
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   第13条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

   ８ 告知義務と解除について

   第11条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、特定損傷給付金の支払事由（第
２条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重要な事
項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要
とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その
医師に口頭により告知することを必要とします。

   第12条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第11条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、特定損傷給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができます。
この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 特定損傷給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに特定損傷給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、特定損傷給付金の支払事由または保険料の払込
免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者また
は被保険者が証明したときは、会社は、特定損傷給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第13条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第12条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第11条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第11条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に特定損傷給付金の
支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）が生じないで、
その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第11条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第14条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

   第15条  補足説明

  ＊１ この特約の保険期間満了日
の翌日

  本条において「特約変更日」と
いいます。

   第14条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、特定損傷給付金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。こ
の場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、特定損
傷給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、その特定
損傷給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り
扱います。

  ⑴ 特定損傷給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに特定損傷給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第12条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   ９ 無配当特定損傷特約（医療保険）への変更について

   第15条  無配当特定損傷特約（医療保険）への変更

  １．この特約が次のすべてを満たすときは、保険契約者がこの特約の保険期間満了日
の２週間前までにこの特約を無配当特定損傷特約（医療保険）に変更しない旨を
会社に通知しない限り、変更の申出があったものとして、この特約は、この特約
の保険期間満了日の翌日 ＊１ に無配当特定損傷特約（医療保険）に変更されます。

  ⑴ この特約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑵ この特約の保険期間満了日が、主契約の保険期間満了日前にあり、かつ、被

保険者の年齢が30歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日
であること  

  ２．無配当特定損傷特約（医療保険）への変更について、次のとおり取り扱います。
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  第15条  補足説明

   ＊２ 変更後特約
  この特約から変更された場合の
無配当特定損傷特約（医療保険）
をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ この特約の保険期間満了日
の翌日

  本条において「特約変更日」と
いいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 特約変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更後特約 ＊２ の保険料の払込方法（回数）は、

変更前特約の保険料の払込方法（回数）と同一
とします。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、特約変更日 ＊１ を含む月の末日
までに主契約の保険料とともに払い込むことを
必要とします。この場合、第８条（払込期月の
主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了
日までに支払事由が生じた場合の取扱い）およ
び普通保険約款の保険料払込みの猶予期間の規
定を準用します。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、変更後特約 ＊２ の効力は生
じません。  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ の特定損
傷給付金額  

  変更前特約の保険期間満了日の特定損傷給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、変更前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、変更後特約 ＊２ の特定損傷給
付金額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後特約 ＊２ の保険期
間  

  ① 変更前特約の保険期間と同一とします。ただし、
変更前特約の保険期間と同一とすると変更後特
約 ＊２ に定める保険期間の限度を超えるときは、
その限度まで保険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、変更後特約 ＊２ は、会社の取
扱いの範囲内で、保険期間を変更されることが
あります。  

  ⑸ こ の 特 約 が 変 更 後 特
約 ＊２ に変更されたとき  

  ① 給付金の支払い、保険料の払込免除、告知義務
違反による解除および特約の消滅に関する規定
について、変更後特約 ＊２ の保険期間は、この
特約から継続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ② 特約変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ③ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑹ 特約変更日 ＊１ の被保険
者の年齢または性別に
誤りがあるとき  

  主契約の契約成立日の被保険者の契約年齢または性
別に誤りがある場合の処理に準じて取り扱います。  

  ⑺ 特約変更日 ＊１ に会社が
この特約の付加を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、本条の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を特
約変更日 ＊１ に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑸－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴および⑵を満たすときは、保険契約者
は、この特約の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲
内で、特約変更日＊１に、この特約を会社の定める同種の特約に変更することがで
きます。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。  

 第16条  無配当特定損傷特約（医療保険）への申出による変更

  １．この特約が次のすべてを満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、
この特約の保険期間満了日の翌日 ＊１ に、この特約を無配当特定損傷特約（医療保
険）に変更することができます。

 第16条  補足説明

  ＊２ 主契約の保険期間満了日
  主契約の保険期間中に被保険者
の年齢が30歳となるときは、
30歳となる主契約の契約成立
日の応当日（年単位）の前日と
します。

  ＊３ 変更後特約
  この特約から変更された場合の
無配当特定損傷特約（医療保険）
をいいます。

  ⑴ この特約の保険料の払込みが免除（第５条）されていないこと
  ⑵ この特約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ この特約の保険期間満了日が主契約の保険期間満了日 ＊２ 前にあること  

  ２．無配当特定損傷特約（医療保険）への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊３ の保険料    ① 特約変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更後特約 ＊３ の特定損傷給付金額によって定

めます。
  ③ 変更後特約 ＊３ の保険料の払込方法（回数）は、

変更前特約の保険料の払込方法（回数）と同一
とします。  

  ⑵ 変更後特約 ＊３ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、特約変更日 ＊１ を含む月の末日
までに主契約の保険料とともに払い込むことを
必要とします。この場合、第８条（払込期月の
主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了
日までに支払事由が生じた場合の取扱い）およ
び普通保険約款の保険料払込みの猶予期間の規
定を準用します。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、特約変更
日 ＊１ 以後変更後特約 ＊３ の保険料払込みの猶予
期間満了日までに、次のいずれかの事由が生じ
たときは、この特約は変更後特約 ＊３ に変更さ
れなかったものとします。
  ア．変更後特約 ＊３ の給付金の支払事由
  イ．変更後特約 ＊３ の保険料の払込免除事由
  ウ．主契約の給付金の支払事由
  エ．主契約に付加された特約の保険金・給付金

の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この特約は変更後特約 ＊３

 に変更されなかったものとします。  
  ⑶ 変更後特約 ＊３ の特定損

傷給付金額  
  変更前特約の保険期間満了日の特定損傷給付金額を
限度とします。  

  ⑷ こ の 特 約 が 変 更 後 特
約 ＊３ に変更されたとき  

  ① 給付金の支払い、保険料の払込免除、告知義務
違反による解除および特約の消滅に関する規定
について、変更後特約 ＊３ の保険期間は、この
特約から継続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊３ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ② 特約変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ③ 変更後特約 ＊３ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、この特約の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱い
の範囲内で、特約変更日＊１に、この特約を会社の定める同種の特約に変更するこ
とができます。この場合、本条の２．の⑴から⑷の規定を準用します。

   10 内容の変更について

   第17条  特定損傷給付金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって特定損傷給付金額を減額 ★ することができます。
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  第15条  補足説明

   ＊２ 変更後特約
  この特約から変更された場合の
無配当特定損傷特約（医療保険）
をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ この特約の保険期間満了日
の翌日

  本条において「特約変更日」と
いいます。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 特約変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更後特約 ＊２ の保険料の払込方法（回数）は、

変更前特約の保険料の払込方法（回数）と同一
とします。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、特約変更日 ＊１ を含む月の末日
までに主契約の保険料とともに払い込むことを
必要とします。この場合、第８条（払込期月の
主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了
日までに支払事由が生じた場合の取扱い）およ
び普通保険約款の保険料払込みの猶予期間の規
定を準用します。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、変更後特約 ＊２ の効力は生
じません。  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ の特定損
傷給付金額  

  変更前特約の保険期間満了日の特定損傷給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、変更前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、変更後特約 ＊２ の特定損傷給
付金額を変更することができます。  

  ⑷ 変更後特約 ＊２ の保険期
間  

  ① 変更前特約の保険期間と同一とします。ただし、
変更前特約の保険期間と同一とすると変更後特
約 ＊２ に定める保険期間の限度を超えるときは、
その限度まで保険期間を短縮します。

  ② ①に定めるほか、変更後特約 ＊２ は、会社の取
扱いの範囲内で、保険期間を変更されることが
あります。  

  ⑸ こ の 特 約 が 変 更 後 特
約 ＊２ に変更されたとき  

  ① 給付金の支払い、保険料の払込免除、告知義務
違反による解除および特約の消滅に関する規定
について、変更後特約 ＊２ の保険期間は、この
特約から継続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ② 特約変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ③ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑹ 特約変更日 ＊１ の被保険
者の年齢または性別に
誤りがあるとき  

  主契約の契約成立日の被保険者の契約年齢または性
別に誤りがある場合の処理に準じて取り扱います。  

  ⑺ 特約変更日 ＊１ に会社が
この特約の付加を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、本条の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を特
約変更日 ＊１ に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑸－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴および⑵を満たすときは、保険契約者
は、この特約の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲
内で、特約変更日＊１に、この特約を会社の定める同種の特約に変更することがで
きます。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。  

 第16条  無配当特定損傷特約（医療保険）への申出による変更

  １．この特約が次のすべてを満たすときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、
この特約の保険期間満了日の翌日 ＊１ に、この特約を無配当特定損傷特約（医療保
険）に変更することができます。

 第16条  補足説明

  ＊２ 主契約の保険期間満了日
  主契約の保険期間中に被保険者
の年齢が30歳となるときは、
30歳となる主契約の契約成立
日の応当日（年単位）の前日と
します。

  ＊３ 変更後特約
  この特約から変更された場合の
無配当特定損傷特約（医療保険）
をいいます。

  ⑴ この特約の保険料の払込みが免除（第５条）されていないこと
  ⑵ この特約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ この特約の保険期間満了日が主契約の保険期間満了日 ＊２ 前にあること  

  ２．無配当特定損傷特約（医療保険）への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊３ の保険料    ① 特約変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更後特約 ＊３ の特定損傷給付金額によって定

めます。
  ③ 変更後特約 ＊３ の保険料の払込方法（回数）は、

変更前特約の保険料の払込方法（回数）と同一
とします。  

  ⑵ 変更後特約 ＊３ の第１回
保険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、特約変更日 ＊１ を含む月の末日
までに主契約の保険料とともに払い込むことを
必要とします。この場合、第８条（払込期月の
主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了
日までに支払事由が生じた場合の取扱い）およ
び普通保険約款の保険料払込みの猶予期間の規
定を準用します。

  ② ①の保険料が払い込まれないまま、特約変更
日 ＊１ 以後変更後特約 ＊３ の保険料払込みの猶予
期間満了日までに、次のいずれかの事由が生じ
たときは、この特約は変更後特約 ＊３ に変更さ
れなかったものとします。
  ア．変更後特約 ＊３ の給付金の支払事由
  イ．変更後特約 ＊３ の保険料の払込免除事由
  ウ．主契約の給付金の支払事由
  エ．主契約に付加された特約の保険金・給付金

の支払事由
  ③ ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込

まれない場合には、この特約は変更後特約 ＊３

 に変更されなかったものとします。  
  ⑶ 変更後特約 ＊３ の特定損

傷給付金額  
  変更前特約の保険期間満了日の特定損傷給付金額を
限度とします。  

  ⑷ こ の 特 約 が 変 更 後 特
約 ＊３ に変更されたとき  

  ① 給付金の支払い、保険料の払込免除、告知義務
違反による解除および特約の消滅に関する規定
について、変更後特約 ＊３ の保険期間は、この
特約から継続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊３ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ② 特約変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ③ 変更後特約 ＊３ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、この特約の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱い
の範囲内で、特約変更日＊１に、この特約を会社の定める同種の特約に変更するこ
とができます。この場合、本条の２．の⑴から⑷の規定を準用します。

   10 内容の変更について

   第17条  特定損傷給付金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって特定損傷給付金額を減額 ★ することができます。
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ただし、会社は、減額後の特定損傷給付金額が会社の定める限度を下回る減額は
取り扱いません。

  ２．特定損傷給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第18条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 特定損傷給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続

している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   11 解約等について

   第18条  特約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約の解約を請求 ★ することがで
きます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第19条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 主契約の死亡給付金を支払ったとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ この特約による特定損傷給付金の支払回数が通算して10回に達したとき  

   第20条  返戻金

  この特約の保険料払込期間満了日が保険期間満了日前にあるときは、次の⑴およ
び⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が、次のいずれかに該当したときは、会社は、返戻金を保険契約者

に支払います。ただし、主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の
責任準備金が支払われるときは、これとあわせてこの特約の責任準備金を支
払います。

  ① この特約の保険期間中に効力を失ったとき（第９条）
  ② 解除または解約（第18条）されたとき
  ③ 第19条（特約の消滅）の⑵または⑶の規定により消滅したとき  

  ⑵ この特約の返戻金額は、主契約の返戻金額とあわせて保険契約者に通知（電
気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表
示による提供を含みます。）します。

   12 その他

   第21条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第22条  管轄裁判所

  この特約における特定損傷給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に

   第24条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

   第25条  補足説明

  ＊１ 第15条（無配当特定損傷
特約（医療保険）への変更）
に定める変更後特約

  本条において「変更後特約」と
いいます。

  ＊２ 第15条（無配当特定損傷
特約（医療保険）への変更）
に定める特約変更日

  本条において「特約変更日」と
いいます。

ついては、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第23条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   13 特則について

   第24条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第25条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨または第15条（無配当特
定損傷特約（医療保険）への変更）に定める変更後特約 ＊１ に変更しない旨を会社
に通知しない限り、更新または変更の申出があったものとして、この特約も同時
に更新または変更されます。ただし、保険契約者は、第16条（無配当特定損傷
特約（医療保険）への申出による変更）の規定により、更新日に、この特約を無
配当特定損傷特約（医療保険）に申出により変更することができます。

  ２．この特約の更新または変更後特約 ＊１ への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約または変更
後特約 ＊１ の保険料  

  更新日または第15条（無配当特定損傷特約（医療
保険）への変更）に定める特約変更日 ＊２ の保険料
率が適用されます。  

  ⑵ 更新後特約または変更
後特約 ＊１ の特定損傷給
付金額  

  更新前特約または変更前特約の保険期間満了日の特
定損傷給付金額と同額とします。ただし、保険契約
者は、更新前特約または変更前特約の保険期間満了
日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲
内で、更新後特約または変更後特約 ＊１ の特定損傷給
付金額を変更して更新または変更することができま
す。  

  ⑶ この特約が更新または
変更後特約 ＊１ に変更さ
れたとき  

  ① 給付金の支払い、保険料の払込免除、告知義務
違反による解除、払込期月の主契約の契約成立
日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事由
が生じた場合の取扱いおよび特約の消滅に関す
る規定について、更新後特約または変更後特
約 ＊１ の保険期間は、この特約から継続したもの
として取り扱います。
  （注） 更新後特約または変更後特約 ＊１ の給付限

度の判定にあたっては、更新前または変
更前に支払われた給付を含んで取り扱い
ます。

  ② 更新日または特約変更日 ＊２ の特約が適用され
ます。  

  ⑷ 主契約の更新の際に会
社がこの特約または変
更後特約 ＊１ の付加を取
り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新ま
たは変更の取扱いに準じて、会社の定める同種
の特約を主契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
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ただし、会社は、減額後の特定損傷給付金額が会社の定める限度を下回る減額は
取り扱いません。

  ２．特定損傷給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第18条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 特定損傷給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続

している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   11 解約等について

   第18条  特約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約の解約を請求 ★ することがで
きます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第19条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 主契約の死亡給付金を支払ったとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ この特約による特定損傷給付金の支払回数が通算して10回に達したとき  

   第20条  返戻金

  この特約の保険料払込期間満了日が保険期間満了日前にあるときは、次の⑴およ
び⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が、次のいずれかに該当したときは、会社は、返戻金を保険契約者

に支払います。ただし、主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の
責任準備金が支払われるときは、これとあわせてこの特約の責任準備金を支
払います。

  ① この特約の保険期間中に効力を失ったとき（第９条）
  ② 解除または解約（第18条）されたとき
  ③ 第19条（特約の消滅）の⑵または⑶の規定により消滅したとき  

  ⑵ この特約の返戻金額は、主契約の返戻金額とあわせて保険契約者に通知（電
気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表
示による提供を含みます。）します。

   12 その他

   第21条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第22条  管轄裁判所

  この特約における特定損傷給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に

   第24条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

   第25条  補足説明

  ＊１ 第15条（無配当特定損傷
特約（医療保険）への変更）
に定める変更後特約

  本条において「変更後特約」と
いいます。

  ＊２ 第15条（無配当特定損傷
特約（医療保険）への変更）
に定める特約変更日

  本条において「特約変更日」と
いいます。

ついては、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第23条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   13 特則について

   第24条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第25条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨または第15条（無配当特
定損傷特約（医療保険）への変更）に定める変更後特約 ＊１ に変更しない旨を会社
に通知しない限り、更新または変更の申出があったものとして、この特約も同時
に更新または変更されます。ただし、保険契約者は、第16条（無配当特定損傷
特約（医療保険）への申出による変更）の規定により、更新日に、この特約を無
配当特定損傷特約（医療保険）に申出により変更することができます。

  ２．この特約の更新または変更後特約 ＊１ への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約または変更
後特約 ＊１ の保険料  

  更新日または第15条（無配当特定損傷特約（医療
保険）への変更）に定める特約変更日 ＊２ の保険料
率が適用されます。  

  ⑵ 更新後特約または変更
後特約 ＊１ の特定損傷給
付金額  

  更新前特約または変更前特約の保険期間満了日の特
定損傷給付金額と同額とします。ただし、保険契約
者は、更新前特約または変更前特約の保険期間満了
日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲
内で、更新後特約または変更後特約 ＊１ の特定損傷給
付金額を変更して更新または変更することができま
す。  

  ⑶ この特約が更新または
変更後特約 ＊１ に変更さ
れたとき  

  ① 給付金の支払い、保険料の払込免除、告知義務
違反による解除、払込期月の主契約の契約成立
日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事由
が生じた場合の取扱いおよび特約の消滅に関す
る規定について、更新後特約または変更後特
約 ＊１ の保険期間は、この特約から継続したもの
として取り扱います。
  （注） 更新後特約または変更後特約 ＊１ の給付限

度の判定にあたっては、更新前または変
更前に支払われた給付を含んで取り扱い
ます。

  ② 更新日または特約変更日 ＊２ の特約が適用され
ます。  

  ⑷ 主契約の更新の際に会
社がこの特約または変
更後特約 ＊１ の付加を取
り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新ま
たは変更の取扱いに準じて、会社の定める同種
の特約を主契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
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   第26条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間の終期を被保険者の年
齢が30歳となる主契約の契約
成立日の応当日（年単位）の前
日とする特約に変更された場合
の無配当特定損傷特約Ⅱ型（医
療保険）をいいます。

条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後の特定損傷給付金額に
ついて、更新前特約の保険期間満了日の特定損傷給付金額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、この特約
の保険期間の終期が被保険者の年齢が30歳となる主契約の契約成立日の応当日

（年単位）の前日である場合を除き、主契約の変更日 ＊１ に、保険期間の終期を被
保険者の年齢が30歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日とす
る無配当特定損傷特約Ⅱ型（医療保険）に変更されます。

  ２．本条の１．に定める無配当特定損傷特約Ⅱ型（医療保険）への変更について、次
のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。  
  ⑵ 変更後特約 ＊２ の特定損

傷給付金額  
  変更前特約の保険期間満了日の特定損傷給付金額と
同額とします。  ただし、保険契約者は、変更前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、変更後特約＊２の特定損傷給
付金額を変更することができます。

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第５条）、告知義務違反による解除（第
12条・第13条）、払込期月の主契約の契約成
立日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事
由が生じた場合の取扱い（第８条）および特約
の消滅（第19条）に関する規定について、変
更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前特約から継
続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、この特約の保険期間の終期が被保
険者の年齢が30歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日である
場合を除き、変更日＊１に、保険期間の終期を被保険者の年齢が30歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単位）の前日とする「会社の定める同種の特約」に
変更することができます。この場合、本条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。
ただし、変更後の特定損傷給付金額について、変更前特約の保険期間満了日の特
定損傷給付金額と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その
限度額と同額とします。

   第27条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動積立型終身保険契約または利
率変動型積立保険契約をいいま
す。

  第28条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
 主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。
   

   第27条  ５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）契約または５年ごと利
差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）契約または５年ごと
利差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約に付加するときは、次の⑴か
ら⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと

き、かつ、主契約の保険料払込期間中に特定損傷給付金が支払われるべきと
きは、第２条（特定損傷給付金の支払い）の２．－⑵を次のとおり読み替え
ます。

  項　目    内　容  

  ⑵ 特定損傷給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
き特定損傷給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき特定損傷給付金を被指定契約 ＊１ の死亡
保険金受取人または死亡給付金受取人に支払いま
す。  

  ⑵ 第19条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 被保険者が死亡したとき

  ⑶ 第20条（返戻金）を次のとおり読み替えます。
  第20条（返戻金）

  この特約の保険料払込期間満了日が保険期間満了日前にあるとき
は、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が、次のいずれかに該当したときは、会社は、返戻金

を保険契約者に支払います。ただし、主契約の保険料払込期間
満了後の保険期間中に、主契約の死亡給付金の免責事由に該当
して主契約の責任準備金が支払われるときは、これとあわせて
この特約の責任準備金を支払います。

  ① この特約の保険期間中に効力を失ったとき（第９条）
  ② 解除または解約（第18条）されたとき
  ③ 第19条（特約の消滅）の⑵または⑶の規定により消滅した

とき  

  ⑵ この特約の返戻金額は、この特約の付加の際に保険契約者に通
知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。本条において以
下同じ。）します。ただし、主契約の返戻金額を通知するときは、
これとあわせて通知します。   

 第28条  無配当こども医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）契約に付加
する場合の特則

この特約を無配当こども医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）契約に付加すると
きは、次の⑴から⑶のとおり取り扱います。
⑴ 被指定契約＊１がある場合で、主契約と被指定契約＊１の被保険者が同一のとき

は、第２条（特定損傷給付金の支払い）の２．－⑵を次のとおり読み替えま
す。

項　目 内　容

⑵ 特定損傷給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
き特定損傷給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき

主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき特定損傷給付金を被指定契約＊１の死亡
給付金受取人に支払います。

⑵ 第19条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
⑴ 被保険者が死亡したとき

⑶ 第24条（主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこ
の特約を付加する場合の特則）および第25条（主契約が更新される場合の
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   第26条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間の終期を被保険者の年
齢が30歳となる主契約の契約
成立日の応当日（年単位）の前
日とする特約に変更された場合
の無配当特定損傷特約Ⅱ型（医
療保険）をいいます。

条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後の特定損傷給付金額に
ついて、更新前特約の保険期間満了日の特定損傷給付金額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、この特約
の保険期間の終期が被保険者の年齢が30歳となる主契約の契約成立日の応当日

（年単位）の前日である場合を除き、主契約の変更日 ＊１ に、保険期間の終期を被
保険者の年齢が30歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日とす
る無配当特定損傷特約Ⅱ型（医療保険）に変更されます。

  ２．本条の１．に定める無配当特定損傷特約Ⅱ型（医療保険）への変更について、次
のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。  
  ⑵ 変更後特約 ＊２ の特定損

傷給付金額  
  変更前特約の保険期間満了日の特定損傷給付金額と
同額とします。  ただし、保険契約者は、変更前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、変更後特約＊２の特定損傷給
付金額を変更することができます。

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第２条・第３条）、保険料の
払込免除（第５条）、告知義務違反による解除（第
12条・第13条）、払込期月の主契約の契約成
立日の応当日以後猶予期間満了日までに支払事
由が生じた場合の取扱い（第８条）および特約
の消滅（第19条）に関する規定について、変
更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前特約から継
続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、この特約の保険期間の終期が被保
険者の年齢が30歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日である
場合を除き、変更日＊１に、保険期間の終期を被保険者の年齢が30歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単位）の前日とする「会社の定める同種の特約」に
変更することができます。この場合、本条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。
ただし、変更後の特定損傷給付金額について、変更前特約の保険期間満了日の特
定損傷給付金額と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その
限度額と同額とします。

   第27条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動積立型終身保険契約または利
率変動型積立保険契約をいいま
す。

  第28条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
 主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。
   

   第27条  ５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）契約または５年ごと利
差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）契約または５年ごと
利差配当付医療保険（返戻金なし型）（2010）契約に付加するときは、次の⑴か
ら⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと

き、かつ、主契約の保険料払込期間中に特定損傷給付金が支払われるべきと
きは、第２条（特定損傷給付金の支払い）の２．－⑵を次のとおり読み替え
ます。

  項　目    内　容  

  ⑵ 特定損傷給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
き特定損傷給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき特定損傷給付金を被指定契約 ＊１ の死亡
保険金受取人または死亡給付金受取人に支払いま
す。  

  ⑵ 第19条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 被保険者が死亡したとき

  ⑶ 第20条（返戻金）を次のとおり読み替えます。
  第20条（返戻金）

  この特約の保険料払込期間満了日が保険期間満了日前にあるとき
は、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が、次のいずれかに該当したときは、会社は、返戻金

を保険契約者に支払います。ただし、主契約の保険料払込期間
満了後の保険期間中に、主契約の死亡給付金の免責事由に該当
して主契約の責任準備金が支払われるときは、これとあわせて
この特約の責任準備金を支払います。

  ① この特約の保険期間中に効力を失ったとき（第９条）
  ② 解除または解約（第18条）されたとき
  ③ 第19条（特約の消滅）の⑵または⑶の規定により消滅した

とき  

  ⑵ この特約の返戻金額は、この特約の付加の際に保険契約者に通
知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。本条において以
下同じ。）します。ただし、主契約の返戻金額を通知するときは、
これとあわせて通知します。   

 第28条  無配当こども医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）契約に付加
する場合の特則

この特約を無配当こども医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）契約に付加すると
きは、次の⑴から⑶のとおり取り扱います。
⑴ 被指定契約＊１がある場合で、主契約と被指定契約＊１の被保険者が同一のとき

は、第２条（特定損傷給付金の支払い）の２．－⑵を次のとおり読み替えま
す。

項　目 内　容

⑵ 特定損傷給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
き特定損傷給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき

主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき特定損傷給付金を被指定契約＊１の死亡
給付金受取人に支払います。

⑵ 第19条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
⑴ 被保険者が死亡したとき

⑶ 第24条（主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこ
の特約を付加する場合の特則）および第25条（主契約が更新される場合の
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特則）中、「主契約の更新」とあるのをすべて「主契約の変更」と、「主契約
が更新」とあるのをすべて「主契約が変更」とそれぞれ読み替えます。

   別表１　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電

    別表２　特定損傷給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  特定損傷給付金の支払い  

  ⑴ 特定損傷給付金支払請求書
  ⑵ 不慮の事故（別表１）であることを証明する書類
  ⑶ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑷ 特定損傷給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ 特定損傷給付金の受取人の印鑑証明書
⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  
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特則）中、「主契約の更新」とあるのをすべて「主契約の変更」と、「主契約
が更新」とあるのをすべて「主契約が変更」とそれぞれ読み替えます。

   別表１　対象となる不慮の事故
 対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表1によるものとします。
 
 表１

用　語      定　義  

急激
事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。

（注）慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。

偶発
事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。

（注）被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。

外来

事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
（注）疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。

注　次の1．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
１．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
４．入浴中の溺水
５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの（高山病・潜水病・潜函病を含みます。）、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
10．処刑

表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

次のような事故は、表1の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
・交通事故
・火災
・転倒・墜落
・海・川での溺水
・落雷・感電

    別表２　特定損傷給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  特定損傷給付金の支払い  

  ⑴ 特定損傷給付金支払請求書
  ⑵ 不慮の事故（別表１）であることを証明する書類
  ⑶ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑷ 特定損傷給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ 特定損傷給付金の受取人の印鑑証明書
⑹   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  
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   第₂₄条 主契約の更新または保険期間が終身の保険
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    第２条  補足説明

  ＊１ 病理組織学的所見
  生検を含みます。

  ５年ごと利差配当付がん治療給付特約（医療保険）（返戻金なし型）  
  （実施　平27.4.2 ／改正　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    がんによる所定の入院、手術、放射線治療、抗がん剤治療に対する保障  
  給付金の種類    がん治療給付金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この特約は、５年ごと利差配当付がん保険（返戻金なし型）（2015）契約（以下「主契約」とい
います。）に付加することができます。また、この特約には返戻金はありません。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の保険期間開始の時からその日
を含めて90日を経過した日の翌日  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第12条）

を受けた時からその日を含めて90
日を経過した日の翌日

  ② この特約の保険料に相当する金額
を受け取った時からその日を含め
て90日を経過した日の翌日  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ がんの定義および診断確定について

   第２条  がんの定義および診断確定

  １．この特約において「がん」とは、「悪性新生物および上皮内新生物」（別表１ ★ ）
のうち、新生物の形態の性状コード（別表２ ★ ）が悪性または上皮内癌に該当す
るものをいいます。

  ２．がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見 ＊１ による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由

および画像所見など他の所見による診断確定の根拠が明らかであるときは、
その診断確定  

  ★別表１（P.706参照）、別表２（P.706参照）  

   ３ 給付金の支払いについて

   第３条  がん治療給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、がん治療給付金の支払事由が
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   第３条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われたときは、最
終の復活の日からその日を含め
て90日を経過した日の翌日と
します。

  ＊２ 入院日数が１日
  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

  ＊３ 治療を受けた日
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 入院のときは、入院日各日
  ⑵ 手術のときは、手術日
  ⑶ 放射線治療のときは、放射

線照射日
  ⑷ 抗がん剤治療のときは、医

師が注射による抗がん剤の
投与を行った日または医師
が抗がん剤の処方を行った
日（医師の処方せんの交付
により支給を受けた抗がん
剤による治療については、
その投薬期間にかかわら
ず、その処方せんの交付の
日とします。）

生じたときは、その支払事由に対応してがん治療給付金をその受取人に支払いま
す。

      支払事由（がん治療給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

が
ん
治
療
給
付
金  

  この特約の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確
定されたことのない被保険者が、この特約の
責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中に診断確定さ
れたがんの治療を直接の目的として、以下の
いずれかの治療を受けたとき
  ⑴ 入院日数が１日 ＊２ 以上の入院（別表３ ★ ）
  ⑵ 別表５ ★ に定める手術
  ⑶ 別表６ ★ に定める放射線治療
  ⑷ 別表７ ★ に定める抗がん剤治療  

  がん治療給付金が支
払われる治療を受け
た日 ＊３ の属する月ご
とに、  
がん治療給付金月額  

  

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人  

  ２．がん治療給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 被保険者ががん治療給
付金の支払事由に該当
する治療を受けた日 ＊３

 が、同一の月に２日以
上あるとき  

  その月の最初の治療を受けた日 ＊３ に支払事由が生
じたものとみなして取り扱います。  

  ⑵ 被保険者が、本条の１．
－⑴から⑷のうち、同
時に複数の治療を受け
たとき  

  がん治療給付金を重複して支払いません。  

  ⑶ がん治療給付金の支払
限度  

  支払月数を通算して120か月を限度とします。  

  ⑷ がん治療給付金が支払
わ れ る 治 療 を 受 け た
日 ＊３ の属する月中にが
ん治療給付金額が減額
されたとき  

  その治療を受けた日 ＊３ 現在のがん治療給付金額と
します。  

  ⑸ がん治療給付金が支払
わ れ る 治 療 を 受 け た
日 ＊３ の属する月中に主
契約の入院給付金受取
人が変更されたとき  

  その治療を受けた日 ＊３ 現在の主契約の入院給付金
受取人に支払います。  

  ⑹ がん治療給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
きがん治療給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る主契約の死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
がん治療給付金を主契約の死亡給付金受取人に支払
います。  

  ★別表３（P.706参照）、別表５（P.707参照）、別表６（P.707参照）、別表７（P.707参照）  

   ４ 給付金の支払請求手続について

   第４条  がん治療給付金の支払請求手続

  １．がん治療給付金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者または被保険
者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．がん治療給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
11 ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表11（P.708参照）  

   ５ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ６ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。

   ７ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
17条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約によるがん治療給付金の支払事由（第３
条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ がん治療給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ８ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。
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ず、その処方せんの交付の
日とします。）

生じたときは、その支払事由に対応してがん治療給付金をその受取人に支払いま
す。

      支払事由（がん治療給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

が
ん
治
療
給
付
金  

  この特約の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確
定されたことのない被保険者が、この特約の
責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中に診断確定さ
れたがんの治療を直接の目的として、以下の
いずれかの治療を受けたとき
  ⑴ 入院日数が１日 ＊２ 以上の入院（別表３ ★ ）
  ⑵ 別表５ ★ に定める手術
  ⑶ 別表６ ★ に定める放射線治療
  ⑷ 別表７ ★ に定める抗がん剤治療  

  がん治療給付金が支
払われる治療を受け
た日 ＊３ の属する月ご
とに、  
がん治療給付金月額  

  

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人  

  ２．がん治療給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 被保険者ががん治療給
付金の支払事由に該当
する治療を受けた日 ＊３

 が、同一の月に２日以
上あるとき  

  その月の最初の治療を受けた日 ＊３ に支払事由が生
じたものとみなして取り扱います。  

  ⑵ 被保険者が、本条の１．
－⑴から⑷のうち、同
時に複数の治療を受け
たとき  

  がん治療給付金を重複して支払いません。  

  ⑶ がん治療給付金の支払
限度  

  支払月数を通算して120か月を限度とします。  

  ⑷ がん治療給付金が支払
わ れ る 治 療 を 受 け た
日 ＊３ の属する月中にが
ん治療給付金額が減額
されたとき  

  その治療を受けた日 ＊３ 現在のがん治療給付金額と
します。  

  ⑸ がん治療給付金が支払
わ れ る 治 療 を 受 け た
日 ＊３ の属する月中に主
契約の入院給付金受取
人が変更されたとき  

  その治療を受けた日 ＊３ 現在の主契約の入院給付金
受取人に支払います。  

  ⑹ がん治療給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
きがん治療給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る主契約の死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
がん治療給付金を主契約の死亡給付金受取人に支払
います。  

  ★別表３（P.706参照）、別表５（P.707参照）、別表６（P.707参照）、別表７（P.707参照）  

   ４ 給付金の支払請求手続について

   第４条  がん治療給付金の支払請求手続

  １．がん治療給付金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者または被保険
者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．がん治療給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
11 ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表11（P.708参照）  

   ５ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ６ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。

   ７ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
17条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約によるがん治療給付金の支払事由（第３
条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ がん治療給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ８ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。
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   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   第11条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。

  ＊２ その復活の時から無効とす
る時までのこの特約の保険
料

  その復活の延滞保険料を含みま
す。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ９ 無効について

   第11条  この特約の責任開始の時前のがん診断確定による無効

  １．被保険者がこの特約の締結の際の告知（第12条）の時前または告知の時からこ
の特約の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていた場合には、保険契約者お
よび被保険者が、その事実を知っていた場合、知らなかった場合のいずれについ
ても、この特約は無効とします。

  ２．本条の１．の場合には、それまでに会社に払い込まれたこの特約の保険料は次の
とおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 告知の時前に被保険者
ががんと診断確定され
ていたとき  

  ① その事実を保険契約者および被保険者のすべて
が知らなかったときは、保険契約者に払い戻し
ます。

  ② その事実を保険契約者および被保険者のいずれ
か１人でも知っていたときは、払い戻しません。  

  ⑵ 告知の時前にがんと診
断確定されたことのな
い被保険者が、告知の
時からこの特約の責任
開始の時 ＊１ の前日まで
にがんと診断確定され
ていたとき  

  保険契約者に払い戻します。  

  ３．本条の１．および２．の規定は、この特約の復活（第10条）の場合に準用します。
ただし、それまでに会社に払い込まれたこの特約の保険料は、その復活の時から
無効とする時までのこの特約の保険料 ＊２ とします。

  ４．本条の３．の場合、この特約はその復活が行われずに、解約（第17条）された
ものとして取り扱います。

  ５．本条の規定にかかわらず、第13条（告知義務違反による解除）または第15条（重
大事由による解除）に定めるこの特約の解除の要件を満たすときは、会社は、そ
の規定によりこの特約を解除することができます。

  ６．本条の適用があるときは、第18条（特約の消滅）および第19条（返戻金）の規
定は適用しません。

   10 告知義務と解除について

   第12条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、がん治療給付金の支払事由（第
３条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重要な事
項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要
とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その
医師に口頭により告知することを必要とします。

   第13条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、

   第14条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

故意または重大な過失によって、第12条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、がん治療給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができます。
この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ がん治療給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでにがん治療給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、がん治療給付金の支払事由または保険料の払込
免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者また
は被保険者が証明したときは、会社は、がん治療給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第14条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第13条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第12条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第12条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 次のいずれかの時（復活の場合は、復活の時）からその日を含めて２年以内
にがん治療給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第５条）
が生じないで、その期間を経過したとき
  ① この特約を主契約の締結の際に付加した場合には、主契約の保険期間開

始の時
  ② この特約を主契約の締結後に付加した場合には、次のいずれか遅い時

  ア．被保険者に関する告知（第12条）を受けた時
  イ．この特約の保険料に相当する金額を受け取った時  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第12条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第15条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。
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   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   第11条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。

  ＊２ その復活の時から無効とす
る時までのこの特約の保険
料

  その復活の延滞保険料を含みま
す。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ９ 無効について

   第11条  この特約の責任開始の時前のがん診断確定による無効

  １．被保険者がこの特約の締結の際の告知（第12条）の時前または告知の時からこ
の特約の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていた場合には、保険契約者お
よび被保険者が、その事実を知っていた場合、知らなかった場合のいずれについ
ても、この特約は無効とします。

  ２．本条の１．の場合には、それまでに会社に払い込まれたこの特約の保険料は次の
とおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 告知の時前に被保険者
ががんと診断確定され
ていたとき  

  ① その事実を保険契約者および被保険者のすべて
が知らなかったときは、保険契約者に払い戻し
ます。

  ② その事実を保険契約者および被保険者のいずれ
か１人でも知っていたときは、払い戻しません。  

  ⑵ 告知の時前にがんと診
断確定されたことのな
い被保険者が、告知の
時からこの特約の責任
開始の時 ＊１ の前日まで
にがんと診断確定され
ていたとき  

  保険契約者に払い戻します。  

  ３．本条の１．および２．の規定は、この特約の復活（第10条）の場合に準用します。
ただし、それまでに会社に払い込まれたこの特約の保険料は、その復活の時から
無効とする時までのこの特約の保険料 ＊２ とします。

  ４．本条の３．の場合、この特約はその復活が行われずに、解約（第17条）された
ものとして取り扱います。

  ５．本条の規定にかかわらず、第13条（告知義務違反による解除）または第15条（重
大事由による解除）に定めるこの特約の解除の要件を満たすときは、会社は、そ
の規定によりこの特約を解除することができます。

  ６．本条の適用があるときは、第18条（特約の消滅）および第19条（返戻金）の規
定は適用しません。

   10 告知義務と解除について

   第12条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、がん治療給付金の支払事由（第
３条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重要な事
項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要
とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その
医師に口頭により告知することを必要とします。

   第13条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、

   第14条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

故意または重大な過失によって、第12条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、がん治療給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができます。
この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ がん治療給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでにがん治療給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、がん治療給付金の支払事由または保険料の払込
免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者また
は被保険者が証明したときは、会社は、がん治療給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第14条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第13条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第12条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第12条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 次のいずれかの時（復活の場合は、復活の時）からその日を含めて２年以内
にがん治療給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第５条）
が生じないで、その期間を経過したとき
  ① この特約を主契約の締結の際に付加した場合には、主契約の保険期間開

始の時
  ② この特約を主契約の締結後に付加した場合には、次のいずれか遅い時

  ア．被保険者に関する告知（第12条）を受けた時
  イ．この特約の保険料に相当する金額を受け取った時  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第12条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第15条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。
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   第15条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、がん治療給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。こ
の場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、がん治
療給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、そのがん
治療給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り
扱います。

  ⑴ がん治療給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでにがん治療給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第13条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   11 内容の変更について

   第16条  がん治療給付金額の減額

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってがん治療給
付金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後のがん治療給付金
額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．がん治療給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第17条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ がん治療給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続

している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第23条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する主契約の契約成立日の
応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   12 解約等について

   第17条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってこの特約の
解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第18条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 被保険者が死亡したとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ この特約によるがん治療給付金の支払月数が通算して120か月に達したとき  

   第19条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

でも、この特約の責任準備金は支払いません。

   13 その他

   第20条  社員配当金の割当ておよび支払い

  この特約の社員配当金の割当ておよび支払いは、主契約に準じて取り扱います。

   第21条  管轄裁判所

  この特約におけるがん治療給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第22条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   第23条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この特約の給付金の支払事由（第３条）にかかわる次のいずれかの事由
が、この特約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、変更
日 ＊１ から将来に向かって、この特約の支払事由を変更することがあります。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この特約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約者に
その旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この特約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの特約を解約（第17条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
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   第15条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、がん治療給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。こ
の場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、がん治
療給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、そのがん
治療給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り
扱います。

  ⑴ がん治療給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでにがん治療給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第13条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   11 内容の変更について

   第16条  がん治療給付金額の減額

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってがん治療給
付金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後のがん治療給付金
額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．がん治療給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第17条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ がん治療給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続

している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第23条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する主契約の契約成立日の
応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   12 解約等について

   第17条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってこの特約の
解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第18条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 被保険者が死亡したとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ この特約によるがん治療給付金の支払月数が通算して120か月に達したとき  

   第19条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

でも、この特約の責任準備金は支払いません。

   13 その他

   第20条  社員配当金の割当ておよび支払い

  この特約の社員配当金の割当ておよび支払いは、主契約に準じて取り扱います。

   第21条  管轄裁判所

  この特約におけるがん治療給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第22条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   第23条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この特約の給付金の支払事由（第３条）にかかわる次のいずれかの事由
が、この特約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を得て、変更
日 ＊１ から将来に向かって、この特約の支払事由を変更することがあります。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この特約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約者に
その旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この特約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの特約を解約（第17条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
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   第24条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

   第26条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の５年ごと利差配当付
がん治療給付特約（医療保険）

（返戻金なし型）をいいます。

り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   14 特則について

   第24条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からそ
の日を含めて90日を経過した日の翌日からこの特約上の責任を開始します。

   第25条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後特約のがん治療
給付金額  

  更新前特約の保険期間満了日のがん治療給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、更新前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、更新後特約のがん治療給付金
額を変更して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金の支払い（第３条）、保険料の払込免除（第
５条）、告知義務違反による解除（第13条・第
14条）および払込期月の主契約の契約成立日
の応当日以後猶予期間満了日までに支払事由が
生じた場合の取扱い（第８条）に関する規定に
ついて、更新後特約の保険期間は、この特約か
ら継続したものとして取り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後のがん治療給付金額に
ついて、更新前特約の保険期間満了日のがん治療給付金額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の５年ごと利差配当付がん治療給付特約（医療保険）

（返戻金なし型）に変更されます。
  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付がん治療給付特約（医療保険）（返戻金な

し型）への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

 第26条  補足説明

  ＊３ 保険期間満了日
  この特約の保険期間中に、被保
険者の年齢が75歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単
位）を変更日 ＊１ として、保険期
間が終身の特約に変更されると
きは、変更日 ＊１ の前日としま
す。

   第27条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。
   

  項　目    内　容  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ のがん治
療給付金額  

  変更前特約の保険期間満了日 ＊３ のがん治療給付金
額と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前
特約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前までに申し出
て、会社の取扱いの範囲内で、変更後特約 ＊２ のが
ん治療給付金額を変更することができます。  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第３条）、保険料の払込免除（第
５条）、告知義務違反による解除（第13条・第
14条）および払込期月の主契約の契約成立日
の応当日以後猶予期間満了日までに支払事由が
生じた場合の取扱い（第８条）に関する規定に
ついて、変更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前
特約から継続したものとして取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、変更後のがん治療給付金額に
ついて、変更前特約の保険期間満了日 ＊３ のがん治療給付金額と同額とした場合
に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第27条  主契約に被指定契約がある場合の特則

  この特約の主契約に被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険
者が同一のとき、かつ、主契約の保険料払込期間中にがん治療給付金が支払われ
るべきときは、第３条（がん治療給付金の支払い）の２．－⑹を次のとおり読み
替えます。

  項　目    内　容  

  ⑹ がん治療給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
きがん治療給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべきがん治療給付金を被指定契約 ＊１ の死亡
給付金受取人に支払います。  
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   第24条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

   第26条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の５年ごと利差配当付
がん治療給付特約（医療保険）

（返戻金なし型）をいいます。

り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   14 特則について

   第24条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からそ
の日を含めて90日を経過した日の翌日からこの特約上の責任を開始します。

   第25条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後特約のがん治療
給付金額  

  更新前特約の保険期間満了日のがん治療給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、更新前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、更新後特約のがん治療給付金
額を変更して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金の支払い（第３条）、保険料の払込免除（第
５条）、告知義務違反による解除（第13条・第
14条）および払込期月の主契約の契約成立日
の応当日以後猶予期間満了日までに支払事由が
生じた場合の取扱い（第８条）に関する規定に
ついて、更新後特約の保険期間は、この特約か
ら継続したものとして取り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後のがん治療給付金額に
ついて、更新前特約の保険期間満了日のがん治療給付金額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の５年ごと利差配当付がん治療給付特約（医療保険）

（返戻金なし型）に変更されます。
  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付がん治療給付特約（医療保険）（返戻金な

し型）への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

 第26条  補足説明

  ＊３ 保険期間満了日
  この特約の保険期間中に、被保
険者の年齢が75歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単
位）を変更日 ＊１ として、保険期
間が終身の特約に変更されると
きは、変更日 ＊１ の前日としま
す。

   第27条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。
   

  項　目    内　容  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ のがん治
療給付金額  

  変更前特約の保険期間満了日 ＊３ のがん治療給付金
額と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前
特約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前までに申し出
て、会社の取扱いの範囲内で、変更後特約 ＊２ のが
ん治療給付金額を変更することができます。  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第３条）、保険料の払込免除（第
５条）、告知義務違反による解除（第13条・第
14条）および払込期月の主契約の契約成立日
の応当日以後猶予期間満了日までに支払事由が
生じた場合の取扱い（第８条）に関する規定に
ついて、変更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前
特約から継続したものとして取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、変更後のがん治療給付金額に
ついて、変更前特約の保険期間満了日 ＊３ のがん治療給付金額と同額とした場合
に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第27条  主契約に被指定契約がある場合の特則

  この特約の主契約に被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険
者が同一のとき、かつ、主契約の保険料払込期間中にがん治療給付金が支払われ
るべきときは、第３条（がん治療給付金の支払い）の２．－⑹を次のとおり読み
替えます。

  項　目    内　容  

  ⑹ がん治療給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
きがん治療給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべきがん治療給付金を被指定契約 ＊１ の死亡
給付金受取人に支払います。  
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   別表１　対象となる悪性新生物および上皮内新生物
  対象となる悪性新生物および上皮内新生物とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものと
し、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10(2003年版)準拠」
によるものとします。

  分類項目    基本分類  コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物  
  消化器の悪性新生物  
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物  
  骨および関節軟骨の悪性新生物  
  皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物  
  中皮および軟部組織の悪性新生物  
  乳房の悪性新生物  
  女性生殖器の悪性新生物  
  男性生殖器の悪性新生物  
  腎尿路の悪性新生物  
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物  
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物  
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物  
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物  
  上皮内新生物  
  真正赤血球増加症＜多血症＞  
  骨髄異形成症候群  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のう
ち、  
  　慢性骨髄増殖性疾患  
  　本態性（出血性）血小板血症  
  リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、  
  　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの  

  C00-C14  
  C15-C26  
  C30-C39  
  C40-C41  
  C43-C44  
  C45-C49  

  C50  
  C51-C58  
  C60-C63  
  C64-C68  
  C69-C72  
  C73-C75  
  C76-C80  
  C81-C96  

  C97  
  D00-D07､ D09  

  D45  
  D46  

    
  D47.1  
  D47.3  

    
  D76.0  

  
別表２　新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　腫瘍
学（NCC監修）第3版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次のものを
いいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
  　　　　　　非侵襲性
  ／３‥‥‥悪性、原発部位
  ／６‥‥‥悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位
  ／９‥‥‥悪性、原発部位または転移部位の別不詳  

  別表３　がん治療給付金の支払対象となる「入院」
  がん治療給付金の支払対象となる「入院」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院または
診療所（別表４）に入り、常に医師の管理下において治療に専念することをいいます。ただし、入院時の医学的水準、医学的常
識に照らし、客観的、合理的な入院に限ります。

  別表４　病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所
  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設

  別表５　がん治療給付金の支払対象となる「手術」
  がん治療給付金の支払対象となる「手術」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院または
診療所（別表４）に入り、医師の管理下において、がんの治療を直接の目的として、器具を用い生体に切開、切除、摘出、除去
およびそれに準ずる操作を加えることをいいます。なお、次の⑴から⑸などは、がん治療給付金の支払対象となる「手術」には
該当しません。

  ⑴ 処置（持続性胸腔ドレナージ、経皮的エタノール注入療法など）、検査、神経ブロック
  ⑵ 診断・検査（生検・腹腔鏡検査・臓器穿刺など）のための手術（注）
  ⑶ 美容整形上の手術
  ⑷ 歯科治療に伴う歯科手術（歯肉切除手術、インプラントなど）（注）
  ⑸ 屈折異常に対する視力矯正手術  

  注
公的医療保険制度（別表８）に基づく医科診療報酬点数表(別表９)で手術料が算定される場合には、がん治療給付金の支払対
象となる手術に該当します。

  別表６　がん治療給付金の支払対象となる「放射線治療」
  がん治療給付金の支払対象となる「放射線治療」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院
または診療所（別表４）に入り、医師の管理下において、がんの治療を直接の目的として行われる放射線照射または温熱療法を
いいます。なお、次の⑴から⑷などは、がん治療給付金の支払対象となる「放射線治療」には該当しません。

  ⑴ 処置（光線療法・皮膚レーザー照射療法など）
  ⑵ 検査（エックス線診断など）
  ⑶ 血液照射
  ⑷ 歯科治療に伴う放射線照射（注）  

  注
公的医療保険制度（別表８）に基づく医科診療報酬点数表（別表９）で放射線治療料が算定される場合には、がん治療給付金の
支払対象となる放射線治療に該当します。

  別表７　がん治療給付金の支払対象となる「抗がん剤治療」
  がん治療給付金の支払対象となる「抗がん剤治療」とは、医師による治療が必要であり、医師の管理下で行われる次のすべてを
満たす治療をいいます。
  ⑴ 次のすべてを満たす医薬品の投与または処方

  ① 投与または処方を受けた時点において、被保険者が診断確定された「がん（別表１）」に対する効能または効果が厚生
労働大臣により認められた医薬品

  ② がん細胞の消滅、破壊または発育もしくは増殖の抑制を目的として使用された医薬品
  ⑵ ⑴の投与または処方について、公的医療保険制度（別表８）に基づく医科診療報酬点数表（別表９）または歯科診療報酬点

数表（別表10）で薬剤料または処方せん料が算定されていること（医科診療報酬点数表、歯科診療報酬点数表または厚生
労働大臣が定める診断群分類点数表により算定される診療報酬に、薬剤料または処方せん料に相当する費用が含まれる場合
を含みます。）

  注
処方は、処方せんの交付を受け、その処方せんに基づく医薬品の支給を受けている場合に限ります。
  
別表８　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表９　医科診療報酬点数表
  手術、放射線治療または抗がん剤治療を受けた時点において、厚生労働省告示に基づき定められている医科診療報酬点数表をい
います。

  別表10　歯科診療報酬点数表
  抗がん剤治療を受けた時点において、厚生労働省告示に基づき定められている歯科診療報酬点数表をいいます。

706



707

   別表１　対象となる悪性新生物および上皮内新生物
  対象となる悪性新生物および上皮内新生物とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものと
し、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10(2003年版)準拠」
によるものとします。

  分類項目    基本分類  コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物  
  消化器の悪性新生物  
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物  
  骨および関節軟骨の悪性新生物  
  皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物  
  中皮および軟部組織の悪性新生物  
  乳房の悪性新生物  
  女性生殖器の悪性新生物  
  男性生殖器の悪性新生物  
  腎尿路の悪性新生物  
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物  
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物  
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物  
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物  
  上皮内新生物  
  真正赤血球増加症＜多血症＞  
  骨髄異形成症候群  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のう
ち、  
  　慢性骨髄増殖性疾患  
  　本態性（出血性）血小板血症  
  リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、  
  　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの  

  C00-C14  
  C15-C26  
  C30-C39  
  C40-C41  
  C43-C44  
  C45-C49  

  C50  
  C51-C58  
  C60-C63  
  C64-C68  
  C69-C72  
  C73-C75  
  C76-C80  
  C81-C96  

  C97  
  D00-D07､ D09  

  D45  
  D46  

    
  D47.1  
  D47.3  

    
  D76.0  

  
別表２　新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　腫瘍
学（NCC監修）第3版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次のものを
いいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
  　　　　　　非侵襲性
  ／３‥‥‥悪性、原発部位
  ／６‥‥‥悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位
  ／９‥‥‥悪性、原発部位または転移部位の別不詳  

  別表３　がん治療給付金の支払対象となる「入院」
  がん治療給付金の支払対象となる「入院」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院または
診療所（別表４）に入り、常に医師の管理下において治療に専念することをいいます。ただし、入院時の医学的水準、医学的常
識に照らし、客観的、合理的な入院に限ります。

  別表４　病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所
  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある医療施設

  別表５　がん治療給付金の支払対象となる「手術」
  がん治療給付金の支払対象となる「手術」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院または
診療所（別表４）に入り、医師の管理下において、がんの治療を直接の目的として、器具を用い生体に切開、切除、摘出、除去
およびそれに準ずる操作を加えることをいいます。なお、次の⑴から⑸などは、がん治療給付金の支払対象となる「手術」には
該当しません。

  ⑴ 処置（持続性胸腔ドレナージ、経皮的エタノール注入療法など）、検査、神経ブロック
  ⑵ 診断・検査（生検・腹腔鏡検査・臓器穿刺など）のための手術（注）
  ⑶ 美容整形上の手術
  ⑷ 歯科治療に伴う歯科手術（歯肉切除手術、インプラントなど）（注）
  ⑸ 屈折異常に対する視力矯正手術  

  注
公的医療保険制度（別表８）に基づく医科診療報酬点数表(別表９)で手術料が算定される場合には、がん治療給付金の支払対
象となる手術に該当します。

  別表６　がん治療給付金の支払対象となる「放射線治療」
  がん治療給付金の支払対象となる「放射線治療」とは、医師による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため、病院
または診療所（別表４）に入り、医師の管理下において、がんの治療を直接の目的として行われる放射線照射または温熱療法を
いいます。なお、次の⑴から⑷などは、がん治療給付金の支払対象となる「放射線治療」には該当しません。

  ⑴ 処置（光線療法・皮膚レーザー照射療法など）
  ⑵ 検査（エックス線診断など）
  ⑶ 血液照射
  ⑷ 歯科治療に伴う放射線照射（注）  

  注
公的医療保険制度（別表８）に基づく医科診療報酬点数表（別表９）で放射線治療料が算定される場合には、がん治療給付金の
支払対象となる放射線治療に該当します。

  別表７　がん治療給付金の支払対象となる「抗がん剤治療」
  がん治療給付金の支払対象となる「抗がん剤治療」とは、医師による治療が必要であり、医師の管理下で行われる次のすべてを
満たす治療をいいます。
  ⑴ 次のすべてを満たす医薬品の投与または処方

  ① 投与または処方を受けた時点において、被保険者が診断確定された「がん（別表１）」に対する効能または効果が厚生
労働大臣により認められた医薬品

  ② がん細胞の消滅、破壊または発育もしくは増殖の抑制を目的として使用された医薬品
  ⑵ ⑴の投与または処方について、公的医療保険制度（別表８）に基づく医科診療報酬点数表（別表９）または歯科診療報酬点

数表（別表10）で薬剤料または処方せん料が算定されていること（医科診療報酬点数表、歯科診療報酬点数表または厚生
労働大臣が定める診断群分類点数表により算定される診療報酬に、薬剤料または処方せん料に相当する費用が含まれる場合
を含みます。）

  注
処方は、処方せんの交付を受け、その処方せんに基づく医薬品の支給を受けている場合に限ります。
  
別表８　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表９　医科診療報酬点数表
  手術、放射線治療または抗がん剤治療を受けた時点において、厚生労働省告示に基づき定められている医科診療報酬点数表をい
います。

  別表10　歯科診療報酬点数表
  抗がん剤治療を受けた時点において、厚生労働省告示に基づき定められている歯科診療報酬点数表をいいます。
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  別表11　がん治療給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  がん治療給付金の支払い  

  ⑴ がん治療給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による治療を受けた病院または診療所の医師の治療証明書
  ⑶ 病理組織検査報告書
  ⑷ 保険医療機関または保険薬局が発行する診療明細書（調剤明細書を含みます。）
  ⑸ がん治療給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑹ がん治療給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑺ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  
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   第３条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われたときは、最
終の復活の日からその日を含め
て90日を経過した日の翌日と
します。

  ＊２ 新たながん
  原発病巣、再発・転移病巣の如
何を問いません。

  ＊３ 入院
  医師による治療が必要であり、
かつ自宅等での治療が困難なた
め、病院または診療所 ＊４ に入
り、常に医師の管理下において
治療に専念することをいいま
す。ただし、入院時の医学的水
準、医学的常識に照らし、客観
的、合理的な入院に限ります。

  ＊４ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または患者を入院
させるための施設を有する
診療所

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある
医療施設

生じたときは、その支払事由に対応してがん診断給付金をその受取人に支払いま
す。

      支払事由（がん診断給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

が
ん
診
断
給
付
金  

  この特約の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確
定されたことのない被保険者が、この特約の
責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中にがんと診断
確定されたとき  

  がん診断給付金額  

  

給
付
金
受
取
人

主
契
約
の
入
院  

  ２．がん診断給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 被保険者が、同時に複
数のがんと診断確定さ
れたとき  

  がん診断給付金を重複しては支払いません。  

  ⑵ 被保険者が、がん診断
給付金が支払われた最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
以内に新たながん ＊２ と
診断確定されたとき  

  そのがんの診断確定に対するがん診断給付金は支払
いません。  

  ⑶ 被保険者が、がん診断
給付金が支払われた「最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
を経過した日の翌日」
以後、新たながん ＊２ と
診断確定されたとき  

  そのがんの診断確定に対するがん診断給付金を支払
います。  

  ⑷ 被保険者が、がん診断
給付金が支払われた「最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
を経過した日の翌日」
にがんの治療を直接の
目的とする継続入院 ＊３

 中のとき  

  その日に新たながん ＊２ と診断確定されたものとみ
なして、がん診断給付金を支払います。  

  ⑸ 被保険者が、がん診断
給付金が支払われた「最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
を経過した日の翌日」
以後、がんの治療を直
接の目的として入院 ＊３

 したとき  

  新たながん ＊２ の診断確定がない場合でも、その入
院 ＊３ の開始日に新たながん ＊２ と診断確定されたも
のとみなして、がん診断給付金を支払います。  

  ⑹ がん診断給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
きがん診断給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る主契約の死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
がん診断給付金を主契約の死亡給付金受取人に支払
います。  

    第２条  補足説明

  ＊１ 病理組織学的所見
  生検を含みます。

  ５年ごと利差配当付がん診断給付特約（医療保険）（返戻金なし型）  
  （実施　平27.4.2 ／改正　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    がんの診断確定に対する保障  
  給付金の種類    がん診断給付金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この特約は、５年ごと利差配当付がん保険（返戻金なし型）（2015）契約（以下「主契約」とい
います。）に付加することができます。また、この特約には返戻金はありません。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の保険期間開始の時からその日
を含めて90日を経過した日の翌日  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第12条）

を受けた時からその日を含めて90
日を経過した日の翌日

  ② この特約の保険料に相当する金額
を受け取った時からその日を含め
て90日を経過した日の翌日  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ がんの定義および診断確定について

   第２条  がんの定義および診断確定

  １．この特約において「がん」とは、「悪性新生物および上皮内新生物」（別表１ ★ ）
のうち、新生物の形態の性状コード（別表２ ★ ）が悪性または上皮内癌に該当す
るものをいいます。

  ２．がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見 ＊１ による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由

および画像所見など他の所見による診断確定の根拠が明らかであるときは、
その診断確定  

  ★別表１（P.719参照）、別表２（P.719参照）  

   ３ 給付金の支払いについて

   第３条  がん診断給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、がん診断給付金の支払事由が
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   第３条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われたときは、最
終の復活の日からその日を含め
て90日を経過した日の翌日と
します。

  ＊２ 新たながん
  原発病巣、再発・転移病巣の如
何を問いません。

  ＊３ 入院
  医師による治療が必要であり、
かつ自宅等での治療が困難なた
め、病院または診療所 ＊４ に入
り、常に医師の管理下において
治療に専念することをいいま
す。ただし、入院時の医学的水
準、医学的常識に照らし、客観
的、合理的な入院に限ります。

  ＊４ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または患者を入院
させるための施設を有する
診療所

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある
医療施設

生じたときは、その支払事由に対応してがん診断給付金をその受取人に支払いま
す。

      支払事由（がん診断給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

が
ん
診
断
給
付
金  

  この特約の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確
定されたことのない被保険者が、この特約の
責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中にがんと診断
確定されたとき  

  がん診断給付金額  

  

給
付
金
受
取
人

主
契
約
の
入
院  

  ２．がん診断給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 被保険者が、同時に複
数のがんと診断確定さ
れたとき  

  がん診断給付金を重複しては支払いません。  

  ⑵ 被保険者が、がん診断
給付金が支払われた最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
以内に新たながん ＊２ と
診断確定されたとき  

  そのがんの診断確定に対するがん診断給付金は支払
いません。  

  ⑶ 被保険者が、がん診断
給付金が支払われた「最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
を経過した日の翌日」
以後、新たながん ＊２ と
診断確定されたとき  

  そのがんの診断確定に対するがん診断給付金を支払
います。  

  ⑷ 被保険者が、がん診断
給付金が支払われた「最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
を経過した日の翌日」
にがんの治療を直接の
目的とする継続入院 ＊３

 中のとき  

  その日に新たながん ＊２ と診断確定されたものとみ
なして、がん診断給付金を支払います。  

  ⑸ 被保険者が、がん診断
給付金が支払われた「最
終の支払事由該当日か
らその日を含めて２年
を経過した日の翌日」
以後、がんの治療を直
接の目的として入院 ＊３

 したとき  

  新たながん ＊２ の診断確定がない場合でも、その入
院 ＊３ の開始日に新たながん ＊２ と診断確定されたも
のとみなして、がん診断給付金を支払います。  

  ⑹ がん診断給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
きがん診断給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る主契約の死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
がん診断給付金を主契約の死亡給付金受取人に支払
います。  

    第２条  補足説明

  ＊１ 病理組織学的所見
  生検を含みます。

  ５年ごと利差配当付がん診断給付特約（医療保険）（返戻金なし型）  
  （実施　平27.4.2 ／改正　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    がんの診断確定に対する保障  
  給付金の種類    がん診断給付金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この特約は、５年ごと利差配当付がん保険（返戻金なし型）（2015）契約（以下「主契約」とい
います。）に付加することができます。また、この特約には返戻金はありません。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の保険期間開始の時からその日
を含めて90日を経過した日の翌日  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第12条）

を受けた時からその日を含めて90
日を経過した日の翌日

  ② この特約の保険料に相当する金額
を受け取った時からその日を含め
て90日を経過した日の翌日  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ がんの定義および診断確定について

   第２条  がんの定義および診断確定

  １．この特約において「がん」とは、「悪性新生物および上皮内新生物」（別表１ ★ ）
のうち、新生物の形態の性状コード（別表２ ★ ）が悪性または上皮内癌に該当す
るものをいいます。

  ２．がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見 ＊１ による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由

および画像所見など他の所見による診断確定の根拠が明らかであるときは、
その診断確定  

  ★別表１（P.719参照）、別表２（P.719参照）  

   ３ 給付金の支払いについて

   第３条  がん診断給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、がん診断給付金の支払事由が
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   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   第11条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。

  ＊２ その復活の時から無効とす
る時までのこの特約の保険
料

  その復活の延滞保険料を含みま
す。

   ８ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ９ 無効について

   第11条  この特約の責任開始の時前のがん診断確定による無効

  １．被保険者がこの特約の締結の際の告知（第12条）の時前または告知の時からこ
の特約の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていた場合には、保険契約者お
よび被保険者が、その事実を知っていた場合、知らなかった場合のいずれについ
ても、この特約は無効とします。

  ２．本条の１．の場合には、それまでに会社に払い込まれたこの特約の保険料は次の
とおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 告知の時前に被保険者
ががんと診断確定され
ていたとき  

  ① その事実を保険契約者および被保険者のすべて
が知らなかったときは、保険契約者に払い戻し
ます。

  ② その事実を保険契約者および被保険者のいずれ
か１人でも知っていたときは、払い戻しません。  

  ⑵ 告知の時前にがんと診
断確定されたことのな
い被保険者が、告知の
時からこの特約の責任
開始の時 ＊１ の前日まで
にがんと診断確定され
ていたとき  

  保険契約者に払い戻します。  

  ３．本条の１．および２．の規定は、この特約の復活（第10条）の場合に準用します。
ただし、それまでに会社に払い込まれたこの特約の保険料は、その復活の時から
無効とする時までのこの特約の保険料 ＊２ とします。

  ４．本条の３．の場合、この特約はその復活が行われずに、解約（第17条）された
ものとして取り扱います。

  ５．本条の規定にかかわらず、第13条（告知義務違反による解除）または第15条（重
大事由による解除）に定めるこの特約の解除の要件を満たすときは、会社は、そ
の規定によりこの特約を解除することができます。

  ６．本条の適用があるときは、第18条（特約の消滅）および第19条（返戻金）の規
定は適用しません。

   10 告知義務と解除について

   第12条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、がん診断給付金の支払事由（第
３条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重要な事

   ４ 給付金の支払請求手続について

   第４条  がん診断給付金の支払請求手続

  １．がん診断給付金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者または被保険
者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．がん診断給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
３ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表３（P.719参照）  

   ５ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ６ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。

   ７ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
17条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約によるがん診断給付金の支払事由（第３
条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ がん診断給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  
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   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   第11条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。

  ＊２ その復活の時から無効とす
る時までのこの特約の保険
料

  その復活の延滞保険料を含みま
す。

   ８ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ９ 無効について

   第11条  この特約の責任開始の時前のがん診断確定による無効

  １．被保険者がこの特約の締結の際の告知（第12条）の時前または告知の時からこ
の特約の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていた場合には、保険契約者お
よび被保険者が、その事実を知っていた場合、知らなかった場合のいずれについ
ても、この特約は無効とします。

  ２．本条の１．の場合には、それまでに会社に払い込まれたこの特約の保険料は次の
とおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 告知の時前に被保険者
ががんと診断確定され
ていたとき  

  ① その事実を保険契約者および被保険者のすべて
が知らなかったときは、保険契約者に払い戻し
ます。

  ② その事実を保険契約者および被保険者のいずれ
か１人でも知っていたときは、払い戻しません。  

  ⑵ 告知の時前にがんと診
断確定されたことのな
い被保険者が、告知の
時からこの特約の責任
開始の時 ＊１ の前日まで
にがんと診断確定され
ていたとき  

  保険契約者に払い戻します。  

  ３．本条の１．および２．の規定は、この特約の復活（第10条）の場合に準用します。
ただし、それまでに会社に払い込まれたこの特約の保険料は、その復活の時から
無効とする時までのこの特約の保険料 ＊２ とします。

  ４．本条の３．の場合、この特約はその復活が行われずに、解約（第17条）された
ものとして取り扱います。

  ５．本条の規定にかかわらず、第13条（告知義務違反による解除）または第15条（重
大事由による解除）に定めるこの特約の解除の要件を満たすときは、会社は、そ
の規定によりこの特約を解除することができます。

  ６．本条の適用があるときは、第18条（特約の消滅）および第19条（返戻金）の規
定は適用しません。

   10 告知義務と解除について

   第12条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、がん診断給付金の支払事由（第
３条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重要な事

   ４ 給付金の支払請求手続について

   第４条  がん診断給付金の支払請求手続

  １．がん診断給付金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者または被保険
者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．がん診断給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
３ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表３（P.719参照）  

   ５ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ６ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。

   ７ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
17条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約によるがん診断給付金の支払事由（第３
条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ がん診断給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  
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   第15条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、がん診断給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。こ
の場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、がん診
断給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、そのがん
診断給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り
扱います。

  ⑴ がん診断給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでにがん診断給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第13条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   11 内容の変更について

   第16条  がん診断給付金額の減額

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってがん診断給
付金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後のがん診断給付金
額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．がん診断給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第17条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ がん診断給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続

している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第14条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要
とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その
医師に口頭により告知することを必要とします。

   第13条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第12条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、がん診断給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができます。
この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ がん診断給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでにがん診断給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、がん診断給付金の支払事由または保険料の払込
免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者また
は被保険者が証明したときは、会社は、がん診断給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第14条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第13条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第12条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第12条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 次のいずれかの時（復活の場合は、復活の時）からその日を含めて２年以内
にがん診断給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第５条）
が生じないで、その期間を経過したとき
  ① この特約を主契約の締結の際に付加した場合には、主契約の保険期間開

始の時
  ② この特約を主契約の締結後に付加した場合には、次のいずれか遅い時

  ア．被保険者に関する告知（第12条）を受けた時
  イ．この特約の保険料に相当する金額を受け取った時  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第12条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第15条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。
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   第15条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、がん診断給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。こ
の場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、がん診
断給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、そのがん
診断給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次のとおり取り
扱います。

  ⑴ がん診断給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでにがん診断給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第13条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   11 内容の変更について

   第16条  がん診断給付金額の減額

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってがん診断給
付金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後のがん診断給付金
額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．がん診断給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第17条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ がん診断給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続

している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第14条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要
とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その
医師に口頭により告知することを必要とします。

   第13条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第12条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、がん診断給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができます。
この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ がん診断給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでにがん診断給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、がん診断給付金の支払事由または保険料の払込
免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者また
は被保険者が証明したときは、会社は、がん診断給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第14条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第13条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第12条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第12条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 次のいずれかの時（復活の場合は、復活の時）からその日を含めて２年以内
にがん診断給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第５条）
が生じないで、その期間を経過したとき
  ① この特約を主契約の締結の際に付加した場合には、主契約の保険期間開

始の時
  ② この特約を主契約の締結後に付加した場合には、次のいずれか遅い時

  ア．被保険者に関する告知（第12条）を受けた時
  イ．この特約の保険料に相当する金額を受け取った時  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第12条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第15条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。
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   第25条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の５年ごと利差配当付
がん診断給付特約（医療保険）

（返戻金なし型）をいいます。

  ＊３ 保険期間満了日
  この特約の保険期間中に、被保
険者の年齢が75歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単
位）を変更日 ＊１ として、保険期
間が終身の特約に変更されると
きは、変更日 ＊１ の前日としま
す。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後特約のがん診断
給付金額  

  更新前特約の保険期間満了日のがん診断給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、更新前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、更新後特約のがん診断給付金
額を変更して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金の支払い（第３条）、保険料の払込免除（第
５条）、告知義務違反による解除（第13条・第
14条）および払込期月の主契約の契約成立日
の応当日以後猶予期間満了日までに支払事由が
生じた場合の取扱い（第８条）に関する規定に
ついて、更新後特約の保険期間は、この特約か
ら継続したものとして取り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後のがん診断給付金額に
ついて、更新前特約の保険期間満了日のがん診断給付金額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第25条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の５年ごと利差配当付がん診断給付特約（医療保険）

（返戻金なし型）に変更されます。
  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付がん診断給付特約（医療保険）（返戻金な

し型）への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ のがん診
断給付金額  

  変更前特約の保険期間満了日 ＊３ のがん診断給付金
額と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前
特約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前までに申し出
て、会社の取扱いの範囲内で、変更後特約 ＊２ のが
ん診断給付金額を変更することができます。  

   第23条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

   12 解約等について

   第17条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってこの特約の
解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第18条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 被保険者が死亡したとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき  

   第19条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

でも、この特約の責任準備金は支払いません。

   13 その他

   第20条  社員配当金の割当ておよび支払い

  この特約の社員配当金の割当ておよび支払いは、主契約に準じて取り扱います。

   第21条  管轄裁判所

  この特約におけるがん診断給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第22条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   14 特則について

   第23条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からそ
の日を含めて90日を経過した日の翌日からこの特約上の責任を開始します。

   第24条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。
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   第25条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の５年ごと利差配当付
がん診断給付特約（医療保険）

（返戻金なし型）をいいます。

  ＊３ 保険期間満了日
  この特約の保険期間中に、被保
険者の年齢が75歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単
位）を変更日 ＊１ として、保険期
間が終身の特約に変更されると
きは、変更日 ＊１ の前日としま
す。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後特約のがん診断
給付金額  

  更新前特約の保険期間満了日のがん診断給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、更新前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、更新後特約のがん診断給付金
額を変更して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金の支払い（第３条）、保険料の払込免除（第
５条）、告知義務違反による解除（第13条・第
14条）および払込期月の主契約の契約成立日
の応当日以後猶予期間満了日までに支払事由が
生じた場合の取扱い（第８条）に関する規定に
ついて、更新後特約の保険期間は、この特約か
ら継続したものとして取り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後のがん診断給付金額に
ついて、更新前特約の保険期間満了日のがん診断給付金額と同額とした場合に、
会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第25条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の５年ごと利差配当付がん診断給付特約（医療保険）

（返戻金なし型）に変更されます。
  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付がん診断給付特約（医療保険）（返戻金な

し型）への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ のがん診
断給付金額  

  変更前特約の保険期間満了日 ＊３ のがん診断給付金
額と同額とします。ただし、保険契約者は、変更前
特約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前までに申し出
て、会社の取扱いの範囲内で、変更後特約 ＊２ のが
ん診断給付金額を変更することができます。  

   第23条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

   12 解約等について

   第17条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってこの特約の
解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第18条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 被保険者が死亡したとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき  

   第19条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

でも、この特約の責任準備金は支払いません。

   13 その他

   第20条  社員配当金の割当ておよび支払い

  この特約の社員配当金の割当ておよび支払いは、主契約に準じて取り扱います。

   第21条  管轄裁判所

  この特約におけるがん診断給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第22条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   14 特則について

   第23条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からそ
の日を含めて90日を経過した日の翌日からこの特約上の責任を開始します。

   第24条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。
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   別表１　対象となる悪性新生物および上皮内新生物
  対象となる悪性新生物および上皮内新生物とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものと
し、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10(2003年版)準拠」
によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物  
  消化器の悪性新生物  
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物  
  骨および関節軟骨の悪性新生物  
  皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物  
  中皮および軟部組織の悪性新生物  
  乳房の悪性新生物  
  女性生殖器の悪性新生物  
  男性生殖器の悪性新生物  
  腎尿路の悪性新生物  
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物  
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物  
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物  
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物  
  上皮内新生物  
  真正赤血球増加症＜多血症＞  
  骨髄異形成症候群  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のう
ち、  
  　慢性骨髄増殖性疾患  
  　本態性（出血性）血小板血症  
  リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、  
  　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの  

  C00-C14  
  C15-C26  
  C30-C39  
  C40-C41  
  C43-C44  
  C45-C49  

  C50  
  C51-C58  
  C60-C63  
  C64-C68  
  C69-C72  
  C73-C75  
  C76-C80  
  C81-C96  

  C97  
  D00-D07､ D09  

  D45  
  D46  

    
  D47.1  
  D47.3  

    
  D76.0  

  
別表２　新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　腫瘍
学（NCC監修）第3版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次のものを
いいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
  　　　　　　非侵襲性
  ／３‥‥‥悪性、原発部位
  ／６‥‥‥悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位
  ／９‥‥‥悪性、原発部位または転移部位の別不詳  

  別表３　がん診断給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  がん診断給付金の支払い  

  ⑴ がん診断給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 病理組織検査報告書
  ⑸ がん診断給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ がん診断給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑺ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  

   

   第26条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。
   

  項　目    内　容  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第３条）、保険料の払込免除（第
５条）、告知義務違反による解除（第13条・第
14条）および払込期月の主契約の契約成立日
の応当日以後猶予期間満了日までに支払事由が
生じた場合の取扱い（第８条）に関する規定に
ついて、変更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前
特約から継続したものとして取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、変更後のがん診断給付金額に
ついて、変更前特約の保険期間満了日 ＊３ のがん診断給付金額と同額とした場合
に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  主契約に被指定契約がある場合の特則

  この特約の主契約に被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険
者が同一のとき、かつ、主契約の保険料払込期間中にがん診断給付金が支払われ
るべきときは、第３条（がん診断給付金の支払い）の２．－⑹を次のとおり読み
替えます。

  項　目    内　容  

  ⑹ がん診断給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
きがん診断給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべきがん診断給付金を被指定契約 ＊１ の死亡
給付金受取人に支払います。  
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   別表１　対象となる悪性新生物および上皮内新生物
  対象となる悪性新生物および上皮内新生物とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものと
し、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10(2003年版)準拠」
によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物  
  消化器の悪性新生物  
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物  
  骨および関節軟骨の悪性新生物  
  皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物  
  中皮および軟部組織の悪性新生物  
  乳房の悪性新生物  
  女性生殖器の悪性新生物  
  男性生殖器の悪性新生物  
  腎尿路の悪性新生物  
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物  
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物  
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物  
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物  
  上皮内新生物  
  真正赤血球増加症＜多血症＞  
  骨髄異形成症候群  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のう
ち、  
  　慢性骨髄増殖性疾患  
  　本態性（出血性）血小板血症  
  リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、  
  　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの  

  C00-C14  
  C15-C26  
  C30-C39  
  C40-C41  
  C43-C44  
  C45-C49  

  C50  
  C51-C58  
  C60-C63  
  C64-C68  
  C69-C72  
  C73-C75  
  C76-C80  
  C81-C96  

  C97  
  D00-D07､ D09  

  D45  
  D46  

    
  D47.1  
  D47.3  

    
  D76.0  

  
別表２　新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　腫瘍
学（NCC監修）第3版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次のものを
いいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
  　　　　　　非侵襲性
  ／３‥‥‥悪性、原発部位
  ／６‥‥‥悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位
  ／９‥‥‥悪性、原発部位または転移部位の別不詳  

  別表３　がん診断給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  がん診断給付金の支払い  

  ⑴ がん診断給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 病理組織検査報告書
  ⑸ がん診断給付金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑹ がん診断給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑺ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  

   

   第26条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。
   

  項　目    内　容  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第３条）、保険料の払込免除（第
５条）、告知義務違反による解除（第13条・第
14条）および払込期月の主契約の契約成立日
の応当日以後猶予期間満了日までに支払事由が
生じた場合の取扱い（第８条）に関する規定に
ついて、変更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前
特約から継続したものとして取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、変更後のがん診断給付金額に
ついて、変更前特約の保険期間満了日 ＊３ のがん診断給付金額と同額とした場合
に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  主契約に被指定契約がある場合の特則

  この特約の主契約に被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険
者が同一のとき、かつ、主契約の保険料払込期間中にがん診断給付金が支払われ
るべきときは、第３条（がん診断給付金の支払い）の２．－⑹を次のとおり読み
替えます。

  項　目    内　容  

  ⑹ がん診断給付金の支払
事由が生じ、支払うべ
きがん診断給付金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべきがん診断給付金を被指定契約 ＊１ の死亡
給付金受取人に支払います。  
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   別表１　対象となる悪性新生物および上皮内新生物……………………………………………………………………………………………
  別表２　新生物の形態の性状コード………………………………………………………………………………………………………………
  別表３　女性特定がん………………………………………………………………………………………………………………………………
  別表４　女性がん診断給付金の支払請求に必要な書類…………………………………………………………………………………………   

   ５年ごと利差配当付女性がん診断給付特約（医療保険）（返戻金なし型）目次

  この特約の特色……………………………………………………

   １ 保障の開始について
   第１条 特約の責任開始の時………………………………

   ２ がんの定義および診断確定について
   第２条 がんの定義および診断確定………………………

   ３ 給付金の支払いについて
   第３条 女性がん診断給付金の支払い……………………

   ４ 給付金の支払請求手続について
   第４条 女性がん診断給付金の支払請求手続……………

   ５ 保険料の払込免除について
   第５条 特約の保険料の払込免除…………………………

   ６ 保険期間および保険料払込期間について
   第６条 特約の保険期間および保険料払込期間…………

   ７ 保険料の払込みについて
   第７条 特約の保険料の払込み……………………………
   第８条 払込期月の主契約の契約成立日の応当日以

後猶予期間満了日までに支払事由が生じた
場合の取扱い………………………………………

   ８ 失効と復活について
   第９条 特約の失効…………………………………………
   第₁₀条 特約の復活…………………………………………

   ９ 無効について
   第₁₁条 この特約の責任開始の時前のがん診断確定

による無効…………………………………………

   10 告知義務と解除について
   第₁₂条 告知義務……………………………………………
   第₁₃条 告知義務違反による解除…………………………
   第₁₄条 告知義務違反による解除ができないとき………
   第₁₅条 重大事由による解除………………………………

   11 内容の変更について
   第₁₆条 女性がん診断給付金額の減額……………………

   12 解約等について
   第₁₇条 特約の解約…………………………………………
   第₁₈条 特約の消滅…………………………………………
   第₁₉条 返戻金………………………………………………

   13 その他
   第₂₀条 社員配当金の割当ておよび支払い………………
   第₂₁条 管轄裁判所…………………………………………
   第₂₂条 普通保険約款の規定の準用………………………

   14 特則について
   第₂₃条 主契約の更新または保険期間が終身の保険

契約への変更の際にこの特約を付加する場
合の特則……………………………………………

   第₂₄条 主契約が更新される場合の特則…………………
   第₂₅条 主契約が保険期間が終身の保険契約に変更

される場合の特則…………………………………
   第₂₆条 主契約に被指定契約がある場合の特則…………

   

    第２条  補足説明

  ＊１ 病理組織学的所見
  生検を含みます。

  ５年ごと利差配当付女性がん診断給付特約（医療保険）（返戻金なし型）  
  （実施　平27.4.2 ／改正　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    女性特定がんの診断確定に対する保障  
  給付金の種類    女性がん診断給付金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この特約は、女性を被保険者とする５年ごと利差配当付がん保険（返戻金なし型）（2015）契約
（以下「主契約」といいます。）に付加することができます。また、この特約には返戻金はありま
せん。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の保険期間開始の時からその日
を含めて90日を経過した日の翌日  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第12条）

を受けた時からその日を含めて90
日を経過した日の翌日

  ② この特約の保険料に相当する金額
を受け取った時からその日を含め
て90日を経過した日の翌日  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ がんの定義および診断確定について

   第２条  がんの定義および診断確定

  １．この特約において「がん」とは、「悪性新生物および上皮内新生物」（別表１ ★ ）
のうち、新生物の形態の性状コード（別表２ ★ ）が悪性または上皮内癌に該当す
るものをいいます。

  ２．がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見 ＊１ による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由

および画像所見など他の所見による診断確定の根拠が明らかであるときは、
その診断確定  

  ★別表１（P.730参照）、別表２（P.730参照）  
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   別表１　対象となる悪性新生物および上皮内新生物……………………………………………………………………………………………
  別表２　新生物の形態の性状コード………………………………………………………………………………………………………………
  別表３　女性特定がん………………………………………………………………………………………………………………………………
  別表４　女性がん診断給付金の支払請求に必要な書類…………………………………………………………………………………………   

   ５年ごと利差配当付女性がん診断給付特約（医療保険）（返戻金なし型）目次

  この特約の特色……………………………………………………

   １ 保障の開始について
   第１条 特約の責任開始の時………………………………

   ２ がんの定義および診断確定について
   第２条 がんの定義および診断確定………………………

   ３ 給付金の支払いについて
   第３条 女性がん診断給付金の支払い……………………

   ４ 給付金の支払請求手続について
   第４条 女性がん診断給付金の支払請求手続……………

   ５ 保険料の払込免除について
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   第６条 特約の保険期間および保険料払込期間…………

   ７ 保険料の払込みについて
   第７条 特約の保険料の払込み……………………………
   第８条 払込期月の主契約の契約成立日の応当日以

後猶予期間満了日までに支払事由が生じた
場合の取扱い………………………………………

   ８ 失効と復活について
   第９条 特約の失効…………………………………………
   第₁₀条 特約の復活…………………………………………

   ９ 無効について
   第₁₁条 この特約の責任開始の時前のがん診断確定

による無効…………………………………………

   10 告知義務と解除について
   第₁₂条 告知義務……………………………………………
   第₁₃条 告知義務違反による解除…………………………
   第₁₄条 告知義務違反による解除ができないとき………
   第₁₅条 重大事由による解除………………………………

   11 内容の変更について
   第₁₆条 女性がん診断給付金額の減額……………………

   12 解約等について
   第₁₇条 特約の解約…………………………………………
   第₁₈条 特約の消滅…………………………………………
   第₁₉条 返戻金………………………………………………

   13 その他
   第₂₀条 社員配当金の割当ておよび支払い………………
   第₂₁条 管轄裁判所…………………………………………
   第₂₂条 普通保険約款の規定の準用………………………

   14 特則について
   第₂₃条 主契約の更新または保険期間が終身の保険

契約への変更の際にこの特約を付加する場
合の特則……………………………………………

   第₂₄条 主契約が更新される場合の特則…………………
   第₂₅条 主契約が保険期間が終身の保険契約に変更

される場合の特則…………………………………
   第₂₆条 主契約に被指定契約がある場合の特則…………

   

    第２条  補足説明

  ＊１ 病理組織学的所見
  生検を含みます。

  ５年ごと利差配当付女性がん診断給付特約（医療保険）（返戻金なし型）  
  （実施　平27.4.2 ／改正　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    女性特定がんの診断確定に対する保障  
  給付金の種類    女性がん診断給付金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この特約は、女性を被保険者とする５年ごと利差配当付がん保険（返戻金なし型）（2015）契約
（以下「主契約」といいます。）に付加することができます。また、この特約には返戻金はありま
せん。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の保険期間開始の時からその日
を含めて90日を経過した日の翌日  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第12条）

を受けた時からその日を含めて90
日を経過した日の翌日

  ② この特約の保険料に相当する金額
を受け取った時からその日を含め
て90日を経過した日の翌日  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ がんの定義および診断確定について

   第２条  がんの定義および診断確定

  １．この特約において「がん」とは、「悪性新生物および上皮内新生物」（別表１ ★ ）
のうち、新生物の形態の性状コード（別表２ ★ ）が悪性または上皮内癌に該当す
るものをいいます。

  ２．がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見 ＊１ による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由

および画像所見など他の所見による診断確定の根拠が明らかであるときは、
その診断確定  

  ★別表１（P.730参照）、別表２（P.730参照）  
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   第３条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われたときは、最
終の復活の日からその日を含め
て90日を経過した日の翌日と
します。

  ＊２ 入院
  医師による治療が必要であり、
かつ自宅等での治療が困難なた
め、病院または診療所 ＊３ に入
り、常に医師の管理下において
治療に専念することをいいま
す。ただし、入院時の医学的水
準、医学的常識に照らし、客観
的、合理的な入院に限ります。

  ＊３ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または患者を入院
させるための施設を有する
診療所

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある
医療施設

   ３ 給付金の支払いについて

   第３条  女性がん診断給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、女性がん診断給付金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して女性がん診断給付金をその受取人に
支払います。

      支払事由（女性がん診断給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

女
性
が
ん
診
断
給
付
金  

  この特約の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確
定されたことのない被保険者が、この特約の
責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中に女性特定が
ん（別表３ ★ ）と診断確定されたとき  

    女性がん診断
給付金額  

  

給
付
金
受
取
人

主
契
約
の
入
院  

  ２．女性がん診断給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 被保険者が、同時に複
数の女性特定がん（別
表３ ★ ）と診断確定され
たとき  

  女性がん診断給付金を重複しては支払いません。  

  ⑵ 被保険者が、女性がん
診断給付金が支払われ
た最終の支払事由該当
日からその日を含めて
２年以内に新たな女性
特定がん（別表３★）と
診断確定されたとき  

  その女性特定がんの診断確定に対する女性がん診断
給付金は支払いません。  

  ⑶ 被保険者が、女性がん
診断給付金が支払われ
た「最終の支払事由該
当日からその日を含め
て２年を経過した日の
翌日」以後、新たな女
性特定がん（別表３★）
と診断確定されたとき  

  その女性特定がんの診断確定に対する女性がん診断
給付金を支払います。  

  ⑷ 被保険者が、女性がん
診断給付金が支払われ
た「最終の支払事由該
当日からその日を含め
て２年を経過した日の
翌日」に女性特定がん

（別表３ ★ ）の治療を直
接の目的とする継続入
院 ＊２ 中のとき  

  その日に新たな女性特定がんと診断確定されたもの
とみなして、女性がん診断給付金を支払います。  

  ⑸ 被保険者が、女性がん
診断給付金が支払われ
た「最終の支払事由該
当日からその日を含め
て２年を経過した日の
翌日」以後、女性特定
がん（別表３ ★ ）の治療
を直接の目的として入
院 ＊２ したとき  

  新たな女性特定がんの診断確定がない場合でも、そ
の入院 ＊２ の開始日に新たな女性特定がんと診断確
定されたものとみなして、女性がん診断給付金を支
払います。  

  項　目    内　容  

  ⑹ 女性がん診断給付金の
支払事由が生じ、支払
うべき女性がん診断給
付金がある場合で、そ
の支払前に被保険者の
死亡による主契約の死
亡給付金の支払請求が
あったとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
女性がん診断給付金を主契約の死亡給付金受取人に
支払います。  

  ★別表３（P.730参照）  

   ４ 給付金の支払請求手続について

   第４条  女性がん診断給付金の支払請求手続

  １．女性がん診断給付金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者または被
保険者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．女性がん診断給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
４ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表４（P.731参照）  

   ５ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ６ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。

   ７ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
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   第３条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われたときは、最
終の復活の日からその日を含め
て90日を経過した日の翌日と
します。

  ＊２ 入院
  医師による治療が必要であり、
かつ自宅等での治療が困難なた
め、病院または診療所 ＊３ に入
り、常に医師の管理下において
治療に専念することをいいま
す。ただし、入院時の医学的水
準、医学的常識に照らし、客観
的、合理的な入院に限ります。

  ＊３ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または患者を入院
させるための施設を有する
診療所

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある
医療施設

   ３ 給付金の支払いについて

   第３条  女性がん診断給付金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、女性がん診断給付金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して女性がん診断給付金をその受取人に
支払います。

      支払事由（女性がん診断給付金を支払う場合）    金　額    受取人  

  

女
性
が
ん
診
断
給
付
金  

  この特約の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確
定されたことのない被保険者が、この特約の
責任開始の時 ＊１ 以後保険期間中に女性特定が
ん（別表３ ★ ）と診断確定されたとき  

    女性がん診断
給付金額  

  

給
付
金
受
取
人

主
契
約
の
入
院  

  ２．女性がん診断給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 被保険者が、同時に複
数の女性特定がん（別
表３ ★ ）と診断確定され
たとき  

  女性がん診断給付金を重複しては支払いません。  

  ⑵ 被保険者が、女性がん
診断給付金が支払われ
た最終の支払事由該当
日からその日を含めて
２年以内に新たな女性
特定がん（別表３★）と
診断確定されたとき  

  その女性特定がんの診断確定に対する女性がん診断
給付金は支払いません。  

  ⑶ 被保険者が、女性がん
診断給付金が支払われ
た「最終の支払事由該
当日からその日を含め
て２年を経過した日の
翌日」以後、新たな女
性特定がん（別表３★）
と診断確定されたとき  

  その女性特定がんの診断確定に対する女性がん診断
給付金を支払います。  

  ⑷ 被保険者が、女性がん
診断給付金が支払われ
た「最終の支払事由該
当日からその日を含め
て２年を経過した日の
翌日」に女性特定がん

（別表３ ★ ）の治療を直
接の目的とする継続入
院 ＊２ 中のとき  

  その日に新たな女性特定がんと診断確定されたもの
とみなして、女性がん診断給付金を支払います。  

  ⑸ 被保険者が、女性がん
診断給付金が支払われ
た「最終の支払事由該
当日からその日を含め
て２年を経過した日の
翌日」以後、女性特定
がん（別表３ ★ ）の治療
を直接の目的として入
院 ＊２ したとき  

  新たな女性特定がんの診断確定がない場合でも、そ
の入院 ＊２ の開始日に新たな女性特定がんと診断確
定されたものとみなして、女性がん診断給付金を支
払います。  

  項　目    内　容  

  ⑹ 女性がん診断給付金の
支払事由が生じ、支払
うべき女性がん診断給
付金がある場合で、そ
の支払前に被保険者の
死亡による主契約の死
亡給付金の支払請求が
あったとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
女性がん診断給付金を主契約の死亡給付金受取人に
支払います。  

  ★別表３（P.730参照）  

   ４ 給付金の支払請求手続について

   第４条  女性がん診断給付金の支払請求手続

  １．女性がん診断給付金の支払事由（第３条）が生じたときは、保険契約者または被
保険者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．女性がん診断給付金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
４ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表４（P.731参照）  

   ５ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ６ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。

   ７ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
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   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   第11条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。

  ＊２ その復活の時から無効とす
る時までのこの特約の保険
料

  その復活の延滞保険料を含みま
す。

17条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による女性がん診断給付金の支払事由（第
３条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 女性がん診断給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ８ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ９ 無効について

   第11条  この特約の責任開始の時前のがん診断確定による無効

  １．被保険者がこの特約の締結の際の告知（第12条）の時前または告知の時からこ
の特約の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていた場合には、保険契約者お
よび被保険者が、その事実を知っていた場合、知らなかった場合のいずれについ
ても、この特約は無効とします。

  ２．本条の１．の場合には、それまでに会社に払い込まれたこの特約の保険料は次の
とおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 告知の時前に被保険者
ががんと診断確定され
ていたとき  

  ① その事実を保険契約者および被保険者のすべて
が知らなかったときは、保険契約者に払い戻し
ます。

  ② その事実を保険契約者および被保険者のいずれ
か１人でも知っていたときは、払い戻しません。  

  ⑵ 告知の時前にがんと診
断確定されたことのな
い被保険者が、告知の
時からこの特約の責任
開始の時 ＊１ の前日まで
にがんと診断確定され
ていたとき  

  保険契約者に払い戻します。  

  ３．本条の１．および２．の規定は、この特約の復活（第10条）の場合に準用します。
ただし、それまでに会社に払い込まれたこの特約の保険料は、その復活の時から
無効とする時までのこの特約の保険料 ＊２ とします。

  ４．本条の３．の場合、この特約はその復活が行われずに、解約（第17条）された
ものとして取り扱います。

  ５．本条の規定にかかわらず、第13条（告知義務違反による解除）または第15条（重
大事由による解除）に定めるこの特約の解除の要件を満たすときは、会社は、そ
の規定によりこの特約を解除することができます。

  ６．本条の適用があるときは、第18条（特約の消滅）および第19条（返戻金）の規
定は適用しません。

   10 告知義務と解除について

   第12条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、女性がん診断給付金の支払事由
（第３条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重要
な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを
必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第13条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第12条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、女性がん診断給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由
（第５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができ
ます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 女性がん診断給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに女性がん診断給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、女性がん診断給付金の支払事由または保険料の
払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者
または被保険者が証明したときは、会社は、女性がん診断給付金の支払いまたは
保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第14条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第13条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。
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   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   第11条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。

  ＊２ その復活の時から無効とす
る時までのこの特約の保険
料

  その復活の延滞保険料を含みま
す。

17条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による女性がん診断給付金の支払事由（第
３条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 女性がん診断給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ８ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ９ 無効について

   第11条  この特約の責任開始の時前のがん診断確定による無効

  １．被保険者がこの特約の締結の際の告知（第12条）の時前または告知の時からこ
の特約の責任開始の時 ＊１ 前にがんと診断確定されていた場合には、保険契約者お
よび被保険者が、その事実を知っていた場合、知らなかった場合のいずれについ
ても、この特約は無効とします。

  ２．本条の１．の場合には、それまでに会社に払い込まれたこの特約の保険料は次の
とおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 告知の時前に被保険者
ががんと診断確定され
ていたとき  

  ① その事実を保険契約者および被保険者のすべて
が知らなかったときは、保険契約者に払い戻し
ます。

  ② その事実を保険契約者および被保険者のいずれ
か１人でも知っていたときは、払い戻しません。  

  ⑵ 告知の時前にがんと診
断確定されたことのな
い被保険者が、告知の
時からこの特約の責任
開始の時 ＊１ の前日まで
にがんと診断確定され
ていたとき  

  保険契約者に払い戻します。  

  ３．本条の１．および２．の規定は、この特約の復活（第10条）の場合に準用します。
ただし、それまでに会社に払い込まれたこの特約の保険料は、その復活の時から
無効とする時までのこの特約の保険料 ＊２ とします。

  ４．本条の３．の場合、この特約はその復活が行われずに、解約（第17条）された
ものとして取り扱います。

  ５．本条の規定にかかわらず、第13条（告知義務違反による解除）または第15条（重
大事由による解除）に定めるこの特約の解除の要件を満たすときは、会社は、そ
の規定によりこの特約を解除することができます。

  ６．本条の適用があるときは、第18条（特約の消滅）および第19条（返戻金）の規
定は適用しません。

   10 告知義務と解除について

   第12条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、女性がん診断給付金の支払事由
（第３条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重要
な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを
必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、
その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第13条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第12条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、女性がん診断給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由
（第５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することができ
ます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 女性がん診断給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに女性がん診断給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、女性がん診断給付金の支払事由または保険料の
払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者
または被保険者が証明したときは、会社は、女性がん診断給付金の支払いまたは
保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第14条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第13条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。
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   第14条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

   第15条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第12条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第12条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 次のいずれかの時（復活の場合は、復活の時）からその日を含めて２年以内
に女性がん診断給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じないで、その期間を経過したとき
  ① この特約を主契約の締結の際に付加した場合には、主契約の保険期間開

始の時
  ② この特約を主契約の締結後に付加した場合には、次のいずれか遅い時

  ア．被保険者に関する告知（第12条）を受けた時
  イ．この特約の保険料に相当する金額を受け取った時  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第12条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第15条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、女性がん診断給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由
（第５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。
この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、女性
がん診断給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、そ
の女性がん診断給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次の
とおり取り扱います。

  ⑴ 女性がん診断給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに女性がん診断給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第13条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   11 内容の変更について

   第16条  女性がん診断給付金額の減額

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かって女性がん診
断給付金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の女性がん診
断給付金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．女性がん診断給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第17条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 女性がん診断給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に

接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供
を含みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   12 解約等について

   第17条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってこの特約の
解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第18条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 被保険者が死亡したとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき  

   第19条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

でも、この特約の責任準備金は支払いません。

   13 その他

   第20条  社員配当金の割当ておよび支払い

  この特約の社員配当金の割当ておよび支払いは、主契約に準じて取り扱います。
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   第14条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

   第15条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第12条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第12条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ 次のいずれかの時（復活の場合は、復活の時）からその日を含めて２年以内
に女性がん診断給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由（第
５条）が生じないで、その期間を経過したとき
  ① この特約を主契約の締結の際に付加した場合には、主契約の保険期間開

始の時
  ② この特約を主契約の締結後に付加した場合には、次のいずれか遅い時

  ア．被保険者に関する告知（第12条）を受けた時
  イ．この特約の保険料に相当する金額を受け取った時  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第12条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第15条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、女性がん診断給付金の支払事由（第３条）または保険料の払込免除事由
（第５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができます。
この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、女性
がん診断給付金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたときは、そ
の女性がん診断給付金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社は、次の
とおり取り扱います。

  ⑴ 女性がん診断給付金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに女性がん診断給付金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第13条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   11 内容の変更について

   第16条  女性がん診断給付金額の減額

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かって女性がん診
断給付金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の女性がん診
断給付金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．女性がん診断給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第17条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 女性がん診断給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に

接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供
を含みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   12 解約等について

   第17条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってこの特約の
解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第18条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 被保険者が死亡したとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき  

   第19条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

でも、この特約の責任準備金は支払いません。

   13 その他

   第20条  社員配当金の割当ておよび支払い

  この特約の社員配当金の割当ておよび支払いは、主契約に準じて取り扱います。
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   第23条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

   第25条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

   第21条  管轄裁判所

  この特約における女性がん診断給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴
訟については、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第22条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   14 特則について

   第23条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からそ
の日を含めて90日を経過した日の翌日からこの特約上の責任を開始します。

   第24条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後特約の女性がん
診断給付金額  

  更新前特約の保険期間満了日の女性がん診断給付金
額と同額とします。ただし、保険契約者は、更新前
特約の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、
会社の取扱いの範囲内で、更新後特約の女性がん診
断給付金額を変更して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金の支払い（第３条）、保険料の払込免除（第
５条）、告知義務違反による解除（第13条・第
14条）および払込期月の主契約の契約成立日
の応当日以後猶予期間満了日までに支払事由が
生じた場合の取扱い（第８条）に関する規定に
ついて、更新後特約の保険期間は、この特約か
ら継続したものとして取り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後の女性がん診断給付金
額について、更新前特約の保険期間満了日の女性がん診断給付金額と同額とした
場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第25条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の５年ごと利差配当付女性がん診断給付特約（医療保
険）（返戻金なし型）に変更されます。

 第25条  補足説明

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の５年ごと利差配当付
女性がん診断給付特約（医療保
険）（返戻金なし型）をいいます。

  ＊３ 保険期間満了日
  この特約の保険期間中に、被保
険者の年齢が75歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単
位）を変更日 ＊１ として、保険期
間が終身の特約に変更されると
きは、変更日 ＊１ の前日としま
す。

   第26条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。
   

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付女性がん診断給付特約（医療保険）（返戻
金なし型）への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ の女性が
ん診断給付金額  

  変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の女性がん診断給
付金額と同額とします。ただし、保険契約者は、変
更前特約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前までに申
し出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後特約 ＊２

 の女性がん診断給付金額を変更することができま
す。  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第３条）、保険料の払込免除（第
５条）、告知義務違反による解除（第13条・第
14条）および払込期月の主契約の契約成立日
の応当日以後猶予期間満了日までに支払事由が
生じた場合の取扱い（第８条）に関する規定に
ついて、変更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前
特約から継続したものとして取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、変更後の女性がん診断給付金
額について、変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の女性がん診断給付金額と同額と
した場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  主契約に被指定契約がある場合の特則

  この特約の主契約に被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険
者が同一のとき、かつ、主契約の保険料払込期間中に女性がん診断給付金が支払
われるべきときは、第３条（女性がん診断給付金の支払い）の２．－⑹を次のと
おり読み替えます。

  項　目    内　容  

  ⑹ 女性がん診断給付金の
支払事由が生じ、支払
うべき女性がん診断給
付金がある場合で、そ
の支払前に被保険者が
死亡したとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき女性がん診断給付金を被指定契約 ＊１ の
死亡給付金受取人に支払います。  
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   第23条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

   第25条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

   第21条  管轄裁判所

  この特約における女性がん診断給付金または保険料の払込免除の請求に関する訴
訟については、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第22条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   14 特則について

   第23条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からそ
の日を含めて90日を経過した日の翌日からこの特約上の責任を開始します。

   第24条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後特約の女性がん
診断給付金額  

  更新前特約の保険期間満了日の女性がん診断給付金
額と同額とします。ただし、保険契約者は、更新前
特約の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、
会社の取扱いの範囲内で、更新後特約の女性がん診
断給付金額を変更して更新することができます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金の支払い（第３条）、保険料の払込免除（第
５条）、告知義務違反による解除（第13条・第
14条）および払込期月の主契約の契約成立日
の応当日以後猶予期間満了日までに支払事由が
生じた場合の取扱い（第８条）に関する規定に
ついて、更新後特約の保険期間は、この特約か
ら継続したものとして取り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後の女性がん診断給付金
額について、更新前特約の保険期間満了日の女性がん診断給付金額と同額とした
場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第25条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の５年ごと利差配当付女性がん診断給付特約（医療保
険）（返戻金なし型）に変更されます。

 第25条  補足説明

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の５年ごと利差配当付
女性がん診断給付特約（医療保
険）（返戻金なし型）をいいます。

  ＊３ 保険期間満了日
  この特約の保険期間中に、被保
険者の年齢が75歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単
位）を変更日 ＊１ として、保険期
間が終身の特約に変更されると
きは、変更日 ＊１ の前日としま
す。

   第26条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。
   

  ２．保険期間が終身の５年ごと利差配当付女性がん診断給付特約（医療保険）（返戻
金なし型）への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ の女性が
ん診断給付金額  

  変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の女性がん診断給
付金額と同額とします。ただし、保険契約者は、変
更前特約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前までに申
し出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後特約 ＊２

 の女性がん診断給付金額を変更することができま
す。  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第３条）、保険料の払込免除（第
５条）、告知義務違反による解除（第13条・第
14条）および払込期月の主契約の契約成立日
の応当日以後猶予期間満了日までに支払事由が
生じた場合の取扱い（第８条）に関する規定に
ついて、変更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前
特約から継続したものとして取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、変更後の女性がん診断給付金
額について、変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の女性がん診断給付金額と同額と
した場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とします。

   第26条  主契約に被指定契約がある場合の特則

  この特約の主契約に被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険
者が同一のとき、かつ、主契約の保険料払込期間中に女性がん診断給付金が支払
われるべきときは、第３条（女性がん診断給付金の支払い）の２．－⑹を次のと
おり読み替えます。

  項　目    内　容  

  ⑹ 女性がん診断給付金の
支払事由が生じ、支払
うべき女性がん診断給
付金がある場合で、そ
の支払前に被保険者が
死亡したとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき女性がん診断給付金を被指定契約 ＊１ の
死亡給付金受取人に支払います。  

   

729

特

約

５
年
ご
と
利
差
配
当
付
女
性
が
ん
診
断
給
付
特
約（
医
療
保
険
）（
返
戻
金
な
し
型
）



730

   別表１　対象となる悪性新生物および上皮内新生物
  対象となる悪性新生物および上皮内新生物とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものと
し、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10(2003年版)準拠」
によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物  
  消化器の悪性新生物  
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物  
  骨および関節軟骨の悪性新生物  
  皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物  
  中皮および軟部組織の悪性新生物  
  乳房の悪性新生物  
  女性生殖器の悪性新生物  
  男性生殖器の悪性新生物  
  腎尿路の悪性新生物  
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物  
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物  
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物  
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物  
  上皮内新生物  
  真正赤血球増加症＜多血症＞  
  骨髄異形成症候群  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のう
ち、  
  　慢性骨髄増殖性疾患  
  　本態性（出血性）血小板血症  
  リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、  
  　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの  

  C00-C14  
  C15-C26  
  C30-C39  
  C40-C41  
  C43-C44  
  C45-C49  

  C50  
  C51-C58  
  C60-C63  
  C64-C68  
  C69-C72  
  C73-C75  
  C76-C80  
  C81-C96  

  C97  
  D00-D07､ D09  

  D45  
  D46  

    
  D47.1  
  D47.3  

    
  D76.0  

  別表２　新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　腫瘍
学（NCC監修）第3版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次のものを
いいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
  　　　　　　非侵襲性
  ／３‥‥‥悪性、原発部位
  ／６‥‥‥悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位
  ／９‥‥‥悪性、原発部位または転移部位の別不詳  

  別表３　女性特定がん
  特定部位（甲状腺、上皮小体（副甲状腺）、乳房、子宮、卵巣、卵管、外陰部、膣および胎盤をいいます。別表３において以下
同じ。）に生じたがんをいいます。
  （注）転移性がんについては、転移病巣が特定部位に生じたことを必要とします。

  別表４　女性がん診断給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  女性がん診断給付金の支払い  

  ⑴ 女性がん診断給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 病理組織検査報告書
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 女性がん診断給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑹ 女性がん診断付金の受取人の印鑑証明書
  ⑺ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  
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   別表１　対象となる悪性新生物および上皮内新生物
  対象となる悪性新生物および上皮内新生物とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものと
し、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10(2003年版)準拠」
によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物  
  消化器の悪性新生物  
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物  
  骨および関節軟骨の悪性新生物  
  皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物  
  中皮および軟部組織の悪性新生物  
  乳房の悪性新生物  
  女性生殖器の悪性新生物  
  男性生殖器の悪性新生物  
  腎尿路の悪性新生物  
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物  
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物  
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物  
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物  
  上皮内新生物  
  真正赤血球増加症＜多血症＞  
  骨髄異形成症候群  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のう
ち、  
  　慢性骨髄増殖性疾患  
  　本態性（出血性）血小板血症  
  リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、  
  　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの  

  C00-C14  
  C15-C26  
  C30-C39  
  C40-C41  
  C43-C44  
  C45-C49  

  C50  
  C51-C58  
  C60-C63  
  C64-C68  
  C69-C72  
  C73-C75  
  C76-C80  
  C81-C96  

  C97  
  D00-D07､ D09  

  D45  
  D46  

    
  D47.1  
  D47.3  

    
  D76.0  

  別表２　新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　腫瘍
学（NCC監修）第3版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次のものを
いいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
  　　　　　　非侵襲性
  ／３‥‥‥悪性、原発部位
  ／６‥‥‥悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位
  ／９‥‥‥悪性、原発部位または転移部位の別不詳  

  別表３　女性特定がん
  特定部位（甲状腺、上皮小体（副甲状腺）、乳房、子宮、卵巣、卵管、外陰部、膣および胎盤をいいます。別表３において以下
同じ。）に生じたがんをいいます。
  （注）転移性がんについては、転移病巣が特定部位に生じたことを必要とします。

  別表４　女性がん診断給付金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  女性がん診断給付金の支払い  

  ⑴ 女性がん診断給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 病理組織検査報告書
  ⑷ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑸ 女性がん診断給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑹ 女性がん診断付金の受取人の印鑑証明書
  ⑺ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  
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   無配当初期生活習慣病入院一時金特約（医療保険）（返戻金なし型）目次

  この特約の特色……………………………………………………

   １ 保障の開始について
   第１条 特約の責任開始の時………………………………

   ２ 一時金の支払いについて
   第２条 初期生活習慣病入院一時金の支払い……………

   ３ 一時金の支払請求手続について
   第３条 初期生活習慣病入院一時金の支払請求手続……

   ４ 保険料の払込免除について
   第４条 特約の保険料の払込免除…………………………

   ５ 保険期間および保険料払込期間について
   第５条 特約の保険期間および保険料払込期間…………

   ６ 保険料の払込みについて
   第６条 特約の保険料の払込み……………………………
   第７条 払込期月の主契約の契約成立日の応当日以

後猶予期間満了日までに支払事由が生じた
場合の取扱い………………………………………

   ７ 失効と復活について
   第８条 特約の失効…………………………………………
   第９条 特約の復活…………………………………………

   ８ 告知義務と解除について
   第₁₀条 告知義務……………………………………………
   第₁₁条 告知義務違反による解除…………………………
   第₁₂条 告知義務違反による解除ができないとき………
   第₁₃条 重大事由による解除………………………………

   ９ 内容の変更について
   第₁₄条 初期生活習慣病入院一時金額の減額……………

   10 解約等について
   第₁₅条 特約の解約…………………………………………
   第₁₆条 特約の消滅…………………………………………
   第₁₇条 返戻金………………………………………………

   11 その他
   第₁₈条 社員配当金…………………………………………
   第₁₉条 管轄裁判所…………………………………………
   第₂₀条 普通保険約款の規定の準用………………………

   12 特則について
   第₂₁条 特別条件を付ける場合の特則……………………
   第₂₂条 主契約の更新または保険期間が終身の保険

契約への変更の際にこの特約を付加する場
合の特則……………………………………………

   第₂₃条 主契約が更新される場合の特則…………………
   第₂₄条 主契約が保険期間が終身の保険契約に変更

される場合の特則…………………………………
   第₂₅条 無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契

約に付加する場合の特則…………………………
       第２条  補足説明

  ＊１ 入院
  医師による治療が必要であり、
かつ自宅等での治療が困難なた
め、病院または診療所 ＊３ に入
り、常に医師の管理下において
治療に専念することをいいま
す。ただし、入院時の医学的水
準、医学的常識に照らし、客観
的、合理的な入院に限ります。

  ＊２ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
９条）が行われた場合には、最
終の復活の時とします。

  ＊３ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または患者を入院
させるための施設を有する
診療所

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある
医療施設

  ＊４ 入院日数が１日
  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

  無配当初期生活習慣病入院一時金特約（医療保険）（返戻金なし型）  
  （実施　平26.4.2）  

  この特約の特色  

  目的・内容    初期生活習慣病による所定の入院に対する保障  
  給付金の種類    初期生活習慣病入院一時金  
  配当タイプ    無配当  

  備考    この特約は、無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約（以下「主契約」といいます。）に付
加することができます。また、この特約には返戻金はありません。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の保険期間開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第10条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 一時金の支払いについて

   第２条  初期生活習慣病入院一時金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、初期生活習慣病入院一時金の
支払事由が生じたときは、その支払事由に対応して初期生活習慣病入院一時金を
その受取人に支払います。

    
  支払事由

（初期生活習慣病入院一時金を支払う場合）  
  金　額    受取人  

  

初
期
生
活
習
慣
病
入
院
一
時
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に、次の
すべてを満たす入院 ＊１ を開始したとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊２ 以後に発病し

た初期生活習慣病（別表１ ★ ）（以下「初
期生活習慣病」といいます。）を直接の原
因とする入院

  ⑵ ⑴の初期生活習慣病の治療を直接の目的
とする入院

  ⑶ 病院または診療所 ＊３ への入院
  ⑷ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院  

  １回の入院につき、
    初期生活習慣病入院

一時金額  

  

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人  

  ２．初期生活習慣病入院一時金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
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  別表３　特定部位および指定疾病一覧表…………………………………………………………………………………………………………   

   無配当初期生活習慣病入院一時金特約（医療保険）（返戻金なし型）目次

  この特約の特色……………………………………………………

   １ 保障の開始について
   第１条 特約の責任開始の時………………………………

   ２ 一時金の支払いについて
   第２条 初期生活習慣病入院一時金の支払い……………

   ３ 一時金の支払請求手続について
   第３条 初期生活習慣病入院一時金の支払請求手続……

   ４ 保険料の払込免除について
   第４条 特約の保険料の払込免除…………………………

   ５ 保険期間および保険料払込期間について
   第５条 特約の保険期間および保険料払込期間…………

   ６ 保険料の払込みについて
   第６条 特約の保険料の払込み……………………………
   第７条 払込期月の主契約の契約成立日の応当日以

後猶予期間満了日までに支払事由が生じた
場合の取扱い………………………………………

   ７ 失効と復活について
   第８条 特約の失効…………………………………………
   第９条 特約の復活…………………………………………

   ８ 告知義務と解除について
   第₁₀条 告知義務……………………………………………
   第₁₁条 告知義務違反による解除…………………………
   第₁₂条 告知義務違反による解除ができないとき………
   第₁₃条 重大事由による解除………………………………

   ９ 内容の変更について
   第₁₄条 初期生活習慣病入院一時金額の減額……………

   10 解約等について
   第₁₅条 特約の解約…………………………………………
   第₁₆条 特約の消滅…………………………………………
   第₁₇条 返戻金………………………………………………

   11 その他
   第₁₈条 社員配当金…………………………………………
   第₁₉条 管轄裁判所…………………………………………
   第₂₀条 普通保険約款の規定の準用………………………

   12 特則について
   第₂₁条 特別条件を付ける場合の特則……………………
   第₂₂条 主契約の更新または保険期間が終身の保険

契約への変更の際にこの特約を付加する場
合の特則……………………………………………

   第₂₃条 主契約が更新される場合の特則…………………
   第₂₄条 主契約が保険期間が終身の保険契約に変更

される場合の特則…………………………………
   第₂₅条 無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契

約に付加する場合の特則…………………………
       第２条  補足説明

  ＊１ 入院
  医師による治療が必要であり、
かつ自宅等での治療が困難なた
め、病院または診療所 ＊３ に入
り、常に医師の管理下において
治療に専念することをいいま
す。ただし、入院時の医学的水
準、医学的常識に照らし、客観
的、合理的な入院に限ります。

  ＊２ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
９条）が行われた場合には、最
終の復活の時とします。

  ＊３ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または患者を入院
させるための施設を有する
診療所

  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある
医療施設

  ＊４ 入院日数が１日
  入院日と退院日が同一の日であ
り、かつ、入院基本料の支払い
がある場合などをいいます。

  無配当初期生活習慣病入院一時金特約（医療保険）（返戻金なし型）  
  （実施　平26.4.2）  

  この特約の特色  

  目的・内容    初期生活習慣病による所定の入院に対する保障  
  給付金の種類    初期生活習慣病入院一時金  
  配当タイプ    無配当  

  備考    この特約は、無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約（以下「主契約」といいます。）に付
加することができます。また、この特約には返戻金はありません。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の保険期間開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第10条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 一時金の支払いについて

   第２条  初期生活習慣病入院一時金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、初期生活習慣病入院一時金の
支払事由が生じたときは、その支払事由に対応して初期生活習慣病入院一時金を
その受取人に支払います。

    
  支払事由

（初期生活習慣病入院一時金を支払う場合）  
  金　額    受取人  

  

初
期
生
活
習
慣
病
入
院
一
時
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に、次の
すべてを満たす入院 ＊１ を開始したとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊２ 以後に発病し

た初期生活習慣病（別表１ ★ ）（以下「初
期生活習慣病」といいます。）を直接の原
因とする入院

  ⑵ ⑴の初期生活習慣病の治療を直接の目的
とする入院

  ⑶ 病院または診療所 ＊３ への入院
  ⑷ 入院日数が１日 ＊４ 以上の入院  

  １回の入院につき、
    初期生活習慣病入院

一時金額  

  

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人  

  ２．初期生活習慣病入院一時金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
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 第２条  補足説明

  ＊５ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

  ＊６ この特約の付加の際
  この特約の復活が行われたとき
は、最終の復活の際とします。

  ＊７ 同一の初期生活習慣病
  医学上密接な関係にある一連の
初期生活習慣病をいいます。「胆
石性膵炎と胆石症」、「腎結石と
尿管結石」または「胃潰瘍と
十二指腸潰瘍」など病名や部位
が異なる場合であっても、医学
上密接な関係があるときは、同
一の初期生活習慣病として取り
扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 被保険者が、この特約
の責任開始の時 ＊２ 前に
生じた原因による入院
をしたとき  

  次のいずれかの場合には、この特約の責任開始の
時 ＊２ 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この特約の責任開始の日 ＊５ からその日を含め

て２年を経過した後に入院を開始した場合
  ② この特約の付加の際 ＊６ に、会社が、 告知（第

10条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、この特約の責任開始の
時 ＊２ 以後の疾病によるものとみなしません。

  ③ その原因について、この特約の責任開始の
時 ＊２ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこ
とがなく、かつ、健康診断等において異常の指
摘を受けたことがない場合。ただし、その原因
による症状について保険契約者または被保険者
が認識または自覚していた場合には、この特約
の責任開始の時 ＊２ 以後の疾病によるものとみ
なしません。  

  ⑵ 被保険者が、同一の初
期生活習慣病 ＊７ を直接
の原因として、初期生
活習慣病入院一時金の
支払事由に該当する入
院を２回以上したとき  

  「初期生活習慣病入院一時金が支払われる最終の入
院」の退院日の翌日から、その日を含めて「次の入
院」の開始日までの期間に応じ、次のとおり取り扱
います。
  ① 180日以下

  「初期生活習慣病入院一時金が支払われる最終
の入院」と「次の入院」を１回の入院とみなし
ます。

  ② 181日以上
  「次の入院」を新たな入院とみなします。  

  ⑶ 初期生活習慣病入院一
時金の支払限度  

  ① １回の入院について１回とします。
  ② 通算して30回とします。  

  ⑷ 被保険者が、異なる初
期生活習慣病を直接の
原因として２回以上入
院をしたとき  

  それぞれの入院について、そのつど本条の１．の規
定を適用します。  

  ⑸ 被保険者が、初期生活
習慣病入院一時金の支
払事由に該当する入院
の開始時に、異なる初
期生活習慣病を併発し
ていたとき  

  入院開始の直接の原因となった初期生活習慣病によ
り継続して入院したものとみなします。
  （注） 特定部位・指定疾病についての不担保の特別

条件（第21条）が適用されたことによって
初期生活習慣病入院一時金が支払われない入
院の開始時に異なる初期生活習慣病を併発し
ていたとき、または入院中に異なる初期生活
習慣病を併発したときは、併発した初期生活
習慣病の治療を目的とする入院の期間が開始
した日をもって、その初期生活習慣病の治療
を目的とする入院を開始したものとして取り
扱います。    

  ⑹ 被保険者が、初期生活
習慣病入院一時金の支
払事由に該当する入院
中に、異なる初期生活
習慣病を併発したとき  

  ⑺ 初期生活習慣病以外の
事由を直接の原因とす
る入院中に、初期生活
習慣病の治療を目的と
する入院の期間がある
とき  

  その期間が開始した日をもって初期生活習慣病の治
療を目的とする入院を開始したものとして取り扱い
ます。  

  ⑻ 継続した入院中に、初
期生活習慣病の治療を
目的とする入院の期間
が断続してあるとき  

  その初期生活習慣病の治療を目的とする断続した入
院は、継続した入院とみなします。  

  項　目    内　容  

  ⑼ 初期生活習慣病入院一
時金の支払事由が生じ、
支払うべき初期生活習
慣病入院一時金がある
場合で、その支払前に
被保険者の死亡による
主契約の死亡給付金の
支払請求があったとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
初期生活習慣病入院一時金を主契約の死亡給付金受
取人に支払います。  

  ★別表１（P.743参照）  

   ３ 一時金の支払請求手続について

   第３条  初期生活習慣病入院一時金の支払請求手続

  １．初期生活習慣病入院一時金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者ま
たは被保険者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．初期生活習慣病入院一時金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類
（別表２ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とし
ます。

  ★別表２（P.744参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第４条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ５ 保険期間および保険料払込期間について

   第５条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。

   ６ 保険料の払込みについて

   第６条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第５条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
15条）されたものとします。
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 第２条  補足説明

  ＊５ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

  ＊６ この特約の付加の際
  この特約の復活が行われたとき
は、最終の復活の際とします。

  ＊７ 同一の初期生活習慣病
  医学上密接な関係にある一連の
初期生活習慣病をいいます。「胆
石性膵炎と胆石症」、「腎結石と
尿管結石」または「胃潰瘍と
十二指腸潰瘍」など病名や部位
が異なる場合であっても、医学
上密接な関係があるときは、同
一の初期生活習慣病として取り
扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 被保険者が、この特約
の責任開始の時 ＊２ 前に
生じた原因による入院
をしたとき  

  次のいずれかの場合には、この特約の責任開始の
時 ＊２ 以後の疾病によるものとみなします。
  ① この特約の責任開始の日 ＊５ からその日を含め

て２年を経過した後に入院を開始した場合
  ② この特約の付加の際 ＊６ に、会社が、 告知（第

10条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、この特約の責任開始の
時 ＊２ 以後の疾病によるものとみなしません。

  ③ その原因について、この特約の責任開始の
時 ＊２ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこ
とがなく、かつ、健康診断等において異常の指
摘を受けたことがない場合。ただし、その原因
による症状について保険契約者または被保険者
が認識または自覚していた場合には、この特約
の責任開始の時 ＊２ 以後の疾病によるものとみ
なしません。  

  ⑵ 被保険者が、同一の初
期生活習慣病 ＊７ を直接
の原因として、初期生
活習慣病入院一時金の
支払事由に該当する入
院を２回以上したとき  

  「初期生活習慣病入院一時金が支払われる最終の入
院」の退院日の翌日から、その日を含めて「次の入
院」の開始日までの期間に応じ、次のとおり取り扱
います。
  ① 180日以下

  「初期生活習慣病入院一時金が支払われる最終
の入院」と「次の入院」を１回の入院とみなし
ます。

  ② 181日以上
  「次の入院」を新たな入院とみなします。  

  ⑶ 初期生活習慣病入院一
時金の支払限度  

  ① １回の入院について１回とします。
  ② 通算して30回とします。  

  ⑷ 被保険者が、異なる初
期生活習慣病を直接の
原因として２回以上入
院をしたとき  

  それぞれの入院について、そのつど本条の１．の規
定を適用します。  

  ⑸ 被保険者が、初期生活
習慣病入院一時金の支
払事由に該当する入院
の開始時に、異なる初
期生活習慣病を併発し
ていたとき  

  入院開始の直接の原因となった初期生活習慣病によ
り継続して入院したものとみなします。
  （注） 特定部位・指定疾病についての不担保の特別

条件（第21条）が適用されたことによって
初期生活習慣病入院一時金が支払われない入
院の開始時に異なる初期生活習慣病を併発し
ていたとき、または入院中に異なる初期生活
習慣病を併発したときは、併発した初期生活
習慣病の治療を目的とする入院の期間が開始
した日をもって、その初期生活習慣病の治療
を目的とする入院を開始したものとして取り
扱います。    

  ⑹ 被保険者が、初期生活
習慣病入院一時金の支
払事由に該当する入院
中に、異なる初期生活
習慣病を併発したとき  

  ⑺ 初期生活習慣病以外の
事由を直接の原因とす
る入院中に、初期生活
習慣病の治療を目的と
する入院の期間がある
とき  

  その期間が開始した日をもって初期生活習慣病の治
療を目的とする入院を開始したものとして取り扱い
ます。  

  ⑻ 継続した入院中に、初
期生活習慣病の治療を
目的とする入院の期間
が断続してあるとき  

  その初期生活習慣病の治療を目的とする断続した入
院は、継続した入院とみなします。  

  項　目    内　容  

  ⑼ 初期生活習慣病入院一
時金の支払事由が生じ、
支払うべき初期生活習
慣病入院一時金がある
場合で、その支払前に
被保険者の死亡による
主契約の死亡給付金の
支払請求があったとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
初期生活習慣病入院一時金を主契約の死亡給付金受
取人に支払います。  

  ★別表１（P.743参照）  

   ３ 一時金の支払請求手続について

   第３条  初期生活習慣病入院一時金の支払請求手続

  １．初期生活習慣病入院一時金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者ま
たは被保険者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．初期生活習慣病入院一時金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類
（別表２ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とし
ます。

  ★別表２（P.744参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第４条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ５ 保険期間および保険料払込期間について

   第５条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。

   ６ 保険料の払込みについて

   第６条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第５条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
15条）されたものとします。
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   第９条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   第７条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による初期生活習慣病入院一時金の支払
事由（第２条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 初期生活習慣病入院一時金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払
います。

  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると
きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ７ 失効と復活について

   第８条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第９条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ８ 告知義務と解除について

   第10条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第９条）の際に、保険契約者と被保険者に
対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、初期生活習慣病入院一時金の支
払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第４条）の発生の可能性に関す
る重要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知する
ことを必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項につい
ては、その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第11条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第９条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第10条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、初期生活習慣病入院一時金の支払事由（第２条）または保険料の払込免
除事由（第４条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除すること
ができます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 初期生活習慣病入院一時金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに初期生活習慣病入院一時金を支払っていたときは、その返還を請求し

ます。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、初期生活習慣病入院一時金の支払事由または保
険料の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険
契約者または被保険者が証明したときは、会社は、初期生活習慣病入院一時金の

   第12条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

   第13条  補足説明

  ＊１ 一時金
  この特約の一時金または保険料
の払込免除をいいます。

支払いまたは保険料の払込免除を行います。
  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通

知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第12条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第11条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第９条）の申込みに対して会社が諾否の決定を
行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第10条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第10条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に初期生活習慣病入
院一時金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第４条）が生
じないで、その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第10条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第13条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が一時金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に一時
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 一時金 ＊１ の請求に関し、一時金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、初期生活習慣病入院一時金の支払事由（第２条）または保険料の払込免
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   第９条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   第７条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による初期生活習慣病入院一時金の支払
事由（第２条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 初期生活習慣病入院一時金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払
います。

  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると
きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ７ 失効と復活について

   第８条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第９条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ８ 告知義務と解除について

   第10条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第９条）の際に、保険契約者と被保険者に
対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、初期生活習慣病入院一時金の支
払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第４条）の発生の可能性に関す
る重要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知する
ことを必要とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項につい
ては、その医師に口頭により告知することを必要とします。

   第11条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第９条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第10条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、初期生活習慣病入院一時金の支払事由（第２条）または保険料の払込免
除事由（第４条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除すること
ができます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 初期生活習慣病入院一時金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに初期生活習慣病入院一時金を支払っていたときは、その返還を請求し

ます。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、初期生活習慣病入院一時金の支払事由または保
険料の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険
契約者または被保険者が証明したときは、会社は、初期生活習慣病入院一時金の

   第12条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

   第13条  補足説明

  ＊１ 一時金
  この特約の一時金または保険料
の払込免除をいいます。

支払いまたは保険料の払込免除を行います。
  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通

知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第12条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第11条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第９条）の申込みに対して会社が諾否の決定を
行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第10条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第10条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に初期生活習慣病入
院一時金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第４条）が生
じないで、その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第10条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第13条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が一時金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に一時
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 一時金 ＊１ の請求に関し、一時金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、初期生活習慣病入院一時金の支払事由（第２条）または保険料の払込免
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除事由（第４条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することがで
きます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間
に、初期生活習慣病入院一時金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じて
いたときは、その初期生活習慣病入院一時金の支払いまたは保険料の払込免除に
ついて、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 初期生活習慣病入院一時金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに初期生活習慣病入院一時金を支払っていたときは、その返還を請求し

ます。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第11条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   ９ 内容の変更について

   第14条  初期生活習慣病入院一時金額の減額

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かって初期生活習
慣病入院一時金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の初期
生活習慣病入院一時金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．初期生活習慣病入院一時金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱い
ます。

  ⑴ 減額分を解約（第15条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 初期生活習慣病入院一時金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信

回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示によ
る提供を含みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   10 解約等について

   第15条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってこの特約の
解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第16条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 被保険者が死亡したとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ この特約による初期生活習慣病入院一時金の支払回数が通算して30回に達

したとき  

   第17条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

   第21条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

でも、この特約の責任準備金は支払いません。

   11 その他

   第18条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第19条  管轄裁判所

  この特約における初期生活習慣病入院一時金または保険料の払込免除の請求に関
する訴訟については、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第20条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   12 特則について

   第21条  特別条件を付ける場合の特則

  １．この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が会社の定める基準
に適合しない場合 ＊１ には、会社は、その危険の種類および程度に応じて、次の⑴
から⑶のうち１つまたは２つ以上の特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 初期生活習慣病入院一時金の削減支払
  この特約の付加日から会社の定める削減期間中に被保険者が初期生活習慣病
入院一時金の支払事由（第２条）に該当し、初期生活習慣病入院一時金を支
払うべきときは、初期生活習慣病入院一時金額に次の表の割合を乗じた金額
を支払います。

保険年度
削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定部位または指定疾病についての不担保
  身体の特定部位および指定疾病（別表３ ★ ）のうち、この特約を主契約に付
加する際に会社が指定した部位または疾病の治療を直接の目的として、会社
の定める期間中に被保険者が入院したときは、これに対応する初期生活習慣
病入院一時金は支払いません。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が効力を失ったとき（第８条）は、第９条（特約の復活）の規定に

かかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後は、この
特約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この特約の更新（第23条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第23条（主契約が更新される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。  
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除事由（第４条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することがで
きます。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間
に、初期生活習慣病入院一時金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じて
いたときは、その初期生活習慣病入院一時金の支払いまたは保険料の払込免除に
ついて、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 初期生活習慣病入院一時金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに初期生活習慣病入院一時金を支払っていたときは、その返還を請求し

ます。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第11条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   ９ 内容の変更について

   第14条  初期生活習慣病入院一時金額の減額

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かって初期生活習
慣病入院一時金額を減額 ★ することができます。ただし、会社は、減額後の初期
生活習慣病入院一時金額が会社の定める限度を下回る減額は取り扱いません。

  ２．初期生活習慣病入院一時金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱い
ます。

  ⑴ 減額分を解約（第15条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 初期生活習慣病入院一時金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信

回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示によ
る提供を含みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   10 解約等について

   第15条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってこの特約の
解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第16条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 被保険者が死亡したとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ この特約による初期生活習慣病入院一時金の支払回数が通算して30回に達

したとき  

   第17条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

   第21条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

でも、この特約の責任準備金は支払いません。

   11 その他

   第18条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第19条  管轄裁判所

  この特約における初期生活習慣病入院一時金または保険料の払込免除の請求に関
する訴訟については、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第20条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   12 特則について

   第21条  特別条件を付ける場合の特則

  １．この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が会社の定める基準
に適合しない場合 ＊１ には、会社は、その危険の種類および程度に応じて、次の⑴
から⑶のうち１つまたは２つ以上の特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 初期生活習慣病入院一時金の削減支払
  この特約の付加日から会社の定める削減期間中に被保険者が初期生活習慣病
入院一時金の支払事由（第２条）に該当し、初期生活習慣病入院一時金を支
払うべきときは、初期生活習慣病入院一時金額に次の表の割合を乗じた金額
を支払います。

保険年度
削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定部位または指定疾病についての不担保
  身体の特定部位および指定疾病（別表３ ★ ）のうち、この特約を主契約に付
加する際に会社が指定した部位または疾病の治療を直接の目的として、会社
の定める期間中に被保険者が入院したときは、これに対応する初期生活習慣
病入院一時金は支払いません。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑷のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が効力を失ったとき（第８条）は、第９条（特約の復活）の規定に

かかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後は、この
特約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この特約の更新（第23条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第23条（主契約が更新される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、更新を取り扱いません。  
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 第21条  補足説明

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当初期生活習慣
病入院一時金特約（医療保険）

（返戻金なし型）をいいます。

   第22条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ② 初期生活習慣病入院一
時金の削減支払  

  ア．削減期間中は、第23条（主契約が更新される
場合の特則）の１．の規定にかかわらず、更新
を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後特約には更新前特約に適用されて
いた初期生活習慣病入院一時金の削減支払の条
件は適用されません。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後特約には更新前特約に適用さ
れていた特定部位または指定疾病についての不
担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後特約には更新前特約に適用され
ていた特定部位または指定疾病についての不担
保の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の特約への変更（第24条）について、次のとおり取り扱い
ます。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の特約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（主契約が保険期間が終身の保険契約に変
更される場合の特則）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。  

  ② 初期生活習慣病入院一
時金の削減支払  

  ア．削減期間中は、第24条（主契約が保険期間が
終身の保険契約に変更される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用さ
れていた初期生活習慣病入院一時金の削減支払
の条件は適用されません。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適
用されていた特定部位または指定疾病について
の不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用
されていた特定部位または指定疾病についての
不担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表３（P.744参照）  

   第22条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第23条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

   第24条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当初期生活習慣
病入院一時金特約（医療保険）

（返戻金なし型）をいいます。

  ＊３ 保険期間満了日
  この特約の保険期間中に、被保
険者の年齢が75歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単
位）を変更日 ＊１ として、保険期
間が終身の特約に変更されると
きは、変更日 ＊１ の前日としま
す。   

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後特約の初期生活
習慣病入院一時金額  

  更新前特約の保険期間満了日の初期生活習慣病入院
一時金額と同額とします。ただし、保険契約者は、
更新前特約の保険期間満了日の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、更新後特約の初期
生活習慣病入院一時金額を変更して更新することが
できます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 初期生活習慣病入院一時金の支払い（第２条）、
保険料の払込免除（第４条）、告知義務違反に
よる解除（第11条・第12条）、払込期月の主
契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日
までに支払事由が生じた場合の取扱い（第７条）
および特約の消滅（第16条）に関する規定に
ついて、更新後特約の保険期間は、この特約か
ら継続したものとして取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後の初期生活習慣病入院
一時金額について、更新前特約の保険期間満了日の初期生活習慣病入院一時金額
と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額と
します。

   第24条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の無配当初期生活習慣病入院一時金特約（医療保険）

（返戻金なし型）に変更されます。
  ２．保険期間が終身の無配当初期生活習慣病入院一時金特約（医療保険）（返戻金な

し型）への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ の初期生
活習慣病入院一時金額  

  変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の初期生活習慣病
入院一時金額と同額とします。ただし、保険契約者
は、変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前ま
でに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後特
約 ＊２ の初期生活習慣病入院一時金額を変更するこ
とができます。  
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 第21条  補足説明

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当初期生活習慣
病入院一時金特約（医療保険）

（返戻金なし型）をいいます。

   第22条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ② 初期生活習慣病入院一
時金の削減支払  

  ア．削減期間中は、第23条（主契約が更新される
場合の特則）の１．の規定にかかわらず、更新
を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後特約には更新前特約に適用されて
いた初期生活習慣病入院一時金の削減支払の条
件は適用されません。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後特約には更新前特約に適用さ
れていた特定部位または指定疾病についての不
担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後特約には更新前特約に適用され
ていた特定部位または指定疾病についての不担
保の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間が終身の特約への変更（第24条）について、次のとおり取り扱い
ます。

  付けられた特別条件    保険期間が終身の特約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第24条（主契約が保険期間が終身の保険契約に変
更される場合の特則）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。  

  ② 初期生活習慣病入院一
時金の削減支払  

  ア．削減期間中は、第24条（主契約が保険期間が
終身の保険契約に変更される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用さ
れていた初期生活習慣病入院一時金の削減支払
の条件は適用されません。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適
用されていた特定部位または指定疾病について
の不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用
されていた特定部位または指定疾病についての
不担保の条件は適用されません。  

  ⑷ 割増保険料については、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

  ★別表３（P.744参照）  

   第22条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第23条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

   第24条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当初期生活習慣
病入院一時金特約（医療保険）

（返戻金なし型）をいいます。

  ＊３ 保険期間満了日
  この特約の保険期間中に、被保
険者の年齢が75歳となる主契
約の契約成立日の応当日（年単
位）を変更日 ＊１ として、保険期
間が終身の特約に変更されると
きは、変更日 ＊１ の前日としま
す。   

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 更新後特約の初期生活
習慣病入院一時金額  

  更新前特約の保険期間満了日の初期生活習慣病入院
一時金額と同額とします。ただし、保険契約者は、
更新前特約の保険期間満了日の２週間前までに申し
出て、会社の取扱いの範囲内で、更新後特約の初期
生活習慣病入院一時金額を変更して更新することが
できます。  

  ⑶ この特約が更新された
とき  

  ① 初期生活習慣病入院一時金の支払い（第２条）、
保険料の払込免除（第４条）、告知義務違反に
よる解除（第11条・第12条）、払込期月の主
契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日
までに支払事由が生じた場合の取扱い（第７条）
および特約の消滅（第16条）に関する規定に
ついて、更新後特約の保険期間は、この特約か
ら継続したものとして取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑷ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、更新後の初期生活習慣病入院
一時金額について、更新前特約の保険期間満了日の初期生活習慣病入院一時金額
と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額と
します。

   第24条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の無配当初期生活習慣病入院一時金特約（医療保険）

（返戻金なし型）に変更されます。
  ２．保険期間が終身の無配当初期生活習慣病入院一時金特約（医療保険）（返戻金な

し型）への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ の初期生
活習慣病入院一時金額  

  変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の初期生活習慣病
入院一時金額と同額とします。ただし、保険契約者
は、変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の２週間前ま
でに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、変更後特
約 ＊２ の初期生活習慣病入院一時金額を変更するこ
とができます。  
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 第25条  補足説明

 ＊１ 被指定契約
 主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。

  項　目    内　容  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第２条）、保険料の払込免除（第
４条）、告知義務違反による解除（第11条・第
12条）、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに支払事由が生じた
場合の取扱い（第７条）および特約の消滅（第
16条）に関する規定について、変更後特約 ＊２

 の保険期間は、変更前特約から継続したものと
して取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、変更後の初期生活習慣病入院
一時金額について、変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の初期生活習慣病入院一時
金額と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同
額とします。

   第25条  無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約に付加する場合の
特則

  この特約を無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約に付加するときは、次の
⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと

き、かつ、主契約の保険料払込期間中に初期生活習慣病入院一時金が支払わ
れるべきときは、第２条（初期生活習慣病入院一時金の支払い）の２．－⑼
を次のとおり読み替えます。

  項　目    内　容  

  ⑼ 初期生活習慣病入院一
時金の支払事由が生じ、
支払うべき初期生活習
慣病入院一時金がある
場合で、その支払前に
被保険者が死亡したと
き    

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき初期生活習慣病入院一時金を被指定契
約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 主契約の普通保険約款に定めるがん給付の責任開始の時前のがん診断確定に
よる無効に関する規定により主契約が無効となるときは、この特約も無効と
し、主契約の保険料を保険契約者に払い戻すときは、会社は、この特約の保
険料についても主契約に準じて取り扱います。

   

   別表１　初期生活習慣病入院一時金の支払対象となる「初期生活習慣病」
  初期生活習慣病入院一時金の支払対象となる「初期生活習慣病」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分
類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要
ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

      傷病名    分類項目    基本分類コード  

⑴   膵疾患  

  急性膵炎  
  その他の膵疾患  
  他に分類される疾患における胆のう〈嚢〉、胆道および膵の障害

（K87）のうち、  
  他に分類される疾患における膵の障害  

  K85  
  K86  

    

  K87.1  

⑵   胆嚢・胆管疾患  

  胆石症  
  胆のう〈嚢〉炎  
  胆のう〈嚢〉のその他の疾患  
  胆道のその他の疾患  
  他に分類される疾患における胆のう〈嚢〉、胆道および膵の障害

（K87）のうち、  
  他に分類される疾患における胆のう〈嚢〉および胆道の障害  

  消化器系の処置後障害、他に分類されないもの（K91）のうち、  
  胆のう〈嚢〉摘出〈除〉後症候群  

  K80  
  K81  
  K82  
  K83  

    

  K87.0  
    

  K91.5  
⑶   脾疾患    脾疾患    D73  

  
⑷  

  
  消化管潰瘍  

  食道のその他の疾患（K22）のうち、  
  食道潰瘍  

  胃潰瘍  
  十二指腸潰瘍  
  部位不明の消化性潰瘍  
  胃空腸潰瘍  
  クローン<Crohn>病［限局性腸炎］
    潰瘍性大腸炎  
  肛門および直腸のその他の疾患（K62）のうち、  

  肛門および直腸の潰瘍（ただし、肛門は除く。）  
  腸のその他の疾患（K63）のうち、  

  腸潰瘍  

    
  K22.1  
  K25  
  K26  
  K27  
  K28  
  K50  
  K51  

    
  K62.6  

    
  K63.3  

⑸   痛風  

  痛風  
  他に分類されるその他の疾患における関節障害（M14）のうち、  

  酵素欠損およびその他の遺伝性障害による痛風性関節障害  
  プリンおよびピリミジン代謝障害  

  M10  
    

  M14.0  
  E79  

⑹   尿路結石  
  腎結石および尿管結石  
  下部尿路結石  
  他に分類される疾患における尿路結石  

  N20  
  N21  
  N22  

⑺
  特定動脈
疾患  

  一過性脳
虚血発作  

  一過性脳虚血発作および関連症候群    G45  

  末梢動脈
疾患  

  アテローム〈じゅく〈粥〉状〉硬化(症)（Ⅰ70）のうち、  
  (四)肢の動脈のアテローム〈じゅく〈粥〉状〉硬化(症)（閉塞
性動脈硬化症に限る。）
    全身性および詳細不明のアテローム〈じゅく〈粥〉状〉硬化(症) 

（閉塞性動脈硬化症に限る。）
    大動脈瘤および解離  
  その他の動脈瘤  
  その他の末梢血管疾患（Ⅰ73）のうち、  

  閉塞性血栓血管炎［ビュルガー <バージャー ><Buerger>病］
    動脈の塞栓症および血栓症  
  動脈および細動脈のその他の障害  
  腎および尿管のその他の障害、他に分類されないもの（N28）の
うち、  

  腎虚血および腎梗塞  
  腸の血行障害（K55）のうち、  

  腸の急性血行障害  
  腸の慢性血行障害  

 
 Ⅰ70.2  

  
Ⅰ70.9  

  Ⅰ71  
  Ⅰ72  

    
  Ⅰ73.1  
  Ⅰ74  
  Ⅰ77  

    

  N28.0  
    

  K55.0  
  K55.1  
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 第25条  補足説明

 ＊１ 被指定契約
 主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。

  項　目    内　容  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金の支払い（第２条）、保険料の払込免除（第
４条）、告知義務違反による解除（第11条・第
12条）、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに支払事由が生じた
場合の取扱い（第７条）および特約の消滅（第
16条）に関する規定について、変更後特約 ＊２

 の保険期間は、変更前特約から継続したものと
して取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑷ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑶－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

  ３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日 ＊１ に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴から⑶の規定を準用します。ただし、変更後の初期生活習慣病入院
一時金額について、変更前特約の保険期間満了日 ＊３ の初期生活習慣病入院一時
金額と同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同
額とします。

   第25条  無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約に付加する場合の
特則

  この特約を無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約に付加するときは、次の
⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと

き、かつ、主契約の保険料払込期間中に初期生活習慣病入院一時金が支払わ
れるべきときは、第２条（初期生活習慣病入院一時金の支払い）の２．－⑼
を次のとおり読み替えます。

  項　目    内　容  

  ⑼ 初期生活習慣病入院一
時金の支払事由が生じ、
支払うべき初期生活習
慣病入院一時金がある
場合で、その支払前に
被保険者が死亡したと
き    

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき初期生活習慣病入院一時金を被指定契
約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 主契約の普通保険約款に定めるがん給付の責任開始の時前のがん診断確定に
よる無効に関する規定により主契約が無効となるときは、この特約も無効と
し、主契約の保険料を保険契約者に払い戻すときは、会社は、この特約の保
険料についても主契約に準じて取り扱います。

   

   別表１　初期生活習慣病入院一時金の支払対象となる「初期生活習慣病」
  初期生活習慣病入院一時金の支払対象となる「初期生活習慣病」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分
類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、厚生省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要
ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

      傷病名    分類項目    基本分類コード  

⑴   膵疾患  

  急性膵炎  
  その他の膵疾患  
  他に分類される疾患における胆のう〈嚢〉、胆道および膵の障害

（K87）のうち、  
  他に分類される疾患における膵の障害  

  K85  
  K86  

    

  K87.1  

⑵   胆嚢・胆管疾患  

  胆石症  
  胆のう〈嚢〉炎  
  胆のう〈嚢〉のその他の疾患  
  胆道のその他の疾患  
  他に分類される疾患における胆のう〈嚢〉、胆道および膵の障害

（K87）のうち、  
  他に分類される疾患における胆のう〈嚢〉および胆道の障害  

  消化器系の処置後障害、他に分類されないもの（K91）のうち、  
  胆のう〈嚢〉摘出〈除〉後症候群  

  K80  
  K81  
  K82  
  K83  

    

  K87.0  
    

  K91.5  
⑶   脾疾患    脾疾患    D73  

  
⑷  

  
  消化管潰瘍  

  食道のその他の疾患（K22）のうち、  
  食道潰瘍  

  胃潰瘍  
  十二指腸潰瘍  
  部位不明の消化性潰瘍  
  胃空腸潰瘍  
  クローン<Crohn>病［限局性腸炎］
    潰瘍性大腸炎  
  肛門および直腸のその他の疾患（K62）のうち、  

  肛門および直腸の潰瘍（ただし、肛門は除く。）  
  腸のその他の疾患（K63）のうち、  

  腸潰瘍  

    
  K22.1  
  K25  
  K26  
  K27  
  K28  
  K50  
  K51  

    
  K62.6  

    
  K63.3  

⑸   痛風  

  痛風  
  他に分類されるその他の疾患における関節障害（M14）のうち、  

  酵素欠損およびその他の遺伝性障害による痛風性関節障害  
  プリンおよびピリミジン代謝障害  

  M10  
    

  M14.0  
  E79  

⑹   尿路結石  
  腎結石および尿管結石  
  下部尿路結石  
  他に分類される疾患における尿路結石  

  N20  
  N21  
  N22  

⑺
  特定動脈
疾患  

  一過性脳
虚血発作  

  一過性脳虚血発作および関連症候群    G45  

  末梢動脈
疾患  

  アテローム〈じゅく〈粥〉状〉硬化(症)（Ⅰ70）のうち、  
  (四)肢の動脈のアテローム〈じゅく〈粥〉状〉硬化(症)（閉塞
性動脈硬化症に限る。）
    全身性および詳細不明のアテローム〈じゅく〈粥〉状〉硬化(症) 

（閉塞性動脈硬化症に限る。）
    大動脈瘤および解離  
  その他の動脈瘤  
  その他の末梢血管疾患（Ⅰ73）のうち、  

  閉塞性血栓血管炎［ビュルガー <バージャー ><Buerger>病］
    動脈の塞栓症および血栓症  
  動脈および細動脈のその他の障害  
  腎および尿管のその他の障害、他に分類されないもの（N28）の
うち、  

  腎虚血および腎梗塞  
  腸の血行障害（K55）のうち、  

  腸の急性血行障害  
  腸の慢性血行障害  

 
 Ⅰ70.2  

  
Ⅰ70.9  

  Ⅰ71  
  Ⅰ72  

    
  Ⅰ73.1  
  Ⅰ74  
  Ⅰ77  

    

  N28.0  
    

  K55.0  
  K55.1  
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  別表２　初期生活習慣病入院一時金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  初期生活習慣病入院一時金の支
払い  

  ⑴ 初期生活習慣病入院一時金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 初期生活習慣病入院一時金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 初期生活習慣病入院一時金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 一時金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  

  
別表３　特定部位および指定疾病一覧表

  特定部位および指定疾病  

  １．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む｡）  
  ２．鼻（副鼻腔を含む。）  
  ３．耳（内耳・中耳および外耳を含む｡）・乳様突起  
  ４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺  
  ５．甲状腺  
  ６．咽頭（扁桃を含む｡）・喉頭  
  ７．肺臓・胸膜・気管・気管支  
  ８．胃・十二指腸（この臓器の手術にともなって空腸の手術を受けたときは空腸も含む。）  
  ９．肝臓・胆嚢・胆管  
  10．膵臓  
  11．盲腸（虫様突起を含む。）  
  12．大腸・小腸  
  13．直腸・肛門  
  14．腎臓・尿管  
  15．膀胱・尿道  
  16．前立腺  
  17．睾丸・副睾丸  
  18．乳房（乳腺を含む。）  
  19．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）  
  20．頸椎部（当該神経を含む。）  
  21．胸椎部（当該神経を含む。）  
  22．腰椎部（当該神経を含む。）  
  23．右上肢（右肩関節部を含む。）  
  24．左上肢（左肩関節部を含む。）  
  25．右下肢（右股関節部を含む。）  
  26．左下肢（左股関節部を含む。）  
  27．鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰嚢ヘルニアまたは大腿ヘルニアが生じた場合に限る。）
    28．鎖骨  
  29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）  
  30．妊娠子宮（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）  
  31．仙骨部・尾骨部（当該神経を含む。）  
  32．食道  
  42．顔面部（口唇裂・顎裂・口蓋裂およびこれらの合併の場合に限る。）  
  43．上顎骨・下顎骨・顎関節  
  44．甲状腺・副甲状腺  
  45．食道・胃・十二指腸  
  46．食道・胃・小腸（十二指腸、空腸、回腸を含む。）・大腸（盲腸、結腸、直腸を含む。）  
  47．肝臓（肝内胆管を含む。）  
  48．胆嚢・胆管（肝内胆管を含まない。）  
  49．脾臓  
  50．腎臓・尿管・膀胱・尿道  
  51．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢（陰嚢を含む。）  
  52．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）・妊娠糖尿病  
  53．妊娠子宮（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）・妊娠糖尿病  
  54．頸椎部・腰椎部（当該神経を含む。）  

  特定部位および指定疾病  

    55．腰椎部・仙骨部（当該神経を含む。）  
  56．脊椎部（当該神経を含む。）  
  57．上肢（肩関節部を含む。）  
58．下肢（股関節部を含む。）  
  59．上肢・下肢（肩関節部・股関節部を含む。）  
  60．痛風（痛風結節、痛風性関節炎、高尿酸血症を含む。）・尿路結石（腎結石、尿管結石、膀胱結石、尿道結石をいう。）  
  61．末梢動脈疾患  
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  別表２　初期生活習慣病入院一時金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  初期生活習慣病入院一時金の支
払い  

  ⑴ 初期生活習慣病入院一時金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書
  ⑶ 初期生活習慣病入院一時金の受取人の戸籍抄本
  ⑷ 初期生活習慣病入院一時金の受取人の印鑑証明書
  ⑸ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 一時金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。  

  
別表３　特定部位および指定疾病一覧表

  特定部位および指定疾病  

  １．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む｡）  
  ２．鼻（副鼻腔を含む。）  
  ３．耳（内耳・中耳および外耳を含む｡）・乳様突起  
  ４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺  
  ５．甲状腺  
  ６．咽頭（扁桃を含む｡）・喉頭  
  ７．肺臓・胸膜・気管・気管支  
  ８．胃・十二指腸（この臓器の手術にともなって空腸の手術を受けたときは空腸も含む。）  
  ９．肝臓・胆嚢・胆管  
  10．膵臓  
  11．盲腸（虫様突起を含む。）  
  12．大腸・小腸  
  13．直腸・肛門  
  14．腎臓・尿管  
  15．膀胱・尿道  
  16．前立腺  
  17．睾丸・副睾丸  
  18．乳房（乳腺を含む。）  
  19．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）  
  20．頸椎部（当該神経を含む。）  
  21．胸椎部（当該神経を含む。）  
  22．腰椎部（当該神経を含む。）  
  23．右上肢（右肩関節部を含む。）  
  24．左上肢（左肩関節部を含む。）  
  25．右下肢（右股関節部を含む。）  
  26．左下肢（左股関節部を含む。）  
  27．鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰嚢ヘルニアまたは大腿ヘルニアが生じた場合に限る。）
    28．鎖骨  
  29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）  
  30．妊娠子宮（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）  
  31．仙骨部・尾骨部（当該神経を含む。）  
  32．食道  
  42．顔面部（口唇裂・顎裂・口蓋裂およびこれらの合併の場合に限る。）  
  43．上顎骨・下顎骨・顎関節  
  44．甲状腺・副甲状腺  
  45．食道・胃・十二指腸  
  46．食道・胃・小腸（十二指腸、空腸、回腸を含む。）・大腸（盲腸、結腸、直腸を含む。）  
  47．肝臓（肝内胆管を含む。）  
  48．胆嚢・胆管（肝内胆管を含まない。）  
  49．脾臓  
  50．腎臓・尿管・膀胱・尿道  
  51．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢（陰嚢を含む。）  
  52．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）・妊娠糖尿病  
  53．妊娠子宮（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）・妊娠糖尿病  
  54．頸椎部・腰椎部（当該神経を含む。）  

  特定部位および指定疾病  

    55．腰椎部・仙骨部（当該神経を含む。）  
  56．脊椎部（当該神経を含む。）  
  57．上肢（肩関節部を含む。）  
58．下肢（股関節部を含む。）  
  59．上肢・下肢（肩関節部・股関節部を含む。）  
  60．痛風（痛風結節、痛風性関節炎、高尿酸血症を含む。）・尿路結石（腎結石、尿管結石、膀胱結石、尿道結石をいう。）  
  61．末梢動脈疾患  
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   ５年ごと利差配当付満了一時金付特定療養給付特約（医療保険）目次

  この特約の特色……………………………………………………

   １ 保障の開始について
   第１条 特約の責任開始の時………………………………

   ２ 給付金等の支払いについて
   第２条 給付金・一時金の支払い…………………………
   第３条 免責事由……………………………………………

   ３ 給付金等の支払請求手続について
   第４条 給付金・一時金の支払請求手続…………………

   ４ 満了一時金のすえ置き支払について
   第５条 満了一時金のすえ置き支払………………………
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   第６条 特約の保険料の払込免除…………………………

   ６ 保険期間および保険料払込期間について
   第７条 特約の保険期間および保険料払込期間…………

   ７ 保険料の払込みについて
   第８条 特約の保険料の払込み……………………………
   第９条 払込期月の主契約の契約成立日の応当日以

後猶予期間満了日までに支払事由が生じた
場合の取扱い………………………………………

   ８ 失効と復活について
   第₁₀条 特約の失効…………………………………………
   第₁₁条 特約の復活…………………………………………

   ９ 告知義務と解除について
   第₁₂条 告知義務……………………………………………
   第₁₃条 告知義務違反による解除…………………………
   第₁₄条 告知義務違反による解除ができないとき………
   第₁₅条 重大事由による解除………………………………

   10 更新について
   第₁₆条 特約の更新…………………………………………

   11 内容の変更について
   第₁₇条 特定療養給付金額の減額…………………………

   12 解約等について
   第₁₈条 特約の解約…………………………………………
   第₁₉条 特約の消滅…………………………………………
   第₂₀条 返戻金………………………………………………

   13 その他
   第₂₁条 社員配当金の割当ておよび支払い………………
   第₂₂条 管轄裁判所…………………………………………
   第₂₃条 普通保険約款の規定の準用………………………

   14 特則について
   第₂₄条 特別条件を付ける場合の特則……………………
   第₂₅条 主契約の更新または保険期間が終身の保険

契約への変更の際にこの特約を付加する場
合の特則……………………………………………

   第₂₆条 主契約が更新される場合の特則…………………
   第₂₇条 主契約が保険期間が終身の保険契約に変更

される場合の特則…………………………………
   第₂₈条 主契約に被指定契約がある場合の特則…………

   

    第１条  補足説明

  ＊１ この特約の責任開始の日か
らその日を含めて１年を経
過した日の翌日

  「出産等保障開始日」といいま
す。

  ５年ごと利差配当付満了一時金付特定療養給付特約（医療保険）  
  （実施　平23.8.2 ／改正　平28.10.3）  

  この特約の特色  

  目的・内容    所定の入院、手術、治療または出産等に対する保障  
  給付金等の種類    ⑴ 特定療養給付金

  ⑵ 満了一時金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この特約は、女性を被保険者とする５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）契
約（以下「主契約」といいます。）に付加することができます。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第12条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２． 本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．本条の１．の規定にかかわらず、「第２条の１．－⑸出産等に基づく特定療養給

付金」の支払いについては、会社は、本条の２．に定めるこの特約の責任開始の
日からその日を含めて１年を経過した日の翌日 ＊１ からこの特約上の責任を開始
します。

  ４．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨
を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 給付金等の支払いについて

   第２条  給付金・一時金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または一時金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または一時金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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   第₂₄条 特別条件を付ける場合の特則……………………
   第₂₅条 主契約の更新または保険期間が終身の保険

契約への変更の際にこの特約を付加する場
合の特則……………………………………………

   第₂₆条 主契約が更新される場合の特則…………………
   第₂₇条 主契約が保険期間が終身の保険契約に変更

される場合の特則…………………………………
   第₂₈条 主契約に被指定契約がある場合の特則…………

   

    第１条  補足説明

  ＊１ この特約の責任開始の日か
らその日を含めて１年を経
過した日の翌日

  「出産等保障開始日」といいま
す。

  ５年ごと利差配当付満了一時金付特定療養給付特約（医療保険）  
  （実施　平23.8.2 ／改正　平28.10.3）  

  この特約の特色  

  目的・内容    所定の入院、手術、治療または出産等に対する保障  
  給付金等の種類    ⑴ 特定療養給付金

  ⑵ 満了一時金  
  配当タイプ    ５年ごと利差配当  

  備考    この特約は、女性を被保険者とする５年ごと利差配当付医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）契
約（以下「主契約」といいます。）に付加することができます。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第12条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２． 本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．本条の１．の規定にかかわらず、「第２条の１．－⑸出産等に基づく特定療養給

付金」の支払いについては、会社は、本条の２．に定めるこの特約の責任開始の
日からその日を含めて１年を経過した日の翌日 ＊１ からこの特約上の責任を開始
します。

  ４．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨
を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 給付金等の支払いについて

   第２条  給付金・一時金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または一時金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または一時金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。
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   第２条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
11条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 特定損傷
  特定損傷とは、次の⑴から⑶の
いずれかをいいます。
  ⑴ 骨折

  骨の構造上の連続性が完全
または不完全に途絶えた状
態をいいます。ただし、病
的骨折および特発骨折を除
きます。

  ⑵ 関節脱臼
  関節を構成する骨が、正常
な解剖学的位置関係から偏
位した状態をいいます。た
だし、先天性脱臼、病的脱
臼および反復性脱臼を除き
ます。

  ⑶ 腱の断裂
  腱の連続性が完全または不
完全に途絶えた状態をいい
ます。ただし、疾病を原因
とする腱の断裂を除きま
す。

  ＊３ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または診療所 Ａ 
  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある

医療施設
   Ａ：  四肢における骨折または脱

臼に関し施術を受けるた
め、柔道整復師法に定める
施術所に収容されたとき
は、その施術所を含みます。

  ＊４ 出産等保障開始日
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、「本条の１．－
⑸出産等に基づく特定療養給付
金」について会社がこの特約上
の責任を開始する日（この特約
の責任開始の日からその日を含
めて１年を経過した日の翌日）
をいいます。なお、この特約の
復活が行われたときは、最終の
復活の日からその日を含めて１
年を経過した日の翌日としま
す。

      支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

特
定
療
養
給
付
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に、この
特約の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた原因によ
り、次に定める特定療養給付事由のいずれか
に該当したとき
  ⑴ 特定期間の入院

  主契約の入院給付金の支払事由に該当す
る入院を開始し、かつ、主契約に規定す
る１回の入院についての支払日数が次の
いずれかに該当したとき
  ① 30日に達したとき
  ② ①に該当した場合で、60日に達した

とき
  ⑵ 特定メンタル疾患による入院

  次のすべてを満たす入院を開始したとき
  ① 主契約の入院給付金の支払事由に該

当する入院
  ② 別表１ ★ に定める特定メンタル疾患

（以下「特定メンタル疾患」といいま
す。）の治療を直接の目的とする入院

  ⑶ 特定手術
  次のすべてを満たす手術を受けたとき
  ① 主契約の手術給付金の支払事由に該

当する手術
  ② 開頭脳手術、開胸心臓手術またはが

ん組織摘出手術（別表２ ★ ）もしくは
女性特定部位に対する手術（別表
３ ★ ）

  ⑷ 特定損傷に対する治療
  次のすべてを満たす治療を受けたとき
  ① 不慮の事故（別表４ ★ ）による特定損

傷 ＊２ に対して受けた治療
  ② ①に定める不慮の事故（別表４ ★ ）の

日からその日を含めて180日以内に
受けた治療

  ③ 病院または診療所 ＊３ における治療
  ⑸ 出産等

  出産等保障開始日 ＊４ 以後に、第２子以降
の子を出産等 ＊５ したとき
  注 この支払事由が生じる以前に、被保

険者に出産（死産を除きます。）の経
験があることを必要とします。  

  特定療養給付金額  

  

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人    

  

満
了
一
時
金  

  被保険者が、この特約の保険期間満了の時に
生存していた場合で、次のいずれかに該当し
たとき  

    

  

保
険
契
約
者  

  ⑴ この特約の保険期間満了の時までに「本
条の１．－⑸出産等に基づく特定療養
給付金」の支払事由が生じ、「本条の１．
－⑸出産等に基づく特定療養給付金」
が支払われたとき  

  特定療養給付金額  

  ⑵ ⑴以外のとき    特定療養給付金額
  ×
  ２  

  ２．給付金または一時金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 特定療養給付金について

  ＊５ 出産等
  出産等とは、次の⑴から⑶のい
ずれかをいいます。
  ⑴ 出産（死産を除きます。）
  ⑵ 死産（その死産を直接の原

因として、主契約の入院給
付金または手術給付金の支
払事由に該当するものに限
ります。なお、本条におい
て、死産とは、妊娠第４月
以後における死児の出産を
いい、死児とは出産後にお
いて心臓膊動、随意筋の運
動および呼吸のいずれも認
めないものをいいます。）

  ⑶ 流産（その流産を直接の原
因として、主契約の入院給
付金または手術給付金 Ａ の
支払事由に該当するものに
限ります。）

   Ａ：  流産を直接の原因として、
主契約の手術給付金の支払
事由に該当するときは、そ
の手術を受けた日に流産し
たものとみなして取り扱い
ます。

  ＊６ 手術１回について１回
  主契約に定める「一連の手術」
については、主契約に定める「同
一手術期間」中、最初に受けた
手術に対し、１回とします。

  ＊７ この特約の保険期間
  更新後特約の保険期間は含みま
せん。

  ＊８ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

  ＊９ この特約の付加の際
  この特約の復活が行われたとき
は、最終の復活の際とします。

  項　目    内　容  

  ① 特定療養給付金の支払
限度  

  ア． 各特定療養給付金について次のとおりとしま
す。
  ア 「本条の１．－⑴特定期間の入院に基づく

特定療養給付金」
  主契約に規定する１回の入院について２回
とします。

  イ 「本条の１．－⑵特定メンタル疾患による
入院に基づく特定療養給付金」
  主契約に規定する１回の入院について１回
とします。

  ウ 「本条の１．－⑶特定手術に基づく特定療
養給付金」
  手術１回について１回 ＊６ とします。なお、
乳房再建術（別表５ ★ ）に関しては、一乳
房について１回とします。

  エ 「本条の１．－⑷特定損傷に対する治療に
基づく特定療養給付金」
  同一の不慮の事故（別表４ ★ ）について１
回とします。

  オ 「本条の１．－⑸出産等に基づく特定療養
給付金」
  この特約の保険期間 ＊７ を通じて、１回限
りとします。
  （注） ２人以上の多胎児の出産等の場合で

も、１回限りとします。
  イ．「本条の１．－⑴から⑷までに基づく特定療養

給付金」を通算して30回とします。  
  ② 被保険者が、この特約

の責任開始の時 ＊１ 前に
生じた原因により入院
をし、または手術を受
けたとき

    

  次のいずれかの場合には、この特約の責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなします。
  ア．この特約の責任開始の日 ＊８ からその日を含め

て２年を経過した後に入院を開始し、または手
術を受けた場合

  イ．この特約の付加の際 ＊９ に、会社が、告知（第
12条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、この特約の責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなしません。
  ウ．その原因について、この特約の責任開始の時 ＊１

 前に、被保険者が医師の診療を受けたことがな
く、かつ、健康診断等において異常の指摘を受
けたことがない場合。ただし、その原因による
症状について保険契約者または被保険者が認識
または自覚していた場合には、この特約の責任
開始の時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしま
せん。  

  ③ 被保険者が、この特約
の保険期間中に主契約
の支払事由に定める入
院を開始した場合で、
その入院がこの特約の
保険期間満了日を含ん
で継続したとき  

  主契約の入院給付金の支払事由に該当する１回の入
院について、この特約の保険期間満了後もこの特約
の保険期間中の入院とみなします。
  （注） この規定は、「本条の１．－⑵から⑸までに

基づく特定療養給付金」の支払いに関しては
適用しません。  
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   第２条  補足説明

  ＊１ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
11条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊２ 特定損傷
  特定損傷とは、次の⑴から⑶の
いずれかをいいます。
  ⑴ 骨折

  骨の構造上の連続性が完全
または不完全に途絶えた状
態をいいます。ただし、病
的骨折および特発骨折を除
きます。

  ⑵ 関節脱臼
  関節を構成する骨が、正常
な解剖学的位置関係から偏
位した状態をいいます。た
だし、先天性脱臼、病的脱
臼および反復性脱臼を除き
ます。

  ⑶ 腱の断裂
  腱の連続性が完全または不
完全に途絶えた状態をいい
ます。ただし、疾病を原因
とする腱の断裂を除きま
す。

  ＊３ 病院または診療所
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当するものとします。
  ⑴ 医療法に定める日本国内に

ある病院または診療所 Ａ 
  ⑵ ⑴と同等の日本国外にある

医療施設
   Ａ：  四肢における骨折または脱

臼に関し施術を受けるた
め、柔道整復師法に定める
施術所に収容されたとき
は、その施術所を含みます。

  ＊４ 出産等保障開始日
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、「本条の１．－
⑸出産等に基づく特定療養給付
金」について会社がこの特約上
の責任を開始する日（この特約
の責任開始の日からその日を含
めて１年を経過した日の翌日）
をいいます。なお、この特約の
復活が行われたときは、最終の
復活の日からその日を含めて１
年を経過した日の翌日としま
す。

      支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

特
定
療
養
給
付
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に、この
特約の責任開始の時 ＊１ 以後に生じた原因によ
り、次に定める特定療養給付事由のいずれか
に該当したとき
  ⑴ 特定期間の入院

  主契約の入院給付金の支払事由に該当す
る入院を開始し、かつ、主契約に規定す
る１回の入院についての支払日数が次の
いずれかに該当したとき
  ① 30日に達したとき
  ② ①に該当した場合で、60日に達した

とき
  ⑵ 特定メンタル疾患による入院

  次のすべてを満たす入院を開始したとき
  ① 主契約の入院給付金の支払事由に該

当する入院
  ② 別表１ ★ に定める特定メンタル疾患

（以下「特定メンタル疾患」といいま
す。）の治療を直接の目的とする入院

  ⑶ 特定手術
  次のすべてを満たす手術を受けたとき
  ① 主契約の手術給付金の支払事由に該

当する手術
  ② 開頭脳手術、開胸心臓手術またはが

ん組織摘出手術（別表２ ★ ）もしくは
女性特定部位に対する手術（別表
３ ★ ）

  ⑷ 特定損傷に対する治療
  次のすべてを満たす治療を受けたとき
  ① 不慮の事故（別表４ ★ ）による特定損

傷 ＊２ に対して受けた治療
  ② ①に定める不慮の事故（別表４ ★ ）の

日からその日を含めて180日以内に
受けた治療

  ③ 病院または診療所 ＊３ における治療
  ⑸ 出産等

  出産等保障開始日 ＊４ 以後に、第２子以降
の子を出産等 ＊５ したとき
  注 この支払事由が生じる以前に、被保

険者に出産（死産を除きます。）の経
験があることを必要とします。  

  特定療養給付金額  

  

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人    

  

満
了
一
時
金  

  被保険者が、この特約の保険期間満了の時に
生存していた場合で、次のいずれかに該当し
たとき  

    

  

保
険
契
約
者  

  ⑴ この特約の保険期間満了の時までに「本
条の１．－⑸出産等に基づく特定療養
給付金」の支払事由が生じ、「本条の１．
－⑸出産等に基づく特定療養給付金」
が支払われたとき  

  特定療養給付金額  

  ⑵ ⑴以外のとき    特定療養給付金額
  ×
  ２  

  ２．給付金または一時金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
  ⑴ 特定療養給付金について

  ＊５ 出産等
  出産等とは、次の⑴から⑶のい
ずれかをいいます。
  ⑴ 出産（死産を除きます。）
  ⑵ 死産（その死産を直接の原

因として、主契約の入院給
付金または手術給付金の支
払事由に該当するものに限
ります。なお、本条におい
て、死産とは、妊娠第４月
以後における死児の出産を
いい、死児とは出産後にお
いて心臓膊動、随意筋の運
動および呼吸のいずれも認
めないものをいいます。）

  ⑶ 流産（その流産を直接の原
因として、主契約の入院給
付金または手術給付金 Ａ の
支払事由に該当するものに
限ります。）

   Ａ：  流産を直接の原因として、
主契約の手術給付金の支払
事由に該当するときは、そ
の手術を受けた日に流産し
たものとみなして取り扱い
ます。

  ＊６ 手術１回について１回
  主契約に定める「一連の手術」
については、主契約に定める「同
一手術期間」中、最初に受けた
手術に対し、１回とします。

  ＊７ この特約の保険期間
  更新後特約の保険期間は含みま
せん。

  ＊８ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

  ＊９ この特約の付加の際
  この特約の復活が行われたとき
は、最終の復活の際とします。

  項　目    内　容  

  ① 特定療養給付金の支払
限度  

  ア． 各特定療養給付金について次のとおりとしま
す。
  ア 「本条の１．－⑴特定期間の入院に基づく

特定療養給付金」
  主契約に規定する１回の入院について２回
とします。

  イ 「本条の１．－⑵特定メンタル疾患による
入院に基づく特定療養給付金」
  主契約に規定する１回の入院について１回
とします。

  ウ 「本条の１．－⑶特定手術に基づく特定療
養給付金」
  手術１回について１回 ＊６ とします。なお、
乳房再建術（別表５ ★ ）に関しては、一乳
房について１回とします。

  エ 「本条の１．－⑷特定損傷に対する治療に
基づく特定療養給付金」
  同一の不慮の事故（別表４ ★ ）について１
回とします。

  オ 「本条の１．－⑸出産等に基づく特定療養
給付金」
  この特約の保険期間 ＊７ を通じて、１回限
りとします。
  （注） ２人以上の多胎児の出産等の場合で

も、１回限りとします。
  イ．「本条の１．－⑴から⑷までに基づく特定療養

給付金」を通算して30回とします。  
  ② 被保険者が、この特約

の責任開始の時 ＊１ 前に
生じた原因により入院
をし、または手術を受
けたとき

    

  次のいずれかの場合には、この特約の責任開始の
時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなします。
  ア．この特約の責任開始の日 ＊８ からその日を含め

て２年を経過した後に入院を開始し、または手
術を受けた場合

  イ．この特約の付加の際 ＊９ に、会社が、告知（第
12条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、この特約の責任開始の時 ＊１

 以後の疾病によるものとみなしません。
  ウ．その原因について、この特約の責任開始の時 ＊１

 前に、被保険者が医師の診療を受けたことがな
く、かつ、健康診断等において異常の指摘を受
けたことがない場合。ただし、その原因による
症状について保険契約者または被保険者が認識
または自覚していた場合には、この特約の責任
開始の時 ＊１ 以後の疾病によるものとみなしま
せん。  

  ③ 被保険者が、この特約
の保険期間中に主契約
の支払事由に定める入
院を開始した場合で、
その入院がこの特約の
保険期間満了日を含ん
で継続したとき  

  主契約の入院給付金の支払事由に該当する１回の入
院について、この特約の保険期間満了後もこの特約
の保険期間中の入院とみなします。
  （注） この規定は、「本条の１．－⑵から⑸までに

基づく特定療養給付金」の支払いに関しては
適用しません。  
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   第３条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

  項　目    内　容  

  ④ 特定メンタル疾患以外
の事由を直接の原因と
する入院中に、特定メ
ンタル疾患の治療を目
的とする入院の期間が
あるとき  

  その期間が開始した日をもって特定メンタル疾患の
治療を目的とする入院を開始したものとして取り扱
います。ただし、その日が主契約の入院給付金の支
払限度日数に達した後またはこの特約の保険期間満
了後となるときは、「本条の１．－⑵特定メンタル
疾患による入院に基づく特定療養給付金」は支払い
ません。  

⑤ 主契約の入院給付金の
支 払 日 数 が 通 算 し て
1,000日に達したとき

「本条の１．－⑴特定期間の入院に基づく特定療養
給付金」、「本条の１．－⑵特定メンタル疾患による
入院に基づく特定療養給付金」および「本条の１．
－⑸出産等に基づく特定療養給付金」は支払いませ
ん。

  ⑵ 満了一時金について

  項　目    内　容  

  この特約の保険期間中に「本
条の１．－⑸出産等に基づ
く特定療養給付金」の支払
事由が生じた場合で、 その
支払前にその保険期間満了
時の満了一時金の支払事由
が生じたとき  

  「本条の１．－⑸出産等に基づく特定療養給付金」
の支払事由が生じないで、満了一時金の支払事由が
生じたものとして取り扱い、「本条の１．－⑸出産
等に基づく特定療養給付金」は支払いません。  

  ★別表１（P.761参照）、  別表２（P.761参照）、  別表３（P.762参照）、  別表４（P.762参照）、
  別表５（P.762参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、特定
療養給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても特定療養給付金を支払わない場合）  

  
特
定
療
養
給
付
金

第
２
条
の
１
．

－

⑴
か
ら
⑷
ま
で
に  

基
づ
く

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所

見のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって「第２条の１．－
⑴から⑷までに基づく特定
療養給付金」の支払事由が
生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、特定療養給付金の金額の一部または全部を支払
います。  

   ３ 給付金等の支払請求手続について

   第４条  給付金・一時金の支払請求手続

  １．特定療養給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者または被保険
者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金または一時金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
７ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、それぞれの特
定療養給付金についてその受取人から請求があったものとして取り扱います。

  ⑴ 「第２条の１．－⑴特定期間の入院または⑵特定メンタル疾患による入院に
基づく特定療養給付金」の支払事由が生じ、かつ、主契約の入院給付金の請
求があったとき

  ⑵ 「第２条の１．－⑶特定手術に基づく特定療養給付金」の支払事由が生じ、
かつ、主契約の手術給付金の請求があったとき  

  ★別表７（P.764参照）  

   ４ 満了一時金のすえ置き支払について

   第５条  満了一時金のすえ置き支払

  １．満了一時金の支払事由（第２条）が生じた日以後、会社は、満了一時金を会社の
定める利率 ★ による利息をつけてすえ置きます。

  ２．すえ置いた満了一時金は、次のとおり支払います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 主契約の死亡給付金を
支払うとき  

  死亡給付金の受取人に支払います。  

  ⑵ 主契約の死亡給付金の
支払以外により主契約
が消滅するとき  

  保険契約者に支払います。  

  ⑶ 保険契約者から請求が
あったとき  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   ５ 保険料の払込免除について

   第６条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  
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   第３条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

  項　目    内　容  

  ④ 特定メンタル疾患以外
の事由を直接の原因と
する入院中に、特定メ
ンタル疾患の治療を目
的とする入院の期間が
あるとき  

  その期間が開始した日をもって特定メンタル疾患の
治療を目的とする入院を開始したものとして取り扱
います。ただし、その日が主契約の入院給付金の支
払限度日数に達した後またはこの特約の保険期間満
了後となるときは、「本条の１．－⑵特定メンタル
疾患による入院に基づく特定療養給付金」は支払い
ません。  

⑤ 主契約の入院給付金の
支 払 日 数 が 通 算 し て
1,000日に達したとき

「本条の１．－⑴特定期間の入院に基づく特定療養
給付金」、「本条の１．－⑵特定メンタル疾患による
入院に基づく特定療養給付金」および「本条の１．
－⑸出産等に基づく特定療養給付金」は支払いませ
ん。

  ⑵ 満了一時金について

  項　目    内　容  

  この特約の保険期間中に「本
条の１．－⑸出産等に基づ
く特定療養給付金」の支払
事由が生じた場合で、 その
支払前にその保険期間満了
時の満了一時金の支払事由
が生じたとき  

  「本条の１．－⑸出産等に基づく特定療養給付金」
の支払事由が生じないで、満了一時金の支払事由が
生じたものとして取り扱い、「本条の１．－⑸出産
等に基づく特定療養給付金」は支払いません。  

  ★別表１（P.761参照）、  別表２（P.761参照）、  別表３（P.762参照）、  別表４（P.762参照）、
  別表５（P.762参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、特定
療養給付金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても特定療養給付金を支払わない場合）  

  

特
定
療
養
給
付
金

第
２
条
の
１
．

－

⑴
か
ら
⑷
ま
で
に  

基
づ
く

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生

じた事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転を

している間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所

見のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって「第２条の１．－
⑴から⑷までに基づく特定
療養給付金」の支払事由が
生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、特定療養給付金の金額の一部または全部を支払
います。  

   ３ 給付金等の支払請求手続について

   第４条  給付金・一時金の支払請求手続

  １．特定療養給付金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者または被保険
者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金または一時金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
７ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、それぞれの特
定療養給付金についてその受取人から請求があったものとして取り扱います。

  ⑴ 「第２条の１．－⑴特定期間の入院または⑵特定メンタル疾患による入院に
基づく特定療養給付金」の支払事由が生じ、かつ、主契約の入院給付金の請
求があったとき

  ⑵ 「第２条の１．－⑶特定手術に基づく特定療養給付金」の支払事由が生じ、
かつ、主契約の手術給付金の請求があったとき  

  ★別表７（P.764参照）  

   ４ 満了一時金のすえ置き支払について

   第５条  満了一時金のすえ置き支払

  １．満了一時金の支払事由（第２条）が生じた日以後、会社は、満了一時金を会社の
定める利率 ★ による利息をつけてすえ置きます。

  ２．すえ置いた満了一時金は、次のとおり支払います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 主契約の死亡給付金を
支払うとき  

  死亡給付金の受取人に支払います。  

  ⑵ 主契約の死亡給付金の
支払以外により主契約
が消滅するとき  

  保険契約者に支払います。  

  ⑶ 保険契約者から請求が
あったとき  

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   ５ 保険料の払込免除について

   第６条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  
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   第11条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   ６ 保険期間および保険料払込期間について

   第７条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期を限度とします。ただし、主契約の保険期間中に被保険者の
年齢が60歳となるときは、60歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）
の前日を限度とします。また、保険期間および保険料払込期間は、20年間を限
度とします。

   ７ 保険料の払込みについて

   第８条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第７条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
18条）されたものとします。

   第９条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による給付金または一時金の支払事由（第
２条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 特定療養給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。た
だし、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足するときは、
保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むことを必
要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支払事由
の発生により支払うべき金額を支払いません。

  ⑵ 満了一時金を支払うときは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満
了日までに払い込むことを必要とします。この未払込保険料が払い込まれな
いときは、会社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ８ 失効と復活について

   第10条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第11条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ９ 告知義務と解除について

   第12条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第11条）の際に、保険契約者と被保険者

   第14条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。
  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、特定療養給付金の支払事由（第

２条）または保険料の払込免除事由（第６条）の発生の可能性に関する重要な事
項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要
とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その
医師に口頭により告知することを必要とします。

   第13条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第11条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第12条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、給付金もしくは一時金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第６条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することがで
きます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または一時金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または一時金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、特定療養給付金の支払事由または保険料の払込
免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者また
は被保険者が証明したときは、会社は、特定療養給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第14条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第13条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第11条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第12条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第12条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に「第２条の１．－
⑴から⑷までに基づく特定療養給付金」の支払事由（第２条）または保険料
の払込免除事由（第６条）が生じないで、その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第12条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第15条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。
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   第11条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   ６ 保険期間および保険料払込期間について

   第７条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期を限度とします。ただし、主契約の保険期間中に被保険者の
年齢が60歳となるときは、60歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）
の前日を限度とします。また、保険期間および保険料払込期間は、20年間を限
度とします。

   ７ 保険料の払込みについて

   第８条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第７条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
18条）されたものとします。

   第９条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による給付金または一時金の支払事由（第
２条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 特定療養給付金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。た
だし、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足するときは、
保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むことを必
要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支払事由
の発生により支払うべき金額を支払いません。

  ⑵ 満了一時金を支払うときは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満
了日までに払い込むことを必要とします。この未払込保険料が払い込まれな
いときは、会社は、支払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ８ 失効と復活について

   第10条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第11条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ９ 告知義務と解除について

   第12条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第11条）の際に、保険契約者と被保険者

   第14条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。
  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、特定療養給付金の支払事由（第

２条）または保険料の払込免除事由（第６条）の発生の可能性に関する重要な事
項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知することを必要
とします。ただし、会社が指定した医師が口頭で質問した事項については、その
医師に口頭により告知することを必要とします。

   第13条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第11条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第12条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、給付金もしくは一時金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第６条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することがで
きます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または一時金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または一時金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、特定療養給付金の支払事由または保険料の払込
免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約者また
は被保険者が証明したときは、会社は、特定療養給付金の支払いまたは保険料の
払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第14条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第13条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第11条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第12条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第12条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に「第２条の１．－
⑴から⑷までに基づく特定療養給付金」の支払事由（第２条）または保険料
の払込免除事由（第６条）が生じないで、その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第12条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第15条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。
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   第15条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ この特約の保険期間満了日
の翌日

  本条において「特約更新日」と
いいます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、給付金もしくは一時金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第６条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができま
す。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、
給付金もしくは一時金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたとき
は、その給付金もしくは一時金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または一時金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または一時金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第13条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   10 更新について

   第16条  特約の更新

  １．この特約が次のすべてを満たすときは、保険契約者がこの特約の保険期間満了日
の２週間前までにこの特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出
があったものとして、この特約は、この特約の保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新さ
れます。

  ⑴ 主契約およびこの特約の保険料の払込みが免除（第６条）されていないこと
  ⑵ この特約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ この特約の保険期間満了日が主契約の保険料払込期間満了日または被保険者

の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日よりも
前にあること  

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 特約更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 特約更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定め

ます。  

  第16条  補足説明

   ＊２ 給付金
  「第２条の１．－⑸出産等に基
づく特定療養給付金」は含みま
せん。

  項　目    内　容  

  ⑵ 更新後特約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、特約更新日 ＊１ を含む月の末日
までに主契約の保険料とともに払い込むことを
必要とします。この場合、第９条（払込期月の
主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了
日までに支払事由が生じた場合の取扱い）およ
び普通保険約款の保険料払込みの猶予期間の規
定を準用します。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後特約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後特約の特定療養
給付金額  

  更新前特約の保険期間満了日の特定療養給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、更新前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、更新後特約の特定療養給付金
額を変更して更新することができます。  

  ⑷ 更新後特約の保険期間    ① 更新前特約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後特約の保険期間を更新前特約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶の条件を満たさ
なくなるときは、その条件を満たす限度まで保
険期間を短縮します。

  ② ①にかかわらず、保険契約者は、この特約の保
険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、更新後特約の保険期間を
変更して更新することができます。  

  ⑸ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金 ＊２ の支払い（第２条・第３条）、保険料
の払込免除（第６条）、告知義務違反による解
除（第13条・第14条）および特約の消滅（第
19条）に関する規定について、更新後特約の
保険期間は、この特約から継続したものとして
取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付金 ＊２ を含ん
で取り扱います。

  ② 特約更新日 ＊１ の特約が適用されます。
  ③ この特約が更新された旨を保険契約者に通知

（電気通信回線に接続している情報処理の用に
供する機器上に設けられた画面表示による提供
を含みます。）します。この場合、保険証券は
発行しません。  

  ⑹ 特約更新日 ＊１ の被保険
者の年齢または性別に
誤りがあるとき  

  主契約の契約成立日の被保険者の契約年齢または性
別に誤りがある場合の処理に準じて取り扱います。  

  ⑺ 特約更新日 ＊１ に会社が
この特約の付加を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を特
約更新日 ＊１ に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑸－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、この特約の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱い
の範囲内で、この特約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができ
ます。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の
特定療養給付金額について、更新前特約の保険期間満了日の特定療養給付金額と
同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とし
ます。
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   第15条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金または保険料
の払込免除をいいます。

   第16条  補足説明

  ＊１ この特約の保険期間満了日
の翌日

  本条において「特約更新日」と
いいます。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、給付金もしくは一時金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第６条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができま
す。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、
給付金もしくは一時金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたとき
は、その給付金もしくは一時金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または一時金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または一時金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第13条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   10 更新について

   第16条  特約の更新

  １．この特約が次のすべてを満たすときは、保険契約者がこの特約の保険期間満了日
の２週間前までにこの特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、更新の申出
があったものとして、この特約は、この特約の保険期間満了日の翌日 ＊１ に更新さ
れます。

  ⑴ 主契約およびこの特約の保険料の払込みが免除（第６条）されていないこと
  ⑵ この特約の最終の保険料が払い込まれていること
  ⑶ この特約の保険期間満了日が主契約の保険料払込期間満了日または被保険者

の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日よりも
前にあること  

  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 特約更新日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 特約更新日 ＊１ の被保険者の年齢によって定め

ます。  

  第16条  補足説明

   ＊２ 給付金
  「第２条の１．－⑸出産等に基
づく特定療養給付金」は含みま
せん。

  項　目    内　容  

  ⑵ 更新後特約の第１回保
険料の払込み  

  ① 第１回保険料は、特約更新日 ＊１ を含む月の末日
までに主契約の保険料とともに払い込むことを
必要とします。この場合、第９条（払込期月の
主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了
日までに支払事由が生じた場合の取扱い）およ
び普通保険約款の保険料払込みの猶予期間の規
定を準用します。

  ② ①の保険料が、猶予期間満了の時までに払い込
まれない場合には、更新後特約の効力は生じま
せん。  

  ⑶ 更新後特約の特定療養
給付金額  

  更新前特約の保険期間満了日の特定療養給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、更新前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、更新後特約の特定療養給付金
額を変更して更新することができます。  

  ⑷ 更新後特約の保険期間    ① 更新前特約の保険期間と同一とします。ただし、
更新後特約の保険期間を更新前特約の保険期間
と同一とすると本条の１．－⑶の条件を満たさ
なくなるときは、その条件を満たす限度まで保
険期間を短縮します。

  ② ①にかかわらず、保険契約者は、この特約の保
険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、更新後特約の保険期間を
変更して更新することができます。  

  ⑸ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金 ＊２ の支払い（第２条・第３条）、保険料
の払込免除（第６条）、告知義務違反による解
除（第13条・第14条）および特約の消滅（第
19条）に関する規定について、更新後特約の
保険期間は、この特約から継続したものとして
取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付金 ＊２ を含ん
で取り扱います。

  ② 特約更新日 ＊１ の特約が適用されます。
  ③ この特約が更新された旨を保険契約者に通知

（電気通信回線に接続している情報処理の用に
供する機器上に設けられた画面表示による提供
を含みます。）します。この場合、保険証券は
発行しません。  

  ⑹ 特約更新日 ＊１ の被保険
者の年齢または性別に
誤りがあるとき  

  主契約の契約成立日の被保険者の契約年齢または性
別に誤りがある場合の処理に準じて取り扱います。  

  ⑺ 特約更新日 ＊１ に会社が
この特約の付加を取り
扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を特
約更新日 ＊１ に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑸－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、本条の１．の⑴から⑶のすべてを満たすときは、保険
契約者は、この特約の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱い
の範囲内で、この特約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができ
ます。この場合、本条の２．の⑴から⑹の規定を準用します。ただし、更新後の
特定療養給付金額について、更新前特約の保険期間満了日の特定療養給付金額と
同額とした場合に、会社の定める限度額を超えるときは、その限度額と同額とし
ます。
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   11 内容の変更について

   第17条  特定療養給付金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって特定療養給付金額を減額 ★ することができます。
ただし、会社は、減額後の特定療養給付金額が会社の定める限度を下回る減額は
取り扱いません。

  ２．特定療養給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第18条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 特定療養給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続

している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   12 解約等について

   第18条  特約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かってこの特約の解約を請求 ★ することができ
ます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第19条  特約の消滅

  １．次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 被保険者が死亡したとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ この特約による「第２条の１．－⑴から⑷までに基づく特定療養給付金」の

支払回数が通算して30回に達したとき  

  ２．本条の１．－⑴に該当したときは、会社は、この特約の責任準備金を保険契約者
に支払います。ただし、保険契約者が故意に被保険者を死亡させたときは支払い
ません。

   第20条  返戻金

  １．この特約が、次のいずれかに該当したときは、会社は、返戻金を保険契約者に支
払います。

  ⑴ この特約の保険期間中に効力を失ったとき（第10条）
  ⑵ 解除されたときまたは解約（第18条）されたとき
  ⑶ 第19条（特約の消滅）の１．－⑵または⑶の規定により消滅したとき  

  ２．この特約の返戻金額は、主契約の返戻金額とあわせて保険契約者に通知（電気通
信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。

   第24条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

   13 その他

   第21条  社員配当金の割当ておよび支払い

  この特約の社員配当金の割当ておよび支払いは、主契約に準じて取り扱います。

   第22条  管轄裁判所

  この特約における給付金、一時金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第23条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   14 特則について

   第24条  特別条件を付ける場合の特則

  １．この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が会社の定める基準
に適合しない場合 ＊１ には、会社は、その危険の種類および程度に応じて、次の⑴
から⑶のうち１つまたは２つ以上の特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 特定療養給付金の削減支払
  この特約の付加日から会社の定める削減期間中に被保険者が「第２条の１．
－⑴から⑶までに基づく特定療養給付金」の支払事由（第２条）に該当し、
特定療養給付金を支払うべきときは、特定療養給付金額に次の表の割合を乗
じた金額を支払います。ただし、災害または感染症（別表９ ★ ）によって支
払事由に該当したときは、特定療養給付金の削減支払の対象とはなりません。

保険年度
削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定部位または指定疾病についての不担保
  身体の特定部位および指定疾病（別表８ ★ ）のうち、この特約を主契約に付
加する際に会社が指定した部位または疾病の治療を直接の目的として、会社
の定める期間中に被保険者が入院したときまたは手術を受けたときは、これ
に対応する「第２条の１．－⑴特定期間の入院または⑶特定手術に基づく特
定療養給付金」は支払いません。ただし、災害または感染症（別表９ ★ ）によっ
て支払事由に該当したときは、特定部位または指定疾病についての不担保の
対象とはなりません。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が効力を失ったとき（第10条）は、第11条（特約の復活）の規定

にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後は、こ
の特約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この特約の更新（第26条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第16条（特約の更新）の１．および第26条（主契
約が更新される場合の特則）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  
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   11 内容の変更について

   第17条  特定療養給付金額の減額

  １．保険契約者は、将来に向かって特定療養給付金額を減額 ★ することができます。
ただし、会社は、減額後の特定療養給付金額が会社の定める限度を下回る減額は
取り扱いません。

  ２．特定療養給付金額が減額されたときは、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 減額分を解約（第18条）されたものとして取り扱います。
  ⑵ 特定療養給付金額が減額された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続

している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。  

  ★「減額の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   12 解約等について

   第18条  特約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かってこの特約の解約を請求 ★ することができ
ます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第19条  特約の消滅

  １．次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 被保険者が死亡したとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ この特約による「第２条の１．－⑴から⑷までに基づく特定療養給付金」の

支払回数が通算して30回に達したとき  

  ２．本条の１．－⑴に該当したときは、会社は、この特約の責任準備金を保険契約者
に支払います。ただし、保険契約者が故意に被保険者を死亡させたときは支払い
ません。

   第20条  返戻金

  １．この特約が、次のいずれかに該当したときは、会社は、返戻金を保険契約者に支
払います。

  ⑴ この特約の保険期間中に効力を失ったとき（第10条）
  ⑵ 解除されたときまたは解約（第18条）されたとき
  ⑶ 第19条（特約の消滅）の１．－⑵または⑶の規定により消滅したとき  

  ２．この特約の返戻金額は、主契約の返戻金額とあわせて保険契約者に通知（電気通
信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。

   第24条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

   13 その他

   第21条  社員配当金の割当ておよび支払い

  この特約の社員配当金の割当ておよび支払いは、主契約に準じて取り扱います。

   第22条  管轄裁判所

  この特約における給付金、一時金または保険料の払込免除の請求に関する訴訟に
ついては、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第23条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   14 特則について

   第24条  特別条件を付ける場合の特則

  １．この特約を主契約に付加する際、被保険者の健康状態その他が会社の定める基準
に適合しない場合 ＊１ には、会社は、その危険の種類および程度に応じて、次の⑴
から⑶のうち１つまたは２つ以上の特別条件を付けることがあります。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 特定療養給付金の削減支払
  この特約の付加日から会社の定める削減期間中に被保険者が「第２条の１．
－⑴から⑶までに基づく特定療養給付金」の支払事由（第２条）に該当し、
特定療養給付金を支払うべきときは、特定療養給付金額に次の表の割合を乗
じた金額を支払います。ただし、災害または感染症（別表９ ★ ）によって支
払事由に該当したときは、特定療養給付金の削減支払の対象とはなりません。

保険年度
削減期間

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定部位または指定疾病についての不担保
  身体の特定部位および指定疾病（別表８ ★ ）のうち、この特約を主契約に付
加する際に会社が指定した部位または疾病の治療を直接の目的として、会社
の定める期間中に被保険者が入院したときまたは手術を受けたときは、これ
に対応する「第２条の１．－⑴特定期間の入院または⑶特定手術に基づく特
定療養給付金」は支払いません。ただし、災害または感染症（別表９ ★ ）によっ
て支払事由に該当したときは、特定部位または指定疾病についての不担保の
対象とはなりません。

  ２．本条の１．の特別条件が付けられたときは、次の⑴から⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ この特約が効力を失ったとき（第10条）は、第11条（特約の復活）の規定

にかかわらず、効力を失った日からその日を含めて２年を経過した後は、こ
の特約の復活は取り扱いません。

  ⑵ この特約の更新（第26条）について、次のとおり取り扱います。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第16条（特約の更新）の１．および第26条（主契
約が更新される場合の特則）の１．の規定にかかわ
らず、更新を取り扱いません。  
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  第24条  補足説明

   ＊２ 変更後特約
  保険期間の終期を被保険者の年
齢が60歳となる主契約の契約
成立日の応当日（年単位）の前
日とする特約に変更された場合
の５年ごと利差配当付満了一時
金付特定療養給付特約（医療保
険）をいいます。

   第25条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ② 特定療養給付金の削減
支払  

  ア．削減期間中は、第16条（特約の更新）の１．
および第26条（主契約が更新される場合の特
則）の１．の規定にかかわらず、更新を取り扱
いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後特約には更新前特約に適用されて
いた特定療養給付金の削減支払の条件は適用さ
れません。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後特約には更新前特約に適用さ
れていた特定部位または指定疾病についての不
担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後特約には更新前特約に適用され
ていた特定部位または指定疾病についての不担
保の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間の終期を被保険者の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当
日（年単位）の前日とする特約への変更（第27条）について、次のとおり
取り扱います。

  付けられた特別条件  
  保険期間の終期を被保険者の年齢が60歳となる主
契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日とする
特約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第27条（主契約が保険期間が終身の保険契約に変
更される場合の特則）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。  

  ② 特定療養給付金の削減
支払  

  ア．削減期間中は、第27条（主契約が保険期間が
終身の保険契約に変更される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用さ
れていた特定療養給付金の削減支払の条件は適
用されません。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適
用されていた特定部位または指定疾病について
の不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用
されていた特定部位または指定疾病についての
不担保の条件は適用されません。  

  ★別表８（P.765参照）、別表９（P.766参照）  

   第25条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第26条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約およびこの特約の保険料の払込みが免除（第６条）されていない場合で、
主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

   第27条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。
 

     ＊２ 変更後特約
  保険期間の終期を被保険者の年
齢が60歳となる主契約の契約
成立日の応当日（年単位）の前
日とする特約に変更された場合
の５年ごと利差配当付満了一時
金付特定療養給付特約（医療保
険）をいいます。
 

   ＊３ 給付金
  「第２条の１．－⑸出産等に基
づく特定療養給付金」は含みま
せん。

  ２．この特約の更新について、第16条（特約の更新）の２．および３．の規定に準
じて取り扱います。

   第27条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、この特約
の保険期間の終期が被保険者の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日

（年単位）の前日である場合を除き、主契約の変更日 ＊１ に、保険期間の終期を被
保険者の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日とす
る５年ごと利差配当付満了一時金付特定療養給付特約（医療保険）に変更されま
す。

  ２．本条の１．に定める５年ごと利差配当付満了一時金付特定療養給付特約（医療保
険）への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ の特定療
養給付金額  

  変更前特約の保険期間満了日の特定療養給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、変更前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、変更後特約＊２の特定療養給
付金額を変更することができます。  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ の保険期
間

    

  変更日 ＊１ の翌日からその日を含めて、被保険者の年
齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日（年
単位）の前日までが20年を超えるときは、20年間
に短縮します。  

  ⑷ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金 ＊３ の支払い（第２条・第３条）、保険料
の払込免除（第６条）、告知義務違反による解
除（第13条・第14条）、払込期月の主契約の
契約成立日の応当日以後猶予期間満了日までに
支払事由が生じた場合の取扱い（第９条）およ
び特約の消滅（第19条）に関する規定について、
変更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前特約から
継続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付金 ＊３ を含
んで取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑷－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、この特約の保険期間の終期が被保
険者の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日である
場合を除き、変更日＊１に、この特約を保険期間の終期を被保険者の年齢が60歳
となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日とする「会社の定める同種
の特約」に変更することができます。この場合、本条の２．の⑴から⑷の規定を
準用します。ただし、変更後の特定療養給付金額について、変更前特約の保険期
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  第24条  補足説明

   ＊２ 変更後特約
  保険期間の終期を被保険者の年
齢が60歳となる主契約の契約
成立日の応当日（年単位）の前
日とする特約に変更された場合
の５年ごと利差配当付満了一時
金付特定療養給付特約（医療保
険）をいいます。

   第25条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

  付けられた特別条件    特約の更新の取扱い  

  ② 特定療養給付金の削減
支払  

  ア．削減期間中は、第16条（特約の更新）の１．
および第26条（主契約が更新される場合の特
則）の１．の規定にかかわらず、更新を取り扱
いません。

  イ．削減期間経過後は、更新を取り扱います。この
場合、更新後特約には更新前特約に適用されて
いた特定療養給付金の削減支払の条件は適用さ
れません。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり更新を取り扱います。
  ア．更新日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、更新後特約には更新前特約に適用さ
れていた特定部位または指定疾病についての不
担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．更新日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、更新後特約には更新前特約に適用され
ていた特定部位または指定疾病についての不担
保の条件は適用されません。  

  ⑶ 保険期間の終期を被保険者の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当
日（年単位）の前日とする特約への変更（第27条）について、次のとおり
取り扱います。

  付けられた特別条件  
  保険期間の終期を被保険者の年齢が60歳となる主
契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日とする
特約への変更の取扱い  

  ① 割増保険料の払込み    第27条（主契約が保険期間が終身の保険契約に変
更される場合の特則）の１．の規定にかかわらず、
変更を取り扱いません。  

  ② 特定療養給付金の削減
支払  

  ア．削減期間中は、第27条（主契約が保険期間が
終身の保険契約に変更される場合の特則）の１．
の規定にかかわらず、変更を取り扱いません。

  イ．削減期間経過後は、変更を取り扱います。この
場合、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用さ
れていた特定療養給付金の削減支払の条件は適
用されません。  

  ③ 特定部位または指定疾
病についての不担保  

  次のとおり変更を取り扱います。
  ア．変更日の前日までに不担保期間が満了していな

いときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適
用されていた特定部位または指定疾病について
の不担保の条件と同一の条件が適用されます。

  イ．変更日の前日までに不担保期間が満了している
ときは、変更後特約 ＊２ には変更前特約に適用
されていた特定部位または指定疾病についての
不担保の条件は適用されません。  

  ★別表８（P.765参照）、別表９（P.766参照）  

   第25条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第26条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約およびこの特約の保険料の払込みが免除（第６条）されていない場合で、
主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。

   第27条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。
 

     ＊２ 変更後特約
  保険期間の終期を被保険者の年
齢が60歳となる主契約の契約
成立日の応当日（年単位）の前
日とする特約に変更された場合
の５年ごと利差配当付満了一時
金付特定療養給付特約（医療保
険）をいいます。
 

   ＊３ 給付金
  「第２条の１．－⑸出産等に基
づく特定療養給付金」は含みま
せん。

  ２．この特約の更新について、第16条（特約の更新）の２．および３．の規定に準
じて取り扱います。

   第27条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、この特約
の保険期間の終期が被保険者の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日

（年単位）の前日である場合を除き、主契約の変更日 ＊１ に、保険期間の終期を被
保険者の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日とす
る５年ごと利差配当付満了一時金付特定療養給付特約（医療保険）に変更されま
す。

  ２．本条の１．に定める５年ごと利差配当付満了一時金付特定療養給付特約（医療保
険）への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ の特定療
養給付金額  

  変更前特約の保険期間満了日の特定療養給付金額と
同額とします。ただし、保険契約者は、変更前特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社
の取扱いの範囲内で、変更後特約＊２の特定療養給
付金額を変更することができます。  

  ⑶ 変更後特約 ＊２ の保険期
間

    

  変更日 ＊１ の翌日からその日を含めて、被保険者の年
齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日（年
単位）の前日までが20年を超えるときは、20年間
に短縮します。  

  ⑷ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金 ＊３ の支払い（第２条・第３条）、保険料
の払込免除（第６条）、告知義務違反による解
除（第13条・第14条）、払込期月の主契約の
契約成立日の応当日以後猶予期間満了日までに
支払事由が生じた場合の取扱い（第９条）およ
び特約の消滅（第19条）に関する規定について、
変更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前特約から
継続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付金 ＊３ を含
んで取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑸ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑷－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、この特約の保険期間の終期が被保
険者の年齢が60歳となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日である
場合を除き、変更日＊１に、この特約を保険期間の終期を被保険者の年齢が60歳
となる主契約の契約成立日の応当日（年単位）の前日とする「会社の定める同種
の特約」に変更することができます。この場合、本条の２．の⑴から⑷の規定を
準用します。ただし、変更後の特定療養給付金額について、変更前特約の保険期
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   第28条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。

  ＊２ 被保険者が死亡したとき
  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受
取人が故意に被保険者を死亡さ
せた場合は除きます。

   

間満了日の特定療養給付金額と同額とした場合に、会社の定める限度額を超える
ときは、その限度額と同額とします。

   第28条  主契約に被指定契約がある場合の特則

  主契約に被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一の
ときは、次の⑴から⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ 特定療養給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  特定療養給付金の支払事由
が生じ、支払うべき特定療
養給付金がある場合で、そ
の支払前に被保険者が死亡
したとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき特定療養給付金を被指定契約 ＊１ の死亡
給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 主契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、第５条（満了一時
金のすえ置き支払）の２．の規定にかかわらず、すえ置かれた満了一時金は
被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。

  ⑶ 被保険者が死亡したとき ＊２ は、第19条（特約の消滅）の２．の規定にかか
わらず、この特約の責任準備金は被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払い
ます。   

   別表１　特定メンタル疾患
  支払対象となる「特定メンタル疾患」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、
分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10(2003年版)準拠」
によるものとします。

  特定メンタル疾患
の種類  

  分類項目  
  基本分類表

番　号  

  精神および行動の
障害  

  ◎精神作用物質使用による精神および行動の障害（F10－F19）中の  
  　○アルコール使用<飲酒>による精神および行動の障害（F10）中の  
  　　・有害な使用  
  　　・依存症候群  
  　　・離脱状態  
  　　・せん妄を伴う離脱状態  
  　　・精神病性障害  
  　　・健忘症候群  
  　　・残遺性および遅発性の精神病性障害  
  　　・その他の精神および行動の障害  
  　　・詳細不明の精神および行動の障害  
  ◎気分〔感情〕障害  
  ◎神経症性障害、ストレス関連障害および身体表現性障害  
  ◎生理的障害および身体的要因に関連した行動症候群（F50－F59）中の  
  　○摂食障害  
  　○非器質性睡眠障害  
  　○産褥に関連した精神および行動の障害、他に分類されないもの  
  　○他に分類される障害又は疾病に関連する心理的又は行動的要因  
  　○生理的障害および身体的要因に関連した詳細不明の行動症候群  

    
    

  F10.1  
  F10.2  
  F10.3  
  F10.4  
  F10.5  
  F10.6  
  F10.7  
  F10.8  
  F10.9  

  F30-F39  
  F40-F48  

    
  F50  
  F51  
  F53  
  F54  
  F59  

  神経系の疾患  

  ◎挿間性および発作性障害（G40－G47）中の  
  　〇睡眠障害（G47）中の  
  　　・睡眠の導入および維持の障害[不眠症]  
  　　・過度の傾眠[過眠症]  
  　　・睡眠・覚醒スケジュール障害
  　　・その他の睡眠障害  
  　　・睡眠障害、詳細不明  
  ◎神経系のその他の障害（G90－G99）中の  
  　○自律神経系の障害  
  　○他に分類される疾患における神経系のその他の障害（G99）中の  
  　　・内分泌疾患および代謝疾患における自律神経ニューロパチー  
  　　・他に分類されるその他の疾患における自律神経系のその他の障害  

    
    

  G47.0  
  G47.1  
  G47.2  
  G47.8  
  G47.9  

    
  G90  

    
  G99.0  
  G99.1  

  
別表２　開頭脳手術、開胸心臓手術、がん組織摘出手術の定義　

  手術名    手術の定義  

  開頭脳手術    脳に対する治療を直接の目的とした、開頭（穿頭を含みます。）を伴う手術（注）をいい
ます。なお、経鼻的下垂体腫瘍摘出術および経耳的聴神経腫瘍摘出術は、開頭脳手術と
みなして取り扱います。
  注　生検、試験開頭術および血管カテーテルによる手術は除きます。  

  開胸心臓手術    心臓または大動脈（冠動脈・大静脈・肺動脈・肺静脈を含みます。）に対する治療を直接
の目的とした開胸（開心を含みます。）を伴う手術（注）をいいます。なお、開胸心臓マッ
サージおよび開胸心嚢ドレナージは、開胸心臓手術とみなして取り扱います。
  注　生検、試験開胸術および血管カテーテルによる手術は除きます。  

  がん組織摘出手術    器具を用い生体に切開・切除を加えて、がん（別表６）組織を体外に摘出・摘除（注１）
（蒸散・凝固・融解・焼灼は含みません。）する手術（注２）をいいます。
  注１　摘出・摘除した組織に、がん（別表６）細胞が含まれていることを必要とします。
  注２　生検および経口的、経鼻的、経耳的、経尿道的、経肛門的もしくは経膣的に行わ

れるファイバースコープによる手術または血管カテーテルによる手術は除きます。  

  

760



761

   第28条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。

  ＊２ 被保険者が死亡したとき
  被指定契約 ＊１ の死亡給付金受
取人が故意に被保険者を死亡さ
せた場合は除きます。

   

間満了日の特定療養給付金額と同額とした場合に、会社の定める限度額を超える
ときは、その限度額と同額とします。

   第28条  主契約に被指定契約がある場合の特則

  主契約に被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一の
ときは、次の⑴から⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ 特定療養給付金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  特定療養給付金の支払事由
が生じ、支払うべき特定療
養給付金がある場合で、そ
の支払前に被保険者が死亡
したとき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき特定療養給付金を被指定契約 ＊１ の死亡
給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 主契約の保険料払込期間中に被保険者が死亡したときは、第５条（満了一時
金のすえ置き支払）の２．の規定にかかわらず、すえ置かれた満了一時金は
被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。

  ⑶ 被保険者が死亡したとき ＊２ は、第19条（特約の消滅）の２．の規定にかか
わらず、この特約の責任準備金は被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払い
ます。   

   別表１　特定メンタル疾患
  支払対象となる「特定メンタル疾患」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、
分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10(2003年版)準拠」
によるものとします。

  特定メンタル疾患
の種類  

  分類項目  
  基本分類表

番　号  

  精神および行動の
障害  

  ◎精神作用物質使用による精神および行動の障害（F10－F19）中の  
  　○アルコール使用<飲酒>による精神および行動の障害（F10）中の  
  　　・有害な使用  
  　　・依存症候群  
  　　・離脱状態  
  　　・せん妄を伴う離脱状態  
  　　・精神病性障害  
  　　・健忘症候群  
  　　・残遺性および遅発性の精神病性障害  
  　　・その他の精神および行動の障害  
  　　・詳細不明の精神および行動の障害  
  ◎気分〔感情〕障害  
  ◎神経症性障害、ストレス関連障害および身体表現性障害  
  ◎生理的障害および身体的要因に関連した行動症候群（F50－F59）中の  
  　○摂食障害  
  　○非器質性睡眠障害  
  　○産褥に関連した精神および行動の障害、他に分類されないもの  
  　○他に分類される障害又は疾病に関連する心理的又は行動的要因  
  　○生理的障害および身体的要因に関連した詳細不明の行動症候群  

    
    

  F10.1  
  F10.2  
  F10.3  
  F10.4  
  F10.5  
  F10.6  
  F10.7  
  F10.8  
  F10.9  

  F30-F39  
  F40-F48  

    
  F50  
  F51  
  F53  
  F54  
  F59  

  神経系の疾患  

  ◎挿間性および発作性障害（G40－G47）中の  
  　〇睡眠障害（G47）中の  
  　　・睡眠の導入および維持の障害[不眠症]  
  　　・過度の傾眠[過眠症]  
  　　・睡眠・覚醒スケジュール障害
  　　・その他の睡眠障害  
  　　・睡眠障害、詳細不明  
  ◎神経系のその他の障害（G90－G99）中の  
  　○自律神経系の障害  
  　○他に分類される疾患における神経系のその他の障害（G99）中の  
  　　・内分泌疾患および代謝疾患における自律神経ニューロパチー  
  　　・他に分類されるその他の疾患における自律神経系のその他の障害  

    
    

  G47.0  
  G47.1  
  G47.2  
  G47.8  
  G47.9  

    
  G90  

    
  G99.0  
  G99.1  

  
別表２　開頭脳手術、開胸心臓手術、がん組織摘出手術の定義　

  手術名    手術の定義  

  開頭脳手術    脳に対する治療を直接の目的とした、開頭（穿頭を含みます。）を伴う手術（注）をいい
ます。なお、経鼻的下垂体腫瘍摘出術および経耳的聴神経腫瘍摘出術は、開頭脳手術と
みなして取り扱います。
  注　生検、試験開頭術および血管カテーテルによる手術は除きます。  

  開胸心臓手術    心臓または大動脈（冠動脈・大静脈・肺動脈・肺静脈を含みます。）に対する治療を直接
の目的とした開胸（開心を含みます。）を伴う手術（注）をいいます。なお、開胸心臓マッ
サージおよび開胸心嚢ドレナージは、開胸心臓手術とみなして取り扱います。
  注　生検、試験開胸術および血管カテーテルによる手術は除きます。  

  がん組織摘出手術    器具を用い生体に切開・切除を加えて、がん（別表６）組織を体外に摘出・摘除（注１）
（蒸散・凝固・融解・焼灼は含みません。）する手術（注２）をいいます。
  注１　摘出・摘除した組織に、がん（別表６）細胞が含まれていることを必要とします。
  注２　生検および経口的、経鼻的、経耳的、経尿道的、経肛門的もしくは経膣的に行わ

れるファイバースコープによる手術または血管カテーテルによる手術は除きます。  
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別表３　女性特定部位に対する手術
  乳房、子宮、卵巣、卵管、甲状腺および上皮小体（副甲状腺）に対する手術をいいます。ただし、次の⑴から⑷の手術を除きま
す。

  ⑴ がん組織摘出手術（別表２）
  ⑵ 別表５以外の乳房再建術
  ⑶ 子宮頸管ポリープ切除術
  ⑷ 異常妊娠または異常分娩による手術  

  
別表４　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  
別表５　支払対象となる乳房再建術

  支払対象となる乳房再建術は、この特約の責任開始の時（この特約の復活が行われた場合には、最終の復活の時とします。）
以後に生じた原因によるがん組織摘出手術（別表２）により喪失された乳房の形態を正常に近い状態に戻すことを目的とする
観血手術とします。  

  別表６　
  １．支払対象となる悪性新生物および上皮内新生物

  支払対象となる「悪性新生物および上皮内新生物」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中
下記のものとし、分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要
ICD-10(2003年版)準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物  
  消化器の悪性新生物  
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物  
  骨および関節軟骨の悪性新生物  
  皮膚の黒色腫およびその他の皮膚の悪性新生物  
  中皮および軟部組織の悪性新生物  
  乳房の悪性新生物  
  女性生殖器の悪性新生物  
  男性生殖器の悪性新生物  
  腎尿路の悪性新生物  
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物  
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物  
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物  
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物  
  上皮内新生物  
  真正赤血球増加症＜多血症＞  
  骨髄異形成症候群  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のうち、  
  　慢性骨髄増殖性疾患  
  　本態性（出血性）血小板血症  
リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、
　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの

  C00-C14  
  C15-C26  
  C30-C39  
  C40-C41  
  C43-C44  
  C45-C49  

  C50  
  C51-C58  
  C60-C63  
  C64-C68  
  C69-C72  
  C73-C75  
  C76-C80  
  C81-C96  

  C97  
  D00-D07、D09  

  D45  
  D46  

    
  D47.1  
  D47.3  

D76.0

  ２．がんの定義
  １．に定める悪性新生物および上皮内新生物のうち、新生物の形態の性状コードが４．に定める悪性または上皮内癌に該当
するものをいいます。

  ３．がんの診断確定
  がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見（生検を含みます。）による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由および画像所見など他の所見による診断確定

の根拠が明らかであるときは、その診断確定  

  ４．新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　
腫瘍学（NCC監修）第３版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次
のものをいいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥    上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
  　　　　　　非侵襲性  
  ／３‥‥‥    悪性、原発部位  
  ／６‥‥‥    悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位  
  ／９‥‥‥    悪性、原発部位または転移部位の別不詳  
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別表３　女性特定部位に対する手術
  乳房、子宮、卵巣、卵管、甲状腺および上皮小体（副甲状腺）に対する手術をいいます。ただし、次の⑴から⑷の手術を除きま
す。

  ⑴ がん組織摘出手術（別表２）
  ⑵ 別表５以外の乳房再建術
  ⑶ 子宮頸管ポリープ切除術
  ⑷ 異常妊娠または異常分娩による手術  

  
別表４　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  表１

  用語    定義  

  急激  
  事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発  
  事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来  

  事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入また

は嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物酔い

ならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  

  
別表５　支払対象となる乳房再建術

  支払対象となる乳房再建術は、この特約の責任開始の時（この特約の復活が行われた場合には、最終の復活の時とします。）
以後に生じた原因によるがん組織摘出手術（別表２）により喪失された乳房の形態を正常に近い状態に戻すことを目的とする
観血手術とします。  

  別表６　
  １．支払対象となる悪性新生物および上皮内新生物

  支払対象となる「悪性新生物および上皮内新生物」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中
下記のものとし、分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要
ICD-10(2003年版)準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  口唇、口腔および咽頭の悪性新生物  
  消化器の悪性新生物  
  呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物  
  骨および関節軟骨の悪性新生物  
  皮膚の黒色腫およびその他の皮膚の悪性新生物  
  中皮および軟部組織の悪性新生物  
  乳房の悪性新生物  
  女性生殖器の悪性新生物  
  男性生殖器の悪性新生物  
  腎尿路の悪性新生物  
  眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物  
  甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物  
  部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物  
  独立した（原発性）多部位の悪性新生物  
  上皮内新生物  
  真正赤血球増加症＜多血症＞  
  骨髄異形成症候群  
  リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のうち、  
  　慢性骨髄増殖性疾患  
  　本態性（出血性）血小板血症  
リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち、
　ランゲルハンス細胞組織球症、他に分類されないもの

  C00-C14  
  C15-C26  
  C30-C39  
  C40-C41  
  C43-C44  
  C45-C49  

  C50  
  C51-C58  
  C60-C63  
  C64-C68  
  C69-C72  
  C73-C75  
  C76-C80  
  C81-C96  

  C97  
  D00-D07、D09  

  D45  
  D46  

    
  D47.1  
  D47.3  

D76.0

  ２．がんの定義
  １．に定める悪性新生物および上皮内新生物のうち、新生物の形態の性状コードが４．に定める悪性または上皮内癌に該当
するものをいいます。

  ３．がんの診断確定
  がんの診断確定は、次のいずれかによる必要があります。

  ⑴ 病理組織学的所見（生検を含みます。）による診断確定
  ⑵ 病理組織学的検査が行われなかった場合で、その検査が行われなかった理由および画像所見など他の所見による診断確定

の根拠が明らかであるときは、その診断確定  

  ４．新生物の形態の性状コード
  新生物の形態の性状コードが悪性または上皮内癌に該当するものとは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類　
腫瘍学（NCC監修）第３版（2012年改正版）」に記載された形態の性状コード中、新生物の性状を表す第５桁コードが次
のものをいいます。

  第５桁性状コード番号  

  ／２‥‥‥    上皮内癌
  　　　　　　上皮内
  　　　　　　非浸潤性
  　　　　　　非侵襲性  
  ／３‥‥‥    悪性、原発部位  
  ／６‥‥‥    悪性、転移部位
  　　　　　　悪性、続発部位  
  ／９‥‥‥    悪性、原発部位または転移部位の別不詳  
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  別表７　給付金・一時金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．特定療養給付金の支払い  

  ⑴ 特定療養給付金支払請求書
  ⑵ 特定療養給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑶ 特定療養給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑷ 「第２条の１．－⑴特定期間の入院または⑵特定メンタル疾患による入院に基づく特

定療養給付金」の場合には、会社所定の様式による入院した病院または診療所の入
院証明書

  ⑸ 「第２条の１．－⑶特定手術に基づく特定療養給付金」の場合には、会社所定の様式
による手術を受けた病院または診療所の医師の手術証明書

  ⑹ 「第２条の１．－⑷特定損傷に対する治療に基づく特定療養給付金」の場合には、不
慮の事故（別表４）であることを証明する書類および会社所定の様式による医師の
診断書

  ⑺ 「第２条の１．－⑸出産等に基づく特定療養給付金」の場合には、被保険者の２人目
以後の実子の戸籍謄本または戸籍抄本

  ⑻   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．満了一時金の支払い  

  ⑴ 満了一時金支払請求書
  ⑵ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑶ 満了一時金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑷ 満了一時金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金・一時金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることが

あります。  

  

別表８　特定部位および指定疾病一覧表

  特定部位および指定疾病  

  １．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む。）
２．鼻（副鼻腔を含む。）
３．耳（内耳・中耳および外耳を含む。）・乳様突起
４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺
５．甲状腺
６．咽頭（扁桃を含む。）・喉頭
７．肺臓・胸膜・気管・気管支
８．胃・十二指腸（この臓器の手術にともなって空腸の手術を受けたときは空腸も含む。）
９．肝臓・胆嚢・胆管
10．膵臓
11．盲腸（虫様突起を含む。）
12．大腸・小腸
13．直腸・肛門
14．腎臓・尿管
15．膀胱・尿道
16．前立腺
17．睾丸・副睾丸
18．乳房（乳腺を含む。）
19．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）
20．頸椎部（当該神経を含む。）
21．胸椎部（当該神経を含む。）
22．腰椎部（当該神経を含む。）
23．右上肢（右肩関節部を含む。）
24．左上肢（左肩関節部を含む。）
25．右下肢（右股関節部を含む。）
26．左下肢（左股関節部を含む。）
27．鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰嚢ヘルニアまたは大腿ヘルニアが生じた場合に限る。）
28．鎖骨
29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）
30．妊娠子宮（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）
31．仙骨部・尾骨部（当該神経を含む。）
32．食道
42．顔面部（口唇裂・顎裂・口蓋裂およびこれらの合併の場合に限る。）
43．上顎骨・下顎骨・顎関節
44．甲状腺・副甲状腺
45．食道・胃・十二指腸
46．食道・胃・小腸（十二指腸、空腸、回腸を含む。）・大腸（盲腸、結腸、直腸を含む。）
47．肝臓（肝内胆管を含む。）
48．胆嚢・胆管（肝内胆管を含まない。）
49．脾臓
50．腎臓・尿管・膀胱・尿道
51．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢（陰嚢を含む。）
52．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）・妊娠糖尿病
53．妊娠子宮（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）・妊娠糖尿病
54．頸椎部・腰椎部（当該神経を含む。）
55．腰椎部・仙骨部（当該神経を含む。）
56．脊椎部（当該神経を含む。）
57．上肢（肩関節部を含む。）
58．下肢（股関節部を含む。）
59．上肢・下肢（肩関節部・股関節部を含む。）
60．痛風（痛風結節、痛風性関節炎、高尿酸血症を含む。）・尿路結石（腎結石、尿管結石、膀胱結石、尿道結石をいう。）
61．末梢動脈疾患  
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  別表７　給付金・一時金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  １．特定療養給付金の支払い  

  ⑴ 特定療養給付金支払請求書
  ⑵ 特定療養給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑶ 特定療養給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑷ 「第２条の１．－⑴特定期間の入院または⑵特定メンタル疾患による入院に基づく特

定療養給付金」の場合には、会社所定の様式による入院した病院または診療所の入
院証明書

  ⑸ 「第２条の１．－⑶特定手術に基づく特定療養給付金」の場合には、会社所定の様式
による手術を受けた病院または診療所の医師の手術証明書

  ⑹ 「第２条の１．－⑷特定損傷に対する治療に基づく特定療養給付金」の場合には、不
慮の事故（別表４）であることを証明する書類および会社所定の様式による医師の
診断書

  ⑺ 「第２条の１．－⑸出産等に基づく特定療養給付金」の場合には、被保険者の２人目
以後の実子の戸籍謄本または戸籍抄本

  ⑻   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ２．満了一時金の支払い  

  ⑴ 満了一時金支払請求書
  ⑵ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑶ 満了一時金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑷ 満了一時金の受取人の印鑑証明書
  ⑸   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金・一時金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることが

あります。  

  

別表８　特定部位および指定疾病一覧表

  特定部位および指定疾病  

  １．眼球・眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む。）
２．鼻（副鼻腔を含む。）
３．耳（内耳・中耳および外耳を含む。）・乳様突起
４．口腔・歯・舌・顎下腺・耳下腺・舌下腺
５．甲状腺
６．咽頭（扁桃を含む。）・喉頭
７．肺臓・胸膜・気管・気管支
８．胃・十二指腸（この臓器の手術にともなって空腸の手術を受けたときは空腸も含む。）
９．肝臓・胆嚢・胆管
10．膵臓
11．盲腸（虫様突起を含む。）
12．大腸・小腸
13．直腸・肛門
14．腎臓・尿管
15．膀胱・尿道
16．前立腺
17．睾丸・副睾丸
18．乳房（乳腺を含む。）
19．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）
20．頸椎部（当該神経を含む。）
21．胸椎部（当該神経を含む。）
22．腰椎部（当該神経を含む。）
23．右上肢（右肩関節部を含む。）
24．左上肢（左肩関節部を含む。）
25．右下肢（右股関節部を含む。）
26．左下肢（左股関節部を含む。）
27．鼠蹊部（鼠蹊ヘルニア、陰嚢ヘルニアまたは大腿ヘルニアが生じた場合に限る。）
28．鎖骨
29．皮膚（頭皮および口唇を含む。）
30．妊娠子宮（異常妊娠もしくは異常分娩が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）
31．仙骨部・尾骨部（当該神経を含む。）
32．食道
42．顔面部（口唇裂・顎裂・口蓋裂およびこれらの合併の場合に限る。）
43．上顎骨・下顎骨・顎関節
44．甲状腺・副甲状腺
45．食道・胃・十二指腸
46．食道・胃・小腸（十二指腸、空腸、回腸を含む。）・大腸（盲腸、結腸、直腸を含む。）
47．肝臓（肝内胆管を含む。）
48．胆嚢・胆管（肝内胆管を含まない。）
49．脾臓
50．腎臓・尿管・膀胱・尿道
51．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢（陰嚢を含む。）
52．子宮・卵巣・卵管（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合を含む。）・妊娠糖尿病
53．妊娠子宮（異常妊娠、異常分娩もしくは異常産褥が生じた場合または帝王切開を受けた場合に限る。）・妊娠糖尿病
54．頸椎部・腰椎部（当該神経を含む。）
55．腰椎部・仙骨部（当該神経を含む。）
56．脊椎部（当該神経を含む。）
57．上肢（肩関節部を含む。）
58．下肢（股関節部を含む。）
59．上肢・下肢（肩関節部・股関節部を含む。）
60．痛風（痛風結節、痛風性関節炎、高尿酸血症を含む。）・尿路結石（腎結石、尿管結石、膀胱結石、尿道結石をいう。）
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  別表９　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ  
  腸チフス  
  パラチフスＡ  
  細菌性赤痢  
  腸管出血性大腸菌感染症  
  ペスト  
  ジフテリア  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞  
  ラッサ熱  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病  
  痘瘡  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]  
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）  

  A00  
  A01.0  
  A01.1  
  A03  

  A04.3  
  A20  
  A36  
  A80  

  A96.2  
  A98.0  
  A98.3  
  A98.4  
  B03  
  U04  
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    ＊５ 先進医療による療養
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当する療養は除きます。
  ⑴ 先進医療の技術にかかる費

用 ＊６ が「０」となる療養
  ⑵ 「先進医療ごとに厚生労働

大臣が定める施設基準」に
おいて、歯科 Ａ のみで実施
することが定められている
先進医療による療養

   Ａ：  歯科、歯科口腔外科、矯正
歯科、小児歯科をいいます。

  ＊６ 先進医療の技術にかかる費
用

  被保険者が受けた先進医療に対
する被保険者の負担額として、
病院または診療所によって定め
られた金額をいい、次の⑴から
⑸の費用などは含みません。
  ⑴ 公的医療保険制度（別表

１ ★ ）の法律に基づき保険
給付の対象となる費用（自
己負担分を含みます。）

  ⑵ 先進医療以外の評価療養の
ための費用

  ⑶ 選定療養のための費用
  ⑷ 食事療養のための費用
  ⑸ 生活療養のための費用

  ＊７ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

  ＊８ この特約の付加の際
  この特約の復活が行われたとき
は、最終の復活の際とします。

  ＊９ 同一の疾病
  医学上密接な関係にある一連の
疾病 ＊４ をいいます。「糖尿病と
糖尿病性網膜症」、「肝硬変と食
道静脈瘤」または「狭心症と心
筋梗塞」など病名や部位が異な
る場合であっても、医学上密接
な関係があるときは、同一の疾
病として取り扱います。

  ＊10 一連の療養
  療養開始にあたっての医師によ
る療養に関する計画に基づく一
連の療養をいいます。なお、療
養開始後に新たに行われること
となった療養は、一連の療養に
は含みません。

  項　目    内　容  

  ⑴ 被保険者が、この特約
の責任開始の時 ＊２ 前に
生じた原因による療養
を受けたとき  

  次のいずれかの場合には、この特約の責任開始の
時 ＊２ 以後の疾病によるものとみなします。
  ア．この特約の責任開始の日 ＊７ からその日を含め

て２年を経過した後に療養を受けた場合
  イ．この特約の付加の際 ＊８ に、会社が、 告知（第

11条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、この特約の責任開始の
時 ＊２ 以後の疾病によるものとみなしません。

  ウ． その原因について、この特約の責任開始の
時 ＊２ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこ
とがなく、かつ、健康診断等において異常の指
摘を受けたことがない場合。ただし、その原因
による症状について保険契約者または被保険者
が認識または自覚していた場合には、この特約
の責任開始の時 ＊２ 以後の疾病によるものとみ
なしません。

  エ．この特約の責任開始の時 ＊２ 以後に、その原因
による症状が悪化したことまたはその原因と医
学上密接な関係にある疾病 ＊４ を発病したこと
などにより、責任開始の時 ＊２ 前を含めて初め
てその療養が必要であると医師に診断された場
合。ただし、告知義務違反（第12条）があっ
たときは、この限りではありません。  

  ⑵ 被保険者が、同一の傷
害 ＊３ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊９ を直接の原因とし
て、同一の先進医療に
よる療養を複数回にわ
たって一連の療養 ＊10 と
して受けたとき

    

  一連の療養 ＊10 として受けた同一の先進医療による
複数回の療養を１回の療養とみなします。この場合、
一連の療養 ＊10 を最初に受けた日にその療養を受け
たものとみなして取り扱います。
  （注） 一連の療養 ＊10 として受けた先進医療の技術

にかかる費用 ＊６ の総額を、本条の１．に定
める先進医療の技術にかかる費用 ＊６ としま
す。  

  ⑶ 先進医療給付金の支払
限度  

  ① １回の療養について500万円とします。
  ② 通算して2,000万円とします。  

  ⑷ 先進医療給付金または
先進医療見舞金の支払
事由が生じ、支払うべ
き先進医療給付金また
は先進医療見舞金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る主契約の死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
先進医療給付金または先進医療見舞金を主契約の死
亡給付金受取人に支払います。  

  ★別表１（P.777参照）、別表２（P.777参照）、別表３（P.777参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金または見舞金を支払いません。

    第２条  補足説明

  ＊１ 療養
  次の⑴から⑶のいずれかに該当
するものをいいます。
  ⑴ 診察
  ⑵ 薬剤または治療材料の支給
  ⑶ 処置、手術その他の治療

  ＊２ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊３ 傷害
  この特約の責任開始の時 ＊２ 以
後に生じた不慮の事故（別表
３ ★ ）を直接の原因とする傷害
をいいます。

  ＊４ 疾病
  公的医療保険制度（別表１ ★ ）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存 Ａ は
含みません。なお、この特約の
責任開始の時 ＊２ 以後に生じた

「不慮の事故（別表３ ★ ）以外
の外因」を直接の原因とする傷
害については、疾病とみなして
取り扱います。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  無配当引受基準緩和型先進医療特約（医療保険）（返戻金なし型）  
  （実施　平24.10.2 ／改正　平26.4.2）  

  この特約の特色  

  目的・内容    先進医療による療養に対する保障  
  給付金等の種類    ⑴ 先進医療給付金

  ⑵ 先進医療見舞金      
  配当タイプ    無配当  

  備考    この特約は、５年ごと利差配当付引受基準緩和型医療保険（返戻金なし型）契約（以下「主契約」
といいます。）に付加することができます。また、この特約には返戻金はありません。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第11条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 給付金等の支払いについて

   第２条  給付金・見舞金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または見舞金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または見舞金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

先
進
医
療
給
付
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に、次の
すべてを満たす療養 ＊１ を受けたとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊２ 以後に生じた

傷害 ＊３ または疾病 ＊４ を直接の原因とする
療養

  ⑵ 公的医療保険制度（別表１ ★ ）における先
進医療（別表２ ★ ）（以下、「先進医療」と
いいます。）による療養 ＊５   

  １回の療養につき、
  先進医療の技術にか
かる費用 ＊６ と同額  

  

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人    

  

先
進
医
療
見
舞
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に先進医
療給付金が支払われる療養 ＊１ を受けたとき  

  １回の療養につき、
  先進医療給付金の支
払金額の10％相当
額  

  ２．給付金または見舞金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
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    ＊５ 先進医療による療養
  次の⑴または⑵のいずれかに該
当する療養は除きます。
  ⑴ 先進医療の技術にかかる費

用 ＊６ が「０」となる療養
  ⑵ 「先進医療ごとに厚生労働

大臣が定める施設基準」に
おいて、歯科 Ａ のみで実施
することが定められている
先進医療による療養

   Ａ：  歯科、歯科口腔外科、矯正
歯科、小児歯科をいいます。

  ＊６ 先進医療の技術にかかる費
用

  被保険者が受けた先進医療に対
する被保険者の負担額として、
病院または診療所によって定め
られた金額をいい、次の⑴から
⑸の費用などは含みません。
  ⑴ 公的医療保険制度（別表

１ ★ ）の法律に基づき保険
給付の対象となる費用（自
己負担分を含みます。）

  ⑵ 先進医療以外の評価療養の
ための費用

  ⑶ 選定療養のための費用
  ⑷ 食事療養のための費用
  ⑸ 生活療養のための費用

  ＊７ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活が行われたときは、最
終の復活の日とします。

  ＊８ この特約の付加の際
  この特約の復活が行われたとき
は、最終の復活の際とします。

  ＊９ 同一の疾病
  医学上密接な関係にある一連の
疾病 ＊４ をいいます。「糖尿病と
糖尿病性網膜症」、「肝硬変と食
道静脈瘤」または「狭心症と心
筋梗塞」など病名や部位が異な
る場合であっても、医学上密接
な関係があるときは、同一の疾
病として取り扱います。

  ＊10 一連の療養
  療養開始にあたっての医師によ
る療養に関する計画に基づく一
連の療養をいいます。なお、療
養開始後に新たに行われること
となった療養は、一連の療養に
は含みません。

  項　目    内　容  

  ⑴ 被保険者が、この特約
の責任開始の時 ＊２ 前に
生じた原因による療養
を受けたとき  

  次のいずれかの場合には、この特約の責任開始の
時 ＊２ 以後の疾病によるものとみなします。
  ア．この特約の責任開始の日 ＊７ からその日を含め

て２年を経過した後に療養を受けた場合
  イ．この特約の付加の際 ＊８ に、会社が、 告知（第

11条）等により知っていたその原因に関する
事実に基づいて承諾した場合。ただし、事実の
一部が告知されなかったこと等により、その原
因に関する事実を会社が正確に知ることができ
なかった場合には、この特約の責任開始の
時 ＊２ 以後の疾病によるものとみなしません。

  ウ． その原因について、この特約の責任開始の
時 ＊２ 前に、被保険者が医師の診療を受けたこ
とがなく、かつ、健康診断等において異常の指
摘を受けたことがない場合。ただし、その原因
による症状について保険契約者または被保険者
が認識または自覚していた場合には、この特約
の責任開始の時 ＊２ 以後の疾病によるものとみ
なしません。

  エ．この特約の責任開始の時 ＊２ 以後に、その原因
による症状が悪化したことまたはその原因と医
学上密接な関係にある疾病 ＊４ を発病したこと
などにより、責任開始の時 ＊２ 前を含めて初め
てその療養が必要であると医師に診断された場
合。ただし、告知義務違反（第12条）があっ
たときは、この限りではありません。  

  ⑵ 被保険者が、同一の傷
害 ＊３ ま た は 同 一 の 疾
病 ＊９ を直接の原因とし
て、同一の先進医療に
よる療養を複数回にわ
たって一連の療養 ＊10 と
して受けたとき

    

  一連の療養 ＊10 として受けた同一の先進医療による
複数回の療養を１回の療養とみなします。この場合、
一連の療養 ＊10 を最初に受けた日にその療養を受け
たものとみなして取り扱います。
  （注） 一連の療養 ＊10 として受けた先進医療の技術

にかかる費用 ＊６ の総額を、本条の１．に定
める先進医療の技術にかかる費用 ＊６ としま
す。  

  ⑶ 先進医療給付金の支払
限度  

  ① １回の療養について500万円とします。
  ② 通算して2,000万円とします。  

  ⑷ 先進医療給付金または
先進医療見舞金の支払
事由が生じ、支払うべ
き先進医療給付金また
は先進医療見舞金があ
る場合で、その支払前
に被保険者の死亡によ
る主契約の死亡給付金
の支払請求があったと
き  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合で、主
契約の死亡給付金が支払われるときは、支払うべき
先進医療給付金または先進医療見舞金を主契約の死
亡給付金受取人に支払います。  

  ★別表１（P.777参照）、別表２（P.777参照）、別表３（P.777参照）  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、給付
金または見舞金を支払いません。

    第２条  補足説明

  ＊１ 療養
  次の⑴から⑶のいずれかに該当
するものをいいます。
  ⑴ 診察
  ⑵ 薬剤または治療材料の支給
  ⑶ 処置、手術その他の治療

  ＊２ 特約の責任開始の時
  第１条（特約の責任開始の時）
の規定により、会社がこの特約
上の責任を開始する時をいいま
す。なお、この特約の復活（第
10条）が行われた場合には、
最終の復活の時とします。

  ＊３ 傷害
  この特約の責任開始の時 ＊２ 以
後に生じた不慮の事故（別表
３ ★ ）を直接の原因とする傷害
をいいます。

  ＊４ 疾病
  公的医療保険制度（別表１ ★ ）
による療養の給付の対象となる
異常分娩を含み、薬物依存 Ａ は
含みません。なお、この特約の
責任開始の時 ＊２ 以後に生じた

「不慮の事故（別表３ ★ ）以外
の外因」を直接の原因とする傷
害については、疾病とみなして
取り扱います。

   Ａ：  平成６年10月12日総務庁
告示第75号に定められた
分 類 項 目 中 の 分 類 番 号
Ｆ11.2、Ｆ12.2、Ｆ13.2、
Ｆ14.2、Ｆ15.2、Ｆ16.2、
Ｆ18.2、Ｆ19.2に規定さ
れる内容によるものとし、
薬物には、モルヒネ、アヘ
ン、コカイン、大麻、精神
刺激薬、幻覚薬等を含みま
す。

  無配当引受基準緩和型先進医療特約（医療保険）（返戻金なし型）  
  （実施　平24.10.2 ／改正　平26.4.2）  

  この特約の特色  

  目的・内容    先進医療による療養に対する保障  
  給付金等の種類    ⑴ 先進医療給付金

  ⑵ 先進医療見舞金      
  配当タイプ    無配当  

  備考    この特約は、５年ごと利差配当付引受基準緩和型医療保険（返戻金なし型）契約（以下「主契約」
といいます。）に付加することができます。また、この特約には返戻金はありません。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主契約の締結の際にこの
特約を付加することを承諾した場
合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  次のいずれか遅い時
  ① 被保険者に関する告知（第11条）

を受けた時
  ② この特約の保険料に相当する金額

を受け取った時  

  ２．本条の１．に規定する責任開始の時を含む日をこの特約の責任開始の日とします。
  ３．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨

を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 給付金等の支払いについて

   第２条  給付金・見舞金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、給付金または見舞金の支払事
由が生じたときは、その支払事由に対応して給付金または見舞金をその受取人に
支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。

      支払事由（給付金等を支払う場合）    金　額    受取人  

  

先
進
医
療
給
付
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に、次の
すべてを満たす療養 ＊１ を受けたとき
  ⑴ この特約の責任開始の時 ＊２ 以後に生じた

傷害 ＊３ または疾病 ＊４ を直接の原因とする
療養

  ⑵ 公的医療保険制度（別表１ ★ ）における先
進医療（別表２ ★ ）（以下、「先進医療」と
いいます。）による療養 ＊５   

  １回の療養につき、
  先進医療の技術にか
かる費用 ＊６ と同額  

  

主
契
約
の
入
院
給
付
金
受
取
人    

  

先
進
医
療
見
舞
金  

  被保険者が、この特約の保険期間中に先進医
療給付金が支払われる療養 ＊１ を受けたとき  

  １回の療養につき、
  先進医療給付金の支
払金額の10％相当
額  

  ２．給付金または見舞金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。
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   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   ６ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
15条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による給付金または見舞金の支払事由（第
２条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または見舞金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ７ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ８ 告知義務と解除について

   第11条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金もしくは見舞金の支払事
由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重
要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知すること
を必要とします。

   第12条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第11条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、給付金もしくは見舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することがで

   第３条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

      免責事由（支払事由が生じても給付金等を支払わない場合）  

  

先
進
医
療
給
付
金
・
先
進
医
療
見
舞
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見

のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって先進医療給付金ま
たは先進医療見舞金の支払
事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、先進医療給付金または先進医療見舞金の金額の
一部または全部を支払います。  

   ３ 給付金等の支払請求手続について

   第４条  給付金・見舞金の支払請求手続

  １．給付金または見舞金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者または被
保険者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金または見舞金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
４ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表４（P.778参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ５ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。
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   第10条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。

   ６ 保険料の払込みについて

   第７条  特約の保険料の払込み

  １．この特約の保険料は、第６条（特約の保険期間および保険料払込期間）の保険料
払込期間中、主契約の保険料とともに払い込むことを必要とします。この特約の
保険料を前納または予納する場合も同様とします。

  ２．主契約の保険料が払い込まれこの特約の保険料が払い込まれないときは、この特
約は、その保険料払込みの猶予期間満了日の翌日以降、将来に向かって解約（第
15条）されたものとします。

   第８条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  この特約の保険料が払い込まれないまま、払込期月の主契約の契約成立日の応当
日以後猶予期間満了日までに、この特約による給付金または見舞金の支払事由（第
２条）が生じたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または見舞金を支払うときは、未払込保険料を差し引いて支払います。
  ⑵ ⑴の場合、会社の支払うべき金額が差し引くべき未払込保険料に不足すると

きは、保険契約者は、未払込保険料をその猶予期間満了日までに払い込むこ
とを必要とします。この未払込保険料が払い込まれないときは、会社は、支
払事由の発生により支払うべき金額を支払いません。  

   ７ 失効と復活について

   第９条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第10条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ８ 告知義務と解除について

   第11条  告知義務

  １．会社は、この特約の締結または復活（第10条）の際に、保険契約者と被保険者
に対して被保険者に関する告知を書面で求めることができます。

  ２．告知を求められた保険契約者または被保険者は、給付金もしくは見舞金の支払事
由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）の発生の可能性に関する重
要な事項のうち書面で告知を求められた事項について、その書面で告知すること
を必要とします。

   第12条  告知義務違反による解除

  １．この特約の締結または復活（第10条）にあたって、保険契約者または被保険者が、
故意または重大な過失によって、第11条（告知義務）の規定により会社が告知
を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実でないことを告げた
ときは、会社は、この特約を将来に向かって解除することができます。

  ２．会社は、給付金もしくは見舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第５条）が生じた後でも、告知義務違反によりこの特約を解除することがで

   第３条  補足説明

  ＊１ 他覚所見のないもの
  医師が、視診、触診や画像診断
などにより症状を裏付けること
ができないものをいいます。

      免責事由（支払事由が生じても給付金等を支払わない場合）  

  

先
進
医
療
給
付
金
・
先
進
医
療
見
舞
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意または重大な過失
  ⑵ 被保険者の故意または重大な過失
  ⑶ 被保険者の犯罪行為
  ⑷ 被保険者の精神障害を原因とする事故
  ⑸ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故
  ⑹ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた

事故
  ⑺ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故
  ⑻ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見

のないもの ＊１ （原因の如何を問いません。）
  ⑼ 地震、噴火または津波
  ⑽ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  「地震、噴火または津波」ま
たは「戦争その他の変乱」
によって先進医療給付金ま
たは先進医療見舞金の支払
事由が生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、先進医療給付金または先進医療見舞金の金額の
一部または全部を支払います。  

   ３ 給付金等の支払請求手続について

   第４条  給付金・見舞金の支払請求手続

  １．給付金または見舞金の支払事由（第２条）が生じたときは、保険契約者または被
保険者は、すみやかに会社に通知することを必要とします。

  ２．給付金または見舞金の支払事由が生じたときは、その受取人は、必要書類（別表
４ ★ ）をすみやかに会社に提出してその支払いを請求することを必要とします。

  ★別表４（P.778参照）  

   ４ 保険料の払込免除について

   第５条  特約の保険料の払込免除

  １．主契約の保険料の払込みが免除されたときは、会社は、同時にこの特約の保険料
の払込みを免除します。

  ２．この特約の保険料の払込みが免除されたときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 主契約の保険料の払込免除事由が生じた日の直後に到来する払込期月から、
払込期月の主契約の契約成立日の応当日ごとにその保険料が払い込まれたも
のとします。

  ⑵ 保険料の払込みが免除された旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続し
ている情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含み
ます。）します。  

   ５ 保険期間および保険料払込期間について

   第６条  特約の保険期間および保険料払込期間

  この特約の保険期間および保険料払込期間の終期は、主契約の保険期間および保
険料払込期間の終期と同一とします。
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   第14条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金もしくは見舞
金または保険料の払込免除をい
います。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、給付金もしくは見舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができま
す。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、
給付金もしくは見舞金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたとき
は、その給付金もしくは見舞金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または見舞金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または見舞金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第12条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   ９ 解約等について

   第15条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってこの特約の
解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第16条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

   第13条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

きます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または見舞金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または見舞金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金もしくは見舞金の支払事由または保険料
の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者または被保険者が証明したときは、会社は、給付金もしくは見舞金の支払いま
たは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第13条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第12条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第11条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第11条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金もしくは見
舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）が生じな
いで、その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第11条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第14条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。
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   第14条  補足説明

  ＊１ 給付金
  この特約の給付金もしくは見舞
金または保険料の払込免除をい
います。

  ⑴ 保険契約者または被保険者が給付金 ＊１ を詐取する目的もしくは他人に給付
金 ＊１ を詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

  ⑵ 給付金 ＊１ の請求に関し、給付金 ＊１ の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）
があったとき

  ⑶ 他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付金額等の合計額が著
しく過大であって、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
るとき

  ⑷ 保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当するとき
  ① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

  ② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関
与をしていると認められること

  ③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
  ④ 保険契約者が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、ま

たはその法人の経営に実質的に関与していると認められること
  ⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られること
  ⑸ 次の①、②の事由などにより、会社の保険契約者または被保険者に対する信

頼を損ない、かつ、この特約を継続することを期待しえない⑴から⑷と同等
の事由があるとき
  ① 他の保険契約が重大事由により解除されたとき
  ② 保険契約者または被保険者のいずれかが他の保険者との間で締結した保

険契約または共済契約が重大事由により解除されたとき  

  ２．会社は、給付金もしくは見舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事
由（第５条）が生じた後でも、重大事由によりこの特約を解除することができま
す。この場合、本条の１．に規定する重大事由が生じた時から解除までの間に、
給付金もしくは見舞金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じていたとき
は、その給付金もしくは見舞金の支払いまたは保険料の払込免除について、会社
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または見舞金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または見舞金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．重大事由による解除の通知については、第12条（告知義務違反による解除）の４．
の規定を準用して取り扱います。

   ９ 解約等について

   第15条  特約の解約

  １．保険契約者は、この特約の保険料払込期間中に限り、将来に向かってこの特約の
解約を請求 ★ することができます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第16条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

   第13条  補足説明

  ＊１ 保険媒介者
  会社のために保険契約の締結の
媒介を行うことができる者で
あって、会社のために保険契約
の締結の代理を行うことができ
る者を除きます。

  ＊２ 特約の責任開始の日
  第１条（特約の責任開始の時）
に規定するこの特約の責任開始
の日をいいます。なお、この特
約の復活の際の告知義務違反に
よる解除に関しては、復活の日
とします。

きます。この場合、会社は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 給付金または見舞金の支払いも保険料の払込免除も行いません。
  ⑵ すでに給付金または見舞金を支払っていたときは、その返還を請求します。
  ⑶ すでに保険料の払込みを免除していたときは、免除しなかったものとしてそ

の保険料の払込みを請求します。  

  ３．本条の２．の規定にかかわらず、給付金もしくは見舞金の支払事由または保険料
の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったことを保険契約
者または被保険者が証明したときは、会社は、給付金もしくは見舞金の支払いま
たは保険料の払込免除を行います。

  ４．告知義務違反によりこの特約を解除するときは、会社は、保険契約者に対して通
知します。ただし、次のいずれかの場合には、被保険者に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその住所もしくは居所が不明の場合
  ⑵ ⑴のほか、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   第13条  告知義務違反による解除ができないとき

  １．会社は、次のいずれかに該当するときは、第12条（告知義務違反による解除）
の規定によりこの特約を解除することはできません。

  ⑴ この特約の締結または復活（第10条）の申込みに対して会社が諾否の決定
を行う際、会社が解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失によっ
て知らなかったとき

  ⑵ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者が第11条（告知義務）の告知
をすることを妨げたとき

  ⑶ 保険媒介者 ＊１ が、保険契約者または被保険者に対し、第11条（告知義務）
の告知をしないことを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧
めたとき

  ⑷ 会社が解除の原因を知った日からその日を含めて１か月以内に解除しなかっ
たとき

  ⑸ この特約の責任開始の日 ＊２ からその日を含めて２年以内に給付金もしくは見
舞金の支払事由（第２条）または保険料の払込免除事由（第５条）が生じな
いで、その期間を経過したとき  

  ２．本条の１．－⑵および⑶の場合で、それぞれに規定する保険媒介者 ＊１ の行為がな
かったとしても、保険契約者または被保険者が、第11条（告知義務）の規定に
より会社が告知を求めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でない
ことを告げたと認められるときは、本条の１．は適用しません。

   第14条  重大事由による解除

  １．会社は、次のいずれかの重大事由が生じたときは、この特約を将来に向かって解
除することができます。
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   第24条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当引受基準緩和
型先進医療特約（医療保険）（返
戻金なし型）をいいます。

更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。
  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金・見舞金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第５条）、告知義務違反に
よる解除（第12条・第13条）、払込期月の主
契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日
までに支払事由が生じた場合の取扱い（第８条）
および特約の消滅（第16条）に関する規定に
ついて、更新後特約の保険期間は、この特約か
ら継続したものとして取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑶ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑵－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴および⑵の規定を準用します。

   第24条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の無配当引受基準緩和型先進医療特約（医療保険）（返
戻金なし型）に変更されます。

  ２．保険期間が終身の無配当引受基準緩和型先進医療特約（医療保険）（返戻金なし型）
への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

   第19条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する主契約の契約成立日の
応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第22条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

  ⑴ 主契約の死亡給付金を支払ったとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ この特約による先進医療給付金の支払金額が通算して2,000万円に達したと

き  

   第17条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

でも、この特約の責任準備金は支払いません。

   10 その他

   第18条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第19条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この特約の給付金または見舞金の支払事由（第２条）にかかわる次のい
ずれかの事由が、この特約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を
得て、変更日 ＊１ から将来に向かって、この特約の支払事由を変更することがあり
ます。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この特約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約者に
その旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この特約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第15条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第20条  管轄裁判所

  この特約における給付金もしくは見舞金または保険料の払込免除の請求に関する
訴訟については、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第21条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   11 特則について

   第22条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第23条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
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   第24条  補足説明

  ＊１ 主契約の変更日
  本条において「変更日」といい
ます。

  ＊２ 変更後特約
  保険期間が終身の特約に変更さ
れた場合の無配当引受基準緩和
型先進医療特約（医療保険）（返
戻金なし型）をいいます。

更新の申出があったものとして、この特約も同時に更新されます。
  ２．この特約の更新について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 更新後特約の保険料    ① 更新日の保険料率が適用されます。
  ② 更新日の被保険者の年齢によって定めます。  

  ⑵ この特約が更新された
とき  

  ① 給付金・見舞金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第５条）、告知義務違反に
よる解除（第12条・第13条）、払込期月の主
契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日
までに支払事由が生じた場合の取扱い（第８条）
および特約の消滅（第16条）に関する規定に
ついて、更新後特約の保険期間は、この特約か
ら継続したものとして取り扱います。
  （注） 更新後特約の給付限度の判定にあたって

は、更新前に支払われた給付を含んで取
り扱います。

  ② 更新日の特約が適用されます。  
  ⑶ 主契約の更新の際に会

社がこの特約の付加を
取り扱っていないとき  

  ① 保険契約者から特段の申出のない限り、更新の
取扱いに準じて、会社の定める同種の特約を主
契約の更新の際に付加します。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑵－①に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が更新されるときは、保険契約者は、この特約
の保険期間満了日の２週間前までに申し出て、会社の取扱いの範囲内で、この特
約を会社の定める同種の特約に変更して更新することができます。この場合、本
条の２．の⑴および⑵の規定を準用します。

   第24条  主契約が保険期間が終身の保険契約に変更される場合の特則

  １．主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるときは、この特約は、主契約の
変更日 ＊１ に保険期間が終身の無配当引受基準緩和型先進医療特約（医療保険）（返
戻金なし型）に変更されます。

  ２．保険期間が終身の無配当引受基準緩和型先進医療特約（医療保険）（返戻金なし型）
への変更について、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 変更後特約 ＊２ の保険料    ① 変更日 ＊１ の保険料率が適用されます。
  ② 変更日 ＊１ の被保険者の年齢によって定めます。  

   第19条  補足説明

  ＊１ 変更日
  支払事由の変更にかかる認可日
以後、会社の定める日の直後に
到来する主契約の契約成立日の
応当日（年単位）をいいます。

  ＊２ 医療技術または医療環境の
変化

  公的医療保険制度によらない治
療の状況の変化、医療に関する
社会環境の変化等をいいます。

   第22条  補足説明

  ＊１ この特約の第１回保険料を
受け取った時

  主契約の更新前にこの特約の第
１回保険料相当額を受け取った
場合には主契約の更新日、主契
約の変更前にこの特約の第１回
保険料相当額を受け取った場合
には主契約の変更日とします。

  ⑴ 主契約の死亡給付金を支払ったとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ この特約による先進医療給付金の支払金額が通算して2,000万円に達したと

き  

   第17条  返戻金

  １．この特約には返戻金はありません。
  ２．主契約の死亡給付金の免責事由に該当して主契約の責任準備金が支払われる場合

でも、この特約の責任準備金は支払いません。

   10 その他

   第18条  社員配当金

  この特約に対する社員配当金はありません。

   第19条  法令等の改正等に伴う支払事由の変更

  １．会社は、この特約の給付金または見舞金の支払事由（第２条）にかかわる次のい
ずれかの事由が、この特約の支払事由に影響を及ぼすときは、主務官庁の認可を
得て、変更日 ＊１ から将来に向かって、この特約の支払事由を変更することがあり
ます。

  ⑴ 法令等の改正による公的医療保険制度等の改正
  ⑵ 医療技術または医療環境の変化 ＊２   

  ２．この特約の支払事由を変更するときは、変更日 ＊１ の２か月前までに保険契約者に
その旨を通知します。

  ３．本条の２．の通知を受けた保険契約者は、変更日 ＊１ の２週間前までに次のいずれ
かの方法を指定することを必要とします。

  ⑴ この特約の支払事由の変更を承諾する方法
  ⑵ 変更日 ＊１ の前日にこの保険契約を解約（第15条）する方法  

  ４．本条の３．の指定がなされないまま変更日 ＊１ が到来したときは、保険契約者によ
り本条の３．－⑴の方法を指定されたものとみなします。

   第20条  管轄裁判所

  この特約における給付金もしくは見舞金または保険料の払込免除の請求に関する
訴訟については、普通保険約款の管轄裁判所の規定を準用します。

   第21条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   11 特則について

   第22条  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際に
この特約を付加する場合の特則

  主契約の更新または保険期間が終身の保険契約への変更の際にこの特約を付加し
て締結した場合には、会社は、この特約の第１回保険料を受け取った時 ＊１ からこ
の特約上の責任を開始します。

   第23条  主契約が更新される場合の特則

  １．主契約が更新されるときは、この特約を更新しない旨を会社に通知しない限り、
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   第25条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。   

  項　目    内　容  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金・見舞金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第５条）、告知義務違反に
よる解除（第12条・第13条）、払込期月の主
契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日
までに支払事由が生じた場合の取扱い（第８条）
および特約の消滅（第16条）に関する規定に
ついて、変更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前
特約から継続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑶ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑵－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴および⑵の規定を準用します。

   第25条  ５年ごと利差配当付引受基準緩和型医療保険（返戻金なし型）
契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付引受基準緩和型医療保険（返戻金なし型）契約に
付加するときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと

き、かつ、主契約の保険料払込期間中に給付金または見舞金が支払われるべ
きときは、第２条（給付金・見舞金の支払い）の２．－⑷を次のとおり読み
替えます。

  項　目    内　容  

  ⑷ 先進医療給付金または
先進医療見舞金の支払
事由が生じ、支払うべ
き先進医療給付金また
は先進医療見舞金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき先進医療給付金または先進医療見舞金を
被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 第16条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 被保険者が死亡したとき

   

   別表１　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表２　先進医療
  療養を受けた時点において、別表１の法律に定める評価療養のうち、厚生労働大臣が定める先進医療として行われるもの（先進
医療ごとに厚生労働大臣が定める施設基準に適合する病院または診療所において行われるものに限ります。）をいいます。

  別表３　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  表１

  用　語    定　義  

  急激    事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発    事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来    事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入

または嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物

酔いならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性･食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  
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   第25条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  主契約に付加された保険契約指
定特約により指定された利率変
動型積立保険契約をいいます。   

  項　目    内　容  

  ⑵ 変更後特約 ＊２ に変更さ
れたとき  

  ① 変更後特約 ＊２ の責任は変更日 ＊１ から開始しま
す。

  ② 変更前特約は、変更日 ＊１ の前日の満了時に消滅
します。

  ③ 給付金・見舞金の支払い（第２条・第３条）、
保険料の払込免除（第５条）、告知義務違反に
よる解除（第12条・第13条）、払込期月の主
契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日
までに支払事由が生じた場合の取扱い（第８条）
および特約の消滅（第16条）に関する規定に
ついて、変更後特約 ＊２ の保険期間は、変更前
特約から継続したものとして取り扱います。
  （注） 変更後特約 ＊２ の給付限度の判定にあたっ

ては、変更前に支払われた給付を含んで
取り扱います。

  ④ 変更日 ＊１ の特約が適用されます。
  ⑤ 変更後特約 ＊２ に変更された旨を保険契約者に

通知（電気通信回線に接続している情報処理の
用に供する機器上に設けられた画面表示による
提供を含みます。）します。この場合、保険証
券は発行しません。  

  ⑶ 変更日 ＊１ に会社がこの
特約の付加を取り扱っ
ていないとき  

  ① この特約は、本条の取扱いに準じて、会社の定
める同種の特約に変更されます。

  ② ①の場合、この特約の保険期間と会社の定める
同種の特約の保険期間とは、⑵－③に準じて継
続したものとして取り扱います。  

３．本条の１．に定めるほか、主契約が保険期間が終身の保険契約に変更されるとき
は、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、変更日＊１に、この特約を保険期間
が終身の「会社の定める同種の特約」に変更することができます。この場合、本
条の２．の⑴および⑵の規定を準用します。

   第25条  ５年ごと利差配当付引受基準緩和型医療保険（返戻金なし型）
契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付引受基準緩和型医療保険（返戻金なし型）契約に
付加するときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約 ＊１ がある場合で、主契約と被指定契約 ＊１ の被保険者が同一のと

き、かつ、主契約の保険料払込期間中に給付金または見舞金が支払われるべ
きときは、第２条（給付金・見舞金の支払い）の２．－⑷を次のとおり読み
替えます。

  項　目    内　容  

  ⑷ 先進医療給付金または
先進医療見舞金の支払
事由が生じ、支払うべ
き先進医療給付金また
は先進医療見舞金があ
る場合で、その支払前
に被保険者が死亡した
とき  

  主契約の入院給付金受取人が被保険者の場合には、
支払うべき先進医療給付金または先進医療見舞金を
被指定契約 ＊１ の死亡給付金受取人に支払います。  

  ⑵ 第16条（特約の消滅）の⑴を次のとおり読み替えます。
  ⑴ 被保険者が死亡したとき

   

   別表１　公的医療保険制度
  次の⑴から⑺のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
  ⑴ 健康保険法
  ⑵ 国民健康保険法
  ⑶ 国家公務員共済組合法
  ⑷ 地方公務員等共済組合法
  ⑸ 私立学校教職員共済法
  ⑹ 船員保険法
  ⑺ 高齢者の医療の確保に関する法律

  別表２　先進医療
  療養を受けた時点において、別表１の法律に定める評価療養のうち、厚生労働大臣が定める先進医療として行われるもの（先進
医療ごとに厚生労働大臣が定める施設基準に適合する病院または診療所において行われるものに限ります。）をいいます。

  別表３　対象となる不慮の事故
  対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故とし、急激、偶発および外来の定義は表１によるものとします。
  表１

  用　語    定　義  

  急激    事故から傷害の発生までの経過が直接的で、時間的間隔のないことをいいます。
  （注） 慢性、反復性または持続性の強いものは該当しません。  

  偶発    事故の発生または事故による傷害の発生が被保険者にとって予見できないことをいいます。
  （注） 被保険者の故意にもとづくもの、および故意か偶発か不明なものは該当しません。  

  外来    事故が被保険者の身体の外部から作用することをいいます。
  （注） 疾病または体質的な要因によるものは該当しません。また、疾病または体質的な要因を有する

者が軽微な外因により発症しまたはその症状が増悪したときは、その軽微な外因によるものは
該当しません。  

  注　次の１．から10．は対象となる不慮の事故には該当しません。
  １．医療行為、医薬品等の使用および処置のうち、疾病の診断、治療を目的としたもの
  ２．吐物の吸入・嚥下による気道閉塞・窒息
  ３．疾病による呼吸障害、嚥下障害もしくは精神および行動の障害・神経障害の状態にある者の食物・その他の物体の吸入

または嚥下による気道閉塞または窒息
  ４．入浴中の溺水
  ５．熱中症（日射病・熱射病）、高圧・低圧および気圧の変化によるもの(高山病・潜水病・潜函病を含みます。)、乗り物

酔いならびに飢餓・渇
  ６．外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎
  ７．洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による接触皮膚炎
  ８．細菌性食中毒ならびにアレルギー性･食餌性・中毒性の胃腸炎および大腸炎
  ９．過度の肉体行使、無重力環境への長期滞在、環境的原因による騒音暴露および振動によるもの
  10．処刑

  表２　対象となる不慮の事故に該当する具体例

  次のような事故は、表１の定義をすべて満たす場合には、対象となる不慮の事故に該当します。
  ・交通事故
  ・火災
  ・転倒・墜落
  ・海・川での溺水
  ・落雷・感電  
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  別表４　給付金・見舞金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  先進医療給付金の支払い  

  ⑴ 先進医療給付金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による療養を受けた病院または診療所の医師の診断書
  ⑶ 先進医療の技術にかかる費用の支出を証明する書類
  ⑷ 先進医療給付金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ 先進医療給付金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 不慮の事故（別表３）を原因とするときは、不慮の事故（別表３）であることを証

明する書類
  ⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類  

  先進医療見舞金の支払い  

  ⑴ 先進医療見舞金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による療養を受けた病院または診療所の医師の診断書
  ⑶ 先進医療の技術にかかる費用の支出を証明する書類
  ⑷ 先進医療見舞金の受取人の戸籍抄本
  ⑸ 先進医療見舞金の受取人の印鑑証明書
  ⑹ 不慮の事故（別表３）を原因とするときは、不慮の事故（別表３）であることを証

明する書類
  ⑺   最終の保険料の払込みを証明する書類    

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 給付金・見舞金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることが

あります。  
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   別表　特約保険金の支払請求に必要な書類 ………………………………………………………………………………………………………   

  この特約の特色……………………………………………………

   １ 保障の開始について
   第１条 特約の責任開始の時………………………………

   ２ 保険金の支払いについて
   第２条 特約保険金の支払い………………………………
   第３条 免責事由……………………………………………

   ３ 保険料の払込みについて
   第４条 特約の保険料の払込み……………………………
   第５条 払込期月の主契約の契約成立日の応当日以

後猶予期間満了日までに支払事由が生じた
場合の取扱い………………………………………

   ４ 失効と復活について
   第６条 特約の失効…………………………………………
   第７条 特約の復活…………………………………………

   ５ 復旧について
   第８条 特約の復旧…………………………………………

   ６ 解約等について
   第９条 特約の解約…………………………………………
   第₁₀条 特約の消滅…………………………………………
   第₁₁条 返戻金………………………………………………

   ７ 特約保険金受取人について
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利差配当付特定疾病保障終身保険契約に付
加する場合の特則…………………………………

   第₂₆条 個人年金保険契約または新個人年金保険契
約に付加する場合の特則…………………………

   第₂₇条 就業不能保障保険に付加する場合の特則………
   第₂₈条 主契約に中途一時払特約が付加されている

場合の特則…………………………………………
   第₂₉条 長期生活保障保険契約等に付加する場合の
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   第₃₃条 ５年ごと利差配当付介護一時金保険契約に
付加する場合の特則………………………………

   第₃₄条 契約成立日が平成20年４月１日以前の主契
約に指定代理請求特約または指定代理請求
特約（2016）が付加されていない場合の
特則…………………………………………………

 第₃₅条 ５年ごと利差配当付引受基準緩和型定期保
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金型）契約に付加する場合の特則………………   

   リビング・ニーズ特約目次
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  ２．特約保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 特約保険金の支払い    次のとおり取り扱います。
  ① 必要書類（別表 ★ ）が会社に到着しない限り、

特約保険金を支払いません。
  ② 特約保険金の請求日が主契約の保険期間満了の

時 ＊１ 前１年以内であるときは、特約保険金を支
払いません。  

  ⑵ 特約保険金受取人    被保険者または保険契約者とし、主契約の高度障害
保険金受取人と同一とします。ただし、保険契約者
とするときは、保険契約者は、被保険者の同意を得
ることを必要とします。  

  ⑶ 主契約の死亡保険金額
の全部または一部が指
定保険金額として指定
され、特約保険金が支
払われたとき  

  ① 主契約は、指定保険金額の部分について、特約
保険金の請求日にさかのぼって消滅します。

  ② ①の場合、主契約の消滅した部分は、主契約の
保険金が支払われたものとして取り扱います。
ただし、主契約の一部が消滅したときは、主契
約に付加されている会社の定める特約は消滅し
ません。

  ③ ①の場合、普通保険約款に定める保険金の支払
事由が生じても、会社は、特約保険金を支払っ
たことにより消滅した部分については、普通保
険約款に定める保険金を支払いません。

  ④ 特約保険金を支払ったことにより、主契約の一
部が消滅したときは、その旨を保険契約者に通
知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。  

  ⑷ 特約保険金の支払事由
が生じた場合で、その
支払前に普通保険約款
に定める保険金の支払
事由が生じて、その支
払請求があったとき  

  特約保険金の支払事由は生じないで普通保険約款に
定める保険金の支払事由が生じたものとして取り扱
い、特約保険金は支払いません。  

  ⑸ 普通保険約款に規定す
る貸付金があるとき  

  支払うべき金額から貸付元利金を差し引きます。  

  ★別表（P.792参照）
  ★「会社の定める特約保険金額の限度内」⇒「ご契約のしおり」の「リビング・ニーズ特約に
よる保険金のお支払いについて」に掲載しています（P.105参照）。  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、特約
保険金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても特約保険金を支払わない場合）  

  

特
約
保
険
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 指定代理請求人の故意
  ⑷ 被保険者の自殺行為
  ⑸ 被保険者の犯罪行為
  ⑹ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  第２条  補足説明

  ＊１ 主契約の保険期間満了の時
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 普通保険約款の規定により

更新される場合には、更新
後契約の保険期間満了の時
とします。

  ⑵ 普通保険約款の規定により
変更される場合には、変更
後契約の保険期間満了の時
とします。

  リビング・ニーズ特約  
  （実施　平6.4.2 ／改正　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    主たる保険契約に付加し、主たる保険契約の死亡保険金の全部または一部について、被保険者の
余命が６か月以内と判断されるときに、特約保険金を支払います。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主たる保険契約（以下「主
契約」といいます。）の締結の際に
この特約を付加することを承諾し
た場合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  会社が承諾した日  

  ２．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨
を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 保険金の支払いについて

   第２条  特約保険金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、特約保険金の支払事由が生じ、
その支払請求があったときは、その支払事由に対応して特約保険金をその受取人
に支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。

    
  支払事由

  （特約保険金を支払う場合）  
  金　額    受取人  

  

特
約
保
険
金  

  被保険者の余命が６か月以内と判断
されるとき  

  主契約の死亡保険金額のうち、
会社の定める特約保険金額の限
度内 ★ で特約保険金受取人が特
約保険金の請求時に指定した金
額（以下「指定保険金額」とい
います。）から、会社の定める
方法により計算する次の金額を
差し引いた金額
  ⑴ 必要書類（別表 ★ ）が会社

に到着した日（以下「特約
保険金の請求日」といいま
す。）から６か月間の指定
保険金額に対応する利息

  ⑵ 特約保険金の請求日から６
か月間の指定保険金額に対
応する保険料相当額  

  

特
約
保
険
金
受
取
人  
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  ２．特約保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

  ⑴ 特約保険金の支払い    次のとおり取り扱います。
  ① 必要書類（別表 ★ ）が会社に到着しない限り、

特約保険金を支払いません。
  ② 特約保険金の請求日が主契約の保険期間満了の

時 ＊１ 前１年以内であるときは、特約保険金を支
払いません。  

  ⑵ 特約保険金受取人    被保険者または保険契約者とし、主契約の高度障害
保険金受取人と同一とします。ただし、保険契約者
とするときは、保険契約者は、被保険者の同意を得
ることを必要とします。  

  ⑶ 主契約の死亡保険金額
の全部または一部が指
定保険金額として指定
され、特約保険金が支
払われたとき  

  ① 主契約は、指定保険金額の部分について、特約
保険金の請求日にさかのぼって消滅します。

  ② ①の場合、主契約の消滅した部分は、主契約の
保険金が支払われたものとして取り扱います。
ただし、主契約の一部が消滅したときは、主契
約に付加されている会社の定める特約は消滅し
ません。

  ③ ①の場合、普通保険約款に定める保険金の支払
事由が生じても、会社は、特約保険金を支払っ
たことにより消滅した部分については、普通保
険約款に定める保険金を支払いません。

  ④ 特約保険金を支払ったことにより、主契約の一
部が消滅したときは、その旨を保険契約者に通
知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。  

  ⑷ 特約保険金の支払事由
が生じた場合で、その
支払前に普通保険約款
に定める保険金の支払
事由が生じて、その支
払請求があったとき  

  特約保険金の支払事由は生じないで普通保険約款に
定める保険金の支払事由が生じたものとして取り扱
い、特約保険金は支払いません。  

  ⑸ 普通保険約款に規定す
る貸付金があるとき  

  支払うべき金額から貸付元利金を差し引きます。  

  ★別表（P.792参照）
  ★「会社の定める特約保険金額の限度内」⇒「ご契約のしおり」の「リビング・ニーズ特約に
よる保険金のお支払いについて」に掲載しています（P.105参照）。  

   第３条  免責事由

  １．支払事由（第２条）が生じても、次の免責事由に該当するときは、会社は、特約
保険金を支払いません。

      免責事由（支払事由が生じても特約保険金を支払わない場合）  

  

特
約
保
険
金  

  支払事由が次のいずれかによるとき
  ⑴ 保険契約者の故意
  ⑵ 被保険者の故意
  ⑶ 指定代理請求人の故意
  ⑷ 被保険者の自殺行為
  ⑸ 被保険者の犯罪行為
  ⑹ 戦争その他の変乱  

  ２．免責事由に関して、次のとおり取り扱います。

  第２条  補足説明

  ＊１ 主契約の保険期間満了の時
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 普通保険約款の規定により

更新される場合には、更新
後契約の保険期間満了の時
とします。

  ⑵ 普通保険約款の規定により
変更される場合には、変更
後契約の保険期間満了の時
とします。

  リビング・ニーズ特約  
  （実施　平6.4.2 ／改正　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    主たる保険契約に付加し、主たる保険契約の死亡保険金の全部または一部について、被保険者の
余命が６か月以内と判断されるときに、特約保険金を支払います。  

   １ 保障の開始について

   第１条  特約の責任開始の時

  １．この特約の保障は、次の責任開始の時に開始します。

  承諾の時期    責任開始の時  

  ⑴ 会社が、主たる保険契約（以下「主
契約」といいます。）の締結の際に
この特約を付加することを承諾し
た場合  

  主契約の責任開始の時  

  ⑵ 会社が、主契約の締結後にこの特
約を付加することを承諾した場合  

  会社が承諾した日  

  ２．主契約の締結後に、被保険者の同意を得て、この特約を付加したときは、その旨
を保険契約者に通知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上
に設けられた画面表示による提供を含みます。）します。

   ２ 保険金の支払いについて

   第２条  特約保険金の支払い

  １．会社は、次の表および本条の２．の規定のとおり、特約保険金の支払事由が生じ、
その支払請求があったときは、その支払事由に対応して特約保険金をその受取人
に支払います。ただし、免責事由（第３条）に該当するときは支払いません。

    
  支払事由

  （特約保険金を支払う場合）  
  金　額    受取人  

  

特
約
保
険
金  

  被保険者の余命が６か月以内と判断
されるとき  

  主契約の死亡保険金額のうち、
会社の定める特約保険金額の限
度内 ★ で特約保険金受取人が特
約保険金の請求時に指定した金
額（以下「指定保険金額」とい
います。）から、会社の定める
方法により計算する次の金額を
差し引いた金額
  ⑴ 必要書類（別表 ★ ）が会社

に到着した日（以下「特約
保険金の請求日」といいま
す。）から６か月間の指定
保険金額に対応する利息

  ⑵ 特約保険金の請求日から６
か月間の指定保険金額に対
応する保険料相当額  

  

特
約
保
険
金
受
取
人  
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   第10条  補足説明

  ＊１ 年金移行特約等
  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ 年金移行特約
  ⑵ 夫婦年金移行特約
  ⑶ 介護保障移行特約
  ⑷ ５年ごと利差配当付年金移

行特約
  ⑸ ５年ごと利差配当付夫婦年

金移行特約
  ⑹ ５年ごと利差配当付介護保

障移行特約

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第10条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 特約保険金を支払ったとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ 主契約が延長保険に変更されたとき
  ⑷ 主契約に年金移行特約等 ＊１ が付加されている場合で、主契約の全部が年金支

払、夫婦年金支払または介護保障に移行されたとき
  ⑸ 主契約の高度障害保険金受取人が特約保険金受取人以外の者に変更されたと

き  

   第11条  返戻金

  この特約には返戻金はありません。

   ７ 特約保険金受取人について

   第12条  会社への通知による特約保険金受取人の変更

  １．保険契約者は、特約保険金の支払事由（第２条）が発生するまでは、被保険者の
同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、特約保険金受取人を変更するこ
とができます。ただし、特約保険金受取人と主契約の高度障害保険金受取人は同
一とします。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の特約保険金受取人に特約保険金
を支払ったときは、その支払い後に変更後の特約保険金受取人から、特約保険金
の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第13条  遺言による特約保険金受取人の変更

  １．第12条（会社への通知による特約保険金受取人の変更）に定めるほか、保険契
約者は、特約保険金の支払事由（第２条）が発生するまでは、法律上有効な遺言
により、特約保険金受取人を変更することができます。ただし、特約保険金受取
人と主契約の高度障害保険金受取人は同一とします。

  ２．本条の１．の特約保険金受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力
を生じません。

  ３．本条の１．および２．による特約保険金受取人の変更は、保険契約者が死亡した
後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することが
できません。

   第14条  特約保険金受取人の死亡

  １．特約保険金受取人が特約保険金の支払事由（第２条）の発生以前に死亡したとき
は、その法定相続人を特約保険金受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により特約保険金受取人となった者が死亡した場合で、この者
に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により特約保険金受取人となっ
た者のうち生存している他の特約保険金受取人を特約保険金受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により特約保険金受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

  項　目    内　容  

  「戦争その他の変乱」によっ
て特約保険金の支払事由が
生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、特約保険金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

   ３ 保険料の払込みについて

   第４条  特約の保険料の払込み

  この特約は、保険料の払込みを必要としません。

   第５条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  主契約および主契約に付加されている特約の保険料が払い込まれないまま、払込
期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日までに、この特約による
特約保険金の支払事由（第２条）が生じたときは、会社は、その支払うべき金額
から主契約および主契約に付加されている特約の未払込保険料を差し引きます。

   ４ 失効と復活について

   第６条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第７条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ５ 復旧について

   第８条  特約の復旧

  １．主契約の復旧の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同時
に復旧の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復旧を承諾したとき
は、普通保険約款の復旧の規定を準用して、この特約の復旧の取扱いをします。

  ３．この特約の復旧が行われたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。

   ６ 解約等について

   第９条  特約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約の解約を請求 ★ することがで
きます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

   第７条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。
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   第10条  補足説明

  ＊１ 年金移行特約等
  次の⑴から⑹をいいます。
  ⑴ 年金移行特約
  ⑵ 夫婦年金移行特約
  ⑶ 介護保障移行特約
  ⑷ ５年ごと利差配当付年金移

行特約
  ⑸ ５年ごと利差配当付夫婦年

金移行特約
  ⑹ ５年ごと利差配当付介護保

障移行特約

  ★「解約の請求に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に掲
載しています（P.145参照）。  

   第10条  特約の消滅

  次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 特約保険金を支払ったとき
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき
  ⑶ 主契約が延長保険に変更されたとき
  ⑷ 主契約に年金移行特約等 ＊１ が付加されている場合で、主契約の全部が年金支

払、夫婦年金支払または介護保障に移行されたとき
  ⑸ 主契約の高度障害保険金受取人が特約保険金受取人以外の者に変更されたと

き  

   第11条  返戻金

  この特約には返戻金はありません。

   ７ 特約保険金受取人について

   第12条  会社への通知による特約保険金受取人の変更

  １．保険契約者は、特約保険金の支払事由（第２条）が発生するまでは、被保険者の
同意を得たうえで、会社に対する通知 ★ により、特約保険金受取人を変更するこ
とができます。ただし、特約保険金受取人と主契約の高度障害保険金受取人は同
一とします。

  ２．本条の１．の通知が会社に到達する前に変更前の特約保険金受取人に特約保険金
を支払ったときは、その支払い後に変更後の特約保険金受取人から、特約保険金
の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

   第13条  遺言による特約保険金受取人の変更

  １．第12条（会社への通知による特約保険金受取人の変更）に定めるほか、保険契
約者は、特約保険金の支払事由（第２条）が発生するまでは、法律上有効な遺言
により、特約保険金受取人を変更することができます。ただし、特約保険金受取
人と主契約の高度障害保険金受取人は同一とします。

  ２．本条の１．の特約保険金受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力
を生じません。

  ３．本条の１．および２．による特約保険金受取人の変更は、保険契約者が死亡した
後、保険契約者の相続人が会社に通知しなければ、これを会社に対抗することが
できません。

   第14条  特約保険金受取人の死亡

  １．特約保険金受取人が特約保険金の支払事由（第２条）の発生以前に死亡したとき
は、その法定相続人を特約保険金受取人とします。

  ２．本条の１．の規定により特約保険金受取人となった者が死亡した場合で、この者
に法定相続人がいないときは、本条の１．の規定により特約保険金受取人となっ
た者のうち生存している他の特約保険金受取人を特約保険金受取人とします。

  ３．本条の１．および２．により特約保険金受取人となった者が２人以上いるときは、
その受取割合は均等とします。

  項　目    内　容  

  「戦争その他の変乱」によっ
て特約保険金の支払事由が
生じたとき  

  支払事由に該当した被保険者数の増加が保険の計算
の基礎に及ぼす影響が少ないときは、その程度に応
じ、特約保険金の金額の一部または全部を支払いま
す。  

   ３ 保険料の払込みについて

   第４条  特約の保険料の払込み

  この特約は、保険料の払込みを必要としません。

   第５条  払込期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日ま
でに支払事由が生じた場合の取扱い

  主契約および主契約に付加されている特約の保険料が払い込まれないまま、払込
期月の主契約の契約成立日の応当日以後猶予期間満了日までに、この特約による
特約保険金の支払事由（第２条）が生じたときは、会社は、その支払うべき金額
から主契約および主契約に付加されている特約の未払込保険料を差し引きます。

   ４ 失効と復活について

   第６条  特約の失効

  主契約が効力を失ったときは、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。

   第７条  特約の復活

  １．主契約の復活 ＊１ の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同
時に復活 ＊１ の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復活 ＊１ を承諾したと
きは、普通保険約款の復活 ＊１ の規定を準用して、この特約の復活 ＊１ の取扱いをし
ます。

   ５ 復旧について

   第８条  特約の復旧

  １．主契約の復旧の申込みの際に別段の申出がないときは、この特約についても同時
に復旧の申込みがあったものとします。

  ２．会社は、本条の１．の規定によって申し込まれたこの特約の復旧を承諾したとき
は、普通保険約款の復旧の規定を準用して、この特約の復旧の取扱いをします。

  ３．この特約の復旧が行われたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に
接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含
みます。）します。

   ６ 解約等について

   第９条  特約の解約

  １．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約の解約を請求 ★ することがで
きます。

  ２．この特約が解約されたときは、その旨を保険契約者に通知（電気通信回線に接続
している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）します。

   第７条  補足説明

  ＊１ 復活
  効力を失った保険契約・特約を
有効な状態に戻すことをいいま
す。
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  第20条  補足説明

   ＊３ 定期保険特約等の特約死亡
保険金額

  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 逓減定期保険特約または５

年ごと利差配当付逓減定期
保険特約については、特約
保険金の請求日の６か月後
の応当日の特約死亡保険金
額とします。

  ⑵ 長期生活保障特約、５年ご
と利差配当付長期生活保障
特約または５年ごと利差配
当付介護・長期生活保障特
約については、特約保険金
の請求日の６か月後の応当
日の特約一時金額としま
す。

  ＊４ 逓減定期保険特約等
  次の⑴から⑸をいいます。
  ⑴ 逓減定期保険特約
  ⑵ 長期生活保障特約
  ⑶ ５年ごと利差配当付逓減定

期保険特約
  ⑷ ５年ごと利差配当付長期生

活保障特約
  ⑸ ５年ごと利差配当付介護・

長期生活保障特約

   第21条  補足説明

  ＊１ 災害入院特約（06）等
  次の⑴から⒁をいいます。
  ⑴ 災害入院特約（06）
  ⑵ 手術給付金付疾病入院特約

（06）
  ⑶ 成人病入院特約（06）
  ⑷ 女性入院特約（06）
  ⑸ 長期入院特約（07）
  ⑹ 新女性医療特約
  ⑺ 入院初期給付特約
  ⑻ 無配当災害入院特約
  ⑼ 無配当手術給付金付疾病入

院特約
  ⑽ 無配当成人病入院特約
  ⑾ 無配当女性入院特約
  ⑿ 無配当長期入院特約
  ⒀ 無配当新女性医療特約
  ⒁ 無配当入院初期給付特約

  ⑴ 第２条（特約保険金の支払い）の１．、２．－⑶、第15条（社員配当金の特
別取扱い）の２．－⑴、３．および第18条（主契約に社員配当金特殊支払
特則が適用されている場合の特則）の主契約の死亡保険金額は、主契約の死
亡保険金額に定期保険特約等 ＊１ の特約死亡保険金額 ＊３ を加えた額とします。

  ⑵ 第２条（特約保険金の支払い）の１．の指定保険金額は、特約保険金の請求
日における主契約の死亡保険金額および定期保険特約等 ＊１ の特約死亡保険金
額 ＊３ のそれぞれの割合に応じて、主契約の死亡保険金額および定期保険特約
等 ＊１ の特約死亡保険金額 ＊３ から指定されたものとします。

  ⑶ この特則による特約保険金の支払いについては、第２条（特約保険金の支払
い）の規定を準用して取り扱います。

  ⑷ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶の規定によって逓減定期保険特約
等 ＊４ の全部または一部が消滅するときは、逓減定期保険特約等 ＊４ は、指定保
険金額の⑴に定める主契約の死亡保険金額に対する割合で消滅します。  

   第21条  主契約に災害入院特約（06）等が付加されている場合の特則

  １．主契約に付加されている災害入院特約（06）等 ＊１ にあっては、各特約の被保険
者が、各特約の保険期間中に各特約に規定する入院を開始した場合で、その入院
が主契約の全部が消滅したことにより各特約が消滅する日を含んで継続したとき
は、その継続した入院について、各特約の消滅後も各特約の保険期間中の入院と
みなします。

  ２．主契約に付加されている通院特約（06）または無配当通院特約にあっては、各
特約の被保険者が、主契約の全部が消滅したことにより各特約が消滅する日を含
む通院期間中に通院をしたときは、その通院期間中の通院について、各特約の消
滅後も各特約の保険期間中の通院とみなします。また、各特約の被保険者が、各
特約の保険期間中に各特約に規定する入院を開始した場合で、その入院が主契約
の全部が消滅したことにより各特約が消滅する日を含んで継続したときは、その
継続した入院の退院後の通院期間中の通院について、各特約の消滅後も各特約の
保険期間中の通院とみなします。

  ３．主契約に付加されている５年ごと利差配当付健康支援特約にあっては、その特約
の被保険者が、その特約の保険期間中にその特約に規定する入院を開始した場合
で、その入院が主契約の全部が消滅したことによりその特約が消滅する日を含ん
で継続したときは、その継続した入院およびその入院に対する退院について、そ
の特約の消滅後もその特約の保険期間中の入院および退院とみなします。

  ４．本条の１．から３．に定める特約のほか、会社の定める他の特約についても、本
条の１．から３．の規定を準用します。

   第22条  保険契約の保険料が前納または予納されている場合の特則

  この特約が付加された保険契約の保険料が前納または予納されている場合で、特
約保険金を支払うときは、消滅した部分について保険料の前納金または予納保険
料の残額があれば、特約保険金とともにその受取人に支払います。

   第23条  主契約が更新または変更される場合の特則

  主契約が更新または変更されるときは、保険契約者から別段の申出がない限り、
この特約は、引き続きその主契約に付加されます。

   第24条  連生終身保険契約に付加する場合の特則

  この特約を連生終身保険契約に付加するときは、次のとおり取り扱います。

   第20条  補足説明

  ＊１ 定期保険特約等
  次の⑴から�をいいます。
  ⑴ 定期保険特約
  ⑵ 生存給付金付定期保険特約
  ⑶ 養老保険増額特約
  ⑷ 終身保険増額特約
  ⑸ 特定疾病保障終身保険増額

特約
  ⑹ 逓減定期保険特約
  ⑺ 長期生活保障特約
  ⑻ 特定疾病保障定期保険特約
  ⑼ 介護・特定疾病定期保険特

約
  ⑽ 介護・特定疾病終身保険特

約
  ⑾ ５年ごと利差配当付定期保

険特約
  ⑿ ５年ごと利差配当付生存給

付金付定期保険特約
  ⒀ ５年ごと利差配当付養老保

険増額特約
  ⒁ ５年ごと利差配当付終身保

険増額特約
  ⒂ ５年ごと利差配当付特定疾

病保障終身保険増額特約
  ⒃ ５年ごと利差配当付逓減定

期保険特約
  ⒄ ５年ごと利差配当付長期生

活保障特約
  ⒅ ５年ごと利差配当付特定疾

病保障定期保険特約
  ⒆ ５年ごと利差配当付介護・

特定疾病定期保険特約
  ⒇ ５年ごと利差配当付介護・

特定疾病終身保険特約
  � ５年ごと利差配当付介護・

長期生活保障特約

  ＊２ 各特約の保険期間満了の時
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 特約の規定により更新され

る場合には、更新後特約の
保険期間満了の時としま
す。

  ⑵ 特約の規定により変更され
る場合には、変更後特約の
保険期間満了の時としま
す。

   ８ 社員配当金について

   第15条  社員配当金の特別取扱い

  １．会社は、特約保険金を支払うときは、普通保険約款および主契約に付加されてい
る特約の社員配当金の支払いに関する規定により、指定保険金額の部分に対応す
る社員配当金を支払います。この場合、支払うべき社員配当金は、特約保険金と
ともにその受取人に支払います。

  ２．会社は、特約保険金を支払うときは、社員配当金を一時払保険料とする生存保険
について、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 生存保険は、指定保険金額の主契約の死亡保険金額に対する割合で消滅する
ものとします。この場合、会社は、消滅した部分に対応する返戻金を支払い
ません。

  ⑵ ⑴の場合、特約保険金の支払後における主契約の社員配当金は、利息をつけ
て積み立てる方法により取り扱います。  

  ３．会社は、特約保険金を支払うときは、社員配当金により増額された保険金額のう
ち、指定保険金額の主契約の死亡保険金額に対する割合に相当する金額を、特約
保険金の請求日から６か月間のその部分に対応する利息を差し引いて、特約保険
金とともにその受取人に支払います。

   ９ その他

   第16条  管轄裁判所

  この特約における特約保険金の請求に関する訴訟については、普通保険約款の管
轄裁判所の規定を準用します。

   第17条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   10 特則について

   第18条  主契約に社員配当金特殊支払特則が適用されている場合の特則

  主契約に社員配当金特殊支払特則が適用されている場合で、その保険期間中に特
約保険金を支払うときは、買増保険の死亡保険金額のうち、指定保険金額の主契
約の死亡保険金額に対する割合に相当する金額を、特約保険金とともにその受取
人に支払います。

   第19条  保険契約に特別条件特約が付加されている場合の特則

  この特約が付加された保険契約に特別条件特約が付加され、保険金の削減支払の
条件が適用されている場合で、保険金の削減期間中に特約保険金の請求があった
ときは、会社は、第２条（特約保険金の支払い）の１．の保険金額に特約保険金
の請求日における特別条件特約に定める所定の割合を乗じた金額を支払います。

   第20条  主契約に定期保険特約等が付加されている場合の特則

  主契約に定期保険特約等 ＊１ が付加されているときは、次のとおり取り扱います。
ただし、付加された定期保険特約等 ＊１ について各特約の保険期間満了の時 ＊２ 前
１年間は、この特則を適用しません。
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  第20条  補足説明

   ＊３ 定期保険特約等の特約死亡
保険金額

  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 逓減定期保険特約または５

年ごと利差配当付逓減定期
保険特約については、特約
保険金の請求日の６か月後
の応当日の特約死亡保険金
額とします。

  ⑵ 長期生活保障特約、５年ご
と利差配当付長期生活保障
特約または５年ごと利差配
当付介護・長期生活保障特
約については、特約保険金
の請求日の６か月後の応当
日の特約一時金額としま
す。

  ＊４ 逓減定期保険特約等
  次の⑴から⑸をいいます。
  ⑴ 逓減定期保険特約
  ⑵ 長期生活保障特約
  ⑶ ５年ごと利差配当付逓減定

期保険特約
  ⑷ ５年ごと利差配当付長期生

活保障特約
  ⑸ ５年ごと利差配当付介護・

長期生活保障特約

   第21条  補足説明

  ＊１ 災害入院特約（06）等
  次の⑴から⒁をいいます。
  ⑴ 災害入院特約（06）
  ⑵ 手術給付金付疾病入院特約

（06）
  ⑶ 成人病入院特約（06）
  ⑷ 女性入院特約（06）
  ⑸ 長期入院特約（07）
  ⑹ 新女性医療特約
  ⑺ 入院初期給付特約
  ⑻ 無配当災害入院特約
  ⑼ 無配当手術給付金付疾病入

院特約
  ⑽ 無配当成人病入院特約
  ⑾ 無配当女性入院特約
  ⑿ 無配当長期入院特約
  ⒀ 無配当新女性医療特約
  ⒁ 無配当入院初期給付特約

  ⑴ 第２条（特約保険金の支払い）の１．、２．－⑶、第15条（社員配当金の特
別取扱い）の２．－⑴、３．および第18条（主契約に社員配当金特殊支払
特則が適用されている場合の特則）の主契約の死亡保険金額は、主契約の死
亡保険金額に定期保険特約等 ＊１ の特約死亡保険金額 ＊３ を加えた額とします。

  ⑵ 第２条（特約保険金の支払い）の１．の指定保険金額は、特約保険金の請求
日における主契約の死亡保険金額および定期保険特約等 ＊１ の特約死亡保険金
額 ＊３ のそれぞれの割合に応じて、主契約の死亡保険金額および定期保険特約
等 ＊１ の特約死亡保険金額 ＊３ から指定されたものとします。

  ⑶ この特則による特約保険金の支払いについては、第２条（特約保険金の支払
い）の規定を準用して取り扱います。

  ⑷ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶の規定によって逓減定期保険特約
等 ＊４ の全部または一部が消滅するときは、逓減定期保険特約等 ＊４ は、指定保
険金額の⑴に定める主契約の死亡保険金額に対する割合で消滅します。  

   第21条  主契約に災害入院特約（06）等が付加されている場合の特則

  １．主契約に付加されている災害入院特約（06）等 ＊１ にあっては、各特約の被保険
者が、各特約の保険期間中に各特約に規定する入院を開始した場合で、その入院
が主契約の全部が消滅したことにより各特約が消滅する日を含んで継続したとき
は、その継続した入院について、各特約の消滅後も各特約の保険期間中の入院と
みなします。

  ２．主契約に付加されている通院特約（06）または無配当通院特約にあっては、各
特約の被保険者が、主契約の全部が消滅したことにより各特約が消滅する日を含
む通院期間中に通院をしたときは、その通院期間中の通院について、各特約の消
滅後も各特約の保険期間中の通院とみなします。また、各特約の被保険者が、各
特約の保険期間中に各特約に規定する入院を開始した場合で、その入院が主契約
の全部が消滅したことにより各特約が消滅する日を含んで継続したときは、その
継続した入院の退院後の通院期間中の通院について、各特約の消滅後も各特約の
保険期間中の通院とみなします。

  ３．主契約に付加されている５年ごと利差配当付健康支援特約にあっては、その特約
の被保険者が、その特約の保険期間中にその特約に規定する入院を開始した場合
で、その入院が主契約の全部が消滅したことによりその特約が消滅する日を含ん
で継続したときは、その継続した入院およびその入院に対する退院について、そ
の特約の消滅後もその特約の保険期間中の入院および退院とみなします。

  ４．本条の１．から３．に定める特約のほか、会社の定める他の特約についても、本
条の１．から３．の規定を準用します。

   第22条  保険契約の保険料が前納または予納されている場合の特則

  この特約が付加された保険契約の保険料が前納または予納されている場合で、特
約保険金を支払うときは、消滅した部分について保険料の前納金または予納保険
料の残額があれば、特約保険金とともにその受取人に支払います。

   第23条  主契約が更新または変更される場合の特則

  主契約が更新または変更されるときは、保険契約者から別段の申出がない限り、
この特約は、引き続きその主契約に付加されます。

   第24条  連生終身保険契約に付加する場合の特則

  この特約を連生終身保険契約に付加するときは、次のとおり取り扱います。

   第20条  補足説明

  ＊１ 定期保険特約等
  次の⑴から�をいいます。
  ⑴ 定期保険特約
  ⑵ 生存給付金付定期保険特約
  ⑶ 養老保険増額特約
  ⑷ 終身保険増額特約
  ⑸ 特定疾病保障終身保険増額

特約
  ⑹ 逓減定期保険特約
  ⑺ 長期生活保障特約
  ⑻ 特定疾病保障定期保険特約
  ⑼ 介護・特定疾病定期保険特

約
  ⑽ 介護・特定疾病終身保険特

約
  ⑾ ５年ごと利差配当付定期保

険特約
  ⑿ ５年ごと利差配当付生存給

付金付定期保険特約
  ⒀ ５年ごと利差配当付養老保

険増額特約
  ⒁ ５年ごと利差配当付終身保

険増額特約
  ⒂ ５年ごと利差配当付特定疾

病保障終身保険増額特約
  ⒃ ５年ごと利差配当付逓減定

期保険特約
  ⒄ ５年ごと利差配当付長期生

活保障特約
  ⒅ ５年ごと利差配当付特定疾

病保障定期保険特約
  ⒆ ５年ごと利差配当付介護・

特定疾病定期保険特約
  ⒇ ５年ごと利差配当付介護・

特定疾病終身保険特約
  � ５年ごと利差配当付介護・

長期生活保障特約

  ＊２ 各特約の保険期間満了の時
  次の⑴および⑵のとおり取り扱
います。
  ⑴ 特約の規定により更新され

る場合には、更新後特約の
保険期間満了の時としま
す。

  ⑵ 特約の規定により変更され
る場合には、変更後特約の
保険期間満了の時としま
す。

   ８ 社員配当金について

   第15条  社員配当金の特別取扱い

  １．会社は、特約保険金を支払うときは、普通保険約款および主契約に付加されてい
る特約の社員配当金の支払いに関する規定により、指定保険金額の部分に対応す
る社員配当金を支払います。この場合、支払うべき社員配当金は、特約保険金と
ともにその受取人に支払います。

  ２．会社は、特約保険金を支払うときは、社員配当金を一時払保険料とする生存保険
について、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 生存保険は、指定保険金額の主契約の死亡保険金額に対する割合で消滅する
ものとします。この場合、会社は、消滅した部分に対応する返戻金を支払い
ません。

  ⑵ ⑴の場合、特約保険金の支払後における主契約の社員配当金は、利息をつけ
て積み立てる方法により取り扱います。  

  ３．会社は、特約保険金を支払うときは、社員配当金により増額された保険金額のう
ち、指定保険金額の主契約の死亡保険金額に対する割合に相当する金額を、特約
保険金の請求日から６か月間のその部分に対応する利息を差し引いて、特約保険
金とともにその受取人に支払います。

   ９ その他

   第16条  管轄裁判所

  この特約における特約保険金の請求に関する訴訟については、普通保険約款の管
轄裁判所の規定を準用します。

   第17条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   10 特則について

   第18条  主契約に社員配当金特殊支払特則が適用されている場合の特則

  主契約に社員配当金特殊支払特則が適用されている場合で、その保険期間中に特
約保険金を支払うときは、買増保険の死亡保険金額のうち、指定保険金額の主契
約の死亡保険金額に対する割合に相当する金額を、特約保険金とともにその受取
人に支払います。

   第19条  保険契約に特別条件特約が付加されている場合の特則

  この特約が付加された保険契約に特別条件特約が付加され、保険金の削減支払の
条件が適用されている場合で、保険金の削減期間中に特約保険金の請求があった
ときは、会社は、第２条（特約保険金の支払い）の１．の保険金額に特約保険金
の請求日における特別条件特約に定める所定の割合を乗じた金額を支払います。

   第20条  主契約に定期保険特約等が付加されている場合の特則

  主契約に定期保険特約等 ＊１ が付加されているときは、次のとおり取り扱います。
ただし、付加された定期保険特約等 ＊１ について各特約の保険期間満了の時 ＊２ 前
１年間は、この特則を適用しません。
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  ⑴ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶および⑷中、「普通保険約款に定
める保険金」とあるのをすべて「普通保険約款に定める死亡保険金または高
度障害保険金」と読み替えます。

  ⑵ 第19条（保険契約に特別条件特約が付加されている場合の特則）中、「特別
条件特約」とあるのをすべて「就業不能保障保険特別条件特約」と読み替え
ます。

  ⑶ 被保険者が、主契約の保険期間中に就業不能状態に該当し、主契約の全部が
消滅する日を含んで引き続いて就業不能状態にあるときは、その日以後の就
業不能状態を、主契約の保険期間中の就業不能状態とみなします。

  ⑷ 主契約に保険料の一部一時払の特則が適用されている場合で、特約保険金が
支払われるときは、主契約の一時払保険部分および平準払保険部分の死亡保
険金額のそれぞれの割合に応じて、指定保険金額が指定されます。  

   第28条  主契約に中途一時払特約が付加されている場合の特則

  主契約に中途一時払特約が付加されている場合で、特約保険金が支払われるとき
は、その特約による取扱いを受ける主契約および主契約に付加された特約それぞ
れの一時払部分および分割払部分の死亡保険金額のそれぞれの割合に応じて、指
定保険金額が指定されます。

   第29条  長期生活保障保険契約等に付加する場合の特則

  この特約を長期生活保障保険契約、５年ごと利差配当付長期生活保障保険契約、
５年ごと利差配当付介護・長期生活保障保険契約、５年ごと利差配当付新長期生
活保障保険契約、５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険契約または5年ごと
利差配当付特定生活障害年金保険（10年確定年金）契約に付加するときは、こ
の特約中の主契約の死亡保険金額は、特約保険金の請求日の６か月後の応当日の
一時金額とし、次のとおり読み替えます。

  ⑴ 年金の種類が保証期間付終身年金の場合には、この特約中、「被保険者」と
あるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。

  ⑵ この特約の特色中、「死亡保険金」とあるのを「死亡年金」と読み替えます。
  ⑶ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑵、第10条（特約の消滅）の⑸、

第12条（会社への通知による特約保険金受取人の変更）の１．および第13
条（遺言による特約保険金受取人の変更）の１．中、「主契約の高度障害保
険金受取人」とあるのをすべて「主契約の高度障害年金受取人」と読み替え
ます。

  ⑷ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－①中、「指定保険金額の部分に
ついて」とあるのを「指定保険金額の主契約の死亡保険金額に対する割合で」
と読み替えます。

  ⑸ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－②中、「保険金」とあるのを「一
時金」と読み替えます。

  ⑹ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－③中、「保険金の支払事由」と
あるのを「第１回年金の支払事由」と、「保険金」とあるのを「第１回年金
または一時金」とそれぞれ読み替えます。

  ⑺ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑷中、「保険金」とあるのをすべて「第
１回年金」と読み替えます。

  ⑻ 第10条（特約の消滅）の⑵を次のとおり読み替えます。
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき。ただし、第１回年金が支

払われる場合を含みます。
  ⑼ 第19条（保険契約に特別条件特約が付加されている場合の特則）中、「保険

金の削減」とあるのをすべて「第１回年金の削減」と読み替えます。  

   第30条  介護・特定疾病終身保険契約または５年ごと利差配当付介護・
特定疾病終身保険契約に付加する場合の特則

  この特約を介護・特定疾病終身保険契約または５年ごと利差配当付介護・特定疾
病終身保険契約に付加するときは、第10条（特約の消滅）の⑶中、「延長保険」
とあるのを「延長介護・特定疾病保険」と読み替えます。

   第24条  補足説明

  ＊１ 定期保険特約等
  次の⑴から⑽をいいます。
  ⑴ 定期保険特約
  ⑵ 生存給付金付定期保険特約
  ⑶ 養老保険増額特約
  ⑷ 終身保険増額特約
  ⑸ 特定疾病保障終身保険増額

特約
  ⑹ 逓減定期保険特約
  ⑺ 長期生活保障特約
  ⑻ 特定疾病保障定期保険特約
  ⑼ 介護・特定疾病定期保険特

約
  ⑽ 介護・特定疾病終身保険特

約

   第26条  補足説明

  ＊１ 定期保険特約等
  次の⑴から⑼をいいます。
  ⑴ 定期保険特約
  ⑵ 生存給付金付定期保険特約
  ⑶ 養老保険増額特約
  ⑷ 特定疾病保障終身保険増額

特約
  ⑸ 逓減定期保険特約
  ⑹ 長期生活保障特約
  ⑺ 特定疾病保障定期保険特約
  ⑻ 介護・特定疾病定期保険特

約
  ⑼ 介護・特定疾病終身保険特

約

  ⑴ 主契約に定期保険特約等 ＊１ を付加することを必要とします。ただし、この特
約の責任開始の日において、第１被保険者もしくは第２被保険者が死亡し、
または高度障害状態になって見舞金を支払っていた場合を除きます。

  ⑵ この特約中、「被保険者」とあるのをすべて「主契約の第１被保険者（この
特約の責任開始の日において、第１被保険者が死亡し、または高度障害状態
になって見舞金を支払っていたときは第２被保険者）」と読み替えます。

  ⑶ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑵の規定にかかわらず、特約保険金
受取人は被保険者に限るものとし、第10条（特約の消滅）の⑸、第12条（会
社への通知による特約保険金受取人の変更）、第13条（遺言による特約保険
金受取人の変更）および第14条（特約保険金受取人の死亡）の規定は適用
しません｡

  ⑷ 第１被保険者もしくは第２被保険者が死亡し、または高度障害状態になって
見舞金を支払っていた場合に限り、主契約の死亡保険金額を指定保険金額の
対象とし、第20条（主契約に定期保険特約等が付加されている場合の特則）
の適用にあたって連生終身保険増額特約を含んで取り扱います。

  ⑸ 次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。
  ① 主契約の第１被保険者が死亡し、または高度障害状態になって見舞金を

支払ったとき
  ② ⑴により付加を必要とする定期保険特約等 ＊１ のすべてが消滅したとき  

   第25条  特定疾病保障終身保険契約または５年ごと利差配当付特定疾病
保障終身保険契約に付加する場合の特則

  この特約を特定疾病保障終身保険契約または５年ごと利差配当付特定疾病保障終
身保険契約に付加するときは、第10条（特約の消滅）の⑶中、「延長保険」とあ
るのを「延長特定疾病保障保険」と読み替えます。

   第26条  個人年金保険契約または新個人年金保険契約に付加する場合の
特則

  この特約を個人年金保険契約または新個人年金保険契約に付加するときは、次の
とおり取り扱います。

  ⑴ 主契約に定期保険特約等 ＊１ を付加することを必要とします。
  ⑵ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑵、第10条（特約の消滅）の⑸、

第12条（会社への通知による特約保険金受取人の変更）の１．および第13
条（遺言による特約保険金受取人の変更）の１．中、「主契約の高度障害保
険金受取人」とあるのをすべて「主契約の年金受取人」と読み替えます。

  ⑶ 第10条（特約の消滅）の⑶中、「延長保険」とあるのを「払済年金保険」と
読み替えます｡

  ⑷ 第20条（主契約に定期保険特約等が付加されている場合の特則）の適用に
あたって、主契約の死亡給付金額は指定保険金額の対象とはしません。

  ⑸ ⑴の定期保険特約等 ＊１ のすべてが消滅したときは、この特約は消滅します。  

   第27条  就業不能保障保険に付加する場合の特則

  この特約を就業不能保障保険に付加するときは、次のとおり取り扱います。
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  ⑴ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶および⑷中、「普通保険約款に定
める保険金」とあるのをすべて「普通保険約款に定める死亡保険金または高
度障害保険金」と読み替えます。

  ⑵ 第19条（保険契約に特別条件特約が付加されている場合の特則）中、「特別
条件特約」とあるのをすべて「就業不能保障保険特別条件特約」と読み替え
ます。

  ⑶ 被保険者が、主契約の保険期間中に就業不能状態に該当し、主契約の全部が
消滅する日を含んで引き続いて就業不能状態にあるときは、その日以後の就
業不能状態を、主契約の保険期間中の就業不能状態とみなします。

  ⑷ 主契約に保険料の一部一時払の特則が適用されている場合で、特約保険金が
支払われるときは、主契約の一時払保険部分および平準払保険部分の死亡保
険金額のそれぞれの割合に応じて、指定保険金額が指定されます。  

   第28条  主契約に中途一時払特約が付加されている場合の特則

  主契約に中途一時払特約が付加されている場合で、特約保険金が支払われるとき
は、その特約による取扱いを受ける主契約および主契約に付加された特約それぞ
れの一時払部分および分割払部分の死亡保険金額のそれぞれの割合に応じて、指
定保険金額が指定されます。

   第29条  長期生活保障保険契約等に付加する場合の特則

  この特約を長期生活保障保険契約、５年ごと利差配当付長期生活保障保険契約、
５年ごと利差配当付介護・長期生活保障保険契約、５年ごと利差配当付新長期生
活保障保険契約、５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険契約または5年ごと
利差配当付特定生活障害年金保険（10年確定年金）契約に付加するときは、こ
の特約中の主契約の死亡保険金額は、特約保険金の請求日の６か月後の応当日の
一時金額とし、次のとおり読み替えます。

  ⑴ 年金の種類が保証期間付終身年金の場合には、この特約中、「被保険者」と
あるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。

  ⑵ この特約の特色中、「死亡保険金」とあるのを「死亡年金」と読み替えます。
  ⑶ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑵、第10条（特約の消滅）の⑸、

第12条（会社への通知による特約保険金受取人の変更）の１．および第13
条（遺言による特約保険金受取人の変更）の１．中、「主契約の高度障害保
険金受取人」とあるのをすべて「主契約の高度障害年金受取人」と読み替え
ます。

  ⑷ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－①中、「指定保険金額の部分に
ついて」とあるのを「指定保険金額の主契約の死亡保険金額に対する割合で」
と読み替えます。

  ⑸ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－②中、「保険金」とあるのを「一
時金」と読み替えます。

  ⑹ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－③中、「保険金の支払事由」と
あるのを「第１回年金の支払事由」と、「保険金」とあるのを「第１回年金
または一時金」とそれぞれ読み替えます。

  ⑺ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑷中、「保険金」とあるのをすべて「第
１回年金」と読み替えます。

  ⑻ 第10条（特約の消滅）の⑵を次のとおり読み替えます。
  ⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき。ただし、第１回年金が支

払われる場合を含みます。
  ⑼ 第19条（保険契約に特別条件特約が付加されている場合の特則）中、「保険

金の削減」とあるのをすべて「第１回年金の削減」と読み替えます。  

   第30条  介護・特定疾病終身保険契約または５年ごと利差配当付介護・
特定疾病終身保険契約に付加する場合の特則

  この特約を介護・特定疾病終身保険契約または５年ごと利差配当付介護・特定疾
病終身保険契約に付加するときは、第10条（特約の消滅）の⑶中、「延長保険」
とあるのを「延長介護・特定疾病保険」と読み替えます。

   第24条  補足説明

  ＊１ 定期保険特約等
  次の⑴から⑽をいいます。
  ⑴ 定期保険特約
  ⑵ 生存給付金付定期保険特約
  ⑶ 養老保険増額特約
  ⑷ 終身保険増額特約
  ⑸ 特定疾病保障終身保険増額

特約
  ⑹ 逓減定期保険特約
  ⑺ 長期生活保障特約
  ⑻ 特定疾病保障定期保険特約
  ⑼ 介護・特定疾病定期保険特

約
  ⑽ 介護・特定疾病終身保険特

約

   第26条  補足説明

  ＊１ 定期保険特約等
  次の⑴から⑼をいいます。
  ⑴ 定期保険特約
  ⑵ 生存給付金付定期保険特約
  ⑶ 養老保険増額特約
  ⑷ 特定疾病保障終身保険増額

特約
  ⑸ 逓減定期保険特約
  ⑹ 長期生活保障特約
  ⑺ 特定疾病保障定期保険特約
  ⑻ 介護・特定疾病定期保険特

約
  ⑼ 介護・特定疾病終身保険特

約

  ⑴ 主契約に定期保険特約等 ＊１ を付加することを必要とします。ただし、この特
約の責任開始の日において、第１被保険者もしくは第２被保険者が死亡し、
または高度障害状態になって見舞金を支払っていた場合を除きます。

  ⑵ この特約中、「被保険者」とあるのをすべて「主契約の第１被保険者（この
特約の責任開始の日において、第１被保険者が死亡し、または高度障害状態
になって見舞金を支払っていたときは第２被保険者）」と読み替えます。

  ⑶ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑵の規定にかかわらず、特約保険金
受取人は被保険者に限るものとし、第10条（特約の消滅）の⑸、第12条（会
社への通知による特約保険金受取人の変更）、第13条（遺言による特約保険
金受取人の変更）および第14条（特約保険金受取人の死亡）の規定は適用
しません｡

  ⑷ 第１被保険者もしくは第２被保険者が死亡し、または高度障害状態になって
見舞金を支払っていた場合に限り、主契約の死亡保険金額を指定保険金額の
対象とし、第20条（主契約に定期保険特約等が付加されている場合の特則）
の適用にあたって連生終身保険増額特約を含んで取り扱います。

  ⑸ 次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。
  ① 主契約の第１被保険者が死亡し、または高度障害状態になって見舞金を

支払ったとき
  ② ⑴により付加を必要とする定期保険特約等 ＊１ のすべてが消滅したとき  

   第25条  特定疾病保障終身保険契約または５年ごと利差配当付特定疾病
保障終身保険契約に付加する場合の特則

  この特約を特定疾病保障終身保険契約または５年ごと利差配当付特定疾病保障終
身保険契約に付加するときは、第10条（特約の消滅）の⑶中、「延長保険」とあ
るのを「延長特定疾病保障保険」と読み替えます。

   第26条  個人年金保険契約または新個人年金保険契約に付加する場合の
特則

  この特約を個人年金保険契約または新個人年金保険契約に付加するときは、次の
とおり取り扱います。

  ⑴ 主契約に定期保険特約等 ＊１ を付加することを必要とします。
  ⑵ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑵、第10条（特約の消滅）の⑸、

第12条（会社への通知による特約保険金受取人の変更）の１．および第13
条（遺言による特約保険金受取人の変更）の１．中、「主契約の高度障害保
険金受取人」とあるのをすべて「主契約の年金受取人」と読み替えます。

  ⑶ 第10条（特約の消滅）の⑶中、「延長保険」とあるのを「払済年金保険」と
読み替えます｡

  ⑷ 第20条（主契約に定期保険特約等が付加されている場合の特則）の適用に
あたって、主契約の死亡給付金額は指定保険金額の対象とはしません。

  ⑸ ⑴の定期保険特約等 ＊１ のすべてが消滅したときは、この特約は消滅します。  

   第27条  就業不能保障保険に付加する場合の特則

  この特約を就業不能保障保険に付加するときは、次のとおり取り扱います。

787

特

約

リ
ビ
ン
グ
・
ニ
ー
ズ
特
約



   第33条  補足説明

  ＊１ 特別条件特則
  普通保険約款に定める特別条件
をつける場合の特則をいいま
す。

  ＊２ 介護保険金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 介護保険金
  ⑵ 介護見舞金
  ⑶ 死亡給付金

  ⑴ この特約の特色中、「死亡保険金」とあるのを「死亡給付金」と読み替えます。
  ⑵ 第２条（特約保険金の支払い）の１．中、「死亡保険金額」とあるのを「死

亡給付金の金額」と読み替えます。
  ⑶ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑵、第10条（特約の消滅）の⑸、

第12条（会社への通知による特約保険金受取人の変更）の１．および第13
条（遺言による特約保険金受取人の変更）の１．中、「主契約の高度障害保
険金受取人」とあるのをすべて「主契約の介護保険金受取人」と読み替えます。

  ⑷ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶中、「主契約の死亡保険金額」と
あるのを「主契約の死亡給付金の金額」と読み替えます。

  ⑸ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－①中、「主契約は、指定保険金
額の部分について」とあるのを「介護保険金額について、主契約は、指定保
険金額の主契約の死亡給付金の金額に対する割合で」と読み替えます。

  ⑹ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－②中、「主契約の保険金が支払
われたものとして取り扱います。ただし、主契約の一部が消滅したときは、
主契約に付加されている会社の定める特約は消滅しません。」とあるのを「主
契約の死亡給付金が支払われたものとして取り扱います。」と読み替えます。

  ⑺ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－③中、「保険金」とあるのをす
べて「介護保険金または死亡給付金」と読み替えます。

  ⑻ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑷中、「保険金」とあるのをすべて「介
護保険金または死亡給付金」と読み替えます。

  ⑼ 第19条（保険契約に特別条件特約が付加されている場合の特則）中、「特別
条件特約が付加」とあるのをすべて「特別条件特則 ＊１ が適用」と、「保険金
の削減」とあるのをすべて「介護保険金等 ＊２ の削減」と、「特別条件特約に
定める」とあるのを「特別条件特則 ＊１ に定める」とそれぞれ読み替えます。  

  第34条  契約成立日が平成20年４月１日以前の主契約に指定代理請求特約
または指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則

  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの特約が付加された主契約に指定代理
請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されていないときは、次の⑴
から⑻のとおり取り扱います。ただし、この特約が付加された主契約に指定代理
請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されたことがあるときは、こ
の取扱いをしません。
  ⑴ 特約保険金受取人が被保険者の場合で、特約保険金受取人が特約保険金を請

求できない特別な事情があるときは、保険契約者が被保険者の同意を得てあ
らかじめ指定した者（以下「指定代理請求人」といいます。）が特約保険金
受取人の代理人としてその支払いを請求することができます。この場合、指
定代理請求人は次のいずれかの条件を満たしている者に限ります。

  ① 請求時において、被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている
被保険者の戸籍上の配偶者

  ② 請求時において、被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている
被保険者の３親等内の親族  

  ⑵ ⑴の規定により、指定代理請求人が特約保険金の支払いを請求するときは、
特別な事情の存在を証明する書類および必要書類（別表 ★ ）（被保険者の住
民票、受取人の戸籍謄本または戸籍抄本および受取人の印鑑証明書を除きま
す。）に加えて、次の書類を提出することを必要とします。ただし、会社は
次の書類以外の書類の提出を求め、または次の書類の一部の省略を認めるこ
とがあります。

  ① 被保険者と指定代理請求人との戸籍謄本または戸籍抄本
  ② 指定代理請求人の印鑑証明書
  ③ 指定代理請求人の住民票
  ④ 被保険者または指定代理請求人の健康保険被保険者証の写し  

 ⑶ 保険契約者は、被保険者の同意を得て、指定代理請求人を指定し、または変
更することができます。ただし、指定代理請求人は⑴に規定する者に限りま
す。

⑷ ⑶の規定により指定代理請求人を指定し、または変更したときは、保険契約
者は、その旨を会社に通知して、会社からの通知（電気通信回線に接続して

   第32条  補足説明

  ＊１ 特別条件特則
  普通保険約款に定める特別条件
をつける場合の特則をいいま
す。

   第31条  ５年ごと利差配当付逓減定期保険契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付逓減定期保険契約に付加するときは、この特約中
の主契約の死亡保険金額は、特約保険金の請求日の６か月後の応当日の保険金額
とします。

   第 32 条  ５年ごと利差配当付介護終身年金保険契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付介護終身年金保険契約に付加する場合には、次の
とおり読み替えます。

  ⑴ この特約の特色中、「死亡保険金」とあるのを「死亡給付金」と読み替えます。
  ⑵ 第２条（特約保険金の支払い）の１．中、「死亡保険金額」とあるのを「死

亡給付金の金額」と読み替えます。
  ⑶ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑵、第10条（特約の消滅）の⑸、

第12条（会社への通知による特約保険金受取人の変更）の１．および第13
条（遺言による特約保険金受取人の変更）の１．中、「主契約の高度障害保
険金受取人」とあるのをすべて「主契約の介護年金受取人」と読み替えます。

  ⑷ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶中、「主契約の死亡保険金額」と
あるのを「主契約の死亡給付金の金額」と読み替えます。

  ⑸ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－①中、「主契約は、指定保険金
額の部分について」とあるのを「第１回介護年金額について、主契約は、指
定保険金額の主契約の死亡給付金の金額に対する割合で」と読み替えます。

  ⑹ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－②中、「主契約の保険金が支払
われたものとして取り扱います。ただし、主契約の一部が消滅したときは、
主契約に付加されている会社の定める特約は消滅しません。」とあるのを「主
契約の死亡給付金が支払われたものとして取り扱います。」と読み替えます。

  ⑺ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－③中、「保険金」とあるのをす
べて「第１回介護年金または死亡給付金」と読み替えます。

  ⑻ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑷中、「保険金」とあるのをすべて「第
１回介護年金または死亡給付金」と読み替えます。

  ⑼ 第19条（保険契約に特別条件特約が付加されている場合の特則）中、「特別
条件特約が付加」とあるのをすべて「特別条件特則 ＊１ が適用」と、「保険金
の削減」とあるのをすべて「第１回介護年金または死亡給付金の削減」と、「特
別条件特約に定める」とあるのを「特別条件特則 ＊１ に定める」とそれぞれ読
み替えます。  

   第33条  ５年ごと利差配当付介護一時金保険契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付介護一時金保険契約に付加する場合には、次のと
おり読み替えます。
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   第33条  補足説明

  ＊１ 特別条件特則
  普通保険約款に定める特別条件
をつける場合の特則をいいま
す。

  ＊２ 介護保険金等
  次の⑴から⑶をいいます。
  ⑴ 介護保険金
  ⑵ 介護見舞金
  ⑶ 死亡給付金

  ⑴ この特約の特色中、「死亡保険金」とあるのを「死亡給付金」と読み替えます。
  ⑵ 第２条（特約保険金の支払い）の１．中、「死亡保険金額」とあるのを「死

亡給付金の金額」と読み替えます。
  ⑶ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑵、第10条（特約の消滅）の⑸、

第12条（会社への通知による特約保険金受取人の変更）の１．および第13
条（遺言による特約保険金受取人の変更）の１．中、「主契約の高度障害保
険金受取人」とあるのをすべて「主契約の介護保険金受取人」と読み替えます。

  ⑷ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶中、「主契約の死亡保険金額」と
あるのを「主契約の死亡給付金の金額」と読み替えます。

  ⑸ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－①中、「主契約は、指定保険金
額の部分について」とあるのを「介護保険金額について、主契約は、指定保
険金額の主契約の死亡給付金の金額に対する割合で」と読み替えます。

  ⑹ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－②中、「主契約の保険金が支払
われたものとして取り扱います。ただし、主契約の一部が消滅したときは、
主契約に付加されている会社の定める特約は消滅しません。」とあるのを「主
契約の死亡給付金が支払われたものとして取り扱います。」と読み替えます。

  ⑺ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－③中、「保険金」とあるのをす
べて「介護保険金または死亡給付金」と読み替えます。

  ⑻ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑷中、「保険金」とあるのをすべて「介
護保険金または死亡給付金」と読み替えます。

  ⑼ 第19条（保険契約に特別条件特約が付加されている場合の特則）中、「特別
条件特約が付加」とあるのをすべて「特別条件特則 ＊１ が適用」と、「保険金
の削減」とあるのをすべて「介護保険金等 ＊２ の削減」と、「特別条件特約に
定める」とあるのを「特別条件特則 ＊１ に定める」とそれぞれ読み替えます。  

  第34条  契約成立日が平成20年４月１日以前の主契約に指定代理請求特約
または指定代理請求特約（2016）が付加されていない場合の特則

  契約成立日が平成20年４月１日以前のこの特約が付加された主契約に指定代理
請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されていないときは、次の⑴
から⑻のとおり取り扱います。ただし、この特約が付加された主契約に指定代理
請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されたことがあるときは、こ
の取扱いをしません。
  ⑴ 特約保険金受取人が被保険者の場合で、特約保険金受取人が特約保険金を請

求できない特別な事情があるときは、保険契約者が被保険者の同意を得てあ
らかじめ指定した者（以下「指定代理請求人」といいます。）が特約保険金
受取人の代理人としてその支払いを請求することができます。この場合、指
定代理請求人は次のいずれかの条件を満たしている者に限ります。

  ① 請求時において、被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている
被保険者の戸籍上の配偶者

  ② 請求時において、被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている
被保険者の３親等内の親族  

  ⑵ ⑴の規定により、指定代理請求人が特約保険金の支払いを請求するときは、
特別な事情の存在を証明する書類および必要書類（別表 ★ ）（被保険者の住
民票、受取人の戸籍謄本または戸籍抄本および受取人の印鑑証明書を除きま
す。）に加えて、次の書類を提出することを必要とします。ただし、会社は
次の書類以外の書類の提出を求め、または次の書類の一部の省略を認めるこ
とがあります。

  ① 被保険者と指定代理請求人との戸籍謄本または戸籍抄本
  ② 指定代理請求人の印鑑証明書
  ③ 指定代理請求人の住民票
  ④ 被保険者または指定代理請求人の健康保険被保険者証の写し  

 ⑶ 保険契約者は、被保険者の同意を得て、指定代理請求人を指定し、または変
更することができます。ただし、指定代理請求人は⑴に規定する者に限りま
す。

⑷ ⑶の規定により指定代理請求人を指定し、または変更したときは、保険契約
者は、その旨を会社に通知して、会社からの通知（電気通信回線に接続して

   第32条  補足説明

  ＊１ 特別条件特則
  普通保険約款に定める特別条件
をつける場合の特則をいいま
す。

   第31条  ５年ごと利差配当付逓減定期保険契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付逓減定期保険契約に付加するときは、この特約中
の主契約の死亡保険金額は、特約保険金の請求日の６か月後の応当日の保険金額
とします。

   第 32 条  ５年ごと利差配当付介護終身年金保険契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付介護終身年金保険契約に付加する場合には、次の
とおり読み替えます。

  ⑴ この特約の特色中、「死亡保険金」とあるのを「死亡給付金」と読み替えます。
  ⑵ 第２条（特約保険金の支払い）の１．中、「死亡保険金額」とあるのを「死

亡給付金の金額」と読み替えます。
  ⑶ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑵、第10条（特約の消滅）の⑸、

第12条（会社への通知による特約保険金受取人の変更）の１．および第13
条（遺言による特約保険金受取人の変更）の１．中、「主契約の高度障害保
険金受取人」とあるのをすべて「主契約の介護年金受取人」と読み替えます。

  ⑷ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶中、「主契約の死亡保険金額」と
あるのを「主契約の死亡給付金の金額」と読み替えます。

  ⑸ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－①中、「主契約は、指定保険金
額の部分について」とあるのを「第１回介護年金額について、主契約は、指
定保険金額の主契約の死亡給付金の金額に対する割合で」と読み替えます。

  ⑹ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－②中、「主契約の保険金が支払
われたものとして取り扱います。ただし、主契約の一部が消滅したときは、
主契約に付加されている会社の定める特約は消滅しません。」とあるのを「主
契約の死亡給付金が支払われたものとして取り扱います。」と読み替えます。

  ⑺ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑶－③中、「保険金」とあるのをす
べて「第１回介護年金または死亡給付金」と読み替えます。

  ⑻ 第２条（特約保険金の支払い）の２．－⑷中、「保険金」とあるのをすべて「第
１回介護年金または死亡給付金」と読み替えます。

  ⑼ 第19条（保険契約に特別条件特約が付加されている場合の特則）中、「特別
条件特約が付加」とあるのをすべて「特別条件特則 ＊１ が適用」と、「保険金
の削減」とあるのをすべて「第１回介護年金または死亡給付金の削減」と、「特
別条件特約に定める」とあるのを「特別条件特則 ＊１ に定める」とそれぞれ読
み替えます。  

   第33条  ５年ごと利差配当付介護一時金保険契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付介護一時金保険契約に付加する場合には、次のと
おり読み替えます。

789

特

約

リ
ビ
ン
グ
・
ニ
ー
ズ
特
約



  項　目    内　容  

⑷ 特約保険金の支払事由
が生じた場合で、その
支払前に普通保険約款
に定める保険金の支払
事由が生じて、その支
払請求があったとき

特約保険金の支払事由は生じないで普通保険約款に
定める保険金の支払事由が生じたものとして取り扱
い、特約保険金は支払いません。

⑸ 普通保険約款に規定す
る貸付金があるとき

支払うべき金額から貸付元利金を差し引きます。

⑵ 第10条（特約の消滅）を次のとおり読み替えます。
第10条（特約の消滅）
次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

⑴ 特約保険金を支払ったとき
⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき

⑶ 第12条（会社への通知による特約保険金受取人の変更）の１．を次のとお
り読み替えます。
１．保険契約者は、特約保険金の支払事由（第２条）が発生するまでは、被

保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知★により、特約保険金受
取人を変更することができます。ただし、特約保険金受取人は保険契約
者または被保険者に限ります。

⑷ 第13条（遺言による特約保険金受取人の変更）の１．を次のとおり読み替
えます。
１．第12条（会社への通知による特約保険金受取人の変更）に定めるほか、

保険契約者は、特約保険金の支払事由（第２条）が発生するまでは、法
律上有効な遺言により、特約保険金受取人を変更することができます。
ただし、特約保険金受取人は保険契約者または被保険者に限ります。

    ★別表（P.792参照）  
★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

     

  第34条  補足説明

  ＊１ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。 

   

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）を受けることを必要とします。

 ⑸ 指定代理請求人は、主契約および付加特約を通じて同一人であることを必要
とします。

  ⑹ ⑴の規定により会社が特約保険金を指定代理請求人に支払ったときは、その
後重複してその特約保険金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ⑺ 特約保険金を支払うための確認に際し、指定代理請求人が正当な理由なくそ
の確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊１ は、会社は、これによりそ
の確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は特約保険金を支払い
ません。

  ⑻ この特約が付加された保険契約が普通保険約款もしくは主契約に付加されて
いる特約の告知義務違反による解除または重大事由による解除の規定によっ
て解除される場合で、通知すべき保険契約者またはその住所や居所が不明の
とき、その他正当な事由によって保険契約者に通知できないときは、会社は、
被保険者、保険金等の受取人または指定代理請求人に通知します。

  ★別表（P.792参照）  

  第35条  ５年ごと利差配当付引受基準緩和型定期保険（非更新型）契約または５年ごと利
差配当付引受基準緩和型終身保険（低解約返戻金型）契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付引受基準緩和型定期保険（非更新型）契約または
５年ごと利差配当付引受基準緩和型終身保険（低解約返戻金型）契約に付加する
ときは、次の⑴から⑷のとおり読み替えます。
 ⑴ 第２条（特約保険金の支払い）の２．を次のとおり読み替えます。

２．特約保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

⑴ 特約保険金の支払い 次のとおり取り扱います。
① 必要書類（別表★）が会社に到着しない限り、

特約保険金を支払いません。
② 特約保険金の請求日が次のいずれかの期間にあ

るときは、特約保険金を支払いません。
ア．主契約に定める第１保険年度中
イ．主契約の保険期間満了の時前１年以内

⑵ 特約保険金受取人 被保険者または保険契約者に限ります。ただし、保
険契約者とするときは、保険契約者は、被保険者の
同意を得ることを必要とします。

⑶ 主契約の死亡保険金額
の全部または一部が指
定保険金額として指定
され、特約保険金が支
払われたとき

① 主契約は、指定保険金額の部分について、特約
保険金の請求日にさかのぼって消滅します。

② ①の場合、主契約の消滅した部分は、主契約の
保険金が支払われたものとして取り扱います。
ただし、主契約の一部が消滅したときは、主契
約に付加されている会社の定める特約は消滅し
ません。

③ ①の場合、普通保険約款に定める保険金の支払
事由が生じても、会社は、特約保険金を支払っ
たことにより消滅した部分については、普通保
険約款に定める保険金を支払いません。

④ 特約保険金を支払ったことにより、主契約の一
部が消滅したときは、その旨を保険契約者に通
知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。
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  項　目    内　容  

⑷ 特約保険金の支払事由
が生じた場合で、その
支払前に普通保険約款
に定める保険金の支払
事由が生じて、その支
払請求があったとき

特約保険金の支払事由は生じないで普通保険約款に
定める保険金の支払事由が生じたものとして取り扱
い、特約保険金は支払いません。

⑸ 普通保険約款に規定す
る貸付金があるとき

支払うべき金額から貸付元利金を差し引きます。

⑵ 第10条（特約の消滅）を次のとおり読み替えます。
第10条（特約の消滅）
次のいずれかに該当したときは、この特約は消滅します。

⑴ 特約保険金を支払ったとき
⑵ 主契約が⑴以外の事由によって消滅したとき

⑶ 第12条（会社への通知による特約保険金受取人の変更）の１．を次のとお
り読み替えます。
１．保険契約者は、特約保険金の支払事由（第２条）が発生するまでは、被

保険者の同意を得たうえで、会社に対する通知★により、特約保険金受
取人を変更することができます。ただし、特約保険金受取人は保険契約
者または被保険者に限ります。

⑷ 第13条（遺言による特約保険金受取人の変更）の１．を次のとおり読み替
えます。
１．第12条（会社への通知による特約保険金受取人の変更）に定めるほか、

保険契約者は、特約保険金の支払事由（第２条）が発生するまでは、法
律上有効な遺言により、特約保険金受取人を変更することができます。
ただし、特約保険金受取人は保険契約者または被保険者に限ります。

    ★別表（P.792参照）  
★「受取人の変更に必要な書類」⇒「ご契約のしおり」の「諸請求に必要な書類について」に
掲載しています（P.145参照）。  

     

  第34条  補足説明

  ＊１ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。 

   

いる情報処理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みま
す。）を受けることを必要とします。

 ⑸ 指定代理請求人は、主契約および付加特約を通じて同一人であることを必要
とします。

  ⑹ ⑴の規定により会社が特約保険金を指定代理請求人に支払ったときは、その
後重複してその特約保険金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

  ⑺ 特約保険金を支払うための確認に際し、指定代理請求人が正当な理由なくそ
の確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊１ は、会社は、これによりそ
の確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は特約保険金を支払い
ません。

  ⑻ この特約が付加された保険契約が普通保険約款もしくは主契約に付加されて
いる特約の告知義務違反による解除または重大事由による解除の規定によっ
て解除される場合で、通知すべき保険契約者またはその住所や居所が不明の
とき、その他正当な事由によって保険契約者に通知できないときは、会社は、
被保険者、保険金等の受取人または指定代理請求人に通知します。

  ★別表（P.792参照）  

  第35条  ５年ごと利差配当付引受基準緩和型定期保険（非更新型）契約または５年ごと利
差配当付引受基準緩和型終身保険（低解約返戻金型）契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付引受基準緩和型定期保険（非更新型）契約または
５年ごと利差配当付引受基準緩和型終身保険（低解約返戻金型）契約に付加する
ときは、次の⑴から⑷のとおり読み替えます。
 ⑴ 第２条（特約保険金の支払い）の２．を次のとおり読み替えます。

２．特約保険金の支払いに関して、次のとおり取り扱います。

  項　目    内　容  

⑴ 特約保険金の支払い 次のとおり取り扱います。
① 必要書類（別表★）が会社に到着しない限り、

特約保険金を支払いません。
② 特約保険金の請求日が次のいずれかの期間にあ

るときは、特約保険金を支払いません。
ア．主契約に定める第１保険年度中
イ．主契約の保険期間満了の時前１年以内

⑵ 特約保険金受取人 被保険者または保険契約者に限ります。ただし、保
険契約者とするときは、保険契約者は、被保険者の
同意を得ることを必要とします。

⑶ 主契約の死亡保険金額
の全部または一部が指
定保険金額として指定
され、特約保険金が支
払われたとき

① 主契約は、指定保険金額の部分について、特約
保険金の請求日にさかのぼって消滅します。

② ①の場合、主契約の消滅した部分は、主契約の
保険金が支払われたものとして取り扱います。
ただし、主契約の一部が消滅したときは、主契
約に付加されている会社の定める特約は消滅し
ません。

③ ①の場合、普通保険約款に定める保険金の支払
事由が生じても、会社は、特約保険金を支払っ
たことにより消滅した部分については、普通保
険約款に定める保険金を支払いません。

④ 特約保険金を支払ったことにより、主契約の一
部が消滅したときは、その旨を保険契約者に通
知（電気通信回線に接続している情報処理の用
に供する機器上に設けられた画面表示による提
供を含みます。）します。
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   別表　特約保険金の支払請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  特約保険金の支払い  

  ⑴ 特約保険金支払請求書
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者の住民票、戸籍謄本、戸籍抄本のいずれか
  ⑷ 特約保険金の受取人の戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑸ 特約保険金の受取人の印鑑証明書
    ⑹ 最終の保険料の払込みを証明する書類  

  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 保険金の支払いの判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断を行わせることがあります。
  ⑶ 被保険者と受取人が同一のときは、被保険者の住民票を省略します。  
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   別表　指定代理請求人による保険金等の請求に必要な書類……………………………………………………………………………………   

   指定代理請求特約（2016）目次

  この特約の特色……………………………………………………

   １ 特約の付加について
   第１条 特約の付加…………………………………………

   ２ 保険金等の請求について
   第２条 特約の対象となる保険金等………………………
   第３条 指定代理請求人による保険金等の請求手続き ……

   ３ 指定代理請求人の変更等について
   第４条 指定代理請求人の変更および指定の取消し……

   ４ 保険契約等の解除に関する取扱いについて
   第５条 告知義務違反による解除に関する取扱い………
   第６条 告知義務違反または重大事由による解除の

通知…………………………………………………

   ５ 特約の消滅について
   第７条 この特約の消滅……………………………………

   ６ その他
   第８条 この特約が付加された主契約または付加特

約の代理請求に関する規定の不適用……………
   第９条 普通保険約款の規定の準用………………………
   第₁₀条 連生終身保険契約に付加する場合の特則………
   第₁₁条 生存給付金付定期保険契約または５年ごと

利差配当付生存給付金付定期保険契約に付
加する場合の特則…………………………………

   第₁₂条 新こども保険契約に付加する場合の特則………
   第₁₃条 長期生活保障保険契約または５年ごと利差

配当付長期生活保障保険契約に付加する場
合の特則……………………………………………

   第₁₄条 この特約が付加された主契約に長期生活保
障特約または５年ごと利差配当付長期生活
保障特約が付加されている場合の特則…………
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   第３条  補足説明

  ＊１ 保険金等の支払事由
  保険料の払込免除事由を含みま
す。

  ＊２ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。
   

  ２．指定代理請求人が本条の１．の請求を行う場合には、指定代理請求人は請求時に
おいて、次のいずれかに該当することを必要とします。

  ⑴ 次の範囲内の者
  ① 被保険者の戸籍上の配偶者
  ② 被保険者の直系血族
  ③ 被保険者の３親等内の血族
  ④ 被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている被保険者の３

親等内の親族
  ⑵ 次の範囲内の者のうち、会社所定の書類等によりその事実が確認でき、かつ、

被保険者のために保険金等を請求すべき適当な理由があると会社が認める者
  ① 被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている⑴以外の範囲

の者
  ② 被保険者との財産管理契約により財産管理を行っている者  

  ３．本条の１．にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、指定代理請求人は保
険金等を請求することができません。

  ⑴ 被保険者について、法令に定める代理人に、保険金等の請求に関する代理権
または同意権が付与されている登記があるとき

  ⑵ 指定代理請求人が故意に保険金等の支払事由 ＊１ を生じさせたとき
  ⑶ 指定代理請求人が故意に保険金等の受取人を本条の１．－⑴から⑶の状態に

該当させたとき  

  ４．指定代理請求人は、保険金等の請求をする際に、次のすべての書類を提出するこ
とを必要とします。

  ⑴ 被保険者が保険金等を請求できない事情があることを証明する書類
  ⑵ 別表 ★ に定める必要書類  

  ５．普通保険約款に規定する保険金等を支払うための確認を行うときは、会社は、指
定代理請求人に通知します。

  ６．普通保険約款に規定する保険金等を支払うための確認に際し、指定代理請求人が
正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊２ は、会社は、
これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は保険金等の
支払いまたは保険料の払込免除を行いません。

  ７．本条の１．から６．の規定により、会社が保険金等を指定代理請求人に支払った
ときは、その後重複してその保険金等の請求を受けても、会社はこれを支払いま
せん。

  ★別表（P.798参照）  

   ３ 指定代理請求人の変更等について

   第４条  指定代理請求人の変更および指定の取消し

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得て、指定代理請求人を変更する
こと、または指定代理請求人の指定を取り消すことができます。

  ２．本条の１．の規定により指定代理請求人の変更等を行うときは、保険契約者は、
その旨を会社に通知して、会社からの通知（電気通信回線に接続している情報処
理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）を受ける
ことを必要とします。

  ３．本条の１．および２．の規定による指定代理請求人の変更等を行った後は、変更
等を行う前に請求可能な保険金等があっても、変更等を行う前の指定代理請求人
はその保険金等を請求することはできません。

   ４ 保険契約等の解除に関する取扱いについて

   第５条  告知義務違反による解除に関する取扱い

  主契約または付加特約に定める告知義務違反による解除の規定によって、この特

    第２条  補足説明

  ＊１ 被保険者が受け取ることと
なる次の給付

  被保険者と保険契約者が同一人
である場合の保険契約者が受け
取ることとなる給付を含みま
す。また、給付とともに支払わ
れる金銭を含みます。

  指定代理請求特約（2016）  
  （実施　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    保険金等の受取人となる被保険者が保険金等を請求できない事情があるときに、あらかじめ指定
された指定代理請求人が被保険者に代わって保険金等を請求することができます。  

  備考    被保険者が保険金等を自ら請求できないと会社が認めた場合に限り、指定代理請求人による請求
を取り扱います。  

   １ 特約の付加について

   第１条  特約の付加

  １．この特約は、主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の被保険者（以下「被
保険者」といいます。）の同意を得て、保険契約者の申出により、主契約の締結
の際または主契約の締結後、会社が承諾したときに主契約に付加します。

  ２．本条の１．にかかわらず、主契約または主契約に付加されている特約（この特約
を除き、以下「付加特約」といいます。）に、第２条（特約の対象となる保険金等）
に定める保険金等がないときは、この特約を付加することはできません。

  ３．この特約を付加するときは、保険契約者は、被保険者の同意を得て、指定代理請
求人を１人指定することを必要とします。

  ４．この特約の効力は、次のいずれかの日から開始します。

  付加の時期    この特約の効力が開始する日  

  ⑴ 主契約の締結の際にこの特約を付
加したとき  

  主契約の責任開始の日  

  ⑵ 主契約の締結後にこの特約を付加
したとき  

  会社が承諾した日  

  ５．主契約の締結後にこの特約を付加したときは、会社は、その旨を保険契約者に通
知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面
表示による提供を含みます。）します。

   ２ 保険金等の請求について

   第２条  特約の対象となる保険金等

  この特約の対象となる保険金等（以下「保険金等」といいます。）は、この特約
が付加された主契約および付加特約における次のものとします。

  ⑴ 被保険者が受け取ることとなる次の給付 ＊１ 
  ① 保険金、年金、給付金（名称の如何を問いません。）
  ② 社員配当金
  ③ すえ置かれた保険金、給付金（名称の如何を問いません。また、この特

約が付加された主契約の消滅後にすえ置かれている場合を含みます。）
  ⑵ 被保険者と保険契約者が同一人である場合の保険料の払込免除  

   第３条  指定代理請求人による保険金等の請求手続き

  １．保険金等の受取人となる被保険者に次のいずれかの事情があるため、被保険者が
保険金等を自ら請求できないと会社が認めたときは、指定代理請求人が被保険者
に代わって保険金等を請求することができます。

  ⑴ 傷害または疾病により、保険金等を請求する意思表示ができないこと
  ⑵ 治療上の都合により、傷病名または余命の告知を受けていないこと
  ⑶ その他⑴または⑵に準じた状態であること  
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   第３条  補足説明

  ＊１ 保険金等の支払事由
  保険料の払込免除事由を含みま
す。

  ＊２ 正当な理由なくその確認を
妨げ、またはこれに応じな
かったとき

  会社が指定した医師による必要
な診断に応じなかったときを含
みます。
   

  ２．指定代理請求人が本条の１．の請求を行う場合には、指定代理請求人は請求時に
おいて、次のいずれかに該当することを必要とします。

  ⑴ 次の範囲内の者
  ① 被保険者の戸籍上の配偶者
  ② 被保険者の直系血族
  ③ 被保険者の３親等内の血族
  ④ 被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている被保険者の３

親等内の親族
  ⑵ 次の範囲内の者のうち、会社所定の書類等によりその事実が確認でき、かつ、

被保険者のために保険金等を請求すべき適当な理由があると会社が認める者
  ① 被保険者と同居し、または被保険者と生計を一にしている⑴以外の範囲

の者
  ② 被保険者との財産管理契約により財産管理を行っている者  

  ３．本条の１．にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、指定代理請求人は保
険金等を請求することができません。

  ⑴ 被保険者について、法令に定める代理人に、保険金等の請求に関する代理権
または同意権が付与されている登記があるとき

  ⑵ 指定代理請求人が故意に保険金等の支払事由 ＊１ を生じさせたとき
  ⑶ 指定代理請求人が故意に保険金等の受取人を本条の１．－⑴から⑶の状態に

該当させたとき  

  ４．指定代理請求人は、保険金等の請求をする際に、次のすべての書類を提出するこ
とを必要とします。

  ⑴ 被保険者が保険金等を請求できない事情があることを証明する書類
  ⑵ 別表 ★ に定める必要書類  

  ５．普通保険約款に規定する保険金等を支払うための確認を行うときは、会社は、指
定代理請求人に通知します。

  ６．普通保険約款に規定する保険金等を支払うための確認に際し、指定代理請求人が
正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき ＊２ は、会社は、
これによりその確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は保険金等の
支払いまたは保険料の払込免除を行いません。

  ７．本条の１．から６．の規定により、会社が保険金等を指定代理請求人に支払った
ときは、その後重複してその保険金等の請求を受けても、会社はこれを支払いま
せん。

  ★別表（P.798参照）  

   ３ 指定代理請求人の変更等について

   第４条  指定代理請求人の変更および指定の取消し

  １．保険契約者は、被保険者の同意と会社の承諾を得て、指定代理請求人を変更する
こと、または指定代理請求人の指定を取り消すことができます。

  ２．本条の１．の規定により指定代理請求人の変更等を行うときは、保険契約者は、
その旨を会社に通知して、会社からの通知（電気通信回線に接続している情報処
理の用に供する機器上に設けられた画面表示による提供を含みます。）を受ける
ことを必要とします。

  ３．本条の１．および２．の規定による指定代理請求人の変更等を行った後は、変更
等を行う前に請求可能な保険金等があっても、変更等を行う前の指定代理請求人
はその保険金等を請求することはできません。

   ４ 保険契約等の解除に関する取扱いについて

   第５条  告知義務違反による解除に関する取扱い

  主契約または付加特約に定める告知義務違反による解除の規定によって、この特

    第２条  補足説明

  ＊１ 被保険者が受け取ることと
なる次の給付

  被保険者と保険契約者が同一人
である場合の保険契約者が受け
取ることとなる給付を含みま
す。また、給付とともに支払わ
れる金銭を含みます。

  指定代理請求特約（2016）  
  （実施　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    保険金等の受取人となる被保険者が保険金等を請求できない事情があるときに、あらかじめ指定
された指定代理請求人が被保険者に代わって保険金等を請求することができます。  

  備考    被保険者が保険金等を自ら請求できないと会社が認めた場合に限り、指定代理請求人による請求
を取り扱います。  

   １ 特約の付加について

   第１条  特約の付加

  １．この特約は、主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）の被保険者（以下「被
保険者」といいます。）の同意を得て、保険契約者の申出により、主契約の締結
の際または主契約の締結後、会社が承諾したときに主契約に付加します。

  ２．本条の１．にかかわらず、主契約または主契約に付加されている特約（この特約
を除き、以下「付加特約」といいます。）に、第２条（特約の対象となる保険金等）
に定める保険金等がないときは、この特約を付加することはできません。

  ３．この特約を付加するときは、保険契約者は、被保険者の同意を得て、指定代理請
求人を１人指定することを必要とします。

  ４．この特約の効力は、次のいずれかの日から開始します。

  付加の時期    この特約の効力が開始する日  

  ⑴ 主契約の締結の際にこの特約を付
加したとき  

  主契約の責任開始の日  

  ⑵ 主契約の締結後にこの特約を付加
したとき  

  会社が承諾した日  

  ５．主契約の締結後にこの特約を付加したときは、会社は、その旨を保険契約者に通
知（電気通信回線に接続している情報処理の用に供する機器上に設けられた画面
表示による提供を含みます。）します。

   ２ 保険金等の請求について

   第２条  特約の対象となる保険金等

  この特約の対象となる保険金等（以下「保険金等」といいます。）は、この特約
が付加された主契約および付加特約における次のものとします。

  ⑴ 被保険者が受け取ることとなる次の給付 ＊１ 
  ① 保険金、年金、給付金（名称の如何を問いません。）
  ② 社員配当金
  ③ すえ置かれた保険金、給付金（名称の如何を問いません。また、この特

約が付加された主契約の消滅後にすえ置かれている場合を含みます。）
  ⑵ 被保険者と保険契約者が同一人である場合の保険料の払込免除  

   第３条  指定代理請求人による保険金等の請求手続き

  １．保険金等の受取人となる被保険者に次のいずれかの事情があるため、被保険者が
保険金等を自ら請求できないと会社が認めたときは、指定代理請求人が被保険者
に代わって保険金等を請求することができます。

  ⑴ 傷害または疾病により、保険金等を請求する意思表示ができないこと
  ⑵ 治療上の都合により、傷病名または余命の告知を受けていないこと
  ⑶ その他⑴または⑵に準じた状態であること  
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   第11条  生存給付金付定期保険契約または５年ごと利差配当付生存給付
金付定期保険契約に付加する場合の特則

  この特約を次の保険契約に付加する場合で、被保険者が変更されたときは、指定
代理請求人の指定は取り消され、この特約は消滅します。

  ⑴ 生存給付金付定期保険契約
  ⑵ ５年ごと利差配当付生存給付金付定期保険契約  

   第12条  新こども保険契約に付加する場合の特則

  この特約を新こども保険契約に付加するときは、次の⑴から⑸のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 第２条（特約の対象となる保険金等）中、⑴および⑵について、次のとおり

読み替えます。

  ⑴ 保険契約者が受け取ることとなる次の給付
  ① 保険金、年金、給付金（名称の如何を問いません。）
  ② 社員配当金
  ③ すえ置かれた保険金、給付金（名称の如何を問いません。また、この特

約が付加された主契約の消滅後にすえ置かれている場合を含みます。）
  ⑵ 保険料の払込免除  

  ⑵ 第３条（指定代理請求人による保険金等の請求手続き）の１．から４．およ
び別表 ★ 中、「被保険者」とあるのをすべて「保険契約者」と読み替えます。

  ⑶ 第１条（特約の付加）の規定にかかわらず、指定代理請求人は保険契約者の
死亡時以後の教育資金受取人とします。ただし、保険契約者の死亡または高
度障害状態該当により保険契約者の権利義務が承継された時以後の保険契約
にこの特約を付加する場合には、第１条（特約の付加）の３．の規定により
指定代理請求人を指定することを必要とします。

  ⑷ 第４条（指定代理請求人の変更および指定の取消し）の１．中、「被保険者
の同意と会社の承諾を得て、指定代理請求人を変更すること、または指定代
理請求人の指定を取り消すことができます」とあるのを「指定代理請求人の
指定を取り消すことができます」と読み替えます。ただし、保険契約者の死
亡または高度障害状態該当により保険契約者の権利義務が承継された時以後
の保険契約にこの特約を付加する場合を除きます。

  ⑸ 普通保険約款の規定により保険契約者の権利義務が承継されたときは、この
特約は消滅します。

  ★別表（P.798参照）  

   第13条  長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障
保険契約に付加する場合の特則

  この特約を次の保険契約に付加する場合で、年金種類が保証期間付終身年金のと
きは、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。

  ⑴ 長期生活保障保険契約
  ⑵ ５年ごと利差配当付長期生活保障保険契約  

   第14条  この特約が付加された主契約に長期生活保障特約または５年ご
と利差配当付長期生活保障特約が付加されている場合の特則

  この特約が付加された主契約に次の特約が付加されている場合で、年金種類が保
証期間付終身年金のときは、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と
読み替えます。

  ⑴ 長期生活保障特約
  ⑵ ５年ごと利差配当付長期生活保障特約  

   

約が付加された主契約または付加特約を解除する場合でも、保険金等の支払事由
または保険料の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったこ
とを保険契約者、被保険者、保険金等の受取人または指定代理請求人が証明した
ときは、会社は、保険金等の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

   第６条  告知義務違反または重大事由による解除の通知

  主契約または付加特約に定める告知義務違反または重大事由による解除の規定に
よって、この特約が付加された主契約または付加特約を解除するときは、会社は、
保険契約者に対して通知します。ただし、次の場合には、被保険者、保険金等の
受取人または指定代理請求人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその居所もしくは住所が不明の場合
  ⑵ ⑴の他、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   ５ 特約の消滅について

   第７条  この特約の消滅

  次のいずれかのときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 第４条（指定代理請求人の変更および指定の取消し）の規定により指定代理
請求人の指定を取り消したとき

  ⑵ 保険金等の受取人の変更により、この特約の対象となる保険金等がなくなっ
たとき  

   ６ その他

   第８条  この特約が付加された主契約または付加特約の代理請求に関す
る規定の不適用

  この特約が付加された主契約の普通保険約款または付加特約に定める次の規定
は、第７条（この特約の消滅）の規定によりこの特約が消滅した後も含めて、適
用しません。

  ⑴ 指定代理請求人が、保険金等の受取人の代理人としてその支払いを請求する
ことができる旨の規定

  ⑵ 死亡保険金等の受取人が、高度障害保険金・介護保険金等の受取人の代理人
としてその支払いを請求することができる旨の規定  

   第９条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのない場合は、普通保険約款の規定を準用します。

   第10条  連生終身保険契約に付加する場合の特則

  １．この特約を連生終身保険契約に付加するときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ この特約中、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。
  ⑵ 第１被保険者が死亡し、または高度障害状態になって見舞金を支払ったとき

は、この特約は消滅します。  

  ２．本条の１．にかかわらず、第１被保険者が死亡し、または高度障害状態になって
見舞金を支払った時以後の保険契約にこの特約を付加する場合には、この特約中、

「被保険者」とあるのをすべて「第２被保険者」と読み替えます。
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   第11条  生存給付金付定期保険契約または５年ごと利差配当付生存給付
金付定期保険契約に付加する場合の特則

  この特約を次の保険契約に付加する場合で、被保険者が変更されたときは、指定
代理請求人の指定は取り消され、この特約は消滅します。

  ⑴ 生存給付金付定期保険契約
  ⑵ ５年ごと利差配当付生存給付金付定期保険契約  

   第12条  新こども保険契約に付加する場合の特則

  この特約を新こども保険契約に付加するときは、次の⑴から⑸のとおり取り扱い
ます。
  ⑴ 第２条（特約の対象となる保険金等）中、⑴および⑵について、次のとおり

読み替えます。

  ⑴ 保険契約者が受け取ることとなる次の給付
  ① 保険金、年金、給付金（名称の如何を問いません。）
  ② 社員配当金
  ③ すえ置かれた保険金、給付金（名称の如何を問いません。また、この特

約が付加された主契約の消滅後にすえ置かれている場合を含みます。）
  ⑵ 保険料の払込免除  

  ⑵ 第３条（指定代理請求人による保険金等の請求手続き）の１．から４．およ
び別表 ★ 中、「被保険者」とあるのをすべて「保険契約者」と読み替えます。

  ⑶ 第１条（特約の付加）の規定にかかわらず、指定代理請求人は保険契約者の
死亡時以後の教育資金受取人とします。ただし、保険契約者の死亡または高
度障害状態該当により保険契約者の権利義務が承継された時以後の保険契約
にこの特約を付加する場合には、第１条（特約の付加）の３．の規定により
指定代理請求人を指定することを必要とします。

  ⑷ 第４条（指定代理請求人の変更および指定の取消し）の１．中、「被保険者
の同意と会社の承諾を得て、指定代理請求人を変更すること、または指定代
理請求人の指定を取り消すことができます」とあるのを「指定代理請求人の
指定を取り消すことができます」と読み替えます。ただし、保険契約者の死
亡または高度障害状態該当により保険契約者の権利義務が承継された時以後
の保険契約にこの特約を付加する場合を除きます。

  ⑸ 普通保険約款の規定により保険契約者の権利義務が承継されたときは、この
特約は消滅します。

  ★別表（P.798参照）  

   第13条  長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障
保険契約に付加する場合の特則

  この特約を次の保険契約に付加する場合で、年金種類が保証期間付終身年金のと
きは、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。

  ⑴ 長期生活保障保険契約
  ⑵ ５年ごと利差配当付長期生活保障保険契約  

   第14条  この特約が付加された主契約に長期生活保障特約または５年ご
と利差配当付長期生活保障特約が付加されている場合の特則

  この特約が付加された主契約に次の特約が付加されている場合で、年金種類が保
証期間付終身年金のときは、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と
読み替えます。

  ⑴ 長期生活保障特約
  ⑵ ５年ごと利差配当付長期生活保障特約  

   

約が付加された主契約または付加特約を解除する場合でも、保険金等の支払事由
または保険料の払込免除事由の発生が解除の原因となった事実によらなかったこ
とを保険契約者、被保険者、保険金等の受取人または指定代理請求人が証明した
ときは、会社は、保険金等の支払いまたは保険料の払込免除を行います。

   第６条  告知義務違反または重大事由による解除の通知

  主契約または付加特約に定める告知義務違反または重大事由による解除の規定に
よって、この特約が付加された主契約または付加特約を解除するときは、会社は、
保険契約者に対して通知します。ただし、次の場合には、被保険者、保険金等の
受取人または指定代理請求人に通知します。

  ⑴ 保険契約者またはその居所もしくは住所が不明の場合
  ⑵ ⑴の他、正当な事由によって保険契約者に通知できない場合  

   ５ 特約の消滅について

   第７条  この特約の消滅

  次のいずれかのときは、この特約は消滅します。

  ⑴ 第４条（指定代理請求人の変更および指定の取消し）の規定により指定代理
請求人の指定を取り消したとき

  ⑵ 保険金等の受取人の変更により、この特約の対象となる保険金等がなくなっ
たとき  

   ６ その他

   第８条  この特約が付加された主契約または付加特約の代理請求に関す
る規定の不適用

  この特約が付加された主契約の普通保険約款または付加特約に定める次の規定
は、第７条（この特約の消滅）の規定によりこの特約が消滅した後も含めて、適
用しません。

  ⑴ 指定代理請求人が、保険金等の受取人の代理人としてその支払いを請求する
ことができる旨の規定

  ⑵ 死亡保険金等の受取人が、高度障害保険金・介護保険金等の受取人の代理人
としてその支払いを請求することができる旨の規定  

   第９条  普通保険約款の規定の準用

  この特約に別段の定めのない場合は、普通保険約款の規定を準用します。

   第10条  連生終身保険契約に付加する場合の特則

  １．この特約を連生終身保険契約に付加するときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ この特約中、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。
  ⑵ 第１被保険者が死亡し、または高度障害状態になって見舞金を支払ったとき

は、この特約は消滅します。  

  ２．本条の１．にかかわらず、第１被保険者が死亡し、または高度障害状態になって
見舞金を支払った時以後の保険契約にこの特約を付加する場合には、この特約中、

「被保険者」とあるのをすべて「第２被保険者」と読み替えます。
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   別表　指定代理請求人による保険金等の請求に必要な書類

  項　目    必要書類  

  保険金等の代理請求  

  ⑴ 普通保険約款および各特約に定める保険金等の請求書類
  ⑵ 会社所定の様式による医師の診断書
  ⑶ 被保険者と指定代理請求人との戸籍謄本または戸籍抄本
  ⑷ 指定代理請求人の印鑑証明書
  ⑸ 指定代理請求人の住民票
  ⑹ 被保険者または指定代理請求人の健康保険被保険者証の写し
  ⑺ 指定代理請求人が被保険者の財産管理を行っている者であるときは、契約書および

財産管理状況の報告書の写しなどその事実を証明する書類
  ⑻ 最終の保険料の払込みを証明する書類
  ⑼ 被保険者について、法令に定める代理人に、保険金等の請求に関する代理権または

同意権が付与されている登記がないことを証明する書類  
  ⑴ 会社は、上記以外の書類の提出を求め、または上記の書類の一部の省略を認めることがあります。
  ⑵ 保険金等の支払いまたは保険料の払込免除の判断にあたって、事実の確認を行うこと、または会社が指定した医師に診断

を行わせることがあります。  
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   別表　感染症…………………………………………………………………………………………………………………………………………   

   特別条件特約目次

     第１条 特約の付加…………………………………………
   第２条 特別条件……………………………………………
   第３条 この特約を付加した保険契約および特約の

取扱い………………………………………………
   第４条 この特約を付加した保険契約の失効・復活……
   第５条 この特約を付加した保険契約の減額……………
     第６条 長期生活保障保険契約または５年ごと利差

配当付長期生活保障保険契約に付加する場
合の特則……………………………………………

   第７条 ５年ごと利差配当付介護・長期生活保障保
険契約に付加する場合の特則……………………

   第８条 長期生活保障特約または５年ごと利差配当
付長期生活保障特約に付加する場合の特則……

   第９条 ５年ごと利差配当付介護・長期生活保障特
約に付加する場合の特則…………………………

   第₁₀条 指定契約にこの特約を付加する場合の特則……
   第₁₁条 ５年ごと利差配当付新長期生活保障保険契

約に付加する場合の特則…………………………
   第₁₂条 ５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険

契約または５年ごと利差配当付特定生活障
害年金保険（10年確定年金）契約に付加す
る場合の特則………………………………………

    第₁₃条 無配当普通定期保険（低解約返戻金型）契
約、５年ごと利差配当付普通終身保険（低
解約返戻金型）契約または５年ごと利差配
当付７大疾病終身保険（低解約返戻金型）
契約に付加する場合の特則………………………
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だし、保険金の削減期間経過後または特定高度障害状態についての不担保の
場合には取り扱います。

  ⑶ 定期保険特約から生存給付金付定期保険特約、養老保険増額特約、終身保険
増額特約、逓減定期保険特約もしくは長期生活保障特約への変更または５年
ごと利差配当付定期保険特約から５年ごと利差配当付生存給付金付定期保険
特約、５年ごと利差配当付養老保険増額特約、５年ごと利差配当付終身保険
増額特約、５年ごと利差配当付逓減定期保険特約もしくは５年ごと利差配当
付長期生活保障特約への変更。ただし、保険金の削減期間経過後または特定
高度障害状態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⑷ 逓減定期保険特約から定期保険特約、生存給付金付定期保険特約、養老保険
増額特約、終身保険増額特約もしくは長期生活保障特約への変更または５年
ごと利差配当付逓減定期保険特約から５年ごと利差配当付定期保険特約、５
年ごと利差配当付生存給付金付定期保険特約、５年ごと利差配当付養老保険
増額特約、５年ごと利差配当付終身保険増額特約もしくは５年ごと利差配当
付長期生活保障特約への変更。ただし、保険金の削減期間経過後または特定
高度障害状態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⑸ 長期生活保障特約から定期保険特約、生存給付金付定期保険特約、養老保険
増額特約、終身保険増額特約もしくは逓減定期保険特約への変更または５年
ごと利差配当付長期生活保障特約から５年ごと利差配当付定期保険特約、５
年ごと利差配当付生存給付金付定期保険特約、５年ごと利差配当付養老保険
増額特約、５年ごと利差配当付終身保険増額特約もしくは５年ごと利差配当
付逓減定期保険特約への変更。ただし、保険金の削減期間経過後または特定
高度障害状態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⑹ 特定疾病保障定期保険特約から生存給付金付定期保険特約、養老保険増額特
約、終身保険増額特約もしくは特定疾病保障終身保険増額特約への変更また
は５年ごと利差配当付特定疾病保障定期保険特約から５年ごと利差配当付生
存給付金付定期保険特約、５年ごと利差配当付養老保険増額特約、５年ごと
利差配当付終身保険増額特約もしくは５年ごと利差配当付特定疾病保障終身
保険増額特約への変更。ただし、保険金の削減期間経過後または特定高度障
害状態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⑺ 介護・特定疾病定期保険特約から生存給付金付定期保険特約、養老保険増額
特約、終身保険増額特約もしくは介護・特定疾病終身保険特約への変更また
は５年ごと利差配当付介護・特定疾病定期保険特約から５年ごと利差配当付
生存給付金付定期保険特約、５年ごと利差配当付養老保険増額特約、５年ご
と利差配当付終身保険増額特約もしくは５年ごと利差配当付介護・特定疾病
終身保険特約への変更。ただし、保険金の削減期間経過後または特定高度障
害状態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⑻ ５年ごと利差配当付介護・長期生活保障特約から５年ごと利差配当付生存給
付金付定期保険特約、５年ごと利差配当付養老保険増額特約または５年ごと
利差配当付終身保険増額特約への変更。ただし、保険金の削減期間経過後ま
たは特定高度障害状態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⑼ 保険契約の契約成立日後の定期保険特約、生存給付金付定期保険特約、養老
保険増額特約、終身保険増額特約、連生終身保険増額特約、特定疾病保障終
身保険増額特約、逓減定期保険特約、長期生活保障特約、特定疾病保障定期
保険特約、介護・特定疾病定期保険特約、介護・特定疾病終身保険特約、５
年ごと利差配当付定期保険特約、５年ごと利差配当付生存給付金付定期保険
特約、５年ごと利差配当付養老保険増額特約、５年ごと利差配当付終身保険
増額特約、５年ごと利差配当付特定疾病保障終身保険増額特約、５年ごと利
差配当付逓減定期保険特約、５年ごと利差配当付長期生活保障特約、５年ご
と利差配当付特定疾病保障定期保険特約、５年ごと利差配当付介護・特定疾
病定期保険特約、５年ごと利差配当付介護・特定疾病終身保険特約または５
年ごと利差配当付介護・長期生活保障特約の付加。ただし、保険金の削減期
間経過後または特定高度障害状態についての不担保期間経過後は取り扱いま
す。

  ⑽ 普通定期保険普通保険約款、特定疾病保障定期保険普通保険約款、長期生活
保障保険普通保険約款、介護・特定疾病定期保険普通保険約款、５年ごと利
差配当付普通定期保険普通保険約款、５年ごと利差配当付特定疾病保障定期
保険普通保険約款、５年ごと利差配当付長期生活保障保険普通保険約款、５
年ごと利差配当付介護・特定疾病定期保険普通保険約款、５年ごと利差配当
付介護・長期生活保障保険普通保険約款、５年ごと利差配当付逓減定期保険

    第１条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

   

  特別条件特約  
  （実施　昭31.4.1 ／改正　平26.10.2）  

     第１条  特約の付加

  保険契約申込みの際の被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しな
い場合 ＊１ には、保険契約締結の際にこの特約を主たる保険契約または特約に付加
することがあります。

   第２条  特別条件

  この特約により付加する特別条件は、次の⑴から⑶のうち１つまたは２つ以上の
併用とします。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 保険金の削減支払
  契約成立日から会社の定める削減期間中に、被保険者が死亡したとき、普通
保険約款に定める高度障害状態になったとき、または介護保険金、特定疾病
保険金もしくは７大疾病保険金の支払事由に該当したときは、その保険金額
に次の表の割合を乗じた金額を支払います。ただし、災害または感染症（別
表 ★ ）によって、死亡したとき、普通保険約款に定める高度障害状態になっ
たとき、または介護保険金の支払事由に該当したときは、保険金の削減支払
の対象とはなりません。

  保険年度
削減期間      

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態（普通保険約款に定める高度障害状態のうち「両眼の視力を全く永久に失っ
たもの」をいいます。以下同じ。）になったときは、高度障害保険金を支払
いません。ただし、感染症（別表 ★ ）によって、特定高度障害状態になった
ときは、高度障害保険金を支払います。

  ★別表（P.806参照）  

   第３条  この特約を付加した保険契約および特約の取扱い

  １．この特約を付加した保険契約および特約については､ 次の⑴から⒂の取扱いは行
いません｡
  ⑴ 保険契約の更新または５年ごと利差配当付逓減定期保険普通保険約款、５年

ごと利差配当付新長期生活保障保険普通保険約款もしくは５年ごと利差配当
付特定生活障害年金保険普通保険約款に定める５年ごと利差配当付普通定期
保険契約への変更。ただし、保険金の削減期間経過後または特定高度障害状
態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⑵ 定期保険特約、生存給付金付定期保険特約、養老保険増額特約、逓減定期保
険特約、長期生活保障特約、特定疾病保障定期保険特約、介護・特定疾病定
期保険特約、５年ごと利差配当付定期保険特約、５年ごと利差配当付生存給
付金付定期保険特約、５年ごと利差配当付養老保険増額特約、５年ごと利差
配当付逓減定期保険特約、５年ごと利差配当付長期生活保障特約、５年ごと
利差配当付特定疾病保障定期保険特約、５年ごと利差配当付介護・特定疾病
定期保険特約または５年ごと利差配当付介護・長期生活保障特約の更新。た

800



だし、保険金の削減期間経過後または特定高度障害状態についての不担保の
場合には取り扱います。

  ⑶ 定期保険特約から生存給付金付定期保険特約、養老保険増額特約、終身保険
増額特約、逓減定期保険特約もしくは長期生活保障特約への変更または５年
ごと利差配当付定期保険特約から５年ごと利差配当付生存給付金付定期保険
特約、５年ごと利差配当付養老保険増額特約、５年ごと利差配当付終身保険
増額特約、５年ごと利差配当付逓減定期保険特約もしくは５年ごと利差配当
付長期生活保障特約への変更。ただし、保険金の削減期間経過後または特定
高度障害状態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⑷ 逓減定期保険特約から定期保険特約、生存給付金付定期保険特約、養老保険
増額特約、終身保険増額特約もしくは長期生活保障特約への変更または５年
ごと利差配当付逓減定期保険特約から５年ごと利差配当付定期保険特約、５
年ごと利差配当付生存給付金付定期保険特約、５年ごと利差配当付養老保険
増額特約、５年ごと利差配当付終身保険増額特約もしくは５年ごと利差配当
付長期生活保障特約への変更。ただし、保険金の削減期間経過後または特定
高度障害状態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⑸ 長期生活保障特約から定期保険特約、生存給付金付定期保険特約、養老保険
増額特約、終身保険増額特約もしくは逓減定期保険特約への変更または５年
ごと利差配当付長期生活保障特約から５年ごと利差配当付定期保険特約、５
年ごと利差配当付生存給付金付定期保険特約、５年ごと利差配当付養老保険
増額特約、５年ごと利差配当付終身保険増額特約もしくは５年ごと利差配当
付逓減定期保険特約への変更。ただし、保険金の削減期間経過後または特定
高度障害状態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⑹ 特定疾病保障定期保険特約から生存給付金付定期保険特約、養老保険増額特
約、終身保険増額特約もしくは特定疾病保障終身保険増額特約への変更また
は５年ごと利差配当付特定疾病保障定期保険特約から５年ごと利差配当付生
存給付金付定期保険特約、５年ごと利差配当付養老保険増額特約、５年ごと
利差配当付終身保険増額特約もしくは５年ごと利差配当付特定疾病保障終身
保険増額特約への変更。ただし、保険金の削減期間経過後または特定高度障
害状態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⑺ 介護・特定疾病定期保険特約から生存給付金付定期保険特約、養老保険増額
特約、終身保険増額特約もしくは介護・特定疾病終身保険特約への変更また
は５年ごと利差配当付介護・特定疾病定期保険特約から５年ごと利差配当付
生存給付金付定期保険特約、５年ごと利差配当付養老保険増額特約、５年ご
と利差配当付終身保険増額特約もしくは５年ごと利差配当付介護・特定疾病
終身保険特約への変更。ただし、保険金の削減期間経過後または特定高度障
害状態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⑻ ５年ごと利差配当付介護・長期生活保障特約から５年ごと利差配当付生存給
付金付定期保険特約、５年ごと利差配当付養老保険増額特約または５年ごと
利差配当付終身保険増額特約への変更。ただし、保険金の削減期間経過後ま
たは特定高度障害状態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⑼ 保険契約の契約成立日後の定期保険特約、生存給付金付定期保険特約、養老
保険増額特約、終身保険増額特約、連生終身保険増額特約、特定疾病保障終
身保険増額特約、逓減定期保険特約、長期生活保障特約、特定疾病保障定期
保険特約、介護・特定疾病定期保険特約、介護・特定疾病終身保険特約、５
年ごと利差配当付定期保険特約、５年ごと利差配当付生存給付金付定期保険
特約、５年ごと利差配当付養老保険増額特約、５年ごと利差配当付終身保険
増額特約、５年ごと利差配当付特定疾病保障終身保険増額特約、５年ごと利
差配当付逓減定期保険特約、５年ごと利差配当付長期生活保障特約、５年ご
と利差配当付特定疾病保障定期保険特約、５年ごと利差配当付介護・特定疾
病定期保険特約、５年ごと利差配当付介護・特定疾病終身保険特約または５
年ごと利差配当付介護・長期生活保障特約の付加。ただし、保険金の削減期
間経過後または特定高度障害状態についての不担保期間経過後は取り扱いま
す。

  ⑽ 普通定期保険普通保険約款、特定疾病保障定期保険普通保険約款、長期生活
保障保険普通保険約款、介護・特定疾病定期保険普通保険約款、５年ごと利
差配当付普通定期保険普通保険約款、５年ごと利差配当付特定疾病保障定期
保険普通保険約款、５年ごと利差配当付長期生活保障保険普通保険約款、５
年ごと利差配当付介護・特定疾病定期保険普通保険約款、５年ごと利差配当
付介護・長期生活保障保険普通保険約款、５年ごと利差配当付逓減定期保険

    第１条  補足説明

  ＊１ 会社の定める基準に適合し
ない場合

  保険契約者間の公平性を確保す
るため、過去の支払実績等の統
計的な数値により定めた基準に
照らして、標準的な数値に合致
しない場合をいいます。

   

  特別条件特約  
  （実施　昭31.4.1 ／改正　平26.10.2）  

     第１条  特約の付加

  保険契約申込みの際の被保険者の健康状態その他が会社の定める基準に適合しな
い場合 ＊１ には、保険契約締結の際にこの特約を主たる保険契約または特約に付加
することがあります。

   第２条  特別条件

  この特約により付加する特別条件は、次の⑴から⑶のうち１つまたは２つ以上の
併用とします。
  ⑴ 割増保険料の払込み

  会社の定める割増保険料を、普通保険料とともにその払込期間中払い込むこ
とを必要とします。

  ⑵ 保険金の削減支払
  契約成立日から会社の定める削減期間中に、被保険者が死亡したとき、普通
保険約款に定める高度障害状態になったとき、または介護保険金、特定疾病
保険金もしくは７大疾病保険金の支払事由に該当したときは、その保険金額
に次の表の割合を乗じた金額を支払います。ただし、災害または感染症（別
表 ★ ）によって、死亡したとき、普通保険約款に定める高度障害状態になっ
たとき、または介護保険金の支払事由に該当したときは、保険金の削減支払
の対象とはなりません。

  保険年度
削減期間      

  第１年度    第２年度    第３年度    第４年度    第５年度  

  １年    5.0割                  
  ２年    3.0割    6.0割              
  ３年    2.5割    5.0割    7.5割          
  ４年    2.0割    4.0割    6.0割    8.0割      
  ５年    1.5割    3.0割    4.5割    6.0割    8.0割  

  ⑶ 特定高度障害状態についての不担保
  疾病を直接の原因として、会社の定める期間中に被保険者が特定高度障害状
態（普通保険約款に定める高度障害状態のうち「両眼の視力を全く永久に失っ
たもの」をいいます。以下同じ。）になったときは、高度障害保険金を支払
いません。ただし、感染症（別表 ★ ）によって、特定高度障害状態になった
ときは、高度障害保険金を支払います。

  ★別表（P.806参照）  

   第３条  この特約を付加した保険契約および特約の取扱い

  １．この特約を付加した保険契約および特約については､ 次の⑴から⒂の取扱いは行
いません｡
  ⑴ 保険契約の更新または５年ごと利差配当付逓減定期保険普通保険約款、５年

ごと利差配当付新長期生活保障保険普通保険約款もしくは５年ごと利差配当
付特定生活障害年金保険普通保険約款に定める５年ごと利差配当付普通定期
保険契約への変更。ただし、保険金の削減期間経過後または特定高度障害状
態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⑵ 定期保険特約、生存給付金付定期保険特約、養老保険増額特約、逓減定期保
険特約、長期生活保障特約、特定疾病保障定期保険特約、介護・特定疾病定
期保険特約、５年ごと利差配当付定期保険特約、５年ごと利差配当付生存給
付金付定期保険特約、５年ごと利差配当付養老保険増額特約、５年ごと利差
配当付逓減定期保険特約、５年ごと利差配当付長期生活保障特約、５年ごと
利差配当付特定疾病保障定期保険特約、５年ごと利差配当付介護・特定疾病
定期保険特約または５年ごと利差配当付介護・長期生活保障特約の更新。た
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  ⑴ 第２条（特別条件）の⑵中、「保険金の削減」とあるのをすべて「第１回年
金の削減」と、「その保険金額に次の表の割合を乗じた金額を支払います。」
とあるのを「その第１回年金額に次の表の割合を乗じた金額を第１回年金額
として支払います。」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第２条（特別条件）の⑶中、「高度障害保険金」とあるのをすべて「高度障
害年金」と読み替えます。

  ⑶ 第３条（この特約を付加した保険契約および特約の取扱い）中、「保険金の
削減期間」とあるのをすべて「第１回年金の削減期間」と、「保険金の削減
支払」とあるのを「第１回年金の削減支払」とそれぞれ読み替えます。

  ⑷ 第10条（指定契約にこの特約を付加する場合の特則）中、「保険金の削減期間」
とあるのを「第１回年金の削減期間」と読み替えます。  

   第７条  ５年ごと利差配当付介護・長期生活保障保険契約に付加する場
合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付介護・長期生活保障保険契約に付加するときは、
次のとおり読み替えます。

  ⑴ 第２条（特別条件）の⑵中、「保険金の削減」とあるのをすべて「第１回年
金の削減」と、「介護保険金」とあるのをすべて「第１回介護年金」と、「そ
の保険金額に次の表の割合を乗じた金額を支払います。」とあるのを「その
第１回年金額に次の表の割合を乗じた金額を第１回年金額として支払いま
す。」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第２条（特別条件）の⑶中、「高度障害保険金」とあるのをすべて「高度障
害年金」と読み替えます。

  ⑶ 第３条（この特約を付加した保険契約および特約の取扱い）中、「保険金の
削減期間」とあるのをすべて「第１回年金の削減期間」と、「保険金の削減
支払」とあるのを「第１回年金の削減支払」とそれぞれ読み替えます。

  ⑷ 第10条（指定契約にこの特約を付加する場合の特則）中、「保険金の削減期間」
とあるのを「第１回年金の削減期間」と読み替えます。  

   第８条  長期生活保障特約または５年ごと利差配当付長期生活保障特約
に付加する場合の特則

  この特約を長期生活保障特約または５年ごと利差配当付長期生活保障特約に付加
するときは、次のとおり読み替えます。

  ⑴ 第２条（特別条件）の⑵中、「保険金の削減」とあるのをすべて「第１回特
約年金の削減」と、「その保険金額に次の表の割合を乗じた金額を支払いま
す。」とあるのを「その第１回特約年金額に次の表の割合を乗じた金額を第
１回特約年金額として支払います。」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第２条（特別条件）の⑶中、「高度障害保険金」とあるのをすべて「特約年金」
と読み替えます。

  ⑶ 第３条（この特約を付加した保険契約および特約の取扱い）中、「保険金の
削減期間」とあるのをすべて「第１回特約年金の削減期間」と、「保険金の
削減支払」とあるのを「第１回特約年金の削減支払」とそれぞれ読み替えます。

  ⑷ 第10条（指定契約にこの特約を付加する場合の特則）中、「保険金の削減期間」
とあるのを「第１回特約年金の削減期間」と読み替えます。  

   第９条  ５年ごと利差配当付介護・長期生活保障特約に付加する場合の
特則

  この特約を５年ごと利差配当付介護・長期生活保障保険契約に付加するときは、
次のとおり読み替えます。

普通保険約款、５年ごと利差配当付新長期生活保障保険普通保険約款、５年
ごと利差配当付特定生活障害年金保険普通保険約款、5年ごと利差配当付特
定生活障害年金保険（10年確定年金）普通保険約款、定期保険特約、逓減
定期保険特約、長期生活保障特約、特定疾病保障定期保険特約、介護・特定
疾病定期保険特約、５年ごと利差配当付定期保険特約、５年ごと利差配当付
逓減定期保険特約、５年ごと利差配当付長期生活保障特約、５年ごと利差配
当付特定疾病保障定期保険特約、５年ごと利差配当付介護・特定疾病定期保
険特約および５年ごと利差配当付介護・長期生活保障特約に定める他の保険
契約への加入。ただし、保険金の削減期間経過後または特定高度障害状態に
ついての不担保の場合には取り扱います。

  ⑾ 普通終身保険普通保険約款または５年ごと利差配当付普通終身保険普通保険
約款に定める保険料をステップ払込方式で払い込む方式への変更。ただし、
保険金の削減期間経過後または特定高度障害状態についての不担保の場合に
は取り扱います。

  ⑿ 延長保険、延長特定疾病保障保険、延長介護・特定疾病保険、払済保険、払
済養老保険、払済終身保険、払済７大疾病終身保険、払済特定疾病保障終身
保険または払済介護・特定疾病終身保険への変更。ただし、保険金の削減期
間経過後または特定高度障害状態についての不担保の場合には取り扱いま
す。

  ⒀ 保険期間または保険料払込期間の延長。ただし、保険金の削減期間経過後ま
たは特定高度障害状態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⒁ 年金支払期間の延長。ただし、保険金の削減期間経過後または特定高度障害
状態についての不担保の場合には取り扱います｡

  ⒂ 介護保障移行特約または５年ごと利差配当付介護保障移行特約の付加。ただ
し、保険金の削減期間経過後または特定高度障害状態についての不担保の場
合には取り扱います。

  ２．本条の１．－⑴の場合、更新後契約または変更後契約には更新前契約または変更
前契約に付加されていた保険金の削減支払の条件は適用されません。また、保険
期間満了の時までに特定高度障害状態についての不担保期間が満了しているとき
は、更新後契約または変更後契約には更新前契約または変更前契約に付加されて
いた特定高度障害状態についての不担保の条件は適用されず、不担保期間が満了
していないときは、更新後契約または変更後契約には更新前契約または変更前契
約に付加されていた特定高度障害状態についての不担保の条件と同一の条件が適
用されます。

  ３．本条の１．－⑵から⑻および⑽の場合、本条の２．の規定を準用します。

   第４条  この特約を付加した保険契約の失効・復活

  １．この特約を付加した保険契約が効力を失ったときは、失効後２年以内に限り復活
の申込みができます。

  ２．会社が保険契約の復活を承諾したときは、この特約は、契約成立日にさかのぼっ
て適用されます。

   第５条  この特約を付加した保険契約の減額

  この特約を付加した保険契約の保険金額が減額されたときは、その減額後２年以
内に限り、会社は、第４条（この特約を付加した保険契約の失効・復活）に準じ
て、保険契約の復旧を取り扱います。  

   第６条  長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障保
険契約に付加する場合の特則

  この特約を長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障保険契
約に付加するときは、次のとおり読み替えます｡
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  ⑴ 第２条（特別条件）の⑵中、「保険金の削減」とあるのをすべて「第１回年
金の削減」と、「その保険金額に次の表の割合を乗じた金額を支払います。」
とあるのを「その第１回年金額に次の表の割合を乗じた金額を第１回年金額
として支払います。」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第２条（特別条件）の⑶中、「高度障害保険金」とあるのをすべて「高度障
害年金」と読み替えます。

  ⑶ 第３条（この特約を付加した保険契約および特約の取扱い）中、「保険金の
削減期間」とあるのをすべて「第１回年金の削減期間」と、「保険金の削減
支払」とあるのを「第１回年金の削減支払」とそれぞれ読み替えます。

  ⑷ 第10条（指定契約にこの特約を付加する場合の特則）中、「保険金の削減期間」
とあるのを「第１回年金の削減期間」と読み替えます。  

   第７条  ５年ごと利差配当付介護・長期生活保障保険契約に付加する場
合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付介護・長期生活保障保険契約に付加するときは、
次のとおり読み替えます。

  ⑴ 第２条（特別条件）の⑵中、「保険金の削減」とあるのをすべて「第１回年
金の削減」と、「介護保険金」とあるのをすべて「第１回介護年金」と、「そ
の保険金額に次の表の割合を乗じた金額を支払います。」とあるのを「その
第１回年金額に次の表の割合を乗じた金額を第１回年金額として支払いま
す。」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第２条（特別条件）の⑶中、「高度障害保険金」とあるのをすべて「高度障
害年金」と読み替えます。

  ⑶ 第３条（この特約を付加した保険契約および特約の取扱い）中、「保険金の
削減期間」とあるのをすべて「第１回年金の削減期間」と、「保険金の削減
支払」とあるのを「第１回年金の削減支払」とそれぞれ読み替えます。

  ⑷ 第10条（指定契約にこの特約を付加する場合の特則）中、「保険金の削減期間」
とあるのを「第１回年金の削減期間」と読み替えます。  

   第８条  長期生活保障特約または５年ごと利差配当付長期生活保障特約
に付加する場合の特則

  この特約を長期生活保障特約または５年ごと利差配当付長期生活保障特約に付加
するときは、次のとおり読み替えます。

  ⑴ 第２条（特別条件）の⑵中、「保険金の削減」とあるのをすべて「第１回特
約年金の削減」と、「その保険金額に次の表の割合を乗じた金額を支払いま
す。」とあるのを「その第１回特約年金額に次の表の割合を乗じた金額を第
１回特約年金額として支払います。」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第２条（特別条件）の⑶中、「高度障害保険金」とあるのをすべて「特約年金」
と読み替えます。

  ⑶ 第３条（この特約を付加した保険契約および特約の取扱い）中、「保険金の
削減期間」とあるのをすべて「第１回特約年金の削減期間」と、「保険金の
削減支払」とあるのを「第１回特約年金の削減支払」とそれぞれ読み替えます。

  ⑷ 第10条（指定契約にこの特約を付加する場合の特則）中、「保険金の削減期間」
とあるのを「第１回特約年金の削減期間」と読み替えます。  

   第９条  ５年ごと利差配当付介護・長期生活保障特約に付加する場合の
特則

  この特約を５年ごと利差配当付介護・長期生活保障保険契約に付加するときは、
次のとおり読み替えます。

普通保険約款、５年ごと利差配当付新長期生活保障保険普通保険約款、５年
ごと利差配当付特定生活障害年金保険普通保険約款、5年ごと利差配当付特
定生活障害年金保険（10年確定年金）普通保険約款、定期保険特約、逓減
定期保険特約、長期生活保障特約、特定疾病保障定期保険特約、介護・特定
疾病定期保険特約、５年ごと利差配当付定期保険特約、５年ごと利差配当付
逓減定期保険特約、５年ごと利差配当付長期生活保障特約、５年ごと利差配
当付特定疾病保障定期保険特約、５年ごと利差配当付介護・特定疾病定期保
険特約および５年ごと利差配当付介護・長期生活保障特約に定める他の保険
契約への加入。ただし、保険金の削減期間経過後または特定高度障害状態に
ついての不担保の場合には取り扱います。

  ⑾ 普通終身保険普通保険約款または５年ごと利差配当付普通終身保険普通保険
約款に定める保険料をステップ払込方式で払い込む方式への変更。ただし、
保険金の削減期間経過後または特定高度障害状態についての不担保の場合に
は取り扱います。

  ⑿ 延長保険、延長特定疾病保障保険、延長介護・特定疾病保険、払済保険、払
済養老保険、払済終身保険、払済７大疾病終身保険、払済特定疾病保障終身
保険または払済介護・特定疾病終身保険への変更。ただし、保険金の削減期
間経過後または特定高度障害状態についての不担保の場合には取り扱いま
す。

  ⒀ 保険期間または保険料払込期間の延長。ただし、保険金の削減期間経過後ま
たは特定高度障害状態についての不担保の場合には取り扱います。

  ⒁ 年金支払期間の延長。ただし、保険金の削減期間経過後または特定高度障害
状態についての不担保の場合には取り扱います｡

  ⒂ 介護保障移行特約または５年ごと利差配当付介護保障移行特約の付加。ただ
し、保険金の削減期間経過後または特定高度障害状態についての不担保の場
合には取り扱います。

  ２．本条の１．－⑴の場合、更新後契約または変更後契約には更新前契約または変更
前契約に付加されていた保険金の削減支払の条件は適用されません。また、保険
期間満了の時までに特定高度障害状態についての不担保期間が満了しているとき
は、更新後契約または変更後契約には更新前契約または変更前契約に付加されて
いた特定高度障害状態についての不担保の条件は適用されず、不担保期間が満了
していないときは、更新後契約または変更後契約には更新前契約または変更前契
約に付加されていた特定高度障害状態についての不担保の条件と同一の条件が適
用されます。

  ３．本条の１．－⑵から⑻および⑽の場合、本条の２．の規定を準用します。

   第４条  この特約を付加した保険契約の失効・復活

  １．この特約を付加した保険契約が効力を失ったときは、失効後２年以内に限り復活
の申込みができます。

  ２．会社が保険契約の復活を承諾したときは、この特約は、契約成立日にさかのぼっ
て適用されます。

   第５条  この特約を付加した保険契約の減額

  この特約を付加した保険契約の保険金額が減額されたときは、その減額後２年以
内に限り、会社は、第４条（この特約を付加した保険契約の失効・復活）に準じ
て、保険契約の復旧を取り扱います。  

   第６条  長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障保
険契約に付加する場合の特則

  この特約を長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障保険契
約に付加するときは、次のとおり読み替えます｡
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  第13条  無配当普通定期保険（低解約返戻金型）契約、５年ごと利差配当付普通
終身保険（低解約返戻金型）契約または５年ごと利差配当付７大疾病終
身保険（低解約返戻金型）契約に付加する場合の特則

 低解約返戻金期間中、割増保険料については、返戻金の払戻しはありません。

  ⑴ 第２条（特別条件）の⑵中、「保険金の削減」とあるのをすべて「第１回特
約年金の削減」と、「介護保険金」とあるのをすべて「第１回特約介護年金」と、

「その保険金額に次の表の割合を乗じた金額を支払います。」とあるのを「そ
の第１回特約年金額に次の表の割合を乗じた金額を第１回特約年金額として
支払います。」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第２条（特別条件）の⑶中、「高度障害保険金」とあるのをすべて「特約高
度障害年金」と読み替えます。

  ⑶ 第３条（この特約を付加した保険契約および特約の取扱い）中、「保険金の
削減期間」とあるのをすべて「第１回特約年金の削減期間」と、「保険金の
削減支払」とあるのを「第１回特約年金の削減支払」とそれぞれ読み替えます。

  ⑷ 第10条（指定契約にこの特約を付加する場合の特則）中、「保険金の削減期間」
とあるのを「第１回特約年金の削減期間」と読み替えます。  

   第10条  指定契約にこの特約を付加する場合の特則

  保険契約指定特約に定める指定契約にこの特約を付加するときは、保険契約者は、
保険契約指定特約に定める被指定契約の第２保険期間が開始する場合の無選択限
度額に加える保険金額としてその指定契約を指定することはできません。ただし、
保険金の削減期間経過後または特定高度障害状態についての不担保（被指定契約
に特定高度障害状態についての不担保の条件が付加されている場合に限ります。）
のときは、保険契約者は、その指定契約を指定することができます。

   第11条  ５年ごと利差配当付新長期生活保障保険契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付新長期生活保障保険契約に付加するときは、次の
とおり読み替えます。

  ⑴ 第２条（特別条件）の⑵中、「保険金の削減」とあるのをすべて「第１回年
金の削減」と、「その保険金額に次の表の割合を乗じた金額を支払います。」
とあるのを「その第１回年金額に次の表の割合を乗じた金額を第１回年金額
として支払います。」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第２条（特別条件）の⑶中、「高度障害保険金」とあるのをすべて「高度障
害年金」と読み替えます。

  ⑶ 第３条（この特約を付加した保険契約および特約の取扱い）中、「保険金の
削減期間」とあるのをすべて「第１回年金の削減期間」と、「保険金の削減
支払」とあるのを「第１回年金の削減支払」とそれぞれ読み替えます。

  ⑷ 第10条（指定契約にこの特約を付加する場合の特則）中、「保険金の削減期間」
とあるのを「第１回年金の削減期間」と読み替えます。  

   第12条  ５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険契約または5年ごと利差配当付
特定生活障害年金保険（10年確定年金）契約に付加する場合の特則

  １．この特約を５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険契約または5年ごと利差配
当付特定生活障害年金保険（10年確定年金）契約に付加するときは、次のとお
り読み替えます。

  ⑴ 第２条（特別条件）の⑵中、「保険金の削減」とあるのをすべて「第１回年
金の削減」と、「介護保険金もしくは特定疾病保険金」とあるのを「第１回
特定生活障害年金」と、「介護保険金の支払事由」とあるのを「第１回特定
生活障害年金の支払事由」と、「その保険金額に次の表の割合を乗じた金額
を支払います。」とあるのを「その第１回年金額に次の表の割合を乗じた金
額を第１回年金額として支払います。」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第２条（特別条件）の⑶中、「高度障害保険金」とあるのをすべて「高度障
害年金」と読み替えます。

  ⑶ 第３条（この特約を付加した保険契約および特約の取扱い）中、「保険金の
削減期間」とあるのをすべて「第１回年金の削減期間」と、「保険金の削減
支払」とあるのを「第１回年金の削減支払」とそれぞれ読み替えます。

  ⑷ 第10条（指定契約にこの特約を付加する場合の特則）中、「保険金の削減期間」
とあるのを「第１回年金の削減期間」と読み替えます。  
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  第13条  無配当普通定期保険（低解約返戻金型）契約、５年ごと利差配当付普通
終身保険（低解約返戻金型）契約または５年ごと利差配当付７大疾病終
身保険（低解約返戻金型）契約に付加する場合の特則

 低解約返戻金期間中、割増保険料については、返戻金の払戻しはありません。

  ⑴ 第２条（特別条件）の⑵中、「保険金の削減」とあるのをすべて「第１回特
約年金の削減」と、「介護保険金」とあるのをすべて「第１回特約介護年金」と、

「その保険金額に次の表の割合を乗じた金額を支払います。」とあるのを「そ
の第１回特約年金額に次の表の割合を乗じた金額を第１回特約年金額として
支払います。」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第２条（特別条件）の⑶中、「高度障害保険金」とあるのをすべて「特約高
度障害年金」と読み替えます。

  ⑶ 第３条（この特約を付加した保険契約および特約の取扱い）中、「保険金の
削減期間」とあるのをすべて「第１回特約年金の削減期間」と、「保険金の
削減支払」とあるのを「第１回特約年金の削減支払」とそれぞれ読み替えます。

  ⑷ 第10条（指定契約にこの特約を付加する場合の特則）中、「保険金の削減期間」
とあるのを「第１回特約年金の削減期間」と読み替えます。  

   第10条  指定契約にこの特約を付加する場合の特則

  保険契約指定特約に定める指定契約にこの特約を付加するときは、保険契約者は、
保険契約指定特約に定める被指定契約の第２保険期間が開始する場合の無選択限
度額に加える保険金額としてその指定契約を指定することはできません。ただし、
保険金の削減期間経過後または特定高度障害状態についての不担保（被指定契約
に特定高度障害状態についての不担保の条件が付加されている場合に限ります。）
のときは、保険契約者は、その指定契約を指定することができます。

   第11条  ５年ごと利差配当付新長期生活保障保険契約に付加する場合の特則

  この特約を５年ごと利差配当付新長期生活保障保険契約に付加するときは、次の
とおり読み替えます。

  ⑴ 第２条（特別条件）の⑵中、「保険金の削減」とあるのをすべて「第１回年
金の削減」と、「その保険金額に次の表の割合を乗じた金額を支払います。」
とあるのを「その第１回年金額に次の表の割合を乗じた金額を第１回年金額
として支払います。」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第２条（特別条件）の⑶中、「高度障害保険金」とあるのをすべて「高度障
害年金」と読み替えます。

  ⑶ 第３条（この特約を付加した保険契約および特約の取扱い）中、「保険金の
削減期間」とあるのをすべて「第１回年金の削減期間」と、「保険金の削減
支払」とあるのを「第１回年金の削減支払」とそれぞれ読み替えます。

  ⑷ 第10条（指定契約にこの特約を付加する場合の特則）中、「保険金の削減期間」
とあるのを「第１回年金の削減期間」と読み替えます。  

   第12条  ５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険契約または5年ごと利差配当付
特定生活障害年金保険（10年確定年金）契約に付加する場合の特則

  １．この特約を５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険契約または5年ごと利差配
当付特定生活障害年金保険（10年確定年金）契約に付加するときは、次のとお
り読み替えます。

  ⑴ 第２条（特別条件）の⑵中、「保険金の削減」とあるのをすべて「第１回年
金の削減」と、「介護保険金もしくは特定疾病保険金」とあるのを「第１回
特定生活障害年金」と、「介護保険金の支払事由」とあるのを「第１回特定
生活障害年金の支払事由」と、「その保険金額に次の表の割合を乗じた金額
を支払います。」とあるのを「その第１回年金額に次の表の割合を乗じた金
額を第１回年金額として支払います。」とそれぞれ読み替えます。

  ⑵ 第２条（特別条件）の⑶中、「高度障害保険金」とあるのをすべて「高度障
害年金」と読み替えます。

  ⑶ 第３条（この特約を付加した保険契約および特約の取扱い）中、「保険金の
削減期間」とあるのをすべて「第１回年金の削減期間」と、「保険金の削減
支払」とあるのを「第１回年金の削減支払」とそれぞれ読み替えます。

  ⑷ 第10条（指定契約にこの特約を付加する場合の特則）中、「保険金の削減期間」
とあるのを「第１回年金の削減期間」と読み替えます。  
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   別表　感染症
  「感染症」とは、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、
厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

  分類項目    基本分類コード  

  コレラ    A00  
  腸チフス    A01.0  
  パラチフスＡ    A01.1  
  細菌性赤痢    A03  
  腸管出血性大腸菌感染症    A04.3  
  ペスト    A20  
  ジフテリア    A36  
  急性灰白髄炎＜ポリオ＞    A80  
  ラッサ熱    A96.2  
  クリミヤ・コンゴ＜Crimean-Congo＞出血熱    A98.0  
  マールブルグ＜Marburg＞ウイルス病    A98.3  
  エボラ＜Ebola＞ウイルス病    A98.4  
  痘瘡    B03  
  重症急性呼吸器症候群[SARS]    U04  
  （ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限ります。）      
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   ４ 転換日および被転換契約の取扱いについて

   第５条  転換日

  転換日は､ 転換後契約の契約成立日とします｡

   第６条  被転換契約の取扱い

  被転換契約は、転換後契約の契約成立時に消滅したものとして取り扱います。

   ５ 転換後契約の特別取扱いについて

   第７条  転換後契約の特別取扱い

  １．転換後契約について、次の⑴から⑷のいずれかの事由が生じた場合で、保険契約
者から請求があったときは、転換は行われず、被転換契約は消滅しなかったもの
として取り扱います。ただし、⑵から⑷にあっては、転換後契約の死亡保険金
額 ＊１ が被転換契約の死亡保険金額 ＊１ を超える場合に限り、本条の取扱いを行いま
す。
  ⑴ 転換後契約が無効のとき。ただし、普通保険約款に定める保険契約者もしく

は被保険者の詐欺による取消しの場合または保険契約者の不法取得目的によ
る無効の場合を除きます。

  ⑵ 転換後契約の締結の際の告知義務違反により、転換後契約またはそのうちの
付加特約のみが解除されるとき

  ⑶ 被保険者が、転換後契約の保険金等 ＊２ の支払事由または保険料の払込免除
事由に規定する状態に該当したが、転換後契約の責任開始の時前の原因によ
るため、転換後契約による保険金等 ＊２ の支払いまたは保険料の払込免除が
行われないとき

  ⑷ 被保険者が、転換後契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺したため、転換後契約
の死亡保険金 ＊４ が支払われないとき
  次の①および②の場合には、それぞれ次のとおり取り扱います。なお、被転
換契約については、被転換契約への転換が行われなかったものとする取扱い
はありません。
  ① 被保険者が、保険期間満了前の被転換契約 ＊５ の自殺免責期間 ＊３ 経過後

に自殺した場合で、被転換契約の普通保険約款の規定（付加特約の規定
を含みます。以下同じ。）により被転換契約の死亡保険金 ＊４ が支払われ
ることとなるとき
  被転換契約の死亡保険金 ＊４ を支払います。

  ② 被保険者が、被転換契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺した場合で、被転
換契約を転換後契約とする保険期間満了前の被転換契約等 ＊６ があり、
その普通保険約款の規定により被転換契約の被転換契約等 ＊６ の死亡保
険金 ＊４ が支払われることとなるとき
  「被転換契約の死亡保険金 ＊４ の金額」および「被転換契約の被転換契約
等 ＊６ の死亡保険金 ＊４ の金額」のうち、いずれか低い金額を被転換契約
において支払います。

  ２．本条の１．の取扱いを行うときは、会社は請求がなされた日までの、保険料、前
納保険料、予納保険料、社員配当金、保険料の振替貸付金および保険契約者に対
する貸付金を精算して払い戻すべき金額を保険契約者（死亡保険金等 ＊７ が支払
われるときは、その受取人）に支払い、不足額があるときは保険契約者はその不
足額を払い込むことを必要とします。ただし、被転換契約により死亡保険金等 ＊７

 が支払われるときは、死亡保険金等 ＊７ から不足額を差し引きます。
  ３．本条の１．により消滅しなかったものとして取り扱う被転換契約については、次

の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 被転換契約の保険金受取人 ＊８ と転換後契約の保険金受取人 ＊８ とが異なると

きは、被転換契約の保険金受取人 ＊８ は転換後契約の保険金受取人 ＊８ に変更
されたものとみなします。

  ⑵ 転換後契約において保険契約者の権利義務の承継がなされたときは、被転換
契約についても、同じ承継がなされたものとみなします。ただし、被転換契

  第７条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金額
  死亡給付金額、死亡年金額およ
び未払いの年金現価を含みま
す。

  ＊２ 保険金等
  保険金・給付金・見舞金・年金
をいいます。

  ＊３ 自殺免責期間
  被保険者が自殺した場合で、普
通保険約款または付加特約の規
定により免責事由に該当し、死
亡保険金 ＊４ が支払われない期
間をいいます。

  ＊４ 死亡保険金
  被保険者の死亡に対して支払わ
れる保険金や給付金をいい、そ
の名称の如何を問いません。

  ＊５ 保険期間満了前の被転換契
約

  更新または変更可能な場合に
は、更新または変更後の保険契
約を含みます。

  ＊６ 被転換契約を転換後契約と
する保険期間満了前の被転
換契約等

  「被転換契約を転換後契約とす
る保険期間満了前の被転換契
約」または「被転換契約を転換
後契約とする保険期間満了前の
保険契約一部転換特約に定める
被転換部分」をいい（被転換契
約について復活があった場合を
除きます。）、更新または変更可
能な場合には、更新または変更
後の保険契約を含みます。本条
において「被転換契約の被転換
契約等」といいます。

  ＊７ 死亡保険金等

  保険契約転換特約  
  （実施　昭51.9.27 ／改正　平28.4.4）  

   １ 用語の意義について

   第１条  用語の意義

  この特約において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  ⑴ 被転換契約    すでに締結されている会社の定める要件を満たした
保険契約（付加特約を含みます。）をいいます。  

  ⑵ 転換後契約    転換の取扱いにより新たに締結する保険契約（付加
特約を含みます。）をいいます。  

  ⑶ 保険料払込部分    転換後契約のうち、保険契約者から払い込まれる保
険料に対応する部分をいいます。  

  ⑷ 転換部分    転換後契約のうち、保険料の払込みを必要としない
部分をいいます。  

   ２ 特約の適用について

   第２条  特約の適用

  この特約は、被保険者の同意を得て、被転換契約について転換の取扱いをする場
合に適用します。

   ３ 被転換契約の転換価格および転換後契約の構成について

   第３条  被転換契約の転換価格

  １．会社は、転換時に、本条の２．に規定する被転換契約の転換価格のうち、「⑴」
および「⑵を一時払保険料に振り替えて算出して得た金額」を転換部分の責任準
備金に充当します。

  ２．被転換契約の転換価格は、次の⑴および⑵の合計額とします。ただし、被転換契
約において保険料の振替貸付または保険契約者に対する貸付が行われているとき
は、その元利合計額を⑵から差し引き、差し引けない金額があれば、それを⑴か
ら差し引きます。

  ⑴ 被転換契約の転換時の責任準備金の額
  ⑵ 次の金額の合計額

  ① 転換時までの経過期間に応じて計算した被転換契約の社員配当金相当額
  ② 被転換契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置かれた社員

配当金があるときは、その元利合計額
  ③ 被転換契約において保険料の前納または予納が行われているときは、そ

の残金の元利合計額
  ④ 被転換契約においてすえ置かれた生存給付金、教育資金、進学資金、特

約保険金、特約生存給付金、健康支援給付金、無事故給付金、健康祝金、
生存祝金または積立金があるときは、その元利合計額

  ⑤ 被転換契約において保険料の未経過分に相当する返還金があるときは、
その金額  

   第４条  転換後契約の構成

  １．転換後契約は保険料払込部分および転換部分により構成されます。
  ２．転換後契約の保険料払込部分と転換部分の保険種類は同一とします。

  

808



809

ご契約のしおり00

   ４ 転換日および被転換契約の取扱いについて

   第５条  転換日

  転換日は､ 転換後契約の契約成立日とします｡

   第６条  被転換契約の取扱い

  被転換契約は、転換後契約の契約成立時に消滅したものとして取り扱います。

   ５ 転換後契約の特別取扱いについて

   第７条  転換後契約の特別取扱い

  １．転換後契約について、次の⑴から⑷のいずれかの事由が生じた場合で、保険契約
者から請求があったときは、転換は行われず、被転換契約は消滅しなかったもの
として取り扱います。ただし、⑵から⑷にあっては、転換後契約の死亡保険金
額 ＊１ が被転換契約の死亡保険金額 ＊１ を超える場合に限り、本条の取扱いを行いま
す。
  ⑴ 転換後契約が無効のとき。ただし、普通保険約款に定める保険契約者もしく

は被保険者の詐欺による取消しの場合または保険契約者の不法取得目的によ
る無効の場合を除きます。

  ⑵ 転換後契約の締結の際の告知義務違反により、転換後契約またはそのうちの
付加特約のみが解除されるとき

  ⑶ 被保険者が、転換後契約の保険金等 ＊２ の支払事由または保険料の払込免除
事由に規定する状態に該当したが、転換後契約の責任開始の時前の原因によ
るため、転換後契約による保険金等 ＊２ の支払いまたは保険料の払込免除が
行われないとき

  ⑷ 被保険者が、転換後契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺したため、転換後契約
の死亡保険金 ＊４ が支払われないとき
  次の①および②の場合には、それぞれ次のとおり取り扱います。なお、被転
換契約については、被転換契約への転換が行われなかったものとする取扱い
はありません。
  ① 被保険者が、保険期間満了前の被転換契約 ＊５ の自殺免責期間 ＊３ 経過後

に自殺した場合で、被転換契約の普通保険約款の規定（付加特約の規定
を含みます。以下同じ。）により被転換契約の死亡保険金 ＊４ が支払われ
ることとなるとき
  被転換契約の死亡保険金 ＊４ を支払います。

  ② 被保険者が、被転換契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺した場合で、被転
換契約を転換後契約とする保険期間満了前の被転換契約等 ＊６ があり、
その普通保険約款の規定により被転換契約の被転換契約等 ＊６ の死亡保
険金 ＊４ が支払われることとなるとき
  「被転換契約の死亡保険金 ＊４ の金額」および「被転換契約の被転換契約
等 ＊６ の死亡保険金 ＊４ の金額」のうち、いずれか低い金額を被転換契約
において支払います。

  ２．本条の１．の取扱いを行うときは、会社は請求がなされた日までの、保険料、前
納保険料、予納保険料、社員配当金、保険料の振替貸付金および保険契約者に対
する貸付金を精算して払い戻すべき金額を保険契約者（死亡保険金等 ＊７ が支払
われるときは、その受取人）に支払い、不足額があるときは保険契約者はその不
足額を払い込むことを必要とします。ただし、被転換契約により死亡保険金等 ＊７

 が支払われるときは、死亡保険金等 ＊７ から不足額を差し引きます。
  ３．本条の１．により消滅しなかったものとして取り扱う被転換契約については、次

の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 被転換契約の保険金受取人 ＊８ と転換後契約の保険金受取人 ＊８ とが異なると

きは、被転換契約の保険金受取人 ＊８ は転換後契約の保険金受取人 ＊８ に変更
されたものとみなします。

  ⑵ 転換後契約において保険契約者の権利義務の承継がなされたときは、被転換
契約についても、同じ承継がなされたものとみなします。ただし、被転換契

  第７条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金額
  死亡給付金額、死亡年金額およ
び未払いの年金現価を含みま
す。

  ＊２ 保険金等
  保険金・給付金・見舞金・年金
をいいます。

  ＊３ 自殺免責期間
  被保険者が自殺した場合で、普
通保険約款または付加特約の規
定により免責事由に該当し、死
亡保険金 ＊４ が支払われない期
間をいいます。

  ＊４ 死亡保険金
  被保険者の死亡に対して支払わ
れる保険金や給付金をいい、そ
の名称の如何を問いません。

  ＊５ 保険期間満了前の被転換契
約

  更新または変更可能な場合に
は、更新または変更後の保険契
約を含みます。

  ＊６ 被転換契約を転換後契約と
する保険期間満了前の被転
換契約等

  「被転換契約を転換後契約とす
る保険期間満了前の被転換契
約」または「被転換契約を転換
後契約とする保険期間満了前の
保険契約一部転換特約に定める
被転換部分」をいい（被転換契
約について復活があった場合を
除きます。）、更新または変更可
能な場合には、更新または変更
後の保険契約を含みます。本条
において「被転換契約の被転換
契約等」といいます。

  ＊７ 死亡保険金等

  保険契約転換特約  
  （実施　昭51.9.27 ／改正　平28.4.4）  

   １ 用語の意義について

   第１条  用語の意義

  この特約において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  ⑴ 被転換契約    すでに締結されている会社の定める要件を満たした
保険契約（付加特約を含みます。）をいいます。  

  ⑵ 転換後契約    転換の取扱いにより新たに締結する保険契約（付加
特約を含みます。）をいいます。  

  ⑶ 保険料払込部分    転換後契約のうち、保険契約者から払い込まれる保
険料に対応する部分をいいます。  

  ⑷ 転換部分    転換後契約のうち、保険料の払込みを必要としない
部分をいいます。  

   ２ 特約の適用について

   第２条  特約の適用

  この特約は、被保険者の同意を得て、被転換契約について転換の取扱いをする場
合に適用します。

   ３ 被転換契約の転換価格および転換後契約の構成について

   第３条  被転換契約の転換価格

  １．会社は、転換時に、本条の２．に規定する被転換契約の転換価格のうち、「⑴」
および「⑵を一時払保険料に振り替えて算出して得た金額」を転換部分の責任準
備金に充当します。

  ２．被転換契約の転換価格は、次の⑴および⑵の合計額とします。ただし、被転換契
約において保険料の振替貸付または保険契約者に対する貸付が行われているとき
は、その元利合計額を⑵から差し引き、差し引けない金額があれば、それを⑴か
ら差し引きます。

  ⑴ 被転換契約の転換時の責任準備金の額
  ⑵ 次の金額の合計額

  ① 転換時までの経過期間に応じて計算した被転換契約の社員配当金相当額
  ② 被転換契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置かれた社員

配当金があるときは、その元利合計額
  ③ 被転換契約において保険料の前納または予納が行われているときは、そ

の残金の元利合計額
  ④ 被転換契約においてすえ置かれた生存給付金、教育資金、進学資金、特

約保険金、特約生存給付金、健康支援給付金、無事故給付金、健康祝金、
生存祝金または積立金があるときは、その元利合計額

  ⑤ 被転換契約において保険料の未経過分に相当する返還金があるときは、
その金額  

   第４条  転換後契約の構成

  １．転換後契約は保険料払込部分および転換部分により構成されます。
  ２．転換後契約の保険料払込部分と転換部分の保険種類は同一とします。
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後契約とする保険期間満了前の
保険契約一部転換特約に定める
被転換部分」をいい（被転換契
約について復活があった場合を
除きます。）、更新または変更可
能な場合には、更新または変更
後の保険契約を含みます。本条
において「被転換契約の被転換
契約等」といいます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 指定契約
  転換後契約を保険契約指定特約
に定める被指定契約とし、かつ、
被保険者が転換後契約の被保険
者と同一である保険契約（付加
特約を含みます。）をいいます。

   第10条  補足説明

  ＊１ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。

転換後契約の積立金に充当します。
  ２．被転換契約の転換価格は、次の⑴および⑵の合計額とします。ただ

し、被転換契約において保険料の振替貸付または保険契約者に対す
る貸付が行われているときは、その元利合計額を⑵から差し引き、
差し引けない金額があれば、それを⑴から差し引きます。

  ⑴ 被転換契約の転換時の責任準備金の額
  ⑵ 次の金額の合計額

  ① 転換時までの経過期間に応じて計算した被転換契約の社員配
当金相当額

  ② 被転換契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置
かれた社員配当金があるときは、その元利合計額

  ③ 被転換契約において保険料の前納または予納が行われている
ときは、その残金の元利合計額

  ④ 被転換契約においてすえ置かれた生存給付金、教育資金、進
学資金、特約保険金、特約生存給付金、健康支援給付金、無
事故給付金、健康祝金、生存祝金または積立金があるときは、
その元利合計額

  ⑤ 被転換契約において社員配当金特殊支払特則による買増保険
の返戻金額があるときは、その金額

  ⑥ 被転換契約において保険料の未経過分に相当する返還金があ
るときは、その金額  

  ⑵ 転換後契約の締結の際に、指定契約 ＊１ を同時に締結するときは、次の①およ
び②のとおり取り扱います。
  ① 第７条（転換後契約の特別取扱い）または第８条（転換後契約の特別取

扱いの特則）の適用については、転換後契約と指定契約 ＊１ をあわせて取
り扱います。

  ② 指定契約 ＊１ が無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約の場合で、被
転換契約が成人病入院特約(06)（会社の定める同種の特約を含みます。）
が付加されている保険契約のときは、指定契約 ＊１ の給付金の額のうち、
被転換契約において指定契約 ＊１ と同種の給付金の額を超えない部分に
ついては、会社は、次のア．およびイ．のとおり取り扱うことができま
す。ただし、指定契約 ＊１ について保険契約の復活があったときは、この
取扱いを行いません。
  ア．指定契約 ＊１ の保険期間開始の日からその日を含めて90日の間にが

んと診断確定された場合でも、保険期間開始の日からその日を含め
て90日を経過した後にがんと診断確定されたものとみなして取り
扱います。

  イ．指定契約 ＊１ の保険期間開始の日前にがんと診断確定されていた場合
でも、指定契約 ＊１ の「がん給付の責任開始の時前のがん診断確定に
よる無効の取扱い」は行いません。また、指定契約 ＊１ の給付金の支
払いにおいて、がん給付の責任開始の時前にがんと診断確定されて
いないことおよびがん給付の責任開始の時以後に診断確定されたが
んであることを必要としません。

   第10条  転換時の貸付特則

  １．保険契約者は、転換の申出の際に、会社の取扱いの範囲内で、転換後契約の第１
回保険料 ＊１ を払い込むため、被転換契約の責任準備金等の額を限度として、転換
後契約の第１回保険料 ＊１ と同額の貸付を受ける取扱いを申し出ることができま
す。

  ２．本条の１．の申出後、転換後契約の第１回保険料 ＊１ が増額され、その額が被転換
契約の責任準備金等の額以上となるときは、会社は、本条の取扱いを行いません。

  ３．本条の１．の場合、保険契約者が転換後契約の申込みをした時または会社が被保
険者に関する告知を受けた時のいずれか遅い時に転換後契約の第１回保険料 ＊１

 の払込みがあったものとみなします。
  ４．本条の取扱いによる貸付金の利息はありません。
  ５．会社は、本条の取扱いによる貸付時に、転換後契約の転換部分の責任準備金また

は転換後契約の積立金となるべき金額から本条の取扱いによる貸付金を差し引き
ます。

約の普通保険約款で保険契約者の範囲が限定されているときは、その範囲内
で承継された場合に限ります。

  ４．転換後契約が次の⑴から⑺のいずれかに該当するときは、本条の１．から３．に
よる取扱いは行いません｡
  ⑴ 本条の１．－⑴から⑷のいずれかに該当したが、会社の指定する日までに保

険契約者が本条の１．による請求をしなかったとき
  ⑵ 保険金等 ＊２ の金額の変更または払済保険、払済養老保険、払済終身保険、

払済７大疾病終身保険、払済年金保険もしくは延長保険への変更等、保険種
類の変更が行われたとき

  ⑶ すでに保険金、給付金、年金、見舞金または祝金が支払われたとき
  ⑷ 保険料の払込みが免除されているとき
  ⑸ 被転換契約が生存給付金付定期保険契約または５年ごと利差配当付生存給付

金付定期保険契約の場合で、転換と同時に被保険者の変更が行われたとき
  ⑹ 転換後契約が生存給付金付定期保険契約または５年ごと利差配当付生存給付

金付定期保険契約の場合で、転換後に被保険者の変更が行われたとき
  ⑺ 転換後契約の復活が行われたとき

   ６ 特則について

   第８条  転換後契約の特別取扱いの特則

  転換後契約の死亡保険金額 ＊１ が被転換契約の死亡保険金額 ＊１ と同額以下の場合
で、転換後契約について、次の⑴から⑶のいずれかの事由が生じたときは、次の
とおり取り扱います。
  ⑴ 転換後契約の締結の際の告知義務違反により、転換後契約またはそのうちの

付加特約のみが解除に相当するとき
  転換後契約の締結の際の告知義務違反による解除の取扱いを行いません。た
だし、転換後契約の保険金等 ＊２ の金額が、被転換契約の同種の保険金等 ＊２

 の金額を超えるときは、会社は、その超える部分を解除することができます。
  ⑵ 被保険者が、転換後契約の保険金等 ＊２ の支払事由または保険料の払込免除

事由に規定する状態に該当したが、転換後契約の責任開始の時前の原因によ
るため、転換後契約による保険金等 ＊２ の支払いまたは保険料の払込免除が
行われないこととなるとき
  保険契約者から請求があったときは、その原因は転換後契約の責任開始の時
以後に生じたものとみなします。ただし、転換後契約の保険金等 ＊２ の金額が、
被転換契約の同種の保険金等 ＊２ の金額を超えるときは、会社は、その超え
る部分を支払いません。

  ⑶ 被保険者が、転換後契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺したため、転換後契約
の死亡保険金 ＊４ が支払われないこととなるとき
  次の①または②の場合には、それぞれ次のとおり取り扱います。
  ① 被保険者が、保険期間満了前の被転換契約 ＊５ の自殺免責期間 ＊３ 経過後

に自殺したとき
  転換後契約の普通保険約款の規定にかかわらず、転換後契約の死亡保険
金 ＊４ を支払います。

  ② 被保険者が、被転換契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺したとき
  ア．転換後契約の死亡保険金 ＊４ は支払いません。
  イ．被転換契約を転換後契約とする保険期間満了前の被転換契約等 ＊６

 があるときは、ア．の規定は適用せず、「転換後契約の死亡保険
金 ＊４ の金額」および「被転換契約の被転換契約等 ＊６ の死亡保険
金 ＊４ の金額」のうち、いずれか低い金額を、転換後契約の普通保
険約款の規定にかかわらず、転換後契約において支払います。

   第９条  転換後契約が利率変動積立型終身保険契約等の場合の特則

  転換後契約が利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約の場合
には、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 第３条（被転換契約の転換価格）を次のとおり読み替えます。

  第３条 （被転換契約の転換価格）
  １．会社は、転換時に、本条の２．に規定する被転換契約の転換価格を

  次の⑴から⒆をいいます。
  ⑴ 死亡保険金
  ⑵ 高度障害保険金
  ⑶ 介護保険金
  ⑷ 特定疾病保険金
  ⑸ 災害死亡保険金
  ⑹ 災害高度障害保険金
  ⑺ 死亡給付金
  ⑻ 災害死亡給付金
  ⑼ 高度障害給付金
  ⑽ 死亡見舞金
  ⑾ 高度障害見舞金
  ⑿ 死亡年金
  ⒀ 高度障害年金
  ⒁ 介護年金
  ⒂ 育英年金
⒃ 特定生活障害年金
  ⒄ 特約年金
  ⒅ 一時金
⒆ ７大疾病保険金

  ＊８ 保険金受取人
  給付金受取人および年金受取人
を含みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金額
  死亡給付金額、死亡年金額およ
び未払いの年金現価を含みま
す。

  ＊２ 保険金等
  保険金・給付金・見舞金・年金
をいいます。

  ＊３ 自殺免責期間
  被保険者が自殺した場合で、普
通保険約款または付加特約の規
定により免責事由に該当し、死
亡保険金 ＊４ が支払われない期
間をいいます。

  ＊４ 死亡保険金
  被保険者の死亡に対して支払わ
れる保険金や給付金をいい、そ
の名称の如何を問いません。

  ＊５ 保険期間満了前の被転換契
約

  更新または変更可能な場合に
は、更新または変更後の保険契
約を含みます。

  ＊６ 被転換契約を転換後契約と
する保険期間満了前の被転
換契約等

  「被転換契約を転換後契約とす
る保険期間満了前の被転換契
約」または「被転換契約を転換
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後契約とする保険期間満了前の
保険契約一部転換特約に定める
被転換部分」をいい（被転換契
約について復活があった場合を
除きます。）、更新または変更可
能な場合には、更新または変更
後の保険契約を含みます。本条
において「被転換契約の被転換
契約等」といいます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 指定契約
  転換後契約を保険契約指定特約
に定める被指定契約とし、かつ、
被保険者が転換後契約の被保険
者と同一である保険契約（付加
特約を含みます。）をいいます。

   第10条  補足説明

  ＊１ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。

転換後契約の積立金に充当します。
  ２．被転換契約の転換価格は、次の⑴および⑵の合計額とします。ただ

し、被転換契約において保険料の振替貸付または保険契約者に対す
る貸付が行われているときは、その元利合計額を⑵から差し引き、
差し引けない金額があれば、それを⑴から差し引きます。

  ⑴ 被転換契約の転換時の責任準備金の額
  ⑵ 次の金額の合計額

  ① 転換時までの経過期間に応じて計算した被転換契約の社員配
当金相当額

  ② 被転換契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置
かれた社員配当金があるときは、その元利合計額

  ③ 被転換契約において保険料の前納または予納が行われている
ときは、その残金の元利合計額

  ④ 被転換契約においてすえ置かれた生存給付金、教育資金、進
学資金、特約保険金、特約生存給付金、健康支援給付金、無
事故給付金、健康祝金、生存祝金または積立金があるときは、
その元利合計額

  ⑤ 被転換契約において社員配当金特殊支払特則による買増保険
の返戻金額があるときは、その金額

  ⑥ 被転換契約において保険料の未経過分に相当する返還金があ
るときは、その金額  

  ⑵ 転換後契約の締結の際に、指定契約 ＊１ を同時に締結するときは、次の①およ
び②のとおり取り扱います。
  ① 第７条（転換後契約の特別取扱い）または第８条（転換後契約の特別取

扱いの特則）の適用については、転換後契約と指定契約 ＊１ をあわせて取
り扱います。

  ② 指定契約 ＊１ が無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約の場合で、被
転換契約が成人病入院特約(06)（会社の定める同種の特約を含みます。）
が付加されている保険契約のときは、指定契約 ＊１ の給付金の額のうち、
被転換契約において指定契約 ＊１ と同種の給付金の額を超えない部分に
ついては、会社は、次のア．およびイ．のとおり取り扱うことができま
す。ただし、指定契約 ＊１ について保険契約の復活があったときは、この
取扱いを行いません。
  ア．指定契約 ＊１ の保険期間開始の日からその日を含めて90日の間にが

んと診断確定された場合でも、保険期間開始の日からその日を含め
て90日を経過した後にがんと診断確定されたものとみなして取り
扱います。

  イ．指定契約 ＊１ の保険期間開始の日前にがんと診断確定されていた場合
でも、指定契約 ＊１ の「がん給付の責任開始の時前のがん診断確定に
よる無効の取扱い」は行いません。また、指定契約 ＊１ の給付金の支
払いにおいて、がん給付の責任開始の時前にがんと診断確定されて
いないことおよびがん給付の責任開始の時以後に診断確定されたが
んであることを必要としません。

   第10条  転換時の貸付特則

  １．保険契約者は、転換の申出の際に、会社の取扱いの範囲内で、転換後契約の第１
回保険料 ＊１ を払い込むため、被転換契約の責任準備金等の額を限度として、転換
後契約の第１回保険料 ＊１ と同額の貸付を受ける取扱いを申し出ることができま
す。

  ２．本条の１．の申出後、転換後契約の第１回保険料 ＊１ が増額され、その額が被転換
契約の責任準備金等の額以上となるときは、会社は、本条の取扱いを行いません。

  ３．本条の１．の場合、保険契約者が転換後契約の申込みをした時または会社が被保
険者に関する告知を受けた時のいずれか遅い時に転換後契約の第１回保険料 ＊１

 の払込みがあったものとみなします。
  ４．本条の取扱いによる貸付金の利息はありません。
  ５．会社は、本条の取扱いによる貸付時に、転換後契約の転換部分の責任準備金また

は転換後契約の積立金となるべき金額から本条の取扱いによる貸付金を差し引き
ます。

約の普通保険約款で保険契約者の範囲が限定されているときは、その範囲内
で承継された場合に限ります。

  ４．転換後契約が次の⑴から⑺のいずれかに該当するときは、本条の１．から３．に
よる取扱いは行いません｡
  ⑴ 本条の１．－⑴から⑷のいずれかに該当したが、会社の指定する日までに保

険契約者が本条の１．による請求をしなかったとき
  ⑵ 保険金等 ＊２ の金額の変更または払済保険、払済養老保険、払済終身保険、

払済７大疾病終身保険、払済年金保険もしくは延長保険への変更等、保険種
類の変更が行われたとき

  ⑶ すでに保険金、給付金、年金、見舞金または祝金が支払われたとき
  ⑷ 保険料の払込みが免除されているとき
  ⑸ 被転換契約が生存給付金付定期保険契約または５年ごと利差配当付生存給付

金付定期保険契約の場合で、転換と同時に被保険者の変更が行われたとき
  ⑹ 転換後契約が生存給付金付定期保険契約または５年ごと利差配当付生存給付

金付定期保険契約の場合で、転換後に被保険者の変更が行われたとき
  ⑺ 転換後契約の復活が行われたとき

   ６ 特則について

   第８条  転換後契約の特別取扱いの特則

  転換後契約の死亡保険金額 ＊１ が被転換契約の死亡保険金額 ＊１ と同額以下の場合
で、転換後契約について、次の⑴から⑶のいずれかの事由が生じたときは、次の
とおり取り扱います。
  ⑴ 転換後契約の締結の際の告知義務違反により、転換後契約またはそのうちの

付加特約のみが解除に相当するとき
  転換後契約の締結の際の告知義務違反による解除の取扱いを行いません。た
だし、転換後契約の保険金等 ＊２ の金額が、被転換契約の同種の保険金等 ＊２

 の金額を超えるときは、会社は、その超える部分を解除することができます。
  ⑵ 被保険者が、転換後契約の保険金等 ＊２ の支払事由または保険料の払込免除

事由に規定する状態に該当したが、転換後契約の責任開始の時前の原因によ
るため、転換後契約による保険金等 ＊２ の支払いまたは保険料の払込免除が
行われないこととなるとき
  保険契約者から請求があったときは、その原因は転換後契約の責任開始の時
以後に生じたものとみなします。ただし、転換後契約の保険金等 ＊２ の金額が、
被転換契約の同種の保険金等 ＊２ の金額を超えるときは、会社は、その超え
る部分を支払いません。

  ⑶ 被保険者が、転換後契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺したため、転換後契約
の死亡保険金 ＊４ が支払われないこととなるとき
  次の①または②の場合には、それぞれ次のとおり取り扱います。
  ① 被保険者が、保険期間満了前の被転換契約 ＊５ の自殺免責期間 ＊３ 経過後

に自殺したとき
  転換後契約の普通保険約款の規定にかかわらず、転換後契約の死亡保険
金 ＊４ を支払います。

  ② 被保険者が、被転換契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺したとき
  ア．転換後契約の死亡保険金 ＊４ は支払いません。
  イ．被転換契約を転換後契約とする保険期間満了前の被転換契約等 ＊６

 があるときは、ア．の規定は適用せず、「転換後契約の死亡保険
金 ＊４ の金額」および「被転換契約の被転換契約等 ＊６ の死亡保険
金 ＊４ の金額」のうち、いずれか低い金額を、転換後契約の普通保
険約款の規定にかかわらず、転換後契約において支払います。

   第９条  転換後契約が利率変動積立型終身保険契約等の場合の特則

  転換後契約が利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約の場合
には、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 第３条（被転換契約の転換価格）を次のとおり読み替えます。

  第３条 （被転換契約の転換価格）
  １．会社は、転換時に、本条の２．に規定する被転換契約の転換価格を

  次の⑴から⒆をいいます。
  ⑴ 死亡保険金
  ⑵ 高度障害保険金
  ⑶ 介護保険金
  ⑷ 特定疾病保険金
  ⑸ 災害死亡保険金
  ⑹ 災害高度障害保険金
  ⑺ 死亡給付金
  ⑻ 災害死亡給付金
  ⑼ 高度障害給付金
  ⑽ 死亡見舞金
  ⑾ 高度障害見舞金
  ⑿ 死亡年金
  ⒀ 高度障害年金
  ⒁ 介護年金
  ⒂ 育英年金
⒃ 特定生活障害年金
  ⒄ 特約年金
  ⒅ 一時金
⒆ ７大疾病保険金

  ＊８ 保険金受取人
  給付金受取人および年金受取人
を含みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金額
  死亡給付金額、死亡年金額およ
び未払いの年金現価を含みま
す。

  ＊２ 保険金等
  保険金・給付金・見舞金・年金
をいいます。

  ＊３ 自殺免責期間
  被保険者が自殺した場合で、普
通保険約款または付加特約の規
定により免責事由に該当し、死
亡保険金 ＊４ が支払われない期
間をいいます。

  ＊４ 死亡保険金
  被保険者の死亡に対して支払わ
れる保険金や給付金をいい、そ
の名称の如何を問いません。

  ＊５ 保険期間満了前の被転換契
約

  更新または変更可能な場合に
は、更新または変更後の保険契
約を含みます。

  ＊６ 被転換契約を転換後契約と
する保険期間満了前の被転
換契約等

  「被転換契約を転換後契約とす
る保険期間満了前の被転換契
約」または「被転換契約を転換
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  第10条  補足説明

   ＊２ 死亡保険金等
  次の⑴から⒆をいいます。
  ⑴ 死亡保険金
  ⑵ 高度障害保険金
  ⑶ 介護保険金
  ⑷ 特定疾病保険金
  ⑸ 災害死亡保険金
  ⑹ 災害高度障害保険金
  ⑺ 死亡給付金
  ⑻ 災害死亡給付金
  ⑼ 高度障害給付金
  ⑽ 死亡見舞金
  ⑾ 高度障害見舞金
  ⑿ 死亡年金
  ⒀ 高度障害年金
  ⒁ 介護年金
  ⒂ 育英年金
⒃ 特定生活障害年金
  ⒄ 特約年金
  ⒅ 一時金
⒆ ７大疾病保険金
   

  ６．本条の取扱いにより払い込まれた転換後契約の第１回保険料 ＊１ については、保険
料領収証を発行しません。

  ７．本条による取扱いを行うときは、次の⑴から⑶のとおり読み替えます。
  ⑴ 第３条（被転換契約の転換価格）の２．のただし書きを次のとおり読み替え

ます。
  ただし、被転換契約において保険料の振替貸付または保険契約者に対する貸
付が行われているときは、その元利合計額（第10条（転換時の貸付特則）
の１．による貸付金額を含みます。）を⑵から差し引き、差し引けない金額
があれば、それを⑴から差し引きます。

  ⑵ 第７条（転換後契約の特別取扱い）の２．を次のとおり読み替えます。
  ２．本条の１．の取扱いを行うときは、第10条（転換時の貸付特則）の１．

による転換後契約の第１回保険料 ＊１ と同額の貸付を受ける取扱いは行
われなかったものとし、会社は請求がなされた日までの、保険料、前納
保険料、予納保険料、社員配当金、保険料の振替貸付金および保険契約
者に対する貸付金を精算して払い戻すべき金額を保険契約者（死亡保険
金等 ＊２ が支払われるときは、その受取人）に支払い、不足額があると
きは保険契約者はその不足額を払い込むことを必要とします。ただし、
被転換契約により死亡保険金等 ＊２ が支払われるときは、死亡保険金
等 ＊２ から不足額を差し引きます。

  ⑶ 第９条（転換後契約が利率変動積立型終身保険契約等の場合の特則）の⑴中、
第３条（被転換契約の転換価格）の２．のただし書きを次のとおり読み替え
ます。
  ただし、被転換契約において保険料の振替貸付または保険契約者に対する貸
付が行われているときは、その元利合計額（第10条（転換時の貸付特則）
の１．による貸付金額を含みます。）を⑵から差し引き、差し引けない金額
があれば、それを⑴から差し引きます。

   第11条  被転換契約に指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）
が付加されている場合の特則

  被転換契約に指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されて
いる場合で、第７条（転換後契約の特別取扱い）の１．により消滅しなかったも
のとして取り扱う被転換契約には、指定代理請求特約（2016）が付加されます。
この場合、被転換契約の指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）に
よる指定代理請求人は、転換後契約の指定代理請求特約（2016）による指定代
理請求人と同一人に変更されます。なお、被転換契約の指定代理請求特約は消滅
します。また、転換後契約に指定代理請求特約（2016）が付加されていないと
きは、被転換契約の指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）は消滅
します。

   第12条  被転換契約に指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）
が付加されていない場合の特則

  第７条（転換後契約の特別取扱い）の１．により消滅しなかったものとして取り
扱う被転換契約に指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加さ
れていない場合で、転換後契約に指定代理請求特約（2016）が付加されている
ときは、被転換契約に指定代理請求特約（2016）が付加されます。この場合、
指定代理請求人は転換後契約の指定代理請求特約（2016）による指定代理請求
人と同一人が指定されます。ただし、被転換契約に普通保険約款または付加特約
による指定代理請求人が指定されている場合で、転換後契約に指定代理請求特約

（2016）が付加されていないときは、被転換契約の指定代理請求人の指定は消滅
します。   

  第13条  被転換契約が５年ごと利差配当付普通終身保険（低解約返戻金
型）契約または５年ごと利差配当付７大疾病終身保険（低解約
返戻金型）契約の場合の特則

 被転換契約が５年ごと利差配当付普通終身保険（低解約返戻金型）契約または５
年ごと利差配当付７大疾病終身保険（低解約返戻金型）契約の場合には、第３条

（被転換契約の転換価格）　の２．－⑴を次のとおり読み替えます。
⑴ 被転換契約の転換時の返戻金の額（付加特約については、責任準備金の額）
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   １ 用語の意義について
   第１条 用語の意義…………………………………………

   ２ 特約の適用について
   第２条 特約の適用…………………………………………

   ３ 存続部分の構成について
   第３条 存続部分の構成……………………………………

   ４ 被転換部分の構成について
   第４条 被転換部分の構成…………………………………

   ５ 被転換部分の転換価格および転換後契約の構成について
   第５条 被転換部分の転換価格……………………………
   第６条 転換後契約の構成…………………………………

   ６ 転換日および被転換部分の取扱いについて
   第７条 転換日………………………………………………
   第８条 被転換部分の取扱い………………………………

   ７ 転換後契約の特別取扱いについて
   第９条 転換後契約の特別取扱い…………………………

   ８ 特則について
   第₁₀条 転換後契約が利率変動積立型終身保険契約

等の場合の特則……………………………………
   第₁₁条 転換時の貸付特則…………………………………
   第₁₂条 対象契約が個人年金保険料税制適格特約

(60)が付加された個人年金保険契約等の場
合の特則……………………………………………

   第₁₃条 対象契約が個人年金保険料税制適格特約
(59)が付加された個人年金保険契約の場合
の特則………………………………………………

   第₁₄条 存続部分の生存給付金の支払いに関する特則……
 第₁₅条 対象契約が５年ごと利差配当付普通終身保

険（低解約返戻金型）契約または５年ごと
利差配当付７大疾病終身保険（低解約返戻
金型）契約の場合の特則…………………………

 第₁₆条 入院給付金等のある特約を存続部分とする
特則（入院関係特約存続特則）…………………   

   保険契約一部転換特約目次
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   ４ 被転換部分の構成について

   第４条  被転換部分の構成

  被転換部分は、次の⑴および⑵の部分により構成されます。

  ⑴ 対象契約の主契約のうち、存続部分を構成しない保険契約
  ⑵ 対象契約の主契約に付加された特約のうち、存続部分を構成しない各特約 ＊１   

   ５ 被転換部分の転換価格および転換後契約の構成について

   第５条  被転換部分の転換価格

  １．会社は、転換時に、本条の２．に規定する被転換部分の転換価格のうち、「⑴」
および「⑵を一時払保険料に振り替えて算出して得た金額」を転換部分の責任準
備金に充当します。

  ２．被転換部分の転換価格は、次の⑴および⑵の合計額とします。ただし、被転換部
分において保険料の振替貸付または保険契約者に対する貸付が行われているとき
は、その元利合計額を⑵から差し引き、差し引けない金額があれば、それを⑴か
ら差し引きます。

  ⑴ 被転換部分の転換時の責任準備金の額
  ⑵ 次の金額の合計額

  ① 転換時までの経過期間に応じて計算した被転換部分の社員配当金相当額
  ② 対象契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置かれた社員配

当金があるときは、その元利合計額
  ③ 対象契約において保険料の前納または予納が行われているときは、その

残金の元利合計額（存続部分の保険料の前納または予納に必要とする金
額を除きます。）

  ④ 対象契約においてすえ置かれた生存給付金、教育資金、進学資金、特約
保険金、特約生存給付金、健康支援給付金、生存祝金または積立金があ
るときは、その元利合計額

  ⑤ 被転換部分において保険料の未経過分に相当する返還金があるときは、
その金額  

   第６条  転換後契約の構成

  １．転換後契約は保険料払込部分および転換部分により構成されます。
  ２．転換後契約の保険料払込部分と転換部分の保険種類は同一とします。

   ６ 転換日および被転換部分の取扱いについて

   第７条  転換日

  転換日は、転換後契約の契約成立日とします。

   第８条  被転換部分の取扱い

  被転換部分は、転換後契約の契約成立時に消滅したものとして取り扱います。

   ７ 転換後契約の特別取扱いについて

   第９条  転換後契約の特別取扱い

  １．転換後契約について、次の⑴から⑷のいずれかの事由が生じた場合で、保険契約
者から請求があったときは、次のとおり取り扱います。

  第４条  補足説明

  ＊１ 存続部分を構成しない各特
約

  存続部分を構成しない主契約と
同種の各特約または入院給付
金、手術給付金、入院初期給付
金、通院給付金、特定損傷給付
金、重度疾病給付金もしくは健
康支援給付金のある各特約をい
います。

  保険契約一部転換特約  
  （実施　平17.9.2 ／改正　平27.4.2）  

   １ 用語の意義について

   第１条  用語の意義

  この特約において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  ⑴ 対象契約    すでに締結されている会社の定める要件を満たした
保険契約（付加特約を含みます。）をいいます。  

  ⑵ 存続部分    対象契約のうち、転換の取扱いを行わない部分の保
険契約（付加特約を含みます。）をいいます。  

  ⑶ 被転換部分    対象契約のうち、転換の取扱いを行う部分の保険契
約（付加特約を含みます。）をいいます。  

  ⑷ 転換後契約    転換の取扱いにより新たに締結する保険契約（付加
特約を含みます。）をいいます。  

  ⑸ 保険料払込部分    転換後契約のうち、保険契約者から払い込まれる保
険料に対応する部分をいいます。  

  ⑹ 転換部分    転換後契約のうち、保険料の払込みを必要としない
部分をいいます。  

   ２ 特約の適用について

   第２条  特約の適用

  この特約は、被保険者の同意を得て、被転換部分について転換の取扱いをする場
合に適用します。

   ３ 存続部分の構成について

   第３条  存続部分の構成

  １．存続部分は、次の⑴から⑷の部分により構成されます。

  ⑴ 対象契約の主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）のうち、会社の
取扱いの範囲内で、保険契約者が指定した保険金額等（以下「指定保険金額」
といいます。）に対応する保険契約

  ⑵ 対象契約の主契約に付加された特約のうち、対象契約の主契約と同種の特約
で、対象契約の主契約の保険金額等に対する指定保険金額の割合に対応する
各特約

  ⑶ 対象契約の主契約に付加された特約のうち、⑵に定める特約を除き、被保険
者の普通死亡または災害死亡を支払事由とする各特約

  ⑷ 対象契約に付加された特約のうち、会社が定める保険料の払込方法（経路）
等に関する各特約  

  ２．対象契約が転換後契約の場合には、対象契約における保険料払込部分および転換
部分の割合と存続部分における保険料払込部分および転換部分の割合は同一とし
ます。

  ３．会社は、存続部分の構成に基づいて、将来に向かって存続部分の保険料を定めま
す。

  ４．存続部分には、対象契約の普通保険約款および特約のうち対応する普通保険約款
および特約が適用されます。
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   ４ 被転換部分の構成について

   第４条  被転換部分の構成

  被転換部分は、次の⑴および⑵の部分により構成されます。

  ⑴ 対象契約の主契約のうち、存続部分を構成しない保険契約
  ⑵ 対象契約の主契約に付加された特約のうち、存続部分を構成しない各特約 ＊１   

   ５ 被転換部分の転換価格および転換後契約の構成について

   第５条  被転換部分の転換価格

  １．会社は、転換時に、本条の２．に規定する被転換部分の転換価格のうち、「⑴」
および「⑵を一時払保険料に振り替えて算出して得た金額」を転換部分の責任準
備金に充当します。

  ２．被転換部分の転換価格は、次の⑴および⑵の合計額とします。ただし、被転換部
分において保険料の振替貸付または保険契約者に対する貸付が行われているとき
は、その元利合計額を⑵から差し引き、差し引けない金額があれば、それを⑴か
ら差し引きます。

  ⑴ 被転換部分の転換時の責任準備金の額
  ⑵ 次の金額の合計額

  ① 転換時までの経過期間に応じて計算した被転換部分の社員配当金相当額
  ② 対象契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置かれた社員配

当金があるときは、その元利合計額
  ③ 対象契約において保険料の前納または予納が行われているときは、その

残金の元利合計額（存続部分の保険料の前納または予納に必要とする金
額を除きます。）

  ④ 対象契約においてすえ置かれた生存給付金、教育資金、進学資金、特約
保険金、特約生存給付金、健康支援給付金、生存祝金または積立金があ
るときは、その元利合計額

  ⑤ 被転換部分において保険料の未経過分に相当する返還金があるときは、
その金額  

   第６条  転換後契約の構成

  １．転換後契約は保険料払込部分および転換部分により構成されます。
  ２．転換後契約の保険料払込部分と転換部分の保険種類は同一とします。

   ６ 転換日および被転換部分の取扱いについて

   第７条  転換日

  転換日は、転換後契約の契約成立日とします。

   第８条  被転換部分の取扱い

  被転換部分は、転換後契約の契約成立時に消滅したものとして取り扱います。

   ７ 転換後契約の特別取扱いについて

   第９条  転換後契約の特別取扱い

  １．転換後契約について、次の⑴から⑷のいずれかの事由が生じた場合で、保険契約
者から請求があったときは、次のとおり取り扱います。

  第４条  補足説明

  ＊１ 存続部分を構成しない各特
約

  存続部分を構成しない主契約と
同種の各特約または入院給付
金、手術給付金、入院初期給付
金、通院給付金、特定損傷給付
金、重度疾病給付金もしくは健
康支援給付金のある各特約をい
います。

  保険契約一部転換特約  
  （実施　平17.9.2 ／改正　平27.4.2）  

   １ 用語の意義について

   第１条  用語の意義

  この特約において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  ⑴ 対象契約    すでに締結されている会社の定める要件を満たした
保険契約（付加特約を含みます。）をいいます。  

  ⑵ 存続部分    対象契約のうち、転換の取扱いを行わない部分の保
険契約（付加特約を含みます。）をいいます。  

  ⑶ 被転換部分    対象契約のうち、転換の取扱いを行う部分の保険契
約（付加特約を含みます。）をいいます。  

  ⑷ 転換後契約    転換の取扱いにより新たに締結する保険契約（付加
特約を含みます。）をいいます。  

  ⑸ 保険料払込部分    転換後契約のうち、保険契約者から払い込まれる保
険料に対応する部分をいいます。  

  ⑹ 転換部分    転換後契約のうち、保険料の払込みを必要としない
部分をいいます。  

   ２ 特約の適用について

   第２条  特約の適用

  この特約は、被保険者の同意を得て、被転換部分について転換の取扱いをする場
合に適用します。

   ３ 存続部分の構成について

   第３条  存続部分の構成

  １．存続部分は、次の⑴から⑷の部分により構成されます。

  ⑴ 対象契約の主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）のうち、会社の
取扱いの範囲内で、保険契約者が指定した保険金額等（以下「指定保険金額」
といいます。）に対応する保険契約

  ⑵ 対象契約の主契約に付加された特約のうち、対象契約の主契約と同種の特約
で、対象契約の主契約の保険金額等に対する指定保険金額の割合に対応する
各特約

  ⑶ 対象契約の主契約に付加された特約のうち、⑵に定める特約を除き、被保険
者の普通死亡または災害死亡を支払事由とする各特約

  ⑷ 対象契約に付加された特約のうち、会社が定める保険料の払込方法（経路）
等に関する各特約  

  ２．対象契約が転換後契約の場合には、対象契約における保険料払込部分および転換
部分の割合と存続部分における保険料払込部分および転換部分の割合は同一とし
ます。

  ３．会社は、存続部分の構成に基づいて、将来に向かって存続部分の保険料を定めま
す。

  ４．存続部分には、対象契約の普通保険約款および特約のうち対応する普通保険約款
および特約が適用されます。
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   第10条  補足説明

  ＊１ 指定契約
  転換後契約を保険契約指定特約
に定める被指定契約とし、かつ、
被保険者が転換後契約の被保険
者と同一である保険契約（付加
特約を含みます。）をいいます。

  ＊２ 保険金等
  保険金・給付金・見舞金・年金
をいいます。

   第11条  補足説明

  ＊１ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。
   

  ⑴ 被転換部分の転換時の責任準備金の額
  ⑵ 次の金額の合計額

  ① 転換時までの経過期間に応じて計算した被転換部分の社員配
当金相当額

  ② 対象契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置か
れた社員配当金があるときは、その元利合計額

  ③ 対象契約において保険料の前納または予納が行われていると
きは、その残金の元利合計額（存続部分の保険料の前納また
は予納に必要とする金額を除きます。）

  ④ 対象契約においてすえ置かれた生存給付金、教育資金、進学
資金、特約保険金、特約生存給付金、健康支援給付金、生存
祝金または積立金があるときは、その元利合計額

  ⑤ 対象契約において社員配当金特殊支払特則による買増保険の
返戻金額があるときは、その返戻金額のうち被転換部分に対
応する返戻金額として計算した金額

  ⑥ 被転換部分において保険料の未経過分に相当する返還金があ
るときは、その金額  

  ⑵ 転換後契約の締結の際に、指定契約 ＊１ を同時に締結するときは、次の①およ
び②のとおり取り扱います。
  ① 第９条（転換後契約の特別取扱い）の適用については、転換後契約と指

定契約 ＊１ をあわせて取り扱い、会社の取扱いの範囲内で、各指定契
約 ＊１ の保険金等 ＊２ の金額のそれぞれの割合に応じて、無効とし、解除
しまたは支払いません。

  ② 指定契約 ＊１ が無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約の場合で、被
転換部分が成人病入院特約(06)（会社の定める同種の特約を含みます。）
が付加されている保険契約のときは、指定契約 ＊１ の給付金の額のうち、
被転換部分において指定契約 ＊１ と同種の給付金の額を超えない部分に
ついては、会社は、次のア．およびイ．のとおり取り扱うことができま
す。ただし、指定契約 ＊１ について保険契約の復活があったときは、この
取扱いを行いません。
  ア．指定契約 ＊１ の保険期間開始の日からその日を含めて90日の間にが

んと診断確定された場合でも、保険期間開始の日からその日を含め
て90日を経過した後にがんと診断確定されたものとみなして取り
扱います。

  イ．指定契約 ＊１ の保険期間開始の日前にがんと診断確定されていた場合
でも、指定契約 ＊１ の「がん給付の責任開始の時前のがん診断確定に
よる無効の取扱い」は行いません。また、指定契約 ＊１ の給付金の支
払いにおいて、がん給付の責任開始の時前にがんと診断確定されて
いないことおよびがん給付の責任開始の時以後に診断確定されたが
んであることを必要としません。

   第11条  転換時の貸付特則

  １．保険契約者は、転換の申出の際に、会社の取扱いの範囲内で、転換後契約の第１
回保険料 ＊１ を払い込むため、被転換部分の責任準備金等の額を限度として、転換
後契約の第１回保険料 ＊１ と同額の貸付を受ける取扱いを申し出ることができま
す。

  ２．本条の１．の申出後、転換後契約の第１回保険料 ＊１ が増額され、その額が被転換
部分の責任準備金等の額以上となるときは、会社は、本条の取扱いを行いません。

  ３．本条の１．の場合、保険契約者が転換後契約の申込みをした時または会社が被保
険者に関する告知を受けた時のいずれか遅い時に転換後契約の第１回保険料 ＊１

 の払込みがあったものとみなします。
  ４．本条の取扱いによる貸付金の利息はありません。
  ５．会社は、本条の取扱いによる貸付時に、転換後契約の転換部分の責任準備金また

は転換後契約の積立金となるべき金額から本条の取扱いによる貸付金を差し引き
ます。

  ６．本条の取扱いにより払い込まれた転換後契約の第１回保険料 ＊１ については、保険
料領収証を発行しません。

  ７．本条による取扱いを行うときは、次の⑴および⑵のとおり読み替えます。

  ⑴ 転換後契約が無効に相当するとき。ただし、普通保険約款に定める保険契約
者もしくは被保険者の詐欺による取消しの場合または保険契約者の不法取得
目的による無効の場合を除きます。
  転換後契約を会社の定める内容に変更します。ただし、転換後契約の保険金
等 ＊１ の金額が、被転換部分の同種の保険金等 ＊１ の金額を超えるときは、会社
は、その超える部分を無効とします。

  ⑵ 転換後契約の締結の際の告知義務違反により、転換後契約またはそのうちの
付加特約のみが解除に相当するとき
  転換後契約の締結の際の告知義務違反による解除の取扱いを行いません。た
だし、転換後契約の保険金等 ＊１ の金額が、被転換部分の同種の保険金等 ＊１ の
金額を超えるときは、会社は、その超える部分を解除することができます。

  ⑶ 被保険者が、転換後契約の保険金等 ＊１ の支払事由または保険料の払込免除事
由に規定する状態に該当したが、転換後契約の責任開始の時前の原因による
ため、転換後契約による保険金等 ＊１ の支払いまたは保険料の払込免除が行わ
れないこととなるとき
  その原因は転換後契約の責任開始の時以後に生じたものとみなします。ただ
し、転換後契約の保険金等 ＊１ の金額が、被転換部分の同種の保険金等 ＊１ の金
額を超えるときは、会社は、その超える部分を支払いません。また、転換後
契約の保険金等 ＊１ の金額のうち被転換部分の同種の保険金等 ＊１ の金額と同
額以下の部分について保険料の払込みを免除し、その超える部分を無効とし
ます。

  ⑷ 被保険者が、転換後契約の自殺免責期間 ＊２ 中に自殺したため、転換後契約
の死亡保険金 ＊３ が支払われないこととなるとき
  次の①または②の場合には、それぞれ次のとおり取り扱います。
  ① 被保険者が、保険期間満了前の被転換部分 ＊４ の自殺免責期間 ＊２ 経過後

に自殺したとき
  転換後契約の普通保険約款の規定にかかわらず、転換後契約の死亡保険
金 ＊３ を支払います。ただし、転換後契約の死亡保険金 ＊３ の金額が、被
転換部分の死亡保険金 ＊３ の金額を超えるときは、会社は、その超える
部分を支払いません。

  ② 被保険者が、被転換部分の自殺免責期間 ＊２ 中に自殺したとき
  ア．転換後契約の死亡保険金 ＊３ は支払いません。
  イ．対象契約を転換後契約とする保険期間満了前の被転換契約 ＊５ があ

るときは、ア．の規定は適用せず、「転換後契約の死亡保険金 ＊３ の
金額」、「被転換部分の死亡保険金 ＊３ の金額」および「被転換部分
に対応する対象契約の被転換契約 ＊５ の死亡保険金 ＊３ の金額」のう
ち、いずれか低い金額を、転換後契約の普通保険約款の規定にかか
わらず、転換後契約において支払います。

  ２．転換後契約が本条の１．－⑴から⑷のいずれかに該当したが、会社の指定する日
までに保険契約者が本条の１．による請求をしなかったときは、本条の１．によ
る取扱いは行いません。

   ８ 特則について

   第10条  転換後契約が利率変動積立型終身保険契約等の場合の特則

  転換後契約が利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約の場合
には、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 第５条（被転換部分の転換価格）を次のとおり読み替えます。

  第５条（被転換部分の転換価格）
  １．会社は、転換時に、本条の２．に規定する被転換部分の転換価格を

転換後契約の積立金に充当します。
  ２．被転換部分の転換価格は、次の⑴および⑵の合計額とします。ただ

し、被転換部分において保険料の振替貸付または保険契約者に対す
る貸付が行われているときは、その元利合計額を⑵から差し引き、
差し引けない金額があれば、それを⑴から差し引きます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 保険金等
  保険金・給付金・見舞金・年金
をいいます。

  ＊２ 自殺免責期間
  被保険者が自殺した場合で、普
通保険約款または付加特約の規
定により免責事由に該当し、死
亡保険金 ＊３ が支払われない期
間をいいます。

  ＊３ 死亡保険金
  被保険者の死亡に対して支払わ
れる保険金や給付金をいい、そ
の名称の如何を問いません。

  ＊４ 保険期間満了前の被転換部
分

  更新または変更可能な場合に
は、更新または変更後の保険契
約を含みます。

  ＊５ 対象契約を転換後契約とす
る保険期間満了前の被転換
契約

  被転換部分を含む対象契約を転
換後契約とする保険期間満了前
の保険契約転換特約に定める被
転換契約をいい（対象契約につ
いて復活があった場合を除きま
す。）、更新または変更可能な場
合には、更新または変更後の保
険契約を含みます。本条におい
て「対象契約の被転換契約」と
いいます。
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   第10条  補足説明

  ＊１ 指定契約
  転換後契約を保険契約指定特約
に定める被指定契約とし、かつ、
被保険者が転換後契約の被保険
者と同一である保険契約（付加
特約を含みます。）をいいます。

  ＊２ 保険金等
  保険金・給付金・見舞金・年金
をいいます。

   第11条  補足説明

  ＊１ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。
   

  ⑴ 被転換部分の転換時の責任準備金の額
  ⑵ 次の金額の合計額

  ① 転換時までの経過期間に応じて計算した被転換部分の社員配
当金相当額

  ② 対象契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置か
れた社員配当金があるときは、その元利合計額

  ③ 対象契約において保険料の前納または予納が行われていると
きは、その残金の元利合計額（存続部分の保険料の前納また
は予納に必要とする金額を除きます。）

  ④ 対象契約においてすえ置かれた生存給付金、教育資金、進学
資金、特約保険金、特約生存給付金、健康支援給付金、生存
祝金または積立金があるときは、その元利合計額

  ⑤ 対象契約において社員配当金特殊支払特則による買増保険の
返戻金額があるときは、その返戻金額のうち被転換部分に対
応する返戻金額として計算した金額

  ⑥ 被転換部分において保険料の未経過分に相当する返還金があ
るときは、その金額  

  ⑵ 転換後契約の締結の際に、指定契約 ＊１ を同時に締結するときは、次の①およ
び②のとおり取り扱います。
  ① 第９条（転換後契約の特別取扱い）の適用については、転換後契約と指

定契約 ＊１ をあわせて取り扱い、会社の取扱いの範囲内で、各指定契
約 ＊１ の保険金等 ＊２ の金額のそれぞれの割合に応じて、無効とし、解除
しまたは支払いません。

  ② 指定契約 ＊１ が無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約の場合で、被
転換部分が成人病入院特約(06)（会社の定める同種の特約を含みます。）
が付加されている保険契約のときは、指定契約 ＊１ の給付金の額のうち、
被転換部分において指定契約 ＊１ と同種の給付金の額を超えない部分に
ついては、会社は、次のア．およびイ．のとおり取り扱うことができま
す。ただし、指定契約 ＊１ について保険契約の復活があったときは、この
取扱いを行いません。
  ア．指定契約 ＊１ の保険期間開始の日からその日を含めて90日の間にが

んと診断確定された場合でも、保険期間開始の日からその日を含め
て90日を経過した後にがんと診断確定されたものとみなして取り
扱います。

  イ．指定契約 ＊１ の保険期間開始の日前にがんと診断確定されていた場合
でも、指定契約 ＊１ の「がん給付の責任開始の時前のがん診断確定に
よる無効の取扱い」は行いません。また、指定契約 ＊１ の給付金の支
払いにおいて、がん給付の責任開始の時前にがんと診断確定されて
いないことおよびがん給付の責任開始の時以後に診断確定されたが
んであることを必要としません。

   第11条  転換時の貸付特則

  １．保険契約者は、転換の申出の際に、会社の取扱いの範囲内で、転換後契約の第１
回保険料 ＊１ を払い込むため、被転換部分の責任準備金等の額を限度として、転換
後契約の第１回保険料 ＊１ と同額の貸付を受ける取扱いを申し出ることができま
す。

  ２．本条の１．の申出後、転換後契約の第１回保険料 ＊１ が増額され、その額が被転換
部分の責任準備金等の額以上となるときは、会社は、本条の取扱いを行いません。

  ３．本条の１．の場合、保険契約者が転換後契約の申込みをした時または会社が被保
険者に関する告知を受けた時のいずれか遅い時に転換後契約の第１回保険料 ＊１

 の払込みがあったものとみなします。
  ４．本条の取扱いによる貸付金の利息はありません。
  ５．会社は、本条の取扱いによる貸付時に、転換後契約の転換部分の責任準備金また

は転換後契約の積立金となるべき金額から本条の取扱いによる貸付金を差し引き
ます。

  ６．本条の取扱いにより払い込まれた転換後契約の第１回保険料 ＊１ については、保険
料領収証を発行しません。

  ７．本条による取扱いを行うときは、次の⑴および⑵のとおり読み替えます。

  ⑴ 転換後契約が無効に相当するとき。ただし、普通保険約款に定める保険契約
者もしくは被保険者の詐欺による取消しの場合または保険契約者の不法取得
目的による無効の場合を除きます。
  転換後契約を会社の定める内容に変更します。ただし、転換後契約の保険金
等 ＊１ の金額が、被転換部分の同種の保険金等 ＊１ の金額を超えるときは、会社
は、その超える部分を無効とします。

  ⑵ 転換後契約の締結の際の告知義務違反により、転換後契約またはそのうちの
付加特約のみが解除に相当するとき
  転換後契約の締結の際の告知義務違反による解除の取扱いを行いません。た
だし、転換後契約の保険金等 ＊１ の金額が、被転換部分の同種の保険金等 ＊１ の
金額を超えるときは、会社は、その超える部分を解除することができます。

  ⑶ 被保険者が、転換後契約の保険金等 ＊１ の支払事由または保険料の払込免除事
由に規定する状態に該当したが、転換後契約の責任開始の時前の原因による
ため、転換後契約による保険金等 ＊１ の支払いまたは保険料の払込免除が行わ
れないこととなるとき
  その原因は転換後契約の責任開始の時以後に生じたものとみなします。ただ
し、転換後契約の保険金等 ＊１ の金額が、被転換部分の同種の保険金等 ＊１ の金
額を超えるときは、会社は、その超える部分を支払いません。また、転換後
契約の保険金等 ＊１ の金額のうち被転換部分の同種の保険金等 ＊１ の金額と同
額以下の部分について保険料の払込みを免除し、その超える部分を無効とし
ます。

  ⑷ 被保険者が、転換後契約の自殺免責期間 ＊２ 中に自殺したため、転換後契約
の死亡保険金 ＊３ が支払われないこととなるとき
  次の①または②の場合には、それぞれ次のとおり取り扱います。
  ① 被保険者が、保険期間満了前の被転換部分 ＊４ の自殺免責期間 ＊２ 経過後

に自殺したとき
  転換後契約の普通保険約款の規定にかかわらず、転換後契約の死亡保険
金 ＊３ を支払います。ただし、転換後契約の死亡保険金 ＊３ の金額が、被
転換部分の死亡保険金 ＊３ の金額を超えるときは、会社は、その超える
部分を支払いません。

  ② 被保険者が、被転換部分の自殺免責期間 ＊２ 中に自殺したとき
  ア．転換後契約の死亡保険金 ＊３ は支払いません。
  イ．対象契約を転換後契約とする保険期間満了前の被転換契約 ＊５ があ

るときは、ア．の規定は適用せず、「転換後契約の死亡保険金 ＊３ の
金額」、「被転換部分の死亡保険金 ＊３ の金額」および「被転換部分
に対応する対象契約の被転換契約 ＊５ の死亡保険金 ＊３ の金額」のう
ち、いずれか低い金額を、転換後契約の普通保険約款の規定にかか
わらず、転換後契約において支払います。

  ２．転換後契約が本条の１．－⑴から⑷のいずれかに該当したが、会社の指定する日
までに保険契約者が本条の１．による請求をしなかったときは、本条の１．によ
る取扱いは行いません。

   ８ 特則について

   第10条  転換後契約が利率変動積立型終身保険契約等の場合の特則

  転換後契約が利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約の場合
には、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 第５条（被転換部分の転換価格）を次のとおり読み替えます。

  第５条（被転換部分の転換価格）
  １．会社は、転換時に、本条の２．に規定する被転換部分の転換価格を

転換後契約の積立金に充当します。
  ２．被転換部分の転換価格は、次の⑴および⑵の合計額とします。ただ

し、被転換部分において保険料の振替貸付または保険契約者に対す
る貸付が行われているときは、その元利合計額を⑵から差し引き、
差し引けない金額があれば、それを⑴から差し引きます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 保険金等
  保険金・給付金・見舞金・年金
をいいます。

  ＊２ 自殺免責期間
  被保険者が自殺した場合で、普
通保険約款または付加特約の規
定により免責事由に該当し、死
亡保険金 ＊３ が支払われない期
間をいいます。

  ＊３ 死亡保険金
  被保険者の死亡に対して支払わ
れる保険金や給付金をいい、そ
の名称の如何を問いません。

  ＊４ 保険期間満了前の被転換部
分

  更新または変更可能な場合に
は、更新または変更後の保険契
約を含みます。

  ＊５ 対象契約を転換後契約とす
る保険期間満了前の被転換
契約

  被転換部分を含む対象契約を転
換後契約とする保険期間満了前
の保険契約転換特約に定める被
転換契約をいい（対象契約につ
いて復活があった場合を除きま
す。）、更新または変更可能な場
合には、更新または変更後の保
険契約を含みます。本条におい
て「対象契約の被転換契約」と
いいます。
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  第16条  補足説明

  ＊１ 入院給付金等のある各特約
  入院給付金、手術給付金、入院
初期給付金、通院給付金、特定
損傷給付金、重度疾病給付金ま
たは健康支援給付金のある各特
約をいいます。本条において入
院関係特約といいます。
 

 第16条  入院給付金等のある特約を存続部分とする特則（入院関係特約
存続特則）

１．保険契約者は、一部転換の申出の際に、会社の取扱いの範囲内で、対象契約
の主契約に付加された特約のうち、入院給付金等のある各特約＊１を存続部分
とする取扱いを申し出ることができます。

２．本条による取扱いを行うときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。    
  ⑴ 第３条（存続部分の構成）の１．を次のとおり読み替えます。  

  １．存続部分は、次の⑴から⑸の部分により構成されます。  

⑴ 対象契約の主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）のうち、
会社の取扱いの範囲内で、保険契約者が指定した保険金額等（以
下「指定保険金額」といいます。）に対応する保険契約

⑵ 対象契約の主契約に付加された特約のうち、対象契約の主契約と
同種の特約で、対象契約の主契約の保険金額等に対する指定保険
金額の割合に対応する各特約

⑶ 対象契約の主契約に付加された特約のうち、⑵に定める特約を除
き、被保険者の普通死亡または災害死亡を支払事由とする各特約

⑷ 対象契約の主契約に付加された特約のうち、入院関係特約＊１

⑸ 対象契約に付加された特約のうち、会社が定める保険料の払込方
法（経路）等に関する各特約

⑵ 第４条を次のとおり読み替えます。
第４条（被転換部分の構成）
被転換部分は、次の⑴および⑵の部分により構成されます。

⑴ 対象契約の主契約のうち、存続部分を構成しない保険契約
⑵ 対象契約の主契約に付加された特約のうち、存続部分を構成しな

い主契約と同種の各特約

 

  ⑴ 第５条（被転換部分の転換価格）の２．のただし書きを次のとおり読み替え
ます。
  ただし、被転換部分において保険料の振替貸付または保険契約者に対する貸
付が行われているときは、その元利合計額（第11条（転換時の貸付特則）
の１．による貸付金額を含みます。）を⑵から差し引き、差し引けない金額
があれば、それを⑴から差し引きます。

  ⑵ 第10条（転換後契約が利率変動積立型終身保険契約等の場合の特則）の⑴中、
第５条（被転換部分の転換価格）の２．のただし書きを次のとおり読み替え
ます。
  ただし、被転換部分において保険料の振替貸付または保険契約者に対する貸
付が行われているときは、その元利合計額（第11条（転換時の貸付特則）
の１．による貸付金額を含みます。）を⑵から差し引き、差し引けない金額
があれば、それを⑴から差し引きます。

   第12条  対象契約が個人年金保険料税制適格特約(60)が付加された個人
年金保険契約等の場合の特則

  １．対象契約が個人年金保険料税制適格特約(60)が付加された個人年金保険契約、
新個人年金保険契約または５年ごと利差配当付個人年金保険（2015）契約の場
合には、第５条（被転換部分の転換価格）および第10条（転換後契約が利率変
動積立型終身保険契約の場合の特則）の⑴の規定にかかわらず、次の金額につい
ては、転換後契約に引き継ぎません。

  ⑴ 対象契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置かれた社員配当金
があるときは、その元利合計額

  ⑵ 対象契約において保険料の前納または予納が行われているときは、その残金
の元利合計額

  ⑶ 対象契約においてすえ置かれた積立金があるときは、その元利合計額
  ⑷ 被転換部分において保険料の振替貸付または保険契約者に対する貸付が行わ

れているときは、その元利合計額
  ⑸ 被転換部分において保険料の未経過分に相当する返還金があるときは、その

金額  

  ２．本条の１．－⑷の取扱いにより、存続部分において貸付元利金が返戻金額を超え
ることとなるときは、この特約による転換の取扱いを行いません。

   第13条  対象契約が個人年金保険料税制適格特約(59)が付加された個人
年金保険契約の場合の特則

  対象契約が個人年金保険料税制適格特約(59)が付加された個人年金保険契約の
場合には、第５条（被転換部分の転換価格）および第10条（転換後契約が利率
変動積立型終身保険契約の場合の特則）の⑴の規定にかかわらず、対象契約にお
いて積み立てられた社員配当金またはすえ置かれた社員配当金の元利合計額につ
いては、転換後契約に引き継ぎません。

   第14条  存続部分の生存給付金の支払いに関する特則

  １．転換後契約の申込みが行われた日から会社が承諾する日までの間に存続部分の生
存給付金の支払日が到来するときは、会社の取扱いの範囲内で、転換後契約が成
立した後に、存続部分の普通保険約款に定める方法でその生存給付金を支払いま
す。

  ２．本条の１．の規定は、教育資金、進学資金、特約生存給付金、健康支援給付金ま
たは社員配当金の支払いについて準用します。

  第15条  対象契約が５年ごと利差配当付普通終身保険（低解約返戻金型）契約または
５年ごと利差配当付７大疾病終身保険（低解約返戻金型）契約の場合の特則

 対象契約が５年ごと利差配当付普通終身保険（低解約返戻金型）契約または５年
ごと利差配当付７大疾病終身保険（低解約返戻金型）契約の場合には、第５条（被
転換部分の転換価格）の２.－⑴を次のとおり読み替えます。
⑴ 被転換部分の転換時の返戻金の額（付加特約については、責任準備金の額）
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  第16条  補足説明

  ＊１ 入院給付金等のある各特約
  入院給付金、手術給付金、入院
初期給付金、通院給付金、特定
損傷給付金、重度疾病給付金ま
たは健康支援給付金のある各特
約をいいます。本条において入
院関係特約といいます。
 

 第16条  入院給付金等のある特約を存続部分とする特則（入院関係特約
存続特則）

１．保険契約者は、一部転換の申出の際に、会社の取扱いの範囲内で、対象契約
の主契約に付加された特約のうち、入院給付金等のある各特約＊１を存続部分
とする取扱いを申し出ることができます。

２．本条による取扱いを行うときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。    
  ⑴ 第３条（存続部分の構成）の１．を次のとおり読み替えます。  

  １．存続部分は、次の⑴から⑸の部分により構成されます。  

⑴ 対象契約の主たる保険契約（以下「主契約」といいます。）のうち、
会社の取扱いの範囲内で、保険契約者が指定した保険金額等（以
下「指定保険金額」といいます。）に対応する保険契約

⑵ 対象契約の主契約に付加された特約のうち、対象契約の主契約と
同種の特約で、対象契約の主契約の保険金額等に対する指定保険
金額の割合に対応する各特約

⑶ 対象契約の主契約に付加された特約のうち、⑵に定める特約を除
き、被保険者の普通死亡または災害死亡を支払事由とする各特約

⑷ 対象契約の主契約に付加された特約のうち、入院関係特約＊１

⑸ 対象契約に付加された特約のうち、会社が定める保険料の払込方
法（経路）等に関する各特約

⑵ 第４条を次のとおり読み替えます。
第４条（被転換部分の構成）
被転換部分は、次の⑴および⑵の部分により構成されます。

⑴ 対象契約の主契約のうち、存続部分を構成しない保険契約
⑵ 対象契約の主契約に付加された特約のうち、存続部分を構成しな

い主契約と同種の各特約

 

  ⑴ 第５条（被転換部分の転換価格）の２．のただし書きを次のとおり読み替え
ます。
  ただし、被転換部分において保険料の振替貸付または保険契約者に対する貸
付が行われているときは、その元利合計額（第11条（転換時の貸付特則）
の１．による貸付金額を含みます。）を⑵から差し引き、差し引けない金額
があれば、それを⑴から差し引きます。

  ⑵ 第10条（転換後契約が利率変動積立型終身保険契約等の場合の特則）の⑴中、
第５条（被転換部分の転換価格）の２．のただし書きを次のとおり読み替え
ます。
  ただし、被転換部分において保険料の振替貸付または保険契約者に対する貸
付が行われているときは、その元利合計額（第11条（転換時の貸付特則）
の１．による貸付金額を含みます。）を⑵から差し引き、差し引けない金額
があれば、それを⑴から差し引きます。

   第12条  対象契約が個人年金保険料税制適格特約(60)が付加された個人
年金保険契約等の場合の特則

  １．対象契約が個人年金保険料税制適格特約(60)が付加された個人年金保険契約、
新個人年金保険契約または５年ごと利差配当付個人年金保険（2015）契約の場
合には、第５条（被転換部分の転換価格）および第10条（転換後契約が利率変
動積立型終身保険契約の場合の特則）の⑴の規定にかかわらず、次の金額につい
ては、転換後契約に引き継ぎません。

  ⑴ 対象契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置かれた社員配当金
があるときは、その元利合計額

  ⑵ 対象契約において保険料の前納または予納が行われているときは、その残金
の元利合計額

  ⑶ 対象契約においてすえ置かれた積立金があるときは、その元利合計額
  ⑷ 被転換部分において保険料の振替貸付または保険契約者に対する貸付が行わ

れているときは、その元利合計額
  ⑸ 被転換部分において保険料の未経過分に相当する返還金があるときは、その

金額  

  ２．本条の１．－⑷の取扱いにより、存続部分において貸付元利金が返戻金額を超え
ることとなるときは、この特約による転換の取扱いを行いません。

   第13条  対象契約が個人年金保険料税制適格特約(59)が付加された個人
年金保険契約の場合の特則

  対象契約が個人年金保険料税制適格特約(59)が付加された個人年金保険契約の
場合には、第５条（被転換部分の転換価格）および第10条（転換後契約が利率
変動積立型終身保険契約の場合の特則）の⑴の規定にかかわらず、対象契約にお
いて積み立てられた社員配当金またはすえ置かれた社員配当金の元利合計額につ
いては、転換後契約に引き継ぎません。

   第14条  存続部分の生存給付金の支払いに関する特則

  １．転換後契約の申込みが行われた日から会社が承諾する日までの間に存続部分の生
存給付金の支払日が到来するときは、会社の取扱いの範囲内で、転換後契約が成
立した後に、存続部分の普通保険約款に定める方法でその生存給付金を支払いま
す。

  ２．本条の１．の規定は、教育資金、進学資金、特約生存給付金、健康支援給付金ま
たは社員配当金の支払いについて準用します。

  第15条  対象契約が５年ごと利差配当付普通終身保険（低解約返戻金型）契約または
５年ごと利差配当付７大疾病終身保険（低解約返戻金型）契約の場合の特則

 対象契約が５年ごと利差配当付普通終身保険（低解約返戻金型）契約または５年
ごと利差配当付７大疾病終身保険（低解約返戻金型）契約の場合には、第５条（被
転換部分の転換価格）の２.－⑴を次のとおり読み替えます。
⑴ 被転換部分の転換時の返戻金の額（付加特約については、責任準備金の額）
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  この特約の特色……………………………………………………
   
   第１条 特約の付加および適用……………………………
   第２条 用語の意義…………………………………………
   第３条 この特約による取扱い……………………………
   第４条 この特約による取扱いを行わない場合…………
   第５条 指定契約の保険料額が増額となる場合の特則……
   第６条 被指定契約の第２保険期間が開始する場合

の特則………………………………………………
   第７条 被指定契約の積立金からの払込みに関する

特則…………………………………………………
   第８条 指定契約が更新または変更される場合の特則……
   第９条 被指定契約に積立金定期払出特約が付加さ

れた場合の特則……………………………………

   第₁₀条 指定契約が無配当特定状態給付保険契約で
ある場合の特則……………………………………

   第₁₁条 複数の指定契約を同時に締結する場合また
は被指定契約と指定契約を同時に締結する
場合の特則…………………………………………

   第₁₂条 新たな指定契約を締結する際の指定代理請
求特約（2016）の取扱いに関する特則 ………

   第₁₃条 新たな指定契約を締結する際の受取人の取
扱いに関する特則…………………………………

 第₁₄条 責任開始に関する特約とあわせて主契約に
付加する場合の特則………………………………

   

   保険契約指定特約目次   保険契約指定特約  
  （実施　平13.4.2 ／改正　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    この特約が付加された主たる保険契約と保険契約者を同一とする利率変動積立型終身保険契約ま
たは利率変動型積立保険契約を指定することにより、主たる保険契約の保険料を利率変動積立型
終身保険契約または利率変動型積立保険契約の積立金から払い込む取扱いを行うためのもので
す。  

     第１条  特約の付加および適用

  １．この特約は、保険契約者から申出があり、かつ、会社が承諾したときに主たる保
険契約（以下「主契約」といいます。）に付加します。

  ２．この特約による取扱いを行うときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、
主契約と保険契約者を同一とする利率変動積立型終身保険契約または利率変動型
積立保険契約を指定することを必要とします。

   第２条  用語の意義

  この特約において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  ⑴ 指定契約    この特約が付加された主契約（付加特約を含みま
す。）をいいます。  

  ⑵ 被指定契約    保険契約者により指定された、指定契約と保険契約
者を同一とする利率変動積立型終身保険契約または
利率変動型積立保険契約をいいます。  

   第３条  この特約による取扱い

  第１条（特約の付加および適用）の２．に定める指定が行われたときは、指定契
約について、次の⑴から⑾のとおり取り扱います。
  ⑴ 指定契約の保険料は、普通保険約款の規定にかかわらず、被指定契約の積立

金から払い込むことを必要とします。なお、被指定契約の積立金は、被指定
契約の保険料として払い込まれた「指定契約に払い込むべき保険料」を含み
ます。

  ⑵ ⑴の保険料が払い込まれる場合には、次の時をもって保険料の払込みがあっ
たものとみなします。

  ① 被指定契約の締結の際に指定契約を締結する場合の指定契約の第１回保険
料 ＊１ は、被指定契約の第１回保険料 ＊１ を会社が受け取った時

  ② 被指定契約の締結後に指定契約を締結する場合の指定契約の第１回保険料 ＊１

 は、その指定契約の締結の際に、被指定契約の不定期払保険料を会社が受け
取った時

  ③ 指定契約の第２回以後の保険料は、指定契約の払込期月の末日
  ④ 指定契約を復活する際の指定契約の延滞保険料 ＊２ は、その指定契約に払い込

むべき延滞保険料 ＊２ として、被指定契約の不定期払保険料を会社が受け取っ
た時  

  ⑶ ⑴および⑵の規定により第１回保険料 ＊１ を払い込んだ指定契約では、普通保
険約款の規定にかかわらず、普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊３ を含
む月の翌月１日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契約年齢の
計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、
契約成立日を算入します。

  ⑷ ⑶の規定にかかわらず、普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊３ からその
月の末日までの間に、次のいずれかの事由によって保険金、給付金、年金も
しくは一時金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じたときは、普通
保険約款に規定する責任開始の時 ＊３ を含む日を契約成立日とします。なお、

    第３条  補足説明

  ＊１ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。

  ＊２ 延滞保険料
  延滞保険料とともに払い込むべ
き復活後の保険料があるときは
これを含みます。

  ＊３ 普通保険約款に規定する責
任開始の時

  指定契約が次の⑴から⑺の保険
契約の場合には、保険期間開始
の時とします。
  ⑴ 無配当がん医療保険契約
  ⑵ 無配当新がん医療保険契約
  ⑶ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑷ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
  ⑸ ５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）契約
⑹ ５年ごと利差配当付がん保

険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑺ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約
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   保険契約指定特約目次   保険契約指定特約  
  （実施　平13.4.2 ／改正　平28.4.4）  

  この特約の特色  

  目的・内容    この特約が付加された主たる保険契約と保険契約者を同一とする利率変動積立型終身保険契約ま
たは利率変動型積立保険契約を指定することにより、主たる保険契約の保険料を利率変動積立型
終身保険契約または利率変動型積立保険契約の積立金から払い込む取扱いを行うためのもので
す。  

     第１条  特約の付加および適用

  １．この特約は、保険契約者から申出があり、かつ、会社が承諾したときに主たる保
険契約（以下「主契約」といいます。）に付加します。

  ２．この特約による取扱いを行うときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、
主契約と保険契約者を同一とする利率変動積立型終身保険契約または利率変動型
積立保険契約を指定することを必要とします。

   第２条  用語の意義

  この特約において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  ⑴ 指定契約    この特約が付加された主契約（付加特約を含みま
す。）をいいます。  

  ⑵ 被指定契約    保険契約者により指定された、指定契約と保険契約
者を同一とする利率変動積立型終身保険契約または
利率変動型積立保険契約をいいます。  

   第３条  この特約による取扱い

  第１条（特約の付加および適用）の２．に定める指定が行われたときは、指定契
約について、次の⑴から⑾のとおり取り扱います。
  ⑴ 指定契約の保険料は、普通保険約款の規定にかかわらず、被指定契約の積立

金から払い込むことを必要とします。なお、被指定契約の積立金は、被指定
契約の保険料として払い込まれた「指定契約に払い込むべき保険料」を含み
ます。

  ⑵ ⑴の保険料が払い込まれる場合には、次の時をもって保険料の払込みがあっ
たものとみなします。

  ① 被指定契約の締結の際に指定契約を締結する場合の指定契約の第１回保険
料 ＊１ は、被指定契約の第１回保険料 ＊１ を会社が受け取った時

  ② 被指定契約の締結後に指定契約を締結する場合の指定契約の第１回保険料 ＊１

 は、その指定契約の締結の際に、被指定契約の不定期払保険料を会社が受け
取った時

  ③ 指定契約の第２回以後の保険料は、指定契約の払込期月の末日
  ④ 指定契約を復活する際の指定契約の延滞保険料 ＊２ は、その指定契約に払い込

むべき延滞保険料 ＊２ として、被指定契約の不定期払保険料を会社が受け取っ
た時  

  ⑶ ⑴および⑵の規定により第１回保険料 ＊１ を払い込んだ指定契約では、普通保
険約款の規定にかかわらず、普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊３ を含
む月の翌月１日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契約年齢の
計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、
契約成立日を算入します。

  ⑷ ⑶の規定にかかわらず、普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊３ からその
月の末日までの間に、次のいずれかの事由によって保険金、給付金、年金も
しくは一時金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じたときは、普通
保険約款に規定する責任開始の時 ＊３ を含む日を契約成立日とします。なお、

    第３条  補足説明

  ＊１ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。

  ＊２ 延滞保険料
  延滞保険料とともに払い込むべ
き復活後の保険料があるときは
これを含みます。

  ＊３ 普通保険約款に規定する責
任開始の時

  指定契約が次の⑴から⑺の保険
契約の場合には、保険期間開始
の時とします。
  ⑴ 無配当がん医療保険契約
  ⑵ 無配当新がん医療保険契約
  ⑶ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑷ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
  ⑸ ５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）契約
⑹ ５年ごと利差配当付がん保

険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑺ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約
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主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保
険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ① 被保険者が死亡したこと
  ② 被保険者が普通保険約款に定める高度障害状態になったこと
  ③ 被保険者が普通保険約款に定める介護保険金、介護年金、介護一時金、特定

疾病保険金、７大疾病保険金、特定状態給付金または特定生活障害年金の支
払事由に該当したこと  

  ⑸ 指定契約の第２回以後の保険料については、払込期月の末日における被指定
契約の積立金の額が払い込むべき指定契約 ＊４ の保険料の合計額に満たない
ときは、⑴による保険料の払込みを行いません。

  ⑹ ⑸の規定により保険料の払込みが行われなかったときは、その払込期月の翌
月の末日に、次のとおり取り扱います。

  ① 被指定契約の積立金の額が２か月分の保険料の額以上のときは、２か月分の
保険料を被指定契約の積立金から払い込むものとし、その保険料が払い込ま
れたときは、⑵の規定にかかわらず、その日に払込みがあったものとします。

  ② 被指定契約の積立金の額が２か月分の保険料の額未満で、かつ、１か月分の
保険料の額以上のときは、１か月分の保険料を被指定契約の積立金から払い
込むものとし、その保険料が払い込まれたときは、⑵の規定にかかわらず、
その日に払込みがあったものとします。  

  ⑺ この特約の取扱いにより払い込まれた指定契約の保険料については、保険料
領収証は発行しません。

  ⑻ 指定契約の保険料の払込方法（回数）は、一時払の場合を除き、普通保険約
款の規定にかかわらず、月払のみとします。

  ⑼ 指定契約の保険料率は、指定契約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場
合には、積立金払込保険料率（一時払）とし、月払の場合には、次のとおり
とします。

  被指定契約の保険料の
  払込方法（回数）等  

  指定契約の保険料率  

  ① 被指定契約が年払契約
の場合  

  積立金払込保険料率（年払）とします。  

  ② 被指定契約が半年払契
約の場合  

  積立金払込保険料率（半年払）とします。  

 第３条  補足説明

  ＊４ 指定契約
  被指定契約を同一とする他の指
定契約があるときは、他の指定
契約を含みます。

  被指定契約の保険料の
  払込方法（回数）等  

  指定契約の保険料率  

  ③ 被指定契約が月払契約
の場合  

  ア．被指定契約に保険料口座振替特約が付加されて
いるときは、積立金払込保険料率（口座振替払）
とします。

  イ．被指定契約にクレジットカード特約が付加され
ているときは、積立金払込保険料率（クレジッ
トカード払）とします。

  ウ． 被指定契約に団体特約が付加されているとき
は、次のとおりとします。
  ア 団体に所属して団体特約による取扱いを受

けている保険契約者が20名以上の場合に
は、積立金払込保険料率（団体払Ａ）とし
ます。ただし、積立金払込保険料率（団体
払Ａ）の適用を受けている場合でも、保険
契約者が20名未満となり、その後６か月
を経過しても20名以上にならないときは、
積立金払込保険料率（団体払Ｂ）を適用し
ます。

  イ 団体に所属して団体特約による取扱いを受
けている保険契約者が20名未満の場合に
は、積立金払込保険料率（団体払Ｂ）とし
ます。

  エ． 被指定契約に集団特約が付加されているとき
は、積立金払込保険料率（集団払）とします。

  オ．ア．からエ．のいずれにも該当しないときは、
積立金払込保険料率（普通払）とします。  

  ④ 被指定契約の普通保険
約款の規定により、被
指定契約の保険料の払
込みが停止されている
場合  

  積立金払込保険料率（払込停止）とします。  

  ⑽ 指定契約の普通保険約款の規定にかかわらず、指定契約の保険料の予納、保
険料の振替貸付、保険契約者に対する貸付および払済養老保険、払済終身保
険または払済７大疾病終身保険への変更は取り扱いません。

  ⑾ 支払うべき指定契約の社員配当金の取扱いについては、指定契約の普通保険
約款の規定にかかわらず、被指定契約の社員配当金の支払いに関する取扱い
を準用します。ただし、指定契約の保険期間が満了するとき ＊５ は、保険契
約者に支払います。

   第４条  この特約による取扱いを行わない場合

  １．次のいずれかに該当したとき以後は、被指定契約の指定は効力を失い、この特約
による取扱いは行いません。

  ⑴ 指定契約の保険契約者が被指定契約の保険契約者と異なる者となったとき
  ⑵ 指定契約の普通保険約款の規定により、保険料の振替貸付が行われたとき
  ⑶ 被指定契約が消滅したとき
  ⑷ 被指定契約の第２保険期間が開始するとき
  ⑸ 保険契約者からこの特約による取扱いを行わない旨の申出があったとき  

  ２．本条の１．の規定によりこの特約による取扱いを行わないときは、保険契約者は、
指定契約の普通保険約款の規定により、保険料払込方法（経路）および社員配当
金の支払方法を選択することを必要とします。ただし、保険契約者により、社員
配当金の支払方法が選択されないときは、会社は、社員配当金の支払いについて、
利息をつけて積み立てる方法を選択したものとして取り扱います。なお、利息を
つけて積み立てる方法を取り扱わない指定契約については、普通保険約款の規定
により取り扱います。

  ３．保険契約者が本条の２．の保険料払込方法（経路）の選択を行うまでの間の指定
契約の保険料については、会社の本社または会社の指定した場所に払い込むこと

 第３条  補足説明

  ＊５ 指定契約の保険期間が満了
するとき

  指定契約が更新または変更され
るときを除きます。
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主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保
険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ① 被保険者が死亡したこと
  ② 被保険者が普通保険約款に定める高度障害状態になったこと
  ③ 被保険者が普通保険約款に定める介護保険金、介護年金、介護一時金、特定

疾病保険金、７大疾病保険金、特定状態給付金または特定生活障害年金の支
払事由に該当したこと  

  ⑸ 指定契約の第２回以後の保険料については、払込期月の末日における被指定
契約の積立金の額が払い込むべき指定契約 ＊４ の保険料の合計額に満たない
ときは、⑴による保険料の払込みを行いません。

  ⑹ ⑸の規定により保険料の払込みが行われなかったときは、その払込期月の翌
月の末日に、次のとおり取り扱います。

  ① 被指定契約の積立金の額が２か月分の保険料の額以上のときは、２か月分の
保険料を被指定契約の積立金から払い込むものとし、その保険料が払い込ま
れたときは、⑵の規定にかかわらず、その日に払込みがあったものとします。

  ② 被指定契約の積立金の額が２か月分の保険料の額未満で、かつ、１か月分の
保険料の額以上のときは、１か月分の保険料を被指定契約の積立金から払い
込むものとし、その保険料が払い込まれたときは、⑵の規定にかかわらず、
その日に払込みがあったものとします。  

  ⑺ この特約の取扱いにより払い込まれた指定契約の保険料については、保険料
領収証は発行しません。

  ⑻ 指定契約の保険料の払込方法（回数）は、一時払の場合を除き、普通保険約
款の規定にかかわらず、月払のみとします。

  ⑼ 指定契約の保険料率は、指定契約の保険料の払込方法（回数）が一時払の場
合には、積立金払込保険料率（一時払）とし、月払の場合には、次のとおり
とします。

  被指定契約の保険料の
  払込方法（回数）等  

  指定契約の保険料率  

  ① 被指定契約が年払契約
の場合  

  積立金払込保険料率（年払）とします。  

  ② 被指定契約が半年払契
約の場合  

  積立金払込保険料率（半年払）とします。  

 第３条  補足説明

  ＊４ 指定契約
  被指定契約を同一とする他の指
定契約があるときは、他の指定
契約を含みます。

  被指定契約の保険料の
  払込方法（回数）等  

  指定契約の保険料率  

  ③ 被指定契約が月払契約
の場合  

  ア．被指定契約に保険料口座振替特約が付加されて
いるときは、積立金払込保険料率（口座振替払）
とします。

  イ．被指定契約にクレジットカード特約が付加され
ているときは、積立金払込保険料率（クレジッ
トカード払）とします。

  ウ． 被指定契約に団体特約が付加されているとき
は、次のとおりとします。
  ア 団体に所属して団体特約による取扱いを受

けている保険契約者が20名以上の場合に
は、積立金払込保険料率（団体払Ａ）とし
ます。ただし、積立金払込保険料率（団体
払Ａ）の適用を受けている場合でも、保険
契約者が20名未満となり、その後６か月
を経過しても20名以上にならないときは、
積立金払込保険料率（団体払Ｂ）を適用し
ます。

  イ 団体に所属して団体特約による取扱いを受
けている保険契約者が20名未満の場合に
は、積立金払込保険料率（団体払Ｂ）とし
ます。

  エ． 被指定契約に集団特約が付加されているとき
は、積立金払込保険料率（集団払）とします。

  オ．ア．からエ．のいずれにも該当しないときは、
積立金払込保険料率（普通払）とします。  

  ④ 被指定契約の普通保険
約款の規定により、被
指定契約の保険料の払
込みが停止されている
場合  

  積立金払込保険料率（払込停止）とします。  

  ⑽ 指定契約の普通保険約款の規定にかかわらず、指定契約の保険料の予納、保
険料の振替貸付、保険契約者に対する貸付および払済養老保険、払済終身保
険または払済７大疾病終身保険への変更は取り扱いません。

  ⑾ 支払うべき指定契約の社員配当金の取扱いについては、指定契約の普通保険
約款の規定にかかわらず、被指定契約の社員配当金の支払いに関する取扱い
を準用します。ただし、指定契約の保険期間が満了するとき ＊５ は、保険契
約者に支払います。

   第４条  この特約による取扱いを行わない場合

  １．次のいずれかに該当したとき以後は、被指定契約の指定は効力を失い、この特約
による取扱いは行いません。

  ⑴ 指定契約の保険契約者が被指定契約の保険契約者と異なる者となったとき
  ⑵ 指定契約の普通保険約款の規定により、保険料の振替貸付が行われたとき
  ⑶ 被指定契約が消滅したとき
  ⑷ 被指定契約の第２保険期間が開始するとき
  ⑸ 保険契約者からこの特約による取扱いを行わない旨の申出があったとき  

  ２．本条の１．の規定によりこの特約による取扱いを行わないときは、保険契約者は、
指定契約の普通保険約款の規定により、保険料払込方法（経路）および社員配当
金の支払方法を選択することを必要とします。ただし、保険契約者により、社員
配当金の支払方法が選択されないときは、会社は、社員配当金の支払いについて、
利息をつけて積み立てる方法を選択したものとして取り扱います。なお、利息を
つけて積み立てる方法を取り扱わない指定契約については、普通保険約款の規定
により取り扱います。

  ３．保険契約者が本条の２．の保険料払込方法（経路）の選択を行うまでの間の指定
契約の保険料については、会社の本社または会社の指定した場所に払い込むこと

 第３条  補足説明

  ＊５ 指定契約の保険期間が満了
するとき

  指定契約が更新または変更され
るときを除きます。
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   第６条  補足説明

  ＊１ 保険金額
  一時金額、特約保険金額および
特約一時金額を含みます。

  ＊２ 保険金受取人
  年金受取人を含みます。

   第７条  補足説明

  ＊１ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。

  ＊２ 延滞保険料
  延滞保険料とともに払い込むべ
き復活後の保険料があるときは
これを含みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 指定契約
  被指定契約を同一とする他の指
定契約があるときは、他の指定
契約を含みます。

  ＊２ 積立金定期払出特約に定め
る対象保険契約の保険料相
当額

  本条において「対象保険契約の
保険料相当額」といいます。

を必要とします。

   第５条  指定契約の保険料額が増額となる場合の特則

  指定契約が更新されること等により指定契約の保険料額が増額となるときは、会
社は、指定契約の保険料額が増額となる日を含む月以降の被指定契約の保険料額
を増額することがあります。

   第６条  被指定契約の第２保険期間が開始する場合の特則

  １．被指定契約の普通保険約款の規定により、被指定契約の第２保険期間が開始する
ときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、被指定契約と被保険者を同一
とする指定契約の一部または全部を指定することにより、その指定された部分に
相当する保険金額 ＊１ を被指定契約に定める無選択限度額に加えて取り扱うこと
ができます。この場合、指定された部分は、被指定契約の第１保険期間満了時に
消滅するものとし、消滅分に対応する返戻金があるときは、この返戻金を保険契
約者に支払います。

  ２．本条の１．の場合、被指定契約の保険金受取人と、一部または全部が消滅する指
定契約の保険金受取人 ＊２ が異なるときは、保険契約者は、被保険者の同意を得
ることを必要とします。

  ３．本条の１．の取扱いを行わない指定契約の一部または全部について、保険契約者
から別段の申出がない限り、会社は、第４条（この特約による取扱いを行わない
場合）の２．の規定にかかわらず、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第１保険期間満了時に被指定契約に付加されている保険料払込方法（経路）
に関する特約が付加されます。ただし、その特約の効力が失われている場合
または払い込むべき被指定契約の保険料がない場合を除きます。

  ⑵ ⑴の規定が適用されるときは、第１保険期間満了時の被指定契約の保険料払
込方法（回数）が選択されます。  

   第７条  被指定契約の積立金からの払込みに関する特則

  １．保険契約者は、会社の承諾を得て、指定契約の第１回保険料 ＊１ または延滞保険
料 ＊２ の払込みについて、第３条（この特約による取扱い）の⑵に定める被指定
契約の第１回保険料 ＊１ または不定期払保険料を払い込まずに、被指定契約の積立
金から払い込むことができます。

  ２．本条の１．の場合、次の時に払込みがあったものとみなします。

  ⑴ 第１回保険料 ＊１ は、指定契約の申込みをした時または被保険者に関する告知
を受けた時のいずれか遅い時

  ⑵ 延滞保険料 ＊２ は、会社が指定契約の復活の申込みを承諾した時  

  ３．指定契約の契約内容の変更等により、その変更等に必要な金額を払い込む必要が
あるときは、本条の１．および２．に定めるほか、保険契約者は会社の承諾を得
て、被指定契約の積立金から払い込むことができます。

   第８条  指定契約が更新または変更される場合の特則

  指定契約が更新または変更されるときは、保険契約者から別段の申出がない限り、
この特約は、引き続きその主契約に付加されます。

   第９条  被指定契約に積立金定期払出特約が付加された場合の特則

  被指定契約に積立金定期払出特約が付加された場合で、被指定契約の積立金から
指定契約の保険料が払い込まれる日と積立金定期払出特約に定める払出日が同一
となるときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 第３条（この特約による取扱い）の⑸を次のとおり読み替えます。

  ⑸ 指定契約の第２回以後の保険料については、払込期月の末日における被
指定契約の積立金の額が払い込むべき指定契約 ＊１ の保険料と払い出す
べき積立金定期払出特約に定める対象保険契約の保険料相当額 ＊２ の合
計額に満たないときは、⑴による保険料の払込みを行いません。

   第11条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  利率変動型積立保険契約を除き
ます。

  ＊２ 無配当総合医療保険等
  次の⑴から�をいいます。
  ⑴ 無配当総合医療保険
  ⑵ 無配当がん医療保険
  ⑶ 無配当新総合医療保険
  ⑷ 無配当新がん医療保険
  ⑸ 無配当特定状態給付保険
  ⑹ 無配当介護保障保険
  ⑺ 無配当生活習慣病保険
  ⑻ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）
⑼ 無配当こども医療保険Ｌ

（返戻金なし型）（2011）
  ⑽ ５年ごと利差配当付新医療

保険
  ⑾ ５年ごと利差配当付新医療

保険（返戻金なし型）
  ⑿ ５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）
  ⒀ ５年ごと利差配当付医療保

険（返戻金なし型）（2010）
⒁ ５年ごと利差配当付医療保

険 Ｌ（ 返 戻 金 な し 型 ）
（2011）

⒂ ５年ごと利差配当付引受基
準緩和型医療保険（返戻金
なし型）

⒃ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）

⒄ ５年ごと利差配当付介護終
身年金保険（返戻金なし型）

（2012）
⒅ ５年ごと利差配当付介護一

時金保険（返戻金なし型）
（2012）

⒆ ５年ごと利差配当付認知症
介護終身年金保険（返戻金
なし型）

⒇ ５年ごと利差配当付認知症
介護一時金保険（返戻金な
し型）

� ５年ごと利差配当付所得保
障保険（返戻金なし型）

  � 災害倍額物価スライド定期
保険

  � 新こども保険
  � 貯蓄保険

   第12条  補足説明

  ＊１ 新たな指定契約
  既に締結された利率変動積立型
終身保険契約または利率変動型
積立保険契約を被指定契約 ＊２

  ⑵ 第３条（この特約による取扱い）の⑹を次のとおり読み替えます。
  ⑹ ⑸の規定により保険料の払込みが行われなかったときは、その払込期月

の翌月の末日に、次のとおり取り扱います。

  ① 被指定契約の積立金の額が２か月分の保険料の額と２か月分の対象保
険契約の保険料相当額 ＊２ の合計額以上のときは、２か月分の保険料を
被指定契約の積立金から払い込むものとし、その保険料が払い込まれ
たときは、⑵の規定にかかわらず、その日に払込みがあったものとし
ます。

  ② 被指定契約の積立金の額が２か月分の保険料の額と２か月分の対象保
険契約の保険料相当額 ＊２ の合計額未満で、かつ、１か月分の保険料の
額と１か月分の対象保険契約の保険料相当額 ＊２ の合計額以上のとき
は、１か月分の保険料を被指定契約の積立金から払い込むものとし、
その保険料が払い込まれたときは、⑵の規定にかかわらず、その日に
払込みがあったものとします。  

   第10条  指定契約が無配当特定状態給付保険契約である場合の特則

  指定契約が無配当特定状態給付保険契約であるときは、第４条（この特約による
取扱いを行わない場合）を次のとおり読み替えます。
  第４条（この特約による取扱いを行わない場合）

  次のいずれかに該当したとき以後は、被指定契約の指定は効力を失い、
この特約による取扱いは行いません。

  ⑴ 指定契約の保険契約者が被指定契約の保険契約者と異なる者と
なったとき

  ⑵ 被指定契約が消滅したとき
  ⑶ 被指定契約の第２保険期間が開始するとき
  ⑷ 保険契約者からこの特約による取扱いを行わない旨の申出があっ

たとき。ただし、指定契約の第１回特定状態給付金の支払事由が
生じた後はこの申出を行うことはできません。  

   第11条  複数の指定契約を同時に締結する場合または被指定契約と指定
契約を同時に締結する場合の特則

  複数の指定契約を同時に締結するとき、または被指定契約と指定契約を同時に締
結するときは、次の⑴から⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ リビング・ニーズ特約を付加するときは、同時に締結する指定契約および被

指定契約 ＊１ すべてに付加します。ただし、指定契約が無配当総合医療保険
等 ＊２ である場合を除きます。

  ⑵ 保険契約者は、次に定める受取人について、それぞれ、同時に締結する指定
契約および被指定契約を通じて同一の受取人を指定することを必要としま
す。

  ① 死亡保険金・死亡年金・死亡給付金の受取人
  ② 高度障害保険金・高度障害年金・介護保険金・介護年金・介護一時金・就業

不能給付金の受取人および入院給付金受取人  

  ⑶ 指定代理請求特約（2016）を付加するときは、同時に締結する指定契約お
よび被指定契約 ＊１ すべてに付加します。この場合、保険契約者は、同時に締
結する指定契約および被指定契約 ＊１ を通じて同一の指定代理請求人を指定
することを必要とします。

   第12条  新たな指定契約を締結する際の指定代理請求特約（2016）の取
扱いに関する特則

  １．新たな指定契約 ＊１ を締結する際に指定代理請求特約（2016）を付加するときは、
次の⑴から⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約 ＊２ および他の指定契約 ＊３ に、指定代理請求特約および指定代理

請求特約（2016）が付加されていないときは、被指定契約 ＊２ および他の指
定契約 ＊３ に指定代理請求特約（2016）が付加されます。この場合、指定代
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   第６条  補足説明

  ＊１ 保険金額
  一時金額、特約保険金額および
特約一時金額を含みます。

  ＊２ 保険金受取人
  年金受取人を含みます。

   第７条  補足説明

  ＊１ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。

  ＊２ 延滞保険料
  延滞保険料とともに払い込むべ
き復活後の保険料があるときは
これを含みます。

   第９条  補足説明

  ＊１ 指定契約
  被指定契約を同一とする他の指
定契約があるときは、他の指定
契約を含みます。

  ＊２ 積立金定期払出特約に定め
る対象保険契約の保険料相
当額

  本条において「対象保険契約の
保険料相当額」といいます。

を必要とします。

   第５条  指定契約の保険料額が増額となる場合の特則

  指定契約が更新されること等により指定契約の保険料額が増額となるときは、会
社は、指定契約の保険料額が増額となる日を含む月以降の被指定契約の保険料額
を増額することがあります。

   第６条  被指定契約の第２保険期間が開始する場合の特則

  １．被指定契約の普通保険約款の規定により、被指定契約の第２保険期間が開始する
ときは、保険契約者は、会社の取扱いの範囲内で、被指定契約と被保険者を同一
とする指定契約の一部または全部を指定することにより、その指定された部分に
相当する保険金額 ＊１ を被指定契約に定める無選択限度額に加えて取り扱うこと
ができます。この場合、指定された部分は、被指定契約の第１保険期間満了時に
消滅するものとし、消滅分に対応する返戻金があるときは、この返戻金を保険契
約者に支払います。

  ２．本条の１．の場合、被指定契約の保険金受取人と、一部または全部が消滅する指
定契約の保険金受取人 ＊２ が異なるときは、保険契約者は、被保険者の同意を得
ることを必要とします。

  ３．本条の１．の取扱いを行わない指定契約の一部または全部について、保険契約者
から別段の申出がない限り、会社は、第４条（この特約による取扱いを行わない
場合）の２．の規定にかかわらず、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 第１保険期間満了時に被指定契約に付加されている保険料払込方法（経路）
に関する特約が付加されます。ただし、その特約の効力が失われている場合
または払い込むべき被指定契約の保険料がない場合を除きます。

  ⑵ ⑴の規定が適用されるときは、第１保険期間満了時の被指定契約の保険料払
込方法（回数）が選択されます。  

   第７条  被指定契約の積立金からの払込みに関する特則

  １．保険契約者は、会社の承諾を得て、指定契約の第１回保険料 ＊１ または延滞保険
料 ＊２ の払込みについて、第３条（この特約による取扱い）の⑵に定める被指定
契約の第１回保険料 ＊１ または不定期払保険料を払い込まずに、被指定契約の積立
金から払い込むことができます。

  ２．本条の１．の場合、次の時に払込みがあったものとみなします。

  ⑴ 第１回保険料 ＊１ は、指定契約の申込みをした時または被保険者に関する告知
を受けた時のいずれか遅い時

  ⑵ 延滞保険料 ＊２ は、会社が指定契約の復活の申込みを承諾した時  

  ３．指定契約の契約内容の変更等により、その変更等に必要な金額を払い込む必要が
あるときは、本条の１．および２．に定めるほか、保険契約者は会社の承諾を得
て、被指定契約の積立金から払い込むことができます。

   第８条  指定契約が更新または変更される場合の特則

  指定契約が更新または変更されるときは、保険契約者から別段の申出がない限り、
この特約は、引き続きその主契約に付加されます。

   第９条  被指定契約に積立金定期払出特約が付加された場合の特則

  被指定契約に積立金定期払出特約が付加された場合で、被指定契約の積立金から
指定契約の保険料が払い込まれる日と積立金定期払出特約に定める払出日が同一
となるときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 第３条（この特約による取扱い）の⑸を次のとおり読み替えます。

  ⑸ 指定契約の第２回以後の保険料については、払込期月の末日における被
指定契約の積立金の額が払い込むべき指定契約 ＊１ の保険料と払い出す
べき積立金定期払出特約に定める対象保険契約の保険料相当額 ＊２ の合
計額に満たないときは、⑴による保険料の払込みを行いません。

   第11条  補足説明

  ＊１ 被指定契約
  利率変動型積立保険契約を除き
ます。

  ＊２ 無配当総合医療保険等
  次の⑴から�をいいます。
  ⑴ 無配当総合医療保険
  ⑵ 無配当がん医療保険
  ⑶ 無配当新総合医療保険
  ⑷ 無配当新がん医療保険
  ⑸ 無配当特定状態給付保険
  ⑹ 無配当介護保障保険
  ⑺ 無配当生活習慣病保険
  ⑻ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）
⑼ 無配当こども医療保険Ｌ

（返戻金なし型）（2011）
  ⑽ ５年ごと利差配当付新医療

保険
  ⑾ ５年ごと利差配当付新医療

保険（返戻金なし型）
  ⑿ ５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）
  ⒀ ５年ごと利差配当付医療保

険（返戻金なし型）（2010）
⒁ ５年ごと利差配当付医療保

険 Ｌ（ 返 戻 金 な し 型 ）
（2011）

⒂ ５年ごと利差配当付引受基
準緩和型医療保険（返戻金
なし型）

⒃ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）

⒄ ５年ごと利差配当付介護終
身年金保険（返戻金なし型）

（2012）
⒅ ５年ごと利差配当付介護一

時金保険（返戻金なし型）
（2012）

⒆ ５年ごと利差配当付認知症
介護終身年金保険（返戻金
なし型）

⒇ ５年ごと利差配当付認知症
介護一時金保険（返戻金な
し型）

� ５年ごと利差配当付所得保
障保険（返戻金なし型）

  � 災害倍額物価スライド定期
保険

  � 新こども保険
  � 貯蓄保険

   第12条  補足説明

  ＊１ 新たな指定契約
  既に締結された利率変動積立型
終身保険契約または利率変動型
積立保険契約を被指定契約 ＊２

  ⑵ 第３条（この特約による取扱い）の⑹を次のとおり読み替えます。
  ⑹ ⑸の規定により保険料の払込みが行われなかったときは、その払込期月

の翌月の末日に、次のとおり取り扱います。

  ① 被指定契約の積立金の額が２か月分の保険料の額と２か月分の対象保
険契約の保険料相当額 ＊２ の合計額以上のときは、２か月分の保険料を
被指定契約の積立金から払い込むものとし、その保険料が払い込まれ
たときは、⑵の規定にかかわらず、その日に払込みがあったものとし
ます。

  ② 被指定契約の積立金の額が２か月分の保険料の額と２か月分の対象保
険契約の保険料相当額 ＊２ の合計額未満で、かつ、１か月分の保険料の
額と１か月分の対象保険契約の保険料相当額 ＊２ の合計額以上のとき
は、１か月分の保険料を被指定契約の積立金から払い込むものとし、
その保険料が払い込まれたときは、⑵の規定にかかわらず、その日に
払込みがあったものとします。  

   第10条  指定契約が無配当特定状態給付保険契約である場合の特則

  指定契約が無配当特定状態給付保険契約であるときは、第４条（この特約による
取扱いを行わない場合）を次のとおり読み替えます。
  第４条（この特約による取扱いを行わない場合）

  次のいずれかに該当したとき以後は、被指定契約の指定は効力を失い、
この特約による取扱いは行いません。

  ⑴ 指定契約の保険契約者が被指定契約の保険契約者と異なる者と
なったとき

  ⑵ 被指定契約が消滅したとき
  ⑶ 被指定契約の第２保険期間が開始するとき
  ⑷ 保険契約者からこの特約による取扱いを行わない旨の申出があっ

たとき。ただし、指定契約の第１回特定状態給付金の支払事由が
生じた後はこの申出を行うことはできません。  

   第11条  複数の指定契約を同時に締結する場合または被指定契約と指定
契約を同時に締結する場合の特則

  複数の指定契約を同時に締結するとき、または被指定契約と指定契約を同時に締
結するときは、次の⑴から⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ リビング・ニーズ特約を付加するときは、同時に締結する指定契約および被

指定契約 ＊１ すべてに付加します。ただし、指定契約が無配当総合医療保険
等 ＊２ である場合を除きます。

  ⑵ 保険契約者は、次に定める受取人について、それぞれ、同時に締結する指定
契約および被指定契約を通じて同一の受取人を指定することを必要としま
す。

  ① 死亡保険金・死亡年金・死亡給付金の受取人
  ② 高度障害保険金・高度障害年金・介護保険金・介護年金・介護一時金・就業

不能給付金の受取人および入院給付金受取人  

  ⑶ 指定代理請求特約（2016）を付加するときは、同時に締結する指定契約お
よび被指定契約 ＊１ すべてに付加します。この場合、保険契約者は、同時に締
結する指定契約および被指定契約 ＊１ を通じて同一の指定代理請求人を指定
することを必要とします。

   第12条  新たな指定契約を締結する際の指定代理請求特約（2016）の取
扱いに関する特則

  １．新たな指定契約 ＊１ を締結する際に指定代理請求特約（2016）を付加するときは、
次の⑴から⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約 ＊２ および他の指定契約 ＊３ に、指定代理請求特約および指定代理

請求特約（2016）が付加されていないときは、被指定契約 ＊２ および他の指
定契約 ＊３ に指定代理請求特約（2016）が付加されます。この場合、指定代
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 として新たに締結する指定契約
をいいます。

  ＊２ 被指定契約
  利率変動型積立保険契約を除き
ます。

  ＊３ 他の指定契約
  新たな指定契約 ＊１ と被指定契
約を同一とする、既に締結され
た指定契約をいいます。

   第13条  補足説明

  ＊１ 新たな指定契約
  既に締結された利率変動積立型
終身保険契約または利率変動型
積立保険契約を被指定契約とし
て新たに締結する指定契約をい
います。ただし、この指定契約
の締結と同時に、既に締結され
た利率変動積立型終身保険契約
を利率変動型積立保険契約に変
更するときは、変更後の利率変
動型積立保険契約を含みます。

  ＊２ 死亡保険金・死亡年金・死
亡給付金の受取人

  本条において「死亡保険金等の
受取人」といいます。

  ＊３ 高度障害保険金・高度障害
年金・介護保険金・介護年
金・介護一時金・就業不能
給付金の受取人および入院
給付金受取人

  本条において「高度障害保険金
等の受取人」といいます。

  ＊４ 他の指定契約
  新たな指定契約 ＊１ と被指定契
約を同一とする、既に締結され
た指定契約をいいます。
   

  第14条  補足説明

  ＊１　第1回保険料
利率変動型積立保険約款に基づ
き、第1回保険料とともに払込
むべき不定期払込保険料がある
ときは、これを含みます。

＊２　延滞保険料
延滞保険料とともに払い込むべ
き復活後の保険料があるときは
これを含みます。

＊３　責任開始の時
次の⑴から⑷の保険契約の場合
には、保険期間開始の時としま

理請求人は、新たな指定契約 ＊１ の指定代理請求特約（2016）による指定代
理請求人と同一人が指定されます。

  ⑵ 被指定契約 ＊２ および他の指定契約 ＊３ には、指定代理請求特約（2016）が付
加されます。この場合、被指定契約 ＊２ および他の指定契約 ＊３ の指定代理請
求特約または指定代理請求特約（2016）による指定代理請求人は、新たな
指定契約 ＊１ の指定代理請求特約（2016）による指定代理請求人に変更され
ます。なお、指定代理請求特約は消滅します。

  ⑶ ⑴および⑵に規定する指定代理請求特約（2016）の付加または指定代理請
求人の変更の効力は、新たな指定契約 ＊１ の責任開始の時から生じます。

  ２．新たな指定契約 ＊１ を締結する際に指定代理請求特約（2016）を付加しない場合で、
被指定契約 ＊２ および他の指定契約 ＊３ に指定代理請求特約または指定代理請求特
約（2016）が付加されているときまたは普通保険約款もしくは付加特約による
指定代理請求人が指定されているときは、被指定契約 ＊２ および他の指定契約 ＊３

 に付加されている指定代理請求特約、指定代理請求特約（2016）または普通保
険約款もしくは付加特約による指定代理請求人の指定は消滅します。

   第13条  新たな指定契約を締結する際の受取人の取扱いに関する特則

  新たな指定契約 ＊１ を締結する際に、死亡保険金・死亡年金・死亡給付金の受取
人 ＊２ または高度障害保険金・高度障害年金・介護保険金・介護年金・介護一時
金・就業不能給付金の受取人および入院給付金受取人 ＊３ を指定するときは、次
の⑴から⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約および他の指定契約 ＊４ の死亡保険金等の受取人 ＊２ と新たな指定

契約 ＊１ の死亡保険金等の受取人 ＊２ が異なるときは、被指定契約および他の
指定契約 ＊４ の死亡保険金等の受取人 ＊２ は、新たな指定契約 ＊１ の死亡保険金
等の受取人 ＊２ にそれぞれ変更されます。この場合、新たな指定契約 ＊１ の死
亡保険金等の受取人 ＊２ が２人以上であるときは、その受取割合は、被指定
契約および他の指定契約 ＊４ においても同一とします。

  ⑵ 被指定契約および他の指定契約 ＊４ の高度障害保険金等の受取人 ＊３ と新たな
指定契約 ＊１ の高度障害保険金等の受取人 ＊３ が異なるときは、被指定契約お
よび他の指定契約 ＊４ の高度障害保険金等の受取人 ＊３ は、新たな指定契約 ＊１

 の高度障害保険金等の受取人 ＊３ にそれぞれ変更されます。
  ⑶ ⑴または⑵に規定する死亡保険金等の受取人 ＊２ または高度障害保険金等の

受取人 ＊３ の変更の効力は、新たな指定契約 ＊１ の責任開始の時から生じます。   

 第14条  責任開始に関する特約とあわせて主契約に付加する場合の特則

この特約を責任開始に関する特約とあわせて主契約に付加する場合、次のとおり
取り扱います。
⑴　第３条（この特約による取扱い）の⑴から⑹を次のとおり読み替えます。

⑴　指定契約の保険料は、普通保険約款の規定にかかわらず、被指定契約の
積立金から払い込むことを必要とします。なお、被指定契約の積立金は、
被指定契約の保険料として払い込まれた「指定契約に払い込むべき保険
料」を含みます。

⑵　⑴の保険料が払い込まれる場合には、次の時をもって保険料の払込みが
あったものとみなします。

①　被指定契約の締結の際に指定契約を締結する場合の指定契約の第
１回保険料は、被指定契約の第１回保険料＊1を会社が受け取った
時

②　指定契約の第２回以後の保険料は、指定契約の払込期月の末日
③　指定契約を復活する際の指定契約の延滞保険料＊２は、その指定契

約に払い込むべき延滞保険料＊２として、被指定契約の不定期払保
険料を会社が受け取った時

⑶　責任開始に関する特約の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規
定する責任開始の時＊３を含む月の翌月1日を指定契約の契約成立日とし
ます。なお、主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立
日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

⑷　⑶の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規定する責任開始の
時＊３からその月の末日までの間に、次のいずれかの事由によって保険

す。
⑴ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑵ ５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）契約
⑶ ５年ごと利差配当付がん保

険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑷ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

  ＊４　指定契約
被指定契約を同一とする他の指
定契約があるときは、他の指定
契約を含みます。 

金、給付金、年金もしくは一時金の支払事由または保険料の払込免除事
由が生じたときは、責任開始に関する特約に規定する責任開始の時＊３

を含む日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契約年齢の計
算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、
契約成立日を算入します。

①　被保険者が死亡したこと
②　被保険者が普通保険約款に定める高度障害状態になったこと
③　被保険者が普通保険約款に定める介護保険金、介護年金、介護一

時金、特定疾病保険金、７大疾病保険金、特定状態給付金または
特定生活障害年金の支払事由に該当したこと

⑸　指定契約の第１回保険料については、保険料口座振替特約に規定する振
替日における被指定契約の積立金の額が払い込むべき指定契約＊４の第
１回保険料の合計額に満たないときは、⑴による保険料の払込みを行い
ません。また、指定契約の第２回以後の保険料については、払込期月の
末日における被指定契約の積立金の額が払い込むべき指定契約＊４の保
険料の合計額に満たないときは、⑴による保険料の払込みを行いません。

⑹　⑸の規定により保険料の払込みが行われなかったときは、その猶予期間
の末日に、次のとおり取り扱います。

①　被指定契約の積立金の額が２か月分の保険料の額以上のときは、
２か月分の保険料を被指定契約の積立金から払い込むものとし、
その保険料が払い込まれたときは、⑵の規定にかかわらず、その
日に払込みがあったものとします。

②　被指定契約の積立金の額が２か月分の保険料の額未満で、かつ、
1か月分の保険料の額以上のときは、１か月分の保険料を被指定
契約の積立金から払い込むものとし、その保険料が払い込まれた
ときは、⑵の規定にかかわらず、その日に払込みがあったものと
します。

⑵　指定契約の第１回保険料の払込前においては、第４条（この特約による取扱
いを行わない場合）の１．－⑸は適用しません。

⑶　第７条（被指定契約の積立金からの払込みに関する特則）は適用しません。
⑷　指定契約の第１回保険料の払込前に、保険契約者が指定契約または被指定契

約を解約するときは、すべての指定契約および被指定契約を解約することを
必要とし、一部の指定契約または被指定契約のみを解約することはできませ
ん。
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 として新たに締結する指定契約
をいいます。

  ＊２ 被指定契約
  利率変動型積立保険契約を除き
ます。

  ＊３ 他の指定契約
  新たな指定契約 ＊１ と被指定契
約を同一とする、既に締結され
た指定契約をいいます。

   第13条  補足説明

  ＊１ 新たな指定契約
  既に締結された利率変動積立型
終身保険契約または利率変動型
積立保険契約を被指定契約とし
て新たに締結する指定契約をい
います。ただし、この指定契約
の締結と同時に、既に締結され
た利率変動積立型終身保険契約
を利率変動型積立保険契約に変
更するときは、変更後の利率変
動型積立保険契約を含みます。

  ＊２ 死亡保険金・死亡年金・死
亡給付金の受取人

  本条において「死亡保険金等の
受取人」といいます。

  ＊３ 高度障害保険金・高度障害
年金・介護保険金・介護年
金・介護一時金・就業不能
給付金の受取人および入院
給付金受取人

  本条において「高度障害保険金
等の受取人」といいます。

  ＊４ 他の指定契約
  新たな指定契約 ＊１ と被指定契
約を同一とする、既に締結され
た指定契約をいいます。
   

  第14条  補足説明

  ＊１　第1回保険料
利率変動型積立保険約款に基づ
き、第1回保険料とともに払込
むべき不定期払込保険料がある
ときは、これを含みます。

＊２　延滞保険料
延滞保険料とともに払い込むべ
き復活後の保険料があるときは
これを含みます。

＊３　責任開始の時
次の⑴から⑷の保険契約の場合
には、保険期間開始の時としま

理請求人は、新たな指定契約 ＊１ の指定代理請求特約（2016）による指定代
理請求人と同一人が指定されます。

  ⑵ 被指定契約 ＊２ および他の指定契約 ＊３ には、指定代理請求特約（2016）が付
加されます。この場合、被指定契約 ＊２ および他の指定契約 ＊３ の指定代理請
求特約または指定代理請求特約（2016）による指定代理請求人は、新たな
指定契約 ＊１ の指定代理請求特約（2016）による指定代理請求人に変更され
ます。なお、指定代理請求特約は消滅します。

  ⑶ ⑴および⑵に規定する指定代理請求特約（2016）の付加または指定代理請
求人の変更の効力は、新たな指定契約 ＊１ の責任開始の時から生じます。

  ２．新たな指定契約 ＊１ を締結する際に指定代理請求特約（2016）を付加しない場合で、
被指定契約 ＊２ および他の指定契約 ＊３ に指定代理請求特約または指定代理請求特
約（2016）が付加されているときまたは普通保険約款もしくは付加特約による
指定代理請求人が指定されているときは、被指定契約 ＊２ および他の指定契約 ＊３

 に付加されている指定代理請求特約、指定代理請求特約（2016）または普通保
険約款もしくは付加特約による指定代理請求人の指定は消滅します。

   第13条  新たな指定契約を締結する際の受取人の取扱いに関する特則

  新たな指定契約 ＊１ を締結する際に、死亡保険金・死亡年金・死亡給付金の受取
人 ＊２ または高度障害保険金・高度障害年金・介護保険金・介護年金・介護一時
金・就業不能給付金の受取人および入院給付金受取人 ＊３ を指定するときは、次
の⑴から⑶のとおり取り扱います。
  ⑴ 被指定契約および他の指定契約 ＊４ の死亡保険金等の受取人 ＊２ と新たな指定

契約 ＊１ の死亡保険金等の受取人 ＊２ が異なるときは、被指定契約および他の
指定契約 ＊４ の死亡保険金等の受取人 ＊２ は、新たな指定契約 ＊１ の死亡保険金
等の受取人 ＊２ にそれぞれ変更されます。この場合、新たな指定契約 ＊１ の死
亡保険金等の受取人 ＊２ が２人以上であるときは、その受取割合は、被指定
契約および他の指定契約 ＊４ においても同一とします。

  ⑵ 被指定契約および他の指定契約 ＊４ の高度障害保険金等の受取人 ＊３ と新たな
指定契約 ＊１ の高度障害保険金等の受取人 ＊３ が異なるときは、被指定契約お
よび他の指定契約 ＊４ の高度障害保険金等の受取人 ＊３ は、新たな指定契約 ＊１

 の高度障害保険金等の受取人 ＊３ にそれぞれ変更されます。
  ⑶ ⑴または⑵に規定する死亡保険金等の受取人 ＊２ または高度障害保険金等の

受取人 ＊３ の変更の効力は、新たな指定契約 ＊１ の責任開始の時から生じます。   

 第14条  責任開始に関する特約とあわせて主契約に付加する場合の特則

この特約を責任開始に関する特約とあわせて主契約に付加する場合、次のとおり
取り扱います。
⑴　第３条（この特約による取扱い）の⑴から⑹を次のとおり読み替えます。

⑴　指定契約の保険料は、普通保険約款の規定にかかわらず、被指定契約の
積立金から払い込むことを必要とします。なお、被指定契約の積立金は、
被指定契約の保険料として払い込まれた「指定契約に払い込むべき保険
料」を含みます。

⑵　⑴の保険料が払い込まれる場合には、次の時をもって保険料の払込みが
あったものとみなします。

①　被指定契約の締結の際に指定契約を締結する場合の指定契約の第
１回保険料は、被指定契約の第１回保険料＊1を会社が受け取った
時

②　指定契約の第２回以後の保険料は、指定契約の払込期月の末日
③　指定契約を復活する際の指定契約の延滞保険料＊２は、その指定契

約に払い込むべき延滞保険料＊２として、被指定契約の不定期払保
険料を会社が受け取った時

⑶　責任開始に関する特約の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規
定する責任開始の時＊３を含む月の翌月1日を指定契約の契約成立日とし
ます。なお、主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立
日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

⑷　⑶の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規定する責任開始の
時＊３からその月の末日までの間に、次のいずれかの事由によって保険

す。
⑴ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑵ ５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）契約
⑶ ５年ごと利差配当付がん保

険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑷ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

  ＊４　指定契約
被指定契約を同一とする他の指
定契約があるときは、他の指定
契約を含みます。 

金、給付金、年金もしくは一時金の支払事由または保険料の払込免除事
由が生じたときは、責任開始に関する特約に規定する責任開始の時＊３

を含む日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契約年齢の計
算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、
契約成立日を算入します。

①　被保険者が死亡したこと
②　被保険者が普通保険約款に定める高度障害状態になったこと
③　被保険者が普通保険約款に定める介護保険金、介護年金、介護一

時金、特定疾病保険金、７大疾病保険金、特定状態給付金または
特定生活障害年金の支払事由に該当したこと

⑸　指定契約の第１回保険料については、保険料口座振替特約に規定する振
替日における被指定契約の積立金の額が払い込むべき指定契約＊４の第
１回保険料の合計額に満たないときは、⑴による保険料の払込みを行い
ません。また、指定契約の第２回以後の保険料については、払込期月の
末日における被指定契約の積立金の額が払い込むべき指定契約＊４の保
険料の合計額に満たないときは、⑴による保険料の払込みを行いません。

⑹　⑸の規定により保険料の払込みが行われなかったときは、その猶予期間
の末日に、次のとおり取り扱います。

①　被指定契約の積立金の額が２か月分の保険料の額以上のときは、
２か月分の保険料を被指定契約の積立金から払い込むものとし、
その保険料が払い込まれたときは、⑵の規定にかかわらず、その
日に払込みがあったものとします。

②　被指定契約の積立金の額が２か月分の保険料の額未満で、かつ、
1か月分の保険料の額以上のときは、１か月分の保険料を被指定
契約の積立金から払い込むものとし、その保険料が払い込まれた
ときは、⑵の規定にかかわらず、その日に払込みがあったものと
します。

⑵　指定契約の第１回保険料の払込前においては、第４条（この特約による取扱
いを行わない場合）の１．－⑸は適用しません。

⑶　第７条（被指定契約の積立金からの払込みに関する特則）は適用しません。
⑷　指定契約の第１回保険料の払込前に、保険契約者が指定契約または被指定契

約を解約するときは、すべての指定契約および被指定契約を解約することを
必要とし、一部の指定契約または被指定契約のみを解約することはできませ
ん。
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   保障内容変更特約目次   保障内容変更特約  
  （実施　平13.4.2 ／改正　平28.10.3）  

   １ 用語の意義について

   第１条  用語の意義

  この特約において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  ⑴ 保障内容変更    会社の定める要件を満たした保険契約の消滅および
新たな保険契約の締結を伴う取扱いをいいます。こ
の場合、消滅する保険契約および新たに締結する保
険契約について、同一の利率変動積立型終身保険契
約または利率変動型積立保険契約を保険契約指定特
約に定める被指定契約とすることを必要とします。  

  ⑵ 変更前契約    保障内容変更の取扱いにより消滅する、被保険者を
同一とする保険契約（付加特約を含みます。）をい
います。  

  ⑶ 変更後契約    保障内容変更の取扱いにより新たに締結する、被保
険者を同一とする保険契約（付加特約を含みます。）
をいいます。  

  ⑷ 変更元契約    次のいずれかの保険契約（付加特約を含みます。）
をいいます。ただし、⑵に定める変更前契約につい
て復活があった場合を除きます。
  ① ⑵に定める変更前契約が保障内容変更の取扱い

により締結された変更後契約の場合には、その
変更後契約に対する変更前契約

  ② ⑵に定める変更前契約が保険契約転換特約に定
める転換の取扱いにより締結された転換後契約
の場合には、その転換後契約に対する被転換契
約

  ③ ⑵に定める変更前契約が保険契約一部転換特約
に定める転換の取扱いにより締結された転換後
契約の場合には、その転換後契約に対する被転
換部分  

   ２ 特約の適用について

   第２条  特約の適用

  この特約は、被保険者の同意を得て、変更前契約について保障内容変更の取扱い
をする場合に適用します。

   ３ 変更前契約の保障内容変更価格について

   第３条  変更前契約の保障内容変更価格

  １．会社は、保障内容変更時に、本条の２．に規定する変更前契約の保障内容変更価
格を変更前契約に付加された保険契約指定特約により指定された利率変動積立型
終身保険契約または利率変動型積立保険契約の積立金に充当します。

  ２．変更前契約の保障内容変更価格は、次の⑴および⑵の合計額とします。ただし、
変更前契約において保険料の振替貸付または保険契約者に対する貸付が行われて
いるときは、その元利合計額を⑵から差し引き、差し引けない金額があれば、そ
れを⑴から差し引きます。
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   保障内容変更特約目次   保障内容変更特約  
  （実施　平13.4.2 ／改正　平28.10.3）  

   １ 用語の意義について

   第１条  用語の意義

  この特約において使用する用語は、次に定めるとおりとします。

  用　語    意　義  

  ⑴ 保障内容変更    会社の定める要件を満たした保険契約の消滅および
新たな保険契約の締結を伴う取扱いをいいます。こ
の場合、消滅する保険契約および新たに締結する保
険契約について、同一の利率変動積立型終身保険契
約または利率変動型積立保険契約を保険契約指定特
約に定める被指定契約とすることを必要とします。  

  ⑵ 変更前契約    保障内容変更の取扱いにより消滅する、被保険者を
同一とする保険契約（付加特約を含みます。）をい
います。  

  ⑶ 変更後契約    保障内容変更の取扱いにより新たに締結する、被保
険者を同一とする保険契約（付加特約を含みます。）
をいいます。  

  ⑷ 変更元契約    次のいずれかの保険契約（付加特約を含みます。）
をいいます。ただし、⑵に定める変更前契約につい
て復活があった場合を除きます。
  ① ⑵に定める変更前契約が保障内容変更の取扱い

により締結された変更後契約の場合には、その
変更後契約に対する変更前契約

  ② ⑵に定める変更前契約が保険契約転換特約に定
める転換の取扱いにより締結された転換後契約
の場合には、その転換後契約に対する被転換契
約

  ③ ⑵に定める変更前契約が保険契約一部転換特約
に定める転換の取扱いにより締結された転換後
契約の場合には、その転換後契約に対する被転
換部分  

   ２ 特約の適用について

   第２条  特約の適用

  この特約は、被保険者の同意を得て、変更前契約について保障内容変更の取扱い
をする場合に適用します。

   ３ 変更前契約の保障内容変更価格について

   第３条  変更前契約の保障内容変更価格

  １．会社は、保障内容変更時に、本条の２．に規定する変更前契約の保障内容変更価
格を変更前契約に付加された保険契約指定特約により指定された利率変動積立型
終身保険契約または利率変動型積立保険契約の積立金に充当します。

  ２．変更前契約の保障内容変更価格は、次の⑴および⑵の合計額とします。ただし、
変更前契約において保険料の振替貸付または保険契約者に対する貸付が行われて
いるときは、その元利合計額を⑵から差し引き、差し引けない金額があれば、そ
れを⑴から差し引きます。
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  ⑴ 変更前契約の保障内容変更時の責任準備金の額
  ⑵ 次の金額の合計額

  ① 保障内容変更時までの経過期間に応じて計算した変更前契約の社員配当
金相当額

  ② 変更前契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置かれた社員
配当金があるときは、その元利合計額

  ③ 変更前契約においてすえ置かれた生存給付金、教育資金、進学資金、特
約保険金、特約生存給付金、健康支援給付金、無事故給付金、健康祝金、
生存祝金、がん健康支援金、女性応援給付金または積立金があるときは、
その元利合計額

  ④ 変更前契約の保障内容変更時において社員配当金特殊支払特則による買
増保険の返戻金額があるときは、その金額  

   ４ 変更前契約の保険料の払込みについて

   第４条  変更前契約の保険料の払込み

  １．保険契約者は、変更後契約の契約成立日となるべき日の前日までに、変更後契約
の契約成立日となるべき日の前日までに払い込むべき変更前契約の保険料 ＊１ を
保険契約指定特約の規定により払い込むことを必要とします。

  ２．本条の１．に定める払い込むべき変更前契約の保険料 ＊１ が払い込まれないときは、
変更後契約は成立しません。この場合、変更前契約の規定が適用されます。

  ３．本条の１．および２．の規定にかかわらず、変更後契約の責任開始の日からその
月の末日までの間に変更後契約の保険金等 ＊２ の支払事由または保険料の払込免
除事由が生じ、以後の変更後契約の保険料の払込みを必要としない場合で、払い
込むべき変更前契約の保険料 ＊１ が払い込まれないときは、会社は、変更後契約の
保険金等 ＊２ の支払いまたは保険料の払込免除を行いません。

   ５ 保障内容変更日および変更前契約の取扱いについて

   第５条  保障内容変更日

  保障内容変更日は、変更後契約の契約成立日とします。

   第６条  変更前契約の取扱い

  変更前契約は、変更後契約の契約成立時に消滅したものとして取り扱います。

   ６ 変更後契約の特別取扱いについて

   第７条  変更後契約の特別取扱い

  １．変更後契約について、次の⑴から⑷のいずれかの事由が生じた場合で、保険契約者
から請求があったときは、保障内容変更は行われず、変更前契約は消滅しなかった
ものとして取り扱います。ただし、⑵から⑷にあっては、変更後契約の死亡保険金
額 ＊１ が変更前契約の死亡保険金額 ＊１ を超える場合に限り、本条の取扱いを行います。
  ⑴ 変更後契約が無効のとき。ただし、普通保険約款に定める保険契約者もしく

は被保険者の詐欺による取消しの場合または保険契約者の不法取得目的によ
る無効の場合を除きます。

  ⑵ 変更後契約の締結の際の告知義務違反により、変更後契約またはそのうちの
付加特約のみが解除されるとき

  ⑶ 被保険者が、変更後契約の保険金等 ＊２ の支払事由または保険料の払込免除
事由に規定する状態に該当したが、変更後契約の責任開始の時前の原因によ
るため、変更後契約による保険金等 ＊２ の支払いまたは保険料の払込免除が
行われないとき

  ⑷ 被保険者が、変更後契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺したため、変更後契約

 第４条  補足説明

  ＊１ 変更後契約の契約成立日と
なるべき日の前日までに払
い込むべき変更前契約の保
険料

  本条において「払い込むべき変
更前契約の保険料」といいます。

  ＊２ 保険金等
  保険金・給付金・年金・一時金
をいいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金額
  死亡給付金額、死亡年金額およ
び未払いの年金現価を含みま
す。

  ＊２ 保険金等
  保険金・給付金・見舞金・年金・
一時金をいいます。

  ＊３ 自殺免責期間
  被保険者が自殺した場合で、普
通保険約款または付加特約の規
定により免責事由に該当し、死
亡保険金 ＊４ が支払われない期
間をいいます。

の死亡保険金 ＊４ が支払われないとき
  次の①から③の場合には、それぞれ次のとおり取り扱います。なお、変更前
契約については、変更元契約から変更前契約への保障内容変更または転換が
行われなかったものとする取扱いはありません。
  ① 被保険者が、保険期間満了前の変更前契約 ＊５ の自殺免責期間 ＊３ 経過後

に自殺した場合で、変更前契約の普通保険約款の規定（付加特約の規定
を含みます。以下同じ。）により変更前契約の死亡保険金 ＊４ が支払われ
ることとなるとき
  変更前契約の死亡保険金 ＊４ を支払います。

  ② 被保険者が、変更前契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺した場合で、保険
期間満了前の変更元契約 ＊６ があり、その普通保険約款の規定により変
更元契約の死亡保険金 ＊４ が支払われることとなるとき
  「変更前契約の死亡保険金 ＊４ の金額」および「変更元契約の死亡保険
金 ＊４ の金額」のうち、いずれか低い金額を変更前契約において支払い
ます。

  ③ 被保険者が、変更前契約および変更元契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺
した場合で、変更元契約を変更後契約または転換後契約とする保険期間
満了前の変更前契約等 ＊７ があり、その普通保険約款の規定により変更
元契約の変更前契約等 ＊７ の死亡保険金 ＊４ が支払われることとなるとき
  「変更前契約の死亡保険金 ＊４ の金額」、「変更元契約の死亡保険金 ＊４ の金
額」および「変更元契約の変更前契約等 ＊７ の死亡保険金 ＊４ の金額 ＊８ 」
のうち、いずれか最も低い金額を変更前契約において支払います。

  ２．本条の１．の規定が適用される場合、変更前契約の締結の際の告知義務違反によ
り、変更前契約またはそのうちの付加特約のみが解除されるときは、変更前契約
については、変更元契約から変更前契約への保障内容変更または転換が行われな
かったものとする取扱いはありません。この場合、告知義務違反による解除に相
当しない変更元契約があるときは、変更前契約の締結の際の告知義務違反による
解除の取扱いを行いません。ただし、変更前契約の保険金等 ＊２ の金額が、変更
後契約または変更元契約の同種の保険金等 ＊２ の金額を超えるときは、会社は、
その超える部分を解除することができます。

  ３．本条の１．および２．の取扱いを行うときは、会社は請求がなされた日までの、
保険料、社員配当金、保険料の振替貸付金および保険契約者に対する貸付金を精
算して払い戻すべき金額を保険契約者（死亡保険金等 ＊９ が支払われるときは、
その受取人）に支払い、不足額があるときは保険契約者はその不足額を払い込む
ことを必要とします。ただし、変更前契約により死亡保険金等 ＊９ が支払われる
ときは、死亡保険金等 ＊９ から不足額を差し引きます。

  ４．本条の１．により消滅しなかったものとして取り扱う変更前契約については、次
の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 変更前契約の保険金受取人 ＊10 と変更後契約の保険金受取人 ＊10 とが異なると

きは、変更前契約の保険金受取人 ＊10 は変更後契約の保険金受取人 ＊10 に変更
されたものとみなします。

  ⑵ 変更後契約において保険契約者の権利義務の承継がなされたときは、変更前
契約についても、同じ承継がなされたものとみなします。ただし、変更前契
約の普通保険約款で保険契約者の範囲が限定されているときは、その範囲内
で承継された場合に限ります。

  ５．変更後契約が次の⑴から⑺のいずれかに該当するときは、本条の１．から４．に
よる取扱いは行いません｡
  ⑴ 本条の１．－⑴から⑷のいずれかに該当したが、会社の指定する日までに保

険契約者が本条の１．による請求をしなかったとき
  ⑵ 保険金等 ＊２ の金額の変更または払済保険、払済養老保険、払済終身保険、

払済７大疾病終身保険、払済年金保険もしくは延長保険への変更等、保険種
類の変更が行われたとき

  ⑶ すでに保険金、給付金、年金、見舞金、祝金または一時金が支払われたとき
  ⑷ 保険料の払込みが免除されているとき
  ⑸ 変更前契約が生存給付金付定期保険契約または５年ごと利差配当付生存給付

金付定期保険契約の場合で、保障内容変更と同時に被保険者の変更が行われ
たとき

  ⑹ 変更後契約が生存給付金付定期保険契約または５年ごと利差配当付生存給付
金付定期保険契約の場合で、保障内容変更後に被保険者の変更が行われたと
き

 第７条  補足説明

  ＊４ 死亡保険金
  被保険者の死亡に対して支払わ
れる保険金や給付金をいい、そ
の名称の如何を問いません。

  ＊５ 保険期間満了前の変更前契
約

  更新または変更可能な場合に
は、更新または変更後の保険契
約を含みます。

  ＊６ 保険期間満了前の変更元契
約

  更新または変更可能な場合に
は、更新または変更後の保険契
約を含みます。

  ＊７ 変更元契約を変更後契約ま
たは転換後契約とする保険
期間満了前の変更前契約等

  「変更元契約を変更後契約とす
る保険期間満了前の変更前契
約」、「変更元契約を転換後契約
とする保険期間満了前の保険契
約転換特約に定める被転換契
約」または「変更元契約を転換
後契約とする保険期間満了前の
保険契約一部転換特約に定める
被転換部分」をいい（変更元契
約について復活があった場合を
除きます。）、更新または変更可
能な場合には、更新または変更
後の保険契約を含みます。本条
において「変更元契約の変更前
契約等」といいます。

  ＊８ 変更元契約の変更前契約等
の死亡保険金の金額

  変更元契約が保険契約一部転換
特約に定める被転換部分の場合
には、被転換部分に対応する金
額とします。

  ＊９ 死亡保険金等
  次の⑴から⒅をいいます。
  ⑴ 死亡保険金
  ⑵ 高度障害保険金
  ⑶ 介護保険金
  ⑷ 特定疾病保険金
  ⑸ ７大疾病保険金
⑹ 災害死亡保険金
  ⑺ 災害高度障害保険金
  ⑻ 死亡給付金
  ⑼ 災害死亡給付金
  ⑽ 高度障害給付金
  ⑾ 死亡見舞金
  ⑿ 高度障害見舞金
  ⒀ 死亡年金
  ⒁ 高度障害年金
  ⒂ 介護年金
  ⒃ 育英年金
  ⒄ 特約年金
  ⒅ 一時金

  ＊10 保険金受取人
  給付金受取人、年金受取人およ
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  ⑴ 変更前契約の保障内容変更時の責任準備金の額
  ⑵ 次の金額の合計額

  ① 保障内容変更時までの経過期間に応じて計算した変更前契約の社員配当
金相当額

  ② 変更前契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置かれた社員
配当金があるときは、その元利合計額

  ③ 変更前契約においてすえ置かれた生存給付金、教育資金、進学資金、特
約保険金、特約生存給付金、健康支援給付金、無事故給付金、健康祝金、
生存祝金、がん健康支援金、女性応援給付金または積立金があるときは、
その元利合計額

  ④ 変更前契約の保障内容変更時において社員配当金特殊支払特則による買
増保険の返戻金額があるときは、その金額  

   ４ 変更前契約の保険料の払込みについて

   第４条  変更前契約の保険料の払込み

  １．保険契約者は、変更後契約の契約成立日となるべき日の前日までに、変更後契約
の契約成立日となるべき日の前日までに払い込むべき変更前契約の保険料 ＊１ を
保険契約指定特約の規定により払い込むことを必要とします。

  ２．本条の１．に定める払い込むべき変更前契約の保険料 ＊１ が払い込まれないときは、
変更後契約は成立しません。この場合、変更前契約の規定が適用されます。

  ３．本条の１．および２．の規定にかかわらず、変更後契約の責任開始の日からその
月の末日までの間に変更後契約の保険金等 ＊２ の支払事由または保険料の払込免
除事由が生じ、以後の変更後契約の保険料の払込みを必要としない場合で、払い
込むべき変更前契約の保険料 ＊１ が払い込まれないときは、会社は、変更後契約の
保険金等 ＊２ の支払いまたは保険料の払込免除を行いません。

   ５ 保障内容変更日および変更前契約の取扱いについて

   第５条  保障内容変更日

  保障内容変更日は、変更後契約の契約成立日とします。

   第６条  変更前契約の取扱い

  変更前契約は、変更後契約の契約成立時に消滅したものとして取り扱います。

   ６ 変更後契約の特別取扱いについて

   第７条  変更後契約の特別取扱い

  １．変更後契約について、次の⑴から⑷のいずれかの事由が生じた場合で、保険契約者
から請求があったときは、保障内容変更は行われず、変更前契約は消滅しなかった
ものとして取り扱います。ただし、⑵から⑷にあっては、変更後契約の死亡保険金
額 ＊１ が変更前契約の死亡保険金額 ＊１ を超える場合に限り、本条の取扱いを行います。
  ⑴ 変更後契約が無効のとき。ただし、普通保険約款に定める保険契約者もしく

は被保険者の詐欺による取消しの場合または保険契約者の不法取得目的によ
る無効の場合を除きます。

  ⑵ 変更後契約の締結の際の告知義務違反により、変更後契約またはそのうちの
付加特約のみが解除されるとき

  ⑶ 被保険者が、変更後契約の保険金等 ＊２ の支払事由または保険料の払込免除
事由に規定する状態に該当したが、変更後契約の責任開始の時前の原因によ
るため、変更後契約による保険金等 ＊２ の支払いまたは保険料の払込免除が
行われないとき

  ⑷ 被保険者が、変更後契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺したため、変更後契約

 第４条  補足説明

  ＊１ 変更後契約の契約成立日と
なるべき日の前日までに払
い込むべき変更前契約の保
険料

  本条において「払い込むべき変
更前契約の保険料」といいます。

  ＊２ 保険金等
  保険金・給付金・年金・一時金
をいいます。

   第７条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金額
  死亡給付金額、死亡年金額およ
び未払いの年金現価を含みま
す。

  ＊２ 保険金等
  保険金・給付金・見舞金・年金・
一時金をいいます。

  ＊３ 自殺免責期間
  被保険者が自殺した場合で、普
通保険約款または付加特約の規
定により免責事由に該当し、死
亡保険金 ＊４ が支払われない期
間をいいます。

の死亡保険金 ＊４ が支払われないとき
  次の①から③の場合には、それぞれ次のとおり取り扱います。なお、変更前
契約については、変更元契約から変更前契約への保障内容変更または転換が
行われなかったものとする取扱いはありません。
  ① 被保険者が、保険期間満了前の変更前契約 ＊５ の自殺免責期間 ＊３ 経過後

に自殺した場合で、変更前契約の普通保険約款の規定（付加特約の規定
を含みます。以下同じ。）により変更前契約の死亡保険金 ＊４ が支払われ
ることとなるとき
  変更前契約の死亡保険金 ＊４ を支払います。

  ② 被保険者が、変更前契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺した場合で、保険
期間満了前の変更元契約 ＊６ があり、その普通保険約款の規定により変
更元契約の死亡保険金 ＊４ が支払われることとなるとき
  「変更前契約の死亡保険金 ＊４ の金額」および「変更元契約の死亡保険
金 ＊４ の金額」のうち、いずれか低い金額を変更前契約において支払い
ます。

  ③ 被保険者が、変更前契約および変更元契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺
した場合で、変更元契約を変更後契約または転換後契約とする保険期間
満了前の変更前契約等 ＊７ があり、その普通保険約款の規定により変更
元契約の変更前契約等 ＊７ の死亡保険金 ＊４ が支払われることとなるとき
  「変更前契約の死亡保険金 ＊４ の金額」、「変更元契約の死亡保険金 ＊４ の金
額」および「変更元契約の変更前契約等 ＊７ の死亡保険金 ＊４ の金額 ＊８ 」
のうち、いずれか最も低い金額を変更前契約において支払います。

  ２．本条の１．の規定が適用される場合、変更前契約の締結の際の告知義務違反によ
り、変更前契約またはそのうちの付加特約のみが解除されるときは、変更前契約
については、変更元契約から変更前契約への保障内容変更または転換が行われな
かったものとする取扱いはありません。この場合、告知義務違反による解除に相
当しない変更元契約があるときは、変更前契約の締結の際の告知義務違反による
解除の取扱いを行いません。ただし、変更前契約の保険金等 ＊２ の金額が、変更
後契約または変更元契約の同種の保険金等 ＊２ の金額を超えるときは、会社は、
その超える部分を解除することができます。

  ３．本条の１．および２．の取扱いを行うときは、会社は請求がなされた日までの、
保険料、社員配当金、保険料の振替貸付金および保険契約者に対する貸付金を精
算して払い戻すべき金額を保険契約者（死亡保険金等 ＊９ が支払われるときは、
その受取人）に支払い、不足額があるときは保険契約者はその不足額を払い込む
ことを必要とします。ただし、変更前契約により死亡保険金等 ＊９ が支払われる
ときは、死亡保険金等 ＊９ から不足額を差し引きます。

  ４．本条の１．により消滅しなかったものとして取り扱う変更前契約については、次
の⑴および⑵のとおり取り扱います。
  ⑴ 変更前契約の保険金受取人 ＊10 と変更後契約の保険金受取人 ＊10 とが異なると

きは、変更前契約の保険金受取人 ＊10 は変更後契約の保険金受取人 ＊10 に変更
されたものとみなします。

  ⑵ 変更後契約において保険契約者の権利義務の承継がなされたときは、変更前
契約についても、同じ承継がなされたものとみなします。ただし、変更前契
約の普通保険約款で保険契約者の範囲が限定されているときは、その範囲内
で承継された場合に限ります。

  ５．変更後契約が次の⑴から⑺のいずれかに該当するときは、本条の１．から４．に
よる取扱いは行いません｡
  ⑴ 本条の１．－⑴から⑷のいずれかに該当したが、会社の指定する日までに保

険契約者が本条の１．による請求をしなかったとき
  ⑵ 保険金等 ＊２ の金額の変更または払済保険、払済養老保険、払済終身保険、

払済７大疾病終身保険、払済年金保険もしくは延長保険への変更等、保険種
類の変更が行われたとき

  ⑶ すでに保険金、給付金、年金、見舞金、祝金または一時金が支払われたとき
  ⑷ 保険料の払込みが免除されているとき
  ⑸ 変更前契約が生存給付金付定期保険契約または５年ごと利差配当付生存給付

金付定期保険契約の場合で、保障内容変更と同時に被保険者の変更が行われ
たとき

  ⑹ 変更後契約が生存給付金付定期保険契約または５年ごと利差配当付生存給付
金付定期保険契約の場合で、保障内容変更後に被保険者の変更が行われたと
き

 第７条  補足説明

  ＊４ 死亡保険金
  被保険者の死亡に対して支払わ
れる保険金や給付金をいい、そ
の名称の如何を問いません。

  ＊５ 保険期間満了前の変更前契
約

  更新または変更可能な場合に
は、更新または変更後の保険契
約を含みます。

  ＊６ 保険期間満了前の変更元契
約

  更新または変更可能な場合に
は、更新または変更後の保険契
約を含みます。

  ＊７ 変更元契約を変更後契約ま
たは転換後契約とする保険
期間満了前の変更前契約等

  「変更元契約を変更後契約とす
る保険期間満了前の変更前契
約」、「変更元契約を転換後契約
とする保険期間満了前の保険契
約転換特約に定める被転換契
約」または「変更元契約を転換
後契約とする保険期間満了前の
保険契約一部転換特約に定める
被転換部分」をいい（変更元契
約について復活があった場合を
除きます。）、更新または変更可
能な場合には、更新または変更
後の保険契約を含みます。本条
において「変更元契約の変更前
契約等」といいます。

  ＊８ 変更元契約の変更前契約等
の死亡保険金の金額

  変更元契約が保険契約一部転換
特約に定める被転換部分の場合
には、被転換部分に対応する金
額とします。

  ＊９ 死亡保険金等
  次の⑴から⒅をいいます。
  ⑴ 死亡保険金
  ⑵ 高度障害保険金
  ⑶ 介護保険金
  ⑷ 特定疾病保険金
  ⑸ ７大疾病保険金
⑹ 災害死亡保険金
  ⑺ 災害高度障害保険金
  ⑻ 死亡給付金
  ⑼ 災害死亡給付金
  ⑽ 高度障害給付金
  ⑾ 死亡見舞金
  ⑿ 高度障害見舞金
  ⒀ 死亡年金
  ⒁ 高度障害年金
  ⒂ 介護年金
  ⒃ 育英年金
  ⒄ 特約年金
  ⒅ 一時金

  ＊10 保険金受取人
  給付金受取人、年金受取人およ
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び一時金受取人を含みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金額
  死亡給付金額、死亡年金額およ
び未払いの年金現価を含みま
す。

  ＊２ 保険金等
  保険金・給付金・見舞金・年金・
一時金をいいます。

  ＊３ 自殺免責期間
  被保険者が自殺した場合で、普
通保険約款または付加特約の規
定により免責事由に該当し、死
亡保険金 ＊４ が支払われない期
間をいいます。

  ＊４ 死亡保険金
  被保険者の死亡に対して支払わ
れる保険金や給付金をいい、そ
の名称の如何を問いません。

  ＊５ 保険期間満了前の変更前契
約

  更新または変更可能な場合に
は、更新または変更後の保険契
約を含みます。

  ＊６ 保険期間満了前の変更元契
約

  更新または変更可能な場合に
は、更新または変更後の保険契
約を含みます。

  ＊７ 変更元契約を変更後契約ま
たは転換後契約とする保険
期間満了前の変更前契約等

  「変更元契約を変更後契約とす
る保険期間満了前の変更前契
約」、「変更元契約を転換後契約
とする保険期間満了前の保険契
約転換特約に定める被転換契
約」または「変更元契約を転換
後契約とする保険期間満了前の
保険契約一部転換特約に定める
被転換部分」をいい（変更元契
約について復活があった場合を
除きます。）、更新または変更可
能な場合には、更新または変更
後の保険契約を含みます。本条
において「変更元契約の変更前
契約等」といいます。

  ⑺ 変更後契約の復活が行われたとき

   ７ 特則について

   第８条  変更後契約の特別取扱いの特則

  変更後契約の死亡保険金額 ＊１ が変更前契約の死亡保険金額 ＊１ と同額以下の場合
で、変更後契約について、次の⑴から⑶のいずれかの事由が生じたときは、次の
とおり取り扱います。
  ⑴ 変更後契約の締結の際の告知義務違反により、変更後契約またはそのうちの

付加特約のみが解除に相当するとき
  次の①から③の場合には、それぞれ次のとおり取り扱います。
  ① 変更前契約について告知義務違反による解除に相当しないとき

  変更後契約の締結の際の告知義務違反による解除の取扱いを行いませ
ん。ただし、変更後契約の保険金等 ＊２ の金額が、変更前契約の同種の
保険金等 ＊２ の金額を超えるときは、会社は、その超える部分を解除す
ることができます。

  ② 変更前契約について告知義務違反による解除に相当するとき
  会社は、変更後契約を解除することができます。ただし、変更前契約を
構成する保険契約が複数ある場合で、一部の保険契約についてのみ告知
義務違反による解除に相当するときは、解除に相当しない部分に関して
は、①に準じて取り扱います。

  ③ ②のうち、変更前契約の締結の際の告知義務違反により、変更前契約が
解除に相当する場合で、告知義務違反による解除に相当しない変更元契
約があるとき
  変更後契約の締結の際の告知義務違反による解除の取扱いを行いませ
ん。ただし、変更後契約の保険金等 ＊２ の金額が、変更前契約または変
更元契約の同種の保険金等 ＊２ の金額を超えるときは、会社は、その超
える部分を解除することができます。

  ⑵ 被保険者が、変更後契約の保険金等 ＊２ の支払事由または保険料の払込免除
事由に規定する状態に該当したが、変更後契約の責任開始の時前の原因によ
るため、変更後契約による保険金等 ＊２ の支払いまたは保険料の払込免除が
行われないこととなるとき
  次の①から③の場合には、それぞれ次のとおり取り扱います。
  ① 変更前契約について告知義務違反による解除に相当しないとき

  保険契約者から請求があったときは、その原因は変更後契約の責任開始
の時以後に生じたものとみなします。ただし、変更後契約の保険金等 ＊２

 の金額が、変更前契約の同種の保険金等 ＊２ の金額を超えるときは、会
社は、その超える部分を支払いません。

  ② 変更前契約について告知義務違反による解除に相当するとき
  変更後契約を無効とします。ただし、変更前契約を構成する保険契約が
複数ある場合で、一部の保険契約についてのみ告知義務違反による解除
に相当するときは、解除に相当しない部分に関しては、①に準じて取り
扱います。

  ③ ②のうち、変更前契約の締結の際の告知義務違反により、変更前契約が
解除に相当する場合で、告知義務違反による解除に相当しない変更元契
約があるとき
  保険契約者から請求があったときは、その原因は変更後契約の責任開始
の時以後に生じたものとみなします。ただし、次のア．およびイ．のと
おり取り扱います。
  ア．変更後契約の死亡保険金額 ＊１ が変更元契約の死亡保険金額 ＊１ を超え

るときは、その超える部分を無効とします。
  イ．ア．に定めるほか、変更後契約の保険金等 ＊２ の金額が、変更前契

約または変更元契約の同種の保険金等 ＊２ の金額を超えるときは、
会社は、その超える部分を支払いません。

  ⑶ 被保険者が、変更後契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺したため、変更後契約
の死亡保険金 ＊４ が支払われないこととなるとき 次の①から③の場合には、
それぞれ次のとおり取り扱います。
  ① 被保険者が、保険期間満了前の変更前契約 ＊５ の自殺免責期間 ＊３ 経過後

 第８条  補足説明

  ＊８ 変更元契約の変更前契約等
の死亡保険金の金額

  変更元契約が保険契約一部転換
特約に定める被転換部分の場合
には、被転換部分に対応する金
額とします。

   第９条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金額
  死亡給付金額、死亡年金額およ
び未払いの年金現価を含みま
す。

   第12条  補足説明

  ＊１ 無配当総合医療保険契約等
  次の⑴から⒂をいい、それぞれ
付加特約を含みます。
  ⑴ 無配当総合医療保険契約
  ⑵ 無配当がん医療保険契約
  ⑶ 無配当新総合医療保険契約
  ⑷ 無配当新がん医療保険契約
  ⑸ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑹ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑺ 無配当こども医療保険Ｌ

（返戻金なし型）（2011）
契約

  ⑻ ５年ごと利差配当付新医療
保険契約

  ⑼ ５年ごと利差配当付新医療
保険（返戻金なし型）契約

  ⑽ ５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑾ ５年ごと利差配当付医療保
険（返戻金なし型）（2010）
契約

⑿ 5年ごと利差配当付医療保
険 Ｌ（ 返 戻 金 な し 型 ）

（2011）契約
⒀ ５年ごと利差配当付引受基

準緩和型医療保険（返戻金
なし型）契約

⒁ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⒂ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

  ＊２ 変更後契約の給付金または
保険金

  特約給付金を含みます。また、
無配当総合医療保険契約等 ＊１

 の死亡給付金または無配当がん
医療保険契約、無配当新がん医
療保険契約、無配当生活習慣病

に自殺したとき
  変更後契約の普通保険約款の規定にかかわらず、変更後契約の死亡保険
金 ＊４ を支払います。

  ② 被保険者が、変更前契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺したとき
  ア．変更後契約の死亡保険金 ＊４ は支払いません。
  イ．自殺免責期間 ＊３ 経過後かつ保険期間満了前の変更元契約 ＊６ がある

ときは、ア．の規定は適用せず、「変更後契約の死亡保険金 ＊４ の金額」
および「変更元契約の死亡保険金 ＊４ の金額」のうち、いずれか低
い金額を、変更後契約の普通保険約款の規定にかかわらず、変更後
契約において支払います。

  ③ 被保険者が、変更前契約および変更元契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺
したとき
  ア．変更後契約の死亡保険金 ＊４ は支払いません。
  イ．変更元契約を変更後契約または転換後契約とする保険期間満了前の

変更前契約等 ＊７ があるときは、ア．の規定は適用せず、「変更後契
約の死亡保険金 ＊４ の金額」、「変更元契約の死亡保険金 ＊４ の金額」
および「変更元契約の変更前契約等 ＊７ の死亡保険金 ＊４ の金額 ＊８ 」
のうち、いずれか最も低い金額を、変更後契約の普通保険約款の規
定にかかわらず、変更後契約において支払います。

   第９条  変更後契約に告知義務違反がなく、変更前契約に告知義務違反
がある場合の特則

  第６条（変更前契約の取扱い）の規定にかかわらず、変更後契約に告知義務違反
がない場合でも、告知義務違反により変更前契約が解除に相当するときは、会社
は、変更後契約について、変更前契約の告知義務違反により解除に相当する金額
を解除することができます。ただし、変更前契約の締結の際の告知義務違反によ
り変更前契約が解除に相当する場合で、告知義務違反による解除に相当しない変
更元契約があるときは、変更元契約の死亡保険金額 ＊１ を超えない部分については
解除の取扱いを行いません。

   第10条  変更後契約を構成する保険契約が複数ある場合の特則

  変更後契約を構成する保険契約が複数あるときは、第７条（変更後契約の特別取
扱い）、第８条（変更後契約の特別取扱いの特則）および第９条（変更後契約に
告知義務違反がなく、変更前契約に告知義務違反がある場合の特則）の適用につ
いては、変更後契約を構成する複数の保険契約をあわせて取り扱います。

   第11条  変更前契約が長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付
長期生活保障保険契約の場合の特則

  変更前契約が長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障保険
契約の場合で、年金の種類が保証期間付終身年金のときは、この特約中、「被保
険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。

   第12条  変更後契約が無配当総合医療保険契約等の場合の特則

  １．変更後契約が無配当総合医療保険契約等 ＊１ の場合で、変更後契約の責任開始の日
からその月の末日までの間に変更後契約の給付金または保険金 ＊２ の支払事由が
生じたときは、変更前契約の支払事由に基づく支払いを行いません。

  ２．本条の１．の場合で、変更後契約の給付金または保険金 ＊２ の支払事由が生じた
日の前日までに払い込むべき変更前契約の保険料が払い込まれないときは、会社
は、変更後契約の給付金または保険金 ＊２ の支払いを行いません。

   第13条  変更前契約が無配当がん医療保険契約等の場合の特則

  変更前契約が無配当がん医療保険契約等 ＊１ または成人病入院特約(06)等 ＊２ が付
加されている保険契約の場合には、変更後契約の給付金または保険金の額のうち、
変更前契約において変更後契約と同種の給付金または保険金の額を超えない部分
については、会社は、次の⑴および⑵のとおり取り扱うことができます。ただし、
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び一時金受取人を含みます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金額
  死亡給付金額、死亡年金額およ
び未払いの年金現価を含みま
す。

  ＊２ 保険金等
  保険金・給付金・見舞金・年金・
一時金をいいます。

  ＊３ 自殺免責期間
  被保険者が自殺した場合で、普
通保険約款または付加特約の規
定により免責事由に該当し、死
亡保険金 ＊４ が支払われない期
間をいいます。

  ＊４ 死亡保険金
  被保険者の死亡に対して支払わ
れる保険金や給付金をいい、そ
の名称の如何を問いません。

  ＊５ 保険期間満了前の変更前契
約

  更新または変更可能な場合に
は、更新または変更後の保険契
約を含みます。

  ＊６ 保険期間満了前の変更元契
約

  更新または変更可能な場合に
は、更新または変更後の保険契
約を含みます。

  ＊７ 変更元契約を変更後契約ま
たは転換後契約とする保険
期間満了前の変更前契約等

  「変更元契約を変更後契約とす
る保険期間満了前の変更前契
約」、「変更元契約を転換後契約
とする保険期間満了前の保険契
約転換特約に定める被転換契
約」または「変更元契約を転換
後契約とする保険期間満了前の
保険契約一部転換特約に定める
被転換部分」をいい（変更元契
約について復活があった場合を
除きます。）、更新または変更可
能な場合には、更新または変更
後の保険契約を含みます。本条
において「変更元契約の変更前
契約等」といいます。

  ⑺ 変更後契約の復活が行われたとき

   ７ 特則について

   第８条  変更後契約の特別取扱いの特則

  変更後契約の死亡保険金額 ＊１ が変更前契約の死亡保険金額 ＊１ と同額以下の場合
で、変更後契約について、次の⑴から⑶のいずれかの事由が生じたときは、次の
とおり取り扱います。
  ⑴ 変更後契約の締結の際の告知義務違反により、変更後契約またはそのうちの

付加特約のみが解除に相当するとき
  次の①から③の場合には、それぞれ次のとおり取り扱います。
  ① 変更前契約について告知義務違反による解除に相当しないとき

  変更後契約の締結の際の告知義務違反による解除の取扱いを行いませ
ん。ただし、変更後契約の保険金等 ＊２ の金額が、変更前契約の同種の
保険金等 ＊２ の金額を超えるときは、会社は、その超える部分を解除す
ることができます。

  ② 変更前契約について告知義務違反による解除に相当するとき
  会社は、変更後契約を解除することができます。ただし、変更前契約を
構成する保険契約が複数ある場合で、一部の保険契約についてのみ告知
義務違反による解除に相当するときは、解除に相当しない部分に関して
は、①に準じて取り扱います。

  ③ ②のうち、変更前契約の締結の際の告知義務違反により、変更前契約が
解除に相当する場合で、告知義務違反による解除に相当しない変更元契
約があるとき
  変更後契約の締結の際の告知義務違反による解除の取扱いを行いませ
ん。ただし、変更後契約の保険金等 ＊２ の金額が、変更前契約または変
更元契約の同種の保険金等 ＊２ の金額を超えるときは、会社は、その超
える部分を解除することができます。

  ⑵ 被保険者が、変更後契約の保険金等 ＊２ の支払事由または保険料の払込免除
事由に規定する状態に該当したが、変更後契約の責任開始の時前の原因によ
るため、変更後契約による保険金等 ＊２ の支払いまたは保険料の払込免除が
行われないこととなるとき
  次の①から③の場合には、それぞれ次のとおり取り扱います。
  ① 変更前契約について告知義務違反による解除に相当しないとき

  保険契約者から請求があったときは、その原因は変更後契約の責任開始
の時以後に生じたものとみなします。ただし、変更後契約の保険金等 ＊２

 の金額が、変更前契約の同種の保険金等 ＊２ の金額を超えるときは、会
社は、その超える部分を支払いません。

  ② 変更前契約について告知義務違反による解除に相当するとき
  変更後契約を無効とします。ただし、変更前契約を構成する保険契約が
複数ある場合で、一部の保険契約についてのみ告知義務違反による解除
に相当するときは、解除に相当しない部分に関しては、①に準じて取り
扱います。

  ③ ②のうち、変更前契約の締結の際の告知義務違反により、変更前契約が
解除に相当する場合で、告知義務違反による解除に相当しない変更元契
約があるとき
  保険契約者から請求があったときは、その原因は変更後契約の責任開始
の時以後に生じたものとみなします。ただし、次のア．およびイ．のと
おり取り扱います。
  ア．変更後契約の死亡保険金額 ＊１ が変更元契約の死亡保険金額 ＊１ を超え

るときは、その超える部分を無効とします。
  イ．ア．に定めるほか、変更後契約の保険金等 ＊２ の金額が、変更前契

約または変更元契約の同種の保険金等 ＊２ の金額を超えるときは、
会社は、その超える部分を支払いません。

  ⑶ 被保険者が、変更後契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺したため、変更後契約
の死亡保険金 ＊４ が支払われないこととなるとき 次の①から③の場合には、
それぞれ次のとおり取り扱います。
  ① 被保険者が、保険期間満了前の変更前契約 ＊５ の自殺免責期間 ＊３ 経過後

 第８条  補足説明

  ＊８ 変更元契約の変更前契約等
の死亡保険金の金額

  変更元契約が保険契約一部転換
特約に定める被転換部分の場合
には、被転換部分に対応する金
額とします。

   第９条  補足説明

  ＊１ 死亡保険金額
  死亡給付金額、死亡年金額およ
び未払いの年金現価を含みま
す。

   第12条  補足説明

  ＊１ 無配当総合医療保険契約等
  次の⑴から⒂をいい、それぞれ
付加特約を含みます。
  ⑴ 無配当総合医療保険契約
  ⑵ 無配当がん医療保険契約
  ⑶ 無配当新総合医療保険契約
  ⑷ 無配当新がん医療保険契約
  ⑸ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑹ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑺ 無配当こども医療保険Ｌ

（返戻金なし型）（2011）
契約

  ⑻ ５年ごと利差配当付新医療
保険契約

  ⑼ ５年ごと利差配当付新医療
保険（返戻金なし型）契約

  ⑽ ５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑾ ５年ごと利差配当付医療保
険（返戻金なし型）（2010）
契約

⑿ 5年ごと利差配当付医療保
険 Ｌ（ 返 戻 金 な し 型 ）

（2011）契約
⒀ ５年ごと利差配当付引受基

準緩和型医療保険（返戻金
なし型）契約

⒁ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⒂ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

  ＊２ 変更後契約の給付金または
保険金

  特約給付金を含みます。また、
無配当総合医療保険契約等 ＊１

 の死亡給付金または無配当がん
医療保険契約、無配当新がん医
療保険契約、無配当生活習慣病

に自殺したとき
  変更後契約の普通保険約款の規定にかかわらず、変更後契約の死亡保険
金 ＊４ を支払います。

  ② 被保険者が、変更前契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺したとき
  ア．変更後契約の死亡保険金 ＊４ は支払いません。
  イ．自殺免責期間 ＊３ 経過後かつ保険期間満了前の変更元契約 ＊６ がある

ときは、ア．の規定は適用せず、「変更後契約の死亡保険金 ＊４ の金額」
および「変更元契約の死亡保険金 ＊４ の金額」のうち、いずれか低
い金額を、変更後契約の普通保険約款の規定にかかわらず、変更後
契約において支払います。

  ③ 被保険者が、変更前契約および変更元契約の自殺免責期間 ＊３ 中に自殺
したとき
  ア．変更後契約の死亡保険金 ＊４ は支払いません。
  イ．変更元契約を変更後契約または転換後契約とする保険期間満了前の

変更前契約等 ＊７ があるときは、ア．の規定は適用せず、「変更後契
約の死亡保険金 ＊４ の金額」、「変更元契約の死亡保険金 ＊４ の金額」
および「変更元契約の変更前契約等 ＊７ の死亡保険金 ＊４ の金額 ＊８ 」
のうち、いずれか最も低い金額を、変更後契約の普通保険約款の規
定にかかわらず、変更後契約において支払います。

   第９条  変更後契約に告知義務違反がなく、変更前契約に告知義務違反
がある場合の特則

  第６条（変更前契約の取扱い）の規定にかかわらず、変更後契約に告知義務違反
がない場合でも、告知義務違反により変更前契約が解除に相当するときは、会社
は、変更後契約について、変更前契約の告知義務違反により解除に相当する金額
を解除することができます。ただし、変更前契約の締結の際の告知義務違反によ
り変更前契約が解除に相当する場合で、告知義務違反による解除に相当しない変
更元契約があるときは、変更元契約の死亡保険金額 ＊１ を超えない部分については
解除の取扱いを行いません。

   第10条  変更後契約を構成する保険契約が複数ある場合の特則

  変更後契約を構成する保険契約が複数あるときは、第７条（変更後契約の特別取
扱い）、第８条（変更後契約の特別取扱いの特則）および第９条（変更後契約に
告知義務違反がなく、変更前契約に告知義務違反がある場合の特則）の適用につ
いては、変更後契約を構成する複数の保険契約をあわせて取り扱います。

   第11条  変更前契約が長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付
長期生活保障保険契約の場合の特則

  変更前契約が長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障保険
契約の場合で、年金の種類が保証期間付終身年金のときは、この特約中、「被保
険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と読み替えます。

   第12条  変更後契約が無配当総合医療保険契約等の場合の特則

  １．変更後契約が無配当総合医療保険契約等 ＊１ の場合で、変更後契約の責任開始の日
からその月の末日までの間に変更後契約の給付金または保険金 ＊２ の支払事由が
生じたときは、変更前契約の支払事由に基づく支払いを行いません。

  ２．本条の１．の場合で、変更後契約の給付金または保険金 ＊２ の支払事由が生じた
日の前日までに払い込むべき変更前契約の保険料が払い込まれないときは、会社
は、変更後契約の給付金または保険金 ＊２ の支払いを行いません。

   第13条  変更前契約が無配当がん医療保険契約等の場合の特則

  変更前契約が無配当がん医療保険契約等 ＊１ または成人病入院特約(06)等 ＊２ が付
加されている保険契約の場合には、変更後契約の給付金または保険金の額のうち、
変更前契約において変更後契約と同種の給付金または保険金の額を超えない部分
については、会社は、次の⑴および⑵のとおり取り扱うことができます。ただし、
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保険契約、無配当生活習慣病保
険（返戻金なし型）契約、５年
ごと利差配当付７大疾病終身保
険（低解約返戻金型）契約、５
年ごと利差配当付新がん保険

（返戻金なし型）契約もしくは
５年ごと利差配当付がん保険

（返戻金なし型）（2015）契約
のがん給付を除きます。

   第13条  補足説明

  ＊１ 無配当がん医療保険契約等
  次の⑴から⑺をいいます。
  ⑴ 無配当がん医療保険契約
  ⑵ 無配当新がん医療保険契約
  ⑶ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑷ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
  ⑸ ５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）契約
⑹ ５年ごと利差配当付がん保

険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑺ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

  ＊２ 成人病入院特約(06)等
  次の⑴から⑻をいいます。
  ⑴ 成人病入院特約(06)（会

社の定める同種の特約を含
みます。）

  ⑵ 無配当がん通院特約（医療
保険）

  ⑶ 無配当がん特定手術特約
（医療保険）

  ⑷ 無配当がん女性特定手術特
約（医療保険）

  ⑸ 無配当がん退院後ケア特約
（医療保険）

⑹ ５年ごと利差配当付がん治
療給付特約（医療保険）（返
戻金なし型）

⑺ ５年ごと利差配当付がん診
断給付特約（医療保険）（返
戻金なし型）

⑻ ５年ごと利差配当付女性が
ん診断給付特約（医療保険）

（返戻金なし型）

  第15条  補足説明

  ＊１ 付加特約
 返戻金なし型の特約を除きま
す。
   

  第16条  補足説明

  ＊１ ５年ごと利差配当付新医療

変更後契約について保険契約の復活があったときは、この取扱いを行いません。

  ⑴ 変更後契約の保険期間開始の日からその日を含めて90日の間にがんと診断
確定された場合でも、保険期間開始の日からその日を含めて90日を経過し
た後にがんと診断確定されたものとみなして取り扱います。

  ⑵ 変更後契約の保険期間開始の日前にがんと診断確定されていた場合でも、変
更後契約の「がん給付の責任開始の時前のがん診断確定による無効の取扱い」
は行いません。また、変更後契約の給付金または保険金の支払いにおいて、
がん給付の責任開始の時前にがんと診断確定されていないことおよびがん給
付の責任開始の時以後に診断確定されたがんであることを必要としません。  

   第14条  変更前契約が５年ごと利差配当付介護一時金保険契約の場合の
特則

  変更前契約が５年ごと利差配当付介護一時金保険契約の場合には、変更後契約の
介護見舞金額のうち、変更前契約の介護見舞金額を超えない部分については、会
社は、変更後契約の介護見舞金保障開始日前に介護見舞金の支払事由に該当した
ときでも、介護見舞金保障開始日以後に該当したものとみなして取り扱うことが
できます。ただし、変更後契約について保険契約の復活があったときは、この取
扱いを行いません。

   第15条  変更前契約が無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約または無
配当こども医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）契約の場合の特則

  変更前契約が無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約または無配当こども医
療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)契約の場合には、第３条（変更前契約の保障
内容変更価格）の２．を次のとおり読み替えます。
  ２．変更前契約の保障内容変更価格は、変更前契約の保障内容変更時の返戻金の

額（付加特約＊１については、責任準備金の額）とします。

   第16条  変更前契約が５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）
契約等の場合の特則

  変更前契約が５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）契約等 ＊１ の場合に
は、次の⑴および⑵のとおり読み替えます。
  ⑴ 第３条（変更前契約の保障内容変更価格）の２．を次のとおり読み替えます。

  ２．変更前契約の保障内容変更価格は、次の⑴および⑵の合計額とします。

  ⑴ 変更前契約の保障内容変更時の返戻金の額（付加特約＊2については、
責任準備金の額）

  ⑵ 次の金額の合計額
  ① 保障内容変更時までの経過期間に応じて計算した変更前契約の社

員配当金相当額
  ② 変更前契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置かれ

た社員配当金があるときは、その元利合計額
  ③ 変更前契約においてすえ置かれた健康祝金、無事故給付金、がん

健康支援金、女性応援給付金または満了一時金があるときは、そ
の元利合計額  

  ⑵ 第17条（社員配当金の割当ておよび支払いに関する特則）の３．中、「責任
準備金」とあるのを「返戻金」と読み替えます。

   第17条  社員配当金の割当ておよび支払いに関する特則

  １． ５年ごと利差配当付保険契約および無配当保険契約を除き、変更前契約の普通保
険約款の規定にかかわらず、会社は、事業年度末に定款の規定によって積み立て
た社員配当準備金のうちから社員配当金を割り当てて、分配を行う前に保障内容
変更された変更前契約の社員配当金については、保障内容変更の際に変更前契約
の責任準備金に加えて取り扱うことがあります。

  ２． ５年ごと利差配当付保険契約および無配当保険契約を除き、変更前契約の普通保
険約款の規定にかかわらず、会社は、契約成立日の応当日（年単位）以後その日

保険（返戻金なし型）契約
等

  次の⑴から⑾をいいます。
  ⑴ ５年ごと利差配当付新医療

保険（返戻金なし型）契約
  ⑵ ５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）契約
 ⑶ ５年ごと利差配当付医療保

険（返戻金なし型）（2010）
契約

⑷ ５年ごと利差配当付医療保
険 Ｌ（ 返 戻 金 な し 型 ）

（2011）契約
⑸ ５年ごと利差配当付引受基

準緩和型医療保険（返戻金
なし型）契約

⑹ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑺ ５年ごと利差配当付介護終
身年金保険（返戻金なし型）

（2012）契約
⑻ ５年ごと利差配当付介護一

時金保険（返戻金なし型）
（2012）契約

⑼ ５年ごと利差配当付認知症
介護終身年金保険（返戻金
なし型）契約

⑽ ５年ごと利差配当付認知症
介護一時金保険（返戻金な
し型）契約

⑾ ５年ごと利差配当付所得保
障保険（返戻金なし型）契
約

＊２ 付加特約
返戻金なし型の特約を除きま
す。

を含む事業年度の末日までの間に保障内容変更された変更前契約について、直前
の事業年度末に定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから社員配
当金を割り当てて、保障内容変更の際に変更前契約の責任準備金に加えて取り扱
うことがあります。

  ３． ５年ごと利差配当付保険契約について、変更前契約の普通保険約款の規定にかか
わらず、会社は、変更前契約について、直前の事業年度末に定款の規定によって
積み立てた社員配当準備金のうちから、利差配当を社員配当金として割り当てて、
保障内容変更の際に変更前契約の責任準備金に加えて取り扱うことがあります。

   第18条  変更前契約に指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）
が付加されている場合の特則

  変更前契約に指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されて
いる場合で、第７条（変更後契約の特別取扱い）の１．により消滅しなかったも
のとして取り扱う変更前契約には、指定代理請求特約（2016）が付加されます。
この場合、変更前契約の指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）に
よる指定代理請求人は、変更後契約の指定代理請求特約（2016）による指定代
理請求人と同一人に変更されます。なお、変更前契約の指定代理請求特約は消滅
します。また、変更後契約に指定代理請求特約（2016）が付加されていないと
きは、変更前契約の指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）は消滅
します。

   第19条  変更前契約に指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）
が付加されていない場合の特則

  第７条（変更後契約の特別取扱い）の１．により消滅しなかったものとして取り
扱う変更前契約に指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加さ
れていない場合で、変更後契約に指定代理請求特約（2016）が付加されている
ときは、変更前契約に指定代理請求特約（2016）が付加されます。この場合、
指定代理請求人は変更後契約の指定代理請求特約（2016）による指定代理請求
人と同一人が指定されます。ただし、変更前契約に普通保険約款または付加特約
による指定代理請求人が指定されている場合で、変更後契約に指定代理請求特約

（2016）が付加されていないときは、変更前契約の指定代理請求人の指定は消滅
します。   

  第20条  変更前契約が５年ごと利差配当付普通終身保険（低解約返戻金
型）契約等の場合の特則

  変更前契約が５年ごと利差配当付普通終身保険（低解約返戻金型）契約、５年ご
と利差配当付引受基準緩和型終身保険（低解約返戻金型）契約または５年ごと利
差配当付７大疾病終身保険（低解約返戻金型）契約の場合には、次の⑴および⑵
のとおり読み替えます。
  ⑴ 第３条（変更前契約の保障内容変更価格）の２．を次のとおり読み替えます。

  ２．変更前契約の保障内容変更価格は、次の⑴および⑵の合計額とします。

  ⑴ 変更前契約の保障内容変更時の返戻金の額（付加特約については、責
任準備金の額）

  ⑵ 次の金額の合計額
  ① 保障内容変更時までの経過期間に応じて計算した変更前契約の社

員配当金相当額
② 変更前契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置かれ

た社員配当金があるときは、その元利合計額  

 ⑵ 第17条（社員配当金の割当ておよび支払いに関する特則）の３．中、「責任
準備金」とあるのを「返戻金」と読み替えます。

 第21条  変更後契約が５年ごと利差配当付介護終身年金保険（返戻金な
し型）（2012）契約または５年ごと利差配当付介護一時金保険
（返戻金なし型）（2012）契約の場合の特則

変更後契約が5年ごと利差配当付介護終身年金保険（返戻金なし型）（2012）契
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保険契約、無配当生活習慣病保
険（返戻金なし型）契約、５年
ごと利差配当付７大疾病終身保
険（低解約返戻金型）契約、５
年ごと利差配当付新がん保険

（返戻金なし型）契約もしくは
５年ごと利差配当付がん保険

（返戻金なし型）（2015）契約
のがん給付を除きます。

   第13条  補足説明

  ＊１ 無配当がん医療保険契約等
  次の⑴から⑺をいいます。
  ⑴ 無配当がん医療保険契約
  ⑵ 無配当新がん医療保険契約
  ⑶ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑷ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
  ⑸ ５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）契約
⑹ ５年ごと利差配当付がん保

険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑺ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

  ＊２ 成人病入院特約(06)等
  次の⑴から⑻をいいます。
  ⑴ 成人病入院特約(06)（会

社の定める同種の特約を含
みます。）

  ⑵ 無配当がん通院特約（医療
保険）

  ⑶ 無配当がん特定手術特約
（医療保険）

  ⑷ 無配当がん女性特定手術特
約（医療保険）

  ⑸ 無配当がん退院後ケア特約
（医療保険）

⑹ ５年ごと利差配当付がん治
療給付特約（医療保険）（返
戻金なし型）

⑺ ５年ごと利差配当付がん診
断給付特約（医療保険）（返
戻金なし型）

⑻ ５年ごと利差配当付女性が
ん診断給付特約（医療保険）

（返戻金なし型）

  第15条  補足説明

  ＊１ 付加特約
 返戻金なし型の特約を除きま
す。
   

  第16条  補足説明

  ＊１ ５年ごと利差配当付新医療

変更後契約について保険契約の復活があったときは、この取扱いを行いません。

  ⑴ 変更後契約の保険期間開始の日からその日を含めて90日の間にがんと診断
確定された場合でも、保険期間開始の日からその日を含めて90日を経過し
た後にがんと診断確定されたものとみなして取り扱います。

  ⑵ 変更後契約の保険期間開始の日前にがんと診断確定されていた場合でも、変
更後契約の「がん給付の責任開始の時前のがん診断確定による無効の取扱い」
は行いません。また、変更後契約の給付金または保険金の支払いにおいて、
がん給付の責任開始の時前にがんと診断確定されていないことおよびがん給
付の責任開始の時以後に診断確定されたがんであることを必要としません。  

   第14条  変更前契約が５年ごと利差配当付介護一時金保険契約の場合の
特則

  変更前契約が５年ごと利差配当付介護一時金保険契約の場合には、変更後契約の
介護見舞金額のうち、変更前契約の介護見舞金額を超えない部分については、会
社は、変更後契約の介護見舞金保障開始日前に介護見舞金の支払事由に該当した
ときでも、介護見舞金保障開始日以後に該当したものとみなして取り扱うことが
できます。ただし、変更後契約について保険契約の復活があったときは、この取
扱いを行いません。

   第15条  変更前契約が無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約または無
配当こども医療保険Ｌ（返戻金なし型）（2011）契約の場合の特則

  変更前契約が無配当生活習慣病保険（返戻金なし型）契約または無配当こども医
療保険Ｌ（返戻金なし型）(2011)契約の場合には、第３条（変更前契約の保障
内容変更価格）の２．を次のとおり読み替えます。
  ２．変更前契約の保障内容変更価格は、変更前契約の保障内容変更時の返戻金の

額（付加特約＊１については、責任準備金の額）とします。

   第16条  変更前契約が５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）
契約等の場合の特則

  変更前契約が５年ごと利差配当付新医療保険（返戻金なし型）契約等 ＊１ の場合に
は、次の⑴および⑵のとおり読み替えます。
  ⑴ 第３条（変更前契約の保障内容変更価格）の２．を次のとおり読み替えます。

  ２．変更前契約の保障内容変更価格は、次の⑴および⑵の合計額とします。

  ⑴ 変更前契約の保障内容変更時の返戻金の額（付加特約＊2については、
責任準備金の額）

  ⑵ 次の金額の合計額
  ① 保障内容変更時までの経過期間に応じて計算した変更前契約の社

員配当金相当額
  ② 変更前契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置かれ

た社員配当金があるときは、その元利合計額
  ③ 変更前契約においてすえ置かれた健康祝金、無事故給付金、がん

健康支援金、女性応援給付金または満了一時金があるときは、そ
の元利合計額  

  ⑵ 第17条（社員配当金の割当ておよび支払いに関する特則）の３．中、「責任
準備金」とあるのを「返戻金」と読み替えます。

   第17条  社員配当金の割当ておよび支払いに関する特則

  １． ５年ごと利差配当付保険契約および無配当保険契約を除き、変更前契約の普通保
険約款の規定にかかわらず、会社は、事業年度末に定款の規定によって積み立て
た社員配当準備金のうちから社員配当金を割り当てて、分配を行う前に保障内容
変更された変更前契約の社員配当金については、保障内容変更の際に変更前契約
の責任準備金に加えて取り扱うことがあります。

  ２． ５年ごと利差配当付保険契約および無配当保険契約を除き、変更前契約の普通保
険約款の規定にかかわらず、会社は、契約成立日の応当日（年単位）以後その日

保険（返戻金なし型）契約
等

  次の⑴から⑾をいいます。
  ⑴ ５年ごと利差配当付新医療

保険（返戻金なし型）契約
  ⑵ ５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）契約
 ⑶ ５年ごと利差配当付医療保

険（返戻金なし型）（2010）
契約

⑷ ５年ごと利差配当付医療保
険 Ｌ（ 返 戻 金 な し 型 ）

（2011）契約
⑸ ５年ごと利差配当付引受基

準緩和型医療保険（返戻金
なし型）契約

⑹ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑺ ５年ごと利差配当付介護終
身年金保険（返戻金なし型）

（2012）契約
⑻ ５年ごと利差配当付介護一

時金保険（返戻金なし型）
（2012）契約

⑼ ５年ごと利差配当付認知症
介護終身年金保険（返戻金
なし型）契約

⑽ ５年ごと利差配当付認知症
介護一時金保険（返戻金な
し型）契約

⑾ ５年ごと利差配当付所得保
障保険（返戻金なし型）契
約

＊２ 付加特約
返戻金なし型の特約を除きま
す。

を含む事業年度の末日までの間に保障内容変更された変更前契約について、直前
の事業年度末に定款の規定によって積み立てた社員配当準備金のうちから社員配
当金を割り当てて、保障内容変更の際に変更前契約の責任準備金に加えて取り扱
うことがあります。

  ３． ５年ごと利差配当付保険契約について、変更前契約の普通保険約款の規定にかか
わらず、会社は、変更前契約について、直前の事業年度末に定款の規定によって
積み立てた社員配当準備金のうちから、利差配当を社員配当金として割り当てて、
保障内容変更の際に変更前契約の責任準備金に加えて取り扱うことがあります。

   第18条  変更前契約に指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）
が付加されている場合の特則

  変更前契約に指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加されて
いる場合で、第７条（変更後契約の特別取扱い）の１．により消滅しなかったも
のとして取り扱う変更前契約には、指定代理請求特約（2016）が付加されます。
この場合、変更前契約の指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）に
よる指定代理請求人は、変更後契約の指定代理請求特約（2016）による指定代
理請求人と同一人に変更されます。なお、変更前契約の指定代理請求特約は消滅
します。また、変更後契約に指定代理請求特約（2016）が付加されていないと
きは、変更前契約の指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）は消滅
します。

   第19条  変更前契約に指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）
が付加されていない場合の特則

  第７条（変更後契約の特別取扱い）の１．により消滅しなかったものとして取り
扱う変更前契約に指定代理請求特約または指定代理請求特約（2016）が付加さ
れていない場合で、変更後契約に指定代理請求特約（2016）が付加されている
ときは、変更前契約に指定代理請求特約（2016）が付加されます。この場合、
指定代理請求人は変更後契約の指定代理請求特約（2016）による指定代理請求
人と同一人が指定されます。ただし、変更前契約に普通保険約款または付加特約
による指定代理請求人が指定されている場合で、変更後契約に指定代理請求特約

（2016）が付加されていないときは、変更前契約の指定代理請求人の指定は消滅
します。   

  第20条  変更前契約が５年ごと利差配当付普通終身保険（低解約返戻金
型）契約等の場合の特則

  変更前契約が５年ごと利差配当付普通終身保険（低解約返戻金型）契約、５年ご
と利差配当付引受基準緩和型終身保険（低解約返戻金型）契約または５年ごと利
差配当付７大疾病終身保険（低解約返戻金型）契約の場合には、次の⑴および⑵
のとおり読み替えます。
  ⑴ 第３条（変更前契約の保障内容変更価格）の２．を次のとおり読み替えます。

  ２．変更前契約の保障内容変更価格は、次の⑴および⑵の合計額とします。

  ⑴ 変更前契約の保障内容変更時の返戻金の額（付加特約については、責
任準備金の額）

  ⑵ 次の金額の合計額
  ① 保障内容変更時までの経過期間に応じて計算した変更前契約の社

員配当金相当額
② 変更前契約において積み立てられた社員配当金またはすえ置かれ

た社員配当金があるときは、その元利合計額  

 ⑵ 第17条（社員配当金の割当ておよび支払いに関する特則）の３．中、「責任
準備金」とあるのを「返戻金」と読み替えます。

 第21条  変更後契約が５年ごと利差配当付介護終身年金保険（返戻金な
し型）（2012）契約または５年ごと利差配当付介護一時金保険
（返戻金なし型）（2012）契約の場合の特則

変更後契約が5年ごと利差配当付介護終身年金保険（返戻金なし型）（2012）契
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  第21条  補足説明

＊1 変更後契約の年金の支払事
由または保険料の払込免除
事由に規定する公的介護保
険制度に基づく要介護1の
状態

  本条において「要介護1の状態」
といいます。
   

約または5年ごと利差配当付介護一時金保険（返戻金なし型）（2012）契約の場
合で、保障内容変更時までに変更後契約の年金の支払事由または保険料の払込免
除事由に規定する公的介護保険制度に基づく要介護1の状態＊1に該当していると
認定されたことがあるときは、第8条（変更後契約の特別取扱いの特則）にかか
わらず、その原因と同一の原因により要介護1の状態＊1に該当していると認定さ
れたことによる変更後契約の年金の支払いまたは保険料の払込免除は行いませ
ん。
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    第１条  補足説明

  ＊１ 被指定契約の不定期払保険
料

  被指定契約の締結後に指定契約
を締結する場合の被指定契約の
不定期払保険料をいいます。

  ＊２ 取扱カード会社の会員規約
等により指定クレジット
カードを利用できる会員本
人

  取扱カード会社の会員規約等に
より指定クレジットカードの使
用が認められている者を含みま
す。

   第２条  補足説明

  ＊１ 指定クレジットカードを利
用して保険料払込みの手続
きが完了した時

  取扱カード会社が指定クレジッ
トカードの有効性等を確認した
ことを保険契約者に通知した時
をいいます。   

  第１回保険料クレジットカード払込特約  
  （実施　平22.10.4）  

   第１条  特約の付加

  １．この特約は、会社の取扱いの範囲内で、保険契約者から主たる保険契約（以下「主
契約」といいます。）の第１回保険料または第１回保険料相当額（保険契約指定
特約に定める被指定契約の不定期払保険料 ＊１ を含み、以下「第１回保険料等」と
いいます。）を保険契約者の指定するクレジットカード（以下「指定クレジットカー
ド」といいます。）で払い込む場合に、主契約に付加します。

  ２．この特約を付加するときは、次のすべての条件を満たすことを必要とします。

  ⑴ 指定クレジットカードが会社の指定するクレジットカード発行会社（以下「取
扱カード会社」といいます。）から貸与されたクレジットカードであること

  ⑵ 指定クレジットカードが有効であり、かつ第１回保険料等が指定クレジット
カードの利用限度額以下であること（以下「指定クレジットカードの有効性
等」といいます。）

  ⑶ 保険契約者は、取扱カード会社の会員規約等により指定クレジットカードを
利用できる会員本人 ＊２ と同一人であること  

   第２条  第１回保険料等の払込み

  会社は、この特約が付加された主契約の第１回保険料等について、指定クレジッ
トカードによる払込みを取り扱います。この場合、保険契約者が指定クレジット
カードを利用して保険料払込みの手続きが完了した時 ＊１ に会社が第１回保険料
等を受け取ったものとします。

   第３条  第１回保険料等の払込みがなかったものとする場合

  第２条（第１回保険料等の払込み）にかかわらず、次のすべてに該当するときは、
第１回保険料等の払込みはなかったものとします。

  ⑴ 会社が指定クレジットカードの発行会社から第１回保険料等に相当する金額
を受け取ることができないとき

  ⑵ 指定クレジットカードの発行会社が指定クレジットカードの名義人（会員規
約等により指定クレジットカードの使用が認められている者を含みます。）
から第１回保険料等に相当する金額を受け取ることができないとき  

   第４条  第１回保険料等の領収証

  第２条（第１回保険料等の払込み）に定める方法により払い込まれた第１回保険
料等については、保険契約者からの申出がない限り、領収証は発行しません。

   第５条  主契約の保険金額等を増額する場合等の取扱い

  主契約の保険金額等の増額または主契約への特約の付加の際にこの特約を主契約
に付加するときは、その際に払い込むべき金額の払込みについて、第２条（第１
回保険料等の払込み）から第４条（第１回保険料等の領収証）の規定を準用しま
す。
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  保険料口座振替特約  
  （実施　昭58.4.2 ／改正　平27.4.2）  

     第１条  特約の付加

  １．この特約は、保険契約者から申出があり、かつ、会社が承諾したときに付加しま
す。

  ２．この特約を付加するときは、次のすべての条件を満たすことを必要とします。

  ⑴ 保険契約者の指定する口座（以下「指定口座」といいます。）が会社の指定
する金融機関等（以下「取扱金融機関」といいます。）に設置してあること

  ⑵ 保険契約者が取扱金融機関に対し、指定口座から会社の口座へ保険料の口座
振替を委託すること  

   第２条  契約成立日

  １．この特約による取扱いを行う月払契約では、普通保険約款の規定にかかわらず、
普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ を含む月の翌月１日を契約成立日とし
ます。なお、主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準
とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ からそ
の月の末日までの間に、保険金、給付金、見舞金、年金もしくは一時金の支払事
由 ＊２ または保険料の払込免除事由が生じたときは、普通保険約款に規定する責
任開始の時 ＊１ を含む日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契約年齢
の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、契
約成立日を算入します。

   第３条  保険料率

  この特約による取扱いを行う月払契約の保険料率は、口座振替保険料率とします。
ただし、普通保険約款の規定により保険料の予納が行われるときは、普通保険料
率とします。

   第４条  保険料の払込み

  １．第２回以後の保険料は、払込期月中の会社の定めた日（その日が取扱金融機関の
休業日に該当するときは翌営業日とし、以下「振替日」といいます。）に指定口
座から保険料相当額を会社の口座に振り替えることにより払い込むことを必要と
します。

  ２．本条の１．に規定する保険料は、振替日をもって、払込みのあった日とします。
  ３．同一の指定口座から２件以上の保険契約の保険料を振り替えるときは、保険契約

者は、会社に対しその振替順序を指定できません。
  ４．この特約により払い込まれた保険料については、保険料領収証は発行しません。

   第５条  保険料の口座振替が不能の場合の取扱い

  １．振替日における指定口座の残高が払い込むべき保険料の金額に満たなかったため
第４条（保険料の払込み）の１．の規定による保険料の払込みが行われなかった
ときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年払契約および半年払契約にあっては、その払込期月の翌月の振替日に保険
料の口座振替を行います。

  ⑵ 月払契約にあっては、その払込期月の翌月の振替日に２か月分の保険料の口
座振替を行います。  ただし、指定口座の残高が2か月分の保険料の額未満で、
かつ、1か月分の保険料の額以上のときは、払込期月の過ぎた1か月分の保
険料の口座振替を行います。

  ２．本条の１．の場合、その保険料の口座振替が不能のときは、保険契約者は、普通
保険約款に規定する猶予期間満了日までに未払込保険料を会社の本社または会社

    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  次の⑴から⑻の保険契約の場合
には、保険期間開始の時としま
す。
  ⑴ 無配当がん医療保険契約
  ⑵ 無配当新がん医療保険契約
  ⑶ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑷ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑸ 無配当3大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

  ⑹ ５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑺ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑻ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

  ＊２ 保険金、給付金、見舞金、
年金もしくは一時金の支払
事由

  ⑴ 次の①から⑧の保険契約の
場合には、普通保険約款に
定めるがん給付の支払事由
を除きます。
  ① 無配当がん医療保険契

約
  ② 無配当新がん医療保険

契約
  ③ 無配当生活習慣病保険

契約
  ④ 無配当生活習慣病保険

（返戻金なし型）契約
⑤ 無配当3大疾病一時金

付生活習慣病保険（返
戻金なし型）契約

  ⑥ ５年ごと利差配当付新
がん保険（返戻金なし
型）契約

⑦ ５年ごと利差配当付が
ん保険（返戻金なし型）

（2015）契約
⑧ ５年ごと利差配当付７

大疾病終身保険（低解
約返戻金型）契約

  ⑵ ５年ごと利差配当付介護一
時金保険契約の場合には、
普通保険約款に定める介護
見舞金の支払事由を除きま
す。

の指定した場所に払い込むことを必要とします。

   第６条  指定口座の変更

  １．保険契約者が指定口座を同一の取扱金融機関の他の口座に変更するときは、保険
契約者は、あらかじめその旨を会社およびその取扱金融機関に申し出ることを必
要とします。

  ２．保険契約者が指定口座を他の取扱金融機関の口座に変更するときは、保険契約者
は、あらかじめその旨を会社および変更後の取扱金融機関に申し出ることを必要
とします。

  ３．取扱金融機関が保険料の口座振替を停止したときは、会社は、その旨を保険契約
者に通知します。この場合、保険契約者は、指定口座を他の取扱金融機関に変更
することを必要とします。

   第７条  振替日の変更

  会社および取扱金融機関の事情により、会社は、将来に向かって振替日を変更す
ることがあります。この場合、会社は、その旨をあらかじめ保険契約者に通知し
ます。

   第８条  保険料の予納

  この特約による取扱いを行う月払契約について、保険料を予納するときは、会社
の定める率  により割り引きます。

  ★「会社の定める率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗またはお
客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホームペー
ジ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第９条  保険料の前納

  この特約による保険料の払込みについて、普通保険約款の保険料の前納に関する
規定は適用しません。

   第10条  社員配当金の支払い

  保険契約が有効に継続している期間中、契約成立日 ＊１ を含む事業年度の次の事業
年度以後毎事業年度末に割り当てて、その割り当てた事業年度に始まる保険年度
の保険料がすべて払い込まれている場合に支払う社員配当金について、この特約
による月払契約において保険契約者が現金で支払う方法を選択したときは、普通
保険約款の社員配当金の支払方法に関する規定にかかわらず、次のとおり社員配
当金を支払います。

  ⑴ 社員配当金を割り当てた事業年度の次の事業年度に始まる保険年度の第７月
目の保険料と社員配当金の全額を相殺します。

  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、支払うべき社員配当金額がその保険年度の第７月目
の保険料の額を超えるときは、その差額を指定口座に振り込むことにより支
払います。  

   第11条  特約の失効

  １．次のいずれかに該当したときは、この特約は効力を失います。

   第10条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険契約が更新されたときは、
更新日とします。
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  保険料口座振替特約  
  （実施　昭58.4.2 ／改正　平27.4.2）  

     第１条  特約の付加

  １．この特約は、保険契約者から申出があり、かつ、会社が承諾したときに付加しま
す。

  ２．この特約を付加するときは、次のすべての条件を満たすことを必要とします。

  ⑴ 保険契約者の指定する口座（以下「指定口座」といいます。）が会社の指定
する金融機関等（以下「取扱金融機関」といいます。）に設置してあること

  ⑵ 保険契約者が取扱金融機関に対し、指定口座から会社の口座へ保険料の口座
振替を委託すること  

   第２条  契約成立日

  １．この特約による取扱いを行う月払契約では、普通保険約款の規定にかかわらず、
普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ を含む月の翌月１日を契約成立日とし
ます。なお、主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準
とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ からそ
の月の末日までの間に、保険金、給付金、見舞金、年金もしくは一時金の支払事
由 ＊２ または保険料の払込免除事由が生じたときは、普通保険約款に規定する責
任開始の時 ＊１ を含む日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契約年齢
の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、契
約成立日を算入します。

   第３条  保険料率

  この特約による取扱いを行う月払契約の保険料率は、口座振替保険料率とします。
ただし、普通保険約款の規定により保険料の予納が行われるときは、普通保険料
率とします。

   第４条  保険料の払込み

  １．第２回以後の保険料は、払込期月中の会社の定めた日（その日が取扱金融機関の
休業日に該当するときは翌営業日とし、以下「振替日」といいます。）に指定口
座から保険料相当額を会社の口座に振り替えることにより払い込むことを必要と
します。

  ２．本条の１．に規定する保険料は、振替日をもって、払込みのあった日とします。
  ３．同一の指定口座から２件以上の保険契約の保険料を振り替えるときは、保険契約

者は、会社に対しその振替順序を指定できません。
  ４．この特約により払い込まれた保険料については、保険料領収証は発行しません。

   第５条  保険料の口座振替が不能の場合の取扱い

  １．振替日における指定口座の残高が払い込むべき保険料の金額に満たなかったため
第４条（保険料の払込み）の１．の規定による保険料の払込みが行われなかった
ときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年払契約および半年払契約にあっては、その払込期月の翌月の振替日に保険
料の口座振替を行います。

  ⑵ 月払契約にあっては、その払込期月の翌月の振替日に２か月分の保険料の口
座振替を行います。  ただし、指定口座の残高が2か月分の保険料の額未満で、
かつ、1か月分の保険料の額以上のときは、払込期月の過ぎた1か月分の保
険料の口座振替を行います。

  ２．本条の１．の場合、その保険料の口座振替が不能のときは、保険契約者は、普通
保険約款に規定する猶予期間満了日までに未払込保険料を会社の本社または会社

    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  次の⑴から⑻の保険契約の場合
には、保険期間開始の時としま
す。
  ⑴ 無配当がん医療保険契約
  ⑵ 無配当新がん医療保険契約
  ⑶ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑷ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑸ 無配当3大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

  ⑹ ５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑺ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑻ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

  ＊２ 保険金、給付金、見舞金、
年金もしくは一時金の支払
事由

  ⑴ 次の①から⑧の保険契約の
場合には、普通保険約款に
定めるがん給付の支払事由
を除きます。
  ① 無配当がん医療保険契

約
  ② 無配当新がん医療保険

契約
  ③ 無配当生活習慣病保険

契約
  ④ 無配当生活習慣病保険

（返戻金なし型）契約
⑤ 無配当3大疾病一時金

付生活習慣病保険（返
戻金なし型）契約

  ⑥ ５年ごと利差配当付新
がん保険（返戻金なし
型）契約

⑦ ５年ごと利差配当付が
ん保険（返戻金なし型）

（2015）契約
⑧ ５年ごと利差配当付７

大疾病終身保険（低解
約返戻金型）契約

  ⑵ ５年ごと利差配当付介護一
時金保険契約の場合には、
普通保険約款に定める介護
見舞金の支払事由を除きま
す。

の指定した場所に払い込むことを必要とします。

   第６条  指定口座の変更

  １．保険契約者が指定口座を同一の取扱金融機関の他の口座に変更するときは、保険
契約者は、あらかじめその旨を会社およびその取扱金融機関に申し出ることを必
要とします。

  ２．保険契約者が指定口座を他の取扱金融機関の口座に変更するときは、保険契約者
は、あらかじめその旨を会社および変更後の取扱金融機関に申し出ることを必要
とします。

  ３．取扱金融機関が保険料の口座振替を停止したときは、会社は、その旨を保険契約
者に通知します。この場合、保険契約者は、指定口座を他の取扱金融機関に変更
することを必要とします。

   第７条  振替日の変更

  会社および取扱金融機関の事情により、会社は、将来に向かって振替日を変更す
ることがあります。この場合、会社は、その旨をあらかじめ保険契約者に通知し
ます。

   第８条  保険料の予納

  この特約による取扱いを行う月払契約について、保険料を予納するときは、会社
の定める率  により割り引きます。

  ★「会社の定める率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗またはお
客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホームペー
ジ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第９条  保険料の前納

  この特約による保険料の払込みについて、普通保険約款の保険料の前納に関する
規定は適用しません。

   第10条  社員配当金の支払い

  保険契約が有効に継続している期間中、契約成立日 ＊１ を含む事業年度の次の事業
年度以後毎事業年度末に割り当てて、その割り当てた事業年度に始まる保険年度
の保険料がすべて払い込まれている場合に支払う社員配当金について、この特約
による月払契約において保険契約者が現金で支払う方法を選択したときは、普通
保険約款の社員配当金の支払方法に関する規定にかかわらず、次のとおり社員配
当金を支払います。

  ⑴ 社員配当金を割り当てた事業年度の次の事業年度に始まる保険年度の第７月
目の保険料と社員配当金の全額を相殺します。

  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、支払うべき社員配当金額がその保険年度の第７月目
の保険料の額を超えるときは、その差額を指定口座に振り込むことにより支
払います。  

   第11条  特約の失効

  １．次のいずれかに該当したときは、この特約は効力を失います。

   第10条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険契約が更新されたときは、
更新日とします。
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  ⑴ この特約による保険契約が月払の場合で、保険料の振替貸付が行われたとき
  ⑵ 第１条（特約の付加）の２．に規定する条件に該当しなくなったとき
  ⑶ 第６条（指定口座の変更）に規定する諸変更に際し、その変更手続が行われ

ないまま保険料の口座振替が不能となったとき
  ⑷ 保険契約者が、第７条（振替日の変更）の振替日の変更を承諾しないとき
  ⑸ 払い込むべき保険料がなくなったとき
  ⑹ 保険契約者が、保険料の払込方法（経路）をこの特約によらない方法に変更

したとき  

  ２．本条の１．－⑴から⑸の規定によりこの特約が効力を失ったときは、普通保険約
款の規定を適用します。

   第12条  普通保険約款の適用

  この特約に定める事項以外は、すべて普通保険約款の規定を適用します。

   第13条  変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加
する場合の特則

  この特約を変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加すると
きは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定によります。

   第14条  医療保障保険（個人型）契約に付加する場合の特則

  この特約による取扱いを行う医療保障保険(個人型)の月払契約の保険料率は、
第３条（保険料率）の規定にかかわらず、普通保険料率とします。

   第15条  就業不能保障保険契約に付加する場合の特則

  この特約を就業不能保障保険契約に付加するときは、第10条（社員配当金の支
払い）中、「事業年度の次の事業年度以後毎事業年度末に割り当てて」とあるの
を「事業年度以後毎事業年度末に割り当てて」と読み替えます。

   第16条  第１回保険料から口座振替を行う場合の特則

  この特約を付加し、第１回保険料 ＊１ から口座振替を行うときは、次の⑴および⑵
のとおり読み替えます。
  ⑴ 第４条（保険料の払込み）を次のとおり読み替えます。

  第４条（保険料の払込み）
  １．第１回保険料 ＊１ および第２回以後の保険料は、指定口座から保険料

相当額を会社の口座に振り替える日として会社の定めた日（第２回
以後の保険料については、払込期月中の会社の定めた日とし、その
日が取扱金融機関の休業日に該当するときは翌営業日とします。以
下「振替日」といいます。）に指定口座から会社の口座に振り替え
ることにより払い込むことを必要とします。

  ２．本条の１．の場合、会社は、第１回保険料 ＊１ の振替日をあらかじめ
保険契約者に通知します。

  ３．本条の１．に規定する保険料は、振替日をもって、払込みのあった
日とします。

  ４． ２月末日が取扱金融機関の休業日に該当するために、第１回保険
料 ＊１ の振替日が３月１日となる月払契約の場合で、かつ、その振替
日が責任開始の日 ＊２ となる場合には、第２条（契約成立日）の１．
の規定にかかわらず、その日を契約成立日とします。

  ５．同一の指定口座から２件以上の保険契約の保険料を振り替えるとき
は、保険契約者は、会社に対しその振替順序を指定できません。

  ６．この特約により払い込まれた保険料については、保険料領収証は発
行しません。

  ⑵ 第５条（保険料の口座振替が不能の場合の取扱い）を次のとおり読み替えま
す。
  第５条（保険料の口座振替が不能の場合の取扱い）

   第16条  補足説明

  ＊１ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。

  ＊２ 責任開始の日
  次の⑴から⑺の保険契約の場合
には、保険期間開始の日としま
す。
  ⑴ 無配当がん医療保険契約
  ⑵ 無配当新がん医療保険契約
  ⑶ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑷ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
  ⑸ ５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）契約
⑹ ５年ごと利差配当付がん保

険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑺ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

   第18条  補足説明

  ＊１ 複数の指定契約
  保険契約指定特約が付加された
主たる保険契約をいい、本条に
おいて、それぞれの指定契約を

「各指定契約」といいます。

  ＊２ 保険契約指定特約により指
定された利率変動積立型終
身保険契約

  本条の１．において「被指定契
約」といいます。

  １．振替日に第１回保険料 ＊１ の口座振替が不能のときは、保険契約者は、
振替日を含む月の末日までに第１回保険料 ＊１ を会社の本社または
会社の指定した場所に払い込むことを必要とします。この場合、第
４条（保険料の払込み）の３．の規定にかかわらず、保険契約者が
第１回保険料 ＊１ を払い込んだ時をもって、第１回保険料 ＊１ の払込み
があったものとみなします。

  ２．振替日における指定口座の残高が払い込むべき保険料の金額に満た
なかったため第４条（保険料の払込み）の１．の規定による第２回
以後の保険料の払込みが行われなかったときは、次のとおり取り扱
います。

  ⑴ 年払契約および半年払契約にあっては、その払込期月の翌月の振
替日に保険料の口座振替を行います。

  ⑵ 月払契約にあっては、その払込期月の翌月の振替日に２か月分の
保険料の口座振替を行います。ただし、指定口座の残高が２か月
分の保険料の額未満で、かつ、１か月分の保険料の額以上のとき
は、払込期月の過ぎた１か月分の保険料の口座振替を行います。  

  ３．本条の２．の場合、その保険料の口座振替が不能のときは、保険契
約者は、普通保険約款に規定する猶予期間満了日までに未払込保険
料を会社の本社または会社の指定した場所に払い込むことを必要と
します。

  ４． ２月末日が取扱金融機関の休業日に該当するために、第１回保険
料 ＊１ の振替日が３月１日となる保険契約の場合には、本条の１．の
規定は適用しません。

   第17条  利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に
付加する場合の特則

  １．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定により
ます。

  ２．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の月払契約の保険料率は、第３条（保険料率）の規定にかかわらず、普
通保険料率とします。

  ３．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第11条（特約の失効）の１．－⑴の規定は適用しません。

  ４．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の保険料が、猶予期間内に払い込まれないときは、会社は、猶予期間満
了以後、この特約による保険料の払込みの取扱いは行いません。ただし、保険契
約者から申出があったときは、会社の取扱いの範囲内で、この特約による保険料
の払込みの取扱いを行います。

  ５．この特約を利率変動積立型終身保険契約に付加するときは、第11条（特約の失効）
の１．－⑸を次のとおり読み替えます。
  ⑸ 第２保険期間が開始するとき

   第18条  利率変動積立型終身保険契約の第１保険期間満了に伴い複数の
指定契約に同時に付加する場合の特則

  １．この特約を複数の指定契約 ＊１ に同時に付加する場合で、次のすべての要件を満た
すときは、会社は、各指定契約 ＊１ の保険料のうち同一の払込期月の保険料につい
て、指定口座から各指定契約 ＊１ の保険料相当額の合計を振り替える取扱いを行い
ます。

  ⑴ 各指定契約 ＊１ に付加された保険契約指定特約により指定された利率変動積立
型終身保険契約 ＊２ が同一であること

  ⑵ ⑴の被指定契約 ＊２ の第１保険期間満了に伴いこの特約を各指定契約 ＊１ に付加
すること

  ⑶ 各指定契約 ＊１ の保険料払込方法（回数）が月払であること
  ⑷ 各指定契約 ＊１ の保険契約者が同一であること
  ⑸ 各指定契約 ＊１ の指定口座が同一であること  
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  ⑴ この特約による保険契約が月払の場合で、保険料の振替貸付が行われたとき
  ⑵ 第１条（特約の付加）の２．に規定する条件に該当しなくなったとき
  ⑶ 第６条（指定口座の変更）に規定する諸変更に際し、その変更手続が行われ

ないまま保険料の口座振替が不能となったとき
  ⑷ 保険契約者が、第７条（振替日の変更）の振替日の変更を承諾しないとき
  ⑸ 払い込むべき保険料がなくなったとき
  ⑹ 保険契約者が、保険料の払込方法（経路）をこの特約によらない方法に変更

したとき  

  ２．本条の１．－⑴から⑸の規定によりこの特約が効力を失ったときは、普通保険約
款の規定を適用します。

   第12条  普通保険約款の適用

  この特約に定める事項以外は、すべて普通保険約款の規定を適用します。

   第13条  変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加
する場合の特則

  この特約を変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加すると
きは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定によります。

   第14条  医療保障保険（個人型）契約に付加する場合の特則

  この特約による取扱いを行う医療保障保険(個人型)の月払契約の保険料率は、
第３条（保険料率）の規定にかかわらず、普通保険料率とします。

   第15条  就業不能保障保険契約に付加する場合の特則

  この特約を就業不能保障保険契約に付加するときは、第10条（社員配当金の支
払い）中、「事業年度の次の事業年度以後毎事業年度末に割り当てて」とあるの
を「事業年度以後毎事業年度末に割り当てて」と読み替えます。

   第16条  第１回保険料から口座振替を行う場合の特則

  この特約を付加し、第１回保険料 ＊１ から口座振替を行うときは、次の⑴および⑵
のとおり読み替えます。
  ⑴ 第４条（保険料の払込み）を次のとおり読み替えます。

  第４条（保険料の払込み）
  １．第１回保険料 ＊１ および第２回以後の保険料は、指定口座から保険料

相当額を会社の口座に振り替える日として会社の定めた日（第２回
以後の保険料については、払込期月中の会社の定めた日とし、その
日が取扱金融機関の休業日に該当するときは翌営業日とします。以
下「振替日」といいます。）に指定口座から会社の口座に振り替え
ることにより払い込むことを必要とします。

  ２．本条の１．の場合、会社は、第１回保険料 ＊１ の振替日をあらかじめ
保険契約者に通知します。

  ３．本条の１．に規定する保険料は、振替日をもって、払込みのあった
日とします。

  ４． ２月末日が取扱金融機関の休業日に該当するために、第１回保険
料 ＊１ の振替日が３月１日となる月払契約の場合で、かつ、その振替
日が責任開始の日 ＊２ となる場合には、第２条（契約成立日）の１．
の規定にかかわらず、その日を契約成立日とします。

  ５．同一の指定口座から２件以上の保険契約の保険料を振り替えるとき
は、保険契約者は、会社に対しその振替順序を指定できません。

  ６．この特約により払い込まれた保険料については、保険料領収証は発
行しません。

  ⑵ 第５条（保険料の口座振替が不能の場合の取扱い）を次のとおり読み替えま
す。
  第５条（保険料の口座振替が不能の場合の取扱い）

   第16条  補足説明

  ＊１ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。

  ＊２ 責任開始の日
  次の⑴から⑺の保険契約の場合
には、保険期間開始の日としま
す。
  ⑴ 無配当がん医療保険契約
  ⑵ 無配当新がん医療保険契約
  ⑶ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑷ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
  ⑸ ５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）契約
⑹ ５年ごと利差配当付がん保

険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑺ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

   第18条  補足説明

  ＊１ 複数の指定契約
  保険契約指定特約が付加された
主たる保険契約をいい、本条に
おいて、それぞれの指定契約を

「各指定契約」といいます。

  ＊２ 保険契約指定特約により指
定された利率変動積立型終
身保険契約

  本条の１．において「被指定契
約」といいます。

  １．振替日に第１回保険料 ＊１ の口座振替が不能のときは、保険契約者は、
振替日を含む月の末日までに第１回保険料 ＊１ を会社の本社または
会社の指定した場所に払い込むことを必要とします。この場合、第
４条（保険料の払込み）の３．の規定にかかわらず、保険契約者が
第１回保険料 ＊１ を払い込んだ時をもって、第１回保険料 ＊１ の払込み
があったものとみなします。

  ２．振替日における指定口座の残高が払い込むべき保険料の金額に満た
なかったため第４条（保険料の払込み）の１．の規定による第２回
以後の保険料の払込みが行われなかったときは、次のとおり取り扱
います。

  ⑴ 年払契約および半年払契約にあっては、その払込期月の翌月の振
替日に保険料の口座振替を行います。

  ⑵ 月払契約にあっては、その払込期月の翌月の振替日に２か月分の
保険料の口座振替を行います。ただし、指定口座の残高が２か月
分の保険料の額未満で、かつ、１か月分の保険料の額以上のとき
は、払込期月の過ぎた１か月分の保険料の口座振替を行います。  

  ３．本条の２．の場合、その保険料の口座振替が不能のときは、保険契
約者は、普通保険約款に規定する猶予期間満了日までに未払込保険
料を会社の本社または会社の指定した場所に払い込むことを必要と
します。

  ４． ２月末日が取扱金融機関の休業日に該当するために、第１回保険
料 ＊１ の振替日が３月１日となる保険契約の場合には、本条の１．の
規定は適用しません。

   第17条  利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に
付加する場合の特則

  １．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定により
ます。

  ２．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の月払契約の保険料率は、第３条（保険料率）の規定にかかわらず、普
通保険料率とします。

  ３．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第11条（特約の失効）の１．－⑴の規定は適用しません。

  ４．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の保険料が、猶予期間内に払い込まれないときは、会社は、猶予期間満
了以後、この特約による保険料の払込みの取扱いは行いません。ただし、保険契
約者から申出があったときは、会社の取扱いの範囲内で、この特約による保険料
の払込みの取扱いを行います。

  ５．この特約を利率変動積立型終身保険契約に付加するときは、第11条（特約の失効）
の１．－⑸を次のとおり読み替えます。
  ⑸ 第２保険期間が開始するとき

   第18条  利率変動積立型終身保険契約の第１保険期間満了に伴い複数の
指定契約に同時に付加する場合の特則

  １．この特約を複数の指定契約 ＊１ に同時に付加する場合で、次のすべての要件を満た
すときは、会社は、各指定契約 ＊１ の保険料のうち同一の払込期月の保険料につい
て、指定口座から各指定契約 ＊１ の保険料相当額の合計を振り替える取扱いを行い
ます。

  ⑴ 各指定契約 ＊１ に付加された保険契約指定特約により指定された利率変動積立
型終身保険契約 ＊２ が同一であること

  ⑵ ⑴の被指定契約 ＊２ の第１保険期間満了に伴いこの特約を各指定契約 ＊１ に付加
すること

  ⑶ 各指定契約 ＊１ の保険料払込方法（回数）が月払であること
  ⑷ 各指定契約 ＊１ の保険契約者が同一であること
  ⑸ 各指定契約 ＊１ の指定口座が同一であること  
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 第18条  補足説明

  ＊３ ２件以上の保険契約
  第18条（利率変動積立型終身
保険契約の第１保険期間満了に
伴い複数の指定契約に同時に付
加する場合の特則）の１．の取
扱いを行う各指定契約 ＊１ につ
いては、合わせて１件の保険契
約とみなします。
   

 第19条  補足説明

 ＊１　責任開始の時
次の⑴から⑸の保険契約の場合
には、保険期間開始の時としま
す。
⑴　無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約 
⑵　無配当３大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

⑶　５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑷ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑸ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

＊２　保険金、給付金、見舞金、
年金もしくは一時金の支払
事由

次の⑴から⑸の保険契約の場合
には、普通保険約款に定めるが
ん給付の支払事由を除きます。
⑴　無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑵　無配当３大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

⑶　５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑷ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑸ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

＊３　第１回保険料 
利率変動型積立保険約款に基づ
き、第１回保険料とともに払込
むべき不定期払保険料があると
きは、これを含みます。 

  ２．本条の１．の取扱いを行うときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険料払込方法（回数）が年払または半年払に変更された各指定契約 ＊１ につ
いては、以後、本条の１．の取扱いは行いません。

  ⑵ 各指定契約 ＊１ について保険契約者の権利義務の承継または指定口座の変更が
あったときは、以後、本条の１．－⑷および⑸の要件を満たす範囲内で本条
の１．の取扱いを継続します。

  ⑶ 第４条（保険料の払込み）の３．を次のとおり読み替えます。
  ３．同一の指定口座から２件以上の保険契約 ＊３ の保険料相当額を振り替える

ときは、保険契約者は、会社に対しその振替順序を指定できません。
  ⑷ 第５条（保険料の口座振替が不能の場合の取扱い）の１．－⑵を次のとおり

読み替えます。
  ⑵ 月払契約にあっては、その払込期月の翌月の振替日に各指定契約 ＊１ の２

か月分の保険料の合計の口座振替を行います。ただし、指定口座の残高
が各指定契約＊１の２か月分の保険料の合計額未満で、かつ、各指定契
約＊１の１か月分の保険料の合計保険料の額以上のときは、払込期月の過
ぎた各指定契約＊１の１か月分の保険料の合計の口座振替を行います。  

 第19条  責任開始に関する特約とあわせて主契約に付加する場合の特則

この特約を責任開始に関する特約とあわせて主契約に付加する場合、次の⑴から
⑷のとおり取り扱います。
⑴　第２条（契約成立日）を次のとおり読み替えます。

第２条（契約成立日）
１．この特約による取扱いを行う保険契約では、責任開始に関する特約

の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規定する責任開始の
時＊１を含む月の翌月１日を契約成立日とします。なお、主契約に規
定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険
期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

２．本条の１．の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規定する
責任開始の時＊１からその月の末日までの間に、保険金、給付金、見
舞金、年金もしくは一時金の支払事由＊２または保険料の払込免除
事由が生じたときは、責任開始に関する特約に規定する責任開始の
時＊１を含む日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契約
年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算
にあたっては、契約成立日を算入します。

⑵　第４条（保険料の払込み）を次のとおり読み替えます。
第４条（保険料の払込み）

１．第１回保険料＊３および第２回以後の保険料は、払込期間中または
払込期月中の会社の定めた日（その日が取扱金融機関の休業日に該
当するときは翌営業日とします。以下「振替日」といいます。）に
指定口座から会社の口座に振り替えることにより払い込むことを必
要とします。

２．本条の１．に規定する保険料は、振替日をもって、払込みのあった
日とします。

３．同一の指定口座から２件以上の保険契約の保険料を振り替えるとき
は、保険契約者は、会社に対しその振替順序を指定できません。

４．この特約により払い込まれた保険料については、保険料領収証は発
行しません。

⑶　第５条（保険料の口座振替が不能の場合の取扱い）を次のとおり読み替えま
す。
第５条（保険料の口座振替が不能の場合の取扱い）

１．振替日における指定口座の残高が払い込むべき保険料の金額に満た
なかったため、第１回保険料＊３の払込みが行われなかったときは、
次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年払契約および半年払契約にあっては、責任開始に関する特約に
規定する第1回保険料＊３の猶予期間中の振替日に保険料の口座振
替を行います。

  ⑵ 月払契約にあっては、責任開始に関する特約に規定する第１回保
険料＊３の猶予期間中の振替日に２か月分の保険料の口座振替を行
います。ただし、指定口座の残高が２か月分の保険料の額未満で、
かつ、１か月分の保険料の額以上のときは、払込期月の過ぎた第
１回保険料＊３の口座振替を行います。  

２．振替日における指定口座の残高が払い込むべき保険料の金額に満た
なかったため、第２回以後の保険料の払込みが行われなかったとき
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年払契約および半年払契約にあっては、その払込期月の翌月の振
替日に保険料の口座振替を行います。

  ⑵ 月払契約にあっては、その払込期月の翌月の振替日に２か月分の
保険料の口座振替を行います。 ただし、指定口座の残高が２か月
分の保険料の額未満で、かつ、１か月分の保険料の額以上のとき
は、払込期月の過ぎた１か月分の保険料の口座振替を行います。  

３．本条の１．または２．の場合、その保険料の口座振替が不能のとき
は、保険契約者は、責任開始に関する特約または普通保険約款に規
定する猶予期間満了日までに未払込保険料を会社の本社または会社
の指定した場所に払い込むことを必要とします。

⑷　第16条（第１回保険料から口座振替を行う場合の特則）は適用しません。

  第20条  責任開始に関する特約とあわせて利率変動型積立保険契約に付
加する場合の特則

 この特約を責任開始に関する特約とあわせて利率変動型積立保険契約に付加する
場合には、第17条（利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契
約に付加する場合の特則）の１．および第19条（責任開始に関する特約とあわ
せて主契約に付加する場合の特則）の⑴は適用せず、第２条（契約成立日）を次
のとおり読み替えます。
第2条（契約成立日）

責任開始に関する特約の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規
定する責任開始の時を含む月の翌月1日を契約成立日とします。なお、
主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。
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 第18条  補足説明

  ＊３ ２件以上の保険契約
  第18条（利率変動積立型終身
保険契約の第１保険期間満了に
伴い複数の指定契約に同時に付
加する場合の特則）の１．の取
扱いを行う各指定契約 ＊１ につ
いては、合わせて１件の保険契
約とみなします。
   

 第19条  補足説明

 ＊１　責任開始の時
次の⑴から⑸の保険契約の場合
には、保険期間開始の時としま
す。
⑴　無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約 
⑵　無配当３大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

⑶　５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑷ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑸ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

＊２　保険金、給付金、見舞金、
年金もしくは一時金の支払
事由

次の⑴から⑸の保険契約の場合
には、普通保険約款に定めるが
ん給付の支払事由を除きます。
⑴　無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑵　無配当３大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

⑶　５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑷ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑸ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

＊３　第１回保険料 
利率変動型積立保険約款に基づ
き、第１回保険料とともに払込
むべき不定期払保険料があると
きは、これを含みます。 

  ２．本条の１．の取扱いを行うときは、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 保険料払込方法（回数）が年払または半年払に変更された各指定契約 ＊１ につ
いては、以後、本条の１．の取扱いは行いません。

  ⑵ 各指定契約 ＊１ について保険契約者の権利義務の承継または指定口座の変更が
あったときは、以後、本条の１．－⑷および⑸の要件を満たす範囲内で本条
の１．の取扱いを継続します。

  ⑶ 第４条（保険料の払込み）の３．を次のとおり読み替えます。
  ３．同一の指定口座から２件以上の保険契約 ＊３ の保険料相当額を振り替える

ときは、保険契約者は、会社に対しその振替順序を指定できません。
  ⑷ 第５条（保険料の口座振替が不能の場合の取扱い）の１．－⑵を次のとおり

読み替えます。
  ⑵ 月払契約にあっては、その払込期月の翌月の振替日に各指定契約 ＊１ の２

か月分の保険料の合計の口座振替を行います。ただし、指定口座の残高
が各指定契約＊１の２か月分の保険料の合計額未満で、かつ、各指定契
約＊１の１か月分の保険料の合計保険料の額以上のときは、払込期月の過
ぎた各指定契約＊１の１か月分の保険料の合計の口座振替を行います。  

 第19条  責任開始に関する特約とあわせて主契約に付加する場合の特則

この特約を責任開始に関する特約とあわせて主契約に付加する場合、次の⑴から
⑷のとおり取り扱います。
⑴　第２条（契約成立日）を次のとおり読み替えます。

第２条（契約成立日）
１．この特約による取扱いを行う保険契約では、責任開始に関する特約

の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規定する責任開始の
時＊１を含む月の翌月１日を契約成立日とします。なお、主契約に規
定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険
期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

２．本条の１．の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規定する
責任開始の時＊１からその月の末日までの間に、保険金、給付金、見
舞金、年金もしくは一時金の支払事由＊２または保険料の払込免除
事由が生じたときは、責任開始に関する特約に規定する責任開始の
時＊１を含む日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契約
年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算
にあたっては、契約成立日を算入します。

⑵　第４条（保険料の払込み）を次のとおり読み替えます。
第４条（保険料の払込み）

１．第１回保険料＊３および第２回以後の保険料は、払込期間中または
払込期月中の会社の定めた日（その日が取扱金融機関の休業日に該
当するときは翌営業日とします。以下「振替日」といいます。）に
指定口座から会社の口座に振り替えることにより払い込むことを必
要とします。

２．本条の１．に規定する保険料は、振替日をもって、払込みのあった
日とします。

３．同一の指定口座から２件以上の保険契約の保険料を振り替えるとき
は、保険契約者は、会社に対しその振替順序を指定できません。

４．この特約により払い込まれた保険料については、保険料領収証は発
行しません。

⑶　第５条（保険料の口座振替が不能の場合の取扱い）を次のとおり読み替えま
す。
第５条（保険料の口座振替が不能の場合の取扱い）

１．振替日における指定口座の残高が払い込むべき保険料の金額に満た
なかったため、第１回保険料＊３の払込みが行われなかったときは、
次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年払契約および半年払契約にあっては、責任開始に関する特約に
規定する第1回保険料＊３の猶予期間中の振替日に保険料の口座振
替を行います。

  ⑵ 月払契約にあっては、責任開始に関する特約に規定する第１回保
険料＊３の猶予期間中の振替日に２か月分の保険料の口座振替を行
います。ただし、指定口座の残高が２か月分の保険料の額未満で、
かつ、１か月分の保険料の額以上のときは、払込期月の過ぎた第
１回保険料＊３の口座振替を行います。  

２．振替日における指定口座の残高が払い込むべき保険料の金額に満た
なかったため、第２回以後の保険料の払込みが行われなかったとき
は、次のとおり取り扱います。

  ⑴ 年払契約および半年払契約にあっては、その払込期月の翌月の振
替日に保険料の口座振替を行います。

  ⑵ 月払契約にあっては、その払込期月の翌月の振替日に２か月分の
保険料の口座振替を行います。 ただし、指定口座の残高が２か月
分の保険料の額未満で、かつ、１か月分の保険料の額以上のとき
は、払込期月の過ぎた１か月分の保険料の口座振替を行います。  

３．本条の１．または２．の場合、その保険料の口座振替が不能のとき
は、保険契約者は、責任開始に関する特約または普通保険約款に規
定する猶予期間満了日までに未払込保険料を会社の本社または会社
の指定した場所に払い込むことを必要とします。

⑷　第16条（第１回保険料から口座振替を行う場合の特則）は適用しません。

  第20条  責任開始に関する特約とあわせて利率変動型積立保険契約に付
加する場合の特則

 この特約を責任開始に関する特約とあわせて利率変動型積立保険契約に付加する
場合には、第17条（利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契
約に付加する場合の特則）の１．および第19条（責任開始に関する特約とあわ
せて主契約に付加する場合の特則）の⑴は適用せず、第２条（契約成立日）を次
のとおり読み替えます。
第2条（契約成立日）

責任開始に関する特約の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規
定する責任開始の時を含む月の翌月1日を契約成立日とします。なお、
主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。
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  団　体　特　約  
  （実施　昭56.4.2 ／改正　平27.4.2）  

     第１条  特約の付加

  １．この特約は、保険契約者から申出があり、かつ、会社が承諾したときに付加しま
す。

  ２．この特約を付加するときは、次のすべての条件を満たすことを必要とします。

  ⑴ 保険契約者は、会社と団体協約を締結した官公署・会社・工場等の団体に所
属し、その団体から給与（役員報酬を含みます。）の支払いを受ける者であ
ること

  ⑵ 保険契約者、被保険者のいずれかの数が10名以上あること。ただし、保険
契約者の人数の計算にあたっては、その団体との間に事業保険特約付保険契
約があるときは、同一事業所に所属する保険契約者と事業保険特約付保険契
約の被保険者とを名寄せのうえ、それぞれの数を合算します。  

   第２条  契約成立日

  １．この特約による取扱いを行う月払契約では、普通保険約款の規定にかかわらず、
普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ を含む月の翌月１日を契約成立日とし
ます。なお、主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準
とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ からそ
の月の末日までの間に、保険金、給付金、見舞金、年金もしくは一時金の支払事
由 ＊２ または保険料の払込免除事由が生じたときは、普通保険約款に規定する責
任開始の時 ＊１ を含む日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契約年齢
の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、契
約成立日を算入します。

   第３条  保険料率

  １．この特約による取扱いを行う半年払契約および月払契約の保険料率は、次のとお
りとします。

  ⑴ 団体に所属してこの特約による取扱いを受けている保険契約者が20名以上
の場合には、団体保険料率Ａ

  ⑵ 団体に所属してこの特約による取扱いを受けている保険契約者が20名未満
の場合には、普通保険料率。ただし、月払契約 ＊１ の保険料率については団体
保険料率Ｂとします。  

  ２．団体との間に事業保険特約付保険契約があるときは、本条の１．に規定する保険
契約者の人数の計算にあたっては、同一事業所に所属する保険契約者と事業保険
特約付保険契約の被保険者とを名寄せのうえ、それぞれの数を合算します。

  ３．本条の１．－⑴の団体保険料率Ａの適用を受けている場合でも、本条の１．に規
定する保険契約者の人数が20名未満となり、その後６か月を経過しても20名以
上にならないときは、本条の１．－⑵の保険料率を適用します。

   第４条  保険料の払込み

  １．第２回以後の保険料は、団体代表者を経由して払い込むことを必要とします。
  ２．本条の１．に規定する保険料は、団体代表者から会社に払い込まれた日をもって、

払込みのあった日とします。

   第５条  保険料領収証

  第２回以後の保険料の払込みについては、個々の保険契約者に対して保険料領収
証を発行せず、団体代表者に一括領収証を交付してこれに代えます。

    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  次の⑴から⑻の保険契約の場合
には、保険期間開始の時としま
す。
  ⑴ 無配当がん医療保険契約
  ⑵ 無配当新がん医療保険契約
  ⑶ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑷ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑸ 無配当３大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

  ⑹ ５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑺ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑻ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

  ＊２ 保険金、給付金、見舞金、
年金もしくは一時金の支払
事由

  ⑴ 次の①から⑧の保険契約の
場合には、普通保険約款に
定めるがん給付の支払事由
を除きます。
  ① 無配当がん医療保険契

約
  ② 無配当新がん医療保険

契約
  ③ 無配当生活習慣病保険

契約
  ④ 無配当生活習慣病保険

（返戻金なし型）契約
⑤ 無配当３大疾病一時金

付生活習慣病保険（返
戻金なし型）契約

  ⑥ ５年ごと利差配当付新
がん保険（返戻金なし
型）契約

⑦ ５年ごと利差配当付が
ん保険（返戻金なし型）

（2015）契約
⑧ ５年ごと利差配当付７

大疾病終身保険（低解
約返戻金型）契約

  ⑵ ５年ごと利差配当付介護一
時金保険契約の場合には、
普通保険約款に定める介護
見舞金の支払事由を除きま
す。

   第６条  保険料の予納

  この特約による取扱いを行う月払契約について、保険料を予納するときは、それ
ぞれの保険料率に応じて会社の定める率 により割り引きます。

  ★「会社の定める率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗またはお
客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホームペー
ジ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第７条  保険料の前納および保険料の振替貸付

  この特約による保険料の払込みについて、普通保険約款の保険料の前納および保
険料の振替貸付に関する規定は適用しません。

   第８条  社員配当金の支払い

  １．保険契約が有効に継続している期間中、契約成立日 ＊１ を含む事業年度の次の事業
年度以後毎事業年度末に割り当てて、その割り当てた事業年度に始まる保険年度
の保険料がすべて払い込まれている場合に支払う社員配当金について、この特約
による月払契約において保険契約者が現金で支払う方法を選択したときは、普通
保険約款の社員配当金の支払方法に関する規定にかかわらず、次のとおり社員配
当金を支払います。

  ⑴ 社員配当金を割り当てた事業年度の次の事業年度に始まる保険年度の初日か
ら社員配当金の全額を会社の定める利率  による利息をつけて積み立ててお
き、その事業年度の終わりに一括して団体代表者を通じて保険契約者に支払
います。

  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、社員配当金を積み立てた日以後その事業年度の終わ
りまでに保険契約が消滅した場合には、その保険契約が消滅したときに、保
険金または給付金を支払うときはその受取人に、その他の事由で消滅したと
きは保険契約者に支払います。  

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、特に団体との取決めがあるときは、その方法に
よります。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第９条  特約の失効

  次のいずれかに該当したときは、この特約は効力を失います。

  ⑴ この特約による保険契約の保険料が、猶予期間内に払い込まれないとき
  ⑵ 会社と団体代表者との間に締結された団体協約が解除されたとき
  ⑶ 保険契約者が死亡し、または団体を脱退したとき
  ⑷ 払い込むべき保険料がなくなったとき
  ⑸ 第１条（特約の付加）の２．－⑵に規定する保険契約者および被保険者の人

数がともに10名未満となり、その後３か月（年払契約、半年払契約の場合
には６か月）を経過してもそのいずれも10名以上にならないとき

  ⑹ 保険契約者が、保険料の払込方法（経路）をこの特約によらない方法に変更
したとき  

   第10条  普通保険約款の適用

  この特約に定める事項以外は、すべて普通保険約款の規定を適用します。

   第11条  連生終身保険契約に付加する場合の特則

  この特約を連生終身保険契約に付加するときは、第１条（特約の付加）および第
９条（特約の失効）中、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と読み

   第３条  補足説明

  ＊１ 月払契約
  普通保険約款の規定により保険
料の予納が行われる場合を除き
ます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険契約が更新されたときは、
更新日とします。
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  団　体　特　約  
  （実施　昭56.4.2 ／改正　平27.4.2）  

     第１条  特約の付加

  １．この特約は、保険契約者から申出があり、かつ、会社が承諾したときに付加しま
す。

  ２．この特約を付加するときは、次のすべての条件を満たすことを必要とします。

  ⑴ 保険契約者は、会社と団体協約を締結した官公署・会社・工場等の団体に所
属し、その団体から給与（役員報酬を含みます。）の支払いを受ける者であ
ること

  ⑵ 保険契約者、被保険者のいずれかの数が10名以上あること。ただし、保険
契約者の人数の計算にあたっては、その団体との間に事業保険特約付保険契
約があるときは、同一事業所に所属する保険契約者と事業保険特約付保険契
約の被保険者とを名寄せのうえ、それぞれの数を合算します。  

   第２条  契約成立日

  １．この特約による取扱いを行う月払契約では、普通保険約款の規定にかかわらず、
普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ を含む月の翌月１日を契約成立日とし
ます。なお、主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準
とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ からそ
の月の末日までの間に、保険金、給付金、見舞金、年金もしくは一時金の支払事
由 ＊２ または保険料の払込免除事由が生じたときは、普通保険約款に規定する責
任開始の時 ＊１ を含む日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契約年齢
の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、契
約成立日を算入します。

   第３条  保険料率

  １．この特約による取扱いを行う半年払契約および月払契約の保険料率は、次のとお
りとします。

  ⑴ 団体に所属してこの特約による取扱いを受けている保険契約者が20名以上
の場合には、団体保険料率Ａ

  ⑵ 団体に所属してこの特約による取扱いを受けている保険契約者が20名未満
の場合には、普通保険料率。ただし、月払契約 ＊１ の保険料率については団体
保険料率Ｂとします。  

  ２．団体との間に事業保険特約付保険契約があるときは、本条の１．に規定する保険
契約者の人数の計算にあたっては、同一事業所に所属する保険契約者と事業保険
特約付保険契約の被保険者とを名寄せのうえ、それぞれの数を合算します。

  ３．本条の１．－⑴の団体保険料率Ａの適用を受けている場合でも、本条の１．に規
定する保険契約者の人数が20名未満となり、その後６か月を経過しても20名以
上にならないときは、本条の１．－⑵の保険料率を適用します。

   第４条  保険料の払込み

  １．第２回以後の保険料は、団体代表者を経由して払い込むことを必要とします。
  ２．本条の１．に規定する保険料は、団体代表者から会社に払い込まれた日をもって、

払込みのあった日とします。

   第５条  保険料領収証

  第２回以後の保険料の払込みについては、個々の保険契約者に対して保険料領収
証を発行せず、団体代表者に一括領収証を交付してこれに代えます。

    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  次の⑴から⑻の保険契約の場合
には、保険期間開始の時としま
す。
  ⑴ 無配当がん医療保険契約
  ⑵ 無配当新がん医療保険契約
  ⑶ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑷ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑸ 無配当３大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

  ⑹ ５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑺ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑻ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

  ＊２ 保険金、給付金、見舞金、
年金もしくは一時金の支払
事由

  ⑴ 次の①から⑧の保険契約の
場合には、普通保険約款に
定めるがん給付の支払事由
を除きます。
  ① 無配当がん医療保険契

約
  ② 無配当新がん医療保険

契約
  ③ 無配当生活習慣病保険

契約
  ④ 無配当生活習慣病保険

（返戻金なし型）契約
⑤ 無配当３大疾病一時金

付生活習慣病保険（返
戻金なし型）契約

  ⑥ ５年ごと利差配当付新
がん保険（返戻金なし
型）契約

⑦ ５年ごと利差配当付が
ん保険（返戻金なし型）

（2015）契約
⑧ ５年ごと利差配当付７

大疾病終身保険（低解
約返戻金型）契約

  ⑵ ５年ごと利差配当付介護一
時金保険契約の場合には、
普通保険約款に定める介護
見舞金の支払事由を除きま
す。

   第６条  保険料の予納

  この特約による取扱いを行う月払契約について、保険料を予納するときは、それ
ぞれの保険料率に応じて会社の定める率 により割り引きます。

  ★「会社の定める率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗またはお
客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホームペー
ジ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第７条  保険料の前納および保険料の振替貸付

  この特約による保険料の払込みについて、普通保険約款の保険料の前納および保
険料の振替貸付に関する規定は適用しません。

   第８条  社員配当金の支払い

  １．保険契約が有効に継続している期間中、契約成立日 ＊１ を含む事業年度の次の事業
年度以後毎事業年度末に割り当てて、その割り当てた事業年度に始まる保険年度
の保険料がすべて払い込まれている場合に支払う社員配当金について、この特約
による月払契約において保険契約者が現金で支払う方法を選択したときは、普通
保険約款の社員配当金の支払方法に関する規定にかかわらず、次のとおり社員配
当金を支払います。

  ⑴ 社員配当金を割り当てた事業年度の次の事業年度に始まる保険年度の初日か
ら社員配当金の全額を会社の定める利率  による利息をつけて積み立ててお
き、その事業年度の終わりに一括して団体代表者を通じて保険契約者に支払
います。

  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、社員配当金を積み立てた日以後その事業年度の終わ
りまでに保険契約が消滅した場合には、その保険契約が消滅したときに、保
険金または給付金を支払うときはその受取人に、その他の事由で消滅したと
きは保険契約者に支払います。  

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、特に団体との取決めがあるときは、その方法に
よります。

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第９条  特約の失効

  次のいずれかに該当したときは、この特約は効力を失います。

  ⑴ この特約による保険契約の保険料が、猶予期間内に払い込まれないとき
  ⑵ 会社と団体代表者との間に締結された団体協約が解除されたとき
  ⑶ 保険契約者が死亡し、または団体を脱退したとき
  ⑷ 払い込むべき保険料がなくなったとき
  ⑸ 第１条（特約の付加）の２．－⑵に規定する保険契約者および被保険者の人

数がともに10名未満となり、その後３か月（年払契約、半年払契約の場合
には６か月）を経過してもそのいずれも10名以上にならないとき

  ⑹ 保険契約者が、保険料の払込方法（経路）をこの特約によらない方法に変更
したとき  

   第10条  普通保険約款の適用

  この特約に定める事項以外は、すべて普通保険約款の規定を適用します。

   第11条  連生終身保険契約に付加する場合の特則

  この特約を連生終身保険契約に付加するときは、第１条（特約の付加）および第
９条（特約の失効）中、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と読み

   第３条  補足説明

  ＊１ 月払契約
  普通保険約款の規定により保険
料の予納が行われる場合を除き
ます。

   第８条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険契約が更新されたときは、
更新日とします。
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替えます。

   第12条  変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加
する場合の特則

  この特約を変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加すると
きは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定によります。

   第13条  医療保障保険（個人型）契約に付加する場合の特則

  この特約による取扱いを行う医療保障保険（個人型）の半年払契約および月払契
約の保険料率は、第３条（保険料率）の１．および３．の規定にかかわらず、普
通保険料率とします。

   第14条  就業不能保障保険契約に付加する場合の特則

  この特約を就業不能保障保険契約に付加するときは、第８条（社員配当金の支払
い）の１．中、「事業年度の次の事業年度以後毎事業年度末に割り当てて」とあ
るのを「事業年度以後毎事業年度末に割り当てて」と、「保険金または給付金」
とあるのを「死亡保険金または高度障害保険金」とそれぞれ読み替えます。

   第15条  長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障
保険契約に付加する場合の特則

  この特約を長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障保険契
約に付加するときは、次のとおり読み替えます。

  ⑴ 年金の種類が保証期間付終身年金の場合には、第１条（特約の付加）、第３
条（保険料率）および第９条（特約の失効）中、「被保険者」とあるのをす
べて「第１被保険者」と読み替えます。

  ⑵ 第８条（社員配当金の支払い）の１．－⑵を次のとおり読み替えます。
  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、社員配当金を積み立てた日以後その事業年度の

終わりまでに第１回年金の支払事由が生じた場合または保険契約が消滅
した場合には、第１回年金の支払事由が生じたときまたは保険契約が消
滅したときに、年金または一時金を支払うときはその受取人に、その他
の事由で消滅したときは保険契約者に支払います。  

   第16条      第１回保険料から団体代表者を経由して払い込む場合の特則

  この特約を付加し、第１回保険料 ＊１ から団体代表者を経由して払い込むときは、
次の⑴および⑵のとおり読み替えます。
  ⑴ 第４条（保険料の払込み）を次のとおり読み替えます。

  第４条（保険料の払込み）
  １．第１回保険料 ＊１ は、団体代表者を経由して払い込むことを必要とし

ます。この場合、団体代表者が、団体に所属してこの特約の取扱い
を受ける保険契約者から第１回保険料 ＊１ に相当する金額を受け
取った時をもって、第１回保険料 ＊１ の払込みがあったものとみなし
ます。

  ２．第２回以後の保険料は、団体代表者を経由して払い込むことを必要
とします。

  ３．本条の２．に規定する保険料は、団体代表者から会社に払い込まれ
た日をもって、払込みのあった日とします。

  ⑵ 第５条（保険料領収証）を次のとおり読み替えます。
  第５条（保険料領収証）

   保険料の払込みについては、個々の保険契約者に対して保険料領収
証を発行せず、団体代表者に一括領収証を交付してこれに代えます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。

   第18条  補足説明

  ＊１ 無配当総合医療保険契約等
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 無配当総合医療保険契約
  ⑵ 無配当新総合医療保険契約
  ⑶ ５年ごと利差配当付新医療

保険契約
  ⑷ ５年ごと利差配当付新医療

保険（返戻金なし型）契約
   

   第17条  利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に
付加する場合の特則

  １．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定により
ます。

  ２．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の半年払契約および月払契約の保険料率は、第３条（保険料率）の１．
および３．の規定にかかわらず、普通保険料率とします。

  ３．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第９条（特約の失効）の⑴の規定は適用しません。

  ４．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の保険料が、猶予期間内に払い込まれないときは、会社は、猶予期間満
了以後、この特約による保険料の払込みの取扱いは行いません。ただし、保険契
約者から申出があったときは、会社の取扱いの範囲内で、この特約による保険料
の払込みの取扱いを行います。

  ５．この特約を利率変動積立型終身保険契約に付加するときは、第９条（特約の失効）
の⑷を次のとおり読み替えます。
  ⑷ 第２保険期間が開始するとき

   第18条  家族特則が適用された無配当総合医療保険契約等に付加する場
合の特則

  この特約を家族特則が適用された無配当総合医療保険契約等 ＊１ に付加するとき
は、第１条（特約の付加）、第３条（保険料率）および第９条（特約の失効）中、

「被保険者」とあるのをすべて「主たる被保険者」と読み替えます。

     第19条  退職者に関する特則

  保険契約者が、団体を退職した場合で、会社の定める条件を満たしているときは、
第１条（特約の付加）および第９条（特約の失効）の⑶の規定にかかわらず、こ
の退職者を保険契約者とする保険契約について、団体特約を付加することができ
ます。
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替えます。

   第12条  変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加
する場合の特則

  この特約を変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加すると
きは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定によります。

   第13条  医療保障保険（個人型）契約に付加する場合の特則

  この特約による取扱いを行う医療保障保険（個人型）の半年払契約および月払契
約の保険料率は、第３条（保険料率）の１．および３．の規定にかかわらず、普
通保険料率とします。

   第14条  就業不能保障保険契約に付加する場合の特則

  この特約を就業不能保障保険契約に付加するときは、第８条（社員配当金の支払
い）の１．中、「事業年度の次の事業年度以後毎事業年度末に割り当てて」とあ
るのを「事業年度以後毎事業年度末に割り当てて」と、「保険金または給付金」
とあるのを「死亡保険金または高度障害保険金」とそれぞれ読み替えます。

   第15条  長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障
保険契約に付加する場合の特則

  この特約を長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障保険契
約に付加するときは、次のとおり読み替えます。

  ⑴ 年金の種類が保証期間付終身年金の場合には、第１条（特約の付加）、第３
条（保険料率）および第９条（特約の失効）中、「被保険者」とあるのをす
べて「第１被保険者」と読み替えます。

  ⑵ 第８条（社員配当金の支払い）の１．－⑵を次のとおり読み替えます。
  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、社員配当金を積み立てた日以後その事業年度の

終わりまでに第１回年金の支払事由が生じた場合または保険契約が消滅
した場合には、第１回年金の支払事由が生じたときまたは保険契約が消
滅したときに、年金または一時金を支払うときはその受取人に、その他
の事由で消滅したときは保険契約者に支払います。  

   第16条      第１回保険料から団体代表者を経由して払い込む場合の特則

  この特約を付加し、第１回保険料 ＊１ から団体代表者を経由して払い込むときは、
次の⑴および⑵のとおり読み替えます。
  ⑴ 第４条（保険料の払込み）を次のとおり読み替えます。

  第４条（保険料の払込み）
  １．第１回保険料 ＊１ は、団体代表者を経由して払い込むことを必要とし

ます。この場合、団体代表者が、団体に所属してこの特約の取扱い
を受ける保険契約者から第１回保険料 ＊１ に相当する金額を受け
取った時をもって、第１回保険料 ＊１ の払込みがあったものとみなし
ます。

  ２．第２回以後の保険料は、団体代表者を経由して払い込むことを必要
とします。

  ３．本条の２．に規定する保険料は、団体代表者から会社に払い込まれ
た日をもって、払込みのあった日とします。

  ⑵ 第５条（保険料領収証）を次のとおり読み替えます。
  第５条（保険料領収証）

   保険料の払込みについては、個々の保険契約者に対して保険料領収
証を発行せず、団体代表者に一括領収証を交付してこれに代えます。

   第16条  補足説明

  ＊１ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。

   第18条  補足説明

  ＊１ 無配当総合医療保険契約等
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 無配当総合医療保険契約
  ⑵ 無配当新総合医療保険契約
  ⑶ ５年ごと利差配当付新医療

保険契約
  ⑷ ５年ごと利差配当付新医療

保険（返戻金なし型）契約
   

   第17条  利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に
付加する場合の特則

  １．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定により
ます。

  ２．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の半年払契約および月払契約の保険料率は、第３条（保険料率）の１．
および３．の規定にかかわらず、普通保険料率とします。

  ３．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第９条（特約の失効）の⑴の規定は適用しません。

  ４．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の保険料が、猶予期間内に払い込まれないときは、会社は、猶予期間満
了以後、この特約による保険料の払込みの取扱いは行いません。ただし、保険契
約者から申出があったときは、会社の取扱いの範囲内で、この特約による保険料
の払込みの取扱いを行います。

  ５．この特約を利率変動積立型終身保険契約に付加するときは、第９条（特約の失効）
の⑷を次のとおり読み替えます。
  ⑷ 第２保険期間が開始するとき

   第18条  家族特則が適用された無配当総合医療保険契約等に付加する場
合の特則

  この特約を家族特則が適用された無配当総合医療保険契約等 ＊１ に付加するとき
は、第１条（特約の付加）、第３条（保険料率）および第９条（特約の失効）中、

「被保険者」とあるのをすべて「主たる被保険者」と読み替えます。

     第19条  退職者に関する特則

  保険契約者が、団体を退職した場合で、会社の定める条件を満たしているときは、
第１条（特約の付加）および第９条（特約の失効）の⑶の規定にかかわらず、こ
の退職者を保険契約者とする保険契約について、団体特約を付加することができ
ます。
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    第１条  補足説明

  ＊１ 取扱カード会社の会員規約
等により指定クレジット
カードを利用できる会員本
人

  取扱カード会社の会員規約等に
より指定クレジットカードの使
用が認められている者を含みま
す。

   第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  次の⑴から⑻の保険契約の場合
には、保険期間開始の時としま
す。
  ⑴ 無配当がん医療保険契約
  ⑵ 無配当新がん医療保険契約
  ⑶ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑷ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑸ 無配当３大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

  ⑹ ５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑺ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑻ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

  ＊２ 保険金、給付金、見舞金、
年金もしくは一時金の支払
事由

  ⑴ 次の①から⑧の保険契約の
場合には、普通保険約款に
定めるがん給付の支払事由
を除きます。
  ① 無配当がん医療保険契

約
  ② 無配当新がん医療保険

契約
  ③ 無配当生活習慣病保険

契約
  ④ 無配当生活習慣病保険

（返戻金なし型）契約
⑤ 無配当３大疾病一時金

付生活習慣病保険（返
戻金なし型）契約

  ⑥ ５年ごと利差配当付新
がん保険（返戻金なし
型）契約

  クレジットカード特約  
  （実施　平13.3.1 ／改正　平27.4.2）  

     第１条  特約の付加

  １．この特約は、保険契約者から申出があり、かつ、会社が承諾したときに付加しま
す。

  ２．この特約を付加するときは、次のすべての条件を満たすことを必要とします。

  ⑴ 保険契約者の指定するクレジットカード（以下「指定クレジットカード」と
いいます。）が会社の指定するクレジットカード発行会社（以下「取扱カー
ド会社」といいます。）から貸与されたクレジットカードであること

  ⑵ 指定クレジットカードが有効であり、かつ保険料が指定クレジットカードの
利用限度額以下であること（以下「指定クレジットカードの有効性等」とい
います。）

  ⑶ 保険契約者は、取扱カード会社の会員規約等により指定クレジットカードを
利用できる会員本人 ＊１ と同一人であること  

   第２条  契約成立日

  １．この特約による取扱いを行う月払契約では、普通保険約款の規定にかかわらず、
普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ を含む月の翌月１日を契約成立日とし
ます。なお、主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準
とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ からそ
の月の末日までの間に、保険金、給付金、見舞金、年金もしくは一時金の支払事
由 ＊２ または保険料の払込免除事由が生じたときは、普通保険約款に規定する責
任開始の時 ＊１ を含む日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契約年齢
の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、契
約成立日を算入します。

   第３条  保険料率

  この特約による取扱いを行う月払契約の保険料率は、クレジットカード保険料率
とします。ただし、普通保険約款の規定により保険料の予納が行われるときは、
普通保険料率とします。

   第４条  保険料の払込み

  １．第２回以後の保険料は、指定クレジットカードにより払い込むことを必要としま
す。この場合、会社が指定クレジットカードの有効性等を確認し、取扱カード会
社に保険料を請求した時をもって、保険料の払込みがあったものとみなします。

  ２． 同一の指定クレジットカードから２件以上の保険契約の保険料を払い込むとき
は、保険契約者は、会社に対しその払込みの順序を指定できません。

  ３．この特約により払い込まれた保険料については、保険料領収証は発行しません。

   第５条  指定クレジットカードの有効性等が確認できない場合の取扱い

  １．指定クレジットカードの有効性等が確認できなかった場合には、保険契約者は、
指定クレジットカードを他のクレジットカードに変更するか、または会社の取扱
いの範囲内で他の保険料の払込方法（経路）に変更することを必要とします。

  ２．本条の１．の場合、保険契約者は、指定クレジットカードを他のクレジットカー
ドに変更するか、または他の保険料の払込方法（経路）に変更するまでの未払込
保険料を普通保険約款に規定する猶予期間満了日までに会社の本社または会社の
指定した場所に払い込むことを必要とします。

⑦ ５年ごと利差配当付が
ん保険（返戻金なし型）

（2015）契約
⑧ ５年ごと利差配当付７

大疾病終身保険（低解
約返戻金型）契約

  ⑵ ５年ごと利差配当付介護一
時金保険契約の場合には、
普通保険約款に定める介護
見舞金の支払事由を除きま
す。

   第９条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険契約が更新されたときは、
更新日とします。   

   第６条  指定クレジットカードの変更

  １．保険契約者が指定クレジットカードを第１条（特約の付加）の２．の条件を満た
す他のクレジットカードに変更するときは、保険契約者は、あらかじめその旨を
会社に申し出ることを必要とします。

  ２．取扱カード会社が保険料の指定クレジットカードによる支払いの取扱いを停止し
たときは、会社は、その旨を保険契約者に通知します。この場合、保険契約者は、
指定クレジットカードを第１条（特約の付加）の２．の条件を満たす他のクレジッ
トカードに変更するか、または会社の取扱いの範囲内で他の保険料の払込方法（経
路）に変更することを必要とします。

   第７条  保険料の予納

  この特約による取扱いを行う月払契約について、保険料を予納するときは、会社
の定める率 により割り引きます。

  ★利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フ
リーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホームページ（http://www.
asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第８条  保険料の前納

  この特約による保険料の払込みについて、普通保険約款の保険料の前納に関する
規定は適用しません。

   第９条  社員配当金の支払い

  保険契約が有効に継続している期間中、契約成立日 ＊１ を含む事業年度の次の事業
年度以後毎事業年度末に割り当てて、その割り当てた事業年度に始まる保険年度
の保険料がすべて払い込まれている場合に支払う社員配当金について、この特約
による月払契約において保険契約者が現金で支払う方法を選択したときは、普通
保険約款の社員配当金の支払方法に関する規定にかかわらず、次のとおり社員配
当金を支払います。

  ⑴ 社員配当金を割り当てた事業年度の次の事業年度に始まる保険年度の第７月
目の保険料と社員配当金の全額を相殺します。

  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、支払うべき社員配当金額がその保険年度の第７月目
の保険料の額を超えるときは、その差額を保険契約者に支払います。  

   第10条  特約の失効

  １．次のいずれかに該当したときは、この特約は効力を失います。

  ⑴ この特約による保険契約が月払の場合で、保険料の振替貸付が行われたとき
  ⑵ 第１条（特約の付加）の２．に規定する条件に該当しなくなったとき
  ⑶ 第６条（指定クレジットカードの変更）に規定する諸変更に際し、その変更

手続が行われないまま指定クレジットカードの有効性等の確認ができなかっ
たとき

  ⑷ 払い込むべき保険料がなくなったとき
  ⑸ 保険契約者が、保険料の払込方法（経路）をこの特約によらない方法に変更

したとき  

  ２．本条の１．－⑴から⑷の規定によりこの特約が効力を失ったときは、普通保険約
款の規定を適用します。

   第11条  普通保険約款の適用

  この特約に定める事項以外は、すべて普通保険約款の規定を適用します。
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    第１条  補足説明

  ＊１ 取扱カード会社の会員規約
等により指定クレジット
カードを利用できる会員本
人

  取扱カード会社の会員規約等に
より指定クレジットカードの使
用が認められている者を含みま
す。

   第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  次の⑴から⑻の保険契約の場合
には、保険期間開始の時としま
す。
  ⑴ 無配当がん医療保険契約
  ⑵ 無配当新がん医療保険契約
  ⑶ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑷ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑸ 無配当３大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

  ⑹ ５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑺ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑻ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

  ＊２ 保険金、給付金、見舞金、
年金もしくは一時金の支払
事由

  ⑴ 次の①から⑧の保険契約の
場合には、普通保険約款に
定めるがん給付の支払事由
を除きます。
  ① 無配当がん医療保険契

約
  ② 無配当新がん医療保険

契約
  ③ 無配当生活習慣病保険

契約
  ④ 無配当生活習慣病保険

（返戻金なし型）契約
⑤ 無配当３大疾病一時金

付生活習慣病保険（返
戻金なし型）契約

  ⑥ ５年ごと利差配当付新
がん保険（返戻金なし
型）契約

  クレジットカード特約  
  （実施　平13.3.1 ／改正　平27.4.2）  

     第１条  特約の付加

  １．この特約は、保険契約者から申出があり、かつ、会社が承諾したときに付加しま
す。

  ２．この特約を付加するときは、次のすべての条件を満たすことを必要とします。

  ⑴ 保険契約者の指定するクレジットカード（以下「指定クレジットカード」と
いいます。）が会社の指定するクレジットカード発行会社（以下「取扱カー
ド会社」といいます。）から貸与されたクレジットカードであること

  ⑵ 指定クレジットカードが有効であり、かつ保険料が指定クレジットカードの
利用限度額以下であること（以下「指定クレジットカードの有効性等」とい
います。）

  ⑶ 保険契約者は、取扱カード会社の会員規約等により指定クレジットカードを
利用できる会員本人 ＊１ と同一人であること  

   第２条  契約成立日

  １．この特約による取扱いを行う月払契約では、普通保険約款の規定にかかわらず、
普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ を含む月の翌月１日を契約成立日とし
ます。なお、主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準
とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ からそ
の月の末日までの間に、保険金、給付金、見舞金、年金もしくは一時金の支払事
由 ＊２ または保険料の払込免除事由が生じたときは、普通保険約款に規定する責
任開始の時 ＊１ を含む日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契約年齢
の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、契
約成立日を算入します。

   第３条  保険料率

  この特約による取扱いを行う月払契約の保険料率は、クレジットカード保険料率
とします。ただし、普通保険約款の規定により保険料の予納が行われるときは、
普通保険料率とします。

   第４条  保険料の払込み

  １．第２回以後の保険料は、指定クレジットカードにより払い込むことを必要としま
す。この場合、会社が指定クレジットカードの有効性等を確認し、取扱カード会
社に保険料を請求した時をもって、保険料の払込みがあったものとみなします。

  ２． 同一の指定クレジットカードから２件以上の保険契約の保険料を払い込むとき
は、保険契約者は、会社に対しその払込みの順序を指定できません。

  ３．この特約により払い込まれた保険料については、保険料領収証は発行しません。

   第５条  指定クレジットカードの有効性等が確認できない場合の取扱い

  １．指定クレジットカードの有効性等が確認できなかった場合には、保険契約者は、
指定クレジットカードを他のクレジットカードに変更するか、または会社の取扱
いの範囲内で他の保険料の払込方法（経路）に変更することを必要とします。

  ２．本条の１．の場合、保険契約者は、指定クレジットカードを他のクレジットカー
ドに変更するか、または他の保険料の払込方法（経路）に変更するまでの未払込
保険料を普通保険約款に規定する猶予期間満了日までに会社の本社または会社の
指定した場所に払い込むことを必要とします。

⑦ ５年ごと利差配当付が
ん保険（返戻金なし型）

（2015）契約
⑧ ５年ごと利差配当付７

大疾病終身保険（低解
約返戻金型）契約

  ⑵ ５年ごと利差配当付介護一
時金保険契約の場合には、
普通保険約款に定める介護
見舞金の支払事由を除きま
す。

   第９条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険契約が更新されたときは、
更新日とします。   

   第６条  指定クレジットカードの変更

  １．保険契約者が指定クレジットカードを第１条（特約の付加）の２．の条件を満た
す他のクレジットカードに変更するときは、保険契約者は、あらかじめその旨を
会社に申し出ることを必要とします。

  ２．取扱カード会社が保険料の指定クレジットカードによる支払いの取扱いを停止し
たときは、会社は、その旨を保険契約者に通知します。この場合、保険契約者は、
指定クレジットカードを第１条（特約の付加）の２．の条件を満たす他のクレジッ
トカードに変更するか、または会社の取扱いの範囲内で他の保険料の払込方法（経
路）に変更することを必要とします。

   第７条  保険料の予納

  この特約による取扱いを行う月払契約について、保険料を予納するときは、会社
の定める率 により割り引きます。

  ★利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗またはお客様サービスセンター（フ
リーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホームページ（http://www.
asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第８条  保険料の前納

  この特約による保険料の払込みについて、普通保険約款の保険料の前納に関する
規定は適用しません。

   第９条  社員配当金の支払い

  保険契約が有効に継続している期間中、契約成立日 ＊１ を含む事業年度の次の事業
年度以後毎事業年度末に割り当てて、その割り当てた事業年度に始まる保険年度
の保険料がすべて払い込まれている場合に支払う社員配当金について、この特約
による月払契約において保険契約者が現金で支払う方法を選択したときは、普通
保険約款の社員配当金の支払方法に関する規定にかかわらず、次のとおり社員配
当金を支払います。

  ⑴ 社員配当金を割り当てた事業年度の次の事業年度に始まる保険年度の第７月
目の保険料と社員配当金の全額を相殺します。

  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、支払うべき社員配当金額がその保険年度の第７月目
の保険料の額を超えるときは、その差額を保険契約者に支払います。  

   第10条  特約の失効

  １．次のいずれかに該当したときは、この特約は効力を失います。

  ⑴ この特約による保険契約が月払の場合で、保険料の振替貸付が行われたとき
  ⑵ 第１条（特約の付加）の２．に規定する条件に該当しなくなったとき
  ⑶ 第６条（指定クレジットカードの変更）に規定する諸変更に際し、その変更

手続が行われないまま指定クレジットカードの有効性等の確認ができなかっ
たとき

  ⑷ 払い込むべき保険料がなくなったとき
  ⑸ 保険契約者が、保険料の払込方法（経路）をこの特約によらない方法に変更

したとき  

  ２．本条の１．－⑴から⑷の規定によりこの特約が効力を失ったときは、普通保険約
款の規定を適用します。

   第11条  普通保険約款の適用

  この特約に定める事項以外は、すべて普通保険約款の規定を適用します。
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  第14条  補足説明

＊１ 複数の指定契約
保険契約指定特約が付加された
主たる保険契約をいい、本条に
おいて、それぞれの指定契約を

「各指定契約」といいます。

＊２ 保険契約指定特約により指
定された利率変動積立型終
身保険契約

本条の１．において「被指定契
約」といいます。

＊３ ２件以上の保険契約
第14条（利率変動積立型終身
保険契約の第１保険期間満了に
伴い複数の指定契約に同時に付
加する場合の特則）の１．の取
扱いを行う各指定契約＊１につ
いては、合わせて１件の保険契
約とみなします。 

   第12条  変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加
する場合の特則

  この特約を変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加すると
きは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定によります。

   第13条  利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に
付加する場合の特則

  １．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定により
ます。

  ２．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の月払契約の保険料率は、第３条（保険料率）の規定にかかわらず、普
通保険料率とします。

  ３．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第10条（特約の失効）の１．－⑴の規定は適用しません。

  ４．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の保険料が、猶予期間内に払い込まれないときは、会社は、猶予期間満
了以後、この特約による保険料の払込みの取扱いは行いません。ただし、保険契
約者から申出があったときは、会社の取扱いの範囲内で、この特約による保険料
の払込みの取扱いを行います。

  ５．この特約を利率変動積立型終身保険契約に付加するときは、第10条（特約の失効）
の１．－⑷を次のとおり読み替えます。
  ⑷ 第２保険期間が開始するとき

     第14条  利率変動積立型終身保険契約の第１保険期間満了に伴い複数の
指定契約に同時に付加する場合の特則

  １．この特約を複数の指定契約＊１に同時に付加する場合で、次のすべての要件を満た
すときは、会社は、各指定契約＊１の保険料のうち同一の払込期月の保険料につい
て、指定クレジットカードから各指定契約＊１の保険料相当額の合計を払い込む取
扱いを行います。

⑴ 各指定契約＊１に付加された保険契約指定特約により指定された利率変動積立
型終身保険契約＊２が同一であること

⑵ ⑴の被指定契約＊２の第１保険期間満了に伴いこの特約を各指定契約＊１に付加
すること

⑶ 各指定契約＊１の保険料払込方法（回数）が月払であること
⑷ 各指定契約＊１の保険契約者が同一であること
⑸ 各指定契約＊１の指定クレジットカードが同一であること

 ２．本条の１．の取扱いを行うときは、次のとおり取り扱います。

⑴ 保険料払込方法（回数）が年払または半年払に変更された各指定契約＊１につ
いては、以後、本条の１．の取扱いは行いません。

⑵ 各指定契約＊１について指定クレジットカードの変更があったときは、以後、
本条の１．－⑷および⑸の要件を満たす範囲内で本条の１．の取扱いを継続
します。

⑶ 第４条（保険料の払込み）の２．を次のとおり読み替えます。
２．同一の指定クレジットカードから２件以上の保険契約＊３の保険料相当額

を払い込むときは、保険契約者は、会社に対しその払込みの順序を指定
できません。
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  集　団　特　約  
  （実施　昭56.4.2 ／改正　平27.4.2）  

     第１条  特約の付加

  １．この特約は、保険契約者から申出があり、かつ、会社が承諾したときに付加しま
す。

  ２．この特約を付加するときは、次のすべての条件を満たすことを必要とします。

  ⑴ 保険契約者は、会社と集団協約を締結した組合・連合会・同業団体等、その
集団において保険料の一括集金のできる集団の構成員であること

  ⑵ 保険契約者、被保険者のいずれかの数が10名以上あること  

   第２条  契約成立日

  １．この特約による取扱いを行う月払契約では、普通保険約款の規定にかかわらず、
普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ を含む月の翌月１日を契約成立日とし
ます。なお、主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準
とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ からそ
の月の末日までの間に、保険金、給付金、見舞金、年金もしくは一時金の支払事
由 ＊２ または保険料の払込免除事由が生じたときは、普通保険約款に規定する責
任開始の時 ＊１ を含む日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契約年齢
の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、契
約成立日を算入します。

   第３条  保険料率

  この特約による取扱いを行う月払契約の保険料率は、集団保険料率とします。た
だし、普通保険約款の規定により保険料の予納が行われるときは、普通保険料率
とします。

   第４条  保険料の払込み

  １．第２回以後の保険料は、集団代表者を経由して払い込むことを必要とします。
  ２．本条の１．に規定する保険料は、集団代表者から会社に払い込まれた日をもって、

払込みのあった日とします。

   第５条  保険料領収証

  第２回以後の保険料の払込みについては、個々の保険契約者に対して保険料領収
証を発行せず、集団代表者に一括領収証を交付してこれに代えます。

   第６条  保険料の予納

  この特約による取扱いを行う月払契約について、保険料を予納するときは、会社
の定める率 により割り引きます。

  ★「会社の定める率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗またはお
客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホームペー
ジ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第７条  特約の失効

  １．次のいずれかに該当したときは、この特約は効力を失います。

    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  次の⑴から⑻の保険契約の場合
には、保険期間開始の時としま
す。
  ⑴ 無配当がん医療保険契約
  ⑵ 無配当新がん医療保険契約
  ⑶ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑷ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑸ 無配当３大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

  ⑹ ５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑺ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑻ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

  ＊２ 保険金、給付金、見舞金、
年金もしくは一時金の支払
事由

  ⑴ 次の①から⑧の保険契約の
場合には、普通保険約款に
定めるがん給付の支払事由
を除きます。
  ① 無配当がん医療保険契

約
  ② 無配当新がん医療保険

契約
  ③ 無配当生活習慣病保険

契約
  ④ 無配当生活習慣病保険

（返戻金なし型）契約
⑤ 無配当３大疾病一時金

付生活習慣病保険（返
戻金なし型）契約

  ⑥ ５年ごと利差配当付新
がん保険（返戻金なし
型）契約

⑦ ５年ごと利差配当付が
ん保険（返戻金なし型）

（2015）契約
⑧ ５年ごと利差配当付７

大疾病終身保険（低解
約返戻金型）契約

  ⑵ ５年ごと利差配当付介護一
時金保険契約の場合には、
普通保険約款に定める介護
見舞金の支払事由を除きま
す。
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証を発行せず、集団代表者に一括領収証を交付してこれに代えます。

   第14条  利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に
付加する場合の特則

  １．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定により
ます。

  ２．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の半年払契約および月払契約の保険料率は、第３条（保険料率）の規定
にかかわらず、普通保険料率とします。

  ３．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第７条（特約の失効）の１．－⑴の規定は適用しません。

  ４．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の保険料が、猶予期間内に払い込まれないときは、会社は、猶予期間満
了以後、この特約による保険料の払込みの取扱いは行いません。ただし、保険契
約者から申出があったときは、会社の取扱いの範囲内で、この特約による保険料
の払込みの取扱いを行います。

  ５．この特約を利率変動積立型終身保険契約に付加するときは、第７条（特約の失効）
の１．－⑷を次のとおり読み替えます。
  ⑷ 第２保険期間が開始するとき

   第15条  家族特則が適用された無配当総合医療保険契約等に付加する場
合の特則

  この特約を家族特則が適用された無配当総合医療保険契約等 ＊１ に付加するとき
は、第１条（特約の付加）および第７条（特約の失効）中、「被保険者」とある
のをすべて「主たる被保険者」と読み替えます。

 第16条  責任開始に関する特約とあわせて主契約に付加する場合の特則

この特約を責任開始に関する特約とあわせて主契約に付加する場合、次の⑴から
⑷のとおり取り扱います。
⑴　第２条（契約成立日）を次のとおり読み替えます。

第２条（契約成立日）
１．この特約による取扱いを行う月払契約では、責任開始に関する特約

の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規定する責任開始の
時＊１を含む月の翌月１日を契約成立日とします。なお、主契約に規
定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険
期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

２．本条の１．の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規定する
責任開始の時＊１からその月の末日までの間に、保険金、給付金、見
舞金、年金もしくは一時金の支払事由＊２または保険料の払込免除
事由が生じたときは、責任開始に関する特約に規定する責任開始の
時＊1を含む日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契
約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計
算にあたっては、契約成立日を算入します。

⑵　第４条（保険料の払込み）を次のとおり読み替えます。
第４条（保険料の払込み）

１．保険料は、集団代表者を経由して払い込むことを必要とします。
２．本条の１．に規定する保険料は、集団代表者から会社に払い込まれ

た日をもって、払込みのあった日とします。
⑶　第５条（保険料領収証）を次のとおり読み替えます。

第５条（保険料領収証）
保険料の払込みについては、個々の保険契約者に対して保険料領収
証を発行せず、集団代表者に一括領収証を交付してこれに代えます。

⑷　第13条（第1回保険料から集団代表者を経由して払い込む場合の特則）は
適用しません。   

   第15条  補足説明

  ＊１ 無配当総合医療保険契約等
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 無配当総合医療保険契約
  ⑵ 無配当新総合医療保険契約
  ⑶ ５年ごと利差配当付新医療

保険契約
  ⑷ ５年ごと利差配当付新医療

保険（返戻金なし型）契約
   

  第16条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  次の⑴から⑸の保険契約の場合
には、保険期間開始の時としま
す。
⑴　無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑵　無配当3大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

⑶　５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑷ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑸ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

＊２　保険金、給付金、見舞金、
年金もしくは一時金の支払
事由

次の⑴から⑸の保険契約の場合
には、普通保険約款に定めるが
ん給付の支払事由を除きます。
⑴　無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑵　無配当３大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

⑶　５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑷　５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑸ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約 

  ⑴ この特約による保険契約の保険料が、猶予期間内に払い込まれないとき
  ⑵ 会社と集団代表者との間に締結された集団協約が解除されたとき
  ⑶ 保険契約者が死亡し、または集団を脱退したとき
  ⑷ 払い込むべき保険料がなくなったとき
  ⑸ 第１条（特約の付加）の２．－⑵に規定する保険契約者および被保険者の人

数がともに10名未満となり、その後３か月（年払契約、半年払契約の場合
には６か月）を経過してもそのいずれも10名以上にならないとき

  ⑹ 保険契約者が、保険料の払込方法（経路）をこの特約によらない方法に変更
したとき  

  ２．本条の１．－⑴から⑸までの規定によりこの特約が効力を失ったときは、普通保
険約款の規定を適用します。

   第８条  普通保険約款の適用

  この特約に定める事項以外は、すべて普通保険約款の規定を適用します。

   第９条  連生終身保険契約に付加する場合の特則

  この特約を連生終身保険契約に付加するときは、第１条（特約の付加）および第
７条（特約の失効）中、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と読み
替えます。

   第10条  変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加
する場合の特則

  この特約を変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加すると
きは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定によります。

   第11条  医療保障保険（個人型）契約に付加する場合の特則

  この特約による取扱いを行う医療保障保険（個人型）の月払契約の保険料率は、
第３条（保険料率）の規定にかかわらず、普通保険料率とします。

   第12条  長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障
保険契約に付加する場合の特則

  この特約を長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障保険契
約に付加する場合で、年金の種類が保証期間付終身年金のときは、第１条（特約
の付加）および第７条（特約の失効）中、「被保険者」とあるのをすべて「第１
被保険者」と読み替えます。

   第13条  第１回保険料から集団代表者を経由して払い込む場合の特則

  この特約を付加し、第１回保険料 ＊１ から集団代表者を経由して払い込むときは、
次のとおり読み替えます。
  ⑴ 第４条（保険料の払込み）を次のとおり読み替えます。

  第４条（保険料の払込み）
  １．第１回保険料 ＊１ は、集団代表者を経由して払い込むことを必要とし

ます。この場合、集団代表者が、集団に所属してこの特約の取扱い
を受ける保険契約者から第１回保険料 ＊１ に相当する金額を受け
取った時をもって、第１回保険料 ＊１ の払込みがあったものとみなし
ます。

  ２．第２回以後の保険料は、集団代表者を経由して払い込むことを必要
とします。

  ３．本条の２．に規定する保険料は、集団代表者から会社に払い込まれ
た日をもって、払込みのあった日とします。

  ⑵ 第５条（保険料領収証）を次のとおり読み替えます。
  第５条（保険料領収証）

   保険料の払込みについては、個々の保険契約者に対して保険料領収

   第13条  補足説明

  ＊１ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。
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証を発行せず、集団代表者に一括領収証を交付してこれに代えます。

   第14条  利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に
付加する場合の特則

  １．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定により
ます。

  ２．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の半年払契約および月払契約の保険料率は、第３条（保険料率）の規定
にかかわらず、普通保険料率とします。

  ３．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第７条（特約の失効）の１．－⑴の規定は適用しません。

  ４．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の保険料が、猶予期間内に払い込まれないときは、会社は、猶予期間満
了以後、この特約による保険料の払込みの取扱いは行いません。ただし、保険契
約者から申出があったときは、会社の取扱いの範囲内で、この特約による保険料
の払込みの取扱いを行います。

  ５．この特約を利率変動積立型終身保険契約に付加するときは、第７条（特約の失効）
の１．－⑷を次のとおり読み替えます。
  ⑷ 第２保険期間が開始するとき

   第15条  家族特則が適用された無配当総合医療保険契約等に付加する場
合の特則

  この特約を家族特則が適用された無配当総合医療保険契約等 ＊１ に付加するとき
は、第１条（特約の付加）および第７条（特約の失効）中、「被保険者」とある
のをすべて「主たる被保険者」と読み替えます。

 第16条  責任開始に関する特約とあわせて主契約に付加する場合の特則

この特約を責任開始に関する特約とあわせて主契約に付加する場合、次の⑴から
⑷のとおり取り扱います。
⑴　第２条（契約成立日）を次のとおり読み替えます。

第２条（契約成立日）
１．この特約による取扱いを行う月払契約では、責任開始に関する特約

の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規定する責任開始の
時＊１を含む月の翌月１日を契約成立日とします。なお、主契約に規
定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険
期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

２．本条の１．の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規定する
責任開始の時＊１からその月の末日までの間に、保険金、給付金、見
舞金、年金もしくは一時金の支払事由＊２または保険料の払込免除
事由が生じたときは、責任開始に関する特約に規定する責任開始の
時＊1を含む日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契
約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計
算にあたっては、契約成立日を算入します。

⑵　第４条（保険料の払込み）を次のとおり読み替えます。
第４条（保険料の払込み）

１．保険料は、集団代表者を経由して払い込むことを必要とします。
２．本条の１．に規定する保険料は、集団代表者から会社に払い込まれ

た日をもって、払込みのあった日とします。
⑶　第５条（保険料領収証）を次のとおり読み替えます。

第５条（保険料領収証）
保険料の払込みについては、個々の保険契約者に対して保険料領収
証を発行せず、集団代表者に一括領収証を交付してこれに代えます。

⑷　第13条（第1回保険料から集団代表者を経由して払い込む場合の特則）は
適用しません。   

   第15条  補足説明

  ＊１ 無配当総合医療保険契約等
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 無配当総合医療保険契約
  ⑵ 無配当新総合医療保険契約
  ⑶ ５年ごと利差配当付新医療

保険契約
  ⑷ ５年ごと利差配当付新医療

保険（返戻金なし型）契約
   

  第16条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  次の⑴から⑸の保険契約の場合
には、保険期間開始の時としま
す。
⑴　無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑵　無配当3大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

⑶　５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑷ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑸ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

＊２　保険金、給付金、見舞金、
年金もしくは一時金の支払
事由

次の⑴から⑸の保険契約の場合
には、普通保険約款に定めるが
ん給付の支払事由を除きます。
⑴　無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑵　無配当３大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

⑶　５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑷　５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑸ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約 

  ⑴ この特約による保険契約の保険料が、猶予期間内に払い込まれないとき
  ⑵ 会社と集団代表者との間に締結された集団協約が解除されたとき
  ⑶ 保険契約者が死亡し、または集団を脱退したとき
  ⑷ 払い込むべき保険料がなくなったとき
  ⑸ 第１条（特約の付加）の２．－⑵に規定する保険契約者および被保険者の人

数がともに10名未満となり、その後３か月（年払契約、半年払契約の場合
には６か月）を経過してもそのいずれも10名以上にならないとき

  ⑹ 保険契約者が、保険料の払込方法（経路）をこの特約によらない方法に変更
したとき  

  ２．本条の１．－⑴から⑸までの規定によりこの特約が効力を失ったときは、普通保
険約款の規定を適用します。

   第８条  普通保険約款の適用

  この特約に定める事項以外は、すべて普通保険約款の規定を適用します。

   第９条  連生終身保険契約に付加する場合の特則

  この特約を連生終身保険契約に付加するときは、第１条（特約の付加）および第
７条（特約の失効）中、「被保険者」とあるのをすべて「第１被保険者」と読み
替えます。

   第10条  変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加
する場合の特則

  この特約を変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加すると
きは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定によります。

   第11条  医療保障保険（個人型）契約に付加する場合の特則

  この特約による取扱いを行う医療保障保険（個人型）の月払契約の保険料率は、
第３条（保険料率）の規定にかかわらず、普通保険料率とします。

   第12条  長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障
保険契約に付加する場合の特則

  この特約を長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障保険契
約に付加する場合で、年金の種類が保証期間付終身年金のときは、第１条（特約
の付加）および第７条（特約の失効）中、「被保険者」とあるのをすべて「第１
被保険者」と読み替えます。

   第13条  第１回保険料から集団代表者を経由して払い込む場合の特則

  この特約を付加し、第１回保険料 ＊１ から集団代表者を経由して払い込むときは、
次のとおり読み替えます。
  ⑴ 第４条（保険料の払込み）を次のとおり読み替えます。

  第４条（保険料の払込み）
  １．第１回保険料 ＊１ は、集団代表者を経由して払い込むことを必要とし

ます。この場合、集団代表者が、集団に所属してこの特約の取扱い
を受ける保険契約者から第１回保険料 ＊１ に相当する金額を受け
取った時をもって、第１回保険料 ＊１ の払込みがあったものとみなし
ます。

  ２．第２回以後の保険料は、集団代表者を経由して払い込むことを必要
とします。

  ３．本条の２．に規定する保険料は、集団代表者から会社に払い込まれ
た日をもって、払込みのあった日とします。

  ⑵ 第５条（保険料領収証）を次のとおり読み替えます。
  第５条（保険料領収証）

   保険料の払込みについては、個々の保険契約者に対して保険料領収

   第13条  補足説明

  ＊１ 第１回保険料
  第１回保険料相当額を含みま
す。
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 第17条  責任開始に関する特約とあわせて積立保険に付加する場合の特則

この特約を責任開始に関する特約とあわせて積立保険に付加する場合には、第
14条（利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加する
場合の特則）の１．および第16条（責任開始に関する特約とあわせて主契約に
付加する場合の特則）の⑴は適用せず、第2条（契約成立日）を次のとおり読み
替えます。
第２条（契約成立日）

責任開始に関する特約の規定にかかわらず、責任開始に関する特約に規
定する責任開始の時を含む月の翌月１日を契約成立日とします。なお、
主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、
保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。
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  事業保険特約  
  （実施　昭56.4.2 ／改正　平27.4.2）  

     第１条  特約の付加

  １．この特約は、保険契約者から申出があり、かつ、会社が承諾したときに付加しま
す。

  ２．この特約を付加するときは、次のすべての条件を満たすことを必要とします。

  ⑴ 保険契約者は、会社と事業保険協約を締結した事業団体であること
  ⑵ 被保険者は、その団体に所属する者であること
  ⑶ 被保険者の数が20名以上あること。ただし、被保険者の人数の計算にあたっ

ては、その団体に所属する者との間に団体特約付保険契約があるときは、同
一事業所に所属する事業保険の被保険者と団体特約付保険契約の保険契約者
とを名寄せのうえ、それぞれの数を合算します。  

   第２条  契約成立日

  １．この特約による取扱いを行う月払契約では、普通保険約款の規定にかかわらず、
普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ を含む月の翌月１日を契約成立日とし
ます。なお、主契約に規定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準
とし、保険期間の計算にあたっては、契約成立日を算入します。

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、普通保険約款に規定する責任開始の時 ＊１ からそ
の月の末日までの間に、保険金、給付金、見舞金、年金もしくは一時金の支払事
由 ＊２ または保険料の払込免除事由が生じたときは、普通保険約款に規定する責
任開始の時 ＊１ を含む日を契約成立日とします。なお、主契約に規定する契約年齢
の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算にあたっては、契
約成立日を算入します。

     第３条  保険料領収証

  第２回以後の保険料の払込みについては、被保険者別に個々の保険料領収証を発
行せず、一括領収証を発行します。

   第４条  保険料の予納

  この特約による取扱いを行う月払契約について、保険料を予納するときは、会社
の定める率 により割り引きます。

  ★「会社の定める率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗またはお
客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホームペー
ジ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第５条  保険料の前納および保険料の振替貸付

  この特約による保険料の払込みについて、普通保険約款の保険料の前納および保
険料の振替貸付に関する規定は適用しません。

   第６条  社員配当金の支払い

  １．保険契約が有効に継続している期間中、契約成立日 ＊１ を含む事業年度の次の事業
年度以後毎事業年度末に割り当てて、その割り当てた事業年度に始まる保険年度
の保険料がすべて払い込まれている場合に支払う社員配当金について、この特約
による月払契約において保険契約者が現金で支払う方法を選択したときは、普通
保険約款の社員配当金の支払方法に関する規定にかかわらず、次のとおり社員配
当金を支払います。

    第２条  補足説明

  ＊１ 責任開始の時
  次の⑴から⑻の保険契約の場合
には、保険期間開始の時としま
す。
  ⑴ 無配当がん医療保険契約
  ⑵ 無配当新がん医療保険契約
  ⑶ 無配当生活習慣病保険契約
  ⑷ 無配当生活習慣病保険（返

戻金なし型）契約
⑸ 無配当３大疾病一時金付生

活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

  ⑹ ５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約

⑺ ５年ごと利差配当付がん保
険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑻ ５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約

  ＊２ 保険金、給付金、見舞金、
年金もしくは一時金の支払
事由

  ⑴ 次の①から⑧の保険契約の
場合には、普通保険約款に
定めるがん給付の支払事由
を除きます。
  ① 無配当がん医療保険契

約
  ② 無配当新がん医療保険

契約
  ③ 無配当生活習慣病保険

契約
  ④ 無配当生活習慣病保険

（返戻金なし型）契約
⑤ 無配当３大疾病一時金

付生活習慣病保険（返
戻金なし型）契約

  ⑥ ５年ごと利差配当付新
がん保険（返戻金なし
型）契約

⑦ ５年ごと利差配当付が
ん保険（返戻金なし型）

（2015）契約
⑧ ５年ごと利差配当付７

大疾病終身保険（低解
約返戻金型）契約

  ⑵ ５年ごと利差配当付介護一
時金保険契約の場合には、
普通保険約款に定める介護
見舞金の支払事由を除きま
す。
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  ⑴ 年金の種類が保証期間付終身年金の場合には、第１条（特約の付加）、第３
条（保険料領収証）および第７条（特約の失効）中、「被保険者」とあるの
をすべて「第１被保険者」と読み替えます。

  ⑵ 第６条（社員配当金の支払い）の１．－⑵を次のとおり読み替えます。
  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、社員配当金を積み立てた日以後その事業年度の

終わりまでに第１回年金の支払事由が生じた場合または保険契約が消滅
した場合には、第１回年金の支払事由が生じたときまたは保険契約が消
滅したときに、年金または一時金を支払うときはその受取人に、その他
の事由で消滅したときは保険契約者に支払います。  

   第13条    利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に
付加する場合の特則

  １．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定により
ます。

  ２．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第７条（特約の失効）の⑴の規定は適用しません。

  ３．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の保険料が、猶予期間内に払い込まれないときは、会社は、猶予期間満
了以後、この特約による保険料の払込みの取扱いは行いません。ただし、保険契
約者から申出があったときは、会社の取扱いの範囲内で、この特約による保険料
の払込みの取扱いを行います。

  ４．この特約を利率変動積立型終身保険契約に付加するときは、第７条（特約の失効）
の⑶を次のとおり読み替えます。
  ⑶ 第２保険期間が開始するとき

   第14条  家族特則が適用された無配当総合医療保険契約等に付加する場
合の特則

  この特約を家族特則が適用された無配当総合医療保険契約等 ＊１ に付加するとき
は、第１条（特約の付加）、第３条（保険料領収証）および第７条（特約の失効）
中、「被保険者」とあるのをすべて「主たる被保険者」と読み替えます。
   

   第14条  補足説明

  ＊１ 無配当総合医療保険契約等
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 無配当総合医療保険契約
  ⑵ 無配当新総合医療保険契約
  ⑶ ５年ごと利差配当付新医療

保険契約
  ⑷ ５年ごと利差配当付新医療

保険（返戻金なし型）契約
   

  ⑴ 社員配当金を割り当てた事業年度の次の事業年度に始まる保険年度の初日か
ら社員配当金の全額を会社の定める利率  による利息をつけて積み立ててお
き、その事業年度の終わりに保険契約者に支払います。

  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、社員配当金を積み立てた日以後その事業年度の終わ
りまでに保険契約が消滅した場合には、その保険契約が消滅したときに、保
険金または給付金を支払うときはその受取人に、その他の事由で消滅したと
きは保険契約者に支払います。  

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、特に保険契約者との取決めがあるときは、その
方法によります｡

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第７条  特約の失効

  この特約が付加された保険契約が次のいずれかに該当したときは、その保険契約
については、この特約は効力を失います。

  ⑴ 保険料が猶予期間内に払い込まれないとき
  ⑵ 被保険者が団体を脱退したとき
  ⑶ 払い込むべき保険料がなくなったとき
  ⑷ 保険契約者が、保険料の払込方法（経路）をこの特約によらない方法に変更

したとき  

   第８条  特約の解除

  この特約を解除して、引き続き保険契約を継続させようとするときは、会社の承
諾を得て団体特約の取扱いを受けるか、または第７条（特約の失効）に準じて個々
の年払、半年払または月払契約とすることができます。

   第９条  普通保険約款の適用

  この特約に定める事項以外は、すべて普通保険約款の規定を適用します。

   第10条  変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加
する場合の特則

  この特約を変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加すると
きは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定によります。

   第11条  就業不能保障保険契約に付加する場合の特則

  この特約を就業不能保障保険契約に付加するときは、第６条（社員配当金の支払
い）の１．中、「事業年度の次の事業年度以後毎事業年度末に割り当てて」とあ
るのを「事業年度以後毎事業年度末に割り当てて」と、「保険金または給付金」
とあるのを「死亡保険金または高度障害保険金」とそれぞれ読み替えます。

   第12条  長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障
保険契約に付加する場合の特則

  この特約を長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障保険契
約に付加するときは、次のとおり読み替えます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険契約が更新されたときは、
更新日とします。
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  ⑴ 年金の種類が保証期間付終身年金の場合には、第１条（特約の付加）、第３
条（保険料領収証）および第７条（特約の失効）中、「被保険者」とあるの
をすべて「第１被保険者」と読み替えます。

  ⑵ 第６条（社員配当金の支払い）の１．－⑵を次のとおり読み替えます。
  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、社員配当金を積み立てた日以後その事業年度の

終わりまでに第１回年金の支払事由が生じた場合または保険契約が消滅
した場合には、第１回年金の支払事由が生じたときまたは保険契約が消
滅したときに、年金または一時金を支払うときはその受取人に、その他
の事由で消滅したときは保険契約者に支払います。  

   第13条    利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に
付加する場合の特則

  １．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定により
ます。

  ２．この特約を利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立保険契約に付加す
るときは、第７条（特約の失効）の⑴の規定は適用しません。

  ３．この特約による取扱いを行う利率変動積立型終身保険契約または利率変動型積立
保険契約の保険料が、猶予期間内に払い込まれないときは、会社は、猶予期間満
了以後、この特約による保険料の払込みの取扱いは行いません。ただし、保険契
約者から申出があったときは、会社の取扱いの範囲内で、この特約による保険料
の払込みの取扱いを行います。

  ４．この特約を利率変動積立型終身保険契約に付加するときは、第７条（特約の失効）
の⑶を次のとおり読み替えます。
  ⑶ 第２保険期間が開始するとき

   第14条  家族特則が適用された無配当総合医療保険契約等に付加する場
合の特則

  この特約を家族特則が適用された無配当総合医療保険契約等 ＊１ に付加するとき
は、第１条（特約の付加）、第３条（保険料領収証）および第７条（特約の失効）
中、「被保険者」とあるのをすべて「主たる被保険者」と読み替えます。
   

   第14条  補足説明

  ＊１ 無配当総合医療保険契約等
  次の⑴から⑷をいいます。
  ⑴ 無配当総合医療保険契約
  ⑵ 無配当新総合医療保険契約
  ⑶ ５年ごと利差配当付新医療

保険契約
  ⑷ ５年ごと利差配当付新医療

保険（返戻金なし型）契約
   

  ⑴ 社員配当金を割り当てた事業年度の次の事業年度に始まる保険年度の初日か
ら社員配当金の全額を会社の定める利率  による利息をつけて積み立ててお
き、その事業年度の終わりに保険契約者に支払います。

  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、社員配当金を積み立てた日以後その事業年度の終わ
りまでに保険契約が消滅した場合には、その保険契約が消滅したときに、保
険金または給付金を支払うときはその受取人に、その他の事由で消滅したと
きは保険契約者に支払います。  

  ２．本条の１．の規定にかかわらず、特に保険契約者との取決めがあるときは、その
方法によります｡

  ★「会社の定める利率」⇒利率は金利水準等により変動します。担当者、最寄りの店舗または
お客様サービスセンター（フリーダイヤル0120-714-532）までお問合せください。当社ホー
ムページ（http://www.asahi-life.co.jp）にも掲載しています。  

   第７条  特約の失効

  この特約が付加された保険契約が次のいずれかに該当したときは、その保険契約
については、この特約は効力を失います。

  ⑴ 保険料が猶予期間内に払い込まれないとき
  ⑵ 被保険者が団体を脱退したとき
  ⑶ 払い込むべき保険料がなくなったとき
  ⑷ 保険契約者が、保険料の払込方法（経路）をこの特約によらない方法に変更

したとき  

   第８条  特約の解除

  この特約を解除して、引き続き保険契約を継続させようとするときは、会社の承
諾を得て団体特約の取扱いを受けるか、または第７条（特約の失効）に準じて個々
の年払、半年払または月払契約とすることができます。

   第９条  普通保険約款の適用

  この特約に定める事項以外は、すべて普通保険約款の規定を適用します。

   第10条  変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加
する場合の特則

  この特約を変額保険（終身型）契約または変額保険（有期型）契約に付加すると
きは、第２条（契約成立日）の規定は適用せず、普通保険約款の規定によります。

   第11条  就業不能保障保険契約に付加する場合の特則

  この特約を就業不能保障保険契約に付加するときは、第６条（社員配当金の支払
い）の１．中、「事業年度の次の事業年度以後毎事業年度末に割り当てて」とあ
るのを「事業年度以後毎事業年度末に割り当てて」と、「保険金または給付金」
とあるのを「死亡保険金または高度障害保険金」とそれぞれ読み替えます。

   第12条  長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障
保険契約に付加する場合の特則

  この特約を長期生活保障保険契約または５年ごと利差配当付長期生活保障保険契
約に付加するときは、次のとおり読み替えます。

   第６条  補足説明

  ＊１ 契約成立日
  保険契約が更新されたときは、
更新日とします。
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責任開始に関する特約
  （実施　平25.4.2 ／改正　平27.4.2）  

     第１条  特約の付加

この特約は、保険契約者から申出があり、かつ、会社が承諾したときに、主たる
保険契約（以下「主契約」といいます。）に付加します。

   第２条  責任開始の時

１．主契約の締結の際に、この特約を付加するときは、主契約の普通保険約款の責任
開始の時の規定にかかわらず、保険契約者が主契約の申込みをした時または会社
が被保険者に関する告知を受けた時のいずれか遅い時を責任開始の時とし、責任
開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日とします。なお、主契約に規
定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算に
あたっては、契約成立日を算入します。

２．特約の中途付加の際に、この特約を付加するときは、中途付加する特約の責任開
始の時の規定にかかわらず、保険契約者が特約の申込みをした時または会社が被
保険者に関する告知を受けた時のいずれか遅い時を特約の責任開始の時とし、特
約の責任開始の時を含む日を特約の責任開始の日とします。

   第３条  第１回保険料の払込みおよび猶予期間

１．第１回保険料（特約の中途付加の際に、この特約を付加するときは、中途付加す
る特約の第１回保険料に相当する金額とします。また、利率変動型積立保険普通
保険約款に基づき、第１回保険料とともに払い込むべき不定期払保険料があると
きは、これを含みます。以下同じ。）は、払込期間中に払い込むことを必要とし
ます。

２．本条の１．の払込期間は、責任開始の日からその日を含めて責任開始の日を含む
月の翌月末日までの期間とします。

３．第１回保険料の払込みについては、本条の２．に定める払込期間の翌月１日から
末日までの猶予期間があります。

   第４条  第１回保険料の払込み前に支払事由等が生じた場合の取扱い

第１回保険料が払い込まれないまま、第１回保険料の猶予期間満了日（第３条）
までに、保険金等＊１の支払事由または保険料の払込免除事由が生じたときは、次
のとおり取扱います。   

  項　目    内　容  

  ⑴ 保険金等＊１を支払うと
き  

第１回保険料＊２を差し引いて支払います。ただし、
会社が支払うべき金額が第１回保険料＊２に不足す
るときは、保険契約者は、その猶予期間満了日まで
に第１回保険料＊２を払い込むことを必要とします。
第１回保険料＊２の払込みがないときは、会社は、
支払事由の発生により支払うべき金額を支払いませ
ん。

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

保険契約者は、第１回保険料＊２をその猶予期間満
了日までに払い込むことを必要とします。第１回保
険料＊２が払い込まれないときは、会社は、保険料
の払込みを免除しません。

   第５条  第１回保険料の払込みがない場合の取扱い

１．第１回保険料の猶予期間満了日（第３条）までに第１回保険料の払込みがないと
きは、主契約およびこれに付加された特約＊１は無効とします。ただし、第４条の
⑴に該当する場合は無効としません。

２．本条の１．の規定によって主契約およびこれに付加された特約＊１を無効とした場

   

 第４条  補足説明

  ＊１ 保険金等
  主契約の普通保険約款および主
契約に付加された特約の規定に
基づいて支払われる保険金・給
付金・見舞金・年金をいい、そ
の名称の如何を問いません。

 ＊２ 第１回保険料
 第２回以後の保険料について、
主契約の普通保険約款または主
契約に付加された特約の規定に
基づいて差引くべき未払込保険
料があるときは第２回以後の払
込保険料を含みます。

 第５条  補足説明

 ＊１ 主契約およびこれに付加さ
れた特約

 特約の中途付加の際に、この特
約を付加したときは、中途付加
した特約とします。

合、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

   第６条  特約の解約

この特約のみの解約は取扱いません。

   第７条  第１回保険料の払込み前の保険契約の返戻金

第１回保険料の払込み前の主契約およびこれに付加された特約＊１には返戻金は
ありません。

   第８条  第１回保険料の払込み前の保険契約の減額

普通保険約款の減額の規定にかかわらず、第１回保険料の払込み前の主契約およ
びこれに付加された特約＊１は減額できません。

   第９条  第１回保険料の払込み前の主契約に付加された特約の解約

主契約に付加された特約＊１の解約の規定にかかわらず、第１回保険料の払込み前
に、主契約に付加された特約＊１を解約するときは、主契約と合わせて解約するこ
とを必要とし、主契約に付加された特約＊１のみを解約することはできません。

   第10条  普通保険約款の規定の準用

この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   第11条  ５年ごと利差配当付新がん保険（返戻金なし型）契約等に付加
する場合の特則

この特約を５年ごと利差配当付新がん保険（返戻金なし型）契約等＊１に付加する
ときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
⑴　第２条（責任開始の時）中、「責任開始の時」とあるのを「保険期間開始の時」

に、「責任開始の日」とあるのを「保険期間開始の日」に、それぞれ読み替
えます。

⑵　第３条（第１回保険料の払込みおよび猶予期間）の２．中、「責任開始の日」
とあるのを「保険期間開始の日」と読み替えます。

   第12条  新こども保険契約に付加する場合の特則

この特約を新こども保険契約に付加するときは、第２条（責任開始の時）中、「被
保険者」とあるのを「被保険者および保険契約者」と読み替えます。

   第13条  利率変動型積立保険契約に付加する場合の特則

この特約を利率変動型積立保険契約に付加するときは、普通保険約款の規定にか
かわらず、第１回保険料の払込み前の保険契約の保険料の変更はできません。

 第７条  補足説明

 ＊１ 主契約およびこれに付加さ
れた特約

 特約の中途付加の際に、この特
約を付加したときは、中途付加
した特約とします。

 第８条  補足説明

 ＊１ 主契約およびこれに付加さ
れた特約

 特約の中途付加の際に、この特
約を付加したときは、中途付加
した特約とします。

 第９条  補足説明

 ＊１ 主契約に付加された特約
 特約の中途付加の際に、この特
約を付加したときは、中途付加
した特約とします。

 第11条  補足説明

 ＊１ ５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約
等

 次の⑴から⑸をいいます。
⑴　５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）契約
⑵　５年ごと利差配当付がん保

険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑶　無配当生活習慣病保険（返
戻金なし型）契約

⑷　無配当３大疾病一時金付生
活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

⑸　５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約
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責任開始に関する特約
  （実施　平25.4.2 ／改正　平27.4.2）  

     第１条  特約の付加

この特約は、保険契約者から申出があり、かつ、会社が承諾したときに、主たる
保険契約（以下「主契約」といいます。）に付加します。

   第２条  責任開始の時

１．主契約の締結の際に、この特約を付加するときは、主契約の普通保険約款の責任
開始の時の規定にかかわらず、保険契約者が主契約の申込みをした時または会社
が被保険者に関する告知を受けた時のいずれか遅い時を責任開始の時とし、責任
開始の時を含む日を責任開始の日および契約成立日とします。なお、主契約に規
定する契約年齢の計算にあたっては、契約成立日を基準とし、保険期間の計算に
あたっては、契約成立日を算入します。

２．特約の中途付加の際に、この特約を付加するときは、中途付加する特約の責任開
始の時の規定にかかわらず、保険契約者が特約の申込みをした時または会社が被
保険者に関する告知を受けた時のいずれか遅い時を特約の責任開始の時とし、特
約の責任開始の時を含む日を特約の責任開始の日とします。

   第３条  第１回保険料の払込みおよび猶予期間

１．第１回保険料（特約の中途付加の際に、この特約を付加するときは、中途付加す
る特約の第１回保険料に相当する金額とします。また、利率変動型積立保険普通
保険約款に基づき、第１回保険料とともに払い込むべき不定期払保険料があると
きは、これを含みます。以下同じ。）は、払込期間中に払い込むことを必要とし
ます。

２．本条の１．の払込期間は、責任開始の日からその日を含めて責任開始の日を含む
月の翌月末日までの期間とします。

３．第１回保険料の払込みについては、本条の２．に定める払込期間の翌月１日から
末日までの猶予期間があります。

   第４条  第１回保険料の払込み前に支払事由等が生じた場合の取扱い

第１回保険料が払い込まれないまま、第１回保険料の猶予期間満了日（第３条）
までに、保険金等＊１の支払事由または保険料の払込免除事由が生じたときは、次
のとおり取扱います。   

  項　目    内　容  

  ⑴ 保険金等＊１を支払うと
き  

第１回保険料＊２を差し引いて支払います。ただし、
会社が支払うべき金額が第１回保険料＊２に不足す
るときは、保険契約者は、その猶予期間満了日まで
に第１回保険料＊２を払い込むことを必要とします。
第１回保険料＊２の払込みがないときは、会社は、
支払事由の発生により支払うべき金額を支払いませ
ん。

  ⑵ 保険料の払込みを免除
するとき  

保険契約者は、第１回保険料＊２をその猶予期間満
了日までに払い込むことを必要とします。第１回保
険料＊２が払い込まれないときは、会社は、保険料
の払込みを免除しません。

   第５条  第１回保険料の払込みがない場合の取扱い

１．第１回保険料の猶予期間満了日（第３条）までに第１回保険料の払込みがないと
きは、主契約およびこれに付加された特約＊１は無効とします。ただし、第４条の
⑴に該当する場合は無効としません。

２．本条の１．の規定によって主契約およびこれに付加された特約＊１を無効とした場

   

 第４条  補足説明

  ＊１ 保険金等
  主契約の普通保険約款および主
契約に付加された特約の規定に
基づいて支払われる保険金・給
付金・見舞金・年金をいい、そ
の名称の如何を問いません。

 ＊２ 第１回保険料
 第２回以後の保険料について、
主契約の普通保険約款または主
契約に付加された特約の規定に
基づいて差引くべき未払込保険
料があるときは第２回以後の払
込保険料を含みます。

 第５条  補足説明

 ＊１ 主契約およびこれに付加さ
れた特約

 特約の中途付加の際に、この特
約を付加したときは、中途付加
した特約とします。

合、返戻金または責任準備金の払戻しはありません。

   第６条  特約の解約

この特約のみの解約は取扱いません。

   第７条  第１回保険料の払込み前の保険契約の返戻金

第１回保険料の払込み前の主契約およびこれに付加された特約＊１には返戻金は
ありません。

   第８条  第１回保険料の払込み前の保険契約の減額

普通保険約款の減額の規定にかかわらず、第１回保険料の払込み前の主契約およ
びこれに付加された特約＊１は減額できません。

   第９条  第１回保険料の払込み前の主契約に付加された特約の解約

主契約に付加された特約＊１の解約の規定にかかわらず、第１回保険料の払込み前
に、主契約に付加された特約＊１を解約するときは、主契約と合わせて解約するこ
とを必要とし、主契約に付加された特約＊１のみを解約することはできません。

   第10条  普通保険約款の規定の準用

この特約に別段の定めのないときは、普通保険約款の規定を準用します。

   第11条  ５年ごと利差配当付新がん保険（返戻金なし型）契約等に付加
する場合の特則

この特約を５年ごと利差配当付新がん保険（返戻金なし型）契約等＊１に付加する
ときは、次の⑴および⑵のとおり取り扱います。
⑴　第２条（責任開始の時）中、「責任開始の時」とあるのを「保険期間開始の時」

に、「責任開始の日」とあるのを「保険期間開始の日」に、それぞれ読み替
えます。

⑵　第３条（第１回保険料の払込みおよび猶予期間）の２．中、「責任開始の日」
とあるのを「保険期間開始の日」と読み替えます。

   第12条  新こども保険契約に付加する場合の特則

この特約を新こども保険契約に付加するときは、第２条（責任開始の時）中、「被
保険者」とあるのを「被保険者および保険契約者」と読み替えます。

   第13条  利率変動型積立保険契約に付加する場合の特則

この特約を利率変動型積立保険契約に付加するときは、普通保険約款の規定にか
かわらず、第１回保険料の払込み前の保険契約の保険料の変更はできません。

 第７条  補足説明

 ＊１ 主契約およびこれに付加さ
れた特約

 特約の中途付加の際に、この特
約を付加したときは、中途付加
した特約とします。

 第８条  補足説明

 ＊１ 主契約およびこれに付加さ
れた特約

 特約の中途付加の際に、この特
約を付加したときは、中途付加
した特約とします。

 第９条  補足説明

 ＊１ 主契約に付加された特約
 特約の中途付加の際に、この特
約を付加したときは、中途付加
した特約とします。

 第11条  補足説明

 ＊１ ５年ごと利差配当付新がん
保険（返戻金なし型）契約
等

 次の⑴から⑸をいいます。
⑴　５年ごと利差配当付新がん

保険（返戻金なし型）契約
⑵　５年ごと利差配当付がん保

険（返戻金なし型）（2015）
契約

⑶　無配当生活習慣病保険（返
戻金なし型）契約

⑷　無配当３大疾病一時金付生
活習慣病保険（返戻金なし
型）契約

⑸　５年ごと利差配当付７大疾
病終身保険（低解約返戻金
型）契約
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金 額 例 表 等 に つ い て

以下の例表を、次のページ以降に掲載しています。

５年ごと利差配当付長期生活保障保険
５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険（10年確定）

例表１　　一時金額表

例表２　　年金現価表

例表３　　返戻金額例表（年金支払開始日以後）

５年ごと利差配当付新長期生活保障保険
５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険

例表１　　一時金額表

例表２　　年金現価表

例表３　　返戻金額例表（年金支払開始日以後）

860



861

５年ごと利差配当付長期生活保障保険
５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険（10年確定年金）

例表１

一時金額表

一時金額は第１回年金額に下記の率を乗じた金額とします。
確定年金

年金の支払回数 第１回年金額に乗ずる率 年金の支払回数 第１回年金額に乗ずる率

15回 13.9917 10回 9.5886

例表２

年金現価表

年金支払期間中に、年金の受取人の死亡があった場合、年金の支払残存回数に応じて、下記の率を年金額に乗じた金額を支払い
ます。

年金の支払残存回数 第１回年金額に乗ずる率 年金の支払残存回数 第１回年金額に乗ずる率

15回 13.9917 ７回 6.8234
14回 13.1311 ６回 5.8803
13回 12.2606 ５回 4.9265
12回 11.3801 ４回 3.9616
11回 10.4895 ３回 2.9857
10回 9.5886 ２回 1.9985
 ９回 8.6774 １回 1.0000
 ８回 7.7557

（注） 年金の受取人の死亡が年金支払日前にあった場合は、本表の率により求めた金額より若干割り引いた額になります。

例表３

返戻金額例表（第１回年金額１万円につき）
確定年金（年金支払開始日以後）

〈単位：円〉

年金の支払残存回数 返戻金額 年金の支払残存回数 返戻金額

15回 139,917 ７回 68,234
14回 131,311 ６回 58,803
13回 122,606 ５回 49,265
12回 113,801 ４回 39,616
11回 104,895 ３回 29,857
10回  95,886 ２回 19,985
 ９回  86,774 １回 10,000
 ８回  77,557

（注） 保険契約の解約が年金支払日前にあった場合は、本表により求めた金額より若干割り引いた額になります。

例
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５年ごと利差配当付新長期生活保障保険
５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険

例表１

一時金額表

一時金額は第１回年金額に下記の率を乗じた金額とします。
確定年金

年金の支払回数 第１回年金額に乗ずる率 年金の支払回数 第１回年金額に乗ずる率

55回 41.4602 29回 25.0616
54回 40.9155 28回 24.3283
53回 40.3645 27回 23.5866
52回 39.8072 26回 22.8364
51回 39.2435 25回 22.0775
50回 38.6733 24回 21.3099
49回 38.0965 23回 20.5334
48回 37.5131 22回 19.7481
47回 36.9231 21回 18.9537
46回 36.3262 20回 18.1501
45回 35.7224 19回 17.3374
44回 35.1117 18回 16.5152
43回 34.4940 17回 15.6837
42回 33.8692 16回 14.8425
41回 33.2372 15回 13.9917
40回 32.5979 14回 13.1311
39回 31.9513 13回 12.2606
38回 31.2972 12回 11.3801
37回 30.6356 11回 10.4895
36回 29.9665 10回  9.5886
35回 29.2896  ９回  8.6774
34回 28.6049  ８回  7.7557
33回 27.9124  ７回  6.8234
32回 27.2119  ６回  5.8803
31回 26.5033  ５回  4.9265
30回 25.7866

例表２

年金現価表

年金支払期間中に、年金の受取人の死亡があった場合、年金の支払残存回数に応じて、下記の率を年金額に乗じた金額を支払い
ます。

年金の支払残存回数 第１回年金額に乗ずる率 年金の支払残存回数 第１回年金額に乗ずる率

55回 41.4602 27回 23.5866
54回 40.9155 26回 22.8364
53回 40.3645 25回 22.0775
52回 39.8072 24回 21.3099
51回 39.2435 23回 20.5334
50回 38.6733 22回 19.7481
49回 38.0965 21回 18.9537
48回 37.5131 20回 18.1501
47回 36.9231 19回 17.3374
46回 36.3262 18回 16.5152
45回 35.7224 17回 15.6837
44回 35.1117 16回 14.8425
43回 34.4940 15回 13.9917
42回 33.8692 14回 13.1311
41回 33.2372 13回 12.2606
40回 32.5979 12回 11.3801
39回 31.9513 11回 10.4895
38回 31.2972 10回  9.5886
37回 30.6356  ９回  8.6774
36回 29.9665  ８回  7.7557
35回 29.2896  ７回  6.8234
34回 28.6049  ６回  5.8803
33回 27.9124  ５回  4.9265
32回 27.2119  ４回  3.9616
31回 26.5033  ３回  2.9857
30回 25.7866  ２回  1.9985
29回 25.0616  １回  1.0000
28回 24.3283

（注） 年金の受取人の死亡が年金支払日前にあった場合は、本表の率により求めた金額より若干割り引いた額になります。
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５年ごと利差配当付新長期生活保障保険
５年ごと利差配当付特定生活障害年金保険

例表１

一時金額表

一時金額は第１回年金額に下記の率を乗じた金額とします。
確定年金

年金の支払回数 第１回年金額に乗ずる率 年金の支払回数 第１回年金額に乗ずる率

55回 41.4602 29回 25.0616
54回 40.9155 28回 24.3283
53回 40.3645 27回 23.5866
52回 39.8072 26回 22.8364
51回 39.2435 25回 22.0775
50回 38.6733 24回 21.3099
49回 38.0965 23回 20.5334
48回 37.5131 22回 19.7481
47回 36.9231 21回 18.9537
46回 36.3262 20回 18.1501
45回 35.7224 19回 17.3374
44回 35.1117 18回 16.5152
43回 34.4940 17回 15.6837
42回 33.8692 16回 14.8425
41回 33.2372 15回 13.9917
40回 32.5979 14回 13.1311
39回 31.9513 13回 12.2606
38回 31.2972 12回 11.3801
37回 30.6356 11回 10.4895
36回 29.9665 10回  9.5886
35回 29.2896  ９回  8.6774
34回 28.6049  ８回  7.7557
33回 27.9124  ７回  6.8234
32回 27.2119  ６回  5.8803
31回 26.5033  ５回  4.9265
30回 25.7866

例表２

年金現価表

年金支払期間中に、年金の受取人の死亡があった場合、年金の支払残存回数に応じて、下記の率を年金額に乗じた金額を支払い
ます。

年金の支払残存回数 第１回年金額に乗ずる率 年金の支払残存回数 第１回年金額に乗ずる率

55回 41.4602 27回 23.5866
54回 40.9155 26回 22.8364
53回 40.3645 25回 22.0775
52回 39.8072 24回 21.3099
51回 39.2435 23回 20.5334
50回 38.6733 22回 19.7481
49回 38.0965 21回 18.9537
48回 37.5131 20回 18.1501
47回 36.9231 19回 17.3374
46回 36.3262 18回 16.5152
45回 35.7224 17回 15.6837
44回 35.1117 16回 14.8425
43回 34.4940 15回 13.9917
42回 33.8692 14回 13.1311
41回 33.2372 13回 12.2606
40回 32.5979 12回 11.3801
39回 31.9513 11回 10.4895
38回 31.2972 10回  9.5886
37回 30.6356  ９回  8.6774
36回 29.9665  ８回  7.7557
35回 29.2896  ７回  6.8234
34回 28.6049  ６回  5.8803
33回 27.9124  ５回  4.9265
32回 27.2119  ４回  3.9616
31回 26.5033  ３回  2.9857
30回 25.7866  ２回  1.9985
29回 25.0616  １回  1.0000
28回 24.3283

（注） 年金の受取人の死亡が年金支払日前にあった場合は、本表の率により求めた金額より若干割り引いた額になります。
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例表３

返戻金額例表（第１回年金額１万円につき）
確定年金（年金支払開始日以後）

〈単位：円〉

年金の支払残存回数 返戻金額 年金の支払残存回数 返戻金額

55回 414,602 27回 235,866
54回 409,155 26回 228,364
53回 403,645 25回 220,775
52回 398,072 24回 213,099
51回 392,435 23回 205,334
50回 386,733 22回 197,481
49回 380,965 21回 189,537
48回 375,131 20回 181,501
47回 369,231 19回 173,374
46回 363,262 18回 165,152
45回 357,224 17回 156,837
44回 351,117 16回 148,425
43回 344,940 15回 139,917
42回 338,692 14回 131,311
41回 332,372 13回 122,606
40回 325,979 12回 113,801
39回 319,513 11回 104,895
38回 312,972 10回  95,886
37回 306,356  ９回  86,774
36回 299,665  ８回  77,557
35回 292,896  ７回  68,234
34回 286,049  ６回  58,803
33回 279,124  ５回  49,265
32回 272,119  ４回  39,616
31回 265,033  ３回  29,857
30回 257,866  ２回  19,985
29回 250,616  １回  10,000
28回 243,283

（注） 保険契約の解約が年金支払日前にあった場合は、本表の率により求めた金額より若干割り引いた額になります。
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